
 

 

 

 

 

大飯発電所３号炉及び４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月２６日時点 

 

原子力規制部 新基準適合性審査チーム 
  



 

 

・本資料は、原子力規制部新基準適合性審査チームが、適合性審査に係る審査会合等において確認した事項及び

その結果としての各事項に対応する事業者の申請内容を整理したものである。 

・本資料は審査結果をまとめるための中間的な成果物であることから、原子力規制委員会としての最終的な審査

結果については、「関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（３号及び４号原子炉施

設の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定する許可の基準への適合につい

て」及びその添付の「関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（３号及び４号原子

炉施設の変更）に関する審査書」を参照のこと。 

・補足説明資料とは、発電用原子炉設置変更許可申請書及びその添付資料を補足したものである。 

・本資料については、随時、改訂があり得る。 

 

 

 

 

 



内容  

＜発電用原子炉の設置及び運転のための技術的能力＞ 

１． 発電用原子炉の設置及び運転のための技術的能力 

＜設計基準対象施設関連＞ 

１． 外部からの衝撃による損傷の防止（その他自然現象等）（第６条） 

２． 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）（第６条） 

３． 外部からの衝撃による損傷の防止（火山）（第６条） 

４． 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）（第６条） 

５． 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止（第７条） 

６． 火災による損傷の防止（第８条） 

７． 溢水による損傷の防止等（第９条） 

８． 誤操作の防止（第１０条） 

９． 安全避難通路等（第１１条） 

１０． 安全施設（第１２条） 

１１． 全交流動力電源喪失対策設備（第１４条） 

１２． 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設（第１６条） 

１３． 原子炉冷却材圧力バウンダリ（第１７条） 

１４． 安全保護回路（第２４条） 

１５． 保安電源設備（第３３条） 

＜設計基準対象施設及び重大事故等対処施設関連＞ 

１． 地震による損傷の防止（第４条及び第３９条） 

２． 津波による損傷の防止（第５条及び第４０条） 

＜重大事故等対処施設関連＞ 

（有効性評価関連） 

１．０  重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価の考え方 

２．１ 炉心損傷防止対策の有効性評価：２次冷却系からの除熱機能喪失 

２．２ 炉心損傷防止対策の有効性評価：全交流動力電源喪失 

２．３ 炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉補機冷却機能喪失 

２．４ 炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉格納容器の除熱機能喪失 

２．５ 炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉停止機能喪失 

２．６ 炉心損傷防止対策の有効性評価：ＥＣＣＳ注水機能喪失 

２．７ 炉心損傷防止対策の有効性評価：ＥＣＣＳ再循環機能喪失 

２．８ 炉心損傷防止対策の有効性評価：格納容器バイパス（インターフェイースシステ

ムＬＯＣＡ、蒸気発生器伝熱管破損） 

３．１．１ 格納容器破損防止対策の有効性評価：格納容器過圧破損 

３．１．２ 格納容器破損防止対策の有効性評価：格納容器過温破損 

３．２ 格納容器破損防止対策の有効性評価：高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

３．３ 格納容器破損防止対策の有効性評価：原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互

作用 

３．４ 格納容器破損防止対策の有効性評価：水素燃焼 

３．５ 格納容器破損防止対策の有効性評価：溶融炉心・コンクリート相互作用 

４．１ 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価：想定事故１ 

４．２ 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価：想定事故２ 

５．１ 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：崩壊熱除去機能喪失 

５．２ 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：全交流動力電源喪失 

５．３ 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：原子炉冷却材の流出 

５．４ 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：反応度の誤投入 

６． 必要な資源と要員の評価 

有効性評価付録１  確率論的リスク評価（ＰＲＡ） 

有効性評価付録２  原子炉格納容器の温度及び圧力に関する評価 

有効性評価付録３  有効性評価で使用した解析コード 

 

（技術的能力関連） 

１．０ 重大事故等防止技術的能力基準１．０ 

１．１ 重大事故等防止技術的能力基準１．１及び設置許可基準規則第４４条 

１．２ 重大事故等防止技術的能力基準１．２及び設置許可基準規則第４５条 

１．３ 重大事故等防止技術的能力基準１．３及び設置許可基準規則第４６条 

１．４ 重大事故等防止技術的能力基準１．４及び設置許可基準規則第４７条 

１．５ 重大事故等防止技術的能力基準１．５及び設置許可基準規則第４８条 

１．６ 重大事故等防止技術的能力基準１．６及び設置許可基準規則第４９条 

１．７ 重大事故等防止技術的能力基準１．７及び設置許可基準規則第５０条 

１．８ 重大事故等防止技術的能力基準１．８及び設置許可基準規則第５１条 

１．９ 重大事故等防止技術的能力基準１．９及び設置許可基準規則第５２条 

１．１０ 重大事故等防止技術的能力基準１．１０及び設置許可基準規則第５３条 

１．１１ 重大事故等防止技術的能力基準１．１１及び設置許可基準規則第５４条 

１．１２ 重大事故等防止技術的能力基準１．１２及び設置許可基準規則第５５条 

１．１３ 重大事故等防止技術的能力基準１．１３及び設置許可基準規則第５６条 



１．１４ 重大事故等防止技術的能力基準１．１４及び設置許可基準規則第５７条 

１．１５ 重大事故等防止技術的能力基準１．１５及び設置許可基準規則第５８条 

１．１６ 重大事故等防止技術的能力基準１．１６及び設置許可基準規則第５９条 

１．１７ 重大事故等防止技術的能力基準１．１７及び設置許可基準規則第６０条 

１．１８ 重大事故等防止技術的能力基準１．１８及び設置許可基準規則第６１条 

１．１９ 重大事故等防止技術的能力基準１．１９及び設置許可基準規則第６２条 

２．１ 重大事故防止技術的能力基準２．１ 

 

（設備関連）※ 一部設計基準対象施設関連を含む 

１． 重大事故等対処設備（第４３条） 

２． 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備（第４４条） 

３． 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備（第４５条） 

４． 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備（第４６条） 

５． 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備（第４７条） 

６． 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（第４８条） 

７． 原子炉格納容器内の冷却等のための設備（第４９条） 

８． 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（第５０条） 

９． 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備（第５１条） 

１０． 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備（第５２条） 

１１． 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備（第５３条） 

１２． 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備（第５４条） 

１３． 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備（第５５条） 

１４． 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（第５６条） 

１５． 電源設備（第５７条） 

１６． 計装設備（第５８条） 

１７． 原子炉制御室等（第２６条）及び原子炉制御室（第５９条） 

１８． 監視設備（第３１条）及び監視測定設備（第６０条） 

１９． 緊急時対策所（第３４条及び第６１条） 

２０． 通信連絡設備（第３５条）及び通信連絡を行うために必要な設備（第６２条） 

２１． その他設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

文字の枠囲い ： 審査書への記載事項 

文字の網掛け ： 参考扱いの確認事項及びそれらの確認結果 

 

































 

 

6 その他-1 
 

審査の視点、審査確認事項等の整理表案（外部からの衝撃による損傷の防止（その他自然現象等）（第６条）） 

 

第６条は、設計上考慮すべき自然現象（組合せも含む。）及び人為事象（故意によるものを除く。以下本節において同じ。）により、安全施設の安全機能が損なわれないような設計とすることなどを要求しているため、以

下の事項について確認する。 

 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないもの

でなければならない。 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において、自然事象

そのものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されることをいう。 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考

慮」に示されるものとする。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。なお、過去の記録、現地調査

の結果及び最新知見等を参考にして、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳させるものとする。 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応力を単純に加算すること

を必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

７ 第３項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるものであり、飛来物

（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。 

なお、上記の航空機落下については、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成 14・07・29 原院第 4号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に基づき、防護設計の要否に

ついて確認する。 

 

外部からの衝撃による損傷の防止（第６条） 

１．設計基準上考慮すべき事象の抽出及び当該事象に対する設計方針 .............................................................................................................................................. 2 

（１）自然現象 ........................................................................................................................................................................................... 2 

（２）人為事象 ........................................................................................................................................................................................... 9 

２．自然現象の組合せ ...................................................................................................................................................................................... 11 

３．大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象に対する重要安全施設への考慮 ......................................................................................................................... 14 



 

 

6 その他-2 
 

 

 

１．設計基準上考慮すべき事象の抽出及び当該事象に対する設計方針 

（１）自然現象 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及

び津波を除く。次項において同じ。）が発生した

場合においても安全機能を損なわないもので

なければならない。 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条は、設計基準において想定される自然現

象（地震及び津波を除く。）に対して、安全施設

が安全機能を損なわないために必要な安全施

設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備

を含む。）への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、

敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、

凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、

生物学的事象又は森林火災等から適用される

ものをいう。 

 

 

  

自然災害や自然現象の知見・情報を広く収集した

上で、発電所の敷地及び敷地周辺の環境を基に、安

全施設の安全機能に影響を及ぼし得る自然現象に加

え、当該自然現象に関連して発生する可能性がある

自然現象も含めて抽出しているか。 

 

（ⅰ）設計上考慮すべき自然現象 

① 「想定される自然現象」については、自然災害

や自然現象に関する国内外の基準類や文献等を

基に網羅的に自然現象が収集されていることを

確認。 

例：洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積

雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象

又は森林火災等 

 

 

① 国内外の基準や文献等に基づき自然現象を収集し、海外の選定基準を考慮の上、本発電所の敷地

及び敷地周辺の自然環境を基に、安全施設の安全機能に影響を及ぼし得る個々の自然現象とし

て、竜巻、火山の影響、森林火災、風（台風）、降水、落雷、生物学的事象、凍結、積雪、高潮、

洪水及び地滑りの 12 事象を抽出していることを確認した。 

外部ハザードの抽出にあたっては、以下の文献を基に抽出したことを確認した。※ここでは人為

事象も合わせて記載する。 

1. Specific Safety Guide No.SSG-3 “Development and Application of Level 1 Probabilistic 

Safety Assessment for Nuclear Power Plants”, IAEA, April 2010 

2. Safety Requirements No.NS-R-3 “Site Evaluation for Nuclear Installations”, IAEA, 

November 2003 

3. NUREG/CR-2300 “PRA PROCEDURES GUIDE”, NRC, January 1983 

4. NUREG -1407 “Procedural and Submittal Guidance for the Individual Plant Examination 

of External Events (IPEEE) for Severe Accident Vulnerabilities”, NRC, June 1991 

5. ASME/ANS RA-Sa-2009 “Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for Level 1/Large Early 

Release Frequency Probabilistic Risk Assessment for Nuclear Power Plant 

Applications”, February 2009 

6. NEI 12-06[Rev.0] “DIVERSE AND FLEXIBLE COPING STRATEGIES (FLEX) IMPLEMENTATION 

GUIDE”, NEI, August 2012 

7. 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

8. 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

9. “日本の自然災害” 国会資料編纂会、1998 年 

10. “産業災害全史”, 日外アソシエーツ, 2010 年 1 月 

11. “日本災害史事典 1868-2009”, 日外アソシエーツ, 2010 年 9 月 

12. NEI 06-12 “B.5.b Phase2&3 Submittal Guideline”, NEI, December 2006 

 補足説明資料において、設計基準において想定される自然現象及び外部人為事象に係る外部ハザー

ドを幅広く検討するため、国内外の基準や文献等を参考に網羅的に抽出し、発電所で考慮すべき事

象を選定したことが示されている。＜補足説明資料： 6自-別添-1～18＞ 

（１）国内外の基準等から網羅的に抽出 

設計上考慮すべき事象の選定にあたって、想定される自然現象及び外部人為事象に係る外部ハザー

ドを幅広く検討するために国内外の基準や文献等を参考に網羅的に自然現象及び外部人為事象に

係る外部ハザードの抽出を行ったことが示されている。 

参考とした国内外の基準及び文献等は以下のものが示されている。 

・ Specific Safety Guide No.SSG-3 “Development and Application of Level 1 Probabilistic 
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Safety Assessment for Nuclear Power Plants”, IAEA, April 2010 

・ Safety Requirements No.NS-R-3 “Site Evaluation for Nuclear Installations”, IAEA, 

November 2003 

・ NUREG/CR-2300 “PRA PROCEDURES GUIDE”, NRC, January 1983 

・ NUREG -1407 “Procedural and Submittal Guidance for the Individual Plant Examination of 

External Events (IPEEE) for Severe Accident Vulnerabilities”, NRC, June 1991 

・ ASME/ANS RA-Sa-2009 “Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for Level 1/Large Early 

Release Frequency Probabilistic Risk Assessment for Nuclear Power Plant Applications”, 

February 2009 

・ NEI 12-06[Rev.0] “DIVERSE AND FLEXIBLE COPING STRATEGIES (FLEX) IMPLEMENTATION GUIDE”, 

NEI, August 2012 

・ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・ “日本の自然災害” 国会資料編纂会、1998 年 

・ “産業災害全史”, 日外アソシエーツ, 2010 年 1 月 

・ “日本災害史事典 1868-2009”, 日外アソシエーツ, 2010 年 9 月 

・ NEI 06-12 “B.5.b Phase2&3 Submittal Guideline”, NEI, December 2006 

これらの基準等に基づき抽出した自然現象に係る外部ハザードとして 53 事象及び人為事象に係る

外部ハザードとして 21事象を整理したことが示されている。 

 

（２）想定する自然事象及び人為事象の選定 

網羅的に抽出した事象について、設計上考慮すべき自然現象（地震及び津波を除く。）及び外部人為

事象を選定するため、敷地の自然現象や敷地及び敷地周辺の状況を考慮し、海外での評価手法※を

参考とした除外基準のいずれかに該当するものは除外して事象（自然現象 12 事象、外部人為事象 7

事象）の選定したことが示されている。また、選定しない場合には、選定外とした理由が示されて

いる。 

なお、ASME 判断基準との比較が「補足説明資料７」として示されている。＜補足説明資料： 6自

-別添-1～18、6自-別添補足-40＞ 

※ ASME/ANS RA-Sa-2009 "Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for Level 1/Large Early 

Release Frequency Probabilistic Risk Assessment for Nuclear Power Plant Applications" 

基準１  

当該原子炉施設に影響を与えるほど接近した場所に発生しない。 

基準２  

ハザード進展・襲来が遅く、事前にそのリスクを予知・検知することでハザードを排除できる。 

基準３  

当該原子炉施設の設計上、考慮された事象と比較して設備等への影響度が同等若しくはそれ以

下、又は当該原子炉施設の安全性が損なわれることがない。 
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基準４  

影響が他の事象に包含される。 

基準５  

発生頻度が他の事象と比較して非常に低い。 

基準６  

外部からの衝撃による損傷の防止とは別の条項により評価を実施している。又は故意の人為事象

等外部からの衝撃による損傷の防止の対象外の事項である。 

 

（基準５として選定外とした理由） 

「発生頻度が他の事象と比較して非常に低い」として選定しなかった隕石や人工衛星については、

NUREG-1407 “Procedural and Submittal Guidance for the Individual Plant Examination of 

External Events (IPEEE) for Severe Accident Vulnerabilities”によると、隕石や人工衛星に

ついては、衝突の確率が 10-9 と非常に小さいため、起因事象頻度は低く IPEEE の評価対象から除

外する旨が記載されている。なお、本記載の基になった NUREG/CR-5042,Supplement2 によると、１

ポンド以上の隕石の年間落下数と地表の一定面積に落下する確率を面積比で概算した結果、100 ポ

ンド以上の隕石が 10,000 平方フィートに落下する確率は 7×10-10/炉年、100,000 平方フィートに

落下する確率は 6×10-8/炉年、隕石落下による津波の確率は 9×10-10/炉年と評価されているとして

いる。 

その他、IAEA の SAFETY STANDARDS SERIES No. NS-R-1, "Safety of Nuclear Power Plants : 

Design"では、想定起因事象で考慮しないものとして、自然又は人為の事象であって、極めて起こり

にくいもの（隕石や人工衛星の落下）を挙げている。 

なお、隕石が大飯発電所に衝突する確率については、概略計算で以下のとおり見積もられている。 

地球近傍の天体が地球に衝突する確率及び衝突した際の被害状況を表す尺度として、トリノスケー

ルがあるが、2012 年現在において、NASA は、今後 100 年間に衝突が起こる可能性のある天体につ

いて、このトリノスケールのレベル１を超えるものはないとしている。このレベル１の小惑星とし

て“2007VK184”が挙げられているが、当該惑星の衝突確率は「1750 分の１」である。そこで、隕

石が地球に落ちて地上に当たる確率を 1/1750 とする。 

・地球の表面積：510,072,000[km2] 

・大飯発電所の敷地面積：1.75[km2] 

であることから、隕石が大飯発電所の敷地内に衝突する確率は概算で以下のとおりとなる。 

1/1750×（1.75/510,072,000）＝ 1.96×10-12 

 

また、これらの自然現象ごとに、関連して発生する可能性がある自然現象も含めていることを確

認した。 
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原子炉施設の設計に当たっては、設計上考慮すべ

き外部事象（設計上考慮すべき自然現象及び設計上

考慮すべき人為事象）によって、安全施設の安全機

能が損なわれない設計するとしているか。 

 

（ⅱ）設計上考慮すべき自然現象に対する設計方針 

① 想定される自然現象の影響に対して、以下の点

を考慮した上で設計方針を定めていることを確

認。 

・ 最新の科学的・技術的知見を踏まえているか 

・ 信頼性のある過去の記録を調査しているか 

 

上記の考慮事項以外に、個別自然現象に対する設

計方針として考慮すべき事項について例示する。 

a. 風（台風）について 

 建築基準法に基づく風荷重 

 関連して発生する可能性のある雷や高潮

との重畳 

 台風の発生に伴う飛来物の影響を評価

（竜巻影響評価にて包絡される方針でも

よい。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 降水について 

① 抽出した安全施設の安全機能に影響を及ぼし得る自然現象（12 事象）のうち、「竜巻に対する設

計方針」、「火山の影響に対する設計方針」及び「外部火災に対する設計方針」に記載したもの以

外のその他自然現象（9 事象）については、以下のとおり、安全施設の安全機能が損なわれない

よう設計することを確認した。 

補足説明資料において、大飯発電所から距離的に近く（約 32km）、観測所が海岸部の平坦地にあ

り、気候的に類似している舞鶴特別地域気象観測所のデータを用いることが示されている。＜補

足説明資料： 6 自-別添補足-42～46＞ 

 

 

 

 

 

 

 

a. 風（台風） 

建築基準法に基づき風荷重を設定し、これに対し機械的強度を有する設計とすることを確認

した。 

敷地付近で観測された最大瞬間風速は、舞鶴特別地域気象観測所での観測記録（1947～2012 

年）によれば、51.9m/s（2004 年 10 月 20 日）であることを確認した。 

補足説明資料において、台風の中心付近では強い上昇気流にて雷が、また、台風による気圧

低下に伴う高潮の発生が考えられることが示されている。＜補足説明資料： 6 自-別添-19

～27、別添補足-47～60＞ 

 雷については、台風と落雷の各々の事象に対して、安全施設の安全機能を損なうことの

ない設計としている。 

 高潮については、安全施設は台風における高潮においても影響を受けることのない敷地

高さに設置し、安全機能を損なうことのない設計としている。 

台風の発生に伴う飛来物の影響は、竜巻影響評価にて想定している設計飛来物の影響に包絡

されることが示されている。 

また、安全施設に対する風荷重は、建築基準法に基づき、地方毎に過去の台風の記録に基づ

き定められた基準風速及び施設の周辺状況を基に算出した速度圧と、施設の形状に応じた風

力係数より設定し、それに対し機械的強度を有する構造とすることで、安全施設の安全機能

を損なうことのない設計としている建築基準法による風荷重の算出方法が改正されたことか

ら、改正後の建築基準法による風荷重に対しても安全機能を損なわない設計であることの比

較結果が示されている。その結果、風荷重と大飯 3 号機工事計画認可申請の設計用水平地震

力を比較し、風荷重が設計用水平地震力を下回っていることを確認したことが示されている。 

 

b. 降水 
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 安全施設への影響として考えられる最大

の降水量 

 防護対策は、溢水による評価にて包絡さ

れる方針でもよい 

 

 

 

 

 

 

 

c. 落雷について 

 避雷設備、接地網等、接地抵抗の低減や

電撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦

化を図ること 

 安全保護回路への雷サージ抑制を図るこ

と 

 

d. 生物学的事象について 

 クラゲ等の発生や除塵装置を通過する貝

等の海生生物、小動物の侵入等、個々の

生物学的事象に対してそれぞれ防護措置

を図ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 凍結について 

 安全施設への影響として考えられる最低

本発電所近隣の気象観測所で観測された日最大 1時間降水量を上回る処理能力を持つ構内排

水設備を設置して海域に排水する設計とすることを確認した。 

敷地付近で観測された日最大１時間降水量は、舞鶴特別地域気象観測所での観測記録（1947

～2012 年）によれば、80.2mm（1957 年 7 月 16 日）であることを確認した。 

安全施設は、森林法に基づき、降水に対して、観測記録を上回る降雨強度 86mm/h の排水能力

を有する構内排水施設を設けて、海域に排水する設計としていることを確認した。 

補足説明資料において、日本全国の日最大 1 時間降水量 153mm/h の降雨が発生した際の豪雨

に対する影響評価を実施し、敷地の地表面は基本的に海に向けて標高が順次低位となるよう

に設計されていることもあり、幹線排水路等から雨水が溢れても、地表面を直接流れて海に

排水することができることが示されている。＜補足説明資料：6自-別添補足-47～50＞ 

 

c. 落雷 

建屋等に避雷針を設置するなど雷害防止対策を行う設計とすることを確認した。 

雷害防止対策として、建屋等に避雷設備を設け、接地網の布設による接地抵抗の低減等の対

策を行うことにより、安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

 

 

 

d. 生物学的事象 

クラゲ等の発生を考慮して原子炉補機冷却海水設備に除塵設備を設ける設計とし必要に応

じて塵芥を除去することを確認した。また、除塵装置を通過する貝等の海生生物に対して、

海水ストレーナや復水器細管洗浄装置により原子炉補機冷却水冷却器や復水器等への影響

を防止する設計とすることを確認した。小動物の侵入に対して屋外設置の端子箱貫通部等を

シールする設計とすることを確認した。(添付 8 1.1.1.4) 

生物学的事象に対して、クラゲ等の海生生物の発生、小動物の侵入を考慮することを確認し

た。 

安全施設は、クラゲ等の海生生物の発生に対して、原子炉補機冷却海水設備に除塵装置を設

け、また、小動物の侵入に対して、屋外装置の端子箱貫通部等にシールを行うことにより、

安全機能を損なうことのない設計とする。 

除塵装置を通過する貝等の海生生物については、海水ストレーナや復水器細管洗浄装置によ

り、原子炉補機冷却水冷却器や復水器等への影響を防止する。さらに、定期的に開放点検、

清掃をできるよう点検口等を設ける設計とする。 

補足説明資料において、除塵装置の配置・構造、運転操作等が示されている。＜補足説明資

料：6自-別添補足-1～12＞ 

 

e. 凍結 

本発電所近隣の気象観測所で観測された最低気温を考慮し、屋外機器で凍結のおそれがある
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気温 

 

 

 

 

 

 

 

f. 積雪について 

 安全施設への影響として考えられる最大

の積雪量を考慮して積雪荷重を設定する

こと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

g. 高潮について 

 高潮の影響を受けないよう安全施設への

影響として考えられる最大の潮位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h. 地滑りについて 

 地震又は大雨により発生するが、第 6 条

においては、大雨に起因する地滑りにつ

ものは保温等の凍結防止対策を行う設計とすることを確認した。 

敷地付近で観測された最低気温は、舞鶴特別地域気象観測所での観測記録（1947～2012 年）

によれば、-8.8℃（1977 年 2 月 16 日）であることを確認した。 

屋外機器等で凍結のおそれのあるものに保温等の凍結防止対策を行うことにより、安全機能

を損なうことのない設計とする。 

補足説明資料において、凍結防止対策の具体例が示されている。＜補足説明資料：6自-別添

-23＞ 

 

f. 積雪 

建築基準法に基づき積雪荷重を設定し、これに対し機械的強度を有する設計とすることを確

認した。 

敷地付近で観測された積雪の深さの月最大値は、舞鶴特別地域気象観測所での観測記録（1947 

年～2012 年）によれば、87cm（2012 年 2 月 2日）であることを確認した。 

安全施設は、積雪荷重を建築基準法に基づき設定し、それに対し機械的強度を有することに

より、安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、積雪荷重は、建築基準法に基づき、積雪量 100cm として積雪荷重を

設定し、それに対し機械的強度を有する構造とすることで安全施設の安全機能を損なうこと

のない設計としている。また、設計を超える積雪が発生したとしても、火山影響評価におい

て、火山灰と積雪の組合せ荷重に耐えることを確認していること、及び除雪による緩和措置

をとることが可能であることから、安全施設の安全機能を損なうおそれはないとしているこ

とが示されている。＜補足説明資料：6自-別添-19～27＞ 

 

g. 高潮 

本発電所近隣の検潮所での過去最高潮位以上の敷地高さに安全施設を設置し、高潮により影

響を受けることのない設計とすることを確認した。なお、海水ポンプ室については、防護壁

及び敷地で囲うことにより、安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

発電所周辺海域の潮位については、発電所から西方約 25km 地点に位置する舞鶴検潮所にお

ける潮位を設計潮位とすることを確認した。 

舞鶴検潮所における観測記録（1969 年～2011 年）によれば、過去最高潮位は T.P.（東京湾

平均海面）+0.93m（1998 年 9 月 22 日；台風 7号）であることを確認した。 

安全施設は、敷地高さ（T.P.+9.7m 以上）に設置し、高潮により安全機能を損なうことのない

設計とする。なお、海水ポンプ室周辺地盤についても T.P.+8.0m とし、安全機能を損なうこ

とのない設計とすることを確認した。 

 

h. 地滑り 

重要安全施設を内包する原子炉補助建屋の西側が、土砂災害危険箇所図（国土交通省国土政

策局発行）の記載に基づく土石流危険区域と示されていることから、土石流が流れ込むこと
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

いて評価が（地震に起因する地滑りにつ

いては、第４条地震において確認） 

 地滑り地形分布図（独立行政法人防災科

学技術研究所発行）及び土砂災害危険箇

所図（国土交通省国土政策局発行）、文献

調査、空中写真判読等により、地滑りの影

響を受ける恐れがある場所を特定 

 一方、それらに基づき地滑りの影響を受

ける恐れがないと評価できる場合は、そ

の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i. 洪水について 

 国土交通省国土政策局発行の浸水想定区

域図等により、洪水の影響を受ける恐れ

があるか 

 一方、それらに基づき洪水の影響を受け

る恐れがないと評価できる場合は、その

理由 

 

を防止するため、堰堤を土石流危険渓流に設置する設計とする。堰堤は、国土交通省国土技

術政策総合研究所の砂防基本計画策定指針（土石流・流木編）解説により求めた土石流危険

渓流の流出量に保守性を加えた計画流出量を捕捉できる設計とし、風（台風）と積雪との荷

重の組合せも考慮することを確認した。また、堰堤の健全性を確保できる堆積制限位を超え

る事象が発生した場合は、堆積制限位以下となるよう土砂撤去を行うこととし、堆積制限位

以下にできないと判断する場合に備えて、プラントを停止する手順を整備する等の運用上の

措置を講じるとしていることを確認した。 

地すべり地形分布図（独立行政法人防災科学技術研究所発行）及び土砂災害危険箇所図（国

土交通省国土政策局発行）によると、大飯発電所周辺の地滑り地形は第 1.12.9.1.1 図に示

すとおりであり、この地滑り地形の箇所の地滑りに対して、安全施設の安全機能を損なうこ

とのない設計とすることを確認した。 

地すべり地形分布図及び土砂災害危険箇所図によると、大飯発電所西側において土石流危険

区域に設定されている箇所があるが、地表踏査等により土石流危険渓流流域界に指定されて

いる斜面の範囲においては、露頭が多く確認されており、土砂の堆積はわずかな層厚であり

土石流を発生させるようなものではなく、仮に発生したとしても土石流が安全施設まで到達

するおそれはない。また、その他の地滑り箇所については、特高開閉所があるが、損傷して

もディーゼル発電機による電源供給が可能であること及び別系統による外部電源の確保が可

能であることから、安全機能に影響を与えるおそれはないとしていることを確認した。 

補足説明資料において、計画流出量の算出方法、堰堤に影響を与えるおそれのある自然現象

の組合せの考え方、堰堤の構造、堆積制限位の設定の考え方が示されている＜補足説明資料：

6自-別添補足-70～97＞。 

また、「地滑り」とは、「土石流」、「急傾斜地の崩壊」、「地すべり※」を包含したものとして言

葉を定義していることが示されている＜補足説明資料：6自-別添補足-70､73＞。 

※「地すべり」とは、地下水などの影響により斜面の一部が動き出す現象をいう。 

 

i. 洪水 

敷地付近は、地形及び表流水の状況から判断して、洪水による被害は考えられないとしてい

ることを確認した。 

発電所周辺地域における河川としては、敷地から南方向 7km のところに佐分利川があるが、

発電所が立地している大島半島にはない。 

補足説明資料において、おおい町総合防災マップが示されている。＜補足説明資料：6自-別

添-19～27＞ 
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（２）人為事象 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

第六条  

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想

定される発電用原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。）に対し

て安全機能を損なわないものでなければなら

ない。 

 

（解釈） 

７ 第３項は、設計基準において想定される発電用

原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）に対して、安全施設が安

全機能を損なわないために必要な安全施設以

外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含

む。）への措置を含む。 

 

 

  

人為事象に関する知見・情報を広く収集した上

で、発電所の敷地及び敷地周辺の状況を基に、安全

施設の安全機能に影響を及ぼし得る人為事象を抽出

しているか。 

 

（ⅰ）設計上考慮すべき人為事象 

① 「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）」は、敷地及び敷地

周辺の状況をもとに選択されるものであり、外部

人為的事象に関する国内外の基準類や文献等を

基に網羅的に収集され、設計上考慮すべき外部人

為的事象が科学的、合理的に抽出されていること

を確認。 

例：飛来物（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、

近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電

磁的障害等 

 

① 国内外の基準や文献等に基づき人為事象を収集し、海外の選定基準を考慮の上、本発電所の敷地

及び敷地周辺の状況を基に、安全施設の安全機能に影響を及ぼし得る人為事象として、爆発、近

隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害、飛来物（航空機落下等）及びダムの崩壊

の 7事象を抽出していることを確認した。 

外部ハザードの抽出にあたっては、「自然現象」と同様に文献を基に抽出したことを確認した。 

原子炉施設の設計に当たっては、設計上考慮すべ

き外部事象（設計上考慮すべき自然現象及び設計上

考慮すべき人為事象）によって、安全施設の安全機

能が損なわれない設計するとしているか。 

 

（ⅱ）設計上考慮すべき人為現象に対する設計方針 

① 想定される人為事象の影響に対して、以下の点

を考慮した上で設計方針を定めていることを確

認。 

・ 最新の科学的・技術的知見を踏まえているか 

・ 信頼性のある過去の記録を調査しているか 

 

上記の考慮事項以外に、個別人為現象に対する設

計方針として考慮すべき事項について例示する。 

 

a. 船舶の衝突について 

 発電所周辺の航路や船舶漂流等の可能性

も踏まえたもの 

 

 

 

 

 

 

① 抽出した安全施設の安全機能に影響を及ぼし得る人為事象（7事象）のうち、「外部火災に対する

設計方針」に記載したもの以外のその他人為事象（4 事象）については、以下のとおり、安全施

設の安全機能が損なわれない設計としていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

a. 船舶の衝突 

一般航路は本発電所から離隔距離が確保されていることを確認した。 

発電所周辺海域の船舶の航路としては、発電所沖合の約 18km 以遠に舞鶴から小樽（北海道）
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 電磁的障害について 

 サージ・ノイズや電磁波の侵入防止のた

め、必要な機器に電磁波侵入防止対策を講

じる 

 現時点では、太陽活動に起因する大規模な

電磁障害（太陽フレア）は知見が十分でな

いため評価対象としなくてよい 

 

 

 

c. ダムの崩壊について 

 ダムの崩壊の影響を受ける恐れがないと

評価できる場合は、その理由 

 

までのフェリー航路があり、また、小浜湾には発電所から東方向約 3km に景勝地蘇洞門めぐ

りの遊覧船と小浜湾を周遊する観光船の定期航路があることを確認した。 

また、小型船舶が本発電所近傍で漂流した場合でも、防護壁により、海水ポンプの取水に影

響を与えるおそれはない設計とすることを確認した。 

仮に取水口に侵入し３，４号海水ポンプ室前面に到達したとしても防護壁があり、海水ポン

プの取水に影響を与えるおそれはないとしていることを確認した。 

また、重油流出事故が発生した場合はオイルフェンスを設置する設計とすることを確認し

た。 

 

b. 電磁的障害 

原子炉安全保護計装盤及びケーブルに対し、電磁波の侵入防止対策を行う設計とすることを

確認した。 

電磁波の侵入防止対策として、日本工業規格（ＪＩＳ）等に基づき、ラインフィルタや絶縁

回路の設置により、サージ・ノイズの侵入を防止するとともに、鋼製筐体や金属シールド付

ケーブルの適用により電磁波の侵入を防止する設計としているため、電磁的障害により安全

施設が安全機能を損なうことはないとしていることを確認した。 

補足説明資料において、「電磁的障害防止策」及び「サージ・ノイズ対策回路の具体的な構成」

について示されている。＜補足説明資料： 6自-別添補足-28～29＞ 

 

c. ダムの崩壊 

崩壊により本発電所に影響を及ぼすようなダムはないことから、設計上考慮する必要はない

ことを確認した。 

 

 

（解釈） 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象で

あって人為によるもの（故意によるものを除

く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに

選択されるものであり、飛来物（航空機落下

等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、

有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をい

う。 

なお、上記の航空機落下については、「実用発

電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準

について」（平成14・07・29原院第4号（平成１

４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に

① 航空機落下について 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の

評価基準について」（平成14・07・29 原院第4 

号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院

制定））等に基づき、号炉毎に、航空機落下確

率が10-7回／炉・年を超えないことを確認。 

 

 

 

 

② 仮に、その結果が10-7回／炉・年を超えた場

合、必要に応じて防護設計を行う方針であるこ

とを確認。 

 

① 飛来物（航空機落下等）に対しては、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準につ

いて」（平成 14･07･29 原院第 4号）等に基づき、航空機落下確率を評価した結果、３号炉は約 3.0

×10-8回／炉・年、４号炉は約 3.0×10-8回／炉・年であり、防護設計の要否判断の基準である 10-

7回／炉・年を超えないため、航空機落下による防護については、設計上考慮する必要はないこと

を確認した。 

本発電所敷地周辺の社会環境からみて、発電所周辺での爆発等に起因する飛来物により、安全施

設が安全機能を損なうことはない。 

補足説明資料において、評価に用いた数値及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6自-

別添補足-13～27＞ 

 

② 10-7回／炉・年を超えないため、防護設計は不要であることを確認した。 
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基づき、防護設計の要否について確認する。 

 
 

 

２．自然現象の組合せ 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（解釈） 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震

及び津波を除く。）が発生した場合においても

安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考

慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭

遇した場合において、自然事象そのものがもた

らす環境条件及びその結果として施設で生じ

得る環境条件において、その設備が有する安全

機能が達成されることをいう。 

 

  

 

 

安全施設の設計に当たっては、設計上考慮すべき自

然現象の組合せを検討しているか。なお、安全施設

の安全機能が損なわれないことを広く確認する観

点から、地震と津波についても、組み合わせる自然

現象の対象に含めているか。 

 

（ⅰ）組み合わせる自然現象の抽出 

① 各自然現象によって従属的に発生する可能性

がある自然現象も考慮し、自然現象の組み合

わせについて網羅的に検討していることを確

認。 

② これらの組み合わせが原子炉施設に与える影

響の評価については、（１）個々の自然現象（従

属的に発生する可能性がある自然現象も含

む）の設計に包絡されているか、（２）原子炉

施設に与える影響が自然現象を組み合わせる

ことにより、個々の自然現象がそれぞれ与え

る影響を重ね会わせたものよりも小さくなる

か、（３）同時に発生するか、の３つの観点か

ら検討していることを確認。 

 

① 抽出した安全施設の安全機能に影響を及ぼし得る自然現象（12事象）のうち、本発電所の敷地で

は発生しないと評価した洪水を除くとともに、「津波による損傷の防止（第５条関係）」において

評価した高潮を除いた 10 事象に、地震及び津波を加えた 12 事象について、組合せを検討してい

ることを確認した。その際、各自然現象によって関連して発生する可能性がある自然現象も考慮

し、自然現象の組合せについて網羅的に検討していることを確認した。 

② この組合せが原子炉施設に与える影響について、①個々の自然現象（関連して発生する可能性が

ある自然現象も含む。）の設計に包絡されている、②原子炉施設に与える影響が自然現象を組み合

わせることにより、個々の自然現象がそれに与える影響よりも小さくなる、③同時に発生すると

は考えられない、という 3つの観点から検討していることを確認した。 

自然現象の組合せについては、発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）から、

敷地の地形等から判断して被害を受けないと評価した洪水及び津波に包絡される高潮を除いた事

象に、地震及び津波を加え、網羅的に組み合わせる。 

組合せの評価に当たっては、各々の自然現象の設計に包絡されること、同時に発生するとは考え

られないこと、又は与える影響が自然現象を重ね合わせることで各々の自然現象が与える影響よ

り緩和されることといった観点から評価する。 

なお、発生頻度が高い風（台風）、積雪、降水又は凍結については、降水及び積雪、並びに降水及

び凍結の組合せは同時に発生するとは考えられない、又は各々の影響より緩和されることを考慮

し、風（台風）及び降水の組合せ、並びに風（台風）、積雪及び凍結の組合せをあらかじめ想定す

る。 

また、組合せの評価のうち、「第四条地震による損傷の防止」及び「第五条津波による損傷の防止」

において考慮する事項は、各々の条項で考慮する。 

補足説明資料において、組み合わせた事象によるプラントに及ぼす影響が、①個々の自然現象（関

連して発生する可能性がある自然現象も含む）の設計に包絡されるか、②原子炉施設に与える影

響が自然現象を組み合わせることにより、個々の自然現象がそれに与える影響よりも小さくなる

か、③同時に発生するとは考えられないかという３つの観点から検討していることが示されてい

る。＜補足説明資料：6自-別添-34～74＞ 

 

 組合せによる影響（地震と津波に係る影響は

「地震による損傷の防止（第４条関係）」及び

「津波による損傷の防止（第５条関係）」におい

て検討していない影響）により、安全施設の安全

機能が損なわれないように設計しているか。 

① 上記の①から③（組み合わせが原子炉施設に与える影響の３つの観点）のいずれかに該当する自

然現象の組合せについては、安全施設の安全機能が損なわれないことを確認したとしていること

を確認した。 

組合せの評価の結果、考慮が必要とされた風（台風）、積雪及び火山の荷重の組合せに対しては、

安全施設の安全機能を損なうことのない設計とする。その他の組合せに対しては、安全施設の安
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅱ）組み合わせる自然現象に対する設計方針 

① （ⅰ）の環境条件においても、その設備が有す

る安全機能が損なわれない方針であることを

確認。 

 

全機能を損なうことがないことを確認した。 

補足説明資料において、自然現象の組み合わせによる安全施設にあてる影響について「想定され

る自然現象とプラントに及ぼす影響」として整理されていることが示されている。その結果、組

み合わせた事象がプラントに及ぼす影響については、個別の事象の設計に包絡されること、事象

の組合せが起こり得ないこと、又は、それぞれの事象の影響が打ち消し合う方向であることから、

安全施設の安全機能を損なわないことが示されている。 

＜補足説明資料：6自-別添-34～74＞ 

 

また、①から③のいずれにも該当しない設計上考慮すべき自然現象の組合せとして、「火山の影響、

風（台風）及び積雪の組合せ」並びに「風（台風）、積雪及び地滑りの組合せ」が抽出され、それ

ら組合せに対して安全施設の安全機能が損なわれない設計とするとしていることを確認した。 

補足説明資料において、設計上考慮すべき荷重評価における自然現象の組合せの抽出過程が示さ

れている。＜補足説明資料：6自-別添-73～75＞ 

a.組合せを検討する自然現象の抽出 

荷重により安全施設に大きな荷重を与えると考えられる現象は、風（台風）、竜巻、積雪、火山灰、

地滑り、地震及び津波である。 

このうち、竜巻については、発生銀度が低く、影響範囲が極めて限定的であることから、竜巻に

よる荷重に他の自然現象による荷重を組み合わせる必要はない。また、地滑りに関しては施設へ

の影響が限定的であることから、影響が限定的な施設における荷重の組合せとして考慮する。 

荷重の組合せを考慮する自然現象のうち、地震、津波及び火山灰による荷重は、発生頻度が低い

偶発荷重であるが、発生すると荷重が比較的大きいことから、設計用の主荷重として扱う。これ

に対して、風荷重は、発生頻度が主荷重と比べて高い変動荷重であり、発生する荷重は主荷重と

比べて小さいことから、従荷重として扱う。なお、積雪荷重については、大飯発電所は多雪区域

であることから、常時積雪荷重が加わることを考慮する。 

b.荷重の性質 

荷重の大きさについては、主荷重は従荷重と比較して大きく、主荷重が支配的になる。最大荷重

の継続時間については、地震、津波及び風は最大荷重の継続時間が短い。これに対して、火山灰

は、一度事象が発生すると、降下物が降り積もって堆積物となり、長時間にわたって荷重が作用

するため、最大荷重の継続時間が長い。発生頻度については、主荷重は従荷重と比較して発生頻

度が非常に低い。 

以下、荷重の性質を考慮して、主荷重同士の組合せ及び主荷重、従荷重である風荷重、常時考慮

する積雪荷重の組合せについて検討する。 

c.主荷重同士の組合せ 

主荷重同士の組合せについては、従属事象、独立事象であるかを踏まえ検討する。 

(a)地震及び津波 

主荷重同士の組合せとしては、地震と津波には因果関係があるため、地震及び津波を設計上考

慮する。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

(b)火山灰及び地震 

基準地震動の震源と火山とは十分な距離があることから、独立事象として扱い、それぞれ発生

頻度が小さいことから組合せを考慮しない。火山性地震については、火山と敷地とは十分な距

離があることから、火山性地震とこれに関連する事象による影響はないと判断し、地震と火山

の組合せは考慮しない。 

(c)火山及び津波 

基準津波の波源と、火山とは十分な距離があることから、独立事象として扱い、それぞれの頻

度が十分小さいことから組合せを考慮しない。火山活動に関する検討結果から想定される津

波の規模及び地形的障害を考慮すると、敷地に影響を及ぼすような津波が到達することはな

く、火山事象に伴う津波による影響はないと判断し、津波と火山の組合せは考慮しない。 

d.主荷重、従荷重及び常時考慮する積雪荷重の組合せ 

主荷重と従荷重である風荷重が同時に発生する場合を考慮し、主荷重と組み合わせるべき風荷重

について検討する。また、常時考慮するとした積雪荷重について、組み合わせるべき積雪荷重を

検討する。 

(a)地震荷重又は津波荷重と風荷重及び積雪荷重の組合せ 

地震又は津波と風については、それぞれ最大荷重の継続時間が短く同時に発生する確率は低

いものの、風荷重の影響が大きいと考えられるような構造や形状の施設については、適切に組

合せを考慮する。組み合わせる風速の大きさは、平成 12年 5 月 31 日建設省告示第 1454 号に

定められた大飯郡の基準風速 32m/s とする。また、常時考慮すべき積雪荷重については、建築

基準法の多雪区域における地震荷重と積雪荷重の組合せを適用して、建築基準法施行細則（福

井県）に定められた大飯郡の垂直積雪量 100cm に卑近的な積雪荷重を与えるための係数 0.35

を考慮する。 

(b)火山灰による荷重と風荷重及び積雪荷重の組合せ 

火山灰と風については、火山灰による荷重の継続時間が他の主荷重と比較して長いため、組合

せを考慮し、施設の形状、配置により適切に組み合わせる。組み合わせるべき荷重について、

建築基準法の多雪区域において、風荷重と積雪荷重の組合せが定められているため、建築基準

法を参考にして風荷重と積雪荷重を設定する。 

風荷重については、平成 12 年 5月 31 日建設省告示第 1454 号に定められた大飯郡の基準風速

32m/s とする。また、常時考慮すべき積雪荷重については、建築基準法施行細則（福井県）に

定められた大飯郡の垂直積雪量 100cm を考慮する。 

 

組合せの評価のうち、「第四条地震による損傷の防止」及び「第五条津波による損傷の防止」にお

いて考慮する事項は、各々の条項で考慮することを確認した。 
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３．大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象に対する重要安全施設への考慮 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

第六条  

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影

響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象

により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したも

のでなければならない。 

 

（解釈） 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原

子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現

象に対する設計上の考慮」に示されるものとす

る。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれ

があると想定される自然現象」とは、対象とな

る自然現象に対応して、最新の科学的技術的知

見を踏まえて適切に予想されるものをいう。な

お、過去の記録、現地調査の結果及び最新知見

等を参考にして、必要のある場合には、異種の

自然現象を重畳させるものとする。 

 
 

重要安全施設の設計に当たっては、これに大きな影

響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象（必要

に応じて異種の自然現象を重畳させる）により作用す

る力（衝撃）に設計基準事故時の荷重（応力）を適切

に考慮する必要があり、それぞれの因果関係や時間的

変化を踏まえて、適切に組み合わせているか。 

 

① 「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象」として、考慮する必要の有無を確

認。考慮する必要がある場合は、対象となる自

然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を

踏まえて適切に予想されたものであることを確

認。 

 

 

 

② 過去の記録、現地調査の結果及び最新知見等を

参考にして、考慮する必要がある場合には、異

種の自然現象を重畳させる方針であることを確

認。 

③ 「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象」について、第６条１項の想定され

る自然現象及びその組み合わせで最大のものと

して整理することとしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

① 重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象は、抽出した自然現象

に含まれるとしていることを確認した。また、これらの自然現象又は「自然現象の組合せ」で

抽出した自然現象の組合せにより、重要安全施設を含む安全施設の安全機能が損なわれない設

計としていることから、これらの自然現象により設計基準事故は発生しないため、当該自然現

象と設計基準事故を組み合わせる必要はないとしていることを確認した。 

具体的には、重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力を、そ

れぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して、適切に組み合わせて設計することを確認した。 

 

② なお、過去の記録及び現地調査の結果を参考にして、考慮する必要がある場合には、異種の自然

現象を重畳させるものとすることを確認した。 

 

 

③ 重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象は、選定した自然現象

（12 事象）に含まれることを確認した。また、重要安全施設を含む安全施設は、１．において

選定した自然現象又はその組み合わせにより安全機能を損なわない設計としていることを確認

した。 

 

 

（解釈） 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、

大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝

撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応

力を単純に加算することを必ずしも要求するも

のではなく、それぞれの因果関係及び時間的変

化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

 
 

① 「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により、当

該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故が発生した場合に生じる応力を単純に加算す

ることを必ずしも要求するものではなく、それぞ

れの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に

組み合わせていることを確認。 

② 因果関係については、これらの自然現象が、設計

基準事故の起因とはならないように設計する場

合は、設計基準事故と当該自然現象は独立した事

象と考えられることから、設計基準の評価におい

① 設計基準事故の影響が及ぶ期間に発生すると考えられる自然現象により重要安全施設に作用す

る衝撃と設計基準事故時に生じる応力を適切に考慮する設計としていることを確認した。 

安全機能が損なわれなければ設計基準事故に至らないため、重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象又はその組合せと設計基準事故に因果関係はない。 

 

 

 

② したがって、因果関係の観点からは、重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象により重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力を組み合わ

せる必要はなく、重要安全施設は、各々の事象に対して、安全機能を損なうことのない設計とす

ることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

ては、設計上想定する当該自然現象と設計基準事

故の組み合わせを考慮する必要はない。 

 

 

 

 

 

 

③ 時間的変化については、設計基準事故の影響が及

ぶ期間に発生すると考えられる自然現象につい

て、当該自然現象により作用する衝撃及び設計基

準事故時に生じる応力を適切に組み合わせるこ

とを確認。 

 

 

 

補足説明資料において、荷重の組合せについて、地震、津波、風及び積雪の組合せ、火山灰、風

及び積雪の組合せを考慮する。また、影響が限定的な施設への組合せとしては地滑り、風及び積

雪の組合せを考慮する。ただし、荷重の組合せによる影響は、「第四条 地震による損傷の防止」

又は「第五条 津波による損傷の防止」の条項において、地震又は津波と積雪の荷重を、施設の

形状、配置に応じて考慮する。また、地震又は津波と風の組合せについても、風荷重の影響が大

きいと考えられるような構造や形状の施設については、組合せを考慮することが示されている。

＜補足説明資料：6自-別添 76,77＞ 

 

③ 設計基準事故の影響が及ぶ期間に発生すると考えられる自然現象はないため、当該自然現象に

より作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力を適切に組み合わせる必要はないことを確

認した。 

 

 



 
 

6 竜-1 
 

審査の視点、審査確認事項等の整理表案（竜巻（第６条）） 

 

設置許可基準規則第６条第１項及び第２項は、想定される竜巻が発生した場合においても安全施設の安全機能が損なわれないように設計することを要求しているため、以下の事項について確認する。 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ （略） 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において、自然事象

そのものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されることをいう。 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」

に示されるものとする。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。なお、過去の記録、現地調査の

結果及び最新知見等を参考にして、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳させるものとする。 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応力を単純に加算することを

必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

７～８ （略） 

 

 

外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）（第６条） 

１．竜巻に対する防護に関して、設計上対処すべき施設を抽出するための方針 ........................................................................................................................ 6 竜-2 

２．発生を想定する竜巻の設定 .................................................................................................................................................................. 6 竜-5 

（１） 竜巻検討地域の設定 ................................................................................................................................................................... 6 竜-5 

（２）基準竜巻の設定 ........................................................................................................................................................................ 6 竜-8 
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１．竜巻に対する防護に関して、設計上対処すべき施設を抽出するための方針 

設置許可基準規則/解釈（竜巻影響評価ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

1.1 目的 

原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則」第６条において、外部からの衝撃による損

傷の防止として、安全施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）が発生した場合において

も安全機能を損なわないものでなければならない

としており、敷地周辺の自然環境を基に想定される

自然現象の一つとして、竜巻の影響を挙げている。

本ガイドは、当該規定に関連して、原子炉施設の供

用期間中に極めてまれに発生する突風・強風を引き

起こす自然現象としての竜巻及びその随伴事象（注

1.1）等によって原子炉施設の安全性を損なうこと

のない設計であることを設置許可段階において確

認する一例として安全審査に活用することを目的

とする。また、本評価ガイドは、竜巻影響評価の妥

当性を審査官が判断する際に、参考とするものであ

る。 

設置許可段階の安全審査においては、以下の2 点

について確認する。 

・設計竜巻及び設計荷重（設計竜巻荷重及びその他

の組み合わせ荷重（注 1.2））が、本ガイドに示す

基本的な方針を満足した上で適切に設定されてい

ること。 

・設計荷重に対して、竜巻防護施設の構造健全性等

が維持されて安全機能が維持される方針であるこ

と。 

 竜巻によって安全施設の安全機能が損なわれない

ことを確認するための施設を抽出するとしているか。

この抽出をするための区分としては、竜巻ガイドにお

いて、その施設の安全機能が損なわれないように防護

する必要がある竜巻防護施設と、竜巻防護施設に対し

て影響を及ぼし得る施設の双方（以下この節において

「設計対象施設」という。）を示している。 

 

（１）竜巻から防護する施設の抽出 

耐震重要度分類等を参照し、竜巻から防護する施設

を網羅的に抽出しているか。 

① 竜巻から防護する施設として、クラス１、クラス

２及びクラス３に属する構築物、系統及び機器を

抽出することを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）竜巻から防護する施設の抽出 

① 竜巻から防護する施設としては、安全施設が竜巻の影響を受ける場合においても、発電用原子

炉施設の安全性を確保するために、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する

審査指針」で規定されているクラス１、クラス２及びクラス３に該当する構築物、系統及び機

器とすることを確認した。 

 

抽出した竜巻から防護する施設から、竜巻影響評価

が必要となる施設を選定しているか。 

（２）竜巻影響評価が必要となる施設を選定 

（２－１）竜巻防護施設の選定 

① 抽出した竜巻から防護する施設のうち、竜巻影響

評価が必要となる施設を選定していることを確

認。 

区分例は以下のとおり。 

１. 建屋等に内包され防護される施設 

２. 外殻となる施設等（竜巻防護施設を内包する

建屋・構築物等）による防護が期待できない

施設 

３. 建屋内の施設で外気と繋がっている施設 

４. 屋外施設 

（２）竜巻影響評価が必要となる施設を選定 

 補足説明資料において、竜巻影響評価が必要となる施設の選定について、既設プラントであるこ

とを踏まえ抽出フロー及び抽出結果が示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1-2～14＞ 

（２－１）竜巻防護施設の選定 

① 竜巻防護施設として、安全重要度分類指針に基づくクラス１及びクラス２に属する構築物、系

統及び機器を抽出する方針としていることを確認した。 

竜巻防護施設は、 

１. 建屋に内包され，設計荷重及び設計飛来物の衝突による影響から防護される施設（外気と

繋がっている施設を除く。）（以下「建屋に内包され防護される施設（外気と繋がっている

施設を除く）」という。） 

２. 建屋に内包されるが，建屋が設計竜巻による影響により損傷する可能性があるために、設

計竜巻による影響から防護できない可能性のある施設（以下「建屋に内包されるが防護が

期待できない施設」という。） 

３. 屋外の竜巻防護施設及び建屋に内包され防護される施設のうち，外気と繋がる施設（以下
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(注 1.1) 竜巻及び竜巻と同時に発生する可能性の

ある雷、大雨、雹等、あるいはダウンバースト等に

伴って発生し得る事象 

(注 1.2) 2.2.2（２）参照 

 

2.1 設計対象施設 

以下の（１）及び（２）に示す施設を設計対象施

設とする。 

（１）竜巻防護施設 

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」

の重要度分類における耐震 S クラスの設計を要求

される設備（系統・機器）及び建屋・構築物等とす

る。 

（２）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

当該施設の破損等により竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼして安全機能を喪失させる可能性が否定

できない施設、又はその施設の特定の区画(注2.1)。 

 

【解説】 

解説 2.1 設計対象施設 

 

設計竜巻荷重は、基準地震動 Ss による地震荷重

と同様に施設に作用するものと捉え、設計対象施

設は、耐震設計上の重要度分類を引用して、耐震

Sクラス施設及び耐震Sクラス施設に波及的影響

を及ぼし得る施設とした。ただし、竜巻防護施設

の外殻となる施設等（竜巻防護施設を内包する建

屋・構築物等）による防護機能によって、設計竜

巻による影響を受けないことが確認された施設

については、設計対象から除外できる。 

竜巻防護施設の例としては、原子炉格納容器や

安全機能を有する系統・機器（配管を含む）等が

考えられる。外殻となる施設等による防護機能が

期待できる設計対象施設の例としては、原子炉格

納容器に内包された安全機能を有する設備等が

考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイ

ド」における耐震重要度分類Ｓクラスの設備（系

統・機器）及び建屋・構築物等を竜巻防護施設と

して抽出することとしていることを確認。 

 

 

 

 

 

③ 竜巻影響評価の対象からクラス３に該当する設

備を除外する場合、損傷を考慮し代替や修復等に

より安全機能を損なわない方針であることを確

認。 

 

「屋外施設及び建屋内の施設で外気と繋がっている施設」という。） 

に分類し，以下のように抽出することを確認した。 

１. 建屋に内包され防護される施設（外気と繋がっている施設を除く） 

２. 建屋に内包されるが防護が期待できない施設 

３. 屋外施設及び建屋内の施設で外気と繋がっている施設 

（屋外施設） 

 海水ポンプ（配管，弁を含む） 

 海水ストレーナ 

 排気筒（建屋外） 

（建屋内の施設で外気と繋がっている施設） 

 換気空調設備（アニュラス空気浄化設備、格納容器排気系統、補助建屋排気系統、放射線管

理室排気系統、中央制御室空調装置、安全補機開閉器室の換気空調設備、電動補助給水ポン

プ室の換気空調設備、制御用空気圧縮機室の換気空調設備及びディーゼル発電機室の換気空

調設備の外気と繋がるダクト・ファン及び外気との境界となるダンパ・バタフライ弁） 

 排気筒（建屋内） 

補足説明資料において、竜巻影響評価が必要となる竜巻防護施設の抽出結果について、安全機

能の重要度分類及び耐震重要度分類との関係が整理され、抽出結果が網羅的であることが示さ

れている。＜補足説明資料：6竜-別添 1補足-127～155＞ 

 

② なお、耐震重要度 S クラス設備等である津波防護設、浸水防止設備及び津波監視設備について

は、竜巻と津波は発生原因が異なり同時に発生するとは考えられないことから、事象の組合せ

は考慮せず、竜巻防護施設として抽出しない方針としていることを確認した。 

補足説明資料において、耐震重要度 Sクラス設備等が安全重要度分類クラス 1、2に包含される

ことが示されている。ただし、耐震重要度 S クラス設備等である海水ポンプ室浸水防止蓋（浸

水防止設備）並びに津波監視カメラ及び潮位計（津波監視設備）については、竜巻と津波の重

畳は考え難いことから、竜巻防護施設として抽出しないことが示されている。＜補足説明資料：

6竜-別添 1-2～14＞ 

 

クラス３に属する構築物、系統及び機器は、竜巻により損傷した場合であっても、代替手段が

あることなどにより安全機能が損なわれないことから抽出しない方針としていることを確認し

た。 

 

（２－２）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施

設の選定 

施設の破損等により竜巻防護施設に波及的影響を

及ぼして安全機能を喪失させる可能性が否定できな

（２－２）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の選定 

竜巻防護施設に影響を及ぼし得る施設として、竜巻防護施設を内包する施設に隣接している施設、

倒壊により竜巻防護施設を損傷させる可能性がある施設及び気圧差等によるダクト等の損傷により

竜巻防護施設の機能維持に影響を及ぼし得る施設を抽出する方針としていることを確認した。 
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い施設（又はその施設の特定の区画）を、「竜巻防護

施設に波及的影響を及ぼし得る施設」として、選定し

ているか。 

① 竜巻を起因とする直接的影響（竜巻の風荷重によ

る影響及び竜巻の気圧差による影響）を考慮して

抽出していることを確認。（間接的影響としての

設計飛来物等はガイド 4.2.2（建屋、構築物等の

構造健全性の確認）で確認。） 

 

② 風荷重の観点から、竜巻防護施設との離隔距離と

施設の高さから波及的影響を及ぼし得る可能性

のある施設を抽出していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 竜巻の気圧差の観点から、竜巻防護施設と直接接

続する設備又は当該施設を内包する区画の換気

空調設備等のうち外気と繋がるダクト等を起因

として波及的影響を及ぼし得る可能性のある施

設を抽出していることを確認。 

 

 

 

 

① 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設として、竜巻防護施設を内包する施設に隣接して

いる施設及び倒壊により竜巻防護施設を損傷させる可能性がある施設（竜巻防護施設に機械的

影響を及ぼし得る施設）並びに屋外にある竜巻防護施設の附属施設及び竜巻防護施設を内包す

る区画の換気空調設備のうち、外気と繋がるダクト・ファン及び外気との境界となるダンパ・

バタフライ弁（竜巻防護施設に機能的影響を及ぼし得る施設）を抽出していることを確認した。 

 

② 竜巻防護施設に波及的影響（機械的影響）を及ぼし得る施設としては，施設の高さと，竜巻防

護施設及び竜巻防護施設を内包する施設との距離を考慮して，竜巻防護施設を内包する施設に

隣接している施設、倒壊により竜巻防護施設を損傷させる可能性がある施設を抽出しているこ

とを確認した。 

（竜巻防護施設を内包する施設に隣接している施設） 

 タービン建屋 

 永久構台 

（倒壊により竜巻防護施設を損傷させる可能性がある施設） 

 耐火隔壁 

 

③ 竜巻防護施設に波及的影響（機能的影響）を及ぼし得る施設としては、屋外にある竜巻防護施

設の附属設備及び竜巻防護施設を内包する区画の換気空調設備のうち外気と繋がるダクト・フ

ァン及び外気との境界となるダンパ・バタフライ弁を竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る

施設として抽出していることを確認した。 

（屋外にある竜巻防護施設の附属施設） 

 ディーゼル発電機排気消音器 

 主蒸気逃がし弁消音器 

 主蒸気安全弁排気管 

 タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管 

 燃料油貯蔵タンクベント管 

 重油タンクベント管 

 タンクローリー 

（竜巻防護施設を内包する区画の換気空調設備のうち、外気と繋がるダクト・ファン及び外気と

の境界となるダンパ・バタフライ弁） 

 換気空調設備 

補足説明資料において、竜巻影響評価の対象施設として、竜巻防護施設、竜巻防護施設に波及

的影響を及ぼし得る施設、竜巻防護施設を内包する施設を選定していること、及び重要度分類

による竜巻影響評価の対象施設の抽出確認を行っていることが示されている。＜補足説明資
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料：6竜-別添 1-2～14、別添 1補足-127～155＞ 

 

 （２－３）竜巻防護施設を内包する施設の選定 

竜巻防護施設の外殻となる施設を竜巻影響評価が

必要となる施設として選定しているか。 

① 竜巻防護施設を内包する施設等による防護機能

により設計竜巻による影響を受けないとして、竜

巻影響評価の対象から除外する場合、竜巻防護施

設を内包する施設（又は施設内の竜巻防護施設を

内包する区画）を選定することを確認。 

 

（２－３）竜巻防護施設を内包する施設の選定 

① 竜巻防護施設を内包する建屋及び構築物についても設計対象施設として抽出する方針としてい

ることを確認した。 

竜巻防護施設を内包する主な施設を，以下のとおり抽出することを確認した。 

 原子炉格納容器（原子炉容器他を内包する建屋） 

 原子炉周辺建屋（主蒸気管他を内包する建屋） 

 廃棄物処理建屋（ガスサージタンクを内包する建屋） 

 制御建屋（中央制御室他を内包する建屋） 

 燃料油貯蔵タンク基礎（燃料油貯蔵タンクを内包する構築物） 

 重油タンク基礎（重油タンクを内包する構築物） 

 

 

２．発生を想定する竜巻の設定 

（１） 竜巻検討地域の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

3．基準竜巻・設計竜巻の設定 

3.1 概要 

設置許可段階の安全審査において、基準竜巻及び設

計竜巻が適切に設定されていることを確認する。 

 

解説 3.1 基準竜巻・設計竜巻の最大風速の設定 

 設計竜巻荷重を設定するまでの基本的な流れ

は解説図 3.1 に示すとおりである。 

 

 

竜巻に対する防護設計を行うためには、本発電所敷

地への襲来を想定する竜巻（以下「設計竜巻」という。）

を設定しているか。この設定に当たっては、竜巻ガイ

ドにおいて、竜巻発生の観点から、発電所が立地する

地域及び類似の気象条件等を有する地域（竜巻検討地

域）を設定した上で、竜巻検討地域への竜巻襲来実績

を踏まえて設計対象施設の安全性に影響を与えるお

それがある竜巻（以下「基準竜巻」という。）を設定

することを示している。さらに、発電所が立地する地

域の特性を踏まえて基準竜巻に対して最大風速を割

り増す必要性を検討した上で、設計竜巻を設定するこ

とを示している。 

①  目安として原子力発電所を中心とする 10 万 

km2 の範囲としていることを確認。ただし、竜巻

発生の観点から気象条件の類似等を考慮して竜

巻検討区域を設定することを妨げるものではな

い。 

 

② 気象条件に関する公開文献等に基づき、科学的・

合理的な手法により設定していることを確認。 

 本発電所が立地する地域と気象条件の類似性の観点及び局所的な地域性の観点から検討を行い、

竜巻検討地域を設定していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 竜巻検討地域は、大飯発電所が立地する地域と、地形条件の類似性の観点及び気象条件の類似

性の観点で検討を行い、北海道から本州の日本海側及び北海道の襟裳岬以西の海岸に沿った海

側 5km と陸側 5km の地域（面積 38,895km2）としていることを確認した。 

 

 

 

② ①にあるとおり、竜巻検討地域の検討にあたっては、以下の公開文献等に基づき、検討してい

ることを確認した。 
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解説図 3.1 基準竜巻・設計竜巻の設定に係る基本フ

ロー 

(注 3.1) 地形効果による竜巻の増幅特性等 

 

 

3.2 竜巻検討地域の設定 

竜巻検討地域は、原子力発電所が立地する地域及

び竜巻発生の観点から原子力発電所が立地する地

域と気象条件等が類似の地域から設定する。 

 

【解説】 

解説 3.2 竜巻検討地域の設定 

（１）基本的な条件 

 竜巻検討地域の設定にあたっては、IAEA の基

準(参 1)が参考になる。IAEA の基準では、ある

特定の風速を超過する竜巻の年発生頻度の検討

にあたって竜巻の記録を調査する範囲として、

およそ 10万 km2 を目安にあげている。この IAEA

の基準を参考として、竜巻検討地域の目安を、

原子力発電所を中心とする10万km2の範囲とす

る。しかしながら、日本では、例えば日本海側

と太平洋側とで気象条件が異なる等、比較的狭

い範囲で気象条件が大きく異なる場合があるこ

とから、必ずしも 10万 km2 に拘らずに、竜巻発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 原子力発電所が海岸付近に立地する場合には、海

岸線から陸側及び海側にそれぞれ5kmの範囲を目

安に設定していることを確認。 

 

④ 竜巻集中地域に発電所がある場合は、当該地域を

竜巻検討地域と仮定した単位面積当たりの竜巻

発生数を評価し比較していることを確認。 

 

⑤ 単位面積当たりの竜巻発生数が大きくなるよう、

かつ、藤田スケールが比較的大きな竜巻が含まれ

るよう設定していることを確認。 

（地形条件の類似性） 

「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（（独）原子力安全基盤機構が東京工芸大

学に委託。以下、「東京工芸大学委託成果」）に基づき、本発電所が立地する地域は、竜巻が集

中する地域と異なっていること、及び狭隘形状を呈する複雑な地形であるリアス式海岸域であ

ることを考慮している。 

（気象条件の類似性） 

気象庁「竜巻等の突風データベース」の総観場を基に、台風、低気圧、寒冷前線、その他前線、

寒気移流、暖気移流、局地性擾乱及びその他の 8 つに分類していること、その総観場分類に基

づいた Fスケール別竜巻発生地点の分布を基に竜巻発生の総観場の特徴を考慮している。 

 

③ ①にあるとおり、竜巻検討地域は、北海道から本州の日本海側及び北海道の襟裳岬以西の海岸

に沿った海側 5km と陸側 5km の地域（面積 38,895km2）としていることを確認した。 

 

 

④ 独立行政法人原子力安全基盤機構｢原子力発電所の竜巻影響評価ガイド(案)及び解説｣に､全国

19 個の竜巻集中地域が示されており､大飯発電所が立地する地域は竜巻が集中する地域とは異

なっていることを確認した。 

 

⑤ 竜巻検討地域の設定にあたって、保守的に寒気移流・寒冷前線要因での竜巻発生が多い気象条

件が類似している地域において、発生数が多く、大きな竜巻（F1～F2、F2 竜巻）が発生してい

る地域を含めていることを確認した。 

 

補足説明資料において、竜巻検討地域の設定に係る基本フローと設定根拠となる気象データ及

び設定した竜巻検討地域において発生した竜巻の一覧が示されている。＜補足説明資料：6 竜-

別添 1-16～22、別添 1補足-36～57＞ 
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生の観点から原子力発電所が立地する地域と気

象条件等が類似する地域を調査した結果に基づ

いて竜巻検討地域を設定することを基本とす

る。 

 

（２）原子力発電所が海岸線付近に立地する場

合の竜巻検討地域の設定 

 解説図 3.2 に日本における竜巻の発生分布

(参 2)を示す。解説図 3.2 より日本における竜巻

の発生位置は、海岸線付近に集中している傾向

が伺える。解説図 3.3 に日本の海岸線付近にお

ける竜巻の発生状況を示す。解説図 3.3 をみる

と、海岸線から 1km 以内の陸上では単位面積あ

たりの 1 年間の平均発生数は 6.0×10-4(個

/km2/年)を少し超える程度であり、海岸線から

離れるに従って竜巻の発生数が減少する傾向が

伺える。例えば、解説図 3.3 の陸上側のグラフ

の分布をみると、海岸線から 5km 以上離れた地

域では、竜巻の発生数が急激に減少する傾向が

みられる。以上の傾向を踏まえて、原子力発電

所が海岸線付近に立地する場合は、海岸線から

陸側及び海側それぞれ 5km の範囲を目安に竜巻

検討地域を設定することとする。なお、原子力

発電所がこの範囲（海岸線から陸側及び海側そ

れぞれ 5km の範囲）を逸脱する地域に立地する

場合は、海岸線付近で竜巻の発生が増大する特

徴を踏まえつつ竜巻検討地域の範囲を別途検討

する必要がある。 
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解説図 3.2 日本における竜巻の発生分布 

（1961～2011 年、気象庁作成）(参 2) 

 

 

解説図 3.3 日本の海岸線付近における竜巻の発生

状況(参 3)（注 3.2）（1961～2009 年 12 月、規模：F0 以上） 

 

(注 3.2) 被害の痕跡が残りにくい海上竜巻は、

単位面積あたりの年平均発生数が、実際の発生

数より特に少ない可能性が考えられる。 

 
 

 

 

（２）基準竜巻の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

3.3 基準竜巻の設定 

 以下の基本的な方針に基づいて基準竜巻の最大

風速(VB)を設定する。ここで、VB は最大瞬間風速

基準竜巻の最大風速(VB)を、竜巻検討地域におい

て、過去に発生した竜巻の規模や発生頻度、最大風速

の年超過確率等を考慮して適切に設定しているか。 

①  竜巻検討地域において、過去に発生した竜巻の

規模や発生頻度、最大風速の年超過確率等を考慮

 基準竜巻の最大風速の設定に当たり、竜巻検討地域において過去に発生した竜巻の規模や発生頻

度、最大風速の年超過確率等を考慮し、過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）と、竜巻最大風

速のハザード曲線による最大風速（VB2）を求め、その結果、大きい方を基準竜巻の最大風速として

設定していることを確認した。 

① 基準竜巻の最大風速として、過去に発生した竜巻による最大風速（ＶＢ１）及び竜巻最大風速の
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とする。 

 

(1) 基準竜巻の最大風速(VB)は、竜巻検討地域にお

いて、過去に発生した竜巻の規模や発生頻度、最大

風速の年超過確率等を考慮して適切に設定する。 

 

(2) 基準竜巻の最大風速(VB)は、下記に示す VB1 と

VB2 のうちの大きな風速とする。 

① 過去に発生した竜巻による最大風速(VB1) 

日本で過去に発生した竜巻による最大風速を

VB1 として設定することを原則とする。ただし、

竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風

速を十分な信頼性のあるデータ等に基づいて

評価できる場合においては、「日本」を「竜巻

検討地域」に読み替えることができる。 

 

② 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速

(VB2) 

竜巻検討地域における竜巻の観測記録等に基

づいて作成した竜巻最大風速のハザード曲線

上において、年超過確率(PB2)に対応する竜巻

最大風速を VB2 とする。ここで、PB2 は 10-5（暫

定値）を上回らないものとする。 

 

 また、竜巻検討地域において基準竜巻の最大風速

(VB)が発生する可能性を定量的に確認するために、

VB の年超過確率を算定することとする。なお、VB

が VB1 から決定された場合（VB=VB1 の場合）は、

VB2の算定に用いた竜巻最大風速のハザード曲線を

用いて、VB の年超過確率を算定する。ちなみに、

米国 NRC の基準類(参 4)では、設計に用いる竜巻（設

計基準竜巻：Design-basis tornado）の最大風速は、

年超過確率 10-7 の風速として設定されている 

 
 

し、１．過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）

２．竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速

（VB2）を算出していることを確認。 

 

② 上記で算出したVB1とVB2のうち値が大きい風速

を、基準竜巻の最大風速（VB）として設定してい

ることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハザード曲線による最大風速（ＶＢ２）を算出していることを確認した。（→詳細は次ページ以降） 

 

 

 

② その上で、VB1と VB2を比較し、大きい方の VB1を基準竜巻の最大風速と設定していることを確認

した。 

過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ１＝92m/s 及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大

風速ＶＢ２＝70m/s より、大飯発電所における基準竜巻の最大風速ＶＢは 92m/s としていること

を確認した。 

 

【解説】 

（１）過去に発生した竜巻による最大風速(VB1) 

①  竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速

については、十分な信頼性のあるデータがないこ

① 具体的に VB1の設定に当たっては、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速について、信

頼性のあるデータ等が得られないことから、日本国内で過去に発生した最大の竜巻である F ス

ケール 3（風速 70～92m/s）の最大値（92m/s）を選定していることを確認した。 
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解説 3.3 基準竜巻の最大風速（VB）の設定 

 

解説 3.3.1 過去に発生した竜巻による最大風速

(VB1)の設定 

本文に記載のとおり、日本で過去に発生した竜

巻による最大風速を VB1 として設定することを

原則とする。 

また、過去に発生した竜巻による最大風速は、

竜巻による被害状況等に基づく既往のデータベ

ース、研究成果等について十分に調査・検討した

上で設定する必要がある。 

日本における過去最大級の竜巻としては、例え

ば、1990 年 12 月に千葉県茂原市で発生した竜

巻、2012 年 5 月に茨城県常総市からつくば市で

発生した竜巻等があげられる。竜巻検討地域の観

測記録等に基づいて VB1 を設定する場合におい

て、これら過去最大級の竜巻を考慮しない場合に

は、その明確な根拠を提示する必要がある。 

竜巻による被害状況から推定された最大風速

を参照して設定された藤田スケールを用いて基

準竜巻の最大風速を設定する場合は、藤田スケー

ルの各区分（F0～F5）の最大風速を用いる。解説

表 3.1 に藤田スケールと風速の関係を示す。な

お、風速計等によって観測された風速記録がある

場合には、その風速記録を用いてもよい。 

 

解説表 3.1 藤田スケールと風速の関係（参 5） 

  

 

 
 

とから、日本で過去に発生した竜巻による最大風

速を VB1 として設定していることを確認。（具体

例：日本国内で過去に発生した最大の竜巻である

藤田スケール F3（風速 70m/s～92m/s）の最大値

（92m/s）を選定） 

 

 

 

 

 

② 竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速

とする場合、十分な信頼性のあるデータ等に基づ

いて評価していることを確認。 

 

過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）の設定に当たっては、現時点では竜巻検討地域で過

去に発生した竜巻の最大風速を十分な信頼性のあるデータ等に基づいて評価できるだけの知見

を有していないことから、日本で過去に発生した竜巻の観測データを用いて設定していること

を確認した。 

具体的には、日本で過去（1961 年から 2012 年 6 月）に発生した最大の竜巻は、F3 スケール

であって、Ｆ3 スケールにおける風速 70m/s～92m/s であることから、その最大風速を基に過去

に発生した最大の竜巻の最大風速 VB1を 92m/s としている。日本全国における過去に発生したＦ

3 スケールの竜巻については、「第 9.1.2 表 F3 スケールの竜巻発生リスト（1961 年～2012 年 6

月）」を確認した。 

 

② 日本全国で過去に発生した竜巻の最大風速で設定するため、該当なし。 

補足説明資料において、2016 年 4 月より気象庁の「竜巻等の突風データベース」で運用が開始

された日本版改良藤田スケール（JEF スケール）については、最近発生した竜巻が速報として

JEF スケール２の竜巻（最大の竜巻風速は約 60m/s）であったことが示されている。＜補足説明

資料：6竜-別添 1-35＞ 
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解説 3.3.2 竜巻最大風速のハザード曲線を用いた

最大風速（VB2）の算定 

既往の算定方法（Wen&Chu(参 6)及び Garson et. 

al(参 7、 参 8)）に基づいて VB2 を算定する方法

について、その基本的な考え方を以下に例示する。

竜巻最大風速のハザード曲線の算定は、解説図 3.4 

に示す算定フローに沿って実施する。なお、本ガイ

ドに示す VB2 の具体的な算定方法については、独

立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に

委託した研究の成果(参 3)が参考になる。 

また、竜巻最大風速のハザード曲線の算定方法に

ついては、技術的見地等からその妥当性を示すこと

を条件として、いずれの方法を用いてもよいが、竜

巻影響エリアの設定の基本的な考え方は、以下の

「（１）竜巻影響エリアの設定」に従うことを原則

とする。 

 

（１）竜巻影響エリアの設定 

VB2 の算定にあたっては、まず始めに VB2 の発

生エリアである竜巻影響エリアを設定する。竜巻

影響エリアは、原子力発電所の号機ごとに設定す

る。号機ごとのすべての設計対象施設の設置面積

の合計値及び推定される竜巻被害域(被害幅、被

害長さ、移動方向等から設定)に基づいて、竜巻

影響エリアを設定する。 

竜巻による被害域幅、被害域長さ及び移動方向

は、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の記録に

基づいて対数正規分布等を仮定して設定するこ

とを基本とする。また、竜巻による被害域幅、被

害域長さ及び移動方向の設定に使用する竜巻の

観測記録や仮定条件等は、後述する竜巻の最大風

速の確率密度分布の設定に用いる観測記録や仮

定条件等との整合性を持たせることを原則とし、

VB2 の算定に使用するデータ等には一貫性を持

たせるように配慮する。 

 
 

（２）竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速

（VB2） 

①  竜巻影響エリアの設定、竜巻の年発生数の確率

分布の設定、竜巻最大風速の確率密度分布の設定

及び竜巻最大風速のハザード曲線により、年超過

確率（PB2）に対応する最大風速を VB2 として設

定していることを確認。具体的には、以下のとお

り。 

 

① VB2の設定に当たっては、竜巻検討地域におけるハザード曲線を基に、年超過確率 10－5に相当す

る最大風速（70m/s）を選定していることを確認した。 

竜巻最大風速のハザード曲線により設定する最大風速 VB2は、ガイドを参考に 1km 範囲ごとに細

分化した評価を基に年超過確率 10－５に相当する風速とし、70m/s としていることを確認した。 

補足説明資料において、VB2 の設定にあたって竜巻影響評価ガイドに基づき、以下の順に算定し

たことが示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1-23～34、別添 1補足-58～110＞ 

１. 算定フロー 

２. 竜巻の発生頻度の分析 

３. 竜巻被害幅、被害長さの分析 

４. 竜巻風速、被害幅、被害長さの確率分布、相関係数 

５. 竜巻影響エリア 

６. ハザード曲線の算定 

７. 保守性を考慮したハザード曲線の算定 

８. 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（VB2） 

９. 基準竜巻の最大風速（ＶＢ）の設定 

また、その際に以下の項目を踏まえて算定していることが示されている。 

a. ポリヤ分布の適合性について 

b. ハザード曲線を求めるための確率的な竜巻モデル 

c. 竜巻検討地域を全国としたときの被害幅、被害長さの相関 

d. 1km 短冊領域（海側 0-1km）における不明竜巻のデータの扱い 

 

（２－１）竜巻影響エリアの設定 

① 原子力発電所の号機毎のすべての設計対象施設

の設置面積の合計値及び推定される竜巻被害域

(被害幅、被害長さ、移動方向等から設定)に基づ

いて、竜巻影響エリアを設定していることを確

認。 

 

② 竜巻による被害域幅、被害域長さ及び移動方向

は、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の記録に

基づいて対数正規分布等を仮定して設定してい

ることを確認。 

 

③ 上記の設定に使用する竜巻の観測記録や仮定条

件等は、後述する竜巻の最大風速の確率密度分布

の設定に用いる観測記録や仮定条件等との整合

性をとられていることを確認。 

① 竜巻影響エリアは、評価対象施設の面積及び設置位置を考慮して、竜巻防護施設を包絡する円

形エリア（直径 350ｍ、面積 96,212ｍ2）として設定している。竜巻影響エリアを円形とするた

め、竜巻の移動方向には依存性は生じないとしていることを確認した。竜巻エリアについては、

「第 9.1.12 図 竜巻影響エリア」で確認した。 

 

 

 

② 竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数、被害幅及び被害長さを基に、確率密度分布に

ついては、ガイド及びガイドが参考としている東京工芸大学委託成果を参照し、対数正規分布

に従うものとしていることを確認した。 

 

 

③ なお、擬似的な竜巻の作成に伴う被害幅又は被害長さの情報がない竜巻には、被害幅又は被害

長さを有する竜巻の観測値を与えている。その際は、被害幅又は被害長さが大きいほうから優

先的に用いることで、被害幅又は被害長さの平均値が大きくなるように工夫しているとともに、

被害幅又は被害長さ 0 のデータについては計算に用いておらず、保守的な評価を行っているこ
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 と、Fスケール不明の竜巻の取扱い等も含め、データについては保守的な評価となる取扱いを行

っていることを確認した。 

また、1961 年以降の観測データのみを用いて、竜巻風速、被害幅及び被害長さについて相関係

数を求めていることを確認した。「第 9.1.5 表 竜巻風速、被害幅及び被害長さの相間係数」 

補足説明資料において、竜巻の観測記録については、竜巻の最大風速の確率密度分布の設定に

用いるものと同じ気象庁「竜巻等の突風データベース」の 1961 年から 2012 年 6 月までの 51.5

年間のデータを用いていること及び竜巻の被害幅、被害長さの分析が示されている。＜補足説

明資料： 6 竜-別添 1-25～29、別添 1補足-58～69＞ 

 

 

（２）竜巻の年発生数の確率分布の設定 

竜巻の年発生数の確率分布は、竜巻検討地域で

過去に発生した竜巻の記録等に基づいてポアソ

ン過程等により設定することを基本とする。具体

的には、竜巻検討地域を海岸線から陸側及び海側

それぞれ 5km の範囲に設定した場合は、少なくと

も 1km 範囲ごとに竜巻の年発生数の確率分布を

算定し、そのうちの VB2 が最も大きな値として設

定される確率分布を設計で用いることとする。 

 
 

（２－２）竜巻の年発生数の確率分布の設定 

① 竜巻の年発生数の確率分布は、竜巻検討地域で過

去に発生した竜巻の記録等に基づき、ポアソン過

程等により設定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 観測記録として陸上の不明竜巻の扱いや、限定さ

れた観測記録から確率分布を推定する手法につ

いては、保守的に考慮したデータの取扱いがなさ

れていることを確認。 

 

① 大飯発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に、発生数に関するポアソン分布及びポリヤ

分布の適合性を検討した結果、竜巻検討地域においても、ポリヤ分布の適合性がポアソン分布

に比べて優れていることから、竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布を採用してい

ることを確認した。 

補足説明資料において、ポリヤ分布の適用について以下の点が示されている。（6竜-別添 1-27） 

・ 竜巻年発生数の確率分布の設定にはポアソン分布とポリヤ分布が考えられる。ポアソン分布

は、生起確率が正確に分からないが稀な現象の場合に有用な分布である。一方、ポリヤ分布

は、発生状況が必ずしも独立でない稀現象（ある現象が生ずるのは稀であるが、一旦ある現

象が発生するとその周囲にもその現象が生じやすくなる性質）の場合に有用な分布である（例

えば伝染病の発生件数）。台風や前線により竜巻が発生した場合、同時多発的に複数の竜巻が

発生する状況が考えられるため、ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えられる。 

・ また、国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討結果は、東京工芸大学

委託成果に示されており、陸上竜巻及び海上竜巻の両方の発生数について、ポリヤ分布の適

合性がポアソン分布に比べて優れているとしている。 

・ 大飯発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に、発生数に関するポアソン分布及びポリ

ヤ分布の適合性を評価した結果、竜巻検討地域においても、ポリヤ分布の適合性がポアソン

分布に比べて優れている。 

 

② 竜巻の発生頻度の分析については、気象庁「竜巻等の突風データベース」をもとに、1961 年～

2012 年 6月までの 51.5 年間の統計量をＦスケール別に算出するが、観測体制の変遷による観測

データ品質のばらつきを踏まえ、以下の基本的な考え方で分析していることを確認した。 

(a) 被害が小さくて見過ごされやすい F0 及び F スケール不明竜巻に対しては、観測体制が強化

された 2007 年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 

(b) 被害が比較的軽微な F1 竜巻に対しては、観測体制が整備された 1991 年以降の年間発生数や

標準偏差を用いる。 

(c) 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられる F2 竜巻は、観測データが整備され

た 1961 年以降の全期間の年間発生数や標準偏差を用いる。 

※ また、Ｆスケール不明の竜巻については、以下の取扱いを行う。 
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陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」）については、被害があって初めてその Fスケールが

推定されるため、陸上でのＦスケール不明の竜巻は、被害が少ないＦ０竜巻と見なす。 

海上で発生した竜巻（以下「海上竜巻」）については、その竜巻のスケールを推定することは

困難であることから、「海岸線から海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性が、海岸線

から内陸 5km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である。」という仮定に基づいて各

Ｆスケールに分類する。その結果、Ｆスケール不明の海上竜巻の取扱いにより、観測実績に

対して保守性を高めた評価としている。 

これらのデータを竜巻発生数の分析結果として「表 9.1.3 表 竜巻発生数の分析結果」で整理

されていることを確認した。 

 

 

（３）竜巻最大風速の確率密度分布の設定 

竜巻最大風速の確率密度分布は、竜巻検討地域

で過去に発生した竜巻の記録等に基づいて対数

正規分布等を仮定して設定することを基本とす

る。竜巻最大風速の確率密度分布の設定にあたっ

ては、竜巻の年発生数の確率分布の設定と同様

に、竜巻検討地域を 1km 範囲ごとに区切ってそれ

ぞれの範囲で確率分布を算定し、そのうちの VB2 

が最も大きな値として設定される確率分布を設

定する等、配慮する。 

竜巻最大風速の確率密度分布の設定にあたっ

て使用する観測された竜巻の最大風速を藤田ス

ケールに基づいて評価する場合は、藤田スケール

の各区分（F0～F5）の最小風速から最大風速のう

ち、VB2 が最も大きくなる風速を用いる。ただし、

風速計等によって観測された風速記録がある場

合には、その風速記録を用いてもよい。 

 
 

（２－３）竜巻最大風速の確率密度分布の設定 

① 竜巻最大風速の確率密度分布は、竜巻検討地域で

過去に発生した竜巻の記録等に基づいて対数正

規分布等を仮定して設定していることを確認。 

 

② 竜巻検討地域を 1km 範囲ごとに区切ってそれぞ

れの範囲で確率分布を算定し、そのうちの VB2 

が最も大きな値として設定される確率分布を設

定していることを確認。 

 

 

③ 観測された竜巻の最大風速を藤田スケールに基

づいて評価する場合は、藤田スケールの各区分

（F0～F5）の最小風速から最大風速のうち、超過

確率が適切に評価できるように分布形となるよ

う設定していることを確認。ただし、風速計等に

よって観測された風速記録がある場合には、その

風速記録を用いてもよい。 

 

④ 竜 巻 に お け る 竜 巻 被 害 長 さ に つ い て 、

NUREG/CR-2944 で提案されている補正因子を適

用した評価をしていないことを確認。 

 

① （２－１）②にあるとおり、竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数、被害幅及び被害

長さを基に、確率密度分布についてはガイド及びガイドが参考としている東京工芸大学委託成

果を参照し、対数正規分布に従うものとしていることを確認した。 

 

 

② 1km 範囲に細分化した評価は、1km 幅は変えずに順次ずらして移動するケース（短冊ケース）を

設定して評価する。評価の条件として、竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した

竜巻である通過竜巻も発生数としてカウントしている。被害幅及び被害長さは、それぞれ 1km 範

囲内の被害幅及び被害長さを用いている。上記評価条件に基づいて、海岸線から陸側及び海側

それぞれ 5km 全域の評価と同様の方法でハザード曲線を算定したことを確認した。 

 

③ ハザード評価では、特定の風速以上となる超過確率が重要であることから、実際の超過確率を

より適切に反映する分布形となる方法（各藤田スケールの代表風速として中央値を用いる手法）

を採用していることを確認した。 

 

 

 

 

 

④ 適用していない。 

 

 

（４）竜巻最大風速のハザード曲線の算定 

上記で設定した竜巻の年発生数の確率分布及

び竜巻最大風速の確率密度分布を用いて、竜巻最

（２－４）竜巻最大風速のハザード曲線の算定 

① 上記で設定した竜巻の年発生数の確率分布及び

竜巻最大風速の確率密度分布を用いて、竜巻最大

風速のハザード曲線を算定していることを確認。 

① （２－３）②によりこれら算定したハザード曲線から年超過確率 10-5における風速を求めると、

海側 0～1km を対象とした場合の 70m/s が最大となることを確認した。 

ハザード曲線は、Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇し、かつ竜巻風速がＶ０ 以上となる確率を

求めて作成していることを確認した。算出は以下のとおり。 
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大風速のハザード曲線を算定する。 

なお、竜巻最大風速のハザード曲線の算定にお

いて、竜巻最大風速の確率密度分布の積分の上限

値を設定する場合は、竜巻最大風速の評価を行う

ハザード曲線が不自然な形状にならないように

留意する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適合性が高い。ポリヤ分布は式（ａ）で示

される（Wen and Chu(2）） 。 

 

ここで、Ｎは竜巻の年発生数、νは竜巻の年平均発生数、Ｔは年数である。 

βは分布パラメータであり式（ｂ）で示される。 

 

ここで、σは竜巻の年発生数の標準偏差である。Ｄを竜巻影響評価となる対象構造物が風速Ｖ

０以上の竜巻に遭遇する事象と定義し、竜巻影響評価の対象構造物が１つの竜巻に遭遇し、そ

の竜巻の風速がＶ０以上となる確率を Ｒ（Ｖ０）とした時、Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇

し、かつ竜巻風速がＶ０以上となる確率は式（ｃ）で示される。 

 
このＲ（Ｖ０）は、竜巻影響評価の対象地域の面積をＡ０（つまり竜巻検討地域の面積約 26、

600km２）、1 つの竜巻の風速がＶ０以上となる面積をＤＡ（Ｖ０） とすると式（ｄ）で示され

る。 

 

ここで、Ｅ[ＤＡ（Ｖ０）] はＤＡ（Ｖ０）の期待値を意味する。 

本評価では、以下のようにしてＤＡ（Ｖ０）の期待値を算出し、式（ｄ）によりＲ（Ｖ０）を

推定して、式（ｃ）によりＰＶ０、Ｔ （Ｄ）を求める。風速をＶ、被害幅をｗ 、被害長さを

ｌ 及び移動方向をαとし、ｆ（Ｖ、ｗ、ｌ） 等の同時確率密度関数を用いると、ＤＡ（Ｖ０） 

の期待値は式（ｅ）で示される（Garson et al.（3））。 

ここで、Ｈ（α）及びＧ（α）はそれぞれ、竜

巻の被害長さ及び被害幅方向に沿った面に竜巻影響評価対象構造物を投影した時の長さであ
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る。竜巻影響エリアを円形で設定しているため、Ｈ 、Ｇともに竜巻影響エリアの直径 350ｍで

一定（竜巻の移動方向に依存しない）となる。S は第 9.1.12 図に示す竜巻影響エリアの面積（直

径 350m の円の面積：96,212m2）を表す。円の直径をＬとした場合の計算式は式（ｆ）で示され

る。 

また、風速の積分範囲の上限値は、ハザード曲

線の形状が不自然にならない程度に大きな値として 120m/s に設定する。 

また、Ｗ（Ｖ０）は、竜巻の被害幅のうち風速がＶ０を超える部分の幅であり、式（ｇ）で示

される。この式により、被害幅内の風速分布に応じて被害様相に分布がある（被害幅の端ほど

風速が小さくなる）ことが考慮されている（Garson et 

al.(3) 、Garson et al.(4)）。 

 

ここで、係数の 1.6 について、既往の研究では例えば 0.5 や 1.0 などの値も提案されている。

ガイドにて参照している Garson et al.(4) では、観測値が不十分であるため保守的に 1.6 を用

いることが推奨されており、本評価でも 1.6 を用いる。 

また、美浜発電所の竜巻影響評価では、ランキン渦モデルによる竜巻風速分布に基づいて設計

竜巻の特性値等を設定している。ランキン渦モデルは高さ方向によって風速及び気圧が変化し

ないため、地表から上空まで式（ｇ）を適用できる。 

なお、式（ｇ）において係数を 1.0 とした場合がランキン渦モデルに該当する。 

また、Ｖmin は、Gale intensity velocity と呼ばれ、被害が発生し始める風速に位置づけられ

る。米国気象局 NWS（National Weather Service） では、Gale intensity velocity は 34～ 47

ノット（17.5～24.2m/s）とされている。また、気象庁が使用している風力階級では、風力９は

大強風（strong gale：20.8～24.4m/s）と分類されており、風力９では「屋根瓦が飛ぶ。人家

に被害が出始める。」とされている。 

以上を参考に、本評価においては、Ｖmin=25m/s とする。なお、この値はＦ０（17～32m/s）の

ほぼ中央値に相当する。 

海岸線から陸側及び海側それぞれ５km 全域を対象に算定したハザード曲線より、年超過確率
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② 竜巻最大風速の確率密度分布の積分の上限値を

設定する場合は、竜巻最大風速の評価を行うハザ

ード曲線が不自然な形状にならないように留意

していることを確認。 

10-5における風速を求めると、58m/s となる。「第 9.1.1.13 図 竜巻最大風速のハザード曲線（海

側、陸側±5km 全域の評価）」 

 

出典元 

(1) 東京工芸大学（2011）： 平成 21～22 年度原子力安全基盤調査研究（ 平成 22 年度） 竜巻

による原子力施設への影響に関する調査研究、独立行政法人原子力安全基盤機構委託研究報告

書 

(2) Wen. Y. K and Chu. S. L.（1973）：Tornado Risks and Design Wind Speed.Journalof the 

Structural Division, ASCE, Vol.99, No.ST12,pp.2409-2421. 

(3) Garson. R. C., Morla-Catalan J. and Cornell C.A.(1975)：Tornado Design Winds Based 

on Risk. Journal of the Structural Division, ASCE, Vol.101,No.ST9,pp.1883-1897. 

(4) Garson. R. C., Morla-Catalan J. and Cornell C.A.(1975)： Tornado Risk Evaluation using 

Wind Speed Profiles. Journal of the Structural Division,ASCE, Vol.101, No.ST5, 

pp.1167-1171. 

 

補足説明資料において、竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（VB2）の評価にあたって、

使用した解析コード「竜巻ハザード評価プログラム」の概要及び検証と妥当性確認の内容が示

されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1補足-777～797＞ 

 

② 補足説明資料において、風速の積分範囲の上限値は、F4竜巻（93～116m/s）を考慮して、120m/s

としていることが示されている。＜補足説明資料： 6 竜-別添 1補足-14、74、104-107＞ 
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（５）年超過確率(PB2)に対応する竜巻最大風速

(VB2)の算定 

上記で算定した竜巻最大風速のハザード曲線

において年超過確率が PB2（≦10-5（暫定値））の

竜巻最大風速を VB2 とする。 

 

  

解説図 3.4 竜巻最大風速のハザード曲線による最

大風速(VB2)の算定フロー 
 

（２－５）年超過確率（PB2）に対応する最大風速（VB2） 

の算定 

① 算定した竜巻最大風速のハザード曲線において

年超過確率が PB2（≦10-5（暫定値））の竜巻最

大風速を VB2 としていることを確認。 

① １km 範囲に細分化した評価は、ハザード曲線を算定できるデータが得られた海域０～１km 及び

陸域０～１km について評価。評価の条件として、被害幅及び被害長さは、それぞれ１km 範囲内

の被害幅及び被害長さを用いている。「第 8.1.14 図 竜巻最大風速のハザード曲線（1km 範囲に

細分化した評価）」 

上記評価条件に基づいて、海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域の評価と同様の方法で算

定したハザード曲線より、年超過確率 10-5 における竜巻風速 VB2 を求めると、海側 0～1km を

対象とした場合の 70m/s が最大となることを確認した。 

上記評価条件に基づいて、海岸線から陸側及び海側それぞれ５km 全域の評価と同様の方法でハ

ザード曲線を算定する。 

 

 

（３） 設計竜巻の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

3.4 設計竜巻の設定 

 以下の基本的な方針に基づいて設計竜巻の最大

風速（VD）及び特性値を設定する。ここで、VD は

最大瞬間風速とする。 

(1) 設計竜巻の最大風速（VD）は、原子力発電所が

立地する地域の特性（地形効果による竜巻の増幅特

性等）等を考慮して、科学的見地等から基準竜巻の

最大風速（VB）の適切な割り増し等を行って設定さ

れていること。なお、VD は、VB を下回らないもの

とする。 

 

 

  

基準竜巻の最大風速(VB)の設定を踏まえて、原子力

発電所が立地する地域の特性や竜巻検討地域におい

て過去に発生した竜巻の特性等を考慮して、設計竜巻

の最大風速（VD）及び特性値を設定しているか。 

 (1) 設計竜巻の最大風速（VD）の設定 

① 設計竜巻の最大風速(VD)は、原子力発電所が立

地する地域の特性（地形効果による竜巻の増幅

特性等）等を考慮して、科学的見地等から基準

竜巻の最大風速(VB)の適切な割り増し等を行っ

て設定されていることを確認。 

 

② 上記の竜巻の増幅可能性については、文献等に

基づく検討、地形効果などの特性の考慮、発電

所周辺の地形を模擬したモデルによるシミュレ

ーション解析等、網羅的に評価し考察がなされ

ていることを確認。 

 

 

 

 

 

① 設計竜巻の最大風速の設定に当たり、本発電所の地形等を踏まえれば、基準竜巻の最大風速を

割り増す必要がなく、基準竜巻の最大風速を設計竜巻の最大風速とするとしていることを確認

した。 

 

 

 

② 竜巻の増幅可能性について以下のとおり考察した結果、地形効果による竜巻の増幅の可能性は

低いことを確認した。 

大飯発電所の立地する地形は、三方を山に囲まれ北東が開かれた狭隘な地形であり、発電所付

近の竜巻は、海上から陸側へ向かう方向が卓越していることから、海上で発生した竜巻が発電

所敷地に進入する可能性が高く、知見（Forbes(9)や Lewellen(10)）にある下り斜面における増
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③ 竜巻の減衰の効果は考慮していないことを確

認。（VDは、VBを下回らない。） 

 

幅については、海上で発生した竜巻は上り勾配と下り勾配で相殺されるため、地形効果による

竜巻の増幅を考慮する必要はないとし、割り増しは行っていないことを確認した。 

 

出典元 

(9) Forbes, G. S., Topographic influences on tornadoes in Pennsylvania, 19th Conference 

on Severe Local Storms, American Meteorological Society, pp.269-272, 1998. 

(10) Lewellen, D. C., Effects of Topography on Tornado Dynamics: A Simulation Study,26th 

Conference on Severe Local Storms, American Meteorological Society, Nov.5-8, 2012. 

 

大飯発電所の近傍エリアとして、鳥取県から石川県での竜巻の移動方向を調査した結果が示さ

れている。35 個の発生竜巻の内、竜巻の移動方向が海上から陸側へ向かう方向（ 北方向以外） 

が 32 個で 91%を占めており、大飯発電所付近の竜巻は、海上から陸側へ向かう方向が卓越して

いることから、竜巻の移動方向の分析結果から、大飯発電所への竜巻の進入ルートは、地形が

平坦な海側からとなる可能性が高いとしている。 

 

③ 竜巻の減衰の効果は考慮していないことを確認した。 

補足説明資料において、地形効果による竜巻の増幅の可能性について、竜巻の移動方向に係る

検討、数値流体計算による考察、局所的な地形効果による竜巻速度への影響についての考察、

発電所の実際の地形による考察が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添 1-37～42、別添 1

補足-111～126＞ 

 

 

(2) 設計竜巻の特性値は、設計竜巻の最大風速

（VD）、並びに竜巻検討地域において過去に発生し

た竜巻の特性等を考慮して適切に設定する。 

 

【解説】 

解説 3.4 設計竜巻の最大風速（VD）及び特性値の

設定 

 

解説 3.4.1 設計竜巻の最大風速（VD）の設定で考

慮する地形効果による竜巻の増幅特性 

 丘陵等による地形効果によって竜巻が増幅する

可能性があると考えられる(参 9 ほか)ことから、

原子力発電所が立地する地域において、設計対象

施設の周辺地形等によって竜巻が増幅される可能

 (2) 設計竜巻の特性値の設定 

① 設計竜巻の特性値（移動速度(VT)、最大接線風速

(VRm)、最大接線風速半径(Rm)、最大気圧低下量

(ΔPmax)、最大気圧低下率((dp/dt)max）につい

ては、設計竜巻の最大風速(VD)及び竜巻検討地域

において過去に発生した竜巻の特性等を考慮し

て設定されていることを確認。 

竜巻検討地域における竜巻に関する観測データ

が不足している等の理由で、観測データに基づく

数学モデルの構築が困難な場合には、米国 NRC の

基準類を参考として、ランキン渦モデルと仮定し

て特性値を算出していることを確認。 

 

② ランキン渦モデルより複雑な竜巻渦を仮定した

数学モデル等を使用する場合には、その技術的妥

当性が示されていることを確認。 

① また、設計竜巻の特性値の設定に当たり、米国原子力規制委員会（NRC）の基準類を参考とした

モデルを用いるとしていることを確認した。 

大飯発電所の竜巻影響評価では、設定に足る十分な信頼性を有した観測記録等がないため、ガ

イドに示される方法（ランキン渦モデル）を採用し、その乗数には保守的に 1.6 を用いること

が推奨されていることから本評価でも 1.6 を用いていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ランキン渦モデルより複雑な竜巻渦を仮定した数学モデル等は使用していない。 

補足説明資料において、設計竜巻の特性値として、移動速度、最大接線風速、最大接線風速が

生じる位置での半径、気圧低下量及び最大気圧低下率の設定方法及び設定結果が示されている。
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性について検討を行い、その検討結果に基づいて

設計竜巻の最大風速（VD）を設定する。 

なお、竜巻が丘陵や段差等の上空を通過した際

には、竜巻が減衰する可能性が指摘されている(参

10、参 11)が、VD の設定においては、そのような

減衰の効果は考慮しない。 

 

解説 3.4.2 設計竜巻の特性値の設定 

解説 3.4.2.1 概要 

竜巻検討地域で観測された竜巻に関する情報、

並びに設計竜巻の最大風速（VD）等に基づいて、

下記(1)～(5)に示す設計竜巻の各特性値を設定す

る。 

（１）移動速度（VT） 

（２）最大接線風速（VRm） 

（３）最大接線風速半径（Rm） 

（４）最大気圧低下量（ΔPmax） 

（５）最大気圧低下率（dp/dt）max 

(1)～(5)の各特性値については原則として、十分

な信頼性を有した観測記録等に基づいて設定した

ものを、その根拠の明示を条件として用いる。た

だし、設定に足る十分な信頼性を有した観測記録

等がない場合には、解説 3.4.2.2 及び 3.4.2.3 に

示す方法で各特性値を設定することができる。 

 

解説 3.4.2.2 設計竜巻の特性値の設定に係る基

本的な考え方 

竜巻に関する観測データが不足している等の理

由により、観測データ等に基づいた十分に信頼で

きる数学モデルの構築が困難な場合は、米国 NRC 

の基準類(参 4)を参考として、ランキン渦モデル

を仮定して竜巻特性値を設定する。解説図 3.5 に

ランキン渦モデルの概要を示す。ランキン渦では、

高さ方向によって風速及び気圧が変化しない平面

的な流れ場を仮定している。 

なお、ランキン渦モデルに比べてより複雑な竜

巻渦を仮定した数学モデル等を使用して竜巻特性

＜補足説明資料：6竜-別添 1-41～42＞ 
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値を設定する場合は、その技術的な妥当性を示す

必要がある。 

解説図 3.5 ランキン渦モデルの概要 

 

解説 3.4.2.3 設計竜巻の特性値の設定 

 

（１）設計竜巻の移動速度(VT)の設定 

設計竜巻の移動速度(VT)は、以下の算定式を用

いて VD から VT を算定する。 

VT ＝ 0.15・VD ･･･ (3.1) 

ここで、VD(m/s)は設計竜巻の最大風速を表す。

(3.1)式は、解説図 3.6 に示される日本の竜巻の

観測記録に基づいた竜巻移動速度と最大風速との

関係(参 3)を参考として設定したものである。解

説図 3.6 をみると、青線で示す日本の竜巻による

移動速度は、米国 NRC の基準類等(参 4)による移

動速度と比べて、同じ最大竜巻風速に対して小さ

い。解説図 3.6 に示される日本の竜巻に対する移

動速度は、藤田スケールに基づいた区分（F3、F2 及

び F2～F3、F1 及び F1～F2、F0 及び F0～F1）ご

との平均値であるが、日本で発生する竜巻を個別

にみれば、スーパーセルに伴って発生する竜巻等、

米国の竜巻に比べて移動速度が速いものも存在す

ると考えられる。 

本ガイドでは、設計竜巻の最大速度(VD)が一定の

場合、移動速度が遅い方が、最大気圧低下量(Δ

Pmax)が大きな値になる（(3.2)式、(3.4)式）こと

を考慮して、スーパーセルに伴って発生する竜巻

等の移動速度が速い竜巻の特性は採用せずに、観

測記録の平均値に基づいた解説図 3.6 の日本の

竜巻における移動速度と最大竜巻風速の関係に基

づく(3.1)式を採用することにした。 
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解説図 3.6 竜巻の移動速度と最大風速の関係(参

3) 

 

（２）設計竜巻の最大接線風速(VRm)の設定 

 設計竜巻の最大接線風速(VRm)は、米国 NRC の基

準類(参 4)を参考として、以下の算定式を用いて

VRm を算定する。 

VRm ＝ VD－VT ･･･ (3.2) 

 ここで、VD(m/s)及び VT(m/s)は、設計竜巻の最

大風速及び移動速度である。 

 

（３）設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での

半径(Rm)の設定 

 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径

(Rm)は、日本における竜巻の観測記録をもとに提

案された竜巻モデル(参 3)に準拠して以下の値を

用いる。 

Rm ＝ 30 (m) ･･･ (3.3) 

 

（４）設計竜巻の最大気圧低下量(ΔPmax)の設定 

 設計竜巻の最大気圧低下量(ΔPmax)は、米国

NRC の基準類(参 4)を参考として、ランキン渦モデ

ルによる風速分布に基づいて、最大気圧低下量(Δ

Pmax)を設定する。 

ΔPmax ＝ ρ・VRm2 ･･･ (3.4) 

 ここで、ρ及び VRm は、それぞれ空気密度、設

計竜巻の最大接線風速を示す。 
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（５）設計竜巻の最大気圧低下率((dp/dt)max)の

設定  

設計竜巻の最大気圧低下率((dp/dt)max)は、米

国 NRC の基準類(参 4)を参考として、ランキン渦

モデルによる風速分布に基づいて、最大気圧低下

量(ΔPmax)及び最大気圧低下率((dp/dt)max)を設

定する。 

 (dp/dt)max ＝ (VT/Rm)・ΔPmax ･･･ (3.5) 

ここで、VT 及び Rm は、それぞれ設計竜巻の移

動速度及び最大接線風速が生じる位置での半径を

表す。 
 

 

 

３．設計荷重の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

2.2.1 設計の基本フロー 

図 2.1 に設計の基本フローを示す。設置許可段階で

は、基準竜巻、設計竜巻及び設計荷重が適切に設定

されていること、並びに設計荷重に対して、機能・

配置・構造計画等を経て抽出された設計対象施設の

安全機能が維持される方針であることを確認する。

ただし、設計荷重については、設置許可段階におい

て、その基本的な種類や値等が適切に設定されてい

ることを確認する。 

 

設置許可段階において、基準竜巻、設計竜巻及び設

計荷重が適切に設定されているか。（設計荷重につい

ては、その基本的な種類や値等が設定されているか。） 

（⇒３．（１）へ） 

 

設計荷重に対して、機能・配置・構造計画等を経て

抽出された設計対象施設の安全機能が維持される方

針としているか。（⇒４．へ） 

竜巻に対する防護設計を行うため、設計竜巻の最大風速にさらに余裕を持たせた竜巻（最大風速

100m/s）による設計竜巻荷重を設定している。設計竜巻荷重としては、「風圧力による荷重」、「評価

対象施設内外の気圧差による荷重」及び「飛来物の衝撃荷重」を設定していることを確認した。 

設計竜巻の設定にあたって、設計竜巻の最大風速は 92m/s とする。ただし、竜巻に対する設計に当

たっては、設計竜巻の最大風速 92m/s を安全側に数字を切り上げて、最大風速 100m/s の竜巻の特

性値に基づく設計荷重に対して、安全施設が安全機能を損なうことのない設計とすることを確認し

た。 

補足説明資料において、保守性を考慮して評価に用いる設計竜巻（最大風速 100m/s）の特性値が示

されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1-42＞ 
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図 2.1 設計の基本フロー 

 

【解説】 

解説 2.2.1 設計の基本フロー 

 

詳細設計段階においては、配置・断面設計等を経

て詳細な仕様が設定された施設を対象に、設計荷

重の詳細を設定し、設計荷重に対する構造計算等

を実施し、その結果得られた施設の変形や応力等

が構造健全性評価基準を満足すること等を確認し

て、安全機能が維持されることが確認されること

を想定している。 
 

  

 

2.2.2 設計対象施設に作用する荷重 

以下に示す設計荷重を適切に設定する。 

 

（１）設計竜巻荷重 

設計竜巻荷重を以下に示す。 

① 風圧力 

設計竜巻の最大風速による風圧力 

② 気圧差による圧力 

設計竜巻における気圧低下によって生じる設計対象

施設内外の気圧差による圧力 

③ 飛来物の衝撃荷重 

設計竜巻によって設計対象施設に衝突し得る飛来物

（以下、「設計飛来物」という）が設計対象施設に衝

 竜巻に対する防護設計を行うためには、設計竜巻

による荷重（以下「設計竜巻荷重」という。）とその

他の荷重を適切に組み合わせた荷重（以下「設計荷

重」という。）を設定しているか。 

(1) 設計竜巻荷重 

設計竜巻荷重として、以下を設定しているか。 

① 風圧力（⇒３．（１－１）へ） 

② 気圧差による圧力（⇒３．（１－２）へ） 

③ 飛来物の衝撃荷重（⇒３．（１－３）へ） 

 

(2) 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重として、以下を設

定しているか。（⇒３．（２）へ） 

① 設計対象施設に常時作用する荷重、運転時荷重等 

② 竜巻以外の自然現象(注 2.3)による荷重、設計基
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突する際の衝撃荷重 

 

（２）設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重を以下に示す。 

① 設計対象施設に常時作用する荷重、運転時荷重等 

② 竜巻以外の自然現象(注 2.3)による荷重、設計基

準事故時荷重等 

(注 2.3) 竜巻との同時発生が想定され得る雷、雪、

雹及び大雨等の自然現象を含む。 

 

なお、上記（２）の②の荷重については、竜巻以外

の自然現象及び事故の発生頻度等を参照して、上記

（２）の①の荷重と組み合わせることの適切性や設

定する荷重の大きさ等を判断する。 

 

 

4.施設の設計 

4.1 概要 

設置許可段階の安全審査において以下を確認す

る。 

 

① 設計荷重（設計竜巻荷重及びその他の組み合わ

せ荷重）が適切に設定されていること。ただし、

設置許可段階においては、その基本的な種類や

値等が適切に設定されていることを確認する。

（設計対象施設の各部位に作用させる設計荷重

の詳細は、詳細設計段階において確認する） 

 

② 設計荷重に対して、設計対象施設の構造健全性

等が維持される方針であること。 

 

4.2 設計対象施設 

  「2.1 設計対象施設」に示したとおりとする。 

 

 

準事故時荷重等 
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4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 「2.2.2 設計対象施設に作用する荷重」の「（１）

設計竜巻荷重」で示した「風圧力」、「気圧差による

圧力」及び「飛来物の衝撃荷重」について、それぞ

れ技術的見地等から妥当な荷重を設定する。 

 

【解説】 

解説 4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 

解説 4.3.1.1 設計竜巻の最大風速による風圧

力の設定 

解説 4.3.1.1.1 概要 

  設計竜巻の最大風速(VD )等に基づいて、設

計竜巻によって設計対象施設に作用する風圧

力を設定する。 

 

解説 4.3.1.1.2 基本的な考え方 

（１）風圧力の算定に用いる風力係数 

 竜巻によって生じた被害状況と対応する最

大風速は、一般的には、竜巻等の非定常な流

れ場の気流性状を考慮した風力係数を用いる

のではなく、いわゆる通常の強風等を対象と

した風力係数を用いて、逆算により推定され

ることから、本ガイドにおける風圧力の算定

には、通常の強風等を対象とした風力係数を

用いることを基本とする。 

（２）設計竜巻による鉛直方向の風圧力 

  竜巻による最大風速は、一般的には、竜巻

によって生じた被害状況と対応する水平方向

の風速として算定される。しかしながら、実

際の竜巻によって生じた被害は、少なからず

鉛直方向の風速の影響も受けていると考えら

れる。 

  よって、本ガイドでは、設計竜巻の水平方

① 設計竜巻の最大風速(VD)等に基づき、通常の強風

等を対象とした風力係数を用いて、設計対象施設

に作用する風圧力を設定する方針としているこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 鉛直方向の風圧力に対して特に脆弱と考えられ

る設計対象施設が存在する場合は、鉛直方向の風

圧力を考慮した設計を行う方針としていること

を確認。 

① 風圧力による荷重は、設計竜巻の最大風速による荷重であり、「建築基準法」等及び「日本建

築学会 建築物荷重指針・同解説」に準拠して、算出することを確認した。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

 

ここで、 

ＷＷ ：風圧力による荷重 

ｑ ：設計用速度圧 

Ｇ ：ガスト影響係数(＝1.0) 

Ｃ ：風力係数（施設の形状や風圧力が作用する部位（屋根・壁等）に応じて設定する。） 

Ａ ：施設の受圧面積 

ｑ＝(1/2)･ρ･ＶＤ２ 

 

ここで、 

ρ ：空気密度 

ＶＤ ：設計竜巻の最大風速 

 

② 竜巻による最大風速は、一般的には水平方向の風速として算定されるが、鉛直方向の風圧力に

対してぜい弱と考えられる竜巻防護施設等が存在する場合には、鉛直方向の最大風速等に基づ

いて算出した鉛直方向の風圧力についても考慮した設計としていることを確認した。 

補足説明資料において、設計竜巻による鉛直方向の風圧力として、建屋の庇部及び屋根スラブ

を抽出し、庇は竜巻防護施設の外殻として機能する部分に存在しないこと及び設備は鉛直方向

の風圧力に対して特に脆弱と考えられる部位はないことから鉛直方向の風圧力の考慮は行わ

ないこと並びに屋根スラブは鉄筋コンクリート造であり健全性の確認を行うことが示されて

いる。＜補足説明資料：6竜-別添 1-44～49＞ 
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向の最大風速(VD)には、鉛直方向の風速の影

響も基本的には含まれているとみなす。 

  ただし、鉛直方向の風圧力に対して特に脆

弱と考えられる設計対象施設が存在する場合

は、VD を入力値とした竜巻の数値解析結果等

から推定される鉛直方向の最大風速等に基づ

いて算定した鉛直方向の風圧力を考慮した設

計を行う。 

 

解説 4.3.1.1.3 設計竜巻による風圧力の設定 

  設計竜巻の最大風速(VD)による風圧力(PD)

の算定について以下に示す。 

  設計竜巻の水平方向の最大風速によって設

計対象施設（屋根を含む）に作用する風圧力

(PD)は、「建築基準法施行令」、「日本建築学会 

建築物荷重指針・同解説(2004)」等を準用し

て、下式により算定する。 

  なお、(4.2)式の VDは最大瞬間風速であり、

「建築基準法施行令」、「日本建築学会 建築

物荷重指針・同解説(2004)」の最大風速と定

義が異なることに留意する。 

PD ＝ q・G・C・A ･･･ (4.1) 

  ここで、qは設計用速度圧、Gはガスト影響

係数、 C は風力係数、 A は施設の受圧面積を

表し、qは下式による。  

q ＝ (1/2)・ρ・VD2  ･･･ (4.2) 

  ここで、ρは空気密度、VD は設計竜巻の最

大風速である。 

 

  (4.1)式に示すように、風圧力(PD)は、(4.2)

式で求められる設計用速度圧(q)に、ガスト影

響係数(G)、風力係数(C)及び施設の受圧面積

(A)を乗じて算定する。 

  ガスト影響係数 G は、風の乱れによる建築

物の風方向振動の荷重効果を表すパラメータ

であり、強風中における建築物の最大変位と

平均変位の比で定義される。本ガイドの最大
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竜巻風速(VD)は、最大瞬間風速として扱うこ

とから G=1.0 を基本とする。 

  風力係数(C)は、「建築基準法施行令」、「日

本建築学会 建築物荷重指針・同解説(2004)」

等を参考として、施設の形状や風圧力が作用

する部位（屋根、壁等）に応じて適切に設定

する。 

 
 

 

 

（１－２）気圧差による圧力 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 「2.2.2 設計対象施設に作用する荷重」の「（１）

設計竜巻荷重」で示した「風圧力」、「気圧差による

圧力」及び「飛来物の衝撃荷重」について、それぞ

れ技術的見地等から妥当な荷重を設定する。 

 

【解説】 

解説 4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 

解説 4.3.1.2 設計竜巻における気圧低下によ

って生じる設計対象施設内外の気圧差による

圧力の設定 

解説 4.3.1.2.1 概要 

 前記において設定した設計竜巻による最大

気圧低下量(ΔPmax)及び最大気圧低下率

（dP/dt）max に基づいて設計対象施設に作用

する気圧差による圧力を設定する。 

 

解説 4.3. 1.2.2 基本的な考え方 

  設計竜巻によって引き起こされる最大気圧

低下量及び最大気圧低下率によって設計対象

施設に作用する圧力を算定する際の基本的な

考え方を以下に示す。なお、以下の考え方は、

米国 NRC 基準類(参 12)を参考としている。 

①  設計竜巻による最大気圧低下量(ΔPmax)及び最

大気圧低下率（dP/dt）max に基づいて設計対象施

設に作用する気圧差による圧力を設定する方針と

していることを確認。 

 

(1) 建屋・構築物等 

→ 建屋・構築物等の主要な部材（壁、屋根等）以外

に、以下の施設も検討対象としているか。 

  ・ 建屋・構築物等の開口部に設置された窓、扉、

シャッター等 

  ・ 外気と隔離されているとみなせる区画の隔壁等

（天井等） 

 

(2) 設備 

→ 設備の主要な部材以外に、以下の設備も検討対象

としているか。 

  ・ 外気と隔離されているとみなせる区画の境界部

（空調系ダクト類等） 

  ・ 圧力差の影響を受け得る計器類や空調装置等 

 

① 外気と隔離されている区画の境界部が気圧差による圧力影響を受ける設備及び竜巻防護施設

を内包する施設の建屋壁、屋根等においては、設計竜巻による気圧低下によって生じる竜巻防

護施設等の内外の気圧差による圧力荷重が発生し、保守的に「閉じた施設」を想定し次式のと

おり算出することを確認した。 

 

ＷＰ＝ΔＰｍａｘ･Ａ 

 

ここで、 

ＷＰ ：気圧差による荷重 

ΔＰｍａｘ：最大気圧低下量 

Ａ ：施設の受圧面積 

補足説明資料において、屋外にある竜巻防護施設の附属施設及び竜巻防護施設を内包する区画

の換気空調設備のうち、外気と繋がるダクト・ファン及び外気との境界となるダンパ・バタフ

ライ弁を含む竜巻防護施設に影響を及ぼし得る施設の抽出内容が示されている。＜補足説明資

料：6竜-別添 1補足-145～155＞ 

また、強度評価、気圧差に対する影響評価及び竜巻による風の流入による影響評価について、

評価手法と評価結果が示されている。＜補足説明資料： 6竜-別添 1-74～107、別添 1補足-625

～653＞ 
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・完全に開かれた構築物等の施設が竜巻に曝

されたとき、施設の内圧と外圧は竜巻通過

中に急速に等しくなる。したがって、施設

の内外の気圧の変化はゼロに近づくとみな

せる。 

・閉じた施設（通気がない施設）では、施設

内部の圧力は竜巻通過以前と以後で等しい

とみなせる。他方、施設の外側の圧力は竜

巻の通過中に変化し、施設内外に圧力差を

生じさせる。この圧力差により、閉じた施

設の隔壁（構築物等の屋根・壁及びタンク

の頂部・胴部等）に外向きに作用する圧力

が生じるとみなせる。 

・部分的に閉じた施設（通気がある施設等）

については、竜巻通過中の気圧変化により

施設に作用する圧力は複雑な過程により決

定される。また、部分的に閉じた設計対象

施設への圧力値・分布の精緻な設定が困難

な場合は、施設の構造健全性を評価する上

で厳しくなるように作用する圧力を設定す

ることとする。 

 

解説 4.3. 1.2.3 気圧差による圧力を作用させ

る施設の設定 

気圧差による圧力を作用させる対象は、原子

力発電所の図面等を参照して十分に検討し

た上で設定する。 

 

（１）建屋・構築物等 

  建屋・構築物等の主要な部材（壁、屋根等）

に気圧差による圧力を作用させることは当然

であるが、気圧差による圧力の影響を受ける

ことが容易に想定される以下の施設について

は、気圧差による圧力の影響について検討を

行い、当該施設が破損した場合の安全機能維

持への影響についても確認を行うこととす
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る。 

・ 建屋・構築物等の開口部に設置された窓、扉、

シャッター等 

・ 外気と隔離されているとみなせる区画の隔壁

等（天井等） 

（２）設備 

  設備の主要な部材に気圧差による圧力を作

用させることは当然であるが、気圧差による

圧力の影響を受けることが容易に想定される

以下の設備については、気圧差による圧力の

影響について検討を行い、当該設備が破損し

た場合の安全機能維持への影響についても確

認を行うこととする。 

・ 外気と隔離されているとみなせる区画の境

界部（空調系ダクト類等） 

・ 圧力差の影響を受け得る計器類や空調装置等 
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（１－３）飛来物の衝撃荷重 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 「2.2.2 設計対象施設に作用する荷重」の「（１）

設計竜巻荷重」で示した「風圧力」、「気圧差による

圧力」及び「飛来物の衝撃荷重」について、それぞ

れ技術的見地等から妥当な荷重を設定する。 

 

【解説】 

解説 4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 

解説 4.3.1.3 設計竜巻による飛来物が設計対

象施設に衝突する際の衝撃荷重の設定 

解説 4.3.1.3.1 概要 

  設計竜巻の最大風速(VD)及び特性値等に基

づいて、設計飛来物を選定あるいは設定し、

それら設計飛来物の飛来速度を設定する。そ

して、設計飛来物が設定した飛来速度で設計

対象施設に衝突することを想定して、飛来物

の衝突による設計対象施設への衝撃荷重を設

定する。 

 

解説 4.3.1.3.2 基本的な考え方 

竜巻等の突風による被害は、風圧力によっ

て引き起こされるだけでなく、飛来物による

被害もかなりの部分を占める。また、竜巻に

よる飛来物は上昇気流の影響もあって比較的

遠方まで運ばれる可能性がある。これらの事

項に留意して、設計対象施設に到達する可能

性がある飛来物について検討を行った上で、

設計飛来物を選定あるいは設定する。 

一般的には、遠方からの飛来物は相対的に

重量が軽いものが多く、仮に衝突した場合で

も衝撃荷重は相対的に小さいと考えられるこ

とから、設計対象施設に到達する可能性があ

設計竜巻の最大風速(VD)及び特性値等に基づいて、

設計飛来物を選定あるいは設定し、それら設計飛来物

の飛来速度を設定しているか。 

また、設計飛来物が設定した飛来速度で設計対象施

設に衝突することを想定して、飛来物の衝突による設

計対象施設への衝撃荷重を設定する方針としている

か。 

 

 

(1) 設計飛来物の選定 

① 発電所敷地内において飛来物となり得るものを現

地調査等により網羅的に抽出していることを確

認。 

 

 

② 補足説明資料において、竜巻による設備等の損壊

による二次的な飛来物の発生についても、評価の

対象に含めて検討を行ったことが示されているこ

とを確認。 

 

 

③ 設計飛来物の設定は、運動エネルギーや貫通力の

大きさ等を踏まえ、代表性のあるものを選定ある

いは設定していることを確認。 

少なくても、以下の設計飛来物を選定あるいは設

定していることを確認。 

  大きな運動エネルギーをもつ飛来物 （自動

車等） 

 施設の貫入抵抗を確認するための固い飛来物 

（鉄骨部材等） 

  開口部等を通過することができる程度に小

さく固い飛来物 （砂利等） 

 

 

 

 

① プラントウォークダウンによる敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い、発電所構内の資機材等

の設置状況を踏まえ、竜巻防護施設等に衝突する可能性のある飛来物を抽出するとしているこ

とを確認した。 

補足説明資料において、大飯発電所における飛来物調査の実施範囲とその結果が示されてい

る。＜補足説明資料：6竜-別添 1補足-153～217＞ 

 

② 補足説明資料において、竜巻防護施設を内包する施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし

得る施設（建屋）の損壊等により、部材が飛散物（２次飛来物）となるかの確認の方法と結果

（屋外通路屋根、シャッター、ガラス窓、給気用格子、タービン建屋屋根（ALC）、鉄塔部材に

ついて２次飛来物となる可能性を否定できないがこれらは設計飛来物となる鋼製材に包含で

きること）が示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1補足-285～380、708～713＞ 

 

③ このうち「飛来物の衝撃荷重」の設定に当たっては、本発電所構内において飛来物となり得る

ものを現地調査等により抽出した上で、運動エネルギー及び貫通力の大きさを踏まえ、設計上

考慮すべき飛来物（以下「設計飛来物」という。）を設定していることを確認した。 

設計飛来物は、運動エネルギー、貫通力及び衝撃力を踏まえ、「原子力発電所の竜巻影響評価

ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061911 号 原子力規制委員会決定）を参照して、

鋼製材、砂利及び鋼製パイプを設定することを確認した。補足説明資料において、以下の項目

を踏まえ設計飛来物の選定と評価に使用するパラメータが示されている。＜補足説明資料：6

竜-別添 1-46～49、別添 1補足-156～217、539～550、774～776＞ 

・ 空力パラメータ、飛来物の運動エネルギーの算出式 

・ 想定飛来物の運動方程式 

・ 空力パラメータによる浮力と揚力の比較 

・ 飛来物速度（鉛直方向）に関する保守性 

・ 極小飛来物の衝突に対する設備への影響 

・ 竜巻防護対策を考慮した設計飛来物の選定 

・ 砂利等による竜巻防護施設への影響 
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る飛来物を検討する範囲は、原子力発電所の

敷地内を原則とする。ただし、原子力発電所

の敷地外からの飛来物による衝撃荷重が、原

子力発電所の敷地内からの飛来物による衝撃

荷重を上回ると想定され得る場合は、原子力

発電所の敷地外からの飛来物も考慮する。 

また、設計飛来物として、最低限以下の①

～③を選定あるいは設定することとする。な

お、以下の①～③の設定にあたっては、米国

NRC の基準類(参 13)を参考とした。 

①  大きな運動エネルギーをもつ飛来物  

（自動車等） 

②  施設の貫入抵抗を確認するための固い飛

来  物 （鉄骨部材等） 

③  開口部等を通過することができる程度に

小さくて固い飛来物 （砂利等） 

 

解説 4.3.1.3.3 設計飛来物の速度の設定 

（１）基本的な考え方 

  設計飛来物に設定する速度は、設計竜巻に

よって飛来した際の最大速度とする。設計飛

来物の最大水平速度(MVHmax)は、非定常な乱

流場を数値的に解析できる計算手法等による

計算結果等に基づいて設定することを基本と

する。ただし、安全側の設計になるように、

設計竜巻の最大風速(VD)を設計飛来物の最大

水平速度として設定してもよい。 

  設計飛来物の最大鉛直速度(MVVmax)は、最

大水平速度と同様に計算等により求めても良

いし、米国 NRC の基準類(参 4)を参考に設定し

た下式により算定してもよい。 

   MVVmax ＝ (2/3)・MVHmax ･･･ (4.3) 

  ここで、MVHmax は、設計飛来物の最大水平

速度を表す。 

 

（２）設計飛来物の設定例 

  設計飛来物の選定あるいは設定、並びに設

 

 

④ 【運用上の方針】衝突時に設計対象施設に与える

エネルギーが設計飛来物以上となるものについ

ては、固定または固縛等により飛散を防止し衝突

させないようにしていることを確認。 

 

・ 設計飛来物の諸元（鋼製材、砂利、鋼製パイプ） 

 

その上で、衝突時に設計対象施設に与えるエネルギーが設計飛来物によるものより大きくなる

ものについては、浮き上がりや横滑りの有無を考慮した上で、固定、固縛、車両の退避等によ

り確実に飛来物とならないようにする運用としていることを確認した。 

このほか、竜巻防護施設からの離隔対策を実施するとしていることを確認した。 

また、以下のとおり飛来物発生防止対策について手順等を定めることを確認した。 

 飛来時の運動エネルギー、貫通力が設計飛来物である鋼製材よりも大きなものについて

は、管理規定を定め、設置場所等に応じて固縛、建屋内収納又は撤去により飛来物となら

ない管理を行う手順等を整備し、的確に実施する。 

 車両に関しては入構を管理するとともに、竜巻の襲来が予想される場合には、停車してい

る場所に応じて退避又は固縛することにより飛来物とならない管理を行う手順等を整備

し、的確に実施する。 

補足説明資料において、飛散防止対策として構内全域にわたり、敷地外への移動、建屋内への

収納、撤去、飛来物源の飛散防止により行うことが示されている。また、飛散防止対策の実施

例として、コンテナ等の対策例、チェッカープレート等の対策例、車両の対策例及び屋外設置

SA 資機材の対策例が示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1補足-691～777＞ 

 

(２) 設計飛来物の速度の設定 

① 設計飛来物に設定する速度は、設計竜巻によって

飛来した際の最大速度としていることを確認。 

 

② 設計飛来物の最大水平速度(MVHmax)は、非定常な

乱流場を数値的に解析できる計算手法等による計

算結果等に基づいて設定していることを確認。（安

全側に、設計竜巻の最大風速(VD)を設計飛来物の

最大水平速度として設定してもよい。） 

 

③ 設計飛来物の最大鉛直速度(MVVmax)は、最大水平

速度と同様に計算等により算出していることを確

認。（最大水平速度(MVHmax)の 2/3 と設定してもよ

い。） 

 

① ②、③設計飛来物である鋼製パイプ及び鋼製材の寸法、最大水平速度及び最大鉛直速度

（VD=100m/s において）は、ガイドの解説表 4.1 にしたがって設定されていることを確認した。 

補足説明資料において、ガイドに記載のない設計飛来物である砂利の速度については、ランキ

ン渦を仮定し風速場の中での速度を算出していることが示されている。＜補足説明資料：6竜-

別添 1-46、47、別添 1補足-197＞ 

また、竜巻により発生する飛来物の速度及び飛散距離等の評価にあたって、使用した解析コー

ド「tornado_missile」の概要及び検証と妥当性確認の内容が示されている。＜補足説明資料：

6竜-別添 1補足-795＞ 

 

(３) 設計飛来物の衝突方向、衝突範囲及び衝撃荷重

の設定 

① 設計飛来物が設計対象施設に衝突する方向は、安

全側の設計になるように設定する方針としている

① 飛来物の衝突方向及び衝突面積を考慮して設計飛来物が竜巻防護施設等に衝突した場合の影

響が大きくなる向きで衝撃荷重を算出することを確認した。 
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計飛来物の最大速度を設定する際の参考とし

て、解説表 4.1 に飛来物及びその最大速度の

設定例を示す。解説表 4.1 の棒状物、板状物

及び塊状物の最大水平速度(MVHmax)は、設計

竜巻の最大風速(VD)=100(m/s)とした条件下

で解析的に算定した結果(参 3)である。また、

解説表 4.1 の最大鉛直速度(MVVmax)は、米国

NRC の基準類(参 4)を参考として設定した

(4.3)式を用いて算定した結果である。 

  なお、解説表 4.1 に示した飛来物よりも小

さな開口部を飛来物が通過することの影響等

を確認する場合は、さらに小さな飛来物を設

定する必要がある。 

 

解説表 4.1 飛来物及び最大速度の設定例 

（VD=100(m/s)の場合） 

 

解説 4.3.1.3.4 設計飛来物の衝突方向、衝突範

囲及び衝撃荷重の設定 

  設計飛来物が設計対象施設に衝突する方向

は、安全側の設計になるように設定する。 

  設計飛来物が到達する範囲について解析結

果等から想定される場合は、その技術的根拠

を示した上で設計飛来物が到達しない範囲を

設定することができる。 

  各設計飛来物による衝撃荷重は、設計飛来

物の形状及び剛性等の機械的特性を適切に設

定した衝撃解析等の計算結果に基づいて設定

するか、あるいは、安全側の設計となるよう

に配慮して設計飛来物を剛体と仮定して設定

してもよい。 

 

解説 4.3.1.4 設計竜巻荷重の組み合わせ 

  設計対象施設の設計に用いる設計竜巻荷重

は、設計竜巻による風圧力による荷重(WＷ)、

気圧差による荷重(WＰ)、及び設計飛来物によ

る衝撃荷重(WＭ)を組み合わせた複合荷重と

ことを確認。 

 

② 補足説明資料において、各設計飛来物による衝撃

荷重は、形状及び剛性等の機械的特性を適切に設

定した衝撃解析等の計算結果に基づいて設定、又

は、安全側の設計となるよう剛体と仮定している

か。 

 

 

 

② 補足説明資料において、設計飛来物による衝撃荷重は、運動エネルギーが最も大きい鋼製材に

ついて最大風速 100m/s 条件下での衝撃荷重を算出すること、鋼製材は重量分布を均一な直方

体として最も衝撃荷重が大きくなる衝突方向の荷重（2200kN）を採用していることが示されて

いる。また構造健全性の評価において、設計竜巻による複合荷重により生じる応力に対して地

震応答解析モデルにより評価していること、更にコンクリート構造物に対する設計飛来物の衝

突評価として、裏面剥離または貫通を生じないための必要最小厚さを算出し、評価部材の最小

厚さと比較することで貫通または裏面剥離の有無を確認することが示されている。評価式に関

しては、修正 NDRC 式、Degen 式及び Chang 式を用いること、また係数については、NEI07-13

における推奨値等を基に安全側の係数を採用し、剛飛来物としていることが示されている。 

なお、鉄骨造である永久構台については、解析コード「LS-DYNA(ver.R7.1.2)」を使用し、3

次元 FEM モデルを用いた飛来物衝突解析を実施していることが示されている。＜補足説明資

料：6竜-別添 1補足-241、266～457、815～830＞ 
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し、複合荷重 WT1 及び WT2 は、米国 NRC の基

準類 (参 12)を参考として設定した下式によ

り算定する。 

WＴ1＝WＰ ･･･ (4.4) 

WＴ2＝WＷ +0.5・WＰ+ WＭ ･･･ (4.5) 

  ここで、(4.4)式及び(4.5)式の各変数は下

記のとおり。 

WT1、WT2：設計竜巻による複合荷重 

WＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

WＰ：設計竜巻による気圧差による荷重 

WＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

  なお、設計対象施設には WT1 及び WT2 の両

荷重をそれぞれ作用させる。 
 

 

 

（１－４）設計竜巻荷重の組み合わせ 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

 「2.2.2 設計対象施設に作用する荷重」の「（１）

設計竜巻荷重」で示した「風圧力」、「気圧差による

圧力」及び「飛来物の衝撃荷重」について、それぞ

れ技術的見地等から妥当な荷重を設定する。 

 

【解説】 

解説 4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

解説 4.3.1.4 設計竜巻荷重の組み合わせ 

  設計対象施設の設計に用いる設計竜巻荷重

は、設計竜巻による風圧力による荷重(WＷ)、

気圧差による荷重(WＰ)、及び設計飛来物によ

る衝撃荷重(WＭ)を組み合わせた複合荷重と

し、複合荷重 WT1 及び WT2 は、米国 NRC の基

準類 (参 12)を参考として設定した下式によ

り算定する。 

WＴ1＝WＰ ･･･ (4.4) 

WＴ2＝WＷ +0.5・WＰ+ WＭ ･･･ (4.5) 

  ここで、(4.4)式及び(4.5)式の各変数は下

① 設計対象施設の設計に用いる設計竜巻荷重は、設

計竜巻による風圧力による荷重(WW)、気圧差によ

る荷重(WP)、及び設計飛来物による衝撃荷重(WM)

を組み合わせた複合荷重する方針としているか。 

① 竜巻防護施設等の設計に用いる設計竜巻荷重は、設計竜巻による風圧力による荷重（ＷＷ）、

気圧差による荷重（ＷＰ）及び設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重と

し、複合荷重ＷＴ１ 及びＷＴ２は米国原子力規制委員会の基準類を参考として、以下のとお

り設定することを確認した。 

ＷＴ１＝ＷＰ 

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5･ＷＰ＋ＷＭ 

なお、竜巻防護施設等にはＷＴ１及びＷＴ２の両荷重をそれぞれ作用させることを確認した。 
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記のとおり。 

WT1、WT2：設計竜巻による複合荷重 

WＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

WＰ：設計竜巻による気圧差による荷重 

WＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

  なお、設計対象施設には WT1 及び WT2 の両

荷重をそれぞれ作用させる。 
 

 

 

（２）設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.3.2 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定 

「2.2.2 設計対象施設に作用する荷重」の「（２）

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重」に示した各荷重

について、それぞれ技術的見地等から妥当な荷重と

して設定し、設計竜巻荷重と組み合わせる。 
 

① 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重として、 設計対

象施設に常時作用する荷重（自重）及び運転時荷

重（死荷重及び活荷重）等を選定する方針として

いることを確認。 

 

② 竜巻との同時発生が想定され得る竜巻以外の自然

現象による荷重については、影響のモードや地域

特性を踏まえた検討により、組み合わせることの

適切性や設定する荷重の大きさ等を判断している

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定に当たり、設計対象施設に常時作用する荷重、運転時

荷重を適切に組み合わせるとしていることを確認した。 

 

 

 

② また、竜巻と同時に発生し得る自然現象による荷重については、竜巻と同時に発生し得る自然

現象が与える影響のモードを踏まえた検討により、設計竜巻荷重と組み合わせる荷重として考

慮する必要がないとしていることを確認した。 

竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象であり、積乱雲の発達時に竜巻と同時発生する可能

性がある自然現象は、雷、雪、雹及び大雨であることを確認した。これらの自然現象の組み合

わせにより発生する荷重は，以下のとおり設計竜巻荷重に包絡されることから，設計竜巻荷重

と組み合わせる荷重として考慮しないことを確認した。 

(b-1) 雷 

竜巻と雷が同時に発生する場合においても、雷によるプラントへの影響は、雷撃であるため

雷による設計竜巻荷重への影響はない。 

(b-2) 雪 

大飯発電所が立地する地域においては、冬期、竜巻が襲来する場合は竜巻通過前後に降雪を

伴う可能性はあるが、上昇流の竜巻本体周辺では、竜巻通過時に雪は降らない。 

また、下降流の竜巻通過時や竜巻通過前に積った雪の大部分は竜巻の風により吹き飛ばされ

るため、雪による荷重は十分小さく設計竜巻荷重に包絡される。 

(b-3) 雹 

雹は積乱雲から降る直径 5mm 以上の氷の粒であり、仮に直径 10cm 程度の大型の雹を想定し

た場合でも、その重量は約 0.5kg である。竜巻と雹が同時に発生する場合においても 10cm 程

度の雹の終端速度は 59m/s、運動エネルギーは約 0.9kJ であり、設計飛来物の運動エネルギー

と比べ十分に小さく、雹の衝突による荷重は設計竜巻荷重に包絡される。 

(b-4) 大雨 
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③ 竜巻以外の自然現象による荷重、設計基準事故時

荷重については、それらの発生頻度等を参照して、

組み合わせることの適切性や設定する荷重の大き

さ等を判断していることを確認。 

 

竜巻と大雨が同時に発生する場合においても、雨水により屋外施設に荷重の影響を与えるこ

とはなく、また降雨による荷重は十分小さいため、設計竜巻荷重に包絡される。 

 

③ さらに、設計基準事故時の荷重との組合せを適切に考慮する設計としていることを確認した。 

竜巻防護施設は、設計竜巻によって安全機能を損なわない設計とするため、設計竜巻と設計

基準事故は独立事象となる。このため、設計竜巻と設計基準事故が同時に発生する頻度は十分

小さいことから、設計基準事故時荷重と設計竜巻荷重との組み合わせは考慮しないことを確認

した。 

仮に、風速が低く発生頻度が高い竜巻と設計基準事故が同時に発生する場合、竜巻防護施設

等のうち設計基準事故時荷重が生じる設備としては動的機器である海水ポンプが考えられる。

しかし、設計基準事故時においても海水ポンプの圧力、温度が変わらず、運転時荷重が変化す

ることはないため、設計基準事故により考慮すべき荷重はなく、竜巻と設計基準事故時荷重の

組み合わせは考慮しないことを確認した。 

 

 

 

４．設計対象施設の設計方針 

（１）設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

2.2.3 施設の安全性の確認 

設計竜巻荷重及びその他組み合わせ荷重（常時作

用している荷重、竜巻以外の自然現象による荷重、

設計基準事故時荷重等）を適切に組み合わせた設計

荷重に対して、設計対象施設、あるいはその特定の

区画(注 2.4)の構造健全性等が維持されて安全機

能が維持される方針であることを確認する。 

 

(注 2.4) 竜巻防護施設を内包する区画。 

 

4.4.1 概要 

 設計竜巻荷重及びその他組み合わせ荷重（常時作

用している荷重、竜巻以外の自然現象による荷重、

設計基準事故時荷重等）を適切に組み合わせた設計

荷重に対して、設計対象施設、あるいはその特定の

区画(注 4.1)の構造健全性が維持されて安全機能が

設計対象施設については、設計荷重に対してその構

造健全性が維持され、竜巻防護施設の安全機能が損な

われない設計としているか。 

 

① 設計竜巻に対する設計方針及び使用する基準類

を確認。 

 

 

 

① 構築物の設計において、設計飛来物の衝突による貫通及び裏面剥離発生の有無の評価について

は、貫通及び裏面剥離が発生する限界厚さと部材の最小厚さを比較することにより行うことを

確認した。さらに、設計荷重により、発生する変形又は応力が以下の法令、規格、基準、指針

類等に準拠し算定した許容限界を下回る設計とすることを確認した。 

 建築基準法 

 日本工業規格 

 日本建築学会及び土木学会等の基準・指針類 

 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

 震災建築物の被災度区分判定基準及び復旧技術指針（日本建築防災協会） 

 時刻歴応答解析 建築物性能評価業務方法書（日本建築センター） 

 日本機械学会の基準・指針類 

 原子力エネルギー協会（NEI）の基準・指針類 

系統及び機器の設計において、設計飛来物の衝突による貫通の有無の評価については、貫通が

発生する限界厚さと部材の最小厚さを比較することにより行う。設計飛来物が貫通することを

考慮する場合には、設計荷重に対して防護対策を考慮した上で、系統及び機器に発生する応力

が以下の規格、基準及び指針類に準拠し算定した許容応力度等に基づく許容限界を下回る設計

とする。 

 日本工業規格 
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維持される方針であることを確認する。 

 (注 4.1) 竜巻防護施設を内包する区画。 

 

 

 日本機械学会の基準・指針類 

 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

 

（１）屋内の竜巻防護施設 

（１－１） 外殻となる施設等による防護機能が確認

された竜巻防護施設 

① 設計対象から除外可能である。 

 

（１－２）外殻となる施設等による防護機能が期待で

きない竜巻防護施設 

② 設計荷重に対して、安全機能が維持される設計と

し、必要に応じて施設の補強等の防護対策を講じ

る方針とすることを確認。 

 

① 竜巻防護施設のうち、建屋又は構築物に内包され防護される施設（外気と繋がっている施設を

除く。） は、建屋又は構築物による防護により、設計荷重に対して安全機能が損なわれない方

針としていることを確認した。 

建屋又は構築物に内包され防護される施設（外気と繋がっている施設を除く。）は、原子炉格

納容器、原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処理建屋、燃料油貯蔵タンク基礎又は重油タンク

基礎に内包され、設計荷重又は設計飛来物の衝突から防護されることによって安全機能を損な

うことのない設計とすることを確認した。 

対象施設ごとに竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び手

順等について一覧表で整理されている。（第 1.9.4 表） 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添

1-50～66、別添 1補足-231～457＞ 

 

また、建屋の健全性が確保されず、貫通又は裏面剥離が発生する場合であっても、防護ネット

等の防護対策を実施することにより、設計荷重に対して安全機能が損なわれない方針としてい

ることを確認した。 

建屋に内包される竜巻防護施設のうち、建屋が設計竜巻の影響により損傷する可能性があるた

め、設計竜巻による影響から防護できない可能性のある施設は、設計荷重又は設計飛来物の衝

突による影響に対して安全機能を損なうことのない設計とするが、安全機能を損なう可能性が

ある場合には設備又は運用による竜巻防護対策を実施することにより、安全機能を損なうこと

のない設計としていることを確認した。 

対象施設ごとに、竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び

手順等について一覧表で整理されている。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添

1-50～66、別添 1補足-231～457＞ 

 

具体的な施設の設計方針を以下のとおり確認した。 

(a) 使用済燃料ピット 

設計飛来物である鋼製材が原子炉周辺建屋を貫通し使用済燃料ピットに侵入する場合でも、

設計飛来物である鋼製材の衝撃荷重により、使用済燃料ピットのライニング及びコンクリー

トの一部が損傷して、ピット水が漏えいすることはほとんどなく、使用済燃料ピットの冷却

機能及び遮蔽機能を損なうことのない設計とし、使用済燃料ピット水による減速及び使用済

燃料ラックにより、使用済燃料ラックに保管される燃料集合体の構造健全性が維持される設

計とする。 

 (b) 主蒸気管他 
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主蒸気管他は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが原子炉周辺建屋の開口部建具であ

るブローアウトパネルを貫通し、主蒸気管他に衝突し安全機能を損なうことを考慮して、原

子炉周辺建屋のブローアウトパネルに竜巻飛来物防護対策設備を設置することにより、設計

飛来物の主蒸気管他への衝突を防止し、主蒸気管他の構造健全性が維持され安全機能を損な

うことのない設計とする。 

 

また、原子炉周辺建屋については、設計荷重又は設計飛来物の衝突の影響により、開口部建具

に貫通が発生することを考慮し、開口部建具付近の竜巻防護施設のうち、設計飛来物の衝突に

より安全機能を損なう可能性がある主蒸気管他が安全機能を損なうことのない設計とするこ

とを確認した。 

 

（２）屋外の竜巻防護施設 

① 設計荷重に対して、安全機能が維持される設計と

し、必要に応じて施設の補強、飛来物となりうる

物品の固縛、竜巻防護ネット、防護壁の設置等の

防護対策を講じる方針とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 屋外の竜巻防護施設は、設計荷重による影響により安全機能が損なわれない設計とする。安全

機能が損なわれる場合には、必要に応じ防護ネットや防護鋼板、防護壁の設置等の防護対策を

講じることにより安全機能を損なわない設計としていること、建屋により防護される竜巻防護

施設のうち、外気と繋がる施設は、設計荷重の影響を受けても、安全機能が損なわれない設計

としていることを確認した。 

対象施設ごとに、竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び

手順等について一覧表で整理されていることを確認した。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。（6竜-別添 1-67） 

 

具体的な施設の設計方針を以下のとおり確認した。 

(a) 海水ポンプ（配管、弁を含む。） 

海水ポンプ（配管、弁を含む。）は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通

することを考慮して、竜巻飛来物防護対策設備による竜巻防護対策を行う。竜巻防護対策を行

う海水ポンプ（配管、弁を含む。）が風圧力による荷重、気圧差による荷重、竜巻飛来物防護

対策設備によって防護できない砂利による衝撃荷重、海水ポンプの自重及び配管の自重、活荷

重に対して構造健全性が維持され安全機能を損なうことのない設計とする。 

(b) 海水ストレーナ 

海水ストレーナは設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通することを考慮

して、竜巻飛来物防護対策設備による竜巻防護対策を行う。竜巻防護対策を行う海水ストレー

ナが風圧力による荷重、気圧差による荷重、竜巻飛来物防護対策設備によって防護できない砂

利による衝撃荷重及び海水ストレーナの活荷重に対して構造健全性が維持され安全機能を損

なうことのない設計とする。 

(c) 換気空調設備（アニュラス空気浄化設備、格納容器排気系統、補助建屋排気系統空調装置、

放射線管理室排気系統、中央制御室空調装置、安全補機開閉器室の換気空調設備、電動補助給

水ポンプ室の換気空調設備、制御用空気圧縮機室の換気空調設備及びディーゼル発電機室の換

気空調設備の外気と繋がるダクト・ファン及び外気との境界となるダンパ・バタフライ弁） 
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② 【運用上の方針】①以外の防護対策には、安全上

支障がない期間に補修等を行い、確実に復旧させ

ることを含む。 

 

換気空調設備が原子炉周辺建屋及び制御建屋に内包されていることを考慮すると、風圧力によ

る荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用しない。気圧差による荷重に対して、換気空調設

備の構造健全性が維持され安全機能を損なうことのない設計とする。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添

1-74～107、別添 1補足-539～662＞ 

また、竜巻防護対策の有効性評価結果が示されている。＜補足説明資料：6竜別添 1補足-691

～776＞ 

 

② ただし、設計荷重によって竜巻防護施設の安全機能が影響を受ける場合であって、安全上支障

のない期間に補修等を行うことができる場合には、修復等により確実に復旧させる運用として

いることを確認した。 

また、運用として、竜巻の襲来が予想される場合及び竜巻襲来後において、竜巻防護施設を防

護するための操作、確認及び補修等が必要となる事項について手順等を定めることを確認し

た。 

対象施設ごとに、竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び

手順等について一覧表で整理されていることを確認した。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。（6竜-別添 1-67） 

 

具体的な施設の設計方針を以下のとおり確認した。 

 (a) 排気筒 

排気筒は竜巻防護施設を内包する施設である原子炉周辺建屋に内包されている部分と、屋外に

露出している部分がある。原子炉周辺建屋に内包されている部分については、原子炉周辺建屋

に内包されていることを考慮すると、風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用

しないため、気圧差による荷重に対して、排気筒の構造健全性が維持され安全機能を損なうこ

とのない設計とする。また、原子炉周辺建屋に内包されていない部分については、設計飛来物

である鋼製材及び鋼製パイプにより貫通し排気筒の構造健全性が維持されないことを考慮し

て、補修が可能な設計とすることにより、設計基準事故時における安全機能を損なうことのな

い設計とする。 

 

（３）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

① 竜巻防護施設の安全機能に影響を及ぼす可能性

がある施設については、設計荷重に対する当該施

設の健全性評価を行い、必要に応じて固定等の防

護対策を講じる方針とすることを確認。 

・隣接する施設の倒壊等による影響 

・気圧差によるダクトの損傷等による影響 

 

① 竜巻防護施設を内包する施設に隣接している施設、倒壊により竜巻防護施設を損傷させる可能

性がある施設及び気圧差等によるダクト等の損傷により竜巻防護施設の機能維持に影響を及

ぼし得る施設については、設計荷重による影響を受ける場合においても竜巻防護施設に影響を

与えないように設計するとしていることを確認した。 

対象施設ごとに、竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び

手順等について一覧表で整理されていることを確認した。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添

1-64～66、90～107、別添 1補足-539～665＞ 
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具体的な施設の設計方針を以下のとおり確認した。 

（隣接する施設の倒壊等による影響） 

(a) タービン建屋、永久構台及び耐火隔壁 

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設のうち、タービン建屋、永久構台及び耐火隔壁に

ついては、風圧力による荷重、気圧差による荷重、設計飛来物による衝撃荷重及び自重等の常

時作用する荷重に対して倒壊により竜巻防護施設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

 

（気圧差によるダクトの損傷等による影響） 

(b) ディーゼル発電機排気消音器 

ディーゼル発電機排気消音器は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプの衝突により貫通す

ることを考慮しても、ディーゼル発電機排気消音器が損傷して閉塞することはなく、ディーゼ

ル発電機の排気機能が維持される設計とする。さらに、ディーゼル発電機排気消音器が風圧力

による荷重及び気圧差による荷重に対して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない

設計とする。 

以上より、ディーゼル発電機排気消音器が、竜巻防護施設であるディーゼル発電機に機能的影

響を及ぼさず、ディーゼル発電機が安全機能を損なうことのない設計とする。 

(c) 主蒸気逃がし弁消音器 

主蒸気逃がし弁消音器は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通すること

を考慮しても、主蒸気逃がし弁消音器が損傷して閉塞することはなく、主蒸気逃がし弁の排気

機能が維持される設計とする。さらに、主蒸気逃がし弁消音器が風圧力による荷重及び気圧差

による荷重に対して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない設計とする。 

以上より、主蒸気逃がし弁消音器が、竜巻防護施設である主蒸気逃がし弁に機能的影響を及ぼ

さず、主蒸気逃がし弁が安全機能を損なうことのない設計とする。 

(d) 主蒸気安全弁排気管 

主蒸気安全弁排気管は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通することを

考慮しても、主蒸気安全弁排気管が損傷して閉塞することはなく、主蒸気安全弁の排気機能が

維持される設計とする。さらに、主蒸気安全弁排気管が風圧力による荷重及び気圧差による荷

重に対して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない設計とする。 

以上より、主蒸気安全弁排気管が、竜巻防護施設である主蒸気安全弁に機能的影響を及ぼさず、

主蒸気安全弁が安全機能を損なうことのない設計とする。 

(e) タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管 

タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突

により貫通することを考慮しても、タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管が損傷して閉塞

することはなく、タービン動補助給水ポンプの機関の排気機能が維持される設計とする。さら

に、タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管が風圧力による荷重及び気圧差による荷重に対

して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない設計とする。 
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以上より、タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管が、竜巻防護施設であるタービン動補助

給水ポンプに機能的影響を及ぼさず、タービン動補助給水ポンプが安全機能を損なうことのな

い設計とする。 

(f) 燃料油貯蔵タンクベント管 

燃料油貯蔵タンクベント管は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通する

ことを考慮しても、燃料油貯蔵タンクベント管が損傷して閉塞することはなく、燃料油貯蔵タ

ンクのベント機能が維持される設計とする。さらに、燃料油貯蔵タンクベント管が風圧力によ

る荷重及び気圧差による荷重に対して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない設計

とする。 

以上より、燃料油貯蔵タンクベント管が、竜巻防護施設である燃料油貯蔵タンクに機能的影響

を及ぼさず、燃料油貯蔵タンクが安全機能を損なうことのない設計とする。 

(g) 重油タンクベント管 

重油タンクベント管は設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通することを

考慮しても、重油タンクベント管が損傷して閉塞することはなく、重油タンクのベント機能が

維持される設計とする。さらに、重油タンクベント管が風圧力による荷重及び気圧差による荷

重に対して、構造健全性を維持し安全機能を損なうことのない設計とする。 

以上より、重油タンクベント管が、竜巻防護施設である重油タンクに機能的影響を及ぼさず、

重油タンクが安全機能を損なうことのない設計とする。 

(h) タンクローリー 

タンクローリーは設計飛来物である鋼製材及び鋼製パイプが衝突により貫通することを考慮

して、複数台のタンクローリーを分散配置することにより多重性を確保する。また、設計飛来

物の貫通を防止するトンネル内に保管することにより、タンクローリーのうち１台を確実に確

保する。 

以上より、タンクローリーが、竜巻防護施設であるディーゼル発電機に機能的影響を及ぼさず、

ディーゼル発電機が安全機能を損なうことのない設計とする。 

(i) 換気空調設備（蓄電池室の換気空調設備の外気と繋がるダクト及び外気との境界となるダン

パ） 

換気空調設備が竜巻防護施設を内包する施設である制御建屋に内包されていることを考慮す

ると、設計竜巻荷重のうち風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用しない。気

圧差による荷重に対しては、換気空調設備の構造健全性が維持される設計とする。 

以上より、換気空調設備が、竜巻防護設備である蓄電池に機能的影響を及ぼさず、蓄電池が安

全機能を損なうことのない設計とする。 

 

（４）竜巻防護施設を内包する施設（竜巻防護施設を

内包する建屋・構築物等） 

① 設計荷重に対する当該施設の健全性評価を行い、

内包する竜巻防護施設の安全機能が維持される設

① 竜巻防護施設を内包する施設は、設計荷重に対して主架構の構造健全性が維持されるととも

に、個々の部材の破損により施設内の竜巻防護施設が安全機能を損なうことのない設計とす

る。また、設計飛来物の衝突に対しては、貫通及び裏面剥離の発生により施設内の竜巻防護施

設が安全機能を損なうことのない設計としていることを確認した。 
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計とし、必要に応じて施設の補強等の防護対策を

講じる方針とすることを確認。 

 

対象施設ごとに、竜巻の最大風速条件、飛来物対策、防護する施設、想定する設計飛来物及び

手順等について一覧表で整理されていることを確認した。 

補足説明資料において、構造健全性の確認内容が示されている。＜補足説明資料：6 竜-別添

1-50～63、別添 1補足-231～457＞ 

また、竜巻防護対策の有効性評価結果が示されている。＜補足説明資料：6竜別添 1補足-691

～776＞ 

 

具体的な施設の設計方針を以下のとおり確認した。 

(a) 原子炉格納容器、制御建屋、廃棄物処理建屋 

風圧力による荷重、気圧差による荷重、設計飛来物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する

荷重に対して、主架構の構造健全性が維持されるとともに、個々の部材の破損により当該建屋

内の竜巻防護施設が安全機能を損なうことのない設計とする。また、設計飛来物の衝突時にお

いても、貫通及び裏面剥離の発生により当該建屋内の竜巻防護施設が安全機能を損なうことの

ない設計とする。 

ただし、設計荷重又は設計飛来物の衝突による影響を受け、開口部建具等が損傷し当該建屋内

の竜巻防護施設の安全機能を損なう可能性がある場合には、当該建屋内の竜巻防護施設が安全

機能を損なわないかを評価し、安全機能を損なう可能性がある場合には、設備又は運用による

竜巻防護対策を実施する。 

(b) 原子炉周辺建屋 

風圧力による荷重、気圧差による荷重、設計飛来物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する

荷重に対して、主架構の構造健全性が維持されるとともに、個々の部材の破損により当該建屋

内の竜巻防護施設が安全機能を損なうことのない設計とする。 

ただし、設計荷重又は設計飛来物の衝突による影響を受け、屋根、壁及び開口部建具等が損傷

し当該建屋内の竜巻防護施設の安全機能を損なう可能性がある場合には、当該建屋内の竜巻防

護施設が安全機能を損なわないかを評価し、安全機能を損なう可能性がある場合には、設備又

は運用による竜巻防護対策を実施する。 

(c) 燃料油貯蔵タンク基礎、重油タンク基礎 

設計飛来物が衝突した際に、設計飛来物の貫通を防止するとともに、当該施設内の竜巻防護施

設が安全機能を損なうことのない設計とする。 

 

 

（２）建屋・構築物等の構造健全性の確認【工事計画】 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.4.2 建屋、構築物等の構造健全性の確認 

 設計荷重に対して、建屋・構築物等の構造健全性

が維持されて安全機能が維持される方針であるこ

設計荷重に対して、建屋・構築物等の構造健全性が

維持されて安全機能が維持される方針としているか。 

 

 （１）変形・応力等の算定 
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とを確認する。 

 

（１）設計荷重によって施設に生じる変形・応力等

の算定 

 建屋・構築物等の形状や特徴等を反映して設定し

た設計荷重によって設計対象施設に生じる変形や

応力等を算定する方針である。設計対象施設に生じ

る変形や応力等は、その技術的な妥当性を確認した

上で、原則として、現行の法律及び基準類(注 4.2)

等に準拠して算定する。 

 

 

（２）構造健全性の確認 

 「（１）設計荷重によって施設に生じる変形・応

力等の算定」で算定される変形・応力等に基づいて、

設計対象施設（建屋・構築物等）が以下の構造健全

性評価基準を満足する方針であることを確認する。 

 

① 竜巻防護施設（外殻となる施設等による防護機

能が確認された竜巻防護施設を除く） 

 設計対象施設が終局耐力等の許容限界(注 4.2)に

対して妥当な安全余裕を有している。 

 

② 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

1) 設計対象施設あるいはその特定の区画(注 4.3)

が、終局耐力等の許容限界(注 4.2)に対して妥当な

安全余裕を有している。 

2) 設計飛来物が設計対象施設あるいはその特定の

区画(注 4.3)に衝突した際に、竜巻防護施設の安全

機能の維持に影響を与えない。(注 4.4) 

(注 4.2) 建築基準法、日本工業規格、日本建築学

会及び土木学会等の規準・指針類、並びに日本電気

協 会 の 原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針

（JEAG4601-1987）等に準拠する。 

(注 4.3) 竜巻防護施設を内包する区画。 

(注 4.4) 貫通及び裏面剥離（コンクリート等の部

材に衝突物が衝突した際に、衝突面の裏側でせん断

① 建屋・構築物等の形状や特徴等を反映して設定し

た設計荷重によって設計対象施設に生じる変形や

応力等を算定する方針としていることを確認。 

② 設計対象施設に生じる変形や応力等は、その技術

的な妥当性を確認した上で、現行の法律及び基準

類(注 4.2)等に準拠して算定する方針としている

ことを確認。 

 

 （２）構造健全性の確認 

（２－１）竜巻防護施設（外殻となる施設等による防

護機能が確認された竜巻防護施設を除く） 

① 設計対象施設が終局耐力等の許容限界に対して

妥当な安全余裕を有する設計方針としているこ

とを確認。 

（２－２） 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る

施設 

① 設計対象施設あるいはその特定の区画が、終局耐

力等の許容限界に対して妥当な安全余裕を有す

る設計方針としていることを確認。 

② 設計飛来物が設計対象施設あるいはその特定の

区画に衝突した際に、竜巻防護施設の安全機能の

維持に影響を与えない設計方針としていること

を確認。 

③ 上記の設計飛来物の影響については、貫通及び裏

面剥離（コンクリート等の部材に衝突物が衝突し

た際に、衝突面の裏側でせん断破壊等に起因した

剥離が生じる破壊現象）に対して、施設の構造健

全性を確認する方針としていることを確認。 
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破壊等に起因した剥離が生じる破壊現象）に対し

て、施設の構造健全性を確認することを基本とす

る。 

 

 

 

（３）設備の構造健全性の確認【工事計画】 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

4.4.3 設備の構造健全性の確認 

 設計荷重に対して、設備（系統・機器）の構造健

全性が維持されて安全機能が維持される方針であ

ることを確認する。 

 

（１）設計荷重によって施設に生じる変形・応力等

の算定 

設備の形状や特徴等を反映して設定した設計荷

重によって設計対象施設に生じる変形や応力等を

算定する方針である。設計対象施設に生じる変形や

応力等は、その技術的な妥当性を確認した上で、原

則として、現行の法律及び基準類(注 4.5)等に準拠

して算定する。 

 

（２）構造健全性の確認 

「（１）設計荷重によって施設に生じる変形・応

力等の算定」で算定される変形・応力等に基づいて、

設計対象施設（設備）が以下の構造健全性評価基準

を満足する方針であることを確認する。 

 

①竜巻防護施設（外殻となる施設等による防護機能

が確認された竜巻防護施設を除く） 

設計対象施設が許容応力度等に基づく許容限界

(注 4.5)に対して妥当な安全余裕を有している。 

 

②竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

1)設計対象施設あるいはその特定の区画(注 4.6)

が、許容応力度等に基づく許容限界(注 4.5)に対

設計荷重に対して、設備（系統・機器）の構造健全

性が維持されて安全機能が維持される方針としてい

るか。 

 

 (1) 変形・応力等の算定 

① 設備の形状や特徴等を反映して設定した設計荷

重によって設計対象施設に生じる変形や応力等

を算定する方針としていることを確認。 

② 設計対象施設に生じる変形や応力等は、その技術

的な妥当性を確認した上で、現行の法律及び基準

類(注 4.2)等に準拠して算定する方針としている

ことを確認。 

 

（２）構造健全性の確認 

（２－１）竜巻防護施設（外殻となる施設等による防

護機能が確認された竜巻防護施設を除く） 

① 設計対象施設が終局耐力等の許容限界に対して

妥当な安全余裕を有する設計方針としているこ

とを確認。 

 

（２－２）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施

設 

① 設計対象施設あるいはその特定の区画が、終局耐

力等の許容限界に対して妥当な安全余裕を有す

る設計方針としていることを確認。 

② 設計飛来物が設計対象施設あるいはその特定の

区画に衝突した際に、竜巻防護施設の安全機能の

維持に影響を与えない設計方針としていること

を確認。 
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して妥当な安全余裕を有している。 

2)設計飛来物が設計対象施設あるいはその特定の

区画(注 4.6)に衝突した際に、竜巻防護施設の安全

機能の維持に影響を与えない。(注 4.7) 

 

(注 4.5) 日本工業規格、日本電気協会の原子力発

電所耐震設計技術指針（JEAG4601-1987）及び日

本機械学会の規格・指針類等に準拠する。 

(注 4.6) 竜巻防護施設を内包する区画。 

(注 4.7) 貫通及び裏面剥離（コンクリート等の部

材に衝突物が衝突した際に、衝突面の裏側でせん断

破壊等に起因した剥離が生じる破壊現象）に対し

て、施設の構造健全性を確認することを基本とす

る。 
 

③ 上記の設計飛来物の影響については、貫通及び裏

面剥離（コンクリート等の部材に衝突物が衝突し

た際に、衝突面の裏側でせん断破壊等に起因した

剥離が生じる破壊現象）に対して、施設の構造健

全性を確認する方針としていることを確認。 

 

 

（４）その他の確認事項【工事計画】 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

4.5 その他の確認事項 

4.4 に示す以外の確認事項については、原子力発

電所の図面等を参照して十分に検討した上で設定

する。例えば、中央制御室等の重要な区画等や非常

用発電機等の重要な設備等に繋がる給排気ダクト

類へ作用する風圧力が安全機能維持に与える影響

等、安全機能維持の観点から重要と考えられる確認

事項を設定する。そして、それぞれの項目について

検討を行い、安全機能が維持される方針であること

を確認する。 

 

 

原子力発電所の図面等を参照して十分に検討した

上で、確認事項が設定されているか。（具体例を以下

に示す。） 

 

（１）気圧差の影響 

気圧差の影響を受けることが想定される設備とし

て以下を抽出し、影響評価を行う。 

① 外気に繋がっている設備（換気空調設備など） 

② 屋外又は設計竜巻により外壁の損傷が考えられる

建屋内に設置されている計器（圧力計、水位計、

流量計など） 

③ 外気を吸入して運転するディーゼル発電機 

 

（２）風の流入による影響 

竜巻に伴う風がディーゼル発電機の排気塔に流入

した場合の影響評価を行う。 
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5.1 概要 

 竜巻随伴事象に対して、竜巻防護施設の安全機能

が維持される方針であることを確認する。 

 

5.2 基本的な考え方及び検討事項 

 検討対象とする竜巻随伴事象は、原子力発電所の

図面等を参照して十分に検討した上で設定する。 

 ただし、竜巻随伴事象として容易に想定される以

下の事象については、その発生の可能性について検

討を行い、必要に応じてそれら事象が発生した場合

においても安全機能が維持される方針であること

を確認する。 
 

 竜巻に伴い発生が想定される事象（以下「竜巻随伴

事象」という。）の考慮については、竜巻ガイドにお

いて、竜巻防護施設の安全機能が損なわれない設計と

することを示している。 

（１）竜巻に伴い発生が想定される事象の抽出 

① 原子力発電所の図面、過去の他地域における竜巻

被害状況等を参照して十分に検討した上で、検討

対象とする竜巻随伴事象を網羅的に整理してい

ることを確認。 

 

① 竜巻随伴事象として、過去の他地域における竜巻被害状況及び本発電所のプラント配置から想

定される事象として、火災、溢水、外部電源喪失を抽出していることを確認した。 

補足説明資料において、プラント配置を参考にした竜巻随伴事象の検討内容が示されている。

＜補足説明資料：6竜-別添 1-108～109、別添 1補足-855～859＞ 

 

（１）火災 

 設計竜巻等により燃料タンクや貯蔵所等が倒壊

して、重油、軽油及びガソリン等の流出等に起因し

た火災が発生した場合においても、竜巻防護施設の

安全機能の維持に影響を与えない。 

 

 

(２) 火災 

① 設計竜巻等により燃料タンクや貯蔵所等が倒壊

して、重油、軽油及びガソリン等の流出等に起因

した火災が発生することを想定していることを

確認。 

 

 

 

 

② 上記においては、屋外にある燃料タンク等からの

火災を想定し、火災源と竜巻防護施設の位置関係

を踏まえて熱影響を評価した上で、竜巻防護施設

の許容温度を超えないよう必要に応じて防護対

策を講じる方針としていることを確認。（詳細に

ついては、外部火災の評価にて包絡されているこ

とを確認。） 

① 竜巻随伴事象として，竜巻防護施設を内包する建屋内については、設計竜巻により飛来物が侵

入する場合でも、建屋開口部付近に飛来物が衝突し、原子炉施設の安全機能を損なう可能性が

ある発火性又は引火性物質を内包する機器はなく、火災防護計画により適切に管理するとして

いることを確認した。 

建屋外については、設計竜巻による火災が発生する場合でも、外部火災防護施設の安全機能を

損なうことのない設計としていることを確認した。 

補足説明資料において、設計竜巻による発電所敷地内の火災として、危険物タンクの火災を想

定していることが示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1-108～109＞ 

 

② 火災については、屋外にある危険物タンク等からの火災を想定し、火災源と竜巻防護施設の位

置関係を踏まえて熱影響を評価した上で、竜巻防護施設の許容温度を超えないように防護対策

を講じる方針としていることを確認した。なお、詳細については、「外部火災に対する設計方

針」にて記載する。 

また、竜巻防護施設を内包する建屋内に飛来物が侵入する場合でも、建屋開口部付近に安全機

能を損なう可能性のある発火性又は引火性の物質を内包する機器はなく、火災防護計画により

適切に管理する方針としていることを確認した。 

 

 

（２）溢水等 

 設計竜巻による気圧低下等に起因した使用済燃

料プール等の水の流出、屋外給水タンク等の倒壊に

よる水の流出等が発生した場合においても、竜巻防

護施設の安全機能の維持に影響を与えない。 

(３) 溢水等 

① 設計竜巻による気圧低下等に起因した使用済燃

料プール等の水の流出、屋外給水タンク等の倒壊

による水の流出等が発生することを想定してい

ることを確認。 

② 上記においては、屋外タンク等からの溢水を想定

① 竜巻防護施設を内包する建屋内については，設計竜巻により飛来物が侵入した場合でも、建屋

開口部付近に飛来物が衝突し、原子炉施設の安全機能を損なう可能性がある溢水源がないとし

ていることを確認した。 

建屋外については，設計竜巻により溢水が発生する場合に、溢水防護施設の安全機能を損なう

ことのない設計としていることを確認した。 

補足説明資料において、設計竜巻による発電所敷地内の屋外タンクの倒壊による水の流出を想



 
 

6 竜-46 
 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

し、溢水源と竜巻防護施設の位置関係を踏まえた

影響評価を行った上で、竜巻防護施設の安全機能

が損なわれないよう必要に応じて防護対策を講

じる方針としていることを確認。（詳細について

は、内部溢水の評価にて包絡されていることを確

認。） 

定していることが示されている。＜補足説明資料：6竜-別添 1-108～109＞ 

 

② 溢水については、屋外タンク等からの溢水を想定し、溢水源と竜巻防護施設の位置関係を踏ま

えた影響評価を行った上で、竜巻防護施設の安全機能が損なわれないよう必要に応じた防護対

策を講じる方針としていることを確認した。なお、詳細については、「溢水による損傷の防止

等（第９条関係）」にて記載する。 

 

 

（３）外部電源喪失 

 設計竜巻、設計竜巻と同時発生する雷・雹等、あ

るいはダウンバースト等により、送電網に関する施

設等が損傷する等して外部電源喪失に至った場合

においても、竜巻防護施設の安全機能の維持に影響

を与えない。 

 

 

(４) 外部電源喪失 

①  設計竜巻、設計竜巻と同時発生する雷・雹等、

あるいはダウンバースト等により、送電網に関す

る施設等が損傷する等して外部電源喪失に至る

ことを想定していることを確認。 

② 上記においては、非常用ディーゼル発電機を竜巻

防護施設として設定し、その安全機能が損なわれ

ないように防護する設計方針としていることを

確認。 

① 設計竜巻と同時に発生する雷又はダウンバーストの影響により外部電源喪失が発生する場合

を想定することを確認した。 

 

 

 

② 外部電源喪失については、ディーゼル発電機を竜巻防護施設として設定し、その安全機能が損

なわれないように防護する設計とする方針としていることを確認した。 

 

 

 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 （略） 

２ （略） 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないもの

でなければならない。 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１～６ （略） 

７ 第３項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるものであり、飛来物

（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。 

なお、上記の航空機落下については、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成 14・07・29 原院第 4 号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に基づき、防護設計の要否

について確認する。 

 
 

 

 



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-1 

審査の視点、審査確認事項等の整理表案（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）（第６条）） 

 

第６条第１項及び第２項は、想定される火山事象が発生した場合においても安全施設の安全機能が損なわれないように設計することを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ （略） 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において、自然事象

そのものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されることをいう。 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」

に示されるものとする。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。なお、過去の記録、現地調査の

結果及び最新知見等を参考にして、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳させるものとする。 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応力を単純に加算することを

必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

７～８（略） 

 

 

外部からの衝撃による損傷の防止（火山）（第６条） 

１．火山活動に対する防護に関して、設計対象施設を抽出するための方針 .......................................................................................................................... 6 火山-2 

２．降下火砕物による影響の選定 .............................................................................................................................................................. 6 火山-4 

３．設計荷重の設定 .......................................................................................................................................................................... 6 火山-7 

４．降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 .................................................................................................................................................. 6 火山-7 

５．降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 ................................................................................................................................................. 6 火山-14 

 

  



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-2 

１．火山活動に対する防護に関して、設計対象施設を抽出するための方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

降下火砕物によって安全施設の安全機能が損なわ

れないようにするために必要な設備を設計上対処す

べき施設（以下この節において「設計対象施設」とい

う。）として抽出する方針が示されているか。 

（安全重要度分類クラス１及びクラス２） 

① 「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要

度分類に関する審査指針」に基づきクラス１及

びクラス２に属する構築物、系統及び機器のう

ち降下火砕物の影響を考慮し安全機能を損な

うおそれがある海水及び空気の流路となる施

設を設計対象施設として抽出していることを

確認。 

 クラス１及び２に属する構造物、系統及び

機器を内包する建屋 

 屋外に設置されている施設 

 降下火砕物を含む海水及び空気の流路とな

る施設 

 屋内に設置する機器等のうち、外気を取り

入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構

を有する施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 安全上重要度の低い構築物、系統及び機器であ

っても停止によりプラントの高温停止及び冷

温停止に影響を及ぼす場合は、設計対象施設と

することを確認。 

 

① 降下火砕物の影響を設計に考慮する施設として、安全重要度分類指針で規定されているクラス１、

クラス２及びクラス３に属する構築物、系統及び機器を抽出する方針としている。このうち、クラ

ス 1及びクラス２に属する施設で建屋に内包される構築物、系統及び機器についてはこれらの施設

を内包する建屋、屋外に設置されている施設、屋外に開口している施設並びに外気から取り入れた

屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設を防護対象施設としていることを確認した。 
「第 1.10.1 表 防護対象施設」により、以下の施設区分と対象施設を確認した。※降下火砕物の

特徴については「６．」に記載。 
（クラス 1及びクラス２に属する施設を内包する建屋） 

・ 原子炉格納容器 

・ 原子炉周辺建屋 

・ 廃棄物処理建屋 

・ 制御建屋 

（屋外に設置されている施設） 

・ 海水ポンプ 

・ 海水ストレーナ 

（降下火砕物を含む海水の流路となる施設） 

・ 原子炉補機冷却海水設備（海水ポンプ、海水ストレーナー） 

（降下火砕物を含む空気の流路となる施設） 

・ 主蒸気逃がし弁（消音器） 

・ 主蒸気安全弁（排気筒） 

・ タービン動補助給水ポンプ（蒸気大気放出管） 

・ ディーゼル発電機（機関、消音器） 

・ 格納容器排気筒 

（屋内に設置する機器等のうち、外気を取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施

設） 

・ 安全保護系計装盤 

・ 制御用空気圧縮機 

補足説明資料において、重要度分類指針に基づく設備等から防護対象施設を選定した際の考え方及

び抽出フローが示されている。また、選定した防護対象施設の写真及び設置場所が示されている。

＜補足説明資料：6山-別添 1-2～9＞ 

 
② また、クラス３に属する施設及びその他の施設のうち、降下火砕物の影響によりクラス１及びクラ

ス２に属する施設に影響を及ぼす可能性がある施設を防護対象施設としていることを確認した。

「第 1.10.1 表 防護対象施設」により、以下の施設区分と対象施設を確認した。 
（降下火砕物の影響によりクラス１及びクラス２に属する施設に影響を及ぼし得る施設） 

・ 取水設備 



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-3 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（安全重要度分類クラス３） 

③ クラス３に属する構築物、系統及び機器にあっ

ては、代替手段にてその機能の維持が可能かま

たは、その修復により必要な機能を確保する等

の対応が可能であることから対象外としてい

ることを確認。 

 

・ 換気空調設備（給気系外気取入口） 

    【中央制御室空調装置、安全補機開閉器室換気空調設備、ディーゼル発電機室換気空調設備、

タービン動補助給水ポンプ室換気空調設備、電動補助給水ポンプ室換気空調設備、主蒸気配管

室換気空調設備、格納容器空調装置、補助建屋空調装置、制御用空気圧縮機室換気空調設備、

放射線管理室空調装置】 

補足説明資料において、重要度分類指針に基づく設備等から防護対象施設を選定した際の考え方及

び抽出フローが示されている。また、選定した防護対象施設の写真及び設置場所が示されている。

＜補足説明資料：6山-別添 1-2～9＞ 

 
③ それ以外のクラス３に属する施設にあっては、降下火砕物による影響を受ける場合であっても、代

替設備があることなどにより安全機能が損なわれないことから防護対象施設として抽出しない方

針としていることを確認した。 

代替設備により必要な機能を確保すること、又は安全上支障が生じない期間に除灰あるいは修復等

の対応が可能とすることにより、安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、火山灰によるその他設備（モニタリング設備、消火設備、緊急時対策所、

通信設備）に対する影響評価が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-81～82＞ 
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２．降下火砕物による影響の選定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（１） 降下火砕物の影響 

(a) 直接的影響 

降下火砕物は、最も広範囲に及ぶ火山事象で、ご

くわずかな火山灰の堆積でも、原子力発電所の通常

運転を妨げる可能性がある。降下火砕物により、原

子力発電所の構造物への静的負荷、粒子の衝突、水

循環系の閉塞及びその内部における磨耗、換気系、

電気系及び計装制御系に対する機械的及び化学的

影響、並びに原子力発電所周辺の大気汚染等の影響

が挙げられる。 

降雨・降雪などの自然現象は、火山灰等堆積物の

静的負荷を著しく増大させる可能性がある。火山灰

粒子には、化学的腐食や給水の汚染を引き起こす成

分（塩素イオン、フッ素イオン、硫化物イオン等）

が含まれている。 

(b) 間接的影響 

前述のように、降下火砕物は広範囲に及ぶことか

ら、原子力発電所周辺の社会インフラに影響を及ぼ

す。この中には、広範囲な送電網の損傷による長期

の外部電源喪失や原子力発電所へのアクセス制限

事象が発生しうることも考慮する必要がある。 
 

（ⅰ）設計条件に用いる降下火砕物の物性値及び特徴

はとらえられているか。 

① 降下火砕物の特性の設定にあたっては、文献調査

及び地質調査をもとに堆積厚さ、粒径、密度（乾

燥状態及び湿潤状態）とし設計条件として設定す

ることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発電所・周辺地域のサンプリング結果または文献

により確認。 

 具体例： 

 腐食性粒子の観点から、化学的組成 

 静的な物理的負荷の観点から、密度 

 気中及び水中の研磨性等の観点から、硬度、

粒径、粘性、粒度分布 等 

 

① 設計条件の設定は、最大層厚 10cm、粒径 1mm 以下、密度 0.7g/cm3（乾燥状態）～1.5g/cm3（湿潤

状態）の降下火砕物を設計条件としたことを確認した。 

降下火砕物の特徴としては、各種文献の調査結果により以下のとおりであることを確認した。 

・ 火山ガラス片、鉱物結晶片からなる。ただし、砂よりもろく硬度は低い。 

・ 硫酸等を含む腐食性ガス（以下「腐食性ガス」という。）が付着している。ただし、金属腐食研

究の結果により、直ちに金属腐食を生じさせることはない。 

・ 水に濡れると導電性を生じる。 

・ 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する 

・ 降下火砕物粒子の融点は 1000℃であり、一般的な砂に比べ低い。 

補足説明資料において、降下火砕物の特徴及びその特徴を踏まえた影響評価を以下のとおり示して

いる。＜補足説明資料：6山-別添 1-63＞ 

・ マグマが噴火時に、破砕・急冷したガラス片・鉱物結晶片からなる。→堆積による構造物への静

的負荷 等 

・ 亜硫酸ガス等の火山ガス成分が付着している。→化学的影響 等 

・ 乾燥した降下火砕物粒子は絶縁体だが、水と反応することにより酸性を呈し、導電性を生じる。

→変圧器等の絶縁影響 

・ 溶出した硫酸イオンは降下火砕物に含まれるカルシウムイオンと反応し、硫酸カルシウム（石膏）

となるため、湿った降下火砕物は乾燥すると固結する。→固結 

・ 降下火砕物粒子の融点は約 1000℃であり、一般的な砂に比べ軽い→高温部における融解及び固着 

 

② 火山事象の影響評価として、文献調査、地質調査及び降下火砕物シミュレーション結果から、発電

所運用期間における敷地の降下火砕物の最大層厚は 10cm と設定している。降下火砕物の粒径及び

密度については、文献及び地質調査結果を踏まえ、粒径は 1mm 以下、乾燥密度を 0.7g/cm3、湿潤密

度を 1.5g/cm3 と設定していることを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物の影響を以下のとおり示している。（補足説明資料 6 山-別添

1-58～62） 

・ 敷地周辺の地質調査結果より、降下火砕物の堆積物厚さを 10cm と設定する。 

・ 粒径は、大飯発電所の近傍である中山湿地における津波堆積物調査で得られた火山灰の粒度試験

結果より、1mm 以下と設定する。 

・ 密度は、降雨等水分を含むことにより増大することから湿潤状態を想定する。大飯発電所の近傍

である菅湖における津波堆積物調査における火山灰データの単位体積重量、及び「火山噴火と災

害（財団法人東京大学出版会、1997）」を参照し、1.5g/cm 3 と設定する。 

なお、降雨等の同時期に想定される気象条件が降下火砕物特性に及ぼす影響についても考慮してい

る。 

 



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-5 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅱ）降下火砕物に対する防護設計を行うために、設

計対象施設の安全機能に及ぼす影響を選定している

か。 

① 降下火砕物の特徴を踏まえ、原子力発電所への影

響因子が安全機能への影響の観点から網羅的に

選定されていることを確認。具体的には、降下火

砕物が安全施設の安全機能に直接及ぼす影響に

着目し、安全施設の特徴（設置場所、外気吸入の

有無等）を踏まえて影響因子を選定していること

を確認。 

具体例： 

 構造物の静的負荷 

 構造物への化学的影響（腐食） 

 粒子の衝突 

 水循環系の閉塞 

 水循環系の内部における摩耗 

 水循環系の化学的影響（腐食） 

 換気系、電気系及び計測制御系に対する機械

的及び化学的影響 

 発電所周辺の大気汚染 

 給水の汚染 

 電源設備の絶縁低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 降下火砕物の特徴から荷重、閉塞、摩耗、腐食、大気汚染、水質汚染及び絶縁低下を設定した上で、

外気吸入の有無等の特徴を踏まえ、直接的影響の主な因子として、構造物への静的負荷及び化学的

影響（腐食）、水循環系の閉塞、内部における摩耗及び化学的影響（腐食）、換気系、電気系及び計

装制御系に対する機械的影響（閉塞、摩耗）、化学的影響（腐食）、粒子の衝突、本発電所周辺の大

気汚染及び計装盤の絶縁低下を選定していることを確認した。 

設計対象施設の構造や設置状況等を考慮して直接的な影響因子は以下のとおり確認した。 

a. 荷重 

建屋又は屋外設備の上に堆積し静的な負荷を与える「構造物への静的負荷」、並びに建屋又は

屋外設備に対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」。 

b. 閉塞 

降下火砕物を含む海水が流路の狭隘部等を閉塞させる「水循環系の閉塞」、並びに降下火砕物

を含む空気が機器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系、電気系及び計装制御系の機

械的影響（閉塞）」。 

c. 摩耗 

降下火砕物を含む海水が流路に接触することにより配管等を磨耗させる「水循環系の内部にお

ける磨耗」、並びに降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵入し磨耗させる「換気系、

電気系及び計装制御系の機械的影響（磨耗）」。 

d. 腐食 

降下火砕物に付着した腐食性ガスにより建屋及び屋外施設の外面を腐食させる「構造物の化学

的影響（腐食）」、海水に溶出した腐食性成分により海水管等を腐食させる「水循環系の化学的

影響（腐食）」、並びに換気系、電気系及び計装制御系において降下火砕物を含む空気の流路等

を腐食させる「換気系、電気系及び計装制御系に対する化学的影響（腐食）」。 

e. 大気汚染 

降下火砕物により汚染された発電所周辺の大気が運転員の常駐する中央制御室内に侵入する

ことによる居住性の劣化、並びに降下火砕物の除去、屋外設備の点検等、屋外における作業環

境を劣化させる「発電所周辺の大気汚染」。 

f. 水質汚染 

降下火砕物による水質汚染の影響については、防護対象施設の構造上、有意な影響を受ける可

能性がないとしていることを確認した。 

給水等に使用する発電所周辺の淡水等に降下火砕物が混入することによる汚染が考えられる

が、発電所では純水装置により水処理した給水を使用しており、降下火砕物の影響を受けた淡

水等を直接給水として使用しないこと、また水質管理を行っていることから、安全施設の安全

機能には影響しない。 

g. 絶縁低下 

湿った降下火砕物が、電気系及び計装制御系に導電性を生じさせることによる「計装盤の絶縁

低下」。 

  補足説明資料において、評価対象施設と降下火砕物による直接的影響の要因の対比表が示されてい



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-6 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

② 間接的に及ぼす影響についても①と同様に確認。 

 

る。＜補足説明資料：6山-別添 1-10～17＞ 

 

② また、降下火砕物が原子力発電所に間接的に与える影響について、外部電源の喪失及び本発電所へ

のアクセスの制限といった本発電所外で生じる影響を選定していることを確認した。 

具体的には、発電所に間接的な影響を及ぼす因子は、湿った降下火砕物が送電線の碍子及び特高開

閉所の充電露出部等に付着し絶縁低下を生じさせることによる広範囲における「外部電源喪失」、

並びに降下火砕物が道路に堆積し交通が途絶することによる「アクセス制限」としていることを確

認した。 

 

  



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-7 

３．設計荷重の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（１） 降下火砕物の影響 

(a) 直接的影響 

降下火砕物は、最も広範囲に及ぶ火山事象で、ご

くわずかな火山灰の堆積でも、原子力発電所の通常

運転を妨げる可能性がある。降下火砕物により、原

子力発電所の構造物への静的負荷、粒子の衝突、水

循環系の閉塞及びその内部における磨耗、換気系、

電気系及び計装制御系に対する機械的及び化学的

影響、並びに原子力発電所周辺の大気汚染等の影響

が挙げられる。 

降雨・降雪などの自然現象は、火山灰等堆積物の

静的負荷を著しく増大させる可能性がある。火山灰

粒子には、化学的腐食や給水の汚染を引き起こす成

分（塩素イオン、フッ素イオン、硫化物イオン等）

が含まれている。 

(b) 間接的影響 

前述のように、降下火砕物は広範囲に及ぶことか

ら、原子力発電所周辺の社会インフラに影響を及ぼ

す。この中には、広範囲な送電網の損傷による長期

の外部電源喪失や原子力発電所へのアクセス制限

事象が発生しうることも考慮する必要がある。 

 

 

 降下火砕物に対する防護設計を行うためには、その

堆積荷重に加え、火山事象以外の自然事象や設計基準

事故時の荷重との組合せを設定するとしているか。 

① 設計対象施設ごとに応じて常時作用する荷重等

を適切に組み合わせるとした上で、設計に用いる

荷重は、火山事象によりもたらされる降下火砕物

の設計条件を設定することを確認。 

 

② 降下火砕物が設計基準事故の起因の要否を確認。

その上で、設計基準事故時荷重との組み合わせの

要否を確認。なお、設計基準事故時の荷重と組合

せない場合は、降下火砕物が設計基準事故の起因

事象にならないこと、火山事象は、設計基準事故

と同時に発生することは十分小さいなど理由を

確認。 

 

③ 火山事象以外の自然事象の重畳について、降下火

砕物の堆積荷重と組合せを考慮すべき同時に発

生する可能性のある自然現象等（風（台風）、竜

巻、積雪、降水）要否を確認。（⇒自然現象で確

認。） 

 

① 降下火砕物に対する防護設計を行うために、個々の防護対象施設に応じて常時作用する荷重、運

転時荷重を適切に組み合わせるとしている。 

降下火砕物の特徴及び防護対象施設の構造や設置状況等を考慮し、有意な影響を及ぼす可能性が

考えられる直接的な影響因子を考慮していることを確認した。 

大飯発電所の敷地において考慮する火山事象として、最大層厚 10cm、粒径 1mm 以下、密度 0.7g/cm3

（乾燥状態）～1.5g/cm3（湿潤状態）の降下火砕物を設計条件としたことを確認した。 

 

 

② 設計基準事故時の荷重との組合せを適切に考慮する設計としていることを確認した。 

防護対象施設は、降下火砕物によって設計基準事故の起因とはならない設計とするため、設計基

準事故とは独立事象であることを確認した。 

また、降下火砕物の降灰と設計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことから、設計基準

事故時荷重と降下火砕物による荷重との組合せは考慮しないことを確認した。 

 

 

 

③ 火山事象以外の自然事象による荷重との組合せについては、同時発生の可能性のある風（台風）

及び積雪を対象としていることを確認した。 

補足説明資料において、荷重評価における自然現象の組合せとして、発生頻度が低い偶発荷重で

あるが、発生すると荷重が比較的大きい降下火砕物による荷重を設計用の主荷重とし、発生頻度

が主荷重と比べて高い変動荷重であり、発生する荷重が主荷重と比べて小さい風荷重を従荷重と

し、大飯発電所は多雪区域であることから積雪荷重を常時荷重として扱うことが示されている。

組合せについては、建築基準法の多雪区域において、風荷重と積雪荷重の組合せが定められてい

ることから、建築基準法を参考にして風荷重と積雪荷重を設定している。このとき、風荷重は、

建設省告示第 1454 号（平成 12年 5 月 31 日）に定められた大飯郡の基準風速 32m/s とし、積雪荷

重は、建築基準法施行細則（福井県）に定められた大飯郡の垂直積雪量 100cm としていることが

示されている。＜補足説明資料：6自-別添-74～76＞ 

（⇒その他自然現象にて確認。） 

 

 

４．降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（３） 確認事項 

 設計対象施設の構造や設置状況等（形状，機能，外

気吸入や海水通水の有無等）を考慮し、想定される各

影響因子に対して、影響を受ける各設計対象施設が安

全機能を損なわない設計としているか確認する。 

① 防護対象施設のうち降下火砕物が堆積する建屋及び屋外施設について、当該施設の許容荷重が設計

荷重に対して安全裕度を有することにより構造健全性を失わず、安全機能を損なうことのない設計

方針としていることを確認した。 

防護対象施設のうち、降下火砕物が堆積する建屋及び屋外施設は、以下である。  



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-8 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

(a) 直接的影響の確認事項 

① 降下火砕物堆積荷重に対して、安全機能を有す

る構築物、系統及び機器の健全性が維持される

こと。 

 

 

 

 

（１）降下火砕物による荷重に対する設計 

降下火砕物が堆積する可能性がある施設は、以下の

降下火砕物による影響因子に対して、安全機能が損な

われない設計とすることを確認。 

① 静的荷重（具体的には、判断基準として用いた許

容応力値は、建屋は「鉄筋コンクリート構造計算

基準・同解説」を、設備（系統、機器）はそれぞ

れに対して適用すべき「日本工業規格」、ＪＥＡ

Ｇ等の民間規格に準拠した許容応力値が用いる

ことを確認。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 粒子の衝突 

 

（クラス１及びクラス２に属する施設を内包する建屋）  

・ 原子炉格納容器 

・ 原子炉周辺建屋 

・ 廃棄物処理建屋 

・ 制御建屋  

（屋外に設置されている施設）  

・ 海水ポンプ 

「荷重」について考慮すべき影響因子は、建屋又は屋外設備の上に堆積し静的な負荷を与える「構造

物への静的負荷」、並びに建屋又は屋外設備に対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」とし、防護

対象施設に常時作用する荷重、運転時荷重、設計基準事故時荷重、及びその他の自然現象の影響を考

慮した荷重の組合せを考慮することを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物の荷重については、建築基準法の積雪の考え方に準拠し、30 日

を目処に速やかに除灰する運用とすることから、短期の荷重として取扱い、建屋は想定する堆積荷重

と許容堆積荷重を比較し、また屋外設備は想定する堆積荷重に対する発生応力と許容応力を比較し裕

度評価することが示されている。なお、建屋では建築基準法による短期許容応力度から許容堆積荷重

を算出し、屋外設備は「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）」に準拠し、

許容応力を定めていることが示されている。また、降下火砕物の堆積荷重により健全性に影響がない

ことを確認するための評価条件及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-16～50、

63、74＞ 

荷重条件として降雪の影響も考慮し、降下火砕物（湿潤状態）と積雪の組合せを考慮している。 

降下火砕物の固化については、火山灰の特徴として、粘性を生じさせる粘土鉱物等が含まれていない

こと、湿った降下火砕物が乾燥して固結するが、一般的には流水等で除去可能であることが示されて

いる。 

海水ポンプ（モーター）については、堆積荷重が厳しい条件となるモーターフレームについて健全性

に影響がないことを評価している。 

 

② 降下火砕物の粒子の衝突の影響が考えられるが、竜巻における砂等の飛来物の評価に包絡されると

していることを確認した。 

防護対象施設のうち屋外施設は、降下火砕物の衝突によって構造健全性が失われないことにより、安

全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

なお、粒子の衝突による影響については、「1.9. 竜巻防護に関する基本方針」に包絡される。 

 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（３） 確認事項 

(a) 直接的影響の確認事項 

（２）外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設

計 

屋内にあって外気を取込む施設又は屋外に開口部

を有する施設は、以下の降下火砕物による影響因子に

対して、安全機能が損なわれない設計とすることを確

① 屋外に連通する開口部を有する防護対象施設については、降下火砕物が侵入しにくい設計方針とす

ることを確認した。 

防護対象施設のうち、外気取入口からの降下火砕物の侵入による機械的影響（閉塞）を考慮すべき

施設は、以下であることを確認した。 

（降下火砕物を含む空気の流路となる施設）  
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

② 外気取入口からの火山灰の侵入により、換気空

調系統のフィルタの目詰まり、非常用ディーゼ

ル発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失

がなく、加えて中央制御室における居住環境を

維持すること。 

 

 

 

認。 

① 機械的影響（閉塞） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主蒸気逃がし弁（消音器） 

・主蒸気安全弁（排気管） 

・タービン動補助給水ポンプ（蒸気大気放出管） 

・ディーゼル発電機（機関） 

・ディーゼル発電機（消音器） 

・換気空調設備 

・格納容器排気筒 

また、各施設における設計を以下のとおり確認した。 

ディーゼル発電機（機関、消音器）及び換気空調設備は屋外の開口部を下向きの構造とすること、

また、主蒸気逃がし弁（消音器）、主蒸気安全弁（排気管）等のその他の施設については開口部や

配管の形状等により、降下火砕物が流路に侵入した場合でも閉塞しない設計とする。 

また、設備対応として、外気を取り入れる換気空調設備及びディーゼル発電機消音器にそれぞれフ

ィルタを設置することにより、フィルタより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし、さ

らに降下火砕物がフィルタに付着した場合でも取替えが可能な構造とすることで、降下火砕物によ

り閉塞しない設計とする。さらに、ディーゼル発電機消音器のフィルタについては、降灰が確認さ

れた場合に点検によりディーゼル発電機の排気温度等を確認するとともに、状況に応じて清掃や取

替えを実施するための手順を定める。 

主蒸気逃がし弁及び主蒸気安全弁は，開口部に降下火砕物が侵入した場合でも消音器や配管の形状

により閉塞しにくい設計とすること、また、仮に弁出口配管内に降下火砕物が侵入し堆積した場合

でも、弁の吹出しにより流路を確保し閉塞しない設計とする。ディーゼル発電機機関は、フィルタ

を通過した小さな粒径の降下火砕物が侵入した場合でも、降下火砕物により閉塞しない設計とす

る。 

格納容器排気筒は，排気により降下火砕物が侵入しにくい設計とし，降下火砕物が侵入した場合で

も、排気筒の構造から排気流路が閉塞しない設計とすること、また、降下火砕物が侵入した場合で

も、排気筒内部の点検、並びに状況に応じて除去等の対応が可能な設計とする。  

補足説明資料において、降下火砕物の侵入により、機器の機能に影響がないことを確認するための評

価条件及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6 山-別添 1-16～50、75～80、85、89、96～

97＞ 

 主蒸気逃がし弁（消音器）及び主蒸気安全弁（排気管）は、降下火砕物が侵入し難い構造である

こと及び仮に降下火砕物が弁出口配管内に侵入し、配管を閉塞させた場合でも弁の噴出力が大き

い。 

 格納容器排気筒は、降下火砕物が侵入した場合でも排気筒の排気速度（吹き出し速度）が降下火

砕物の降下速度（6.4m/s）を上回る。 

 負圧管理箇所への火山灰の侵入影響については、負圧管理を行っている施設として 1 次系建屋を

抽出し、影響評価を行っている。 

 フィルタへの影響評価として、アイスランド火山とセントヘレンズ火山に係る閉塞時間の試算、

フィルタ閉塞状況の確認方法、フィルタ取替手順・体制等が示されている。 
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② 機械的影響（摩耗） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 化学的影響（腐食） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 大気汚染（発電所周辺の大気汚染） 

（具体的には、外気取入口に通じる原子炉制御室

は、汚染された発電所周辺大気に対する居住性の

確保（例えば、降下火砕物が侵入しないようフィ

ルタ等を設置する設計としていること、差圧によ

り目詰まりを確認し侵入が認められた場合にあ

っては、原子炉制御室換気空調系の閉回路循環運

転を実施するとしていることを確認。） 

 

 

② 摺動部を有する施設については、耐摩耗性のある材料を使用することで機械的影響（摩耗）を受け

ないように設計するとしていることを確認した。 

防護対象施設のうち，降下火砕物による機械的影響（摩耗）を考慮すべき施設は，以下であること

を確認した。 

（外気を取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構及び摺動部を有する施設） 

 ディーゼル発電機機関 

 制御用空気圧縮機 

降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろいことから、摩耗の影響は小さい。構造上の対応として、開

口部を下向きとすることにより侵入しにくい構造とすることを確認した。仮に当該施設の内部に降

下火砕物が侵入した場合でも耐摩耗性のある材料を使用することで、摩耗により安全機能を損なう

ことのない設計とすることを確認した。 

外気を取り入れる換気空調設備及びディーゼル発電機（消音器）にそれぞれフィルタを設置するこ

とにより、フィルタより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とすることを確認した。 

 

③ 腐食により安全機能が損なわれないように塗装を行うとしていることを確認した。 

防護対象施設のうち、降下火砕物による化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は、以下であること

を確認した。  

（降下火砕物を含む空気の流路となる施設）  

・格納容器排気筒（換気系） 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じないが，塗装の実施等によっ

て，腐食により安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。なお，降灰後の長期的な

腐食の影響については，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設計とすることを確認

した。 

補足説明資料において、降下火砕物による腐食影響として、屋外設備に対する腐食影響及び海水系

機器に対する腐食影響の評価結果が示されている。＜補足説明資料：6 山-別添 1-68～70、86～87

＞ 

 

④ 中央制御室は、降下火砕物により大気汚染が本発電所で発生した場合、外気を遮断するため中央制

御室空調装置の閉回路循環運転等を実施できる設計とした上で、酸素濃度及び二酸化炭素濃度につ

いて影響評価を実施し、居住性を確保できる設計方針としていることを確認した。 

具体的には、降下火砕物により汚染された発電所周辺の大気が、中央制御室空調装置の外気取入口

を通じて中央制御室に侵入しないよう、外気取入口のガラリを下向きの構造とし、さらに平型フィ

ルタを設置することにより、降下火砕物が外気取入口に到達した場合であってもフィルタより大き

な降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とすることを確認した。 

これに加えて下流側にさらに細かな粒子を捕集可能な粗フィルタを設置していることから、降下火

砕物の侵入に対して他の換気空調設備に比べて高い防護性能を有している設計とすること、また、
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⑤ 電気系及び計装制御系の絶縁低下 

中央制御室空調装置については、外気取入ダンパの閉止及び閉回路循環運転を可能とすることによ

り、中央制御室内への降下火砕物の侵入を防止すること、さらに外気取入遮断時において室内の居

住性を確保するため、酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施することにより、安全機能を

損なうことのない設計とする。 

降灰が確認された場合には、外気取入口に設置している平型フィルタ、外気取入ダンパの閉止、換

気空調設備の停止又は閉回路循環運転により、建屋内への降下火砕物の侵入を防止すること、並び

に換気空調設備の外気取入口の平型フィルタについて、点検によりフィルタ差圧を確認するととも

に、状況に応じて清掃や取替えを実施することを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物により汚染された発電所周辺の大気が換気空調設備を経て運転

員が常時居住している中央制御室の居住性に影響がないことを確認するための評価条件及び評価

結果が示されている。 

また、中央制御室換気空調設備は降下火砕物が降灰した際に、閉回路循環運転により外気の取り込

みを一時的に停止することが可能であり、その場合の中央制御室内の居住性について、中央制御室

内に滞在する運転員の操作環境の劣化を防ぐため酸素濃度及び炭酸ガス濃度の評価を行う。このた

めの評価条件及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-39～42＞ 

 

⑤ 電気系及び計装制御系の計装盤のうち、空気を取り込む機構を有する安全保護系計装盤は、絶縁低

下しないように外気取入口にフィルタを設置する等の空調管理された場所に設置するとしている

ことを確認した。 

防護対象施設のうち、絶縁低下を考慮すべき施設は、以下である。  

（外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設）  

・安全保護系計装盤  

当該機器の設置場所は安全補機開閉器室換気空調設備にて空調管理されており、本換気空調設備の

外気取入口には平型フィルタを設置し、これに加えて下流側にさらに細かな粒子を捕集可能な粗フ

ィルタを設置していることから、降下火砕物の侵入に対して他の換気空調設備に比べて高い防護性

能を有する設計とすることを確認した。 

また，本換気空調設備については、外気取入ダンパの閉止及び閉回路循環運転を可能とすることに

より、安全補機開閉器室内への降下火砕物の侵入を防止する設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物による安全保護系計装盤への影響について確認するための評価

条件及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-50＞ 

 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（３） 確認事項 

(a) 直接的影響の確認事項 

② 降下火砕物により、取水設備、原子炉補機

（３）屋外の設計対象施設に関する降下火砕物が及ぼ

す影響に対する設計 

（１）、（２）以外の影響因子に対して、安全機能が

損なわれない設計とすることを確認。 

①構造物への化学的影響（腐食） 

 

① 防護対象施設である建屋及び屋外施設は、外装塗装等を実施し、降下火砕物に含まれる腐食性ガス

による化学的影響（腐食）に対して、安全機能が損なわれないように設計するとしていることを確

認した。 

防護対象施設のうち、降下火砕物による構造物の化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は、以下に

示すとおり、直接的な付着による影響が考えられる施設である。  

（クラス１及びクラス２に属する施設を内包する建屋）  
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冷却海水系統、格納容器ベント設備等の安

全上重要な設備が閉塞等によりその機能を

喪失しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②水循環系の閉塞、内部における摩耗及び化学的影響

（腐食） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 原子炉格納容器 

・ 原子炉周辺建屋 

・ 廃棄物処理建屋 

・ 制御建屋  

（屋外に設置されている施設）  

・ 海水ポンプ 

金属腐食研究の結果より、降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じないが、外装の塗装等によっ

て短期での腐食により安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物の構造物への付着や堆積による化学的腐食により、構造物への

影響がないことを確認するための評価条件及び評価結果、また、塗装による降下火砕物の化学的影

響（腐食）について塗装の例が示されている。 

金属腐食研究については、研究文献「火山環境における金属材料の腐食」により直ちに金属腐食を

生じないことが示されている。＜補足説明資料： 6 山-別添 1-18～27、68～70＞ 

 

② 防護対象施設である水循環系を有する施設は、降下火砕物の粒径に対して、その施設の狭隘部に十

分大きな流水部を設け閉塞しないように設計するとしていることを確認した。また、降下火砕物

の性状の変化による閉塞については、降下火砕物が粘土質でないため考慮する必要はないとしてい

ることを確認した。 

防護対象施設のうち、水循環系の閉塞を考慮すべき施設は、以下である。 

（降下火砕物を含む海水の流路となる施設） 

・海水ポンプ 

・海水ストレーナ 

・取水設備 

補足説明資料において、降下火砕物が混入した海水を取水した場合でも、流水部、軸受部等が閉塞

し、機器の機能に影響がないことを確認するための評価条件及び評価結果が示されている。＜補足

説明資料：6山-別添 1-46～48＞ 

 

また、降下火砕物から海水に溶出した腐食性成分による腐食に対しては、塗装又は耐食性を有する

材料の使用等により影響を及ぼさないように設計するとしていることを確認した。 

防護対象施設のうち、水循環系の化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は、以下である。 

（降下火砕物を含む海水を取り込む施設） 

・海水ポンプ 

・海水ストレーナ 

・取水設備 

金属腐食研究の結果より、降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じないが、耐食性のある材料の

使用や塗装の実施等によって、腐食により安全機能を損なうことのない設計とすることを確認し

た。 
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③電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）

及び化学的影響（腐食） 

補足説明資料において、降下火砕物が混入した海水を取水することによる構造物内部の腐食により

機器の機能に影響がないことを確認するための評価条件及び評価結果が示されている。＜補足説明

資料：6山-別添 1-46～48＞ 

 

摩耗については、降下火砕物の硬度が砂よりも低くもろいことから摩耗による影響は小さく、保守

管理等により補修が可能としていることを確認した。 

防護対象施設のうち、降下火砕物による水循環系の内部における磨耗を考慮すべき施設は、以下で

ある。 

（降下火砕物を含む海水を取り込む施設） 

・海水ポンプ 

・海水ストレーナ 

・取水設備 

降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろいことから磨耗による影響は小さい。また、降灰時の特別点

検、その後の日常保守管理により、状況に応じて補修が可能であり、磨耗により安全機能を損なう

ことのない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物が混入した海水を取水した場合でも、降下火砕物と内部構造物

との摩耗により機器の機能に影響がないことを確認するための評価条件及び評価結果が示されて

いる。＜補足説明資料：6山-別添 1-71＞ 

 

③ 電気系及び計装制御系の防護対象施設は、外気と遮断された全閉構造等により機械的影響（閉塞）

を受けず、また、塗装等により化学的影響（腐食）を受けないように設計するとしていることを確

認した。 

防護対象施設のうち、電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響（腐食）

を考慮すべき施設は、以下である。 

（屋外に設置されている施設）  

・ 海水ポンプ（海水ポンプモータ） 

海水ポンプ（海水ポンプモータ）は開口部を全閉構造とすることにより、機械的影響（閉塞）によ

り安全機能を損なわない設計とすることを確認した。また、化学的影響（腐食）については、金属

腐食研究の結果より、降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じないが、塗装の実施等によって、

腐食により安全機能を損なうことのない設計とすることを確認した。なお、降下火砕物による機械

的影響（摩耗）については、電気系及び計装制御系に対象となる防護対象施設がないことを確認し

た。 

補足説明資料において、降下火砕物の電動機冷却空気への侵入による地絡・短絡、及び空気冷却管

への侵入による閉塞等、機器の機能に影響がないこと、また、降下火砕物の電動機冷却空気への侵

入による内部構造物の化学的影響（腐食）により機器の機能に影響がないことを確認するための評

価条件及び評価結果が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-20～27＞ 
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（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（３） 確認事項 

(a) 直接的影響の確認事項 

③ 必要に応じて、原子力発電所内の構築物、

系統及び機器における降下火砕物の除去等

の対応が取れること。 
 

（４）運用 

① 長期にわたる影響因子に対しては、安全機能が損

なわれないようにするため、必要に応じて除灰作

業、点検等を行うことを確認。 

① 防護対象施設に、長期にわたり静的荷重がかかることや化学的影響（腐食）が発生することなどを

避け、安全機能を維持するために、降下火砕物の降灰時の特別点検、除灰等の対応を適切に実施す

る方針としていることを確認した。 

降下火砕物の降灰時における手順については、降灰時の特別点検、除灰（資機材を含む。）等の対

応を適切に実施するため、手順等を定める方針としていることを確認した。 

補足説明資料において、降下火砕物か降下した際の対応手順として、新たに改定する「非常災害対

策所達」及び「事故時操作所則」に基づき、「警戒本部」の設置や予防対策の実施、必要に応じて

除灰を実施することが示されている。また、火山灰の除灰に要する時間、灰置場の集積性及びアク

セスルートの復旧について示されている＜補足説明資料：6山-別添 1-83～84、88～95＞ 

 

 
５．降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

 

 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（火山影響評価ガイド） 

６．１ 降下火砕物 

（３） 確認事項 

(b) 間接的影響の確認事項 

原子力発電所外での影響（長期間の外部電源の喪

失及び交通の途絶）を考慮し、燃料油等の備蓄又は

外部からの支援等により、原子炉及び使用済燃料プ

ールの安全性を損なわないように対応が取れるこ

と。 
 

 降下火砕物による間接的影響として長期間の外部

電源の喪失及び交通の途絶を想定し、外部からの支援

がなくても、原子炉及び使用済燃料プールの安全性を

損なわないように対応が取れるか。 

① 原子力発電所外の影響（長期間の外部電源の喪失

及び交通の途絶）を考慮し、外部からの支援がな

くとも、７日間の原子炉停止及び停止後の原子炉

及び使用済燃料プールの冷却機能を担うために

必要な電力を供給できることを確認。 

② 非常用ディーゼル発電機への燃料供給のためタ

ンクローリによる燃料運搬が必要な場合は、発電

所構内でアクセスルートの確保等の実現可能性

を確認。（⇒第 33 条第 7項にて確認。） 

③ タンクローリにより、７日間の連続運転に必要な

燃料運搬及び供給を行う場合、降下火砕物を除去

するための体制等が確保される運用が確実に行

われる方針であることを確認。（⇒第 33 条第 7項

にて確認。） 

 

① 原子炉及び使用済燃料ピットの安全性を損なわないようにディーゼル発電機並びに燃料油貯蔵タ

ンク及び重油タンクを備えるとし、タンクローリーによる燃料の運搬も含めて 7日間の連続運転に

より、電力の供給を可能とする方針としていることを確認した。また、重油タンクから燃料油貯蔵

タンクへの燃料供給については、降灰時の道路条件を想定しても除灰作業によりアクセス性を確保

するとしていることを確認した。 

 

 

 

 

② （⇒第 33条第 7項にて確認。） 

 

 

 

③ （⇒第 33条第 7項にて確認。） 

 

補足説明資料において、降下火砕物の除灰に要する時間、タンクローリーによる燃料輸送機能に係

るアクセスルートの復旧に要する時間の評価が示されている。＜補足説明資料：6山-別添 1-84、91

～95＞ 

 



 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 火山-15 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 （略） 

２ （略） 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１～６ （略） 

７ 第３項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないため

に必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるものであり、飛来

物（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。 

なお、上記の航空機落下については、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成 14・07・29 原院第 4 号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に基づき、防護設計の要

否について確認する。 

 
 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 外火-1 

大飯発電所３、４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）（第６条）） 

 

設置許可基準規則第６条は、外部からの衝撃による損傷の防止を規定しており、想定される自然現象、想定される人為事象に対しても安全施設が安全機能を損なわないことを要求している。このうち、当該発電用原子炉

施設外で発生する火災であって、森林火災、また、外部人為事象（偶発事象）として近隣の産業施設（工場・コンビナート等）の火災・爆発、航空機落下による火災等（以下「外部火災」という。）の影響に対しても、安

全施設の安全機能が損なわれることがないように設計することを要求している。 

 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないもの

でなければならない。 

 

（解釈） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において、自然事象

そのものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されることをいう。 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考

慮」に示されるものとする。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。なお、過去の記録、現地調査

の結果及び最新知見等を参考にして、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳させるものとする。 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応力を単純に加算すること

を必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

７ 第３項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるものであり、飛来物

（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。 

なお、上記の航空機落下については、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成 14・07・29 原院第 4号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に基づき、防護設計の要否に

ついて確認する。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 外火-2 

 

第６条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災） 

１．外部火災に対して、設計上対処すべき施設を抽出するための方針 .............................................................................................................................. 6 外火-3 

２．考慮すべき外部火災 ...................................................................................................................................................................... 6 外火-6 

３．外部火災に対する設計方針 ................................................................................................................................................................ 6 外火-8 

（１）森林火災 ............................................................................................................................................................................. 6 外火-10 

① 発生を想定する発電所敷地外における森林火災の想定及び影響評価 .......................................................................................................................... 6 外火-10 

a. 発生を想定する発電所敷地外における森林火災の設定 .................................................................................................................................... 6 外火-10 

b.森林火災による影響評価 ............................................................................................................................................................... 6 外火-15 

② 森林火災に対する設計方針 .............................................................................................................................................................. 6 外火-20 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 ........................................................................................................................................................... 6 外火-23 

① 近隣の産業施設からの火災及びガス爆発の想定及び影響評価 ................................................................................................................................ 6 外火-23 

a. 近隣の産業施設による火災及びガス爆発の想定 .......................................................................................................................................... 6 外火-23 

b. 近隣の産業施設による火災及びガス爆発の評価 .......................................................................................................................................... 6 外火-25 

② 想定される近隣の産業施設の火災・爆発に対する設計方針 .................................................................................................................................. 6 外火-30 

（３）発電所敷地内における航空機落下等による火災 ........................................................................................................................................... 6 外火-32 

① 発生を想定する発電所敷地内における航空機落下等による火災の設定及び影響評価 ............................................................................................................ 6 外火-32 

a. 航空機墜落による火災の想定 .......................................................................................................................................................... 6 外火-32 

b. 航空機墜落による火災の影響評価 ...................................................................................................................................................... 6 外火-35 

② 航空機落下等による火災に対する設計方針 ................................................................................................................................................ 6 外火-38 

(４)ばい煙及び有毒ガス ..................................................................................................................................................................... 6 外火-39 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 外火-3 

１．外部火災に対して、設計上対処すべき施設を抽出するための方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

 

２．外部火災による影響 

２．１外部火災負荷とその特性 

外部火災による原子炉施設への影響について

は、以下を考慮する必要がある。 

（１）火災の規模（輻射エネルギー、火炎の強度・

面積・形状、伝播速度） 

（２）二次的影響の有無（煙、ガス、爆発による飛

来物等） 

 

２．２ 施設への影響形態 

森林火災については、発電所に到達する火災の

原子炉施設に対する火炎、輻射熱の影響及び発生

ばい煙の原子炉施設の換気設備への影響が考えら

れる。近隣の産業施設等の火災・爆発については森

林火災と同様の火炎、輻射熱の影響、発生ばい煙の

影響の他に燃料タンク爆発等による飛来物の影響

が考えられる。航空機墜落に対する影響は大量の

燃料放出・発火にともなう火炎、輻射熱の影響及び

発生ばい煙の影響が考えられる。 

 

３．外部火災の防護 

３．１ 設計目標・確認事項 

（１）想定火災発生時の安全性の評価においては、

原子炉施設に対する最大熱流束を特定し、建

屋の外側（コンクリート、鋼、扉、貫通部で形

成される障壁）の耐性を確認する。 

（２）施設の所要の安全機能を発揮するために必

要なすべてのディーゼル発電機への適切な空

気の供給を確保できることを確認する。 

 
 

外部火災に対して、安全施設の安全機能が損なわれ

ないような設計方針を策定するに当たり、外部火災の

影響を受け得る施設を抽出することとしているか。 

（ⅰ）防護対象施設の抽出 

① 設計上対処すべき施設は、外部火災に対して、原

子炉の安全性を確保するため、「発電用軽水型原

子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」で規定されているクラス１、２、３機器を

対象とする方針であることを確認。 

補足説明資料において、重要度分類（クラス１、

２、３）毎に防護対象施設あるいは機器が網羅的

にリストアップされているか。 

また、補足説明資料において、外部火災発生時に

安全機能を維持するために必要な設備であるか、

火災防護の方法、等の判断基準を判断フロー等に

て示した上で、外部火災による熱影響評価、並び

にばい煙等の二次的影響評価を行う対象施設あ

るいは機器が抽出することとしているか。 

 

（ⅱ）外部火災による影響評価が必要となる施設を選

定 

② 抽出した外部火災から防護する施設のうち、外部

火災による影響評価が必要となる施設を選定す

ることを確認。 

区分例は以下のとおり。 

 建屋等に内包され防護される施設 

 外殻となる施設等（竜巻防護施設を内包する

建屋・構築物等）による防護が期待できない

施設 

 建屋内の施設で外気と繋がっている施設 

 屋外施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 安全施設に対して外部火災の影響を受けた場合において、原子炉の安全性を確保するため、「発電用

軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定されているクラス１、クラス

２及びクラス３に該当する構築物、系統及び機器を外部火災防護施設とすることを確認した。 

外部火災防護施設を「第 1.11.2 表 外部火災防護施設」に示されていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 安全施設が外部火災の影響を受けた場合において、原子炉施設の安全性を確保するため、安全重要

度分類指針に基づき、設計上対処すべき施設（以下「外部火災防護施設」という。）として、クラス

１、クラス２及びクラス３に属する構築物、系統及び機器を抽出する方針としていることを確認し

た。 

このうち、建屋に内包される構築物、系統及び機器については、建屋を外部火災防護施設として抽

出する方針としている。また、外部火災の二次的影響に対して、外気を取り入れるクラス１、クラ

ス２及びクラス３ に属する構築物、系統及び機器を外部火災防護施設として抽出する方針としてい

ることを確認した。 

(a) クラス１及びクラス２に属する屋内施設 

屋内のクラス１及びクラス２に属する外部火災防護施設は、内包する建屋により防護する設計と

し、以下の建屋を対象とする。 

 原子炉格納容器 

 原子炉周辺建屋 

 制御建屋 

 廃棄物処理建屋 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 外火-4 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 外部火災影響評価の対象からクラス３に該当す

る設備を除外する場合、損傷を考慮し代替や修復

等により安全機能を損なわない方針であること

を確認。 

 補助建屋 

 中間建屋 

  

(b) クラス１ 及びクラス２ に属する屋外施設 

屋外のクラス１ 及びクラス２に属する外部火災防護施設は、以下の施設を対象とする。 

 海水ポンプ 

 (c) クラス３ に属する施設 

クラス３に属する外部火災防護施設は、以下の施設を対象とする。 

 タービン建屋 

 特高開閉所 

 固体廃棄物貯蔵庫 

 モニタリングポスト他 

※屋内に設置されている施設については、建屋により防護することとし、屋外施設については、

防火帯の内側に設置すること又は消火活動等により防護。 

 

   補足説明資料において、安全重要度分類指針との対比表が 6 外-添付資料-4「添付資料Ａ 外部

火災に対して消火設備等の防護対策を期待せず、構造物等の固有の耐性による防護を評価する対象」

で示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ クラス３については、屋内に設置されている機器は、建屋により防護することとし、屋外施設につ

いては、防火帯の内側に設置すること、又は消火活動等により防護していくため、安全施設の安全

機能を損なうことがないことを確認した。 

補足説明資料において、防火帯の外側にあるクラス３設備としてはモニタリングポストがあり、
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広域にわたる森林火災が発生した場合には、影響を受ける可能性があるため、以下の対応とするこ

とが示されている。 

モニタリングポスト（クラス３）については、発電所敷地内で卓越する風向方向に設置されてお

り、山中に設置されているものもある。また、放射線測定用の精密機器を有しているため、外部火

災の影響を確実に防止できるものとは考えていない。なお、モニタリングポストへのアクセスルー

トにおいても、周辺には森林があり、発電所から最も離れたモニタリングポストまで約 2km あるた

め、大規模な森林火災が発生している際に敷地外モニタリングポストへの消火活動は困難であると

考えている。 

このため、常設のモニタリングポスト等が外部火災により機能喪失した場合は、1,2 号炉背面道

路のコンテナ内に保管している可搬式モニタリングポスト（バッテリー駆動可能）による監視を実

施する（可搬式モニタリングポストの設備配置例は図の通り）。なお、可搬式モニタリングポストに

ついては、防火帯の内側に、かつ、常設のモニタリングポストの方向をカバーできる様に配置する。

＜補足説明資料：6 外-添付資料-105＞ 

 

 

 

（ⅲ）二次的影響（煙、ガス、爆発による飛来物等）

に配慮すべき施設・機器の抽出方針 

① 外部火災時の二次的影響を考慮して、配慮すべき

施設・機器が抽出されていることを確認。 

＜配慮すべき施設・機器の例＞ 

・ 外気を直接設備内に取り込む機器：非常用Ｄ

Ｇ 

・ 外気を取り込む空調設備：計装盤（安全保護系

含む）用の空調 

・ 屋外設置機器：排気筒、主蒸気逃し弁、海水ポ

ンプ 

・ 居住性：原子炉制御室、緊急時対策所 

具体的には、二次的影響を、影響の種類や程度を

踏まえて選定し、その上で考慮すべき施設が抽出

していることか。 

特に、ばい煙の影響がある機器については、外気

を直接設備内に取り込む機器、外気を取り込む空

調設備、屋外設置機器及び居住性への影響がある

空間を網羅的に対象としているか。 

 

① 外部火災防護施設のうち、外部火災の二次的影響を受けるクラス１ 及びクラス２ に属する施設を

以下のとおり抽出することを確認した。 

(a) 換気空調設備 

(b) ディーゼル発電機 

(c) 海水ポンプ 

(d) 主蒸気逃がし弁、 排気筒等 

(e) 安全保護系計装盤 

(f) 計器用空気圧縮機 

補足説明資料において、外部火災の二次的影響評価としては、ばい煙及び有毒ガスが考えられ、安

全上重要な設備に対する影響評価が必要な機器として、外気を取り入れる換気空調設備、外気を設

備内に取り込む機器及び室内空気を取り込む機器を抽出することが示されている。 
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２．２施設への影響形態 

森林火災については、発電所に到達する火災

の原子炉施設に対する火炎、輻射熱の影響及び

発生ばい煙の原子炉施設の換気設備への影響が

考えられる。近隣の産業施設等の火災・爆発に

ついては森林火災と同様の火炎、輻射熱の影響、

発生ばい煙の影響の他に燃料タンク爆発等によ

る飛来物の影響が考えられる。航空機墜落に対

する影響は大量の燃料放出・発火にともなう火

炎、輻射熱の影響及び発生ばい煙の影響が考え

られる。 

 

４．外部火災の影響評価 

４．１ 考慮すべき発電所敷地外の火災 

考慮すべき発電所敷地外の火災として以下を検

討する。ただし、航空機墜落による火災について、

発電所敷地内に航空機墜落が想定される場合に

は、その発火点は敷地内とする。 

（１）森林火災 

発電所敷地外の 10km 以内を発火点とした森林

火災が発電所に迫った場合でも、原子炉施設が、そ

の影響を受けないよう適切な防護措置が施されて

おり、その二次的な影響も含めて、原子炉施設の安

全性を損なうことのない設計とする。（解説－1） 

 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

近隣の産業施設で発生した火災・爆発により、原

子炉施設が、その影響を受けないよう適切な防護

措置が施されており、その二次的な影響も含めて、

原子炉施設の安全性を損なうことのない設計とす

る。なお、発電所敷地外の 10km 以内を発火点と

し、森林等に延焼することによって発電所に迫る

場合は（１）の森林火災として評価する。（ただし、

発電所敷地内に存在する石油類やヒドラジンなど

の危険物タンク火災については、（３）の航空機墜

外部火災に対して、安全施設の安全機能が損なわ

れないように、種々の火災とその二次的影響につい

て、考慮すべきものを検討しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部火災として、森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発及び航空機落下による火災（本発電所敷地

内に存在する危険物タンク火災等を含む。）を選定し、二次的影響としてばい煙及び有毒ガスによる影

響を選定していることを確認した。 

安全施設が外部火災に対して、発電用原子炉施設の安全性を確保するために想定される最も厳しい

火災が発生した場合においても必要な安全機能を損なわないよう、防火帯の設置、離隔距離の確保、建

屋による防護及び代替設備の確保等によって、 安全機能を損なわない設計とすることを確認した。 

想定する外部火災として、森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発、発電所敷地内に設置する危険物

タンク等の火災、航空機墜落による火災及び船舶の火災を選定することを確認した。外部火災にて想定

する火災を「第 1.11.1 表 外部火災にて想定する火災」に示されていることを確認した。 

 

（個別の外部火災による影響評価及び評価結果に対する設計方針は、次ページ以降に） 
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落と同様に原子炉施設への熱影響評価等を行う。） 

 

（３）航空機墜落による火災 

航空機の墜落に伴う火災により、原子炉施設が、

その影響を受けないよう適切な防護措置が施され

ており、その二次的な影響も含めて、原子炉施設の

安全性を損なうことのない設計とする。（解説-2） 

 

（解説-1）発火点の設定について 

米国外部火災基準(NUREG-1407）において、発電

所から 5 マイル以内の火災の影響を評価すると

していることを参考として設定。 

（解説-2）航空機墜落の評価について 

旧原子力安全・保安院が平成 14 年 7 月 30 日

付けで定め、平成 21 年 6 月 30 日付けで改正し

た「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に

対する評価基準について」（平成 21・06・25 原院

第 1 号（平成 21 年 6 月 30 日原子力安全・保安

院制定））等に基づき、原子炉施設の敷地広さを考

慮して、評価の要否について判断する。 
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３．外部火災の防護 

３．１ 設計目標・確認事項 

（１）想定火災発生時の安全性の評価においては、

原子炉施設に対する最大熱流束を特定し、建

屋の外側（コンクリート、鋼、扉、貫通部で

形成される障壁）の耐性を確認する。 

（２）施設の所要の安全機能を発揮するために必要

なすべてのディーゼル発電機への適切な空

気の供給を確保できることを確認する。 

 

３．２ 防護手段 

（１）外部火災に対する原子炉施設の防護は、外部

火災による発電所内における火災の発生可

能性の最小化、及び火災に対する障壁を強化

することによって実現される。安全系の多重

性、離隔、耐火区画、固有の障壁による物理

的分離、さらには火災感知および消火設備の

使用など、その他の設計特性も備える。 

（２）構造物固有の耐性が十分でない場合、障壁の

追加や距離による離隔を行う。曝露される構

造物コンクリートの厚さを増加することが、

想定負荷に対する耐性向上に寄与する場合

は、これを検討してもよい。 

（３）換気系統は、ダンパ等を用いて外気から系統

を隔離すること等によって外部火災から防

護する。 

（４） 煙や埃に対して脆弱な安全保護系の設備等

について適切な防護対策を講じる。 

 
 

 発電用原子炉施設外における火災に対する防護設

計を行うために、（ⅰ）輻射熱の影響及び（ⅱ）ばい煙

の影響その他の影響に対して安全施設の安全機能が

損なわれないように、設計方針を策定することとして

いるか。 

 

（ⅰ）輻射熱の影響に対する防護 

（外壁に期待する場合） 

① 外壁における表面温度の許容温度が科学的・技術

的に示されていることを確認。 

例：２００℃を超えないこと。「建築火災のメカニ

ズムと火災安全設計」（財）日本建築センター 

補足説明資料において、以下の項目を考慮するこ

とが示されているか。 

 外壁は、側壁だけでなく天井面 

 天井面温度評価が外壁（側壁）温度評価に包

絡されるとする場合にはその根拠 

 建屋内部への熱影響（特に防火帯に近い施

設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外壁に期待できない場合） 

② 防護上、外壁の表面温度低減等の機能を期待して

保護材を設置する場合は、その機能を確実に期待

できることを確認。 

（例） 

建屋外壁の打ち増しコンクリート厚さを増加さ

せることについて、設計方針の妥当性 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 火災時における短期温度上昇を考慮した場合において、コンクリート圧縮強度が維持される保守

的な温度として、２００℃以下とすることを確認した。（「原田和典 建築火災のメカニズムと火

災安全設計」（財）日本建築センター） 

補足説明資料において、以下のとおりコンクリート表面の許容温度が示されている。（添付資料 19） 

・ 鉄筋コンクリート構造の火災時耐力については、コンクリートの高温時圧縮強度データ（「高

温度における高強度コンクリートの力学的特性に関する基礎研究」日本建築学会構造系論文

集）を整理した結果として、高温時のコンクリートの圧縮強度低下率が示されている（財団法

人日本建築センター「建築火災のメカニズムと火災安全設計」）。加熱温度を常温、100℃、

200℃ 、300℃ と 100℃ 間隔で加熱した結果、圧縮強度は常温から 100℃で低下し、その後

200℃に向けて上昇しており、常温時の強度とほぼ同等の強度まで再上昇する。その後は温度

の上昇とともに圧縮強度が低下していることから、コンクリート壁の表面温度 200℃を許容温

度と定めた。なお、実証試験の温度は緩やかに加熱しているため、コンクリート表面から内部

までの温度を均一としており、コンクリート壁の表面温度を 200℃に設定することは保守的な

評価となる。 

 

また、施設の表面温度の評価を行う際の初期温度設定の考え方が以下のとおり示されている。 

（原子炉建屋及び原子炉補助建屋） 

火災源からの輻射熱による建屋外壁の表面温度の評価において、その外壁表面温度の初期

値については、外気温や日照の影響を考慮した場合、１ 日における建屋外壁表面の最高温度

は約 49℃となることから、保守的に建屋外壁表面の初期温度を 50℃としている。 

 

 

② 外部火災の熱影響に対して既設の建屋外壁で防護する設計であり保護材の設置はしないことを確

認。 
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（タンクの貯蔵量を運用管理する場合） 

③ 火災源となる屋外のタンク類について、その内包

する燃料等の貯蔵量を低減させることで対応す

る場合は、運用上の方針を確認。（具体的な内容は

保安規定にて確認。） 

 

 

 

③ 補助ボイラ用燃料タンクの燃料保有量を空運用とすることを確認した。 

補足説明資料において補助ボイラ用燃料タンクを常時空運用することをを確認した＜補足説明資

料：「重大事故等防止技術能力」添 02-39＞ 

（ⅱ）ばい煙の影響に対する防護 

① 換気系統においてダンパ等により外気からの隔

離を行う場合には、隔離によっても運転員等の居

住性が確保されることを確認。 

（例）中央制御室での酸素濃度や二酸化炭素濃度

の時間変化）。 

 

② 煙や埃に対して脆弱な安全保護系の設備等につ

いて必要に応じて適切な防護対策を講じること

としていることを確認。 

 

（ⅱ） 

① 外気取り入れ遮断を行う中央制御室及び緊急時対策所については、外気取入遮断時の室内の居住

性を確保するため、酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施し、安全機能を損なうことが

ない設計とすることを確認した。 

 

 

 

② 安全保護系計装盤が設置されている部屋は、中央制御室換気設備にて空調管理されており、本空

調系の外気取入口には平型フィルタが設置されているが、これに加えて下流にさらに細かな粒子

を捕集可能な粗フィルタが設置されている。このため、他の換気空調設備に比べて、ばい煙に対し

て高い防護性能を有しており、室内に侵入するばい煙の粒径は極めて細かな粒子である。この粗

フィルタの設置により、極めて細かな粒子のばい煙が侵入した場合においても、ばい煙の付着に

よる短絡等の発生を可能な限り低減することにより安全保護系計装盤の安全機能を損なわない設

計とすることを確認した。 

 

 （ⅲ）火災防護計画 

 火災防護基準に基づき策定することとなる「火災防

護計画」において、外部火災に対する消火活動につい

て定められることを確認。 

・ 【消火活動の対象および目的】外部火災の場合の

自衛消防隊による消火活動の対象や目的が示さ

れていること。 

・ 【消火活動の実現性】（以下、例示） 

a. 自衛消防隊の体制および装備 

b. 火災発見の感知方法、監視機器、通報連絡体制 

c. 水源位置、ホース展開距離、ホース展開経路、

高低差 

d. 火災感知から消火活動開始までの所要時間の

見積もり根拠（訓練実績、訓練計画） 

外部火災における手順については、火災発生時の対応、防火帯の維持・管理、ばい煙・有毒ガス発生

時の対応及び補助ボイラ燃料タンクの燃料保有量の制限等を適切に実施するための対策を火災防護計

画に定める方針であることを確認した。 

 防火帯の維持・管理においては、手順等を整備し、的確に実施する。 

 初期消火活動においては、手順を整備し、火災発生現場の確認、中央制御室への連絡、消火栓

等を用いた初期消火活動を実施する。 

 外部火災によるばい煙発生時には、外気取入口に設置している平型フィルタ、外気取入ダンパ

の閉止、換気空調設備の停止又は閉回路循環運転により、建屋内へのばい煙の侵入を阻止す

る。 

 外部火災による有毒ガス発生時には、外気取入ダンパの閉止、換気空調設備の停止又は閉回路

循環運転により、建屋内への有毒ガスの侵入を阻止する。 

 外部火災による中央制御室へのばい煙侵入阻止に係る教育を定期的に実施する。 

 森林火災から外部火災防護施設を防護するための防火帯の点検等に係る火災防護に関する教

育を定期的に実施する。 

 近隣の産業施設の火災・爆発から外部火災防護施設を防護するために、離隔距離を確保するこ
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とについて火災防護に関する教育を定期的に実施する。 

 外部火災発生時の初期消火活動に関する教育を定期的に実施する。また、消防活動要因による

消防訓練、総合的な訓練、運転操作等の訓練を定期的に実施する。 

 モニタリングポストが外部火災の影響を受けた場合は、代替設備を防火帯内側に設置する運

用とし、手順を定め、訓練を定期的に実施する。 

 油計量タンクは常時から運用とする。 

 また、消火活動に係る体制について「第 1.11.4 図 自衛消防組織体制図」で示されていることを確

認した。 

 補足説明資料において、以下のとおり森林火災に対応した消火活動の成立性が示されている。（添付

資料６） 

ＦＡＲＳＩＴＥ解析結果において、火災の到達時間は、発火後 2.7 時間という結果が得られている。

この結果を踏まえ、以下の体制のもと、森林火災発生から消防要員等による消火活動の成立性につい

て評価。 

森林火災発生時の覚知方法は以下の方法がある。 

① 災害情報受信者が森林火災情報を受信し、中央制御室（通報連絡者）へ連絡 

② ２４時間常駐している警備員が森林火災を発見し、中央制御室（通報連絡者）へ連絡 

③ ２４時間常駐している自衛消防隊、運転員が夜間も含めたパトロール時に森林火災を発見し、

中央制御室（通報連絡者）へ連絡 

上記の方法により火災を覚知した後、消防要員等による消火活動を実施するが、消火活動の成立性

については、以下のとおり評価した。 

① 自衛消防隊の初期消火活動要員が 24 時間常駐しており、早期に消火体制の確立が可能。 

② 外部火災を覚知してから、初期消火活動要員による消火活動開始までに要する時間は過去の訓

練実績より約 25分（平成 27 年 11 月 4 日の訓練実績）であるので、30 分程度で消火（散水）

活動が開始できると考えられる。 

③ 初期消火活動要員および敷地内に待機している消防自動車については以下のとおり。 

以上より、森林火災覚知後、短時間で消火活動が可能であることから、火災の到達時間約 2.7 時間

内での発電所の自衛消防隊による対応は可能である。 

なお、森林火災発生時の自衛消防隊の活動内容としては森林火災から防火帯を超えてくる飛び火の

影響を防止するための防火帯に沿った散水活動を実施する。 

 

（１）森林火災 

① 発生を想定する発電所敷地外における森林火災の想定及び影響評価 

a. 発生を想定する発電所敷地外における森林火災の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  6 外火-11 

a. 発生を想定する発電所敷地外における森林火災の

設定 

４．２発電所敷地外での火災影響の検討 

４．２．１火災の規模 

火災の規模として、輻射熱、火炎の強度・面積・

形状、伝播速度を考慮する。 

 

（１）森林火災 

可燃物の量（植生）、気象条件、風向き、発火点

等の初期条件を、工学的判断に基づいて原子炉施

設への影響を保守的に評価するよう設定する。 

 

【附属書Ａ（森林火災の原子力発電所への影響評

価について）】 

１．総則（略） 

１．２一般（略） 

１．３参考資料（略） 

１．４ 用語の定義 （略） 

 

２．火炎の到達時間及び防火帯幅の評価 

２．１ 森林火災の想定 

森林火災の想定は以下のとおりである。 

(１) 森林火災における各樹種の可燃物量は現地

の植生から求める。 

(２) 気象条件は過去 10 年間を調査し、森林火

災の発生件数の多い月の最小湿度、最高気

温、及び最大風速の組合せとする。 

(３) 風向は卓越方向とし、発電所の風上に発火

点を設定する。ただし、発火源と発電所の位

置関係から風向きを卓越方向に設定するこ

とが困難な場合は、風向データ等から適切

に設定できるものとする。 

(４) 発電所からの直線距離 10km の間で設定す

る。（解説-1） 

(５) 発火源は最初に人為的行為を考え、道路沿

いを発火点とする。さらに、必要に応じて想

定発火点を考え評価する。 

 森林火災による影響を評価するに当たり、外部火災

ガイドは、発生を想定する森林火災の設定方法、延焼

速度、火線強度及び火炎輻射強度の算出方法を示すと

ともに、延焼速度を基に発火点から発電所までの到達

時間を、火線強度を基に防火帯幅を、火炎輻射強度を

基に危険距離を算出する方法を示している。 

このため、発生を想定する発電所敷地外における森

林火災を、以下の項目を踏まえて想定しているか。 

 

（１）FARSITE 解析に必要な入力データ 

（１－１）土地利用データ 

① 土地利用データについては、国土交通省により示

された国土数値情報の１００ｍメッシュのデータ

が用いられていることを確認。 

 

福井県から入手した森林簿、現地調査等により得られた樹種、林齢に基づき、可燃物となる植生を

設定していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 土地の利用状況について、現地状況をできるだけ模擬するため、 発電所周辺の建物用地、 交通

用地等のデータについては、 公開情報の中でも高い空間解像度である国土交通省により提供さ

れている国土数値情報の 100m メッシュのデータを用いていることを確認した。 

補足説明資料において、本データは、田、その他の農用地、森林、荒地、建物用地、海水域、そ

の他の用地の土地状況を実際に近い形で模擬することができるとしてデータが示されている。

（添付資料２） 

 

（１－２）地形データ 

① 地形データについては、国土地理院により示され

た基盤地図情報の１０ｍメッシュのデータが用い

られていること。また、傾斜度、傾斜方法につい

て、標高データから計算されていること。 

 

① 地形データについては、現地状況をできるだけ模擬するため、発電所周辺の土地の標高、地形等

のデータについて、公開情報の中でも高い空間解像度である国土地理院により提供されている基

盤地図情報の 10m メッシュの標高データを用いていることを確認した。 

補足説明資料において、地形データとしては、標高データ，傾斜角データ，傾斜方向データの３

種類を整備した、標高データには、国土地理院より 10ｍ メッシュで提供されている「基盤地図

情報 数値標高モデル 10ｍ メッシュ」、傾斜角、傾斜方向については標高より計算処理を行い整

備したことが示されている。（添付資料２） 

 

（１－３）植生データ 

① 植生調査は、現地調査したもの、または、森林簿

等による机上検討によるものが明示されているこ

とを確認。 

植生データを使用する場合、地方自治体から入手

した森林簿等に記載された樹種・林齢を利用し、

土地利用データにおける森林の領域（１００ｍメ

ッシュ）をさらに細分化したものが解析に用いら

れていることを確認。なお、発電所近傍の植生に

ついてより詳細に調査する必要がないとする場

合、その理由が説明されていることを確認。補足

説明資料において、植生調査の日時あるいは利用

① 現地状況をできるだけ模擬するため、樹種及び生育状況に関する情報を有する森林簿の空間デー

タを地方自治体（福井県）より入手する。森林簿の情報を用いて、土地利用データにおける森林

領域を樹種・林齢によりさらに細分化する。発電所構内の植生データについては、発電所内の樹

木を管理している緑化計画書を用いる。また、発電所周辺の植生データについて、実際の植生を

調査し、ＦＡＲＳＩＴＥ入力データとしての妥当性を確認した。 

補足説明資料において、森林簿データ、発電所にて管理している緑化計画書のデータ及び植生調

査により、大飯発電所周辺の植生図を作成したことが、以下のとおり示されている。 

(a) 森林簿データ 

森林簿データについては、地方自治体から入手したものを使用している。地方自治体から入手し

た森林簿（H25 年 4 月に入手）の中から「樹種」と「林齢」が特定できるものについては、以下

の 11 区分の植生タイプに分類し、FARSITE 解析上の可燃物パラメータを設定した。（添付資料

２） 
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（解説-1）発火点の設定について 

米国外部火災基準(NUREG-1407）において、発電所

から 5 マイル以内の火災の影響を評価するとして

いることを参考として設定。 

 

２．２ 森林火災による影響の有無の評価  

２．２．１ 評価手法の概要  

本評価ガイドは、発電所に対する森林火災の影

響の有無の評価を目的としている。具体的な評価

指標と観点を以下に示す。 

 

 

上記の評価指標は、現地の土地利用（森林、農

地、居住地等の分布）、地形（標高、傾斜角度等）、

気象条件（風向・風速、気温、湿度等）に大きく

依存することから、これらを可能な限り考慮した

評価を行う必要がある。 

本評価ガイドにおいては、FARSITE（Fire Area 

Simulator）という森林火災シミュレーション解

析コードの利用を推奨している。FARSITE は、米

国農務省 USDA Forest Service で開発され、世

界的に広く利用されている。本モデルは、火災の 

4 つの挙動タイプを考慮するとともに、地理空

間情報を入力データとして使用することにより、

現地の状況に即した評価を行うことが可能であ

る。 

 

２．２．２ 評価対象範囲  

評価対象範囲は発電所近傍の発火想定地点を 

10km 以内としたことにより、植生、地形等評価

した森林簿等のデータの作成日が記載されている

か。また、植生調査者の力量（国家資格等）、主要

な調査地点の写真等を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② FARSITE へ入力するパラメータ区分（樹種・林齢・

樹冠率）の設定の考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) サイト内植生データ 

サイト内植生データとして、発電所にて管理している緑化計画書のデータから、各領域内に存在

する植生種類及びその組み合わせにより、可燃物パラメータを設定した。サイト内植生データ区

分と可燃物パラメータとの対応及び設定の考え方は以下のとおり。なお、緑化計画書については、

H26 年 11 月時点のものを反映した。（添付資料２） 

 (c) 植生調査 

植生調査において、調査対象箇所の周辺について、目視にて調査を実施している。また、調査者

は生物分類技能検定１級（植物部門）の資格を保有し、植生調査に関する業務についても１０年

以上従事しており、十分な力量を保有していることから、植生調査結果は妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 森林簿の情報を用いて、土地利用データにおける森林領域を樹種・林齢によりさらに細分化する。

また、発電所周辺の植生データについて、実際の植生を調査し、ＦＡＲＳＩＴＥ入力データとし

ての妥当性を確認した。 

補足説明資料において、ＦＡＲＳＩＴＥ入力データとして用いる上で 11 区分に整理したことが

しめされている。針葉樹の設定については、実際の森林状況を可能な限り反映するため、針葉樹

の地面草地等の可燃物量を林齢に基づき区分している。広葉樹は一般に高齢で下草の状況は林齢

によってほとんど変わらないことを考慮し、林齢に依存しない可燃物パラメータとなっている。

ただし、下草の可燃物量、可燃物厚さが保守的に大きな値に設定されている。（下草等の可燃物量

は針葉樹（10 年生未満）と同じとしており、保守的な設定） 

なお、入力した植生データの妥当性を確認するため、森林火災の評価（火線強度・火炎輻射発散

度の算出）に係る防火帯外縁（森林側）周辺の植生調査を実施したところ、防火帯の外縁には、

常緑広葉樹、落葉広葉樹、針葉樹が確認された。それぞれの樹種による火線強度を確認すると常

緑広葉樹よりも、落葉広葉樹及び針葉樹は高く、更に２０年以上の針葉樹は落葉広葉樹より低く
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上必要な対象範囲は発火点の距離に余裕をみて

南北 12km、東西 12km とする。 

 

２．２．３ 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

③ 植生が混在している区画等においては、火線強度

が大きくなる植種（入力パラメータ）に設定して

いることを確認。 

 

なることから、植生調査結果において防火帯外縁の樹種を全て落葉広葉樹に設定していることは

妥当である。（添付資料２） 

 

 

 

③ 林齢は、 樹種を踏まえて地面草地の可燃物量が多くなるように保守的に設定することを確認し

た。 

補足説明資料において、②と同様。 

（添付資料２） 

 

（１－４）気象データ 

① 過去１０年間の実績を調査し、森林火災の発生件

数の多い、いくつかの月のうち、最小湿度、最高

気温、及び最大風速が厳しくなるものの組合せが

採用されていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 風向は卓越風向が採用されていること。具体的に

は、最大風速における風向の出現回数、及び最多

風向の出現回数を調査し、風上方向に発火点が存

在する方角の中で、出現回数が多い風向を卓越風

向として設定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 福井県における森林火災発生頻度が年間を通じて比較的高い月の小浜地域気象観測所と舞鶴特

別地域気象観測システムの過去 10 年間の気象データの中から、最小湿度、最高気温及び最大風

速をそれぞれ抽出し、それらの組合せを気象条件として設定していることを確認した。 

福井県で発生した森林火災の実績より、発生頻度が高い３月から６月の気象条件（最多風向、

最大風速、最高気温及び最小湿度）の最も厳しい条件を用いることを確認した。 

また、森林火災の検討に関係する最寄りの気象庁観測所（小浜地域気象観測所及び舞鶴特別地

域気象観測システム）の気象データが「補足説明資料 第 2.2.18 表 気象データ（気温，湿度、

風速）（2003～2012 年）及び森林火災件数」、「補足説明資料 表 2.2.19 気象データ（卓越風向）

で示されていることを確認した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

② 風向については、上記の気象データの中から最大風速における風向と最多風向の出現回数を調査

し、これらを基に卓越風向を設定し、評価に必要なパラメータごとに、より厳しい値を採用して

いることを確認した。 

補足説明資料において、風向は３～６月における卓越風向を選定すべく、両観測地点の最大風速

における風向の出現回数および最多風向の出現回数を調査した。調査結果、風上方向に発火点と

考えうる地点がある方角の中で出現回数が多い南東、南南東、南を卓越風向としたことが示され

ている。 
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③ 気象条件として設定する風向きについて、最大風

速の風向きも考慮して設定しているか。 

 

③ 補足説明資料において、風向は３～６月における卓越風向を選定すべく、両観測地点の最大風速

における風向の出現回数および最多風向の出現回数を調査した。調査結果、風上方向に発火点と

考えうる地点がある方角の中で出現回数が多い南東、南南東、南を卓越風向としている。 

（２）評価エリア 

① 発火想定地点と発電所との関係を考慮して、評価

対象範囲を設定していることを確認。 

（例） 

発火想定地点を発電所から１０ｋｍとした場合、

発電所から南北１２ｋｍ、東西１２ｋｍの範囲等 

 

① 発電所近傍の発火想定地点を 10km 以内とし、植生及び地形の評価対象範囲は発火点の距離に余

裕をみて南北 13km、東西 13km の範囲を対象に評価を行うことを確認した。 

 

（３）発火点 

人為的行為（たばこ、野火等）による発火を考えて

道路沿いに発火点が選定されているか。 

① 想定する発火位置の考え方を確認。 

（考慮事項の例） 

 発電所周辺の道路地図等による道路の位置関

係 

 斜面の勾配その他発電所近傍の地理関係 

 火災の発生件数、発火要因については、地域

性（地域固有のデータ） 

 人為的であることを考慮して人の立ち入りが

可能な海岸付近の区域 

 

 

 

 

 

 

② 発電所到達時の火線強度が大きくなるよう、発火

時刻による感度解析が行われていることを確認。 

 

① 発火点の設定について、福井県における森林火災の最多発生原因（野焼きと焚き火）を考慮し、

田、広場（公園）を設定するとともに、卓越風向を考慮し、本発電所の風上に発火点を 3つ設定

していることを確認した。 

具体的には、以下のとおり。 

・発火点１ ： 発電所の南東約 0.9km の田の領域 

・発火点２ ： 発電所の南南東約 0.9km の田の領域 

・発火点３ ： 発電所の南西約 1.5km の田の領域 

 

  （発火点の設定の妥当性については後述する。） 

 

2 つの発火点を基に評価に必要なパラメータを算出し、パラメータごとに、より厳しい値を採用

していることを確認した。また、いずれの発火点も、本発電所からの直線距離が 10km までの範

囲内であり、発火源として人為的行為を想定していることを確認した。 

 

 

 

 

 

② 森林火災の発火時刻について、日照時間に応じた感度解析を行い、火線強度又は反応強度が最大

となる時刻を採用していることを確認した。 

具体的には、森林火災の発火時刻については、日照による草地及び樹木の乾燥に伴い、火線強度

及び反応強度が増大することから、これらを考慮して火線強度及び反応強度が最大となる時刻を

設定したことを確認した。 
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b.森林火災による影響評価 

b-1.火炎の到達時間及び防火帯幅の評価 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

b.森林火災による影響評価 

b-1.火炎の到達時間及び防火帯幅の評価 

４．３ 火災の影響評価 

火災の影響評価では以下を評価する。 

・ 火災の規模に対する原子炉施設の十分な防火機

能 

（１）森林火災 

評価パラメータとして以下を評価する。 

・ 火線強度（想定火災の火炎強度に対する原子炉

施設の防火帯幅評価） 

発電所敷地外の 10km 以内を発火点とする。 

・ 輻射強度（想定火災の輻射熱に対する原子炉施

設の熱影響評価） 

・ 防火帯幅（延焼防止に必要な防火帯の幅）、危険

距離（延焼防止に必要な距離） 

・ 延焼速度及び発火点から発電所までの到達時間 

・ 森林火災の評価（ばい煙等への対策を除く。）に

ついては附属書Ａに示す。 

 

【附属書Ａ（森林火災の原子力発電所への影響評

価について）】 

２．２．４ 延焼速度及び火線強度の算出  

ホイヘンスの原理＊に基づく火炎の拡大モデ

ルを用いて延焼速度や火線強度を算出する。 

＊附録 A 参照  

 

２．２．５ 火炎の到達時間の算出  

延焼速度より、発火点から発電所までの到達時

間を算出する。また、火炎の到達時間を基に発電

所の自衛消防隊が対応可能であるか否かを評価

する。 

 

２．２．６ 防火帯幅の算出  

火線強度より、発電所に必要な最小防火帯幅を

算出する。ここでは Alexander and Fogarty の

「a.発生を想定する発電所敷地外における森林火

災の設定」の火災による火炎の到達時間及び防火帯幅

の評価は、外部火災ガイド附属書Ａを踏まえて算出さ

れているか。 

【FARSITE 解析結果の確認】 

① 解析結果のコンター図等で火線強度が最大とな

る位置を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【延焼速度、火炎の到達時間、火線強度の算出】 

② FARSITE の解析結果より、以下の項目について算

出していることを確認。 

 延焼速度及び火線強度 

 発火点から発電所までの到達時間 

① 森林火災シミュレーション解析コード（FARSITE)を用いて、延焼速度、火線強度及び火炎輻射強

度を算出した上で、延焼速度を基に発火点から防火帯までの到達時間を、火線強度を基に防火帯

幅を算出していることを確認した。 

補足説明資料において、火災の想定にあたっては、以下の条件とすることを確認した。 

 森林火災の火炎は、 円筒火炎モデルとする。最大の火炎輻射強度を持った円筒モデルとして

火炎の高さは燃焼半径の３倍とし、燃焼半径から円筒火炎モデルの数を算出することにより火

炎到達幅の分だけ円筒火炎モデルが横一列に並ぶものとする。（添付資料５） 

 気象条件は過去１０年間の森林火災の発生件数の多い月である４月の前後も考慮し、５月の２

１ｍ／ｓとする。（添付資料 13,14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 具体的には、ホイヘンスの原理に基づく火炎の拡大モデルを用いて延焼速度を 0.06m/s とし、こ

れを基に、発火点から防火帯までの火災の到達時間を約 2.7 時間としていることを確認した。防

火帯の外縁での最大火線強度を 708kW/m とし、これに必要な防火帯幅を 16.2m としていることを

確認した。また、最大の火炎輻射強度を 422kW/m2 としていることを確認した。 

補足説明資料において、FARSITE による解析結果から火炎輻射強度を直接算出できないため反応

強度から火炎輻射強度を算出していることが以下のとおり示されている。 

具体的には、米国における文献（THE SFPE HANDBOOK OF Fire Protection Engineering）と、

FARSITE において確認できる火災規模を表す反応強度から火炎輻射強度を算出したとしており、

当該文献より、反応強度は火炎輻射強度と火炎対流発散度の和によって求められることが示され

ている。（参考資料 6 外-添付資料-28,29） 
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手法を用い、火炎の防火帯突破確率 1％の値を発

電所に最低限必要な防火帯幅とする。 

Alexander の文献では、火線強度と防災帯幅と

の関係は相似則が成り立つとして、火線強度に対

する防火帯幅の相関図を示している（図１）。以

下にそれを活用した防火帯幅を求める手法を説

明する。 

図１は、森林火災が、火線強度の関数として防

火帯を破る可能性に関する図である。防火帯幅と

防火帯の風上 20m 内に樹木が存在しない場合

（図１Ａ）と存在する場合（図１Ｂ）である。例

として、図１Ａの場合で、火線強度 10、000kW/m 

の森林火災が約 10m 幅の防火帯を突破する確率

は 1%であり（図１Ａ内赤線）、図１Ｂの場合で、

同じく火線強度防火帯幅の評価には風上の樹木

の有無によって異なる表を用いる。火炎の防火帯

突破確率 1％となる最小防火帯幅を下記に示す。 

風上に樹木が無い場合の火線強度と最小防火

帯幅の関係（火炎の防火帯突破確率 1％） 
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b-2.危険距離の評価 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

b-2.危険距離の評価 

【【附属書Ａ（森林火災の原子力発電所への影響評

価について）】 

３．危険距離の評価  

３．１ 森林火災の想定  

前述の２．１ 森林火災の想定と同じ。 

 

３．２ 森林火災による影響の有無の評価  

３．２．１ 評価手法の概要  

本評価ガイドは、輻射強度という指標を用いて、

原子炉施設に対する森林火災の影響の有無の評価

を目的としている。具体的な評価指標とその内容を

以下に示す。 

 

 

上記の評価指標は、受熱面が輻射帯の底部と同一

平面上にあると仮定して評価する。 

森林火災の火炎形態については、土地の利用状況

（森林、農地、居住地等の分布）、地形（標高、傾斜

角度等）、気象条件（風向・風速、気温、湿度等）に

大きく依存することから、これらをすべて反映した

火炎モデル仮定することは難しい。したがって、森

林火災の火炎は円筒火災をモデルとし、火炎の高さ

は燃焼半径の３倍とする。なお、原子炉施設への火

炎到達幅の分だけ円筒火炎モデルが横一列に並ぶ

ものとする。 

 

３．２．２ 評価対象範囲  

「a. 発生を想定する発電所敷地外における森林

火災の設定」の火災による危険距離の評価は、ガイド

附属書Ａを踏まえて算出されているか。 

 

① 熱影響を評価し施設までの危険距離を確認。 

補足説明資料において、算出過程（評価モデル、

評価式、境界条件、初期条件、形状データ、物性

データ等）が提示されているか。具体的には以下

のとおり。 

・ 壁面の熱伝導モデルや計算条件は保守的に設定

されていること。 

・ 物性データの出典が提示されていること。 

・ 日照条件を温度計算条件に反映していること。 

 

 

 

 

 

 

 

① 影響評価に用いる火炎輻射強度は、森林火災による熱影響（最大の火炎輻射強度）が 422 kW/m2（保

守的な入力データにより FARSITE で評価した火炎輻射強度は反応強度と比例することから反応強

度が高い発火点３の火炎輻射強度を用いて評価する。）と算出されたことから、設計方針の策定に

用いる火炎輻射強度を 500 kW/m2 とし、これに対する危険距離を算出した上で、危険距離に応じた

離隔距離を確保するとしていることを確認した。 

補足説明資料において、外部火災ガイドを踏まえて算出した過程が示されている。（補足資料 6 外

-添付資料-5） 
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評価対象範囲は発電所に迫る森林火災とする。 

 

３．２．３ 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

 

 

３．２．４ 燃焼半径の算出  

次の式から燃焼半径を算出する。火炎長は前述の

２．２ 森林火災の影響評価で算出された値を用い

る。 

 

R:燃焼半径[m]、H:火炎長[m] 

 

３．２．５ 円筒火炎モデル数の算出  

次の式から円筒火炎モデル数を算出する。火炎到

達幅は前述の２．２ 森林火災の影響評価で算出さ

れた値を用いる。  

   

 

F:円筒火炎モデル数 [-]、W:火炎到達幅 [m]、R:燃

焼半径[m]  

   

３．２．６ 形態係数の算出  

次の式から各円筒火炎モデルの形態係数を算出

する。 
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φi:各円筒火炎モデルの形態係数、Li:離隔距離

[m]、H:火炎長[m] 、R:燃焼半径[m]  

 

したがって、各円筒火炎モデルの形態係数を合計

した値が、原子炉施設に及ぼす影響について考慮す

べき形態係数φt となる。 

   

φt:各円筒火炎モデルの形態係数を合計した値  

  

なお、i+(i+1)+(i+2)･･･+(i+X)の火炎モデル数の

合計は F 個となる。 

 

３．２．７ 危険距離の算出  

輻射熱に対する原子炉施設の危険輻射強度を調

査し、輻射強度がその危険輻射強度以下になるよう

に原子炉施設は危険距離を確保するものとする。 

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の

輻射強度は、火炎輻射強度に形態係数を掛けた値に

なる。次の式から形態係数φを求める。 

 

E: 輻射強度 [W/m2]、 Rf:火炎輻射発散度 

[W/m2]、φ:形態係数φ＞φt となるように危険距離

を算出する。 

 

φt:各火炎モデルの形態係数を合計した値、Lt:

危険距離[m]、H:火炎長[m] 、R:燃焼半径[m] 
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② 森林火災に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

 

４．４ 火災の影響評価判断の考え方 

（１）森林火災 

・ 原子炉施設の外壁、天井スラブが想定される森

林火災の熱影響に対して許容限界温度以下で

ある。 

・ 想定される森林火災に対して、火炎の到達時間

を考慮して発電所の自衛消防隊による対応が

可能である。 

・ 防火帯幅が想定される森林火災に対して、評価

上必要とされる防火帯幅以上である。 

・ 発電所に設置される防火帯の外縁（火炎側）か

ら原子炉施設までの離隔距離が、想定される森

林火災に対して、評価上必要とされる危険距離

以上である。 

 

【附属書Ａ（森林火災の原子力発電所への影響

評価について）】 

２．３ 判断の考え方（到達時間及び防火帯幅） 

森林火災影響評価においては、以下に示す到

達時間及び防火帯幅の要求基準を満足している

ことを確認する。 

 

２．３．１ 火炎の到達時間  

想定される森林火災に対して、火炎の到達時

間を考慮して発電所の自衛消防隊による対応が

可能であること。 

 

２．３．２ 防火帯幅  

防火帯幅が想定される森林火災に対して、評

価上必要とされる防火帯幅以上であること。 

 

３．３ 判断の考え方（危険距離）  

危険距離を指標とした森林火災の影響の有無

は、次の要求基準を満足しているかで判断する。 

発火点から発電所敷地境界までの到達時間の算出

及び防火帯幅の設定方針が適切か。 

（ⅰ）熱影響に対する防護 

① 原子炉施設の外壁（天井面含む）、天井スラブが

想定される森林火災の熱影響に対して許容限界

温度以下となるよう設計することを確認。 

補足説明資料において、以下の事項を考慮して設

計するとしているか。 

 許容温度の考え方並びにその根拠 

 建物内部への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの消火活動、防火帯幅及び隔離距離の設定を前提として、森林火災に対する設計方針を、以下

のように策定するとしていることを確認した。 

 

① 外部火災防護施設を内包する建屋について、防火帯外縁における森林火災から最も近い建屋の外壁

温度が許容値を下回るように設計するとしていることを確認した。クラス１及びクラス２に属する

屋外の構築物、系統及び機器については、森林火災に伴う温度上昇により安全機能が損なわれない

ように設計するとしていることを確認した。また、クラス３に属する屋外の構築物、系統及び機器

については、防火帯の内側への設置、代替設備の確保又は火災防護計画に基づく消火活動により防

護する方針としていることを確認した。 

 

（クラス１、クラス２及びクラス３ に属する屋内施設） 

火炎輻射強度 500kW/m２ に基づき算出する、防火帯の外縁（火炎側）から最も近く（38ｍ）に位

置する４号炉原子炉周辺建屋の表面温度を求め、コンクリート許容温度 200℃（火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において、コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度）以下とする

ことで、クラス１、クラス２及びクラス３に属する外部火災防護施設の安全機能を損なわない設計

とすることを確認した。 

   

  （クラス１ 及びクラス２ に属する屋外施設） 

   火炎輻射強度に基づき算出する温度を許容温度以下とするよう、適切に防護することで安全機能

を損なわない設計とすることを確認した。 

(1) 海水ポンプ 

火炎輻射強度 500kW/m ２ に基づき算出する海水ポンプの周囲温度を許容温度 65 ℃（モータ下部

軸受許容温度以下となるために必要な周囲温度）以下とすることで、 海水ポンプの安全機能を損な

わない設計とする。 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

発電所に設置される防火帯の外縁（火炎側）か

ら原子炉施設までの離隔距離が、想定される森

林火災に対して、評価上必要とされる危険距離

以上であること。 

 

４． 森林火災に対する防火安全性評価  

２．３．１、２．３．２及び３．３の項目を十

分に満たしている場合には、森林火災に対して

一定の防火安全性をもつものとする。満たして

いない場合には、別途防火安全対策を講じる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 複数の防護対象施設あるいは機器への影響評価

を一つの施設あるいは機器で代表する場合には、

その根拠が示されていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外部火災による影響評価が必要となる施設は、①のとおり全て評価した上で設計することを確認し

た。 

 

（ⅱ）防火帯幅の設定 

 

 

① 発電所に設置される防火帯の外縁（火炎側）から

原子炉施設までの離隔距離が、想定される森林火

災に対して、評価上必要とされる危険距離以上で

あるであることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 必要な防火帯幅が 16.2m と算出されたことから、森林伐採により 18m 以上の防火帯幅を確保するとし

ていることを確認した。 

 

① 防火帯の外縁（火炎側） からの離隔距離を火炎輻射発散度 500kW/m2 に基づき算出する危険距離以

上確保することにより、以下のとおりクラス１ 及びクラス２ に属する外部火災防護施設の安全機

能を損なわない設計とすることを確認した。 

 

（(a) クラス１ 及びクラス２ に属する屋内施設） 

火炎輻射強度 500kW/m2 に基づき危険距離（発電所周囲に設置される防火帯の外縁（ 火炎側）か

らクラス１ 及びクラス２ に属する外部火災防護施設の間に必要な離隔距離）を算出し、防火帯の

外縁（火炎側） から最も近くに位置する４号原子炉周辺建屋までの距離（38ｍ）を危険距離以上確

保することで、 クラス１ 及びクラス２ に属する外部火災防護施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

 

（(b) クラス１及びクラス２に属する屋外施設） 

火炎輻射強度 500kW/m2 に基づき危険距離を算出し、発電所周囲に設置される防火帯の外縁（火炎
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ①を踏まえて防火帯を設定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

③ 防火帯内にある設備等について、網羅的に抽出す

るとともにその適否の考え方を確認。 

 

④ 飛び火等による敷地内への延焼対策については、

消防要員等で対応することとしていることを確

認。 

 

側）からの離隔距離を危険距離以上確保することにより、 安全機能を損なわない設計とする。 

   

補足説明資料において、防火帯の設定に当たっては、発電所内建物、駐車場についても配置を考慮

し、これらと干渉しないように防火帯を設定する。 

防火帯の管理として、可燃物及び消火活動に支障となる物品が存在しないことを確認するとともに、

必要に応じて除草等の管理を行う。 

 

 

② FARSITE から出力される最大火線強度（708kW/m（ 発火点 2 ）により算出される防火帯幅 16.2ｍ に

対し、約 18ｍの防火帯幅を確保することにより安全施設の安全機能を損なわない設計とすることを

確認した。設置する防火帯の位置関係について、 「第 1.11.1 図 防火帯設置図」により確認した。 

 

 

 

 

③ 記載なし。 

 

 

④ 発火点から防火帯までの到達時間が約 2.7 時間と算出されたことから、本発電所に常駐する自衛消

防隊により、万が一の飛び火等による火炎の延焼を防止することが可能であるとしていることを確

認した。 

延焼速度より、発火点から防火帯までの火炎到達時間（火炎が防火帯に到達する時間）（2.7 時間（発

火点２））を算出し、森林火災が防火帯に到達するまでの間に発電所に常駐している自衛消防隊によ

る屋外消火栓等を用いた消火活動が可能であり、万が一の飛び火等による火炎の延焼を防止するこ

とで外部火災防護施設の安全機能を損なわない設計とする。 
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（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

① 近隣の産業施設からの火災及びガス爆発の想定及び影響評価 

a. 近隣の産業施設による火災及びガス爆発の想定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

a. 発電所周辺おける石油コンビナート等の火災及び

ガス爆発想定（危険物等の流出火災及び高圧ガス漏洩

による爆発） 

４．２発電所敷地外での火災影響の検討 

４．２．１火災の規模 

火災の規模として、輻射熱、火炎の強度・面積・

形状、伝播速度を考慮する。 

 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

発電所近隣の産業施設の特徴から、火災・爆発

の規模を工学的判断に基づいて、原子炉施設への

影響を保守的に評価するよう設定する。 

 

【附属書Ｂ】（石油コンビナート等火災・爆発の

原子力発電所への影響評価について） 

１．総則（略） 

１．２一般（略） 

１．３参考資料（略） 

１．４ 用語の定義 （略） 

 

２．発電所周辺における石油コンビナート等の

火災影響評価 

２．１ 石油コンビナート等の火災想定（危険物

等の流出火災） 

石油コンビナート等の火災想定は以下のとおり

である。 

（１） 野外貯蔵タンクの火災想定 

A. 想定の条件 

A.-1 気象条件は無風状態とする。 

A.-2 タンクから石油類が流出しても、防油堤内

に留まるものとする。 

A.-3 火災は円筒火災をモデルとし、火炎の高さ

は燃焼半径の３倍とする。 

B. 火災の形態 

 近隣の産業施設の火災・爆発に対して、安全施設の

安全機能が損なわれないように、発電所敷地外の石油

コンビナート等を抽出した上で、設計方針を策定する

必要がある。外部火災ガイドは、それらに火災及び爆

発が発生した場合の影響（飛来物を含む。）について

評価する方法を示している。 

 このため、a.において、火災の規模を設定するため

の条件を整理していることを確認する。 

 

（発電所周辺における石油コンビナート） 

① 発電所敷地外の半径 10km 内外について、石油コ

ンビナート等の立地状況を調査（燃料輸送車両、

漂流船舶等の発火による影響も含む。）し、発電

所周辺おける石油コンビナート等の火災を想定

していることを確認。 

（例） 

 パイプラインやそのバルブステーション 

 航行船舶 

 漂流船舶 など 

 

（発電所敷地内の危険物タンク等） 

② 発電所敷地内における危険物（油タンク、船舶等）

の火災を想定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電所周辺における石油コンビナート） 

① 本発電所に影響を及ぼすような火災・爆発を発生し得る近隣の産業施設を調査し、発電所敷地外の

半径 10km 以内に石油コンビナート等に相当する施設はないとしていることを確認した。 

また、発電所に最も近い石油コンビナート施設は北東約 78km の位置、福井市と坂井市にわたる沿

岸にあることを確認した。 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において、石油コンビナート施設以外の産業施設を調査した結果、

敦賀市に主要な産業施設があるが、これらの産業施設は発電所からの離隔距離が確保されており、

さらに、これらの産業施設と発電所の間には標高約 100ｍの山林の障壁があり、 火災・爆発の影響

を受けるおそれはないことを確認した。 

補足説明資料において、大飯発電所周辺 10km の範囲内に存在する石油コンビナート等につい

て、個別に影響評価を実施し、影響がないことを確認した。（添付資料 18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火災及び発電所港湾内における物揚岸壁に停泊する船

舶の火災による直接的な影響を考慮することを確認した。 

 

１．発電所敷地内に設置する危険物タンク等 

発電所敷地内に設置している屋外の危険物タンク等の設置状況については、「第 1.11.3 表 発電所

敷地内に設置している屋外の危険物タンク」及び「第 1.11.2 図 危険物タンク配置図」にて確認

した。 

 

２．発電所港湾内に入港する船舶 

対象の船舶については、発電所港湾内に入港し物揚岸壁に停泊する、大型の船舶である燃料等輸送

船を評価対象とすることを確認した。 
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タンク内及び防油堤内の全面火災 

C. 輻射熱の算定 

油火災において任意の位置にある輻射熱（強

度）を計算により求めるには、半径が１．５ｍ以

上の場合で火炎の高さ（輻射体）を半径の３倍に

した円筒火災モデルを採用する。 

 

３．発電所周辺おける石油コンビナート等のガ

ス爆発影響評価 

３．１ 石油コンビナート等のガス爆発想定（高

圧ガス漏洩による爆発） 

石油コンビナート等のガス爆発想定は以下の

とおりである。 

（１） 野外貯蔵タンクのガス爆発想定 

A. 想定の条件 

気象条件は無風状態とする。 

B. ガス爆発の形態 

高圧ガス漏洩、引火によるガス爆発とする。 
 

 

 

（想定する火災及び評価対象範囲） 

③ ①、②による想定する火災及び評価対象範囲を明

確にしていることを確認。 

 

 

③ 発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火災及び発電所港湾内における物揚岸壁に停泊する船

舶の火災について、火災の想定及び評価対象範囲を以下のとおりとしていることを確認した。 

 

１．発電所敷地内に設置する危険物タンク等 

（火災の想定） 

 危険物タンク等の貯蔵量は、 危険物施設として許可された貯蔵容量とする。 

 離隔距離は、 評価上厳しくなるようタンク等の位置から外部火災防護施設までの直線距離とす

る。 

 危険物タンク等の破損等による防油堤内の全面火災を想定する。 

 火災は円筒火災モデルとし、 火炎の高さは燃焼半径の３倍とする。 

 気象条件は無風状態とする。 

（評価対象範囲） 

評価対象は、引火性のおそれがある発電所敷地内の屋外に設置されている危険物タンクとして、

燃料の保有量が多く、直接原子炉施設を臨むことができるタンク類の火災を想定し、以下のタンク

を評価対象としてことを確認した。 

・補助ボイラ燃料タンク 

・１号炉及び２号炉油計量タンク 

２．発電所港湾内に入港する船舶 

（火災の想定） 

 燃料保有量は満積とした状態とする。 

 離隔距離は、 評価上厳しくなるよう物揚岸壁から外部火災防護施設までの直線距離とする。 

 船舶の燃料タンクの破損等による火災を想定する。 

 火災は円筒火災モデルとし、 火炎の高さは燃焼半径の３ 倍とする。 

 気象条件は無風状態とする。 

（評価対象範囲） 

燃料等輸送船が発電所港湾内に入港し物揚岸壁に停泊する、大型の船舶である燃料等輸送船を評

価対象とする。 

  補足説明資料において、小型船舶は、発電所周辺を航行する船舶として、本船舶が航行中に漂流船

舶となり、最寄岸壁で火災が発生したことを想定し、以下の通り熱影響評価を実施したことが以下

のとおり示されている。（添付資料 21） 

・ 本評価では、対象とする小型船舶の選定においては、「津波に対する施設評価について」の資料

から燃料量が多く、船舶のサイズが大きい、かつ、燃料種の厳しい評価となるものを選定し、

外部火災防護施設に最も接近したケースとして、取水口から船舶火災が発生し、原子炉周辺建

屋及び海水ポンプを評価。 

  熱影響評価の結果、最寄岸壁にて小型船舶の火災を想定しても外部火災防護施設の評価結果は、許

容温度以下となる。 
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b. 近隣の産業施設による火災及びガス爆発の評価 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

b-1. 発電所周辺おける石油コンビナート等による火

災の影響評価 

４．３ 火災の影響評価 

火災の影響評価では以下を評価する。 

・ 火災の規模に対する原子炉施設の十分な防火機

能 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

評価パラメータとして以下を評価する。 

・ 輻射強度（想定火災の輻射熱に対する原子炉施

設の危険距離評価）。ただし、発電所敷地外の

10km 以内を発火点とし、森林等に延焼すること

によって発電所に迫る場合は森林火災として評

価する。 

・ 危険距離 （延焼防止に必要な距離）、危険限界

距離 （ガス爆発の爆風圧が 0.01MPa 以下になる

距離） 

・ 石油コンビナート等火災・爆発の評価（ばい煙

等への対策を除く。）については附属書Ｂに示

す。 

 

【附属書Ｂ】 

２．２ 石油コンビナート等の火災による影響の

有無の評価  

２．２．１ 評価手法の概要  

本評価は、発電所に対する石油コンビナート等

の火災影響の有無の評価を目的としている。 

具体的な評価指標とその内容を以下に示す。 

 

 

 「a. 発電所周辺おける石油コンビナート等の火災

及びガス爆発想定（危険物等の流出火災及び高圧ガス

漏洩による爆発）」の火災による熱影響評価は、外部

火災ガイド附属書Ｂを踏まえて算出していることを

確認する。 

① 【熱的影響算出】熱的影響を評価する施設での温

を算出するため、以下の事項が提示されている

か。 

・ 壁面の熱伝導モデルや計算条件は保守的に設

定 

・ 熱的影響を評価する施設までの危険距離算出

過程（評価モデル、評価式、境界条件、初期条

件、形状データ、物性データ等） 

・ 物性データの出典 

 

補足説明資料において、「a.」で想定した火災による影響評価が以下のとおり示されている。（添付

資料８） 

（発電所周辺における石油コンビナート） 

(1) 火災時の影響評価 

当該施設から当該原子炉施設までの離隔距離が危険距離（50m）以上離れていることから、火災

による影響はないものと評価する。 
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上記の評価指標は、受熱面が輻射帯の底部と同

一平面上にあると仮定して評価する（附録Ａ参

照）。油の液面火災では、火炎面積の半径が３ｍ

を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発

生し輻射発散度が低減するが、本評価では保守的

な判断を行うために、火災規模による輻射熱発散

度の低減が無いものとする。 

輻射熱に対する建物の危険輻射強度を調査し、

輻射強度がその建物の危険輻射強度以下になる

ように原子炉施設は危険距離（離隔距離）を確保

するものとする。 

 

２．２．２ 評価対象範囲  

評価対象範囲は、発電所敷地外の半径 10ｋｍ

に存在する石油コンビナート等とする。 

 

２．２．３ 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

 

 

２．２．４ 燃焼半径の算出  

防油堤には貯槽その他不燃障害物が存在し、火

災面積はその面積分だけ小さくなるが、防油堤全

面火災のような大規模な火災の場合は、多少の障

害物も無視できる。したがって、本評価では、防

油堤面積と等しい円筒火災を生ずるものと想定

し、次の式から燃焼半径を算出する。 
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R:燃焼半径[m]、w:防油堤幅[m]、d:防油堤奥行き

[m] 

 

２．２．５ 危険距離の算出  

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）

の輻射強度は、輻射発散度に形態係数を掛けた値

になる。 

 

E: 輻射強度 [W/m2]、Rf:輻射発散度 [W/m2]、

φ:形態係数 

 

次の式から危険距離を算出する。ここで算出し

た危険距離が石油コンビナート等と原子炉施設

の間に必要な離隔距離となる。 

 

 

φ:形態係数、L:危険距離[m]、H:炎の高さ[m]、

R:燃焼半径[m] 

 

 

 

 

 
 

 

b-2発電所周辺おける石油コンビナート等によるガス

爆発の影響評価 

【附属書Ｂ】 

３．発電所周辺おける石油コンビナート等のガス爆

発影響評価  

３．１ 石油コンビナート等のガス爆発想定（高圧

ガス漏洩による爆発）  

 

石油コンビナート等のガス爆発想定は以下のと

「a. 」電所周辺おける石油コンビナート等の火災

及びガス爆発想定（危険物等の流出火災及び高圧ガス

漏洩による爆発）」のガス爆発による影響評価は、外

部火災ガイド附属書Ｂを踏まえて算出していること

を確認する。 

 

補足説明資料において、「a.」で想定した火災による影響評価が以下のとおり示されている。（添付

資料８） 

（発電所周辺における石油コンビナート） 

 (1) 危険物貯蔵施設の爆発による原子炉施設への影響評価 

当該施設から当該原子炉施設までの離隔距離が危険限界距離（100m）以上離れていることから、

爆発による影響はないものと評価する。 

(2) 危険物貯蔵施設の爆発による飛来物影響評価 

当該施設から当該原子炉施設までの離隔距離が最大飛散範囲（3170m）以上離れていることから、

爆発による飛散物の影響はないものと評価する。 
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おりである。 

（１） 野外貯蔵タンクのガス爆発想定 

A. 想定の条件 

気象条件は無風状態とする。 

B. ガス爆発の形態 

高圧ガス漏洩、引火によるガス爆発 

 

 

３．２ 石油コンビナート等のガス爆発による影響

の有無の評価  

３．２．１ 評価手法の概要  

本評価は、発電所に対する石油コンビナート等の

ガス爆発による影響の有無の評価を目的としてい

る。具体的な評価指標とその内容を以下に示す。 

 

 

 

３．２．２ 評価対象範囲  

評価対象範囲は発電所の南北 10km、東西 10km 

とする。 

 

３．２．３ 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。参考資料（２）

より引用すること。 
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貯蔵設備内に２つ以上のガスがある場合におい

ては、それぞれのガスの量（単位 トン）の合計量

の平方根の数値にそれぞれのガスの量の当該合計

量に対する割合を乗じて得た数値に、それぞれのガ

スに係るＫを乗じて得た数値の合計により、危険限

界距離を算出するものとする。また、処理設備内に

２以上のガスがある場合においては、それぞれのガ

スについてＫ・Ｗを算出し、その数値の合計により、

危険限界距離を算出するものとする。 

 

３．２．４ 危険限界距離の算出  

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出

した危険限界距離が石油コンビナート等と原子炉

施設の間に必要な離隔距離となる。 

 

 

 

X:危険限界距離[m]、λ:換算距離 14.4[m･kg-1/3]、

K: 石油類の定数[-]、W:設備定数[-][λ：換算距離

は参考資料（３）より引用] 
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② 想定される近隣の産業施設の火災・爆発に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

 

４．４ 火災の影響評価判断の考え方 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

・ 想定される石油コンビナート等の火災に対し

て、石油コンビナート等の施設から原子炉施設

までの離隔距離が評価上必要とされる危険距

離以上である。 

・ 想定される石油コンビナート等のガス爆発に

対して、石油コンビナート等の施設から原子炉

施設までの離隔距離が評価上必要とされる危

険限界距離以上である。 

・ 火災とガス爆発が同時に起こると想定される

場合には、より長い方の離隔距離が確保されて

いるかどうかにより判断する。 

 

【附属書Ｂ】 

１．５ 判断の考え方 

石油コンビナート等の火災やガス爆発の評価

は、それらの影響を受けない（飛来物も含む）危

険距離及び危険限界距離が確保されているかど

うかにより判断する。火災とガス爆発が同時に

起こると想定される場合には、より長い方の離

隔距離が確保されているかどうかにより判断す

る。 

 

２．３ 判断基準  

石油コンビナート等の火災による影響の有無

は、次の要求基準を満足しているかで判断する。 

想定される石油コンビナート等の火災に対し

て、石油コンビナート等の施設から原子炉施設

までの離隔距離が評価上必要とされる危険距離

以上であること。 

 

３．３ 判断基準  

石油コンビナート等のガス爆発による影響の

有無は、次の要求基準を満足しているかで判断

発生を想定する近隣の産業施設の火災・爆発に対し

て防護設計を行うために、設計方針を策定することと

しているか。 

 

（発電所周辺における石油コンビナートの火災・爆発

による影響） 

① 想定される石油コンビナート等の火災による熱

影響に対して、石油コンビナート等の施設から原

子炉施設までの離隔距離が評価上必要とされる

危険距離以上であることを確認。 

 

② 想定される石油コンビナート等のガス爆発に対

して、石油コンビナート等の施設から原子炉施設

までの離隔距離が評価上必要とされる危険限界

距離以上であることを確認。 

 

③ 敷地外危険物の爆発による飛来物が発電所敷地

内に到達する可能性がある場合には、それに対す

る防護の設計方針を確認。ただし、竜巻影響評価

での対策に包絡される場合には、これを確認。 

 

（発電所敷地内に設置する危険物タンク等の熱影響） 

④ クラス１及び２に属する外部火災防護施設（原子

炉施設の外壁、天井スラブ、屋外設置機器、敷地

内の危険物タンク等）は、航空機落下の可能性あ

る範囲うち熱影響が最も厳しい場所において、航

空機搭載の燃料が発火した場合の火災に対して、

許容限界値以下と設計することを確認。 

補足説明資料において、許容温度の考え方並びに

その根拠を示しているか。 

 

①、②、③発電所に影響を及ぼすような火災・爆発を発生し得る近隣の産業施設はないことを確認した。 

 

④ 発電所敷地内に設置する危険物タンク等及び発電所港湾内に入港する船舶の火災による熱影響に対

する防護設計について、以下のとおり確認した。 

 

１．発電所敷地内の危険物タンク等の熱影響 

(1)外部火災防護施設への熱影響 

補助ボイラ燃料タンクを対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度

（506W/m2）で３号炉原子炉周辺建屋外壁が昇温されるものとして、建屋（垂直外壁面及び天井スラ

ブから選定した、火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度を算出し、コンクリート許容温

度 200 ℃以下とすることで、 安全施設の安全機能を損なわない設計とすることを確認した。 

 

(2) 海水ポンプへの熱影響 

海水ポンプから最も近くに設置している１号及び２号油計量タンク（離隔距離 310m）を対象に火

災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度（21W/m2）で昇温されるものと

して、冷却空気の取込温度を算出し、許容温度 65℃（モータ下部軸受許容温度以下となるために必

要な冷却空気の取込温度）以下とすることで海水ポンプの安全機能を損なうことのない設計とする。 

 

２．発電所港湾内に入港する船舶火災の熱影響 

(1)外部火災防護施設への熱影響 

燃料等輸送船を対象に火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度で原

子炉建屋外壁が昇温されるものとして、建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した、火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の表面温度をコンクリート許容温度 200℃（火災時における短期温度

上昇を考慮した場合において、コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度）の表面温度を算

出し、コンクリート許容温度 200℃（火災時における短期温度上昇を考慮した場合において、コンク

リート圧縮強度が維持される保守的な温度）以下とすることで、クラス１及びクラス２に属する外

部火災防護施設の安全機能を損なわない設計とすることを確認した。 

(2) 海水ポンプへの熱影響 

燃料等輸送船を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度で昇温さ

れるものとして、冷却空気の取込温度を算出し、許容温度 65℃（モータ下部軸受許容温度以下とな

るために必要な冷却空気の取込温度）以下とすることで海水ポンプの安全機能を損なうことのない

設計とする。 

(3) 復水タンクへの熱影響 

燃料等輸送船を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度で昇温さ

れるものとして、タンク内の水の温度を許容温度 40℃（モータ下部軸受許容温度以下となるために

必要な冷却空気の取込温度）以下とすることで、補助給水タンクの安全機能を損なわない設計とす
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する。 

想定される石油コンビナート等のガス爆発に

対して、石油コンビナート等の施設から原子炉

施設までの離隔距離が評価上必要とされる危険

限界距離以上であること。 

 
 

 

ることを確認した。 

(4) 燃料取替用水タンクへの熱影響 

燃料等輸送船を対象に火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度で昇

温されるものとして、タンク内の水の温度を算出し、許容温度 40℃（下流側ポンプ（内部スプレポ

ンプ）の設計吸い込み温度）以下とすることで燃料取替用水タンクの安全機能を損なうことのない

設計とすることを確認した。 
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（３）発電所敷地内における航空機落下等による火災 

① 発生を想定する発電所敷地内における航空機落下等による火災の設定及び影響評価 

a. 航空機墜落による火災の想定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

a.発生を想定する森林火災の設定 

４．２発電所敷地外での火災影響の検討 

４．２．１火災の規模 

火災の規模として、輻射熱、火炎の強度・面積・

形状、伝播速度を考慮する。 

 

（３）航空機墜落による火災 

発電所の敷地内であって航空機墜落の可能性

を無視できない範囲の最も厳しい場所に航空機

搭載の燃料の全部が発火した場合の火災を、工学

的判断に基づいて原子炉施設への影響を保守的

に評価するよう設定する。 

 

【附属書Ｃ】 

１．総則（略） 

１．２一般（略） 

１．３参考資料（略） 

１．４ 用語の定義 （略） 

 

２．発電所の敷地内への航空機墜落による火災

の影響評価  

２．１ 航空機墜落による火災の想定  

航空機墜落による火災の想定は以下のとおり

である。 

（１） 航空機墜落による火災の想定 

A. 想定の条件 

A.-1 航空機は、当該発電所における航空機墜落

評価の対象航空機のうち燃料積載量が最大の

機種とする。 

A.-2 航空機は燃料を満載した状態を想定する。 

A.-3 航空機の墜落は発電所敷地内であって墜

落確率が 10-7（回／炉・年）以上になる範囲

のうち原子炉施設への影響が最も厳しくなる

地点で起こることを想定する。 

航空機落下等による火災に対して防護設計を行う

ために、安全施設の安全機能が損なわれないように、

外部火災ガイドは、発電所敷地内における航空機落下

の想定の方法、この火災による発電所への影響を評価

する方法を示している。 

このため、火災の規模を設定するための条件を整理

していることを確認する。 

 

① 落下航空機の選定について、立地地点の特徴も勘

案して、燃料積載量が最大の機種とし、燃料満載

した状態を想定していることを確認。 

 

 

 

 

 

② 「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に

対する評価基準について」（原子力安全・保）院

制定）に基づき、航空機毎に落下確率が１０－７

回／炉・年以上になる範囲が設定されていること

を確認。 

補足説明資料において、航空機の落下範囲を求め

るため、以下のデータ等を考慮していることが示

されているか。 

 機種毎の空港位置、航路図、訓練空域図等 

 離着陸回数、飛行回数、飛行距離、墜落事故

データ等 

 民間航空機と自衛隊機又は米軍機の落下事

故の発生状況（訓練中の事故等）や、飛行形

態が同一ではないことを踏まえて分割して

使用している場合は、その理由 

 航空機墜落位置、敷地内防護対象施設、並び

に敷地内危険物の位置関係がわかる図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 航空機落下事故の発生状況や機種による飛行形態の違いに関する最新の知見を基に、航空機を種

類別に分類し、その種類ごとに燃料積載量が最大の航空機を選定していることを確認した。 

航空機墜落による火災について落下カテゴリ毎に選定した航空機を対象に、直接的な影響を考慮

することを確認した。 

 

 

 

 

② その航空機ごとの落下確率に関する知見を基に、敷地内において航空機落下確率が 10-7 回/炉･年

以上となる区域を、選定された航空機ごとに特定し、その中で安全施設から最も近い場所に航空機

が落下し、搭載された全燃料が発火した場合の火災を想定していることを確認した。なお、落下実

績がない航空機については、保守的に落下実績を 0.5 件としていることを確認した。 

具体的には、航空機落下確率評価において、過去の日本国内における航空機落下事故の実績をもと

に、落下事故を航空機の種類及び飛行形態に応じてカテゴリに分類し、カテゴリ毎に落下確率を求

めるとしていることを確認した。 

ここで、落下事故の実績がないカテゴリの事故件数は保守的に 0.5 回として扱うことを確認した。

また、カテゴリ毎の対象航空機の民間航空機と自衛隊機又は米軍機では、訓練中の事故等、その発

生状況が必ずしも同一ではなく、自衛隊機又は米軍機の中でも機種によって飛行形態が同一では

なく、かつ、民間航空機では火災影響は評価対象航空機の燃料積載量に大きく依存するとしている

ことを確認した。 

これらを踏まえて選定した落下事故のカテゴリと対象航空機を「第 1.11.4 表 落下事故のカテゴ

リと対象航空機」で示されていることを確認した。 

補足説明資料において、大飯３、４ 号炉における航空機落下確率については、「実用発電用原子炉

施設への航空機落下確率の評価基準について」（ 平成 21･06･25 原院第１ 号）に基づき評価を実

施している。本評価で考慮する条件について、以下のとおり示されている。 

1. 計器飛行方式民間航空機の落下事故 
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A.-4 航空機の墜落によって燃料に着火し火災

が起こることを想定する。 

A.-5 気象条件は無風状態とする。 

A.-6 火災は円筒火災をモデルとし、火炎の高さ

は燃焼半径の３倍とする。 

 

B. 輻射強度の算定 

油火災において任意の位置にある輻射強度

（熱）を計算により求めるには、半径が１．５ｍ

以上の場合で火炎の高さ（輻射体）を半径の３倍

にした円筒火災モデルを採用する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ②のうち、原子炉施設への影響が最も厳しくなる

地点に火災が発生することを想定されているこ

1.1 航空路を巡航中の落下事故 

発電所周辺に存在する航空路と各発電所との距離が、それぞれの航空路の幅より短い場合は、

評価対象とした。 

＜補足説明資料：6 外-添付資料-12＞ 

2. 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

3．自衛隊機又は米軍機の落下事故 

3.1 訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の落下事故 

火災影響評価において考慮する航空機落下事故については、訓練中の事故等、民間航空機と軍用機

（自衛隊機または米軍機）では、その発生状況が必ずしも同一ではなく、また、軍用機の中でも、機

種によって飛行形態が同一ではないと考えられるため、航空機落下による火災影響の評価において

考慮する落下事故については、これらの状況を考慮したカテゴリごとに評価を実施している。 

自衛隊機または米軍機の用途による分類については添付資料 11 を参照。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ その上で、選定された航空機ごとの燃料積載量と落下地点から安全施設までの距離を基に、輻射強

度が最大となる航空機の種類を特定し、その落下による火災を設計方針の策定のために設定して
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とを確認。 

 

 

 

④ 航空機単体の落下の評価に加え、発電所敷地内の

危険物タンクに引火することも想定（航空機落下

と危険物タンクの重畳火災）していることを確

認。 

補足説明資料において、敷地内の屋外の危険物タ

ンク（重大事故等対処設備や変圧器を含む）、敷

地外の危険物貯蔵施設の抽出の考え方等が示さ

れているか。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 火災想定は、気象条件（無風状態）、火災及びガ

ス爆発の形態、輻射熱等が、ガイド附属書Ｂに従

い設定されていることを確認。また、評価対象範

囲を確認。 

（例） 

・ 【輻射発散度】燃焼する可燃物について、ガ

イド附属書Ｂ附録Ｂに基づき、又は、文献に

より設定されていること。これらによらない

場合は実測に基づき設定されていること。 

・ 【危険輻射強度】設計値により設定されてい

ること。これによらない場合は実測に基づき

設定されていること。 

・ 【貯蔵設備又は処理設備のＷ値】コンビナー

ト等保安規定第5条に基づき設定されている

こと。 

 

いることを確認した。 

 

 

 

④ 本発電所敷地内に存在する危険物タンクのうち、燃料保有量が多く、直接原子炉施設を臨むことが

できるタンク類を選定し、タンク内の燃料量と外部火災防護施設からの距離から、輻射強度が最大

となる火災を想定している。また、本発電所港湾内に入港する船舶の火災として、大型の船舶であ

る燃料等輸送船を選定し、燃料保有量と外部火災防護施設への距離から、輻射強度が最大となる火

災を想定していることを確認した。 

補足説明資料において、航空機落下による火災と発電所敷地内の危険物タンク等による火災の重

畳を考慮する設計とすることを確認した。【添付資料 14】 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 航空機落下による火災の想定及び評価対象範囲について、以下のとおり確認した。 

１．航空機墜落 

（火災の想定） 

 航空機は、発電所における航空機墜落評価の対象航空機のうち燃料積載量が最大の機種とす

る。 

 航空機は燃料を満載した状態を想定する。 

 航空機の墜落は発電所敷地内であって墜落確率が 10- 7（ 回／ 炉・年） 以上になる範囲の

うち原子炉施設への影響が最も厳しくなる地点で起こることを想定する。 

 航空機の墜落によって燃料に着火し火災が起こることを想定する。 

 気象条件は無風状態とする。 

 火災は円筒火災をモデルとし、 火炎の高さは燃焼半径の３倍とする。 

＜補足説明資料：2.3.1 2-6 外-別添 1-14＞ 

（評価対象範囲） 

評価対象範囲は、発電所敷地内であって原子炉施設を中心にして落下確率が 10- 7（ 回／ 炉・

年） 以上になる範囲のうち原子炉施設への影響が最も厳しくなる区域とする。 

カテゴリごとの対象航空機の離隔距離を第 1.11.4 表に示す。 
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b. 航空機墜落による火災の影響評価 

４．３ 火災の影響評価 

火災の影響評価では以下を評価する。 

・ 火災の規模に対する原子炉施設の十分な防火機

能 

（３）航空機墜落による火災 

評価パラメータとして以下を評価すること。 

・ 輻射強度（想定火災の輻射熱に対する原子炉施

設の熱影響評価） 

・ 航空機墜落による火災の評価（ばい煙等への対

策を除く。）については附属書 C に示す。 

 

【附属書Ｃ】 

２．２ 航空機墜落による火災影響の有無の評価  

２．２．１ 評価手法の概要  

本評価ガイドは、発電所に対する航空機墜落に

よる火災影響の有無の評価を目的としている。具

体的な評価指標とその内容を以下に示す。 

 

 

 

 

上記の評価指標は、受熱面が輻射帯の底部と同

一平面上にあると仮定して評価する（附録Ａ参

照）。油の液面火災では、火炎面積の半径が３ｍ

を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発

生し輻射発散度が低減するが、本評価ガイドでは

「a」空機墜落による火災の想定」の火災による影

響評価は、外部火災ガイド附属書Ｃを踏まえて算出し

ていることを確認する。 

 

 補足説明資料において、外部火災ガイドを踏まえて算出していることが示されている。 
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保守的な判断を行うために、火災規模による輻射

熱発散度の低減が無いものとする。 

 

２．２．２ 評価対象範囲  

評価対象範囲は、発電所敷地内であって墜落確

率が 10-7（回／炉・年）以上になる範囲のうち

原子炉施設への影響が最も厳しくなる区域とす

る。 

 

２．２．３ 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

２．２．４ 燃焼半径の算出  

航空機墜落による火災においては墜落の状況

によって、様々な燃焼範囲の形状が想定される

が、円筒火災を生ずるものとする。ここでの燃焼

面積は、航空機の燃料タンクの投影面積に等しい

ものとする。したがって、燃焼半径は燃料タンク

の投影面積を円筒の底面と仮定算出する。 

 

２．２．５ 形態係数の算出  

次の式から形態係数を算出する。ここで算出し

た形態係数が輻射強度を求める際に必要に 

なる。 

 

 

φ:形態係数、L:離隔距離[m]、H:火炎の高さ[m]、

R:燃焼半径[m] 
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２．２．６ 輻射強度の算出  

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）

の輻射強度は、輻射発散度に形態係数を掛けた値

になる。 

 

E: 輻射強度 [W/m2]、Rf:輻射発散度 [W/m2]、

φ:形態係数 

 

２．２．７ 燃焼継続時間の算出  

燃焼時間は、燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割

った値になる。 

 

t: 燃焼継続時間 [s]、V:燃料量 [m3]、R:燃焼半

径 [m]、v: 燃焼速度 [m/s] 
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４．４ 火災の影響評価判断の考え方 

（３）航空機墜落による火災 

・ 原子炉施設の外壁、天井スラブが想定火災の熱

影響に対して許容限界値以下であること。 

 

【附属書Ｃ】 

２．３ 判断の考え方 

輻射強度を指標とした航空機墜落による火災

の影響の有無は、次の条件を満足しているかで

判断する。 

原子炉施設の外壁、天井スラブが想定火災の

熱影響に対して許容限界値以下であること。 

 
 

 

発生を想定する発電所敷地内における航空機落下

等による火災の設定等に基づき、外部火災防護施設に

対する設計方針を策定することとしているか。 

 

（航空機落下による火災） 

① クラス１及び２に属する外部火災防護施設（原子

炉施設の外壁、天井スラブ、屋外設置機器、敷地

内の危険物タンク等）は、航空機落下の可能性あ

る範囲で、熱影響が最も厳しい場所に、航空機搭

載の燃料が発火した場合の火災の熱影響に対し

て、許容限界値以下と設計することを確認。 

補足説明資料において、許容温度の考え方並びに

その根拠を示しているか。 

 

② 許容限界温度を超える場合は、防護対策が講じら

れる方針であることを確認。 

 

（発電所敷地内に設置する危険物タンク等） 

③ 航空機落下による火災と発電所敷地内危険物に

よる火災の重畳についても、①と同様の確認。 

 

 

 航空機落下による火災及び敷地内の危険物による火災を想定した場合について、それぞれについて

算出した輻射強度に対し、外部火災防護施設を内包する建屋の外壁温度が、許容値を下回るように設

計するとしていることを確認した。 

 

 

① クラス１及びクラス２に属する屋外の構築物、系統及び機器については、航空機落下等による火災

に伴う温度上昇により安全機能が損なわれないように設計するとしていることを確認した。また、

クラス３に属する屋外の構築物、系統及び機器については、代替設備の確保又は火災防護計画に基

づく消火活動により防護する方針としていることを確認した。 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるま

での間、一定の輻射強度で外部火災防護施設の建屋外壁が昇温されるものとして、建屋（垂直外壁

面及び天井スラブから選定した、火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度を算出し、コン

クリート許容温度 200℃以下とすることで安全施設の安全機能を損なうことのない設計とするこ

とを確認した。 

具体的に、クラス１及び２に属する外部火災防護施設に対する防護設計を以下のとおり確認した。 

（建屋内） 

(a) 原子炉建屋及び原子炉補助建屋への熱影響 

落下事故のカテゴリ毎に選定した航空機を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの

間、一定の輻射強度でクラス１及びクラス２に属する外部火災防護施設の建屋外壁が昇温される

ものとして算出する建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した、火災の輻射に対して最も厳し

い箇所）の表面温度をコンクリート許容温度 200℃（火災時における短期温度上昇を考慮した場合

において、コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度）以下とすることで、クラス１及びク

ラス２に属する外部火災防護施設の安全機能を損なわない設計とすることを確認した。 

カテゴリ毎の対象航空機の輻射強度を「第 1.11.4 表 落下事故のカテゴリと対象航空機」で示

されていることを確認した。 

 （屋外） 

   熱影響を考慮する施設は、対象航空機のうち輻射強度が最も高い民間航空機 B747-400 並びに自

衛隊機又は米軍機である F-15 を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻

射強度で昇温されるものとして算出し、許容温度以下とし安全機能を損なわれない設計とするこ

とを確認した。 

(b) 海水ポンプ 

海水ポンプの周囲温度を許容温度（モータ下部軸受許容温度以下となるために必要な周囲温度）

以下とする。 

 

② 熱影響評価の結果、許容限界温度を超えることはないように設計することを確認した。 
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③ 航空機落下による火災と敷地内の危険物による火災の重畳について、同様に建屋の外壁温度を評

価し、離隔距離を確保することにより、外壁温度を許容値以下とするとしていることを確認した。 

具体的には、航空機墜落による火災のうち評価結果が最も厳しい自衛隊機又は米軍機の F-15 と、

敷地内危険物タンク火災のうち評価結果が厳しい補助ボイラ燃料タンクについて、同時に火災が

発生した場合を対象に、火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度でクラス

１及びクラス２に属する外部火災防護施設の建屋外壁が昇温されるものとして、建屋（垂直外壁面

及び天井スラブから選定した、火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度を算出し、コンク

リート許容温度 200℃以下とすることで、クラス１及びクラス２に属する外部火災防護施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

 
(４)ばい煙及び有毒ガス 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３、４号） 

a.二次的影響の検討 

４．２．２二次的影響の検討 

（１）森林火災 

火災の二次的影響として以下を考慮する。 

・ ばい煙等による安全上重要な設備に対する影

響等 

（燃焼生成物の換気又は空気供給系からの侵入に

よる電気故障、非常用ディーゼル発電機の故障、有

毒ガスによる影響等） 

注）飛び火等による発電所敷地内への延焼対策に

ついては、別途火災防護計画に定める。 

 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

火災の二次的影響として以下を考慮する。 

・ 爆風等によるプラントの安全上重要な外部機

器の破損 

・ ばい煙等による安全上重要な設備に対する影

響等 

（燃焼生成物の換気又は空気供給系からの侵入に

よる電気故障、非常用ディーゼル発電機の故障、有

毒ガスによる影響等） 

 

（３）航空機墜落による火災 

火災の二次的影響として以下を考慮する。 

・ ばい煙等による安全上重要な設備に対する影

 外部火災による二次的影響に対して、安全施設の

安全機能が損なわれないように、発生を想定する二

次的影響を適切に考慮するとしているか。 

 

① 二次的な影響として、網羅的に整理されているこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 発生を想定する二次的影響として、火災に伴い発生するばい煙及び有毒ガスによる影響を抽出して

いる。その上で、それぞれの影響に対して、安全機能が損なわれるおそれがある構築物、系統及び

機器として、外気を取り込む外部火災防護施設を抽出した上で、設計方針を策定していることを確

認した。 

外部火災によるばい煙及び発電所敷地内における有毒ガスの影響を想定することを確認した。 

なお、発電所周辺地域からの有毒ガスによる影響は、幹線道路、鉄道路線、船舶航路及び石油コン

ビナート施設等からが想定されるが、発電所から離隔距離が確保されており、発電所への有毒ガス

を考慮する必要はないことを確認した。＜補足説明資料：2.5 2-6 外-別添 1-18＞ 
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響等 

（燃焼生成物の換気又は空気供給系からの侵入に

よる電気故障、非常用ディーゼル発電機の故障、有

毒ガスによる影響等） 
 

 

 

 

 

 

b.具体的な二次的影響 

４．３ 火災の影響評価 

火災の影響評価では以下を評価する。 

・想定される二次的影響に対する防護対策 

（１）森林火災 

評価パラメータとして以下を評価する。 

・ ばい煙等への対策 

 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

評価パラメータとして以下を評価する。 

・ ばい煙等への対策 

・ 爆発規模から想定される爆風と飛来物への対

策 

 

（３）航空機墜落による火災 

評価パラメータとして以下を評価すること。 

・ ばい煙等への対策 
 

 a.により検討された二次的な影響を受ける安全施

設の部位を特定し評価を行うとしているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜補足説明資料：第 1.11.6 表 ばい煙による影響評価＞を参照 

c.火災の影響評価判断の考え方 

４．４ 火災の影響評価判断の考え方 

（１）森林火災 

・ 原子炉施設の換気系統へのばい煙の影響がダ

ンパの設置等により考慮されていること。 

・ 有毒ガスの発生が想定される場合、居住空間へ

影響を及ぼさないように対策が考慮されてい

る。 

 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

 外部火災による二次的影響に対する設計方針とし

ているか。 

① 設計上考慮すべき施設・機器については、燃焼生

成物による電気故障やフィルタの閉塞等により、

その安全機能に影響がない機器とする方針であ

ることを確認。 

 

 

 

 

① これらの設備については、フィルタ等によりばい煙を捕獲又はその侵入を低減させること等によ

り、安全機能を損なわないように設計するとしていることを確認した。 

外気を取り込むクラス１及びクラス２に属する外部火災防護施設を抽出したうえで、＜補足説明資

料：第 1.11.6 表 ばい煙による影響評価＞の分類のとおり評価を行い、必要な場合は対策を実施

することでクラス１ 及びクラス２ に属する外部火災防護施設の安全機能を損なわない設計とす

ることを確認した。個別機器については以下のとおり。 

a. 換気空調設備 

外気を取り入れている換気空調設備として、格納容器空調装置、補助建屋空調装置、ディーゼル

発電機室換気空調設備、タービン動補助給水ポンプ室換気空調設備、電動補助給水ポンプ室換気空

調設備、主蒸気配管室換気空調設備、制御用空気圧縮機室換気空調設備、安全補機開閉器室換気空
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・ 原子炉施設の換気系統へのばい煙の影響がダ

ンパの設置等により考慮されている。 

・ 有毒ガスの発生が想定される場合、居住空間へ

影響を及ぼさないように対策が考慮されてい

る。 

 

（３）航空機墜落による火災 

・ 原子炉施設の換気系統へのばい煙の影響がダ

ンパの設置等により考慮されていること。 

・ 有毒ガスの発生が想定される場合、居住空間へ

影響を及ぼさないように対策が考慮されてい

ること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調設備、中央制御室空調装置、放射線管理室空調装置がある。 

  （ばい煙） 

これらの外気取入口には平型フィルタ（ 主として粒径が 5mm より大きい粒子を除去）を設置し

ているため、ばい煙が外気取入口に到達した場合であっても、一定以上の粒径のばい煙粒子につい

ては、平型フィルタにより侵入を阻止することにより安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

（有毒ガス） 

外気取入ダンパを設置しており、閉回路循環運転が可能である中央制御室空調装置について

は、外気取入ダンパを閉操作し、閉回路循環運転を行うことにより、安全機能を損なうことのな

い設計とする。 

上記以外の換気空調設備については、外気取入ダンパを閉操作すること等により安全機能を損

なうことのない設計とする。 

b. ディーゼル発電機 

ディーゼル発電機機関吸気系の吸気消音器に付属するフィルタ（ 粒径 120μm 以上において約

90%捕獲）で比較的大粒径のばい煙粒子が捕獲され、粒径数μm～ 10μm 程度のばい煙が過給機、

空気冷却器に侵入するものの、機器の隙間はばい煙粒子に比べて十分大きく、閉塞に至ることを防

止することでディーゼル発電機の安全機能を損なうことのない設計とする。 

c. 海水ポンプ 

海水ポンプモータは電動機本体を全閉構造とし、空気冷却器を電動機の側面に設置して外気を直

接電動機内部に取り込まない全閉外扇形の冷却方式であるため、ばい煙が電動機内部に侵入するこ

とはない。 

また、空気冷却器冷却管の内径は約 19mm であり、ばい煙の粒径はこれに比べて十分小さく、閉

塞を防止することにより海水ポンプの安全機能を損なうことのない設計とする。 

d. 主蒸気逃がし弁、 排気筒等 

主蒸気逃がし弁は、建屋外部に排気管を有する設備であるが、ばい煙が排気管内に侵入した場合

でも、主蒸気逃がし弁の吹出力が十分大きいため、微小なばい煙粒子は吹き出されることにより主

蒸気逃がし弁の安全機能を損なうことのない設計とする。 

また、排気筒及び主蒸気安全弁については、主蒸気逃がし弁と同様に、建屋外部の配管にばい煙

が侵入した場合でも、その動作時には侵入したばい煙は吹き出されることにより排気筒及び主蒸気

安全弁の安全機能を損なうことのない設計とする。 

e. 安全保護系計装盤 

安全保護系計装盤を設置している部屋は、安全補機開閉器室換気空調設備にて空調管理してお

り、本空調系の外気取入口には平型フィルタ（ 主として粒経が 5μm より大きい粒子を除去） を

設置しているが、これに加えて下流にさらに細かな粒子を捕集可能な粗フィルタ（ およそ 2μm よ

り大きな粒子を除去）を設置している。このため、他の換気空調設備に比べてばい煙に対して高い

防護性能を有しており、室内に侵入するばい煙の粒径は極めて細かな粒子である。 

この粗フィルタの設置により、極めて細かな粒子のばい煙が侵入した場合においても、ばい煙の
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② 設計上考慮すべき施設・機器のうち、居住性に関

する施設・機器（原子炉制御室等）ついては、外

気取り入れ口のダンパの設置等によるばい煙及

び有毒ガスの遮断その他必要な措置を講じる影

響防止対策を施す方針であることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 森林火災により発電所敷地付近まで延焼した際、

飛び火等による発電所敷地内への延焼対策につ

いては、別途火災防護計画に定めるとしているこ

とを確認。 

 

付着による短絡等の発生を可能な限り低減することにより安全保護系計装盤の安全機能を損なう

ことのない設計とする。 

f. 制御用空気圧縮機 

制御用空気圧縮機を設置している部屋は、制御用空気圧縮機室換気空調設備にて空調管理して

おり、本換気空調設備の外気取入口には、平型フィルタ（ 主として粒径が5μm より大きい粒子

を除去）を設置していることから一定以上の粒径のばい煙について侵入阻止可能である。 

このフィルタの設置により、極めて細かな粒子のばい煙が侵入した場合においても、ばい煙の

付着により機器内の損傷を可能な限り低減することにより制御用空気圧縮機の安全機能を損なう

ことのない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

② さらに、居住性を確保する必要のある場所は、外気取り入れダンパを閉止し換気空調系の閉回路循

環運転を行うこととしていることを確認した。 

外気取入ダンパを設置しており、閉回路循環運転が可能である中央制御室空調装置については、

外気取入ダンパを閉操作し、閉回路循環運転を行うことにより、安全機能を損なうことのない設計

とする。 

上記以外の換気空調設備については、外気取入ダンパを閉操作すること等により安全機能を損な

うことのない設計とする。 

また、中央制御室空調装置及び緊急時対策所換気設備における外気取入遮断時の室内の居住性を

確保するため、酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施することにより、安全機能を損なう

ことのない設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

③ 森林火災が防火帯に到達するまでの間に発電所に常駐している自衛消防隊による屋外消火栓等を

用いた消火活動が可能であり、万が一の飛び火による火炎の延焼を防止することで安全施設の安全

機能を損なうことのない設計とすることを確認した。 

また、初期消火活動においては、手順を整備し、火災発生現場の確認、中央制御室への連絡、消火

栓等を用いた初期消火活動を実施することを火災防護計画に定めることを確認した。 
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大飯発電所３、４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止（第７条）） 

 

設置許可基準規則第７条は、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、爆発性又は易燃性を有する物件等が不正に持ち込まれること及び不正アクセス行為のそれぞれを防止するための設備を設けることを要求しているた

め、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止） 

第七条 工場等には、発電用原子炉施設への人の

不法な侵入、発電用原子炉施設に不正に爆発性

又は易燃性を有する物件その他人に危害を与

え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件

が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不

正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十

一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定す

る不正アクセス行為をいう。第二十四条第六号

において同じ。）を防止するための設備を設け

なければならない。 

 

＜解釈＞ 

第７条（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の

防止） 

１ 第７条の要求には、工場等内の人による核物質

の不法な移動又は妨害破壊行為、郵便物等による

工場等外からの爆破物又は有害物質の持ち込み

及びサイバーテロへの対策が含まれる。 

 
 

（ⅰ）物的障壁等の措置及び持込み管理等による物理

的分離並びに不正アクセス行為の防止等による機

能的分離の方針を策定することとしているか。ま

た、これらの方針が核物質防護対策により実施する

方針の一環として実施することとしているか。 

 

① 人の不法な侵入の防止について、発電所内区域管

理、物的障壁及び区域境界における出入管理が行

われる方針であることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 郵便物等による工場外からの爆発物又は有害物

質の持込みについて、持込み点検が行われる方針

であることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉施設への人の不法な侵入を防止するための区域を設定し、その区域を障壁等により防護し、

人の接近管理及び出入管理が行える設計とすることを確認した。人の接近管理及び出入管理につい

ては、人の侵入を防止する物理的な障壁として、柵、鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁により防

護するとともに、区域境界における出入管理として、警備員による巡視、監視等を実施することを

確認した。さらに、人の接近管理及び出入管理を効果的に行うため、警報、映像等を集中監視する

ための探知施設を設けるとともに、核防護措置に関する関係機関等との通信連絡を行う設計とする

ことを確認した。 

補足説明資料において、具体的な内容が示されている。物理的障壁は、柵等が示されている。出入

管理は、警備員による立入者及び車両の管理について示されている。接近管理及び出入管理を効果

的に実施するための設備等は、探知施設及び通信連絡設備が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件等の持込み（郵便物等による発電所外からの爆

破物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため、持込み点検が可能な設計とすることを確認し

た。爆発性又は易燃性を有する物件等とは、人に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがあ

ることを確認した。 

補足説明資料において、具体的な内容が示されている。持込み点検は、警備員による物品の管理、

さらにその物品の管理のうち郵便物等の点検における実施内容について示されている。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

③ サイバーテロ対策について、不正アクセス行為が

想定される情報システムが特定され、電気通信回

線を通じた妨害又は物理的なアクセスによる破

壊行為に対して防護措置がとられる方針である

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 核物質防護規定に基づいた対応に関して、基本設

計方針として記載されていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

③ 原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システムが、

電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように、当該

情報システムに対する外部からのアクセスを遮断する設計とすることを確認した。また、物理的な

アクセスによる破壊行為に対しては、人の接近管理として施錠管理することにより不法な接近を防

止する設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、具体的な内容が示されている。不正アクセス行為の防止対策は、電気通信

回路を通じた妨害行為又は破壊行為を受けることがないことが示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

④ ①～③について、これらは、核物質防護対策の一環として実施することを確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
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大飯発電所３、４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（火災による損傷の防止（第８条）） 

 

設置許可基準規則第８条は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、火災の発生を防止すること、かつ、早期に火災を感知消火すること並びに火災の影響を軽減することができるように設計すること

を要求している。また、消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないように消火設備を設計とすることを要求している。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行う設備

（以下「消火設備」といい、安全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第８条については、設計基準において発生する火災により、発電用原子炉施設の安全性が損なわれないようにするため、設計基準対象施設に対して必要な機能（火災の発生防止、感知及び消火並びに火災による影響

の軽減）を有することを求めている。また、上記の「発電用原子炉施設の安全性が損なわれない」とは、安全施設が安全機能を損なわないことを求めている。したがって、安全施設の安全機能が損なわれるおそれが

ある火災に対して、発電用原子炉施設に対して必要な措置が求められる。 

２ 第８条について、別途定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第 1306195 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））に適合するものであること。 

３ 第２項の規定について、消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた場合のほか、火災感知設備の破損、誤作動又は誤操作が起きたことにより消火設備が作動した場合においても、発電用原子炉を安全に停止させる

ための機能を損なわないものであること。 

 

 

第８条 内部火災 

１．火災区域又は火災区画の設定 .............................................................................................................................................................. 8 内火-2 

２．火災防護計画の策定するための方針 ........................................................................................................................................................ 8 内火 5 

２．１．火災の発生防止に係る設計方針 ...................................................................................................................................................... 8 内火 7 

２．１．１．火災発生防止対策 .......................................................................................................................................................... 8 内火 7 
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２．２．火災の感知及び消火に係る設計方針 ................................................................................................................................................. 8 内火 32 
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２．２．２．自然現象 ................................................................................................................................................................. 8 内火 53 
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２．３．火災の影響軽減に係る設計方針 ..................................................................................................................................................... 8 内火 57 

２．３．１．火災の影響軽減対策 ....................................................................................................................................................... 8 内火 57 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
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１．火災区域又は火災区画の設定 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.基本事項 

 

(1)原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置

される安全機能を有する構造物、系統及び機器

を火災から防護することを目的として、以下に

示す火災区域及び火災区画の分類に基づいて、

火災発生防止、火災の感知及び消火、火災の影

響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を

講じること。 

 

①原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持

するための安全機能を有する構築物、系統及び

機器が設置される火災区域及び火災区画 

 

②放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構

築物、系統及び機器が設置される火災区域。 

 
 

火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火災

の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講

じるため、火災区域又は火災区画を設定しているか。 

（１）安全機能を有する構築物、系統及び機器の抽出

方針 

（１－１）原子炉を安全に停止する（本節において、

「原子炉を安全に停止する」とは、原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し、これを維持することをい

う。）ために必要な安全機能 

① 重要度分類審査指針等に基づき、安全機能及び

安全機能を有する機器等について、火災の影響

に対して原子炉の安全停止や放射性物質の貯蔵

等に必要なものを抽出することを確認。（サポー

ト系や事故時の状態監視機能も含めて選定を行

う。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 火災により安全機能が損なわれないとする場

合、火災防護の対象から除外する技術的な根拠

を確認。 

（除外理由の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉を安全に停止する（本節において、「原子炉を安全に停止する」とは、原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し、これを維持することをいう。）ために必要な安全機能を有する構築物、系統及び

機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器（以下「安全機能を有

する機器等」という。）を、火災から防護する対象として抽出する方針としていることを確認した。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持（以下「原子炉の安全停止」という。）するために必要

な以下の機能を確保するための構築物、系統及び機器を「原子炉の安全停止に必要な機器等」として

選定することを確認した。 

a. 反応度制御機能 

b. １次冷却系統のインベントリと圧力の制御機能 

c. 崩壊熱除去機能 

d. プロセス監視機能 

e. サポート（電源、補機冷却水、換気空調等）機能 

f. その他（非常用炉心冷却機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、火災防護対象にならなかった理由として、以下のことが示されている。 

 

a：同じ機能を有するものが複数ある場合 

例：中央制御盤に起動スイッチがある場合の現場スイッチ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

・ 環境条件から火災が発生しない 

・ 不燃材料で構成されている 

・ フェイルセーフ設計のため機能に影響を及ぼ

さない 

・ 代替手段により機能を達成できる 

＜ＢＷＲ＞ 

・ 格納容器内の機器等を、通常運転時は窒素置

換により不活性化されているため除外する場

合、起動／停止操作時や定期検査時に不活性

化されない期間があることに留意し、当該期

間中の火災発生防止、火災の感知及び消火、火

災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護

対策の方針とすることを確認。（定期検査時に

持ち込まれる可燃性物質による火災等は審査

基準対象外とされるものの、定期検査時自体

が対象外ではないことに注意。） 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料で①、②の結果、防護対象として抽

出された機器等をリスト化するとともに、配置

図等で配置が示されているか。 

 

（１－２）放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能（抽出

手順は原子炉の安定停止に必要な機器等の場合と同

様。） 

 

b：火災の影響で機能喪失のおそれのある機器ではない 

例：火災源とならない機器 

外部に影響を及ぼす火災源とならない機器 

c：火災によって誤動作しても、系統の機能を喪失させない機器 

例：ミニマムフロー弁、連絡弁、安全側（フェイル・セーフ側）に動作する機器 

d：手動で弁位置を復旧させることで、系統の機能を喪失させない機器。ただし、高温停止にするため

の機器は除く。 

例：低温停止にするための系統の電動弁 

e：火災の影響で機能喪失した場合であっても別の監視計器によって代替が可能である計器。ただし、

火災の影響によって自動起動する可能性がある機器の運転状態を監視するためのものは除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、系統概要図、火災防護対象機器リスト等にて防護する対象が整理され示され

ている。 

＜補足説明資料：08：まとめ資料 別添資料１ 資料１＞ 

添付資料１ 運転状態の整理 

添付資料２ 放射性物質貯蔵等の機器等の選定 

添付資料３ 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

添付資料４ 火災防護対象機器リスト 

添付資料５ 単一故障における原子炉停止評価 

 

安全機能を有する機器等の配置を踏まえて、火災

区域を設定しているか。 

① 「安全機能を有する機器等の抽出」において防護

対象として抽出された機器等を内包するよう、耐

火壁によって囲まれ、他の区域と分離されている

区域を、火災区域として設定するとしていること

を確認。なお、壁等により区域化されていない場

 

 

① 安全機能を有する機器等を設置する区域であって、耐火壁によって他の区域と分離されている区域を

火災区域としていることを確認した。 

具体的には、安全機能を有する機器等を設置する火災区域は、３時間以上の耐火能力を有する耐火壁

として、３時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 150mm 以上の壁厚を有するコンクリート

壁又は火災耐久試験により３時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁（貫通部シール、防
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合には、火災区域の設定の考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 火災区域を細分化する場合、火災区域を分割し

た、耐火壁等により分離された火災防護上の区画

を、火災区画として設定するとしていることを確

認。 

 

③ 補足説明資料で設定された火災区域/火災区画

を、図面等で示されていることが示されている

か。（内包する防護対象機器等がわかるようにす

ること。） 

 

 

火扉、防火ダンパ）により他の火災区域と分離することを確認した。 

屋外の火災区域は、他の区域と分離して火災防護対策を実施するために、「安全機能を有する構築物、

系統及び機器」において選定する機器等を設置する区域を、火災区域に設定することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② また、建屋内の火災区域を耐火壁等によりさらに細分化したものを火災区画として設定していること

を確認した。 

 

 

 

③ 補足説明資料において、火災区域又は火災区画の配置図が示されている。＜補足説明資料：08：まと

め資料 資料２添付資料１＞ 
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２．火災防護計画の策定するための方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)火災防護対策並びに火災防護対策を実施する

ために必要な手順、機器及び職員の体制を含め

た火災防護計画を策定すること。 

 

（参考） 

審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示

す事項について確認すること。また、上記事項に記

載されていないものについては、JEAC4626-2010 及

び JEAG4607-2010 を参照すること。 

なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段

階においてそれが満足されているか否かを確認す

ることができないものもあるが、その点について

は詳細設計の段階及び運転管理の段階において確

認する必要がある。 

 

火災防護計画について 

１．原子炉施設設置者が、火災防護対策を適切に実

施するための火災防護計画を策定していること。 

２．同計画に、各原子炉施設の安全機能を有する構

築物、系統及び機器の防護を目的として実施され

る火災防護対策及び計画を実施するために必要

な手順、機器、組織体制が定められていること。

なお、ここでいう組織体制は下記に関する内容を

含む。 

①事業者の組織内における責任の所在。 

②同計画を遂行する各責任者に委任された権限。 

③同計画を遂行するための運営管理及び要員の確

保。 

３．同計画に、安全機能を有する構築物、系統及び

機器を火災から防護するため、以下の 3つの深層

防護の概念に基づいて火災区域及び火災区画を

考慮した適切な火災防護対策が含まれているこ

と。 

① 火災の発生を防止する。 

② 火災を早期に感知して速やかに消火する。 

火災防護対策を実施するために必要な手順、機器

及び体制等を定める火災防護計画を策定するとして

いるか。 

① 対象範囲として、原子炉施設全体を対象とする計

画であり、外部火災に対する消火活動等も含めて

いることを確認。 

 

 

 

 

 

 

② 火災防護対策並びに火災防護対策を実施するた

めに必要な手順、機器及び組織体制を定めるとし

ていることを確認。 

※組織体制は下記の内容を含む。 

 事業者の組織内における責任の所在。 

 同計画を遂行する各責任者に委任された権限。 

 同計画を遂行するための運営管理及び要員の確

保。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉施設全体を対象とする計画であることを確認した。設計基準対象施設のうち、安全機能を有

する機器等以外の構築物、系統及び機器については、それぞれについて火災防護対策を行うとして

いることを確認した。 

外部火災については、安全施設を外部火災から防護するための運用等を定めることを確認した。 

 

 

 

 

 

② 火災防護対策及び計画を実施するために必要な手順、防護するための機器、組織体制を定めること

を確認した。 

具体的に、火災防護計画には、計画を遂行するための体制、責任の所在、責任者の権限、体制の運営

管理、必要な要員の確保及び教育訓練、火災発生防止のための活動、火災防護設備の保守点検及び

火災情報の共有化等、火災防護を適切に実施するための対策並びに火災発生時の対応等、火災防護

対策を実施するために必要な手順について定めることを確認した。 

 

（教育） 

原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機能を有する構築物、系統及び機器を火

災から防護することを目的として、火災から防護すべき機器等、火災の発生防止、火災の感知及び

消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した以下の教育を定期的に実施する。 

a. 火災区域及び火災区画の設定 

b. 火災から防護すべき安全機能を有する構築物、系統及び機器 

c. 火災の発生防止対策 

d. 火災感知設備 

e. 消火設備 

f. 火災の影響軽減対策 

g. 火災影響評価 

 

（訓練） 

原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機能を有する構築物、系統及び機器を火

災から防護することを目的として、消火器及び水による初期消火活動等について、所員による消防

訓練、消防要員等による総合的な訓練及び運転員による運転操作等の訓練を定期的に実施する。 
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③ 消火活動により、速やかに鎮火しない事態にお

いても、原子炉の高温停止及び低温停止の機能

が確保されるように、当該安全機能を有する構

築物、系統及び機器を防護する。 

４．同計画が以下に示すとおりとなっていること

を確認すること。 

① 原子炉施設全体を対象とする計画になってい

ること。 

② 原子炉を高温停止及び低温停止する機能の確

保を目的とした火災の発生防止、火災の感知及

び消火、火災による影響の軽減の各対策の概要

が記載されていること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 安全機能を有する構築物、系統及び機器を火災か

ら防護するため、以下の 3つの深層防護の概念に

基づいて火災区域及び火災区画を考慮した適切

な火災防護対策が含まれていることを確認。 

 火災の発生を防止する。 

 火災を早期に感知して速やかに消火する。 

 消火活動により、速やかに鎮火しない事態におい

ても、原子炉の高温停止及び低温停止の機能が確

保されるように、当該安全機能を有する構築物、

系統及び機器を防護する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 安全機能を有する機器等を火災から防護するため、火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火

災の影響軽減について、それぞれの目的を達成するための火災防護対策を同計画に定めることを確

認した。 

具体的には、原子炉施設の安全機能を有する構築物、系統及び機器並びに重大事故等対処施設につ

いては、火災の発生防止、火災の早期感知及び消火並びに火災の影響軽減の３つの深層防護の概念

に基づき、必要な火災防護対策を行うことを定め、可搬型重大事故等対処設備、重大事故等に柔軟

に対応するための多様性拡張設備等、その他の原子炉施設については、設備等に応じた火災防護対

策を行うことを定めることを確認した。 
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２．１．火災の発生防止に係る設計方針 

２．１．１．火災発生防止対策 

（１）発火性物質等への対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.1 火災発生防止 

2.1.1 原子炉施設は火災の発生を防止するために

以下の各号に掲げる火災防護対策を講じた設

計であること。 

 

(1)発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域は、以下の事項

を考慮した、火災の発生防止対策を講じるこ

と。 

 

（参考） 

(1)発火性又は引火性物質について 

発火性又は引火性物質としては、例えば、消防法

で定められる危険物、高圧ガス保安法で定められ

る高圧ガスのうち可燃性のもの等が挙げられ、発

火性又は引火性気体、発火性又は引火性液体、発火

性又は引火性固体が含まれる。 
 

発火性又は引火性物質を内包する設備と火災区域

を網羅的に抽出しているか。 

 

 

 

① 発火性又は引火性物質について、消防法で定めら

れる危険物、高圧ガス保安法で定められる高圧ガ

スのうち可燃性のものなどを含めて網羅的に抽

出していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区域に、発火性又は引火性物質を内包する設備を設置する場合、発火性又は引火性物質の漏えいや

その拡大の防止、配置上の考慮、換気、防爆、貯蔵を考慮した設計とすることを確認した。 

 

 

 

① 発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災区域には、以下の火災の発

生防止対策を講じる設計とすることを確認した。ここでいう発火性又は引火性物質としては、消防

法で定められる危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」、高圧ガス保安法で高圧ガスとして定めら

れる水素、窒素、液化炭酸ガス及び空調用冷媒等のうち、可燃性である「水素」を対象とすること

を確認した。 

(1) 漏えいの防止、拡大防止 

a. 発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備 

b. 発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

(2) 配置上の考慮 

a. 発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備 

b. 発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

(3) 換気 

a. 発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備 

b. 発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

(4) 防爆 

a. 発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備 

b. 発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

(5) 貯蔵 
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② 補足説明資料において、発火性又は引火性物質を

内包する設備（内包する可能性のある設備を含

む）及びこれらの設備を設置する火災区域を網羅

的に抽出していることが示されているか。 

 

 

 

② 補足説明資料において、「潤滑油」及び「燃料油」を内包する設備、「水素」又は「アセチレン」を

内包する設備が示されている。 
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①漏えいの防止、拡大防止 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

①漏えいの防止、拡大防止 

発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止対

策、拡大防止対策を講じること。ただし、雰囲気の

不活性化等により、火災が発生するおそれがない

場合は、この限りでない。 

潤滑油等を内包する設備について、漏えい防止及び

拡大防止措置を講じているか。 

（１）潤滑油、燃料油等を内包する設備 

① オイルパン、ドレンリム、堰等の設置による対策

を講じる設計とすることを確認。 

 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備は、溶接構造、

シール構造の採用により漏えいの防止対策を講じるとともに、漏えいの拡大を防止するため、液面

等の監視、点検により潤滑油、燃料油の漏えいを早期に検知する対策、オイルパン、ドレンリム、堰

又は油回収装置を設置する対策を実施する設計とすることを確認した。 

 

（２）水素等を内包する設備 

① ベローズ、金属ダイヤフラム等の機構による対策

または換気等による水素濃度低減対策を講じる

設計とすることを確認。 

 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水素を内包する設備は、以下に示す漏えいの防

止、拡大防止対策を講じる設計とすることを確認した。 

・気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし、弁グランド部か

ら雰囲気へ水素漏えいを考慮し、ベローズや金属ダイヤフラム等を用いる設計とする。 

・体積制御タンク及びこれに関連する配管、弁 

体積制御タンク及びこれに関連する配管、弁は、雰囲気への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし、

弁グランド部から雰囲気へ水素漏えいの可能性のある弁は、雰囲気への水素の漏えいを考慮し、ベ

ローズや金属ダイヤフラム等を用いる設計とする。 

なお、火災区域内に水素を内包するボンベを持ち込む場合は、火災防護計画に従い火災発生防止

対策を講じる運用とする。  

（３）対策を不要とする場合 

① 対象設備を抽出した上で、雰囲気の不活性化等の

火災発生防止対策により、火災発生のおそれがな

いことを確認。 

 

－ 

 

②配置上の考慮 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

②配置上の考慮 

発火性物質又は引火性物質の火災によって、原

子炉施設の安全機能を損なうことがないように配

置すること。 

 
 

（１）潤滑油、燃料油等を内包する設備 

① 対象設備と安全機能を有する機器等について、原

子炉施設の安全機能を損なうことのないよう、壁

等の設置、離隔などの措置を行う設計とすること

を確認。 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備の火災によ

り、原子炉施設の安全機能を損なわないよう、潤滑油及び燃料油を内包する設備と原子炉施設の安

全機能を有する構築物、系統及び機器は、壁等の設置又は離隔による配置上の考慮を行う設計とす

ることを確認した。 

 

（２）水素等を内包する設備 

① 対象設備と安全機能を有する機器等について、原

子炉施設の安全機能を損なうことのないよう、壁

等の設置、離隔などの措置を行う設計とすること

を確認。 

 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水素を内包する設備の火災により、原子炉施設

の安全機能を損なわないよう、水素を内包する設備と原子炉施設の安全機能を有する構築物、系統

及び機器は、壁等の設置による配置上の考慮を行う設計とすることを確認した。 
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③換気 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

③換気 

換気ができる設計であること。 

 

 

 

潤滑油又は水素を内包する設備のある区域（可燃性

気体が流入する可能性のある区域も含む。）について、

換気ができる設計としているか。 

（１）潤滑油、燃料油等を内包する設備 

① 建屋内の空調機器による機械換気、自然換気等に

より滞留した気体を換気ができる設計とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

② 機械換気に期待する場合、防護対象に応じた仕様

の空調機器を設置することが示されているか。

（電源の設定など） 

 

③ 該当区域における換気方法（機械換気の場合には

換気設備を含む）について、リスト等で網羅的に

示されているか。 

 

 

 

 

 

① 可燃性の蒸気が滞留するおそれがある火災区域においては、換気により可燃性の蒸気を滞留させな

いことを確認した。 

具体的には、火災の発生を防止するために、補助建屋送気ファン及び補助建屋排気ファン等、空調

機器による機械換気又は自然換気により換気を行う設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、換気設備の電源について常用/非常用の別が示されている。 

 

 

 

③ 補足説明資料において、火災区域ごとに機械換気又は自然換気の別を整理され示されている。 

（２）水素等を内包する設備のある区域 

① 建屋内の空調機器による機械換気、自然換気等に

より滞留した気体を換気ができる設計とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

② 空調設備は、燃焼限界濃度以下とできるよう設計

することを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 発火性又は引火性物質である水素を内包する設備である蓄電池、気体廃棄物処理設備、体積制御タ

ンク及びこれに関連する配管、弁、並びに「⑤貯蔵」に示す混合ガスボンベを設置する火災区域は、

火災の発生を防止するために、空調機器による機械換気により換気を行う設計とすることを確認し

た。 

 

 

 

 

② ①で挙げられる火災区域の空調設備は、燃焼限界濃度以下とできるように設計することを以下のと

おり確認した。 

また、水素濃度上昇時の対応として、換気空調設備の運転状態の確認、換気空調設備の切替えを実

施する手順を整備し、操作を行うことを確認した。 

（1）蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域は、非常用電源から給電される安全補機開閉室空調ファン及び蓄電池

室排気ファンによる機械換気を行うことにより、水素濃度を燃焼限界濃度未満とするよう設計する。 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 当該区域の空調設備は、単一故障を仮定しても性

能が維持できるよう多重化することを確認。 

 

 

 

 

 

④ 機械換気に期待する場合、防護対象に応じた仕様

の空調機器を設置することを確認。（電源の設定

など） 

 

⑤ 当該区域における換気方法（機械換気の場合には

換気設備を含む）について、リスト等で網羅的に

示されていることを確認。 

 

（2）気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備を設置する火災区域は、補助建屋送気ファン及び補助建屋排気ファンによる

機械換気を行うことにより、水素が漏えいしても、水素濃度を燃焼限界濃度未満とするよう設計す

る。 

（3）体積制御タンク及びこれに関連する配管、弁 

体積制御タンク及びこれに関連する配管、弁を設置する火災区域は、補助建屋送気ファン及び補

助建屋排気ファンによる機械換気を行うことにより、水素が漏えいしても、水素濃度を燃焼限界濃

度未満とするよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 水素を内包する設備のある火災区域は、水素濃度が燃焼限界濃度未満の雰囲気となるように排気フ

ァン及び給気ファンで換気されるが、給気ファン及び排気ファンは多重化して設置する設計とする

ため、単一故障を想定しても換気は可能であることを確認した。 

 

 

 

 

④ 補足説明資料において、換気設備の電源について常用/非常用の別が示されている。 

 

 

 

⑤ 補足説明資料において、火災区域ごとに機械換気又は自然換気の別を整理され示されている。 
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④防爆 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

④防爆 

・ 防爆型の電気・計装品を使用するとともに、必

要な電気設備に接地を施すこと。 

 
 

漏えい防止等の火災発生防止措置により、爆発性雰

囲気を形成するおそれがないとして、電気・計装品へ

の防爆措置を講じない場合には、その技術的妥当性を

示しているか。 

（１）爆発性雰囲気を形成するおそれのない場合 

（１－１）潤滑油、燃料油等を内包する設備 

① 潤滑油、燃料油等を内包する設備に対して、漏え

い防止、換気等の火災発生防止対策を講じること

を確認。 

 

 

 

 

 

② 潤滑油、燃料油等が外部へ漏えいした場合、爆発

性の雰囲気を形成しないことを確認（引火点＞室

内温度、運転温度）。 

 

 

 

 

 

 

 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備は、「①漏えい

の防止、拡大防止」で示したように、溶接構造等、潤滑油及び燃料油の漏えいを防止する設計とする

とともに、オイルパンの設置等により、漏えいした潤滑油及び燃料油の拡大を防止する設計とする

ことを確認した。 

 

 

 

 

② 潤滑油及び燃料油が設備の外部へ漏えいしても、これらの引火点は、油内包機器を設置する室内温

度よりも十分高く、機器運転時の温度よりも高いため、可燃性蒸気とならないことから、潤滑油及

び燃料油が、爆発性の雰囲気を形成するおそれはないことを確認した。 

補足説明資料において、潤滑油及び燃料油の引火点と使用環境温度の比較により問題ないことが示

されている。 

 

（１－２）水素等を内包する設備 

① 水素等を内包する設備に対して、漏えい防止、換

気等の火災発生防止対策を講じることを確認。 

 

 

 

 

② 水素が漏えいしても、水素濃度が燃焼限界濃度以

下となるよう、換気設備を設置する設計とするこ

とを確認。（⇒「(4).水素対策」参照） 

 

③ 水素等を内包する機器のうち、ボンベ等について

は、使用時を除き、元弁を閉止する運用としてい

るか。 

 

 

① 火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水素を内包する以下の設備は、「①漏えいの防

止、拡大防止」に示す溶接構造の採用等により水素を容器内に密閉する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 「③換気」に示す機械換気により水素の滞留を防止することにより、爆発性の雰囲気にならない設

計とすることを確認した。 

 

 

③ 水素ボンベは、「⑤貯蔵」に示すとおり、使用時以外は本弁を閉止する運用とすることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

爆発性の雰囲気を形成するおそれのある場合には、

電気・計装品への防爆措置を講じる設計としている

か。 

（２）爆発性雰囲気を形成するおそれのある場合 

① 「爆発性の雰囲気を形成するおそれのある」につ

いて、定義を明確にしていることを確認。 

（例） 

「電気設備に関する技術基準を定める省令」第六

十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求され

る爆発性雰囲気とはならないこと 

 

② 電気計装品を防爆型とするとともに、電気設備に

接地を施し着火源とならない設計することを確

認。 

 

 

 

 

 

① （１）のとおり爆発性の雰囲気を形成することがないように設計するため、「電気設備に関する技術

基準を定める省令」第 69 条及び「工場電気設備防爆指針」で要求される爆発性の雰囲気とはならな

いことを確認した。 

 

 

 

 

② ①により、当該火災区域に設置する電気・計装品を防爆型とする必要はなく、防爆を目的とした電

気設備の接地も必要ないことを確認した。 

なお、電気設備の必要な箇所には「原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める省

令」第 10条、第 11 条に基づく接地を施す設計とすることを確認した。 

 

 

⑤貯蔵 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑤貯蔵 

・ 安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置

する火災区域における発火性物質又は引火性

物質の貯蔵は、運転に必要な量にとどめるこ

と。 

 
 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置す

る火災区域における発火性物質又は引火性物質

の貯蔵は、運転に必要な量にとどめることを確

認。 

① 火災区域に設置される貯蔵機器のうち発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油の貯蔵機器

は、ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンクと重油タンクがある。がある。燃料油貯蔵タンクと重油

タンクは、７日間の外部電源喪失に対してディーゼル発電機を連続運転するために必要な量を貯蔵

することを考慮した設計とすることを確認した。 

また、発火性又は引火性物質である水素の貯蔵機器は、水素ボンベがあり、このボンベは火災区域

内で貯蔵しない。水素ボンベの持ち込み時については、使用時以外は本弁を閉止しする運用とする

ことを確認した。 
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（２）可燃性の蒸気等への対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それがある火災区域には、滞留する蒸気又は微粉

を屋外の高所に排出する設備を設けるとともに、

電気・計装品は防爆型とすること。また、着火源と

なるような静電気が溜まるおそれのある設備を設

置する場合には、静電気を除去する装置を設ける

こと。 

 
 

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれ

がある火災区域を抽出し、火災防止措置を講じている

か。 

（１）可燃性の蒸気又は可燃性の微粉 

① 「可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それがある」について、定義を明確にしているこ

とを確認。 

（例） 

「工場電気設備防爆指針」に基づき「可燃性の粉

じん」の定義 

 

 

② 可燃性の蒸気が滞留するおそれがある火災区域

を抽出することを確認。（（１）④防爆」を参照。） 

 

 

 

 

 

③ 可燃性の微粉が滞留するおそれがある火災区域

を抽出していることを確認。 

 

④ 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそ

れがある火災区域がある場合には、屋外の高所に

排出する設備を設けるとともに、電気・計装品を

防爆型とする設計とすることを確認。 

 

⑤ 有機溶媒を外部から持ち込んで使用する場合は、

必要な量以上に持ち込まず、必要な滞留防止対策

を講じる方針としていることを確認。 

 

 

 

 

 

① 「工場電気設備防爆指針」に記載される「可燃性粉じんは、石炭のように空気中の酸素と発熱反応

を起こし爆発する粉じん」や「爆発性粉じんは、金属粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気

又は二酸化炭素中でも着火し、浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じん」と定義していることを確

認した。 

 

 

 

 

② 発火性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設備は、「（１）④防爆」に示すとおり、

可燃性の蒸気を発生するおそれはないことを確認した。 

また、火災区域には、可燃性の微粉を発生する設備を設置しない設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

③ ②のとおり「可燃性の微粉が滞留するおそれがある火災区域」はない。 

 

 

④ 火災区域には、可燃性の微粉を発生する設備を設置しないことを確認した。 

 

 

 

 

⑤ 火災区域において有機溶剤を使用する場合は、火災防護計画の定めにしたがい、使用する作業場所

の局所排気を行うとともに、建屋の送気ファン及び排気ファンによる機械換気により、滞留を防止

する設計とすることを確認した。 

また、火災の発生を防止するために、火災区域又は火災区画における溶接等の火気作業に対する以

下の手順を整備し、実施することを確認した。 

a.火気作業前の計画策定 

b.火気作業時の養生、 消火器等の配備、 監視人の配置等 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-15 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 着火源となるような静電気が溜まるおそれのある

設備を抽出し、火災防止措置を講じているか。 

（２）静電気 

① 金属粉や布による研磨機のように静電気が溜ま

るおそれがある火災区域を抽出することを確認。 

 

 

 

② 静電気が溜まるおそれのある設備を設置する場

合、静電気を除去する装置を設ける設計とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

① 火災区域には、金属粉や布による研磨機のように静電気が溜まるおそれがある設備を設置しない設

計とするため、静電気を除去する装置を設置する必要はないことを確認した。 

 

 

 

② － 

 

（３）発火源への対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(3)火花を発生する設備や高温の設備等発火源とな

る設備を設置しないこと。ただし、災害の発生を防

止する附帯設備を設けた場合は、この限りでない。 

 
 

火花を発生する設備や高温の設備等発火源となる

設備を設置しない方針としているか。設置する場合に

は、災害発生防止のための付帯設備を設置する方針と

しているか。 

 

① 発火源となる火花を発生する設備を設置する場

合、金属製の本体内に収納し、設備外部に火花を

出さない等の対策により、発火源とならない設計

とすることを確認。 

 

② 高温となる設備を設置する場合、保温材で被覆

し、可燃性物質との接触防止や加熱防止を図るな

どの対策により、発火源とならない設計とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉施設には、火花が発生する設備等発火源となる設備を設置しないことを確認した。具体的

な対策としては、設備を金属製の本体内に収納する等の対策を行うことを確認した。 

 

 

 

② 原子炉施設には、高温となる設備があるが、高温部分を保温材で覆うことにより、可燃性物質と

の接触防止や潤滑油等可燃物の加熱防止を行う設計とすることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-16 

（４）水素対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（真浜） 

 

(4)火災区域内で水素が漏えいしても、水素濃度が

燃焼限界濃度以下となるように、水素を排気でき

る換気設備を設置すること。また、水素が漏えいす

るおそれのある場所には、その漏えいを検出して

中央制御室にその警報を発すること。 

 
 

水素が漏えいしても、水素濃度が燃焼限界濃度以下

となるよう、換気設備を設置する設計方針としている

か。また、水素が漏えいするおそれのある場所には、

漏えい検知設備を設置する設計方針としているか。 

 

① 火災区域内で水素が漏えいし場合でも、水素濃度

が燃焼限界濃度以下となるように、水素を排気で

きる風量と機能を確保した換気設備を設置する

設計とすることを確認。（⇒「(1)③換気」を参照） 

 

 

 

 

② 水素が漏えいするおそれのある場所には、その漏

えいを検出し、その警報を原子炉制御室に発する

設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料で水素濃度検知設備の仕様（検知器

の種類、設置数、設置場所の考え方等を含む）や

警報設定値の根拠を確認。 

 

水素が発生するおそれがある火災区域においては、水素の換気及び漏えい検知等の対策を図ることを

確認した。 

 

 

 

① 具体的には、水素を内包する設備を設置する火災区域については、「(１)③換気」に示すように、機

械換気を行うことにより、水素濃度を燃焼限界濃度未満とするよう設計するとともに、水素を内包

する設備は、「(１)①漏えいの防止、拡大防止」に示すように、溶接構造等、雰囲気への水素の漏え

いを防止する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 水素が漏えいするおそれがある以下の場所には、その漏えいを検出し、その警報を中央制御室に発

する設計とすることを確認した。 

・ 体積制御タンクを設置する火災区域 

通常運転中において体積制御タンクの気相部に水素を封入することを考慮して、水素濃度検知器

を設置し、水素の燃焼限界濃度である４vol％の１/４以下の濃度にて、中央制御室に警報を発する

設計とする。 

・ 蓄電池を設置する火災区域 

充電時に蓄電池が水素を発生するおそれがあることを考慮して、水素濃度検知器を設置し、水素の

燃焼限界濃度である４vol％の１/４以下の濃度にて、中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、設置場所の図面により設置状況が示されている。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-17 

（５）放射線分解等による水素蓄積の防止 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(5)放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急

速な燃焼によって、原子炉の安全性を損なうおそ

れがある場合には、水素の蓄積を防止する措置を

講じること。 

 

（参考） 

(5)放射線分解に伴う水素の対策について 

BWR の具体的な水素対策については、社団法人火

力原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス

(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成

１７年１０月）」に基づいたものとなっているこ

と。 

 

 
 

放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急速な

燃焼によって、原子炉の安全性を損なう可能性につい

て、網羅的に確認しているか。 

 

① 放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急激

な燃焼によって、原子炉の安全性を損なう可能性

について、放射線分解のみならず、蓄電池での水

素発生等も考慮され評価していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

② 原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には、

水素の蓄積を防止する措置を講じることとして

いることを確認。 

 

＜ＢＷＲ＞ 

③ 具体的な水素対策については、社団法人火力原子

力発電技術協会「ＢＷＲ配管における混合ガス

(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平

成１７年１０月）」に基づいたものとしているか。 

 

 

 

 

 

① 火災区域には、放射線分解等により発生する水素の蓄積防止の対策を図ることを確認した。 

具体的には、加圧器以外の１次冷却材は、高圧水の一相流とし、また、加圧器内も運転中は常に１次

冷却材と蒸気を平衡状態とすることで、水素や酸素の濃度が高い状態で滞留、蓄積することを防止

する設計とすることを確認した。また、蓄電池を設置する火災区域は、空調機器による機械換気に

より、水素濃度を燃焼限界濃度未満とするよう設計することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

② － 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-18 

（６）過電流による加熱防止対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(6)電気系統は、地絡、短絡等に起因する過電流に

よる過熱防止のため、保護継電器と遮断器の組合せ

等により故障回路の早期遮断を行い、過熱、焼損の

防止する設計であること。 

 
 

電気系統は、故障回路の早期遮断を行い、過電流に

よる加熱、焼損を防止する設計方針としているか。 

 

① 電気系統については、保護継電器と遮断器の組み

合わせ等により故障回路の早期遮断を行い、過電

流による加熱、焼損を防止する設計とすることを

確認。 

 

 

 

 

② 単線結線図などを用いて設置箇所が示されてい

るか。 

 

 

 

 

① 原子炉施設には、電気系統の過電流による過熱、焼損の防止等の対策を図ることを確認した。 

具体的には、電気系統は、送電線への落雷等外部からの影響や地絡、短絡等に起因する過電流に

よる過熱及び焼損を防止するために、保護継電器及び遮断器により、故障回路を早期に遮断する

設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、電気系統における過電流により早期に遮断可能な遮断器の設置箇所が単

線結線図で示されている。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-19 

２．１．２．不燃材料等の使用 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

以下の各号に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃

性材料を使用した設計であること。ただし、当該構

築物、系統及び機器の材料が、不燃性材料又は難燃

性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替

材料」という。）である場合、もしくは、当該構築

物、系統及び機器の機能を確保するために必要な

代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当

該構築物、系統及び機器における火災に起因して

他の安全機能を有する構築物、系統及び機器にお

いて火災が発生することを防止するための措置が

講じられている場合は、この限りではない。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するた

めに必要な代替材料の使用が技術上困難な場合で

あって、当該構築物、系統及び機器における火災に

起因して他の安全機能を有する構築物、系統及び

機器において火災が発生することを防止するため

の措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等

の駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電

気配線、不燃材料の表面に塗布されるコーティン

グ剤等、当該材料が発火した場合においても、他の

構築物、系統又は機器において火災を生じさせる

おそれが小さい場合をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不燃性材料又は難燃性材を使用する設計方針とし

ているか。使用できない場合には、代替材料を使用す

るか、又は、火災発生防止のための措置を講じる方針

としているか。 

 

① 安全機能を有する機器等は、不燃性材料又は難燃

性材料を使用する設計とすることを確認。 

 

 

② 不燃性材料又は難燃性材料を使用できない場合

には、代替材料として同等以上の性能を有するも

のを使用、又は、代替材料の使用が技術上困難な

場合には、火災発生防止のための措置を講じる設

計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器に対しては、不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計と

することを確認した。 

 

 

② 不燃性材料又は難燃性材料が使用できない場合は以下の設計とすることを確認した。 

・ 不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」という。）を使用

する設計とする。 

・ 構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上困難な場合であ

って、当該構築物、系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物、系統

及び機器において火災が発生することを防止するための措置を講じる設計とする。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-20 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(1)建築基準法第 2条第 9号←不燃材料の定義 

(2)建築基準法施行令第 1条第 6号←難燃材料の定義 

(3)建築基準法施行令第 108 条の 2 

←不燃材料の技術基準 

(4)建設省告示第 1400 号（平成 12年 5月 30 日） 

←告示で定める不燃材料 

(5)建設省告示第 1402 号（平成 12年 5月 30 日） 

←告示で定める難燃材料 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-21 

（１）主要な構造材 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(1)機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐

体、及びこれらの支持構造物のうち、主要な構造材

は不燃性材料を使用すること。 
 

主要な構造材は、不燃性材料を使用する設計方針

としているか。不燃材料の使用が困難な場合には、火

災発生防止措置を講じているか。 

 

① 主要な構造材は、金属材料、コンクリート等の不

燃性材料を使用する設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 不燃性材料又は代替材料の使用が技術的に困難

な場合には、火災の発生防止措置を講じている

か。 

（例） 

配管のパッキン類、ポンプ、弁等の駆動部の潤滑

油、機器躯体内部に設置される電気配線などは、

火災発生防止措置が講じられているとみなせる。 

 

 

 

 

 

① 機器等の支持構造物のうち、主要な構造材には不燃性材料を使用することを確認した。具体的には、

安全機能を有する構築物、系統及び機器のうち、機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐体及

びこれらの支持構造物の主要な構造材は、火災の発生防止及び当該設備の強度確保等を考慮し、ス

テンレス鋼、低合金鋼、炭素鋼等の金属材料、又はコンクリート等の不燃性材料を使用する設計とす

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

② 以下の構造材は、不燃性材料又は難燃性材料でない材料を使用する理由を確認した。 

・ 配管のパッキン類は、その機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上困難であるが、

金属で覆われた狭隘部に設置し直接火炎に晒されることはないこと 

・ 金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置さ

れる電気配線は、発火した場合でも、他の安全機能を有する構築物、系統及び機器に延焼しない

こと 

 

  

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-22 

（２）変圧器及び遮断器 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃

性物質を内包していないものを使用すること。 

 
 

2.1.2(2).変圧器及び遮断器 

建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃性物

質を内包していないものを使用する設計方針として

いるか。 

 

① 建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃性

物質を内包していないものを使用する設計とす

ることを確認。 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器のうち、建屋内の変圧器及び遮断器は可燃性物質である絶

縁油を内包していないものを使用することを確認した。 

補足説明資料においてメタクラ遮断器の写真が示されている。 

 

 

（３）難燃ケーブル 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(3)ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

 

（参考） 

(3)難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し

難く、著しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した

場合はその燃焼部が広がらない性質」を有してい

ることが、延焼性及び自己消火性の実証試験によ

り示されていること。 

 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 または IEEE1202 

 
 

ケーブルは、実証試験で難燃性を確認した難燃ケー

ブルを使用する設計方針としているか。 

 

① ケーブルについては、延焼性（例：IEEE383（光

ファイバーケーブルの場合 IEEE1202））及び自己

消火性（例：UL 垂直燃焼試験）の実証試験によっ

て難燃性を確認したもので設計することを確認。 

 

 

② 上記の実証試験の条件が示されているか。 

 

 

 

 

③ 上記の実証試験により、ケーブルの難燃性が確認

できない場合、火災の発生防止措置を講じること

により、同等以上の延焼防止性及び自己消火性を

有することを示していることを確認。 

（例） 

・延焼性が実証できない核計装用ケーブルは、専

用の電線管に敷設するとともに、両端を難燃性の

耐熱シール材等より密閉することで電線管外部

からの酸素供給を防止し延焼性を確認。 

・ケーブルトレイから安全機能を有する機器に

 

 

 

① 安全機能を有する機器に使用する難燃ケーブルは、実証試験により自己消火性及び延焼性を確認し

たケーブルを使用することを確認した。 

補足説明資料において、実証試験を行った光ケーブルを使用することが示されている。＜補足説明

資料：08：まとめ資料 資料３＞ 

 

 

② 補足説明資料において、実証試験の概要が示されている。（資料３）また、垂直トレイ燃焼試験のケ

ーブル損傷距離の判定方法が示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料３＞ 

 

 

 

③ 核計装用ケーブルは、難燃ケーブルではないが、チャンネルごとに専用電線管に収納し、電線管外

部からの酸素の供給防止のため、両端は難燃性の耐熱シール材で処置する設計とすることにより、

十分な保安水準が確保されることを確認した。 

 

（難燃ケーブルとすることができない理由） 

核計装用ケーブルは、微弱電流・微弱パルスを扱うため、耐ノイズ性を確保する必要があることか

ら、難燃ケーブルではなく絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを使用する設計とする。このケ

ーブルは、自己消火性を確認する UL 垂直燃焼試験は満足するが、延焼性を確認する IEEE383 垂直ト

レイ燃焼試験の要求を満足しない。 
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接続するために電線管で敷設される非難燃ケー

ブルは、電線管に収納するとともに、その両端を

難燃性の耐熱シール材等により密閉することで

電線管外部からの酸素供給を防止し延焼性を確

認。（ケーブルトレイ側の火災の発生防止措置に

ついては、④を参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 事業者は上記以外で新たな手法を採用する場合、

設置許可基準規則に照らして十分な保安水準の

確保が達成できる技術的根拠が示されているこ

とを確認。 

 

これまで川内、伊方及び高浜の内部火災の審査

において、設置許可基準規則及び火災防護審査

基準（以下、「規則等」という。）に定める技術

的要件を満足する技術的内容と同一ではない

ものの、代替の対策を講じることによって、火

災防護審査基準を満足する場合と同等又はそ

れを上回る安全性を確保し得るとして、「十分

な保安水準が確保される」と判断したものは以

下のとおり。 

（基準上の延焼性と同等である理由） 

耐火性を有するシール材を処置した電線管内は、外気から容易に酸素の供給がない閉塞した状態で

あるため、核計装用ケーブルに火災が発生してもケーブルの燃焼に必要な酸素が不足し、燃焼の維

持ができなくなるので、すぐに自己消火し、ケーブルは延焼しない。このため、チャンネルごとに専

用電線管で収納し、耐火性を有するシール材により酸素の供給防止を講じた核計装用ケーブルは、

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足するケーブルと同等以上の延焼防止性能を有すると

判断した。 

 

補足説明資料において、核計装用ケーブルの難燃性への適合及び敷設概要図、非難燃ケーブルを敷

設する電線管の防火措置が示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料１、資料３添付資

料３＞ 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-24 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

・火災の発生防止に係る設計方針 

(1)核計装用ケーブルを電線管へ収納（川内、 

伊方、高浜） 

(2)非難燃ケーブルを防火シート等で複合体を 

形成（高浜 1/2） 

・火災感知設備の設計方針 

(3)一部の火災区域又は火災区画にアナログ式 

でない火災感知器を設置（川内、伊方、高 

浜） 

・火災の影響軽減に係る設計方針 

(4)原子炉制御室制御盤内及び原子炉格納容器 

内における火災の影響軽減対策が火災防護 

審査基準に定められた対策と同一でない方 

法を採用（川内、伊方、高浜） 

具体的に、上記(2)において、火災防護審査基

準に定める技術的要件では、ケーブルは難燃ケ

ーブルを使用することを求めている。 

なお、難燃ケーブルとして使用するケーブルに

ついては、「火災により着火し難く、著しい燃

焼をせず、また、加熱源を除去した場合はその

燃焼部が広がらない性質」を有していること

を、延焼性及び自己消火性の実証試験により示

されていることを求めている。 

 

事業者は、難燃ケーブルと同等以上の難燃性能

を確保（保安水準）するために難燃性に代わる

複合体を形成する方針（代替の設計方針）を示

した。 

代替の設計方針の設計目標を設定し、その設計

目標の成立性を確認することで、十分な保安水

準が確保できるとして説明したものである。 

 

これまでの審査において「十分な保安水準が確

保される」と判断した審査例を踏まえると、設

計方針を確認する場合、以下の点に留意する。 

・規則等が要求している技術的要件を事業者

が理解した上で代替等の手段等が定められて
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いること 

・代替等の手段等を検証するための試験等が

非安全側でなく、かつ明確であることが合理性

をもって申請書等に明示的に記載されている

こと 

・規則等と同等以上の保安水準を確保できる

とする事業者の代替の設計方針を確認する場

合、それに対する設計目標が明確に定められて

いること 

・性能の確認に加えて施工状態や劣化等も想

定した実証試験により成立性を確認するとし

た設計方針が示されていること 

 

事業者において「保安水準」をどのように確保

するのか、設計の考え方に以下の内容が含まれ

ていることを確認する。 

・代替の設計方針は難燃ケーブルと同等以上

の難燃性能が確保されるものとなっているか、

以下の点を参考に確認する。 

－設計目標が策定され、その内容が規則等と比

べても非安全側なものとなっていないか。 

（例：燃焼の 3 要素のうち熱（火炎）及び酸素

量を抑制するため、防火シートにより火炎を遮

るとともに、酸素の吸込み量を抑えることによ

り難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保

するという設計目標（保安水準）を設定）－設

計目標の成立性について、実証試験により難燃

性能が達成できることを確認するとしている

か。 

その際、以下の点が考慮されているか。 

ⅰ) 火災の状況が適切に想定されているか。 

（例：ケーブルトレイを防火シートで覆う場合

に、ケーブルトレイ内部からの発火による火災

及び外部からの火炎による火災の想定） 

ⅱ）燃焼の３要素（熱（炎）、酸素、可燃物）が

抑制される観点が含まれているか。 

ⅲ）代替の設計方針による非難燃ケーブル及び
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ケーブルトレイに与える影響（化学的な影響、

熱的影響、耐震性への影響等）が抽出され、実

証試験により、非難燃ケーブルの通電性及び絶

縁性並びにケーブルトレイの耐震性等が損な

われないことを確認しているか。 

（例：防火シートによる非難燃ケーブル及びケ

ーブルトレイへの化学的な影響、複合体内部 

の熱の蓄積による非難燃ケーブルへの熱的影

響及び重量増加によるケーブルトレイの耐震

性への影響を抽出し、実証試験により、非難燃

ケーブルの通電性及び絶縁性並びにケーブル

トレイの耐震性が損なわれないことを確認）

ⅳ）施工後に想定される悪影響（例．防火シー

トのずれ、隙間、傷等）を考慮しても、必要な

難燃性能が維持されることを確認しているか。 

（例：実証試験では、施工後に想定される防火

シートのずれ、隙間及び傷も考慮） 

・代替の設計方針は実証試験の結果等から工

事計画等を見据えて実現性のあるものとなっ

ているか。 

 

なお、確認にあたっての前提条件として、非難

燃ケーブルが使用されている箇所について、難

燃ケーブルに取替える範囲と代替の設計方針

により防火措置を施す範囲の考え方が整理さ

れ、その考え方は発火リスクや区画等を考慮し

た適切な内容であるか。 

 

（４）換気設備のフィルタ 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(4)換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃性

材料を使用すること。ただし、チャコールフィルタ

については、この限りでない。 
 

換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃性材料

を使用する方針としているか。 

 

① 換気設備のフィルタは、チャコールフィルタを除

き、不燃性材料又は難燃性材料を使用する方針す

ることを確認。 

 

 

 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器のうち、換気空調設備の換気設備のフィルタは、チャコー

ルフィルタを除き不燃性材料又は難燃性材料を使用することを確認した。 
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② 使用するフィルタは、試験等で不燃性又は難燃性

を確認されていることを確認。 

（例） 

難燃性として JISL1091（繊維製品の燃焼性試験）

又は JACANo.11A 空気清浄装置用ろ材燃焼性試験

方法指針（公益社団法人日本空気清浄協会））を

満足する難燃性が確認されたフィルタ 

 

 

② 使用するフィルタは、ガラス繊維等の不燃性材料又は「JISL1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」や

「JACANo.11A（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公益社団法人日本空気清浄協会））」を満足

する難燃性材料を使用する設計とすることを確認した。 
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(5)保温材は金属、ロックウール又はグラスウール

等、不燃性のものを使用すること。 
 

保温材は、不燃性のものを使用する方針としている

か。 

 

① 保温材は金属材料、ロックウール又はグラスウー

ル等、不燃性のものを使用する方針とすることを

確認。 

 

 

 

 

 

② 使用する保温材については、試験等で不燃性を確

認されていることを確認。 

（例） 

平成 12 年建設省告示第 1400 号に定められたも

の又は建築基準法の不燃材として認定されてい

るもの 

 

 

 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器に使用する保温材は、金属等の不燃性のものを使用するこ

とを確認した。 

補足説明資料において、既設プラントであることを踏まえて、保温材の使用対象箇所及び確認方法

が示されている。また、保温材毎に不燃性適合状況が示されている。 

 

 

 

 

② 使用する保温材としては、ケイ酸カルシウム、ロックウール、金属保温等、平成 12年建設省告示第

1400 号に定められたもの又は建築基準法で不燃材料として定められたものを使用する設計とする。 

 

（６）建屋内装材 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(6)建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。 
 

建屋内装材は、不燃性材料を使用する方針としてい

るか。 

 

① 建屋内装材は、不燃性材料を使用する方針とする

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

② 使用する建屋内装材は、試験等で不燃性を確認さ

れていることを確認。 

（例）建築基準法等の国内規制に基づくけい酸カ

 

 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する建屋内装材は、不燃性材料を使用することを確

認した。 

補足説明資料において、既設プラントであることを踏まえて、建屋内装材（不燃性）の使用対象箇

所及び確認方法が示されている。また、建屋内装材（不燃性）毎に不燃性適合状況が示されている。 

 

 

 

 

 

② 建屋の内装材は、建築基準法に基づく不燃材料若しくはこれと同等の性能を有することを試験によ

り確認した不燃材料若しくはこれと同等の性能を有することを試験により確認した材料、又は消防

法に基づく防炎物品若しくはこれと同等の性能を有することを試験により確認した材料を使用す
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ルシウム板の不燃性材料、消防法に基づくカーペ

ット等の防災物品、試験により同等性を確認した

材料 

 

 

③ 不燃性材料又は代替材料の使用が技術的に困難

な場合、火災の発生防止措置を講じることによ

り、不燃性材料と同等以上であることを示してい

ることを確認。 

（例） 

不燃材料の表面に塗布される難燃性のコーティ

ング剤 

 

る設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

③ 原子炉格納容器内部コンクリートの表面に塗布するコーティング剤は、以下の理由により難燃性材

料であるコーティング剤を使用する設計とすることを確認した。 

 不燃材料であるコンクリートに塗布すること 

 火災により燃焼し難く著しい燃焼をしないこと 

 加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がらず他の安全機能を有する構築物、系統及び機器に

延焼しないこと 

 原子炉格納容器内に設置する原子炉の安全停止に必要な機器は不燃性又は難燃性の材料を使用

し周辺には可燃物がないこと 

補足説明資料において、格納容器内のコンクリートの一部に使用している難燃性のコーティング剤

が発火した場合においても、原子炉の安全停止に必要な機器に火災を生じさせるおそれが小さいこ

とが示されている。 
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２．１．３．自然現象への対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.1.3 落雷、地震等の自然現象によって、原子炉施

設内の構築物、系統及び機器に火災が発生しない

ように以下の各号に掲げる火災防護対策を講じた

設計であること。 

 
 

想定される自然現象を網羅的に検討し、考慮すべき

事象を選定した上で、自然現象への火災防護対策を講

じる方針としているか。 

 

① 想定される自然現象※を網羅的に抽出した上で、

火災防護上の観点から、それらの影響を評価し、

考慮すべき自然現象を選定していることを確認。

(落雷、地震以外の自然現象も評価すること。) 

 

※設置許可基準規則第６条（外部からの衝撃による損

傷の防止）への適合性を参照 

 

① 設置許可基準規則第６条において評価した原子炉施設に想定される自然現象（14 事象）は、落雷、

地震、津波、高潮、火山の影響、森林火災、竜巻、風（台風）、凍結、降水、積雪、生物学的事象、

地すべり及び洪水である。津波、森林火災及び竜巻（風（台風）を含む。）は、それぞれの現象に

対して、原子炉施設の安全機能を損なわないように防護することで、火災の発生防止を行う設計と

する。 

また、地すべりについては、「1.11.7.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合」の「第六条外部からの衝撃

による損傷の防止」に示すとおり、安全施設の安全機能を損なうことのない設計とすることで、火

災の発生防止を行う設計とする。 

凍結、降水、積雪及び生物学的事象は、火源が発生する自然現象ではなく、火山の影響についても、

火山から原子炉施設に到達するまでに降下火砕物が冷却されることを考慮すると、火源が発生す

る自然現象ではない。洪水は、原子炉施設の地形を考慮すると、原子炉施設の安全機能を有する機

器に影響を与える可能性がないため、火災が発生するおそれはない。 

したがって、落雷、地震について、これら現象によって火災が発生しないように、以下のとおり火

災防護対策を講じる設計とする。 

 

 

（１）落雷対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(1)落雷による火災の発生防止対策として、建屋等

に避雷設備を設置すること。 
 

建屋等に避雷設備を設置する方針としているか。 

 

① 建築基準法に基づき、地盤面から高さ 20m を超え

る建物には、日本工業規格（JIS）に準拠した避

雷設備を設置する方針とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉施設内の構築物、系統及び機器について、落雷による火災の発生防止対策として建屋等に避

雷設備を設置するとしていることを確認した。 

具体的には、地盤面から高さ 20ｍを超える建築物には、建築基準法に基づき「JISA4201 建築物等

の避雷設備（避雷針）」に準拠した避雷設備を設置する設計とすることを確認した。 

【避雷設備設置箇所】 

・原子炉格納施設 

・タービン建屋 

・原子炉補助建屋 

・油計量タンク 

・特高開閉所 

・重油タンク 
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② 送電線については、故障回路を早期に遮断する設

計としているか。（⇒「2.1.1(6).過電流対策」を

参照。） 

 

③ 補足説明資料において、避雷設備の設置箇所を示

しているか。 

 

② 送電線については、「2.1.1(6) 過電流による過熱防止対策」に示すとおり、故障回路を早期に遮断

する設計とすることを確認した。 

 

 

③ 補足説明資料において、避雷設備設置対象建屋等が示されている。 

 

 

（２）地震対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)安全機能を有する構築物、系統及び機器は、十

分な支持性能をもつ地盤に設置するとともに、自

らが破壊又は倒壊することによる火災の発生を防

止すること。なお、耐震設計については実用発電用

原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈（原規技発第 1306193 号

（平成 25年 6月 19 日原子力規制委員会決定））に

従うこと。 
 

機器等について、地震による火災の発生を防止する

方針としているか。また、耐震クラスの低い機器の損

傷に伴う波及的影響についても対策が講じられてい

るか。 

 

① 機器等は、十分な支持性能をもつ地盤に設置する

とともに、自らが破壊又は倒壊することによる火

災の発生を防止する方針としていることを確認。

（第 4条（地震による損壊の防止）の耐震設計上

の重要度分類に従った耐震設計） 

 

② 耐震設計については実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈（原規技発第 1306193 号（平成 25 年 6

月 19 日原子力規制委員会決定））に従う方針とす

ることを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 安全機能を有する機器等を十分な支持性能をもつ地盤に設置し、自らが破壊又は倒壊することに

よる火災の発生を防止することを確認した。 

 

 

 

 

② 設計に当たっては、設置許可基準規則解釈に従って設計することを確認した。 
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２．２．火災の感知及び消火に係る設計方針 

２．２．１．火災感知設備及び消火設備 

（１）火災感知設備 

① 環境条件等の考慮 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に

掲げるように、安全機能を有する構築物、系統

及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の

火災感知及び消火を行える設計であること。 

 

(1)火災感知設備 

 

①各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、

湿度、空気流等の環境条件や予想される火災の

性質を考慮して型式を選定し、早期に火災を感

知できる場所に設置すること。 
 

火災感知器は、各火災区域の環境条件等を考慮して

型式を選定し、早期に火災を感知できる場所へ設置す

る設計方針としているか。 

 

① 火災感知器は、火災区域又は火災区画における環

境条件や想定される火災の性質を考慮して設置

することを確認。 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、感知器について①を踏ま

えた型式が網羅的に整理されているか。 

・ 型式毎の作動原理、特徴、適用箇所等に整理 

・ 各火災区域/区画に応じた火災感知器の選定

及びその理由 

・ 感知器の設置場所は、早期に火災を感知でき

る場所であること（配置図等を示すこと。） 

 

 

 

 

 

③ 火災感知器を設置しない場合には、発火源がなく

可燃物を置かない運用するなど技術的根拠を確

認。 

 

 

 

 

 

① 火災感知器は、火災区域又は火災区画における環境条件や想定される火災の性質を考慮して設置

することを確認した。 

環境条件としては、放射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等があり、想定される火災の性質を

考慮して設置する設計とすることを確認した。 

 

 

 

② 補足説明資料において、火災感知器の型式毎の特徴及び適用箇所が整理され示されている。その上

で、設置対象エリアを類型化し設置する火災感知器の考え方及び設置場所が示されている。＜補足

説明資料：08：まとめ資料 資料４＞ 

添付資料１ 火災感知器の配置図 

添付資料２ 防爆型電気機器の使用 

添付資料３ 原子炉格納容器内に設置する火災感知器について 

添付資料４ 光ファイバーケーブルを利用した感知器の設計仕様について 

 

 

 

 

 

③ 発火源がなく可燃物を置かない運用とする火災区域又は火災区画には、火災感知器を設置しない

ことを確認した。 

燃料取替用水ピットエリア及び復水ピットエリア金属に覆われておりピット内可燃物を置かず発

火源がない設計とすることから、火災が発生するおそれはなく、火災感知器を置かない設計とする

ことを確認した。 
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② 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置等 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

②火災を早期に感知できるよう固有の信号を発す

る異なる種類の感知器又は同等の機能を有する機

器を組合せて設置すること。また、その設置にあた

っては、感知器等の誤作動を防止するための方策

を講じること。 

 

（参考） 

(1)火災感知設備について 

早期に火災を感知し、かつ、誤作動（火災でない

にもかかわらず火災信号を発すること）を防止す

るための方策がとられていること。 

 

（早期に火災を感知するための方策） 

 固有の信号を発する異なる種類の感知器とし

ては、例えば、煙感知器と炎感知器のような組

み合わせとなっていること。 

 感知器の設置場所を１つずつ特定することに

より火災の発生場所を特定することができる

受信機を用いられていること。 

 

（誤作動を防止するための方策） 

 平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、か

つ、火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）

を把握することができるアナログ式の感知器

を用いられていること。 

 

感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困

難になるおそれがある場合は、自動試験機能又は

遠隔試験機能により点検を行うことができる感知

（１）早期に火災を感知するための方策 

早期検知の観点から、異なる種類の感知器等を組

合せて設置する設計方針としているか。 

① 異なる測定原理を組み合わせることで早期検知

が可能となるように、異なる種類の感知器を組合

せて設置する設計方針としているか。（基本的に、

熱感知器と煙感知器の組み合わせることで、有炎

火災（炎はでるが煙が少ない火災）と無炎火災（炎

が出ず煙の多く出る火災）の両方に対応。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 感知器の識別が可能なように、固有の信号を発す

る感知器を設置するとともに、感知器の設置場所

を１つずつ特定することにより火災の発生場所

を特定することができる受信機を用いているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 早期に火災を感知するため、煙感知器、熱感知器及び炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

せて設置することを確認する。 

火災感知設備の火災感知器は、「(1)①火災感知器の環境条件等の考慮」の環境条件等や火災感

知器を設置する火災区域又は火災区画の安全機能を有する機器の種類に応じて予想される火

災の性質を考慮し、火災を早期に感知できるよう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、

アナログ式の熱感知器、アナログ式ではないが、炎が発する赤外線又は紫外線を感知するため、

煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、火災の早期感知に優位性がある炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合わせて設置することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 火災の発生場所を特定することができるものとすることを確認した。 

中央制御室に設置する火災受信機盤で、アナログ式の火災感知器、アナログ式でない火災感知器、

アナログ式でない防爆型の火災感知器の以下の作動状況に応じて常時監視する設計とすることを

確認した。 

(1) 作動したアナログ式の火災感知器を 1 つずつ特定することで、火災の発生場所を特定する機

能 

(2) 作動したアナログ式でない火災感知器を 1 つずつ特定することで、火災の発生場所を特定す

る機能 

(3) 作動したアナログ式でない防爆型の火災感知器を 1 つずつ特定することで、火災の発生場所

を特定する機能 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

器が用いられていること。 

炎感知器又は熱感知器に代えて、赤外線感知機

能等を備えた監視カメラシステムを用いても差し

支えない。この場合、死角となる場所がないように

当該システムが適切に設置されていること。 

 

 

（２）アナログ式の感知器の場合 

誤動作防止の観点から、平常時からの変化を把握

できるアナログ式の感知器を使用する方針としてい

るか。 

① 平常時の状況（温度、煙の濃度など）を監視し、

かつ、火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇な

ど）を把握することにより、火災現象と誤作動の

判別が行いやすいアナログ式の感知器を使用す

る方針とすることを確認。 

 

② 消防法施行規則等に基づく火災感知設備の点検

の方針（点検の内容、点検周期など）を確認。感

知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難

になるおそれがある場合は、自動試験機能又は遠

隔試験機能により点検を行うことができる感知

器を用いることを確認。 

 

 

 

③ 赤外線感知機能等を備えた監視カメラシステム

を用いる場合、火災区域/区画の死角となる場所

がないように当該システムを適切に設置するこ

とを確認。 

 

 

 

 

①感知器の誤作動を防止するため、平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、急激な温度上昇や煙

の濃度上昇を把握することができる「アナログ式の火災感知器」を使用することを確認した。 

 

 

 

 

②火災感知器は、以下のとおり点検を行うことができる感知器を採用することを確認した。 

・ アナログ型の火災感知器を含めた火災感知器は、機能に異常がないことを確認するため、定期

的に自動試験を実施。 

・ 自動試験のない火災感知器は、機能に異常がないことを確認するために、煙等の火災を模擬し

た試験を定期的に実施。 

 

 

 

 

③ 赤外線感知機能等を備えた監視カメラシステムを用いない。 

（３）非アナログ式の感知器の場合 

アナログ式の感知器を使用するより非アナログ式

の感知器を使用する方が適した火災区域又は火災区

画の理由は妥当であるか。 

① アナログ式の火災感知器を使用しない場合は、環

境条件からアナログ式の感知器の使用が困難で

ある等の理由を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ただし、一部の火災区域又は火災区画の火災感知器については、火災防護基準が求める「アナログ

式の火災感知器」を設置すると、誤作動しやすくなるなど火災感知器として有効に機能しない場合

がある。そのため、そのような火災区域又は火災区画には、環境を考慮し、以下の①や②の火災感

知器を設置することにより、十分な保安水準が確保されることを確認した。 

１. 「アナログ式の火災感知器」は放射線による故障が生じる可能性があるため、比較的線量が高い火

災区域又は火災区画には設置せず、「アナログ式でない熱感知器」を設置する。 

２. 「非アナログ式である炎感知器（赤外線方式）」は、屋内に設置する場合は、外光が当たらず高温

物体が近傍にない箇所に設置し、屋外に設置する場合は、視野角への影響を考慮した太陽光の影響

を防ぐ遮光板を設置すること及び防水型とする。  「アナログ式の火災感知器」は、燃料の気化

により誤作動する可能性があるため、タンク内部の燃料が気化するおそれのある火災区域又は火災



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-35 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区画には設置せず、「アナログ式でない防爆型の熱感知器」と「アナログ式でない防爆型の炎感知

器」を設置する。また、前者はタンク内部の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しないことに

より、後者は外光が当たらないタンク内に設置することにより誤作動を防止する。 

炎感知器はアナログ式ではないが、炎特有の性質を検出する赤外線方式を採用して誤作動を少なく

するとともに、屋内に設置する場合は、外光が当たらず高温物体が近傍にない箇所に設置し、屋外

に設置する場合は、視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板を設置することや防水型

とすることで、その誤作動を防止する。 

発火源がなく可燃物を置かない運用とすることで火災を発生させない火災区域又は火災区画には、

火災感知器を設置しない。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火災感知は困難であることから、

アナログ式の熱感知器と非アナログ式の炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響による故障が想定される。この

ため、火災感知器の故障を防止する観点から、非アナログ式の火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、火災感知器作動時の着火を防止する

ため、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 

上記方針に従い、既設プラントであることを踏まえて、以下のとおり非アナログ式の火災感知器

を設置する火災区域又は火災区画が示されおり、当該感知器を採用する理由が具体的に示されてい

ること確認した。 

(a) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱感知器を設置する設計とす

る。ただし、比較的線量の高い原子炉格納容器ループ室及び加圧器室の熱感知器は、放射線によ

る火災感知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナログ式でない熱感知器

は、原子炉格納容器内の通常時の温度（約 65℃以下）より高い温度で作動するものを選定するこ

とで、誤作動を防止する設計とする。なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式

でない火災感知器は、念のため防爆型とする。 

  (b) 海水管トンネルエリア 

       海水管トンネルエリアは、アナログ式の煙感知器と熱を感知できる光ファイバーケーブルを

設置する設計とする。熱を感知できる光ファイバーケーブルは、海水管トンネル内の温度を有意

に変動させる加熱源等を設置しないことで、誤作動を防止する設計とする。 

(c)燃料油貯蔵タンクエリア 

燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリアは、タンク内部の燃料が気化することを考慮し、非ア

ナログ式の防爆型の熱感知器と非アナログ式の防爆型の炎感知器を設置する設計とする。 

 (d) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設計とす

る。ただし、比較的線量の高いＢ－廃棄物庫のドラム缶貯蔵エリアの火災感知器は、放射線によ

る火災感知器の故障を防止するため、非アナログ式の熱感知器を設置する。 

補足説明資料において、奥行きが長い廊下であることを踏まえて海水管トンネルの火災感知範
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② 代替の感知器により誤動作防止の観点から必要

な感知性能を確保することを確認。 

 

囲や火災感知器の設置概要図等が示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料４＞ 

 

  補足説明資料において、非アナログ式の防爆型について、接点構造を持たないなどガスまたは蒸気

に点火しない構造であることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料４添付資料

３＞ 

 

② 同上 

 

 

 

③ 電源の確保 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

③外部電源喪失時に機能を失わないように、電源

を確保する設計であること。 
 

外部電源喪失時にも機能を失わないよう、電源を確

保する設計方針としているか。 

① 外部電源喪失時においても機能を失わないよう、

非常用電源からの受電を可能とするとともに、専

用の蓄電池（非常用蓄電池（設置許可基準規則第

１４条対応）等）を設置し、電源を確保する設計

とすることを確認。 

 

 

 

② ①の専用の蓄電池の容量については、外部電源喪

失時から非常用電源から電力が供給されるまで

の間、火災の感知が可能であることが示されてい

るか。 

（例） 

・ 蓄電池の容量（給電時間）及び設定根拠を示す

こと。（消防法施行規則では 70 分間の電源供給

を要求している。） 

 

 

① 外部電源喪失時においても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設置することを確認した。 

火災区域又は火災区画の火災感知設備に供給する電源は、ディーゼル発電機が接続されている非常

用電源より供給する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、原子炉の安全停止に必要な機器等が設置される火災区域又は火災区画の火

災感知設備の受信機は、外部電源喪失が発生した場合においても火災の感知が可能となるように、

蓄電池を内蔵し 60 分間（消防法施行規則第 24 条で要求している蓄電池容量）電源供給が可能な

容量とすることが示されている。 

また、原子炉の安全停上に必要な機器等を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設備につい

ては、非常用電源からの受電も可能とすることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 

資料４＞ 
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④中央制御室等で適切に監視できる設計であるこ

と。 

 

 

火災感知設備の受信設備は、原子炉制御室で常時監

視できる設計とする方針としているか。 

① 火災感知設備の受信設備は、原子炉制御室に設置

し、常時監視できる設計とすることを確認。 

① 火災感知設備の作動状況が中央制御室で監視できることを確認した。 

具体的には、火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し、火災感知設備の作動状況を常時

監視できる設計とする。 
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（２）消火設備 

① 煙の充満による消火困難な区域（原子炉の安全停止） 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)消火設備 

①原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持

するための安全機能を有する構築物、系統及び機

器が設置される火災区域または火災区画であっ

て、火災時に煙の充満、放射線の影響等により消火

活動が困難なところには、自動消火設備又は手動

操作による固定式消火設備を設置すること。 

 

（参考） 

①-1 手動操作による固定式消火設備を設置する場

合は、早期に消火設備の起動が可能となるよう中

央制御室から消火設備を起動できるように設計さ

れていること。 

 

上記の対策を講じた上で、中央制御室以外の火

災区域又は火災区画に消火設備の起動装置を設置

することは差し支えない。 

 

①-2 自動消火設備にはスプリンクラー設備、水噴

霧消火設備及びガス系消火設備（自動起動の場合

に限る。）があり、手動操作による固定式消火設備

には、ガス系消火設備等がある。中央制御室のよう

に常時人がいる場所には、ハロン 1301 を除きガス

系消火設備が設けられていないことを確認するこ

と。 
 

設置が想定される消火設備について、網羅的に整理さ

れているか。 

① 候補となる消火設備の仕様、特徴、適用箇所等が

示されているか。 

 

① 補足説明資料において、消火設備の使用、特徴、について示されている。＜補足説明資料：08：ま

とめ資料 資料５＞ 

また、ハロン消火設備について性能が以下のとおり示されている。 

添付資料１ ハロン消火設備 

添付資料３ ハロン消火設備の動作に伴う機器等への影響 

添付資料４ ハロン消火設備等の消火能力について 

 

火災時に煙の充満等により消火活動が困難となる

火災区域等を特定し、自動消火設備等を設置する設計

方針としているか。 

 

① 原子炉の安全停止に必要な機器等が設置される

火災区域または火災区画について、火災時に煙の

充満等により消火活動が困難となるケーブルが

設置された火災区域等を特定していることを確

認。 

 

 

 

 

 

② 火災時に煙の充満等により消火活動が困難とな

るところには、自動消火設備又は手動操作による

固定式消火設備を設置する設計とすることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 屋内の原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区域又は火災区画については、基本的に、

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となるものとして選定し、このうち、原子炉格納容

器内のループ室は、放射線の影響も考慮し消火活動が困難な場所として選定することを確認した。 

補足説明資料において、消火活動が困難となる考え方及び判断フローが示されている。＜補足説明

資料：08：まとめ資料 資料５＞ 

 

 

 

 

 

② 原子炉を安全に停止するために必要な安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火災区画

には、火災時の煙の充満及び放射線の影響により消火活動が困難となる場合、中央制御室からの手

動操作が可能な消火設備又は自動消火設備であるスプリンクラーや全域ハロン消火設備等を設置

する。ことを確認した。 

具体的に、火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備は、以下の設計とすることを確認した。 

・ 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は火災区画は、手動操作に

よる固定式消火設備又は自動消火設備であるスプリンクラーを設置し消火を行う設計とする。 

・ ただし、原子炉格納容器内の火災発生時に、スプリンクラーが有効に動作するように配管及び

ヘッドを配置することはケーブルが密集しているため適さない。また、ガス消火設備を適用す

る場合は、原子炉格納容器内の自由体積が約７万 m３あることから、原子炉格納容器内全体に

消火剤を充満させるまで時間を要する。このため、原子炉格納容器の消火設備は、火災発生時

の煙の充満による消火活動が困難でない場合には、早期に消火が可能である消防要員による

消火を行う設計とする。 
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③ 手動操作による固定式消火設備を設置する場合、

原子炉制御室から消火設備を起動できるように

設計することを確認。 

 

・ 火災発生時の煙の充満及び放射線の影響のため、消防要員による消火活動が困難である場合

は、中央制御室からの手動操作が可能であり、原子炉格納容器全域を水滴で覆うことのできる

格納容器スプレ設備による手動消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ②で確認済み。 

 

火災時に煙の充満等により消火活動が困難になら

ない場合には、その技術的根拠を示しているか。 

 

① 消火活動が困難とはならないとして上記対策を

講じない場合、煙の充満が生じない等の技術的根

拠を確認。 

（例） 

 ハッチの開口部等を通じて煙の排出が行わ

れる 

 可燃物が少なく火災規模が限定される等 

 

 

 

 

 

 

① 消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画は、以下のとおり（１）屋外、（２）可燃物の設

置状況、（３）運転員が常駐により自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置しない

とすることを確認した。 

(1)屋外 

屋外タンクエリア、重油タンクエリア及び海水ポンプ室は、火災が発生しても煙が大気に放出さ

れることから、消火活動が困難とならない場所として選定する。 

 

(2)可燃物の設置状況 

以下に示す火災区域又は火災区画は、設備が金属で構成されており可燃物を置かず発火源がな

い設計とすること、又は可燃物を少なくすることで火災荷重を低く管理することに加えて以下の
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② 火災時に煙の充満等により消火活動が困難とは

ならない火災区域又は火災区画に設置する消火

設備の考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計とすることから、消火活動が困難とならない場所として選定。 

・燃料取替用水ピットエリア 

・復水ピットエリア 

・原子炉補機冷却サージタンク室 

 

 

(3)運転員が常駐 

中央制御室は、常駐する運転員によって、早期の火災感知が可能であり、火災発生時に煙が充満

する前に消火可能であることから、消火活動が困難とならない場所として選定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 火災が発生しても煙が大気に放出され充満するおそれがない火災区域又は火災区画、若しくは、運

転員が常駐し高感度煙感知器を設置することにより早期の消火活動が可能である火災区域又は火

災区画においては、消火器等で消火することを確認した。 

①で選定した火災区域又は火災区画に設置する消火設備を以下のとおり確認した。 

(1)燃料油貯蔵タンクエリア及び重油タンクエリ  ア 

燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリアは、乾燥砂で覆われ地下に埋設されているため、火災の

規模は小さい。また、油火災であることを考慮し、消火器で消火を行う設計とする。 

(2)海水ポンプ室 

海水ポンプ室は、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備は設置せず、消火器、消火栓

で消火を行う設計とする。 

(3) 原子炉補機冷却サージタンク室 

原子炉補機冷却サージンク室は、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備は設置せず、

消火器、消火栓で消火を行う設計とする。 

(4)中央制御室 

中央制御室には、中央制御室には、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備は設置せず、

消火器で消火を行う設計とする。また、中央制御盤内の火災については、電気機器への影響がない

二酸化炭素消火器で消火を行う設計とする。 

  補足説明資料において、消火活動が困難でないエリアとして火災荷重が低いこと（等価火災時間）

及び空間が広いことなどを理由としているこが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資

料５＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-41 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 常時人がいる場所には、ハロン 1301 を除きガス

系消火設備を設けないこととしているか。 

 

 

④ 消火設備を設置しない場合は、可燃物がないなど

の技術的根拠を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、人体への影響はないハロン 1301 を採用することが示されている。＜補足

説明資料：08：まとめ資料 資料５＞ 

 

④ 燃料取替用水ピットエリア、復水ピットエリアは金属に覆われており、ピット内は水で満たされて

いること、燃料取替用水ピットエリアは、可燃物を置かず、発火源がない設計とすることから、火

災が発生するおそれがない。したがって、燃料取替用水ピットエリアは、消火設備を設置しない設

計とする。 

 

 

② 煙の充満による消火困難な区域（放射性物質貯蔵施設） 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

②放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構

築物、系統及び機器が設置される火災区域であっ

て、火災時に煙の充満、放射線の影響等により消火

活動が困難なところには、自動消火設備又は手動

操作による固定式消火設備を設置すること。 

 
 

火災時に煙の充満等により消火活動が困難となる

火災区域等を特定し、自動消火設備等を設置する設計

方針としているか。 

火災時に煙の充満等により消火活動が困難になら

ないとして、上記対策を講じない場合には、その技術

的根拠を示しているか。（「①煙の充満による消火困難

な区域（原子炉の安全停止）」と同様。） 

 

① 放射性物質貯蔵等の機器等が設置される火災区

域または火災区画について、火災時に煙の充満等

により消火活動が困難となるケーブルが設置さ

れた火災区域等を特定していることを確認。 

 

② 火災時に煙の充満等により消火活動が困難とな

るところには、自動消火設備又は手動操作による

固定式消火設備を設置する設計とすることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域は、基本的に、火災発生時の煙の充満により消火活

動が困難となるものとして選定することを確認した。 

 

 

 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域には、火災

時の煙の充満及び放射線の影響により消火活動が困難となる場合、中央制御室からの手動操作又

は自動起動の消火設備により消火することとすることを確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-42 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

③ 手動操作による固定式消火設備を設置する場合、

原子炉制御室から消火設備を起動できるように

設計することを確認。 

 

 

 

③ ②で確認済み。 

 

火災時に煙の充満等により消火活動が困難になら

ない場合には、その技術的根拠を示しているか。 

 

① 消火活動が困難とはならないとして上記対策を

講じない場合、煙の充満が生じない等の技術的根

拠を確認。 

（例） 

 ハッチの開口部等を通じて煙の排出が行わ

れる 

 可燃物が少なく火災規模が限定される等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域のうち、以下の火災区域は、可燃物の設置状況等に

より消火活動が困難とならない場所として選定することを確認した。 

(1)液体廃棄物処理設備エリア 

液体廃棄物処理設備を設置する火災区域は、火災が発生し液体放射性物質が流出しても可燃物と

はならず床ドレンに回収される。液体廃棄物処理設備エリアのうち、廃棄物貯蔵タンク室、冷却材

貯蔵タンク室に設置している火災源になりえる機器は、制御・計装品に限られる。これらは、火災

が発生したとしても金属製の筐体等で構成されていることから周囲に拡大せず、煙の発生は抑制さ

れること、並びに可燃物を少なくすることで火災荷重を低く管理することから、消火活動が困難と

ならない場所として選定する。 

(2) 使用済燃料ピット及び新燃料貯蔵庫エリア 

使用済燃料ピットの側面と底面は金属に覆われており、ピット内は水で満たされ、使用済燃料は

火災の影響を受けないこと、また、新燃料貯蔵庫は、側面と底面が金属とコンクリートに覆われて

おり可燃物を置かない設計とすることから、消火活動が困難とならない場所として選定する。 

 (3) 蒸気発生器保管庫 

 蒸気発生器保管庫の保管エリアには火災源になりえる機器を設置しておらず、入口エリアは入

口扉を開放し、屋外からの消火活動が可能であることから、消火活動が困難とならない場所として

選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-43 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

 

② 火災時に煙の充満等により消火活動が困難とは

ならない火災区域又は火災区画に設置する消火

設備の考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 常時人がいる場所には、ハロン 1301 を除きガス

系消火設備を設けないこととしているか。 

 

 

 

 

 

② 可燃物がほとんどなく煙が充満しにくい火災区域においては、消火器等で消火することを確認し

た。 

①で選定した火災区域又は火災区画に設置する消火設備を以下のとおり確認した。 

(1)液体廃棄物処理設備エリア 

液体廃棄物処理設備を設置する火災区域は、手動操作による固定式消火設備及び自動消火設備は

設置せず、消火器、消火栓で消火を行う設計とする。 

(2)使用済燃料ピット及び新燃料貯蔵庫エリア 

使用済燃料ピット及び新燃料貯蔵庫エリアは、自動消火設備又 

は手動操作による固定式消火設備は設置せず、消火器、消火栓で消火を行う設計とする。 

(3) 蒸気発生器保管庫 

蒸気発生器保管庫は、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備は設置せず、消火器、

消火栓で消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、人体への影響はないハロン 1301 を採用することが示されている。＜補足

説明資料：08：まとめ資料 資料５添付資料２０＞ 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-44 

③ 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

③消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多

重性又は多様性を備えた設計であること。 
 

消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多重性

又は多様性を確保する設計方針としているか。 

 

① 消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系の多重

性、多様性について、系統概要図等により確認。

その際、電源等のサポート系を含めて確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 消防法施行規則等に基づく設備仕様（水源や消火

ポンプの容量など）の設定根拠を確認。 

 

③ 水源等について、号機間で共用を行う場合には、

その影響を考慮し十分な水量を確保することを

確認。 

 

 

 

① 格納容器スプレ設備は、淡水タンク 4 基を、これらが使用できない場合に燃料取替用水タンク 1 基

を水源とすることを確認した。 

格納容器スプレ設備のポンプは、内部スプレポンプ 2 台を設置し系統の多重性を有する設計とする

ことを確認した。 

 

消火栓、水噴霧消火設備及びスプリンクラー（原子炉補助建屋を除く）への消火用水供給系の水

源は、淡水タンクを 2 基設置し、多重性を有する設計とする。消火用水供給系の消火ポンプは、電

動消火ポンプ、ディーゼル消火ポンプ及び廃棄物貯蔵庫ポンプを設置し、多様性を有する設計とす

ることを確認した。 

また、地震等により淡水タンクが使用できない場合に備え、6 基の消火水バックアップタンク、2 

台の消火水バックアップポンプを設置し、多重性を有する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、消防法施行令に基づき設備が設計されることが示されている。 

 

 

③ 号機間で共用しない。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-45 

④ 系統分離に応じた独立性の考慮 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

④原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能

を有する構築物、系統及び機器相互の系統分離を

行うために設けられた火災区域又は火災区画に設

置される消火設備は、系統分離に応じた独立性を

備えた設計であること。 

 

（参考） 

「系統分離に応じた独立性」とは、原子炉の高温

停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築

物、系統及び機器が系統分離を行うため複数の火

災区域又は火災区画に分離して設置されている場

合に、それらの火災区域又は火災区画に設置され

た消火設備が、消火ポンプ系（その電源を含む。）

等の動的機器の単一故障により、同時に機能を喪

失することがないことをいう。 
 

原子炉の安全停止に必要な機器等が設置される火

災区域等に設置される消火設備は、系統分離に応じた

独立性（選択弁の多重化、必要数量以上のボンベの設

置等）を備える設計方針としているか。 

 

① 系統分離に応じた独立性として、消火ポンプ系等

の動的機器の単一故障により、同時に機能を喪失

することがないことを確認。 

 

 

 

 

② 動的機器である選択弁等の単一故障を想定した

選択弁等の多重化を図ることを確認。 

 

 

 

 

 

 

③ ガスによる消火する場合、ガス消火設備の容器弁

の単一故障を想定した必要ボンベ数の考え方を

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

① 系統分離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置するハロン消火設備等は、動的機器

である弁等の単一故障（単一の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能を失うこと（従

属要因による多重故障を含む。）をいう。）を仮定しても、同時に消火機能を喪失することがないよ

うにすることを確認した。 

 

 

 

② 静的機器である消火配管等は、静的機器は 24 時間以内の単一故障の想定が不要であり、また、基準

地震動で損傷しないよう設計するため、多重化しないことを確認した。また、動的機器であるスプ

リンクラーの予作動弁等の単一故障を想定して選択弁等は多重化する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

③ 動的機器であるハロン消火設備の容器弁等の単一故障を想定しても、両系列の火災防護対象機器等

の消火設備が機能を失わない設計とすることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-46 

⑤ 二次的影響の考慮 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑤消火設備は、火災の火炎、熱による直接的な影響

のみならず、煙、流出流体、断線、爆発等による二

次的影響が安全機能を有する構築物、系統及び機

器に悪影響を及ぼさないように設置すること。 
 

消火設備は、火災の火炎、熱による直接的な影響の

みならず、煙、流出流体、断線、爆発等による二次的

影響が安全機能を有する機器等に悪影響を及ぼさな

いように設置する方針としているか。 

 

① 消火設備は、煙、流出流体、断線、爆発等による

二次的影響が安全機能を有する機器等に悪影響

を及ぼさないように設置することを確認 

 

 

 

 

② 消火設備のボンベや制御盤等は、消火対象となる

火災区域等とは別のエリアに設置するなどの措

置により、火災の影響を受けない設計とすること

を確認。 

 

③ 消火設備のボンベは、安全弁により過圧を防止し

破損や爆発が発生しない設計とすることを確認。 

煙等による二次的な影響が、火災が発生していない安全機能を有する構築物、系統及び機器に及ばな

い設計とすることを確認した。 

 

 

 

① ハロン消火設備、二酸化炭素消火設備は、電気絶縁性の高いガスを採用することで、火災の火炎、熱

による直接的な影響のみならず、煙、流出流体、断線及び爆発等の二次的影響が、火災が発生してい

ない安全機能を有する構築物、系統及び機器に及ばない設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 消火設備のガスボンベ及び制御盤は、消火対象となる火災区域又は火災区画とは別のエリアに設置

することを確認した。 

 

 

 

③火災による熱の影響を受けても破損及び爆発が発生しないよう、ボンベに接続する安全弁等によりボ

ンベの過圧を防止する設計とすることを確認した。 

 

 

⑥ 想定火災の性質に応じた消火剤の容量 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（伊方） 

 

⑥可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の

性質に応じた十分な容量の消火剤を備えること。 

 
 

可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の性質

に応じた十分な容量の消火剤を備える設計方針とし

ているか。 

 

① 火災区域/区画毎に、消防法施行規則等に基づき

可燃性物質の性状により消火剤の容量を設定す

ることを確認。 

 

① 消火設備に必要な消火剤の容量について、水噴霧消火設備は消防法施行規則第 16 条、二酸化炭素消

火設備は同規則第 19 条、ハロン消火設備は、同規則第 20条に基づき設計することを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-47 

⑦ 移動式消火設備の配備 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑦移動式消火設備を配備すること。 

（参考） 

移動式消火設備については、実用発電用原子炉

の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業

省令第７７号）第８３条第５号」を踏まえて設置さ

れていること。 
 

移動式消火設備を配備する方針としているか。 

 

① 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則を

踏まえ、恒設の消火設備に不具合が発生した場合

の代替として多様性の確保の観点から移動式消

火設備を配備する方針とすることを確認。 

（例） 

化学消防車、小型動力ポンプ付き水槽車など 

 

① 移動式消火設備は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」第 83 条の５に基づき、消火

ホース等の資機材を備え付けている化学消防自動車（１台）及び予備の化学消防車（１台）を配備す

る設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、移動式消火設備を配備することが示されている。 

 

 

⑧ 消火用水の最大放水量の確保 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑧消火剤に水を使用する消火設備は、2時間の最大

放水量を確保できる設計であること。 

（参考） 

消火設備のための必要水量は、要求される放水時

間及び必要圧力での最大流量を基に設計されてい

ること。この最大流量は、要求される固定式消火設

備及び手動消火設備の最大流量を合計したもので

あること。 

なお、最大放水量の継続時間としての 2時間は、

米 国 原 子 力 規 制 委 員 会 (NRC) が 定 め る

RegulatoryGuide1.189 で規定されている値であ

る。 

上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は、

RegulatoryGuide1.189 では 1、136、000 リットル

（1、136m3）以上としている。 

※「２時間」の根拠については、米国消防関係（ＮＦ

ＰＡ）の基準や日本の消防関連の基準（耐火建物の

耐火時間など）でも一般的に２時間とされている。 

 

消火剤に水を使用する消火設備は、２時間の最大

放水量を確保できる設計としているか。 

 

① 消火剤に水を使用する場合、必要水量は、要求さ

れる放水時間（２時間）及び必要圧力での最大流

量を基に手動消火設備及び固定式消火設備（スプ

リンクラー）の最大流量を合計し、水噴霧消火設

備屋内消火栓、屋外消火栓等の消火設備毎に、消

防法施行規則等に基づき消火水の容量の算出し

ていることを確認。 

 

 

① 消火剤に水を使用する消火設備は、以下のとおり２時間の最大放水量を確保できる設計とすること

を確認した。 

また、水消火設備に必要な消火水の容量について、水噴霧消火設備は消防法施行規則第 16条、屋内

消火栓は、消防法施行令第 11 条（屋内消火栓設備に関する基準）及び屋外消火栓は消防法施行令第

19 条（屋外消火栓設備に関する基準）を満足するよう設計することを確認した。 

補足説明資料において、消火用水系統図が示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料

５添付資料１６＞ 

 

  補足説明資料において、ハロン消火設備の必要量の算出式及び必要容量が示されている。＜補足説

明資料：08：まとめ資料 資料６添付資料４＞ 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-48 

⑨ 水消火設備への優先供給保 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑨消火用水供給系をサービス系または水道水系と

共用する場合には、隔離弁等を設置して遮断する

等の措置により、消火用水の供給を優先する設計

であること。 
 

消火用水供給系をサービス系等と共用する場合に

は、消火用水の供給を優先する設計方針としている

か。 

 

① 消火用水供給系をサービス系または水道水系と

共用する場合には、隔離弁等を設置して遮断する

等の措置により、消火用水の供給を優先する設計

とすることを確認。 

 

 

① 所内用水系と共用する場合には、隔離弁を設置して遮断する措置等により、消火用水系の供給を優

先する設計とすることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-49 

⑩ 消火設備の故障警報 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑩消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴する

設計であること。 

 

 

消火設備は、原子炉制御室に故障警報を吹鳴する設

計方針としているか。 

 

① 消火設備は、原子炉制御室の制御盤等において、

消火設備の故障警報を吹鳴する設計とすること

を確認。 

 

 

① 消火設備は、電源断等の故障警報を中央制御室に発する設計とすることを確認した。 

 

⑪ 消火設備の電源 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑪消火設備は、外部電源喪失時に機能を失わない

ように、電源を確保する設計であること。 
 

外部電源喪失時にも機能を失わないよう、電源を確

保する設計方針としているか。 

 

① 外部電源喪失時においても機能を失わないよう、

非常用電源からの受電を可能とするとともに、専

用の蓄電池（非常用蓄電池（設置許可基準規則第

１４条対応）等）を設置し、電源を確保する設計

とすることを確認。 

 

 

 

② ①の専用の蓄電池の容量については、外部電源喪

失時から非常用電源から電力が供給されるまで

の間、機能が維持できるよう十分な容量を確保す

ることを確認。 

（例） 

・ 蓄電池の容量（給電時間）及び設定根拠を示すこ

と。（消防法施行規則では 70 分間の電源供給を要

求している。） 

 

 

 

 

① 作動に電源が必要な消火設備は、外部電源喪失時においても消火が可能となるように、蓄電池を有

したものとすることを確認した。 

ただし、消火水ポンプ及び格納容器スプレ設備は、外部電源喪失時においても消火が可能となるよ

うに、非常用電源から受電する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、原子炉の安全停止に必要な機器等が設置される火災区域又は火災区画の火

災感知設備の受信機は、外部電源喪失が発生した場合においても火災の感知が可能となるように、

蓄電池を内蔵し 70 分間（消防法施行規則第 24 条で要求している蓄電池容量）電源供給が可能な容

量とすることが示されている。 

また、原子炉の安全停止に必要な機器等が設置される火災区域又は火災区画の消火設備に供給する

電源は、ディーゼル発電機が接続されている非常用電源より供給する設計とすることが示されてい

る。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-50 

⑫ 消火栓の配置 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑫消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処で

きるよう配置すること。 
 

消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処できる

よう配置する設計方針としているか。 

 

① 消防法施行令に準拠し、消火栓から一定の範囲で

の消火活動を考慮して消火栓を配置しているこ

とを確認。 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する消火栓は、消

防法施行令第 11 条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第 19 条（屋外消火栓設備に関する基準）

に準拠し、屋内は消火栓から半径 25ｍの範囲、屋外は消火栓から半径 40ｍの範囲における消火活動

を考慮した設計とすることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-51 

⑬ 固定式ガス消火設備の退出警報 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑬固定式のガス系消火設備は、作動前に職員等の

退出ができるように警報を吹鳴させる設計である

こと。 
 

固定式のガス系消火設備は、作動前に職員等の退出

ができるように警報を吹鳴させる設計方針としてい

るか。 

 

① ガス系の消火設備を用いる場合、消防法に基づ

き、音響警報の吹鳴後、放出までに退出時間が確

保できるよう遅延装置を設置することを確認。 

 

 

② 入室中に消火設備が自動起動しないよう入室管

理を行うことが示されているか。 

（例） 

鍵管理や入室時の手動・自動スイッチの切替えな

ど） 

 

 

 

 

 

① 固定式ガス消火設備として設置する二酸化炭素消火設備、ハロン消火設備等は、動作前に職員等の

退出ができるように警報を発する設計とすることを確認した。 

 

 

 

② 補足説明資料において、放出される二酸化炭素は人体に影響を与えることから、動作前に職員等の

退避ができるように、警報を吹鳴させる設計とするが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資

料 資料５添付資料９＞ 

 

⑭ 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑭管理区域内で消火設備から消火剤が放出された

場合に、放射性物質を含むおそれのある排水が管

理区域外へ流出することを防止する設計であるこ

と。 
 

管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場

合に、放射性物質を含むおそれのある排水が管理区域

外へ流出することを防止する設計方針としているか。 

 

① 管理区域内で消火設備から消火剤が放出された

場合、具体的な流出防止方法を確認。 

（例）各フロアの目皿や配管により回収して、液

体廃棄物処理系統により処理 

 

① 管理区域内で放出した消火水は、放射性物質を含むおそれがある場合には、管理区域外への流出を

防止するため、各フロアの目皿や配管により排水及び回収し、液体廃棄物処理設備で処理する設計

とすることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-52 

⑮ 消火用の照明器具 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

⑮電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明

器具を、必要な火災区域及びその出入通路に設置

すること。 
 

消火設備の操作等に必要な照明器具は、電源を内蔵

し必要な火災区域及びその出入通路に設置する方針

としているか。 

 

① 消火栓や消火設備の現場盤等の操作等が必要と

なる設置場所や設置場所への経路等に照明器具

が必要な範囲を網羅的に抽出されているか。 

 

 

② 照明器具の蓄電池等の容量について、現場への移

動時間や消火活動に要する時間を考慮して設定

することを確認。 

 

 

 

 

 

① 補足説明資料において、消火設備用照明及び消火栓及び消火設備の現場盤付近に照明器具が設置さ

れることが配置図にて示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料５添付資料１８＞ 

 

 

 

② 建屋内の消火栓、消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への経路には、移動及び消火設備の操作

を行うため、蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設計とすることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-53 

２．２．２．自然現象 

（１）凍結防止対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に

示すように、地震等の自然現象によっても、火災感

知及び消火の機能、性能が維持される設計である

こと。 

 

(1)凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対

策を講じた設計であること。 
 

使用する環境条件が網羅的に抽出されているか。 

 

① 設置許可基準規則第６条に基づき想定される外

部事象を踏まえ、感知設備及び消火設備が考慮す

べき環境条件を選定していることが示されてい

るか。 

① 消火設備及び火災感知設備について、凍結、風水害及び地震時における地盤変位を以下のとおり考

慮するとしている。 

補足説明資料において、発電用原子炉施設に想定される自然現象は、落雷、地震、津波、火山、森林

火災、竜巻、風（台風）、凍結、降水、積雪、生物学的事象、地滑り、洪水及び高潮である。火災防

護設備がこれらの自然事象の影響により、機能、性能を阻害された場合には、基本的には設備の予

備等を用いて早期の取替復旧を行うこととするが、必要に応じて火災監視員の配置や、代替消火設

備の配備等を行い、必要な性能を維持することとすることが示されている。 

これらの自然現象のうち、感知設備及び消火設備が考慮すべき環境条件として凍結、風水害及び地

震を選定し対策を講じることとすることが示されている。 

 

凍結するおそれがある消火設備及び火災感知器は、

凍結防止対策を講じた設計としているか。 

 

① 設備を構成する水源、配管、ポンプ、消火栓等を

含む、火災感知器及び消火設備の全体について、

設計上考慮する外気温度の設定根拠を確認した

上で、凍結防止対策を講じるとしていることを確

認。 

 

 

 

 

 

② 設備対応を行う場合、その技術的な内容を確認。 

（例）不凍式消火栓の設置、ヒーターの設置、低

温で使用可能な火災感知設備の設置 

③ 運用により担保する場合、規程化の宣言含む運用

の方針を確認。 

（例） 

外気温度を監視し、一定温度に低下した場合に

は、消火栓及び消火配管のブロー弁を微開にする 

 

 

 

 

① 外気温が 0℃まで低下した場合、凍結を防止するために、屋外の消火栓を微開し通水する運用とす

る設計とする。また、屋外の火災感知設備は－10℃の環境下でも使用可能なものとすることを確認

した。 

補足説明資料において、発電所において考慮している最低気温-8.8℃に対して-10℃まで気温が低下

しても使用可能な火災感知設備を設置するとことが示されている。 

 

 

 

 

 

② 設備対応は行わない。 

 

 

③ 屋外消火配管の凍結防止対策の対応として、外気温度が 0℃まで低下した場合は、屋外の消火設備の

凍結を防止するために屋外消火栓を微開し、通水する手順を整備し、操作を行うことを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-54 

（２）風水害対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害

されない設計であること。 

 

（参考） 

(2)消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等

で機能しなくなることのないよう、設計に当たっ

ては配置が考慮されていること。 
 

配置等の考慮により、風水害に対して消火設備の性

能が著しく阻害されない設計としているか。 

 

① 消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で

機能しなくなることのないよう、配置を考慮する

ことを確認。 

（例）影響を受けにくい屋内に配置する。防水処

置を講じた筐体内に格納し架台上に配置する。 

 

 

 

 

 

 

② 屋外の火災感知器等、性能の維持が困難な場合に

は、風水害を受けた場合、予備品により早期の取

替を行う等の措置を講じる方針とすることを確

認。 

 

 

 

 

① 屋外における消火設備の制御盤、ボンベ等には浸水防止対策を講じることを確認した。 

具体的には、ディーゼル消火ポンプ、電動消火ポンプ、廃棄物庫消火ポンプ、消火水バックアップ

ポンプ及びスプリンクラー等の消火設備は、風水害により性能が阻害されないよう、流れ込む水の

影響を受けにくい屋内に設置する設計とすることを確認した。また、屋外に消火設備を設置する場

合は、風水害により性能が阻害されないよう、制御盤、ボンベ等の浸水防止対策を講じる設計とす

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

② また、屋外の火災感知設備は、風水害の影響を受けた場合にも、早期に取替えを行うことにより当

該機器の機能及び性能の維持ができる運用とすることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-55 

（３）地震対策 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(3)消火配管は、地震時における地盤変位対策を考

慮した設計であること。 

 

（参考） 

火災防護対象機器等が設置される火災区画に

は、耐震 B・Cクラスの機器が設置されている場合

が考えられる。これらの機器が基準地震動により

損傷し S クラス機器である原子炉の火災防護対象

機器の機能を失わせることがないことが要求され

るところであるが、その際、耐震 B・Cクラス機器

に基準地震動による損傷に伴う火災が発生した場

合においても、火災防護対象機器等の機能が維持

されることについて確認されていなければならな

い。 
 

消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮し

た設計としているか。 

 

① 地盤変位対策として、屋外の消火配管について

は、建屋接続部でのフレキシブル配管等可動性の

ある配管の採用、地上化又はトレンチ内に設置す

る等の対策を講じる設計とすることを確認。 

 

 

 

 

① 地盤変位による影響を直接受けないように消火配管の建屋接続部に溶接継手を採用する。消火配管

を地上又はトレンチ内に設置する。消火配管接続口を建屋の外部に設置することを確認した。 

また、建屋外部から建屋内部の消火栓に給水することが可能な給水接続口を建屋に設置する設計と

する。 

補足説明資料において、消火水配管は、地震時における地盤変位対策として、建屋接続部には機械

式継手ではなく溶接継手を採用し、地盤変位の影響を直接受けないよう、地上化又はトレンチ内に

設置する設計とすること、また、安全機能を有する建屋外部から建屋内の消火栓に給水することが

可能な給水接続口を建屋に設置する設計とすることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ

資料 資料５＞ 

 

火災感知設備及び消火設備の耐震クラスを適切に

設定しているか。 

 

① 火災感知設備及び消火設備は、安全機能を有する

機器等の耐震クラスに応じて設置することを確

認。 

 

 

 

② 耐震Ｂ、Ｃクラスの機器が基準地震動により火災

が発生した場合、当該機器によりＳクラス機器で

ある火災防護対象機器の安全機能が損なうこと

がないことを確認。 

 

 

 

① 火災感知設備及び消火設備を、安全機能を有する機器等の耐震クラスに応じて火災区域及び火災区

画に設置することを確認した。 

補足説明資料において、消火設備の具体的な耐震性について示されている。＜補足説明資料：08：ま

とめ資料 資料５添付資料２＞ 

 

 

 

② 耐震Ｂ、Ｃクラス機器に基準地震動による損傷に伴う火災が発生した場合においても火災防護対象

機器等の機能及び性能の維持ができるものとすることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-56 

２．２．３．消火設備の誤作動又は誤動作 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.2.3 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

消火設備の破損、誤動作又は誤操作によって、安全

機能を失わない設計であること。また、消火設備の

破損、誤動作又は誤操作による溢水の安全機能へ

の影響について「原子力発電所の内部溢水影響評

価ガイド」により確認すること。 

 

（参考） 

原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドでは、

発生要因別に分類した以下の溢水を想定すること

としている。 

 

a.想定する機器の破損等によって生じる漏水によ

る溢水 

 

b.発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡

大防止のために設置される系統からの放水による

溢水 

 

c.地震に起因する機器の破損等により生じる漏水

による溢水 

このうち、b.に含まれる火災時に考慮する消火水

系統からの放水による溢水として、以下が想定さ

れていること。 

 

①火災感知により自動作動するスプリンクラーか

らの放水 

②建屋内の消火活動のために設置される消火栓か

らの放水 

③原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による

溢水 
 

消火設備の破損、誤作動等によって、消火剤が放出

されても電気及び機器設備に影響を与えないように

消火設備が選定されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ガス消火設備の消火剤の種類は、安全機能への影

響を考慮して選定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 非常用ディーゼル発電機は、二酸化炭素消火設備

からの二酸化炭素の放出の影響を考慮しても機

能を喪失しないよう、外気より給気を取り入れる

設計とすることを確認。 

 

 

消火設備の放水による溢水に対して、安全機能を有する機器等の安全機能が損なわれないよう設計する

としている。 

スプリンクラーは破損、単一の誤動作又は誤操作で誤放水しない設計とすることを確認した。 

また、水以外を用いる消火設備として、二酸化炭素、ハロゲン化物消火剤及び炭酸水素カリウム等を用

いることとしているが、二酸化炭素不活性であること並びにハロゲン化物消火剤及び炭酸水素カリウム

等のエアロゾルは電気絶縁性が大きく揮発性も高いことから消火設備の破損、誤作動又は誤操作により

消火剤が放出されても、電気及び機械設備に影響を与えないとしていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

① 二酸化炭素は不活性であること並びにハロゲン化物消火剤及び炭酸水素カリウム等のエアロゾルは

電気絶縁性が大きく揮発性も高いことから、設備の破損、誤動作又は誤操作により消火剤が放出さ

れても電気及び機械設備に影響を与えないよう、火災区域又は火災区画に設置するガス系消火設備

には、二酸化炭素、ハロゲン化物消火剤、炭酸水素カリウム等のエアロゾルを放出する消火設備を

設置する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

② ディーゼル発電機は、ディーゼル発電機室に設置する二酸化炭素消火設備の破損、誤動作又は誤操

作で放出される二酸化炭素による窒息を考慮しても機能が喪失しないよう、外気より給気を取り入

れる設計とすることを確認した。 

 

消火設備の破損、誤動作等による溢水の安全機能へ

の影響について「原子力発電所の内部溢水影響評価ガ

イド」により確認しているか。 

 

① （設置許可基準規則第９条「内部溢水」への適合

性において確認する。） 

① 溢水に対する防護設計については、「Ⅲ－７ 溢水による損傷の防止等（第９条関係）」において記

載することを確認した。 

消火設備の放水等による溢水は、「1.6 溢水防護に関する基本方針」に基づき、安全機能へ影響がな

いことを確認する設計とすることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-57 

２．３．火災の影響軽減に係る設計方針 

２．３．１．火災の影響軽減対策 

（１）耐火壁等による分離（原子炉の安定停止機能） 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

2.3 火災の影響軽減 

2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重

要度に応じ、それらを設置する火災区域又は火災

区画内の火災及び隣接する火災区域又は火災区画

における火災による影響に対し、以下の各号に掲

げる火災の影響軽減のための対策を講じた設計で

あること。 

 

(1)原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安全

機能を有する構物、系統及び機器を設置する火災

区域については、3時間以上の耐火能力を有する耐

火壁によって他の火災区域から分離すること。 

 

（参考） 

(1)耐火壁の設計の妥当性が、火災耐久試験によっ

て確認されていること。 
 

原子炉の安全停止に係わる安全機能を有する機器

等を設置する火災区域については、3時間以上の耐火

能力を有する耐火壁によって他の火災区域から分離

する設計方針としているか。 

 

① 耐火壁は、火災耐久試験により３時間以上の耐火

能力（耐火に必要なコンクリート壁厚）を有する

ことを確認していることを確認。 

 

 

 

② 耐火壁以外に貫通部シール、防火扉、防火ダンパ

等を使用する場合は、同様に火災耐久試験により

３時間以上の耐火能力を有することを確認して

いることを確認。 

 

③ 火災区域の目皿は、他の火災区域（区画）からの

煙の流入防止を図る設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

① 原子炉を安全に停止するための安全機能を有する機器等を設置している屋内の火災区域は、3 時間

以上の耐火能力を有する壁、貫通部シール、防火扉及び防火ダンパで分離するとしていることを確

認した。 

 

 

 

② ①にて確認済み。 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、排水用の目皿に対して煙流入防止する措置を行うことが概要図とともに示

されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６添付資料２＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-58 

（２）系統分離（原子炉の安定停止機能） 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機

能を有する構築物、系統及び機器は、その相互の

系統分離及びこれらに関連する非安全系のケーブ

ルとの系統分離を行うために、火災区画内又は隣

接火災区画間の延焼を防止する設計であること。 

具体的には、火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルが次に掲げるいずれかの要件を満たして

いること。 

a. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルについて、互いの系列

間が 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等で

分離されていること。 

b. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルについて、互いの系列

間の水平距離が 6ｍ以上あり、かつ、火災感知

設備及び自動消火設備が当該火災区画に設置

されていること。この場合、水平距離間には

仮置きするものを含め可燃性物質が存在しな

いこと。 

c. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルについて、互いの系列

間が１時間の耐火能力を有する隔壁等で分離

されており、かつ、火災感知設備及び自動消

火設備が当該火災区画に設置されているこ

と。 

 

（参考） 

(2)-1 隔壁等の設計の妥当性が、火災耐久試験に

よって確認されていること。 

(2)-2 系統分離を b.（6m 離隔＋火災感知・自動消

火）または c.（1 時間の耐火能力を有する隔壁等

＋火災感知・自動消火）に示す方法により行う場

合には、各々の方法により得られる火災防護上の

効果が、a.（3 時間以上の耐火能力を有する隔壁

等）に示す方法によって得られる効果と同等であ

（１）火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの

抽出 

 

① 原子炉の安全停止に係わる安全機能を有する機

器等から、火災による機能喪失又は誤動作によ

り、原子炉の安全停止を阻害する可能性のある機

器等を火災防護対象機器（駆動又は制御するケー

ブル（電気盤や制御盤を含む）を含む）として抽

出することを確認。 

 

① 原子炉施設において火災が発生した場合に、原子炉を安全に停止するために必要な機能を確保する

ために必要な機器（以下「火災防護対象機器」という。）及び火災防護対象機器を駆動若しくは制御

するケーブル（以下「火災防護対象ケーブル」という。これらを総称して「火災防護対象機器等」

とする。）を抽出することを確認した。 

補足説明資料において、「原子炉の安全停止に必要な機器」から選定する考え方が示されている。＜

補足説明資料：08：まとめ資料 資料６＞ 

 

（２）影響軽減対策 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルにつ

いて、その相互の系統分離及びこれらに関連する非安

全系のケーブルとの系統分離を行うために、火災区画

内又は隣接火災区画間の延焼を防止する設計方針と

しているか。 

① 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの

系統分離策については、次に掲げるいずれかの要

件を満たすことを確認。 

a.「３時間耐火隔壁等」による分離 

b.「水平距離６ｍ以上＋火災感知設備＋自動消火設

備」による系統分離 

c.「１時間耐火隔壁等＋火災感知設備＋自動消火設

備」による系統分離 

 

① 火災防護対象機器等を防護するため、同機器等の相互の系統分離及びこれらに関連する火災防護対

象ケーブル以外のケーブルとの系統分離を行うとしている。 

火災が発生しても、原子炉を安全停止するためには、プロセスを監視しながら原子炉を停止し、冷

却を行うことが必要であり、このためには、成功パスを、手動操作に期待してでも、少なくとも１

つ確保するよう系統分離対策を講じる必要がある。 

 

系統分離に当たっては、火災区画内及び隣接火災区画間の延焼を防止するため、以下のいずれかに

該当する設計とするとしていることを確認した。 

補足説明資料において、火災区域又は火災区画毎における影響軽減対策が示されている。＜補足説

明資料：08：まとめ資料 資料６＞ 

 

１. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等による系統分離 

互いに異なる系統の火災防護対象機器等は、3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁等により分

離された火災区域又は火災区画に設置する｡ 

２. 水平距離 6m 以上の離隔等による系統分離 

互いに異なる系統の火災防護対象機器等は、互いの系統間の水平距離を 6m 以上とし、その間

には仮置きするものを含め可燃性物質を置かないこと、かつ、当該火災区域又は火災区画内に

火災感知設備及び自動消火設備を設置する｡ 

３. 1 時間の耐火能力を有する隔壁等による系統分離 

互いに異なる系統の火災防護対象機器等は、1 時間の耐火能力を有する隔壁等により分離し、

かつ、当該火災区域又は火災区画内に火災感知設備及び自動消火設備を設置する｡ 

補足説明資料において、系統分離のための耐火隔壁について耐火能力及び施工方針が示されて

いる。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６添付資料１＞ 

（３）耐火隔壁等 

① 火災防護対象機器等が設置される環境条件を想

定した火災耐久試験により確認されている耐火

 

① 原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する屋内の火災区域は、３時間以上の耐火能力を有する耐

火壁として、３時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 150mm 以上の壁厚を有するコンク
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ることが示されていること。 
 

壁を採用すること確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ①の施工方法が妥当であることを、「原子力発電

所の内部火災影響評価ガイド」を参照し、高温ガ

ス、火炎・プルーム、輻射の観点から火災の影響

を評価し、系統間で火災の影響が及ばないことが

示されているか。 

 

 

③ 耐火被覆や断熱材等を使用する場合、損傷、脱落

や経年劣化の観点から、耐久性が評価されている

か。 

（例） 

耐火隔壁等には、遮熱性や遮炎性に加え、非損傷

性も要求され、例えばシリカクロスでは使用範囲

は限定される。 

 

④ ケーブルトレイを耐火隔壁等で被覆することに

より、放熱が阻害されケーブルの安全機能の低下

や被覆されたケーブルトレイ内の火災時に消火

ができない等の影響を確認。 

 

 

リート壁又は火災耐久試験により３時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁（貫通部シ

ール、防火扉、防火ダンパ）によって、他の火災区域又は火災区画から分離する設計とすることを

確認した。 

火災区域の目皿には、他の火災区域又は火災区画からの煙の流入防止を目的として、煙等流入防止

装置を設置する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

② 補足説明資料において、３時間耐火壁及び隔壁等の耐久試験について示されている。また、コンク

リート壁の耐火性を示す海外規格として、米国の NFPA ハンドブックがあり、３時間耐火に必要な

壁の厚さは 140～150mm と読み取れることが示されている＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料

６添付資料１＞ 

 

 

 

③ 補足説明資料において、発泡性耐火被覆及び耐火ボンドは、経年的に性能が変化するものではない

が、主な組成が樹脂系の成分であるため、高温による樹脂の熱分解が考えられる。このため、高温

環境下において耐火被覆及び耐火ボンドの各々の性能に有意な影響を及ぼさないことを確認して

いることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６添付資料１＞ 

 

 

 

 

④ 補足説明資料においてケーブルトレイ消火設備は、電気絶縁性が高い消火剤を採用するとともに、

ケーブルトレイ内に消火剤を留めることで、火災の火炎、熱による直接的な影響のみならず、煙、

流出流体、断線及び爆発等の二次的影響が、火災が発生していない安全機能を有する構築物、系統

及び機器に及ばない設計とする。 

（４）上記の要件の適用が困難な火災区域/火災区画 

系統分離設計を行うことを前提に、実証試験、要員

による確実な早期消火等の対応策を総合的に勘案し

た上で、同等の効果が得られているか。 

 

原子炉制御室における火災の影響軽減対策が、火災防護基準に規定している対策と同一ではないもの

の、複数の運転員が常駐していることを踏まえ、下記①から⑥の対策を講じることにより、火災の発生

防止対策、火災による他系統への延焼を防止する上で必要な火災感知及び消火の対策を講じること、中

央制御盤の一つの区画で火災が発生し当該区画の安全機能が全て喪失した場合であっても、原子炉を安

全に停止することができるとしていることにより、十分な保安水準が確保されることを確認した。 
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（例）系統分離が困難な原子炉制御室における制御盤

内の火災影響軽減対策の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６ｍ離隔） 

①原子炉制御盤内の操作スイッチ及びケーブルに対

して、近接する他の構成部品に影響がないよう分離

対策（離隔距離の確保、金属バリアの設置、難燃性

電線の採用など）により火災が伝播し難い構造とす

ることを確認。 

デジタル化された原子炉制御盤についても同様に、

盤の近接する他の構成部品に影響がないよう分離

対策（離隔距離の確保、金属バリアの設置、難燃性

電線の採用など）により火災が伝播し難い構造とす

ることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室中央制御盤内で発生が想定される火災に対して、運転員の操作性及び視認性向上を目的と

して機器等を近接して設置することから、上記の系統分離対策を講じることができないものの、以下の

とおり対策を講じるとしていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 中央制御盤内における操作スイッチ及びケーブルにおいて火災が発生した場合であっても、近接す

る他の構成部品に影響がないことを実証試験により確認すること。ケーブルは、当該ケーブルに火

災が発生しても延焼せず、また、周囲へ火災の影響を与えない金属外装ケーブル、テフロン電線及

び難燃ケーブルを使用すること。 

中央制御室の操作スイッチ及びケーブル等は、火災を発生させて近接する他の構成部品に火災の影

響がないことを確認した実証試験の結果に基づき、以下に示す分離対策を講じる設計とすることを確

認した。 

(1) 操作スイッチは、厚さ 2mm の鋼板製筐体で覆い、さらに、上下方向 47mm、左右方向 25mm の離

隔距離を確保する。 

  

 (2)盤内配線は、相違する系列の端子台間 5mm 以上、相違する系列のテフロン電線間 5mm 以上の

離隔距離を確保する。 

(3)相違する系列間を分離するための配線用バリアとしては、金属バリアによる離隔又は離隔距離

25mm を確保した盤内配線ダクトとする。 

(4)ケーブルは、当該ケーブルに火災が発生しても延焼せず、また、周囲へ火災の影響を与えない金

属外装ケーブル、テフロン電線及び難燃ケーブルを使用する。 
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（火災感知設備） 

②自動消火設備を設置しない場合、火災感知が遅れる

おそれがあるため、より高感度の火災感知が可能な

設計とすることを確認。 

デジタル化された原子炉制御盤において、高感度の

火災感知が可能な設計としない場合には、早期に火

災感知できるとする考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

（消火設備） 

③消火活動に必要な消火設備を配備する方針とする

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④常駐する運転員による消火活動の手順を定め、訓練

を実施する方針とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 中央制御室に設置する異なる種類の火災感知器とは別に、直ちに煙を検知できる高感度煙感知器を

中央制御室盤内に設置することを確認した。 

中央制御室内にアナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置するとともに中央制御盤内

には、火災の早期感知を目的として、高感度煙感知器を設置することを確認した。 

補足説明資料において、煙感知器により中央制御盤内が火災発生初期段階のくん焼状態であっても

煙を感知できることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６添付資料６＞ 

 

 

 

 

 

 

 

③ 自動消火設備は設置しないが、中央制御盤に火災が発生しても、高感度煙感知器の作動により、常

駐する運転院が早期に消火勝つそうを行うことにより、相違する系列の火災防護対象設備への火災

を防護できる設計とすることを確認した。 

消火設備は、電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消火器を使用する。 

火災発生箇所の特定が困難な場合も想定し、電気設備に悪影響を及ぼさない固定式エアロゾル消火

設備を設置することを確認した。 

 

 

 

 

④ 常駐する運転員により早期の消火活動が実施できるよう手順を定めて訓練を実施することを確認

した。 

具体的には、消火活動を実施するため、以下を行うことを確認した。 

・常駐する運転員が早期消火を図るために消火活動の手順を定めて、訓練を実施する。 

また、中央制御盤内における火災発生時の対応においては、以下の手順を整備し、的確に操作を

行うことを確認した。 

・煙感知器、熱感知器及び中央制御盤内の煙感知器により感知した火災は、常駐する運転員が消火

器による消火活動を行い、消火状況の確認等を行う。 

補足説明資料において、常駐する運転員が早期消火を図るために消火活動の手順を定めて、訓練を

実施することが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６＞ 
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（その他） 

⑤火災により制御盤内１区画の安全機能の喪失を想

定しても、他の制御盤の操作等により、原子炉の安

定停止が可能な設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

⑥【補足説明資料】⑤について、必要な監視・操作機

能を示した上で、監視・操作の成立性を示されてい

ることを確認。 

 

 

 

⑤ 中央制御盤の一つの区画内で火災が発生し当該区画の安全機能が全て喪失した場合であっても、他

の区画の制御盤による運転操作、現場の遮断器等の操作により原子炉を停止することができるこ

と。 

また、手順として、中央制御盤の１つの区画の安全機能が全て喪失した場合における原子炉の安全

停止に関する手順を整備することを確認した。 

 

 

 

 

⑥ 補足説明資料において、中央制御盤の火災により１つの区画の中婦制御盤の機能が喪失した場合に

おいても、他の区画の中央制御盤や現場操作により、原子炉の高温停止、低温停止の達成と維持が

可能であることが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６＞ 

 

（例）系統分離が困難な格納容器内の火災影響軽減対

策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１時間耐火） 

① 火災防護対象ケーブル等に対して、可能な限り火

災影響軽減対策（ケーブルトレイへの鉄製蓋の設

置など）を行う設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器における火災の影響軽減対策が、火災防護基準に規定している対策と同一ではないも

のの、原子炉格納容器内には可燃物の持ち込みが制限されることを踏まえ、申請者が下記①から⑦の対

策を講じることにより、原子炉格納容器内において発火源として想定される機器に火災が発生した場合

においても火災の影響を限定し、火災による他系統への延焼や火災からの影響を防止する上で必要な火

災感知及び消火の対策を講じることにより、火災防護対象機器等の機能が損なわれないとしているこ

と、原子炉格納容器内での火災の影響により全ての動的機器が停止し、かつ、原子炉格納容器内の弁の

遠隔操作ができなくなることを仮定しても、原子炉を安全に停止することができるとしていることによ

り、十分な保安水準が確保されることを確認した。 

 

原子炉格納容器内で発生が想定される火災に対して、ケーブルトレイが原子炉格納容器内で近接して

設置されていること並びに 1 時間耐火性能を有している隔壁等は事故が発生した場合にデブリ発生の

要因となり格納容器再循環サンプの閉塞をもたらす可能性があることから、上記の系統分離対策を講じ

ないものの、以下のとおり対策を講じるとしていることを確認した。 

① 火災防護対象機器等は、蒸気発生器のループごとに設置する等により、6m以上の水平距離を可能な

範囲で離隔すること。また、異なる格納容器貫通部を通って原子炉格納容器外に敷設することで火

災による他系統への延焼を防止していること。火災感知器は、火災防護対象機器等に延焼するおそ

れがある火災を感知する配置とすること。 

 補足説明資料において、原子炉格納容器内のケーブルは電線管内に収納していることが明示され

ている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６＞ 
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② 電気盤や油内包機器等に対して、漏えいの防止・

拡大の防止等の火災発生防止対策を講じる設計

とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

（火災感知設備） 

③ 火災感知設備を設置する設計することを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（消火設備） 

④ 消火器で消火活動を行う場合、人命を優先した消

火活動の手順を定め、訓練を実施する方針とする

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

② 電気盤の筐体、軸受のケーシング等により、原子炉格納容器内における火災の影響を限定すること。

火災源となり得る油を内包したポンプは、油が漏れた場合でも拡大しないように設計すること。 

具体的には、原子炉格納容器内は仮置きする可燃物を置かない設計とし、原子炉格納容器内の以

下の設備については、鉄製の筐体やケーシング等で構成することにより、火災防護対象機器等に対

する延焼や火炎からの影響を防止することを確認した。 

・電気盤の筐体 

・格納容器再循環ファン軸受のケーシング 

・１次冷却材ポンプ電動機油回収タンクのタンク本体 

 

 

 

③ 放射線の影響による誤動作や水素が発生する事故を考慮して、「非アナログ式であり防爆型の熱感

知器」を設置すること。 

具体的には、比較的線量の高い原子炉格納容器ループ室及び加圧器室の熱感知器は、放射線によ

る火災感知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナログ式でない熱感知器は、

原子炉格納容器内の通常時の温度より高い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防止す

る設計とすることを確認した。なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式でない火

災感知器は、念のため防爆型とすることを確認した。 

補足説明資料において、原子炉格納容器内の火災感知器が示されている。＜補足説明資料：08：

まとめ資料 資料４＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 原子炉格納容器内で火災が発生した場合の消火要員の進入の可否の判断を含めた手順を定め、消火

要員が進入可能な場合は消火要員による早期の消火活動を行う運用とすること。 

また、原子炉格納容器内への進入判断について、以下のとおり手順を定めることを確認した。 

a.自動消火設備は設置しないが、消火要員が原子炉格納容器内へ進入可能な場合は、手順を定め、

訓練を実施している消火要員により、消火器、消火栓を用いて早期に消火を行う設計とする。 

b. 消火要員が原子炉格納容器内へ進入困難な場合は、中央制御室で手動操作可能な格納容器ス

プレ設備を用いた消火活動を実施する設計とする。なお、１次冷却材ポンプの上部は開口となって
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⑤ 消火要員による消火が困難な場合は、格納容器ス

プレイを用いた消火活動を行う方針とすること

を確認。 

 

 

（その他） 

⑥ 火災により格納容器内における動的機器の安全

機能の喪失を想定しても、現場操作等により原子

炉の安定停止が可能な設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いるため、１次冷却材ポンプに火災が発生した場合にも、格納容器スプレ設備による消火は可能で

ある。 

c.格納容器スプレ設備のポンプは原子炉格納容器外に設置されており、原子炉格納容器内の火災

が格納容器スプレ設備に影響を及ぼすことはない。 

 

補足説明資料において、原子炉格納容器内火災時の原子炉格納容器への進入判断が具体的に示され

ている。また、消火活動の流れや成立性等が示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資

料６添付資料９＞ 

 

 

 

⑤ 消火要員が進入困難な場合は、中央制御室で手動操作可能な格納容器スプレ設備を用いた消火を行

うこと。 

補足説明資料において、格納容器スプレイ系統による消火性能が示されている。＜補足説明資料：

08：まとめ資料 資料６添付資料８＞ 

 

 

⑥ 原子炉格納容器内での火災の影響により全ての動的機器が停止し、かつ、原子炉格納容器内の弁の

遠隔操作ができなくなることを仮定しても、原子炉格納容器外に設置される補助給水設備と主蒸気

系統設備により原子炉の高温停止を維持し、火災鎮火後、原子炉格納容器内の電動弁を手動操作し

余熱除去設備を起動することで、原子炉の低温停止を達成することができること。 

具体的には、原子炉格納容器内の動的機器がすべて火災の影響により運転停止し、かつ、原子炉

格納容器内の弁の遠隔操作ができなくなることを仮定しても、運転員の操作により原子炉の安全停

止は可能であることを確認した。 

（原子炉の高温停止） 

火災発生時にも原子炉の高温停止が可能となるよう、火災の影響を受けても、制御棒は炉心に全

挿入する設計とすること。 

（原子炉の高温停止の維持） 

火災発生時にも原子炉の高温停止の維持が可能となるよう、火災の影響を受けない原子炉格納容

器外に補助給水設備と主蒸気系統設備を設置し、これらを用いた蒸気発生器による除熱を可能とす

る設計とすること。 

（原子炉の低温停止への移行） 

火災鎮火後、原子炉格納容器内の電動弁を手動操作し余熱除去設備を使用することで、低温停止

への移行を可能とする設計とする。 
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⑦ 【補足説明資料】⑥について、必要な監視・操作

機能を示した上で、監視・操作の成立性を示され

ていることを確認。 

 

 

⑦ 補足説明資料において、既設プラントであることを踏まえて、原子炉格納容器内火災による機能喪

失を想定しても原子炉の低温停止へ移行できることの確認結果が示されている。＜補足説明資料：

08：まとめ資料 資料６＞ 
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（３）耐火壁等による分離（放射性物質の貯蔵等） 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(3)放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する

構築物、系統及び機器が設置される火災区域につ

いては、3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によ

って他の火災区域から分離されていること。 
 

放射性物質の貯蔵等の機能を有する機器等を設置

する火災区域については、3時間以の耐火能力を有す

る耐火壁によって他の火災区域から分離する設計方

針としているか。 

 

① 耐火壁は、火災耐久試験により３時間以上の耐火

能力（耐火に必要なコンクリート壁厚）を有する

ことを確認していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 耐火壁以外に貫通部シール、防火扉、防火ダンパ

等を使用する場合は、同様に火災耐久試験により

３時間以上の耐火能力を有していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

① 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置される火災区域は、3時間

以上の耐火能力を有する壁等によって他の火災区域から分離することとしていることを確認した。 

具体的には、３時間以上の耐火能力を有する耐火壁として、３時間耐火に設計上必要なコンクリー

ト壁厚である 150mm 以上の壁厚を有するコンクリート壁又は火災耐久試験により３時間以上の耐火

能力を有することを確認した耐火壁（貫通部シール、防火扉、防火ダンパ）により、他の火災区域と

分離する設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

② ①で確認済み。 
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（４）換気設備 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(4)換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙が

安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置す

る火災区域に悪影響を及ぼさないように設計する

こと。また、フィルタの延焼を防護する対策を講じ

た設計であること。 
 

換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙が安全

機能を有する機器等を設置する火災区域に悪影響を

及ぼさないように設計しているか。また、換気設備の

フィルタの延焼を防護する対策を講じた設計として

いるか。 

 

① 換気設備は、他の火災区域に悪影響を及ぼさない

よう、防火ダンパを備える等の設計とすることを

確認。 

 

 

 

② フィルタは不燃材又は難燃材を使用する等の延

焼を防止する対策を講じる設計とすることを確

認。 

 

他の火災区域又は火災区画へ火炎、熱、又は煙が悪影響を及ぼさないよう換気空調設備には防火ダン

パを設置する設計とすることとしていることを確認した。 

 

 

 

 

① 安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域に関連する換気設備には、他の火災区

域又は火災区画へ、火、熱、又は煙の影響が及ばないよう、防火ダンパを設置する設計とすることを

確認した。 

 

 

 

② 換気設備のフィルタは、「2.1.2(4)換気設備のフィルタ」に示すとおり、チャコールフィルタを除き、

難燃性のものを使用する設計とすることを確認した。 

 

 

（５）電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域等 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(5)電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区

域及び中央制御室のような通常運転員が駐在する

火災区域では、火災発生時の煙を排気できるよう

に排煙設備を設置すること。なお、排気に伴い放射

性物質の環境への放出を抑制する必要が生じた場

合には、排気を停止できる設計であること。 
 

通常運転員が駐在する火災区域では、火災発生時

の煙を排気できるように排煙設備を設置している

か。なお、排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑

制する必要が生じた場合には、排気を停止できる設

計としているか。 

 

① 通常運転員が駐在する火災区域を網羅的に抽出

していることを確認。 

 

② 抽出された火災区域に対して、建築基準法に準拠

した容量の排煙設備を設置する設計とすること

を確認。 

 

 

 

 

 

中央制御室の火災発生時の煙を排気するために建築基準法に準拠した容量の排煙設備を配備するこ

と、フロアケーブルダクトは、全域をハロン自動消火設備による消火を行う設計とすることとしている

ことを確認した。 

 

 

 

① 運転員が常駐するのは中央制御室のみであることを確認した。 

 

 

② 運転員が常駐する中央制御室の火災発生時の煙を排気するために、建築基準法に準拠した容量の排

煙設備を配備する設計とすることを確認した。 

電気ケーブルを施設するフロアケーブルダクトは、ハロン消火設備による消火を行う設計とする。 

なお、引火性液体が密集する燃料油貯蔵タンクと重油タンクは、屋外に設置するため、煙が大気に

放出されることから、排煙設備を設置しない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、建築基準法の排煙設備に準じて中央制御室排気容量は 500m3/min×2（中央

制御室床面積：874m2）と設計することが示されている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料６

添付資料７＞ 
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③ 排煙設備を設置しない場合、自動消火設備を設置

する等の代替措置を講じる設計とすることを確

認。 

 

④ 排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑制す

る必要が生じる場合、排気を停止できる設計とす

ることを確認。 

 

 

 

③ 排煙設備を設置する。 

 

 

 

④ 排煙設備は、中央制御室専用であるため、放射性物質の環境への放出を考慮する必要はないことを

確認した。 

 

 

（６）油タンク 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(6)油タンクには排気ファン又はベント管を設け、

屋外に排気できるように設計されていること。 
 

油タンクには排気ファン又はベント管を設け、屋外

に排気できるように設計されているか。 

 

① 油タンクは、火災の影響による爆発等を防止する

ため、排気ファン又はベント管を設け、屋外に排

気できるように設計することを確認。 

 

① 油タンク内は屋外に設置されていることを確認した。 
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２．３．２．火災影響評価 
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2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安

全保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場

合には、火災による影響を考慮しても、多重化され

たそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく、

原子炉を高温停止及び低温停止できる設計である

こと。 

また、原子炉の高温停止及び低温停止が達成で

きることを、火災影響評価により確認すること。 

（火災影響評価の具体的手法は「原子力発電所の

内部火災影響評価ガイド」による。） 

 

（参考） 

「高温停止及び低温停止できる」とは、想定され

る火災の原子炉への影響を考慮して、高温停止状

態及び低温停止状態の達成、維持に必要な系統及

び機器がその機能を果たすことができることをい

う。安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要

度に応じ、それらを設置する火災区域又は火災区

画内の火災及び隣接する火災区域又は火災区画に

おける火災による影響に対し、以下の各号に掲げ

る火災の影響軽減のための対策を講じた設計であ

ること。 
 

火災による影響を考慮しても、安全評価指針に基づ

き、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に対処

するための機器の単一故障を想定して多重性をもっ

たそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく異常

状態を収束できる設計としているか。 

 

① 火災起因による運転時の異常な過渡変化及び設

計基準事故が発生を仮定し、その上で機器等の単

一故障の重畳を想定しても、原子炉の安定停止が

可能であることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 上記の評価において、異常状態を収束するため他

の系統により安全機能を代替することに期待す

る場合、代替可能性について安全解析による定量

的な評価が行われていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

① 火災による影響を考慮しても、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成 2 年

8月 30 日原子力安全委員会決定）（以下「安全評価指針」という。）に基づき、運転時の異常な過渡

変化又は設計基準事故に対処するための機器の単一故障を想定して多重性をもったそれぞれの系統

が同時に機能を失うことなく異常状態を収束できる設計とする方針としていることを確認した。 

具体的には、内部火災により原子炉に外乱が及び、かつ、安全保護系及び原子炉停止系の作動が要

求される運転時の異常な過渡変化と設計基準事故が発生する可能性があるため、「発電用軽水型原子

炉施設の安全評価に関する審査指針」に基づき、運転時の異常な過渡変化と設計基準事故に対処する

ための機器に単一故障を想定しても、以下の状況等を考慮すると、事象が収束して原子炉は支障なく

低温停止に移行できる設計とする。 

・ 制御盤の火災は盤内にとどまる 

・ 中央制御盤内の延焼時間内に対応操作が可能である 

補足説明資料において、火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」時の

単一故障を考慮した原子炉停止について火災の影響を考慮しても対応できる設計であることが示さ

れている。＜補足説明資料：08：まとめ資料 資料１添付資料５＞ 

また、中央制御室制御室盤内における火災についても同様に示されている。＜補足説明資料：08：

まとめ資料 資料６＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 他の系統により安全機能を代替することを期待しない。 
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３．特定の火災区域又は火災区画における対策の設計方針 

（１）ケーブル処理室 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

3.個別の火災区域又は区画における留意事項 

火災防護対策の設計においては、2.に定める基本

事項のほか、安全機能を有する構築物、系統及び機

器のそれぞれの特徴を考慮した火災防護対策を講

じること。 

 

（参考） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の特徴を

考慮した火災防護対策として、NRC が定める

RegulatoryGuide1.189 には、以下のものが示され

ている。 

 

(1)ケーブル処理室 

①消防隊員のアクセスのために、少なくとも二箇所

の入口を設けること。 

②ケーブルトレイ間は、少なくとも幅 0.9m、高さ

1.5m 分離すること。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

 

① 二箇所以上の入口を設置する設計とすることを

確認。 

 

② ケーブルトレイ間は、少なくとも幅 0.9ｍ、高さ

1.5ｍ分離し消火活動が行えるスペースを確保

した設計とすることを確認。 

 

③ 上記を実施しない場合には、自動消火設備の設

置等の火災影響軽減方策を講じる方針とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① － 

 

 

② － 

 

 

 

③ フロアケーブルダクトは、全域をハロン自動消火設備により消火する設計とすることを確認した。 

 

  

 
（２）電気室 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(2)電気室 

電気室を他の目的で使用しないこと。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

① 他の目的で使用しない設計としていることを確

認。 

 

① 安全補機開閉器室は、電源供給や機器状態の計測制御を行う目的のみに使用する設計とする。こと

を確認した。 

 

 

（３）蓄電池室 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(3)蓄電池室 

① 蓄電池室には、直流開閉装置やインバーターを

収容しないこと。 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

① 直流開閉装置やインバーターを収容しない設計

とすることを確認。 

 

 

① 蓄電池室には、蓄電池のみを設置し直流開閉装置やインバータは設置しない設計とすることを確

認した。 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

② 蓄電池室の換気設備が、2%を十分下回る水素濃

度に維持できるようにすること。 

③ 換気機能の喪失時には制御室に警報を発する

設計であること。 
 

 

 

② 換気設備が 2%を十分下回る水素濃度に維持でき

るようにする設計とすることを確認。 

＜例＞ 

換気量の設定値を確認。（例：社団法人電池工業

会「蓄電池室に関する設計方針」（SBAG603）に基

づき、水素ガスの排気に必要な換気量以上とす

る。） 

 

 

 

③ 換気機能の喪失時には原子炉制御室に警報を発

する設計とすることを確認。 

 

 

 

② 蓄電池室の換気空調設備は、水素ガスの排気に必要な換気量以上となるように設計することを確

認した。 

具体的な設計としては、蓄電池室の換気設備は、蓄電池室内の水素濃度を２vol％以下に維持する

ため、社団法人電池工業会「蓄電池室に関する設計指針」（SBAG0603）に基づき、水素ガスの排気

に必要な換気量以上となるよう設計することを確認した。 

 

 

 

 

 

③ 当該設備が停止した場合には、中央制御室に警報を発する機能を有する設計とすることを確認し

た。 

 

 

（４）ポンプ室 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(4)ポンプ室 

煙を排気する対策を講じること。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

① 煙を排気する対策を講じる設計とすることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ①の対策を講じない場合には、代替措置が講じる

としていることを確認。 

（例） 

 自動式消火設備又は固定式消火設備等の設置 

 煙を排気する可搬式の排風機の配備 

 

 

 

① ポンプ室には、煙を排気できる可搬式の排風機を設置できる設計とすることを確認した。 

ポンプ室は、自動消火設備又は中央制御室で手動操作可能な固定式消火設備を設置する設計とす

るが、固定式消火設備等の消火設備によらない消火活動も考慮し、煙を排気できる可搬式の排風機

を設置できる設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、ポンプ室の排風機の起動手順を定めることが示されている。 

 

 

 

 

 

② － 
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（５）原子炉制御室 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(5)中央制御室等 

 

① 周辺の部屋との間の換気設備には、火災時に閉

じる防火ダンパを設置すること。 

② カーペットを敷かないこと。ただし、防炎性を

有するものはこの限りではない。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

① 周辺の部屋との間の換気設備には、防火ダンパを

設置する設計とすることを確認。 

 

 

② 消防法施行令第４条の３に基づく防炎性を有す

るもの以外のカーペットを使用しない方針とす

ることを確認。 

 

 

① 中央制御室を含む火災区画の換気空調設備には、防火ダンパを設置する設計とすることを確認し

た。 

 

 

② 中央制御室の床面には、防炎性を有するカーペットを使用する設計とすることを確認した。 

 

 

（６）使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(6)使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備 

消火中に臨界が生じないように、臨界防止を考

慮した対策を講じること。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

 

① 消火中に臨界が生じないように、燃料の配置な

ど、臨界防止を考慮した対策を講じる方針とする

ことを確認。 

 

 

 

 

② 消火水の流入、噴霧により、最適減速状態となる

ことを想定しても、臨界とならないことを確認。

補足説明資料で「核燃料物質が臨界に達しないこ

とに関する説明書」を参照。 

 

 

 

 

① 使用済燃料貯蔵設備は、純水中においても未臨界となるように使用済燃料を配置する設計とする、

また、新燃料貯蔵設備は、新燃料を保管するラックが一定のラック間隔を有する設計とするため、

消火水が入ったとしても臨界にはならないことを確認した。 

 

 

 

 

② 新燃料貯蔵設備は、消火水が噴霧されても臨界とならないよう、新燃料を貯蔵するラックは一定の

ラック間隔を有する設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、消火中に臨界が生じないように、臨界防止を考慮した対策を講じることが

示されている。 

 

 
  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３、４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  8 内火-73 

（７）放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

(7)放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵

設備 

 

① 換気設備は、他の火災区域や環境への放射性物

質の放出を防ぐために、隔離できる設計である

こと。 

② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれがあ

るため、液体放射性廃棄物処理設備に回収でき

る設計であること。 

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂、チ

ャコールフィルタ及び HEPA フィルタなどは、

密閉した金属製のタンク又は容器内に貯蔵す

ること。 

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮

した対策を講じること。 
 

安全機能を有する機器等の特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計方針としているか。 

 

① 換気設備は、他の火災区域や環境への放射性物質

の放出を防ぐために、隔離できる設計とすること

を確認。 

 

 

② 放水した消火水の溜り水を液体放射性廃棄物処

理設備に回収できる設計とすることを確認。 

 

 

 

 

③ 放射性物質を含んだ樹脂、フィルタ等は、密閉し

た金属製のタンクや容器内に貯蔵又は不燃シー

トに梱包して貯蔵する方針とすることを確認。 

 

 

 

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮し

た対策を講じる方針とすることを確認。 

 

 

 

 

① 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を設置する火災区域は、換気空調設備が排気筒に

繋がるダンパを閉止し隔離できるように設計することを確認した。 

 

 

 

② 管理区域内で放出した消火水は、放射性物質を含むおそれがある場合、管理区域外への流出を防止

するため、各フロアの目皿や配管により排水及び回収し、液体廃棄物処理設備で処理する設計とす

ることを確認した。 

 

 

 

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂、チャコールフィルタ及び HEPA フィルタは、固体廃棄

物として処理を行うまでの間、金属製の容器や不燃シートに包んで保管する設計することを確認し

た。 

 

 

 

④ 崩壊熱による火災の発生を考慮する放射性物質を貯蔵しない設計とすることを確認した。 

  

 



 
 

9 内水-1 
 

審査の視点、審査確認事項等の整理表案（内部溢水（第９条）） 

 

第９条第１項は、安全施設は発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合においても安全機能が損なわれないように設計することを要求している。また、同条第２項の規定においては、設計基準対象施設について、

発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性物質を含む液体が溢れた場合において、当該液体が管理区域外へ漏えいしないように設計することを要求

している。 

 

（溢水による損傷の防止等） 

 

第九条 安全施設は、発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、当該液体が管理区域外へ漏えい

しないものでなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第１項は、設計基準において想定する溢水に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

 

２ 第１項規定する「発電用原子炉施設内における溢水」とは、発電用原子炉施設内に設置された機器及び配管の破損（地震起因を含む）、消火系統等の作動又は使用済燃料貯蔵槽のスロッシングにより発生する溢水を

いう。 

 

３ 第１項に規定する「安全機能を損なわないもの」とは、発電用原子炉施設内部で発生が想定される溢水に対し、原子炉を高温停止でき、引き続き低温停止、及び放射性物質の閉じ込め機能を維持できること、また、

停止状態にある場合は、引き続きその状態を維持できることをいう。さらに、使用済燃料貯蔵槽においては、プール冷却機能及びプールへの給水機能を維持できることをいう。 
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第９条 内部溢水 
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１．設計上対処すべき施設を抽出するための方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．２．２ 溢水から防護すべき対象設備 

２．１項の溢水源及び溢水量の想定にあたって

は発生要因別に分類したが、溢水から防護すべき

対象設備は、重要度の特に高い安全機能を有する

系統が、その安全機能を適切に維持するために必

要な設備を防護対象設備とする。 

 

 

３．２．２ 溢水から防護すべき対象設備 

３．１項の溢水源及び溢水量の想定にあたって

は発生要因別に分類したが、溢水から防護すべき

対象設備は、溢水の発生場所毎に「プール冷却」及

び「プールへの給水」の機能を適切に維持するため

に必要な設備を防護対象設備とする。 
 

発電用原子炉施設内で発生する溢水に対して、安

全施設の安全機能が損なわれないようにするために

必要な設備を防護対象設備として抽出する方針とし

ているか。 

 

 

 

 

① 溢水が発生した場合であっても、以下に示す安全

機能が損なわれないよう防護する必要があるこ

とから、防護する必要がある安全機能を構築物、

系統及び機器（以下「防護対象施設」という。）

を設定することを確認。 

・ 原子炉の高温停止、冷温停止、停止状態を維持 

・ 放射性物質の閉じ込め機能を維持 

・ 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能、給水機能を維持 

 

 

 

 

 

防護対象設備として、原子炉の高温停止、低温停止を達成し、これを維持するために必要な設備、

放射性物質の閉じ込め機能を維持するために必要な設備並びに使用済燃料ピットの冷却機能及び

給水機能を維持するために必要な設備を防護対象設備として抽出する方針としていることを確認

した。 

 

 

 

 

① 原子炉の停止、高温停止、低温停止及びその維持に必要な系統設備として、以下を選定することを

確認した。 

(1)原子炉停止：原子炉停止系 

(2)ほう酸添加：原子炉停止系（化学体積制御系のほう酸注入機能等） 

(3)崩壊熱除去：補助給水系、主蒸気系、余熱除去系 

(4)１次系減圧：１次冷却系統の減圧機能 

(5)上記系統の関連系（原子炉補機冷却系、制御用空気系、換気空調系、非常用電源系、冷水系、電

気盤） 

以上の系統設備に加え、原子炉施設の安全評価に関する審査指針に基づき、運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故を対象として、以下の溢水により発生し得る原子炉外乱及び溢水の原因となり

得る原子炉外乱に対処する設備を抽出する方針であることを確認した。 

・想定破損による溢水（単一機器の破損を想定） 

・消火水の放水による溢水（単一の溢水源を想定） 

・地震起因による溢水（耐震Ｂ，Ｃクラスの機器の破損を想定） 

溢水評価上想定する起因事象として抽出する運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が「第

1.8.2 表 溢水評価上想定する起因事象（運転時の異常な過渡変化）」及び「第 1.8.3 表 溢水評価

上想定する起因事象(設計基準事故)」に示されていることを確認した。また、溢水評価上想定する

事象とその対処系統が「第 1.8.4 表 溢水評価上想定する事象とその対処系統」に示されているこ

とを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.2 防護対象設備の設定＞ 

 

   

補足説明資料において、「1.2 防護対象設備の設定（P2-9-別 1-8～12）」に重要度の特に高い安全機能

を有する系統、溢水を起因とする運転時の異常な過度変化又は設計基準事故に対処する設備、これらの

うち溢水影響評価を行う設備のスクリーニングの考え方が示されている。「添付資料 1.2-1（2-9-別 1-

97～104）」に防護対象設備の抽出、「添付資料 1.2-2（P2-9-別 1-105～125）」に抽出した防護対象設備

のうち溢水影響評価を行う設備のスクリーニングが示されている。 

「2-2 防護対象設備の機能要求について（P2-9-別 1 補-54～75）」に防護対象設備に求められている機
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

能を整理している。 

 

補足説明資料において、原子炉格納容器内に設置される重要度の特に高い安全機能を有する設備は、原

子炉冷却材喪失（以下、「ＬＯＣＡ」という。）を考慮した耐環境仕様としているため、溢水影響評価を

行う設備から除外することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1＞ 

 

補足説明資料において、設計基準事故時の監視計器の選定、溢水影響評価対象設備のスクリーニングが

示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 1-1＞ 

 

 ② 使用済燃料プールに関して、「プール冷却」及び

「プールへの給水」機能を有する系統を抽出する

ことを確認。 

補足説明資料において、以下の点を考慮している

ことが示されているか。 

・ 既設プラントの場合は、冷却機能として、水温

６５℃以下（既認可保安規定の運用）に維持す

るための系統が抽出されているか。 

・ 遮へい機能としての水位維持機能として、必要

な系統が抽出されているか。 

 

② 使用済燃料ピットの冷却機能及び給水機能の維持に必要な設備を防護対象設備とすることを確認

した。          ＜添付八：本文＞ 

補足説明資料において、使用済燃料ピットの水温を保安規定で定める水温（65℃）以下に維持する

ための冷却機能及び使用済燃料からの放射線遮蔽に必要な水位を確保するための給水機能を有す

る系統が示されている。「別添資料 1 2.2 防護対象設備の設定（P2-9-別 1-57）」、「添付資料 1.2-

1 重要度の特に高い安全機能を有する系統並びに使用済燃料ピットの冷却機能及び給水機能を有

する系統」 

 

 （既設プラントの場合） 

③ 補足説明資料において、「発電用原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針（旧原子力

安全委員会）」に基づく機器の整理（既許可にお

ける整理）と、基準規則第１２条解釈第３項の表

に基づく整理を対比し、網羅的に示されている

か。また、①～②について、サポート系も含めて

抽出することを確認。 

 

 

③ 補足説明資料において、基準規則第 12 条に定める重要度の特に高い安全機能を有する系統につい

て影響評価で考慮することが示されている。また、サポート系として計装設備の抽出を行うことが

示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 「別添資料 1 1-1 防護対象設備の選定につい

て（P2-9-別 1 補-4～17）」＞ 

以上の考えに基づき選定された溢水から防護すべき系統設備を「第 1.8.5 表 溢水から防護すべき

系統設備」に示されていることを確認した。 

 

 ④ 防護対象設備のうち溢水影響評価の対象から除

外するものがある場合、除外理由が技術的に妥当

であることを確認。 

補足説明資料において、技術的根拠が示されてい

るか。 

（例） 

 原子炉格納容器内に設備は、原子炉格納容器

内における溢水に対して設計（既許可）とし

④ なお、それらのうち、溢水によって安全機能が損なわれない静的機器、原子炉冷却材喪失事故等を

想定して設置する原子炉格納容器内の機器、溢水の影響を受けて動作機能を損なっても安全機能

を維持できる機器、補助給水流量調節弁により代替できる補助給水隔離弁については、溢水による

影響評価の対象として抽出しない方針としていることを確認した。 

抽出された防護対象設備のうち、以下の設備は溢水影響を受けても、必要とされる安全機能を損な

うことはない方針であることを確認した。 

(1) フェイルポジションで安全機能に影響しない設備 

「フェイル アズ イズ」でも安全機能に影響しない電動弁、「フェイル ポジション」でも安全
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

ての耐環境性があるため 

 フェイルセーフ設計であることを理由に、溢

水に対して所定の安全機能が失われないた

め 

 運転中においては、待機状態も含めて機能が

要求されているため 

 

機能に影響しない空気作動弁等、動作機能喪失によっても安全機能へ影響しない設備。 

(2) 原子炉格納容器内の設備 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）時の原子炉格納容器内の状態（圧力、温度及び溢水影響）を考

慮した耐環境仕様を有する設備又は溢水事象が発生した場合のプラント停止操作において必

ずしも必要でない設備。 

(3) 水の影響を受けない設備 

溢水の影響により外部からの電源供給や電気信号を喪失しても機能喪失しない容器、熱交換

器、フィルタ、逆止弁、手動弁、配管等の静的機器。 

(4) その他設備で代替できる設備 

補助給水隔離弁の隔離機能は、補助給水流量調節弁の隔離機能により代替。 

＜添付八： 1.8.2.2 防護対象設備の設定＞ 

補足説明資料において、フェイルポジションで安全機能に影響しない設備、原子炉格納容器内の設

備、水の影響を受けない設備及び他の設備で代替できる設備を溢水影響評価を行う設備から除外す

る方針が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 「別添資料 1 1.2 防護対象設備の設

定（P2-9-別 1-8～12）」＞ 

 

 ⑤ 内部溢水によりある安全機能が損なわれたとし

ても、代替機能を有する他の安全機能により当該

安全機能は維持される（多様性又は多重性の確

保）とする場合、代替性の説明が第１２条におい

てなされていることを確認。 

 

⑤ 上述④を参照。 

 

 

２．考慮すべき溢水事象 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

設置許可基準規則 

（溢水による損傷の防止等） 

 

第九条 安全施設は、発電用原子炉施設内におけ

る溢水が発生した場合においても安全機能を損な

わないものでなければならない。 

 

（解釈） 

２ 第１項規定する「発電用原子炉施設内におけ

る溢水」とは、発電用原子炉施設内に設置された機

器及び配管の破損（地震起因を含む）、消火系統等

① 溢水源として、以下の要因による溢水を想定する

ことを確認。 

 溢水の影響を評価するために想定する機器の

破損等により生じる溢水 

 発電所内で生じる異常状態（火災を含む）の拡

大防止のために設置される系統からの放水に

よる溢水 

 地震に起因する機器の破損等により生じる溢

水 

 その他の要因による溢水 

 

① 溢水源及び溢水量としては、発生要因別に分類した以下の溢水を想定して評価する方針であり、評

価条件については評価ガイドを参照することを確認した。 

a.溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等により生じる溢水（以下「想定破損による

溢水」という。） 

b.発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防止のために設置される系統からの放水によ

る溢水（以下「消火水の放水による溢水」という。） 

c.地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（以下「地震起因による溢水」という。） 

防護対象設備が設置されている建屋内において、流体を内包する容器及び配管を溢水源となり得る

機器として抽出し、上記 a又は cの評価において破損を想定するものは、それぞれの評価での溢水

源として設定することを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定 

 ＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

の作動又は使用済燃料貯蔵槽のスロッシングによ

り発生する溢水をいう。 

 

 

２．原子炉施設の溢水評価 

２．１ 溢水源及び溢水量の想定 

溢水源としては、発生要因別に分類した以下の

溢水を想定する。 

 

（１） 溢水の影響を評価するために想定する機器

の破損等により生じる溢水 

（２） 発電所内で生じる異常状態（火災を含む）

の拡大防止のために設置される系統からの

放水による溢水 

（３） 地震に起因する機器の破損等により生じる

溢水 

 

ここで、上記（１）、（２）の溢水源の想定にあた

っては、一系統における単一の機器の破損とし、他

の系統及び機器は健全なものと仮定する。また、一

系統にて多重性又は多様性を有する機器がある場

合においても、そのうち単一の機器が破損すると

仮定する。 

ユニット間で共用する建屋及び一体構造の建屋

に設置される機器にあっては、共用、非共用機器に

係わらずその建屋内で単一の溢水源を想定し、建

屋全体の溢水経路を考慮する。 

なお、上記（３）の地震に起因する溢水量の想定

において、基準津波によって、取水路、排水路等の

経路から安全機能を有する設備周辺への浸水が生

じる場合、又は地震時の排水ポンプの停止によっ

て原子炉施設内への地下水の浸入が生じる場合に

は、その浸水量を加味すること。 

 

 

補足説明資料において、溢水源の抽出の考え方が示され、溢水源となり得る機器が示されている。

＜補足説明資料：09：まとめ資料 「別添資料 1 1.1 溢水源の想定（P2-9-別 1-6～8）」、「別添資

料 1 2.1 溢水源の想定（P2-9-別 1-57）」、「添付資料 1.1 溢水源（P2-9-別 1-94～96）」＞ 

 

また、その他の要因（地下水の流入、地震以外の自然現象等）により生じる溢水（以下「その他の

溢水」という。）についても評価することを確認した。 

補足説明資料において、防護対象設備が設置されている建屋の外からの溢水が示されている。「別

添資料 1 1.1 溢水源の想定（P2-9-別 1-6～8）」 
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３．溢水源及び溢水量の想定 

３．１ 破損による溢水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．１．１ 溢水の影響を評価するために想定する

機器の破損等により生じる溢水 

 

破損を想定する機器は、配管（容器の一部であ

って、配管形状のものを含む。）とする。配管の破

損は、内包する流体のエネルギーに応じて①エネ

ルギー配管及び②低エネルギー配管の２種類に分

類し、破損を想定する。分類にあたっては、付録Ａ

によること。（解説－２．１．１－１） 

 

破損を想定する位置は、安全機能への影響が最

も大きくなる位置で漏水が生じるものとする。た

だし、配管の高さや引き回し等の関係から保有水

量の流出範囲が明確に示せる場合は、その範囲の

保有水量を放出するものとして溢水量を算出でき

る。（流体を内包する配管の破損による溢水の詳細

評価については附属書Ａを参照のこと。） 

 

溢水量は、以下を考慮して破損を想定する系統

が漏えいするものとして求める。 

・ 高エネルギー配管については、完全全周破断 

・ 低エネルギー配管については、配管内径の 1/2

の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有する貫通ク

ラック（以下、「貫通クラック」という。）（解

説－２．１．１－２） 

なお、循環水管の破損は、過去の事例等を考慮

して伸縮継手部に設定すること。（解説－２．１．

１－３） 

 

ただし、漏えいを検出する機能が設置され、自

動又は手動させることができる場合は、この機能

を考慮することができる。 

また、漏えい停止機能を期待する場合は、停止

防護対象設備の設計方針を検討するに当たり、機

器の破損等により生じる溢水における、溢水源及び

溢水量を設定する方針としているか。 

（ⅰ）想定破損における溢水源の想定 

① プラント内の流体（水又は蒸気）を内包する配管

から、「ガイド」付録Ａの分類の考え方に基づき、

運転温度、運転圧力及び配管径を考慮して、高エ

ネルギー配管と低エネルギー配管を溢水源とし

ていることを確認。 

補足説明資料において、防護対象機器を内包する

建屋内において流体を内包する配管を系統図等

で抽出し、現場調査で確認されていることが示さ

れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高エネルギー配管においては、「高エネルギー配

管として運転している割合が当該系統の運転し

ている時間の２％又はプラント運転期間の１％

以下の配管」は、低エネルギー配管に分類すると

していること確認。 

補足説明資料において、運転実績を基に高エネル

ギー状態にある期間が算出されていることが示

されているか。 

 

 

 

 

（ⅰ） 

① 溢水ガイドを踏まえ、機器の破損等により生じる溢水を想定して、配管の破損箇所を溢水源として設

定している。破損を想定する配管は、内包する流体のエネルギーに応じて、以下に定義する高エネル

ギー配管又は低エネルギー配管に分類することを確認した。 

・ 「高エネルギー配管」は、呼び径 25A(1B)を超える配管でプラントの通常運転時に運転温度が

95℃を超えるか又は運転圧力が 1.9MPa[gage]を超える配管。ただし、被水、蒸気については

配管径に関係なく影響を評価する。 

・ 「低エネルギー配管」は、呼び径 25A(1B)を超える配管でプラントの通常運転時に運転温度が

95℃以下で、かつ、運転圧力が 1.9MPa[gage]以下の配管。（ただし、静水頭圧の配管は除く。） 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、流体を内包する配管を高エネルギー配管と低エネルギー配管に分類するこ

と、高エネルギー配管と低エネルギー配管の抽出結果が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ

資料 「別添資料 1 1.4.1.1 想定破損による溢水（P2-9-別 1-16～18）」、「添付資料 1.4.1-1 想定

破損による溢水源（P2-9-別 1-156～157）」＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高エネルギー配管として運転している割合が当該系統の運転している時間の 2%又はプラント運転期

間の 1%より小さければ、低エネルギー配管として扱うことを確認した。  ＜添付八： 1.8.2.1 溢

水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、評価ガイド付録 A に基づいて、高エネルギ状態にある運転期間が短時間で

ある系統の配管の考え方が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 「補足資料 3-2 高

エネルギー配管と低エネルギー配管の分類について（P2-9-別 1 補-170～171）」＞ 

 



 
 

9 内水-8 
 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

までの適切な時間を考慮して溢水量を求めること

ができる。（付録Ｂ参照）漏えい停止を運転員等の

手動操作に期待する場合にあたっては、保安規定

又はその下位規定にその手順が明確にされている

こと。 

 

解説－２．１．１－１ 流体を内包する容器の破損

による漏水について 

容器の破損による溢水については、接続される配

管の破損による溢水の評価に代表する。 

 

解説－２．１．１－２ 低エネルギー配管に想定す

る貫通クラック 

本評価ガイドでは、低エネルギー配管について貫

通クラックを想定することを原則としている。これ

は、低エネルギー配管については、配管に破損が生

じたとしても、低温低圧で使用されるため配管応力

は小さく、また、負荷変動の少ない運転形態のため

応力の変動も少なく疲労によるき裂の進展は小さい

ことから、(1/2)D×(1/2)t クラックを想定すれば保

守的な評価となるという考え方に基づいている。こ

の考え方は、米国ＮＲＣの BTP 3-4 を参考としてい

る。 

また、低エネルギー配管に想定する貫通クラック

の計算に用いる配管径は、内径としている。 

これは、技術基準第４０条（廃棄物貯蔵設備等）

の解釈４において廃棄物貯蔵設備に設置する堰の高

さを求める計算において内径寸法を基準としている

こと、また、米国の配管破損の想定においても内径

を使用して貫通クラックの計算を行っていることか

ら、これらとの整合を図ったものである。 

 

解説－２．１．１－３ 「過去の事例等」 

米国においては、循環水系の弁急閉によるウォー

ターハンマー事象により伸縮継手部から大漏えいが

発生した事例があるが、国内において大漏えいは発

生していない。 

（ⅱ）想定破損における溢水量の設定 

① 漏えい時間に漏水位置の破損形状から求められ

る漏えい流量を乗じたものと、隔離範囲内の系統

の保有水量を足し合わせて設定していることを

確認。 

 

 

 

 

 

 

（漏えい箇所の隔離） 

② 漏えい停止機能に期待する場合、停止までの適切

な時間を考慮して溢水量を設定することを確認

した（付録Ｂ参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 自動または手動によって、漏えいを停止させるこ

とができる場合は、この機能を考慮してもよい。

手動による漏えいの停止に期待する場合、保安規

定等により手順を定めるとしていることを確認。 

 

（破損形状） 

④ 高エネルギー配管については完全全周破断を想

定していることを確認。しかしながら、「ガイド」

付属書Ａに規定される各々の条件を満足した場

合は、完全全周破断を想定する必要はない。 

 

 

 

（ⅱ） 

① 溢水量の算出に当たっては、配管の破損箇所から流出した漏水量と隔離範囲内の系統保有水量を合

算して設定する方針としていることを確認した。   ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の

想定＞ 

補足説明資料において、応力評価の結果により想定した破損形状による溢水を想定し、隔離範囲内の

系統の保有水量を考慮して溢水量を算出することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

「添付資料 1.4.1-2 想定破損による溢水影響評価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）」＞ 

 

 

 

 

② 漏水量は、配管の破損形状を考慮した流出流量と漏水箇所の隔離までに必要な時間（以下「隔離時

間」という。）を乗じて設定することを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、異常の検知、事象の判断、漏えい箇所の特定、漏えい箇所の隔離等により漏

えい停止するまでの時間（運転員の状況確認及び隔離操作を含む。）に保守性を考慮して設定するこ

とが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 「添付資料 1.4.1-2 想定破損による溢水影

響評価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）」＞ 

 

 

 

 

 

 

③ 溢水量を制限するために漏えい停止操作に期待する場合は、その手順を明確にし、手順を確実に実

施するために、継続的な教育訓練を実施する方針であることを確認した。 

＜添付八： 10.6.2.6 手順等＞ 

 

 

 

④ 配管の破損形状については、配管が内包する流体のエネルギーに応じて、高エネルギー配管と低エ

ネルギー配管に分類した上で、応力評価により設定する方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定 

   ＞ 

配管の破損形状の想定に当たっては、「溢水ガイド附属書Ａ」にしたがい、高エネルギー配管は、原

則「完全全周破断」を想定する方針であることを確認した。   ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及

び溢水量の想定＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

このため、循環水管の伸縮継手部の破損想定にあた

っては、循環水系バタフライ弁急急閉防止対策等の

適切な対策が採られていれば、破損形状は低エネル

ギー配管と同様貫通クラックを想定することができ

る。 
 

 

３．使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料ピット）の

溢水評価 

３．１ 溢水源及び溢水量の想定 

溢水源としては、２．１項の原子炉施設の溢水源

及び溢水量の想定と同じ溢水源と溢水量を想定す

る。 

３．１．１ 溢水の影響を評価するために想定する

機器の破損等により生じる溢水 

配管の破損は、２.１.１項の原子炉施設と同じ

ように内包する流体のエネルギーに応じて①高エ

ネルギー配管及び②低エネルギー配管の２種類に

分類し、破損を想定する。 

・ 高エネルギー配管については、完全全周破断 

・ 低エネルギー配管については、配管内径の 1/2 

の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有する貫通ク

ラック（以下、「貫通クラック」という。） 

 

 

 

 

 

 

⑤ 低エネルギー配管については、配管内径の 1/2 の

長さと配管肉厚の1/2の幅を有する貫通クラック

が想定されていることを確認。 

 

⑥ ④、⑤の想定としない場合、ガイド附属書Ａ「流

体を内包する配管の破損による溢水の詳細評価

手法について」を参考に評価を実施し、個別に破

損形状を想定することを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配管の減肉管理） 

⑦ ガイド附属書Ａ「流体を内包する配管の破損によ

る溢水の詳細評価手法について」に示す各々の条

件を満足する場合、配管減肉、腐食又は疲労によ

る破損を別途想定していることを確認。ただし、

当該部分の損傷状態を非破壊検査によって定期

的に確認している場合は、破損を想定しなくても

よい。（その場合は、配管の管理方針等が示されて

 

 

 

⑤ 低エネルギー配管は、原則「貫通クラック」を想定する方針であることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

 

 

⑥ 溢水ガイドに従い、配管の一次＋二次応力 Sn が許容応力 Sa に対し以下の条件を満足すれば、それ

に応じた破損形状を想定することを確認した。 

［高エネルギー配管（ターミナルエンドを除く。）］ 

Sn≦0.4Sa    破損想定不要 

0.4Sa＜Sn≦0.8Sa 貫通クラック 

なお、高エネルギー配管のターミナルエンドは、応力評価の結果にかかわらず「完全全周破断」

を想定する。 

低エネルギー配管の溢水評価では、貫通クラックによる溢水を想定し、隔離による漏えい停止に必

要な時間から溢水量を算出する方針であることが示されている。 

［低エネルギー配管］ 

Sn≦0.4Sa    破損想定不要 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、補助蒸気供給配管以外の高エネルギー配管の破損形状を応力評価なしで完

全周破断とすることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 3-3 想定破損の配管応力

評価に基づく破損形状の設定（P2-9-別 1補-172～195）＞ 

補足説明資料において、低エネルギー配管発生応力が許容応力 0.4Sa 以下となることから、破損想

定から除外することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 3-3 想定破損の配管応力

評価に基づく破損形状の設定（P2-9-別 1補-172～195）＞ 

 

 

 

 

（配管の減肉管理） 

⑦ 応力評価の結果により破損形状の想定を行う場合は、評価結果に影響するような減肉がないことを

確認するために継続的な肉厚管理を実施する方針であることを確認した。 ＜添付八： 10.6.2.6 

手順等＞ 

補足説明資料において、経年劣化事象と保全内容が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

10 高、低エネルギー配管の想定破損評価時の配管減肉の考慮について（P2-9-別 1補-498～507）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

いることを確認。） 

 

 

 

 

 

（破損位置） 

⑧ 溢水量は、安全機能への影響が最も大きくなる位

置で漏水が生じるものとして設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

（破損位置） 

⑧ なお、想定する破損箇所は防護対象設備への溢水影響が最も大きくなる位置とするとしていること

を確認した。       ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、各系統の配管構成と破損検知信号の検討が示されている。＜補足説明資料：

09：まとめ資料 3-1 想定破損における溢水量の算出について（P2-9-別 1 補-76～169）＞ 

 

 
３．２ 消火水の放水による溢水 

（１）a.スプリンクラーからの放水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．１．２ 発電所内で生じる異常状態（火災を含

む）の拡大防止のために設置される設備からの放

水による溢水 

（１）火災時に考慮する消火水系統からの放水に

よる溢水 

a.火災検知により自動作動するスプリンクラーか

らの放水 

溢水防護区画に自動作動するスプリンクラーが

設置される場合は、その作動（誤作動を含む）によ

る放水を想定する。 

また、溢水防護区画にスプリンクラーが設置さ

れていない場合であっても、溢水防護区画外のス

プリンクラーの作動によって、溢水防護区画に消

火水が流入する可能性がある場合は、その作動に

よる溢水を考慮する。溢水量は、スプリンクラー

の作動時間を考慮して算出する。なお、スプリン

クラーの作動による溢水は、複数区画での同時放

水が想定される場合には、そのすべての区画での

放水を想定する。 

防護対象設備の設計方針を検討するに当たり、異

常状態（火災を含む。）の拡大防止のために設置され

る系統からの放水による溢水における、溢水源及び

溢水量を設定する方針としているか。 

 

（ⅰ）溢水源の想定（スプリンクラーからの放水） 

① 火災検知により自動作動するスプリンクラーの

有無について確認。 

補足説明資料において、防護対象設備が設置され

る建屋について、系統図等を用いて、火災検知に

より自動作動するスプリンクラーの設置状況を

確認し、スプリンクラーが設置されている場合に

は溢水源として抽出するとしていることが示さ

れているか。その際、P&ID だけでなく、プラント

ウォークダウン等も踏まえて、抽出結果の網羅性

が確認される方針であることを確認。 

 

② 溢水防護区画（後述）にスプリンクラーが設置さ

れていない場合であっても、溢水防護区画外のス

プリンクラーの作動によって、溢水防護区画に消

火水が流入する可能性がある場合は、その作動に

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

① 自動起動及び手動起動のスプリンクラーを区別せずに溢水を想定する設計方針であることを確認し

た。     ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、スプリンクラー設置区画が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

1.4.2-1 消火活動に係る時間設定の考え方（P2-9-別 1-289～307）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

② 隣接するエリアでのスプリンクラーからの放水による溢水の伝播を考慮する方針であることを確認

した。 

補足説明資料において、溢水経路が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.2-

2 消火活動に係る放水による溢水影響評価（P2-9-別 1-308～332）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

３．使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料ピット）の

溢水評価 

３．１ 溢水源及び溢水量の想定 

溢水源としては、２．１項の原子炉施設の溢水源

及び溢水量の想定と同じ溢水源と溢水量を想定す

る。 

３．１．２ 発電所内で生じる異常状態（火災を含

む）の拡大防止のために設置される設備からの放

水による溢水 

（１） 火災時に考慮する消火水系統からの放水に

よる溢水 

火災時に考慮する消火水系統からの放水による溢

水は、２.１.２項の原子炉施設と同じように以下

の 2 項目を想定する。 

a. 火災検知により自動作動するスプリンクラー

からの放水 

b. 建屋内の消火活動のために設置される消火栓

からの放水 

 
 

よる溢水を考慮していることを確認。 

 

 

（ⅱ）溢水量の設定（スプリンクラーからの放水） 

① スプリンクラーがある場合、ガイドに従いスプリ

ンクラーの作動時間を考慮し溢水量を算出する

ことを確認。また、複数区画での同時放水が想定

される場合には、そのすべての区画での放水を想

定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

② 一系統における単一の機器の破損（多重性又は多

様性を有する機器がある場合においても、そのう

ち単一の機器が破損すると仮定）とし、他の系統

及び機器は健全なものと仮定する。 

 

 

 

 

 

③ ここで言う単一の機器の破損とは、流体を内包

し、溢水源となりうる機器全般を指しており、常

用系、安全系の区別なく対象としていることを確

認。 

 

 

（ⅱ） 

① また、スプリンクラーからの放水時間の設定は、火災発生時の中央制御室での警報発信後から、運

転員の現場到着までの時間、状況確認及びスプリンクラーの放水停止までの時間に保守性を考慮し

て設定する方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、スプリンクラー作動による溢水量の評価条件が示されている。＜補足説明

資料：09：まとめ資料 1.4.2.2.1 放水による溢水影響評価のうち没水影響評価（P2-9-別 1-43～

46）＞ 

 

 

 

 

② スプリンクラーは消火設備の破損、単一の誤動作又は誤操作による誤放水が生じない設計とする方

針であることを確認した。 

補足説明資料において、予作動式スプリンクラー設備及び閉鎖型スプリンクラーヘッドの適用が示

されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水による溢水

影響評価（P2-9-別 1-308～332）＞ 

 

 

 

 

③ スプリンクラーからの放水により安全施設の安全機能が損なわれる恐れのある区画には、ガス消火

設備により消火する設計方針であることを確認した。          ＜添付八： 1.8.2.1 溢

水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、ガス消火設備設置区画が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水による溢水影響評価（P2-9-別 1-308～332＞ 

 

 
（１）b.消火栓からの放水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

b. 建屋内の消火活動のために設置される消火栓

からの放水 

溢水防護区画での火災発生時に、消火栓による

（ⅰ）溢水源の想定（消火栓からの放水） 

① 消火栓による消火活動と、スプリンクラー装置の

作動による消火活動の双方が存在する場合は、ス

プリンクラーからの放水量を溢水量とすること

を確認。それ以外の場所においては、消火栓から

（ⅰ） 

① 溢水ガイドを踏まえ、「Ⅲ－６ 火災による損傷の防止（第８条関係）」において設置するとした消

火設備からの放水を溢水源として設定していることを確認した。     ＜添付八： 1.8.2.1 溢

水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、スプリンクラーとガス消火設備設置区画、消火栓からの放水時間別区画が
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

消火活動が想定される場合については、消火活動

にともなう放水を想定する。 

また、溢水防護区画で消火活動が想定されてい

ない場合であっても、溢水防護区画外の消火活動

によって影響を受ける場合は、その放水による溢

水を考慮する。 

溢水量は、消火栓による消火活動が連続して実

施されることを見込み算出する。（解説－２．１．

２－１） 

ただし、火災源が小さい場合は、火災荷重に基

づく等価時間により算出することができる。（解説

－２．１．２－１） 

なお、当該区画にスプリンクラーが設置され、

スプリンクラー装置の作動による溢水がある場合

は、スプリンクラーからの放水量を溢水量とする。

それ以外の場所においては、消火栓からの放水量

を溢水量とする。 

 

解説―２．１．２－１ 「消火栓からの溢水量」算出

の例 

消火栓からの溢水量の算出にあたっては、原子力発

電所の火災防護指針（JEAG4607-2010）の解説-4-9「耐

火壁」には 2 時間の耐火性能と記載されているが、

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準」に規定する３時間の耐火性能を基本

とすることとし、消火装置が作動する時間を保守的

に 3 時間と想定して溢水量を算出する。火災源が小

さい場合は、日本電気協会電気技術指針「原子力発電

所の火災防護指針（JEAG4607-2010）」解説－4－9(1)

の規定による「火災荷重」及び「等価時間」で算出す

ることができる。また、また、水を使用しない消火手

段を組み合わせている場合には、それを考慮して消

火栓からの溢水量を算定して良い。 
 

 

 

の放水量を溢水量とすることを確認。 

補足説明資料において、防護対象設備が設置され

る建屋について、系統図等を用いて、消火栓の設

置状況及び運用方法を確認し、消火栓による消火

活動が想定されている場合には溢水源として抽

出するとしているか。その際、P&ID だけでなく、

プラントウォークダウン等も踏まえて、網羅的に

抽出されていることが示されているか。 

 

示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.2-1 消火活動に係る時間設定の考

え方（P2-9-別 1-289～307）＞ 

 

 

（ⅱ）溢水量の設定（消火栓からの放水） 

① 溢水量の算出に当たっては、単位時間当たりの放

水量と放水時間から溢水量を設定する方針とし

ていることを確認。 

補足説明資料において、消防法施行令等により消

火栓による散水能力（１３０Ｌ／分）を基に保守

的な考え方で見積もることがしめされているか。 

 

 

 

 

② 放水時間については、「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の火災防護に係る審査基準」により、

３時間の耐火性能を基本とし、火災源が小さい場

合は、日本電気協会電気指針「原子力発電所の火

災防護指針（ＪＥＡＧ４６０７-２０１０）」を用

いて火災荷重に基づく等価時間により算出する

としていることを確認。 

 

（ⅱ） 

① 溢水量の算出に当たっては、単位時間当たりの放水量と放水時間から溢水量を設定する方針として

いることを確認した。 

補足説明資料において、単位時間当たりの放水量を１３０Ｌ／分の２倍と想定し、火災荷重に基づ

く等価火災時間を放水時間として溢水量を算出することが示されている。＜補足説明資料：09：ま

とめ資料 添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水による溢水影響評価（P2-9-別 1-308～332）＞ 

 

 

 

 

 

② 消火栓からの放水時間の設定は 3 時間を基本とし、火災源が小さい場合は、火災荷重に応じて放水

時間を設定する方針としていることを確認した。 

補足説明資料は上記①と同じ。 
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（２）高エネルギー配管破損とスプリンクラーからの放水が同時に発生する溢水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

（２） 高エネルギー配管破損とスプリンクラーか

らの放水が同時に発生する溢水 

溢水防護区画に自動作動するスプリンクラーと

高エネルギー配管が存在する場合については、火

災を検知して作動するスプリンクラーからの放水

と高エネルギー配管破損による溢水を合わせて想

定する。なお、火災の検知システム及びスプリン

クラーの作動方式から、高エネルギー配管の破損

によってもスプリンクラーが作動しないことの根

拠と妥当性が示される場合は、高エネルギー配管

破断とスプリンクラーからの放水による溢水を合

わせて想定しないとしても良い。 

スプリンクラーの作動による溢水量は、項目(1)

に従い算出する。また、高エネルギー配管からの

溢水量は、項目２.１.１に従い算出する。 

 

 

 

（ⅰ）溢水源の想定（火災を検知して自動作動するス

プリンクラーからの放水） 

① 高エネルギー配管破損によってスプリンクラー

が作動することを想定し、スプリンクラーからの

放水と高エネルギー配管破損による溢水との重

畳を想定することを確認。 

 

② 高エネルギー配管破損によってもスプリンクラ

ーが作動しない作動方式を採用する場合は、その

作動方式の妥当性を確認。 

 

（ⅰ） 

 

① 高エネルギー配管の破損によってもスプリンクラーが誤って作動しない設計とすることで、高エネ

ルギー配管破断とスプリンクラーからの放水による溢水をあわせて想定しない方針であることを確

認した。       ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

 

 

② 煙、熱の感知で作動する閉鎖型スプリンクラーヘッドを適用し、熱感知は高エネルギー配管破損時

の室内温度を上回る作動温度を設定する設計方針であることを確認した。 

補足説明資料において、高エネルギー配管破損時にスプリンクラーが誤作動しないことが示されて

いる。＜補足説明資料：09：まとめ資料 1.4.2.2.1 放水による溢水影響評価のうち没水影響評価

（P2-9-別 1-43～46）＞ 

 

（ⅱ）溢水量の設定（火災を検知して自動作動するス

プリンクラーからの放水） 

① ガイドに従い項目「（１）火災時に考慮する消火

水系統からの放水による溢水」に従い算出する。

また、高エネルギー配管からの溢水量は、項目２.

１.１に従い算出する方針であることを確認。 

（ⅱ） 

 

① 上記（ⅰ）において、スプリンクラーからの放水と高エネルギー配管破損による溢水との重畳を想

定しないことを確認した。 

 

 

（３）原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による溢水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（３）原子炉格納容器スプレイ系統からの放水に

よる溢水 

原子炉格納容器スプレイ系統が機器の動作等

(誤作動も含む)により放出されるスプレイ水を想

定する。 

溢水量は、全ての原子炉格納容器スプレイポン

プが作動し定格のスプレイ流量が放出され、運転

員がポンプ停止操作を完了するまでの時間に放出

される量とする。 

ただし、誤作動に対しては、原子炉格納容器ス

プレイ系統において誤作動が発生しないようにイ

（ⅰ）溢水源の想定（原子炉格納容器スプレイ系統か

らの放水による溢水） 

① 原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による

溢水を想定していることを確認。 

 

 

 

 

② 当該の溢水源を除外する場合は、原子炉格納容器

スプレイ系統において誤作動防止のインターロ

ック等の対策が講じられている設計であること

を確認。 

 

（ⅰ） 

 

① 原子炉格納容器内の防護対象設備は格納容器スプレイ系作動時の耐環境性を有し、格納容器スプレ

イ系の作動により発生する溢水により原子炉格納容器内の防護対象設備が安全機能を損なわない設

計方針であることを確認した。 

 

 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

② 格納容器スプレイ系の作動回路は、チャンネルの単一故障を想定してもその機能を失うことがなく、

かつ、誤信号発生による誤作動を防止するために、原子炉格納容器圧力異常高の「2 out of 4」信

号による自動作動又は中央制御盤上の操作スイッチ 2 個を同時に操作することによる手動作動とす

る設計であることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

ンターロック等の対策が講じられていれば、スプ

レイ水による溢水を考慮しないことができる。 

 

 

 

補足説明資料において、作動回路及び論理により誤作動が防げること及び誤作動しても耐環境性能を有

することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 1.4.2.2.1 放水による溢水影響評価のう

ち没水影響評価（P2-9-別 1-43～46）＞ 

 

（ⅱ）溢水量の設定（原子炉格納容器スプレイ系統か

らの放水による溢水） 

① 溢水量は、全ての原子炉格納容器スプレイポンプ

が作動し定格のスプレイ流量が放出され、運転員

がポンプ停止操作を完了するまでの時間に放出

される量とすることを確認。 

 

（ⅱ） 

 

① 上記（ⅰ）において、格納容器スプレイ系が作動しても原子炉格納容器内防護対象設備の安全機能

を損なうことがないことを確認しており、溢水量評価を除外している。 

 

 

 

 

 

３．３ 地震による溢水 

（１）発電所内に設置された機器の破損による漏水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．１．３ 地震に起因する機器の破損等により生

じる溢水 

（１）発電所内に設置された機器の破損による漏

水 

流体を内包する機器（配管、容器）のうち、基準

地震動による地震力によって破損が生じるとされ

る機器について、破損を想定する。 

基準地震動によって破損し漏水が生じる機器と

は、基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイ

ドにおいて、耐震設計上の重要度分類 B、C クラ

スに分類される機器（以下、「B、C クラス機器」

という。）とする。 

ただし、B、C クラス機器であっても、基準地震

動による地震力に対して耐震性が確保されるもの

については、漏水を考慮しないことができる。（解

説―２．１．３－１） 

漏水が生じるとした機器のうち、防護対象設備

防護対象設備の設計方針を検討するに当たり、地

震等の自然現象による機器の破損等により生じる溢

水における、溢水源及び溢水量を設定する方針とし

ているか。 

（ⅰ）地震による溢水源の想定 

① 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイ

ド」における、耐震設計上の重要度分類 B、C ク

ラスに分類される機器（以下、「B、Cクラス機器」

という。）であって、流体を内包する機器（配管、

容器）が、溢水源としていることを確認。 

補足説明資料において、流体を内包する機器（配

管、容器）が、網羅的に抽出していることが示さ

れていること。また、プラントウォークダウン等

により防護対象設備が設置されている建屋等の

周辺の屋外タンク等の溢水源を特定した上で、そ

の溢水源の名称、容量、配置等がしめされている

か。 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

① 溢水ガイドを踏まえ、基準地震動による地震力により発電所内で発生する溢水を想定するとしてい

ることを確認した。ただし、地震以外の自然現象（津波を除く）及び地震による屋外タンクの破損

による溢水源及び溢水量の想定は、後述３．４節で確認している。 

具体的な溢水源として、流体を内包する耐震Ｂ、Ｃクラス機器（配管、容器及び屋外タンク）のうち

基準地震動に対する耐震性が確保されない機器及び使用済燃料ピットのスロッシングによる溢水を

想定していることを確認した。 

なお、防護対象設備が設置されていない水密化区画内で生じる溢水は、溢水源として想定しないと

していることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、地震による燃料取替用水ピット水及び復水ピット水のスロッシングは、水

密扉からピット外へ伝播しない設計とする方針であることから、溢水源として想定しないことが示

されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 6-6 燃料取替用水ピット扉等の水密性について（P2-

9-別 1 補-396～398）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

への溢水の影響が最も大きくなる位置で漏水が生

じるものとする。 

 

溢水量は、以下を考慮して求める。 

① 配管の場合は、完全全周破断とし、系統の全保

有水量が漏えいするものとする。 なお、配管

の高さや引き回し等の関係から保有水量の流

出範囲が明確に示せる場合は、その範囲の保

有水量を放出するものとして溢水量を算出で

きる。 

ただし、循環水管に破損を想定する場合は、循

環水管の構造強度を考慮して、伸縮継手部が

全円周状に破損するとして溢水量を求めるこ

とができる。 

② 容器の場合は、容器内保有水の全量流出を想

定する。 

③ 漏えいを検出する機能が設置され、自動又は

手動操作によって、漏えいを停止させること

ができる場合は、この機能を考慮することが

できる。 

 

漏えい停止機能に期待する場合は、停止までの

適切な時間を考慮して溢水量を求めることができ

る（付録Ｂ参照）。ただし、地震時において漏えい

を自動で停止させる場合には、自動で作動する機

器、信号などが地震時においても機能喪失しない

ことが示されていなければならない。また、手動

で停止させる場合には、停止までの操作時間が地

震時においても妥当であることが示されていなけ

ればならない。 

漏えい停止を運転員等の手動操作に期待する場

合にあたっては、保安規定又はその下位規定にそ

の手順が明確にされていなければならない。 

 

解説―２．１．３－１「B、C クラス機器であっても、

基準地震動による地震力に対して耐震性が確保

されるもの」について 

 

② 溢水源から除外する場合、耐震 B、C クラスの機

器について耐震性を確認した耐震評価方法等を

確認。 

注：内包する流体の量が少ないことをもって対象

から除外するのは不可。 

 

 

③ 補足説明資料において、以下の事項が示されてい

るか。 

 工認図書ではなく実施設計の耐震クラスを採

用する場合、その確認の具体的な方法（メーカ

ー仕様書や P&ID 等）等のエビデンス 

 評価対象から除外する場合、耐震性や空運用

等の根拠 

 代表ケースにて溢水伝播評価を行う場合、評

価モデルの妥当性・保守性 

 

 

② 耐震Ｂ、Ｃクラス機器の耐震強度評価を以下③で確認した。 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、以下の耐震Ｂ、Ｃクラス機器の耐震強度評価が示されている。「添付資料

1.4.3-2 耐震Ｂ，Ｃクラスの機器の耐震強度評価方法及び評価結果（P2-9-別 1-338～367）」 

耐震強度評価は基準地震動 Ss を用いた動的解析を行い、許容応力以下の機器は溢水源から除外す

る。 

・各機器の振動特性に応じたモデル化を行い、設計用床応答スペクトル等を用いた地震応答解析

（スペクトルモーダル解析等）を行う。その上で、当該機器の据付床の水平方向及び鉛直方向そ

れぞれの床応答を用いて応答解析を行い、それぞれの応答解析結果を適切に組み合わせる。 

・容器については JEAG に基づく評価、配管については標準支持間隔法又は 3次元はリモデル解析

を行う。 

・配管については建屋相対変位の影響による二次応力の発生を考慮し、一次＋二次応力評価を行

う。また、一次＋二次応力が 2Sy を超えた場合は疲労評価を行う。 

また、耐震補強工事を行い、上記動的解析結果が許容応力以下となる機器も溢水源から除外する。 

 

 

（ⅱ）地震による溢水量の設定 

① 配管は、完全全周破断とし、系統の全保有水量が

漏えい量としていることを確認（循環水配管は付

録Ｂ参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ） 

① 溢水量の算出に当たっては、配管の破損により生じる流出流量と隔離時間とを乗じて得られる漏水

量と、隔離範囲内の保有水量を合算して溢水量を設定する方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

配管については完全全周破断による溢水量を考慮することを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、配管ルートに基づく流出範囲の限定に期待せずに系統又は容器の全保有水

量を流出させることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 1.4.3.2.1 地

震による溢水影響評価のうち没水影響評価（P2-9-別 1-47～51）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

基準地震動による地震力に対して耐震性が確保さ

れるものとは、製作上の裕度等を考慮することに

より、基準地震動による地震力に対して耐震性を

有すると評価できるものをいう。 
 

 

② 容器は、容器内保有水の全量流出を想定している

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 対象となった B、C クラス機器については、溢水

の影響が最も大きくなるように機器（配管、容器）

の破損位置を選定していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

④ 溢水量を算定するにあたり、漏えいを停止させる

機能として漏えいを検出する機能に期待する場

合、自動又は手動操作によって、以下のとおり考

慮する設計としていることを確認。 

（漏えい停止を自動で操作させる場合） 

 地震時において機能喪失しないこと。 

（運転員等の手動操作に期待する場合） 

 手動による停止まで間、地震発生を踏まえた

適切な操作時間を考慮すること。また、その

手順が明確にされていること。 

 

② 容器の破損により生じる溢水量は、容器内保有水の全量流出を基本としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料は上記①と同じ。 

また、補足説明資料において、海水ポンプエリアの地震による溢水量は全機器の破損想定で算出す

ることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 4 海水ポンプエリアの溢水

影響評価（P2-9-別 1-80～81）＞ 

 

 

 

③ 漏水が生じるとした機器については、防護対象設備への溢水影響が最も大きくなる位置で漏水が生

じるものとして評価するとしていることを確認した。 

ただし、上記①の補足説明資料において、配管ルートに基づく流出範囲の限定に期待せずに系統又

は容器の全保有水量を流出させることが示されている。 

 

 

 

 

 

④ 運転員の手動操作による漏えい停止が期待できる場合には、隔離時間を考慮して設定するとしてい

ることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

ただし、上記②及び③の通り、隔離による漏えい停止を期待していないことを確認した。 

補足説明資料は上記①と同じ。 
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（２）使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによる溢水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．１．３ 地震に起因する機器の破損等により生

じる溢水 

（２）使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによ

る溢水 

使用済燃料貯蔵プール水が基準地震動による地

震力によって生じるスロッシングによってプール

外へ漏水する可能性がある場合は、溢水源として

想定する。 

  

 

３．使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料ピット）の

溢水評価 

３．１ 溢水源及び溢水量の想定 

溢水源としては、２．１項の原子炉施設の溢水源

及び溢水量の想定と同じ溢水源と溢水量を想定す

る。 

３．１．３ 地震に起因する機器の破損等により生

じる溢水 

（１）発電所内に設置された機器の破損による漏

水 

流体を内包する機器（配管、容器）のうち、基準

地震動による地震力によって、破損が生じるとさ

れる機器について、２.１.３(１)項の原子炉施設

と同じように破損による溢水を想定する。 

（２）使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによ

る溢水 

使用済燃料貯蔵プール水が、地震に伴うスロッ

シングによってプール外へ漏水する可能性のある

場合は、２.１.３(２)項の原子炉施設と同じよう

に溢水源として想定する。 

 
 

 

（ⅰ）使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによる溢

水源の想定 

① 基準地震動Ｓｓによる地震力によって生じる使

用済燃料貯蔵プール水のスロッシングを溢水源

として想定するとしていることを確認。 

 

（ⅰ） 

 

① 使用済燃料ピットからの溢水量については、基準地震動により発生するスロッシングによるピット

外への漏水量としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞、＜添付八： 1.8.3.4.3 地震起因による溢水影響に

対する設計方針（使用済燃料ピットのスロッシングを含む。）＞ 

 

（ⅱ）使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによる溢

水量の設定 

① 基準地震動Ｓｓによる使用済燃料貯蔵プール水

のスロッシングによって生じるプール外への漏

えい量を、保守的な SFP のモデル化（水張り状

態、ラックやフェンスの考慮の有無等）および境

界条件（壁等による跳ね返り挙動の有無等←川内

では考慮有）を設定し流体解析を実施することを

確認。 

 

② 補足説明資料において、流体解析を行う上で、以

下の事項を考慮していることが示されているか。 

 モデリングが実際のプールの形状（水面近傍

のダクト、サンプ等）を模擬したものであるこ

と（３次元が基本）。 

 ３次元形状を簡略化している場合、評価が非

安全側になっていないこと。 

 ２次元モデルを使用している場合、３次元モ

デルによるスロッシングを包絡しているこ

と。 

 使用済燃料プールのスロッシングに伴う溢水

量評価について、有限要素法解析のメッシュ

の設定方法（シェル要素、ソリッド要素等）、

ローラー指示、メッシュの細かさ等の妥当性

は示されていること。 

 

（ⅱ） 

 

① 使用済燃料貯蔵ピットのスロッシングによる溢水量算出に当たっては、基準地震動による地震力に

より生じるスロッシング現象を保守的な初期水位条件における 3 次元流動解析により評価し、同ピ

ット外へ漏えいする水量を考慮することを確認した。 ＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の

想定＞、＜添付八： 1.8.3.4.3 地震起因による溢水影響に対する設計方針（使用済燃料ピットの

スロッシングを含む。）＞ 

 

 

 

② 補足説明資料において、有限体積法で定式化した自由液面二相流モデルによる解法を扱う FLOW-3D

解析コードを用いて、連通部が開放された全てのピットに水張りされた 3 次元体系で解析を実施し

ていることが示されている。3 次元体系のメッシュには床面設置されているシャッター部が境界面

に設定され、水平方向に等分割、鉛直方向は気相を等分割、初期気液界面付近を密、ピット底部に向

かって粗になるようにセル分割していることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添

付資料 2 使用済燃料ピットのスロッシングによる溢水影響評価（P2-9-別 1-396～414）＞ 
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３．４ その他の要因による溢水 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 防護対象設備の設計方針を検討するに当たり、上

記以外の溢水における、溢水源及び溢水量を設定す

る方針としているか。 

① 上記以外の溢水源の有無について検討している

ことを確認。 

 

 

 

① 竜巻その他の地震以外の自然現象による屋外タンク等の破損、地下水の流入、機器の誤作動その他

の要因による溢水を想定していることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.1 溢水源及び溢水量の想定＞ 

補足説明資料において、屋外タンク破損による溢水防護区画への影響、湧水サンプからの排水機能、

機器ドレンや配管以外の機器損傷及び人的過誤を加えた漏えい想定を機器ドレン又は床ドレンで排

水して漏えいを早期に検知することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 

5 防護対象設備が設置されている建屋の外からの溢水影響評価（P2-9-別 1-82～92）」、「添付資料

1.4.4 その他の漏えい事象に対する確認について（P2-9-別 1-383～395）＞ 

また、補足説明資料において、廃棄物処理建屋内の溢水源による没水影響評価が示されている。＜

補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 3 廃棄物処理建屋の溢水影響評価（P2-9-別 1-76～79）

＞ 

 

 

４．溢水防護区画及び溢水経路を設定するための方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．２．３ 溢水防護区画の設定 

溢水防護に対する評価対象区画は、２．２．２項

に該当する溢水防護対象設備が設置されている全

ての区画、中央制御室及び現場操作が必要な設備

へのアクセス通路について設定すること。 

全ての防護対象設備が対象となっていることを

確認するために、２．２．２項に該当する防護対象

設備の系統図及び配置図を照合しなければならな

い。 

また、アクセス通路については、図面等により

図示されていることを確認する。 

なお、同じ部屋であっても、溢水による影響を

考慮した堰等で区切られている場合には、区切ら

れた区画を溢水防護区画として取り扱うことがで

きる。 

 

防護対象設備の設計方針を検討するに当たり、防

護対象設備が設置される区画及び溢水経路を設定す

る方針としているか。 

（溢水防護区画の設定） 

① 溢水に対して防護する設備及び防護するために

操作が必要な設備のある場所を評価対象区画（溢

水防護区画）とするとしていることを確認。 

（操作が必要な場所の例） 

 原子炉制御室 

 現場操作が必要な設備へのアクセス通路 

補足説明資料において、溢水防護区画が、全ての

防護対象設備を対象としていることを、系統図及

び配置図により示されているか。 

 

② 溢水防護区画の設定は、防護対象設備が設置され

ている全ての区画を対象に、障壁、堰又はそれら

の組み合わせによって区画の境界を設定すると

していることを確認。 

 

 

 

（溢水防護区画の設定） 

① 溢水ガイドを踏まえて、防護対象設備が設置されている全ての場所並びに中央制御室及び現場操作

が必要な設備へのアクセス通路を対象に溢水防護区画を設定する方針としていることを確認した。          

＜添付八： 1.8.2.3 溢水防護区画及び溢水経路の設定＞ 

 

 

 

 

 

 

 

② 溢水防護区画は壁、扉、堰等又はそれらの組合せによって他の区画と分離される区画として設定し、

溢水防護区画の水位が最も高くなるように保守的に溢水経路を設定する方針であることを確認し

た。      ＜添付八：1.8.2.3＞ 

補足説明資料において、防護経路設定の考え方が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

２．２．４ 溢水影響評価 

溢水影響評価においては、評価対象区画で想定

される溢水事象に対し、その防護対象設備が没水、

被水又は蒸気の影響を受けずその機能が確保され

るか否かを評価する（図－１）。 

評価対象区画は、漏えい想定箇所を起点とした

溢水経路上に存在する全ての溢水防護区画を対象

とする。 

 

（１）溢水経路の設定 

溢水経路の設定にあたっては、溢水防護区画内

漏えいと溢水防護区画外漏えいの 2通りの溢水経

路を想定する。 

a.溢水防護区画内漏えいでの溢水経路 

溢水防護区画内漏えいでの溢水経路の評価を行

う場合、防護対象機器の存在する溢水防護区画の

水位が最も高くなるように当該溢水区画から他区

画への流出がないように溢水経路を設定する。 

評価を行う場合の各構成要素の溢水に対する考

え方を以下に示す。 

(a)床ドレン 

評価対象区画に床ドレン配管が設置され他の

区画とつながっている場合であっても、目皿が

１つの場合は、他の区画への流出は想定しない

ものとする。 

ただし、同一区画に目皿が複数ある場合は、流

出量の最も大きい床ドレン配管１本からの流出

は期待できないものとする。この場合には、床ド

レン配管における単位時間あたりの流出量を算

出し、溢水水位を評価すること。 

(b)床面開口部及び床貫通部 

評価対象区画床面に床開口部又は貫通部が設

置されている場合であっても、床面開口部又は

床貫通部から他の区画への流出は、考慮しない

ものとする。 

ただし、以下に掲げる場合は、評価対象区画か

ら他の区画への流出を期待することができる。 

 

 

 

 

 

（立体的な溢水経路） 

③ 立面的な溢水経路としては、上層階から階段、機

器ハッチ等の床面開口部分を経由して下階へ伝

播する場合においても、各階の溢水量が滞留した

として評価し、下の階へ全量が伝播するよう設定

するとしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

（平面的な溢水経路（溢水防護区画内）） 

④ 平面的な溢水経路としては、防護対象機器の存在

する溢水防護区画の水位が最も高くなるように、

当該溢水区画から他区画への流出がないように

設定するとしていることを確認。なお、他の区画

への流出を期待する場合は、明らかに流出が期待

できることを定量的に示されることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 1 2.3 溢水防護区画及び溢水経路の設定（P2-9-別 1-57～60）＞ 

 

 

 

 

（立体的な溢水経路） 

③ 上層階の溢水は階段あるいは機器ハッチを経由して下層階へ伝播する経路を設定し、下層階の伝播

先区画へ全量が流入する設計方針であることを確認した。        ＜添付八：1.8.2.3 溢

水防護区画及び溢水経路の設定＞ 

補足説明資料において、階段又は機器ハッチを経由しての上階から下階への溢水伝播経路の概念図

が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 2.3 溢水防護区画及び溢水経路の

設定（P2-9-別 1-57～60）、添付資料 1.3-2 溢水経路と溢水経路概念図（P2-9-別 1-140～144）＞ 

 

 

 

 

 

（平面的な溢水経路（溢水防護区画内）） 

④ 溢水経路は、溢水防護区画内の水位が最も高くなるように保守的に設定することを確認した。 

具体的には、溢水ガイドを踏まえて、溢水防護区画内外で発生する溢水を想定した上で、床ドレン、開

口部、扉等からの流入又は流出を保守的に設定した条件で当該区画の水位が最も高くなる経路を溢水

経路として設定する方針としていることを確認した。ただし、消火活動時に区画の扉を開放する場合

は、扉を開放状態と設定するとしていることを確認した。また、溢水影響を軽減することを期待する

壁、扉、堰等については、基準地震動による地震力に対し健全性を維持し、保守管理や水密扉閉止等の

運用を適切に実施するとしていることを確認した。 

  ＜添付八：1.8.2.3 溢水防護区画及び溢水経路 

の設定＞ 

補足説明資料において、想定破損による溢水経路図、放水による溢水経路図、地震に起因する溢水

経路図が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.1-2 想定破損による溢水

影響評価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）、添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水による溢

水影響評価（P2-9-別 1-308～332）、添付資料 1.4.3-3 地震に起因する溢水影響評価結果及び溢水経

路（P2-9-別 1-368～382）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

流出を期待する場合は、床開口部及び床貫通

部における単位時間あたりの流出量を算出し、

溢水水位を評価すること。 

① 評価対象区画の床貫通部にあっては、貫通する

配管、ダクト、ケーブルトレイ又は電線管と貫

通部との間に隙間があって、明らかに流出が期

待できることを定量的に確認できる場合 

② 評価対象区画の床面開口部にあっては、明らか

に流出が期待できることを定量的に確認でき

る場合 

(c)壁貫通部 

評価対象区画の境界壁に貫通部が設置され、

隣との区画の貫通部が溢水による水位より低い

位置にある場合であっても、その貫通部からの

流出は考慮しないものとする。 

ただし、当該壁貫通部を貫通する配管、ダク

ト、ケーブルトレイ又は電線管と貫通部との間

に隙間があって、明らかに流出が期待できるこ

とを定量的に確認できる場合は、他の区画への

流出を考慮することができる。 

流出を期待する場合は、壁貫通部における単

位時間あたりの流出量を算出し、溢水水位を評

価すること。 

(d)扉 

評価対象区画に扉が設置されている場合であ

っても、当該扉から隣室への流出は考慮しない

ものとする。 

(e)排水設備 

評価対象区画に排水設備が設置されている場

合であっても、当該区画の排水は考慮しないも

のとする。ただし、溢水防止対策として排水設備

を設置することが設計上考慮されており、工事

計画の認可を受ける等明らかに排水が期待でき

ることを定量的に確認できる場合には、当該区

画からの排水を考慮することができる。 

 

b.溢水防護区画外漏えいでの溢水経路 

 

 

 

 

 

（平面的な溢水経路（溢水防護区画外）） 

⑤ 平面的な溢水経路としては、防護対象機器の存在

する溢水防護区画の水位が最も高く（当該溢水区

画に流入する水量は多く、排出する水量は少なく

なるように設定）なるように設定していることを

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ユニット間で共用する建屋及び一体構造の建屋

に設置される溢水源となる機器等は、共用の有無

に係わらずその建屋内で単一の溢水源を想定し、

建屋全体の溢水経路を考慮していることを確認。 

 

 

 

 

 

 

（平面的な溢水経路（溢水防護区画外）） 

⑤ 溢水防護区画外で発生する溢水に対しては、床ドレン、天井面開口部及び貫通部、壁貫通部並びに

扉から溢水防護区画内への流入を想定した条件で溢水経路を設定し、溢水防護区画内の溢水水位を

設定する方針であることを確認した。ただし、床ドレン、天井面開口部及び貫通部、壁貫通部並びに

扉に流入防止対策が施されている場合は溢水防護区画外からの流入を考慮しない方針であることを

確認した。     ＜添付八：1.8.2.3 溢水防護区画及び溢水経路の設定＞ 

補足説明資料において、床ドレン（逆止弁を設置している場合を除く）、天井面開口部と貫通部（流

入防止策を設置している場合を除く）、壁貫通部、扉（水密扉を除く）からの流入、堰を超える流出

を考慮する（排水設備の排水は考慮しない）ことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

別添資料 1 2.3 溢水防護区画及び溢水経路の設定（P2-9-別 1-57～60）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ３号及び４号炉で共用する制御建屋内の溢水源となる機器等は共用されておらず、溢水防護区画も

分離されていることを確認した。また、３号及び４号炉で共用する海水ポンプエリアについてはエ

リア内で単一の溢水源を想定していることを確認した。３号及び４号炉で共用する廃棄物処理建屋

には溢水防護区画の設定はないものの、建屋内で単一の溢水源に対して各号炉の原子炉周辺建屋へ

の伝播を防止する設計方針であることを確認した。 

補足説明資料において、制御建屋内の溢水源及び溢水経路、海水ポンプエリアの溢水影響評価、廃

棄物処理建屋の溢水影響評価が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.1-

2 想定破損による溢水影響評価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）、添付資料 4 海水ポンプエ

リアの溢水影響評価（P2-9-別 1-450～454）、添付資料 3 廃棄物処理建屋の溢水影響評価（P2-9-別

1-415～449）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

溢水防護区画外漏えいでの溢水経路の評価を行

う場合、防護対象機器の存在する溢水防護区画の

水位が最も高く（当該溢水区画に流出する水量は

多く、排出する流量は少なくなるように設定）な

るように溢水経路を設定する。 

評価を行う場合の各構成要素の溢水に対する考

え方を以下に示す。 

(a)床ドレン 

評価対象区画の床ドレン配管が他の区画と繋

がっている場合であって、他の区画の溢水水位

が評価対象区画より高い場合は、水位差によっ

て発生する流入量を考慮する。 

ただし、評価対象区画内に設置されている床

ドレン配管に逆流防止弁が設置されている場合

は、その効果を考慮することができる。   

(b)天井面開口部及び貫通部 

評価対象区画の天井面に開口部又は貫通部が

ある場合は、上部の区画で発生した溢水量の全

量が流入するものとする。 

ただし、天井面開口部が鋼製又はコンクリー

ト製の蓋で覆われたハッチに防水処理が施され

ている場合又は天井面貫通部に密封処理等の流

出防止対策が施されている場合は、評価対象区

画への流入は考慮しないことができる。 

なお、評価対象区画上部にある他の区画に蓄

積された溢水が、当該区画に残留すると評価で

きる場合は、その残留水の流出は考慮しなくて

もよい。 

(c)壁貫通部 

評価対象区画の境界壁に貫通部が設置されて

いる場合であって、隣の区画の溢水による水位

が貫通部より高い位置にある場合は、隣室との

水位差によって発生する流入量を考慮する。 

ただし、評価対象区画の境界壁に貫通部に密

封処理等の流出防止対策が施されている場合

は、評価対象区画への流入は考慮しないことが

できる。 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

(d)扉 

評価対象区画に扉が設置されている場合は、

隣室との水位差によって発生する流入量を考慮

する。 

当該扉が水密扉である場合は、流入を考慮し

ないことができる。ただし、水密扉は、溢水時に

想定される水位により発生する水圧に対し水密

性が確保でき、その水圧に耐えられる強度を有

している場合に限る。 

(e)堰 

溢水が発生している区画に堰が設置されてい

る場合であって、他に流出経路が存在しない場

合は、当該区画で発生した溢水は堰の高さまで

蓄積されるものとする。 

(f)排水設備 

評価対象区画に排水設備が設置されている場

合であっても、当該区画の排水は考慮しないも

のとする。ただし、溢水防止対策として排水設備

を設置することが設計上考慮されており、工事

計画の認可を受ける等明らかに排水が期待でき

ることを定量的に確認できる場合には、当該区

画からの排水を考慮することができる。 

 

（２）溢水防護区画の評価に用いる各項目の算出 

溢水防護区画の評価で没水、被水評価の対象区

画の分類例を図－２に示す。また、溢水防護区画

の評価で蒸気評価の対象区画の分類例を図－３に

示す。 

各項目の算出方法を以下に示す。 

 

a.没水評価に用いる水位の算出方法 

影響評価に用いる水位の算出は、漏えい発生階

とその経路上の評価対象区画の全てに対して行

う。 

水位：Ｈは、下式に基づいて算出する。 

 

Ｈ＝Ｑ／Ａ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

ただし、各項目は以下とする。 

Ｑ：流入量(m3) 

「２．１ 溢水源及び溢水量の想定」で想定した

溢水量に基づき、「２．２．４（１）溢水経路の設

定」の溢水経路の評価に基づき評価対象区画への

流入量を算出する。 

Ａ：滞留面積(m2) 

評価対象区画内と溢水経路に存在する区画の総

面積を滞留面積として評価する。 

 

なお、滞留面積は、壁及び床の盛り上がり（コンク

リート基礎等）範囲を除く有効面積を滞留面積と

する。 

 

b.被水評価に用いる飛散距離の算出方法 

被水評価に用いる飛散距離の算出は、防護対象

設備が存在する区画を対象に行う。 

飛散距離：Ｘは次式に基づいて算出する。（図－

４） 

 

ただし、各項目は以下とする。 

V＝噴出速度(m/s) 

φ＝噴出角度（破損位置や天井への衝突等も考慮

し、飛散距離Ｘが最大となるφを採用する） 

H＝破損位置の床上高さ(m) 

g＝重力加速度(m/s2) 

P＝管内圧力(Pa) 

γ=水の比重量(kg/m3) 

なお、上記の式は空気抵抗を考慮していない安全

側の評価式であるため、必要に応じて空気抵抗を

考慮することができる。 

 

c.蒸気評価に用いる拡散範囲の算出方法 

蒸気評価に用いる拡散範囲は、適切な評価方法

を用いて妥当な評価範囲を設定する。 

評価手法を用いて拡散範囲の算出を行わない場
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

合には、保守側に連通した複数の区画全体に蒸気

が拡散するものとする。 

ただし、評価方法として、汎用 3 次元流体ソフト

ウェア等を用いて拡散範囲を算出する場合には、

使用した解析コードの蒸気拡散計算への適用性と

評価条件を示すこと。 

 

３．２．３ 溢水防護区画の設定 

溢水防護に対する評価対象区画は、３．２．２項

に該当する溢水防護対象設備が設置されている全

ての区画、中央制御室及び現場操作が必要な設備

へのアクセス通路について設定すること。 

全ての防護対象設備が対象となっていることを

確認するために、３．２．２項に該当する防護対象

設備の系統図及び配置図とを照合しなければなら

ない。 

また、アクセス通路については、図面等により

図示されていることを確認する。なお、同じ部屋

であっても、溢水による影響を考慮した堰等で区

切られている場合には、区切られた区画を溢水防

護区画として取り扱うことができる。 
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５．防護対象設備を防護するための設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（溢水による損傷の防止等） 

 

第九条 安全施設は、発電用原子炉施設内における

溢水が発生した場合においても安全機能を損なわ

ないものでなければならない。 

（解釈） 

１ 第１項は、設計基準において想定する溢水に対

して、安全施設が安全機能を損なわないために必

要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等

対処設備を含む。）への措置を含む。  

２ 第１項規定する「発電用原子炉施設内における

溢水」とは、発電用原子炉施設内に設置された機

器及び配管の破損（地震起因を含む）、消火系統

等の作動又は使用済燃料貯蔵槽のスロッシング

により発生する溢水をいう。  

３ 第１項に規定する「安全機能を損なわないも

の」とは、発電用原子炉施設内部で発生が想定さ

れる溢水に対し、原子炉を高温停止でき、引き続

き低温停止、及び放射性物質の閉じ込め機能を維

持できること、また、停止状態にある場合は、引

き続きその状態を維持できることをいう。さら

に、使用済燃料貯蔵槽においては、プール冷却機

能及びプールへの給水機能を維持できることを

いう。 

 
 

防護対象設備は、溢水に関して、没水影響、被水影

響及び蒸気影響の観点で、安全機能が損なわれないよ

う防護される設計方針としているか。 

また、原子炉制御室及び現場操作が必要な設備への

アクセス通路に対しては、環境条件等を考慮しても、

接近の可能性が失われない設計方針としているか。 

 

（基本的な防護設計方針） 

① 発電用原子炉施設内における溢水に対して、防護

する必要がある設備の安全機能が損なわれない

設計とすることを確認。（具体の設計方針の確認

は（１）～（５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（重要度の特に高い安全機能を有する系統に対する

基本的な防護設計方針） 

② 重要度の特に高い安全機能を有する系統が、その

安全機能が損なわれないよう（信頼性要求に基づ

き独立性が確保され、多重性又は多様性を有する

系統が同時にその機能を失わないこと）に別の溢

水防護区画に設置するなどの設計とすることを

確認。 

 

（運用上の措置） 

③ 発電用原子炉施設内における溢水に対して、防護

する必要がある設備の安全機能が損なわれない

設計とするための運用を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本的な防護設計方針） 

① 防護対象設備は、破損、消火水の放水及び地震等による溢水に関して、没水影響、被水影響及び蒸気

影響の観点で、安全機能が損なわれないよう防護される設計方針であることを以下（１）～（４）で

確認した。 

また、原子炉制御室及び現場操作が必要な設備へのアクセス通路に対しては、環境条件等を考慮して

も、接近の可能性が失われない設計方針であることを以下（１）～（３）で確認した。 

また、使用済燃料ピットが地震に伴うスロッシングによってピット外へ漏水しても、当該ピットの冷

却及び給水ができる設計方針であることを以下（５）で確認した。 

 

 

 

 

 

 

（重要度の特に高い安全機能を有する系統に対する基本的な防護設計方針） 

② 没水又は被水により防護対象設備が同時に安全機能を損なわない設計方針であることを以下（１）及

び（２）で確認した。 

 

 

 

 

 

（運用上の措置） 

③ 想定破損による溢水源の手動隔離、低エネルギー配管の減肉管理、消火栓からの不必要な放水の防

止、水密扉の開閉管理、防護対象設備の機能維持に必要な設備の保守管理、タンク水位制限管理等の

運用を定める方針であることを以下（１）～（４）で確認した。 
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（１）没水の影響に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（３）影響評価 

原子力発電所内で発生する溢水に対して、防護

すべき対象機器が、以下に示す没水、被水及び蒸

気の要求を満足しているか確認する。 

 

a.没水による影響評価 

想定される溢水源に基づいて評価した評価対象

区画における最高水位が、２．２．２項で選定され

た防護対象設備の設置位置を超えないことを確認

する。 

また、中央制御室及び現場操作が必要な設備へ

のアクセス通路にあっては、歩行に影響のない水

位（階段堰高さ）であること及び必要に応じて環

境の温度、放射線量を考慮しても接近の可能性が

失われないことを確認する。 

上記、設置位置及びアクセス通路の水位が判断

基準を超える場合又は環境の温度、放射線により

現場操作が必要な設備へ接近できないと判断され

る場合は、防護対象設備の機能は期待できないも

のとする。 

 

（４）溢水による影響評価の判定 

（３）の影響評価の結果から内部溢水に対して、

重要度の特に高い安全機能を有する系統が、その

安全機能を失わないこと（信頼性要求に基づき独

立性が確保され、多重性又は多様性を有する系統

が同時にその機能を失わないこと）。 

内部溢水により原子炉に外乱が及び、かつ、安全

保護系、原子炉停止系の作動を要求される場合に

は、その影響（溢水）を考慮し、安全評価指針に基

防護対象設備は、没水影響の観点で、安全機能が損

なわれないよう防護される設計方針としているか。ま

た、必要に応じて溢水源に対する対策を講じることと

しているか。 

※流入防止対策は「６．」へ 

（ⅰ）防護対策設備に対する防護 

① 溢水水位に対し，防護対象設備が安全機能を損な

うおそれがないことを評価することを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（機能喪失高さ） 

② 没水影響評価において、防護対象設備が想定され

る没水高さに対して機能喪失高さを超えない設

計方針であることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

① 溢水ガイドを踏まえ、没水による影響を受けて、防護対象設備が安全機能を損なわない設計とすると

していることを確認した。 

＜添付八：本文＞ 

防護対象設備が、多重性又は多様性を有し、各々を別区画に設置することにより、同時に安全機能を

損なわない設計とすること、 

  ＜添付八：1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.2 消火水

の放水による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.3 地震起因による溢水影響に対する設

計方針（使用済燃料ピットのスロッシングを含む。）＞ 

その際、溢水を起因とする運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対処するために必要な機器

の単一故障を考慮することを確認した。 

＜添付八：本文＞ 

補足説明資料において、溢水量と溢水経路の滞留面積から算出した溢水水位が、防護対象設備の機能

喪失高さを超えないこと、あるいは多重性又は多様性を有する安全機能が同時に機能喪失しないこ

とが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 付資料 1.4.1-2 想定破損による溢水影響評

価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）、添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水による溢水影響評

価（P2-9-別 1-308～332）、添付資料 1.4.3-3 地震に起因する溢水影響評価結果及び溢水経路図（P2-

9-別 1-368～382）＞ 

 

 

 

（機能喪失高さ） 

② 溢水による水位が、溢水の影響を受けて防護対象設備の安全機能を損なうおそれがある高さ（以下

「機能喪失高さ」という。）を上回らない設計とすることを確認した。 

  ＜添付八：1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.2 消火水

の放水による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.3 地震起因による溢水影響に対する設

計方針（使用済燃料ピットのスロッシングを含む。）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

づき安全解析を行う必要がある。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裕度） 

③ 機能喪失高さは、想定される没水高さに対して裕

度が考慮されて設定されていることを確認。 

（例） 

中央制御室及び現場操作が必要な設備へのアク

セス通路にあっては、歩行に影響のない水位であ

ること及び必要に応じて環境条件（放射線量等）

を考慮すること。 

 

補足説明資料において、防護対象設備の各機器の機能喪失高さの考え方と評価が示されている。＜補

足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 1.4.1.2.1 想定破損による溢水影響評価のうち没水影響

評価（P2-9-別 1-19～32）、別添資料 1 1.4.2.2.1 放水による溢水影響評価のうち没水影響評価（P2-

9-別 1-43～46）、別添資料 1 1.4.3.2.1 地震による溢水影響評価のうち没水影響評価（P2-9-別 1-

47～51）＞ 

 

 

 

 

 

（裕度） 

③ ②の設計とした上で、流入状態、溢水源からの距離、運転員のアクセス等による一時的な水位変動

を考慮し、発生した溢水水位に対して裕度を確保する設計とすることを確認した。 

      ＜添付八：1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.2 

消火水の放水による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.3 地震起因による溢水影響に対

する設計方針（使用済燃料ピットのスロッシングを含む。）＞ 

補足説明資料において、想定破損による上階からの電気盤没水は常時閉扉を介した伝播経路である

ことから上階からの伝播によるゆらぎの影響は考えないこと、消火栓による放水活動は電気盤筐体

内水位のゆらぎに寄与しないこと、同放水活動が発火源から距離のあるファンに対してゆらぎの影

響が小さいこと、地震時の上階からの高圧注入ポンプへの伝播経路に距離があることでゆらぎの影

響が小さいことを示しているが、裕度が 10cm 以下の設備には堰等の防護対策を追加することを併せ

て示している。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 12-1 防護対象設備における機能喪失高

さの裕度が小さい場合の揺らぎの影響評価（P2-9-別 1 補-547～551）＞ 

また、ゆらぎ高さを 10cm とすることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料

12-2 没水評価における保守性及びゆらぎ対策について（P2-9-別 1 補-552～554）＞ 

 

 

（ⅱ）溢水源に対する防護 

① 防護対象設備の安全機能が損なわれないように

するため、「３．」で設定した溢水源に対して没水

影響の観点から対策を講じる場合には、その対

策を確認。 

想定する機器破損等により生ずる溢水を発生要

因とし、新たに構造物で区画化する対策を講じ

る場合には、その設計方針を確認する。 

補足説明資料において、対策工事の内容、その対

策の成立性及び構造物を加えることによる影響

（ⅱ） 

① 上記（ⅰ）及び以下溢水源対策のいずれの設計方針も満足しない場合は、壁、扉、堰等による没水対

策を実施することを確認した。   ＜添付八：本文＞ 

現場操作が必要な設備に対しては、環境条件を考慮しても操作場所までのアクセスが可能な設計方

針としていることを確認した。   ＜添付八：本文＞ 

補足説明資料において、3号機の安全補機開閉器（B）室への溢水経路に 500mm 堰の対策を、3号機制

御用空気圧縮機（A 及び B）室給気ファン、3 号機原子炉トリップ遮断盤及び 4 号機原子炉トリップ

遮断盤にそれぞれ 500mm、180mm、180mm 堰の対策を、4 号機高圧流入ポンプ（A）室に 800mm 堰の対

策を実施することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.1-2 想定破損

による溢水影響評価（没水影響評価）（P2-9-別 1-158～210）、添付資料 1.4.2-2 消火活動に係る放水
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（区画内外の設備に対する環境条件の変化に対

する健全性、現場操作性、点検保守性、アクセス

性の確保等）が検討されていることが示されて

いるか。 

 

による溢水影響評価（P2-9-別 1-308～332）、添付資料 1.4.3-3 地震に起因する溢水影響評価結果及

び溢水経路図（P2-9-別 1-368～382）＞ 

また、想定破損又は放水においてアクセス通路の水位が歩行に影響がないこと及び必要に応じて環

境温度、放射線量、薬品等のによる影響を考慮しても運転員が現場にアクセスできることが示されて

いる。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 15 運転員のアクセス性（温度、放射線、薬品及

び漂流物）（P2-9-別 1補-565～572）＞ 

 

（想定破損） 

・ 溢水による水位が機能喪失高さに到達する前に、各々の系統で閉止を期待する弁が自動閉止するこ

とにより、系統が隔離され、機能喪失高さを上回らない設計とすることを確認した。 

・ 想定破損発生時に没水する防護対象設備には、機能要求がない設計とすることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に 

対する設計方針＞ 

・ 漏えい検知システム等により溢水の発生を早期に検知し、隔離により漏えい停止を行う場合は、運転

員による中央制御室及び補機制御室からの遠隔操作が自動又は手動により操作ができる設計とする

ことを確認した。 

補足説明資料において、「想定破損の配管範囲を手動又は一部自動で隔離することが示されている。

＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.1.2.1 想定破損による溢水影響評価のうち没水影

響評価（P2-9-別 1-19～32）、添付資料 1.4.1-2 想定破損による溢水影響評価（没水影響評価）（P2-

9-別 1-158～210）＞ 

 

（消火） 

 消火水の放水による溢水に対しては、火災により壁貫通部の止水機能が損なわれ当該貫通部からの

消火水の流入を想定しても、防護対象設備が機能喪失しない設計方針としていることを確認した。    

＜添付八： 1.8.2.4.2 消火水の放水による溢水影響に対する設計方針＞ 

 

（地震） 

上記３．３（１）（ⅰ）において、耐震補強工事を実施する設備は溢水源から除外する設計方針とし

ていることを確認した。 
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（２）被水の影響に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

b.被水による影響評価 

評価対象区画に設置されている防護対象設備の

被水による影響については、以下の項目について

確認する。 

防護対象設備から溢水源となる配管が直視でき

る場合には、図－５に示す被水の影響評価の考え

方に従い確認する。 

また、溢水源となる配管については、配管径に

関係なく、被水による影響評価を実施する。（解説

２．２．４－２） 

① 評価対象区画に流体を内包する機器が設置さ

れている場合は、防護対象設備に対し被水防

護措置がなされていることを確認する。 

② 評価対象区画に流体を内包する機器が設置さ

れていない場合は、天井面に開口部又は貫通

部が存在しないことを確認する。 

③ 評価対象区画に流体を内包する機器が設置さ

れておらず、かつ、天井面に開口部又は貫通部

が存在する場合は、当該開口部及び貫通部に

密封処理等の流出防止対策がなされているこ

とを確認する。 

④ 評価対象区画に流体を内包する機器が設置さ

れておらず、天井面に開口部又は貫通部が存

在し、かつ、当該開口部及び貫通部に密封処理

等の流出防止対策がなされていない場合にあ

っては、防護対象設備に対し被水防護措置が

なされていることを確認する。 

⑤ ⑤ ①～④を満足しない場合は、防護対象設

備が、防滴仕様であることを確認する。 

⑥ 中央制御室及び現場操作が必要な設備へのア

クセス通路にあっては、必要に応じて環境の

温度、放射線量を考慮しても接近の可能性が

失われないことを確認する。 

上記、①～⑥を満足しない場合には、防護対象

防護対象設備は、被水影響の観点で、安全機能が損

なわれないよう防護される設計方針としているか。

また、必要に応じて溢水源に対する対策を講じるこ

ととしているか。 

※流入防止対策は「６．」へ 

 

（ⅰ）防護対策設備に対する防護 

① 溢水水位に対し，防護対象設備が安全機能を損な

うおそれがないことを評価することを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（防滴仕様） 

② 防護対象設備が、ＪＩＳで規定されている防滴仕

様である場合、被水試験等により確認された防滴

機能を有する設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

① 溢水ガイドを踏まえ、被水による影響として、破損した機器からの飛散による被水、天井面の開口

部や貫通部からの被水及び消火水の放水による被水の影響を想定している。 その上で、これら被

水による影響を受けて、防護対象設備が安全機能を損なわない設計とするとしている。具体的には、

被水による影響を受ける範囲に防護対象設備が設置される場合は、以下のいずれかの設計を行う方

針としている。 ただし、多重性又は多様性を有し各々を別区画に設置している防護対象設備で、

同時に機能を失わない場合は、機能が維持されるとしていることを確認した。 

      ＜添付八：1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.2 

消火水の放水による溢水影響に対する設計方針＞、＜添付八：1.8.2.4.3 地震起因による溢水影響に対

する設計方針（使用済燃料ピットのスロッシングを含む。）＞ 

補足説明資料において、「いずれかの設計」とは、次の②の措置又は対策と示されている。＜補足説

明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 1.4.1.2.2 想定破損による溢水影響評価のうち被水影響評

価（P2-9-別 1-33～38）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（防滴仕様） 

② 以下を満足しない場合は防護対象設備が防滴仕様であることを確認した。 

・溢水防護区画内において、被水による影響を評価するための区画（以下、「評価対象区画」とい

う。）に流体を内包する機器を設置している場合は、防護対象設備に対し被水防護措置がなされ

ていること。  

・評価対象区画に流体を内包する機器を設置していない場合は、天井面に開口部又は貫通部が存在

しないこと。  

・評価対象区画に流体を内包する機器を設置しておらず、天井面に開口部が存在する場合は、開口

部及び貫通部に密封処理等の流出防止対策をしていること。  

・評価対象区画に流体を内包する機器を設置しておらず、天井面に開口部又は貫通部が存在し、か
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

設備の機能は期待できないものとする。 

 

①項の「被水防護措置」とは、障壁による分離、

距離による分離及び防水板等による被水防護等を

いい、被水防護措置がなされている場合の例を図

－６に示す。 

 

 

（４）溢水による影響評価の判定 

（３）の影響評価の結果から内部溢水に対して、

重要度の特に高い安全機能を有する系統が、その

安全機能を失わないこと（信頼性要求に基づき独

立性が確保され、多重性又は多様性を有する系統

が同時にその機能を失わないこと）。 

内部溢水により原子炉に外乱が及び、かつ、安

全保護系、原子炉停止系の作動を要求される場合

には、その影響（溢水）を考慮し、安全評価指針に

基づき安全解析を行う必要がある。 

 

解説－２．２．４－２ 「被水による影響評価」 

被水による影響評価の対象となる溢水源の考

え方は、没水による影響評価における溢水源と

同じである。 

「溢水源となる配管については、配管径に関

係なく、被水による影響評価を実施する。」とし

たのは、25Ａ以下の配管においても、破断時の

溢水量は、それを超える口径の配管破断時より

少ないが、溢水の飛散による防護対象設備への

影響を考慮する必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被水対策措置） 

③ 防護対象設備の安全機能が損なわれないように

するため、以下の場合には、防護対象設備に対し

被水防護措置がなされることを確認。 

 溢水防護区画に流体を内包する機器が設置

されている場合 

 溢水防護区画に流体を内包する機器が設置

されておらず、天井面に開口部又は貫通部が

存在し、かつ、当該開口部及び貫通部に密封

処理等の流出防止対策がなされていない場

合 

補足説明資料において、被水防護措置のうち、防

水板等による被水防護等を行う場合は、試験等に

より、その効果が検証されることが示されている

か。また、これらの防護措置により、放熱できな

いことなどにより本来の機能を阻害されないこ

とを考慮しているか。 

 

④ 中央制御室及び現場操作が必要な設備へのアク

セス通路にあっては、必要に応じて環境条件（放

射線量等）を考慮しても接近の可能性が失われな

いことを確認。 

 

つ、開口部及び貫通部に密封処理等の流出防止対策をしていない場合は、防護対象設備に対し被

水防護措置をしていること。  

＜添付八： 1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞ 

補足説明資料において、防滴仕様例が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料

7-1 被水影響評価について（P2-9-別 1 補-459～465）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被水対策措置） 

③ ②を満足しない場合は被水防護措置を実施する なお、保護カバーやパッキンにより安全機能を損

なわない設計としている設備は、実機での被水条件を考慮しても安全機能を損なわないことを被水

試験により確認するとしていることを確認した。           ＜添付八： 1.8.2.4.1 想

定破損による溢水影響に対する設計方針＞ 

タンク、熱交換器、フィルター等被水しても機能を喪失しない静的機器は被水防護措置を実施しな

いことを確認した。 

補足説明資料において、静的機器は被水しても機能を維持すること、保護カバーやシール材処理が

示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 1.4.1.2.2 想定破損による溢水影

響評価のうち被水影響評価（P2-9-別 1-33～38）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 現場操作が必要な設備に対しては、環境条件を考慮しても操作場所までのアクセスが可能な設計方

針としていることを確認した。 

補足説明資料において、水位、温度、薬品、放射線、漂流物により運転員のアクセス性が阻害され

ないことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 15 運転員のアクセス性（温

度、放射線、薬品及び漂流物）（P2-9-別 1 補-565～572）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅱ）溢水源に対する防護 

① 防護対象設備の安全機能が損なわれないように

するため、「３．」で設定した溢水源に対して被水

影響の観点から対策を講じる場合には、その対

策を確認。 

（ⅱ） 

（破損想定） 

① 想定破損による被水影響に対して、一部のポンプ、弁、圧縮機、ファン、ダンパ、冷凍機、現場操

作箱、制御盤に被水対策を実施する設計方針であることを確認した。 

補足説明資料において、被水防護対象設備が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添

付資料 1.4.1-3 想定破損による溢水影響評価（被水影響評価）（P2-9-別 1-211～232）＞ 

（消火水の放水） 

消火水の放水による被水影響については、想定破損と同じ設計方針とすることを確認した。 

消火水の放水による被水の影響については、防護対象設備に対して不用意な放水を行わないこと

で、安全機能を損なわない運用を行う設計としていることを確認した。 ＜添付八： 10.6.2.6 手

順等＞ 

補足説明資料において、放水による被水影響拡大防止の運用のことが示されている。＜補足説明資

料：09：まとめ資料 補足資料 5-2 消火栓からの放水による溢水影響評価における消火活動の運用

（P2-9-別 1 補-320～328）＞ 

（地震） 

地震による被水影響については、想定破損と同じ設計方針とすることを確認した。 

補足説明資料において、地震による被水影響評価について示されている。＜補足説明資料：09：ま

とめ資料 別添資料 1 1.4.3.2.2 地震による溢水影響評価のうち被水影響評価（P2-9-別 1-51）＞ 
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（３）蒸気放出の影響に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

c. 蒸気による影響評価 

評価対象区画に設置されている防護対象設備の

蒸気による影響については、以下の項目について

確認する。 

防護対象設備から溢水源となる同じ区画にある

場合には、図―７に示す蒸気の影響評価の考え方

に従い確認する。 

また、溢水源となる高エネルギー配管について

は、配管径に関係なく、蒸気による影響評価を実

施する。（解説２．２．４－３） 

 

① 評価対象区画に蒸気を内包する機器が設置さ

れている場合は、防護対象設備に対し蒸気防護

措置がなされていることを確認する。 

② 評価対象区画に蒸気を内包する機器が設置さ

れていない場合は、天井面に開口部又は貫通部

が存在しないことを確認する。 

③ 評価対象区画に蒸気を内包する機器が設置さ

れておらず、かつ、天井面に開口部又は貫通部

が存在する場合は、当該開口部及び貫通部に密

封処理等の流出防止対策がなされていること

を確認する。 

④ 評価対象区画に蒸気を内包する機器が設置さ

れておらず、天井面に開口部又は貫通部が存在

し、かつ、当該開口部及び貫通部に密封処理等

の流出防止対策がなされていない場合にあっ

ては、防護対象設備に対し蒸気防護措置がなさ

れていることを確認する。 

⑤ ①～④を満足しない場合は、防護対象設備が、

耐蒸気仕様（想定される温度等を考慮した仕

様）であることを確認する。 

⑥ 中央制御室及び現場操作が必要な設備へのア

クセス通路にあっては、必要に応じて環境の温

度、放射線量を考慮しても接近の可能性が失わ

防護対象設備は、蒸気影響の観点で、安全機能が損

なわれないよう防護される設計方針としているか。

また、必要に応じて溢水源に対する対策を講じるこ

ととしているか。 

※流入防止対策は「６．」へ 

 

（ⅰ）防護対策設備に対する防護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 蒸気の拡散による影響を確認するために解析等

を実施することを確認。 

補足説明資料において、蒸気評価を行う際に以下

の点を考慮することが示されているか。 

 汎用 3 次元流体ソフトウェア等を用いて拡

散範囲を算出する場合には、蒸気拡散計算の

目的に照らして、使用したソフトウェアによ

り評価できること（適用性、評価条件の妥当

性及び総合的な保守性）。 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

溢水ガイドを踏まえ、蒸気影響を及ぼすおそれのある配管等は、基準地震動による地震力に対して

耐震性を確保する設計としていることを確認した。 

高エネルギー配管の想定破損に対して、一般部については応力評価に応じて貫通クラック又は完全

全周破断、ターミナルエンドについては完全全周破断を想定し、蒸気の影響を受けて防護対象設備

が安全機能を損なうことのない設計とする方針について確認した。   ＜添付八： 1.8.2.4.1 想

定破損による溢水影響に対する設計方針＞ 

補足説明資料において、耐震Ｂ、Ｃクラス機器で高圧・高温流体を内包する機器は基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して耐震性を確保し、蒸気放出源から除外することが示されている。＜補足説明

資料：09：まとめ資料 別添資料 1 1.4.3.2.3 地震による溢水影響評価のうち蒸気影響評価（P2-

9-別 1-52～53）＞ 

また、原子炉格納容器外の化学体積制御系抽出配管、補助蒸気系補助蒸気供給配管及び蒸気発生器

ブローダウンサンプル系配管の破損想定に対する蒸気影響評価が示されている。＜補足説明資料：

09：まとめ資料 添付資料 1.4.1-4 破損想定による溢水影響評価（蒸気影響評価）（P2-9-別 1-233

～288）＞ 

 

 

 

 

 

① 防護対象設備に対する、漏えい蒸気の拡散による影響を確認するために、熱流体解析コード（ＧＯ

ＴＨＩＣコード）を用い、実機を模擬した空調条件や解析区画を設定して解析を実施する方針であ

ることを確認した。   ＜添付八： 1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞ 

補足説明資料において、蒸気漏えい範囲、蒸気拡散範囲を設定し、蒸気拡散解析を実施することが

示されている。また、蒸気拡散解析へのＧＯＴＨＩＣコードの適用妥当性について示されている。

＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.1-4 破損想定による溢水影響評価（蒸気影響評価）

（P2-9-別 1-233～288）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

れないことを確認する。 

上記、①～⑥を満足しない場合には、防護対象

設備の機能は期待できないものとする。 

 

④の「蒸気防護措置」とは、気流による分離、ケー

ブル端子箱の密封処理による分離等による蒸

気防護処置等をいう。 

 

解説－２．２．４－３ 「蒸気による影響評価」 

蒸気による影響評価の対象となる溢水源の考え

方は、没水による影響評価における溢水源と同じで

ある。 

「溢水源となる高エネルギー配管については、配

管径に関係なく、蒸気による影響評価を実施する。」

としたのは、25Ａ以下の配管においても、破断時の

溢水量は、それを超える口径の配管破断時より少な

いが、蒸気の拡散による防護対象設備への影響を考

慮する必要があるからである。 

 

（４）溢水による影響評価の判定 

（３）の影響評価の結果から内部溢水に対して、

重要度の特に高い安全機能を有する系統が、その

安全機能を失わないこと（信頼性要求に基づき独

立性が確保され、多重性又は多様性を有する系統

が同時にその機能を失わないこと）。 

内部溢水により原子炉に外乱が及び、かつ、安全

保護系、原子炉停止系の作動を要求される場合に

は、その影響（溢水）を考慮し、安全評価指針に基

づき安全解析を行う必要がある。 

 

 

 汎用 3 次元流体ソフトウェア等を使用しな

いで拡散範囲を算出する場合には、複数の区

画全体に蒸気が拡散する前提としているこ

と等の保守側に評価されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐蒸気仕様） 

② 評価対象区画に蒸気を内包する機器が設置され

ている場合は、防護対象設備に対し蒸気防護措

置がなされていることを確認。例えば、防護対象

設備が、耐蒸気仕様（想定される温度等を考慮し

た仕様）である。 

補足説明資料において、蒸気に対する防護措置

のうち、気流による分離、ケーブル端子箱の密封

処理による分離等による蒸気防護等を行う場合

は、試験等により、その効果が検証されることが

示されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 中央制御室及び現場操作が必要な設備へのアク

セス通路にあっては、必要に応じて環境の温度、

放射線量を考慮しても接近の可能性が失われな

いことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐蒸気仕様） 

② 高エネルギー配管等の破損を想定した場合、発生する漏えい蒸気に対して、蒸気暴露試験又は机上

評価によって防護対象設備の健全性が確認されている条件（圧力、温度及び湿度）を超えることが

ないように防護対象施設は、（ⅱ）のいずれかの設計を行う方針としていることを確認した。 

なお、破損想定箇所の近傍に防護対象設備が設置されている場合は、漏えい蒸気の直接噴出による

防護対象設備への影響を考慮するとしていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に対する設計方針＞ 

補足説明資料において、電動弁駆動部、空気作動弁、ダンパ、計器、現場盤、モータケーブル接続部

及び中継端子箱については実際に蒸気暴露する耐蒸気性能試験での評価、また電動弁のモータにつ

いては机上評価を実施することが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 4-11 

耐蒸気性能試験の概要（P2-9-別 1補-268～301）」、「補足資料 4-13 モータの耐蒸気性能評価につい

て（P2-9-別 1 補-306～311）＞ 

また、補足説明資料において、配管破損箇所と防護対象設備との位置関係から直接噴流による蒸気

温度が耐蒸気性能試験の範囲に収まることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補

足資料 4-6 配管破損個所と防護対象設備との位置関係による影響について（P2-9-別 1 補-230～234）

＞ 

 

 

 

 

③ 現場操作が必要な設備に対しては、環境条件を考慮しても操作場所までのアクセスが可能な設計方

針としていることを確認した。 

補足説明資料において水位、温度、放射線、薬品及び漂流物の観点から運転員のアクセス性のこと

が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 15 運転員のアクセス性（温度、放射

線、薬品及び漂流物）（P2-9-別 1補-565～572）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅱ）溢水源に対する防護 

① 防護対象設備の安全機能が損なわれないように

するため、「３．」で設定した溢水源に対して蒸気

影響の観点から対策を講じる場合には、その対

策を確認。 

想定する機器破損等により生ずる溢水を発生要

因とし、新たに構造物で区画化する対策を講じ

る場合には、その設計方針を確認する。 

補足説明資料において、対策工事の内容、その対

策の成立性及び構造物を加えることによる影響

（区画内外の設備に対する環境条件の変化に対

する健全性、現場操作性、点検保守性、アクセス

性の確保等）が検討されていることが示されて

いるか。 

 

（ⅱ） 

①  

（破損想定） 

・ 蒸気影響を緩和するための対策として、蒸気の漏えいを自動検知し、自動又は手動による隔離を行

う設計とすることを確認した。 

・ 上記の対策だけでは、その防護対象設備の健全性が確保されない破損想定箇所については、防護カ

バーを設置することを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.4.1 想定破損による溢水影響に 

対する設計方針＞ 

補足説明資料において、蒸気漏えいの自動検知による補助蒸気系補助蒸気供給配管の自動隔離、化

学体積制御系抽出配管及び非再生冷却器入口並びに蒸気発生器ブローダウンサンプル配管は自動検

知による遠隔手動隔離操作を行うことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資

料 1 1.4.1.2.3 想定破損による溢水影響評価のうち蒸気影響評価（P2-9-別 1-39～42）＞ 

補足説明資料において、補助蒸気配管はのほう酸補給タンク補助蒸気入口配管ターミナルエンド部

に防護カバーを設置して蒸気の漏えいを抑制することが示されている。＜補足説明資料：09：まと

め資料 補足資料 4-8 防護カバーの設計と管理について（P2-9-別 1 補-253～263）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震） 

上記（ⅰ）にて確認した。 
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（４）その他の要因による溢水に対する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 防護対象設備は、上記以外の溢水影響に関して、安

全機能が損なわれないよう防護される設計方針か。 

※流入防止対策は「６．」へ 

① 地震に起因する機器の破損等により生じるＢク

ラス及びＣクラスの屋外タンク等の建屋外の溢

水源に対して、防護対象設備の安全機能が損なわ

れない設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地震時の排水ポンプの停止によって原子炉施設

内への地下水の浸水が生じる場合には、その浸水

量を加味した溢水に対して防護対象設備の安全

機能が損なわれない設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 竜巻その他の地震以外の自然現象による屋外タンク等の破損に対しては、溢水防護区画内に設置さ

れる防護対象設備の安全機能が損なわれるおそれがある場合、壁、扉、堰等により溢水防護区画内

への浸水を防止する設計としていることを確認した。         ＜添付八： 1.8.2.6 防

護対象設備設置建屋外からの溢水評価に関する設計方針＞ 

なお、津波、地滑り、竜巻及び降水による屋外タンク等の破損については、６．にて確認する。 

補足説明資料において、地震、地震による地滑り、大雨による地滑り、竜巻及び降水による屋外タン

ク等の破損による溢水に対しては、流入防止対策により溢水防護区画への流入を防止する設計方針

が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 11-2 別のハザードからの溢水につい

て（P2-9-別 1 補-520～541）＞ 

 

 

 

 

 

 

② 地下水に対しては、建屋最下層にある湧水サンプに集水する設計とし、湧水サンプポンプにより溢

水防護区画へ地下水が流入しない設計としていることを確認した。 

湧水サンプポンプ、湧水サンプポンプ電源及び吐出ラインは、基準地震動による地震力に対して耐

震性を確保するとともに、湧水サンプポンプ電源は非常用母線に接続することにより、その機能を

損なうことのない設計とする方針であることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.6 防護対象設備設置建屋外から 

の溢水評価に関する設計方針＞ 

補足説明資料において、湧水サンプとポンプによる排水機能を有すること、それら設備が基準地震

動Ｓｓに対しても弾性変形域にあること、湧水サンプエリアは水密扉と壁貫通部シール材処理でエ

リア外への浸水防止対策がなされていることから、湧水を溢水源から除外できることが示されてい

る。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 5.3 湧水サンプからの溢水影響評価（P2-9-別

1-92）」、「添付資料 5.3 湧水サンプからの溢水影響評価（P2-9-別 1-538～540）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

③ 機器の誤作動による漏えい事象に対して、防護対

象設備の安全機能が損なわれない設計とするこ

とを確認。 

 

 

 

 

 

 

③ 機器の誤作動による漏えい事象に対して、漏えい検知システム等による早期検知が可能とし、防護

対象設備の安全機能が損なわれない設計としていることを確認した。   ＜添付八： 1.8.2.4.4 

その他の溢水影響に対する設計方針＞ 

補足説明資料において、機器ドレン破損、機器の誤動作、配管以外の機器損傷、人的過誤による溢水

については床ドレン排水又は機器ドレン排水による漏えい検知が可能であることが示されている。

ただし、非常用母線原子炉パワーセンター（B）室の消火栓を使用する際は消火要員の監視により漏

えい検知が可能なことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.4.4 その他

の漏えいに対する確認について（P2-9-別 1-383～395）＞ 

 

建屋外の防護対象設備である海水ポンプについて、海水ポンプエリア内外で生じる溢水に対して安

全機能が損なわれない設計方針としていることを確認した。 

また、当該エリア内で生じる溢水に対しては、海水ポンプエリア浸水防止蓋によって排出する設計

方針としていることを確認した。 

海水ポンプエリア内で発生する想定破損による低エネルギー配管の貫通クラックによる溢水、消火

水の放水による溢水及び降水による溢水を海水ポンプエリアから海水ポンプ室浸水防止蓋によって

排出できる設計とし、海水ポンプエリア内の防護対象設備が安全機能を損なうことのない設計とす

る方針であることを確認した。 

なお、溢水ガイドに基づき、海水ポンプ室浸水防止蓋のうち排出量が最も大きい１箇所からの流出

は期待しないものとして排出量を算出する。また、防護対象設備の機能喪失高さは、発生した溢水水

位に対して裕度を確保する設計方針であることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.5 海水ポンプエリアにおける溢 

水評価に関する設計方針＞ 

補足説明資料において、海水ポンプエリア内の想定破損、放水又は地震による溢水量を海水ポンプ

エリア浸水防止蓋により排水し、海水ポンプの機能喪失高さ以下に没水高さを抑えられることが示

されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 4 海水ポンプエリアの溢水影響評価（P2-

9-別 1-450～454）＞ 

また、海水ポンプエリア内の降水による溢水は海水ポンプエリア浸水防止蓋により排水し、海水ポ

ンプの機能喪失高さ以下に没水高さを抑えられることが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ

資料 補足資料 11-2 別のハザードからの溢水について（P2-9-別 1 補-520～541）＞ 
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（５）使用済燃料ピットのスロッシング後の機能維持に関する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

３．２ 溢水影響評価 

３．２．１ 使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料ピ

ット）に対する溢水影響評価 

 

溢水に対する使用済燃料貯蔵プール（使用済燃

料ピット）の安全確保の考え方は、以下のとおり

とする。 

 

溢水の影響評価にあたっては、発電所内で発生

した溢水に対して、使用済燃料貯蔵プール（使用

済燃料ピット）設備が、「プール冷却」及び「プー

ルへの給水」ができることを確認する。 

 

プール冷却にあたっては、想定される溢水によ

り通常運転中の使用済燃料貯蔵プール（使用済燃

料ピット）冷却系に外乱が生じ、冷却を維持する

必要が生じた場合、使用済燃料貯蔵プール（使用

済燃料ピット）を保安規定で定めた水温（65℃以

下）以下に維持できること。 

 

プールへの給水にあたっては、想定される溢水に

より通常運転中の使用済燃料貯蔵プール（使用済

燃料ピット）補給水系に外乱が生じ、給水を維持

する必要が生じた場合、使用済燃料貯蔵プール（使

用済燃料ピット）を燃料の放射線を遮へいするた

めに必要な量の水を維持できること。 

 

３．２．４ 溢水影響評価 

溢水影響評価においては、評価対象区画で想定

される溢水事象に対し、その防護対象設備が没水、

被水又は蒸気の影響を受けず、その機能が確保さ

れるか否かを評価する。（図－８） 

 

評価対象区画は、漏えい想定箇所を起点とした

溢水経路上に存在する全ての溢水防護区画を対象

使用済燃料ピット水が地震に伴うスロッシングに

よってピット外へ漏水しても、当該ピットの冷却及

び給水ができる設計方針としているか。 

※流入防止対策は「６．」へ 

① 発電所内で発生した溢水に対して、使用済燃料貯

蔵プール（使用済燃料ピット）設備が、「プール冷

却」及び「プールへの給水」ができる設計とする

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

② プール冷却にあたっては、想定される溢水により

通常運転中の使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料

ピット）冷却系に外乱が生じ、冷却を維持する必

要が生じた場合、使用済燃料貯蔵プール（使用済

燃料ピット）を保安規定で定めた水温（65℃以下）

以下に維持できること。 

 

 

 

 

 

③ また、同ピットの水位低下時の給水機能（使用済

燃料ピット中央水面において設計基準線量率０．

０１ｍＳｖ/ｈ以下に維持するための機能）を有

する設計方針としていることを確認。 

 

 

 

 

 

① 使用済燃料ピットの冷却及び給水機能の維持に必要な設備の没水、被水、蒸気放出の影響に対する

安全機能維持に係る設計に加え、使用済燃料ピットが、スロッシング後においても、ピット冷却機

能及び遮蔽機能維持に必要な水位を確保する設計方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.3.4 使用済燃料ピットの冷却機能 

及び給水機能の維持に必要な設備の溢水影響に関する設計方針＞ 

補足説明資料において、使用済燃料ピットの冷却機能及び給水機能の維持に必要な防護対象設備の

選定が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 2.4.1 想定破損による溢水

（P2-9-別 1-60～67）、別添資料 1 2.4.2 放水による溢水（P2-9-別 1-67）」、「別添資料 1 2.4.3 

地震による溢水（P2-9-別 1-68～70）＞ 

 

 

② 使用済燃料ピットのスロッシング後の水位が最も厳しい初期条件等を想定しても水温 65℃以下に

維持する方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.3.4 使用済燃料ピットの冷却機能 

及び給水機能の維持に必要な設備の溢水影響に関する設計方針＞ 

基準地震動 Ss によって発生する使用済燃料ピットからのスロッシングによる溢水を想定しても、

使用済燃料ピット冷却機能及び給水機能の維持に必要な防護対象設備の機能を喪失しないことが

示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 2.4.4 使用済燃料ピットのスロッ

シングによる水位低下の評価（P2-9-別 1-71～72）、別添資料 1 2.4.5 使用済燃料ピットのスロッ

シングに対する冷却機能及び給水機能の維持の確認（P2-9-別 1-73～75）＞ 

 

 

③ 使用済燃料ピットのスロッシング後の水位が最も厳しい初期条件等を想定しても、使用済燃料の放

射線に対する遮蔽機能（水面の設計基準線量率≦0.02mSv/h）の維持に必要な水位を確保する方針

としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.3.4 使用済燃料ピットの冷却機能及び給水機能の維持に必要な設備の

溢水影響に関する設計方針＞ 

基準地震動 Ss によって発生する使用済燃料ピットからのスロッシングによる溢水を想定しても、

使用済燃料の冷却及び放射線遮蔽に必要な水位が確保されることが示されている。＜補足説明資

料：09：まとめ資料 別添資料 1 2.4.4 使用済燃料ピットのスロッシングによる水位低下の評価

（P2-9-別 1-71～72）、別添資料 1 2.4.5 使用済燃料ピットのスロッシングに対する冷却機能及び

給水機能の維持の確認（P2-9-別 1-73～75）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

とする。 

 

溢水影響評価方法は、原子炉施設と同様の方法を

用いる。 

（１）溢水経路の設定 

溢水経路の設定にあたっては、以下の経路を考

慮して設定する。溢水経路の設定方法は、 

 

２．２．４（１）の原子炉施設の溢水経路の設定と

同じ方法を用いる。 

 

a.溢水防護区画内漏えいでの溢水経路 

b.溢水防護区画外漏えいでの溢水経路 

（２）溢水防護区画の評価に用いる各項目の算出 
溢水防護区画の評価に用いる以下の各項目の算

出は、２．２．４（２）の原子炉施設の算出方法と

同じ算出方法を用いる。 

a.没水評価に用いる水位の算出方法 

b.被水評価に用いる飛散距離の算出方法 

c.蒸気評価に用いる拡散範囲の算出方法 

（３）影響評価 

原子力発電所内で発生する溢水に対して、防護

すべき対象機器が、以下に示す没水、被水及び蒸

気の要求を満足しているか確認する。確認方法は、

２．２．４（３）の原子炉施設の影響評価と同じ。 

a.没水による影響評価 

b.被水による影響評価 

c.蒸気による影響評価 

（４）溢水による影響評価の判定 

（３）の影響評価の結果から内部溢水に対して、

使用済燃料貯蔵プールの冷却及び給水機能が失わ

れないこと。 
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６．溢水防護区画外で発生した溢水に対する流入防止に関する設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

  防護対象設備が設置されている溢水防護区画につ

いては、溢水防護区画外からの溢水に対する流入防

止を講じる方針としているか。（溢水経路に関する対

策） 

① 発生した溢水について、流入を考慮しない場合

は、区画境界壁貫通部に密封処理等の防止対策

が、地震、火災等により損傷することがないよう

に設計すること確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（溢水経路を担保する耐震性） 

① 溢水影響を軽減することを期待する壁、扉、堰等については、基準地震動による地震力に対し健全

性を維持し、保守管理や水密扉閉止等の運用を適切に実施することにより溢水の伝播を防止でき

るものとすることを確認した。 

＜添付八：1.8.2.3 溢水防護区画及び溢水経路の設 

定＞ 

（水密区画） 

・ 防護対象設備が設置されている原子炉周辺建屋及び制御建屋には、E.L.+11.4m まで水密扉設置及

び貫通部止水処置の流入防止対策を実施しており、地震時にはこれら建屋内に溢水が流入しないこ

とをことを確認した。 

補足説明資料において、地震時の溢水影響評価が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

添付資料 5.2 屋外タンクからの溢水影響評価（P2-9-別 1-466～537）＞ 

（貫通部） 

・ 配管、電線管等の壁貫通部シール材の強度及び止水性能は 20m 静水圧に耐えられ、地震時に貫通部

と管との変位がシール材にに与える影響は軽微であり、地震後の止水性能は低下しないことを確認

した。 

補足説明資料において、貫通部シール材の強度及び止水性能が示されている。＜補足説明資料：09：

まとめ資料 添付資料 5.2 屋外タンクからの溢水影響評価（P2-9-別 1-466～537）＞ 

（火災） 

・ 消火水の放水による溢水に対しては、火災により壁貫通部の止水機能が損なわれ当該貫通部から

の消火水の流入を想定しても、防護対象設備が機能喪失しない設計方針としていることを確認し

た。      ＜添付八：1.8.2.4.2 消火水の放水による溢水影響に対する設計方針＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

② 貯水池、廃棄物処理建屋、Ｂクラス及びＣクラス

の屋外タンク等の建屋外の溢水源を想定して、流

入防止対策を講じる設計方針とすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ タービン建屋内で生じる溢水については、津波時

の海水の流入状態を考慮した循環水管の伸縮継

手の破損を設定し、溢水により水没する範囲に開

口部を設置しないことや溢水防護区画との境界

貫通部に流入防止対策を講じる設計とすること

を確認。 

 

 

 

 

② 建屋外の溢水源に対して、防護対象設備が設置されている溢水防護区画へ流入しないようにするた

め、溢水防護区画又は溢水防護区画を内包する建屋に壁、扉、堰等の設置等の流入防止対策を講じ

る設計とするとしていることを確認した。ただし、タービン建屋で発生する溢水については後述③

で確認する。 

鯨谷タンクエリアの溢水は構外へ排水するため、当該エリアに立坑及び排水トンネルを設置すると

していることを確認した。 ＜添付八： 1.8.2.6 防護対象設備設置建屋外からの溢水評価に関す

る設計方針＞ 

・ 廃棄物処理建屋で想定する溢水が原子炉周辺建屋へ伝播することを防止し、防護対象設備が安全機

能を損なうことのない設計とするため、水密扉及び堰を原子炉周辺建屋に設置する方針であること

を確認した。      ＜添付八：1.8.2.6 防護対象設備設置建屋外からの溢水評価に関する設

計方針＞ 

・ 海水ポンプエリア外で生じる溢水が流入しないようにするために、壁、扉、堰等による溢水伝播防

止対策を図る方針としていることを確認した。 

＜添付八： 1.8.2.5 海水ポンプエリアにおける溢水 

評価に関する設計方針＞ 

補足説明資料において、地震時の溢水影響評価が示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 

添付資料 5.2 屋外タンクからの溢水影響評価（P2-9-別 1-466～537）＞ 

また、廃棄物処理建屋の想定破損、放水及び地震による溢水が防護対象設備を設置している原子炉

周辺建屋に伝播しないことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 別添資料 1 3 廃

棄物処理建屋の溢水影響評価（P2-9-別 1-76～79）＞ 

海水ポンプエリア外での降水は、敷地付近で観測された日最大 1時間降水量上回る排水能力を有す

る構内排水施設を設けて、排水路に排水する設計とすることから、海水ポンプエリアに伝播しない

ことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 補足資料 11-2 別のハザードからの溢水

について（P2-9-別 1 補-520～541）＞ 

 

 

 

③ タービン建屋で発生する溢水が溢水防護区画を内包する建屋へ流入しない設計とするとしている

ことを確認した。     ＜添付八： 1.8.2.6 防護対象設備設置建屋外からの溢水評価に関す

る設計方針＞ 

補足説明資料において、想定破損、放水及び地震による溢水は、地震時の溢水量が最も大きく、こ

の溢水量はタービン建屋流出高さ E.L.+9.7m までの空間容積に貯留され、これよりも低い位置にタ

ービン建屋から隣接する制御建屋へ浸水する経路がないと示されている。また、この際の貯留高さ

は津波到達時のタービン建屋内外水位差による津波の建屋内流入が結果的に抑制されることが示

されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 5.1 タービン建屋からの溢水影響評価

（P2-9-別 1-455～465）＞ 
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７．放射性物質を含んだ液体の管理区域外への漏えいを防止するための設計方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

設置許可基準規則 

（溢水による損傷の防止等） 

 

第九条  

２ 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の

放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の

破損によって当該容器又は配管から放射性物質を

含む液体があふれ出た場合において、当該液体が

管理区域外へ漏えいしないものでなければならな

い。 

 

 
 

 第９条第２項は、放射性物質を含む液体を内包す

る容器又は配管の破損によって当該容器又は配管か

ら放射性物質を含む液体があふれ出た場合におい

て、管理区域外へ漏えいさせない設計方針としてい

るか。 

① 放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管

の破損によって当該容器又は配管から放射性物

質を含む液体があふれ出た場合、溢水経路上から

管理区域外へ漏えいさせない設計とすることを

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② また、管理区域外へ漏えいさせないため管理区域

内に貯留できる設計とすることを確認。 

 

 

 

 

 

① 放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性物質

を含む液体があふれ出た場合において、建屋内の壁、扉、堰等により伝播経路の制限措置を講じる

ことにより、当該液体が管理区域外へ漏えいしない設計方針としていることを確認した。 

＜添付八： 10.6.2.2 設計方針＞ 

補足説明資料において、原子炉周辺建屋及び制御建屋の管理区域内の想定破損、放水、地震による

放射性物質を含んだ溢水が、管理区域内滞留エリア面積条件で到達する溢水水位が管理区域境界堰

高さを超えないことが示されている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 16 放射性物質が建屋外

へ漏えいしないことについて（P2-9-別 1補-573～587）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 原子炉周辺建屋及び制御建屋の管理区域から非管理区域へ伝播しないような制限措置として、管理

区域境界堰を設置する方針であることを確認した。 

補足説明資料は上記①と同じ。 
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８．溢水によって発生する外乱に対する評価方針 

設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

２．２ 溢水影響評価 

２．２．１ 安全設備に対する溢水影響評価 

 

溢水に対する原子炉施設の安全確保の考え方

は、以下のとおりとする。 

 

溢水の影響評価にあたっては、発電所内で発生

した溢水に対して、重要度の特に高い安全機能を

有する系統が、その安全機能を失わないこと（多重

性又は多様性を有する系統が同時にその機能を失

わないこと）を確認する。 

溢水により原子炉に外乱が及び、かつ、安全保護

系、原子炉停止系の作動を要求される場合には、そ

の影響（溢水）を考慮し、安全評価指針に基づき安

全解析を行う必要がある。 

また、中央制御室及び現場操作が必要な設備に

ついては、溢水の影響により接近の可能性が失わ

れないことも評価対象とする。 

 
 

溢水に対する設計方針を踏まえた上で、溢水によ

り原子炉に外乱が及び、かつ、安全保護系、原子炉停

止系の作動が要求される場合には、溢水の影響を考

慮して、安全評価指針に基づき安全解析を行うこと

としているか。 

 

発電所内で発生した溢水を起因として、運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故の発生が想定される

場合※は、以下の事項を確認。 

 

① 当該単一の溢水により発生が想定される事象に

対処するための安全機能については、第１２条の

要求による単一故障（ランダム故障）を想定した

としても、その機能が失われないこと。 

（注）単一故障の仮定には２種類あることに注意。

１．第１２条要求によるもので、安全施設の信 

頼性向上の観点から、多重性又は多様性、及び

独立性を設備設計に求めるためのもの。 

２．第１３条（旧安全評価指針）要求によるも

ので、安全解析において単一故障を仮定する

（１２条要求により多重化された系統の片系

統に全て期待しない）もの。 

 

② ①において安全機能が損なわれる場合は、安全設

計評価指針（現第１３条の要求）の考え方に基づ

き、他の系統によりその安全機能を代替できるこ

とを確認。当該他の系統による代替可能性は、安

全設計評価指針に基づき、添付資料１０の安全解

析を再評価していること（代替の成立性に係る再

評価）。 

 

③ 補足説明資料において、安全（MS と一部 PS）系

のみの単一故障による内部溢水が発生しても、そ

の溢水により異常な過渡変化又は設計基準事故

に至らないが、他の系統に影響があり、運転時の

異常な過渡変化や設計基準事故に至る可能性も

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 防護対象設備が溢水により安全機能が損なわれない設計とし、評価に当たっては、安全評価指針に

基づき、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に対処するために必要な機器の単一故障を考

慮しても異常状態を収束できる設計とするとしていることを確認した。  ＜添付八： 1.8.2.2 防

護対象設備の設定＞ 

補足説明資料において、重要度の特に高い安全機能を有する系統、溢水を起因とする運転時の異常

な過度変化又は設計基準事故に対処する設備の防護の考え方が示されている。＜補足説明資料：09：

まとめ資料 別添資料 1 1.2 防護対象設備の設定（P2-9-別 1-8～12）＞ 

 

 

 

 

 

 

② 上記①の設計とすることで異常状態を収束するための安全機能が損なわれることがないことを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

③ 補足説明資料において、溢水評価上想定する起因事象として抽出する運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故をリストアップしている。＜補足説明資料：09：まとめ資料 添付資料 1.2-1 重要

度の特に高い安全機能を有する系統並びに使用済燃料ピットの冷却機能及び給水機能を有する系

統（P2-9-別 1-97～104）＞ 
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設置許可基準規則/解釈（ガイド） 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

含めて検討されているか。 

 

該当する補足説明資料はない。（玄海３・４号機も同じ） 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（誤操作の防止（第１０条関係） 

 

設置許可基準規則第１０条第２項は、安全施設は、容易に操作できるものでなければならないことを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（参考・要求事項に変更無し） 

（誤操作の防止） 

第十条 設計基準対象施設は、誤操作を防止する

ための措置を講じたものでなければならない。 

 

（解釈） 

第１０条（誤操作の防止） 

１第１項に規定する「誤操作を防止するための措

置を講じたもの」とは、人間工学上の諸因子を

考慮して、盤の配置及び操作器具並びに弁等の

操作性に留意すること、計器表示及び警報表示

において発電用原子炉施設の状態が正確かつ迅

速に把握できるよう留意すること並びに保守点

検において誤りを生じにくいよう留意すること

等の措置を講じた設計であることをいう。また、

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発

生後、ある時間までは、運転員の操作を期待し

なくても必要な安全機能が確保される設計であ

ることをいう。 

 
 

① 新基準適合に係る申請において、併せて変更した

設計基準対象施設（安全保護回路のデジタル化及

びそのトリップ論理の変更）は、既許可における

誤操作防止のための措置が講じられることを確

認。（補足説明資料で確認。） 

 

 

① 設計基準対象施設は、プラントの安全上重要な機能に支障をきたすおそれがある機器・弁等に対して、

色分けや掲示札の取り付け等の識別管理や人間工学的な操作性も考慮した監視操作エリア・設備の配置、

中央監視操作の盤面配置、理解しやすい表示方法とするとともに施錠管理を行い、運転員の誤操作を防

止する設計方針であることを確認した。＜添付八：本文＞ 

補足説明資料において、過去の教訓に基づいて、人間工学的な操作性考慮した設計をしていることが示

されている。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（誤操作の防止） 

第十条 

２ 安全施設は、容易に操作することができるもの

でなければならない。 

 

（解釈） 

第１０条（誤操作の防止） 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができ

る」とは、当該操作が必要となる理由となった事

象が有意な可能性を持って同時にもたらされる

環境条件（余震等を含む。）及び施設で有意な可

能性をもって同時にもたらされる環境条件を想

定しても、運転員が容易に設備を運転できる設計

であることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全施設は、容易に操作できるものであることを確

認する。 

 

 

 

（ⅰ）現場操作が必要となる場所の抽出 

① 安全施設のうち原子炉制御室での操作のみなら

ず、原子炉制御室以外の設計基準対象施設の現場

操作場所が抽出される方針であることを確認。

（例：主蒸気配管室、原子炉制御室外原子炉停止

盤、非常用ディーゼル発電機室等） 

 

 

 

 

 

 

② 【補足説明資料】設計基準事故時において現場操

作が必要となる安全施設の設置場所及び当該設

置場所までのアクセスルートが示されているこ

とを確認。 

 

想定される地震や外部電源喪失等の環境条件下においても、運転員が容易に安全施設を操作できるよう、以

下の設計方針としていることを確認した。 

＜添付八：地震を除いて本文相当＞、＜添付八： 6.10.1.1.2 設計方針 相当＞ 

 

 

 

① 補足説明資料において、設計基準事故等発生時に必要な現場操作及び操作対象設備の設置場所の抽出が

示されている。＜補足説明資料：10：まとめ資料 2.6.1 設計基準事象において求められる現場操作

（P2-10-37）＞ 

・ 蒸気発生器伝熱管破損時における伝熱管破損側蒸気発生器の主蒸気隔離弁増し締め操作（主蒸気・主

給水管室） 

・ 全交流動力電源喪失時における 2 次系強制冷却のための主蒸気逃がし弁操作、空冷式非常用発電装

置からの給電操作及びディーゼル発電機復旧操作（主蒸気・主給水管室、安全補機開閉器室、ディー

ゼル発電機室） 

・ 火災その他の異常な状態により、中央制御室が使用できない場合における中央制御室外原子炉停止盤

による対応操作（原子炉周辺建屋 E.L.26.0m） 

 

② 補足説明資料において、中央制御室から上記①の場所までのアクセスルートが示されている。＜補足説

明資料：10：まとめ資料 2.6.2 現場操作の環境に影響を与える可能性のある事象に対する考慮

（P2-10-38～42）＞ 

 

 操作の種類、場所等は上記①参照。 

誤操作の防止は、誤操作の防止①を参照。 

現場操作の容易性は、以下（ⅱ）参照。 

 

 

中央制御室は原子炉補助建屋（耐震Ｓクラス）内に設置し、放射線防護措置（遮蔽及び換気空調の閉回路

循環運転の実施）、火災防護措置（消火設備の設置）及び照明用電源の確保措置を講じ、環境条件を想定

しても、運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作すること

ができる設計とするとともに、現場操作において同様な環境条件を想定しても、設備を容易に操作するこ

とができる設計とする。 

＜添付八：本文＞ 

中央制御盤の配置及び操作器具の盤面配置等については人間工学的な操作性を考慮し設計する。また、中

央制御室にて同時にもたらされる環境条件（地震、内部火災、内部溢水、外部電源喪失及び外部火災に伴

うばい煙や有毒ガス、降下火砕物）を想定しても安全施設を容易に操作することが可能なように設計する。 

＜添付八： 6.10.1.1.26.10.1.1.2 設計方針＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）環境条件の抽出 

① 現場操作が必要となる事象が有意な可能性をも

って同時にもたらされる環境条件（余震等を含

む。）及び施設で有意な可能性をもって同時にも

たらされる環境条件を考慮して抽出される方針

としていることを確認。（例：第４条（地震）、第

５条（津波）、第６条（自然現象及び人為事象）、

第８条（内部火災）、第９条（内部溢水）、運転中

の異常な過渡変化時及び設計基準事故時等） 

 

 

① 上記（ⅰ）①で考慮する環境条件を確認した。 

補足説明資料において、同時にもたらされる現場の環境条件が示されている。＜補足説明資料：10：ま

とめ資料 2.6.2 現場操作の環境に影響を与える可能性のある事象に対する考慮（P10-38～42）＞ 

 

  

補足説明資料において、運転員の教育はシミュレータ訓練及びＯＪＴ教育等による習熟を図ることが示

されている。＜補足説明資料：10：まとめ資料 2.7.2 運転員の教育（P10-43）＞ 

原子炉制御室環境条件の選定の考え方は、同時にもたらされる現場の環境条件が示されている。＜補足

説明資料：10：まとめ資料 2.4.3.1 中央制御室の主な対応（P10-31～34）＞ 

同時にもたらされる環境条件下での操作の容易性が示されている。＜補足説明資料：10：まとめ資料 

2.6.2 現場操作の環境に影響を与える可能性のある事象に対する考慮（P10-38～42）＞ 

 

（ⅲ－１）（ⅱ）の環境条件下における操作の容易性 

（地震） 

① 地震発生時においても運転操作に影響を与えな

い設計としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外部電源喪失） 

 

 

 

（地震） 

中央制御室の制御盤等は床等に固定することにより、地震発生時においても運転操作に影響を与えない設計

とすることを確認した。 ＜添付八： 1.2.7.1 第十条＞ 

① 中央制御室及び中央制御盤は、原子炉補助建屋（耐震Ｓクラス）内に設置し、基準地震動による地震力

に対し必要となる機能が喪失しない設計方針である。また、運転員机、制御盤に手摺を設置し、地震発

生時における運転員の安全確保及び制御盤上の操作器への誤接触を防止するとともに天井照明設備には

落下防止措置を講じる設計方針であることを確認した。 

＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

補足説明資料において、想定地震に対して中央制御室内に設置するキャビネット等の転倒防止措置、キャビ

ネット等の転倒による制御盤上の操作器への誤接触防止を図ること、運転員机や制御盤には手摺を設置し、

運転員の安全確保及び制御盤上の操作器への誤接触の防止を図ることで警報発信状況等の把握に努めること

が示されている。また、中央制御盤裏側には放射線監視盤等が設置され、緊急操作等を要する操作はなく、

中央制御盤の警報等で必要に応じて状態監視に対応することが示されている。＜補足説明資料：10：まとめ

資料 2.4.3.1 中央制御室の主な対応（P10-31～34）＞に 

 

（外部電源喪失） 

外部電源が喪失した場合においても、ディーゼル発電機等により運転操作に必要な照明を確保する設計とす

ることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 原子炉制御室及び現場操作が必要な場所におい

て、外部電源喪失時においても運転操作等が行え

る照明を確保する設計としていることを確認。 

③ 原子炉制御室においては、全交流動力電源喪失時

から重大事故等に対処するために必要な電力供

給が開始されるまでの間、運転操作等が行える照

明を確保する設計としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

（ばい煙等による操作雰囲気の悪化） 

④ ばい煙等が発生した場合においても、運転操作に

影響を与えず容易に操作できるよう原子炉制御

室の居住性を確保する設計としていることを確

認。 

 

 

 

 

② 運転操作に必要な照明は、地震、竜巻・風（台風）、積雪、落雷、外部火災、降下火砕物に伴い外部電源

が喪失した場合には、ディーゼル発電機が起動することにより操作に必要な照明用電源を確保し、容易

に操作できる設計方針であることを確認した。         ＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

③ 全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始

されるまでの間においても、蓄電池内蔵の照明設備により運転操作に必要な照明用電源を確保し、容易

に操作できるものとする設計方針であることを確認した。  ＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

補足説明資料において、中央制御室の照明は非常用電源から給電する運転保安灯を備え、全交流動力電源喪

失時においても蓄電池内蔵照明や可搬型照明により操作が可能となることを示している。＜補足説明資料：

10：まとめ資料 2.4.1 照明設備について（P10-28～29）＞ 

また、設計基準事故時に現場操作が必要なエリアとそこまでのアクセスルートに常用又は非常用電源から給

電する作業用照明を備え、全交流動力電源喪失時においても蓄電池内蔵照明により操作が可能となることが

示されている。＜補足説明資料：10：まとめ資料 2.6.2 現場操作の環境に影響を与える可能性のある事象

に対する考慮（P10-38～42）＞ 

 

（ばい煙等による操作雰囲気の悪化） 

④ 中央制御室外の火災により発生するばい煙や有毒ガス及び降下火砕物による中央制御室内の操作環境の

悪化を想定しても、中央制御室空調装置の外気取入を手動で遮断し、閉回路循環方式に切り替えること

により、運転操作に影響を与えず容易に操作できる設計方針であることを確認した。 

＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

補足説明資料において、空調設備を手動で閉回路循環運転に切り替えて外気を遮断できることが示されてい

る。＜補足説明資料：10：まとめ資料 2.4.2 空調設備について（P10-30）＞ 

 

  

 

（ⅲ－２）原子炉制御室における操作の容易性 

① 原子炉制御室において、運転員が容易に操作でき

る設計の方針としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 中央制御室の盤面機器は系統ごとにグループ化した配列にするとともに、操作器は、形状や色等の視覚

的要素での識別を行う設計とすることを確認した。 

中央制御盤は盤面機器（操作器、指示計、警報表示）をシステムごとにグループ化した配列及び色分けに

よる識別や操作器のコード化（色、形状、大きさ等の視覚的要素での識別）等を行うことで、通常運転、

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において運転員の誤操作を防止するとともに容易に操作す

ることができる設計方針であることを確認した。      ＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

補足説明資料において、中央制御盤の配列、盤面器具の配列及び盤面器具の識別が示されている。＜補足説

明資料：10：まとめ資料 2.2 中央制御盤の誤操作防止対策等（P10-16～26）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅲ－３）原子炉制御室以外の場所における操作の容

易性 

① 現場操作が必要となる場所において、運転員が容

易に操作できる設計の方針としていることを確

認。 

 

 

 

 

 

① 現場の弁等については、系統等により色分けし識別管理できる設計とすることを確認した。 

＜添付八：本文なし＞ 

その他の安全施設の操作等についても、プラントの安全上重要な機能に障害をきたすおそれのある機器や

外部環境に影響を与えるおそれのある現場弁等に対して、色分けによる識別管理及び施錠管理により誤操

作を防止する設計方針だることを確認した。         ＜添付八： 6.10.1.1.4 主要設備＞ 

補足説明資料において、上記（ⅲ－２）と同様の対策とすることが示されている。＜補足説明資料：10：ま

とめ資料 2.5.2 色分けによる識別（P10-35）＞ 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（安全避難通路等（第１１条関係）） 

 

設置許可基準規則第１１条第３号は、設計基準事故が発生した場合に用いる照明（避難用の照明を除く。）及びその専用の電源を備える設計とすることを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 （安全避難通路等） 

第十一条 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備

を設けなければならない。 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前

号の避難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

 

（解釈） 

第１１条（安全避難通路等） 

３第３号に規定する「設計基準事故が発生した場合

に用いる照明」とは、昼夜及び場所を問わず、発

電用原子炉施設内で事故対策のための作業が生

じた場合に、作業が可能となる照明のことをい

う。なお、現場作業の緊急性との関連において、

仮設照明の準備に時間的猶予がある場合には、仮

設照明（可搬型）による対応を考慮してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）緊急性を要する作業場所の抽出 

① 設計基準事故対策のための作業場所（初動操作と

なるプラント停止・冷却操作及び電源確保操作が

必要となる場所）として、原子炉制御室、第１０

条第２項で想定する原子炉制御室以外の現場操

作場所（例えば主蒸気配管室、制御室外原子炉停

止盤及び非常用ディーゼル発電機室）までのアク

セスルートも含めた場所に設置される方針とす

ることを確認。 

 

 

① 原子炉の停止、停止後の冷却、監視等の操作が必要となる可能性のある中央制御室、現場操作場所

（主蒸気・主給水管室等）及び当該現場へのアクセスルートに、避難用照明とは別の作業用照明を

設置する設計とすることを確認した。 

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として、避難用の照明とは別に作業用照明を中央制御

室、主蒸気・主給水管室及びアクセスルート等に設置する設計とすることを確認した。 

＜添付八： 10.11.3.1＞ 

補足説明資料において、避難用照明とは別に作業用照明を以下に設置することが示されている。＜

補足説明資料：11：まとめ資料 2.1 概要（P2-11-13～15）＞ 

・プラント停止、冷却操作 

中央制御室、主蒸気・主給水管室、タービン動補助給水ポンプ室 

・プラント冷却操作（中央制御室退避時） 

中央制御室外原子炉停止盤 

・電源確保操作 

ディーゼル発電機室、安全補機開閉器室 

・設計基準事故時対応 

中央制御室、１次系継電器室、安全補機開閉器室、ディーゼル発電機室、主蒸気・主給水管室、

タービン動補助給水ポンプ室、中央制御室から各現場操作箇所までの通路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料において、「別添資料 1 設計基準事故と事故対応に必要な作業場所について（P2-11-25～

35）」に安全評価指針に記載されている運転時の異常な過渡変化及び事故事象について必要な操作の作

業場所が示されている。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ－１）（ⅰ）における照明の設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 照明用の電源が喪失した場合においても、昼夜問

わず作業することが可能な照明を設置する方針

を確認。 

 

 

② ①の照明は、専用の電源を確保し、電力が供給さ

れるまでの間必要な電源容量が確保される方針

であることを確認。 

 

 

 

 

③ ①の照明は、二号の避難用の照明（※）と同様に

必要となる照度を確保する設計とすることを確

認。※建築基準法要求 

 

 

 

中央制御室の作業用照明は非常用電源から給電し、さらに専用の内蔵電池を備えた設計とすること

を確認した。 

また、中央制御室以外の作業用照明は常用電源又は非常用電源から給電し、さらに内蔵電池を備え

た設計とすることを確認した。 

作業用照明のうち、中央制御室は非常用電源から、主蒸気・主給水管室及びアクセスルート等は非

常用電源あるいは常用電源のいずれかより受電する。また、外部電源喪失時及び全交流動力電源喪

失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるまでの間

においても、中央制御室、主蒸気・主給水管室及びアクセスルート等は専用の内蔵電池からの給電

により 30 分間以上点灯を継続する設計とすることを確認した。  ＜添付八： 10.11.3.1＞ 

 

 

① 補足説明資料において、中央制御室作業用照明は非常用電源から、主蒸気・主給水管室及びアクセ

スルート等は非常用電源あるいは常用電源のいずれかより受電することが示されている。＜補足説

明資料：11：まとめ資料 2.2 作業用照明について（P2-11-16～22）＞ 

 

 

② 補足説明資料において、外部電源喪失時及び全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するため

に必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるまでの間においても、中央制御室、主蒸気・主

給水管室及びアクセスルート等の作業用照明は専用の内蔵電池からの給電により 30 分間以上点灯

を継続できることが示されている。＜補足説明資料：11：まとめ資料 2.2 作業用照明について

（P2-11-16～22）＞ 

 

 

③ 補足説明資料において、作業用照明は非常用照明器具技術基準（JIL5501）に適合した照明とし、

水に対する保護にかさ等を設置し、屋外では防雨防湿型とすることが示されている。＜補足説明資

料：11：まとめ資料 2.2 作業用照明について（P2-11-16～22）＞及び＜補足説明資料：11：まと

め資料 別添資料１ 誘導灯及び非常用灯等についての規格基準等について（P2-11-25～29）＞ 

 

  

内蔵蓄電池の有無及び蓄電池の仕様（容量や継続時間等）は、上記③と同じ。 

補足説明資料において、「2.2 作業用照明について（P17～25）」の図３に非常用母線から給電される作

業用照明の配置が示されている。 

作業用照明は上記（ⅰ）①と同じ。 

 

可搬式照明は下記（ⅱ－２）で確認する。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ－２）仮設照明で対応する場合 

 

 

 

 

① 仮設照明で対応する必要がある場所を特定して

いることを確認。 

 

 

 

 

 

 

② 現場作業の緊急性との関連（緊急性を要する作業

等以外の作業）において、仮設照明の準備に時間

的猶予がある場合には、仮設照明（可搬型）によ

る対応とする方針を確認。 

仮設照明について、以下の点が考慮されているか。 

③ （時間的余裕）仮設照明が必要となる時間までに

仮設照明を準備できることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ （保管場所）仮設照明は、適切な場所に保管され

ることを図面にて確認。 

⑤ 仮設照明は、作業に必要な照度及び必要な時間分

（連続投光時間等）の電源を確保することを確

認。 

 

 

 

 

夜間にタンクローリーによるディーゼル発電機燃料の輸送を実施する場合に備えて、輸送開始が必

要となる時間までに可搬型照明を準備可能な設計とすることを確認した。 

① 外部電源喪失時、ディーゼル発電機が長時間連続運転を行う場合において、夜間におけるタンクロ

ーリーによるディーゼル発電機燃料の輸送を実施する場合、ヘッドライト等の可搬型照明、タンク

ローリーの前照灯等を使用する。これらの可搬型照明は、発電所構内の所定の場所に保管し、輸送

開始が必要となる時間（3日以内）までに十分準備できる方針であることを確認した。 

＜添付八： 10.11.3.1＞ 

補足説明資料において、外部電源喪失時の夜間におけるタンクローリーへの給油に可搬型照明とタ

ンクローリーの前照灯等を使用することが示されている。＜補足説明資料：11：まとめ資料 2.3 可

搬型照明について（P2-11-23～24）＞ 

② 補足説明資料において、上記（ⅰ）以外の現場操作が必要となった場合に備え、可搬型照明を保管

することが示されている。＜補足説明資料：11：まとめ資料 2.3 可搬型照明について（P2-11-23

～24）＞ 

 

 

③ 現場作業の緊急性との関連において、仮設照明の準備に時間的猶予がある場合の対応を考慮し、初

動操作を対応する運転員が滞在する中央制御室、タービン動補助給水ポンプ室、事務所に懐中電灯

等の可搬型照明を配備する方針であることを確認した。       ＜添付八： 10.11.3.1＞ 

補足説明資料において、懐中電灯を中央制御室に保管、ヘッドライトを中央制御室に保管、ポータ

ブル照明を中央制御室、タービン動補助給水ポンプ室及び事務所に保管しており、タンクローリー

による燃料油貯蔵タンクへ燃料補給を開始するまでの時間（3 日以内）までに、これら可搬型照明

の準備に時間的猶予があることが示されている。＜補足説明資料：11：まとめ資料 2.3 可搬型照

明について（P2-11-23～24）＞ 

 

 

 

④ 上記③と同じ。 

 

⑤ 補足説明資料において、配備する照明は確実な給油作業を実施するに必要な視認性を確保し、維持

できることが示されている。＜補足説明資料：11：まとめ資料 2.3 可搬型照明について（P2-11-23

～24）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

  （仮設照明 参考） 

現場作業の緊急性との関連において、万一、作業用照明設置箇所以外での対応が必要になった場合

や、作業用照明電源の枯渇後の対応等仮設照明の準備に時間的余裕がある場合には、可搬型照明も

活用する方針であることを確認した。 ＜添付八：本文＞ 

 

以下手順とする方針であることが示されている。 

＜添付八： 10.11.4＞ 

・可搬型照明は、定められた箇所に保管し、必要時、迅速に使用できるよう必要数を保管管理す

る。 

・可搬型照明及び作業用照明に要求される機能を維持するため、適切に保守管理を実施するとと

もに、故障時においては補修を行う。 

・作業用照明に係る保守管理に関する教育を行う。 

・可搬型照明の使用等に関する教育・訓練を行う。 

補足説明資料において、「別添資料３ 技術的能力説明（P2-11-41～43）」に可搬型照明の運用対策につ

いて示されている。 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（安全施設（第１２条）） 

 

設置許可基準規則第１２条第２項は、重要度が特に高い安全機能を有する系統に対して、原則として多重性又は多様性及び独立性の確保を要求している。当該系統のうち静的機器については、長期間（24 時間あるいは

運転モードの切替え時点を境界とする。）において想定される静的機器の単一故障を仮定しても、所定の安全機能が達成できるように設計することを要求している。 

また、同条第６項においては、重要安全施設について、二以上の発電用原子炉施設において共用し、又は相互に接続するものであってはならないこととした上で、共用又は相互に接続することによって当該二以上の発電

用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限りではないとしている。 

さらに、同条第７項においては、重要安全施設以外の安全施設について、二以上の発電用原子炉施設における安全施設と相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性を損なわないものであることを要求してい

る。 

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。 

 

第１２条 安全施設 

１．静的機器の多重性 ................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1 
２．共用又は相互接続（重要安全施設及び重要安全施設以外の安全施設） ............................................................................................................................................................................................................................................................ 7 
  
 

 

１．静的機器の多重性 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 （安全施設） 

第十二条 

２ 

（解釈） 

３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、

安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する

もの」は、上記の指針を踏まえ、以下に示す機能

を有するものとする。 

 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を

要求する安全機能 

原子炉の緊急停止機能 

未臨界維持機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

原子炉停止後における除熱のための 

（ＰＷ

Ｒ） 

残留熱除去機能 

二次系からの除熱機能 

（１）安全機能の重要度が特に高い安全機能を有す

るものは、その機能を有する系統の多重性又は多様

性を確保し、単一の設計とする場合にはその理由が

妥当であるか。 

（ⅰ）安全機能の重要度が特に高い安全機能を有す

る系統が網羅的に示された上で、単一の設計とす

る箇所を確認する。 

① 同条第２項を踏まえ、安全機能の重要度が特に

高い安全機能を有する系統のうち、長期間（２

４時間あるいは運転モードの切替え以降）期待

する単一の系統を採用している静的機器につ

いて、設計基準事故が発生した場合、機能が要

求される設備が抽出されていることを系統図

等により確認。 

 

 

 

 

 

① 安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する系統を構成する設備のうち、多重性を有しない静的

機器であって、設計基準事故が発生した場合に、長期間にわたり機能が要求される設備として、アニ

ュラス空気浄化設備のダクトの一部、試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする

設備及び原子炉格納容器スプレイ設備の格納容器スプレイリングを抽出していることを確認した。 

各号炉において単一設計とする中央制御室非常用循環フィルタユニット及びダクトの一部について

は、容易に補修が可能であることに加え、3号炉及び4号炉共用とすることにより、当該設備の多重性

を確保できる設計としていることを確認した。 

補足説明資料において、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に基

づき、重要度が特に高い安全機能を有する系統が示されている。それぞれの系統について、静的機器

のある設備、単一系統箇所、長期間にわたる機能要求の有無、単一の故障を仮定した場合の影響につ

いて整理され示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-21～27、12-別添1-81～88＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

二次系への補給水機能 

（ＢＷ

Ｒ） 

崩壊熱除去機能 

原子炉が隔離された場合の注水機能 

原子炉が隔離された場合の圧力逃がし機

能 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷ

Ｒ） 

原子炉内高圧時における注水機能 

原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷ

Ｒ） 

原子炉内高圧時における注水機能 

原子炉内低圧時における注水機能 

原子炉内高圧時における減圧系を作動さ

せる機能 

格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ

出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

格納容器の冷却機能 

格納容器内の可燃性ガス制御機能 

非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供

給する機能 

非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供

給する機能 

非常用の交流電源機能 

非常用の直流電源機能 

非常用の計測制御用直流電源機能 

補機冷却機能 

冷却用海水供給機能 

原子炉制御室非常用換気空調機能 

圧縮空気供給機能 

二 その機能を有する複数の系統があり、それぞ

れの系統について多重性又は多様性を要求す

る安全機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔

離機能 

原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離

機能 

（ⅱ）（ⅰ）で抽出された系統のうち、単一の設計と

する部分を除く箇所が、多重性又は多様性、及び独

立性を有しているか。既設プラントであるため、念

のための確認。 

（多重性） 

① 図面等により、多重性を有していることが説明さ

れているか。 

② 抽出された系統の中から、静的機器（配管等）で

あって多重化されていない部分が抽出されてい

るか。 

 

③ 静的機器（配管等）であって、多重化されていな

い部分が図面により明示されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（多様性） 

④ 共通要因故障の起因となるハザードについて、網

羅的に検討されているか。 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料において、上記の 3 系統のうち単一の設計とする部分を除いて、多重性又は多様性、及

び独立性を有していることが示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-27＞ 

（多重性） 

① 多重化するとしていることが系統概要図で示されている。 

・図２ アニュラス空気浄化設備の系統概要 

・図３ 原子炉格納容器スプレイ設備の系統概要 

・図４ 試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする設備の系統概要 

② 多重化されていない静的機器を抽出していることが示されている。 

・アニュラス空気浄化設備のダクトの一部 

・原子炉格納容器スプレイ設備の格納容器スプレイリング 

・事故時に１次冷却材をサンプリングする設備（ほう素濃度（サンプリング分析）） 

③ ②について系統概要図で示されている。 

・図２ アニュラス空気浄化設備の系統概要 

・図３ 原子炉格納容器スプレイ設備の系統概要 

・図４ 試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする設備の系統概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（多様性） 

④ 共通要因故障の起因となるハザードについて、網羅的に検討され、重要度の特に高い安全機能を有

する系統に対し設計上考慮する方針であること、安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安

全機能が確保されるよう設計上の配慮をはかっていることが示されている。 

ハザードとしては、地震、津波、内部溢水、内部火災、竜巻、火山、落雷、生物学的事象、森林火

災、高潮及び風、積雪等のその他の自然現象が考えられる。これらの要因に対しては、それぞれ設

計において考慮し、信頼性を確保していることが示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 

12-別添 1-77～80＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作

動させるものを除く）の発生機能 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に

対する作動信号の発生機能 

事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

事故時の炉心冷却状態の把握機能 

事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

 

 
 

 

（独立性） 

⑤ 想定する共通要因故障を明らかにされているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 系統間を接続するタイラインが存在する場合、独

立性に影響を与えないか。 

 

⑦ 対策として、位置的分散、物理的障壁、異なる原

理の採用などが担保されているか。 

 

（独立性） 

⑤ 安全機能が喪失する共通要因としては、温度等による影響因子、系統若しくは機器に供給される電

力等による影響因子、及び地震、溢水または火災等の影響が考えられ、設計上の考慮として、以下

の通り整理されていることが示されている。 

 (1) 環境の温度等による影響因子 

環境の温度、湿度、圧力又は放射線といった要因に対して、使用環境に応じた設備仕様とすること

により信頼性を確保している。具体的には、加圧器逃がし弁、主蒸気逃がし弁、格納容器隔離弁等に

ついては、原子炉冷却材喪失又は主蒸気管破断を想定した環境条件を考慮した設備仕様としている。 

 

(2) 系統若しくは機器に供給される電力等による影響因子 

系統若しくは機器に供給される電力、制御用空気、原子炉補機冷却水等の要因に対しては、「多重

性及び独立性」（供給される電力等のトレン分離）又は「多様性及び独立性」（異なる駆動源）の確

保により、各系統若しくは各機器の安全機能が共通要因故障で同時に喪失しないよう設計上の考慮を

図っている。具体的には、補助給水ポンプとして駆動源の異なる電動補助給水ポンプ及びタービン動

補助給水ポンプを設置することで補助給水機能の多様性及び独立性を確保している。 

 

⑥ 安全機能を有する系統のうちタイラインを有する系統については、隔離機能を有する弁により系統

を切り離すことが可能であり、系統の独立性を損なわない設計としていることが示されている。 

 

⑦ 安全機能を有する系統のうち、重要度が特に高い安全機能を有する系統については、その構造、動

作原理、果たすべき安全機能の性質等を考慮し、原則として多重性のある独立した系列又は多様性

のある独立した系列を設け、各系列又は各系列相互間は、離隔距離を取るか必要に応じ障壁を設け

る等により、物理的に分離し、想定される単一故障及び外部電源が利用できない場合を仮定しても

所定の安全機能を達成できる設計方針であることが示されている。 

 

 

２ 

（解釈） 

４ 第２項に規定する「単一故障」は、動的機器の

単一故障及び静的機器の単一故障に分けられ

る。重要度の特に高い安全機能を有する系統

は、短期間では動的機器の単一故障を仮定して

も、長期間では動的機器の単一故障又は想定さ

れる静的機器の単一故障のいずれかを仮定して

も、所定の安全機能を達成できるように設計さ

れていることが必要である。 

（２）抽出された系統、設備について、単一故障を仮

定しても安全機能が維持される設計方針か。 

（ⅰ）単一故障は適切に仮定されるか確認する。 

① 当該抽出された機器については、単一故障を適

切に仮定することを確認。（この場合、単一故

障は最も厳しい状況として完全機能喪失を想

定すること。） 

② また、これらを踏まえても、当該系統の所定の

安全機能を喪失しない設計であることを確認。 

 

① 抽出された機器については、単一故障として最も厳しい状況として完全機能喪失を想定し、配管は

全周破断を想定することを確認した。 

② 「アニュラス空気浄化設備のダクトの一部」については、故障の除去又は修復が確実に可能とし安

全機能を喪失しないため「単一故障を仮定しない」としていることを確認した。(添付 8 適合のた

めの設計方針第 2項) 詳細は（ⅱ－１）へ。 

「原子炉格納容器スプレイ設備の格納容器スプレイリング」及び「試料採取設備のうち事故時に１

次冷却材をサンプリングする設備」については、単一設計としても「他の機能により代替可能であ

り安全機能が確実に代替」または「他の機能に期待しなくても安全機能が確保」することで安全機

能を喪失しないため「多重性の要求を適用しない」としていることを確認した。(添付 8 適合のた

めの設計方針第 2項) 詳細は（ⅱ－３）へ。 
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５ 第２項について、短期間と長期間の境界は24 時

間を基本とし、運転モードの切替えを行う場合

はその時点を短期間と長期間の境界とする。例

えば運転モードの切替えとして、加圧水型軽水

炉の非常用炉心冷却系及び格納容器熱除去系の

注入モードから再循環モードへの切替えがあ

る。また、動的機器の単一故障又は想定される静

的機器の単一故障のいずれかを仮定すべき長期

間の安全機能の評価に当たっては、想定される

最も過酷な条件下においても、その単一故障が

安全上支障のない期間に除去又は修復できるこ

とが確実であれば、その単一故障を仮定しなく

てよい。さらに、単一故障の発生の可能性が極め

て小さいことが合理的に説明できる場合、ある

いは、単一故障を仮定することで系統の機能が

失われる場合であっても、他の系統を用いて、そ

の機能を代替できることが安全解析等により確

認できれば、当該機器に対する多重性の要求は

適用しない。 

 

 

 

（ⅱ）多重性を確保しない場合、以下の（ⅱ-1）～（ⅱ

-3）のとおり確実に安全機能が維持されることを

確認する。 

（ⅱ-1）故障が除去又は修復可能であることを理由

に単一故障を仮定しない場合、故障の除去又は修

復が確実に可能である場合 

① 想定される単一故障として、当該設備・機器の

完全機能喪失を仮定していることを確認。（例え

ば、機器の故障モード（故障の形態）を考慮し

て最も過酷な条件を網羅的に整理した上で想定

する単一故障） 

 

 

 

 

② 当該単一故障が、安全上支障のない期間に除去

又は修復が確実であることを以下の観点を踏ま

えて確認。（例えば、当該単一故障を検知してか

ら、修復作業内容を踏まえて作業期間が評価さ

れていること。） 

・ 単一故障を確実に検知できるか（検知性） 

・ 修復のために接近が必要な場合、作業は成

立するか 

・ 修復が安全上支障のない期間に施工される

方法としているか 

・ 安全上支障のない期間の使用に耐えうる工

法が採用されているか 

・ 速やかな修復作業を担保するために、必要

な資機材が備えられているか 

 

③ 当該単一故障により施設外に放射性物質が漏え

いする場合は、公衆への被ばく評価を行った結

果が、安全評価審査指針にいう著しい放射線被

ばくのリスクを与えないことは当然のこと、設

置許可申請書添付資料十で評価された公衆被ば

く線量と同程度とすることができることを確

認。 

（１）単一故障を仮定しなくてもよい場合 

① アニュラス空気浄化設備のダクトの一部については、当該設備に要求される原子炉格納容器内又は

放射性物質が原子炉格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能が喪失す

る単一故障として、想定される最も過酷な条件となる全周破断を想定していることを確認した。 

補足説明資料において、当該系統に係る故障の可能性や想定を検討した結果が以下のとおり示され

ている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-28～36＞ 

（１）全周破断 

ダクトは、全周破断にまで至ることは考え難いものの、腐食孔からの延長として最も過酷な条件を

想定して「全周破断」と仮定。 

（２）閉塞 

ダクトは、内部を移動する可能性のある構成品や外部衝撃を検討した結果、ダクト流路を完全に「閉

塞」させるような事象には至らないこと。 

 

 

 

② この全周破断においても、安全上支障のない期間に故障を確実に除去又は修復できる設計とし、そ

の単一故障を仮定しないとしている。 

補足説明資料において、安全上支障のない期間に故障を確実に除去又は修復できるとすることが示

されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-30～31、別添 1-5～20＞ 

（１）検知性 

ダクトの全周破断が発生した場合、中央制御室での確認（格納容器排気筒流量減少、アニュラス少

量排気流量増加）及び、現場点検（視覚、聴覚、触覚）により、全周破断箇所の特定は容易。 

（２）修復作業性 

ダクトの補修作業は、全周破断箇所を特定後、補修箇所の作業性を確保（高所の場合は足場設置）

し、ダクト破断箇所の整形を行い、あて板をステンレステープ等により固定し、漏えいを防止する。

作業時間は、足場設置及び補修に要する時間を２日程度とし（足場設置の実績、補修訓練から設定）、

これに事故時の線量率上昇に伴うマスク着用等による作業性の低下を考慮し、保守性を見込み、３

日間としている。 

 

 

③ 安全上支障のない期間については、修復作業を 3 日間とし、その間における周辺の公衆に対する放

射線被ばくは、「添付書類十 3.4 環境への放射性物質の異常な放出」の評価結果と同程度であるこ

と、 

（ダクト全周破断） 

補足説明資料において、アニュラス空気浄化設備については、既設置許可（添付十）の評価結果の

実効線量約 0.051mSv と同程度（約 0.057mSv）であり、事故時の判断目安である実効線量 5mSv に対

して余裕があることが示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-28～36＞ 
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④ 当該単一故障に係る修復作業時の従事者の被ば

く評価を行った結果が、事故時の従事者の判断

基準の従事者一人あたりの実効線量 100mSv を満

足することができることを確認。 

 

 

④ また、当該作業に係る作業員の被ばくは緊急時作業に係る線量限度以下とすることができるとして

いる。 

（ダクト全周破断） 

補足説明資料において、アニュラス空気浄化設備ダクトの補修時の作業環境中の線量率が高く（約

4.2mSv/h）なるが、作業時間の制限及び作業員の交替で対応可能であり、作業員の被ばく量を事故

時の従事者の判断基準の従事者一人あたりの実効線量 100mSv 以下にすることができることが示さ

れている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-28～36＞ 

 

補足説明資料において、アニュラス空気浄化設備ダクトの全周破断に加えて、10%漏えい破損を想定

した場合の評価結果が示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-別添 1-5～10＞ 

また、空調ダクト及びフィルタユニットについて、以下の説明が示されている。 

（１）空調ダクト及びフィルタユニットに関連した故障事例 

（２）運用及び管理 

（３）追加の対応（目視点検範囲の拡大） 

 

（ⅱ-2）低頻度であることを理由に単一故障を仮定

しない場合、その根拠について合理的であるか。 

① 現時点では、長期間における静的機器の単一故障

を想定することを原則としていることから、相当

程度の合理的な説明がなされない限り、当該理由

をもって多重性の要求を適用しないことは認め

られない。 

 

① 該当なし 

（ⅱ-3）他の機能により代替可能であることを理由

に単一故障を仮定しない場合、その安全機能が確

実に代替されるか。 

① 許可を取得していることを前提に、代替する系統

（他号機設備を共用している場合も含む。）によ

って要求される安全機能が確実に代替できるこ

とを安全解析その他技術的な手法により確認。 

 

 

 

 

 

 

① 試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする設備及び原子炉格納容器スプレイ設備

の格納容器スプレイリングは、単一の設計としても「他の機能により代替可能であり安全機能が確

実に代替」または「他の機能に期待しなくても安全機能が確保」されることを以下のとおり確認し

た。 

（試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする設備） 

試料採取設備のうち事故時に１次冷却材をサンプリングする設備は、当該設備に要求される事故時

の原子炉の停止状態を把握する機能が単一故障によって喪失した場合であっても、格納容器再循環

サンプ水位を測定することにより、注入されるほう酸量を把握し炉水中のほう素濃度が未臨界維持

に必要なほう素濃度以上であることを確認できることから、当該機器に対する多重性は必要ないと

している。 

また、補足説明資料において、原子炉の停止状態として未臨界であることの把握については、１次冷

却材喪失事故後24時間が経過した時点で燃料取替用水ピットからのほう酸水が注入されているため

、格納容器再循環サンプ水位を測定することにより、炉心に注入されるほう酸量を把握し炉水中のほ
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う素濃度が未臨界維持に必要なほう素濃度以上であることを確認できることから、事故時の原子炉の

停止状態を把握する安全機能を代替することができるとしていることを確認した。＜補足説明資料：

12：まとめ資料 12-48～52＞ 

補足説明資料において、出力運転時ほう素濃度2100ppm以下（設置許可記載）であることを踏まえ、

格納容器再循環サンプ水位が再循環運転に必要な最低水位以上であることを確認することにより、ほ

う素濃度が約1700ppm以上と算出されることが示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-

48～52＞ 

 

（原子炉格納容器スプレイ設備の格納容器スプレイリング） 

静的機器で単一設計とする格納容器スプレイリングを有する原子炉格納容器スプレイ設備について

は、安全機能に最も影響を与える配管一箇所の全周破断を仮定した場合であっても、スプレイ流量を

確保するための逆止弁を設置することにより、動的機器の単一故障を仮定した場合と同等の格納容

器の冷却機能を達成できるため、当該機器に対する多重性は必要ないとしていることを確認した。 

当該設備に要求される格納容器の冷却機能に最も影響を与える単一故障を仮定しても、所定の安全

機能を達成できる設計とする。動的機器の単一故障として原子炉格納容器スプレイ設備１系列の不

動作又はディーゼル発電機１台の不動作を、静的機器の単一故障として配管１箇所の全周破断を仮

定し、静的機器の単一故障を仮定した場合でも、動的機器の単一故障を仮定した場合と同等の格納

容器の冷却機能を達成できるよう、スプレイ流量を確保するための逆止弁を設置することを確認し

た。 

補足説明資料において、静的機器の単一故障を想定（スプレイ配管立上り部の全周破断）した影響

評価解析の結果、動的機器の単一故障を想定（格納容器スプレイポンプ１台運転）した現行の安全

解析（原子炉冷却材喪失時の格納容器圧力等、添付書類十の解析）に対して厳しい結果（ピーク値

を上回ることはないものの、スプレイ配管破断後の格納容器内圧及び格納容器内雰囲気温度の値が

上回る）となることから、格納容器スプレイ流量を確保するため逆止弁を設置することが示されて

いる。 

また、格納容器スプレイ流量を確保するため新たに設置する逆止弁の設置場所の検討や逆止弁の設

置による格納容器スプレイ流量への影響及び安全評価（格納容器健全性評価、可燃性ガスの発生及

び線量評価）への影響に係る評価方法と評価結果（現行の安全解析と同等）が示されている。 

なお、 

・格納容器スプレイ流量は、約562.6m3/h（現行の安全解析で考慮している流量の約48.5%）。 

・格納容器健全性評価（最高圧力）は、約0.308 MPa [gage]［現行安全解析 約0.308MPa[gage]］ 

・格納容器健全性評価（最高温度）は、約132℃ ［現行安全解析 約132℃］ 

・可燃性ガスの発生（格納容器内水素濃度）は、約3.02 %［現行安全解析 約3.01 %］ 

・環境への放射性物質の異常な放出（原子炉冷却材喪失）（敷地等境界外における最大実効線量）

は、約0.056 mSv [現行安全解析 約0.051 mSv] 

・安全機能への影響評価は、既存の安全設備及び安全評価に対する影響はない。 

ことが示されている。＜補足説明資料：12：まとめ資料 12-37～47＞ 
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② 代替時に、代替する系統への切り替え操作が発生

する場合は、アクセス性に加えて、放射線や温度、

酸素濃度等、環境条件を踏まえても問題ないこと

が評価により示されているか確認。 

  

 

② 切替操作はない。 

 

 

２．共用又は相互接続（重要安全施設及び重要安全施設以外の安全施設） 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設に

おいて共用し、又は相互に接続するものであっ

てはならない。ただし、二以上の発電用原子炉

施設と共用し、又は相互に接続することによっ

て当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向

上する場合は、この限りでない。 

 

＜解釈＞ 

１１ 第６項に規定する「重要安全施設」について

は、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要

度分類に関する審査指針」においてクラスＭＳ－

１に分類される下記の機能を有する構築物等を

対象とする 。 

・ 原子炉の緊急停止機能 

・ 未臨界維持機能 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機

能 

・ 原子炉停止後の除熱機能 

・ 炉心冷却機能 

・ 放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の

遮蔽及び放出低減機能（ただし、可搬型再

結合装置及び沸騰水型発電用原子炉施設の

排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機

能を持つ構造物）を除く。） 

・ 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動

信号の発生機能 

（１）二以上の発電用原子炉施設における重要安全

施設の共用又は相互接続について、これらを行うこ

とは原則しない設計方針か。 

① 重要安全施設のうち、二以上の発電用原子炉施

設において共用し、又は相互に接続する設備を

確認。 

 

② ①の重要安全施設は、共用又は相互に接続する

ことで発電用原子炉施設において安全性が向上

する設計（重大事故等が発生した場合も含む）

とすることを確認。 

 

① 重要安全施設のうち中央制御室及び中央制御室空調装置について、3号炉及び4号炉において共用す

るとしていることを確認した。 

補足説明資料において、共用又は相互接続する安全施設が網羅的に整理されており、そのうち重要

安全施設は中央制御室及び中央制御室空調装置だけであることが示されている。＜補足説明資料：

12：まとめ資料 12-53～67、12-別添2-1～7＞ 

 

 

② （１）重要安全施設 

抽出された中央制御室は、共用することにより運転員の融通が可能となり総合的な運転管理ができ

ること、また、中央制御室空調装置については、各号炉の空調装置を共用することにより、単一の

設計とする中央制御室非常用循環フィルタユニットを含め多重性を有し、安全性が向上することか

ら、3号炉及び4号炉の安全性が向上するとしていることを確認した。 

重要安全施設に該当する中央制御室は、共用することにより、プラントの状況に応じた運転員の

相互融通を図ることができ、必要な情報（相互のプラント状況、運転員の対応状況等）を共有しな

がら、事故処置を含む総合的な運転管理を図ることができる等、安全性が向上する設計とするとと

もに居住性に配慮した設計とすることを確認した。 

同じく重要安全施設に該当する中央制御室空調装置は、各号炉独立に設置し、片系列単独で中央制

御室の居住性が維持できるが、共用することにより、単一設計とする中央制御室非常用循環フィル

タユニットを含め多重性を有し、安全性が向上する設計とするとともに、中央制御室遮蔽とあいま

って中央制御室の居住性を維持できる設計とすることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

・ 安全上特に重要な関連機能 

（ただし、原子炉制御室遮蔽、取水口及び排水口を

除く。） 

１２ 第６項に規定する「安全性が向上する場合」

とは、例えば、ツインプラントにおいて運転員

の融通ができるように居住性を考慮して原子

炉制御室を共用した設計のように、共用対象

の施設ごとに要求される技術的要件を満たし

つつ、共用することにより安全性が向上する

との評価及び設計がなされた場合をいう。 

１３ 第６項に規定する「共用」とは、２基以上の

発電用原子炉施設間で、同一の構築物、系統又

は機器を使用することをいう。 

１４ 第６項に規定する「相互に接続」とは、２基

以上の発電用原子炉施設間で、系統又は機器

を結合することをいう。 

 
 

 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上

の発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続する

場合には、発電用原子炉施設の安全性を損なわない

ものでなければならない。 
 

（１）二以上の発電用原子炉施設における安全施設

（重要安全施設を除く。）の相互接続について、こ

れらを行う場合は安全性が損なわれることがない設

計方針か。（既設プラントについては、共用は既許

可事項） 

① 安全施設（重要安全施設を除く。）について、二

以上の発電用原子炉施設において相互に接続す

る設備を確認。（※安全施設（重要安全施設を除

く。）の共用については許可済） 

 

② ①の安全施設（重要安全施設を除く。）は、相互

に接続することで発電用原子炉施設の安全性を

損なわない設計とすることを確認。 

 

① 重要安全施設以外の安全施設を共用又は相互に接続する場合には、原子炉施設の安全性を損なうこ

とのない設計とすることを確認した。なお、重要安全施設以外の安全施設のうち、77kV送電線、No.1

予備変圧器用遮断器及びNo.1予備変圧器については、1号炉、2号炉、3号炉及び4号炉において共用

するとし、電源車（緊急時対策所用）（DB）については、3号炉及び4号炉において共用するとしてい

る。また、補助蒸気連絡ラインについて、1号炉及び2号炉共用配管と3号炉及び4号炉共用配管を相

互に接続するとしていることを確認した。 

77kV送電線、No.1予備変圧器用遮断器及びNo.1予備変圧器は、1号炉、2号炉、3号炉及び4号炉共用と

して設計し、500kV送電線とは独立した電源系として構成する。また、電源車（緊急時対策所用）（

ＤＢ）は3号炉及び4号炉共用として設計するとともに、非常用所内電源系から独立した電源系とし

て構成することを確認した。 

補助蒸気連絡ラインのうち、1号炉及び2号炉共用配管と3号炉及び4号炉共用配管については、相互

接続するものの、通常は連絡弁の閉操作を行うことで1号炉及び2号炉共用配管と3号炉及び4号炉共

用配管は分離されること、3号炉及び4号炉の補助蒸気配管については、相互接続し、連絡する場合は

、連絡弁の開操作により連絡すること、連絡しない場合は、連絡弁の閉操作により3号炉及び4号炉の

補助蒸気配管を分離することを確認した。 

 

② （２）重要安全施設以外の安全施設 

抽出された重要安全施設以外の安全施設に対して、それぞれ以下の設計方針としていることから、3

号炉及び4号炉の安全性が損なわれないとしていることを確認した。 

① 共用 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

77kV送電線、No.1予備変圧器用遮断器及びNo.1予備変圧器は、500kV送電線とは独立した電源系とし

て構成し、非常用母線へ必要な電力を供給できる容量を有すること。また、各号炉の非常用母線へ

の接続に遮断器を設け単一故障が生じた場合でも悪影響を及ぼすことがない設計としていること。 

電源車（緊急時対策所用）（DB）は、設計基準事故時に緊急時対策所並びに緊急時対策所を経由して

モニタリングステーション及びモニタリングポストに必要な電力を供給できる容量を有すること。 

② 相互接続 

補助蒸気連絡ラインは、通常は連絡弁を閉操作することで相互に分離されており、相互に接続して

も各号炉の補助蒸気の圧力等は同じとし、また、十分な供給容量を有すること。 

77kV送電線、No.1予備変圧器用遮断器及びNo.1予備変圧器は、1号炉、2号炉、3号炉及び4号炉共用と

して設計し、500kV送電線とは独立した電源系として構成する。また、非常用母線へ必要な電力を供

給できる容量を有することで、原子炉施設の安全性を損なうことがなく、非常用母線の単一故障に

おいても受電遮断器を開放することで、共用しても号炉間で悪影響を及ぼすことがない設計とする

。 

電源車（緊急時対策所用）（ＤＢ）は3号炉及び4号炉共用として設計するとともに、非常用所内電源

系から独立した電源系として構成する。また、設計基準事故時に緊急時対策所並びに緊急時対策所

を経由してモニタリングステーション及びモニタリングポストに必要な電力を供給できる容量を有

することで原子炉施設の安全性を損なうことのない設計とすることを確認した。 

補助蒸気連絡ラインのうち、1号炉及び2号炉共用配管と3号炉及び4号炉共用配管については、相互

接続するものの、通常は連絡弁の閉操作を行うことで1号炉及び2号炉共用配管と3号炉及び4号炉共

用配管は分離されることから、悪影響を及ぼすことはなく、連絡時においても、1号炉、2号炉、3号

炉及び4号炉の補助蒸気の圧力等は同じとし、また、十分な供給容量を有することで、原子炉施設の

安全性を損なうことのない設計とすることを確認した。 

3号炉及び4号炉の補助蒸気配管については、相互接続し、連絡する場合は、連絡弁の開操作により連

絡するものの、各号炉の補助蒸気の圧力等は同じとし、また、十分な供給容量を有することで、原子

炉施設の安全性を損なうことがなく、連絡しない場合は、連絡弁の閉操作により3号炉及び4号炉の

補助蒸気配管を分離することで悪影響を及ぼすことがない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、重要安全施設と重要安全施設以外の安全施設における共用・相互接続設備

の抽出結果及びその基準適合性が示されている。なお、重要安全施設以外の安全施設のうち77kV送

電線、No.1予備変圧器用遮断器及びNo.1予備変圧器については、各号炉の母線への接続に遮断器を

設け電気故障が生じた場合でも影響が波及しない設計としていることを示している。＜補足説明資

料：12：まとめ資料 12-53～67＞ 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（全交流動力電源喪失対策設備（第１４条）） 

 

設置許可基準規則第１４条は、全交流動力電源喪失（外部電源喪失と非常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備えて、非常用所内直流電源設備は、原子炉を安全に停止、停止後の冷却及び原子炉格納容器の健全性の確

保のために必要とする電気容量を一定時間（重大事故等に対処するための電源設備から電力が供給されるまでの間）確保できるような設計とすることを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（全交流動力電源喪失対策設備） 

第十四条 発電用原子炉施設には、全交流動力電源

喪失時から重大事故等に対処するために必要な

電力の供給が交流動力電源設備から開始される

までの間、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、

発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための

設備が動作するとともに、原子炉格納容器の健全

性を確保するための設備が動作することができ

るよう、これらの設備の動作に必要な容量を有す

る蓄電池その他の設計基準事故に対処するため

の電源設備（安全施設に属するものに限る。）を

設けなければならない。 

 

 

＜解釈＞ 

第１４条（全交流動力電源喪失対策設備） 

１ 第１４条について、全交流動力電源喪失（外部

電源喪失及び非常用所内交流動力電源喪失の重

畳）に備えて、非常用所内直流電源設備は、原子

炉の安全停止、停止後の冷却及び原子炉格納容器

の健全性の確保のために必要とする電気容量を

一定時間（重大事故等に対処するための電源設備

から電力が供給されるまでの間）確保できるこ

と。 
 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失と非常用所内交

流動力電源喪失の重畳）に備えて、重大事故等に対処

するために必要な電力の供給開始までに要する時間

と発電用原子炉の安全停止等に必要となる設備の動

作を確認した上で、十分長い間、電力を供給できるよ

うに電気容量を設定しているか。 

 

（重大事故等に対処するために必要な電力の給電開

始までに要する時間） 

① 全交流動力電源喪失時（外部電源喪失と非常用所

内交流動力電源喪失の重畳）から重大事故等に対

処するために必要な電力の給電が交流動力電源

設備から開始されるまでの時間を確認。 

 

 

 

 

 

（必要な設備の動作） 

② 全交流動力電源が喪失した場合でも、原子炉の安

全停止、停止後の冷却及び原子炉格納容器の健全

性の確保のために必要な設備の動作を確認。補足

説明資料において、必要な設備の負荷電流が整理

されて示されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池（安全防護系用）について、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するための電源設

備によって電力が供給されるまでの約 30 分間に対し、原子炉を安全に停止し、停止後の冷却及び

原子炉格納容器の健全性確保のために必要となる設備に 1 時間以上の電源供給が可能な容量を備

えた設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

 

① 全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備か

ら開始されるまでの時間として約 30 分であることを確認した。     ＜添付八：本文＞ 

補足説明資料において、「約 30 分」は、重大事故等対策の有効性評価にて電源確保作業のための運転員

A、B 及び C 並びに緊急安全対策要員 G の所要時間として示されている。＜補足説明資料：14：まとめ

資料 2.4 必要な直流設備について（参考）（P2-14-25）＞ 

 

 

 

 

 

② 全交流動力電源が喪失した場合、原子炉が停止した際に遮断器の開放動作を行うメタルクラッド開

閉装置、原子炉停止後の炉心冷却のためのタービン動補助給水ポンプ起動盤（タービン動補助給水

ポンプ非常用油ポンプ、タービン動補助給水ポンプ起動弁等）、原子炉の停止、冷却、原子炉格納

容器の健全性を確認できる計器に電力供給を行う計装用電源（無停電電源装置）及びその他制御盤

の待機電力等の負荷へ電力供給することを確認した。   ＜添付八：10.1.3.4 直流電源設備＞ 

補足説明資料において、保守率を考慮した蓄電池の給電時間評価結果が示されている。＜補足説明資

料：14：まとめ資料 2.3 蓄電池（安全保護系用）の容量について（P2-14-15～22）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（電気容量の設定） 

③ これらの動作に必要な電気容量を含む直流電源

負荷に対し、一定時間（重大事故等に対処するた

めの電源設備から電力が供給されるまでの間）以

上の電力の供給するための蓄電池その他の設計

基準事故に対処するための電源設備を確保する

設計とすることを確認。補足説明資料において、

電気容量の設定根拠について、必要な設備の負荷

に対して十分長い間電力を供給できることが示

されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）蓄電池の設計（電気容量）として、「一定時

間」に対して「十分長い間」と判断した先行事例は以

下のとおり。（プラント名：一定時間/給電可能時間） 

川内１，２：２５分/１時間以上（実力は約６時

間以上、SA 用は別途設置） 

高浜３，４：３０分/１時間以上（実力は約１０

時間以上※SA と兼用） 

伊方３：４０分/十分長い間（３時間以上）（SA

用は別途設置） 

 

 

 

③ 上記②の動作に必要な蓄電池（安全防護系用）の容量は1 組当たり2400A・hであり、重大事故等に

対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始されるまでの約30分間に対し、1時

間以上電力供給が可能な設計とすることを確認した。 

直流電源設備は、蓄電池（安全防護系用）2組のそれぞれ独立した蓄電池、充電器、直流き電盤等

で構成し、蓄電池（安全防護系用）2組のいずれの 1組が故障しても残りの系統でプラントの安全

性は確保することを確認した。 

蓄電池（安全防護系用）2組は、それぞれ非常用低圧母線に接続された充電器で浮動充電する設計

とすることを確認した。 

＜添付八：10.1.3.4 直流電源設備＞ 

補足説明資料において、保守率を考慮した蓄電池の給電時間評価結果が示されている。＜補足説明資

料：14：まとめ資料 2.3 蓄電池（安全保護系用）の容量について（P2-14-15～22）＞ 

また、直流給電設備の構成が示されている。＜補足説明資料：14：まとめ資料 2.1 概要（P2-14-13）

＞及び＜補足説明資料：14：まとめ資料 2.2 蓄電池（安全保護系用）のはいちについて（P2-14-14）

＞ 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

一定時間を超えて（重大事故等対処時）、長時間の全交流動力電源喪失が発生した場合は、全交流動力

電源喪失発生後 1時間までに中央制御室にて蓄電池（安全防護系用）から不要な直流負荷を切り離す遠

隔操作を行い、8時間以降 9時間までに中央制御室下階の計装用インバータ室にて不要な負荷を切り離

す操作を行うことで、合計 24 時間の電力の供給を行うことが可能な設計としている。＜補足説明資料：

14：まとめ資料 参考３ 所内常設蓄電式直流電源設備（P2-14-31）＞ 

 

 

 

補足説明資料参考３ 所内常設蓄電式直流電源設備（P2-14-31）」において、負荷切り離す負荷及び設備

が示されている。 

補足説明資料参考３ 所内常設蓄電式直流電源設備（P2-14-31）」において、重大事故対処等設備として

要求される所内常設蓄電式直流電源設備と兼用することが示されている。 

 

 



最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  16-1 

大飯発電所３・４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設（第１６条）） 

 

設置許可基準規則第１６条第２項第２号ニは、使用済燃料の貯蔵施設（乾式キャスクを除く。）において想定される燃料体等の落下時だけでなく、他の重量物の落下時においても、使用済燃料の貯蔵施設の機能（遮蔽能

力、最終ヒートシンクへの崩壊熱の輸送及び漏えい検知等）が損なわれないように設計することを要求している。 

また、同条第３項第１号は、燃料取扱場所の放射線量並びに使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温についても、その異常を検知し、原子炉制御室における監視等が可能な設計とすることを要求している。同第２号は、外部

電源が利用できない場合であっても、使用済燃料貯蔵槽の状態を示すパラメータの監視が可能な設計とすることを要求している。 

このため、以下の事項について確認する。 

 

第 16 条 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設 
１．使用済燃料の貯蔵施設内における重量物落下対策 .................................................................................................................................................. 2 

２．使用済燃料貯蔵槽を監視する機能の確保 .......................................................................................................................................................... 4 
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１．使用済燃料の貯蔵施設内における重量物落下対策 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

第十六条  

２ 

二  

ニ 燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落

下時及び重量物の落下時においてもその機能

が損なわれないものとすること。 

 
 

第１６条第２項第２号二は、想定される重量物の落

下時においても、使用済燃料の貯蔵施設の機能が損な

われないように設計することを確認。 

(ⅰ)使用済燃料の貯蔵施設（乾式キャスクを除く。）に

おいて想定される燃料体の落下時の想定に加え（既

許可）、その他の重量物の落下時においても、使用

済燃料の貯蔵施設の機能（遮蔽能力、最終ヒートシ

ンクへの崩壊熱の輸送及び漏えい検知）が損なわれ

ない設計としているか。 

① 落下が想定される重量物の抽出の考え方を確認。

なお、抽出されなかった重量物についてはその根

拠を確認。 
 
 
 
 
 
 

② 抽出された重量物について、落下時の影響を考慮

して必要な重量物落下防止対策が講じる方針であ

ることを確認。【工事計画においては、燃料集合体

以外の重量物落下防止対策は、具体的なライニン

グの健全性、ピットからの離隔及びクレーンの固

縛等を確認】 

 

① 落下時に使用済燃料ピットの機能に影響を及ぼす重量物については、使用済燃料ピット周辺の状

況、現場における作業実績、図面及び使用済み燃料ピットラックの再設置工事計画等にて確認する

ことにより、落下のおそれのある重量物等の落下時のエネルギーを評価し、気中における落下試験

時の燃料集合体の落下エネルギー以上となる設備等を抽出している（原子炉周辺建屋の構造物、使

用済燃料ピットクレーン、補助建屋クレーン）ことを確認した。 

補足説明資料において、抽出基準及び抽出結果が示されている＜補足説明資料：16：まとめ資料 

参照：「別添１ 使用済燃料ピットへの重量物落下について」＞。選定フローにおいて、使用済燃

料ピットとの離隔距離や選定された重量物の設置方法等を考慮して、使用済燃料ピットに落下する

おそれがないものは検討不要とすること、さらに、落下エネルギーと気中落下試験時の燃料集合体

の落下エネルギーを比較し下回るものは検討不要としている。また、耐震評価、設備構造及び運用

状況について、適切に対応されるものについては検討不要であることが示されている。 

また、重量物の選定結果が網羅的に示されている＜補足説明資料：16：まとめ資料 参照：「別

添１、 3．使用済燃料ピット周辺の設備等の抽出」、「別添１、 4．使用済燃料ピットへの落下を

検討すべき重量物の抽出」＞。 

さらに、既許可である燃料集合体落下時のライニング評価が示されている＜補足説明資料：16：

まとめ資料 参照：「別添１、別紙１ 気中落下試験によるライニング評価」＞。 

 

 

② 抽出したそれぞれの重量物に対して、以下のような対策を講じるとしていることを確認した。 

(１) 原子炉周辺建屋の構造物については、基準地震動に対して使用済燃料ピット内への落下を防

止できるように設計する。 

補足説明資料において、原子炉周辺建屋の屋根を支持する鉄骨梁は、基準地震動に対して

許容値以下とし、使用済燃料ピット内に落下しない設計とすること、屋根は鋼板の上に鉄筋

コンクリート造の床を設け、地震による剥落のない構造とすること、また、外壁部材は、構

造部材の外側に取付け、使用済燃料ピット内に落下しない設計とすることを確認した。 

 

 

(２) 使用済燃料ピットクレーンについては、基準地震動に対して、クレーン本体、転倒防止金具

等及び走行レールに発生する荷重により生ずる応力が許容値以下となるように、吊荷を考慮

し保守的に設計する。 

補足説明資料において、クレーン本体の健全性評価においては、保守的に吊荷ありの条件

で、基準地震動によりホイスト支柱等に生ずる応力が許容値以下となるよう設計することを

確認した。 

転倒落下防止評価においては、走行レール頭部を抱き込む構造をしたクレーンの浮き上が

り防止爪について、保守的に吊荷なしの条件で、基準地震動により転倒防止金具爪及び取付

けボルト等に生ずる応力が許容値以下となるよう設計することを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

走行レールの健全性評価においては、走行方向、走行直角方向及び鉛直方向について、基準

地震動により基礎ボルトに生ずる応力が許容値以下となるよう設計することを確認した。 

 

 

(３) 補助建屋クレーンについては、使用済燃料ピットの上部に走行レールがなく、仮に走行レー

ルから脱落したとしても、建屋の構造上、クレーン本体及び吊荷が使用済燃料ピットに落下

しない設計とする。 

補足説明資料において、仮に落下後の移動を想定しても、使用済燃料ピットとの間に燃料

取換用キャナルがあるため、クレーン本体及び吊荷が使用済燃料ピットへの落下物とならな

いことを確認した。 

補足説明資料において、使用済燃料ピット  への落下原因（地震による破損、機器の故障、

装置の誤操作）に応じて落下防止措置が示されている＜補足説明資料：16：まとめ資料 参

照：「別添 1、５．落下防止の対応状況確認」＞。 
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２．使用済燃料貯蔵槽を監視する機能の確保 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

第十六条  

３ 発電用原子炉施設には、次に掲げるところによ

り、使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃

料取扱場所の放射線量を測定できる設備を設け

なければならない。 

一 使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料

取扱場所の放射線量の異常を検知し、それを原

子炉制御室に伝え、又は異常が生じた水位及び

水温を自動的に制御し、並びに放射線量を自動

的に抑制することができるものとすること。 

二 外部電源が利用できない場合においても温度、

水位その他の発電用原子炉施設の状態を示す事

項（以下「パラメータ」という。）を監視するこ

とができるものとすること。 

 

（解釈） 

６ 第３項第１号に規定する「使用済燃料貯蔵槽の

水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量の

異常を検知し、それを原子炉制御室に伝え」と

は、異常時において燃料取扱場所への立ち入り

が制限される場合においても、原子炉制御室で

モニタリングが可能であることをいう。 

７ 第３項第２号に規定する「外部電源が利用でき

ない場合においても温度、水位その他の発電用

原子炉施設の状態を示す事項（以下「パラメー

タ」という。）を監視することができるもの」に

ついては、外部電源の喪失時においても使用済

燃料貯蔵槽の状態の監視が可能であることを求

めているが、当該状態の監視方法には、直接的

な測定方法に加え間接的な測定方法を含めても

よい。 

 

第１６条第３項第１号は、燃料取扱場所の放射線量

に加え、使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温について

も、その異常を検知し、原子炉制御室における監視等

が可能なように設計することを確認する。 

※第 23 条第 1 項第 5 項の「記録され、及び当該記

録が保存」する必要なパラメータは、発電用原子

炉の停止及び炉心の冷却並びに放射性物質の閉

じ込めの機能の状況を監視するためのものであ

ることから、使用済燃料貯蔵槽の計測制御系統施

設は要求対象外 

（ⅰ）燃料取扱場所の放射線量に加え、使用済燃料貯

蔵槽の水位及び水温についても異常を検知し、

原子炉制御室において監視できる設計方針とし

ているか。 

① 燃料取扱場所の放射線量に加え、使用済燃料貯蔵

槽の水位及び水温についても、測定する設備が設

置される設計としていることを確認。また、当該

情報に異常が認められた場合は、 

・ それを検知して原子炉制御室に伝える 

・ または、異常が生じた水位及び水温を自動的に制

御する 

どちらかにより、放射線量を自動的に抑制するこ

とができる設計としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 使用済燃料ピットの水位及び水温、燃料取扱場所の放射線量を中央制御室において監視し、異常

時に警報を発信するように設計するとしていることを確認した。 

補足説明資料において、設備名称毎に種類、計測範囲、警報動作範囲、取付箇所及び個数につい

て示されている＜補足説明資料：16：まとめ資料 参照：「別添 2、１．使用済燃料ピット監視設

備」＞。 

また、監視設備の計測結果の記録方法及び保存期間が社内規程に基づき定めて保管することが示

されている＜補足説明資料：16：まとめ資料 参照：「別添 2、別紙」＞。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  16-5 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

（計測制御系統施設） 

第二十三条 発電用原子炉施設には、次に掲げると

ころにより、計測制御系統施設を設けなければなら

ない。 

五 発電用原子炉の停止及び炉心の冷却並びに放

射性物質の閉じ込めの機能の状況を監視するた

めに必要なパラメータは、設計基準事故時におい

ても確実に記録され、及び当該記録が保存される

ものとすること。 

（解釈） 

３ 第５号に規定する「必要なパラメータ」とは、

安全確保上最も重要な原子炉停止、炉心冷却及び

放射能閉じ込めの三つの機能の状況を監視する

のに必要な炉心の中性子束、原子炉水位及び原子

炉冷却材系の圧力・温度等をいう。 

４ 第５号に規定する「記録され、及び当該記録が

保存されるもの」とは、事象の経過後において、

上記３の「必要なパラメータ」が参照可能である

ことをいう。 

５ 設計基準事故時における計測制御系統施設に

ついては、「発電用軽水型原子炉施設における事

故時の放射線計測に関する審査指針」（昭和５６

年７月２３日原子力安全委員会決定）に定めると

ころによる。 

 

 

 

 

 

（ⅱ）外部電源が利用できない場合でも、使用済燃料

貯蔵槽の状態を示すパラメータの監視が可能と

なる設計方針としているか。 

① 外部電源が利用できない場合においても、温度、

水位その他の発電用原子炉施設の状態を示すパラ

メータが抽出されていること、また、抽出の考え

方を確認。 

 

② 外部電源が利用できない場合においても、温度、

水位その他の発電用原子炉施設の状態を示すパラ

メータを監視できるよう非常用母線に接続する等

の非常用の電源を確保した設計としていることを

確認。 

 

②さらに、外部電源が利用できない場合においても、非常用所内電源からの給電により、使用済燃料

ピットの水位、水温及び放射線量を監視できるように設計するとしていることを確認した。 

補足説明資料において、監視設備の電源構成が非常用所内電源より受電されることが示されてい

る＜補足説明資料：16：まとめ資料 参照：「別添２、１．４使用済燃料ピット監視設備（設計基

準対象設備）の電源構成について」＞。 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（原子炉冷却材圧力バウンダリ（第１７条）） 

 

設置許可基準規則解釈第１７条第１項第３号ロは、原子炉冷却材圧力バウンダリに接続している配管（以下「接続配管」という。）のうち、通常時及び事故時ともに閉となるべきにもかかわらず、通常時又は事故時に開

となるおそれがある弁を有する配管については、原子炉側からみて、第 2隔離弁を含むまでの範囲を、クラス１機器である原子炉冷却材圧力バウンダリとすることを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

第十七条 発電用原子炉施設には、次に掲げるとこ

ろにより、原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

機器（安全施設に属するものに限る。以下この条に

おいて同じ。）を設けなければならない。 

 

（解釈） 

第１７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

１  

三 接続配管 

ロ 通常時又は事故時に開となるおそれがある通

常時閉及び事故時閉となる弁を有するものは、

原子炉側からみて、第２隔離弁を含むまでの範

囲とする。 

 
 

（ⅰ）原子炉冷却材圧力バウンダリのうち接続配管に

ついて、「通常時又は事故時に開となるおそれがある

通常時閉及び事故時閉となる弁を有するものは、原子

炉側からみて、第２隔離弁を含むまでの範囲」を対象

とする方針を確認する。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリのうち接続配管につ

いて、原子炉冷却材圧力が高い場合に第１隔離弁

（電動弁）を開放しないようにインターロックが

設けた場合であったとしても、原子炉制御室から

遠隔操作により第１隔離弁（電動弁）を「開」と

するおそれのあるものを「通常時又は事故時に開

となるおそれがある通常時閉及び事故時閉となる

弁を有するもの」に区分し、原子炉側からみて、

第２隔離弁を含むまでの範囲を対象とする方針を

確認。 

 

② ①における範囲について、図面等により第２隔離

弁を含むまでの範囲を確認。 

 

（ⅰ） 

 

 

 

 

① 通常時又は事故時に開となるおそれがある通常時閉及び事故時閉となる弁を有する接続配管は、原

子炉側からみて、第 2隔離弁までの範囲を原子炉冷却材圧力バウンダリとすることを確認した。 

補足説明資料において、原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の弁抽出フローが示されている。＜

補足説明資料：17：まとめ資料 2.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出（P2-17-14～15）」

及び「添付１（P2-17-36）＞ 

 

 

 

 

 

 

② 抽出された余熱除去系入口ラインを含む原子炉冷却材圧力バウンダリの拡大範囲を「第 5.1.1.2 図 

原子炉冷却材圧力バウンダリ図」で確認した。 

補足説明資料において、抽出フローに基づき原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される各配管及び

弁を選別した結果が示されている。＜補足説明資料：17：まとめ資料 2.1 原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ拡大範囲の抽出（P2-17-14～15）＞、＜補足説明資料：17：まとめ資料 添付１（P2-17-36）」

及び「添付２（P2-17-37）＞ 

 

（ⅱ）原子炉冷却材圧力バウンダリのうち接続配管に

ついて、弁が開状態とならないように施錠管理されて

いる第１隔離弁を、原子炉側からみて、第１隔離弁を

含むまでの範囲を対象とする方針を確認する。 

① 「通常時又は事故時に開となるおそれのない弁を

有するもの」と区分するため、弁が開状態となら

ないようにするための管理を確認。 

 

 

（ⅱ） 

 

 

 

① なお、上記以外の第 1隔離弁については、施錠管理を行うことにより開とならない運用とすること

を確認した。 

通常時閉及び事故時閉となる手動弁のうち、個別に施錠管理を行う弁は、通常時及び事故時に開と

なるおそれがないことから、1 個の隔離弁を設ける設計方針であることを確認した。 

＜添付八：本文＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料において、１次冷却系ループドレンライン及び加圧器ベントラインの弁は施錠により

弁ハンドルの固定を行うことで弁の誤操作防止措置を講じていることから、通常時又は事故時にお

いて開となるおそれはなく、バウンダリの範囲は拡大されないことが示されている。＜補足説明資

料：17：まとめ資料 2.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の抽出（P2-17-14～15）＞ 

 

  

（ⅲ）クラス１機器と同様の仕様とすることを確認す

る。 

① バウンダリ拡大範囲についても、設置許可基準規

則第 17 条各号の要求を満足する設計方針である

ことを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 上記のバウンダリ拡大範囲については、クラス２

設備であったことから、従来のＲＣＰＢ内系統の

仕様（材料、漏洩を検出する装置の取付け位置、

最高使用圧力、最高使用温度）と同様であること

を確認。 

 

 

（ⅲ） 

 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリとなる機器及び配管については、原子炉冷却材圧力バウンダリに加わ

る負荷に耐えるとともに、瞬間的破壊が生じないよう十分なじん性を有する設計とすることを確認

した。また、クラス１機器としての供用期間中検査を可能とすることを確認した。また、設置許可

基準規則解釈第１７条の規定により新たに原子炉冷却材圧力バウンダリとなる機器及び配管は、い

ずれもこれまでクラス２機器であったことから、クラス１機器における要求を満足していることを

確認することを確認した。当該配管と管台の溶接継手に対して、非破壊検査を全数継続的に行い健

全性を確認するとともに、クラス１機器としての供用期間中検査を行うことを確認した。 

耐負荷及びじん性：＜添付八：本文＞ 

クラス 1 ：＜添付八： 1.2.7.1(3)「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及 

び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合＞ 

 

 

 

 

 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリの拡大範囲（以下「拡大範囲」という。）となる余熱除去系入口ライ

ンについては、従来クラス２機器から原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲としてクラス１機器におけ

る要求を満足していることを確認する方針であることを確認した。 

補足説明資料において、余熱除去系入口ラインの第 1隔離弁から第 2隔離弁までの機器は、第 1隔

離弁までのクラス１機器の系統と同仕様であることが示されている。＜補足説明資料：17：まとめ

資料 2.3 余熱除去系入口ラインの配管・弁の仕様（P2-17-18）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

③ 主配管及び主要弁等については、強度・耐震評価

を行いクラス１機器としての要求を満足してい

る設計であることを第１２条第３項及び第１７

条各号も踏まえて確認（クラス１設備相当）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 定期事業者検査としてクラス１として位置付け

た検査が行えることを第１２条第４項も踏まえ

て確認。 

 

 

③ 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、保修時、試験時及び事故時において、原子炉冷却材圧力

バウンダリは、脆性的挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じないように、フェライト系鋼

材で製作する機器に対しては、破壊じん性を考慮した材料の選択、設計、製作及び運転に留意する

設計方針であることを確認した。 

補足説明資料において、クラス１機器となる余熱除去系入口ラインの第 2隔離弁までの配管強度・

弁強度及び耐震が許容値を満足することが示されている。＜補足説明資料：17：まとめ資料 2.4 原

子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の強度・耐震評価（P2-17-19～22）＞ 

 

 

 

 

 

 

④ 拡大範囲については、クラス１機器供用期間中検査を行うとともに、拡大範囲のうち配管と管台の

溶接継手に対して追加の非破壊検査（浸透探傷検査）を検査間隔にて全数（100％）継続的に行い

健全性を確認する方針であることを確認した。 

補足説明資料において、従来クラス 2機器として製作・据付けられた余熱除去系入口ラインの第 2

隔離弁までの範囲に、クラス１機器として製作・据付時検査で不足する検査を追加実施又はそれを

補う検査の実施、代替検査を実施済であること、供用期間中検査を実施できること、第 2隔離弁ま

でを含めた漏えい検査を実施することが示されている。＜補足説明資料：17：まとめ資料 2.5 原

子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の保全方法（P2-17-23～24）＞及び＜補足説明資料：17：まと

め資料 2.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ、原子炉格納容器バウンダリに対する漏洩検査への影響

について（P2-17-25）＞ 
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審査の視点、審査確認事項等の整理表案（安全保護回路（第２４条）） 

 

設置許可基準規則第２４条第６号は、不正アクセス行為等による被害を防止できるように安全保護回路を設ける設計とすることを要求しているため、以下の事項について確認する。 

 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

（安全保護回路） 

第二十四条  発電用原子炉施設には、次に掲げる

ところにより、安全保護回路（安全施設に属するも

のに限る。以下この条において同じ。）を設けなけ

ればならない。 

六 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目

的に沿うべき動作をさせず、又は使用目的に反

する動作をさせる行為による被害を防止するこ

とができるものとすること。 

 

（解釈） 

６ 第６号に規定する「不正アクセス行為その他の

電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせ

ず、又は使用目的に反する動作をさせる行為に

よる被害を防止すること」とは、ハードウェア

の物理的分離、機能的分離に加え、システムの

導入段階、更新段階又は試験段階でコンピュー

タウイルスが混入することを防止する等、承認

されていない動作や変更を防ぐ設計のことをい

う。 

 

（参考） 

不正アクセス行為の禁止等に関する法律第２条第４項 

一 アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通

信回線を通じて当該アクセス制御機能に係る他人の

識別符号を入力して当該特定電子計算機を作動させ、

当該アクセス制御機能により制限されている特定利

用をし得る状態にさせる行為（当該アクセス制御機能

を付加したアクセス管理者がするもの及び当該アク

セス管理者又は当該識別符号に係る利用権者の承諾

を得てするものを除く。）  

（ⅰ）安全保護回路は、不正アクセス等行為に対して、

物理的分離及び機能的分離を講じていることを

確認する。 

（物理的分離） 

① 安全保護回路制御盤の施錠管理等によりアクセ

スできる人を管理する方針としていることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② プログラムのパスワード管理等によりアクセス

を制限することによって直接的に容易に変更す

ることができない設計としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 

 

 

（物理的分離） 

① 安全保護系のデジタル計算機は、盤の施錠等により、ハードウェアを直接接続させないことで物

理的に分離する設計とすることを確認した。 

安全保護系のデジタル計算機は、これが収納された盤の施錠等により、ハードウェアを直接接続

させないことで物理的に分離する設計とし、この盤の施錠管理方法を定め運用する方針であるこ

とを確認した。 

＜添付八： 1.2.7.1(3) 「実用発電用原子炉及びそ 

の附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（ 平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合

＞及び＜添付八： 6.6.7 手順等＞ 

補足説明資料において、ハードウェアを直接接続させない構造とすること、施錠管理の運用・手

順、教育・訓練の方針、計装盤扉を開放した場合は中央制御室に警報が発信して不正侵入等を防

止することが示されている。＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.2 原子炉安全保護計装盤の物

理的分離（P2-24-18）＞、＜補足説明資料：24：まとめ資料 別添 技術的能力説明資料（P2-24

別-1～4）」、「2.6 物理的及び電気的アクセスの制限（P2-24-23）＞ 

 

 

 

 

 

② 発電所出入管理により、物理的アクセスを制限するとともに、安全保護系のデジタル計算機のパ

スワード管理により、電気的アクセスを制限する設計とすることを確認した。 ＜添付八： 

1.2.7.1(3)  「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

（ 平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合＞ 

補足説明資料において、発電所入域の出入管理すること、システムへのパスワード管理等により

電気的アクセスを制限することが示されている。＜補足説明資料：24：まとめ資料 別添 技術的

能力説明資料（P2-24 別-1～4）＞、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.6 物理的及び電気的ア

クセスの制限（P2-24-23）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

二 アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通

信回線を通じて当該アクセス制御機能による特定利

用の制限を免れることができる情報（識別符号である

ものを除く。）又は指令を入力して当該特定電子計算

機を作動させ、その制限されている特定利用をし得る

状態にさせる行為（当該アクセス制御機能を付加した

アクセス管理者がするもの及び当該アクセス管理者

の承諾を得てするものを除く。次号において同じ。）  

 

三 電気通信回線を介して接続された他の特定電子計算

機が有するアクセス制御機能によりその特定利用を

制限されている特定電子計算機に電気通信回線を通

じてその制限を免れることができる情報又は指令を

入力して当該特定電子計算機を作動させ、その制限さ

れている特定利用をし得る状態にさせる行為 

 
 

（機能的分離） 

③ 外部ネットワークとは接続しない設計としてい

ることを確認。外部ネットワークと接続する必要

がある場合には、ゲートウェイを介して送信のみ

の一方向通信に制限することで機能的に分離す

る方針としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

（機能的分離） 

③ 安全保護系のデジタル計算機は、外部ネットワークへの信号伝送をする場合は、ゲートウェイを

介して一方向通信（送信のみ）に制限することで機能的に分離する設計とすることを確認した。 

＜添付八： 1.2.7.1(3)  「実用発電用原子炉及びそ 

の附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（ 平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合

＞ 

補足説明資料において、原子炉安全保護計装盤の信号を外部へ伝送する場合は、外部ネットワー

クと直接接続せず、遮断装置（ゲートウェイ）を介した片方向通信に制限し、遮断装置のソフト

ウェアを送信ソフトウェアのみとし、外部からの信号を受信しないことで機能的分離することが

示されている。＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.3 原子炉安全保護計装盤の機能的分離

（P2-24-19）＞ 

 

  

＜添付八：本文なし＞ 

以下の手順とする方針であることが示されている。 

(3) 安全保護系の保守ツールの使用については、パスワードの管理及び入力操作に関する手順等

並びにソフトウェアの使用について検証及び妥当性を確認することを定め運用する。 

＜添付八： 6.6.7 手順等＞ 

補足説明資料において、「2.8 原子炉安全保護計装盤のソフトウェア変更管理（P2-24-25）」に１次系

継電器室内の施錠管理された盤内に設置された専用保守ツールを使用するとともに、保守ツールのパ

スワード管理によって管理されないソフトウェアの変更を防止し、保守ツールのパスワードの付与は

関係者（設備担当者）に限定して定期的(１年に１回以上)に見直すことが示されている。 

 

 

 

補足説明資料において、「2.2 原子炉保護系計器ラック等の物理的分離（P24-34～35）」に原子炉保護

系計器ラックから計測制御系等へのデータ伝送には光信号を用いており、光変換カードによって電気

信号を光信号に変換して送信することで、物理的分離及び電気的分離をすることが示されている。ソ

フトの更新については①関連（2015/2/16 ヒア 柏崎 6,7）と同じ。 

 

 

 

 

上記③参照。 

 

上記（ⅱ）①参照。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

 

 

上記①について、補足説明資料「2.2 原子炉保護系計器ラック等の物理的分離（P24-34～35）」にＵ

ＳＢポートが接続できない構造とすることで、ＵＳＢメモリーの使用による不正アクセスその他の被

害を防止することが示されている。 

美浜３はデジタル計算機方式に変更する。 

 

 

 

 

 

（ⅱ）安全保護回路が物理的分離、機能的分離されて

いることのほか、システムの導入段階から試験段階

においてコンピュータウイルスが混入することを

防止する対策（Validation & Verification）が実

施されていること等を確認する。 

（調達管理） 

①品質保証システムによる調達管理に加えて、「安全

保護系へのデジタル計算機の適用に関する規定」

（JEAC4620-2008）及び 「デジタル安全保護系の検証

及び妥当性確認に関する指針」（JEAG4609-2008）に準

じた検証及び妥当性確認がなされたソフトウェアを

使用する方針としていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ） 

 

 

 

 

（調達管理） 

安全保護系のデジタル計算機の設計、製作、試験及び変更管理の各段階において、「安全保護系への

ディジタル計算機の適用に関する規程」（JEAC4620-2008）及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥

当性確認に関する指針」（JEAG4609-2008）に準じて、検証及び妥当性確認がなされたソフトウェアを

使用する設計とすることを確認した。    ＜添付八： 1.2.7.1(3) 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（ 平成 25 年 6 月

19 日制定）」に対する適合＞ 

補足説明資料において、原子炉安全保護計装盤の設計、製作、試験及び変更管理の各段階で V&V

（コンピュータウィルスの混入防止を含む。）がなされたソフトウェアを使用することが示されて

いる。また、JEAC4620-2008 及び JEAG4609-2008 に基づいて、安全保護上要求される機能が正し

く確実に実現されていることを保証するため、検証されたソフトウェアを使用することが示され

ている。＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.4 コンピュータウィルスによる被害の防止（P2-24-19

～20）＞、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.5 設計、製作、試験及び変更管理の各段階にお

ける検証及び妥当性確認（P2-24-20～23）＞ 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯３４） 

 

 

（ソフトウェアの信頼性） 

②安全保護回路のソフトウェアについては、独自のプ

ログラム言語で構築しており、一般的なコンピュータ

ウイルスが動作する環境でないとすることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

（ソフトウェアの信頼性） 

① 安全保護系のデジタル計算機は、固有のプログラム及び言語を使用し、一般的なコンピュータウ

イルスが動作しない環境となる設計とすることを確認した。    ＜添付八： 1.2.7.1(3) 「実

用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（ 平成 25 年 6 月

19 日制定）」に対する適合＞ 

補足説明資料において、原子炉安全保護計装盤は固有のプログラム言語を使用（一般的なコンピ

ュータウィルスが動作しない環境）することが示されている。＜補足説明資料：24：まとめ資料 

2.4 コンピュータウィルスによる被害の防止（P2-24-19～20）＞ 

 

   

補足説明資料において、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.5 設計、製作、試験及び変更管理の各

段階における検証及び妥当性確認（P24-36～39）＞の表 3に示されている。 

美浜３はデジタル計算機方式に変更する。 

 

 

 

 

補足説明資料において、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.5 設計、製作、試験及び変更管理の各

段階における検証及び妥当性確認（P24-36～39）＞の図 3に示されている。 

 

 

上記①と同じ。 

 

 

上記①と同じ。 
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補足説明資料において、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.4 コンピュータウィルスによる被害の

防止（P24-35～36）＞に、ウィルス侵入防止対策および内部脅威者対策を含め、原子力施設に係る情

報システムへの妨害行為又は破壊行為を防止するため、「情報システムセキュリティ計画」を策定し、

所要の措置を講じるとともに、同措置によりセキュリティが確保されていることを定期的に確認する

ことが示されている。 

 

 

補足説明資料において、＜補足説明資料：24：まとめ資料 2.5 設計、製作、試験及び変更管理の各

段階における検証及び妥当性確認（P24-36～39）＞に供給者による検証及び妥当性確認の上記①の各

段階に、検証されたソフトウェアを使用していることを確認していることが示されている。 

 

  補足説明資料において、＜補足説明資料：24：まとめ資料 参考資料-1 原子炉保護系計器ラックの

デジタル化及び 4チャンネル化について（P24 参-1～18）＞に最新プラントの工事計画書記載の設定

値と、計装誤差の考え方等を整合させる観点からセット値を変更しているが、原子炉設置変更許可申

請書添付十の解析で使用している作動限界値については変更がないため、解析に影響はない。また補

機の動作順については、安全解析上トリップ前に起動するものはなく（作動限界値以上の値）、作動

限界値の変更がないことから設定値変更による動作順の変更は発生しない。 

 

  補足説明資料において、「参考資料-1 原子炉保護系計器ラックのデジタル化及び 4チャンネル化につ

いて＜補足説明資料：24：まとめ資料 P24 参-1～18）＞に以下が示されている。 

○変更内容 

現状の 2 out of 3 方式から、2 out of 4 方式に変更するとともに、１チャンネル故障・試験時に

トリップする方式から、バイパス(=使用除外)状態に切り替える方式へ変更する。 

○変更理由 

2 out of 3 方式では、故障時に、保安規定上の制限から、故障チャンネルを強制トリップ状態(1 out 

of 2 状態)としている。この状態では故障・誤操作等による誤トリップのリスクが高い。 

○安全保護回路の信号の変更前後比較 

４チャンネル化に伴う変更は多数決ロジックの変更のみであり、その他の変更はない。 

【原子炉トリップ信号】 

「過大温度△T高」、「過大出力△T高」、「加圧器圧力高」、「加圧器圧力低」、「１次冷却材流量低」、

「蒸気発生器水位異常低」は、2/3 から 2/4 ロジックに変更。 

「蒸気発生器給水流量低」は、主蒸気給水流量差大の 1/2 と蒸気発生器水位低の 2/4 の一致(各

ループ) に変更。 

【非常用炉心冷却系作動信号】 

「加圧器圧力異常低」、「原子炉格納容器圧力高」は、2/3 から 2/4 ロジックに変更。 

「加圧器圧力低と加圧器水位低の一致」、加圧器圧力低と加圧器水位低の一致信号の 1/3 を 2/4
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ロジックに変更。 

「主蒸気流量高と主蒸気ライン圧力低あるいは１次冷却材平均温度異常低の一致」は、主蒸気流

量高（各ラインは 1/2）の 2/3 と主蒸気ライン圧力低（各ラインは 2/4）の 2/3 あるいは１次冷

却材平均温度異常低の 2/4 の一致にロジック変更。 

「主蒸気ライン差圧高」は、他の 2ラインに対して圧力低（各ライン間の主蒸気ライン差圧高の

2/4）ロジックに変更。 

【主蒸気ライン隔離信号】 

「主蒸気流量高と主蒸気ライン圧力低あるいは１次冷却材平均温度異常低の一致」は、主蒸気流

量高（各ラインは 1/2）の 2/3 と主蒸気ライン圧力低（各ラインは 2/4）の 2/3 あるいは１次冷

却材平均温度異常低の 2/4 の一致にロジック変更。 
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大飯発電所３、４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（保安電源設備（第３３条）） 

 

設置許可基準規則第３３条は、保安電源設備について、安全施設への電力の供給が停止することがないように設計することを要求している。また、外部電源喪失時における発電所構内の電源として、必要な電力を供給

するように設計することを要求している。 

このため、規制委員会は、以下の事項について審査を行った。 

第３３条 保安電源設備 
１．保安電源の信頼性 ........................................................................................................................................................................... 33-2 

（１）発電所構内における電気系統の信頼性 ..................................................................................................................................................... 33-2 

（２）電線路の独立性 ......................................................................................................................................................................... 33-4 

（３）電線路の物理的分離 ..................................................................................................................................................................... 33-5 

（４）複数号炉を設置する場合における電力供給確保 ............................................................................................................................................. 33-7 

２．外部電源喪失時における発電所構内の電源の確保 ............................................................................................................................................... 33-9 

（１）非常用電源設備等 ....................................................................................................................................................................... 33-9 

（２）隣接する原子炉施設に属する非常用電源設備等への依存 .................................................................................................................................... 33-11 
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１．保安電源の信頼性 

（１）発電所構内における電気系統の信頼性 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するため

の設備をいう。）は、電線路、発電用原子炉施設に

おいて常時使用される発電機及び非常用電源設備

から安全施設への電力の供給が停止することがな

いよう、機器の損壊、故障その他の異常を検知する

とともに、その拡大を防止するものでなければなら

ない。 

 

（解釈） 

１ 第３項に規定する「安全施設への電力の供給が

停止することがない」とは、重要安全施設に対

して、その多重性を損なうことがないように、

電気系統についても系統分離を考慮して母線が

構成されるとともに、電気系統を構成する個々

の機器が信頼性の高いものであって、非常用所

内電源系からの受電時等の母線の切替操作が容

易なことをいう。なお、上記の「非常用所内電

源系」とは、非常用所内電源設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びバッテリ等）及び工学的安全

施設を含む重要安全施設への電力供給設備（非

常用母線スイッチギヤ及びケーブル等）をいう。 

２ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の

異常を検知するとともに、その拡大を防止する」

とは、電気系統の機器の短絡若しくは地絡又は

母線の低電圧若しくは過電流等を検知し、遮断

器等により故障箇所を隔離することによって、

故障による影響を局所化できるとともに、他の

安全機能への影響を限定できることをいう。ま

た、外部電源に直接接続している変圧器の一次

側において３相のうちの１相の電路の開放が生

じた場合にあっては、安全施設への電力の供給

が不安定になったことを検知し、故障箇所の隔

離又は非常用母線の接続変その他の異常の拡大

（ⅰ）安全施設への電力の供給が停止することがない

ように、安全施設に対する電力系統の異常の検知と

その拡大防止ができることを確認する。 

① 遮断器により短絡等の故障による影響を局所化

し、他の安全機能への影響を限定できることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外部電源に直接接続している変圧器の 1次側にお

いて、3相のうちの 1相の電路の開放が生じた場

合にあっては、安全施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し、保護継電器が作動するこ

とによる故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変

更その他の異常の拡大を防止する対策を行うこと

を確認（１相開放対策）。 

 

 

 

 

① 保安電源設備については、安全施設への電力の供給が停止することがないようにすること、電力系

統の異常の検知とその拡大防止については、遮断器により短絡等の故障による影響を局所化すると

もに、他の安全機能への影響を限定できることを確認した。 

保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）は、電線路、原子炉施設において常

時使用される発電機及び非常用電源設備から安全施設への電力の供給が停止することがないよう、

発電機、送電線、変圧器、母線等に保護継電器を設置し、機器の損壊、故障その他の異常を検知す

るとともに、異常を検知した場合は、ガス絶縁遮断器あるいはメタルクラッド開閉装置等の遮断器

が動作することにより、その拡大を防止する設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、開閉所、変圧器、発電機、非常用高圧母線それぞれについての保護継電装

置の種類が示されている。＜補足説明資料：33：まとめ資料 2-33-64～66＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外部電源に直接接続している変圧器の 1 次側において、3 相のうちの 1 相の電路の開放が生じた場

合にあっては、安全施設への電力の供給が不安定になったことを検知し、保護継電器が作動するこ

とによる故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策を行うこ

とによって、安全施設への電力の供給の安定性を回復できることを確認した。なお、1 相開放故障

事象の知見を手順書に反映し、運転員に対して定期的に教育を実施するとともに、変圧器等の巡視

点検を 1日 1回実施することや手動による受電切替え時に、変圧器等の巡視点検を実施することで、

可能な限り異常の早期検知に努めることを確認した。 

補足説明資料において、変圧器一次側１相開放が発生した場合の対応について示されている。 

（１相開放故障の検知方法） 

 ① ５００ｋＶ送電系統の異常検知について 

 通常、Ｎｏ．２予備変圧器は海水ポンプモータ等の負荷が有る状態であり、送電線においては、

異常を検知する手段として、電流の三相平衡監視を常時行っており、電力送電時、1 相開放故
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を防止する対策（手動操作よる対策を含む。）を

行うことによって、安全設への電力の供給が停

止することがないように、電力供給の安定性を

回復できることをいう。 

 

 

 

 

障が発生した場合は、電流が不平衡となるため、異常を検知することが可能である。 

 ② ７７ｋＶ送電系統の異常検知について 

 1 相開放故障時のこれまでの国内外の解析知見より、1相開放故障時の電気的挙動は、変圧器容

量には依存せず変圧器巻線種、接地方法、鉄心構造等の変圧器型式の違いに依存すると分かっ

てきている。また、当社が確認しているＮｏ．１予備変圧器の巻線型式（外部電源側－Ｙ、負

荷側－Ｙ、安定巻線－Δ、高圧側の接地が無）における電気過渡応答解析結果では、当該型式

の変圧器の場合において 1 相開放故障が起きた場合は、負荷の大小に関わらず 1 相開放故障の

該当相の 2 次側電圧（低圧側）の電圧は 0 となる挙動を示し、この場合、不足電圧継電器の動

作および、電圧計の指示等にて確認する事が可能と考えられる。 

 今後も妥当性の検証等行っていくが、事象検知の信頼性拡充のための当面の対応として、1 相

開放故障事象の知見を手順書に反映し、運転員に対して定期的に教育を実施するとともに、変

圧器等の巡視点検を 1 日 1 回実施することや手動による受電切替え時に、変圧器等の巡視点検

を実施することで、可能な限り異常の早期検知に努める。 

 ③ GIS の異常検知について 

 GIS は、接地された筐体内に導体が内包されており、導体の断線が起きない構造となっている。

仮に、断線が発生した場合でも、アークの発生により接地されたタンクを通じ、地絡が発生し

地絡過電流継電器(51G)あるいは電流差動継電器(87)が動作する等、異常を検知することが可能

である。 

 ④ Ｎｏ．１予備変圧器、Ｎｏ．２予備変圧器の異常検知について 

 Ｎｏ．１予備変圧器、Ｎｏ．２予備変圧器は、1 次側の接続部位に架線の碍子は存在せず、ま

た、変圧器の導体は、十分強度を持った筐体内にあることから、断線の可能性は考えにくい。

しかし、仮に、配線の断線が発生した場合、アークの発生により接地された筐体を通じ地絡と

なることで、地絡過電流継電器(51G)あるいは電流差動継電器(87)が動作する、あるいは、アー

クにより内圧上昇により機械的な異常を検知することで検知が可能である。＜補足説明資料：

33：まとめ資料 2-33-67～89＞ 

 

（ⅱ）重要安全施設に接続する電気系統については、

信頼性が高いことを確認する。 

 

 

 

 

① 重要安全施設に接続する電気系統（送電線、母線、

変圧器）については、系統分離を考慮した母線に

よって構成されることを確認。 

 

 

（ⅱ） 

重要安全施設に対する電気系統については、系統分離を考慮した母線によって構成されるとともに、

電気系統を構成する個々の機器が信頼性の高いものであって、非常用所内電源系からの受電時等の母線

の切替え操作が容易であることを確認した。 

① 送電線の回線数と開閉所の母線数は、供給信頼度の整合が図れた設計とし、５００ｋＶ母線は 2母

線、７７ｋＶ母線は 1母線で構成する。５００ｋＶ送電線及び７７ｋＶ送電線は、それぞれＮｏ．

２予備変圧器及びＮｏ．１予備変圧器を介し原子炉施設へ給電する設計とするとともに発電機から

の発生電力は、所内変圧器を介し原子炉施設へ給電する設計とすることを確認した。また、非常用

母線を 2母線確保する構成とすることで、多重性を損なうことなく、系統分離を考慮して母線を構

成する設計とすることを確認した。 
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② 重要安全施設に対する電気系統については、電気

系統を構成する個々の機器が信頼性の高いもの

であることを確認。 

 

 

 

 

③ 重要安全施設に対する電気系統については、非常

用所内電源系からの受電時等の母線の切替え操

作が容易であることを確認。 

 

 

 

 

② 電気系統を構成する送電線、母線、変圧器、非常用電源系、その他関連する機器については、電気

学会電気規格調査会にて定められた規格（ＪＥＣ）又は日本工業規格（ＪＩＳ）等で定められた適

切な仕様を選定することにより信頼性の高い設計とすることを確認した。 

 

 

 

 

③ 非常用所内電源系からの受電時等の母線切替えは、故障を検知した場合、自動切替え及び容易に手

動で切り替わる設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、「電力の供給が停止しない構成」として、非常用母線が優先電源（Ｎｏ．２

予備変圧器）から受電できなくなった場合には後備電源（所内変圧器に切替えられ最終的にはディー

ゼル発電機が投入）に切替えられる。本切替えは、通常自動切替えであり容易に実施可能な構成とな

っている。さらにディーゼル発電機からの受電も失敗した場合には、Ｎｏ．１予備変圧器から受電す

る。本切替えは、手動切替えで容易に実施可能であることが示されている。＜補足説明資料：33：ま

とめ資料 2-33-90＞ 

 

 
（２）電線路の独立性 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

４ 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少な

くとも二回線は、それぞれ互いに独立したものであ

って、当該設計基準対象施設において受電可能なも

のであり、かつ、それにより当該設計基準対象施設

を電力系統に連系するものでなければならない。 

 

（解釈） 

３ 第４項に規定する「少なくとも二回線」とは、

送受電可能な回線又は受電専用の回線の組み合

わせにより、電力系統と非常用所内配電設備と

を接続する外部電源受電回路を 2 つ以上設ける

設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なく

とも 2回線について、それぞれ互いに独立しているも

のであって、設計基準対象施設において受電可能なも

のであり、かつ、それにより当該施設を電力系統に連

系する設計としているか。 

（ⅰ）外部電源受電回路が２つ以上設けられることを

確認する。 

① 外部電源受電回路が２つ以上設け、電線路につい

ては、送受電可能な回線又は受電専用の回線の複

数回線で構成されており、電力系統と非常用所内

配電設備とを接続できる設計としていることを

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 本発電所について、送受電可能な 500kV 送電線（大飯幹線及び第二大飯幹線）2ルート 4回線と、

受電専用 77kV 送電線（大飯支線）1 ルート 1 回線の 3 ルート 5 回線で電力系統に連系しており、

500kV 送電線は、本発電所から約 70㎞離れた西京都変電所及び約 50km離れた京北開閉所に連系し、

77kV 送電線は、本発電所から約 26 ㎞離れた小浜変電所に連系するとしていることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

ことにより達成されることをいう。 

４ 第４項に規定する「互いに独立したもの」とは、

発電用原子炉施設に接続する電線路の上流側の

接続先において１つの変電所又は開閉所のみに

連系し、当該変電所又は開閉所が停止すること

により当該発電用原子炉施設に接続された送電

線が全て停止する事態にならないことをいう。 

 

 

 

（ⅱ）電線路の上流側の接続先が複数の変電所又は開

閉所とすることを確認する。 

① 電線路の上流側の接続先が複数の変電所又は開

閉所とすることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② １箇所の変電所又は開閉所の停止を想定しても、

他の変電所又は開閉所から電力を供給すること

が可能であることを確認する。 

 

 

 

① ５００ｋＶ送電線のうち 2 回線（大飯幹線）は、約 70km 離れた西京都変電所に連系し、他の 2 回

線（第二大飯幹線）は、約 50km 離れた京北開閉所に連系する。また、７７ｋＶ送電線 1 回線（大

飯支線）は、約 26km 離れた小浜変電所に連系していることを確認した。 

補足説明資料において、送電系統概要図により送電線と変電所の位置関係が示されている。

（2-33-91） 

 

 

 

 

 

② これらの変電所は、その電力系統における上流側の接続先において異なる変電所に連系し、1 つの

変電所が停止することによって、当該原子力施設に接続された送電線がすべて停止する事態に至ら

ない設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、１つの変電所が全停止した際の電力供給ルートが概要図として示されてい

る。（2-33-92～94） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）電線路の物理的分離 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は、設計

基準対象施設において他の回線と物理的に分離

して受電できるものでなければならない。 

 

（解釈） 

５ 第５項に規定する「物理的に分離」とは、同一

の送電鉄塔等に架線されていないことをいう。 

 

 

 

設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なく

とも 1回線について、当該設計基準対象施設において

他の回線と物理的に分離して受電できる設計として

いるか。 

（ⅰ）電線路について、少なくとも１回線については、

他の回線と同一の送電鉄塔等に架線されないなど

物理的に分離される方針であることを確認する。 

① 設計基準対象施設に連系する電線路のうち少なく

とも 1回線について、同一の送電鉄塔に架線され

ていないことを確認。 

 

 

 

 

 

② ①の要求のほか、電線路の交差部、近接区間等に

ついては、各電線路の離隔距離や同一斜面に送電

鉄塔を施設しないこと等により、互いに影響を受

けないことが考慮されていることを確認。相互の

電線路に交差部については、倒壊等により外部電

源からの受電回路が同時に喪失しないように考慮

されていること確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設計基準対象施設に連系する 500kV 送電線（大飯幹線）2 回線、500kV 送電線（第二大飯幹線）2

回線と 77kV 送電線（大飯支線）1 回線について、同一の送電鉄塔に架線しない設計とすることを

確認した。 

補足説明資料において、発電所に接続する送電線の架線状況が示されている。＜補足説明資料：33：

まとめ資料 2-33-95＞ 

 

 

 

② 送電線は、大規模な盛土崩壊、大規模な地すべり等による被害の最小化を図るため、鉄塔基礎の安

定性を確保するとともに、強風発生時の事故防止対策の実施により、外部電源系からの電力供給が

同時に停止することのないよう設計とするとしていることを確認した。５００ｋＶ送電線（大飯幹

線及び第二大飯幹線）と７７ｋＶ送電線（大飯支線及び小浜線）の交差箇所の離隔距離については、

必要な絶縁距離を確保する設計とする。これらにより、設計基準対象施設に連系する送電線は、互

いに物理的に分離した設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、送電線が同時に機能喪失しにくい配置であり、近接区間の共倒れリスク評

価に問題ないこと、鉄塔基礎の安定性評価に問題ないことを確認した。また、送電線の信頼性向上

対策も示されている。＜補足説明資料：33：まとめ資料 2-33-96～119＞ 
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（４）複数号炉を設置する場合における電力供給確保 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の

工場等の二以上の発電用原子炉施設を電力系統

に連系する場合には、いずれの二回線が喪失し

た場合においても電力系統からこれらの発電用

原子炉施設への電力の供給が同時に停止しない

ものでなければならない 

 

（解釈） 

６ 第６項に規定する「同時に停止しない」とは、

複数の発電用原子炉施設が設置されている原子

力発電所の場合、外部電源系が 3回線以上の送電

線で電力系統と接続されることにより、いかなる

2 回線が喪失しても複数の発電用原子炉施設が

同時に外部電源喪失に至らないよう各発電用原

子炉施設にタイラインで接続する構成であるこ

とをいう。なお、上記の「外部電源系」とは、外

部電源（電力系統）に加えて当該発電用原子炉施

設の主発電機からの電力を発電用原子炉施設に

供給するための一連の設備をいう。また、開閉所

及び当該開閉所から主発電機側の送受電設備は、

不等沈下又は傾斜等が起きないような十分な支

持性能をもつ地盤に設置されるとともに、碍子及

び遮断器等は耐震性の高いものが使用されるこ

と。さらに、津波に対して隔離又は防護するとと

もに、塩害を考慮したものであること。 

 
 

設計基準対象施設に接続する電線路について、同一

の発電所の二以上の発電用原子炉施設を電力系統に

連系する場合には、いずれの 2回線が喪失した場合に

おいても電力系統からこれらの発電用原子炉施設へ

の電力の供給が同時に停止しない設計としているか。 

（1）設計基準対象施設に接続する電線路が２回線喪

失した場合でも電力の供給が同時に停止しないこ

とを確認する。 

① 外部電源からの受電回路３回線以上の送電線で

電力系統と接続されることにより、いかなる 2回

線が喪失しても複数の発電用原子炉施設が同時

に外部電源喪失に至らないよう各発電用原子炉

施設にタイラインで接続する構成であり電力の

供給が同時に停止しないこと。※外部電源からの

受電回路３回線には、当該発電用原子炉施設の主

発電機からの電力を発電用原子炉施設に供給す

るための一連の設備を含めていないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設計基準対象施設に連系する送電線について、受電可能な5回線を有し、いずれの2回線が喪失して

も、それ以外のいずれかの1回線により3号炉及び4号炉の停止に必要な電力を供給し得る容量を備

える構成としている。500kV送電線は、母線連絡遮断器を介し、3号炉及び4号炉に接続するととも

に、77kV送電線はＮｏ．１予備変圧器を介し、3号炉及び4号炉に接続する設計としていることを確

認した。 

所内電力構成については、開閉所単線結線図を確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

（ⅱ）送受電設備は電力供給先の機器クラスに応じた

信頼性があることを確認する。 

① 開閉所及び当該開閉所から主発電機側の送受電

設備について、不等沈下又は傾斜が起きないよう

な、電力供給先の耐震クラスに応じた十分な支持

性能をもつ地盤に設置されるとともに、碍子及び

遮断器等については耐震性の高いものが使用さ

れることを確認。 

 

 

 

 

 

 

② 発電所の外部電源関連設備は、津波の影響を受け

ないよう施設されるとともに、塩害対策が考慮さ

れることを確認。 

 

 

 

 

① 開閉所から主発電機側の送受電設備は、十分な支持性能を持つ地盤に設置する設計とした上で、碍

子及び遮断器等の機器についても、耐震性の高いものを使用するとしていることを確認した。具体

的には、碍子は可とう性のある懸垂碍子を使用し、遮断器等は重心の低いガス絶縁開閉装置を採用

する等、耐震性の高いものを使用することを確認した。 

補足説明資料において、開閉所から主発電機側の送受電設備までの基礎構造として配置図と断面図

が示されている。＜補足説明資料：33：まとめ資料 2-33-124～130＞ 

 

 

 

 

 

 

② 当該開閉所等は、津波の影響を受けない敷地高さに設置するとともに、塩害を考慮する設計として

いることを確認した。開閉所等とは、開閉所から主発電機側の送受電設備であり、送電線引留部の

碍子に対しては、碍子洗浄装置を設置し、遮断器等に対しては、電路がタンクに内包されているガ

ス絶縁開閉装置を採用する設計とすることで、塩害対策が考慮されていることを確認した。 

補足説明資料において、特高開閉所の津波による影響評価が示されている。具体的には、設計基準

津波高さが最大でT.P.＋8.0m に対し、５００ｋＶ特高開閉所高さがT.P.＋32m 以上であり、７７

ｋＶ特高開閉所高さはT.P.+15.4m 以上であることを確認した。＜補足説明資料：33：まとめ資料 

P123,124 2.1.4.3＞ 
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２．外部電源喪失時における発電所構内の電源の確保 

（１）非常用電源設備等 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

７ 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は

多様性を確保し、及び独立性を確保し、その系統

を構成する機械又は器具の単一故障が発生した

場合であっても、運転時の異常な過渡変化時又は

設計基準事故時において工学的安全施設及び設

計基準事故に対処するための設備がその機能を

確保するために十分な容量を有するものでなけ

ればならない。 

 

（解釈） 

７ 第７項に規定する「十分な容量」とは、７日間の

外部電源喪失を仮定しても、非常用ディーゼル発

電機等の連続運転により必要とする電力を供給で

きることをいう。非常用ディーゼル発電機等の燃

料を貯蔵する設備（耐震重要度分類Ｓクラス）は、

７日分の連続運転に必要な容量以上を敷地内に貯

蔵できるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用電源設備及びその附属設備について、多重性

又は多様性及び独立性を確保し、その系統を構成する

機器又は器具の単一故障が発生した場合であっても、

設計基準事故に対処するための設備がその機能を確

保するために十分な容量を有する設計としているか。 

（ⅰ）非常用電源設備及びその附属設備は、高い信頼

性が確保されていることを確認する。 

① 多重性又は多様性及び独立性を確保することを

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 当該系統を構成する機器又は器具の単一故障が

発生した場合であっても、機能が確保されるこ

とを確認、設計基準事故に対処するための設備

がその機能を確保するために十分な容量を有す

ることを確認。 

 

 

 

③ 定格出力で７日間以上の連続運転ができる容量

の燃料貯蔵設備を敷地内に設けることを確認。 

 

ディーゼル発電機及び蓄電池について、多重性及び独立性を考慮し、それぞれ別の場所に設置する

ことにより、その系統を構成する機器又は器具の単一故障が発生した場合であっても、設計基準事故

に対処するための設備の機能を確保することを確認した。 

 

 

 

 

① ディーゼル発電機及びその附属設備は、多重性及び独立性を考慮して、必要な容量のものを各々

別の場所に 2 台備え、共通要因により機能喪失しない設計とするとともに、各々非常用高圧母線

に接続することを確認した。負荷については所内単線結線図を確認した。 

蓄電池は、非常用 2 系統を各々別の場所に設置し、多重性及び独立性を確保し共通要因により機

能が喪失しない設計とすることを確認した。負荷については、直流電源単線結線図を確認した。 

補足説明資料において、ディーゼル発電機、蓄電池等について、具体的な配置の考慮が示されて

いる。＜補足説明資料：33：まとめ資料 2-33-131～151＞ 

 

 

 

 

 

 

 

② ①により、その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合においても、機能が喪失

しない設計とすることを確認した。ディーゼル発電機負荷が最も大きくなる 1 次冷却材喪失事故

と外部電源の完全喪失が同時に起こった場合の負荷曲線により、発電機容量が十分であることを

確認した。 

 

 

 

 

③ ディーゼル発電機の連続運転に必要な燃料を貯蔵する設備は、7 日間の外部電源喪失を仮定して

も、連続運転により必要とする電力を供給できるよう、7日間分の連続運転に必要な容量以上の燃

料を燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに貯蔵する設計とするとしていることを確認した。 

ディーゼル発電機については、７日間の外部電源喪失を仮定しても、連続運転により必要とする

電力を供給できるよう、７日間分の容量以上の燃料を敷地内の燃料油貯蔵タンクと重油タンクに

分けて貯蔵する。また、重油タンクから燃料油貯蔵タンクに燃料を輸送する際はタンクローリー
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

 

を使用する設計とすることを確認した。 

補足説明資料において、タンクローリー及び保管場所等に対する信頼性、保管場所及び輸送ルー

トの健全性維持及びタンクローリーの機能維持が示されている。＜補足説明資料：33：まとめ資

料 2-33-148～165＞ 

 

（ⅱ）燃料貯蔵設備が物理的に離れており燃料の輸送

手段としてタンクローリ等の車両を使用する場合

においても同様の要求事項を確認する。 

① 恒設の配管ではなくタンクローリ等の車両を非

常用燃料貯蔵設備（安全重要度ＭＳ－１、耐震

Ｓクラス）の関連の手段として用いる場合は、

当該設備と同等の信頼性を有していることを確

認。 

 

② 具体的にはメンテナンス等の待機除外、タンク

ローリ等の単一の故障又は竜巻等の想定される

自然現象若しくは人為事象によってもタンクロ

ーリが非常用ディーゼル発電機を７日間連続運

転するための燃料を輸送できる台数が確保され

燃料の運搬を確実に行えることを確認。 

 

③ 【運用上の方針】タンクローリ等の保管場所及

び輸送ルートの健全性が確認され、また輸送手

順・体制等が整備されることを確認。 

 

 輸送に当たっては、地震等の自然現象及び人為事象（故意によるものを除く。）に対して、タンクロ

ーリーが同時に機能喪失しないよう位置的分散等を図り、輸送手段を必ず１手段確保するとしている

ことを確認した。 

① タンクローリーについては、保管場所及び輸送ルートを含み、地震、津波及び想定される自然現

象、並びに原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）を考慮しても、ディーゼル発電機の 7 日間以上の連続運転に支障が

ない設計とすることを確認した。 

補足説明資料「2.2.1.3.7 単一故障等に対する信頼性」において、タンクローリーが単一故障し

たとしても確実に燃料輸送が可能であることが示されている。 

 

② タンクローリーの配備台数についてはタンクローリーの故障、重油タンク等の単一故障のほか、

タンクローリーのメンテンナンス、輸送に必要な時間、更なる安全性向上を目的とした追加配備

を考慮し、常時 4 台以上（３号及び４号炉共用）を配備する設計とすることを確認した。 

 

 

 

③ 地震時においても保管場所及び輸送ルートの健全性が確保できる場所を少なくとも 4 箇所選定

し、各々1 台を配備するとともに、竜巻時においては、竜巻注意情報等が発表され、公的機関に

より竜巻発生確度等を確認した場合、発電所内に 24 時間待機している緊急安全対策要員によりト

ンネル内にタンクローリーを 4台退避させる運用とすることを確認した。 

補足説明資料「2.2.1.3.4 保管場所及び輸送ルートの健全性維持」にタンクローリーの保管場所

及び移動ルートの健全性について示されている。 
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（２）隣接する原子炉施設に属する非常用電源設備等への依存 
設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３４） 

 

８ 設計基準対象施設は、他の発電用原子炉施設に属

する非常用電源設備及びその附属設備から受電

する場合には、当該非常用電源設備から供給され

る電力に過度に依存しないものでなければなら

ない。 

 

（解釈） 

８ 第８項に規定する「他の発電用原子炉施設に属す

る非常用電源設備及びその附属設備から受電する

場合」とは、発電用原子炉施設ごとに、必要な電

気容量の非常用電源設備を設置した上で、安全性

の向上が認められる設計であることを条件とし

て、認められ得る非常用電源設備の共用をいう。 

 
 

設計基準対象施設について、隣接する発電用原子炉

施設に属する非常用電源設備及びその附属設備から

受電する場合にあっても、これに過度に依存しない設

計としているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 非常用電源設備及びその附属設備は号炉ごとに単独で設置し、他の原子炉施設と共用しない設計と

していることを確認した。 
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大飯３・４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（地震による損傷の防止（第４条及び第３９条）） 

 

設置許可基準規則第４条は、以下を要求している。 

第４条 地震による損傷の防止 

第四条 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなければならない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない。 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

また、設置許可基準規則第３９条は、以下を要求している。 

第３９条 地震による損傷の防止 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えることができるものであること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えることができ、かつ、基準地震動による地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

このため、規制委員会は、以下の事項について審査を行った。 

なお、第４条第３項のうち基準地震動の策定に係る事項及び同条第４項（耐震重要施設の周辺斜面）並びに第３９条第１項第四号（特定重大事故等対処施設）及び同条第２項（重大事故等対処施設の周辺斜面）については、ここでは

記載しない。 

地震による損傷の防止 

０．基本方針 ........................................................................................................................................................................................... 4地震-2 

（１）確認ポイントの構成.............................................................................................................................................................................. 4地震-2 

１．施設の分類 ......................................................................................................................................................................................... 4地震-4 

（１）耐震重要度分類 ................................................................................................................................................................................. 4地震-4 

（２）重大事故等対処施設の分類 ........................................................................................................................................................................ 4地震-7 

２．弾性設計用地震動 ................................................................................................................................................................................... 4地震-8 

３．地震力の算定法 ..................................................................................................................................................................................... 4地震-9 

（１）動的地震力 ..................................................................................................................................................................................... 4地震-9 

（２）静的地震力 .................................................................................................................................................................................... 4地震-11 

（３）重大事故等対処施設に適用する地震力 ............................................................................................................................................................. 4地震-13 

４．荷重の組合せと許容限界 ............................................................................................................................................................................ 4地震-14 

（１）建物・構築物 .................................................................................................................................................................................. 4地震-14 

（２）機器・配管系 .................................................................................................................................................................................. 4地震-17 

（３）津波防護施設等 ................................................................................................................................................................................ 4地震-21 

（４）重大事故等対処施設............................................................................................................................................................................. 4地震-23 

５．設計における留意事項 .............................................................................................................................................................................. 4地震-24 

（１）波及的影響 .................................................................................................................................................................................... 4地震-24 

（２）重大事故等対処施設への波及的影響 ............................................................................................................................................................... 4地震-26 
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０．基本方針 

（１）確認ポイントの構成 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

第四条 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準

対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程

度に応じて算定しなければならない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（以下「

基準地震動による地震力」という。）に対して安全機能が損なわれる

おそれがないものでなければならない。 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜

面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければ

ならない。 

 

※第４項については、耐震設計方針の確認対象外。 

 

解釈 

別記２のとおりとする。 

 

 

※解釈別記２については、右記の個別項目で記載する。 

 

 

設置許可基準規則第４条（地震による損傷の防止）のうち設計に係る内容を、「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の「Ⅱ．耐震設計方

針」に基づき以下の１．～５．の項目に区分し確認する。 

 

１．耐震重要度分類・・・解釈別記２の第２項 

 重要な安全機能を有する施設はＳクラス、これと比べて影響が小さいものはＢクラス、これら以外の一般産業施設、公共施設と同等の安全性が

要求される施設はＣクラスと適切に分類されていること。 

 

２．弾性設計用地震動・・・解釈別記２の第４項 

 弾性設計用地震動が、「地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える」ように工学的判断に基づいて設定されていること。また、具体

的な設定値及び設定根拠。 

３．地震力の算定法・・・解釈別記２の第４項及び第７項 

 基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、地震応答解析を行って水平２方向及び鉛直方向について適切に組合せたものとして算定する

こと。 

 建物・構築物の水平方向静的地震力は、地震層せん断力係数に施設の重要度分類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定す

る方針であること。また、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとすること。機器・配管系の静的地震力はこれ

らの水平震度及び鉛直震度をそれぞれ２０％増しとした震度より求めること。 

 

４．荷重の組合せと許容限界・・・解釈別記２の第１項、第３項及び第６項 

 建物・構築物、機器・配管系の各々について、耐震重要度分類毎に地震と組合せるべき荷重及び対応する許容限界についての考え方が適切であ

ること。 

 

５．設計における留意事項・・・解釈別記２の第６項 

 耐震重要施設が下位のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない設計となっていること。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 

 

第 39条（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める要件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設

置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えることがで

きるものであること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大

事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないもので

あること。 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定により算定する地

震力に十分に耐えることができ、かつ、基準地震動による地震力に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること。 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生によって生ずる

おそれがある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

※第１項第四号については、特定重大事故等対処施設に係る要求のため 

確認対象外。 

※第２項については、耐震設計方針の確認対象外。 

 

解釈 

１ 第３９条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとする。 

２ 第 1 項第２号に規定する「第４条第２項の規定により算定する地震

力」とは、本規程別記２第４条第２項から第４項までにおいて、代替す

る機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラ

スに適用される地震力と同等のものとする。 
 

 

設置許可基準規則第３９条（地震による損傷の防止）のうち設計に係る内容を、設計基準対象施設に準じて以下の項目に区分し確認する。 

 

１．重大事故等対処施設の分類 

２．弾性設計用地震動（※）。 

３．地震力の算定法 

４．荷重の組合せと許容限界 

５．設計における留意事項 

 

※２．弾性設計地震動の設定方針については、第４条（地震による損傷の防止）において確認されたものを用いるため省略する。 
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１．施設の分類 

（１）耐震重要度分類 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生

ずるおそれがある設計基準対象施設の安全

機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しなければなら

ない。 

 

解釈別記２ 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生に

よって生ずるおそれがある設計基準対象施

設の安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度」とは、地震により

発生するおそれがある設計基準対象施設の

安全機能の喪失（地震に伴って発生するお

それがある津波及び周辺斜面の崩壊等によ

る安全機能の喪失を含む。）及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点

から、各施設の安全機能が喪失した場合の

影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。設計基準対象施設は、耐

震重要度に応じて、以下のクラス（以下

「耐震重要度分類」という。）に分類するも

のとする。 

一 Ｓクラス 

地震により発生するおそれがある事象に対

して、原子炉を停止し、炉心を冷却するた

めに必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関

係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に拡散する可能性のある施設、これ

らの施設の機能喪失により事故に至った場

合の影響を緩和し、放射線による公衆への

影響を軽減するために必要な機能を持つ施

設及びこれらの重要な安全機能を支援する

ために必要となる施設、並びに地震に伴っ

て発生するおそれがある津波による安全機

能の喪失を防止するために必要となる施設

であって、その影響が大きいものをいい、

少なくとも次の施設はＳクラスとするこ

と。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

 

【地震ガイド：確認内容】 

3.  耐震重要度分類 

耐震重要度分類の定義が下記を踏まえ妥当である

ことを確認する。また、施設の具体的な耐震重要

度分類の妥当性について確認する。  

 

3.1 Ｓクラスの施設  

・地震により発生する可能性のある事象に対し

て、原子炉を停止し、炉心を冷却するために必

要な機能を持つ施設  

・自ら放射性物質を内蔵している施設  

・当該施設に直接関係しておりその機能喪失に

より放射性物質を外部に拡散する可能性のある

施設  

・これらの施設の機能喪失により事故に至った

場合の影響を緩和し、環境への放射線による影

響を軽減するために必要な機能を持つ施設  

・これらの重要な安全機能を支援するために必

要となる施設  

・地震に伴って発生する可能性のある津波によ

る安全機能の喪失を防止するために必要となる

施設  

 

3.2 Ｂクラスの施設  

・安全機能を有する施設のうち、機能喪失した

場合の影響がＳクラスと比べ小さい施設  

 

3.3 Ｃクラスの施設  

・Ｓクラス施設及びＢクラス施設以外の一般産

業施設、公共施設と同等の安全性が要求される

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震重要度分類の適用について、地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失を防止するために必

要となる施設を含む設計基準対象施設を、耐震重要度に応じて、Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃクラスに分類する方針とし

ていること、さらに、分類した施設を、安全機能の役割に応じた設備に区分する方針とし、安全機能に間接的な役割

を担う設備については、それに関連する設備に適用する地震力を踏まえ検討用地震動を設定する方針としていること

を確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、耐震重要度分類を設定する方針としていることを、耐震重要度分類表（添八 第 1.5.1

表）で確認した。 

 

（１）施設の分類 

設計基準対象施設については、耐震重要度に応じて、重要な安全機能を有する施設及び地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施設をＳクラス、これと比べて安全機能を喪失し

た場合の影響の小さいものをＢクラス、これら以外の一般産業施設、公共施設と同等の安全性が要求される施設を

Ｃクラスに分類する。 

 

（２）設備の区分 

設計基準対象施設を構成する設備については、その施設に要求される安全機能の役割に応じて、主要設備、補助設

備、直接支持構造物、間接支持構造物及び波及的影響を評価すべき施設に区分する。 

 

（３）検討用地震動の設定 

間接支持構造物及び波及的影響を評価すべき施設については、それぞれに関連する主要設備、補助設備及び直接支

持構造物の耐震設計に適用する地震力を踏まえ、検討用地震動（当該施設を支持する構造物の支持機能が維持され

ることを確認する地震動及び当該施設に波及的影響を及ぼさないことを確認する地震動）を設定する。 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-5 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

機器・配管系 

・使用済燃料を貯蔵するための施設 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反

応度を付加するための施設、及び原子炉

の停止状態を維持するための施設 

・原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去す

るための施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故

後、炉心から崩壊熱を除去するための施

設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の

際に、圧力障壁となり放射性物質の放散

を直接防ぐための施設 

・放射性物質の放出を伴うような事故の際

に、その外部放散を抑制するための施設

であり、上記の「放射性物質の放散を直

接防ぐための施設」以外の施設 

・津波防護機能を有する設備（以下「津波

防護施設」という。）及び浸水防止機能

を有する設備（以下「浸水防止設備」と

いう。） 

・敷地における津波監視機能を有する施設

（以下「津波監視設備」という。） 

二 Ｂクラス 

安全機能を有する施設のうち、機能喪失し

た場合の影響がＳクラス施設と比べ小さい

施設をいい、例えば、次の施設が挙げられ

る。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続

されていて、一次冷却材を内蔵している

か又は内蔵し得る施設 

・放射性廃棄物を内蔵している施設（ただ

し、内蔵量が少ない又は貯蔵方式によ

り、その破損により公衆に与える放射線

の影響が実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則（昭和５３年通商産業省

令第７７号）第２条第２項第６号に規定

する「周辺監視区域」外における年間の

線量限度に比べ十分小さいものは除

く。） 

・放射性廃棄物以外の放射性物質に関連し

た施設で、その破損により、公衆及び従

事者に過大な放射線被ばくを与える可能

性のある施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-6 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

・使用済燃料を冷却するための施設 

・放射性物質の放出を伴うような場合に、

その外部放散を抑制するための施設で、

Ｓクラスに属さない施設 

三 Ｃクラス 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属す

る施設以外の一般産業施設又は公共施設と

同等の安全性が要求される施設をいう。 
 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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（２）重大事故等対処施設の分類 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第39条（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げ

る施設の区分に応じ、それぞれ次に定める要

件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置

される重大事故等対処施設（特定重大事故

等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力に対して重大事故に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の

常設重大事故防止設備が設置される重大事

故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 第四条第二項の規定により算定す

る地震力に十分に耐えることができるもの

であること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施

設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

 

解釈 

１ 第３９条の適用に当たっては、本規程別

記２に準ずるものとする。 

２ 第 1項第２号に規定する「第４条第２項

の規定により算定する地震力」とは、本規

程別記２第４条第２項から第４項までにお

いて、代替する機能を有する設計基準事故

対処設備が属する耐震重要度分類のクラス

に適用される地震力と同等のものとする。 
 

 

重大事故等対処施設を構成する設備を、第３９条

第１項第一号から第三号のいずれに分類する方針

であるか、その妥当性を確認する。 

確認にあたっては、第４４条～６２条に基づく重

大事故等対処設備の設備分類との整合性に留意す

る。また、常設耐震重要重大事故等対処設備以外

の常設重大事故等防止設備については、当該設備

が設計基準事故対処設備のどの機能を代替するも

のであり、その耐震重要度分類のどのクラスに分

類されているかに留意する。 

 

重大事故等対処施設については、常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設、常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設及び常設重大事故緩和設備が設置される

重大事故等対処施設に区分し、以下のとおり耐震設計を行うとしていることを確認した。 

 

① 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設は、基準地震動による地震力に対して、重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

② 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設は、代替する機能

を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震動による地震力及び静的地震

力に十分に耐えることができる設計とする。 

 

③ 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設は、基準地震動による地震力に対して、重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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２．弾性設計用地震動 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

２ 前項の地震力は、地震の発生に

よって生ずるおそれがある設計

基準対象施設の安全機能の喪失

に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しな

ければならない。 

 

解釈別記２ 

４ 第４条第２項に規定する「地震

力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震

力 

・弾性設計用地震動は、基準地

震動（第４条第３項の「その

供用中に当該耐震重要施設に

大きな影響を及ぼすおそれが

ある地震」による地震動をい

う。以下同じ。）との応答スペ

クトルの比率の値が、目安と

して０．５を下回らないよう

な値で、工学的判断に基づい

て設定すること。 

・（省略） 

・（省略） 

・（省略） 

 二（省略） 

 

※本項は、弾性設計用地震動の策定の項

であり、地震力については、３．（１）

動的地震力で確認する。 

 

 

【地震ガイド：確認内容】 

4. 弾性設計用地震動  

弾性設計用地震動の策定方針が下記を

踏まえ妥当であることを確認する。な

お、基準地震動については、本ガイド

の「Ⅰ．基準地震動」にて妥当性を確

認する。  

・弾性設計用地震動の具体的な設定値

及び設定根拠。  

・弾性設計用地震動は、基準地震動と

の応答スペクトルの比率が目安とし

て0.5を下回らないような値で工学

的判断に基づいて設定すること（「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審

査指針 平成18年 9月 19日 原子力

安全委員会決定」における弾性設計

用地震動Sdの規定と同様） 

  

弾性限界と安全機能限界に対する入力荷重の比率を考慮すること及び基準地震動 S1の応答スペクトルをおおむね下回らないように考慮

すること、これらの工学的判断に基づき、基準地震動との応答スペクトルの比率をSs-1に対しては0.51、Ss-2～19に対しては0.5とし

て弾性設計用地震動を適切に設定する方針を確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、弾性設計用地震動を設定する方針としていることを、図表等も含めて確認した。 

 

（１）地震動設定の条件 

基準地震動との応答スペクトルの比率については、工学的判断として以下を考慮し Ss-2～19 に対して 0.5、Ss-1 に対してさらに余裕

を見込み0.51と設定する。 

 

① 基準地震動との応答スペクトルの比率は、弾性限界と安全機能限界に対する入力荷重の比率に対応し、その値は0.5程度である。 

 

② 弾性設計用地震動は、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（昭和56年 7月 20日原子力安全委員会決定、平成13年3月

29 日一部改訂）における基準地震動 S1 が耐震設計上果たしてきた役割を一部担うものであることを踏まえ、その応答スペクトル

は、基準地震動S1の応答スペクトルをおおむね下回らないようにする｡ 

 

（２）弾性設計用地震動 

弾性設計用地震動 Sd-1 は、基準地震動 Ss-1 に基づき前項の条件で設定し、その最大加速度については水平方向 360cm/s2、鉛直方向

240cm/s2である。また、Sd-2からSd-19についても同様に、基準地震動に基づき前項の条件で設定する。 

 

上記の最大加速度は、本文第5.3図及び添付書類八第1.5.3図で確認した。 

また、Sd-2からSd-19の最大加速度についても、Sd-1と同様に、Ss-2からSs-19に基づき（１）地震動設定の条件で設定されているこ

とを、本文第5.4図～第5.21図及び添付書類八第1.5.4図～第1.5.21図で確認した。 
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３．地震力の算定法 

（１）動的地震力 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生

ずるおそれがある設計基準対象施設の安全

機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しなければなら

ない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震

重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

解釈別記２ 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の

「算定」に当たっては、以下に示す方法に

よること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・（省略） 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平

２方向及び鉛直方向について適切に組み

合わせたものとして算定すること。な

お、建物・構築物と地盤との相互作用、

埋込み効果及び周辺地盤の非線形性につ

いて、必要に応じて考慮すること。 

・地震力の算定に当たっては、地震応答解

析手法の適用性及び適用限界等を考慮の

うえ、適切な解析法を選定するととも

に、十分な調査に基づく適切な解析条件

を設定すること。 

・地震力の算定過程において建物・構築物

の設置位置等で評価される入力地震動に

ついては、解放基盤表面からの地震波の

伝播特性を適切に考慮するとともに、必

要に応じて地盤の非線形応答に関する動

 

【地震ガイド：確認内容】 

5. 地震力の算定法  

動的地震力及び静的地震力の各々の算定方針が、

下記を踏まえ妥当であることを確認する。  

 

5.1 地震応答解析による地震力  

 

5.1.1 基準地震動による地震力  

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用い

て水平２方向及び鉛直方向について適切に組合

せたものとして算定すること。なお、建物・構

築物と地盤との相互作用、埋込み効果及び周辺

地盤の非線形について必要に応じて考慮するこ

と。  

 

5.1.2 弾性設計用地震動による地震力  

・弾性設計用地震動による地震力は、弾性設計用

地震動を用いて水平２方向及び鉛直方向につい

て適切に組合せたものとして算定すること。な

お、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み

効果及び周辺地盤の非線形について必要に応じ

て考慮すること。  

・Ｂクラス施設について、「共振のおそれのある

施設については、その影響についての検討を行

うこと」の検討に用いる地震動は、弾性設計用

地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

 

5.1.3 地震応答解析  

基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力の

算定  

・対象とする施設の形状、構造特性等（建屋の床

柔性、クレーン類の上下特性等）を考慮したモ

デル化すること。  

・地震応答解析手法の適用性、適用限界等を考慮

のうえ、適切な解析法を選定するとともに、十

 

施設、地盤等の構造特性、振動等の施設の応答特性、施設と地盤との相互作用及び地盤の非線形性を適切に考慮し、

水平 2方向及び鉛直方向を適切に組み合わせたものとして地震応答解析による地震力を算定する方針としていること

を確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、地震応答解析による地震力を算定する方針を確認した。 

 

① Ｓクラスの施設の地震力の算定方針 

基準地震動及び弾性設計用地震動から定まる入力地震動を用いて、建物・構築物の三次元応答性状及び機器・配

管系への影響を考慮し、水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせ、地震応答解析による地震力を算定

する。なお、地震応答解析には、建物・構築物と地盤との相互作用、地盤等の非線形性を考慮する。 

 

② Ｂクラスの施設の地震力の算定方針 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設の影響検討に当たっては、弾性設計用地震動に 2 分の 1 を乗じ

たものから定まる入力地震動（以下「共振影響検討用の地震動」という。）を用いることとし、加えてＳクラス

と同様に、水平2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせ、地震力を算定する。 

 

③ 入力地震動の設定方針 

建物・構築物の地震応答解析における入力地震動については、対象建物・構築物の地盤条件を考慮し、必要に応

じて二次元有限要素法又は一次元波動理論を用いて設定する。この際、地盤条件については、敷地全体の地下構

造との関係に留意し、地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。 

また、必要に応じて敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏まえる。 

 

④ 地震応答解析方法 

対象施設の形状、構造特性、振動特性等を踏まえ、解析手法の適用性、適用限界等を考慮のうえ、地震応答解析

方法を選定するとともに、十分な調査に基づく解析条件を設定する。また、対象とする施設の形状、構造特性等

を踏まえたモデル化を行う。 
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的変形特性を考慮すること。また、敷地

における観測記録に基づくとともに、最

新の科学的・技術的知見を踏まえて、そ

の妥当性が示されていること。 

 二（省略） 

 

解釈別記２ 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動に

よる地震力」の算定に当たっては、以下に

示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を

用いて、水平２方向及び鉛直方向について

適切に組み合わせたものとして算定するこ

と。なお、建物・構築物と地盤との相互作

用、埋込み効果及び周辺地盤の非線形性に

ついて、必要に応じて考慮すること。 

・基準地震動による地震力の算定に当たって

は、地震応答解析手法の適用性及び適用限

界等を考慮の上、適切な解析法を選定する

とともに、十分な調査に基づく適切な解析

条件を設定すること。 

・地震力の算定過程において建物・構築物の

設置位置等で評価される入力地震動につい

ては、解放基盤表面からの地震波の伝播特

性を適切に考慮するとともに、必要に応じ

て地盤の非線形応答に関する動的変形特性

を考慮すること。また、敷地における観測

記録に基づくとともに、最新の科学的・技

術的知見を踏まえて、その妥当性が示され

ていること。 
 

分な調査に基づく適切な解析条件を設定するこ

と。  

・建物・構築物の設置位置等で評価される入力地

震動については、解放基盤表面からの地震波の

伝播特性を適切に考慮するとともに、必要に応

じて地盤の非線形応答に関する動的変形特性を

考慮すること。また、敷地における観測記録に

基づくとともに、最新の科学的・技術的知見を

踏まえて、その妥当性が示されていること。 
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（２）静的地震力 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生

ずるおそれがある設計基準対象施設の安全

機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しなければなら

ない。 

 

解釈別記２ 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の

「算定」に当たっては、以下に示す方法に

よること。 

一（省略） 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃｉ

に、次に示す施設の耐震重要度分類に応

じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重

量を乗じて算定すること。 

Ｓクラス ３．０ 

Ｂクラス １．５ 

Ｃクラス １．０ 

ここで、地震層せん断力係数Ｃｉは、標

準せん断力係数Ｃ０を０．２以上とし、

建物・構築物の振動特性及び地盤の種類

等を考慮して求められる値とすること。 

・また、建物・構築物の保有水平耐力が必

要保有水平耐力を上回ることの確認が必

要であり、必要保有水平耐力の算定にお

いては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じ

る施設の耐震重要度分類に応じた係数

は、耐重要度分類の各クラスともに１．

０とし、その際に用いる標準せん断力係

数Ｃ０は１．０以上とすること。この

際、施設の重要度に応じた妥当な安全余

裕を有していること。 

・Ｓクラスの施設については、水平地震力

と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合

せで作用するものとすること。鉛直地震

力は、震度０．３以上を基準とし、建

物・構築物の振動特性及び地盤の種類等

を考慮して求めた鉛直震度より算定する

こと。ただし、鉛直震度は高さ方向に一

 

【地震ガイド：確認内容】 

5.2 静的地震力  

 

 

5.2.1 建物・構築物  

・水平地震力は、地震層せん断力係数に、次に示

す施設の重要度分類に応じた係数を乗じ、さら

に当該層以上の重量を乗じて算定すること。  

Ｓクラス：３．０ 

Ｂクラス：１．５ 

Ｃクラス：１．０  

・建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐

力を上回ることを確認すること。  

・Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直

地震力が同時に不利な方向の組合せで作用する

ものとすること。  

 

5.2.2 機器・配管系  

・各耐震クラスの地震力は、上記5.2.1に示す地

震層せん断力係数に施設の重要度分類に応じた

係数を乗じたものを水平震度とし、当該水平震

度及び上記5.2.1の鉛直震度をそれぞれ２０％

増しとした震度より求めること。  

・水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の

組合せで作用すること。 

  

施設の振動特性等を考慮し、算定に用いる係数等の割増しをして求めた水平震度及び鉛直震度より静的地震力を算定す

る方針としていることを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、静的地震力を算定する方針としていることを確認した。 

 

① 建物・構築物の水平地震力 

水平地震力については、地震層せん断力係数に、施設の重要度分類に応じた係数（Ｓクラスは 3.0、Ｂクラスは

1.5及びＣクラスは1.0）を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定する。 

ここで、地震層せん断力係数は、標準せん断力係数を 0.2 以上とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を

考慮して求められる値とする。 

 

② 建物・構築物の保有水平耐力 

保有水平耐力については、必要保有水平耐力を上回るものとし、必要保有水平耐力については、地震層せん断力

係数に乗じる係数を1.0、標準せん断力係数を1.0以上として算定する。 

 

③ 建物・構築物の鉛直地震力 

鉛直地震力については、震度 0.3 以上を基準とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮し、高さ方

向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

 

④ 機器・配管系の地震力 

機器・配管系の地震力については、建物・構築物で算定した地震層せん断力係数に施設の耐震クラスに応じた係

数を乗じたものを水平震度と見なし、その水平震度と建物・構築物の鉛直震度をそれぞれ 20%増しとして算定す

る。 

 

⑤ 水平地震力と鉛直地震力の組合せ 

Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。 

 

⑥ 標準せん断力係数等の割増し係数 

標準せん断力係数等の割増し係数については、耐震性向上の観点から、一般産業施設及び公共施設等の耐震基準

との関係を考慮して設定する。 
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定とすること。 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、

上記①に示す地震層せん断力係数Ｃｉに

施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗

じたものを水平震度とし、当該水平震度

及び上記①の鉛直震度をそれぞれ２０％

増しとした震度より求めること。 

・なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に

不利な方向の組合せで作用させること。

ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とす

ること。 

なお、上記①及び②において標準せん断力

係数Ｃ０等を０．２以上としたことについ

ては、発電用原子炉設置者に対し、個別の

建物・構築物、機器・配管系の設計におい

て、それぞれの重要度を適切に評価し、そ

れぞれに対し適切な値を用いることによ

り、耐震性の高い施設の建設等を促すこと

を目的としている。耐震性向上の観点から

どの施設に対してどの程度の割増し係数を

用いれば良いかについては、設計又は建設

に関わる者が一般産業施設及び公共施設等

の耐震基準との関係を考慮して設定するこ

と。 
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（３）重大事故等対処施設に適用する地震力 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第 39条（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げ

る施設の区分に応じ、それぞれ次に定める要

件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置

される重大事故等対処施設（特定重大事故

等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力に対して重大事故に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の

常設重大事故防止設備が設置される重大事

故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 第四条第二項の規定により算定す

る地震力に十分に耐えることができるもの

であること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施

設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

 

 

 

 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故

緩和設備が設置される重大事故等対処施設に適用

する地震力の算定にあたっては、耐震重要施設の

動的地震力の算定のうち基準地震動による地震力

の算定に準じていることを確認する。 

 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事

故防止設備が設置される重大事故等対処施設に適

用する地震力の算定にあたっては、当該施設が代

替する設計基準対象施設の耐震重要度分類のクラ

ス（Bクラス又はCクラス）に適用する地震力の

算定に準じていることを確認する。 

 

地震力の算定は、設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定等を適用する方針であることを確認した。 

 

具体的には、静的地震力、動的地震力及び設計用減衰定数について以下のとおり算定等する方針であることを確認し

た。 

 

（１）静的地震力 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設について、「1.5.1.3 

地震力の算定方法」の「(1)静的地震力」に示すＢクラス又はＣクラスの施設に適用する静的地震力を適用する。 

 

（２）動的地震力 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設について，「1.5.1.3 地

震力の算定方法」の「(2)動的地震力」に示す入力地震動を用いた地震応答解析による地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設のうち、Ｂクラスの

施設の機能を代替する共振のおそれのある施設については，「1.5.1.3 地震力の算定方法」の「(2)動的地震力」に示

す共振のおそれのあるＢクラスの施設に適用する地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の土木構造物について

は、「1.5.1.3 地震力の算定方法」の「(2)動的地震力」に示す屋外重要土木構造物に適用する地震力を適用する。 

なお、重大事故等対処施設のうち、 設計基準対象施設の基本構造等と異なる施設については、適用する地震力に対

して、要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため、 当該施設の構造を適切にモデル化した上

での地震応答解析若しくは加振試験、又はその両方を実施する。 

 

（３）設計用減衰定数 

「1.5.1.3 地震力の算定方法」の「(3)設計用減衰定数」を適用する。 
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４．荷重の組合せと許容限界 

（１）建物・構築物 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

第四条 設計基準対象施設は、地震力に十分

に耐えることができるものでなければなら

ない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生

ずるおそれがある設計基準対象施設の安全

機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しなければなら

ない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震

重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

解釈別記２ 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分

に耐える」とは、ある地震力に対して施設

全体としておおむね弾性範囲の設計がなさ

れることをいう。この場合、上記の「弾性

範囲の設計」とは、施設を弾性体とみなし

て応力解析を行い、施設各部の応力を許容

限界以下に留めることをいう。また、この

場合、上記の「許容限界」とは、必ずしも

厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限

界を超える場合を容認しつつも施設全体と

しておおむね弾性範囲に留まり得ることを

いう。 

 

解釈別記２ 

３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分

に耐えること」を満たすために、耐震重要

度分類の各クラスに属する設計基準対象施

設の耐震設計に当たっては、以下の方針に

よること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的

地震力のいずれか大きい方の地震力に対

しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

 

【地震ガイド：確認内容】 

6. 荷重の組合せと許容限界  

荷重の組合せと許容限界の考え方が、下記を踏ま

え妥当であることを確認する。  

なお、本項記載の荷重の組合せと許容限界の規定

以外の場合であっても、その妥当性が試験等によ

り確認されていれば、これらの適用を妨げない。  

 

6.1 建物・構築物  

 

6.1.1 Ｓクラスの建物・構築物  

 

(1)基準地震動との組合せと許容限界  

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷

重と基準地震動による地震力との組合せに対し

て、当該建物・構築物が構造物全体としての変

形能力（終局耐力時の変形）について十分な余

裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当

な安全余裕を有していること  

 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容限界  

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷

重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的

地震力を組合せ、その結果発生する応力に対し

て、建築基準法等の安全上適切と認められる規

格及び基準による許容応力度を許容限界とする

こと。 

 

6.1.2 Ｂクラスの建物・構築物  

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷

重と静的地震力を組合せに、その結果発生する

応力に対して、建築基準法等の安全上適切と認

められる規格及び基準による許容応力度を許容

限界とすること  

 

6.1.3 Ｃクラスの建物・構築物  

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷

重と静的地震力を組合せ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認め

られる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とすること 

 

荷重の組合せについて、耐震重要度分類に応じて常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重を地震力と適切

に組み合わせる方針としており、荷重の組合せに対する許容限界については、基準地震動による地震力との組合せ

の場合は、構造物全体としての変形能力に十分な余裕を有し、終局耐力に対して妥当な安全余裕を有するようにす

る、また、その他の地震力との組合せの場合は、安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度とする方針

としていることを確認した。 

これらに加え、事故時に生じる荷重及び自然事象による荷重についても適切に考慮する方針としていることを確認

した。 

 

具体的には、以下のとおり、建物・構築物の荷重の組合せ及び許容限界を設定する方針としていることを確認した。 

 

① 荷重の組合せ 

Ｓクラスの建物・構築物について、基準地震動による地震力、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力

と組み合わせる荷重は、常時作用している荷重（固定荷重、積載荷重、土圧、水圧及び通常の気象条件による

荷重）、運転時に作用する荷重（通常運転時に作用する荷重及び運転時の異常な過渡変化時に生じる荷重）、事

故時に生じる荷重（事故が発生し長時間継続する事象による荷重）及び設計用自然条件（積雪荷重、風荷重等）

とする。 

Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物について、共振影響検討用の地震動による地震力又は静的地震力と組み

合わせる荷重は、常時作用している荷重、運転時に作用する荷重及び設計用自然条件（積雪荷重、風荷重等）

とする。 

なお、運転時及び事故時の荷重には、機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし、地震力には、地震

時土圧、機器・配管系からの反力、スロッシング等による荷重が含まれるものとする。 

 

② 許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については、基準地震動による地震力との組合せにおいて、構造物全体としての変形

能力（終局耐力時の変形）が十分な余裕を有し、終局耐力に対し妥当な安全余裕を有することとする。 

なお、終局耐力は、建物・構築物に対する荷重又は応力が漸次増大し、その変形又はひずみが著しく増加する

に至る限界の最大耐力とし、既往の実験式等に基づき定めるものとする。 

Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については、基準地震動以外の地震動による地震力又は静的

地震力との組合せにおいて、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限

界とする。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

基準地震動との荷重の組合せを考慮する自然現象については、「第６条 自然現象に対する設計上の考慮」で、地震、

津波以外の自然現象とともに組合せの考え方を確認している。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-15 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

えること。 

・建物・構築物については、常時作用して

いる荷重及び運転時に作用する荷重と、

弾性設計用地震動による地震力又は静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する

応力に対して、建築基準法等の安全上適

切と認められる規格及び基準による許容

応力度を許容限界とすること。 

・（省略） 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に

留まる範囲で耐えること。また、共振の

おそれのある施設については、その影響

についての検討を行うこと。その場合、

検討に用いる地震動は、弾性設計用地震

動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用して

いる荷重及び運転時に作用する荷重と静

的地震力を組み合わせ、その結果発生す

る応力に対して、建築基準法等の安全上

適切と認められる規格及び基準による許

容応力度を許容限界とすること。 

・（省略） 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に

留まる範囲で耐えること。 

・建物・構築物については、常時作用して

いる荷重及び運転時に作用する荷重と静

的地震力を組み合わせ、その結果発生す

る応力に対して、建築基準法等の安全上

適切と認められる規格及び基準による許

容応力度を許容限界とすること。 

・（省略） 

 

解釈別記２ 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損

なわれるおそれがないものでなければなら

ない」ことを満たすために、基準地震動に

対する設計基準対象施設の設計に当たって

は、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・基準地震動による地震力に対して、その

安全機能が保持できること。 

・建物・構築物については、常時作用して

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-16 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

いる荷重及び運転時に作用する荷重と基

準地震動による地震力との組合せに対し

て、当該建物・構築物が構造物全体とし

ての変形能力（終局耐力時の変形）につ

いて十分な余裕を有し、建物・構築物の

終局耐力に対し妥当な安全余裕を有して

いること。 

・（省略） 

二（省略） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対

する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又

は歪みが著しく増加する状態を構造物の終局

状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重

負荷をいう。（以下省略） 
 

 
  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-17 

（２）機器・配管系 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

第四条 設計基準対象施設は、地震

力に十分に耐えることができる

ものでなければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生に

よって生ずるおそれがある設計

基準対象施設の安全機能の喪失

に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度に応じて算定しな

ければならない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に

当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれがある地震によ

る加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地

震力」という。）に対して安全

機能が損なわれるおそれがない

ものでなければならない。 

 

解釈別記２ 

１ 第４条第１項に規定する「地震

力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておお

むね弾性範囲の設計がなされるこ

とをいう。この場合、上記の「弾

性範囲の設計」とは、施設を弾性

体とみなして応力解析を行い、施

設各部の応力を許容限界以下に留

めることをいう。また、この場

合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、

局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておお

むね弾性範囲に留まり得ることを

いう。 

 

解釈別記２ 

３ 第４条第１項に規定する「地震

力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラ

スに属する設計基準対象施設の耐

震設計に当たっては、以下の方針

 

【地震ガイド：確認内容】 

6.2 機器・配管系  

 

6.2.1 Ｓクラスの機器・配管系  

 

(1)基準地震動との組合せと許容限界  

・通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの

荷重と基準地震動による地震力を組

合せた荷重条件に対して、その施設

に要求される機能を保持すること。  

・上記により求まる荷重により塑性ひ

ずみが生じる場合であっても、その

量が微少なレベルに留まって破断延

性限界に十分な余裕を有し、その施

設に要求される機能に影響を及ぼす

ことがないこと  

・動的機能等については、基準地震動

による応答に対して、その設備に要

求される機能を保持すること。具体

的には、実証試験等により確認され

ている機能維持加速度等を許容限界

とすること  

 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容

限界  

・通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの

荷重と、弾性設計用地震動による地

震力又は静的地震力を組合せた荷重

条件に対して、応答が全体的におお

むね弾性状態に留まること。  

 

6.2.2 Ｂクラスの機器・配管系  

・通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組合せ、

その結果発生する応力に対して、応

答が全体的におおむね弾性状態に留

まること  

 

6.2.3 Ｃクラスの機器・配管系  

・通常運転時、運転時の異常な過渡変

 

荷重の組合せについて、耐震重要度分類に応じて運転状態の荷重を地震力と適切に組み合わせる方針としており、荷重の組合せに対する

許容限界については、基準地震動による地震力との組合せの場合は、破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設の機能に影響を及ぼす

ことがないように、また、その他の地震力との組合せの場合は、応答全体がおおむね弾性状態に留まるように、適切に設定する方針とし

ていることを確認した。 

これらに加え、自然事象による荷重についても適切に考慮する方針としていることを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、機器・配管系の荷重の組合せ及び許容限界を設定する方針としていることを確認した。 

 

① 荷重の組合せ 

Ｓクラスの機器・配管系について、基準地震動による地震力、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力と組み合わせる荷重

は、通常運転時に作用する荷重、運転時の異常な過渡変化時に生じる荷重、事故時に生じる荷重及び設計用自然条件（積雪荷重、

風荷重等）とする。 

Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系について、共振影響検討用の地震動による地震力又は静的地震力と組み合わせる荷重は、通

常運転時に作用する荷重、運転時の異常な過渡変化時に生じる荷重及び設計用自然条件（積雪荷重、風荷重等）とする。 

なお、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる荷重は、地震によって引き起こされるおそれのある事象による荷重及び地震

によって引き起こされるおそれはないが、事象の発生頻度、継続時間及び地震動の年超過確率との関係を踏まえ長時間継続する事

象による荷重とする。 

 

② 許容限界 

Ｓクラスの機器・配管系については、基準地震動による地震力との組合せにおいて、塑性ひずみが生じる場合であっても、その量

が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力、荷重等を制

限する値を許容限界とする。なお、地震時又は地震後の機器等の動的機能要求については、実証試験等により確認されている機能

維持加速度等を許容限界とする。 

Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系については、基準地震動以外の地震動による地震力又は静的地震力との組合せに

おいて、応答が全体的におおむね弾性状態に留まることを許容限界とする。 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

基準地震動との荷重の組合せを考慮する自然現象については、「第６条 自然現象に対する設計上の考慮」で、地震、津波以外の自然現

象とともに組合せの考え方を確認している。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-18 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸

水防止設備及び津波監視設備を除

く。） 

・弾性設計用地震動による地震

力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力に対してお

おむね弾性状態に留まる範囲

で耐えること。 

・（省略） 

・機器・配管系については、通

常運転時、運転時の異常な過

渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と、弾性設計

用地震動による地震力又は静

的地震力を組み合わせた荷重

条件に対して、応答が全体的

におおむね弾性状態に留まる

こと。なお、「運転時の異常な

過渡変化時及び事故時に生じ

るそれぞれの荷重」について

は、地震によって引き起こさ

れるおそれのある事象によっ

て作用する荷重及び地震によ

って引き起こされるおそれの

ない事象であっても、いった

ん事故が発生した場合、長時

間継続する事象による荷重

は、その事故事象の発生確

率、継続時間及び地震動の超

過確率の関係を踏まえ、適切

な地震力と組み合わせて考慮

すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね

弾性状態に留まる範囲で耐え

ること。また、共振のおそれ

のある施設については、その

影響についての検討を行うこ

と。その場合、検討に用いる

地震動は、弾性設計用地震動

に２分の１を乗じたものとす

ること。 

・（省略） 

化時の荷重と静的地震力を組合せ、

その結果発生する応力に対して、応

答が全体的におおむね弾性状態に留

まること 

 

他プラントで適用例のない新たな耐震

評価手法（以下「新手法」という。）を

採用する場合には、耐震設計方針に基

づき新手法の妥当性及び当該プラント

への適用性について確認する。 

新手法を採用した設備のうち、フリー

スタンディング方式の使用済燃料ピッ

トラック（以下「フリースタンディン

グラック」という。）においては、主に

以下の視点から新手法の妥当性及び適

用性並びに構造の成立性を確認する。 

・設計体系が、試験、解析等によ

り、妥当性が確認され、同設計体

系がプラント実機設計に対して適

用性を有すること 

・滑り挙動の特性を踏まえた設計用

地震動を設定する方針としている

こと 

・燃料貯蔵設備に要求される機能か

つ耐震設計上の機能を有する構造

であること 

・地震時における挙動に対して、適

切な離隔距離を確保する設計方針

であること、また 

地震時に滑りを生じた場合は、離

隔距離を確保するための保守管理

の方針が立てられていること 

・使用済燃料の入替工事を含めた工

事全体の成立性を有すること 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-19 
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・機器・配管系については、通

常運転時、運転時の異常な過

渡変化時の荷重と静的地震力

を組み合わせ、その結果発生

する応力に対して、応答が全

体的におおむね弾性状態に留

まること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね

弾性状態に留まる範囲で耐え

ること。 

・（省略） 

・機器・配管系については、通

常運転時、運転時の異常な過

渡変化時の荷重と静的地震力

を組み合わせ、その結果発生

する応力に対して、応答が全

体的におおむね弾性状態に留

まること。 

 

 

解釈別記２ 

６ 第４条第３項に規定する「安全

機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満

たすために、基準地震動に対する

設計基準対象施設の設計に当たっ

ては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外

のもの 

・基準地震動による地震力に対

して、その安全機能が保持で

きること。 

・（省略） 

・機器・配管系については、通

常運転時、運転時の異常な過

渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と基準地震動

による地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、その施設

に要求される機能を保持する

こと。なお、上記により求め

られる荷重により塑性ひずみ

が生じる場合であっても、そ



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-20 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

の量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕

を有し、その施設に要求され

る機能に影響を及ぼさないこ

と。また、動的機器等につい

ては、基準地震動による応答

に対して、その設備に要求さ

れる機能を保持すること。具

体的には、実証試験等により

確認されている機能維持加速

度等を許容限界とすること。 

なお、上記の「運転時の異常な

過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重」については、

地震によって引き起こされるお

それのある事象によって作用す

る荷重及び地震によって引き起

こされるおそれのない事象であ

っても、いったん事故が発生し

た場合、長時間継続する事象に

よる荷重は、その事故事象の発

生確率、継続時間及び地震動の

超過確率の関係を踏まえ、適切

な地震力と組み合わせて考慮す

ること。 

二（省略） 
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（３）津波防護施設等 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震

重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

解釈別記２ 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損

なわれるおそれがないものでなければなら

ない」ことを満たすために、基準地震動に

対する設計基準対象施設の設計に当たって

は、以下の方針によること。 

一（省略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監

視設備並びに浸水防止設備が設置された建

物・構築物 

・基準地震動による地震力に対して、そ

れぞれの施設及び設備に要求される機能

（津波防護機能、浸水防止機能及び津波

監視機能をいう。）が保持できること。 

・津波防護施設及び浸水防止設備が設置さ

れた建物・構築物は、常時作用している

荷重及び運転時に作用する荷重と基準地

震動による地震力の組合せに対して、当

該施設及び建物・構築物が構造全体とし

て変形能力（終局耐力時の変形）につい

て十分な余裕を有するとともに、その施

設に要求される機能（津波防護機能及び

浸水防止機能）を保持すること。 

・浸水防止設備及び津波監視設備は、常時

作用している荷重及び運転時に作用する

荷重等と基準地震動による地震力の組合

せに対して、その設備に要求される機能

（浸水防止機能及び津波監視機能）を保

持すること。 

・これらの荷重組合せに関しては、地震と

津波が同時に作用する可能性について検

討し、必要に応じて基準地震動による地

震力と津波による荷重の組合せを考慮す

ること。 

 

【地震ガイド：確認内容】 

6.3 津波防護施設、浸水防止設備等  

 

6.3.1 Ｓクラスの建物・構築物  

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有

する設備及び敷地における津波監視機能を有す

る設備のうち建物及び構築物は、常時作用して

いる荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震

動による地震力の組合せに対して、当該建物・

構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐

力時の変形）について十分な余裕を有するとと

もに、その施設に要求される機能（津波防護機

能、浸水防止機能）を保持すること  

  

6.3.2 Ｓクラスの設備  

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有

する設備及び敷地における津波監視機能を有す

る設備のうち設備は、常時作用している荷重及

び運転時に作用する荷重等と基準地震動による

地震力の組合せに対して、その設備に要求され

る機能（浸水防止機能、津波監視機能）を保持

すること  

 

6.3.3 地震と津波の組合せ  

・上記6.3.1及び6.3.2の荷重の組合せに関して

は、地震と津波が同時に作用する可能性につい

て検討し、必要に応じて基準地震動による地震

力と津波による荷重の組合せを考慮すること 

 

津波防護施設、浸水防止設備等の荷重の組合せと許容限界について、Ｓクラスの建物・構築物又は機器・配管系に準じ

て設定する方針とすること、また、基準地震動による地震力には必要に応じて津波による荷重を組み合わせる方針とし

ていることを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、津波防護施設、浸水防止設備等の荷重の組合せ及び許容限界を設定する方針としているこ

とを確認した。 

 

① 荷重の組合せ 

基準地震動による地震力と組み合わせる荷重は、津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物につ

いては、常時作用している荷重（固定荷重、積載荷重、土圧、水圧及び通常の気象条件による荷重）、運転時に作

用する荷重（通常運転時に作用する荷重及び運転時の異常な過渡変化時に生じる荷重）及び設計用自然条件（積

雪荷重、風荷重等）とする。浸水防止設備及び津波監視設備については、通常運転時に作用する荷重、運転時の

異常な過渡変化時に生じる荷重、設計用自然条件（積雪荷重、風荷重等）及び事故時に生じる荷重とする。また、

必要に応じて津波による荷重の組合せを考慮する。なお、津波以外の地震力に組み合わせる荷重は、（１）又は（２）

の荷重の組合せの荷重に準じるものとする。 

 

 

② 許容限界 

津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物の許容限界は、構造全体としての変形能力（終局耐力

時の変形）が十分な余裕を有し、その施設に要求される津波防護機能及び浸水防止機能を保持できることとする。 

また、浸水防止設備及び津波監視設備について、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基準地震

動による地震力の組合せに対して、要求される浸水防止機能及び津波監視機能が保持できることを許容限界とす

る。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対

する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又

は歪みが著しく増加する状態を構造物の終局

状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重

負荷をいう。（以下省略） 
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（４）重大事故等対処施設 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第 39条（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げ

る施設の区分に応じ、それぞれ次に定める要

件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置

される重大事故等対処施設（特定重大事故

等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力に対して重大事故に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の

常設重大事故防止設備が設置される重大事

故等対処施設（特定重大事故等対処施設を

除く。） 第四条第二項の規定により算定す

る地震力に十分に耐えることができるもの

であること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施

設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

 

解釈 

１ 第３９条の適用に当たっては、本規程別

記２に準ずるものとする。 

２ 第 1項第２号に規定する「第４条第２項の

規定により算定する地震力」とは、本規程別

記２第４条第２項から第４項までにおいて、

代替する機能を有する設計基準事故対処設

備が属する耐震重要度分類のクラスに適用

される地震力と同等のものとする。 
 

 

設計基準対象施設との相違（重大事故等の状態で

作用する荷重など）に留意し、荷重の組合せと許

容限界を設定する方針であることを確認する。 

 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物について

は、常時作用している荷重、運転時の状態で施設に作用する荷重、設計基準事故の状態で施設に作用する荷重及び重

大事故等の状態で施設に作用する荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対して、構造物全体とし

ての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し、終局耐力に対し妥当な安全余裕を有する設計とする

方針であることを確認した。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系について

は、通常運転、運転時の異常な過渡変化、設計基準事故及び重大事故等の状態で作用する荷重と基準地震動による地

震力を組み合わせた荷重条件に対して、塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断

延性限界に十分な余裕を有し、その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度に応力、荷重等を制限する値を許容限

界とする方針であることを確認した。 

また、「運転時の異常な過渡変化、設計基準事故及び重大事故等の状態で作用する荷重」のうち、 

 

① 地震によって引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重は、地震力と組み合わせる 

 

② 地震によって引き起こされるおそれはないが、いったん発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、事象

の発生頻度、継続時間及び地震動の年超過確率との関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせる方針であること

を確認した。 

補足説明資料において、PCCV の耐震性評価における荷重の組合せと許容値が示されている。＜添付6-88＞ 
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５．設計における留意事項 

（１）波及的影響 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震

重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

 

解釈別記２ 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損

なわれるおそれがないものでなければなら

ない」ことを満たすために、基準地震動に

対する設計基準対象施設の設計に当たって

は、以下の方針によること。 

一（省略） 

二（一部省略） 

また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の

下位のクラスに属するものの波及的影響に

よって、その安全機能を損なわないように

設計すること。この波及的影響の評価に当

たっては、敷地全体を俯瞰した調査・検討

の内容等を含めて、事象選定及び影響評価

の結果の妥当性を示すとともに、耐震重要

施設の設計に用いる地震動又は地震力を適

用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要

度分類の下位のクラスに属するものの波及

的影響によって、その安全機能を損なわな

い」とは、少なくとも次に示す事項につい

て、耐震重要施設の安全機能への影響が無

いことを確認すること。 

・設置地盤及び地震応答性状の相違等に起

因する相対変位又は不等沈下による影響 

・耐震重要施設と下位のクラスの施設との

接続部における相互影響 

・建屋内における下位のクラスの施設の損

傷、転倒及び落下等による耐震重要施設

への影響 

・建屋外における下位のクラスの施設の損

傷、転倒及び落下等による耐震重要施設

 

【地震ガイド：確認内容】 

7. 設計における留意事項  

波及的影響に係る設計方針が下記を踏まえ妥当で

あることを確認する。  

 

7.1 波及的影響  

耐震重要施設が、下位のクラスに属するものの波

及的影響によって、その安全機能を損なわないよ

うに設計すること。この波及的影響の評価に当た

っては、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等

を含めて、事象選定及び影響評価の結果の妥当性

を示すとともに、耐震重要施設の設計に用いる地

震動又は地震力を適用すること。  

少なくとも、次に示す事項について、耐震重要施

設の安全機能への影響が無いことを確認するこ

と。  

・設置地盤、地震応答性状の相違等に起因する

相対変位、不等沈下による影響  

・耐震重要施設と下位クラスの施設との接続部

における相互影響  

・建屋内における下位クラスの施設の損傷、転

倒、落下等による耐震重要施設への影響  

・建屋外における下位クラスの施設の損傷、転

倒、落下等による耐震重要施設への影響 

  

波及的影響の評価に係る事象選定及び影響評価について、以下のとおりの方針としていることを確認した。 

 

（１）波及的影響の評価に係る事象選定については、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて波及的影響の

評価に係る事象選定を行う方針としていることに加え、原子力発電所の地震被害情報についても併せて検討する方

針としていること。 

 

（２）影響評価については、選定された事象による波及的影響を評価して考慮すべき施設を摘出する方針としている

ことに加え、溢水防護及び火災防護の観点も踏まえて考慮すべき施設を摘出する方針としていること。 

 

具体的には、以下のとおり、波及的影響の評価に係る事象選定及び影響評価を行う方針としていることを確認した。 

 

（１）敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、以下に示す 4つの影響（視点）について、波及的影響の評

価に係る事象選定を行う。 

① 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

② 耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影響 

③ 建屋内における下位のクラスの施設の損傷、転倒、落下等による耐震重要施設への影響 

④ 建屋外における下位のクラスの施設の損傷、転倒、落下等による耐震重要施設への影響 

 

（２）これら 4つの影響（視点）以外に追加すべきものがないかを、原子力発電所の地震被害情報をもとに確認し、

新たな検討事象が抽出された場合には、その影響（視点）を追加する。 

 

（３）各影響（視点）より選定した事象に対して波及的影響の評価を行い、波及的影響を考慮すべき施設を摘出する。 

 

（４）波及的影響の評価に当たっては、耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。また、水平 2方

向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合の影響も考慮して評価する。 

 

（５）波及的影響の評価においては、溢水防護及び火災防護の観点からの波及的影響についても確認する。 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊ 

補足説明資料において、波及的影響評価の手順、耐震評価が必要と想定される下位クラスの施設等が示されている。

＜補足説明資料：04：まとめ資料 2-4-補足-10＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-25 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

への影響 

 
 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4 地震-26 

（２）重大事故等対処施設への波及的影響 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第 39条（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げ

る施設の区分に応じ、それぞれ次に定める要

件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置

される重大事故等対処施設（特定重大事故

等対処施設を除く。） 基準地震動による地

震力に対して重大事故に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。 

二（省略） 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施

設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

 

解釈 

１ 第３９条の適用に当たっては、本規程別

記２に準ずるものとする。 
 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備又は常設重大事

故等緩和設備が設置される重大事故等対処施設に

ついて、当該施設に対して耐震設計上で下位とみ

なせる施設の波及的影響によって重大事故等に対

処するために必要な機能を損なわない設計とする

ことを確認する。 

 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設は、Ｂクラス及びＣクラス

の施設等の波及的影響によって、重大事故等に対処するために必要な機能を損なわない設計とする方針であることを確

認した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-1 

 

大飯３・４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（津波による損傷の防止（第５条及び第４０条）） 

 

設置許可基準規則第５条は、以下を要求している。 

第５条 津波による損傷の防止 

第五条 設計基準対象施設は、その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

また、設置許可基準規則第４０条は、以下を要求している。 

第４０条 津波による損傷の防止 

第四十条 重大事故等対処施設は、基準津波に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

このため、規制委員会は、以下の事項について審査を行った。 

なお、耐津波設計方針以外（基準津波の策定）に係る事項については、ここでは記載しない。 

 

津波による損傷の防止 

０．基本方針 ........................................................................................................................................................................................... 5津波-2 

（１）確認ポイントの構成.............................................................................................................................................................................. 5津波-2 

１．防護対象とする施設の選定方針 ........................................................................................................................................................................ 5津波-3 

２．基本事項 ........................................................................................................................................................................................... 5津波-4 

（１）敷地及び敷地周辺における地形と施設の配置 ........................................................................................................................................................ 5津波-4 

（２）基準津波による敷地周辺の遡上域及び浸水域 ........................................................................................................................................................ 5津波-6 

（３）入力津波の設定 ................................................................................................................................................................................. 5津波-8 

（４）津波防護の方針設定に当たっての考慮事項（水位変動、地殻変動） ................................................................................................................................... 5津波-10 

３．津波防護方針 ...................................................................................................................................................................................... 5津波-12 

（１）津波防護の基本方針............................................................................................................................................................................. 5津波-12 

（２）敷地への浸水防止（外郭防護１） ................................................................................................................................................................. 5津波-14 

（３）漏水による重要な安全機能を有する施設への影響防止（外郭防護２） ................................................................................................................................. 5津波-17 

（４）重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） ................................................................................................................................................... 5津波-19 

（５）水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能を有する施設への影響防止（海水ポンプ取水性） ........................................................................................................ 5津波-21 

（６）津波監視 ...................................................................................................................................................................................... 5津波-23 

４．施設・設備の設計方針 .............................................................................................................................................................................. 5津波-25 

（１）津波防護施設 .................................................................................................................................................................................. 5津波-25 

（２）浸水防止設備 .................................................................................................................................................................................. 5津波-27 

（３）津波監視設備 .................................................................................................................................................................................. 5津波-28 

（４）施設、設備等の設計又は評価に係る検討事項 ....................................................................................................................................................... 5津波-29 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-2 

０．基本方針 

（１）確認ポイントの構成 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 

 

第５条（津波による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設は、その供用中に当該設

計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る津波（以下「基準津波」という。）に対して安

全機能が損なわれるおそれがないものでなければ

ならない。 

 

 

解釈 

別記３のとおりとする。 

 

 

※解釈別記３については、右記の個別項目で記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則第５条（津波による損傷の防止）のうち設計に係る内容を、「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」の「Ⅱ．耐津波設計方針」に基づき以下の

１．～４．の項目に区分し確認する。 

 

１．防護対象とする施設の選定方針 

 ３．の津波防護方針を策定するに当たり、設計により防護する対象となる施設の選定方針 

 

２．基本事項 

 ３．の津波防護方針を策定するために必要となる基本事項 

（１）敷地及び敷地周辺における地形と施設の配置 

（２）基準津波による敷地周辺の遡上域及び浸水域 

（３）入力津波の設定 

（４）津波防護の方針設定に当たっての考慮事項（水位変動、地殻変動） 

 

３．津波防護方針 

 敷地の特性に応じた津波防護の方針 

（１）津波防護の基本方針 

（２）敷地への浸水防止（外郭防護１） 

（３）漏水による重要な安全機能を有する施設への影響防止（外郭防護２） 

（４）重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

（５）水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能を有する施設への影響防止（海水ポンプ取水性） 

（６）津波監視 

 

４．施設・設備の設計方針 

 ２．の津波防護方針に基づき設置する津波防護施設等の設計方針 

（１）津波防護施設 

（２）浸水防止設備 

（３）津波監視設備 

（４）施設、設備等の設計又は評価に係る検討事項 

 

 

第４０条（津波による損傷の防止） 

第四十条 重大事故等対処施設は、基準津波に対して

重大事故等に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものでなければならない。 

 

解釈 

１ 第４０条の適用に当たっては、本規程別記３に準

ずるものとする。 

 

 

 

第４０条については、同条解釈において第５条解釈の別記３に準ずるものとするとしている。 

このため、上記「１．防護対象とする施設の選定方針」において、重大事故等対処施設の防護対象とする施設の選定方針を確認し、「２．基本事項 （１）」において、当該

施設の配置を確認した上で、２．（２）以降の項目について必要に応じて確認する。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-3 

１．防護対象とする施設の選定方針 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

第５条（津波による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設は、その供用中

に当該設計基準対象施設に大きな影響を

及ぼすおそれがある津波（以下「基準津

波」という。）に対して安全機能が損な

われるおそれがないものでなければなら

ない。 

 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施

設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。下記第三号において同じ。）の設置

された敷地において、基準津波による遡

上波を地上部から到達又は流入させない

こと。また、取水路及び排水路等の経路

から流入させないこと。そのため、以下

の方針によること。 

①～③（省略） 

二 取水・放水施設及び地下部等におい

て、漏水する可能性を考慮の上、漏水に

よる浸水範囲を限定して、重要な安全機

能への影響を防止すること。そのため、

以下の方針によること。 

①～③（省略） 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓ

クラスに属する施設については、浸水防

護をすることにより津波による影響等か

ら隔離すること。（以下省略） 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要

な安全機能への影響を防止すること。

（以下省略） 

五～七 （省略） 
 

 

耐震重要度分類におけるＳクラスに属する施設を

防護対象としていることを確認する。 

また、上記を基本とし、これに加えて以下を踏ま

えて設計により防護する施設を選定していること

を確認する。 

 

第６条（外部からの損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。次項において同

じ。）が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大

きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象により当該重要安全施設に作用

する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮したものでなければならな

い。 

 

 

解釈 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」につ

いては、「発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針」（平成２

年８月３０日原子力安全委員会決定）の

「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の

考慮」に示されるものとする。 

 
 

 

防護対象とする施設については、設計基準対象施設のうち耐震重要度分類におけるＳクラスの施設を選定すること、重要な安全機能

を有する施設に着目して選定することを確認した。 

 

具体的には、以下の方針を確認した。 

 

・設計基準対象施設のうち、耐震重要度分類におけるＳクラスの施設を防護対象とする施設として選定する方針としている。 

 

・これに加えて、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成 2年 8月 30 日原子力安全委員会決定）

（以下「安全重要度分類指針」という。）に基づく安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する設計上の考慮（自然現象に対する

設計上の考慮）を参考にして、安全重要度分類におけるクラス１及びクラス２に属する構築物、系統及び機器についても防護対象と

する施設として選定する方針としている。 

 

・クラス３に属する構築物、系統及び機器については、代替設備によって必要な機能を確保する等の対応を行うよう設計するとしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-4 

２．基本事項 

（１）敷地及び敷地周辺における地形と施設の配置 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施

設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。下記第三号において同じ。）の設置さ

れた敷地において、基準津波による遡上

波を地上部から到達又は流入させないこ

と。また、取水路及び排水路等の経路か

ら流入させないこと。そのため、以下の

方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。以下下記第

三号までにおいて同じ。）を内包する建

屋及びＳクラスに属する設備（屋外に

設置するものに限る。）は、基準津波に

よる遡上波が到達しない十分高い場所

に設置すること。なお、基準津波によ

る遡上波が到達する高さにある場合に

は、防潮堤等の津波防護施設及び浸水

防止設備を設置すること。 

②～③（省略） 

二～七（省略） 
 

 

【津波ガイド：確認内容】 

3. 基本事項  

3.1 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の

配置等 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を把

握する。 

  

(1)敷地及び敷地周辺の地形、標高、河川の存

在  

 

(2)敷地における施設（以下、例示）の位置、

形状等  

①耐震Ｓクラスの設備を内包する建屋  

②耐震Ｓクラスの屋外設備  

③津波防護施設（防潮堤、防潮壁等）  

④浸水防止設備（水密扉等）※  

⑤津波監視設備（潮位計、取水ピット水位

計等）※  

※ 基本設計段階で位置が特定されているもの 

⑥敷地内（防潮堤の外側）の遡上域の建

物・構築物等（一般建物、鉄塔、タンク

等）  

 

(3)敷地周辺の人口構造物（以下は例示であ

る。）の位置、形状等  

①港湾施設（サイト内及びサイト外）  

②河川堤防、海岸線の防波堤、防潮堤等  

③海上設置物（係留された船舶等）  

④遡上域の建物・構築物等（一般建物、鉄

塔、タンク等）  

⑤敷地前面海域における通過船舶 

 

 

 

【重大事故等対処施設に係る確認の留意点】 

上記（２）①及び②に相当するものとして、重

大事故等対処施設の配置等を確認する。図面等

において設計基準対象施設の防護対象設備を内

包する建屋及び区画以外に重大事故等対処施設

の設置場所を確認した結果、基準津波による津

波が遡上する可能性等に留意し、必要に応じて

 

耐津波設計の前提条件として必要な事項である、敷地及び敷地周辺の地形、施設の配置等について図面等を用いて網羅的に示して

いることを確認した。 

 

具体的には、敷地及び敷地周辺の地形、施設の配置等について、以下のとおりとしていることを確認した。 

 

① 敷地は、福井県の若狭湾に突出し小浜湾の西側を形成している大島半島の先端部に位置しており、発電所海域に流入する河川は

ない。 

② 敷地は、主に東京湾平均海面（以下「T.P.｣という。）＋8.0m、T.P.＋9.3m、T.P.＋9.7mの高さに分かれている。 

③ 防護対象とする施設を内包する建屋及び区画として、原子炉格納施設、原子炉補助建屋（原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処理

建屋）を T.P.＋9.7m の敷地に設置する。屋外の防護対象とする設備として、原子炉補機冷却海水ポンプ（以下「海水ポンプ」とい

う。）を海水ポンプ室のT.P.＋2.5mの床上に、海水管を最高底版高さT.P.＋5.0mの敷地北側山内の海水管トンネル及びT.P.＋9.7m

の敷地地下部の海水管トレンチに、燃料油貯蔵タンクを T.P.＋9.7m の敷地地下部に、重油タンクを T.P.＋13.1m の敷地地下部に設

置する。 

④ 津波防護施設として、海水ポンプ室の前面及び周囲にT.P.＋8.0mの防護壁、海水ポンプ室前面の海中に貯水堰を設置する。 

⑤ 津波監視設備として、海水ポンプ室上の防護壁上部のT.P.＋9.0m及び海水ポンプ室のうち防護対象とする設備である海水ポンプ

等が設置される区画（以下「海水ポンプエリア」という。）のT.P.＋2.1mの位置にそれぞれ潮位計を、１号炉原子炉補助建屋壁面の

T.P.＋38.3m及び海水ポンプ室床面上のT.P.＋10.0mの位置にそれぞれ津波監視カメラを設置する。 

⑥ 敷地内の遡上域の建物・構築物等として、T.P.＋4.0m の物揚岸壁付近に純水タンク、岸壁クレ－ン、協力会社事務所等、T.P.＋

5.0m の敷地に３，４号炉放水口モニタ室、T.P.＋2.5m の敷地にクラゲ防止網保管庫等、取水路入口にクラゲ防止網、放水口付近に

は有孔堤、取水路には防波堤、吉見橋がある。 

⑦ 港湾施設として、敷地内には物揚岸壁、敷地外には和田港、大島漁港、小浜市泊漁港、犬見漁港、本郷漁港があり、各漁港には防

波堤がある。 

⑧ 海上設置物として、周辺の漁港に船舶、漁船及び浮き筏がある。 

⑨ 敷地周辺には、民家、倉庫等がある。 

⑩ 海上交通については、本発電所沖合約18kmに航路がある。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

また、添付書類八 第 1.6.1.2表、第1.6.1.6図等により津波防護施設等の配置を確認した。 

 

 

 

 

 

 

【重大事故等対処施設】 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画以外の建屋及び区画に設置する重大事故等対処施設が、緊急時対策所、

空冷式非常用発電装置であることを確認した。また、これらの設置場所を図面等で確認した。 

緊急時対策所は敷地高さ T.P.17.3m 以上、空冷式非常用発電装置は敷地高さ T.P.33m 以上に設置され、基準津波による津波の地上部

からの遡上、取水路・放水路等の経路からの流入等の影響を受けない十分高い位置であることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-5 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

設計基準対象施設における以降に相当する内容

を確認する。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-6 

（２）基準津波による敷地周辺の遡上域及び浸水域 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施

設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。下記第三号において同じ。）の設置さ

れた敷地において、基準津波による遡上

波を地上部から到達又は流入させないこ

と。また、取水路及び排水路等の経路か

ら流入させないこと。そのため、以下の

方針によること。 

①（省略） 

②上記①の遡上波の到達防止に当たって

は、敷地及び敷地周辺の地形及びその

標高、河川等の存在並びに地震による

広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上

波の回込みを含め敷地への遡上の可能

性を検討すること。また、地震による

変状又は繰り返し襲来する津波による

洗掘・堆積により地形又は河川流路の

変化等が考えられる場合は、敷地への

遡上経路に及ぼす影響を検討するこ

と。 

③（省略） 

二～七（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

3.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域  

3.2.1 敷地周辺の遡上・浸水域の評価 

遡上・浸水域の評価に当たっては、次に示す事項

を考慮した遡上解析を実施して、遡上波の回り込

みを含め敷地への遡上の可能性を検討すること。  

・敷地及び敷地周辺の地形とその標高  

・敷地沿岸域の海底地形  

・津波の敷地への侵入角度  

・敷地及び敷地周辺の河川、水路の存在  

・陸上の遡上・伝播の効果  

・伝播経路上の人工構造物 

 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

3.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

  

3.2.1 敷地周辺の遡上・浸水域の評価 

(1)上記の考慮事項に関して、遡上解析（砂移動

の評価を含む）の手法、データ及び条件を確

認する。確認のポイントは以下のとおり。  

①敷地及び敷地周辺の地形とその標高につい

て、遡上解析上、影響を及ぼすものが考慮さ

れているか。遡上域のメッシュサイズを踏ま

え適切な形状にモデル化されているか。  

②敷地沿岸域の海底地形の根拠が明示され、

その根拠が信頼性を有するものか。  

③敷地及び敷地周辺に河川、水路が存在する

場合には、当該河川、水路による遡上を考慮

する上で、遡上域のメッシュサイズが十分

か、また、適切な形状にモデル化されている

か。  

④陸上の遡上・伝播の効果について、遡上、

伝播経路の状態に応じた解析モデル、解析条

件が適切に設定されているか。  

⑤伝播経路上の人工構造物について、遡上解

析上、影響を及ぼすものが考慮されている

か。遡上域のメッシュサイズを踏まえ適切な

形状にモデル化されているか。  

 

(2)敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっての

考慮事項に対する確認のポイントは以下のと

おり。  

①敷地前面・側面及び敷地周辺の津波の侵入

角度及び速度、並びにそれらの経時変化が把

握されているか。また、敷地周辺の浸水域の

寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及び

それらの速度について留意されているか。  

②敷地前面又は津波浸入方向に正対した面に

おける敷地及び津波防護施設について、その

標高の分布と施設前面の津波の遡上高さの分

布を比較し、遡上波が敷地に地上部から到

達・流入する可能性が考えられるか。  

③敷地及び敷地周辺の地形、標高の局所的な

変化、並びに河川、水路等が津波の遡上・流

下方向に影響を与え、遡上波の敷地への回り

 

遡上解析については、公的機関による信頼性の高いデータや最新技術に基づいたデータを用いてモデルを作成すること、地震によ

る影響を適切に考慮した上で実施し、敷地への遡上可能性を検討することを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり遡上解析を実施するとしていることを確認した。 

 

① モデル 

a. 敷地及び敷地周辺の地形のモデル化については、解析に影響を及ぼす斜面、道路、取水路、放水路等を考慮する。 

b. 津波の伝播経路上の人工構造物のモデル化については、図面を基に解析上影響を及ぼす構造物の設置状況を考慮する。 

c. 敷地沿岸域及び海底地形は、海上保安庁の海図等に加え、平成 17 年度及び平成 24 年度の海底地形調査結果のデータを使用す

る。 

 

② 考慮事項 

a. 敷地前面、側面及びその周辺における津波の侵入角度及び速度並びにそれらの経時変化を考慮する。また、発電所敷地の地形

と標高を踏まえて、物揚岸壁から埋立地への遡上状況を把握する。 

b. 敷地の地形、標高の局所的な変化等による遡上波の敷地への回り込みについては、敷地周辺の浸水域の寄せ波及び引き波の津

波の遡上及び流下方向並びにそれらの速度に留意した上で考慮する。 

c. 地震による液状化、流動化、すべり、標高変化を考慮する。 

d. 敷地の周辺斜面の影響については、周辺斜面が遡上波の敷地への到達に対して障壁となっている箇所はないため、考慮しない。 

e. 敷地周辺の遡上経路上に河川は存在しないため、河川が敷地への遡上に及ぼす影響を考慮しない。 

f. 放水口周辺斜面については、地震による崩落の有無を考慮する。 

g. 遡上可能性を検討するに当たって、初期潮位は、朔望平均満潮位とし、潮位のばらつきについては遡上解析から算定した津波

水位に加えることで考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-7 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 込みの可能性が考えられるか。 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡

上経路に及ぼす影響を検討すること。  

・地震に起因する変状による地形、河川流路の

変化  

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積によ

り地形、河川流路の変化 

 

【津波ガイド：確認内容】  

3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価 

 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果を踏まえ、遡上及び流

下経路上の地盤並びにその周辺の地盤につい

て、地震による液状化、流動化又はすべり、

もしくは津波による地形変化、標高変化が考

えられる場合は、遡上波の敷地への到達（回

り込みによるものを含む）の可能性について

確認する。なお、敷地の周辺斜面が、遡上波

の敷地への到達に対して障壁となっている場

合は、当該斜面の地震時及び津波時の健全性

について、重要施設の周辺斜面と同等の信頼

性を有する評価を実施する等、特段の留意が

必要である。  

 

(2)敷地周辺の遡上経路上に河川、水路が存在

し、地震による河川、水路の堤防等の崩壊、

周辺斜面の崩落に起因して流路の変化が考え

られる場合は、遡上波の敷地への到達の可能

性について確認する。  

 

(3)遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に

当たっては、地形変化、標高変化、河川流路

の変化について、基準地震動Ssによる被害想

定を基に遡上解析の初期条件として設定して

いることを確認する。  

 

(4)地震による地盤変状、斜面崩落等の評価につ

いては、適用する手法、データ及び条件並び

に評価結果を確認する。 

 

 

 

 

以下の事項を確認した。 

・取水路周辺の埋立層又は堆積層が分布する敷地については、地震による液状化による標高変化を、津波シミュレーションにおける

条件として設定している。 

・敷地の周辺斜面が、遡上波の敷地への到達に対して障壁になっている箇所はない。 

・敷地周辺の遡上経路上に河川は存在しないため、敷地への遡上波に影響することはない。 

・取水路上に位置する吉見橋は、地震により落橋して水路を閉塞する可能性があることから、吉見橋の落橋の有無を津波シミュレー

ションの条件として考慮する。 

・放水口周辺斜面は、地震により崩落する可能性があることから、放水口周辺斜面の崩落の有無を津波シミュレーションの条件とし

て考慮する。 

・放水口前面に設置している有孔堤は、地震により損傷するおそれがあることから、有孔堤の損傷の有無を津波シミュレーションの

条件として考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-8 

 

（３）入力津波の設定 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一から四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①（省略） 

②入力津波については、基準津波の波源

からの数値計算により、各施設・設備

等の設置位置において算定される時刻

歴波形とすること。数値計算に当たっ

ては、敷地形状、敷地沿岸域の海底地

形、津波の敷地への侵入角度、河川の

有無、陸上の遡上・伝播の効果及び伝

播経路上の人工構造物等を考慮するこ

と。また、津波による港湾内の局所的

な海面の固有振動の励起を適切に評価

し考慮すること。 

③～⑧（省略） 

六～七（省略） 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

3.3 入力津波の設定 

基準津波は、波源域から沿岸域までの海底地形

等を考慮した、津波伝播及び遡上解析により時刻

歴波形として設定していること。  

入力津波は、基準津波の波源から各施設・設備

等の設置位置において算定される時刻歴波形と

して設定していること。  

基準津波及び入力津波の設定に当たっては、津

 

【津波ガイド：確認内容】  

3.3 入力津波の設定 

 

(1)入力津波は、海水面の基準レベルからの水位

変動量を表示していること。なお、潮位変動

等については、入力津波を設計又は評価に用

いる場合に考慮するものとする。  

 

(2)入力津波の設定に当たっては、入力津波が各

施設・設備の設計に用いるものであることを

念頭に、津波の高さ、津波の速度、衝撃力

等、着目する荷重因子を選定した上で、各施

設・設備の構造・機能損傷モードに対応する

効果（浸水高、波力・波圧、洗掘力、浮力

等）が安全側に評価されることを確認する。  

 

(3)施設が海岸線の方向において広がりを有して

いる場合（例えば敷地前面の防潮堤、防潮

壁）は、複数の位置において荷重因子の値の

大小関係を比較し、当該施設に最も大きな影

響を与える波形を入力津波として設定してい

ることを確認する。  

 

(4)基準津波及び入力津波の設定に当たっては、

津波による港湾内の局所的な海面の固有振動

の励起について、以下の例のように評価し考

慮していることを確認する。  

①港湾内の局所的な海面の固有振動に関して

は、港湾周辺及び港湾内の水位分布、速度ベ

クトル分布の経時的変化を分析することによ

り、港湾内の局所的な現象として生じている

か、生じている場合、その固有振動による影

響が顕著な範囲及び固有振動の周期を把握す

る。  

②局所的な海面の固有振動により水位変動が

大きくなっている箇所がある場合、取水ピッ

ト、津波監視設備（敷地の潮位計等）との位

置関係を把握する。（設計上クリティカルと

なる程度に応じて緩和策、設備設置位置の移

動等の対応を検討） 

 

 

入力津波を、各施設、設備等の設置位置において、海水面からの水位変動量の時刻歴波形で設定するとともに、取水路等の局所的

な海面振動の励起に関する評価を、基準津波定義地点、取水路入口、取水路（奥）等における時刻歴水位を基に実施することを確認

した。 

入力津波を設計又は評価に用いるに当たっては、各施設、設備等の設置位置において算定された津波高さ、速度、衝撃力等の数値

に対して、保守的な設計又は評価となるような配慮を加えて入力津波高さや速度を設定することを確認した。 

また、局所的な海面振動については、津波シミュレーション結果の分析並びに基準津波定義地点、取水路入口、取水路（奥）等に

おける基準津波による時刻歴水位の比較から励起しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-9 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

波による港湾内の局所的な海面の固有振動の励

起を適切に評価し考慮すること。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-10 

（４）津波防護の方針設定に当たっての考慮事項（水位変動、地殻変動） 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一から六（省略） 

七 津波防護施設及び浸水防止設備の設計

並びに非常用海水冷却系の評価に当たっ

ては、入力津波による水位変動に対して

朔望平均潮位を考慮して安全側の評価を

実施すること。なお、その他の要因によ

る潮位変動についても適切に評価し考慮

すること。また、地震により陸域の隆起

又は沈降が想定される場合、想定される

地震の震源モデルから算定される、敷地

の地殻変動量を考慮して安全側の評価を

実施すること。 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

3.4 津波防護方針の審査にあたっての考慮事項

（水位変動、地殻変動） 

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮

位（注）を考慮して安全側の評価を実施するこ

と。  

注）：朔（新月）及び望（満月）の日から5日以内

に観測された、各月の最高満潮面及び最低干

潮面を1年以上にわたって平均した高さの水

位をそれぞれ、朔望平均満潮位及び朔望平均

干潮位という  

潮汐以外の要因による潮位変動についても適

切に評価し考慮すること。  

地震により陸域の隆起または沈降が想定され

る場合、地殻変動による敷地の隆起または沈降

及び、強震動に伴う敷地地盤の沈下を考慮して

安全側の評価を実施すること。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

3.4 津波防護方針の審査にあたっての考慮事項

（水位変動、地殻変動） 

 

(1)敷地周辺の港又は敷地における潮位観測記録

に基づき、観測期間、観測設備の仕様に留意

の上、朔望平均潮位を評価していることを確

認する。  

 

(2)上昇側の水位変動に対して朔望平均満潮位を

考慮し、上昇側評価水位を設定しているこ

と、また、下降側の水位変動に対して朔望平

均干潮位を考慮し、下降側評価水位を設定し

ていることを確認する。  

 

(3)潮汐以外の要因による潮位変動について、以

下の例のように評価し考慮していることを確

認する。  

①敷地周辺の港又は敷地における潮位観測記

録に基づき、観測期間等に留意の上、高潮発

生状況（程度、台風等の高潮要因）について

把握する。  

②高潮要因の発生履歴及びその状況、並びに

敷地における汀線の方向等の影響因子を考慮

して、高潮の発生可能性とその程度（ハザー

ド）について検討する。  

③津波ハザード評価結果を踏まえた上で、独

立事象としての津波と高潮による重畳頻度を

検討した上で、考慮の可否、津波と高潮の重

畳を考慮する場合の高潮の再現期間を設定す

る。  

 

(4)地震により陸域の隆起または沈降が想定され

る場合、以下の例のように地殻変動量を考慮

して安全側の評価を実施していることを確認

する。  

①広域的な地殻変動を評価すべき波源は、地震

の震源と解釈し、津波波源となる地震の震源

（波源）モデルから算定される広域的な地殻

変動を考慮することとする。  

②プレート間地震の活動に関連して局所的な地

殻変動があった可能性が指摘されている場合

 

 

水位変動、地殻変動については、朔望平均満潮位を入力津波の上昇側水位変動に対して考慮し、朔望平均干潮位を入力津波の下降

側水位変動に対して考慮し保守的な設定をすること、潮汐に加えて影響の大きな高潮による水位変動をハザードの評価に基づき考慮

すること、地震によって発生する広域的な地殻変動（隆起又は沈降）量は1cm未満の隆起であるため水位変動に対して影響を与えな

いことを確認した。 

 

具体的には、津波防護施設及び浸水防止設備の設計並びに原子炉補機冷却海水系の評価について、以下のとおり実施するとしてい

る。 

 

①  潮汐による水位変動 

敷地周辺の舞鶴検潮所における潮位観測記録に基づき求めた朔望平均満潮位を、入力津波による上昇側水位変動に対して考慮す

るとともに、朔望平均干潮位を入力津波による下降側水位変動に対して考慮する。また、同検潮所における潮位観測記録に基づき求

めた潮位のばらつきを考慮する。 

 

② 高潮による水位変動  

潮汐以外の要因による潮位変動については、影響の大きなものとして高潮を抽出する。舞鶴検潮所における至近約 43年の潮位観

測記録に基づき高潮の発生状況の調査及び高潮のハザードの評価を行い、基準津波の年超過確率を踏まえ、再現期間100年の高潮を

算定し、これと基準津波との重畳を考慮する。 

 

③ 地殻変動による隆起又は沈降の影響 

地震に伴う地殻変動による敷地の隆起又は沈降については、地殻変動解析に基づき設定する。基準津波の波源である若狭海丘列付

近断層での地震に伴う地殻変動量は、1cm未満のわずかな隆起であり、地震による地殻変動の影響は受けないと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-11 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

（南海トラフ沿岸部に見られる完新世段丘の

地殻変動等）は、局所的な地殻変動量による

影響を検討する。  

③地殻変動量は、入力津波の波源モデルから適

切に算定し設定すること。  

④地殻変動が隆起又は沈降によって、以下の例

のように考慮の考え方が異なることに留意が

必要である。  

a)地殻変動が隆起の場合、下降側の水位変動

に対して安全機能への影響を評価（以下

｢安全評価｣という。）する際には、対象物

の高さに隆起量を加算した後で、下降側評

価水位と比較する。また、上昇側の水位変

動に対して安全評価する際には、隆起しな

いものと仮定して、対象物の高さと上昇側

評価水位を直接比較する。  

b)地殻変動が沈降の場合、上昇側の水位変動

に対して安全評価する際には、対象物の高

さから沈降量を引算した後で、上昇側評価

水位と比較する。また、下降側の水位変動

に対して安全評価する際には、沈降しない

ものと仮定して、対象物の高さと下降側評

価水位を直接比較する。  

⑤基準地震動評価における震源モデルから算

定される広域的な地殻変動についても、津波

に対する安全性評価への影響を検討する。  

⑥広域的な余効変動が継続中である場合は、

その傾向を把握し、津波に対する安全性評価

への影響を検討する。 

 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-12 

 

３．津波防護方針 

（１）津波防護の基本方針 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない」を満たすため

に、基準津波に対する設計基準対象施設の設

計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、

浸水防止設備及び津波監視設備を除く。下

記第三号において同じ。）の設置された敷

地において、基準津波による遡上波を地上

部から到達又は流入させないこと。また、

取水路及び排水路等の経路から流入させな

いこと。そのため、以下の方針によるこ

と。 

①～③（省略） 

二 取水・放水施設及び地下部等において、

漏水する可能性を考慮の上、漏水による浸

水範囲を限定して、重要な安全機能への影

響を防止すること。そのため、以下の方針

によること。 

①～③（省略） 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓク

ラスに属する施設については、浸水防護を

することにより津波による影響等から隔離

すること。そのため、Ｓクラスに属する設

備を内包する建屋及び区画については、浸

水防護重点化範囲として明確化するととも

に、津波による溢水を考慮した浸水範囲及

び浸水量を保守的に想定した上で、浸水防

護重点化範囲への浸水の可能性のある経路

及び浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を

特定し、それらに対して浸水対策を施すこ

と。 

四～七（省略） 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4. 津波防護方針  

4.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針が敷地及

び敷地周辺全体図、施設配置図等により明示され

 

【津波ガイド：確認内容】  

4. 津波防護方針  

4.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

 

(1)敷地の特性（敷地の地形、敷地周辺の津波の

遡上、浸水状況等）に応じた基本方針（※）を

確認する。 

  

(2)敷地の特性に応じた津波防護の概要（外殻防

護の位置及び浸水想定範囲の設定、並びに内郭

防護の位置及び浸水防護重点化範囲の設定等）

を確認する。 

 

※基本方針 

 

(1)津波の敷地への流入防止  

重要な安全機能を有する施設の設置された敷地

において、基準津波による遡上波を地上部から

到達、流入させない。また、取水路、放水路等

の経路から流入させない。  

 

(2)漏水による安全機能への影響防止  

取水・放水施設、地下部において、漏水可能性

を考慮の上、漏水による浸水範囲を限定して、

重要な安全機能への影響を防止する。 

  

(3)津波防護の多重化  

上記2方針のほか、重要な安全機能を有する施

設については、浸水防護をすることにより津波

による影響等から隔離すること。 

  

(4)水位低下による安全機能への影響防止  

水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機

能への影響を防止する。 

 

 

 

 

 

 

津波防護の基本方針が敷地の特性に応じたものであること及び当該方針に基づく津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等の

配置を図面により示していることを確認した。 

 

具体的には、敷地及び敷地周辺全体図、施設配置図等を示した上で、津波防護の基本方針を以下のとおりとしていることを確認し

た。 

 

① 設計基準対象施設の津波防護対象設備（津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。以下③におい

て同じ。）を内包する建屋及び区画が設置された敷地には、基準津波による遡上波を地上部から到達、流入させない設計とする。

また、取水路、放水路等の経路から流入させない設計とする。 

 

② 取水施設、放水施設、地下部等については、漏水の可能性を考慮のうえ、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能を有

する施設への影響を防止できる設計とする。 

 

③ ①及び②の方針のほか、設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画については、浸水防護を実施することに

より、津波による影響等から隔離可能な設計とする。 

 

④ 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能を有する施設への影響を防止できる設計とする。 

 

⑤ 津波監視設備については、入力津波に対して津波監視機能が保持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

ていること。  

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等と

して設置されるものの概要が網羅かつ明示されて

いること。 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

【重大事故等対処施設に係る確認の留意点】 

基本方針について、設計基準対象施設に準じてい

ることを確認する。 

（２）以降の項目については、重大事故等対処施

設の配置等を踏まえ、必要に応じて確認する。 

例えば、重大事故等対処施設の配置が、設計基準

対象施設の津波防護対策で防護されている場合

（例：原子炉建屋に設置）、又は高台に配置する

ことで設置位置により防護できることが明かであ

る場合（例：空冷式非常用発電装置をEL.32mに

設置）については、設計基準対象施設の津波防護

施設等による防護に包含されると考えられる。 

 

 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

【重大事故等対処施設】 

重大事故等対処施設について、設計基準対象施設に準じた耐津波設計により、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないよう設計する方針とすることを確認した。 

具体的には、以下の方針を確認した。なお、２．施設については、津波が到達しない敷地高さに設置される方針であることを図面等

で確認した。 

 

１．設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に設置するものについては、設計基準対象施設と同じ耐津波設計

方針とする。 

 

２．それ以外の建屋及び区画 に設置する緊急時対策所、空冷式非常用発電装置については、基準津波による遡上波を地上部から到

達、流入させない設計とするなど、設計基準対象施設の耐津波設計方針に準じた設計とする。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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（２）敷地への浸水防止（外郭防護１） 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施

設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。下記第三号において同じ。）の設置さ

れた敷地において、基準津波による遡上

波を地上部から到達又は流入させないこ

と。また、取水路及び排水路等の経路か

ら流入させないこと。そのため、以下の

方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。以下下記第

三号までにおいて同じ。）を内包する建

屋及びＳクラスに属する設備（屋外に

設置するものに限る。）は、基準津波に

よる遡上波が到達しない十分高い場所

に設置すること。なお、基準津波によ

る遡上波が到達する高さにある場合に

は、防潮堤等の津波防護施設及び浸水

防止設備を設置すること。 

②（省略） 

③取水路又は放水路等の経路から、津波

が流入する可能性について検討した上

で、流入の可能性のある経路（扉、開

口部及び貫通口等）を特定し、それら

に対して浸水対策を施すことにより、

津波の流入を防止すること。 

二～七（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）  

4.2.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋

及び重要な安全機能を有する屋外設備等は、基

準津波による遡上波が到達しない十分高い場所

に設置すること。  

基準津波による遡上波が到達する高さにある場

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）  

4.2.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

 

(1)敷地への浸水の可能性のある経路（遡上経路）

の特定 

(3.2.1)における敷地周辺の遡上の状況、浸水

域の分布等を踏まえ、以下を確認する。  

①重要な安全機能を有する設備又はそれを内包

する建屋の設置位置・高さに、基準津波によ

る遡上波が到達しないこと、または、到達し

ないよう津波防護施設を設置していること。  

②津波防護施設を設置する以外に既存の地山斜

面、盛土斜面等の活用の有無。また、活用に

際して補強等の実施の有無。  

 

(2)津波防護施設の位置・仕様を確認する。  

①津波防護施設の種類（防潮堤、防潮壁等）及

び箇所  

②施設ごとの構造形式、形状  

 

(3)津波防護施設における浸水防止設備の設置の

方針に関して、以下を確認する。  

①要求事項に適合するよう、特定した遡上経路

に浸水防止設備を設置する方針であること。  

②止水対策を実施する予定の部位が列記されて

いること。以下、例示。  

a)電路及び電線管貫通部、並びに電気ボッ

クス等における電線管内処理  

b)躯体開口部（扉、排水口等） 

 

 

  

 

遡上波の地上部からの到達、流入の防止について、基準津波による敷地への浸水を防止する方針とし、基準津波による遡上域を把

握するために実施した解析の結果に基づき、遡上波が到達する可能性のある海水ポンプ室の前面及び周囲に津波防護施設を設置する

ことを確認した。 

 

具体的には、遡上波の地上部からの到達、流入を防止するため、以下の方針を示していることを確認した。 

 

a. 基準津波による遡上解析について、地震による地盤沈下量を初期条件として考慮した遡上解析を実施した。その結果、津波高さ

は海水ポンプ室前面でT.P.＋6.3m程度、取水路（奥）でT.P.＋6.9m程度となる。 

 

b. 設計基準対象施設の津波防護対象設備（津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。）を内包する建

屋が設置されている周辺敷地高さは T.P.＋9.7m であり、津波による遡上波は地上部から到達、流入しない。また、海水ポンプ室

はT.P.＋2.5mであり、津波が到達する可能性があることから、津波防護施設として海水ポンプ室の前面及び周囲にT.P.＋8.0mの

防護壁を設置する。 

 

c. 屋外設備の燃料油貯蔵タンクはT.P.＋9.7m、重油タンクはT.P.＋13.1mの高さの敷地にあり、遡上波は地上部から到達、流入し

ない。 
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合には、防潮堤等の津波防護施設、浸水防止設

備を設置すること。 

 

 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4.2.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流

入防止 

取水路、放水路等の経路から、津波が流入する

可能性について検討した上で、流入の可能性の

ある経路（扉、開口部、貫通部等）を特定する

こと。  

特定した経路に対して浸水対策を施すことによ

り津波の流入を防止すること。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.2.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流入

防止 

 

(1) 敷地への海水流入の可能性のある経路（流入

経路）の特定  

以下のような経路（例示）からの津波の流入の可

能性を検討し、流入経路を特定していることを確

認する。  

①海域に連接する水路から建屋、土木構造物

地下部へのバイパス経路（水路周辺のトレ

ンチ開口部等）  

②津波防護施設（防潮堤、防潮壁）及び敷地

の外側から内側（地上部、建屋、土木構造

物地下部）へのバイパス経路（排水管、道

路、アクセス通路等）  

③敷地前面の沖合から埋設管路により取水す

る場合の敷地内の取水路点検口及び外部に

露出した取水ピット等（沈砂池を含む）  

④海域への排水管等 

  

(2)特定した流入経路における津波防護施設の配

置・仕様を確認する。  

①津波防護施設の種類（防潮壁等）及び箇所  

②施設ごとの構造形式、形状 

  

(3)特定した流入経路における浸水防止設備の設

置の方針に関して、以下を確認する。  

①要求事項に適合するよう、特定した流入経

路に浸水防止設備を設置する方針であるこ

と。  

②浸水防止設備の設置予定の部位が列記され

ていること。以下、例示。  

a)配管貫通部  

b)電路及び電線管貫通部、並びに電気ボック

ス等における電線管内処理  

c)空調ダクト貫通部  

 

 

取水路、放水路等の経路から津波の流入する可能性を網羅的に検討して海水ポンプ室床面開口部を流入経路として特定した上で、

浸水防止設備を設置することにより津波の流入を防止することを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、津波の流入経路を特定した上で、流入防止対策を施す方針としていることを確認した。 

 

a. 流入経路の特定 

流入の可能性のある取水路、放水路等の経路については、取水路又は放水路につながる海水系、循環水系、それ以外の屋外排水路

等それぞれの設置位置における入力津波高さと、それらの開口部等の標高に基づく許容津波高さを比較することにより、その差を

裕度として評価し、津波が流入する可能性を検討する。検討に当たっては、高潮による水位変動を考慮する。津波の流入防止等の

方針を検討するために算定した海水ポンプ室前面、取水路（奥）、1,2 号炉及び 3,4 号炉放水ピット並びに放水口前面の入力津波

高さ等に基づき検討した結果、海水ポンプ室前面の入力津波高さT.P.＋6.3mに対して海水ポンプ室の床面の位置がT.P.＋2.5mで

あることから、流入の可能性のある経路として、海水ポンプ室床面開口部を特定した。また、放水路の経路については、放水ピッ

トの入力津波高さT.P.＋8.8m（1,2号炉）、T.P.＋8.3m（3,4号炉）に対して、周辺敷地高さがそれぞれT.P.＋9.3m（1,2号炉）、

T.P.＋9.7m（3,4号炉）であるため、流入の可能性はない。 

 

b. 津波の流入防止対策 

特定した流入経路から津波が流入することを防止するため、浸水防止設備として、海水ポンプエリアの床面開口部に海水ポンプエ

リア浸水防止蓋、海水ポンプエリア前面及びその周辺にそれぞれ T.P.＋9.0m、T.P.＋8.0m の止水壁を設置する。また、放水ピッ

トの入力津波高さを抑制するため、本発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合に、循環水ポンプを停止する手順を整備す

る。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-16 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

d)躯体開口部（扉、排水口等） 
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（３）漏水による重要な安全機能を有する施設への影響防止（外郭防護２） 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 （省略） 

二 取水・放水施設及び地下部等におい

て、漏水する可能性を考慮の上、漏水に

よる浸水範囲を限定して、重要な安全機

能への影響を防止すること。そのため、

以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考

慮して、取水・放水施設及び地下部等

における漏水の可能性を検討した上

で、漏水が継続することによる浸水範

囲を想定（以下「浸水想定範囲」とい

う。）するとともに、同範囲の境界にお

いて浸水の可能性のある経路及び浸水

口（扉、開口部及び貫通口等）を特定

し、それらに対して浸水対策を施すこ

とにより浸水範囲を限定すること。 

②浸水想定範囲の周辺にＳクラスに属す

る設備がある場合は、防水区画化する

とともに、必要に応じて浸水量評価を

実施し、安全機能への影響がないこと

を確認すること。 

③浸水想定範囲における長期間の冠水が

想定される場合は、排水設備を設置す

ること。 

三～七（省略） 

 

 

【規制基準における要求事項等】  

4.3 漏水による重要な安全機能への影響防止

（外郭防護２）  

4.3.1 漏水対策 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、

取水・放水施設や地下部等における漏水の可能

性を検討すること。  

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定

（以下｢浸水想定範囲｣という。）すること。  

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.3 漏水による重要な安全機能への影響防止

（外郭防護２）  

4.3.1 漏水対策 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認す

る。なお、後段規制（工事計画認可）におい

ては、浸水想定範囲、浸水経路・浸水口・浸

水量及び浸水防止設備の仕様について、確認

する。 

 

重要な安全機能を有する施設への漏水による影響を防止するため、海水ポンプエリアを浸水想定範囲として設定した上で、浸水防

止設備を設置し浸水範囲を限定することを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、浸水想定範囲を設定した上で、浸水対策を施す方針としている。 

 

a. 浸水想定範囲 

取水設備及び放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水施設、放水施設、地下部等における漏水の可能性を検討し、津波が取水

路から流入する可能性があり、漏水が継続するものと仮定して、海水ポンプエリアを浸水想定範囲として設定する。 

 

b. 浸水対策 

浸水想定範囲の境界から浸水の可能性のある経路として、海水ポンプ室の床面に開口部が存在するため、海水ポンプエリア浸水防

止蓋及び止水壁を設置する。 
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浸水想定範囲の境界において浸水の可能性のあ

る経路、浸水口（扉、開口部、貫通口等）を特

定すること。  

特定した経路、浸水口に対して浸水対策を施す

ことにより浸水範囲を限定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4.3.2 安全機能への影響確認 

浸水想定範囲の周辺に重要な安全機能を有する

設備等がある場合は、防水区画化すること。  

必要に応じて防水区画内への浸水量評価を実施

し、安全機能への影響がないことを確認するこ

と。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.3.2 安全機能への影響確認 

(1)要求事項に適合する影響確認の方針であるこ

とを確認する。なお、後段規制（工事計画認

可）においては、浸水想定範囲、浸水経路・

浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様を確

認する。 

 

重要な安全機能を有する施設への影響評価について、浸水想定範囲である海水ポンプエリアを防水区画化した上で、区画内への浸

水量評価によって海水ポンプへの影響がないことを確認する方針であることを確認した。 

 

具体的には、以下を確認した。 

浸水想定範囲である海水ポンプエリアに津波防護対象設備である海水ポンプを設置しているため、本エリアを防水区画化するとし

ている。また、海水ポンプエリア内に設置する海水ポンプグランドドレン配管及び海水ポンプエリア浸水防止蓋の逆止弁について、

漏水による浸水経路となる可能性があるため、浸水量を評価し、海水ポンプへの影響がないことを確認するとしている。 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】 

4.3.3 排水設備設置の検討  

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定され

る場合は、排水設備を設置すること。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.3.3 排水設備設置の検討 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認す

る。なお、後段規制（工事計画認可）におい

ては、浸水想定範囲における排水設備の必要

性、設置する場合の設備仕様について確認す

る。 

 

 

 

 

排水設備設置の検討について、「重要な安全機能を有する施設への影響評価」における「浸水想定範囲における浸水量評価」に基づ

き、長期間の冠水の有無に応じて排水設備を設置する方針としていることを確認した。 
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（４）重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～二（省略） 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓ

クラスに属する施設については、浸水防

護をすることにより津波による影響等か

ら隔離すること。そのため、Ｓクラスに

属する設備を内包する建屋及び区画につ

いては、浸水防護重点化範囲として明確

化するとともに、津波による溢水を考慮

した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定

した上で、浸水防護重点化範囲への浸水

の可能性のある経路及び浸水口（扉、開

口部及び貫通口等）を特定し、それらに

対して浸水対策を施すこと。 

四～七（省略） 

 

【規制基準における要求事項等】  

4.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭

防護）  

4.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋

及び区画については、浸水防護重点化範囲とし

て明確化すること。 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭

防護）  

4.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

 

(1)重要な安全機能を有する設備等（耐震Sクラ

スの機器・配管系）のうち、基本設計段階に

おいて位置が明示されているものについて

は、それらの設備等を内包する建屋、区画が

津波防護重点範囲として設定されていること

を確認する。 

  

(2)基本設計段階において全ての設備等の位置が

明示されているわけではないため、工事計画

認可の段階において津波防護重点化範囲を再

確認する必要がある。したがって、基本設計

段階において位置が確定していない設備等に

対しては、内包する建屋及び区画単位で津波

防護重点化範囲を工認段階で設定することが

方針として明記されていることを確認する。 

 

重要な安全機能を有する施設の隔離について、以下のとおり、浸水防護重点化範囲を設定する方針としていることを確認した。 

 

① 浸水防護重点化範囲の設定 

津波に対する浸水防護重点化範囲として、原子炉格納施設、原子炉補助建屋（原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処理建屋）、海水

ポンプエリア、燃料油貯蔵タンク、重油タンク、海水管トンネル及び海水管トレンチを設定する。 

 

 

【規制基準における要求事項等】  

4.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水

対策 

津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量を

安全側に想定すること。  

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸

水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経

路、浸水口（扉、開口部、貫通口等）を特定

し、それらに対して浸水対策を施すこと。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水

対策 

 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認す

る。なお、後段規制（工事計画認可）におい

ては、浸水範囲、浸水量の想定、浸水防護重

点化範囲への浸水経路・浸水口及び浸水防止

設備の仕様について、確認する。  

 

(2)津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量

については、地震による溢水の影響も含め

 

 

重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）について、本発電所の施設の配置、基準津波の特性に応じた浸水の可能性のある

津波の流入や溢水を保守的に評価して、重要な安全機能を有する施設を隔離することを確認した。 

 

具体的には、以下のとおり、浸水対策を実施するとしていることを確認した。 

 

② 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

浸水防護重点化範囲へ浸水の可能性のある経路については、地震による溢水の影響も考慮して、タービン建屋から制御建屋への浸

水、また、地震時の地下水の流入に関して以下のとおり検討し、浸水の経路を特定する。 

 

 

a. 機器及び配管の損傷によるタービン建屋内の津波浸水量、溢水 
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て、以下の例のように安全側の想定を実施す

る方針であることを確認する。  

①地震・津波による建屋内の循環水系等の機

器・配管の損傷による建屋内への津波及び

系統設備保有水の溢水、下位クラス建屋に

おける地震時のドレン系ポンプの停止によ

る地下水の流入等の事象が想定されている

こと。  

②地震・津波による屋外循環水系配管や敷地

内のタンク等の損傷による敷地内への津波

及び系統設備保有水の溢水等の事象が想定

されていること。  

③循環水系機器・配管損傷による津波浸水量

については、入力津波の時刻歴波形に基づ

き、津波の繰り返しの来襲が考慮されてい

ること。  

④機器・配管等の損傷による溢水量について

は、内部溢水における溢水事象想定を考慮

して算定していること。  

⑤地下水の流入量については、例えば、ドレ

ン系が停止した状態での地下水位を安全側

（高め）に設定した上で、当該地下水位ま

で地下水の流入を考慮するか、又は対象建

屋周辺のドレン系による１日当たりの排水

量の実績値に対して、外部の支援を期待し

ない約７日間の積算値を採用する等、安全

側の仮定条件で算定していること。  

⑥施設・設備施工上生じうる隙間部等につい

ても留意し、必要に応じて考慮すること。 

ア．タービン建屋内に流入した津波により、タービン建屋に隣接する浸水防護重点化範囲（制御建屋）への影響を評価する。 

イ．地震に起因する循環水管の伸縮継手の全周破損及び耐震性の低い2次系設備の破損を想定し、循環水ポンプ停止までに生ず

る溢水量、2次系設備の保有水による溢水量及び循環水管の損傷箇所からの津波流入量の合計が建屋内に滞留するとして、浸

水量を算定する。 

ウ．循環水系機器及び配管の損傷による津波浸水量の算定では、入力津波の時刻歴波形に基づき津波の繰り返しの都度、津波が

流入し、保守的に一度流入したものは流出しないとする。 

エ．地震に起因する地下部外壁の損傷による地下水の流入については、タービン建屋の想定溢水水位と安全側に設定した地下水

位を比較して流入量を算定する。 

b. 屋外配管や屋外タンク等の損傷による浸水防護重点化範囲の津波浸水量、溢水 

ア．循環水管は、循環水ポンプ室の境界から建屋の間において浸水防護重点化範囲とは連接させないで T.P.＋9.3m の敷地に埋

設されており、浸水防護重点化範囲に津波が流入することはない。 

イ．屋外タンク等の損傷による溢水は、別途溢水防護に関する影響評価を実施し、原子炉周辺建屋水密扉及び制御建屋水密扉を

設置することにより、浸水防護重点化範囲の建屋に流入させない設計とする。 

c. 地下水の流入 

1 日当たりの地下水（湧水）の排水量の実績値に対して湧水サンプポンプの排出量が大きく上回ることと、湧水サンプポンプが

耐震性を有することから外部の支援を期待することなく排水可能である。 

d. 施設、設備の施工上生じうる隙間部 

津波及び溢水による浸水を想定するタービン建屋地下部において、施工上生じうる建屋間の隙間部には、止水処置を行い、浸水

防護重点化範囲への浸水を防止する設計とする。 
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（５）水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能を有する施設への影響防止（海水ポンプ取水性） 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～三（省略） 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要

な安全機能への影響を防止すること。そ

のため、非常用海水冷却系については、

基準津波による水位の低下に対して海水

ポンプが機能保持でき、かつ冷却に必要

な海水が確保できる設計であること。ま

た、基準津波による水位変動に伴う砂の

移動・堆積及び漂流物に対して取水口及

び取水路の通水性が確保でき、かつ取水

口からの砂の混入に対して海水ポンプが

機能保持できる設計であること。 

五（省略） 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震

（本震及び余震）による影響、津波の繰

り返しの襲来による影響及び津波による

二次的な影響（洗掘、砂移動及び漂流物

等）を考慮すること。 

七（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安

全機能への影響防止  

4.5.1 非常用海水冷却系の取水性 

非常用海水冷却系の取水性については、次に示

す方針を満足すること。  

・基準津波による水位の低下に対して海水ポン

プが機能保持できる設計であること。 

・基準津波による水位の低下に対して冷却に必

要な海水が確保できる設計であること。 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安

全機能への影響防止  

4.5.1 非常用海水冷却系の取水性 

 

(1)取水路の特性を考慮した海水ポンプ位置の評

価水位が適切に算定されていることを確認す

る。確認のポイントは以下のとおり。  

①取水路の特性に応じた手法が用いられてい

ること。（開水路、閉管路の方程式）  

②取水路の管路の形状や材質、表面の状況に

応じた摩擦損失が設定されていること。  

 

(2)前述（3.4(4)）のとおり地殻変動量を安全側

に考慮して、水位低下に対する耐性（海水ポ

ンプの仕様、取水口の仕様、取水路又は取水

ピットの仕様等）について、以下を確認す

る。  

①海水ポンプの設計用の取水可能水位が下降

側評価水位を下回る等、水位低下に対して

海水ポンプが機能保持できる設計方針であ

ること。  

②引き波時の水位が実際の取水可能水位を下

回る場合には、下回っている時間におい

て、海水ポンプの継続運転が可能な貯水量

を十分確保できる取水路又は取水ピットの

構造仕様、設計方針であること。 

なお、取水路又は取水ピットが循環水系と

非常系で併用される場合においては、循環

水系運転継続等による取水量の喪失を防止

できる措置が施される方針であること。 

 

 

海水ポンプ取水可能水位と引き波時の下降側の水位とを比較して取水性を評価し、貯水堰を設置することで水位変動に伴う取水性

低下に対して海水ポンプの機能を保持できるよう設計すること、また、循環水ポンプの運転による海水ポンプの取水性への影響もな

いことを確認した。 

 

具体的には、海水ポンプの取水性について、以下の方針としている。 

 

a. 海水ポンプ位置の評価水位 

基準津波による水位低下に伴う海水ポンプ位置での水位を算定するため、取水路から海水ポンプ室に至る経路について、形状、材

質及び水路表面の状況に応じた摩擦損失を考慮したモデル化を行い、開水路の水理解析（以下「開水路の解析」という。）を実施

する。 

 

b. 水位低下に対する耐性の確保 

開水路の解析に基づき、海水ポンプ室前の下降側の入力津波高さを、T.P.－4.8m と算定した。この値は、水理試験結果に基づく

海水ポンプの取水可能水位 T.P.－3.1m を下回る水位であり、取水可能水位を下回る時間においても海水ポンプが機能保持できる

ように、海水を貯水する対策として海水ポンプ室前面の海中に貯水堰を設置する。 

補足説明資料において、スロッシングによる貯水堰貯水量に対する影響評価について、示されている。＜補足説明資料：05：まと

め資料 17-1＞ 

 

c. 循環水ポンプによる影響 

原子炉補機冷却海水系と循環水系の水路等を独立して設置することから、循環水ポンプの運転が、海水ポンプの取水性に影響を及

ぼすことはない。 
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【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

4.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷

却系の機能保持確認 

基準津波に伴う取水口付近の砂の移動・堆積が

適切に評価されていること。  

基準津波に伴う取水口付近の漂流物が適切に評

価されていること。  

非常用海水冷却系については、次に示す方針を

満足すること。  

・基準津波による水位変動に伴う海底の砂移

動・堆積、陸上斜面崩壊による土砂移動・堆

積及び漂流物に対して取水口及び取水路の通

水性が確保できる設計であること。  

・基準津波による水位変動に伴う浮遊砂等の混

入に対して海水ポンプが機能保持できる設計

であること。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷

却系の機能保持確認 

 

(1)基準津波に伴う取水口付近の砂の移動・堆積

については、（3.2.1）の遡上解析結果におけ

る取水口付近の砂の堆積状況に基づき、砂の

堆積高さが取水口下端に到達しないことを確

認する。取水口下端に到達する場合は、取水

口及び取水路が閉塞する可能性を安全側に検

討し、閉塞しないことを確認する。｢安全側｣

な検討とは、浮遊砂濃度を合理的な範囲で高

めてパラメータスタディすることによって、

取水口付近の堆積高さを高めに、また、取水

路における堆積砂混入量、堆積量を大きめに

算定すること等が考えられる。  

 

(2)混入した浮遊砂は、取水スクリーン等で除去

することが困難なため、海水ポンプそのもの

が運転時の砂の混入に対して軸固着しにくい

仕様であることを確認する。  

 

(3)基準津波に伴う取水口付近の漂流物について

は、(3.2.1)の遡上解析結果における取水口付

近を含む敷地前面及び遡上域の寄せ波及び引

き波の方向、速度の変化を分析した上で、漂

流物の可能性を検討し、漂流物により取水口

が閉塞しない仕様の方針であること、又は閉

塞防止措置を施す方針であることを確認す

る。なお、取水スクリーンについては、異物

の混入を防止する効果が期待できるが、津波

時には破損して混入防止が機能しないだけで

なく、それ自体が漂流物となる可能性が有る

ことに留意する必要がある。 

 

 

設備の構造等を踏まえた基準津波による取水口付近の砂の移動及び堆積、取水口付近の漂流物の影響も含めて検討を実施すること

により、津波の二次的な影響に対して原子炉補機冷却海水系の機能を保持するとしていることを確認した。 

 

具体的には、海水ポンプ室の砂の移動及び堆積並びに取水口付近の漂流物の評価について、以下のとおりとしていることを確認し

た。 

 

a. 海水ポンプ室の砂の移動及び堆積 

基準津波に伴う砂の堆積について、砂移動解析では、海水ポンプ室内における砂の堆積は 0.14m であり、海水ポンプ下端から底版

までの距離は約0.8mであるため、取水経路は閉塞しない。 

 

b. 混入浮遊砂に対する海水ポンプの機能保持 

本発電所で使用している海水ポンプについて、砂が混入しても軸固着しにくい構造とする。具体的には、海水ポンプ取水時に浮遊

砂の一部がポンプ軸受に混入したとしても、約3.7mmの異物逃がし溝から排出される構造とする。 

一方で、本発電所付近の砂の平均粒径が約 0.3mm で、数 mm以上の砂は僅かであり、基準津波での海流速では、数 mm以上の砂は浮

遊しにくいことを踏まえると、大きな粒径の砂はほとんど混入せず、海水ポンプの取水機能は保持できる。 

 

c. 取水口付近の漂流物 

基準津波に伴う取水口付近の漂流物について、以下のとおり取水性に影響を与える漂流物はないと評価している。 

 

ア．津波シミュレーションの結果を踏まえ、本発電所構内及び本発電所から半径 5km の範囲で漂流物となる可能性のある施設、設

備等を網羅的に調査して抽出する。 

イ．上記について、地震による損傷が漂流物の発生可能性を高めることを考慮（地震で倒壊する可能性のあるものは倒壊するとみ

なす。）して漂流物を特定する。 

ウ．地震に起因する敷地地盤の変状、標高変化等を保守的に考慮して特定する。 

エ．本発電所構内で漂流物となる可能性があるものとして、取水路及び物揚岸壁付近の定置網、倉庫類等、樹木等を特定した。こ

れらの設置位置及び津波の流向を踏まえると、浮遊する漂流物は取水口へは向かわない。また、これらの漂流物が取水口に向かっ

た場合を仮定しても、海水ポンプ室の前面及び周囲の防護壁により防護されるため、取水性への影響はない。 

オ．本発電所構内の物揚岸壁に停泊する燃料等輸送船は、津波警報等発令時に緊急退避するため、漂流物とならない。 

カ．本発電所構外で漂流物となる可能性があるものとして本発電所近傍で航行不能となった漁船及び樹木を特定しているが、海水

ポンプ室の前面及び周囲の防護壁により防護されるため、取水性への影響はない。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-23 

（６）津波監視 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮

堤、盛土構造物及び防潮壁等をいう。

上記の「浸水防止設備」とは、水密扉

及び開口部・貫通部の浸水対策設備等

をいう。また、上記の「津波監視設

備」とは、敷地の潮位計及び取水ピッ

ト水位計、並びに津波の襲来状況を把

握できる屋外監視カメラ等をいう。こ

れら以外には、津波防護施設及び浸水

防止設備への波力による影響を軽減す

る効果が期待される防波堤等の津波影

響軽減施設・設備がある。 

②～④（省略） 

⑤津波監視設備については、津波の影響

（波力及び漂流物の衝突等）に対し

て、影響を受けにくい位置への設置及

び影響の防止策・緩和策等を検討し、

入力津波に対して津波監視機能が十分

に保持できるよう設計すること。 

⑥～⑧（省略） 

六～七（省略） 

 

 

【津波ガイド：基準における要求事項等】  

4.6 津波監視 

 

【津波ガイド：確認内容】  

4.6 津波監視 

(1) 要求事項に適合する方針であることを確認

する。また、設置の概要として、おおよその

位置と監視設備の方式等について把握する。 

 

 

津波防護施設及び浸水防止設備の機能を確保するために津波監視設備を設置して、敷地への津波の繰り返しの襲来を察知すること

及び当該設備により昼夜問わず原子炉制御室から監視可能としていることを確認した。 

 

具体的には、以下を確認した。 

 

津波監視設備として、１号炉原子炉補助建屋壁面のT.P.＋38.3m及び海水ポンプ室床面上のT.P.＋10.0mの位置に津波監視カメラ

を、海水ポンプ室上の防護壁のT.P.＋9.0m及び海水ポンプエリアのT.P.＋2.1mの位置に潮位計を設置するとしている。津波監視カ

メラは暗視機能等を有し、昼夜問わず監視可能な設計とし、潮位計は海水ポンプ室の防護壁前面の津波水位T.P.－5.1m～T.P.＋8.5m

及び海水ポンプエリアの津波水位 T.P.－5.1m～T.P.＋1.5m を測定範囲として上昇側及び下降側の津波高さが計測できる設計とし、

いずれも中央制御室から監視可能な設計としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-24 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

敷地への津波の繰り返しの襲来を察知し、津波

防護施設、浸水防止設備の機能を確実に確保す

るために、津波監視設備を設置すること。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-25 

４．施設・設備の設計方針 

（１）津波防護施設 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①～②（省略） 

③津波防護施設については、その構造に

応じ、波力による侵食及び洗掘に対す

る抵抗性並びにすべり及び転倒に対す

る安定性を評価し、越流時の耐性にも

配慮した上で、入力津波に対する津波

防護機能が十分に保持できるよう設計

すること。 

④～⑧（省略） 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震

（本震及び余震）による影響、津波の繰

り返しの襲来による影響及び津波による

二次的な影響（洗掘、砂移動及び漂流物

等）を考慮すること。 

七（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件  

5.1 津波防護施設の設計 

津波防護施設については、その構造に応じ、波力

による侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべ

り及び転倒に対する安定性を評価し、越流時の耐

性にも配慮した上で、入力津波に対する津波防護

 

【津波ガイド：確認内容】  

5. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件  

5.1 津波防護施設の設計 

 

(1)要求事項に適合する設計方針であることを確

認する。なお、後段規制（工事計画認可）に

おいては、施設の寸法、構造、強度及び支持

性能（地盤強度、地盤安定性）が要求事項に

適合するものであることを確認する。  

 

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津

波防護機能が十分保持できる設計がなされる

ことの見通しを得るため、以下の項目につい

て、設定の考え方を確認する。確認内容を以

下に例示する。  

①荷重組合せ  

a)余震が考慮されていること。耐津波設計に

おける荷重組合せ：常時＋津波、常時＋津

波＋地震（余震）  

②荷重の設定  

a)津波による荷重（波圧、衝撃力）の設定に

関して、考慮する知見（例えば、国交省の

暫定指針等）及びそれらの適用性。  

b)余震による荷重として、サイト特性（余震

の震源、ハザード）が考慮され、合理的な

頻度、荷重レベルが設定される。  

c)地震により周辺地盤に液状化が発生する場

合、防潮堤基礎杭に作用する側方流動力等

の可能性を考慮すること。  

③許容限界  

a)津波防護機能に対する機能保持限界とし

て、当該構造物全体の変形能力（終局耐力

時の変形）に対して十分な余裕を有し、津

波防護機能を保持すること。（なお、機能

損傷に至った場合、補修に、ある程度の期

間が必要となることから、地震、津波後の

再使用性に着目した許容限界にも留意する

必要がある。） 

 

 

 

 

津波防護施設の設計については、入力津波に対して津波防護機能を十分に保持できるよう設計すること、施設に作用する荷重を適

切に組み合わせること、及び地震後、津波後の再使用性や津波の繰り返し作用に配慮し十分な余裕を有するよう許容限界を設定する

としていることを確認した。 

 

具体的には、以下を確認した。 

 

津波防護施設（海水ポンプ室の前面及び周囲の防護壁並びに貯水堰）について、波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにす

べり及び転倒に対する安定性を評価し、越流時の耐性及び構造境界部の止水性に配慮した上で、当該施設の設置位置における入力津

波に対して津波防護機能が十分に保持できるよう設計する方針としている。 

これに加えて、荷重の組合せについては、漂流物による荷重、余震による荷重、自然条件（積雪荷重、風荷重等）と入力津波によ

る荷重の組合せを考慮するとしている。 

また、許容限界については、地震後、津波後の再使用性や津波の繰り返し作用を想定し、当該施設が構造全体として変形能力（終

局耐力時の変形）に対して十分な余裕を有するよう、施設又は設備を構成する材料の変形が弾性域内に収まることを基本としている。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-26 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

機能が十分に保持できるよう設計すること。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-27 

（２）浸水防止設備 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①～③（省略） 

④浸水防止設備については、浸水想定範

囲等における浸水時及び冠水後の波圧

等に対する耐性等を評価し、越流時の

耐性にも配慮した上で、入力津波に対

して浸水防止機能が十分に保持できる

よう設計すること。 

⑤～⑧（省略） 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震

（本震及び余震）による影響、津波の繰

り返しの襲来による影響及び津波による

二次的な影響（洗掘、砂移動及び漂流物

等）を考慮すること。 

七（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5.2 浸水防止設備の設計 

浸水防止設備については、浸水想定範囲における

浸水時及び冠水後の波圧等に対する耐性等を評

価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波

に対して浸水防止機能が十分に保持できるよう

設計すること。 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

5.2 浸水防止設備の設計 

 

(1)要求事項に適合する設計方針であることを確

認する。なお、後段規制（工事計画認可）に

おいては、設備の寸法、構造、強度等が要求

事項に適合するものであることを確認する。 

  

(2)浸水防止設備のうち水密扉等、後段規制にお

いて強度の確認を要する設備については、設

計方針の確認に加え、入力津波に対して浸水

防止機能が十分保持できる設計がなされるこ

との見通しを得るため、津波防護施設と同様

に、荷重組合せ、荷重の設定及び許容限界

（当該構造物全体の変形能力に対して十分な

余裕を有し、かつ浸水防止機能を保持するこ

と）の項目についての考え方を確認する。  

 

(3)浸水防止設備のうち床・壁貫通部の止水対策

等、後段規制において仕様（施工方法を含

む）の確認を要する設備については、荷重の

設定と荷重に対する性能確保についての方針

を確認する。 

 

  

浸水防止設備（海水ポンプエリア浸水防止蓋及び止水壁）については、浸水想定範囲等における浸水時及び冠水後の波圧等に対す

る耐性及び溢水による水圧に対する水密性を評価し、当該設備の設置位置における入力津波に対して浸水を防止する機能が十分に保

持できるよう設計する方針としている。これに加えて、荷重の組合せ及び許容限界については、漂流物による荷重を考慮していない

ことを除き、津波防護施設の設計と同様に設定するとしていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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（３）津波監視設備 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①～④（省略） 

⑤津波監視設備については、津波の影響

（波力及び漂流物の衝突等）に対し

て、影響を受けにくい位置への設置及

び影響の防止策・緩和策等を検討し、

入力津波に対して津波監視機能が十分

に保持できるよう設計すること。 

⑥～⑧（省略） 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5.3 津波監視設備の設計 

津波監視設備については、津波の影響（波力、

漂流物の衝突等）に対して、影響を受けにくい

位置への設置、影響の防止策・緩和策等を検討

し、入力津波に対して津波監視機能が十分に保

持できるよう設計すること。 

 

 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

5.3 津波監視設備の設計 

 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果に基づき、津波影響

を受けにくい位置、及び津波影響を受けにく

い建屋・区画・囲い等の内部に設置されるこ

とを確認する。  

 

(2)要求事項に適合する設計方針であることを確

認する。なお、後段規制（工事計画認可）に

おいては、設備の位置、構造（耐水性を含

む）、地震荷重・風荷重との組合せを考慮した

強度等が要求事項に適合するものであること

を確認する。 

 

津波監視設備の設計について、入力津波及び漂流物に対して津波監視機能を十分に保持できるよう設置位置を設定することを確認

した。 

 

津波監視設備のうち津波監視カメラについて、入力津波高さに対して波力及び漂流物の影響を受けない位置、潮位計について入力

津波高さに対して波力及び漂流物の影響を受けにくい位置にそれぞれ設置し、津波監視機能を十分に保持できるよう設計する方針と

している。また、一部の潮位計が漂流物の影響を受けた場合であっても他の津波監視設備により津波監視機能を保持できるよう設計

する方針としている。これに加え、余震による荷重、自然条件（積雪荷重、風荷重等）と入力津波による荷重の組合せを考慮するこ

とを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 
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（４）施設、設備等の設計又は評価に係る検討事項 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

 

解釈別記３ 

３ 第５条の「安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない」を満たす

ために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～四（省略） 

五 津波防護施設及び浸水防止設備につい

ては、入力津波（施設の津波に対する設

計を行うために、津波の伝播特性及び浸

水経路等を考慮して、それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）

に対して津波防護機能及び浸水防止機能

が保持できること。また、津波監視設備

については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下

の方針によること。 

①～⑤（省略） 

⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及

び近傍において建物・構築物及び設置

物等が破損、倒壊及び漂流する可能性

がある場合には、防潮堤等の津波防護

施設及び浸水防止設備に波及的影響を

及ぼさないよう、漂流防止措置又は津

波防護施設及び浸水防止設備への影響

の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等において

は、耐津波設計上の十分な裕度を含め

るため、各施設・設備の機能損傷モー

ドに対応した荷重（浸水高、波力・波

圧、洗掘力及び浮力等）について、入

力津波から十分な余裕を考慮して設定

すること。また、余震の発生の可能性

を検討した上で、必要に応じて余震に

よる荷重と入力津波による荷重との組

合せを考慮すること。さらに、入力津

波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り

返しの襲来による作用が津波防護機能

及び浸水防止機能へ及ぼす影響につい

て検討すること。 

⑧津波防護施設及び浸水防止設備の設計

に当たって、津波影響軽減施設・設備

 

【津波ガイド：確認内容】  

5.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項  

5.4.1 津波防護施設、浸水防止設備等の設計に

おける検討事項 

 

 (1)津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の

繰り返し作用の考慮のそれぞれについて、要

求事項に適合する方針であることを確認す

る。以下に具体的な方針を例示する。  

①津波荷重の設定については、以下の不確か

さを考慮する方針であること。  

a)入力津波が有する数値計算上の不確かさ 

b)各施設・設備等の機能損傷モードに対応し

た荷重の算定過程に介在する不確かさ  

上記b)の不確かさの考慮に当たっては、例

えば抽出した不確かさの要因によるパラメ

ータスタディ等により、荷重設置に考慮す

る余裕の程度を検討する方針であること。  

②余震荷重の考慮については、基準津波の波

源の活動に伴い発生する可能性がある余震

（地震）について、そのハザードを評価する

とともに、基準津波の継続時間のうち最大水

位変化を生起する時間帯において発生する余

震レベルを検討する方針であること。また、

当該余震レベルによる地震荷重と基準津波に

よる荷重は、これらの発生確率の推定に幅が

あることを考慮して安全側に組み合わせる方

針であること。  

③津波の繰り返し作用の考慮については、各

施設・設備の入力津波に対する許容限界が当

該構造物全体の変形能力（終局耐力時の変

形）に対して十分な余裕を有し、かつ津波防

護機能・浸水防止機能を保持するとして設定

されていれば、津波の繰り返し作用による直

接的な影響は無いものとみなせるが、漏水、

二次的影響（砂移動、漂流物等）による累積

的な作用又は経時的な変化が考えられる場合

は、時刻歴波形に基づいた、安全性を有する

検討方針であること。 

 

 

津波防護施設、浸水防止設備等の設計に当たっては、津波荷重の設定において不確かさを十分に考慮すること、余震による荷重を

安全側に組み合わせることなどにより、耐津波設計上の十分な裕度を確保するとしていることを確認した。 

 

具体的には、津波防護施設、浸水防止設備等の設計における検討事項について、以下の方針としていることを確認した。 

 

a. 各施設、設備の機能損傷モードに対応した荷重（浸水高、波力、波圧、洗掘力、浮力等）について、入力津波から十分な余裕を

考慮して設定する。 

 

b. 基準津波の波源となった断層の活動に伴う余震の発生の可能性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と入力津波による

荷重との組合せを考慮する。余震荷重は、基準津波の最大水位生起の時間帯に発生する余震レベルを検討した上で、弾性設計用地

震動の中から設定する。 

 

c. 入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの襲来による作用が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討

する。 

 

これに加えて、津波による荷重の設定において、入力津波を算出する数値計算に含まれる不確かさ及び各施設、設備等の機能損傷

モードに対応した荷重の算定過程に介在する不確かさを考慮する方針としていることを確認した。 
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設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

の効果を考慮する場合は、このような

施設・設備についても、入力津波に対

して津波による影響の軽減機能が保持

されるよう設計するとともに、上記⑥

及び⑦を満たすこと。 

 

 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項  

5.4.1 津波防護施設、浸水防止設備等の設計に

おける検討事項 

津波防護施設、浸水防止設備の設計及び漂流

物に係る措置に当たっては、次に示す方針（津

波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰り返

し作用の考慮）を満足すること。  

・各施設・設備等の機能損傷モードに対応した

荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力、浮力

等）について、入力津波から十分な余裕を考

慮して設定すること。  

・サイトの地学的背景を踏まえ、余震の発生の

可能性を検討すること。  

 ・余震発生の可能性に応じて余震による荷重

と入力津波による荷重との組合せを考慮する

こと。  

・入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り

返しの襲来による作用が津波防護機能、浸水

防止機能へ及ぼす影響について検討するこ

と。 

 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5.4.2 漂流物による波及的影響の検討 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍

において建物・構築物、設置物等が破損、倒

壊、漂流する可能性について検討すること。  

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場

合には、防潮堤等の津波防護施設、浸水防止設

備に波及的影響を及ぼさないよう、漂流防止装

置または津波防護施設・設備への影響防止措置

を施すこと。 

 

【津波ガイド：確認内容】  

5.4.2 漂流物による波及的影響の検討 

 

(1)漂流物による波及的影響の検討方針が、要求

事項に適合する方針であることを確認する。 

  

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津

波防護機能が十分保持できる設計がなされる

ことの見通しを得るため、以下の例のような

具体的な方針を確認する。  

①敷地周辺の遡上解析結果等を踏まえて、敷

地周辺の陸域の建物・構築物及び海域の設

 

津波防護施設及び浸水防止設備が漂流物による波及的影響を受けないよう、入力津波による漂流物の衝突力に対して十分耐え得る

構造として設計するとしていること、一部の津波監視設備について漂流物の衝突等により機能喪失した場合においても他の津波監視

設備により機能を代替できる設計としていることを確認した。 

また、本発電所港湾内に停泊する燃料等輸送船については、津波襲来時に退避する手順を整備して的確に実施することにより、漂

流物としないことを確認した。 

 

具体的には、以下を確認した。 

 

「３．（５）②津波の二次的な影響に対する原子炉補機冷却海水系の機能保持確認」における漂流物の可能性の検討及びその影響評

価結果を踏まえ、漂流物による荷重と入力津波による荷重の組合せを考慮することで、津波防護施設及び浸水防止設備を、入力津波

による波力及び漂流物の衝突力に対して十分耐え得る構造として設計する方針としている。また、漂流物として衝突する可能性があ

るもののうち、最も重量が大きい漁船を衝突荷重として評価する方針としている。ただし、本発電所構内の物揚岸壁に停泊する燃料



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯３・４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5 津波-31 

設置許可基準規則/解釈 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３・４号炉） 

置物等を網羅的に調査した上で、敷地への

津波の襲来経路及び遡上経路並びに津波防

護施設の外側の発電所敷地内及び近傍にお

いて発生する可能性のある漂流物を特定す

る方針であること。なお、漂流物の特定に

当たっては、地震による損傷が漂流物の発

生可能性を高めることを考慮する方針であ

ること。  

②漂流防止装置、影響防止装置は、津波によ

る波力、漂流物の衝突による荷重との組合

せを適切に考慮して設計する方針であるこ

と。 

 

等輸送船は、津波警報等が発令された場合において、荷役作業を中断し、陸側作業員及び輸送物を退避させるとともに、緊急離岸す

る船側と退避状況に関する情報連絡を行う手順等を整備し、的確に実施することにより漂流物としないとしている。なお、津波監視

設備のうち津波監視カメラについては、津波の影響（波力及び漂流物の衝突等）を受けない位置、潮位計については、津波の影響（波

力及び漂流物の衝突等）を受けにくい位置にそれぞれ設置するとしている。また、一部の潮位計が漂流物の影響を受けた場合であっ

ても他の津波監視設備により津波監視機能を保持できるよう設計する方針としている。 

 

 

【津波ガイド：規制基準における要求事項等】  

5.4.3 津波影響軽減施設・設備の扱い 

津波防護施設・設備の設計において津波影響

軽減施設・設備の効果を期待する場合、津波影

響軽減施設・設備は、基準津波に対して津波に

よる影響の軽減機能が保持されるよう設計する

こと。  

津波影響軽減施設・設備は、次に示す事項を

考慮すること。  

・地震が津波影響軽減機能に及ぼす影響  

・漂流物による波及的影響  

・機能損傷モードに対応した荷重について十分

な余裕を考慮した設定  

・余震による荷重と地震による荷重の荷重組合

せ  

・津波の繰り返し襲来による作用が津波影響軽

減機能に及ぼす影響 

 

 

 

 

【津波ガイド：確認内容】  

5.4.3 津波影響軽減施設・設備の扱い 

(1)津波影響軽減施設・設備の効果に期待する場

合における当該施設・設備の検討方針が、要

求事項に適合する方針であることを確認す

る。 

 

津波の波力を軽減するための防波堤を津波影響軽減施設として位置付けるとした上で、この施設が設置されている位置での入力津波

に対して、津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計する方針としている。また、入力津波による荷重の設定、余震等の荷重

の組合せ及び津波の繰返し作用への考慮について、津波防護施設及び浸水防止設備と同様に耐津波設計上の十分な裕度を確保する方

針としている。さらに、基準地震動に対して津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計する方針としていることを確認した。 

 

 
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-1 

 

 

重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価の考え方 

1.1 概要 ........................................................................................................................................................................ 1.0-2 

1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定 ............................................................................................................................................ 1.0-3 

1.3 評価に当たって考慮する事項 .................................................................................................................................................. 1.0-3 

1.4 有効性評価に使用する計算プログラム .......................................................................................................................................... 1.0-8 

1.5 有効性評価における解析の条件設定 ............................................................................................................................................ 1.0-9 

1.6 解析の実施 ................................................................................................................................................................. 1.0-13 

1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 ................................................................................................................................. 1.0-14 

1.8 必要な要員及び資源の評価 ................................................................................................................................................... 1.0-15 

 

 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価の考え方） 

 

1.1 概要 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1. 重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価の概要は整理

されているか。 

1) 重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価において、措

置の有効性を評価する範囲は明確となっているかを確認する。 

(ⅰ) 評価対象とする事故や有効性を評価する範囲を確認する。 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故等対策への対処に係る措置の有効性評価（有効性評価）において、評価対象とする事故及び有効性を評価する範囲につい

て、以下のとおり確認した。 

有効性評価において、評価対象とする事故は、以下の 4つであることを確認した。 

 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

 運転中の原子炉における重大事故 

 使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれがある事故 

 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

 

上記の事故（重大事故等）が発生した場合にも、炉心や燃料体の著しい損傷の防止あるいは原子炉格納容器の破損及び発電所外への

放射性物質の異常な水準の放出の防止のために講じることとしている措置（重大事故等対策）が有効であることを示すことを確認した。 

また、有効性評価においては、評価対象とする事故シーケンスを整理し、対応する評価項目を設定した上で、計算プログラムを用いた

解析等を踏まえて、設備、手順及び体制の有効性を評価することを確認した。 

※ 1.1(1)～（8）は 1.2～1.8 のサマリが記載されているため、確認は 1.2～1.8 にて実施する。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-3 

1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37 条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1-1 

(b)個別プラント評価により抽出した事故シーケンスグループ 

① 個別プラントの内部事象に関する確率論的リスク評価（PRA）

及び外部事象に関するPRA（適用可能なもの）又はそれに代わる

方法で評価を実施すること。 

② その結果、上記1－1(a)の事故シーケンスグループに含まれな

い有意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグループが抽

出された場合には、想定する事故シーケンスグループとして追

加すること。なお、「有意な頻度又は影響をもたらす事故シー

ケンスグループ」については、上記1－1(a)の事故シーケンスグ

ループと炉心損傷頻度又は影響度の観点から同程度であるか等

から総合的に判断するものとする。 

1. 評価対象の整理方法は適切か。 

1) 評価対象の整理方法は有効性評価ガイドに倣ったものである

か。 

(ⅰ) 評価対象の整理方法は PRA の知見を踏まえたものであること

を確認する。PRA を用いていない場合は、その手法が適切である

かを確認する。また、有効性評価と技術的能力との関連が整理

されているかを確認する。 

① 事故シーケンスグループ等を選定するに当たって、安全機

能としてアクシデントマネジメント策を考慮するかを確

認。 

② 事故シーケンスグループ等の選定で活用するPRAの内容を

確認。 

③ PRA の結果を踏まえ、新たに追加する事故シーケンスグル

ープの有無を確認。 

④ 有効性評価における重要事故シーケンス等と技術的能力

の関連は整理されているか確認。 

 

(ⅰ) 評価対象の整理方法として、本発電用原子炉施設を対象とした PRA の知見等を踏まえ、重大事故等に対処するための措置が基本的

に同じである事故シーケンスのグループ化を行い、措置の有効性を確認するための代表的な事故シーケンス（以下「重要事故シー

ケンス等」という。）を選定して、対応する措置の有効性評価を行うことを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 炉心損傷防止対策及び運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性を確認する事故シーケンスグループ並びに格納容器

破損防止対策の有効性を確認する格納容器破損モード（事故シーケンスグループ等）の選定に当たっては、設計基準事故対処のた

めに考慮している安全施設の機能のみをモデル化（個別プラントのリスクを適切に把握する観点から、原子炉設置許可取得済の設

備の耐震補強や建屋の止水処置等については可能な範囲でモデルへ反映）し、運転開始以降整備している種々の安全対策を考慮し

ない仮想的なプラント状態を評価対象として実施した PRA の結果（アクシデントマネジメント策を考慮しない、いわゆる｢裸の PRA｣）

を活用することを確認した。 

② 事故シーケンスグループ等が活用する PRA の内容は、「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に対しては、レ

ベル 1PRA に加えて、PRA が適用可能な外部事象として地震、津波それぞれのレベル 1PRA を活用することを確認した。「運転中の原

子炉における重大事故」に対しては、内部事象レベル 1.5PRA を活用することを確認した。「運転停止中の原子炉における重大事故

に至るおそれがある事故」に対しては、停止時レベル 1PRA を活用することを確認した。 

③ 地震、津波以外の外部事象を対象としたレベル 1PRA や外部事象を対象としたレベル 1.5PRA については、定性的な検討から発生す

る事故シーケンスを分析した結果、新たに追加すべき事故シーケンスグループ等はないことを確認した。 

④ 有効性評価における重要事故シーケンス等で講じる対策内容と技術的能力で整備した手順との関連については、第 6.2.1 表にまと

められていることを確認した。 

※ 1.2.1～1.2.4 の内容は PRA の内容と重複するため PRA の確認事項へ 

 

1.3 評価に当たって考慮する事項 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

1. 評価に当たって考慮する事項はなにか。 

1) 対象とする設備や要員、燃料等の評価方針、評価で考慮する仮

定、評価期間は明確となっているか。評価方針や評価期間は有

効性評価ガイドに倣ったものであるか。 

(ⅰ) 有効性評価において考慮する措置（技術的能力と設備との関

連）や有効性評価の評価方針を確認する。 

① 有効性評価で考慮する設備や要員、燃料等の評価方針を確

認。 

② 「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故」、「運転中の原子炉における重大事故」｣についての解析

方針について確認。 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉

が安定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導か

れる時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないも

のとして7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で

安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

(5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合に

は、各々の対策について有効性を評価することを基本とす

る。ただし、評価条件の包絡性が示すことができれば、包

絡条件による有効性評価で代表してもよい。（例えば、起

動に多くの人手及び時間を要し、かつ、容量が少ない可搬

型設備の条件で常設設備の条件を包含させる場合。） 

 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(5) 複数の対策（例えば、常設代替設備と可搬型代替設備）がと

られている場合は、各々の対策について有効性を評価する。 

 

(ⅰ) 有効性評価において考慮する措置について、以下のとおり確認した。 

① 有効性評価は、グループ化した事故シーケンスごとに｢技術的能力に係る審査基準（技術的能力）｣、｢設置許可基準規則（設備）｣

との関係を整理して評価を行うことを確認した。また、「技術的能力」で講じることとしている措置のうち、「設備」で重大事故等対

処設備としている設備を用いたものを対象とし、手順及び体制としてはその他の措置との関係も含めて必要となる水源、燃料及び電

源等の資源や要員を整理し、資源及び要員の確保に関する評価を行うことを確認した。 

② 「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」における 1つの事故シーケンスグループにおいて複数の対策があり、

それぞれで重要事故シーケンス等を選定していない場合には、代表性、包絡性を整理し解析を行うことを確認した。また、「運転中

の原子炉における重大事故」における 1つの格納容器破損モードにおいて複数の対策がある場合には各々の対策について解析を行う

ことを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

 (ⅱ) 安全機能の喪失の仮定に対する考え方を確認する。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

(ⅱ) 安全機能の喪失の仮定に対する考え方について、以下のとおり確認した。 

グループ化した事故シーケンスごとに、PRA の結果を踏まえ、起因事象の発生に加えて想定する多重故障、共通原因故障又は系統

間の機能依存性を考慮した従属故障等の安全機能の喪失を考慮することを確認した。また、機能喪失の要因として故障又は待機除外

を想定した設備の復旧には期待しないことを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

(ⅲ) 外部電源に対する仮定及びその考え方が明らかであることを

確認する。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する 

(ⅲ) 外部電源に対する仮定について、以下のとおり確認した。 

外部電源有無の双方について考慮するが、基本的には常用系機器の機能喪失、工学的安全施設の作動遅れ及び運転員等操作への影

響を考慮して外部電源がない場合を想定する。ただし、外部電源を考慮した方が有効性を確認するための評価項目に対して評価結果

の余裕が小さくなる（厳しくなる）ような場合は、外部電源がある場合を想定することを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

(ⅳ) 重大事故等の想定及びこれを踏まえた重大事故等対処設備の

単一故障の仮定について確認する。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

(ⅳ) 重大事故等の想定及びこれを踏まえた重大事故等対処設備の単一故障の仮定について、以下のとおり確認した。 

重大事故等は設計基準事故対処設備が多重の機能喪失を起こすことを想定しており、さらに、重大事故等対処設備は設計基準事故

対処設備に対して多様性を考慮して設置していることから、重大事故等対処設備の単一故障は仮定しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

(ⅴ) 解析で設定する中央制御室や現場での運転員等による操作時間の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 事象に対処するために必要な運転員の手動操作については、原則として、中央制御室での警報発信又は監視パラメータが操作開始

条件に達したことを起点として、確実な実施のための時間余裕を含め、以下に示す時間で実施することを確認した。 

 中央制御室での警報発信等を起点として中央制御室で実施する操作については、警報等の発信時点から 10 分後に開始する。 

 上記の操作に引き続き中央制御室で実施する操作については、上記の操作から 1分後に開始する。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

(ⅴ) 解析で設定する中央制御室や現場での運転員等による操作時

間の仮定について確認する。 

① 解析で用いる操作条件の考え方が整理されていることを確

認。 

② 運転員等操作は、アクセス性や環境の悪化等を考慮したも

のとなっているかを確認。 

 

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に

基づき設定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状

態、温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績

等に基づき設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設

計仕様に基づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び

補機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間

に含めて考慮する。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

（a） 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計

装の利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

（b） 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に

基づき設定する。 

（c） 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状

態、温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績

等に基づき設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計

値に基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及

び補機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時

間に含めて考慮する。 

 中央制御室で監視するパラメータが操作開始条件に達したことを起点として中央制御室で実施する操作については、操作開始条件

到達から 10 分後に開始する。 

 中央制御室で監視するパラメータが操作開始条件に達したことを起点として現場で実施する操作については、操作開始条件到達か

ら 30 分後に開始する。 

② 運転員等操作は、アクセス性や環境の悪化等を考慮したものとなっているかについて、以下のとおり確認した。 

その他、個別の運転員等の操作に必要な時間を考慮して操作を開始することを確認した。なお、運転員等は手順書に従い、各操作条

件を満たせば順次操作を実施するが、有効性評価における解析の条件設定においては、操作場所までのアクセスルートの状況、操作

場所の作業環境等を踏まえ、実現可能と考えられる操作時間の想定等に基づき上記①の運転員等操作時間を設定することを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

(ⅵ) 有効性評価で考慮するプラント状態や解析で評価する期間を

確認する。 

① 評価で考慮するプラント状態の範囲が示されていること

を確認。 

② ｢安定状態｣、｢安定停止状態｣の定義を確認するとともに所

内単独で対策を講じる期間は有効性評価ガイドに倣って

いるかを確認 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が

安定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる

時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないものとし

て7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で安定状態

に至った場合は、その状態を維持できることを示すこと。） 

 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及

び原子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして7 日間評価す

る。ただし、7日間より短い期間で安定状態に至った場合は、

その状態を維持できることを示すこと。） 

（ⅵ) 有効性評価で考慮するプラント状態や解析で評価する期間について、以下のとおり確認した。 

① 有効性評価を行うに当たっては、異常状態の発生前の状態として、通常運転範囲及び運転期間の全域について考慮し、サイクル期間

中の炉心燃焼度変化、燃料交換等による長期的な変動及び運転中予想される運転状態を考慮することを確認した。 

② 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉等が安定停止状態等に導かれるまでを対象とするが、有効性評価における

解析としては、原子炉等が安定停止状態等に導かれることが合理的に推定可能な時点までとし、外部支援がないものとして 7日間の

対策成立性を評価することを確認した。具体的な解析で評価する期間は以下のとおり。 

 「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」については、原子炉が安定停止状態に導かれる時点まで 

 「運転中の原子炉における重大事故」については、原子炉及び原子炉格納容器が安定状態に導かれる時点まで 

 「使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれがある事故」については、使用済燃料ピットの水位が回復し、水位及び温度

が安定した状態に導かれる時点まで 

 「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」については、原子炉が安定状態に導かれる時点まで 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-8 

1.4 有効性評価に使用する計算プログラム 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

1. 評価に用いる解析コードは適切か。 

1) 解析コードの選定に係る考え方は有効性評価ガイドに倣ったも

のであるか。 

(ⅰ) 評価で用いる解析コードは重要現象がモデル化されているこ

と、不確かさや適用範囲が把握されていることを確認。 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモ

デルの適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基に

その影響を適切に考慮する。 

(ⅰ) 評価で用いる解析コードは重要現象がモデル化されていること、不確かさや適用範囲が把握されていることについて、以下のとお

り確認した。 

有効性評価に使用する解析コードは、事故シーケンスの特徴に応じて、重要現象がモデル化されており、実験等を基に検証され、適

用範囲を含めてその不確かさが把握されているものとして、以下に示す解析コードを用いることを確認した。 

 M-RELAP5 

 SPARKLE-2 

 MAAP 

 GOTHIC 

 COCO 

※ 上記の解析コードの概要、重要現象のモデル化、妥当性確認及び不確かさの把握については、解析コードの内容と重複するため、解

析コードの確認事項へ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-9 

1.5 有効性評価における解析の条件設定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

1.解析の条件設定は適切か。 

1) 解析条件の設定は有効性評価ガイドに倣ったものか。 

(ⅰ) 解析条件の設定に係る考え方を確認する。 

① 解析条件の設定の考え方（保守的な評価か最適評価か）を

確認 

② 解析コードや解析条件の不確かさの影響についての考え

方を確認 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有

効性評価の共通解析条件」及び「2.2.3事故シーケンスグル

ープの主要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、

保守的な仮定及び条件の適用を否定するものではない。 

 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有

効性評価の共通解析条件」及び「3.2.3格納容器破損モード

の主要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守

的な仮定及び条件の適用を否定するものではない。 

(ⅰ) 解析条件の設定に係る考え方について、以下のとおり確認した。 

① 有効性評価における解析の条件設定については、事象進展の不確かさを考慮して、設計値等の現実的な条件を基本としつつ、原則、

有効性を確認するための評価項目に対して余裕が小さくなるような設定とすることを確認した。 

② 解析コードの持つ重要現象に対する不確かさや解析条件の不確かさによって、有効性評価の評価項目及び運転員等操作時間に対する

余裕が小さくなる可能性がある場合は、影響評価において感度解析等を行うことを前提に設定することを確認した。 

なお、有効性評価で設定する初期条件、事故条件、機器条件、操作条件の定義は以下のとおりであることを確認した。 

 初期条件とは、異常状態が発生する前の発電用原子炉施設の状態をいう。 

 事故条件とは、重大事故等の発生原因となる機器の故障又は安全機能の喪失の状態をいう。 

 機器条件とは、重大事故等を収束させる際に使用する重大事故等対処設備の状態をいう。 

 操作条件とは、運転員等操作による重大事故等対処設備の操作が可能となる状態をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 共通解析条件について確認する。 

① ｢運転中の原子炉における重大事故に至るおそれの有る事

故｣で用いる初期条件、事故条件、機器条件の考え方及び

根拠が示されているかを確認。 

② ｢運転中の原子炉における重大事故｣で用いる初期条件、事

故条件、機器条件の考え方及び根拠が示されているかを確

認。 

③ ｢使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれがある

事故｣で用いる初期条件、事故条件、機器条件の考え方及

び根拠が示されているかを確認。 

(ⅱ) 共通解析条件について、以下のとおり確認した。 

① ｢運転中の原子炉における重大事故に至るおそれの有る事故｣で用いる共通解析条件について、以下のとおり確認した。 

<初期条件> 

初期定常運転条件：解析では、炉心熱出力の初期値として、定格値(3,411MWt)に正の定常誤差（定格値の+2%）を考慮した値を用い

るものとする。また、1 次冷却材平均温度の初期値として、定格値（307.1℃）に正の定常誤差（+2.2℃）を考慮した値を用いるも

のとする。また、1次系圧力の初期値として、定格値（15.41MPa[gage]）に正の定常誤差（+0.21MPa）を考慮した値を用いることを

確認した。この設定は、評価項目に対する余裕が小さくなる方向に定常誤差を考慮していることとなる。なお、事故シーケンスグル

ープ「原子炉停止機能喪失」においては、出力抑制について減速材温度の反応度帰還効果に期待しており、これを多様化自動作動盤

（ATWS 緩和設備）の作動が必要となるサイクル寿命初期の炉心運用を包絡するよう、反応度帰還の効果を小さくするため、減速材

温度係数の絶対値が小さめの値を設定することから、炉心熱出力、1次冷却材平均温度及び 1次系圧力の初期値として定格値を用い



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-10 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

④ ｢運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれのあ

る事故｣で用いる初期条件、事故条件、機器条件の考え方

及び根拠が示されているかを確認。 

（3号炉の場合） 

 MOX 炉心の装荷を考慮しているかを確認。 

 

 

ることを確認した。 

1 次冷却材流量：1次冷却材全流量は熱設計流量を用いることを確認した。 

炉心及び燃料体： 

（炉心崩壊熱）崩壊熱としては、日本原子力学会の推奨値に基づく核分裂生成物の崩壊熱にアクチニドの崩壊熱を考慮した曲線を使

用する。また、使用する崩壊熱はウラン燃料の装荷を考慮するとともに、燃焼度が高くなるサイクル末期炉心を対象に設定し、燃料

被覆管温度等に関連する、炉心の露出状況を確認する必要がある事象においては、局所的な影響を考慮した高温点評価用崩壊熱を用

い、原子炉圧力等のプラント全体に関連する炉心平均挙動を評価する事象においては、炉心の平均的な崩壊熱を表す炉心平均評価用

崩壊熱を用いることを確認した。 

（炉心バイパス流量）熱除去に寄与しない炉心バイパス流量割合は、設計値として 5.5%を用いることを確認した。 

（核的パラメータ）即発中性子寿命、実効遅発中性子割合、減速材密度係数、ドップラ係数等の核的パラメータは、原則として炉心

運用を考慮して評価項目に対して厳しくなるよう設定する。なお、事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」における炉心動

特性解析には三次元手法を用いる。このため、減速材反応度帰還効果は減速材温度係数の絶対値が小さめの値となるように解析用の

炉心条件を設定する。また、ドップラ反応度帰還効果はウラン燃料を装荷した平衡炉心の特性を考慮することを確認した。 

加圧器：加圧器保有水量の初期値は、全出力運転状態における保有水量に基づき、60%体積とすることを確認した。 

蒸気発生器：蒸気発生器伝熱管施栓率は 10%を考慮し、2 次側水位は設計値として 44%（狭域スパン）を、蒸気発生器保有水量は 1

基当たり 50ton を用いることを確認した。 

原子炉格納容器： 

（自由体積）原子炉格納容器の自由体積は、設計値に余裕を考慮した小さめの値として 72,900m3を用いることを確認した。 

（ヒートシンク）原子炉格納容器ヒートシンクは、設計値に余裕を考慮した小さめの値を用いることを確認した。 

（初期温度及び圧力）原子炉格納容器の初期圧力及び温度は 9.8kPa[gage]、49℃を用いることを確認した。 

主要機器の形状：原子炉容器、1次冷却材ポンプ、加圧器、蒸気発生器、1次冷却材配管及び原子炉格納容器の形状に関する条件は、

設計値を用いることを確認した。 

＜事故条件＞ 

原子炉冷却材喪失時の破断位置：1 次冷却材配管の破断による LOCA を想定する場合の配管の破断位置について、炉心損傷防止対策

の有効性評価においては、炉心の再冠水が遅れること、破断ループに接続された ECCS の注水効果に期待できないこと等を踏まえ、

設計基準事故と同様に低温側とすることを確認した。なお、事故シーケンスグループ「原子炉格納容器の除熱機能喪失」については、

蒸気発生器 2次側保有水の保有する熱量が、原子炉格納容器内に放出されることによる長期的な原子炉格納容器圧力の上昇の速さの

観点も踏まえて低温側とすることを確認した。 

＜重大事故等対策に関連する機器条件＞ 

炉心及び燃料体：原子炉自動停止時の制御棒クラスタ落下による反応度の添加は、第 1.2.1 図に示すものを用い、制御棒クラスタ落

下開始から全ストロークの 85％落下までの時間を 2.2 秒とすることを確認した。 

安全保護系の設定点の作動限界値及び応答時間： 

（原子炉トリップ限界値及び応答時間）原子炉トリップ及び応答時間として、以下の設定とすることを確認した。 

 過大温度ΔT高は 1次冷却材温度の関数とし、応答時間は 6.0 秒とする 

 原子炉圧力低の設定圧力は 12.73MPa[gage]とし、応答時間は 2.0 秒とする 

 1 次冷却材ポンプ回転数低は定格回転数に対して 92.6%とし、応答時間は 0.6 秒とすることを確認した。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-11 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 蒸気発生器水位低は蒸気発生器狭域水位 11%とし、応答時間は 2.0 秒とすることを確認した。 

（ECCS 作動限界値及び応答時間）ECCS 作動限界値及び応答時間は以下の設定を用いることを確認した。 

 原子炉圧力低の応答時間は、12.04MPa［gage］とし、事故シーケンスグループ「原子炉格納容器除熱機能喪失」、「ECCS 再循環

機能喪失」の場合は 0秒、その他の事故シーケンスグループでは 2.0 秒とする 

原子炉制御設備：原子炉制御設備は、外乱を小さくする方向に働くことから作動しないものとする。ただし、1次系及び 2次系の主

要弁である加圧器逃がし弁、主蒸気逃がし弁は過渡事象の様相に対する寄与が大きいことから、自動作動するものとする。なお、事

故シーケンスグループ「格納容器バイパス」のうち「蒸気発生器伝熱管破損時に破損側蒸気発生器の隔離に失敗する事故」において

は、加圧器圧力制御系、加圧器水位制御系及び給水制御系は、1次冷却材の 2次系への流出を厳しくする観点から自動作動するもの

とすることを確認した。 

1 次系及び 2次系の主要弁：加圧器逃がし弁、加圧器安全弁、主蒸気逃がし弁及び主蒸気安全弁の設定値については以下のとおりで

あることを確認した。 

 加圧器逃がし弁容量は 1個当たり 95t/h とする 

 加圧器安全弁容量は、1個当たり 190t/h とする 

 主蒸気逃がし弁容量は、1ループ当たりの定格主蒸気流量の 10%とする 

 主蒸気安全弁容量は、1ループ当たりの定格主蒸気流量の 100%とする 

1 次冷却材ポンプ：1次冷却材ポンプの回転数等の仕様に関する条件は設計値を用いることを確認した。 

格納容器再循環ユニット：使用台数は 2 基とし、設計値より小さい除熱特性として 1 基当たり除熱特性(100℃～168℃、約 4.1MW～

約 11.2MW)で原子炉格納容器内を除熱することを確認した。 

燃料取替用水ピット：保有水量は 1,860m3とすることを確認した。 

② ｢運転中の原子炉における重大事故｣で用いる共通解析条件について、以下のとおり確認した。 

<初期条件> 

｢運転中の原子炉における重大事故に至るおそれの有る事故｣と同様であるが、格納容器破損モード「水素燃焼」については、以下の

条件を適用することを確認した。 

 原子炉格納容器のヒートシンクは、設計値より大きめの値を用いる 

 原子炉格納容器の初期圧力は、0kPa[gage]を用いる 

＜事故条件＞ 

原子炉冷却材喪失時の破断位置：1 次冷却材配管の破断による LOCA を想定する場合の配管の破断位置について、格納容器破損防止

対策の有効性評価においては、ECCS 注水に期待していないこと、また、蓄圧タンクからの注水のみでは炉心冠水を維持できないこ

とを踏まえ、早期に炉心からの蒸気が系外に放出される高温側とすることを確認した。 

＜重大事故等対策に関連する機器条件＞ 

｢運転中の原子炉における重大事故に至るおそれの有る事故｣と同様であることを確認した。 

③ ｢使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれがある事故｣で用いる共通解析条件について、以下のとおり確認した。 

<初期条件> 

使用済燃料ピット崩壊熱：原子炉停止後に取り出された全炉心分の燃料及び以前から貯蔵されている使用済燃料が、使用済燃料ピッ

ト崩壊熱が最大となるような組み合わせで貯蔵される場合を想定して、使用済燃料ピット崩壊熱は 11.674MW を用いることを確認し

た。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

事象発生前使用済燃料ピット水温：使用済燃料ピット水温の標準的な水温として、40℃を用いることを確認した。 

使用済燃料ピットに隣接するピットの状態：燃料取出直後の使用済燃料ピットの状態を想定して評価しており、燃料を取り出す際に

は A エリア、B エリア、燃料取替用キャナル及び燃料検査ピットの間に設置されているゲートを取り外すことから、A エリア、B エ

リア、燃料取替用キャナル及び燃料検査ピットは接続状態とする。評価においては、100℃までの温度条件が厳しくなるように A エ

リアのみの水量を考慮することを確認した。 

主要機器の形状：使用済燃料ピット等の主要機器の形状に関する条件は設計値を用いることを確認した。 

＜重大事故等対策に関連する機器条件＞ 

放射線の遮へいが維持できる使用済燃料ピット水位：使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の燃料取扱棟の遮蔽設計基準

値（0.15mSv/h）となる水位として、燃料頂部から、約 4.38m（通常運転水位（NWL）約-3.19m）とすることを確認した。 

④ ｢運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故｣で用いる共通解析条件について、以下のとおり確認した。 

＜事故条件＞ 

炉心崩壊熱：崩壊熱としては、日本原子力学会の推奨値に基づく核分裂生成物の崩壊熱にアクチニドの崩壊熱を考慮した曲線を使用

する。また、使用する崩壊熱はウラン燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の装荷を考慮するとともに、燃焼度が高くなる

サイクル末期炉心を対象に設定し、第 6.5.1 図に示す局所的な影響を考慮した高温点評価用崩壊熱を用いることを確認した。 

原子炉停止後の時間：燃料取出前のミッドループ運転中の事故を想定することから、定期検査工程上、原子炉停止から 1次冷却材水

抜き完了までの時間として考えられる最短時間に余裕をみた時間として、原子炉停止後の時間は 72 時間とすることを確認した。 

1 次系圧力：ミッドループ運転中は 1次系を大気開放状態としていることから、1次系圧力の初期値は大気圧とすることを確認した。 

1 次冷却材高温側温度：ミッドループ運転中の運転モードにおける上限値として、1次冷却材高温側温度の初期値は 93℃とすること

を確認した。 

1 次冷却材水位：プラント系統構成上の制約から定めているミッドループ運転中の水位として、1次系の初期水位は原子炉容器出入

口配管の中心高さを 20cm 上回る高さとすることを確認した。 

1 次系開口部：ミッドループ運転中に確保している蒸気放出経路として、1 次系開口部は、加圧器安全弁が 3 個取り外されているも

のとする。 

主要機器の形状：原子炉容器、1 次冷却材ポンプ、加圧器、蒸気発生器、1 次冷却材配管及び原子炉格納容器の形状に関する条件は

設計値を用いることを確認した。 
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1.6 解析の実施 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1.解析の実施方針は適切か。 

1) 解析対象とするパラメータや結果の示し方を確認する。 

(ⅰ) 解析対象とするパラメータ、結果を明示するパラメータにつ

いて確認。 

 

(ⅰ) 解析対象とするパラメータ、結果を明示するパラメータについて、以下のとおり確認した。 

有効性評価における解析は、評価項目となるパラメータの推移のほか、事象進展の状況を把握する上で必要なパラメータの推移につ

いて解析を実施し、事象進展が適切に解析されていることを確認し、その結果を明示することを確認した。なお、事象進展の特徴や

厳しさ等を踏まえ、解析以外の方法で原子炉等が安定停止状態等に導かれ、評価項目を満足することが合理的に説明できる場合はこ

の限りではないことを確認した。 
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1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

1. 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は適切か。 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は有効性評

価ガイドに倣ったものかを確認する。 

(ⅰ) 不確かさの影響評価方針について確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲に

ついて確認。 

② どのような場合にどのような内容の不確かさの影響評価

を実施するのかを確認。 

③ 解析コードの不確かさの影響評価内容を確認。 

④ 解析条件の不確かさの影響評価内容を確認。 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモ

デルの適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基に

その影響を適切に考慮する。 

(ⅰ) 不確かさの影響評価方針について、以下のとおり確認した。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与え

る影響及び要員の配置による他の操作に与える影響を評価するものとすることを確認した。 

② 不確かさ等の影響確認は、評価項目に対する余裕が小さくなる場合に感度解析等を行うことを確認した。事象推移が緩やかであり、

重畳する影響因子がないと考えられる等、影響が容易に把握できる場合は、選定している重要事故シーケンス等の解析結果等を用

いて影響を確認し、事象推移が早く、現象が複雑である等、影響が容易に把握できない場合は、事象の特徴に応じて解析条件を変

更した感度解析によりその影響を確認する方針であることを確認した。 

③ 解析コードの不確かさは、選定している重要事故シーケンス等における重要現象に対する不確かさを考慮し、運転員等操作時間に

与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響を確認することを確認した。 

④ 解析条件のうち、初期条件、事故条件及び機器条件の不確かさについて、運転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラ

メータに与える影響を確認することを確認した。また、解析条件である操作条件の不確かさとして、上記の解析コード及び解析条

件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響及び解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間等の操作開始時間の変

動を考慮して、要員の配置による他の操作に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響を確認することを確認した。 
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1.8 必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

1. 必要な要員及び資源の評価方針は適切か。 

1) 必要な要員及び資源の評価方針は有効性評価ガイドに倣ったも

のか確認する。 

(ⅰ) 評価で想定するプラント状態や時間帯、判定基準を確認する。 

① 想定するプラント状態、時間帯は要員の観点で最も厳しい

ものかを確認。 

② 必要な要員の判定基準を確認。 

③ 必要な資源等の判定基準を確認。 

 

 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が

安定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれ

る時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないもの

として7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で安

定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示す

こと。） 

(ⅰ) 評価で想定するプラント状態や時間帯、判定基準は以下のとおりであることを確認した。 

① 発電所内の発電用原子炉施設で重大事故等が同時期に発生することも想定した最も厳しい状態とし、時間帯は時間外、休日（夜間）

を想定することを確認した。 

② 「技術的能力に係る審査基準への適合状況説明資料」で整備している体制にて対処可能であることを確認するとともに、必要な作業

が所要時間内に実施できることをもって、必要な要員の評価を行うことを確認した。 

③ 想定する発電用原子炉施設の運転状態に対して、必要となる水源、燃料及び電源の資源の確保の観点から、必要水量、燃料消費量及

び電源負荷を確認するとともに、7 日間継続してこれらの資源が供給可能であることをもって、必要な資源等の評価を行うことを確

認した。 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：2次冷却系からの除熱機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの妥当性につ

いて 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故

シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に

ついて｣においてに示されている各事故シーケンスと一致

していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シー

ケンス等の選定について｣と対策の有効性評価をリンク

させるためのもの。） 

 

 

 

1) 事故シーケンスグループ｢2 次冷却系からの除熱機能喪失｣における事故シーケンスは、以下の 8ケースであり、PRA 側の評価結果と一致している

ことを確認した。 

・主給水流量喪失時に補助給水機能が喪失する事故 

・小破断 LOCA 時に補助給水機能が喪失する事故 

・過渡事象時に補助給水機能が喪失する事故 

・手動停止時に補助給水機能が喪失する事故 

・外部電源喪失時に補助給水機能が喪失する事故 

・2次冷却系の破断時に補助給水機能が喪失する事故 

・2次冷却系の破断時に主蒸気隔離に失敗する事故 

・蒸気発生器伝熱管破損時に補助給水機能が喪失する事故 

 

(参考) 

大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 まとめ資料 

① 第 1.2.2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故） 

② 添付資料十 第 6.2.2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故） 

③（付録１）Ⅰ事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 

1.3.2 重要事故シーケンスの選定結果 

（付録１ 抜粋） 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え

方の妥当性について 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にす

るものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及

び必要となる対策の観点から、事故シーケンスグループ

全体の特徴を代表していることを確認するとともに、対

策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展を確認す

る。 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、2次冷却系からの除熱機能の喪失に伴い 1次冷却系が高温・高圧状態となり、加圧器安

全弁等からの冷却材漏えいが継続し、炉心損傷に至ることを確認した。  

 

具体的には、｢原子炉の出力運転中に主給水流量喪失等が発生するとともに、補助給水系機器の故障等により蒸気発生器への注水機能が喪失す

る。このため、蒸気発生器はドライアウトして、2次冷却系からの除熱機能が喪失することから、緩和措置がとられない場合には、1次冷却系

が高温、高圧状態となり、加圧器安全弁等からの漏えいが継続し、炉心損傷に至る ｣ものであり、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表

したものとなっていることを確認した。 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの

特徴を踏まえて必要な機能を踏まえた対策を明確に示し

ているかを確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、早期に 1次冷却系を強制的に減圧するとともに、炉心注水を行い、

炉心を冷却する必要があるとしていることを確認した。本事故シーケンスグループの特徴を踏まえた必要な機能は、1次冷却系を強制的に減圧

する機能、炉心注水を行う機能であり、具体的な初期の対策として、1次冷却系を強制的に減圧し、高圧での炉心注水を行う対策(1次冷却系の

フィードアンドブリード)により、炉心損傷を防止する必要があることを確認した。  

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網

羅性及び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含

めて、手順については技術的能力基準への適合、設備について

は設置許可基準規則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に

明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータ

に関する計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するま

での時間遅れを考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、補助給水系の機能喪失（2次冷却系からの除熱機能喪失）を判別する必要があるが、これを判別するた

めの計装設備として、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている｢第 7.1.1.1 表「2次冷却系から

の除熱機能喪失」における重大事故等対策について｣において、蒸気発生器水位（狭域）、蒸気発生器水位（広域）、蒸気発生器補助給水流

量等が挙げられていることを確認した。   

 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の炉心損傷防止対策として、加圧器逃がし弁の開操作による 1次冷却

系の減圧と高圧注入ポンプによる炉心注水を行う 1次冷却系のフィードアンドブリードを実施する。このため、高圧注入ポンプ、加圧器

逃がし弁、燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。初期の対策である 1次冷却系のフィードアン

ドブリードに係る手順については、｢技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等｣におい

て整備されていることを確認した。また、当該対策で用いる重大事故等対処設備として、高圧注入ポンプ、加圧器逃がし弁、燃料取替用

水ピット等が挙げられていることを確認した。これらの設備以外の常設設備、可搬設備及び関連する計装設備は｢第 7.1.1.1 表「2次冷却

系からの除熱機能喪失」における重大事故等対策について｣において、整理されていることを確認した。なお、計装設備については(ⅳ)

で確認する。 

 

 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温

停止状態※）へ導くための対策が整備されていることを確

認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又

は低温停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期

的に維持されるものであることを確認。 

 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、1次冷却系のフィードアンドブリードにより、1次冷却系の減温・減圧が進み、余熱除

去系が使用可能な温度及び圧力に到達すれば、余熱除去系による炉心冷却に移行する。このため、余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器等を

重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 安定停止状態に向けた対策である余熱除去系による炉心冷却で用いる重大事故等対処設備として、余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器等が挙

げられていることを確認した。これらの設備以外の常設設備、可搬設備及び関連する計装設備は｢第 7.1.1.1 表「2次冷却系からの除熱機

能喪失」における重大事故等対策について｣において、整理されていることを確認した。なお、計装設備については(ⅳ)で確認する。 

② 炉心の冷却状態の長期維持については①に示すとおり、余熱除去系による炉心の冷却を実施することで最終ヒートシンクへ熱を逃がせるこ

とから、炉心の冷却状態を長期的に維持できることを確認した。また、原子炉格納容器の冷却については、格納容器循環冷暖房ユニット、

格納容器循環ファンにより継続的に実施することとし、原子炉格納容器内の圧力、温度が上昇した場合には、格納容器スプレイ設備により

原子炉格納容器内雰囲気を冷却・減圧することにより、閉じ込め機能を維持できることを確認した。 

補足説明資料（添付資料 7.1.1.8）には、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態の定義は、「1次冷却材圧力及び温度の安定又は低下

傾向」である状態としていることが示されている。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた

対策設備を稼働するための状態監視ができることを確認す

る。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

① 1 次系のフィードアンドブリードに係る計装設備を確認。 

② 余熱除去系による炉心の冷却・除熱に係る計装設備を確

認。 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている｢第 7.1.1.1 表「2次冷却系からの除熱機能喪失」に

おける重大事故等対策について｣より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 1 次冷却系のフィードアンドブリードに係る計装設備として、一次冷却材圧力、加圧器水位、高圧注入流量等が挙げられていることを確認

した。  

② 余熱除去系による炉心冷却に係る計装設備として、1次冷却材高温側広域温度（広域）、余熱除去流量等が挙げられていることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える

条件を明確に示しているか確認する。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

① 余熱除去系を用いた炉心冷却・除熱への移行条件を確認。 

② 蒸気発生器を用いた炉心冷却・除熱への移行条件を確認

（有効性評価上は期待していない） 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 一次冷却材圧力計指示 2.7MPa[gage]以下及び 1次冷却材高温側（広域）計指示 177℃以下となり余熱除去系が使用可能となれば、１次冷却

材高温側配管から取水することで余熱除去系による炉心冷却を開始することが示されており、初期対策から安定停止状態に向けた対策への

切り替える条件が明確となっていることを確認した。  

② 有効性評価上は期待していないが、蒸気発生器からの除熱機能の回復条件として、｢いずれかの蒸気発生器への注水が確保され、かつ蒸気

発生器水位（狭域）計指示が 0%以上となれば、蒸気発生器の除熱機能が回復したと判断し、蒸気発生器 2次側による炉心冷却操作を開始

する。｣ことも示されていることを確認した。  

 (ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整

備している項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行

う対策が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけで

なく、「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整

合を踏まえ、多様性拡張設備による手順も含めて実施す

る対策を網羅的に含めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回

復操作を実施することになっている場合には、回復操作

も含めていることを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。  

 電動補助給水ポンプの機能回復操作 

 タービン動補助給水ポンプの機能回復操作 

 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水操作 

 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水準備 

技術的能力｢1.2.2.1.(2)b「蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水」について｣において、要員数や操作

時間等が示されている。 

② ｢技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等｣において、2次冷却系からの除熱機能の回復

（注水）として、電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水、タ

ービン動補助給水ポンプの機能回復、電動補助給水ポンプの機能回復等が整理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力

で整備されている手順と整合していることを確認した。  

③ 上記①、②に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおけ

る手順及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」と

整合していることを確認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内

容と整合していることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、対策に必

要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている｢第 7.1.1.1 表「2次冷却系からの除熱機能喪失」における重大事

故等対策について｣で明確にされていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37 条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内

外の先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

 

 

 

 

 

2) 「付録 1 Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 別紙３ 第１表 米国・欧州での重大事故対策に関係す

る設備例との比較」において、炉心冷却、蒸気発生器代替給水手段、給水源、その他、蒸気発生器代替蒸気放出の各項目において、米国・

欧州での対策との比較を行っており、大飯３号炉及び４号炉の対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。  

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配

管・弁が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記

載。なお、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概

略系統図で点線囲みされていなくてもよい。 

 

(ⅰ) 1 次冷却系のフィードアンドブリードに関係する設備として燃料取替用水ピット、高圧注入ポンプ、加圧器逃がし弁、加圧器逃がしタン

ク及びこれらを接続する配管や弁が概略系統図（第 7.1.1.1 図）に示されていることを確認した。また、安定停止状態に向けた対策に関

連する余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器及びこれらを接続する配管や弁が概略系統図（第 7.1.1.1 図）に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展

や判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認す

る。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷

わないように、その手順着手の判断基準が明確にされて

いることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手

順上の設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等

についても記載。この際、回復操作や期待しない操作等について

は、評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

  

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ｢第 7.1.1.3 図「2次冷却系からの除熱機能喪失」の対応手順の概要（「主給水流量喪失＋補助給水失敗」の事象進展）｣において、想定さ

れる事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断基準、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含め

て対応手順の概要が整理されていることを確認した。  
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されているこ

とを確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけで

なく、「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整

合を踏まえ、多様性拡張設備による手順も含めて実施す

る対策を網羅的に含めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないものを含む）について、以下のとおり明確にされていることを確

認した。 

① 事故シーケンスグループ｢2 次冷却系からの除熱機能喪失｣に係る判断基準・確認項目等 

補助給水系機能喪失の判断： 全ての蒸気発生器水位（狭域）計指示が 0%未満及びすべての蒸気発生器補助給水流量計指示の合計が 125m3/h

未満  

1 次系のフィードアンドブリード開始判断： 全ての蒸気発生器水位（広域）計指示が 10%未満  

再循環運転切替： 燃料取替用水ピット水位計指示が再循環切替水位の 3号炉 12.5%、4 号炉 16.0%以下及び格納容器サンプ水位（広域）

計指示が 56%以上  

蒸気発生器除熱機能回復判断： いずれかの蒸気発生器への注水が確保されており、かつ蒸気発生器水位（狭域）計指示が 0%以上に回復 

余熱除去系による炉心冷却： 1次冷却材圧力計指示 2.7MPa[gage]以下及び 1次冷却材高温側温度（広域）計指示が 177℃以下  

フィードアンドブリード停止： 余熱除去系により炉心が冷却されており、安全注入停止条件が成立していることが確認できれば、加圧

器逃がし弁の閉止及び充てん/高圧注入ポンプの停止により、フィードアンドブリードを停止する。  

補足説明資料(添付資料 2.1.8 安定停止状態について)において、原子炉安定停止状態について、余熱除去系により炉心冷却が開始可能な

時間が示されている。  

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な

要員について整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、

時系列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全

体的に整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」

と整合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待し

ていない作業に対しても必要な要員数を含めていること

を確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間

余裕等）を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記

載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時

間を含んでいること。 

 

 

(ⅰ) タイムチャートは、｢技術的能力 1.2  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等｣等を踏まえ、以下の

とおり整理されていることを確認した。 

① タイムチャートにおいて、具体的な作業項目、事象進展と経過時間、必要な要員ついて全体的に整理されていることを確認した。  

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は｢技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却

するための手順等｣と整合していることを確認した。  

③ 有効性評価においては、電動補助給水ポンプの機能回復操作やタービン動補助給水ポンプの機能回復操作、電動主給水ポンプによる蒸気

発生器への注水操作等には期待しないが実際には行う操作である。このため、これらの操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上さ

れていることを確認した。（第 7.1.1.4 図)   

④ 本事故シーケンスグループの対応は主に中央制御室における対応であり、異なる作業を連続して行うことはない。 

⑤ 要員の操作時間については、｢ 6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定｣において考え方が整理されていることを確認した。  

 

（添付資料十：運転員等の操作時間に対する仮定） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-11 

2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合に

は、各々の対策について有効性を評価することを基本とす

る。ただし、評価条件の包絡性が示すことができれば、包

絡条件による有効性評価で代表してもよい。（例えば、起

動に多くの人手及び時間を要し、かつ、容量が少ない可搬

型設備の条件で常設設備の条件を包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重

要な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）

を選定し、評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点

は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設

備が機能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）

が大きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表してい

る。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シー

ケンスが適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選

定した理由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ

及び重要事故シーケンス等の選定について｣により選

定された最も厳しい事故シーケンスと一致しているこ

とを確認。一致していない場合は、保守的な理由が明

確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿っ

て選定されていることを確認。 ← PRA の評価におい

て重要事故シーケンス選定の妥当性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと一致していることを確認した。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「主給水流量喪失時に補助給水機能が喪失する事故」を選定する。これは、対策の実施

に対する余裕時間の観点では、1次冷却系のフィードアンドブリード開始までの余裕時間が短いこと、また、対策に必要な設備容量の観点

では、主給水系及び補助給水系が喪失しているため、大きな容量を必要とすることなど、より厳しい事故シーケンスであることから選定す

ることを確認した。重要事故シーケンスの設定にあたっては、有効性評価ガイド 2.2.3 の着眼点を踏まえ、1次冷却材の温度及び圧力上昇

が速く、フィードアンドブリード開始までの時間余裕が短く、かつ要求される設備容量の観点で厳しくなる「主給水流量喪失時に補助給水

機能が喪失する事故」を重要事故シーケンスとすることを確認した。  
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（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解

析コードは適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流、1

次冷却系における ECCS 強制注入及び ECCS 蓄圧タンク注入、加圧器における気液熱非平衡、水位変化及び冷却材放出並びに蒸気発生器にお

ける 1次側・2次側の熱伝達及び 2次側水位変化・ドライアウトが挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査

確認事項へ。  

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を

解析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である加圧器における気液熱非平衡、水位変化及び冷却材の放出、蒸気発生器における 1次側と 2次側との

熱伝達及び蒸気発生器 2次側保有水量の変化やドライアウト等を取り扱うことができる M-RELAP5（※）を用いることを確認した。M-RELAP5

の適用性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

補足説明資料（添付資料 2.1.9 フィードアンドブリードにおける高温側配管と加圧器サージ管を接続する流路の模擬について）において、

高温側配管と加圧器サージ管の流動の解析上の取り扱いについて示されている。  

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有

効性評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグル

ープの主要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、

保守的な仮定及び条件の適用を否定するものではない。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモ

デルの適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基に

その影響を適切に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析

コード及び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する

方針であるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 解析コード及び解析条件の持つ不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配

置による他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

a. 2 次冷却系からの除熱機能喪失 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（大破断 LOCA 

及び中破断 LOCA を除く。）の発生後、2次冷却系からの

除熱機能が喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に

記載の項目を除く。） 

i. 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（大破断 LOCA 

及び中破断 LOCA を除く。）の発生を想定する。 

ii. 補助給水系及び主蒸気逃がし弁又は安全弁による 2次

冷却系からの除熱機能喪失を仮定する。 

iii. 小破断 LOCA の破断口径及び破断位置は、低圧注入を

行うために原子炉の減圧又は高圧注入系による炉心冷却

が必要な範囲とする。 

(c) 対策例 

i. 蒸気発生器を用いた代替の崩壊熱除去機能の確保 

ii. 加圧器逃がし弁と高圧注入系によるフィードアンドブ

リード 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含

めて事故条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項

目に関する解析結果が厳しくなるなどその理由を

明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はあるものとする。これは、冷却材ポンプ（以下「RCP」という。）の運転継続による蒸気発生器における 1次側と 2次側との熱伝達の

促進により蒸気発生器ドライアウト到達時間が短くなり、炉心崩壊熱が高い状態で 1次冷却系のフィードアンドブリードを開始することから、

炉心冷却の観点では厳しい設定となることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認す

る。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条

(ⅱ) 起因事象及び安全機能喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、主給水流量の喪失が発生し、安全機能の喪失に対する仮定は補助給水系の機能喪失であり、PRA の評価で選定した重要事故シ

ーケンスと一致した内容であることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

件や起因事象、安全機能の喪失の想定を明確にし

ていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示

されているかを確認。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

 1 次系圧力・温度の初期値とその理由を確認 

 蒸気発生器初期保有水量の設定値とその理由を確

認 

 

② ｢第 7.1.1.2 表 「2 次冷却系からの除熱機能喪失」の主要解析条件（主給水流量喪失＋補助給水失敗）｣において、初期条件、事故条件につい

て炉心崩壊熱、1次冷却材圧力/平均温度、安全機能の喪失に対する仮定等、解析で設定した条件とその考え方が全体的に整理されていることを

確認した。  

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、

「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故

シーケンスグループの主要解析条件等」の解析条件を適

用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否定す

るものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を

使用する場合は、その根拠と妥当性が示されているこ

と。作動設定点等について計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待するこ

との妥当性（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示され

た場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計

装の利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状

態、温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実

績等に基づき設定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場

の状態、温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓

練実績等に基づき設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、

設計仕様に基づき設定する。 
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c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及

び補機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時

間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の

不確かさがある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、

具体的な設定値又は設定の考え方が整理されているこ

とを確認する。その際、保守的な仮定及び条件を適用す

る場合はその理由が記載されていることを確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と

異なる値を使用している場合には、その考え方を

確認。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

 原子炉トリップの設定値とその理由を確認。 

 高圧注入ポンプの使用台数、評価で用いる注入特

性とその理由を確認。 

 加圧器逃がし弁の使用個数、1個あたりの容量を

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、1次冷却系のフィードアンドブリードにおける炉心注水流量は、高圧注入ポンプ 2台使用時の最小注入特性とする。また、1

次冷却材の放出には、加圧器逃がし弁 2個を使用するものとし、1個あたりの容量は設計値とする ことを確認した。その他の機器条件も含め、

具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ｢第 7.1.1.2 表 「2次冷却系からの除熱機能喪失」の主要解析条件（主給水流量喪失+補助給水失敗）｣より、本重要事故シーケンスの評価で用

いる機器条件と設定理由については、以下に示すとおりであることを確認した。 

原子炉トリップ信号：蒸気発生器水位低（狭域水位 11%、応答時間 2.0 秒）を用いることを確認した。その理由として、トリップ設定値に計装

誤差を考慮した低い値として、解析に用いるトリップ限界値を設定するとともに、検出遅れや信号発信遅れ時間等を考慮した遅めの値としてい

る。  

高圧注入ポンプ：2台を使用するものとし、炉心冷却を厳しくする観点から、設計値に注入配管の流路抵抗等を考慮した値として炉心への注水

量が少なくなる最小注入特性（高圧注入特性：0～約 280m3/h、0～約 13.5MPa[gage]）を用いる。  

加圧器逃がし弁：2個を使用するものとし、1個あたりの容量は、設計値である約 95t/h とする。  

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析

上、故障を想定した設備の復旧には期待していないこと

を確認する。 

 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象として喪失を仮定している主給水系及び安全機能の喪失を仮定している補助給水系について、重大事故等対策

に関連する機器条件として設定されていないことから、復旧を期待せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は「6.3.2 安全

機能の喪失に対する仮定」において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。）  
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3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自

然対流冷却の開始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、

現場への接近時間や操作に係る所用時間等を含め

て、操作の成立性※による時間内であることを確

認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的

能力説明資料」により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作

余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設

定時間が異なる場合には、操作余裕を見込んでい

るための相違など、その理由が妥当なものである

ことを確認。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

④ 1 次系のフィードアンドブリードを開始する蒸気

発生器水位が、技術的能力 1.2 と有効性評価とで

異なる場合は、その理由を確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件の設定は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイムチ

ャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添付資料を

参照した。 

本評価事故シーケンスにおける重大事故等対策のうち、1次冷却系のフィードアンドブリードは中央制御室での対応であり、現場操作はない。 

電動、タービン動補助給水ポンプ回復操作：有効性評価上は期待しない操作のため、適宜実施としているが、｢技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧

力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等｣の操作の成立性において、タービン動補助給水ポンプ回復操作（現場手動操作）に

ついては、運転員 4名で作業を実施し、機能回復まで約 45分、電動補助給水ポンプ回復操作については、中央制御室からの遠隔操作が可能であ

り、運転員 1名で通常の運転操作により対応することを確認した。  

② 重大事故等対処設備の操作条件として、1次冷却系のフィードアンドブリードの開始時間は、蒸気発生器広域水位計指示値 0%到達から 5分後と

することを確認した。具体的には、1次冷却系のフィードアンドブリードは蒸気発生器広域水位が 0%に到達した時点を蒸気発生器ドライアウト

とし、蒸気発生器ドライアウトから 5分後に 1次冷却系のフィードアンドブリードを開始すること（｢第 7.1.1.2 表 「2次冷却系からの除熱機

能喪失」の主要解析条件（主給水流量喪失+補助給水失敗）｣を確認した。操作余裕時間の評価については、｢7.1.1.3(3) 操作時間余裕の把握｣

で確認する。  

③ 1 次冷却系のフィードアンドブリードは、解析上は蒸気発生器がドライアウト後 5分で実施する条件であるが、運用上は計器誤差等を考慮して、

蒸気発生器広域水位 10%到達にて蒸気発生器ドライアウトと判断し、1次冷却系のフィードアンドブリードを開始する手順であることを確認し

た。  

補足説明資料「添付資料 2.1.4  2 次冷却系からの除熱機能喪失における操作開始条件について」において、蒸気発生器水位の計測値は、計器誤

差等を考慮した場合には最大で約 9%のズレが生じる可能性があることが示されている。  

④ 該当なし。 
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設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下

の評価項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、か

つ、炉心を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力

の1.2 倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又

は限界圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又

は限界温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがな

いものであり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであるこ

と」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。ただ

し、燃料被覆管の最高温度及び酸化量について、十分な科学

的根拠が示される場合には、この限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管

厚さの15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3及び 2－3の評価項目において、限界圧力又は

限界温度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当

性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準

規則解釈における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策と

その効果等が整理されていることを確認するとともに、プラ

ントの過渡応答が適切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確

認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷の恐れに至るプロセス、初期の炉心損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

② 第 7.1.1.15 図より、主給水流量喪失、補助給水の喪失により、蒸気発生器水位が低下しドライアウトしていることを確認した。  

③ 第 7.1.1.11 図、第 7.1.1.12 図により高圧注入系流量を確認できること、加圧器逃がし弁流量を確認できることから、1次冷却系のフィード

アンドブリードに関する動的機器が意図通り作動していることを確認した。  
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ータの挙動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確

認。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 蒸気発生器水位 

動的機器の作動状況： 

 加圧器逃がし弁・安全弁流量 

 高圧注入流量 

対策の効果： 

 原子炉容器内水位 

 加圧器水位 

 1 次系保有水量 

 燃料被覆管温度 

 1 次系温度 

 1 次系圧力 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

④ 第 7.1.1.9 図、第 7.1.1.10 図より 1次冷却系のフィードアンドブリードにより、原子炉容器内水位は TAF 以上を維持すること、高圧注入流

量の増加に伴い 1次冷却系保有水量は回復傾向にあること、第 7.1.1.13 図より燃料被覆管温度の上昇は抑えられていることを確認した。ま

た、加圧器水位や 1次冷却材圧力・温度等の挙動については、1次冷却系のフィードアンドブリードによる 1次冷却材の減圧沸騰や 1次冷却

材圧力に応じた高圧注入流量の増減、加圧器逃がし弁からの 1次冷却材の放出形態等の関係を考察し、物理的に妥当な説明が加えられている

ことを確認した。  

補足説明資料「添付資料 2.1.5「2 次冷却系からの除熱機能喪失」の挙動について」において、1次冷却材圧力やボイド率の推移、概略図を

用いた 1次冷却系の挙動について示されている。  

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確

認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次系の圧力損失を考慮した 1次系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記（ⅰ）の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、2次冷却系からの除熱機能の喪失に伴い 1

次冷却系が高温・高圧状態となるが、1次冷却系のフィードアンドブリードにより、燃料被覆管最高温度（以下「PCT」という。）は約 390℃

に、1次冷却系の最高圧力は約 16.8MPa[gage]に抑えられる。また、1次冷却系のフィードアンドブリードにより 1次冷却系の蒸気が原子炉格

納容器内に移行することで原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に収まっていることを確認

した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 燃料被覆管温度は、1次冷却系のフィードアンドブリードによって炉心は冠水状態にあることから初期値（約 390℃）以下にとどまり、評価

期間を通じて 1200℃以下となっていることを確認した。また、当該温度条件では、燃料被覆管の酸化反応は著しくならないことを確認した。 

② 1 次冷却材圧力は、2次冷却系からの除熱機能の喪失により一時的に上昇し、約 16.4MPa[gage]に到達するが、1次冷却系のフィードアンドブ

リードにより低下する。このため、原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は約 16.8MPa[gage]にとどまり、評価期間を通じて最高使用圧

力の 1.2 倍（20.59MPa[gage]）を下回っていることを確認した。  

③ 1 次冷却系のフィードアンドブリードにより、加圧器逃がしタンクのラプチャディスクが破損し、1次冷却材が原子炉格納容器へと移行すれ

ば、原子炉格納容器圧力・温度は上昇するが、格納容器スプレイ設備により抑制できることを確認した。（本重要事故シーケンスの結果は DBA

解析の結果(1 次冷却材管の完全両端破断を想定した解析評価)で包絡されることが示されている）  

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止で

きていることを確認する。 

(ⅲ) 上記（ⅱ）にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、第 7.1.1.10 図、第 7.1.1.13

図にあるとおり、初期の炉心損傷防止対策である 1次冷却系のフィードアンドブリードにより、評価期間を通じて炉心は冠水状態を維持し

ていること、燃料被覆管の温度は低く抑えられていることから、炉心の著しい損傷は防止できていることを確認した。  
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（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子

炉が安定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導か

れる時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないもの

として 7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で安定

状態に至った場合は、その状態を維持できることを示すこ

と。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものと

なっているか。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを

確認する。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、

燃料被覆管温度及び 1次系圧力が低下傾向となるま

では解析結果を示した上で、その後低温停止状態ま

で導くための対策が整備されていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、1次冷却系のフィードアンドブリードにより 1次冷却系の減温・減圧が進むと、余熱除去系によ

る炉心冷却により原子炉を安定停止状態へ移行させることができることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 第 7.1.1.5 図及び第 7.1.1.14 図より、事象発生後１時間後においても 1次冷却材圧力及び温度は低下傾向を示し、炉心は安定して冷却され

ている。その後は、事象発生の約 3.7 時間後に余熱除去系による炉心冷却が可能となり、冷却を開始することで事象発生の約 11.8 時間後に

低温停止状態になり、その後、安定停止状態に到達することを確認した。また、1次冷却系のフィードアンドブリードにより、加圧器逃がし

タンクのラプチャディスクが破損し、1次冷却材が原子炉格納容器へと移行すれば、原子炉格納容器圧力・温度は上昇するが、格納容器スプ

レイの作動により抑制できることを確認した。 （本重要事故シーケンスの結果は、原子炉格納容器内圧力上昇の観点からより厳しい DBA 解

析の結果で包絡できることを示している。） 

 

補足説明資料（添付資料 2.1.8 安定停止状態について）において、余熱除去系が使用可能となる条件を満たすのは約 3.7 時間後であることが

示されている。なお、添付資料 2.1.8 において、原子炉の安定停止状態が定義され、余熱除去が使用可能となる時間、余熱除去系のウォーミ

ング及び冷却時間を考慮して、事象発生約 11.8 時間後に原子炉は安定停止状態となることも示されている。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以

下｢解析条件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認す

るとともに、解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモ

デルの適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影

響を適切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、

｢1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を

踏まえた方針であるかを確認。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下のとおり確認した。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、「6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」を踏まえ、不確かさの影

響評価の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響、要員の配置による他の操作に与える影響及

び操作時間余裕を評価するものとしていることを確認した。また、｢6.1.4 有効性評価における解析の条件設定｣において、「解析コードや解析

条件の不確かさが大きい場合には、影響評価において感度解析等を行うことを前提に設定する」としていることを確認した。  

参考：「6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」において、不確かさ等の影響確認は、評価項目となるパラメータに対する

余裕が小さくなる場合に感度解析等を行うとしている。以下参照。 

 

 

 

（参考：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受け

る運転員等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作

が受ける影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

 

① 本重要事故シーケンスの特徴を踏まえ、不確かさの影響を確認する運転員等操作は、蒸気発生器ドライアウトを起点に操作を開始する 1次

冷却系のフィードアンドブリードであることを確認した。本操作は蒸気発生器ドライアウト時刻の不確かさによって、操作が必要となるタ

イミングが影響を受ける（遅くなる/早くなる）。 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の

内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾

向が挙げられているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出さ

れ、実験や他コード等との比較、感度解析によりそ

の傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影

響を受ける運転員操作とその影響（操作開始が遅く

なる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故

等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解

析コードについて｣においてランク付けされてお

り、ランク H、ランク Mに該当する物理現象が重要

現象として抽出されている。また、解析コードの重

要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故

等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解

析コードについて｣において整理されている。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下の通りであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさとその傾向について、以下のとおり確認した。 

 ORNL/THTF 試験 解析の結果から、炉心における燃料棒表面熱伝達に係る燃料棒表面熱伝達モデルの不確かさとして、燃料棒表面熱伝達を最大で

40%小さく評価することを確認した。  

 ORNL/THTF 試験解析等の結果から、炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流に係るボイドモデル及び流動様式の解析モデルの不

確かさとして、炉心水位を最大で 0.3m 低く評価することを確認した。  

 LOFT L6-1 及び L9-3 試験解析等の結果から、加圧器における気液熱非平衡、水位変化に係る２流体モデル及び冷却材放出に係る臨界流モデル、

並びに蒸気発生器における 1次側・2次側の熱伝達に係る壁面熱伝達モデル及び 2次側水位変化・ドライアウトに係る２流体モデルの不確かさ

として、1次冷却材温度について±2℃、1次冷却材圧力について±0.2MPa を持つことを確認した。  

 M-RELAP5 コードの高温側配管と加圧器サージ管を接続する流路において、実際よりも気相が流れにくい模擬としていることを確認した。  

 

以上のとおり、解析コードの不確かさが抽出され、不確かさの傾向が示されていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認

事項へ。 

 

② 上記の不確かさのうち、蒸気発生器における 1次側・2次側の熱伝達の不確かさを考慮し、厳しめに設定した場合には、蒸気発生器水位の低下

が早くなることから、蒸気発生器水位を起点に操作を開始する 1次冷却系のフィードアンドブリードの開始が早くなることを確認した。なお、

他の不確かさは、いずれも運転員等操作に与える影響はないことを確認した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥

当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果

に与える影響を確認する。 

 

 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、M-RELAP5 を用いて 1次冷却系のフィードアンドブリードについて解析した場合、試

験データと比較して 1次冷却材圧力を数百 kPa 程度、温度を数℃程度低く評価する傾向がある。このため、1次冷却系の減温･減圧後の 1次冷却

材圧力は解析結果よりも数百 kPa 程度高くなる可能性があるが、この影響に対する高圧注入ポンプによる炉心注水流量の減少量はわずかである

ことから、解析結果に与える影響は小さいことを確認した。解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに

対する影響の具体的な確認内容は以下のとおり。 

 

① 解析コードの不確かさとその傾向について、以下のとおり確認した。 

 ORNL/THTF 試験解析の結果から、炉心における燃料棒表面熱伝達に係る燃料棒表面熱伝達モデルの不確かさとして、燃料棒表面熱伝達を最大で
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出さ

れ、実験や他コード等との比較、感度解析によりそ

の傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項

目となるパラメータに与える影響（余裕が大きくな

る/小さくなる）について確認。 

 

40%小さく評価することを確認した。  

 ORNL/THTF 試験解析等の結果から、炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流に係るボイドモデル及び流動様式の解析モデルの不

確かさとして、炉心水位を最大で 0.3ｍ低く評価することを確認した。  

 LOFT L6-1 及び L9-3 試験解析等の結果から、加圧器における気液熱非平衡、水位変化に係る２流体モデル及び冷却材放出に係る臨界流モデル、

並びに蒸気発生器における 1次側・2次側の熱伝達に係る壁面熱伝達モデル及び 2次側水位変化・ドライアウトに係る２流体モデルの不確かさ

として、1次冷却材温度について±2℃、1次冷却材圧力について±0.2MPa を持つことを確認した。  

 M-RELAP5 コードの高温側配管と加圧器サージ管を接続する流路において、実際よりも気相が流れにくい模擬としていることを確認した。  

 

以上のとおり、解析コードの不確かさが抽出され、不確かさの傾向が示されていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認

事項へ。 

 

② 上記の不確かさのうち、加圧器における気液熱非平衡、水位変化及び冷却材放出並びに蒸気発生器における 1次側・2次側の熱伝達及び 2次側

水位変化・ドライアウトの不確かさは、評価項目となるパラメータに影響を与えるものの、影響は小さいことを確認した。なお、他の不確かさ

を考慮した場合は、いずれも評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。  

 

 
 
 
 
（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用

する場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設

定点等について計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの

妥当性（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合に

は、その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と

最確条件の違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥

当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）

を用いている条件が抽出され、その違いが運転員等操作時

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件に関する解析条件の設定にあ

たっては、原則、評価項目に対する余裕が小さくなるような設定としていることから、その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる炉

心崩壊熱（並びに標準値として設定している蒸気発生器 2次側保有水量）について影響評価を行うことを確認した。 

 

① 解析条件で設定している崩壊熱は、保守的に実際の崩壊熱よりも大きく設定しているため、実際の事象進展は解析結果よりも遅くなる（1次

冷却材圧力及び温度の上昇並びに蒸気発生器水位の低下は緩やかとなる）。このため、実際の 1次系のフィードアンドブリード開始タイミン

グは解析結果よりも遅くなる可能性があることを確認した。  

② 該当なし 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

間に与える影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認

する。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、蒸気発生器ドラ

イアウトを起点としているフィードアンドブリード操

作の開始への感度を確認。 

② 蒸気発生器 2次側保有水量が変動した場合について、

蒸気発生器ドライアウトを起点としているフィードア

ンドブリード操作の開始への感度を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と

最確条件の違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）

を用いている条件が抽出され、その違いが評価結果に与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価項目となる

パラメータへの感度を確認。 

② 蒸気発生器 2次側保有水量が変動した場合について、

評価項目となるパラメータへの感度を確認。 

③ 有効性評価ガイドにおいては、重大事故等対処設備に

ついて、単一故障は仮定しないものの、炉心への注水

流量の観点から、高圧注入ポンプを 1台運転とした場

合について、評価項目となるパラメータへの感度を確

認。 

 

(ⅰ) 解析条件の不確かさが評価結果に与える影響について解析条件では、炉心の崩壊熱に保守的な（大きめの）値を設定しているため、蒸気発

生器の水位低下が速めに解析されている。このため、蒸気発生器の水位を起点とした 1次冷却系のフィードアンドブリード操作を必要とするタ

イミングが遅くなる可能性があり、この影響を確認するために操作開始時間を 5分遅らせた感度解析を実施した。結果として、一時的に炉心が

露出し、炉心露出時の PCT は約 880℃となるが、炉心の再冠水によって燃料被覆管の温度は低下し、炉心の冷却には十分な余裕があることから、

解析結果に与える影響は小さいことを確認した。 具体的な確認内容は以下のとおり。なお、操作開始時刻を遅らせた感度解析の確認結果は、

「7.1.1.3(3) 操作時間余裕の把握」にて確認している。  

 

① 解析条件で設定している崩壊熱は、保守的に実際の崩壊熱よりも大きく設定しているため、実際の事象進展は解析結果よりも遅くなる（1次

冷却材圧力及び温度の上昇並びに蒸気発生器水位の低下は緩やかとなる）。このため、実際には加圧器逃がし弁からの放出量は少なく、高圧

注入ポンプによる炉心注入量は多く、1次冷却材の蒸散率は小さくなるため、1次系保有水の低下は抑制される。よって、評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。  

② 本パラメータ（蒸気発生器 2次側保有水量が変動した場合について評価項目となるパラメータ）については、感度評価は実施していない。  

③ 炉心注水流量が評価項目となるパラメータに与える影響を確認する観点で、高圧注入ポンプを 1台運転とした場合の感度解析を実施した。そ

の結果、高圧注入ポンプ 1台の場合にはサブクール度が小さくなることで 1次冷却材が減圧沸騰しやすくなるため、1次冷却材圧力は高く推

移し、高圧注入ポンプによる高圧注入流量が一時的に停止し炉心が一時的に露出するが、高圧注入流量の回復に伴って再冠水する。これによ

り、燃料被覆管温度は低下し、その後も低く推移することから、評価項目となるパラメータに対する与える影響は小さいことを確認した。  

 

補足説明資料（添付資料 2.1.11 「解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（2次冷却系からの除熱機能喪失）」において、不

確かさ評価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示してある。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与え

る影響並びに解析上の操作開始時間と実際に見込まれる

操作開始時間の相違により、操作タイミングが変動しても

要員は対応可能か。また、要員の配置は前後の操作を考慮

しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に

対する影響を確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操

作のタイミングが変動しても対策を講じることが

できるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要

員の配置は前後の作業を考慮しても適切かを確

認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時

間は、操作現場の環境を踏まえた訓練実績等に基

づいて設定されているか確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、1次冷却系のフィードアンドブリード操作を必要

とするタイミングが遅くなるなど、そのタイミングは変動する可能性があるが、この操作は、中央制御室で専任の運転員が担当することから、必

要なタイミングに変動があったとしても、この変動に対応が可能であり、対策の実施に与える影響はないことを確認した。具体的な確認結果は以

下のとおり。 

 

① 本重要事故シーケンスにおいては、蒸気発生器水位が低下しドライアウトした時点で 1次冷却系のフィードアンドブリードを実施するが、この

操作は、中央制御室の運転員 1名（事象発生より継続的に蒸気発生器水位を監視）による操作を想定しており、他の操作との重複もないことか

ら、要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。  

② 1 次冷却系のフィードアンドブリード操作を行う要員は専任であり、前後の作業や作業の重複は無いことから、操作タイミングが変動しても対

処可能であることを確認した。  

③ 1 次冷却系のフィードアンドブリード操作は中央制御室での作業であり、現場においての作業は無い。また、各操作及び作業における所要時間

は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。  

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動

が評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

 

 

1) ｢(1)解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価｣にあるとおり、解析コードの不確かさとして、加圧器における気液熱非平衡及び水位変

化に係る２流体モデル、加圧器における冷却材放出に係る臨界流モデル、並びに蒸気発生器における 1次側・2次側の熱伝達に係る壁面熱伝達モ

デル及び蒸気発生器における 2次側水位変化・ドライアウトに係る２流体モデルの不確かさにより 1次冷却材圧力・温度が高めに評価する場合は

フィードアンドブリード操作の開始タイミングが早くなる可能性がある。このため、蒸気発生器ドライアウトから 2分後（ベースケースはドライ

アウト 5分後）とした場合の感度解析を実施した。その結果、操作タイミングを早くした場合には、ベースケースよりもサブクール度が大きい段

階で（1次冷却材温度が低い段階で）1次冷却系のフィードアンドブリードを開始することにより、減圧沸騰が生じるまでの減圧幅が大きくなり、

1次冷却材圧力はベースケースよりも低く推移するため、高圧注入ポンプによる炉心注入量が多くなる。これにより 1次系保有水量の減少が抑え

られることから評価項目となるパラメータに対して余裕が大きくなることを確認した。 
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（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を

確認する。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

① 1 次系のフィードアンドブリードの開始時間余裕を

確認。 

 

(ⅰ) 1 次冷却系のフィードアンドブリードの操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① 蒸気発生器ドライアウトの判定遅れあるいは運転員の操作の遅延を考慮した場合の操作時間余裕を把握するため、蒸気発生器ドライアウトから 10

分後に操作を開始した場合の感度解析を行った。その結果、操作タイミングを遅くした場合には、ベースケースよりもサブクール度が小さい段階

で（1次冷却材温度が高い段階で）1次冷却系のフィードアンドブリードを開始することにより、減圧沸騰が生じるまでの減圧幅が小さくなり、1

次冷却材圧力はベースケースよりも高く推移するため、高圧注入流量が少なくなる。これによりに原子炉容器内水位は低下一時的に炉心上部が露

出することで燃料被覆管温度が上昇するが、燃料被覆管温度が約 880℃に到達した後に炉心の再冠水によって低下することから、蒸気発生器ドラ

イアウトから操作時間余裕として約 10 分は確保できることを確認した。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37 条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37 条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な

措置を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の

原子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損

傷を防止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が

想定する範囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安

定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを

評価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当

か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されているこ

とを確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と

重大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを

確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考

慮しても作業が成立するか確認。 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

 

① 本重要事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 18 名である。これに対して、重大事故等対策要

員は 74 名であり対応が可能であることを確認した。  

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る緊急時対応要員等を確保できていることに加え、1号炉及び 2号炉の運

転員等も対処可能であることから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1号炉及び 2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても

対応可能であることを確認した。  

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給

量は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを

確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電

装置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値

を上回っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、ディーゼル発電機からの電力供給量が十分大き

いため、対応が可能であることを確認した。具体的な確認内容は以下のとおり。 

本重要事故シーケンスにおいては、外部電源喪失を仮定していない。なお、電源の必要量については、仮に外部電源の喪失を仮定して

も、重大事故等対処時に必要な負荷は設計基準事故時に想定している非常用炉心冷却設備作動信号により作動する負荷に含まれることか

ら、ディーゼル発電機による電源供給が可能であることを確認した。  
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されている

か確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保

有水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

（2次冷却系からの除熱機能喪失の場合） 

 再循環切替により炉心注水を継続（燃料取替用水タンクへ

の水補給は行わない） 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

 

① 初期対策である 1次冷却系のフィードアンドブリードの水源は燃料取替用水ピットであり、燃料取替用水ピット水位が再循環切替水位

に到達した以降は格納容器再循環サンプを水源として炉心注水を維持するため、水源の補給は必要とせずに安定停止状態まで移行でき

ることを確認した。  

(ⅳ) 発災から 7日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が

確保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、仮に外部電源の喪失を仮定しても、7日間ディーゼ

ル発電機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL

となり、合計で約 597.8kL の重油が必要となる。これに対して、発電所内の燃料油貯蔵タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可能

であることを確認した。水源の充足性については上記（ⅲ）で確認している。  
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏ま

えた炉心損傷防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価

結果、不確かさを踏まえても評価結果が基準を満足するこ

と及び要員と資源の観点から炉心損傷防止対策は有効で

あることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「2次冷却系からの除熱機能喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している 1次冷却系のフィードアン

ドブリード及び余熱除去系による炉心冷却が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「主給水流量喪失時に補助給水機能が喪失する事故」において 1次冷却系のフィードアンドブリードを行った場合に対する申

請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮して

も、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、

機能を喪失した系統（主給水系、補助給水系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な炉心損傷

防止対策となり得る。 

また、1次冷却系のフィードアンドブリードにより炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、余熱除去系による炉心冷却

へ移行する対策が整備されていることを確認した。 

対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「主給水流量喪失時に補助給水機能が喪失する事故」におけるその有効性を

確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「2次冷却系からの除熱機能喪失」に対して申請者が計画して

いる炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：全交流動力電源喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンス

グループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示され

ている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」の

みであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認した。 

 

 

 

  

                                                   
※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとな

っているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、交流動力電源を必要とする ECCS による炉心注水ができず、さらに RCP シール LOCA 等

により 1次冷却系の保有水量が継続的に減少し、炉心損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.2.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、2 次冷却系を強制的に減温・減圧することにより 1 次冷却系を減

温・減圧するとともに、代替交流動力電源を確保して代替炉心注水を行い、炉心を冷却する必要がある。また、長期的には、最終ヒートシン

クへの継続的な熱の輸送手段を確保する必要があることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内のその他のシーケンスでの対策も含めて、

手順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準

規則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 事象判別の手順と必要な設備について、以下の内容を確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞ 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の炉心損傷防止対策として、蒸気発生器 2 次側への注水と主蒸気逃がし

弁の開操作による 2次系強制冷却を実施する。このため、タービン動補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁、蒸気発生器、復水ピット等を重大事

故等対処設備として位置付ける。さらに、2次系強制冷却後に代替炉心注水を実施する。このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用

発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認

した。具体的な手順については、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.11 １次冷却材ポンプシール部からの漏えい率の想定について＞ 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、RCP シール LOCA が発生する場合は、原子炉補機冷却系統による冷却の代わりとして大容

量ポンプによるＢ高圧注入ポンプ（海水冷却）への海水通水後、格納容器再循環サンプ水位及び燃料取替用水ピット水位がそれぞれ再循環切

替条件に到達すれば、格納容器再循環サンプを水源としたＢ高圧注入ポンプ（海水冷却）を用いた再循環（以下「高圧代替再循環」という。）

による炉心冷却に移行する。このため、大容量ポンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、格納容器再循環サンプ、Ｂ高

圧注入ポンプ（海水冷却）等を重大事故等対処設備として位置付ける。さらに、大容量ポンプによるＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの海水

通水により格納容器内自然対流冷却を実施する。このため、大容量ポンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、Ａ、Ｄ格

納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付ける。RCP シール LOCA が発生しない場合は、2 次系強制冷却による炉心冷却を

継続し、交流動力電源が回復後、タービン動補助給水ポンプから電動補助給水ポンプへの切替えを行う。また、長期的な水源の確保の観点か

ら、送水車、送水車運転用の燃料を備蓄する軽油ドラム缶（以下「軽油ドラム缶」という。）等を重大事故等対処設備として新たに整備する

とともに、電動補助給水ポンプ等を重大事故等対処設備として位置付ける。ことを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

① ＜添付十：7.1.2.1(3)n. 格納容器内自然対流冷却及び高圧代替再循環運転＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)o. 蒸気発生器２次側による炉心冷却の継続＞ 

＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

＜添付十追補 1：1.7 原子炉格納容器の加圧破損を防止するための手順等＞ 

② ＜添付十：7.1.2.1(3)n. 格納容器内自然対流冷却及び高圧代替再循環運転＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.18 安定停止状態について①＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.19 安定停止状態について②＞ 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 蒸気発生器での冷却に係る計装設備を確認。 

② 代替炉心注入による炉心の冷却に係る計装設備を確認。 

③ 高圧再循環及び格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確

認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞により、以下の状態監視に係る設備を挙げていること

を確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 高圧再循環への切替条件を確認。 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件を以下により確認した。 

 

① ＜添付十：7.1.2.1(3)n. 格納容器内自然対流冷却及び高圧代替再循環運転＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)o. 蒸気発生器２次側による炉心冷却の継続＞ 

＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞ 

 

 (ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している項目を以下により確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.1(3)j. アニュラス空気浄化系及び中央制御室非常用循環系の起動＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)c. 早期の電源回復不能判断及び対応＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)p. 原子炉補記冷却水系の復旧作業＞ 

② ＜添付十：7.1.2.1(3)j. アニュラス空気浄化系及び中央制御室非常用循環系の起動＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)c. 早期の電源回復不能判断及び対応＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)p. 原子炉補記冷却水系の復旧作業＞ 

＜添付十追補 1：1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

③ ＜添付十：7.1.2.1(3)j. アニュラス空気浄化系及び中央制御室非常用循環系の起動＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)c. 早期の電源回復不能判断及び対応＞ 

＜添付十：7.1.2.1(3)p. 原子炉補記冷却水系の復旧作業＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

(ⅶ) ＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2) ＜添付十追補２：Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 別紙表 3 第 1 表 米国・欧州での重大事故対策に関

係する設備例との比較＞により、大飯 3／4号炉の対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

(ⅰ) ＜添付十：第 7.1.2.1 図 「全交流動力電源喪失」の重大事故対策の概略系統図＞に明示されていることを確認した。 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下により確認した。 

＜添付十：第 7.1.2.2 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（判定プロセス）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.3 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（「外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失

＋RCP シール LOCA」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（「外部電源喪失＋非常用所内交流電源が喪失＋原子炉補機冷却機能喪

失」の事象進展）＞ 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下により明確にされていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.2.3 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（「外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

 

＋RCP シール LOCA」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（「外部電源喪失＋非常用所内交流電源が喪失＋原子炉補機冷却機能喪

失」の事象進展）＞ 

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

(ⅰ) タイムチャートは、｢技術的能力 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」、「技術的能力 1.2 原

子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」等を踏まえ、整理されていることを以下により確認した。 

① ＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失 A）＞ 

② ＜添付十：7.1.2.1(3) 炉心損傷対策＞ 

＜添付十：第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.7 原子炉格納容器の加圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.10 水素爆発による原子炉建屋の損傷を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

③ ＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失 A）＞ 

④ ＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失 A）＞ 

⑤ ＜添付十：6.3.5 運転員等操作時間に対する仮定＞ 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-8 

2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合には、

各々の対策について有効性を評価することを基本とする。ただし、

評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による有効性

評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び時間を

要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の条件を

包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンス

が適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、その理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されているかを確認。← PRA の評価において重要事故シーケ

ンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (1)評価方法＞及び 

＜添付十追補 2.：Ⅰ事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 1.3.2(b)全交流動力電源喪失＞に選定の考え方が

示されている。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪失及び

RCP シール LOCA が発生する事故」及び RCP シール LOCA が発生しない「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却

機能が喪失する事故」を選定する。PRA の手法により抽出され、炉心損傷防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本事故シーケンス

グループにおける事故シーケンスは「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」のみであるが、共通原因故障、系統間依存

性の観点から、ここでは従属的に発生する「原子炉補機冷却機能喪失」の重畳を考慮する。また、RCP シールからの漏えいの有無による影響

を確認する観点から、RCP シール LOCA が発生しない場合についても選定することを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.1.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (1)有効性評価の方法＞に示されていることを確

認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における 1次冷却材の沸騰やボイド率の変化、気液分離や対向流、1次冷却系からの冷却材の放出、

蒸気発生器における 1 次側と 2 次側との熱伝達等を取り扱うことができる M-RELAP5 を用いる。また、原子炉格納容器内の構造材と水蒸気との

間の熱伝達、原子炉格納容器内の構造材内部の熱伝導を取り扱うことができる COCO を併せて用いることを確認した。M-RELAP5 及び COCO の適

用性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の

適用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-10 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

b. 全交流動力電源喪失 

(a) RCP シール LOCA が発生しない場合 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 全交流動力電源喪失の発生後、安全機能を有する系統及び機器が機能

喪失することによって、炉心の著しい損傷に至る。このとき、原子炉

冷却材の補給が必要となる規模の原子炉冷却材ポンプ(RCP)シール部

からの漏えいは発生しない。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 送電系統又は所内主発電設備の故障等によって、外部電源が喪失する

とともに、非常用所内交流電源系統の機能喪失を想定する。 

ii. 常設直流電源は、負荷切り離し（原子炉制御室又は隣接する電気室

等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）を

行わずに 8 時間、その後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間

の合計 24 時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気の供

給を行えるものとする。 

iii. 交流動力電源は 24 時間使用できないものとする。 

iv. 原子炉冷却材の補給を必要としない規模の RCP シール部からの小規

模な漏えいを考慮する。小規模な漏えいは、RCP 全台で発生すると仮

定する。 

c) 対策例 

i. タービン動補助給水ポンプの水源の確保、主蒸気逃がし弁の手動操

作、及び直流電源の確保による水位監視によって、2 次冷却系からの

冷却機能を確保 

(b) RCP シール LOCA が発生する場合 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 全交流動力電源喪失の発生後、原子炉冷却材の補給を必要とする規模

の RCP シール部からの漏えい（RCP シール LOCA）が生じる場合があ

る。このとき、原子炉冷却材の補給に必要な交流動力電源の確保に失

敗することによって炉心の著しい損傷に至る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 送電系統又は所内主発電設備の故障等によって、外部電源が喪失する

とともに、非常用所内交流電源系統の機能喪失を想定する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

ii. RCP 全台のシール部からの原子炉冷却材の漏えいを仮定する。 

iii. 全交流動力電源喪失に伴うサーマルバリアの冷却機能及びシール

水注入機能喪失を仮定し、RCP シール部からの原子炉冷却材の漏えい

率を設定する。 

c) 対策例 

i. 非常用高圧母線へ給電する代替交流動力電源を確保し、高圧注入系及

び格納容器スプレイ系等による炉心冷却機能及び原子炉格納容器冷

却機能を確保 

ii. RCP への代替シール水注入による原子炉冷却材漏えい量の停止 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 以下(ⅱ)に示すとおり、本重要事故シーケンスでは、起因事象として外部電源喪失を想定していることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

③ RCP シール部からの漏えいや LOCA を想定する場合は、漏えい率

の根拠が示されていることを確認 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、外部電源喪失が発生するものとし、安全機能の喪失として、非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が喪

失することを確認した。 

② ＜添付十：第 7.1.2.2 表 「全交流動力電源喪失」の主要解析条件（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋RCP シール LOCA）、第 7.1.2.3

表 「全交流動力電源喪失」の主要解析条件（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失）＞に整理されているこ

とを確認した。 

③  RCP シール LOCA が発生する場合、RCP シール部からの漏えい率は、定格圧力において 1 台当たり約 109m3/h とし、4 台からの漏えいとす

る。RCP シール LOCA が発生しない場合については、RCP シール部からの漏えい率は、定格圧力において 1台当たり約 4.8m3/h とし、4台か

らの漏えいとすることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.11 １次冷却材ポンプシール部からの漏えい率の想定について＞において、SBO 時の RCP シールからの漏

えい率の評価モデルについて示されている。 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.12  RCP シール部からの漏えい量による炉心露出への影響＞において、ループシールによって炉心露出が

起こるメカニズムについての説明が示されている。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適

用を否定するものではない。 

 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(ⅰ) 機器条件として、蓄圧タンク保有水量は、最低保有水量 26.9m3/基を用いる。RCP シール LOCA が発生する場合には、代替炉心注水流量と

して恒設代替低圧注水ポンプの注水流量 30m3/h を用いる。これは、1 次冷却系圧力 0.7MPa[gage]到達時点で炉心注水を開始することによ

り、想定する漏えい流量に対して 1 次冷却系の保有水量の維持が可能な流量である。RCP シール LOCA が発生しない場合、1 次冷却材の漏

えい停止圧力は、RCP 封水戻りライン逃がし弁の閉止圧力である 0.83MPa[gage]を用いることを確認した。 

① 具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.2(2)a.(a) 起因事象＞ 

＜添付十：第 7.1.2.2 表 「全交流動力電源喪失」の主要解析条件（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋RCP シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.3 表 「全交流動力電源喪失」の主要解析条件（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失）
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(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可否

を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、湿

度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に基

づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却水

等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさがあ

る場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ)使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定値

又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

 タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水流量を確

認。 

 主蒸気逃がし弁 1 個当たりの流量を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力、保有水量の設定値とその考え方を確

＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.14 全交流動力電源喪失時における蓄圧タンク初期条件設定の影響＞ 
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認。 

 常設電動注入ポンプの注水流量とその考え方を確認。 

 RCP 封水戻りライン逃がし弁の閉止圧力を確認。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

(ⅱ)以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞ 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失）＞ 

＜添付十追補 1.：1.14 電源の確保に関する手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.6 原子炉格納容器内の冷却のための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.13 重大事故の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.7 原子炉格納容器の加圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1.：1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞ 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、2 次系強制冷却の開始時間は、主蒸気逃がし弁の手動による開操作等に必要な時間を考慮し、事象

発生から 30 分後とする。その後、1 次冷却材温度が約 208℃（1 次冷却材圧力が約 1.7MPa[gage]）に到達した段階でその状態を維持する。

代替交流電源が利用できるまでの時間は、RCP シール LOCA が発生する場合には 60 分とし、RCP シール LOCA が発生しない場合には 24 時

間とする。蓄圧タンク出口弁を閉止する時間は、1 次冷却材圧力約 1.7MPa[gage]到達及び代替交流電源が利用できるまでの時間から 10分

後とする。2 次系強制冷却の再開時間は、蓄圧タンク出口弁の閉止から 10 分後とする。その後、1 次冷却材温度が約 170℃（1 次冷却材

圧力が約 0.7MPa[gage]）に到達した段階でその状態を維持する。また、RCP シール LOCA が発生する場合、代替炉心注水の開始時間は 1 次

冷却材圧力が約 0.7MPa[gage]に到達した時点とすることを確認した。 

③ 操作余裕時間の評価については＜添付十：7.1.2.3(3)操作時間余裕の把握＞に示されていることを確認した。 
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設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項

目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心

を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以下

に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最高温

度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合には、この

限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解

釈における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答について、以下により適切であることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.2(3)a.(a)事象進展、7.1.2.2(3)b.(a)事象進展＞ 

② ＜添付十：第 7.1.2.7 図 １次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.14 図 炉心出口流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.11 図 漏えい流量と注水流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.28 図 １次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.31 図 漏えい流量と注水流量の積算値の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.33 図 １次冷却材流量の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

④  ＜添付十：第 7.1.2.10 図 蓄圧注入流量積算値の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.11 図 漏えい流量と注水流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.18 図 ２次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.19 図 主蒸気逃がし弁流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.22 図 補助給水流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.26 図 原子炉格納容器圧力の長期間の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.27 図 原子炉格納容器雰囲気温度の長期間の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.31 図 漏えい流量と注水流量の積算値の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.37 図 ２次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.38 図 主蒸気逃がし弁流量の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.41 図 主蒸気逃がし弁流量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

⑤  ＜添付十：第 7.1.2.7 図 １次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.8 図 １次冷却材温度の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.9 図 １次冷系保有水量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.16 図 原子炉格納容器圧力の長期間の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.23 図 崩壊熱と２次冷却系除熱量の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.26 図 原子炉格納容器内水位の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.27 図 原子炉格納容器雰囲気温度の長期間の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.28 図 １次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.29 図 １次冷却材温度の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.30 図 １次冷却系保有水量の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.37 図 ２次冷却材圧力の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

＜補足説明資料:添付資料 2.2.18 全交流動力電源喪失時の原子炉格納容器圧力及び温度の長期安定確認について＞において、原子炉格納容

器圧力及び温度の長期傾向に対する MAAP コードと MRELAP5/COCO コードとの結果比較が示されている。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-15 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（全交流動力電源喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 ループ流量（RCP 停止により間接的に起因事象の発生を確認） 

動的機器の作動状況： 

 主蒸気逃がし弁流量 

 補助給水流量 

 炉心注水流量 

 原子炉格納容器温度 

対策の効果： 

 2 次系圧力 

 崩壊熱と 2次系除熱量のバランス 

 1 次系圧力 

 1 次系温度 

 原子炉容器水位と燃料被覆管温度 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、RCP シール LOCA が発生する場合の評価項目となるパラメータについては、全交流動力

電源喪失の発生後、RCP シール LOCA により、1次冷却系の保有水量が減少するが、2次系強制冷却による 1次冷却系の減温・減圧及び代替炉

心注水を行うことにより、PCT は約 390℃に、1 次冷却系の最高圧力は約 16.3MPa[gage]に抑えられる。RCP シール LOCA により、1 次冷却材

が原子炉格納容器内に漏えいすることで原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、Ａ､Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対

流冷却を行うことにより、原子炉格納容器の最高圧力は約 0.130MPa[gage]に、原子炉格納容器の最高温度は約 100℃に抑えられることを確

認した。また、RCP シール LOCA が発生しない場合の評価項目となるパラメータについては、全交流動力電源喪失の発生後、交流動力電源を

必要とする安全機能を有する系統及び機器の機能が喪失するが、RCP シール LOCA が発生しないことから、事象初期の 1 次冷却系の圧力の低

下及び保有水量の減少は、RCP シール LOCA が発生する場合に比べて緩やかとなる。2 次系強制冷却による 1 次冷却系の減温・減圧により、

蓄圧注入系が作動し、1 次冷却系の保有水量が回復することで PCT は約 390℃に、1 次冷却系の最高圧力は約 16.3MPa[gage]に抑えられる。

原子炉格納容器内への 1 次冷却材の漏えい量は、RCP シール LOCA が発生する場合に比べて少ないことから、原子炉格納容器圧力及び温度の

上昇は小さなものにとどまり、その評価は RCP シール LOCA が発生する場合の評価に包絡されることを確認した。具体的には以下に示されて

いることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.2(3)a.(b) 評価項目等＞ 

② ＜添付十：7.1.2.2(3)b.(b) 評価項目等＞ 

③ ＜添付十：7.1.2.2(3)a.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.2.2(3)b.(b) 評価項目等＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-16 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には以下に示されていることを確

認した。 

＜添付十：7.1.2.2(3)a.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.2.2(3)b.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：第 7.1.2.17 図 燃料被覆管温度の推移（RCP シール LOCA が発生する場合）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.36 図 燃料被覆管温度の推移（RCP シール LOCA が発生しない場合）＞ 

 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、RCP シール LOCA が発生する場合には、高圧再循環運転による炉心冷却及び格納容器内自然対流冷

却による原子炉格納容器内からの除熱により、原子炉を安定停止状態へ移行させることができること、また、RCP シール LOCA が発生しない場

合には、交流動力電源の回復後、タービン動補助給水ポンプから電動補助給水ポンプへの切替えを行い、2次系強制冷却を継続することで原子

炉を安定停止状態へ移行させることができることを確認した。具体的以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.2(3)a.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.2.2(3)b.(b) 評価項目等＞ 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-17 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象、起点となる事象によって運転

員等操作が受ける影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.2-18 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は、以下により妥当であることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.3(1)a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.2.3(1)a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響を

確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、 M-RELAP5 を用いて RCP シール部からの漏えいについて解析した場合、試験デー

タと比較して二相臨界流量を数十%多く評価する傾向がある。解析結果によれば、事象発生後の大部分の期間において、漏えい流は二相状態で

ある。このため、実際の漏えい流量は解析結果よりも少なくなり、評価項目に対する余裕は大きくなることを確認した。解析コードが有する

重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の具体的な内容は、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.3(1)b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.2.3(1)b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合の運転員等操作に与える影響を確

認。 

② RCP シール部からの漏えい率が変動した場合の運転員等操作に

与える影響を確認。 

③ 蒸気発生器の 2 次側保有水量が変動した場合の運転員等操作に

与える影響を確認。 

④ 原子炉格納容器の自由体積が変動した場合の運転員等操作に与

える影響を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作時間に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.2.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ 該当なし。 

④ 該当なし。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合の評価結果に与える影響を確認。 

② RCP シール部からの漏えい率が変動した場合の評価結果に与え

る影響を確認。 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、全交流動力電源喪失事象など、RCP のトリップ後の 1 次冷却材の自然循環冷却に期待してい

る場合には、この自然循環を阻害する可能性のある蓄圧タンク内の窒素ガスの混入を防止するため、蓄圧タンク内の保有水量が全量注入される

前に、蓄圧タンク出口弁を閉止する。この場合、蓄圧タンク内の圧力変化と気相部体積の膨張量の関係から、蓄圧タンク内の初期の保有水量が

少なく気相部の初期の体積が大きい方が、気相部圧力が持続しやすく、蓄圧タンク出口弁を閉止するまでの炉心への注水量が多くなる。解析条

件では、蓄圧タンク保有水量に最小保有水量を設定しているため、蓄圧タンク内の初期の気相部の体積が大きくなり、上記のとおり非保守的な

設定となっている。そのため、この影響について、蓄圧注入系による炉心注水が行われている期間における 1次冷却系の保有水量の観点から検

討した。結果として、蓄圧注入系による炉心注水が行われている間、1次冷却系の保有水量は十分多く、これに対して蓄圧タンク初期保有水量

の設定の影響による炉心への注水量の減少はわずかであり、解析結果に与える影響は小さいことを確認した。具体的には以下に示されているこ

とを確認した。 

① ＜添付十：7.1.2.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

③ 蓄圧タンクの初期保有水量が変動した場合の評価結果に与える

影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性が変動した場合の評価結果

に与える影響を確認。 

⑤ 蒸気発生器の 2 次側保有水量が変動した場合の評価結果に与え

る影響を確認。 

⑥ 原子炉格納容器の自由体積が変動した場合の評価結果に与える

影響を確認。 

 

 

 

② ＜添付十：7.1.2.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.1.2.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

④ ＜添付十：7.1.4.2(3)b. 評価項目等＞ 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.20 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失）＞において、不確かさ評

価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、2 次系強制冷却操作を必要とするタイミング

が遅くなるなど、そのタイミングは遅くなる可能性があるが、この操作は現場で専任の運転員が担当することから、必要なタイミングに変動が

あったとしても、この変動に対応が可能であり、対策の実施に与える影響はないことを確認した。具体的には以下に示されていることを確認し

た。 

① ＜添付十：7.1.2.3(2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.2.3(2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失）＞ 

③ ＜添付十：7.1.2.3(2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.1.2.5 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCP

シール LOCA）＞ 

＜添付十：第 7.1.2.6 図 全交流動力電源喪失の作業と所要時間（外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失）＞ 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価について、以下に示された内容が妥当であることを確

認した。 

＜添付十：7.1.2.3(2)b.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 
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（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 2 次系強制冷却操作の開始時間余裕を確認。 

② 蓄圧タンク出口弁の閉止操作の時間余裕を確認。 

③ 常設電動注入ポンプによる代替炉心注水操作の開始時間余裕

を確認。 

 

 

 

(ⅰ) 2 次系強制冷却操作、蓄圧タンク出口弁の閉止操作及び充てんポンプによる代替炉心注水の操作開始時間余裕が遅れた場合の影響について、

以下のとおり確認した。 

① 解析条件では、RCP シール部からの漏えい率に保守的な（大きめの）値を設定しているため、1次冷却材の漏えい流量を多めに、かつ、1次

冷却系の圧力及び温度低下が速めに解析されている。このため、実際は 1次冷却系の圧力及び温度を起点とした運転員操作である 2次系強制

冷却操作を必要とするタイミングが遅くなる可能性があり、この影響を確認するため、2次系強制冷却の開始時間を 30 分遅らせた場合の解

析を実施した。結果として、炉心が露出することはなく、燃料被覆管温度の上昇もないことから、解析結果に与える影響は小さいことを確認

した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

② 蓄圧タンク出口弁閉止の操作時間余裕について、以下により確認した。 

＜添付十：7.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

③ また、上記と同様に代替炉心注水の開始時間が遅くなる可能性があるため、1次冷却系の保有水量の低下率と炉心の露出に至る可能性がある

保有水量との関係から、代替炉心注水の開始に関する時間的余裕について検討した。概算評価によると、約 1.1 時間程度の遅れの範囲内では

解析結果に与える影響は小さいことを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.2.21 全交流動力電源喪失（RCP シール LOCA が発生する場合）の感度解析について＞において、２次系強制冷却

操作の開始時間についての感度解析の結果が示されている。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1 項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすも

のであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損

傷後の原子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉

心の著しい損傷を防止するための十分な対策が計画されてお

り、かつ、その対策が想定する範囲内で有効性があることを確

認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子

炉が安定停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれ

る時点までを評価する。（少なくとも外部支援がないものとし

て 7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で安定状態に

至った場合は、その状態を維持できることを示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 46 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74名であり対

応が可能である。なお、解析では復旧を期待していないが、長期的な対策として原子炉補機冷却機能等の復旧作業は、緊急時対策本部要員等

で対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員と同数の要員を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、本重要事故シーケンスの最大電源負荷は約 1,759kW であり、空冷式非常用発電装置の給電容量約 2,920kW を

超えないため、対応が可能であることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.4(2)c. 電源＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

(ⅲ) 水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、2次系強制冷却を継続して実施するためには、蒸気発生器 2次側への注水の継続

が必要となり、その水源は復水ピット（1,035m3）である。この復水ピットへの補給を行わない場合、事象発生から約 18.7 時間後に枯渇すると

評価している。これに対して、それまでの間に、海水を取水源として復水ピットへの補給を開始することで、対応が可能であることを確認した。

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.4(2)a. 水源＞ 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間の資源、水源の充足性について、燃料として、7 日間空冷式非常用発電装置の運転継続に必要な重油量は約 133.4kL、電源

車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL、大容量ポンプの 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 47.9kL となり、

合計で約 184.4kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された使用可能な重油量 548kL で

対応が可能である。また、7 日間送水車の運転継続に必要な軽油量は約 20,214L であり、本発電所内の軽油ドラム缶に備蓄された軽油量 21,000L 

にて対応が可能であることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.2.4(2)b. 燃料＞ 

なお、水源の充足性については上記（ⅲ）で確認している。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している 2次系強制冷却、代替交流動力電源を

用いた代替炉心注水等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪失及び RCP シール LOCA が発生する事故」

及び RCP シール LOCA が発生しない「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故」において、2 次

系強制冷却、代替炉心注水等を行った場合に対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が

使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請

者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備（非常用所内交流動力電源、原子炉補機冷却系統等）の復旧を期

待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、2次系強制冷却や代替炉心注水等により炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、高圧再循環による炉心冷却への

移行や 2次系強制冷却による炉心冷却を継続する対策が整備されていることを確認した。 

さらに、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－1．1 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪

失及び RCP シール LOCA が発生する事故」及び RCP シール LOCA が発生しない「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷

却機能が喪失する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して申請者が計画している炉心損傷防止対策

は、有効なものであると判断した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-1 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉補機冷却機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示されて

いる各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  事故シーケンスグループ｢原子炉補機冷却機能喪失｣における事故シーケンスは、以下のとおりであり、PRA 側の評価結果と一致していること

を確認した。 

 「原子炉補機冷却機能喪失時に RCP シール LOCA が発生する事故」 

 「原子炉補機冷却機能喪失時に加圧器逃がし弁又は加圧器安全弁 LOCA が発生する事故」 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 第 1-4 表 重要事故シーケンスの選定について＞ 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」との従属性を考慮すると事故

シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンスと同一となる。重要事故シーケンス「原子炉補機冷却機能喪失時に RCP シール

LOCA が発生する事故」の重大事故等の有効性評価は、事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣の中で確認したことから、事故シーケンスグ

ループ｢全交流動力電源喪失｣と共通する事項を省略し、本事故シーケンスグループ特有の事項を中心に記載した。このため、事故シーケンスグル

ープ｢全交流動力電源喪失｣で確認した項目については、確認結果の欄に、｢事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。｣と

記載した。 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、原子炉補機冷却系統がその機能を喪失した後、RCP シール LOCA が発生する。RCP シ

ール LOCA により、1次冷却系の保有水量が減少するが、原子炉補機冷却系統による冷却が必要な ECCS による炉心注水ができず、保有水量の

減少が継続し、炉心損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.3.1(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、2次冷却系を強制的に減温・減圧することにより 1次冷却系を減

温・減圧するとともに、原子炉補機冷却系統による冷却が不要な代替ポンプにより炉心注水を行い、炉心を冷却する必要がある。また、長期

的には、最終ヒートシンクへの継続的な熱の輸送手段を確保する必要があることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認し

た。 

 

＜添付十：7.1.3.1(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規

則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、原子炉補機冷却機能喪失、漏えい規模が大きい LOCA の発生の有無及び蒸気発生器への補助給水の有無を判

別する必要があるが、これらを判別するための計装設備として、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載され

ている＜添付十：第 7.1.3.1 表 「原子炉補機冷却機能喪失」における重大事故等対策について＞において、1次冷却材圧力、補助給水流量等

が挙げられていることを確認した。 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の炉心損傷防止対策として、蒸気発生器2次側への注水と主蒸気逃がし

弁の開操作による2次系強制冷却を実施する。このため、補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁、蒸気発生器、復水ピット等を重大事故等対処設備と

して位置付ける。さらに、2次系強制冷却後に代替炉心注水を実施する。このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事

故等対処設備として新たに整備するとともに、燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には、以

下に示されていることを確認した。 

＜添付十：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：第 7.1.3.1 表 「原子炉補機冷却機能喪失」における重大事故等対策について＞ 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、原子炉補機 

冷却系統による冷却の代わりとして大容量ポンプ車によるＢ高圧注入ポンプ（海水冷却）への海水通水後、格納容器再循環サンプ水位及び燃料取

替用水ピット水位がそれぞれ再循環切替条件に到達すれば、高圧代替再循環運転による炉心冷却に移行する。このため、大容量ポンプ等を重大事

故等対処設備として新たに整備するとともに、格納容器再循環サンプ、Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）等を重大事故等対処設備として位置付ける。

さらに、大容量ポンプによるＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの海水通水により格納容器内自然対流冷却を実施する。このため、大容量ポンプ等

を新たに重大事故等対処設備として整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認し

た。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 第 

1.2.1 表 有効性評価における重要事故シーケンスと技術的能力審査基準／設置許可基準規則／技術基準規則との関連＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 安定停止状態について①＞ 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

① 蒸気発生器での炉心冷却に係る計装設備を確認。 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.1.3.1 表 「原子炉補機冷却機能喪失」における重大事 

故等対策について＞より、状態監視に係る設備を挙げていることを確認し 

た。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

② 代替炉心注入による炉心の冷却に係る計装設備を確認。 

③ 高圧再循環及び格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確

認。 

 

 

 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

① 高圧再循環への切替条件を確認。 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.3.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

 (ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について以下により確認した。 

 

＜添付十：7.1.3.1 事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十：1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための 

手順等＞ 

＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価  

添付資料 2.2.8 補機冷却水の復旧について＞ 

 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整

合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜添付十：

第 7.1.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2) ＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 別紙 3第 1表 米国・欧州での重大事故等対策に関

係する設備例との比較＞において、代替補機冷却、海水系の代替手段代替について、米国・欧州での対策との比較を行っており、大飯 3／4号炉

の対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 付録1 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定につい

て＞ 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

(ⅰ) 2 次系強制冷却、常設電動注入ポンプによる代替炉心注水に関連する設備として、タービン動補助給水ポンプ、復水ピット、主蒸気逃がし

弁、常設電動注入ポンプ等及びこれらを接続する配管や弁が＜添付十：「第 7.1.3.1 図 原子炉補機冷却機能喪失時」重大事故等対策の概略系

統図＞に示されていることを確認した。また、安定停止状態に向けた対策に関連するＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、Ｂ高圧注入ポンプ(海水冷

却)等及びこれらを接続する配管や弁が＜添付十：第 7.1.3.1 図 原子炉補機冷却機能喪失時」重大事故等対策の概略系統図＞に示されている

ことを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.1.3.2 図「原子炉補機冷却機能喪失」の対応手順の概要（判定プロセス）＞及び＜添付十：第 7.1.3.3 図「原子炉補機冷却

機能喪失」の対応手順の概要（「原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ」の事象進展）＞において、想定される事象進展が明確に

されるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理さ

れていることを確認した。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下に明確にされていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.3.3 図「原子炉補機冷却機能喪失」の対応手順の概要 

（「原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ」の事象進展）＞ 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：1.2 原

子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞等を踏まえ、以下に整理されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.3.4 図「原子炉補機冷却機能喪失」の作業と所要時間 

（原子炉補機冷却機能喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ）＞ 

  

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等＞、＜添付十：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞、＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低

圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞、＜添付十：1.10  水素爆発



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞、＜添付十：1.5  最終ヒートシンクへの熱を輸送するための手順等＞、＜添付十：1.15 

事故時の計装に関する手順等＞等と整合していることを確認した。 

 

 

 

 

 

③ Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水や原子炉補機冷却系の復旧等、（実際には行うが）解析では期待しない操作も含めてタイムチ

ャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

 

④ 本重要事故シーケンスの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間とし

て整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されているこ

とを確認した。 

 

⑤ 要員の操作時間については、以下で考え方が整理されていることを確認した。 

 

＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-8 

2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合に

は、各々の対策について有効性を評価することを基本とする。た

だし、評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による

有効性評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び

時間を要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の

条件を包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、その理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されているかを確認。← PRA の評価において重要事故シーケ

ンス選定の妥当性を確認している。 

 

 

 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① PRA で選定された事故シーケンスは｢原子炉補機冷却機能喪失時に RCP シール LOCA が発生する事故｣であるが、「外部電源喪失時に非常用所内

交流動力電源が喪失する事故」との従属性を考慮して、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪失及

び RCP シール LOCA が発生する事故」を重要事故シーケンスとすることを確認した。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスとして、 PRA の手法等を踏まえて、重要事故シーケンス「原子炉補機冷却機能喪失時に RCP

シール LOCA が発生する事故」を選定している。この事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」に従属

して発生する事故シーケンスに含まれている。このため、対策に有効性があることを確認するために評価を行う重要事故シーケンスは、「外

部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪失及び RCP シール LOCA が発生する事故」としている。これは、

原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮した「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンスと同一である。このため、解析手法及び結果、不確

かさの影響評価については、「全交流動力電源喪失」と同一であるとしていることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認し

た。 

 

＜添付十：7.1.3.2(1) 有効性評価の方法＞ 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-9 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適

用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-10 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

c. 原子炉補機冷却機能喪失 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 原子炉補機冷却機能喪失の発生後、RCP シール LOCA が発生する。こ

のとき、原子炉冷却材の補給に必要な原子炉補機冷却機能の確保に失

敗することによって、炉心の著しい損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 取水機能の喪失又は原子炉補機冷却水系配管の破断等による原子炉

補機冷却機能喪失を想定する。 

ii. 取水機能の喪失によって最終ヒートシンクが喪失することを想定し

た上で、２次冷却系からの除熱によって一定時間（7 日間）、原子炉冷

却機能が確保できることを仮定する。 

iii. RCP 全台のシール部からの原子炉冷却材の漏えいを仮定する。 

iv. 原子炉補機冷却機能の喪失に伴うサーマルバリアの冷却機能及びシ

ール水注入機能喪失を仮定し、RCP シール部からの原子炉冷却材の漏

えい率を設定する。 

(c) 対策例 

i. 代替最終ヒートシンク(UHS)によって原子炉補機冷却機能を確保し、

高圧注入系及び格納容器スプレイ系等によって炉心冷却機能及び原

子炉格納容器冷却機能を確保 

ii. RCP への代替シール水注入による原子炉冷却材漏えいの停止 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-11 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

確認。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

③ RCP シール部からの漏えいや LOCA を想定する場合は、漏えい率

の根拠が示されていることを確認 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適

用を否定するものではない。 

 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につい

て計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能

を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可

否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定

する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に基

づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却水

等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさがあ

る場合は、その影響を考慮する。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-12 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ)使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定値

又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的な

仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確認

する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

 タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水流量を確

認。 

 主蒸気逃がし弁 1 個当たりの流量を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力を確認。 

 常設電動注入ポンプの注水流量を確認。 

 RCP 封水戻りライン逃がし弁の閉止圧力を確認。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-13 

（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉

心を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以

下に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最

高温度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合に

は、この限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解

釈における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-14 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 ループ流量（RCP 停止により間接的に起因事象の発生を確認） 

動的機器の作動状況： 

 主蒸気逃がし弁流量 

 補助給水流量 

 炉心注水流量 

 原子炉格納容器温度（再循環ユニットダクト開放温度の確認） 

対策の効果： 

 2 次系圧力 

 蒸気発生器水位 

 崩壊熱と 2次系除熱量のバランス 

 1 次系圧力 

 1 次系温度 

 漏えい流量と注水流量 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-15 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなってい

るか。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-16 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-17 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象、起点となる事象によって運転

員等操作が受ける影響を確認。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-18 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響を

確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-19 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② RCP シール部からの漏えい率の影響を確認。 

③ 蒸気発生器の 2 次側保有水量については、設計値ではなく標準

値を採用しているため、その影響を確認。 

④ 原子炉格納容器の自由体積については、設計値ではなく保守的

に小さな値を採用していたため、その影響を確認。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合の評価結果に与える影響を確認。 

② RCP シール部からの漏えい率が変動した場合の評価結果に与え

る影響を確認。 

③ 蓄圧タンクの初期保有水量が変動した場合の評価結果に与える

影響を確認。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-20 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性が変動した場合の評価結果

に与える影響を確認。 

⑤ 蒸気発生器の 2 次側保有水量については、設計値ではなく標準

値を採用しているため、その影響を確認。 

⑥ 原子炉格納容器の自由体積については、設計値ではなく保守的

に小さな値を採用していたため、その影響を確認。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-21 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-22 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（原子炉補機冷却機能喪失の場合） 

① 2 次系強制冷却操作の開始時間余裕を確認。 

② 蓄圧タンク出口弁の閉止操作の時間余裕を確認。 

 

 

 

※ 事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-23 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する範

囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できるこ

とを示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、要員数、水源、燃料及び電源については、「全交流動力電源喪失」と同一であり、対

応が可能であるとしていることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) ① 電源供給量の充足性について、要員数、水源、燃料及び電源については、「全交流動力電源喪失」と同一であり、対応が可能であるとして

いることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-24 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

(ⅲ) ① 水源の充足性について、要員数、水源、燃料及び電源については、「全交流動力電源喪失」と同一であり、対応が可能であるとしているこ

とを確認した。 

 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、要員数、水源、燃料及び電源については、「全交流動力電源喪失」と同一であり、対応が可

能であるとしていることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.3-25 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「原子炉補機冷却機能喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している 2 次系強制冷却、原子炉補機冷

却系統による冷却が不要な代替ポンプを用いた代替炉心注水等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

申請者が「全交流動力電源喪失」と同じ重要事故シーケンス「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能の喪

失及び RCP シール LOCA が発生する事故」を選定していることから、その解析手法及び結果、不確かさの影響評価について、「全交流動力電源喪

失」と同一としていることは妥当と判断した。 

さらに、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者が「全交流動力電源喪失」と同一としていることは妥当と判断した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機

能の喪失及び RCP シール LOCA が発生する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であ

ると判断できる。  

 

以上のとおり、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「原子炉補機冷却機能喪失」に対して申請者が計画している炉心損傷防

止対策は、有効なものであると判断した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-1 

原子炉格納容器の除熱機能喪失 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉格納容器除熱機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されてい

る各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 事故シーケンスグループ｢原子炉格納容器の除熱機能喪失｣における事故シーケンスは、以下の 6 つであり、PRA 側の評価結果と一致している

ことを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.4.1(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に

ついて＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1 ※4 号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、原子炉格納容器の除熱機能の喪失に伴い、原子炉格納容器内の圧力上昇を抑制でき

ないため、原子炉格納容器の先行破損に至り、その後、格納容器再循環サンプ水の減圧沸騰が生じることで炉心注水が継続できなくなること

から、炉心損傷に至ることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.4.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、原子炉格納容器内からの除熱を行うための代替策を実施する必

要があることを確認した。長期的な対策としては、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことによって炉心の除熱を行う必要があることを

確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規

則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、1次冷却材の漏えい及び格納容器スプレイ注入機能、低圧注入機能の喪失を判別する必要があるが、これ

を判別するための計装設備として、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.4.1

表 ｢原子炉格納容器の除熱機能喪失｣における重大事故等対策について＞において、1次冷却材の漏えい判断に係る計装として 1次冷却材圧

力、加圧器水位等が、格納容器スプレイ注入機能喪失の判断に係る計装として、Ｂ格納容器スプレイ流量積算流量計、格納容器内温度等が、

低圧再循環機能喪失の判断に係る計装設備として、余熱除去流量等が挙げられていることを確認した。 

 

 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、高圧注入ポンプ等による炉心注水を実施する。このため、高圧注入ポンプ、

余熱除去ポンプ、燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付ける。さらに、格納容器内自然対流冷却を継続的に実施する。

このため、窒素ボンベ（原子炉補機冷却水サージタンク加圧用）を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容器再

循環ユニット、Ａ、Ｂ原子炉補機冷却水ポンプ、原子炉補機冷却水サージタンク等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、格納容器再循環サンプ水位及び燃料取替用水ピット水位がそれぞれ再循環切替条件に到

達すれば、高圧再循環運転による炉心冷却に移行する。このため、高圧注入ポンプ、格納容器再循環サンプ等を重大事故等対処設備として

位置付けることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.4.1(3) j. 再循環運転及び格納容器内自然対流冷却＞ 

＜添付十：第 7.1.4.1 表「原子炉格納容器の除熱機能喪失」における重大 

事故等対策について＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添付資料 2.4.5 安定停止状態について＞ 

 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

① 燃料取替用水タンクを水源とした ECCS による炉心注水に係る

計装設備を確認。 

② 高圧再循環及び格納容器自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.4.1 表 ｢原子炉格納容器の除熱機能

喪失｣における重大事故等対策について＞において状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

① 高圧再循環による炉心冷却への移行条件を確認。 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

 

① ＜添付十：7.1.4.1(3) f. 格納容器スプレイ機能喪失時の対応＞ 

＜添付十：7.1.4.1(3) h. 再循環自動切換の確認＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 ＜添付十：7.1.4.1(3) i. 格納容器内自然対流冷却＞ 

 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について以下により確認した。 

① ＜添付十：7.1.4.1(3) f. 格納容器スプレイ機能喪失時の対応＞ 

＜添付十：7.1.4.1(3) g. 燃料取替用水ピット補給操作＞ 

 

② ＜添付十：7.1.4.1(3) g. 燃料取替用水ピット補給操作＞ 

＜添付十：1.13  重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

 

③ ＜添付十：7.1.4.1(3) f. 格納容器スプレイ機能喪失時の対応＞ 

＜添付十：7.1.4.1(3) g. 燃料取替用水ピット補給操作＞ 

 

 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容

と整合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、対策

に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.4.1 表「原子炉格納容器の除熱機能喪失」

における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2) ＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定

について＞、＜添付十：別紙 3第 1表 米国・欧州での重大事故等対策に関係する設備例との比較＞において、原子炉格納容器除熱機能につい

て、米国・欧州での対策との比較を行っており、大飯 3／4号炉の対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

(ⅰ)  ECCS による炉心注水に関連する設備として、A高圧注入ポンプ、B高圧注入ポンプ、余熱除去ポンプ、燃料取替用水ピット等及びこれら

を接続する配管や弁が概略系統図に示されていることを確認した。また、安定停止状態に向けた対策である高圧再循環及び格納容器内自然

対流冷却に関連する設備としてＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、高圧注入ポンプ、格納容器再循環サンプ等及びこれらを接続する配管や弁

が以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.4.1 図 「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の重大事故等 

対策の概略系統図＞ 
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お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

 

① ＜添付十：第 7.1.4.3 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の対応手順の概要（「大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循

環失敗」の事象進展）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されてい

ること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① 事故シーケンスグループ｢原子炉格納容器の除熱機能喪失｣に係る判断基準・確認項目等 

蓄圧注入系作動の確認：1次系圧力が蓄圧タンク保持圧力以下となれば、蓄圧注入系による炉心注水が行われていることを確認。 

1 次冷却材の漏えい判断：1次系冷却材圧力、加圧器水位、格納容器内モニタ、格納容器内圧力及び温度等のパラメータにより判断。 

格納容器スプレイ注入機能喪失の判断：原子炉格納容器スプレイ系の作動圧力である 196kPa[gage]において、格納容器スプレイポンプの起

動失敗等により格納容器スプレイライン流量が確認できない場合は、格納容器スプレイ注入機能喪失と判断。 

再循環への切替判断：燃料取替用水ピット水位計指示が、3 号炉 12.5%、4 号炉 16%になれば格納容器再循環サンプ水位（広域）指示 56%以

上を確認し、再循環切替操作を実施。 

低圧再循環機能喪失の判断：余熱除去流量の指示がない等により、低圧再循環機能の喪失を判断。 

格納容器内自然対流冷却：Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの原子炉補機冷却水通水の準備が完了すれば、通水を開始し格納容器内自然対

流冷却を行う。 

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

(ⅰ) タイムチャートは ＜添付十：1.3  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞等を踏まえ、以下の通り整理されていること

を確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は、＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための手順等＞、＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞、＜添付十：1.13  重大事故等の収束に必要となる水の供

給手順等＞、＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 燃料取替用水ピットへの補給操作、格納容器スプレイ注入機能や低圧再循環機能の回復操作等、（実際には行うが）解析では期待しない操作
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合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 
 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

 

④ 本重要事故シーケンスの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間と

して整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されてい

ることを確認した。 

 

 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 
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2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合に

は、各々の対策について有効性を評価することを基本とする。た

だし、評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による

有効性評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び

時間を要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の

条件を包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと同一であることを確認した。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故」を選

定する。これは、対策に必要な設備容量の観点では、1 次冷却材の流出流量が多いため大きな容量を必要とすること、また、対策の実施に対

する余裕時間の観点では、事象初期から格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の除熱及び低圧再循環による炉心冷却ができないため余裕

時間が短いことなど、より厳しい事故シーケンスであることから選定することを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：2.2.3 評価事故シーケンスの選定結果＞ 

＜添付十：7.1.4.2(1) 有効性評価の方法＞ 
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（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、原子炉格納容器における構造材との熱伝達及び内部熱伝導並びに格

納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項

へ。 

 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である原子炉格納容器内の構造材と水蒸気との間の熱伝達、原子炉格納容器内の構造材内部の熱伝導、格納容

器再循環ユニットによる自然対流冷却モデル等を取り扱うことができる MAAP を用いることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審

査確認事項へ。 

 

 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添付資料 2.7.3 ＭＡＡＰの大破断ＬＯＣＡへの適用性について＞

において、MAAP コードは大破断 LOCA 初期の燃料被覆管最高温度及び炉心水位、原子炉格納容器内温度については適用性が低いものの、事

象初期以降の過渡応答については現行の DBA コードと概ね同程度の評価が行えることが示されている。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適

用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が以下に示されていることを確認した。 
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（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

d. 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

(a) 重要事故シーケンスの例 

a) LOCA の発生後、原子炉格納容器の除熱機能喪失によって、原子炉

格納容器が先行破損し、炉心の著しい損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

a) 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断を想定する。 

b) 格納容器スプレイ系の機能喪失を想定する。 

(c) 対策例 

a) 格納容器スプレイ系の代替手段による原子炉格納容器の除熱機能

の確保 

 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はあるものとする。これは、ECCS の作動が早くなり、再循環切替時期が早くなることで、より高温の格納容器再循環サンプ水で

再循環することになり、原子炉格納容器内に放出されるエネルギーが大きくなることから、原子炉格納容器圧力及び温度評価の観点では、

厳しい設定となることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、大破断 LOCA が発生するものとし、破断位置は、低温側配管（原子炉容器と ECCS の注水配管の間）とする。これは、蒸気

発生器 2次側保有水の保有する熱量が原子炉格納容器内に放出されることなどにより、原子炉格納容器圧力及び温度評価の観点では、厳し

い設定となることを確認した。 

 

 

② ＜添付十：第 7.1.4.2 表 「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環

失敗）＞において、初期条件、事故条件について炉心崩壊熱 1 次系圧力/温度、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定した条件とその考え

方が全体的に整理されていることを確認した。 
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（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要

解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び

条件の適用を否定するものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当

性（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その

機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用

可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様

に基づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷

却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮す

る。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、炉心注水流量は、高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプそれぞれ 2台使用時の最大注入特性を用いる。最大注入特性とし

た場合、破断口からの 1次冷却材の放出量が増加することで、原子炉格納容器内に放出されるエネルギーが大きくなることから、原子炉格

納容器圧力及び温度評価の観点では、厳しい設定となる。また、格納容器再循環ユニットは 2基使用し、除熱特性については 1基当たり、
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な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

 非常用炉心冷却設備作動信号の設定を確認。 

 高圧注入ポンプ、低圧注入ポンプの使用台数、評価で用いる注入

特性とその理由を確認。 

 補助給水ポンプの使用台数と流量を確認。 

 蓄圧タンクの初期圧力、保有水量を確認 

 再循環切替の設定水位を確認。 

原子炉格納容器温度 100～168℃に対して、除熱量は約 4.1～約 11.2MW を用いることを確認した。具体的には以下に示されていることを確

認した。 

 

＜添付十：第7.1.4.2表「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環失敗）

＞ 

＜添付十：7.1.4.2(2)b. 重大事故等対策に関連する機器条件＞ 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅲ) 本重要事故シーケンスにおいて、安全機能の喪失を仮定している高圧注入機能について、機器条件として設定されていないことから、復

旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能

喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下に示されていることを確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で

示されたタイムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技

術的能力の添付資料を参照した。 

＜添付十：第 7.1.4.4 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環失

敗）＞ 

＜添付十：追補１ 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十：1.13.2.2(5) １次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給＞ 

＜添付十：第1.13.17図 １次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給 タイムチャート＞ 

＜添付十：追補１ 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十：1.7.2.1(2)a. Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 

＜添付十：第 1.7.2 図 Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 タイムチャート＞ 

＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、格納容器内自然対流冷却の開始時間は、現場での原子炉補機冷却水サージタンクの加圧操作等に必

要な時間を考慮し、原子炉格納容器の最高使用圧力到達から 30 分後とすることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認し

た。 

＜添付十：7.1.4.2(2) c. 重大事故等対策に関連する操作条件＞ 

＜添付十：第 7.1.4.4 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環失

敗）＞ 

＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞ 
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③ 格納容器内自然対流冷却は解析上、原子炉格納容器の最高使用圧力到達 30 分後から格納容器内自然対流冷却が開始されるが、実際の操作

においては、格納容器スプレイ注入機能喪失を判断した段階で格納容器内自然対流冷却の準備を行うことを確認した。本操作に関する操作

余裕時間の評価については、＜添付十：7.1.4.3(3) 操作時間余裕の把握＞で確認する。 
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（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉

心を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以

下に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最

高温度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合に

は、この限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解

釈における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動

を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷の恐れに至るプロセス、初期の炉心損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

 

 

② ＜添付十：第 7.1.4.5 図 １次冷却材圧力の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.6 図 破断流量の推移＞より、事象発生と同時に破断流量が確認でき

るとともに 1 次冷却系圧力が急激に低下していることから大破断 LOCA が発生していることを確認したこと、破断口径の相違に応じた破断流
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（CV除熱機能喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 1 次冷却系圧力 

 破断流量 

動的機器の作動状況： 

 高圧注入流量 

 低圧注入流量 

対策の効果： 

 原子炉容器内水位 

 燃料被覆管温度 

原子炉格納容器の除熱状況： 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 格納容器再循環ユニットによる除熱量 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

量の挙動となっていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 2.4.9 原子炉格納容器の除熱機能喪失時における事象初期の応答について＞において、第 7.1.4.5 図と第 7.1.4.6

図の事象初期部分の拡大図が示されている。 

 

③ ＜添付十：第 7.1.4.8 図 低圧注入流量の推移＞より、低圧注入流量は再循環切替時点でゼロとなっており、安全機能の喪失の仮定どおり低

圧再循環機能が喪失していることを確認した。また、＜添付十：第 7.1.4.7 図 高圧注入流量の推移＞より、高圧注入流量は評価期間を通じ

て約 100kg/s（→360ton/h）の流量を確認できることから、機器条件で設定したとおりの高圧注入流量が得られていることを確認した。 

 

④ ＜添付十：第 7.1.4.9 図 原子炉容器内水位の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.10 図 燃料被覆管温度の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.12 図 

格納容器再循環サンプ水温度の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.13 図 原子炉格納容器からの除熱量の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.14 図 原

子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.15 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞より、高圧再循環により炉心は冠水状態を維持

することから、燃料被覆管温度は有意な温度上昇を示していないことを確認した。また、高圧再循環と併せて実施する格納容器内自然対流

冷却により原子炉格納容器の除熱が確立することから格納容器再循環サンプ水温はサブクールを維持すること、原子炉格納容器内圧力・温

度の上昇は抑制できることから、本事故シーケンスグループの特徴である原子炉格納容器の先行破損を回避するとともに炉心への注水が継

続できていることを確認した。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、大破断 LOCA の発生後、一時的に炉心が露出す

るものの ECCS による炉心注水により再冠水し、その後は高圧再循環により炉心の冠水状態が維持される。これらの期間を通じて燃料被覆管温

度が最も上昇するのは、事象初期であるため、設計基準事故（原子炉冷却材喪失）の解析結果を参照する。その結果、PCT は約 984℃であり、

1,200℃を超えることはない。燃料被覆管の酸化量は約 0.4%であり、15%以下である。また、１次冷却系の最高圧力は約 16.3MPa[gage]に抑え

られる。1 次冷却材が原子炉格納容器内に漏えいすることで原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、格納容器再循環ユニットによる格納

容器内自然対流冷却を行うことにより、原子炉格納容器の最高圧力は約 0.41MPa[gage]に、原子炉格納容器の最高温度は約 140℃に抑えられる

ことを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.2(3) b. 評価項目等＞ 

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できているこ

とを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、＜添付十：第 7.1.4.9 図 原

子炉容器内水位の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.10 図 燃料被覆管温度の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.14 図 原子炉格納容器圧力の推移＞、

＜添付十：第 7.1.4.15 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞＜添付十：7.1.4.2(3) b. 評価項目等＞にあるとおり、初期の炉心損傷防止対

策である格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の先行破損を防止するとともに炉心へ注水することにより、燃料被覆管の温度は

1,200℃以下に抑えられていることから炉心の著しい損傷は防止できていることを確認した。 

 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、高圧再循環運転による炉心冷却及び格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器内からの除熱

により、原子炉を安定停止状態へ移行させることができるとしていることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.1.4.9 図 原子炉容器内水位の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.10 図 燃料被覆管温度の推移＞にあるとおり、高圧再循環及び格
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなってい

るか。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

納容器内自然対流冷却により事象発生後 24 時間時点においても炉心気泡水位は TAF 以上を維持することから燃料被覆管温度は低く抑えられ

ていること、＜添付十：第 7.1.4.12 図 格納容器再循環サンプ水温度の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.13 図 原子炉格納容器からの除熱量の

推移＞、＜添付十：第 7.1.4.14 図 原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.1.4.15 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞、＜添付

十：7.1.4.2(3) b. 評価項目等＞にあるとおり格納容器再循環サンプ水はサブクールを維持していること、原子炉格納容器内圧力・温度の上

昇は抑制できていることから原子炉安定停止状態を維持できていることを確認した。なお、有効性評価上は期待していないが、余熱除去系や

格納容器スプレイ系が回復すれば、これらの設備の作動により更なる原子炉格納容器圧力・温度の低下を促進させることが可能であることを

確認した。 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.4.5 安定停止状態について＞において、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態は、「高温の停止状態とな

った時点（高圧再循環の継続により原子炉容器内水位が維持され、格納容器内自然対流冷却により格納容器再循環サンプ水温が安定又は低下

傾向）」としていることが示されている。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 2.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下の通りであることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.3(1) a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、 MAAP では、LOCA について解析した場合、試験データと比較して原子炉格納容器

圧力を数十 kPa 程度、温度を十数℃程度高く評価する傾向があり、事象進展の観点では保守的（厳しめ）な結果を与えることが示されている。

実際の原子炉格納容器圧力及び温度は解析結果よりも低くなり、評価項目に対する余裕は大きくなることを確認した。解析コードが有する重

要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の具体的な内容は、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.4.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.4.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.4.8 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉格納容器の除熱機能喪失）＞において、不

確かさ評価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添付資料 2.4.9 原子炉格納容器の除熱機能喪失時における事象初期の応

答について＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 破断口径の影響を確認。 

③ 原子炉格納容器の自由体積、ヒートシンクの影響を確認 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑤ 蒸気発生器の 2次側保有水量の影響を確認。 

⑥ 燃料取替用水タンクの保有水量の影響を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響については、初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件に関する解析条件の設定に

あたっては、原則、評価項目に対する余裕が小さくなるような設定としていることから、その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

炉心崩壊熱、破断口径、原子炉格納容器自由体積、ヒートシンク及び標準値として設定している格納容器再循環ユニットの除熱特性について影

響評価を行うことを確認した。影響評価内容は以下に示されていることを確認した。なお、大飯 3号炉及び 4号炉は蒸気発生器 2次側保有水量、

燃料取替用水ピット水量に設計値を用いている。 

① ＜添付十：7.1.4.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.4.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ 該当無し 

④  ＜添付十：7.1.4.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

＜添付十：7.1.4.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響   

＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.4.6 格納容器再循環ユニットのラフフィルタを撤去した場合の事象進展について＞において、粗フィルタを取り

外した場合の感度解析の結果が示されている。 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 P580＞ 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 破断口径の影響を確認。 

③ 原子炉格納容器の自由体積、ヒートシンクの影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、本重要事故シーケンスにおいては、起因事象として破断口径が最も大きい低温側配管の完全

両端破断が発生するものとしているため、解析条件として破断口径を変動させたとしても、破断口からの 1次冷却材の流出流量が少なくなり、

原子炉格納容器へ放出されるエネルギーが減少するため、原子炉格納容器圧力及び温度の上昇が抑制されることから、評価項目に対する余裕は

大きくなる。また、解析では粗フィルタがある場合の標準値を格納容器再循環 

ユニットの除熱特性としているため、粗フィルタを撤去した場合の除熱 

特性で感度解析を実施した。その結果、評価項目に対する余裕は僅か 

に大きくなることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。なお、大飯 3・4 号炉は蒸気発生器 2 次側保有水量、燃料取替用水ピット水

量に設計値を用いている。 

① ＜添付十：7.1.4.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.4.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

⑤ 蒸気発生器の 2次側保有水量の影響を確認。 

⑥ 燃料取替用水タンクの保有水量の影響を確認。 

 

 

③ 該当無し。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性について、解析では粗フィルタがある場合の標準値を格納容器再循環ユニットの除熱特性としているた

め、粗フィルタを撤去した場合の除熱特性で感度解析を実施した。その結果、評価項目に対する余裕は僅かに大きくなることを以下において

確認した。 

＜添付十：7.1.4.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、格納容器内自然対流冷却操作の実施前の準備

作業は、事象発生後 115 分間で終了し、実施は解析上事象発生後約 9.1 時間時点としている。格納容器内自然対流冷却の実施時に、現場操作

を担当している運転員等は、その操作前に燃料取替用水ピット補給ラインアップを実施しているが、上記のとおり、格納容器内自然対流冷却

の準備完了から実施まで、十分な余裕がある。このため、当該操作が必要なタイミングに変動があったとしても、この変動に対応が可能であ

ることから、対策の実施に与える影響はないことを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.1.4.4 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環

失敗）＞ 

＜添付十：7.1.2.3(2)b.(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.4.9 原子炉格納容器の除熱機能喪失時における事象初期の応答について＞において、格納容器内自然対流冷却

の開始時間を早めた場合の感度解析の結果が示されている。 

② ＜添付十：第 7.1.4.4 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環

失敗）＞ 

＜添付十：7.1.2.3(2)b.(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

③ ＜添付十：第 7.1.4.4 図「原子炉格納容器の除熱機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋格納容器スプレイ注入失敗＋低圧再循環

失敗）＞ 

 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

1) 以下により、解析コードが解析条件の不確かさによる操作条件の変化が評価結果に与える影響がないことを確認した。 

＜添付十：7.1.4.3(2)b.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.1.4.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

① 格納容器内自然対流冷却の開始時間余裕を確認。 

 

(ⅰ) 格納容器内自然対流冷却が遅れた場合の影響について、以下により確認した。  

① ＜添付十：7.1.4.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する範

囲内で有効性があることを確認する。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できるこ

とを示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 18 名である。これに対して、重大事故等対策要員は

74 名であり対応が可能であることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.4(1) 必要な要員の評価＞ 

 

② 以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.4(1) 必要な要員の評価＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 6.2(1) 必要な要員の評価結果＞ 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、電源として、仮に外部電源の喪失を仮定しても、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、デ

ィーゼル発電機からの電力供給量が十分大きいため、対応が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下に示されていることを確認

した。 

① ＜添付十：7.1.4.4(2)c. 電源＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

（CV除熱機能喪失の場合） 

 再循環切替により炉心注水を継続（燃料取替用水タンクへの水

補給は行わない） 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.1.4.4(2)a. 水源＞ 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、仮に外部電源の喪失を仮定しても、7日間ディーゼル発電

機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL となり、

合計で約 597.8kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可

能であることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.4.4(2)b. 燃料＞ 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.4-25 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「原子炉格納容器の除熱機能喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している格納容器内自然対流冷却等

が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故」において格納容器内自然対流冷却等を

行った場合に対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及び解析条

件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳し

い条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（低圧再循環系統、格納容器スプレイ系統）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当た

ってはこれらの系統の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、格納容器内自然対流冷却等により炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、高圧再循環運転による炉心冷却や格納

容器内自然対流冷却を継続する対策が整備されていることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する

事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「原子炉格納容器の除熱機能喪失」に対して申請者が計画

している炉心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：原子炉停止機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されてい

る各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 事故シーケンスグループ｢原子炉停止機能喪失｣における事故シーケンスは、「原子炉トリップが必要な起因事象が発生した場合に原子炉ト

リップ機能が喪失する事故｣のみであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認

した。 

 

＜添付十：7.1.5.1(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス＞ 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞ 

＜添付十：第 1-4 表 重要事故シーケンスの選定について＞ 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1 ※4 号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、運転時の異常な過渡変化の発生後に原子炉停止機能が作動せず、原子炉出力を下げ

ることができないことから、1次冷却系圧力及び温度が上昇して、加圧器安全弁等からの 1次冷却材の漏えいが継続し、炉心損傷に至ること

を確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十： 7.1.5.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、原子炉出力を抑制し、1次冷却系の過圧を防止する必要があるこ

とを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十： 7.1.5.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規

則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、原子炉停止機能喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、対策に必要な常設

設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：｢第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対策に

ついて｣＞、＜添付十： 7.1.5.1(3) 炉心損傷防止対策＞において、出力領域中性子束、中間領域中性子束及び中性子源領域中性子束が挙げられ

ていることを確認した。 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、ATWS 緩和設備を重大事故等対処設備として新たに整備する。また、主蒸気隔

離弁、補助給水ポンプ、蒸気発生器、復水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には以下に示されている

ことを確認した。 

 

＜添付十： 7.1.5.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十：｢第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対 

策について｣＞ 

＜添付十：追補１ 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするため 

の手順等＞ 

＜添付十： 1.1.2.1(2) 原子炉出力抑制（自動）＞ 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

 未臨界を確保できることを確認。 

 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、原子炉出力の低下後、緊急ほう酸濃縮により原子炉を未臨界状態とし、主蒸気逃がし弁の

開操作等により、1 次冷却系を減温・減圧する。1 次冷却系の減温・減圧が進み、余熱除去系が使用可能な温度及び圧力に到達すれば、余熱

除去系による炉心冷却に移行する。このため、充てんポンプ、ほう酸ポンプ、ほう酸タンク、主蒸気逃がし弁、余熱除去ポンプ、余熱除去冷

却器等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

①   

＜添付十： 7.1.5.1(3) c. 緊急ほう酸濃縮及びほう酸希釈ラインの隔離＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) e. １次冷却系の減温、減圧＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 

＜添付十：｢第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対 

策について｣＞ 

＜添付十：追補１ 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするため 

の手順等＞ 

＜添付十： 1.1.2.1(4) ほう酸水注入＞ 

②    

＜添付十： 7.1.5.1(3) c. 緊急ほう酸濃縮及びほう酸希釈ラインの隔離＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) e. １次冷却系の減温、減圧＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 

＜添付十：｢第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

策について｣＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.5.8 安定停止状態について＞には、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態の定義は、「低温停止状態に到

達した時点」としていることが示されている。 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

 ATWS 緩和設備による原子炉出力低下に係る計装設備を確認。 

 緊急ほう酸注入による未臨界性の確保に係る計装設備、余熱除

去系による炉心冷却に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：｢第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」にお

ける重大事故等対策について｣＞において状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（原子炉停止機能喪失） 

① 緊急ほう酸注入への移行条件を確認。 

② 余熱除去系による炉心冷却への移行条件を確認 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

①  

＜添付十： 7.1.5.1(3) a. 原子炉自動トリップ不能の判断＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) c. 緊急ほう酸濃縮及びほう酸希釈ラインの隔離＞ 

②    

＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 

 

 (ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備して

いる項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について以下により確認した。 

① ＜添付十： 7.1.5.1(3) a. 原子炉自動トリップ不能の判断＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 

＜添付十：追補１ 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞ 

＜・1.1.2.1(1) 手動による原子炉緊急停止＞ 

＜・1.1.2.1(3) 原子炉出力抑制（手動）＞ 

 

② ＜添付十： 7.1.5.1(3) a. 原子炉自動トリップ不能の判断＞ 

    ＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 

＜添付十：追補１ 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞ 

＜・1.1.2.1(1) 手動による原子炉緊急停止＞ 

＜・1.1.2.1(3) 原子炉出力抑制（手動）＞ 

＜・1.1.1(2) a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：追補１ 1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

＜添付十：追補１ 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

 

③ ＜添付十： 7.1.5.1(3) a. 原子炉自動トリップ不能の判断＞ 

＜添付十： 7.1.5.1(3) f. 余熱除去系による炉心冷却＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（ⅶ） 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順

及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを

確認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整

合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜添付十：

第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対策について＞の重大事故等対策について｣で明確にされていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2) ＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞、＜添付十：別紙 3第 1表 米国・欧州での重大事

故等対策に関係する設備例との比較＞において、原子炉停止について、米国・欧州での対策との比較を行っており、玄海 3号炉及び 4号炉の対

策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図においては、対策に関係する主要機器・配管・

弁が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

(ⅰ) 多様化自動作動設備による原子炉出力抑制及び 1次冷却系の過圧防止 

に関連する設備として、主蒸気隔離弁、主蒸気逃がし弁、電動補助給水ポンプ、加圧器逃がし弁、加圧器逃がしタンク、充てんポンプ等及び

これらを接続する配管や弁が概略系統図に示されていることを確認した。また、安定停止状態に向けた対策である緊急ほう酸注入や余熱除去

系による炉心冷却に関連する設備として、余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器、充てんポンプ等及びこれらを接続する配管や弁が以下に示され

ていることを確認した。 

＜添付十： 第 7.1.5.1 図「原子炉停止機能喪失」の重大事故等対策 

の概略系統図＞ 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であること。 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

＜添付十： 第 7.1.5.2 図「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要 

（判定プロセス）＞、＜添付十：第 7.1.5.3 図「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要（「主給水流量喪失＋原子炉トリップ失敗」の事象

進展）＞、＜添付十：第 7.1.5.4 図「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要（「負荷の喪失＋原子炉トリップ失敗」の事象進展）＞におい

て、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作

も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下に明確にされていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.5.3 図「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要（「主給水流量喪失＋原子炉トリップ失敗」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.4 図「原子炉停止機能喪失」の対応手順の概要（「負荷の喪失＋原子炉トリップ失敗」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.1 表「原子炉停止機能喪失」における重大事故等対策について＞ 

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞等を踏まえ、以下の通り整理されている

ことを確認した。 

 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞、

＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞等と整合していることを確認した。 

③ 有効性評価においては、原子炉手動停止、手動タービントリップ及び格納容器再循環ファン起動には期待しないが実際には行う操作である。

このため、これらの操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 本事故シーケンスグループの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間

として整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されてい

ることを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 
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2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合に

は、各々の対策について有効性を評価することを基本とする。た

だし、評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による

有効性評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び

時間を要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の

条件を包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されているか？ ← PRA の評価において重要事故シーケンス

選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

 

① PRA の評価で選定された重要事故シーケンスは、｢原子炉トリップが必要な起因事象が発生した場合に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣

であるが、重要事故シーケンスとして、原子炉トリップ機能が喪失する事故のうち、起因事象の異なる 2 つのシーケンスを選定することを

確認した。具体的な重要事故シーケンスは以下②のとおり。 

 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」及び「負荷の喪失時に原子

炉トリップ機能が喪失する事故」を選定する。「主給水流量喪失時に原子炉トリップ停止機能が喪失する事故」は、ATWS 緩和設備により多く

の機能（主蒸気ラインの隔離及び補助給水ポンプの起動）を期待することから選定する。「負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事

故」は、1 次冷却系圧力の評価の観点では厳しくなる可能性があることから選定するとしていることを確認した。具体的には以下に示されて

いることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.5.2(1) 有効性評価の方法＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における中性子動特性、減速材反応度帰還効果、ドップラ反応度帰還効果、崩壊

熱、燃料棒内温度変化及び沸騰・ボイド率変化、加圧器における気液熱非平衡、水位変化及び冷却材放出並びに蒸気発生器における 1次

側・2次側の熱伝達、冷却材放出、2次側水位変化・ドライアウト及び 2次側給水が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容

は、解析コード審査確認事項へ。 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における減速材温度フィードバック効果及びドップラフィードバック効果、加圧器における気液

熱非平衡、水位変化及び冷却材の放出、蒸気発生器における 1次側と 2次側との熱伝達等を取り扱うことができ、かつ炉心の冷却状態及

び出力分布変化を同時に解析可能な SPARKLE-2 を用いることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適

用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-10 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

e. 原子炉停止機能喪失 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 運転時の異常な過渡変化の発生後、原子炉停止機能が喪失し、炉心

の著しい損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 運転時の異常な過渡変化の発生を想定する。 

ii. 原子炉トリップに失敗し、制御棒が挿入できない場合を仮定す

る。 

iii. 原子炉の手動トリップには期待しない。 

iv. 反応度係数は、炉心サイクル寿命中の変化を考慮し、炉心のサイ

クル燃焼度に応じた現実的な値を設定する。 

(c) 対策例 

i. 補助給水ポンプの自動起動及びタービントリップ、原子炉減圧、2

次冷却系強制冷却、化学体積制御系又は高圧注入系による緊急ほう

酸注入による反応度制御、炉心冷却及び原子炉圧力上昇の抑制 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はあるものとする。これは、RCP が停止せず 1次冷却系の冷却が継続することで、負のフィードバック効果が小さくなるため、

1次冷却系圧力の評価の観点では、厳しい設定となることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

 減速材温度係数について、減速材温度係数の初期値は、炉心サイ

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣の場合は、主給水の喪失が発生するものとし、｢負荷の喪失時

に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣の場合は、負荷が瞬時に完全に喪失し、同時に主給水流量の喪失が発生することを確認した。安全

機能の喪失に対する仮定として、原子炉トリップ機能が喪失することを確認した。 

 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件として、減速材温度係数は、炉心サイクル寿命中の変化、炉心構成のばらつき等のプラント

特性並びに解析コードの不確かさを考慮し、負のフィードバック効果が小さくなるように、－16pcm/℃を用いる。ドップラ係数は、設計
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クル寿命中の変化、取替炉心のばらつき及び解析コードの不確か

さを考慮し、負の反応度帰還効果が小さくなるように設定してい

ることを確認。 

 ドップラ特性について、ウラン燃料を装荷した炉心の特性を考慮

し、正の反応度帰還効果が大きくなる設定であることを確認。 

 

 

値を用いる。ことを確認した。具体的な確認結果は以下に示されている。 

 

 

＜添付十：7.1.5.2(2) c. 初期条件＞ 

＜添付十：第 7.1.5.2 表「原子炉停止機能喪失」の主要解析条件（主給水流量喪失）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.3 表「原子炉停止機能喪失」の主要解析条件（負荷の喪失）＞ 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.5.4 原子炉停止機能喪失解析に使用する炉心データの取り扱いについて＞において、減速材温度係数の初期

値設定における対象炉心の選定の考え方が示されている。 

 

 

その他の初期条件：炉心熱出力、1次系圧力、1次冷却材平均温度については定格値を用いることを確認した。また、炉心熱出力等の不確

かさを考慮した結果は、｢(3) 感度解析｣にて確認する。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要

解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び

条件の適用を否定するものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当

性（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その

機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用

可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、
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温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様

に基づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷

却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮す

る。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

 ATWS 緩和設備の作動設定値を確認。 

 主蒸気ラインの隔離完了までの時間を確認。 

 補助給水ポンプの作動台数と流量を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、ATWS 緩和設備からの作動信号（主蒸気ラインの隔離等が自動で行われるための信号）は、蒸気発生器狭域水位計指示

値 7%到達で発信されるものとする。これは、作動設定点の設定範囲の中の下限値となるため、1次冷却系圧力の評価の観点では、厳しい

設定であることを確認した。その他の機器条件も含め、具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.5.2 表「原子炉停止機能喪失」の主要解析条件（主給水流量喪失）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.3 表「原子炉停止機能喪失」の主要解析条件（負荷の喪失）＞ 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象として喪失を仮定している主給水系及び安全機能の喪失を仮定している原子炉トリップ機能について、

機器条件として設定されていないことから、復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 

安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言して

いる。） 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタ

イムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力

の添付資料を参照した。 

手動による原子炉停止操作（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順

等＞の操作の成立性において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は中央制御室の運転員（当直員）1名及び現場での運転員（当直員）

1 名であり、電動発電機モータ遮断器手動開放操作、電動発電機出力遮断器開放操作に 10 分、原子炉トリップ遮断器開放操作に 10 分を

想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。なお、本操作は有
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を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

効性評価上、考慮していない。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.5.5 図「原子炉停止機能喪失」の作業と所要時間 

（主給水流量喪失＋原子炉トリップ失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.6 図「原子炉停止機能喪失」の作業と所要時間（負荷の喪失＋原子炉トリップ失敗）＞ 

＜添付十：1.1.2.1(1) 手動による原子炉緊急停止＞ 

＜添付十：第 1.1.3 図 原子炉停止機能喪失時の操作手順 タイムチャート＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、ATWS 緩和設備により、自動的に主蒸気ラインの隔離等を行うため、解析上の運転員操作はないこ

とを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十： 7.1.5.2(2) d. 重大事故等対策に関連する操作条件＞ 

 

③ 該当なし。 

 

 

（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉

心を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以

下に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最

高温度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合に

は、この限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 
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(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈に

おける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動

を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

動的機器の作動状況： 

 補助給水流量 

 蒸気流量 

 主蒸気ライン圧力 

 加圧器逃がし弁、加圧器安全弁流量 

対策の効果： 

 2 次系除熱量 

 1 次系圧力 

 1 次冷却材平均温度 

 原子炉出力（反応度） 

 加圧器保有水量 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷の恐れに至るプロセス、初期の炉心損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されている

ことを確認した。 

② ｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣については、＜添付十：第 7.1.5.17 図 蒸気発生器２次側保有水量の推移（主給

水流量喪失）＞より、事象発生とともに蒸気発生器 2 次側保有水量が低下していること、事故発生直後から補助給水ポンプが起動するまで

の間は給水流量がゼロとなっていることから、起因事象として主給水流量喪失が生じていることを確認した。「負荷の喪失時に原子炉トリッ

プ機能が喪失する事故」については、＜添付十：第 7.1.5.26 図 燃料実効温度と１次冷却材温度の推移（負荷の喪失）＞より、事象発生と

ともに 2次系除熱量が低下していることから、起因事象として負荷の喪失が生じていることを確認した。また、＜添付十：第 7.1.5.7 図 原

子炉出力の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.19 図 １次冷却材圧力の推移（主給水流量喪失）（減速材温度係数初期値を－

13pcm/℃とした場合）＞、＜添付十：第 7.1.5.20 図 原子炉出力の推移（負荷の喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.29 図 ２次冷却系圧力

の推移（負荷の喪失）＞より、双方の重要事故シーケンスともに起因事象の発生によりプラントに外乱が生じているにも関わらず、原子炉

出力が維持されていることから、原子炉トリップ機能が喪失していることを確認した。 

 

③ ＜添付十：第 7.1.5.14 図 ２次冷却系除熱量の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.26 図 燃料実効温度と１次冷却材温度の

推移（負荷の喪失）＞より、ATWS 緩和設備の作動により、主蒸気ラインが隔離されるとともに蒸気発生器水位が低下することにより 2次系

除熱量が低下していることを確認した。＜添付十：第 7.1.5.8 図 １次冷却材平均温度の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.20

図 原子炉出力の推移（負荷の喪失）＞より、2 次系除熱量の低下に伴って 1 次冷却材平均温度が上昇していること、これに伴って＜添付

十：第 7.1.5.7 図 原子炉出力の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.19 図 １次冷却材圧力の推移（主給水流量喪失）（減速

材温度係数初期値を－13pcm/℃とした場合）＞より、減速材温度フィードバック効果により、原子炉出力が抑制されていることを確認した。

また、＜添付十：第 7.1.5.9 図 １次冷却材圧力の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.21 図 １次冷却材平均温度の推移（負

荷の喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.10 図 加圧器逃がし弁・安全弁流量の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.22 図 １次冷

却材圧力の推移（負荷の喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.16 図 ２次冷却系圧力の推移（主給水流量喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.29 図 

２次冷却系圧力の推移（負荷の喪失）＞、＜添付十：第 7.1.5.23 図 加圧器逃がし弁・安全弁流量の推移（負荷の喪失）＞より、ATWS 緩

和設備の作動に伴う 2 次系除熱量の低下により 1 次系圧力が上昇するが、加圧器逃がし弁、安全弁の作動により 1 次冷却系の過圧が抑制さ

れていることを確認した。また、1次冷却材平均温度の上昇、1次冷却材の比体積の増加による加圧器へのインサージに伴う加圧器水量（水

位）の増加、これに伴う加圧器逃がし弁・安全弁の質量流量の増減等、トレンド図には物理的に妥当な説明が加えられていることを確認し

た。 

 

④ 上記③と同様である。 

＜補足説明資料 大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価：添付資料 2.5.5 「原子炉停止機能喪失」における反応度の評価に
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

ついて＞において、1次系温度変化に伴う減速材反応度帰還効果及び燃料温度変化に伴うドップラ反応度帰還効果の推移と出力推移の関係が

示されている。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣における評価項目となるパ

ラメータについては、主給水流量喪失の発生後、蒸気発生器水位の低下に伴い、ATWS 緩和設備からの作動信号による主蒸気ラインの隔離に

より、1 次冷却材温度が上昇し、負のフィードバック効果により原子炉出力は低下する。また、1 次冷却材温度の上昇に伴い、1 次冷却系圧

力が上昇するが、加圧器逃がし弁及び加圧器安全弁の作動により 1 次冷却系圧力の上昇は抑制される。以上により、PCT は約 360℃に、1 次

冷却系の最高圧力は約 18.6MPa[gage]に抑えられる。加圧器逃がし弁及び加圧器安全弁の作動により、1次冷却材が加圧器逃がしタンクから

原子炉格納容器内に漏えいするが、その量はわずかである。また、原子炉格納容器圧力及び温度が上昇した場合には、格納容器スプレイによ

る抑制が可能な範囲に収まっていること、「負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」については、負荷の喪失の発生後、1 次冷

却材温度及び圧力が上昇するが、1次冷却材温度の上昇による負のフィードバック効果により原子炉出力は低下する。その後、蒸気発生器水

位の低下に伴う除熱能力の低下により、再び 1次冷却材温度は上昇し、負のフィードバック効果により原子炉出力はさらに低下する。また、

1次冷却材温度の上昇に伴い、1次冷却系圧力が上昇するが、加圧器逃がし弁及び加圧器安全弁の作動により 1次冷却系圧力の上昇は抑制さ

れる。以上により、PCT は約 360℃に、1次冷却系の最高圧力は約 18.9MPa[gage]に抑えられる。加圧器逃がし弁及び加圧器安全弁の作動によ

り、1次冷却材が加圧器逃がしタンクから原子炉格納容器内に漏えいするが、その量はわずかである。また、原子炉格納容器圧力及び温度が

上昇した場合には、格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に収まっていることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

 

① 燃料被覆管温度は、原子炉トリップ機能喪失によりわずかに上昇し、約 360℃に達した後、原子炉出力の低下に伴い低下し、1,200℃以下と

なっていることを確認した。また、当該温度条件では、燃料被覆管の酸化反応は著しくならない。 

 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力の最高値は、約 18.6MPa[gage]であり、最高使用圧力の 1.2 倍（20.59MPa [gage]）を下回ってい

ることを確認した。 

 

③ 原子炉格納容器圧力及び温度は、加圧器逃がし弁及び加圧器安全弁の作動により加圧器逃がしタンクから原子炉格納容器内に漏えいした 1

次冷却材により上昇するが、格納容器スプレイ系の作動により抑制できることを確認した。（本重要事故シーケンスの結果は、原子炉格納容

器圧力上昇の観点からより厳しい DBA 解析の結果で包絡できることを示している） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

※ 上記①～③は｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣の結果であるが、｢負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事

故｣についても同様の結果であることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣及び｢負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事

故｣について、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなってい

るか。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、｢主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故｣及び｢負荷の喪失時に原子炉トリップ

機能が喪失する事故｣ともに、緊急ほう酸注入により原子炉を未臨界状態とし、主蒸気逃がし弁の開操作等により、1次冷却系の減温・減圧が

進むと、余熱除去系による炉心冷却により原子炉を安定停止状態へ移行させることができることを確認した。具体的な確認結果は以下に示さ

れていることを確認した。 

 

① ＜添付十：第 7.1.5.8 図 １次冷却材平均温度の推移（主給水流量喪失）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.9 図 １次冷却材圧力の推移（主給水流量喪失）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.21 図 １次冷却材平均温度の推移（負荷の喪失）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.22 図 １次冷却材圧力の推移（負荷の喪失）＞ 

 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添 

付資料 2.5.2 ATWS 事象におけるプラント整定後から事象収束までの運転 

操作の成立性について＞ 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下より妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

操作が特定されているか確認する。 

① 運転員操作の起点となる事象が抽出されているか確認。 

 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

※ 本重要事故シーケンスでは、ATWS 緩和設備が自動作動することでプラントを安定状態に導くため、不確かさの影響を確認する運転員等操作

はない。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、 SPARKLE-2 では、ATWS 時のドップラフィードバック効果を解析する際に、核デ

ータライブラリ ENDF/B-Ⅶ.0 を用いて計算したドップラ係数を使用している。ドップラ係数に関する計算ベンチマークの解析結果によれば、

ENDF/B-Ⅶ.0 を含む代表的な核データライブラリを用いて国内外の解析コードで計算したドップラ係数の標準偏差は 10%程度と報告されてお

り、この誤差が ATWS の解析結果に影響を与える可能性がある。また、ATWS について解析した場合、加圧器及び蒸気発生器の挙動モデルにお

いて、試験データと比較して、1次冷却系圧力を数百 kPa 程度、温度を数℃程度低く評価する傾向があり、解析結果に影響を与える可能性が

ある。これらの影響については、解析条件の不確かさの影響との重畳も考慮し、「c. 感度解析による影響評価」に記載することを確認した。

解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の具体的な内容は以下に示されていることを

確認した。 

 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添付資料2.5.10 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価につ

いて（原子炉停止機能喪失）＞ 

 

① ＜添付十：7.1.5.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.5.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

 

＜補足説明資料： 大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価添付資料 2.5.10 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価につ

いて（原子炉停止機能喪失）＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

 

※ 本重要事故シーケンスでは、ATWS 緩和設備が自動作動することでプラントを安定状態に導くため、不確かさの影響を確認する運転員等操作

はない。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

① 炉心熱出力、1次系圧力、1次系温度の不確かさは考慮されてい

るか確認。 

② 減速材温度係数の不確かさ及び設定の考え方を確認。 

③ ドップラ係数の不確かさ及び設定の考え方を確認。 

 

 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、炉心熱出力、1次冷却系圧力及び温度については定格値を用いており、その不確かさとして、

正側の定常誤差（炉心熱出力：＋2%、1 次冷却系圧力：＋0.21MPa、1 次冷却材温度：＋2.2℃）により、実際には定格値よりも大きくなる可能

性があるとしている。これらの影響については、解析コードの不確かさの影響との重畳も考慮し、「c. 感度解析による影響評価」に記載する

ことを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。  

 

＜添付十：7.1.5.3(2)a. b.評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価 添付資料2.5.9 原子炉停止機能喪失時の有効性評価における原子炉冷

却材圧力バウンダリにかかる圧力評価において解析コード及び解析条件の不確かさを考慮した場合の影響について＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-21 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

※ 本重要事故シーケンスでは、ATWS 緩和設備が自動作動することでプラントを安定状態に導くため、不確かさの影響を確認する運転員等操作は

ない。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

※ 本重要事故シーケンスでは、ATWS 緩和設備が自動作動することでプラントを安定状態に導くため、不確かさの影響を確認する運転員等操作は

ない。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-22 

（3）感度解析 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの適

用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に考慮

する。 

1．感度解析による不確かさの影響評価について 

1）感度解析により、重要現象の不確かさは把握されているか確認する。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを考慮した場合の評価

結果に与える影響は把握されているか確認する。 

（原子炉停止機能喪失の場合） 

① 解析条件の不確かさである炉心熱出力、1次系圧力、1次冷却材

平均温度の初期定常誤差並びに解析コードの不確かさであるド

ップラ反応度帰還効果の不確かさを重畳させた場合の評価結果

に与える影響を確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを考慮した場合の評価結果に与える影響について、解析コードの不確かさとしてドップラフィ

ードバック効果、解析条件の不確かさとして炉心熱出力、1 次冷却系圧力及び温度の正側の定常誤差があり、これらの全てが厳しい方向に重

畳する可能性もあることから、この重畳を考慮した感度解析を実施した。なお、ドップラフィードバック効果については、感度解析において、

ドップラ係数の標準値に対して 20%増加させる。結果として、「主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」では、1 次冷却系圧

力の最高値は約 19.4MPa[gage]、「負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」では、1 次冷却系圧力の最高値は約 19.6MPa[gage]と

なる。さらに、解析コードにおける加圧器及び蒸気発生器の挙動モデルに起因する不確かさとして、1 次冷却系圧力を数百 kPa 程度、温度を

数℃程度低く評価する傾向があることを考慮しても、原子炉冷却材圧力バウンダリの最高使用圧力の 1.2 倍（20.59MPa[gage]）を下回ること

を確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

 

＜添付十：第 7.1.5.4 表 原子炉停止機能喪失（主給水流量喪失）時の感度解析結果＞ 

＜添付十：第 7.1.5.5 表 原子炉停止機能喪失（負荷の喪失）時の感度解析結果＞ 

＜添付十：第 7.1.5.33 図 １次冷却材圧力の推移（主給水流量喪失）（初期定常誤差及びドップラ効果の感度確認）＞ 

＜添付十：第 7.1.5.34 図 １次冷却材圧力の推移（負荷の喪失）（初期定常誤差及びドップラ効果の感度確認）＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-23 

（4）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

 

 

 

※ 本重要事故シーケンスでは、ATWS 緩和設備が自動作動することでプラントを安定状態に導くため、不確かさの影響を確認する運転員等操作

はない。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-24 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する範

囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できるこ

とを示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応等に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 14 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74 名であ

り対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員を確保できていることに加え、1・2 号炉の運転員等も対処可能である

ことから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、電源として、仮に外部電源の喪失を仮定しても、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、

ディーゼル発電機からの電力供給量が十分大きいため、対応が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下に示されていることを確

認した。 

① ＜添付十：7.1.5.4(2)c. 電源＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-25 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 復水ピット（1,035m3：有効水量）を水源とする補助給水ポ 

ンプを用いた蒸気発生器への注水による２次冷却系の冷却につ 

いては、復水ピットが枯渇するまでの約18.7 時間の注水継続が 

可能である。余熱除去系による冷却は、事象発生の約13 時間後 

から使用可能となるため、復水ピットへの補給は不要である。 

なお、外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応である。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、仮に外部電源の喪失を仮定しても、7日間ディーゼル発

電機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL とな

り、合計で約 597.8kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対

応が可能であることを確認した。水源については、上記(ⅲ)にあるとおり、初期対策としては復水ピットの保有水を用い、余熱除去系による

炉心冷却に移行するまでの間は復水ピット補給用水中ポンプ等による復水ピットへの水補給を実施することを確認しており、発災から 7 日

間については電源、水源ともに外部支援は必要としないことを確認した。なお、本事故シーケンスでは外部電源喪失を想定していないため、

常設設備により復水ピットへの補給が可能であることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.5.4(2)b. 燃料＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.5-26 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対して、申請者が炉心損傷防止対策として計画している ATWS 緩和設備の自動作動による負

のフィードバック効果によって原子炉出力を抑制する対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」及び「負荷の喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」に

おいて ATWS 緩和設備の機能に期待した場合に対する申請者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者

が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮し、それらを重畳させた場合でも、解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないこ

とを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備（制御棒駆動設備、主給水ポンプ等）

の復旧や手動による原子炉トリップ操作等を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの設備の機能回復等も重要な炉心損傷防止対

策となり得る。 

また、ATWS 緩和設備の機能による原子炉出力の抑制により炉心の損傷を回避した後、原子炉を未臨界状態とし、安定停止状態へ導くために、緊

急ほう酸濃縮や余熱除去系による炉心冷却へ移行する対策が整備されていることを確認した。 

さらに、対策等に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「主給水流量喪失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」及び「負荷の喪

失時に原子炉トリップ機能が喪失する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると

判断できる。 

以上のとおり、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対して申請者が計画している炉心損傷防止対策

は、有効なものであると判断した。 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-2 

玄海 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：ＥＣＣＳ注水機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンス

グループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示され

ている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 事故シーケンスグループ｢ECCS 注水機能喪失｣における事故シーケンスは、以下の 2つであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認し

た。 

 中破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故 

 小破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故 

  具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.6.1(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス＞ 

＜添付十：追補2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞ 

＜添付十：1.3.2(f) ＥＣＣＳ注水機能喪失＞ 

＜添付十：第 1-4 表 重要事故シーケンスの選定について＞ 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとな

っているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、中小破断 LOCA の発生後、ECCS 注水機能の喪失に伴い 1 次冷却系の保有水量の減少

が継続し、炉心損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

 

＜添付十：7.1.6.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、2 次冷却系を強制的に減温・減圧することにより 1 次冷却系を

減温・減圧するとともに、炉心注水を行い、炉心を冷却する必要があることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

 

＜添付十：7.1.6.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、

手順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準

規則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、1 次冷却材の漏えい及び高圧注入機能の喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備と

して、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.6.1 表 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」

における重大事故等対策について＞において、1次冷却材の漏えい判断に係る計装として 1次冷却材圧力、加圧器水位等が、高圧注入機能の

喪失に係る計装として、高圧注入ポンプ流量、燃料取替用水タンク水位が挙げられていることを確認した。 

 

 

 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、蒸気発生器 2次側への注水と主蒸気逃がし弁の開操作による 2次系強制冷却

を実施する。このため、補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁、蒸気発生器、復水ピット等を重大事故等対処設備として位置付ける。さらに、2

次系強制冷却により 1 次冷却材圧力が十分低下すれば、低圧注入による炉心冷却を実施する。このため、余熱除去ポンプ、燃料取替用水ピ

ット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.6.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十：第 7.1.6.1 表 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十： 追補Ⅰ 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十： 追補Ⅰ 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十：1.3.2.1(2) a. 電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：1.3.2.1(3)a. 主蒸気逃がし弁による蒸気放出＞ 

＜添付十：追補Ⅰ 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：1.4.2.1(1)b.(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 

 

 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、格納容器再循環サンプ水位及び燃料取替用水ピット水位がそれぞれ再循環切替条件に到達

すれば、低圧再循環による炉心冷却に移行する。このため、余熱除去ポンプ、格納容器再循環サンプ等を重大事故等対処設備として位置付

けることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

①  

＜添付十：7.1.6.1(3) j. 再循環自動切換の確認＞ 

＜添付十：第 7.1.6.1 表 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」における重大事故等対 

策について＞ 

＜添付十：追補Ⅰ1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

補足説明資料（添付資料 2.6.8）には、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態は、「低圧再循環の継続により炉心の冷却が維持され、

低温停止状態への移行が可能となる時点」としていることが示されている。また、破断口径が 2インチ、4インチ及び 6インチの場合の低圧

再循環運転への切替時間の評価結果についても示されている。 

＜補足説明資料 大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価：添付資料 2.6.8 重要事故シーケンスでの重大事故等対策の概略系統図

について＞ 

＜添付十：7.1.6.1(3) j. 再循環自動切換の確認＞ 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

① 2 次系強制冷却に係る計装設備を確認。 

② 余熱除去系による炉心の冷却・除熱に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.6.1 表「ＥＣＣＳ注水機能喪失」にお

ける重大事故等対策について＞において状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

① 余熱除去系の再循環運転による炉心冷却・除熱への移行条件を確

認。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.6.1(3) j. 再循環自動切換の確認＞ 

＜添付十：第 7.1.6.1 表「ＥＣＣＳ注水機能喪失」における重大事故等対 

策について＞ 

 

 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について以下により確認した。 

①  

＜添付十：7.1.6.1(3) i. 燃料取替用水ピット補給操作＞ 

＜添付十：7.1.6.1(3) e. 高圧注入系の機能喪失時の対応＞ 

 

②  

＜添付十：7.1.6.1(3) e. 高圧注入系の機能喪失時の対応＞ 

＜添付十：追補Ⅰ1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十：1.13.2.2 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給に係る手順等＞ 

＜添付十：追補Ⅰ 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：1.4.2.1(1)a. (a) Ａ 、Ｂ 充てんポンプによる炉心注水＞ 

 

③  

＜添付十：7.1.6.1(3) e. 高圧注入系の機能喪失時の対応＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順 

及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置 

者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要 

な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整合が図 

られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事 

故等対処設備（常設、可搬、計装）については、対策に必要な常設設備、 

可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第  

7.1.6.1 表「ＥＣＣＳ注水機能喪失」における重大事故等対策について＞ 

で明確にされていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2)  

＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞、＜添付十：別紙 3 第 1 表 米国・欧州での重大事

故等対策に関係する設備例との比較＞において、炉心注入冷却、補助給水設備の容量、蒸気発生器代替給水手段等、米国・欧州での対策との比

較を行っており、玄海 3号炉及び 4号炉の対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図においては、対策に関係する主要機器・配管・

弁が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

(ⅰ)  2 次系強制冷却に関連する設備として、Ａ、Ｂ電動補助給水ポンプ、復水タンク、主蒸気逃がし弁等及びこれらを接続する配管や弁が概略

系統図に示されていることを確認した。また、安定停止状態に向けた対策に関連する余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器、Ａ、Ｂ格納容器再循

環サンプ等及びこれらを接続する配管や弁が以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.6.1 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図＞ 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.6.3 図｢ＥＣＣＳ注水機能喪失｣の対応手順の概要 

（「中破断ＬＯＣＡ（6 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿

った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下に明確にされていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.6.2 図｢ＥＣＣＳ注水機能喪失｣の対応手順の概要 

（判定プロセス）＞ 

＜添付十：第 7.1.6.3 図｢ＥＣＣＳ注水機能喪失｣の対応手順の概要 

（「中破断ＬＯＣＡ（6 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.6.4 図｢ＥＣＣＳ注水機能喪失｣の対応手順の概要 

（「中破断ＬＯＣＡ（4 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）＞ 

＜添付十：第 7.1.6.5 図｢ＥＣＣＳ注水機能喪失｣の対応手順の概要 

（「中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）＞ 

＜添付十：7.1.6.2(3)a.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.6.2(3)b.(b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.6.2(3)c.(b) 評価項目等＞ 

 

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

(ⅰ) タイムチャートは＜添付十：1.3  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞等を踏まえ、以下のとおり整理されていることを

確認した。 

 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は、＜添付十：1.2  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却す

るための手順等＞、＜添付十：1.3  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞、＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ

低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞、＜添付十：1.9 水

素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞、＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞と整合している

ことを確認した。 

③ 充てんポンプによる注水操作や燃料取替用水タンクへの補給準備、高圧注入機能の回復操作等、（実際には行うが）解析では期待しない操作

も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 本重要事故シーケンスの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間とし

て整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されているこ

とを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 
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2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合には、

各々の対策について有効性を評価することを基本とする。ただし、

評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による有効性

評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び時間を

要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の条件を

包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンス

が適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと同一であることを確認した。 

 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「中破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故」を選定する。これは、対策に必要な設

備容量及び対策の実施に対する余裕時間の観点では、冷却材の流出流量が多いことから、より厳しい事故シーケンスとして選定することを確

認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

 

＜添付十：7.1.6.2(1) 有効性評価の方法＞ 
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（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、燃料被覆管酸化、沸騰・ボイド率変化及び気液

分離・対向流、1次系における冷却材放出、沸騰・凝縮・ボイド率変化、ECCS 強制注入及び ECCS 蓄圧タンク注入並びに蒸気発生器における

1次側・2次側の熱伝達、冷却材放出及び 2次側給水が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における 1次冷却材の沸騰やボイド率の変化、気液分離や対向流、1次冷却系からの冷却材の放出

及び沸騰やボイド率の変化、蒸気発生器における 1次側と 2次側との熱伝達等を取り扱うことができる M-RELAP5 を用いることを確認した。

M-RELAP5 の適用性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の

適用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

g. ECCS 注水機能喪失 

(a) 大破断 LOCA 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 大破断 LOCA の発生後、ECCS 注水機能喪失によって、炉心の著しい損

傷に至る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断を想定する。 

ii. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破断口径及び破断位置は、蓄圧注入

系及び低圧注入系による炉心冷却を必要とする範囲とする。 

iii. 低圧注入系（注入モード）の機能喪失を仮定する。 

c) 対策例 

i. 早期・大容量の代替注入による炉心冷却機能を確保 

 

(b) 中小破断 LOCA 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 中小破断 LOCA の発生後、ECCS 注水機能喪失によって、炉心の著しい

損傷に至る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断を想定する。 

ii. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破断口径及び破断位置は、低圧注入

を行うために原子炉の減圧又は高圧注入系による炉心冷却が必要な

範囲とする。 

iii. 高圧注入系（注入モード）の機能喪失を仮定する。 

c) 対策例 

i. 原子炉が高圧の状態で注入可能な代替注入、又は原子炉を減圧した上

での低圧注入系又は代替注入設備による注入によって炉心冷却機能

を確保 
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1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はないものとする。これは、常用系機器の機能喪失及び工学的安全施設の作動遅れにより、炉心の冷却の観点では、厳しい設定と

なることを確認した。 

 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

 中破断 LOCA を想定している場合、中破断 LOCA の口径には幅があ

るため、選定の考え方を確認（破断口径のスペクトル解析を行っ

て傾向が把握されているか）。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、中破断 LOCA が発生するものとし、破断口径は、約 15cm（6 インチ）、約 10cm（4 インチ）、約 5cm（2 インチ）とする。こ

れは、高圧注入系が機能喪失した場合、低圧注入を行うために 1次冷却系の減圧が必要な破断口径の範囲として、不確かさも考慮した設定

である。破断位置は、低温側配管（原子炉容器と ECCS の注水配管の間）とする。この場合、破断ループに接続された ECCS の注水効果に期

待できないことなどにより、炉心の冷却の観点では、厳しい設定となることを確認した。また、安全機能喪失の仮定として、高圧注入機能

が喪失するものとしており、起因事象や安全機能喪失の仮定は、PRA の評価で選定した重要事故シーケンスと一致した内容であることを確

認した。 

② ＜添付十：第 7.1.6.2 表「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の主要解析条件（中破断ＬＯＣＡ＋高圧注入失敗）＞において、初期条件、事故条件に

ついて炉心崩壊熱 1 次系圧力/温度、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定した条件とその考え方が全体的に整理されていることを確認し

た。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及

び条件の適用を否定するものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機

能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用

可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 
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(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に

基づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却

水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさが

ある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守

的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを

確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

 余熱除去ポンプの使用台数、用いる注入特性とその考え方を確

認。 

 補助給水ポンプについて、使用台数、流量等を確認。 

 主蒸気逃がし弁の使用個数、容量を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力・初期保有水量の設定とその考え方を

確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、蓄圧タンクの保有水量は、最低保有水量 26.9m3/基を用いる。また、低圧注入における炉心注水流量は、余熱除去ポン

プ 2台使用時の最小注入特性を用いることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜第 7.1.6.2 表「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の主要解析条件（中破断ＬＯＣＡ＋高圧注入失敗）＞ 

 

補足説明資料（添付資料 2.6.5 ECCS 注水機能喪失時における蓄圧タンク初期条件設定の影響）において、蓄圧タンクの初期圧力及び初

期保有水量についての感度解析の結果が示されている。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅲ) 本重要事故シーケンスにおいて、安全機能の喪失を仮定している高圧注入機能について、機器条件として設定されていないことから、復

旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能

喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下に示されていることを確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣

で示されたタイムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は

技術的能力の添付資料を参照した。 

本重要事故シーケンスにおける重大事故等対策のうち、2次系強制冷却及び補助給水流量調整、充てんポンプによる炉心注水、水素濃度低

減、蓄圧タンク出口弁閉止、低圧再循環切替、格納容器再循環ファン起動操作については中央制御室からの操作であり、現場操作はない。 
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※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作余裕時間を確

認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

燃料取替用水ピットへの補給準備（有効性評価上期待しない操作）：＜添付十：1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞の

操作の成立性において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、中央制御室の運転員（当直員）1名及び現場の重大事故等対策要員 4名

であり、現場での系統構成に 20 分、ディスタンスピース取替えに 30分と想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作

業内容と作業時間が整理されていることを確認した。なお、中央制御室での燃料取替用水ピットへの補給準備は有効性評価上、考慮しない。 

格納容器水素濃度監視（有効評価上期待しない操作）：＜添付十：1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞の

操作の成立性において、本操作に係る 1 ユニット当たりの要員は、中央制御室の運転員（当直員）1 名、現場対応の重大事故等対策要員 3

名であり、現場での系統構成、起動操作に 35分、装置等の接続に 25分等を想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の

作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。なお、起動は有効性評価上、考慮していない。 

＜添付十：第 7.1.6.6 図「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の作業と所要時間（中破断ＬＯＣＡ（6 インチ破断）＋高圧注入失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.6.7 図「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の作業と所要時間（中破断ＬＯＣＡ（4 インチ破断）＋高圧注入失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.6.8 図「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の作業と所要時間（中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗）＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、2 次系強制冷却操作の開始時間は、ECCS 作動信号の発信から 10 分後とし、主蒸気逃がし弁の開操

作に 1分を要するとすることを確認した。この設定は＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞に倣ったものあることを確認し

た。さらに、実際には行うが有効性評価上は期待しない現場操作である、高圧注入機能の回復操作、格納容器内水素濃度監視等の作業にお

ける所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間としていることを確認した。具体的には以下に示されてい

ることを確認した。 

＜添付十： 7.1.6.2(2) c. 重大事故等対策に関連する操作条件＞ 

 

③ 2 次系強制冷却の手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる可能性の評価については、「(2)b.2.1 操作条件の不確かさが評価結果に

与える影響」に示す。 

＜添付十：7.1.6.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項

目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心

を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以下

に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最高温

度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合には、この

限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷の恐れに至るプロセス、初期の炉心損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

② ＜添付十：第 7.1.6.8 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の作業と所要時間（中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗）＞、＜添付十：

第 7.1.6.18 図 主蒸気流量の推移（6 インチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.28 図 主蒸気流量の推移（4 インチ破断）＞より、事象発生

と同時に破断流量が確認できること、破断口径の相違に応じた破断流量の挙動となっていることを確認した。また、＜添付十：第 7.1.6.5 図 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-15 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 破断流量の推移 

動的機器の作動状況： 

 主蒸気流量 

 ECCS 注水流量 

 補助給水流量 

対策の効果： 

 2 次系圧力 

 1 次系圧力 

 ECCS 注水流量 

 破断流量 

 1 次系保有水量 

 気泡炉心水位 

 燃料被覆管温度 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の対応手順の概要（「中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）＞、＜添付十：第 7.1.6.15

図 燃料被覆管温度の推移（6 インチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.25 図 燃料被覆管温度の推移（4 インチ破断）＞からは、LOCA の発

生により 1次系圧力が低下していること、破断口径の相違に応じた 1次系圧力の低下挙動が示されていることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.1.6.14 図 炉心入口流量の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.24 図 炉心入口流量の推移（4 インチ破断）＞及

び＜添付十：第 7.1.6.34 図 炉心入口流量の推移（2 インチ破断）＞より、2次系強制冷却の開始により連続的な主蒸気流量が確認できるこ

と、＜添付十：第 7.1.6.12 図 破断流量の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.22 図 破断流量の推移（4 インチ破断）＞及び＜

添付十：第 7.1.6.32 図 破断流量の推移（2 インチ破断）＞からは 2次系強制冷却の開始により 2次系圧力が低下していること、＜添付十：

第 7.1.6.13 図 気泡炉心水位の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.23 図 気泡炉心水位の推移（4 インチ破断）＞及び＜添付十：

第 7.1.6.33 図 気泡炉心水位の推移（2 インチ破断）＞からは主蒸気の放出による蒸気発生器の保有水の減少に追従して補助給水は最大流

量（約 25kg/s/SG）で注入されていることから、2次系強制冷却に関する動的機器が意図通り作動していることを確認した。 

④ ＜添付十：第 7.1.6.5 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の対応手順の概要（「中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）

＞、＜添付十：第 7.1.5.15 図 蒸気流量の推移（主給水流量喪失）＞及び＜添付十：第 7.1.5.25 図 炉心上端ボイド率の推移（負荷の喪失）

＞より、2次系強制冷却により 1次系の圧力が低下し、蓄圧タンク及び余熱除去系による注入が促進されること、＜添付十：第 7.1.6.8 図 「Ｅ

ＣＣＳ注水機能喪失」の作業と所要時間（中破断ＬＯＣＡ（2 インチ破断）＋高圧注入失敗）＞、＜添付十：第 7.1.6.18 図 主蒸気流量の

推移（6 インチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.28 図 主蒸気流量の推移（4 インチ破断）＞において破断流量が低下していること（2イン

チで顕著）、＜添付十：第 7.1.6.9 図 １次冷却材圧力の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.19 図 １次冷却材圧力の推移（4 イ

ンチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.29 図 １次冷却材圧力の推移（2 インチ破断）＞において、気泡炉心水位はループシールの形成時や

蓄圧タンクや余熱除去系による注入が開始するまでの期間においては TAF 以下(4 インチ及び 6インチ)となるものの、それ以外の期間におい

ては蓄圧タンク、余熱除去系の作動により冠水状態を維持していることから燃料被覆管の温度は 1,200℃を下回っていることを確認した。ま

た、破断流量の増減、1 次系圧力や炉心気泡水位の変曲点等については、蓄圧タンクや余熱除去系による注入の影響、1 次系内の流動状況等

の関係を考察し、物理的に妥当な説明が加えられていることを確認した。 

補足説明資料（添付資料 2.6.7 ECCS 注水機能喪失時における注水温度の影響について）において、燃料取替用水ピット等注水源の水温に

ついての感度解析の結果が示されている。 

 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次系の圧力損失を考慮した 1次系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、ECCS 注水機能の喪失に伴い 1次冷却系の保有

水量が減少し、6インチ破断及び 4インチ破断の場合は、炉心が露出するが、2次系強制冷却、蓄圧注入及び低圧注入により、PCT は以下のと

おりとなる。 

ア. 6 インチ破断：約 581℃ 

イ. 4 インチ破断：約 891℃ 

ウ. 2 インチ破断：約 390℃ 

4 インチ破断の場合でも、燃料被覆管の酸化量は約 1.7%にとどまる。中破断 LOCA により、1次冷却材が原子炉格納容器内に漏えいすることで

原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に収まっている。 

なお、原子炉格納容器スプレイ設備の性能は、設計基準事故（原子炉冷却材喪失事故）において、大破断 LOCA を想定した解析で評価しており、

原子炉格納容器の最高圧力は約 0.308MPa[gage]に、原子炉格納容器の最高温度は約 132℃に抑えられる。ことを確認した。具体的には以下に

示されていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-16 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

＜添付十：7.1.6.2(3) a. (b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.6.2(3) b. (b) 評価項目等＞ 

＜添付十：7.1.6.2(3) c. (b) 評価項目等＞ 

 

 

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、＜添付十：第 7.1.6.11 図 Ｅ

ＣＣＳ注水流量の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.21 図 ＥＣＣＳ注水流量の推移（4 インチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.31

図 ＥＣＣＳ注水流量の推移（2 インチ破断）＞にあるとおり、初期の炉心損傷防止対策である 2次系強制冷却による蓄圧タンクと余熱除去系

の作動促進及び漏えい量の低減により、燃料被覆管の温度は 1200℃以下に抑えられていることから炉心の著しい損傷は防止できていることを確

認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を示し

た上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備されて

いることを確認。 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、低圧再循環による炉心冷却により原子炉を安定停止状態へ移行させることができることを確認し

た。具体的な確認結果は以下に示されていることを確認した。 

 

① ＜添付十：第 7.1.6.9 図 １次冷却材圧力の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.19 図 １次冷却材圧力の推移（4 インチ破断）

＞及び＜添付十：第 7.1.6.29 図 １次冷却材圧力の推移（2 インチ破断）＞にあるとおり、事象発生後 60 分時点においても炉心気泡水位は

TAF 以上を維持すること、＜添付十：第 7.1.6.11 図 ＥＣＣＳ注水流量の推移（6 インチ破断）＞、＜添付十：第 7.1.6.21 図 ＥＣＣＳ注

水流量の推移（4 インチ破断）＞及び＜添付十：第 7.1.6.31 図 ＥＣＣＳ注水流量の推移（2 インチ破断）＞より燃料被覆管温度は低下傾

向を示していること、事象発生から約 2.9 時間（6インチ）、約 3.3 時間(4インチ)、約 7.2 時間(2インチ)以降は余熱除去系による低圧再循

環運転に移行して継続的に炉心の冷却・除熱を実施することにより原子炉安定停止状態を維持できることを確認した。また、LOCA の発生によ

り、1 次冷却材が原子炉格納容器へと移行すれば、原子炉格納容器圧力・温度は上昇するが、格納容器スプレイの作動により抑制できること

を確認した。（本重要事故シーケンスの結果は、原子炉格納容器圧力上昇の観点からより厳しい DBA 解析の結果で包絡できることを示してい

る。） 

補足説明資料（添付資料 2.6.8 安定停止状態について（中破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故））において、余熱除去系が低圧再循環

を実施できる条件となるまでの時間評価を行っており、低圧再循環が可能となる時間は 6インチで約 2.9 時間後、4インチで約 3.3 時間後、2

インチで約 7.2 時間後であることが示されている。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.6.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下の通りであることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.6.3(1) a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、M-RELAP5 を用いて 1次冷却系の挙動について解析した場合、試験データと比較し

て 2次系強制冷却による 1次冷却系の減温・減圧時に、1次冷却材圧力を数百 kPa 程度高く評価する傾向がある。このため、解析結果よりも 1

次冷却系の減温・減圧が早くなることで、実際の漏えい流量は少なくなり評価項目に対する余裕は大きくなることを確認した。解析コードが

有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の具体的な内容は、以下に示されていることを確認した。 

 

① ＜添付十：7.1.6.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.6.3(1) b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

 

補足説明資料（添付資料 2.6.10 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（ECCS 注入機能喪失））において、不確かさ評価を

検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ． 初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、2 次系強制冷却操作の開

始時間への感度を確認。 

② 破断口径が変動した場合について、2 次系強制冷却操作の開始

時間への感度を確認。 

③ 蒸気発生器 2 次側保有水量が変動した場合について、2 次系強

制冷却操作開始への感度を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響については、初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件に関する解析条件の設定に

あたっては、原則、評価項目に対する余裕が小さくなるような設定としていることから、その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

炉心崩壊熱、破断口径及び評価項目に対する余裕が小さくなる蓄圧タンク初期保有水量について影響評価を行うことを確認した。影響評価内容

は以下に示されていることを確認した。なお、玄海 3／4号炉は蒸気発生器 2次側保有水量に設計値を用いている。 

 

① ＜添付十：7.1.6.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.6.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ 該当なし。 

 

 

 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価結果への影響を確認。 

② 破断口径が変動（2、4、6 インチ破断）した場合について、評

価結果への影響を確認。 

③ 蓄圧タンクの初期保有水量が変動した場合について、評価項目

となるパラメータへの感度を確認。 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、蓄圧タンクの保有水量について、全量が炉心へ注水される前に蓄圧タンク出口弁を閉止する

場合には、解析条件として最低保有水量に設定することが保守的な設定とならない場合がある。これは、蓄圧タンク内の圧力変化と気相部体積

の膨張量の関係から、蓄圧タンク内の初期の保有水量が少なく気相部の初期の体積が大きい方が、気相部圧力が持続しやすく、蓄圧タンク出口

弁を閉止するまでの炉心への注水量が多くなるためである。解析条件では、蓄圧タンクの保有水量を最低保有水量に設定していることから、上

記の影響を確認するため、解析結果において炉心が露出した 6インチ破断及び 4インチ破断において、蓄圧タンクの初期の保有水量に最高保有

水量を与えた場合の感度解析を実施した。結果としては、いずれの場合も蓄圧タンクからの注水流量が少なくなり、6 インチ破断の場合の PCT

は約 746℃、4インチ破断の場合の PCT は約 928℃となる。この結果より、PCT が 1,200℃以下であるという評価項目を満足することに変わりは

ない。破断口径の変動を考慮した場合、1 次冷却材の漏えい流量が変動することで、解析結果に影響を与える可能性がある。このため、4 イン

チから 2インチ及び 4インチから 6インチの間の破断口径の場合について、事象初期の破断流量、蓄圧注入及び低圧注入開始時期等の観点から

検討した。結果として、いずれの場合も PCT が低下する傾向となることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。なお、玄海 3号炉及び

4号炉は蒸気発生器 2次側保有水量に設計値を用いている。 

① ＜添付十：7.1.6.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

④ 蒸気発生器 2 次側保有水量が変動した場合について、評価項目

となるパラメータへの感度を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ＜添付十：7.1.6.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

 

補足説明資料（添付資料 2.6.11 ECCS 注水機能喪失事象の破断スペクトルについて）において、破断口径が 2、4、6インチの場合の解析結果

及び 2～4インチの間、4～6インチの間の PCT の傾向が示されている。 

③ ＜添付十：7.1.6.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

④ 該当なし。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、2 次系強制冷却操作が必要なタイミングが変

動する可能性があるが、この操作は中央制御室で専任の運転員が担当することから、必要なタイミングに変動があったとしても、この変動に対

応が可能であり、対策の実施に与える影響はない。なお、操作条件の設定時間には、解析により 3分程度の余裕があることを確認した。具体的

な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.1.6.4 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の対応手順の概要（「中破断ＬＯＣＡ（4 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）

＞ 

＜添付十：7.1.4.3(2)b.(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

 

② ＜添付十：7.1.4.3(2)b.(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

 

③ ＜添付十：第 7.1.6.4 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の対応手順の概要（「中破断ＬＯＣＡ（4 インチ破断）＋高圧注入失敗」の事象進展）

＞ 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

1) 以下により、解析コードが解析条件の不確かさによる操作条件の変化が評価結果に与える影響がないことを確認した。 

＜添付十：7.1.6.3(2)b.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.1.6.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 
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（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（ECCS 注水機能喪失の場合） 

① 2 次系強制冷却の開始時間余裕を確認。 

 

 

 

(ⅰ) 2 次系強制冷却操作が遅れた場合の影響について、以下により確認した。  

① ＜添付十：7.1.6.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

補足説明資料（添付資料 2.6.12 ECCS 注水機能喪失時における 2次系強制冷却操作の時間余裕について）において、破断口径が 2、4、6イ

ンチの場合について、2次系強制減圧操作に 3分の操作開始遅れを想定した場合の解析結果が示されている。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する

範囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できること

を示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 18 名である。これに対して、重大事故等対策要員は

74 名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、ディーゼル発電機からの電力供給量が十分大きいた

め、対応が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.1.6.4(2)c. 電源＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.6-25 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.1.6.4(2)a. 水源＞ 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、7 日間ディーゼル発電機等を全出力で運転した場合に必

要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL となり、合計で約 597.8kL である。これ

に対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可能であることを確認した。具体的には以下に

示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.6.4(2)b. 燃料＞ 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「ECCS 注水機能喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している 2 次系強制冷却、低圧注入等が、事象

進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「中破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故」において 2 次系強制冷却、低圧注入等を行った場合に対する申請者の解

析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解

析結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機

能を喪失した系統（高圧注入系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な炉心損傷防止対策と

なり得る。 

また、2次系強制冷却、低圧注入等により炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、低圧再循環による炉心冷却へ移行す

る対策が整備されていることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「中破断 LOCA 時に高圧注入機能が喪失する事故」におけるその有効性を確

認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「ECCS 注水機能喪失」に対して申請者が計画している炉

心損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（炉心損傷防止対策の有効性評価：ＥＣＣＳ再循環機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンス

グループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示され

ている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  事故シーケンスグループ｢ECCS 再循環機能喪失｣における事故シーケンスは、以下の 3 つであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認

した。 

 大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び高圧再循環機能が喪失する事故、 

 中破断 LOCA 時に高圧再循環機能が喪失する事故 

 小破断 LOCA 時に高圧再循環機能が喪失する事故 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.1(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス＞ 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞ 

＜添付十：第 1-4 表 重要事故シーケンスの選定について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとな

っているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、 LOCA の発生後、ECCS 再循環機能の喪失に伴い 1 次冷却系の保有水量の減少が継続

し、炉心損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、ECCS 再循環機能の代替策により継続して炉心注水を行い、炉心

を冷却する必要があることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.1(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、

手順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準

規則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループでは、1 次冷却材の漏えい、低圧再循環機能の喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備と

して、＜添付十：第 7.1.7.1 表「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」における重大事故等対策について＞に於いて、1次冷却材圧力、加圧器水位、余

熱除去流量、格納容器再循環サンプ水位（広域）等が挙げられていることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の炉心損傷防止対策として、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRSCSS 連絡

ライン使用）、Ａ格納容器スプレイ冷却器等を重大事故等対処設備として位置付ける。また、格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然

対流冷却及び格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイを行い、原子炉格納容器内の除熱を継続する。このため、窒素ボンベ（原子

炉補機冷却水サージタンク加圧用）を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット、Ｂ格納容器ス

プレイポンプ、Ｂ格納容器スプレイ冷却器、格納容器再循環サンプ等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には

以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十：第 7.1.7.1 表 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十：追補Ⅰ 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉 

を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：1.4.2.1(1)d.(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ 連絡ライン使用）による代替再循環運転＞ 

 

 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、代替再循環運転を継続することを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認

した。 

①    

＜添付十：7.1.7.1(3) i. 代替再循環運転による炉心冷却＞ 

＜添付十：第 7.1.7.1 表 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」における重大事故等 

対策について＞ 

 

②  

＜添付十：7.1.7.1(3) j. 原子炉格納容器の健全性維持＞ 

＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十：1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

補足説明資料（添付資料 2.7.6 安定停止状態について）には、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態は、「低温停止状態に到達した時

点」であることが示されている。 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

① 代替再循環に係る計装設備を確認。 

② 格納容器スプレイ、格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を

確認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.1.7.1 表 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」における重大事故等対策について＞において、状態監視に係る設備を挙げているこ

とを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

① 代替再循環への移行条件を確認。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.1(3) h. 再循環自動切換失敗時の対応＞ 

 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について以下により確認した。 

①  

＜添付十：7.1.7.1(3) h. 再循環自動切換失敗時の対応＞ 

＜添付十：第 7.1.7.3 図「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の対応手順の概要 

（「大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗」の事象進展）＞ 

 

②  

＜添付十：1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十：1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を 

冷却するための手順等＞ 

 

③  

＜添付十：7.1.7.1(3) h. 再循環自動切換失敗時の対応＞ 

＜添付十：第 7.1.7.3 図「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の対応手順の概要 

（「大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗」の事象進展）＞ 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整

合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜添付十：

第 7.1.7.1 表 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」における重大事故等対策について＞の重大事故等対策について｣で明確にされていることを確認し



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 た。 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

2) ＜添付十：追補 2.Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について＞、＜添付十：別紙 3 第 1表 米国・欧州での重大事

故等対策に関係する設備例との比較＞において、代替再循環機能について米国・欧州での対策との比較を行っており、玄海 3号炉及び 4号炉の

対策は国内外の先進的な対策と同等であることを確認した。  

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図においては、対策に関係する主要機器・配管・

弁が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

(ⅰ) 格納容器スプレイポンプによる代替再循環、格納容器内自然対流冷却や格納容器スプレイ再循環等に関連する設備として、格納容器再循環

サンプ、Ｂ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）等及びこれらを接続する配管や弁が以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.7.1 図 「ＥＣＣＳ注水機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図＞ 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.1.7.3 図「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の対応手順の概要（「大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗」の事象進

展）＞の事象進展）」において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されているこ

と、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下に明確にされていることを確認した。 

 

＜添付十：第 7.1.7.2 図「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の対応手順の概要（判定プロセス）＞ 

＜添付十：第 7.1.7.3 図「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の対応手順の概要（「大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗」の事象進展）

＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞等を踏まえ、以下の通り

整理されていることを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は、＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための手順等＞、＜添付十：1.13  重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞、＜添付十：1.6  原子炉格納容器内の冷却等のため

の手順等＞、＜添付十：1.15  事故時の計装に関する手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 燃料取替用水ピット補給操作や再循環機能回復操作、主蒸気逃がし弁開操作等、（実際には行うが）解析では期待しない操作も含めてタイム

チャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 本重要事故シーケンスの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間とし

て整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されているこ

とを確認した。 

⑤ 要員の操作時間のうち、代替再循環については、中央制御室で監視するパラメータが操作開始条件に達してから現場で実施する操作であるた

め、代替再循環開始は再循環機能喪失から 30 分としており、｢6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定｣にしたがって操作条件が設定されて

いることを確認した。 
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2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合には、

各々の対策について有効性を評価することを基本とする。ただし、

評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による有効性

評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び時間を

要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の条件を

包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンス

が適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと同一であることを確認した。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び高圧再循環機能が喪失する事故」を選定する。

これは、対策に必要な設備容量及び対策の実施に対する余裕時間の観点では、1 次冷却材の流出流量が多いことから、より厳しい事故シー

ケンスとして選定する。本事故シーケンスグループのうち、中小破断 LOCA 等の発生時に高圧再循環機能が喪失する事故シーケンスでは、

破断口径が小さいことから、大破断 LOCA が発生する場合と比べて 1次冷却材圧力の低下が緩やかなため、2次系強制冷却による 1次冷却系

の減圧が必要である。このため、本重要事故シーケンスと対策が異なるが、この対策は「ECCS 注水機能喪失」における対策と同一であり、

そこでこの対策の有効性を確認することを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.2(1) 有効性評価の方法＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、燃料被覆管酸化、沸騰・ボイド率変化及び気液

分離・対向流並びに１次冷却系における気液分離・対向流及び ECCS 強制注入が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解

析コード審査確認事項へ。 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における 1次冷却材の沸騰やボイド率の変化、気液分離や対向流、1次冷却系における気液分離や

対向流などを取り扱うことができる MAAP を用いる。なお、MAAP については、大破断 LOCA 時の事象初期の原子炉容器内水位、燃料被覆管

温度並びに原子炉格納容器圧力及び温度に対する適用性が低い。このため、これらの事象初期の結果については、設計基準事故（原子炉冷

却材喪失事故）における大破断 LOCA を想定した解析結果を参照することを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

 

 

＜補足説明資料 大飯３号炉及び４号炉 重大事故等対策の有効性評価：添付資料 2.7.3 ＭＡＡＰの大破断ＬＯＣＡへの適用性について＞

において、MAAP コードは大破断 LOCA 初期の燃料被覆管最高温度及び炉心水位、原子炉格納容器内温度についての適用性は低いものの、事

象初期以降の過渡応答については現行の DBA コードと概ね同程度の評価が行えることが示されている。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の

適用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

h. ECCS 再循環機能喪失 

(a) 大破断 LOCA 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 大破断 LOCA の発生後、ECCS 再循環機能喪失によって、炉心の著しい

損傷に至る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断を想定する。 

ii. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破断口径及び破断位置は、蓄圧注入

系及び低圧注入系による炉心冷却を必要とする範囲とする。 

iii. 低圧注入系（再循環モード）の機能喪失を仮定する。 

c) 対策例 

i. ECCS 水源補給をして時間余裕を確保しつつ、ECCS 再循環機能の代替

手段によって長期の炉心冷却機能を確保 

(b) 中小破断 LOCA 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 中小破断 LOCA の発生後、ECCS 再循環機能喪失によって、炉心の著し

い損傷に至る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断を想定する。 

ii. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破断口径及び破断位置は、低圧注入

を行うために原子炉の減圧又は高圧注入系による炉心冷却が必要な

範囲とする。 

iii. 高圧注入系（再循環モード）の機能喪失を仮定する。 

c) 対策例 

i. ECCS 水源補給をして時間余裕を確保しつつ、ECCS 再循環機能の代替

手段によって長期の炉心冷却機能を確保 

ii. 原子炉を減圧した上で、低圧注入系（再循環モード）によって長期
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

の炉心冷却機能を確保 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はあるものとする。これは、ECCS の作動が早くなることで、ECCS 再循環切替失敗時期が早くなるため、その時点での炉心崩壊

熱が高くなることで、ECCS 再循環切替失敗による炉心水位の低下が速くなり、炉心の露出の観点では、厳しい設定となることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、LOCA が発生するものとし、破断口径は、1次冷却系配管の完全両端破断とする。破断位置は、低温側配管（原子炉容器

と ECCS の注水配管の間）とする。これは、破断ループに接続された ECCS の注水効果に期待できないことなどにより、炉心の冷却の観点

では、厳しい設定となることを確認した。また、安全機能の喪失に対する仮定は、低圧再循環機能及び高圧再循環機能の喪失であり、起

因事象と安全機能喪失の仮定は PRA の評価で選定した重要事故シーケンスと一致した内容であることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.1.7.2 表「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗）＞におい

て、初期条件、事故条件について、炉心崩壊熱や 1 次系圧力/温度、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定した条件とその考え方が全体

的に整理されていることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及

び条件の適用を否定するものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機

能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用

可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に

基づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却

水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさが

ある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守

的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを

確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

 非常用炉心冷却設備作動信号、格納容器スプレイポンプ作動信号

の設定値について確認。 

 高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの使用台数、用いる注入特性

とその考え方を確認。 

 格納容器スプレイポンプの使用台数、用いる注入特性とその考え

方を確認。 

 補助給水ポンプについて、電動補助給水ポンプとタービン動補助

給水ポンプの台数、流量を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力・初期保有水量の設定とその考え方を

確認。 

 代替再循環の注入流量を確認（崩壊熱による蒸散量を上回る流量

か） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、ECCS 再循環切替失敗前の炉心注水流量は、高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプそれぞれ 2 台使用時の最大注入特性を

用いる。最大注入特性とする場合、燃料取替用水ピットの水位の低下が速くなることで、ECCS 再循環切替時期が早くなるため、その時点

での炉心崩壊熱が高くなることによって、ECCS 再循環切替失敗による炉心水位の低下が速くなり、炉心の露出の観点では、厳しい設定と

なる。代替再循環による炉心注水流量は、格納容器スプレイポンプ 1台を使用して 200m3/h とする。この流量は、ECCS 再循環切替時点で

の炉心崩壊熱に相当する蒸発量を上回る値であることを確認した。その他の機器条件も含め、具体的には以下に示されていることを確認

した。 

 

＜添付十：第 7.1.7.2 表「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗）＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象として喪失を仮定している低圧再循環機能について、機器条件として設定されていないことから、復

旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能

喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作余裕時間を確

認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下に示されていることを確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣

で示されたタイムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合

は技術的能力の添付資料を参照した。 

格納容器スプレイポンプによる代替再循環操作：＜添付十：1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための

手順等＞の操作の成立性において、本操作に係る 1 ユニット当たりの要員は中央制御室の運転員（当直員）1 名、現場対応の運転員（当

直員）2 名であり、現場での代替再循環系統構成操作に 12 分、中央制御室での代替再循環系統構成操作、起動操作に 10 分を想定してお

り、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容が整理されていることを確認した。 

燃料取替用水ピットへの補給操作（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手段等＞

の操作の成立性において、本操作に係る 1 ユニット当たりの要員は、中央制御室の運転員（当直員）1 名及び現場の重大事故等対策要員

4 名であり、現場での系統構成に 20 分、ディスタンスピース取替えに 30 分と想定しており、有効性評価のタイムチャートにおても上記

の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。なお、燃料取替用水ピットへの補給操作は有効性評価上、考慮していない。 

 

＜添付十：1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十：1.4.2.1(1)d.(a) Ａ格納容器スプレイポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ 連絡ライン使用）による代替再循環運転＞ 

＜添付十：第 1.4.16 図 Ａ格納容器スプレイポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替再循環運転 タイムチャート＞ 

＜添付十：1.7.2.1(2a.Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却)＞ 

＜添付十：第 1.7.2 図 Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 タイムチャート＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、代替再循環の開始時間は、現場での代替再循環の系統構成等に必要な時間を考慮し、ECCS 再循環

切替失敗から 30 分後とすることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.2(2) c. 重大事故等対策に関連する操作条件＞ 

＜添付十：7.1.7.3(3) 感度解析＞ 

＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞ 

 

③ 該当なし。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項

目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心

を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以下

に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最高温

度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合には、この

限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動

を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷の恐れに至るプロセス、初期の炉心損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されている

ことを確認した。 

② ＜添付十：第 7.1.7.7 図 破断流量の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.5 図 １次冷却材圧力の推移＞より、事象発生と同時に破断流量が確認で

きること、大破断 LOCA の発生により 1次系圧力が急激に低下していることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.1.7.8 図 高圧注入流量の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.9 図 低圧注入流量の推移＞及び＜添付十：第 7.1.7.10 図 代替再循

環流量の推移＞より、大破断 LOCA の発生にしたがって、1次系圧力が急低下し安全注入信号の発信により高圧注入系、低圧注入系が作動し

ていること、その後、燃料取替用水ピット水位が 16%に到達した段階で再循環切替に失敗したことにより、高圧注入系、低圧注入系の流量
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 破断流量の推移 

 1 次系圧力 

動的機器の作動状況： 

 高圧注入流量 

 低圧注入流量 

 代替再循環流量 

対策の効果： 

 原子炉容器内水位 

 1 次系温度 

 燃料被覆管温度 

 格納容器再循環サンプ水温度 

 格納容器圧力 

 格納容器温度 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

がゼロとなっていることを確認した。再循環切替失敗+30分より、格納容器スプレイポンプを用いた代替再循環が開始し、所定の流量（200m3/h

→約 55.6kg/s）で炉心注水されていることから、動的機器が意図通りに作動していることを確認した。 

④ ＜添付十：第 7.1.7.8 図 高圧注入流量の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.12 図 燃料被覆管温度の推移＞より、事象発生直後には原子炉容器内

水位が一時的に低下するものの、高圧注入系、低圧注入系の作動により水が回復・維持されていること、その後、再循環機能喪失により原

子炉容器内水位は低下傾向を示すものの、再循環機能喪失+30 分より開始する代替再循環により原子炉容器水位は回復し TAF 以上が維持さ

れていることから、燃料被覆管温度は有意に上昇していないことを確認した。なお、原子炉容器内水位の解析コード間の比較、代替再循環

開始までの操作時間余裕については、｢(3)感度解析｣及び「(4)操作時間余裕の把握」で確認する。＜添付十：第 7.1.7.6 図 １次冷却材温度

（炉心部温度）の推移＞より、再循環機能喪失に伴って 1 次系温度は上昇傾向を示すものの、その後の代替再循環により 1次系温度の上昇

は抑制されていることを確認した。＜添付十：第 7.1.7.15 図 原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.16 図 原子炉格納容器雰

囲気温度の推移＞及び＜添付十：第 7.1.7.14 図 格納容器再循環サンプ水温度の推移＞より、代替再循環及び格納容器スプレイ再循環によ

り炉心、原子炉格納容器の冷却・除熱が確立していることから、格納容器再循環サンプ水位はサブクールを維持していること、原子炉格納

容器圧力・温度の上昇は抑制されていることを確認した。また、破断流量の増減については、1 次系圧力や代替再循環流量等の関係を考察

し、物理的に妥当な説明が加えられていることを確認した。 

補足説明資料（添付資料 2.7.100 ECCS 再循環機能喪失における事象初期の応答について）において、＜添付十：第 7.1.7.7 図 破断流量

の推移＞と＜添付十：第 7.1.7.15 図 原子炉格納容器圧力の推移＞の事象初期部分の拡大図が示されている。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、大破断 LOCA により、事象初期に、一時的に

炉心が露出するが、ECCS による炉心注水により、冠水状態となる。その後、ECCS 再循環切替失敗により炉心水位は低下するが、代替再循環

による炉心注水により炉心水位は回復する。これらの期間を通じて燃料被覆管温度が最も上昇するのは、事象初期であるため、設計基準事

故（原子炉冷却材喪失事故）の解析結果を参照する。PCT は約 984℃であり、1,200℃を超えることはない。燃料被覆管の酸化量は約 0.4%で

あり、15%以下である。また、1次冷却系の最高圧力は、約 16.3MPa[gage]に抑えられる。大破断 LOCA により、1次冷却材が原子炉格納容器

内に漏えいすることで原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に収まっている。なお、原子

炉格納容器スプレイ設備の性能は、設計基準事故（原子炉冷却材喪失事故）において大破断 LOCA を想定した解析で評価しており、原子炉格

納容器の最高圧力は約 0.308MPa[gage]に、原子炉格納容器の最高温度は約 132℃に抑えられることを確認した。具体的には以下に示されて

いることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.2(3) b. 評価項目等＞ 

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、＜添付十：第 7.1.7.11 図 

原子炉容器内水位の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.12 図 燃料被覆管温度の推移＞にあるとおり、初期の炉心損傷防止対策である燃料取替用水

ピットを水源とした高圧注入系、低圧注入系による炉心注水、代替再循環による炉心注水により燃料被覆管の温度は 1,200℃以下に抑えられ、

燃料被覆管の酸化割合は 15%以下に抑えられていることから炉心の著しい損傷は防止できていることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） (ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、代替再循環による炉心冷却により原子炉を安定停止状態へ移行させることができるとしている
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

ことを確認した。具体的な確認結果は以下に示されていることを確認した。 

 

① ＜添付十：第 7.1.7.11 図 原子炉容器内水位の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.12 図 燃料被覆管温度の推移＞、＜添付十：第 7.1.7.15 図 原

子炉格納容器圧力の推移＞及び＜添付十：第 7.1.7.16 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、事象発生後 5時間時点におい

ても原子炉容器内水位は TAF 以上を維持することから燃料被覆管温度の温度は低く抑えられていること、格納容器スプレイ再循環及び代替

循環により炉心・原子炉格納容器の冷却・除熱が確立していることから、原子炉格納容器圧力・温度の上昇は抑制されており、原子炉は安

定停止状態を維持していることを確認した。なお、代替再循環の水源は格納容器再循環サンプであり、1 次系温度は格納容器サンプ水温と

同じかこれに近いものであり、格納容器再循環サンプ水温は約 2.0 時間後に 93℃以下となっていることから約 2.0 時間後を原子炉安定停止

状態としている。 

補足説明資料（添付資料 2.7.6 安定停止状態について）には、本重要事故シーケンスにおける安定停止状態は、「低温停止状態に到達した

時点」であることが示されている。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-17 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下より妥当であることを確認した。 

 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-18 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

 

 

＜添付十：7.1.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜添付十：7.1.7.3(2)a. (a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-19 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

※ 本評価事故シーケンスにおいては、解析コードの不確かさとして、MAAP と M-RELAP5 のコードの炉心露出時刻の相違を｢(3)感度解析｣で評価し

ており、ここでは確認不要。 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが解析結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

 

※ 本評価事故シーケンスにおいては、解析コードの不確かさとして、MAAP と M-RELAP5 のコードの炉心露出時刻の相違を｢(3)感度解析｣で評価し

ており、ここでは確認不要。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-20 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

① 破断口径が変動した場合について、代替再循環開始タイミング

への感度を確認。 

② 炉心崩壊熱が変動した場合について、代替再循環開始タイミン

グへの感度を確認。 

③ 原子炉格納容器自由体積の変動を考慮した場合について、代替

再循環作開始タイミングへの感度を確認。 

④ 燃料取替用水タンク保有水量の変動を考慮した場合について、

代替再循環開始タイミングへの感度を確認。 

⑤ 高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの注入特性並びに格納容器

スプレイポンプ流量の変動を考慮した場合について、代替再循

環開始タイミングへの感度を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響については、初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件に関する解析条件の設定に

あたっては、原則、評価項目に対する余裕が小さくなるような設定としていることから、その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

炉心崩壊熱、破断口径について影響評価を行うことを確認した。影響評価内容は以下に示されていることを確認した。なお、玄海 3号炉及び 4

号炉では原子炉格納容器自由体積、燃料取替用水ピット保有水量、高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの注入特性並びに格納容器スプレイポン

プ流量は設計値を用いている。 

 

① 解析条件では、炉心の崩壊熱に保守的な（大きめの）値を設定しているため、1次冷却系圧力及び温度が高めに解析されている。炉心の崩壊

熱として最確値を与えた場合には、1 次冷却系圧力が低くなることで ECCS による炉心注水流量が多くなり、再循環切替水位に到達する時間

が早くなる。しかし、代替再循環切替操作時間の余裕を踏まえると解析結果に与える影響は小さいことを確認した。具体的には以下に示され

ていることを確認した。 

＜添付十：7.1.7.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.1.7.3(2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ 該当なし。 

④ 該当なし。 

⑤ 該当なし。 

 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

 

 

 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響は以下に示されていることを確認した。なお、玄海 3 号炉及び 4 号炉では、蒸気発生器 2 次側保有水量、

原子炉格納容器自由体積、燃料取替用水ピット保有水量、高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの注入特性並びに格納容器スプレイポンプ流量は

設計値を用いている。 

① ＜添付十：7.1.7.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-21 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価項目となるパラメー

タへの感度を確認。 

② 破断口径が変動した場合について、評価項目となるパラメータ

への感度を確認。 

③ 蒸気発生器 2 次側保有水量が変動した場合について、評価項目

となるパラメータへの感度を確認。 

④ 原子炉格納容器自由体積の変動を考慮した場合について、評価

項目となるパラメータへの感度を確認。 

⑤ 燃料取替用水タンク水量の変動を考慮した場合について、評価

項目となるパラメータへの感度を確認。 

⑥ 高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの注入特性並びに格納容器

スプレイポンプ流量の変動を考慮した場合について、評価項目

となるパラメータへの感度を確認。 

 

② ＜添付十：7.1.7.3(2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

③ 該当なし。 

④ 該当なし。 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.7-22 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、上記のとおり、代替再循環切替操作が必要な

タイミングが早くなるなど、そのタイミングは変動する可能性があるが、現場での代替再循環ライン系統構成は専任の運転員が担当することか

ら、必要なタイミングに変動があったとしても、この変動に対応が可能であり、対策の実施に与える影響はないことを確認した。具体的な確認

結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.1.7.4 図 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗）＞ 

② ＜添付十：第 7.1.7.4 図 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗）＞ 

③ ＜添付十：第 7.1.7.4 図 「ＥＣＣＳ再循環機能喪失」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗）＞  

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

1) 以下により、解析コードが解析条件の不確かさによる操作条件の変化が評価結果に与える影響がないことを確認した。 

＜添付十：7.1.7.3(2)b.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.1.7.3(3) 感度解析＞ 
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（3）感度解析 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．重要現象の予測の不確かさは他の方法で評価されているか 

1）他コードとの比較により解析結果の妥当性を確認しているか。 

(ⅰ) 感度解析により、重要現象の不確かさは把握されているか確認す

る。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

① 炉心露出の予測時刻について、MAAP の結果のみならず、他のコ

ードの結果でも評価しているかを確認。 

② 炉心露出時刻の不確かさを考慮しても運転員は対応可能かを確

認。 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 感度解析により、重要現象の不確かさは把握されているかについて、以下のとおり確認した。 

①  MAAP を用いて LOCA について解析した場合、炉心水位挙動に対する不確かさがある。この影響を確認するため、M-RELAP5 と炉心露出開始時

間を比較した。結果として MAAP による炉心露出開始時間は、M-RELAP5 による炉心露出開始時間と比べて約 15 分程度遅くなるケースがあっ

た。このため、不確かさの影響の評価として、M-RELAP5 を用いて代替再循環切替の開始時間を ECCS 再循環切替失敗から 15 分後とした感度

解析を実施した。結果として、ECCS 再循環切替失敗以降において燃料被覆管温度が上昇することはなく、PCT が 1,200℃以下であるという評

価項目を満足することに変わりはないことを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.3(3) 感度解析＞ 

＜添付十：第 7.1.7.17 図 原子炉容器内水位の推移（コード間比較）＞ 

＜添付十：第 7.1.7.18 図 燃料被覆管温度の推移（Ｍ－ＲＥＬＡＰ５）＞ 

 

② ①にあるとおり、本重要事故シーケンスの対策である代替再循環切替操作については、ECCS 再循環切替失敗から 15 分後までに完了する必要

があるが、これまでの訓練実績を踏まえると ECCS 再循環切替失敗から 11分後までに完了できる。なお、M-RELAP5 を用いて LOCA について解

析した場合、炉心水位挙動において、試験データとの比較等により炉心露出予測は保守的な傾向を示していることを確認した。具体的には、

以下に示されていることを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.3(3) 感度解析＞ 

＜添付十：第 7.1.7.17 図 原子炉容器内水位の推移（コード間比較）＞ 

＜添付十：第 7.1.7.18 図 燃料被覆管温度の推移（Ｍ－ＲＥＬＡＰ５）＞ 

 

 

補足説明資料（添付資料 2.7.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について）において、不確かさ評価を検討した解析コードの

モデル及び解析条件の一覧が示されている。 

補足説明資料（添付資料 2.7.8 「ECCS 再循環機能喪失」における解析コード MAAP の不確かさについて）において、MAAP と M-RELAP5 との

炉心露出時間の比較が示されている。 
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（4）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（ECCS 再循環機能喪失の場合） 

① 格納容器スプレイポンプによる代替再循環の開始時間余裕を確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.1.7.3(4) 操作時間余裕の把握＞ 

＜添付十：第 7.1.7.19 図 原子炉容器内水位の推移（代替再循環操作時間余裕確認）（Ｍ－ＲＥＬＡＰ５）＞ 

＜添付十：第 7.1.7.20 図 燃料被覆管温度の推移（代替再循環操作時間余裕確認）（Ｍ－ＲＥＬＡＰ５）＞ 

 

補足説明資料（添付資料 2.7.9 ECCS 再循環機能喪失時の代替再循環操作の時間余裕について）において、代替再循環について 5 分の操作

開始遅れを想定した解析結果が示されている。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する

範囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できること

を示すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 18 名である。これに対して、運転員（当直員）、緊急

時対策本部要員（指揮者等）及び重大事故等対策要員は 74名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員が確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、電源として、仮に外部電源の喪失を仮定しても、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、デ

ィーゼル発電機からの電力供給量が十分大きいため、対応が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下に示されていることを確認し

た。 

① ＜添付十：7.1.7.4(2)c. 電源＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.1.7.4(2)a. 水源＞ 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、仮に外部電源の喪失を仮定しても、7 日間ディーゼル発

電機等を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL である。これに対して、発電所内の燃料油貯油そう及び燃料油貯蔵タンクに備蓄

された重油量 620kL で対応が可能であることを確認した。水源については、上記(ⅲ)にあるとおり、初期対策としては燃料取替用水ピットの

保有水を用い、長期対策としては、格納容器再循環サンプを水源とすることを確認しており、発災から 7 日間については電源、水源ともに外

部支援は必要としないことを確認した。 

 

＜添付十：7.1.7.4(2)b. 燃料＞ 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「ECCS 再循環機能喪失」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している代替再循環等が、事象進展の特徴を

捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び高圧再循環機能が喪失する事故」において代替再循環等を行った場合に対する申請

者の解析結果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮し

ても、代替再循環切替について、ECCS 再循環切替失敗から 15 分後までに完了できることを踏まえれば、解析結果が評価項目を概ね満足するこ

とに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（ECCS 再循環系

統）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な炉心損傷防止対策となり得る。 

また、代替再循環により炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、代替再循環による炉心冷却を継続することを確認し

た。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

本事故シーケンスグループのうち、中小破断 LOCA 等の発生時に高圧再循環機能が喪失する事故シーケンスでは、本重要事故シーケンスと対策

が異なるが、この対策は「ECCS 注水機能喪失」における対策と同一であり、そこで対策の有効性を確認したことと併せれば、「Ⅳ－１．１ 事

故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「大破断 LOCA 時に低圧再循環機能及び高圧再循環機能が喪失する事故」における有効性を確認

したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「ECCS 再循環機能喪失」に対して申請者が計画している炉心損傷防止対

策は、有効なものであると判断した。 
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格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発生器伝熱管破損） 
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大飯発電所３，４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項 

（炉心損傷防止対策の有効性評価：格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ、蒸気発生器伝熱管破損）） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンス

グループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示され

ている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  事故シーケンスグループ｢格納容器バイパス｣における事故シーケンスは、以下の 2 つであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認

した。 

 インターフェイスシステム LOCA 

 蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器の隔離失敗 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 1-4 表「重要事故シーケンスの選定について」＞ 

 

 

  

                                                   
1※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 
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（2）事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとな

っているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、事故シーケンスグループ全体の特徴を代表している

ことを確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象

進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、原子炉冷却材圧力バウンダリ機能の喪失に伴い、1 次冷却材の原子炉格納容器内外

への漏えいが継続することで、保有水量が減少し、炉心損傷に至ることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.1 事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、炉心損傷を防止するためには、炉心注水を継続するとともに、1 次冷却系の減温・減圧を行う

ことで、原子炉格納容器内外への漏えいを抑制する必要があることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.1 事故シーケンスグループの特徴、炉心損傷防止対策＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-4 

（3）炉心損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）事故シーケンスグループ内のその他のシーケンスでの対策も含めて、

手順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準

規則への適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備の時間遅れを考慮しても事象を判

別できることを確認。 

（CVバイパスの場合） 

① IS-LOCA の発生を判別するための計装設備を確認。 

② SGTR の発生を判別するための計装設備を確認。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの対応における事象を判別するパラメータに関する計装設備について、以下のとおり確認した。 

① インターフェースシステム LOCA（IS-LOCA）では、IS-LOCA の発生を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、対策に

必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.8.1 表 「格納容器バイパス」における重大事

故等対策について（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞において、加圧器水位及び圧力の低下、補助建屋内放射線監視モニタの指示上昇、

蒸気発生器伝熱管漏えい監視モニタ指示正常等により発生を判断することを確認した。 

② 蒸気発生器伝熱管破損（SGTR）では、SGTR の発生を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、対策に必要な常設設備、

可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.1.8.2 表 「格納容器バイパス」における重大事故等対策について

（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞において、蒸気発生器伝熱管漏えい監視モニタ指示、蒸気発生器水位及び主蒸気圧

力の上昇、加圧器水位及び圧力の低下により発生及び破損側蒸気発生器を判断することを確認した。 

 

(ⅱ) 初期の炉心損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の炉心損傷防止対策として、蒸気発生器 2次側への注水と主蒸気逃がし

弁の開操作による 2 次系強制冷却及び加圧器逃がし弁の開操作による 1 次冷却系の減圧と高圧注入ポンプによる炉心注水により 1 次冷却系

の減温、減圧を実施する。このため、高圧注入ポンプ、燃料取替用水ピット、補助給水ポンプ、蒸気発生器、復水ピット、主蒸気逃がし弁、

加圧器逃がし弁等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十：第 7.1.8.1 表 「格納容器バイパス」における重大事故等対策について（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.2 表 「格

納容器バイパス」における重大事故等対策について（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

 

＜補足説明資料：添付資料 1.3.19 インターフェイスシステムＬＯＣＡ時の余熱除去系隔離の概略図＞において、余熱除去系の隔離の際に閉

止する弁が示されている。 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

（CVバイパスの場合） 

 余熱除去系の系統構成を確認し、健全側の余熱除去系が使用でき

るかを確認。（IS-LOCA 時、余熱除去系の隔離弁が高圧側にある場

合は、余熱除去系は A、B 系同時に機能喪失しないため、健全側

の余熱除去系で冷却できる） 

※ 有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低

温停止状態）と定義されている。 

② 炉心の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

（ⅲ）安定停止状態に向けた対策とその設備について、インターフェイスシステム LOCA の場合は、健全側余熱除去系による炉心冷却を実施する。

このため、余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器等を重大事故等対処設備として位置付ける。蒸気発生器伝熱管破損の場合は、1次冷却系の減温・

減圧が進み、余熱除去系が使用可能な温度及び圧力に到達すれば、余熱除去系による炉心冷却に移行する。このため、余熱除去ポンプ、余

熱除去冷却器等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：第 7.1.8.1 表 「格納容器バイパス」における重大事故等対策について（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.2 表 「格

納容器バイパス」における重大事故等対策について（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の余熱除去系統の破断箇所及び破断面積について＞において、

余熱除去ポンプ下流の A 系と B 系の連絡ラインが高圧設計部にあり、A 系、B 系のどちらかでインターフェイスシステムＬＯＣＡが生じた場

合には、高圧設計の逆止弁により他方の余熱除去系の低圧部設計は健全性を確保でき、長期対策として余熱除去系を使用した除熱を実施する

ことが示されている。 

② ＜添付十：7.1.8.2(3) 有効性評価の結果＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.7 安定停止状態について①＞において、例温停止状態について「漏えいが停止し、低温停止状態に到達」と



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 示されている。 

 

(ⅳ) 初期の炉心損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（CVバイパスの場合） 

① ECCS による炉心注水に係る計装設備を確認。 

② 2 次系強制冷却及び加圧器逃がし弁による 1 次冷却系の減圧に

係る計装設備を確認 

③ 余熱除去系による炉心冷却に係る計装設備を確認。 

④ 充てんポンプによる 1 次冷却系のフィードアンドブリード及び

代替再循環による 1 次冷却系のフィードアンドブリードに係る

計装設備を確認。(SGTR 時に余熱除去系の接続に失敗した場合) 

 

参考：クールダウンアンドリサーキュレーションとは、上記①～④

の操作を含んでいる。例えば、SGTR 等が発生し、漏えい箇所の

隔離に失敗した場合に 2 次系強制冷却、1 次冷却系減圧で RCS

を減圧して漏えい量を低減させるとともに、余熱除去系による

冷却で長期的に炉心を冷却する操作である。詳細は以下参照。 

 
 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備について、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① ECCS による炉心注水に係る計装設備 

② 2 次系強制冷却及び加圧器逃がし弁の開閉操作による 1次冷却系の減圧に係る計装設備 

③ 余熱除去系による炉心冷却に係る計装設備 

④ 充てんポンプによる 1次冷却系のフィードアンドブリード及び代替再循環による炉心冷却に係る計装設備 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.1 表 「格納容器バイパス」における重大事故等対策について（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.2 表 「格

納容器バイパス」における重大事故等対策について（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

（CVバイパスの場合） 

① 余熱除去系を用いた炉心冷却への移行条件を確認。 

② 余熱除去系による炉心冷却に失敗した場合の対策である代替再

循環への移行条件を確認(SGTR 時に余熱除去系の接続に失敗し

た場合)。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り替える以下の条件についてを確認した。 

① 余熱除去系を用いた炉心冷却への移行条件 

② 余熱除去系による炉心冷却に失敗した場合の対策である代替再循環への移行条件 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の項目の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順として整備していること 

② 有効性評価上は期待しないが中央制御室からの余熱除去系の隔離操作及び現場での破損蒸気発生器隔離操作に係る手順。 

③ 上記①、②に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機能の回復操作が含まれていること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十 追補 1：1.3 「原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等」、1.13 「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等｣＞ 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本事故シーケンスグループにおける手順及

びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力」と整合していることを確

認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整合

が図られていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.1 表 「格納容器バイパス」における重大事故等対策について（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.2 表 「格

納容器バイパス」における重大事故等対策について（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

 

 

 

 

 

2) 格納容器バイパス防止について米国・欧州での対策との比較を行っており、大飯３，４号炉の対策は国内外の先進的な対策と同等であること

を確認した。  

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 別紙 3 第 1表 米国・欧州での重大事故対策に関係する設備例との比較＞ 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

3) 格納容器バイパス防止対策の概略系統図について 

(ⅰ) 対策に関係する主要機器・配管・弁が概略系統図に示されていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.1 図「格納容器バイパス」の重大事故等対策の概略系統図（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.2 図「格

納容器バイパス」の重大事故等対策の概略系統図（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても網羅的に記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、

評価上は考慮しないことが明確であること。 

 

4) 対応手順の概要について 

(ⅰ) 想定される事象進展や判断基準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認した。 

① 対応手順の概要フロー等において、手順着手の判断基準が明確にされていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.3 図「格納容器バイパス」の対応手順の概要（判定プロセス）（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.4 図「格

納容器バイパス」の対応手順の概要（「インターフェイスシステムＬＯＣＡ」の事象進展）、第 7.1.8.5 図「格納容器バイパス」の対応手順の

概要（判定プロセス）（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）、第 7.1.8.6 図「格納容器バイパス」の対応手順の概要（「蒸気

発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗」の事象進展）＞ 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及び

その根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びその根拠や妥当性を確認した。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性拡張設

備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.1(3) 炉心損傷防止対策＞ 

＜添付十：第 7.1.8.4 図「格納容器バイパス」の対応手順の概要（「インターフェイスシステムＬＯＣＡ」の事象進展）、第 7.1.8.6 図「格納

容器バイパス」の対応手順の概要（「蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗」の事象進展）＞ 

 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員に

ついて整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

5) 事故シーケンスの対応に必要な要員について 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて、以下の通り整理されていることを確認した。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整理されていること 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合していること 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない作業に対しても必要な要員数を含めていること 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等） 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.7 図「格納容器バイパス」の作業と所要時間（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.8 図「格納容器バイパ



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-8 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

 タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

ス」の作業と所要時間（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：6.3.5 運転員等操作時間に対する仮定＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-9 

2．炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (5) 複数の対策（例えば、常設設備と可搬型設備）がある場合には、

各々の対策について有効性を評価することを基本とする。ただし、

評価条件の包絡性が示すことができれば、包絡条件による有効性

評価で代表してもよい。（例えば、起動に多くの人手及び時間を

要し、かつ、容量が少ない可搬型設備の条件で常設設備の条件を

包含させる場合。） 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機

能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量等）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンス

が適切に選定されているか。 

(ⅰ) 事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選定した理

由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 重要事故シーケンス選定の適切性として 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ① ＜添付十：6.2.1.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定 (3) 重要事故シーケンスの選定 ch. 格納容器バイパス

＞に選定理由が示されている。 

② 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「インターフェイスシステム LOCA」及び「蒸気発生器伝熱管破損時に破損側蒸気発生器

の隔離に失敗する事故」を選定する。これは、格納容器バイパス時の漏えい経路の違いを考慮して両方の事故シーケンスを選定することを確

認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-10 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

2）有効性評価ガイド 2.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

2) 使用する解析コードの適切性として 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象が示されていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞ 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における 1次冷却材の沸騰やボイド率の変化、気液分離や対向流、1次冷却系からの冷却材の放出、

加圧器からの冷却材の放出、蒸気発生器における 1次側と 2次側との熱伝達等を取り扱うことができる M-RELAP5 を用いることを確認した。

M-RELAP5 の適用性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の

適用を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 2.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-11 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

f. 格納容器バイパス 

(a) インターフェイスシステム LOCA 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. インターフェイスシステム LOCA の発生後、破断箇所の隔離に失敗し、

原子炉冷却材の有効な注入が不可能となり、炉心の著しい損傷に至

る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統の配管において、高圧

設計部分と低圧設計部分を分離するための隔離弁の誤開又は内部破

損によって、低圧設計部分が過圧され、破断する事象を想定する。 

ii. 低圧設計部分の破断箇所は、原子炉圧力が加わることによって、耐

圧性が最も低い機器、配管等の部位とする。 

c) 対策例 

i. インターフェイスシステム LOCA 発生箇所の隔離対策 

ii. 加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧及び補助給水系と主蒸気

逃がし弁による 2 次冷却系からの冷却による原子炉の減圧、ECCS 水

源の補給を伴うフィードアンドブリード、並びに ECCS 再循環及び原

子炉格納容器冷却 

(b) 蒸気発生器伝熱管破損 

a) 重要事故シーケンスの例 

i. 蒸気発生器伝熱管破損の発生後、破損蒸気発生器の隔離に失敗するこ

とによって、原子炉冷却材の漏えいが継続し、炉心の著しい損傷に至

る。 

b) 主要解析条件（「2.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

i. 蒸気発生器伝熱管の破損を想定する。 

ii. 破損蒸気発生器の隔離失敗を仮定する。 

iii. 原子炉の冷却・減圧後に、「RHR によって除熱する場合」及び「RHR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-12 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

の接続に失敗する場合」を想定する。 

c) 対策例 

i. 加圧器逃がし弁による 1次冷却系強制減圧及び補助給水系と主蒸気逃

がし弁による 2 次冷却系からの冷却による原子炉の減圧、並びに RHR 

による崩壊熱の除去 

ii. 加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧及び補助給水系と主蒸気

逃がし弁による 2 次冷却系からの冷却による原子炉の減圧、ECCS 水

源の補給を伴うフィードアンドブリード、並びに ECCS 再循環及び原

子炉格納容器冷却 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)  

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はないものとする。これは、常用系機器の機能喪失及び工学的安全施設の作動遅れにより、炉心の冷却の観点では、厳しい設定

となることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（CVバイパスの場合） 

IS-LOCA： 

 IS-LOCA の破断口径と設定の考え方を確認。 

SGTR： 

 破損側蒸気発生器の隔離失敗の想定を確認。 

 

 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 起因事象として、1 次冷却系から原子炉格納容器外への漏えいが発生するものとし、1 次冷却材の漏えい箇所は、余熱除去系逃がし弁及び

余熱除去系機器等とする。漏えい箇所は、余熱除去系統の圧力挙動の評価により、余熱除去系機器等に 1次冷却系の圧力を上回る荷重がか

からないこと、及び余熱除去系統配管が破断に至らないことを確認した上で、設定している。また、破断口径は、余熱除去系逃がし弁につ

いては実機の口径に基づき、余熱除去系機器等については実機における破断面積に係る評価値に余裕を考慮した値を設定している。具体的

には、原子炉格納容器外の余熱除去冷却器出口逃がし弁では等価直径約 2.5cm（約 1インチ）相当、原子炉格納容器内の余熱除去ポンプ入

口逃がし弁では等価直径約 10cm（約 4 インチ）相当とする。余熱除去系機器等では、等価直径約 2.8cm（約 1.12 インチ）相当とする。こ

とを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (2) 有効性評価の条件 a.(a)ⅰ. 起因事象及びⅱ. 安全機能の喪失に対する仮定＞ 

 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.3 表「格納容器バイパス」の主要解析条件（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 起因事象として、1 次冷却系から原子炉格納容器外への漏えいが発生するものとし、破断位置及び破断口径は、1 基の蒸気発生器の伝熱管

1本が瞬時に両端破断するものとすることを確認した。また、安全機能の喪失に対する仮定として、破損側蒸気発生器の隔離失敗の想定は、
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原子炉トリップ後に主蒸気逃がし弁が作動した時点で、破損側蒸気発生器につながる主蒸気安全弁 1個が開固着するものとすることを確認

した。 

 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されていることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.4 表「格納容器バイパス」の主要解析条件（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「2.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「2.2.3 事故シーケンスグループの主要解

析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につい

て計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能

を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 炉心損傷防止対策の実施時間 

(a) 炉心損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可

否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定

する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に基

づき設定する。 

c. 炉心損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷却水

等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさがあ
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る場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ)使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守

的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを

確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（CVバイパスの場合） 

IS-LOCA： 

 高圧注入ポンプの使用台数、用いる注入特性を確認。 

 補助給水ポンプの使用台数と流量を確認。 

 主蒸気逃がし弁の使用個数を確認。 

 余熱除去冷却器出口/入口逃がし弁の吹き止まり圧力を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力、保有水量の設定を確認。 

SGTR： 

 高圧注入ポンプの使用台数、用いる注入特性を確認。 

 補助給水ポンプの使用台数と流量を確認。 

 主蒸気逃がし弁の使用個数を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持圧力、保有水量の設定を確認 

 

 

2) 重大事故等対策に関連する機器条件の妥当性 

(ⅰ) 機器条件として、IS-LOCA の場合は、炉心注水流量は、高圧注入ポンプ 2台使用時の最大注入特性を用いる。これは、1次冷却材の漏えい

量の観点では、1次冷却系からの漏えい量を増加させるため厳しい設定である。2次系強制冷却に使用する主蒸気逃がし弁は 4個とする。

また、余熱除去冷却器出口逃がし弁及び余熱除去ポンプ入口逃がし弁の吹止まり圧力は、設計値を用いることを確認した。SGTR の場合は、

炉心注水流量は、高圧注入ポンプ 2台使用時の最大注入特性を用いる。これは、1次冷却材の漏えい量の観点では、1次冷却系からの漏え

い量を増加させるため厳しい設定である。また、2次系強制冷却に使用する主蒸気逃がし弁は健全側の 3個とすることを確認した。その他

の機器条件も含め、具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① ＜添付十：第 7.1.8.3 表「格納容器バイパス」の主要解析条件（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.5 インターフェイスシステムＬＯＣＡ時における蓄圧タンク初期条件設定の影響＞において、蓄圧タンク

の初期圧力の影響が示されている。 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① ＜添付十：第 7.1.8.4 表「格納容器バイパス」の主要解析条件（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 2.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスにおいて、機能喪失の要因として故障の復旧には期待していないことを確認した。 

 

なお、安全機能の喪失に対する仮定について以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞ 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、現場への接近時間や操作に係る所用時間等を含めて、「重大事故等防止技術的能力

説明資料」による時間内であることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：追補１．重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するための手順等、1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、2次系強制冷却の開始時間は、余熱除去系統からの漏えいの判断や余熱除去系統の隔離操作等に必
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③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

要な時間を考慮し、ECCS 作動信号発信から 25 分後とする。また、高圧注入ポンプによる炉心注水を、高圧注入から充てん注入に切替える

ための操作開始時間は、ECCS 停止条件(1 次冷却材のサブクール度 40℃以上及び加圧器水位 50%以上で安定又は上昇中等）成立時点からと

する。また、加圧器逃がし弁の開閉操作は、以下の条件が成立すれば、1個の加圧器逃がし弁を開閉するものとする。ⅰ）ECCS 停止条件成

立前は、1 次冷却材のサブクール度 60℃以上で開とし、サブクール度 40℃以下又は加圧器水位 50%以上で閉とする。ⅱ）ECCS 停止条件成

立後は、1次冷却材のサブクール度 20℃以上で開とし、サブクール度 10℃以下で閉とすることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (2) 有効性評価の条件 a.(c) 重大事故等対策に関連する操作条件、7.1.8.3 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価 (3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

③ 手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる場合には、その理由が妥当なものであることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.4 図「格納容器バイパス」の対応手順の概要（「インターフェイスシステムＬＯＣＡ」の事象進展）＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、現場への接近時間や操作に係る所用時間等を含めて、「重大事故等防止技術的能力

説明資料」による時間内であることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：追補１．重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低

圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等、1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、破損側蒸気発生器の隔離操作の開始時間は、原子炉トリップ信号発信の 10 分後からとし、操作完

了に 2分を要するものとする。2次系強制冷却操作の開始時間は、破損側蒸気発生器隔離操作の完了時点からとし、主蒸気逃がし弁の開操

作完了に 1 分を要するものとする。高圧注入ポンプによる炉心注水を、高圧注入から充てん注入に切替えるための操作開始時間は、ECCS

停止条件（1次冷却材のサブクール度 40℃以上及び加圧器水位 50%以上で安定又は上昇中等）成立時点からとし、操作完了に 2分を要する

ものとする。また、加圧器逃がし弁の開閉操作を行う条件は「インターフェイスシステム LOCA」と同一であることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (2) 有効性評価の条件 b.(c) 重大事故等対策に関連する操作条件＞ 

 

③ 手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる場合には、その理由が妥当なものであることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.6 図「格納容器バイパス」の対応手順の概要（「蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗」の事象進展）＞ 
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（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－3 上記1－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項

目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心

を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

1－5 上記1－3(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないもの

であり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」とは、以下

に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最高温

度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示される場合には、この

限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの

15%以下であること。 

 

1－６ 上記 1－3 及び 2－3 の評価項目において、限界圧力又は限界温

度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 解析結果における挙動説明の妥当性等 

(ⅰ) 事象進展の説明について、事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等が整理されていること及び事象進展やプラントの過渡応答が適切

であることを確認した。 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されていること 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータ 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 
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④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（CVバイパスの場合） 

IS-LOCA 

起因事象に関連するパラメータ： 

 破断流量 

 破断流クオリティ 

 1 次冷却系圧力 

動的機器の作動状況： 

 主蒸気流量 

 加圧器逃がし弁・安全弁流量 

 補助給水流量 

 1 次冷却系注水流量・積分値 

対策の効果： 

 1 次冷却系圧力 

 破断流量 

 1 次冷却系温度 

 1 次冷却系保有水量 

 燃料被覆管温度 

 炉心上端ボイド率、加圧器水位 

SGTR 

起因事象に関連するパラメータ： 

 破断流量 

 破損側蒸気発生器圧力 

 1 次冷却系圧力 

 蒸気発生器水位 

 蒸気流量 

動的機器の作動状況： 

 蒸気流量 

 補助給水流量 

 1 次冷却系注水流量 

対策の効果： 

 1 次冷却系圧力・2次系圧力 

 破断流量 

 1 次冷却系温度 

 1 次冷却系保有水量 

 原子炉容器内水位 

 燃料被覆管温度 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (3) 有効性評価の結果 a.(a) 事象進展＞ 

＜添付十：第 7.1.8.9 図１次冷却材圧力の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.10 図１次冷却材温度の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.11 図１次冷却系保有水量の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.12 図１次冷却系注水流量（高圧及び充てん）の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.13 図１次冷却系注水流量（蓄圧注入）の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.14 図注水流量積分値の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.15 図加圧器逃がし弁流量の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.17 図破断流量の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.18 図破断流クォリティの推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、 

＜添付十：第 7.1.8.19 図炉心上端ボイド率の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.20 図燃料被覆管温度の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.21 図蒸気発生器への給水流量の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.22 図蒸気流量の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されていること 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータ 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (3) 有効性評価の結果 b.(a) 事象進展＞ 

＜添付十：第 7.1.8.23 図１、２次冷却系圧力の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.24 図１次冷却材温度の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.25 図１次冷却系注水流量の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.26 図破断流量の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.27 図加圧器逃がし弁流量の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.28 図１次冷却系保有水量の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.29 図炉心上端ボイド率の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.30 図加圧器水位の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.31 図原子炉容器内水位の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.32 図燃料被覆管温度の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.33 図蒸気発生器水位の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜添付十：第 7.1.8.35 図蒸気流量の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.8 蒸気発生器伝熱管破損時における長期炉心冷却について＞において、燃料取替用水ピットが枯渇するまでの

時間が示されている。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-18 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 加圧器水位 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.10 破損 SG の違いによる事象収束の違いについて＞において、破損蒸気発生器ループの違いによる影響が示

されている。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料被覆管温度（酸化量） 

② 1 次冷却系の圧力損失を考慮した 1次冷却系圧力 

③ 原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器温度 

 

(ⅱ) 上記（ⅰ）の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、IS-LOCA の評価項目となるパラメータについては、余熱除去系逃がし弁及び余熱除

去系機器等からの漏えいにより、1 次冷却系の保有水量が減少するが、高圧注入ポンプによる炉心注水及び 2 次系強制冷却による 1 次冷却系

の減温・減圧を行うことにより、保有水量は回復し、PCT は約 390℃に、1次冷却系の最高圧力は約 16.3MPa[gage]に抑えられる。余熱除去ポ

ンプ入口逃がし弁等から原子炉格納容器内への 1次冷却材の漏えいにより、原子炉格納容器圧力及び温度は上昇するが、格納容器スプレイに

よる抑制が可能な範囲に収まっていることを確認した。SGTR の評価項目となるパラメータについては、破損した蒸気発生器伝熱管から蒸気発

生器 2次側への漏えいにより、1次冷却系の保有水量が減少するが、高圧注入ポンプによる炉心注水、2次系強制冷却及び加圧器逃がし弁の開

操作による 1次冷却系の減温・減圧を行うことにより、保有水量は回復し、PCT は約 350℃に、1次冷却系の最高圧力は約 16.3MPa[gage]に抑

えられる。加圧器逃がし弁の開操作により、1次冷却材が加圧器逃がしタンクから原子炉格納容器内に漏えいするが、その量はわずかである。

また、原子炉格納容器圧力及び温度が上昇した場合には、格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に収まっていることを確認した。 

 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 燃料被覆管の酸化反応は著しくならない。 

② 1 次冷却系圧力は最高使用圧力を下回っている。 

③ 原子炉格納容器圧力・温度は格納容器スプレイの作動により抑制できる。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (3) 有効性評価の結果 a.(b) 評価項目等＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 燃料被覆管の酸化反応は著しくならない。 

② 1 次冷却系圧力は最高使用圧力を下回っている。 

③ 原子炉格納容器圧力・温度は格納容器スプレイの作動により抑制できる。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 (3) 有効性評価の結果 b.(b) 評価項目等＞ 

 

(ⅲ) 初期の炉心防止対策により、炉心の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

(ⅲ) 上記（ⅱ）にあるとおり、解析結果は炉心損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

停止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評

価する。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。

ただし、7 日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を

維持できることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 2.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定停止状態になるまで評価していることを確認す

る。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管

温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を

示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 

 

 

 

 

 

1)  評価期間 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、IS-LOCA の場合については、1次冷却系の減温・減圧が進むと、余熱除去系逃がし弁からの漏えい

が停止する。さらに、余熱除去ポンプの入口弁を専用工具にて非管理区域から遠隔操作で閉止することにより、余熱除去系機器等からの漏えい

が停止する。また、健全側余熱除去系による炉心冷却を開始することで原子炉を安定停止状態へ移行させることができること、SGTR の場合に

ついては、1次冷却系の減温・減圧が進むと 1次冷却系圧力と 2次冷却系圧力が均圧することで、漏えいが停止する。また、余熱除去系による

炉心冷却により原子炉を安定停止状態へ移行させることができることを確認した。 

 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 低温停止状態まで解析を実施している。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.9 図１次冷却材圧力の推移（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）、第 7.1.8.10 図１次冷却材温度の推移（インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ）＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 低温停止状態まで解析を実施している。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.1.8.23 図１、２次冷却系圧力の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）、第 7.1.8.24 図１次冷却材温度

の推移（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.11 安定停止状態について②＞において、「漏えいの停止（１次冷却系と２次冷却系が均圧）及び１次冷却材温

度 93℃以下」と示されている。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針の妥当性 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針について、｢1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員等操作が特定されていることを確認した。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受ける影響 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

 

1) 解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の妥当性 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向が挙げられていることを確認した。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されていること 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける運転員操作とその影響を把握していること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 a. 運転員等

操作時間に与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.8.14 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（格納容器バイパス）＞において、不確かさ評価

を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

 

1) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の妥当性 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、M-RELAP5 を用いて 1次冷却系の挙動について解析した場合、試験データと比較し

て 2 次系強制冷却による 1 次冷却系の減温・減圧時に、1 次冷却材圧力を数百 kPa 程度高く評価する傾向がある。そのため、実際には解析結

果よりも 1 次冷却系の減温・減圧が早く、漏えい流量は少なくなり、評価項目に対する余裕は大きくなることを確認した。解析コードが有す

る重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の確認内容は以下のとおり。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されていること 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパラメータに与える影響を把握していること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 b. 評価項目

となるパラメータに与える影響＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-23 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（CVバイパスの場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、加圧器逃がし弁の開閉操

作や ECCS から充てん系への切り替え操作への影響を確認。 

② IS-LOCA の破断口径が変動した場合について、2次系強制冷却操

作への影響を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操作に与える影響評価の妥当性 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価の以下項目は妥当であることを確認した。 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、加圧器逃がし弁の開閉操作や ECCS から充てん系への切り替え操作への影響 

② IS-LOCA の破断口径が変動した場合について、2次系強制冷却操作への影響 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 a.(a) 運転員等操作時間に与える

影響＞ 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大

きくなる/小さくなる）を確認する。 

（CVバイパスの場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価項目となるパラメー

タへの影響を確認。 

② IS-LOCA の破断口径が変動した場合について、評価項目となる

パラメータへの影響を確認。 

③ 蓄圧タンクの初期保有水量が変動した場合について、評価項目

となるパラメータへの影響を確認。 

④ 蒸気発生器 2 次側保有水量が変動した場合について、評価項目

 

1) 初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが評価結果に与える影響評価の妥当性 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響について、解析条件では、炉心の崩壊熱に保守的な（大きめの）値を設定しているため、1 次冷却系の保

有水量の低下が速めに解析されている。崩壊熱に最確値を与えた場合には、1次冷却系の保有水量の低下は緩やかとなり、評価項目に対する余

裕は大きくなることを確認した。 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価項目となるパラメータへの影響 

② IS-LOCA の破断口径が変動した場合について、評価項目となるパラメータへの影響 

③ 蓄圧タンクの初期保有水量が変動した場合について、評価項目となるパラメータへの影響 

④ 該当なし。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 a.(b) 評価項目となるパラメータ

への影響＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-24 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

となるパラメータへの影響を確認。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-25 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

 

1) 要員の対応可能性 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、2 次系強制冷却操作及び加圧器逃がし弁開閉

操作が必要なタイミングが変動する可能性があるが、この操作は中央制御室での操作であり、必要なタイミングに変動があったとしても、この

変動に対応が可能であることから、対策の実施に与える影響はない。また、「インターフェイスシステム LOCA」においては、漏えい側余熱除去

ポンプ入口弁を専用工具にて非管理区域から遠隔操作で閉止し、漏えいを停止させることで事象が収束する。この弁の操作場所は漏えいの影響

を受けにくい場所にあるため、漏えい量の変動があったとしても、この弁の操作を実施し、漏えいを停止させることが可能であることから対策

の実施に与える影響はないことを確認した。 

 

具体的には、 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミングが変動しても対策を講じることができること 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前後の作業を考慮しても適切であること 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されていること 

について以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 b.(a) 要員の配置による他の操作

に与える影響＞、＜添付十：第 7.1.8.7 図「格納容器バイパス」の作業と所要時間（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）＞、＜添付十：第

7.1.8.8 図「格納容器バイパス」の作業と所要時間（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）＞ 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価の内容は妥当であることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 b.(b) 評価項目となるパラメータ

に与える影響＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-26 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

2.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（CVバイパスの場合） 

① 2 次系強制冷却や加圧器逃がし弁による 1 次冷却系減圧操作、

余熱除去操作（クールダウンアンドリサーキュレーション）の

開始時間余裕を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 操作の時間余裕 

(ⅰ)感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響につい確認した。 

 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）：  

① 2 次系強制冷却や加圧器逃がし弁による 1 次冷却系減圧操作、余熱除去操作（クールダウンアンドリサーキュレーション）の開始時間に余裕

があることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）：  

② 2 次系強制冷却や加圧器逃がし弁による 1 次冷却系減圧操作、余熱除去操作（クールダウンアンドリサーキュレーション）の開始時間に余裕

があることを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-27 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

第 37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置

を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子

炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著しい損傷を防

止するための十分な対策が計画されており、かつ、その対策が想定する

範囲内で有効性があることを確認する。 

 

有効性評価ガイド 

2.2 有効性評価に係る標準評価手法 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定停

止状態（高温停止状態又は低温停止状態）に導かれる時点までを評価す

る。（少なくとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できること

を示すこと。） 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容の妥当性 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスグループの対応に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 18 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74名

であり対応が可能であること 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮しても作業が成立すること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.4 必要な要員及び資源の評価 (1) 必要な要員の評価＞、＜添付十：7.5.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果 (1) 

必要な要員の評価結果＞ 

 

(ⅱ) 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な電力供給量

は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認す

る。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、ディーゼル発電機からの電力供給量が十分大きいた

め、対応が可能であることを確認した。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回っていること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.4 必要な要員及び資源の評価 (2) 必要な資源の評価 c. 電源＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-28 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されていることを確認した。 

 

IS-LOCA（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）： 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有水量から、安定停止状態まで移行できること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.4 必要な要員及び資源の評価 (2) 必要な資源の評価 a. 水源＞ 

 

SGTR（蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗）： 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有水量から、安定停止状態まで移行できること 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.1.8.4 必要な要員及び資源の評価 (2) 必要な資源の評価 a. 水源＞ 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、7 日間ディーゼル発電機を全出力で運転した場合に必要

な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL となり、合計で約 597.8kL の重油が必要と

なる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可能であることを確認した。以下に

示されている。 

 

＜添付十：7.1.8.4 必要な要員及び資源の評価 (2) 必要な資源の評価 b. 燃料＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.8-29 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえた炉心損傷

防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえて

も評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から炉心損傷

防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス」に対して申請者が炉心損傷防止対策として計画している 2次系強制冷却、加圧器逃がし弁の開

操作による 1次冷却系の減圧、高圧注入ポンプによる炉心注水等が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「インターフェイスシステム LOCA」及び「蒸気発生器伝熱管破損時に破損側蒸気発生器の隔離に失敗する事故」におい

て 2次系強制冷却、加圧器逃がし弁の開操作による 1次冷却系の減圧、高圧注入ポンプによる炉心注水等を行った場合に対する申請者の解析結

果は、炉心損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が使用した解析コード及び解析条件の不確かさを考慮しても、解析

結果が評価項目を概ね満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機

能を喪失した系統（「インターフェイスシステム LOCA」では余熱除去系 1 系統、「蒸気発生器伝熱管破損時に破損側蒸気発生器の隔離に失敗す

る事故」では主蒸気安全弁 1個の開固着）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な炉心損傷

防止対策となり得る。 

また、1 次冷却系の減温・減圧により炉心の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くために、「インターフェイスシステム LOCA」で

は、余熱除去ポンプ入口弁を専用工具にて非管理区域から遠隔操作で閉止するなどにより漏えいを停止させ、健全側余熱除去系による炉心冷却

を実施する対策が整備されていることを確認した。 

「蒸気発生器伝熱管破損時に破損側蒸気発生器の隔離に失敗する事故」では、原子炉を安定停止状態へ導くために、余熱除去系による炉心冷

却と 1次冷却系圧力と 2次冷却系圧力の均圧により漏えいを停止させる対策が整備されていることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「インターフェイスシステム LOCA」及び「蒸気発生器伝熱管破損時に破

損側蒸気発生器の隔離に失敗する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判

断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「格納容器バイパス」に対して申請者が計画している炉心

損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 ........................................................................................................................................... 3.1.1-2 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 ............................................................................................................................................... 3.1.1-2 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 ....................................................................................................................... 3.1.1-3 

（3）格納容器破損防止対策 ................................................................................................................................................................. 3.1.1-4 

2．格納容器防止対策の有効性評価 ............................................................................................................................................................. 3.1.1-8 
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（2）有効性評価（事象進展解析、Cs-137 の放出量評価）の条件 ................................................................................................................................ 3.1.1-9 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 ........................................................................................................................................................ 3.1.1-18 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 ............................................................................................................................. 3.1.1-18 

ｂ．操作条件 ........................................................................................................................................................................... 3.1.1-21 

（3）操作時間余裕の把握 .................................................................................................................................................................. 3.1.1-22 

4．必要な要員及び資源の評価 ................................................................................................................................................................ 3.1.1-23 

5．結論 .................................................................................................................................................................................... 3.1.1-24 
 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：格納容器過圧破損） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されてい

る各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  格納容器破損モード｢雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）｣におけるプラント損傷状態（PDS）は、以下の 7 つであり、PRA

側の評価結果と一致していることを確認した。 

 SED 

 TED 

 TEW 

 AEW 

 SLW 

 SEW 

 AED 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-3 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確に

するものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材、溶融炉心の崩壊熱によって発生した

水蒸気及び金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガスの蓄積によって、原子炉格納容器圧力が上昇する。事故発生から数時間後には最

高使用圧力に到達し、その後、放置すれば原子炉格納容器の破損に至ることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.1（2） 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方＞ 

 

 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、格納容器破損モードの特徴を踏まえて必

要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定停止

状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、原子炉格納容器の破損を防止するためには、原子炉格納容器雰囲気を減温・減圧し、原子炉格

納容器圧力の上昇を抑制する必要がある。また、非凝縮性ガスの発生により、原子炉格納容器圧力が上昇することを抑制する観点及び原子

炉格納容器下部の溶融炉心を冠水・冷却し、原子炉格納容器雰囲気が過熱状態となることを防止する観点から、原子炉下部キャビティへ注

水する必要がある。さらに、継続的に発生する水素を処理、低減させるとともに最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送することによって、原子

炉格納容器の除熱を確立させる必要があることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-4 

（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する計

装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考慮

しても事象を判別できることを確認。 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 本格納容器破損モードでは、全交流動力電源の喪失や LOCA の発生、LOCA の規模や炉心損傷を判別する必要があるが、これを判別するた

めの計装設備として、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）＞の重大事故等対策について｣において、1 次冷却材圧力、加圧器水位、格納容器内

高レンジエリアモニタ（高レンジ）、格納容器圧力（広域）等が挙げられていることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器雰囲気の減温・減圧及びこれによ

る原子炉下部キャビティへの注水を実施する。このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備とし

て新たに整備するとともに、燃料取替用水ピット、復水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、原子炉格納容器の除熱を確立させるため、格納容器内自然対流冷却を実施する。このため、

大容量ポンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置

付ける。また、継続的に発生する水素の処理及び水素濃度の監視を実施する。このため、静的触媒式水素再結合装置（以下「PAR」という。）、

PAR 温度監視装置、原子炉格納容器水素燃焼装置（以下「イグナイタ」という。）、イグナイタ温度監視装置等を重大事故等対処設備として

新たに整備することを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

② ＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.17 安定状態について＞ 

 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策

設備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水

に係る計装設備を確認。 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の重大事故等対策について＞より、以下の状態監

視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 代替格納容器スプレイの稼働状況を監視するための計装設備として、恒設代替低圧注水積算流量、格納容器内温度、格納容器内圧力（広

域）、原子炉下部キャビティ水位等が挙げられていることを確認した。 

② PAR、イグナイタの稼働状況を監視するための設備として、PAR 温度監視装置、イグナイタ温度監視装置が挙げられていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

② PAR、イグナイタに係る計装設備を確認。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

③ 格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱状態を監視する計装設備として、格納容器内圧力（広域）、格納容器内温度等が挙げ

られていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に示

しているか確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器

内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件を確認。 

 

(ⅴ) ＜添付十：第 7.2.1.1.5 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時

に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞より、初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換え

る条件を以下のとおり確認した。 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件は、有効性

評価においては、格納容器内自然対流冷却を開始すれば代替格納容器スプレイを停止し、格納容器内自然対流冷却に移行することとして

いることを確認した。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を

実施することになっている場合には、回復操作も含めていること

を確認。 

 

(ⅵ) 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について、＜添付十：第 7.2.1.1.5 

図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、低圧注入

機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞より確認した。 

② Ｂ充てんポンプ(自己冷却)による代替炉心注水については＜添付十追補 1：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順等＞に、電源回復操作については＜添付十追補 1：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞に、イグナ

イタ起動については＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞に、アニュラス水素

濃度測定については、＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞において整備され

ており、また、事象の収束作業全般に係る事故対応に必要となる監視計測に係る手順については、＜添付十追補 1：技術的能力 1.15 事故

時の計装に関する手順等＞で整理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを

確認した。 

③ ＜添付十：第 7.2.1.1.5 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時

に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際

に行う安全機能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

(ⅶ) ＜添付十：第 7.2.1.1.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の重大事故等対策について＞で明確にされている

ことを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

(ⅰ) 本格納容器破損モードにおける重大事故等対策に関する設備として、＜添付十：第 7.2.1.1.1 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧破損）」の重大事故等対策の概略系統図＞に示されていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ) 対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.5 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）の事象進展（対応手順の概要）（大破断 LOCA 時に高圧

注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注水機能が喪失する事故）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象

進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを

確認した。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下により明確にされていることを確認し

た。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.2 図格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の対応手順の概要＞ 

対策実施のための判断の基準の明確化として、炉心損傷前においては、恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水を行うが、炉心注水を行っ

ている間に、炉心出口温度 350℃以上、かつ、格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の指示値が 1×105mSv/h 以上となれば、炉心

が損傷したと判断し、注水先を原子炉格納容器へ切替えることを示した。これにより、迅速かつ適切に判断できる基準及び判断に用いるパ

ラメータが明確となっていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.1 炉心溶融の判断基準の設定根拠等について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.2 原子炉格納容器の水素濃度測定について＞ 

 

5）本格納容器破損モード内の事故シーケンスの対応に必要な要員について整

理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整

理されていることを確認。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.1.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機

能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞ 

② 個別の手順は、＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格

納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため

の手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞及び有効性評価上は期待しないが実際
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② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合

していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない

作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

には行う対策に関する＜添付十追補 1：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜

添付十追補 1：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防

止するための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞等を踏まえ、以下の通り整理されていることを

確認した。 

③ Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水やイグナイタの起動等、実際には行うが解析では期待しない操作も含めてタイムチャート

に必要人員が計上されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.1.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機

能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞ 

④ 本格納容器破損モードの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間と

して整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されてい

ることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.1.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機

能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞ 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 
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2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 評価事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において評価事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：6.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定 a. 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）＞

に選定理由が示されている。 

② 本格納容破損モードの評価事故シーケンスは、｢大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故｣

を選定する。これは、原子炉格納容器圧力上昇及び時間余裕の観点から、原子炉格納容器内への冷却材放出量が大きくなるとともに炉心損傷

が早まること、原子炉格納容器圧力上昇の抑制の観点から、ECCS 注水機能及び格納容器スプレイ機能を喪失していること、環境に放出され

る放射性物質量の観点では、原子炉格納容器圧力が高く推移することなど、より厳しい事故シーケンスであることから選定する。PRA の手法

により抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本格納容器破損モードにおける事故シーケンスは｢大破断

LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故｣であるが、恒設代替低圧注水ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットを用いた格納容器内自然対流冷却の有効性を評価する観点から、全交流動力電源喪失及び原

子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.1.1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(1) 有効性評価の方法＞に示されてい

ることを確認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である原子炉格納容器における区画内や区画間の流動、構造材との熱伝達、格納容器スプレイ冷却、格納容器

再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却などの現象を評価することが可能な、原子炉系、原子炉格納容器系の熱水力モデルを備え、

かつ、炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するコードとして MAAP を用いることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.4 ＭＡＡＰでの原子炉格納容器モデルについて＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用

を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-9 

 
（2）有効性評価（事象進展解析、Cs-137 の放出量評価）の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

a. 現象の概要 

原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材及び溶融炉心の崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気、金属－水反応によって発生した非

凝縮性ガスなどの蓄積によって、原子炉格納容器内の雰囲気圧力・温度

が緩慢に上昇し原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

（b） 崩壊熱による水蒸気の発生及び金属－水反応による水素及び化学

反応熱の発生を、炉内又は炉外を問わず適切に考慮する。 

（c） 溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生を考

慮する。 

（d） 外部水源を用いて原子炉格納容器内に注水する場合には、注水に

よる格納容器空間部体積の減少に伴う加圧現象を考慮する。 

（e） 水素燃焼が生じる場合には、燃焼に伴う熱負荷及び圧力負荷の影

響を考慮する。 

（f） 原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内における長期的な水の放

射線分解による水素及び酸素の発生を考慮する。 

（g） その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

c. 対策例 

(a) 格納容器スプレイ代替注水設備 

(b) 格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニット 

 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(6) 設置許可基準規則の解釈内規第 3７条 2－3(c)の「放射性物質による

環境への汚染の視点も含め、環境への影響をできるだけ小さくとどめ

るものであること」を確認するため、想定する格納容器破損モードに

対して、Cs-137 の放出量が 100TBq を下回っていることを確認する。 
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1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 全交流動力電源喪失及び原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。その理由として、恒設代替低圧注水ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットを用いた格納容器内自然対流冷却の有効性を評価する観点から、全交流動力電源喪

失及び原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した評価事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（CV過圧破損の場合） 

 原子炉格納容器の過圧の観点から、原子炉格納容器自由体積やヒ

ートシンクの設定を確認 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 急速な 1次冷却材の喪失を仮定し、事象進展が最も速く厳しい設定とするため、起因事象として高温側配管の大破断 LOCA が発生するものと

する。安全機能の喪失に対する仮定として、高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失するものとし、さらに全交

流動力電源喪失及び原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮する。水素の発生については、ジルコニウム－水反応を考慮することを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.1.1.2 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、

低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞において、整理されていることを確認した。 

 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下の条

件を含めていることを確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 崩壊熱による水蒸気の発生及び金属－水反応による水素及び化

学反応熱の発生を、炉内又は炉外を問わず考慮していることを確

認。 

② 溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生を考

慮していることを確認。 

③ 外部水源を用いて原子炉格納容器内に注水する場合には、注水に

よる格納容器空間部体積の減少に伴う加圧現象を考慮している

ことを確認。 

④ 水素燃焼が生じる場合には、燃焼に伴う熱負荷及び圧力負荷の影

響を考慮していることを確認。 

⑤ 原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内における長期的な水の

放射線分解による水素及び酸素の発生を考慮していることを確

認。 

 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、以下の条件を明確にしていることを確認した。 

① 解析コード MAAP においては、崩壊熱による水蒸気の発生や金属-水反応による水素及び化学反応熱の発生を炉内、炉外でモデル化している

ため、これらを考慮できることを確認した。 

② 解析コード MAAP においては、溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生をモデル化しているため、これを考慮できること

を確認した。 

③ 解析コード MAAP においては、原子炉格納容器内の各区画において、液相、気相の質量、比体積の増減を摸擬できるため、これを考慮してい

ることを確認した。 

④ 原子炉格納容器圧力・温度の観点で厳しくなるように、PAR 及びイグナイタの効果については期待しないが、PAR による水素処理に伴う発熱

反応が原子炉格納容器圧力及び温度に与える影響を＜添付十：7.2.1.1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(4) 有効性評価の結果＞にて

考慮するものとしていることを確認した。 

⑤ 水素の発生については、ジルコニウム－水反応を考慮するものとする。なお、MAAP では水の放射線分解等による水素発生は考慮していない

ため、＜添付十：7.2.1.1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(4) 有効性評価の結果＞にてその影響を評価するとしていることを確認し

た。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅳ) 設置許可基準規則の解釈内規第37条2-3(c)にしたがい、Cs-137 の

放出量評価に関する条件を確認する。 

① 評価対象とする炉心の条件を確認。 

② 炉内内蔵量のうち、原子炉格納容器内に放出される Cs-137 の放

(ⅳ) Cs-137 の放出量評価に関する条件について、以下のとおり確認した。 

① 事象発生まで、定格出力の 102%で長期間にわたって運転されていたものとする。その運転時間は、燃料を 1/4 ずつ取り替えていく場合の平

衡炉心を考えて、最高 40,000 時間とすることを確認した。 

② 原子炉格納容器内に放出される Cs-137 の量については、炉心損傷に至る事故シーケンスを基にした代表的なソースタームに関する報告書で
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出割合を確認。 

③ 原子炉格納容器→アニュラス部への漏えい条件を確認。 

④ アニュラス空気浄化設備の条件を確認。 

⑤ 放出の継続時間を確認。 

 

 

 

ある NUREG-1465 の放出割合を用い、原子炉格納容器全体にインベントリの 75%が放出されることを確認した。 

③ 原子炉格納容器からは 0.16%/日の割合で主にアニュラス部へ漏えいすることを確認した。 

④ アニュラス部の負圧達成及びアニュラス空気浄化設備の起動時間の遅れを考慮して約 62 分間はアニュラス空気浄化設備が作動しないもの

とし、この間、原子炉格納容器側からアニュラス部に Cs-137 が漏えいした場合には、漏えいした全量が大気に放出されるものとすることを

確認した。 

⑤ 時間経過とともに Cs-137 の環境への放出率が小さくなることを踏まえ、評価期間は 7日間とするが、事故後 7日以降の影響についても評価

することを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.15 Cs-137 放出量評価の評価期間について＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解

析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条

件の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合に

は、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に

基づき設定する。 
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c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機

冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮

する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさが

ある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守

的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを

確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び解析

結果に対する観点から確認していること。 

（CV過圧破損の場合） 

 代替格納容器スプレイの流量を確認。 

 補助給水ポンプの使用台数、流量等の設定を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持保有圧力、保有水量の設定とその考え方を

確認。 

 PAR、イグナイタの解析上の取り扱いを確認。 

 格納容器再循環ユニットの除熱特性を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、蓄圧注入系の保持圧力を最低圧力とし、蓄圧タンクの保有水量も運用管理上の最小量を用いる。恒設代替注水ポンプによ

る注水流量は、設計上期待できる値として、130m3/h とする。また、PAR については、原子炉格納容器圧力の観点で厳しくなるように機能す

ることを期待しない。一方、PAR の水素処理による発熱反応の原子炉格納容器圧力・温度への寄与は考慮することを確認した。その他の機

器条件も含め、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.2 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、

低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞より、本評価事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由について

確認した。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) ＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しない

ことが宣言されている。 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作余裕時間を確

認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下により妥当であることを確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣

で示されたタイムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は

技術的能力の添付資料を参照した。 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.5 最終ヒートシンクへの熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞ 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、常恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイの開始時間は炉心溶融開始から 30 分後と

し、大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却の開始時間は事象発生から 24時間後とすることを確認した。 

③ 格納容器内自然対流冷却操作は、現場操作に必要な移動、操作等の時間を考慮して解析上の操作開始時間を設定していることを確認した。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項

目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 

(b) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限

界温度を下回ること。 

(c) 放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境への汚染の視点

も含め、環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであるこ

と。 

(d) 原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は 2.0MPa 以下

に低減されていること。 

(e) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失

しないこと。 

(f) 原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止する

こと。 

(g) 可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、(a)の要件を

満足すること。 

(h) 原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子

炉格納容器バウンダリと直接接触しないこと及び溶融炉心が適

切に冷却されること。 

(i) 溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支持

機能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 

2－4 上記2－3(f)の「原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の

爆轟を防止すること」とは、以下の要件を満たすこと。 

(a) 原子炉格納容器の水素濃度がドライ条件に換算して13vol%以下

又は酸素濃度が5vol%以下であること。 

 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から格納容器破損防止対策とその効

果等が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答

が適切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（CV過圧破損の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 1 次系圧力 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 原子炉容器水位 

対策の効果： 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

※ 代替格納容器スプレイによる原子炉下部キャビティ蓄水量や原

子炉容器破損時の圧力スパイクの抑制については、格納容器破

損モード MCCI、FCI で確認する。 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下により適切であることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.1.2（4）a.事象進展＞ 

② ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.10 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.6 図１次冷却材圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.7 図原子炉容器内水位の推移＞ 

③ ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.10 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.11 図原子炉格納容器圧力の推移（～4時間）＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.12 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移（～4時間）＞ 

④ ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.10 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.11 図原子炉格納容器圧力の推移（～4時間）＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.12 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移（～4時間）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.13 雰囲気圧力・温度による静的負荷（過圧・過温破損）解析結果における燃料挙動について＞ 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認す

る。 

（CV過圧破損の場合） 

① 原子炉格納容器内圧力 

② 原子炉格納容器内温度 

③ 環境への Cs-137 の放出量（7日以降の放出量については、2.1）

(ⅰ)①で確認する） 

※ FCI、MCCI に関する評価項目は、FCI、MCCI で確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、全交流動力電源の喪失に伴い原子炉が自動停

止。また、大破断 LOCA 時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失することから、約 21分で炉心溶融に至る。その後、約 51分より代替格納

容器スプレイを実施。事故発生から約 1.4 時間後に原子炉容器が破損する。このときの原子炉格納容器圧力は約 0.21MPa[gage]となる。約 2.5

時間後に原子炉容器からの溶融炉心の流出が停止し、原子炉格納容器圧力の上昇が緩やかになる。原子炉格納容器内の水素分圧は、全圧

0.5MPa[abs]程度に対して 0.01MPa[abs]程度である。また、PAR による水素処理における発熱量は崩壊熱の約 2%であり、原子炉格納容器圧力・

温度に対しての影響は軽微である。原子炉格納容器から環境に放出される Cs-137 の放出量は、7日間で約 5.2TBq であり、100TBq を下回って

いる。なお、30日間と 100 日間では微増するものの、いずれも約 5.7TBq であり、放出が長期間継続しても、放出量は大きく増加しない。こ

とを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図原子炉格納容器圧力の推移＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力は約 14時間後に最高値 0.434MPa[gage]に到達

するが、評価期間を通じて最高使用圧力の 2倍（2Pd）を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.1.1.10 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、原子炉格納容器温度は約 26 時間後に最高値 143℃に到達す

るが、評価期間を通じて 200℃を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。＜添付十：第 7.2.1.1.12 図原子

炉格納容器雰囲気温度の推移（～4時間）＞にあるとおり、事象発生初期の原子炉格納容器内温度は大破断 LOCA により約 132℃まで上昇（MAAP
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は大破断 LOCA 時の事象初期への適用性が低いため、既往の DBA 評価結果を参照）するが、格納容器スプレイの作動により抑制され、評価期

間を通じて、200℃を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.2.1.1.14 図Ｃｓ－１３７積算放出放射能量の推移＞にあるとおり、原子炉格納容器からアニュラス部を経由し、周辺環境へ

移行した Cs-137 の量は事象発生から 7日間で約 5.2TBq であり、100TBq を下回っていることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止で

きていることを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（a）、（b）、（c）及び（g）を満足していることを確認した。具体的に

は、＜添付十：第 7.2.1.1.11 図原子炉格納容器圧力の推移（～4時間）＞、＜添付十：第 7.2.1.1.12 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移

（～4 時間）＞にあるとおり、代替格納容器スプレイにより、溶融炉心が下部ヘッドに落下した際や原子炉容器が破損した際の急激な水蒸

気発生に伴う原子炉格納容器圧力・温度の上昇が緩和され原子炉格納容器圧力・温度は 2Pd、200℃を下回っていることから、初期の格納容

器破損防止対策（代替格納容器スプレイ）により格納容器の破損を防止できていることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持で

きることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価している

ことを確認する。 

① 格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱が確立

し、原子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示していることを

トレンド図で確認。 

（CV過圧破損の場合） 

 事象発生 7日以降の環境への Cs-137 の放出量を確認。 

 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱が確立するため原子炉格納容器の最高圧

力・最高温度はそれぞれ、約 0.43MPa[gage]、約 143℃に抑えられる。以降、原子炉格納容器圧力・温度は、約 48 時間時点でも低下傾向が維

持されており、安定状態となっている。（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（以下｢FCI｣という。）、溶融炉心・コンクリート相互

作用（以下｢MCCI｣という。）の評価については、格納容器破損モード｢原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用｣、｢溶融炉心・コンクリ

ート相互作用｣を参照。）ことを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.10 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

また、事象発生から 7 日以降、Ｃｓ－１３７の放出が継続した場合の評価を行ったところ、事象発生の 30 日後（約 5.7TBq）及び 100 日後

（約 5.7TBq）においても総放出量の増加は軽微であり、100TBq を下回っていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.15 Cs-137 放出量評価の評価期間について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.18 安定停止状態について＞ 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 
参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-18 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3 (1)a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、MAAP を用いて原子炉格納容器圧力・温度を解析した場合、HDR 実験解析等の検証

結果より、原子炉格納容器圧力については 1 割程度高めに、原子炉格納容器温度については十数℃高めに評価する傾向があることから、実際

の原子炉格納容器圧力・温度は低めとなるため、評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。このことから、MAAP は原子炉格納容

器圧力・温度に対して保守的な（厳しい）結果を与えることを確認した。解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目とな

るパラメータに与える影響の具体的な内容は、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3 (1)b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.23 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧破損））＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.18 溶融炉心・コンクリート相互作用が発生した場合の原子炉格納容器圧力及び温度への影響について＞ 

 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-19 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

⑥ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、解析条件では、炉心崩壊熱に保守的な（大きめの）値を設定しているため、炉心溶融開始

時間が早めに解析されている。このため、実際は炉心溶融開始を起点とした代替格納容器スプレイの開始操作が必要なタイミングが遅くなるこ

とを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.19 大破断ＬＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡに対する格納容器破損防止対策の有効性について＞ 

④ ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.20 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却の水素濃度に対する影響について＞ 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

⑦ 該当なし。 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

(ⅰ) 上記(ⅰ)で記載した解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響の確認結果に加え、評価結果に与える影響については、原子炉格納容

器圧力・温度の上昇は緩和され、評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。具体的には、以下に示されていること

を確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

④ ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

⑦ 該当なし。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-20 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

を確認。 

⑥ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-21 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、代替格納容器スプレイの開始操作が必要なタ

イミングが遅くなるなど、そのタイミングは変動する可能性がある。代替格納容器スプレイの開始操作は、他の事象進展に影響を及ぼす運転員

等操作を実施する運転員等とは別の運転員等による操作であるため、タイミングに変動があったとしても、要員の配置による他の操作への影響

はなく、対策実施へ与える影響はないことを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、

低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.1.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.2.1.1.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の作業と所要時間（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、

低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞ 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響について、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3 (2)b(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.2.1.1.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-22 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 代替格納容器スプレイの開始時間余裕を確認。 

② 原子炉格納容器内注水量の観点から、代替格納容器スプレイの

停止操作余裕時間（格納容器自然対流冷却操作の開始時間余

裕）を確認。 

 

(ⅰ) 操作の時間余裕について以下のとおり確認した。  

① 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ操作の操作時間余裕を確認するため、解析上の開始時間は事象発生の約 51 分後である

のに対し、事象発生の 60 分後に開始する場合の感度解析を実施した。その結果、代替格納容器スプレイ開始が約 9 分遅くなった場合でも、

200℃、2Pd に対して十分余裕があることから、操作時間余裕として事象発生から 60 分程度は確保できることを確認した。具体的には、以下

に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.21 代替低圧注水ポンプによる格納容器スプレイ時間の感度解析について＞ 

② 大容量ポンプの準備が遅れた場合は、代替格納容器スプレイを継続することとなり、原子炉格納容器内水量が 4,000m3に到達するおそれがあ

る。このため、代替格納容器スプレイを連続運転するものとして 4,000m3に到達するまでの時間を概算した。その結果、事象発生の 24 時間後

から 3時間以上の操作時間余裕があることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.1-23 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要となる要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 48 名である。これに対して、重大事故等対策要

員は 74 名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を確保できていることに加え、1･2 号炉の運転員等も対処可能であることから、3 号

炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、空冷式非常用発電装置からの電力供給量が十分大き

いため、対応が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 空冷冷式非常用発電装置の電源負荷については、重大事故等対策時に必要な負荷及びその他負荷として約 372kW 必要となるが、空冷式非常用

発電装置の給電容量 2,920kW(3,650kVA)にて供給可能であることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.4 必要な要員及び資源の評価＞ 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な水源と保有水量

から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスが発生してから燃料取替用水ピット水量 1,860m3 が枯渇する約 15.1 時間後までに水源を復水ピットに切り替え、その

後は送水車により復水ピットに海水を補給することで約 24 時間後まで供給をすることが可能であることを確認した。以降は、格納容器自然

対流冷却により原子炉格納容器の除熱を確立させるため、水源の補給は必要とせずに安定状態まで移行できることを確認した。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 7 日間空冷式非常用発電装置を運転継続した場合に必要な重油量は約 133.4kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油

量は約 3.1kL、可搬式代替低圧注水ポンプの 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 2.2kL、大容量ポンプの 7 日間の運転継続に必要な重油量

は約 47.7kL となり、合計で約 186.4kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された使

用可能な重油量 548kL で対応が可能である。また、7 日間送水車の運転継続に必要な軽油量は約 5,709L である。これに対して、本発電所内

の軽油ドラム缶に備蓄している軽油量 21,000L にて対応が可能であることから、発災から 7日間は外部支援が無くとも供給可能であることを

確認した。水源の充足性は、上記(ⅲ)①のとおり。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」に対して申請者が格納容器破損防止対策として計画している代

替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故｣において、代替格納容器ス

プレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（a）、（b）、（c）

及び（g）を満足している。さらに申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目（a）、（b）、（c）及び（g）を概ね

満足しているという判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系

統（高圧注入系、低圧注入系、格納容器スプレイ系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要

な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水により原子炉格納容器破損を防止した後、原子炉格納容器を安定状態へ

導くために、格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱を確立させるとともに水素濃度低減及び水素濃度監視を継続する対策が整備さ

れていることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

｢Ⅳ－１．１ 事故の想定｣で示したように、評価事故シーケンス｢大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能

が喪失する事故｣におけるその有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」に

対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 
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雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 ........................................................................................................................................... 3.1.2-2 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 ............................................................................................................................................... 3.1.2-2 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：格納容器過温破損） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグル

ープ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されている

各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  格納容器破損モード｢雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）｣におけるプラント損傷状態（PDS）は、以下の 7つであり、PRA

側の評価結果と一致していることを確認した。 

 SED 

 TED 

 TEW 

 AEW 

 SLW 

 SEW 

 AED 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-3 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確にす

るものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材、溶融炉心の崩壊熱及び金属－水反応

等による化学反応熱によって、原子炉格納容器温度が上昇する。事故発生から数時間後には最高使用温度に到達し、その後、放置すれば原

子炉格納容器の破損に至ることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.1（2） 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定

停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、原子炉格納容器の破損を防止するためには、原子炉格納容器雰囲気を減温・減圧し、原子炉格

納容器温度の上昇を抑制する必要がある。また、1 次冷却系が高圧となり、原子炉容器が破損する際に溶融物が原子炉格納容器内に分散す

る割合が多くなることを防止する観点から、原子炉容器破損前までに 1 次冷却系を減圧する必要がある。また、非凝縮性ガスの発生によ

り、原子炉格納容器圧力が上昇することを抑制する観点及び原子炉格納容器下部の溶融炉心を冠水・冷却し、原子炉格納容器雰囲気が過熱

状態となることを防止する観点から、原子炉下部キャビティへ注水する必要がある。さらに、継続的に発生する水素を処理、低減させると

ともに最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送することによって、原子炉格納容器の除熱を確立させる必要があることを確認した。 
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（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する

計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考

慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本格納容器破損モードでは、全交流動力電源の喪失や補助給水機能喪失の発生や炉心損傷を判別する必要があるが、これを判別するため

の計装設備として、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.2.1.2.1 表「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の重大事故等対策について＞において、蒸気発生器水位（広域）、蒸気発生器補助

給水流量、格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）、1次冷却材高温側温度（広域）等が挙げられていることを確認した。 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

※ 格納容器破損モード｢DCH｣の初期対策である、加圧器逃がし弁によ

る 1次系強制減圧については、格納容器破損モード｢DCH｣で確認す

る。 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱（以下｢DCH｣という。）を防止する対

策である加圧器逃がし弁による 1次冷却系強制減圧については、格納容器破損モード｢高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱｣を参照。

その他の対策は、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.2.1 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。具体的には、以下に示されていること

を確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

② ＜添付十：第 7.2.1.2.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の重大事故等対策について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.5 安定状態について＞ 

 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策

設備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水

に係る計装設備を確認。 

② PAR、イグナイタに係る計装設備を確認。 

③ 1 次系強制減圧に係る計装設備を確認。 

④ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.2.1.2.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の重大事故等対策について＞より、以下の状態監

視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 代替格納容器スプレイの稼働状況を監視するための計装設備として、恒設代替低圧注水積算流量、格納容器内温度、格納容器圧力（広域）、

原子炉下部キャビティ水位等が挙げられていることを確認した。 

② PAR、イグナイタの稼働状況を監視するための設備として、PAR 温度監視装置、イグナイタ温度監視装置、が挙げられていることを確認し

た。 

③ 加圧器逃がし弁の稼働状況を監視するための計装設備として、1次冷却材圧力が挙げられていることを確認した。 

④ 格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱状態を監視する計装設備として、格納容器圧力（広域）、格納容器内温度等が挙げら

れていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に

示しているか確認する。 

（CV過圧破損の場合） 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器

内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件を確認。 

 

(ⅴ) ＜添付十：第 7.2.1.2.5 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の事象進展（対応手順の概要）（外部電源喪失時

に非常用所内交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞より、初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を以下

のとおり確認した。 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件は、有効

性評価においては、格納容器内自然対流冷却を開始すれば代替格納容器スプレイを停止し、格納容器内自然対流冷却に移行することとし

ていることを確認した。 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を実

施することになっている場合には、回復操作も含めていることを

確認。 

 

 

(ⅵ) 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について、＜添付十：第 7.2.1.2.5 

図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の事象進展（対応手順の概要）（外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪

失し、補助給水機能が喪失する事故）＞より確認した。 

② 補助給水ポンプ回復操作については＜添付十追補：技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための

手順等＞に、Ｂ充てんポンプ(自己冷却)による代替炉心注水については＜添付十追補：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞に、電源回復操作については＜添付十追補：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞

に、イグナイタ起動、可搬型格納容器水素ガス濃度計については＜添付十追補：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための手順等＞に、アニュラス水素濃度測定については、＜添付十追補：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止するための手順等＞において整備されており、また、事象の収束作業全般に係る事故対応に必要となる監視計測に係る手順につい

ては、＜添付十追補：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞で整理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能

力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

③ 上記①の＜添付十：第 7.2.1.2.5 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の事象進展（対応手順の概要）（外部電源

喪失時に非常用所内交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する＞に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機

能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

(ⅶ) ＜添付十：第 7.2.1.2.1 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」における重大事故等対策について＞で明確にされ

ていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

(ⅰ) 本格納容器破損モードにおける重大事故等対策に関する設備として、＜添付十：第 7.2.1.2.1 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過温破損）」の重大事故等対策の概略系統図＞に示されていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ) 対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.5 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の事象進展（対応手順の概要）（外部電源喪失時に

非常用所内交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断

項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確

認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.2 図格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の対応手順の概要＞ 

 

5）本格納容器破損モード内の事故シーケンスの対応に必要な要員について整

理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整理

されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合し

ていることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない作

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.2.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の作業と所要時間（外部電源喪失時に非常用所内

交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞ 

② 個別の手順は、＜添付十：技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格

納容器内の冷却等のための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞、＜添付十：

技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破

損を防止するための手順等＞及び有効性評価上は期待しないが実際には行う対策に関する＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞、＜添付十：技術

的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）を

確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

＞等と整合していることを確認した。 

③ Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水やイグナイタの起動等、実際には行うが解析では期待しない操作も含めてタイムチャー

トに必要人員が計上されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.2.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の作業と所要時間（外部電源喪失時に非常用所内

交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞ 

④ 本格納容器破損モードの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間

として整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示され

ていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.1.2.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の作業と所要時間（外部電源喪失時に非常用所内

交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞ 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-8 

2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：6.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定 b. 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）＞

に選定理由が示されている。 

② 本格納容破損モードの評価事故シーケンスは、｢外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故｣を選定す

る。これは、1次冷却系が高圧となり、原子炉容器が破損する際に溶融物が原子炉格納容器内に分散する割合が多くなること及び ECCS 又は格

納容器スプレイにより原子炉格納容器温度の上昇が抑制されないことなど、より厳しいシーケンスであることから選定する。PRA の手法によ

り抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本格納容器破損モードにおける事故シーケンスは｢外部電源喪失

時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故｣であるが、条件を厳しくするため、補助給水機能の喪失を追加する。さらに、本評価事故シー

ケンスにおいては、恒設代替低圧注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットを用いた格納容器内自然対流

冷却の有効性を評価する観点から、原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(1) 有効性評価の方法＞に示されてい

ることを確認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である原子炉格納容器における区画内や区画間の流動、構造材との熱伝達、格納容器スプレイ冷却、格納容器

再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却、加圧器における冷却材放出（臨界流、差圧流）などの現象を評価することが可能な、原子

炉系、原子炉格納容器系の熱水力モデルを備え、かつ、炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するコー

ドとして MAAP を用いることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を

否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価（事象進展解析）の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

a. 現象の概要 

原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材及び溶融炉心の崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気、金属－水反応によって発生した

非凝縮性ガスなどの蓄積によって、原子炉格納容器内の雰囲気圧力・

温度が緩慢に上昇し原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目

を除く。） 

（b） 崩壊熱による水蒸気の発生及び金属－水反応による水素及び化学

反応熱の発生を、炉内又は炉外を問わず適切に考慮する。 

（c） 溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生を考慮

する。 

（d） 外部水源を用いて原子炉格納容器内に注水する場合には、注水によ

る格納容器空間部体積の減少に伴う加圧現象を考慮する。 

（e） 水素燃焼が生じる場合には、燃焼に伴う熱負荷及び圧力負荷の影響

を考慮する。 

（f） 原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内における長期的な水の放

射線分解による水素及び酸素の発生を考慮する。 

（g） その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

c. 対策例 

(a) 格納容器スプレイ代替注水設備 

(b) 格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニット 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件

の設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解

析結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確

認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスは｢外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故｣であり、外部電源喪失は起因

事象として想定していることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているか

を確認。 

（CV過温破損の場合） 

 RCP シール部からの漏えいや LOCA を想定する場合は、漏えい率

の根拠が示されていることを確認 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として外部電源が喪失するものとし、安全機能の喪失に対する仮定として、非常用所内交流動力電源、補助給水機能及び原子炉補

機冷却機能喪失とする。また、RCP からの漏えい率は、定格圧力において、RCP1 台当たり 4.8m3/h の漏えいを RCP 全台に考慮し、その他

の原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏えいについては考慮しない。これは、1 次冷却系が高圧となり、原子炉容器が破損する際に溶融物

が原子炉格納容器内に分散する割合が多くなるため、原子炉格納容器温度の観点で厳しい設定となる。水素の発生については、ジルコニウ

ム－水反応を考慮することを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.1.2.2 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の主要解析条件（外部電源喪失時に非常用所内交流電

源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞において、整理されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.1 大飯３号及び４号炉の重大事故等対策の有効性評価に使用する個別解析条件について（雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過温）、高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）＞ 

 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下の

条件を含めていることを確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 崩壊熱による水蒸気の発生及び金属－水反応による水素及び

化学反応熱の発生を、炉内又は炉外を問わず考慮していること

を確認。 

② 溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生を

考慮していることを確認。 

③ 外部水源を用いて原子炉格納容器内に注水する場合には、注水

による格納容器空間部体積の減少に伴う加圧現象を考慮して

いることを確認。 

④ 水素燃焼が生じる場合には、燃焼に伴う熱負荷及び圧力負荷の

影響を考慮していることを確認。 

⑤ 原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内における長期的な水

の放射線分解による水素及び酸素の発生を考慮していること

を確認。 

 

 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、以下の条件を明確にしていることを確認した。 

① 解析コード MAAP においては、崩壊熱による水蒸気の発生や金属-水反応による水素及び化学反応熱の発生を炉内、炉外でモデル化している

ため、これらを考慮できることを確認した。 

② 解析コード MAAP においては、溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生をモデル化しているため、これを考慮できること

を確認した。 

③ 解析コード MAAP においては、原子炉格納容器内の各区画において、液相、気相の質量や比体積の増減を摸擬できるため、これを考慮してい

ることを確認した。 

④ 原子炉格納容器圧力・温度の観点で厳しくなるように、PAR 及びイグナイタの効果については期待しないが、PAR による水素処理に伴う発熱

反応が原子炉格納容器圧力及び温度に与える影響を＜添付十：7.2.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(4) 有効性評価の結果＞にて

考慮することを確認した。 

⑤ 水素の発生については、ジルコニウム－水反応を考慮するものとする。なお、MAAP では水の放射線分解等による水素発生は考慮していない

ため、＜添付十：7.2.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価(4) 有効性評価の結果＞にてその影響を評価することを確認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-11 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当

性（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合

には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様

に基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補

機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考

慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設

定値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保

守的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されているこ

とを確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使

用している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び

解析結果に対する観点から確認していること。 

（CV過温破損の場合） 

 代替格納容器スプレイに用いるポンプの流量を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、加圧器逃がし弁に関する条件は、格納容器破損モード｢高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱｣を参照。その他の条件

は、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。その他の機器条件も含め、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.2 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の主要解析条件（外部電源喪失時に非常用所内交流電

源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞より、本評価事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由について確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 蓄圧タンクの保有圧力、保持圧力を確認。 

 加圧器逃がし弁の使用個数、容量を確認。 

※ 格納容器破損モード｢DCH｣の初期対策である、加圧器逃がし弁によ

る 1 次系強制減圧に係る機器条件については、格納容器破損モー

ド｢DCH｣で確認する。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

(ⅱ) ＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しない

ことが宣言されている。 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の

開始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近

時間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による

時間内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操

作を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異な

る場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理

由が妥当なものであることを確認。 

※ 格納容器破損モード｢DCH｣の初期対策である、加圧器逃がし弁に

よる 1次系強制減圧に係る操作条件については、格納容器破損モ

ード｢DCH｣で確認する。 

 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下により妥当であることを確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で

示されたタイムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技

術的能力の添付資料を参照した。 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.5 最終ヒートシンクへの熱を輸送するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等＞ 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイの開始時間は炉心溶融開始から 30 分後とす

る。また、原子炉格納容器内保有水量が 2,000m3 に到達した時点で原子炉格納容器圧力が最高使用圧力（0.39MPa[gage]）に到達していない

場合は代替格納容器スプレイを一旦停止し、原子炉格納容器の最高使用圧力到達の 30 分後に再開するものとする。その後、格納容器内自然

対流冷却の開始に伴い事象発生から 24 時間後に停止するものとする。大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却の開始時間は事象発生

から 24 時間後とすることを確認した。また、格納容器内自然対流冷却の操作時間余裕は｢（3）操作時間余裕の把握｣で確認する。 

③ 格納容器内自然対流冷却操作は、現場操作に必要な移動、操作等の時間を考慮して解析上の操作開始時間を設定していることを確認した。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 

(b) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限

界温度を下回ること。 

(g) 可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、(a)の要件を

満足すること。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈に

おける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から格納容器破損防止対策とその効果

等が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動を

確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（CV過温破損の場合） 

対策の効果： 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 原子炉下部キャビティ水量 

 原子炉格納容器内の水素分圧 

 原子炉容器破損時の 1次冷却系圧力（※DCH 側で確認する） 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下により適切であることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.2.2（3）a.事象進展＞ 

② 該当なし。全交流動力電源喪失と補助給水機能喪失によって蒸気発生器除熱機能が喪失することにより、1 次冷却系圧力が高く維持され

ていることは、格納容器破損モード｢DCH｣にて確認する。 

③ ＜添付十：第 7.2.1.2.8 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.9 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

④ ＜添付十：第 7.2.1.2.8 図原子炉格納容器圧力の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.9 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.10 図原子炉格納容器圧力に占める水蒸気及び水素の分圧（絶対圧）＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.11 図原子炉下部キャビティ水量の推移＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.13 雰囲気圧力・温度による静的負荷（過圧・過温破損）解析結果における燃料挙動について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.5 安定状態について＞ 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 原子炉格納容器内圧力 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、全交流動力電源の喪失及び補助給水機能の

喪失に伴い 1 次冷却系が高温・高圧となるが、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧により原子炉容器破損時の 1次冷却材圧力は低

く抑えられる。加圧器安全弁の作動に伴う加圧器逃がしタンクラプチャディスクの作動及び原子炉容器破損により、1次冷却系の蒸気、溶
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

② 原子炉格納容器内温度 

③ 原子炉容器破損時の 1次冷却系圧力（※DCH 側で確認する） 

※ DCH に関する評価項目は、DCH で確認する 

融炉心等が原子炉格納容器内に移行することで原子炉格納容器圧力・温度は上昇するが、代替格納容器スプレイによる抑制が可能な範囲に

収まっている。原子炉格納容器内の水素分圧は、全圧 0.5MPa[abs]程度に対して 0.02MPa[abs]程度である。また、PAR による水素処理にお

ける発熱量は崩壊熱の約 2%であり、原子炉格納容器圧力・温度に対しての影響は軽微であることを確認した。具体的な確認結果は以下の

とおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.8 図原子炉格納容器圧力の推移＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力は約 18時間後に最高値 0.41MPa[gage]に到達

するが、評価期間を通じて最高使用圧力の 2倍（2Pd）を下回っていること、水素の分圧は全圧約 0.5MPa[abs]に対して 0.02MPa[abs]程度

と低いことから、可燃性ガスの蓄積を考慮しても評価結果は基準を満足していることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.1.2.9 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力は約 18 時間後に最高値 144℃に到達す

るが、評価期間を通じて 200℃を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。また、全炉心ジルコニウム量の

75%が水と反応することにより発生する水素と、水の放射線分解等により発生する水素を含む水素発生量を、静的触媒式水素再結合装置に

より処理した場合の発熱量は、炉心崩壊熱の約 2%と小さいことから、可燃性ガスの燃焼が生じた場合においても、原子炉格納容器温度は

200℃を下回ることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止でき

ていることを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（a）、（b）及び（g）を満足していることを確認した。具体的には、

＜添付十：第 7.2.1.2.8 図原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.2.1.2.9 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、

代替格納容器スプレイにより、溶融炉心が下部ヘッドに落下した際や原子炉容器が破損した際の急激な水蒸気発生に伴う原子炉格納容器

圧力・温度の上昇が緩和され原子炉格納容器圧力・温度は 2Pd、200℃を下回っていることから、初期の格納容器破損防止対策（代替格納

容器スプレイ）により原子炉格納容器の破損を防止できていることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持でき

ることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価しているこ

とを確認する。 

① 格納容器自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱が確立し、原

子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示していることをトレンド

図で確認。 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱が確立するため、原子炉格納容器の最高

圧力・最高温度はそれぞれ、約 0.41MPa[gage]、約 144℃に抑えられる。以降、原子炉格納容器圧力・温度は、約 48 時間時点でも低下傾向

が維持されており、安定状態となっている。ことを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.2.8 図原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.2.1.2.9 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、

事象発生 24 時間以降は格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱が確立することから、原子炉格納容器圧力、温度は低下傾向

にあることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.5 安定状態について＞ 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 
参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

① 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられて

いるか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 (1)a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、MAAP を用いて原子炉格納容器圧力・温度を解析した場合、HDR 実験解析等の検証

結果より、原子炉格納容器圧力については 1割程度高めに、原子炉格納容器温度については十数℃高めに評価する傾向があることから、実際

の原子炉格納容器圧力・温度は低めとなるため、評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。このことから、MAAP は原子炉格納

容器圧力・温度に対して保守的な（厳しい）結果を与えることを確認した。解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目と

なるパラメータに与える影響の具体的な確認結果は以下のとおり。 

＜添付十：7.2.1.2.3 (1)b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.10 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過温破損））＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-17 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

④ 蒸気発生器 2次側保有水量の影響を確認。 

⑤ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑥ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、解析条件では、炉心崩壊熱に保守的に大きめの値を設定しているため、炉心溶融開始時間

が早めに解析されている。原子炉格納容器自由体積は保守的に小さめの値を、ヒートシンクは保守的に少なめの値を設定しているため、原子

炉格納容器圧力・温度の上昇は早めに解析されている。このため、実際は炉心溶融開始を起点とした代替格納容器スプレイの開始操作及び原

子炉格納容器圧力を起点とした代替格納容器スプレイの再開操作が必要なタイミングが遅くなる。また、原子炉格納容器圧力・温度の上昇は

緩和され、評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(a) 運転員等操作時間に与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.20 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却の水素濃度に対する影響について＞ 

④ 該当なし。 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

④ 蒸気発生器 2次側保有水量の影響を確認。 

⑤ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

(ⅰ) 上記(ⅰ)で記載した解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響の確認結果に加え、評価結果に与える影響については、原子炉格納容

器圧力・温度の上昇は緩和され、評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。具体的には、以下に示されているこ

とを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)a.(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

④ 該当なし。 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-18 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

⑥ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-19 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、代替格納容器スプレイ開始・再開操作が必要

なタイミングが遅くなるなど、そのタイミングは変動する可能性がある。加圧器逃がし弁による 1次冷却系強制減圧及び代替格納容器スプレイ

の開始操作は他の事象進展に影響を及ぼす運転員等操作を実施する運転員等とは別の運転員等による操作であり、代替格納容器スプレイの再開

操作は代替格納容器スプレイ開始操作と同一の運転員等による操作であるため、タイミングに変動があったとしても、要員の配置による他の操

作への影響はなく、対策実施へ与える影響はない。なお、代替格納容器スプレイ操作から格納容器内自然対流冷却開始操作への切り替えが確実

に実施できることを確認するため、原子炉格納容器内水量を考慮し、代替格納容器スプレイによる注水を継続した場合の原子炉格納容器注水制

限値到達までの時間を評価した。その結果、操作余裕時間として 6時間以上は確保できることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の作業と所要時間（外部電源喪失時に非常用所内交流

電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞ 

③ ＜添付十：7.2.1.2.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.3 図「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」の作業と所要時間（外部電源喪失時に非常用所内交流

電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故）＞ 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価作条件の変動が評価結果に与える影響について、以下

に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 (2)b(b) 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜添付十：7.2.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-20 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（CV過温破損の場合） 

① 1 次系強制減圧の開始時間余裕を確認。 

② 原子炉格納容器内注水量の観点から、代替格納容器スプレイの

停止操作余裕時間（格納容器自然対流冷却操作の開始時間余

裕）を確認。 

 

 

(ⅰ) 操作の時間余裕について以下のとおり確認した。  

① 加圧器逃がし弁による 1 次系強制減圧の開始時間に対する時間余裕を確認するため、加圧器逃がし弁による 1 次系強制減圧の開始を 10 分遅

くした場合の感度解析を実施した。その結果、＜添付十：第 7.2.1.2.14 図原子炉格納容器圧力の推移（加圧器逃がし弁開放操作開始の時間

余裕確認）＞、＜添付十：第 7.2.1.2.15 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移（加圧器逃がし弁開放操作開始の時間余裕確認）＞に示すとお

り、原子炉格納容器圧力及び温度はそれぞれ原子炉格納容器の最高使用圧力の 2 倍（0.784MPa[gage]）及び 200℃に対して十分余裕がある。

このため、操作時間余裕として炉心溶融開始から 20 分程度は確保できることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

② 代替格納容器スプレイから格納容器内自然対流冷却への切替が遅れた場合には、代替格納容器スプレイを継続することとなり、原子炉格納容

器内水量が 4,000m3 に到達するおそれがある。このため、代替格納容器スプレイを連続運転するものとして 4,000m3 に到達するまでの時間を

概算した。その結果、操作時間余裕として 6時間程度は確保できることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.6 加圧器逃がし弁による１次冷却系強制減圧時間の感度解析について＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-21 

（4）炉心部に残存するデブリ量の不確かさに対する影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．炉心部にデブリが残存した場合の対策について 

1）露出した残存デブリの冷却性が確保できる残存デブリ量の評価内容を

確認する。 

 

 

 

1）露出した残存デブリの冷却性が確保できる残存デブリ量の評価内容について、＜添付十：7.2.1.2.3(4)残存デブリ量の不確かさに対する影響

評価＞以下のとおり確認した。 

格納容器再循環ユニット等による除熱と露出した残存デブリによる蒸発が平衡するものとして、露出した残存デブリの冷却性が確保できる残

存デブリ量を評価した結果、露出した残存デブリが全溶融炉心の 19%以下であれば、露出した残存デブリの崩壊熱は原子炉格納容器内で凝縮

され発生する水分量を蒸発させるために要するエネルギを下回る。また、実際には全溶融炉心の 19%以上が炉心発熱有効長の中心高さより上

部に存在することは考えにくいことから、炉心発熱有効長の中心高さまで冠水させることにより、原子炉格納容器雰囲気は過熱状態となるこ

となく、冷却が可能であることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.8 炉心部に残存する損傷燃料の冷却について＞ 

また、原子炉容器内に溶融炉心が残存する場合には、残存する溶融炉心を冷却するために、原子炉格納容器内の重要機器及び重要計器が水没

しない限りは原子炉格納容器内へ注水することを示した。これにより、PCCV に対しても、原子炉格納容器内の重要機器及び重要計器が水没し

ない限りは原子炉格納容器内へ注水することで、炉心発熱有効長の中心高さまで冠水させることができる冷却手段が整備されていることを確

認した。具体的には、原子炉内の残存デブリの冷却手順については、＜添付十追補 1：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に

発電用原子炉を冷却するための手順等＞で整備されており、残存デブリの影響を防止するための原子炉格納容器への注水量は、残存溶融デブ

リを冷却し格納容器内の重要機器及び重要計器が水没しない高さ（約 4,000m3）までとする。 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.9 炉心損傷後の事故影響緩和操作の考え方について＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-22 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要となる要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 48 名である。これに対して、重大事故等対策要

員は 74 名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を確保できていることに加え、1･2 号炉の運転員等も対処可能であることから、3号

炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 空冷式非常用発電装置の電源負荷については、重大事故等対策時に必要な負荷及びその他負荷として約 372kW 必要となるが、空冷式非常用

発電装置の給電容量 2,920kW(3,650kVA)にて供給可能である。 

＜添付十：7.2.1.2.4 必要な要員及び資源の評価＞ 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な水源と保有水量

から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスが発生してから燃料取替用水ピット水量 1,860m3が枯渇する約 17.9 時間後までに水源を復水ピットに切り替え、その

後は送水車により復水ピットに海水を補給することで約 24時間後まで供給を継続することが可能であることを確認した。以降は、格納容器

自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱を確立させるため、水源の補給は必要とせずに安定状態まで移行できることを確認した。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 7 日間空冷式非常用発電装置を運転継続した場合に必要な重油量は約 133.4kL、電源車（緊急時対策所用）の 7日間の運転継続に必要な重油

量は約 3.1kL、可搬式代替低圧注水ポンプの 7日間の運転継続に必要な重油量は約 2.2kL、大容量ポンプの 7日間の運転継続に必要な重油量

は約 47.7kL となり、合計で約 186.4kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された使

用可能な重油量 548kL で対応が可能である。また、7日間送水車の運転継続に必要な軽油量は約 5,709L である。これに対して、本発電所内

の軽油ドラム缶に備蓄している軽油量 21,000L にて対応が可能であることから、発災から 7 日間は外部支援が無くとも供給可能であること

を確認した。水源の充足性は、上記(ⅲ)①のとおり。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.1.2-23 

 
5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」に対して申請者が格納容器破損防止対策として計画している

加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧、代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水が、事象進展の特徴を捉えた対

策であると判断した。評価事故シーケンス｢外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故｣において、加

圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧、代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水を行った場合に対する申請者の解

析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（a）、（b）及び（g）を満足している。さらに申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさ

を考慮しても、評価項目（a）、（b）及び（g）を概ね満足しているという判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、

より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（補助給水系、非常用所内交流動力電源等）の復旧を期待していないが、実際の事

故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧、代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水により原子炉格納容器

破損を防止した後、｢格納容器過圧破損｣と同一の対策を講じることにより、原子炉格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

｢Ⅳ－１．１ 事故の想定｣で示したように、評価事故シーケンス｢外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失

する事故｣におけるその有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」

に対して申請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 
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高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 ............................................................................................................................................. 3.2-2 
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（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 ......................................................................................................................... 3.2-3 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-2 

大飯発電所３号炉及び４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグル

ープ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されている

各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 格納容器破損モード｢高圧溶融物放出/格納容器直接加熱（HPME/DCH）｣におけるプラント損傷状態(PDS)は、以下の 8つであり、PRA 側の評価と

一致していることを確認した。 

 SED 

 TEI 

 TED 

 TEW 

 SEI 

 SLI 

 SLW 

 SEW 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-7 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 

  

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-3 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確にす

るものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

格納容器破損モード｢HPME/DCH｣は、格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣の一連の重大事故等の有効性評価の中で確認したことから、格納

容器破損モード｢格納容器過温破損｣と共通する事項を省略し、本格納容器破損モード特有の事項を中心に記載した。このため、格納容器破損モ

ード｢格納容器過温破損｣で確認した項目については、確認結果の欄に、｢格納容器過温破損において確認した。｣と記載した。 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、原子炉容器が高い圧力の状況で損傷し、溶融炉心等が急速に放出され、原子炉格納容器

雰囲気が直接加熱されることで、急速に原子炉格納容器圧力が上昇し、原子炉格納容器の破損に至る。ことを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱＞  

＜添付十：7.2.2.1 格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、格納容器破損モードの特徴を踏まえて必

要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定停止

状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、高圧溶融物放出に伴う格納容器雰囲気直接加熱を防止するためには、原子炉容器破損前までに

1次冷却系の減圧を行う必要がある。ことを確認した。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-4 

（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する

計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考

慮しても事象を判別できることを確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、原子炉容器破損前までに加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧を実施す

る。このため、加圧器逃がし弁を重大事故等対処設備として位置付ける。また、全交流動力電源喪失時に加圧器逃がし弁の機能回復を行

う。このため、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）を重大事故等対処設備として新たに整備することを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

＜添付十：第 7.2.1.2.1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）」における重大事故等対策について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.2.2 の別紙 1 1 次系強制減圧における高温蒸気の加圧器逃がし弁への影響について＞ 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について「格納容器過温破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過温破損」と同一である。 

② 「格納容器過温破損」と同一である。 

 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策

設備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水

に係る計装設備を確認。 

② PAR、イグナイタに係る計装設備を確認。 

③ 加圧器逃がし弁による 1次系強制減圧に係る計装設備を確認。 

④ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に

示しているか確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件を確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を実

施することになっている場合には、回復操作も含めていることを

確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準、判断基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

5）本格納容器破損モード内の事故シーケンスの対応に必要な要員について整

理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整理

されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合し

ていることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない作

業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）を

確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-7 

2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：6.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定 c. 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱＞に選定理由が

示されている。 

② 本格納容破損モードの評価事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故」を選定

する。これは、1 次冷却系が高圧の状態で原子炉容器が破損した際に溶融物が原子炉格納容器内に分散する割合が多くなることなど、より厳

しいシーケンスであることから選定している。PRA の手法により抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本

格納容器破損モードにおける事故シーケンスは「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」であるが、条件を厳しくするた

め、補助給水機能の喪失を追加する。さらに、恒設代替低圧注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットを

用いた格納容器内自然対流冷却の有効性を評価する観点から、全交流動力電源の喪失により従属的に発生する原子炉補機冷却機能喪失の重畳

を考慮することを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞に示されてい

ることを確認した。 

 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である加圧器逃がし弁からの冷却材放出（臨界流・差圧流）、原子炉容器における溶融炉心のリロケーショ

ン、原子炉容器内溶融炉心－冷却材相互作用、下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達、原子炉容器破損や溶融等を取り扱うことができる MAAP 

を用いることを確認した。MAAP の適用性についての具体的な確認内容は、解析コードの審査確認事項へ。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-8 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を

否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-9 

（2）有効性評価（事象進展解析）の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接過熱 

a. 現象の概要 

原子炉圧力容器が高い圧力の状況で損傷すると、溶融炉心並びに水蒸

気及び水素が急速に放出され、原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が

発生して原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.3.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中か

ら、原子炉圧力が高く維持され、減圧の観点から厳しいシーケンスを

選定する。 

(b) 原子炉冷却系の高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏洩等によ

る影響を考慮する。 

(c) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

c. 対策例 

(a) 原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧設備 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスは「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故」であり、起因事象として外

部電源喪失を想定していることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定等、事故条件については「格納容器過温破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過温破損」と同一である。 

② 「格納容器過温破損」と同一である。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-10 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下の

条件を含めていることを確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 原子炉冷却系の高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏洩等

による影響を考慮していることを確認。 

 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、条件を明確にしていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (2) 有効性評価の条件＞において、ＲＣＰシール部からの漏えい率等が考慮さ

れている。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当

性（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合

には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様

に基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補

機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考

慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-11 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び解析

結果に対する観点から確認していること。 

（HPME/DCH の場合） 

 代替格納容器スプレイに用いるポンプの流量を確認。 

 蓄圧タンクの保有水量、保持圧力を確認。 

 加圧器逃がし弁の使用個数、容量を確認。 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、加圧器逃がし弁は、2 個（95t/h/個）の作動を考慮する。その他は、「格納容器過温破損」と同一であることを確認した。

本評価事故シーケンスの機器条件は｢格納容器過温破損｣と同一であるが、本評価事故シーケンスに特に関連する条件は以下のとおりである

ことを確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.2.1 表「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の主要解析条件＞に主要解析条件と設定の考え方が示されている。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

(ⅱ)＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しない

ことが宣言されている。 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① ＜添付十追補１：技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事

故等防止技術的能力説明資料」の時間内であることを確認した。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧は、炉心溶融開始から 10 分後とする。その他は、「格

納容器過温破損」と同一であることを確認した。また、加圧器逃がし弁による 1次系強制減圧操作の時間余裕は｢（3）操作時間余裕の把握｣

で確認する。 

③ 加圧器逃がし弁による 1次系強制減圧操作は、解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間に差異があるため、不確かさを考慮

することを確認した。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 

(b) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限

界温度を下回ること。 

(g) 可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、(a)の要件を

満足すること。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から格納容器破損防止対策とその効

果等が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答

が適切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（HPME/DCH の場合） 

対策の効果： 

 原子炉格納容器圧力 

 原子炉格納容器温度 

 原子炉下部キャビティ水量 

 原子炉格納容器内の水素分圧 

 原子炉容器破損時の 1次冷却系圧力 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

 

 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答は適切であるかについて、以下のとおり確認した。なお、本評価事故シーケンスの事象進展やプラント過渡

応答は｢格納容器過温破損｣と同一である。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷及び格納容器破損の恐れに至るプロセス、初期の格納容器損傷防止対策とその効果について時系列

的に整理されていることを確認した。 

② ｢格納容器過温破損｣と同一である。 

③ ｢格納容器過温破損｣と同一である。 

④ ＜添付十：第 7.2.2.1 図 １次冷却材圧力の推移＞のパラメータにより、重大事故等対策の効果を確認した。 

＜補足説明資料｢添付資料 3.2.1 原子炉容器破損時における原子炉格納容器内への溶融炉心の飛散について＞において、原子炉格納容器本

体壁に溶融炉心が到達しない理由が示されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認す

る。 

（HPME/DCH の場合） 

① 原子炉容器破損時の 1次冷却系圧力 

※CV過温破損に関する評価項目は、CV過温破損で確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、1 次冷却材圧力は、炉心溶融開始後の加圧器

逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧により低下し、2～3MPa[gage]近傍から低下傾向を維持した後、溶融炉心が原子炉容器下部プレナムに落

下することによる蒸気発生により上昇する。原子炉容器下部プレナム水が喪失すると、1 次冷却材圧力は減少に転じ、原子炉容器破損の時点

の 1 次冷却材圧力は 2.0MPa[gage]以下に抑えられる。その他の事象進展解析結果は、「格納容器過温破損」と同一であることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止で

きていることを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（d）を満足していることを確認した。 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持でき

ることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなってい

るか。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価している

ことを確認する。 

① 格納容器自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱が確立し、

原子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示していることをトレ

ンド図で確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、その他の事象進展解析結果は、「格納容器過温破損」と同一であることを確認した。 

具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.4.13 図原子炉格納容器圧力の推移（ＭＡＡＰ）＞、＜添付十：第 7.2.4.14 図原子炉格納容器雰囲気温度の推移（ＭＡＡ

Ｐ）＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力、温度は低下傾向にあることを確認した。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 
確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 
 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

① 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられて

いるか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下のとおりであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさとその傾向について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、解析コードには、炉心ヒートアップ、加圧器逃がし弁からの冷却材放出、原子炉

容器における溶融炉心のリロケーション、原子炉容器内溶融炉心－冷却材相互作用、下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達、原子炉容器破損・

溶融に係る不確かさがある。これらについて、感度解析を実施しており、いずれのケースにおいても、原子炉容器破損に至るまでの間に 1 次

冷却材圧力は 2.0MPa[gage]を下回る結果になる。ことを確認した。 

解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに与える影響の具体的な内容は、以下に示されていること

を確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.2.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.2.3 １次冷却材圧力が 2.0MPa[gage]近傍にて停滞する現象について＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 蓄圧タンクの保持圧力の影響を確認。 

③ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

④ 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

⑥ 燃料取替用水タンク水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.2.2 蓄圧タンク保持圧力の不確かさの影響評価について＞ 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 蓄圧タンクの保持圧力の影響を確認。 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、解析条件では、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧は、解析上は保守側（対策の実

施が遅くなる側）に 10 分の操作遅れを考慮しているが、実際には中央制御室での操作である。このため、開始が早まる方向の不確かさが存在

するが、感度解析の結果より、評価項目に対して影響は小さい。また、影響を与えると考えられる炉心崩壊熱等を対象に不確かさの影響を確

認したが、いずれも評価項目に対して影響は小さいことを確認した。 

 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-17 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

③ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

④ 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

⑥ 燃料取替用水タンク水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-18 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価について、＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析

条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-19 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（HPME/DCH の場合） 

① 加圧器逃がし弁による 1次系強制減圧の開始時間余裕を確認。 

 

2）操作の時間余裕が十分でない場合は、操作を確実に行うための措置が講

じられているか。 

 

1）(ⅰ) 操作時間が遅れた場合の影響として、操作遅れによる影響度合いを把握する観点から、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧の開

放操作の開始を遅くした場合の感度解析を実施し、操作時間余裕として炉心溶融開始から少なくとも 20 分程度は確保できることを確認した。 

  

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (3) 操作時間余裕の把握＞ 

 

 

2）加圧器逃がし弁の開操作失敗時の機能回復のために、全交流動力電源喪失に備えて窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）、常設直流電源系喪

失に備えて可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）を新たに整備することを示した。さらに、加圧器逃がし弁の開操作をより確実なものとする

ため、炉心出口温度が 350℃になった場合には格納容器内高レンジエリアモニタ（低レンジ）及び格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）を常時監視する運転員を配置することを示したことを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-20 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の充足性について、本評価事故シーケンスへの格納容器破損防止対策に必要な要員及び燃料

等については、「格納容器過温破損」と同一としていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な水源と保有水量

から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過温破損｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.2-21 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」に対して、申請者が格納容器破損防止対策として計画している加圧器逃が

し弁による 1 次冷却系強制減圧が高圧溶融物放出/格納容器直接加熱に至る可能性のある事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故｣において、当該対策を行った場合に

対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（d）を満足している。さらに申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさ

を考慮しても、評価項目を概ね満足しているという判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定

する観点から、機能を喪失した系統（補助給水系、非常用所内交流動力電源等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれ

らの系統の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、加圧器逃がし弁による 1 次冷却系強制減圧により、「高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」を防止した後、「格納容器過温破損」

への対策と同一の対策をとることにより、原子炉格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、当該対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」で示したように、評価事故シーケンス「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失し、補助給水機能が喪失

する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」に対して申請者

が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-1 

原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 ............................................................................................................................................. 3.3-2 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 ................................................................................................................................................. 3.3-2 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されてい

る各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 格納容器破損モード｢原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）｣におけるプラント損傷状態(PDS)は、以下の 6 つであり、PRA 側

の評価と一致していることを確認した。 

 AEI 

 AEW 

 SEI 

 SLI 

 SLW 

 SEW 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-3 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確に

するものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

(有効性評価ガイド) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（FCI の場合） 

① 上記の有効性評価ガイドを踏まえ、水蒸気爆発の発生可能性は

極めて低いことを確認する。 

 

 

格納容器破損モード｢原子炉圧力容器外の FCI｣は、格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣の一連の重大事故等の有効性評価の中で確認したこ

とから、格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣と共通する事項を省略し、本格納容器破損モード特有の事項を中心に記載した。このため、格納

容器破損モード｢格納容器過圧破損｣で確認した項目については、確認結果の欄に、｢格納容器過圧破損において確認した。｣と記載した。 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、原子炉容器外の FCI には、衝撃を伴う水蒸気爆発と、溶融炉心から冷却材への伝熱に

よる水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（以下｢圧力スパイク｣という。）があるが、水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低いと考えられるため、

圧力スパイクについて考慮する。本格納容器破損モードの特徴として、溶融炉心と原子炉容器外の冷却水が接触して、圧力スパイクが生じる可

能性があり、このときに発生するエネルギーが大きいと構造物が破壊され、原子炉格納容器の破損に至ることを確認した。具体的には、以下に

示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.3.1（2） 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方＞ 

 

① 原子炉圧力容器外の FCI には、衝撃を伴う水蒸気爆発と圧力スパイクとがあるが、本評価においては、水蒸気爆発の発生可能性は低いことか

ら圧力スパイクを考慮するとしており、その理由を以下のとおりとしていることを確認した。原子炉容器外の FCI のうち、水蒸気爆発は、

実機において発生する可能性は極めて低いとしている。この根拠として、実機において想定される溶融物（二酸化ウランとジルコニウムの

混合溶融物）を用いた大規模実験として、COTELS、FARO、KROTOS 及び TROI を挙げている。これらのうち、水蒸気爆発が発生した KROTOS、

TROI の一部実験の特徴としては、外乱を与えて液－液直接接触を生じやすくしていること、もしくは、溶融物の初期の温度を高く設定する

ことで、溶融物表面の蒸気膜が安定化する反面、溶融物表面が冷却材中で固化しにくくさせていることが要因であることを示した。さらに、

大規模実験の条件と実機条件とを比較した上で、実機においては、液－液直接接触が生じるような外乱となり得る要素は考えにくいこと、

実機で想定される溶融物の初期の温度は実験条件よりも低く、冷却材中を落下する過程で溶融物表面の固化が起こりやすいことを示した。

加えて、申請者は、JASMINE コードを用いた水蒸気爆発の評価では、水蒸気爆発の規模が最も大きくなる時刻に、液－液直接接触が生じる

ような外乱を与え水蒸気爆発を誘発していること、融体ジェット直径分布として、0.1～1m の一様分布を与え、流体の運動エネルギーを大

きく評価していることを示し、これらの評価想定は、実機での想定と異なることを示した。さらに、上記の水蒸気爆発に関する大規模実験

の知見と実機条件との比較及び JASMINE コードにおける評価想定と実機での想定との相違を踏まえ、実機においては、水蒸気爆発の発生の

可能性は極めて低いとする根拠を示し根拠を示した。規制委員会は、これにより、PCCV においても、原子炉容器外の FCI で生じる事象とし

て、水蒸気爆発は除外し圧力スパイクを考慮すべきであることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.3.1 炉外溶融燃料－冷却材相互作用の評価について＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、格納容器破損モードの特徴を踏まえて必

要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定停止

状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、原子炉格納容器の破損を防止するためには、原子炉格納容器雰囲気を減温・減圧し、原子炉格

納容器圧力の上昇を抑制する必要があることを確認した。本格納容器破損モードの特徴を踏まえ、初期に必要な機能として、原子炉格納容器

雰囲気を減温・減圧し、圧力スパイクに伴う原子炉格納容器圧力の上昇を抑制する機能を挙げていることを確認した。長期的な対策も含め、

その他の必要な機能については、｢格納容過圧破損｣と同一である。 

 

  

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(3)原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

（注）実ウラン溶融酸化物を用いた実験では、衝撃を伴う水蒸気爆発は

発生していない。従って、水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低いこと

を示すこと。ただし、溶融炉心から冷却材への伝熱による水蒸気発生に

伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）の可能性があることから、その影

響を評価する。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-4 

（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する計

装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考慮

しても事象を判別できることを確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、代替格納容器スプレイにより原子炉格納容器雰囲気の減温・減圧を実施する。

このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、燃料取替用水ピッ

ト、復水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。本対策に係る手順、必要な常設設備、可搬設備及びこれらに

関連する計装設備は｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策

設備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一） 

② 代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水

に係る計装設備を確認。 

③ PAR、イグナイタに係る計装設備を確認。 

④ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に

示しているか確認する。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一） 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容

器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件を確

認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を

実施することになっている場合には、回復操作も含めていること

を確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

5）本格納容器破損モード内の事故シーケンスの対応に必要な要員について整

理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整

理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合

していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない

作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-7 

2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：6.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定 d. 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用＞に選定理

由が示されている。 

② 本格納容破損モードの評価事故シーケンスは、｢大破断 LOCA 時に低圧注入機能、高圧注入機能及び格納容器スプレイ再循環機能が喪失する事

故｣を選定する。これは、溶融炉心から冷却材の伝熱による水蒸気発生の観点から、事象進展が早く原子炉容器破損時の炉心崩壊熱が高いこ

と、原子炉格納容器圧力の上昇を抑制する観点から、原子炉格納容器の冷却がないことなど、より厳しいシーケンスであることから選定する。

PRA の手法により抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本格納容器破損モードにおける事故シーケンスは

｢大破断 LOCA 時に低圧注入機能及び格納容器スプレイ再循環機能が喪失する事故｣であるが、事象進展を早める観点から条件を厳しくするた

め、高圧注入機能の喪失を追加する。さらに、本評価事故シーケンスにおいては、全交流動力電源喪失及び原子炉補機冷却機能喪失の重畳を

考慮することにより、格納容器スプレイによる注水は想定せずに、代替格納容器スプレイによる注水を想定する。これは、代替格納容器スプ

レイは格納容器スプレイよりも開始時間が遅く、流量も小さいため、原子炉下部キャビティの冷却材のサブクール度が小さくなり、事象を厳

しく評価することになることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞に示されてい

ることを確認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である原子炉格納容器における区画間や区画内の冷却材の流動、構造材との熱伝達、格納容器スプレイ冷却、

炉心損傷後の原子炉容器外の FCI 等を評価することが可能な、原子炉系、原子炉格納容器系の熱水力モデルを備え、かつ、炉心損傷後のシ

ビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するMAAPを用いることを確認した。MAAPの適用性についての具体的な確認内容は、

解析コード審査確認事項へ。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用

を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価（事象進展解析）の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(3)原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

a. 現象の概要 

溶融炉心と原子炉圧力容器外の冷却水が接触して一時的な圧力の急

上昇が生じる可能性がある。このときに発生するエネルギーが大きいと

構造物が破壊され原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中か

ら、原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用の観点から厳し

いシーケンスを選定する。 

(b) 原子炉圧力容器直下の床面の水の温度及び量は、溶融炉心冷却のた

めの対策（原子炉格納容器下部注水等）による影響を適切に考慮す

る。 

(c) 溶融炉心の状態量や物性値等の評価に影響を与えるパラメータにつ

いては、炉心溶融に至る事故の解析結果又は実験等による知見に基

づいて設定する。 

(d) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

（注）実ウラン溶融酸化物を用いた実験では、衝撃を伴う水蒸気爆発は

発生していない。従って、水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低い

ことを示すこと。ただし、溶融炉心から冷却材への伝熱による水蒸

気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）の可能性があること

から、その影響を評価する。 

c. 対策例 

(a) 解析によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこと確

認する。 

c. 対策例 

(a) 解析によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこと確

認する。 

 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源喪失（と非常用所内交流動力電源の喪失）を考慮することを確認した。その理由として、(1) 1. 1) (ⅰ) ①にあるとおり、本評

価事故シーケンスを評価するにあたっては、原子炉下部キャビティに溜まる水のサブクール度が相対的に小さい方が、冷却水から蒸気が急

激に生成することから事象が厳しくなる。このため、流量の大きな格納容器スプレイポンプによる注水は想定せず、流量の小さい恒設代替

低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイを想定するためであることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定等、事故条件については「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

 

 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下の条

件を含めていることを確認する。 

（FCI の場合） 

① 原子炉圧力容器直下の床面の水の温度及び量は、溶融炉心冷却の

ための対策（原子炉格納容器下部注水等）による影響を適切に考

慮していることを確認 

② 溶融炉心の状態量や物性値等の評価に影響を与えるパラメータ

については、炉心溶融に至る事故の解析結果又は実験等による知

見に基づいて設定していることを確認。 

 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、以下の条件を明確にしていることを確認した。 

① 炉心損傷を検知してから 30 分後より、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水を

開始することとしており、溶融炉心冷却のための対策（原子炉格納容器下部注水等）による影響を適切に考慮していることを確認した。 

② 溶融炉心の状態量や物性値等の評価に影響を与えるパラメータとして、原子炉容器破損時のデブリジェットの初期落下径、エントレインメ

ント係数及び溶融炉心と水の伝熱面積を挙げ、炉心溶融に至る事故の解析結果又は実験等による知見に基づいて設定していることを確認し

た。詳細は、2)機器条件で確認する。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解

析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条

件の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合に

は、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に

基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機

冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮

する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさが

ある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守

的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを

確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び解析

結果に対する観点から確認していること。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一） 

 代替格納容器スプレイに用いるポンプの流量を確認。 

 補助給水系の流量や起動遅れ等の条件を確認。 

 蓄圧タンクの保有圧力、保持圧力を確認。 

 アニュラス空気浄化設備の起動遅れを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。上記のとおり、本評価事故シーケンスの機器条件は｢格納容器過圧

破損｣と同一であるが、本評価事故シーケンスに特に関連する条件は以下のとおりであることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.3.1 表「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、低圧注

入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞に主要解析条件と設定の考え方が示されている。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) ＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しな

いことが宣言されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

③ 「格納容器過圧破損」と同一である。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評 

(e) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失

しないこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から格納容器破損防止対策とその効

果等が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答

が適切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（FCI の場合） 

対策の効果： 

 原子炉格納容器圧力 

※ CV 過圧破損、MCCI に関する評価項目は、CV 過圧破損、MCCI で

確認する。 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答は適切であるかについて、以下のとおり確認した。なお、本評価事故シーケンスの事象進展やプラント過渡

応答は｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷及び格納容器破損の恐れに至るプロセス、初期の格納容器損傷防止対策とその効果について時系列

的に整理されていることを確認した。 

② ｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

③ ｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

④ ＜添付十：第 7.2.1.1.11 図 原子炉格納容器圧力の推移（～4 時間）＞、＜添付十：第 7.2.1.1.12 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移（～

4 時間）＞より、代替格納容器スプレイにより溶融炉心が下部ヘッドに落下した際や原子炉容器が破損した際の圧力スパイクに伴う原子炉格

納容器圧力・温度の上昇が抑制されていることを確認した。上記の事象進展やプラントの過渡応答も含め、評価期間における事象進展やプラ

ントの過渡応答は｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認す

る。 

（FCI の場合） 

① 原子炉格納容器内圧力 

※ CV 過圧破損、MCCI に関する評価項目は、CV 過圧破損、MCCI で

確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、事象発生後、約 1.4 時間後には原子炉容器破

損に至り、圧力スパイクが生じることにより原子炉格納容器圧力・温度が上昇するが、代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器雰囲気の

減温・減圧及び原子炉格納容器自由体積の大きさもあいまって、原子炉容器破損から溶融燃料流出停止までの期間の原子炉格納容器の最高圧

力・最高温度はそれぞれ約 0.34MPa[gage]、約 133℃に抑えられることを確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.11 図 原子炉格納容器圧力の推移（～4 時間）＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-13 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止で

きていることを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（e）を満足していることを確認した。 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持で

きることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価している

ことを確認する。 

① 格納容器自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱が確立し、

原子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示していることをトレ

ンド図で確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、以降、原子炉格納容器圧力・温度は、約 48 時間時点でも低下傾向が維持されており、安定状態

となっている。その他の事象進展解析結果は、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図 原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.2.1.1.10 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、

事象発生 24 時間以降は格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器の除熱が確立することから、原子炉格納容器圧力、温度は低下傾向に

あることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-14 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-15 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

（ⅰ） 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げら

れているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.3.3（1）a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、原子炉容器外の FCI 現象に関する大規模実験の知見から、圧力スパイクへの影響

因子として、原子炉下部キャビティ水深、破損口径、デブリ粒子の径及びエントレインメント係数を挙げ、これらの影響因子に対する感度解

析を実施した。その結果、これらのパラメータが圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認していることから、解析コードの不確かさが

評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認した。解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラ

メータに対する影響の具体的な内容は、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.3.3（1）b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.3.2 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用）

＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-16 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一）） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

⑥ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

 

(ⅰ) 解析条件の不確かさの影響について、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

③ 「格納容器過圧破損」と同一である。 

④ 「格納容器過圧破損」と同一である。 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

⑦ 「格納容器過圧破損」と同一である。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一）） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-17 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

③ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

④ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑤ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

⑥ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-18 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

※ 上記の項目は CV過圧破損で確認しており、ここでは確認不要 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認

した。 

① ＜添付十：7.2.3.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.3.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

③ ＜添付十：7.2.3.3 (2)b(a) 要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.3-19 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（FCI の場合（CV 過圧破損の場合と同一）） 

① 代替格納容器スプレイの開始時間余裕を確認。 

② 原子炉格納容器内注水量の観点から、代替格納容器スプレイの

停止操作余裕時間（格納容器自然対流冷却操作の開始時間余

裕）を確認。 

 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

※ 格納容器破損モード「CV 過圧破損」で確認しており、ここでは

確認不要 

 

(ⅰ) 要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の充足性について、本評価事故シーケンスへの格納容器破損防止対策に必要な要員及び燃料

等については、「格納容器過圧破損」と同一としていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

※ 格納容器破損モード「CV 過圧破損」で確認しており、ここ

では確認不要 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な水源と保有水量

から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」において、申請者が水蒸気爆発の発生の可能性は極めて低いとしている

ことは妥当と判断した。その上で、規制委員会は、格納容器破損防止対策として申請者が計画している代替格納容器スプレイによる原子炉格納容

器雰囲気の減温・減圧が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス｢大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ再循環機能が喪失する事故｣において、代替格納容器

スプレイを行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（e）を満足している。さらに申請者が使用した解析コー

ド、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目（e）を概ね満足しているという判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析

では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（高圧注入系、低圧注入系、格納容器スプレイ系等）の復旧を期待していないが、

実際の事故対策に当たっては、これらの系統の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器雰囲気の減温・減圧により原子炉格納容器破損を防止した後、｢格納容器過圧破損｣と同一の

対策を講じることにより、原子炉格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

｢Ⅳ－１．１ 事故の想定｣で示したように、評価事故シーケンス｢大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ再循環機

能が喪失する事故｣におけるその有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に対して申

請者が計画している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：水素燃焼） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグ

ループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されてい

る各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 格納容器破損モード｢水素燃焼｣におけるプラント損傷状態（PDS）は以下の 11つであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認した。 

 TEI 

 SED 

 AEI 

 SEI 

 SLI 

 TED 

 SEW 

 TEW 

 AEW 

 SLW 

 AED 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 
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（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確に

するものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

（ⅰ）本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、ジルコニウム－水反応、MCCI、水の放射線分解等によって水素が発生し、発生した水素

と原子炉格納容器内の酸素が反応することにより激しい燃焼が生じ、原子炉格納容器の破損に至ることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.4.1（2） 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、格納容器破損モードの特徴を踏まえて必

要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定停止

状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、水素の爆轟を防止するためには、早期に発生する水素及び継続的に発生する水素を処理し、原

子炉格納容器内の水素濃度を低減する必要がある。また、MCCI に伴う水素発生に対しては、原子炉下部キャビティへ注水する必要があるこ

とを確認した。 
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（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する計

装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考慮

しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本格納容器破損モードでは、LOCAの発生や炉心損傷を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、＜添付十：第 7.2.4.1 

表「水素燃焼」における重大事故等対策について＞において、1次冷却材圧力、加圧器水位、格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）、

格納容器内高レンジエリアモニタ（低レンジ）等が挙げられていることを確認した。 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、PWR プラントは原子炉格納容器自由体積が大きいことにより水素濃度が高濃度

にならないという特徴がある。その上で、主に炉心損傷時に発生した水素の処理を行う。このため、イグナイタを重大事故等対処設備と

して新たに整備する。また、代替格納容器スプレイにより原子炉下部キャビティへ注水する。このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷

式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、燃料取替用水ピット、復水ピット等を重大事故等対処設備と

して位置付けることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.4.1 表「水素燃焼」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

また、申請者は、MCCI に伴って発生する水素量の不確かさを考慮した場合、PAR のみではドライ条件に換算した原子炉格納容器内水素濃

度を 13vol%以下に水素量の低減ができないことから、PAR に加えてイグナイタを追加するとしている。これに対して、規制委員会は、イ

グナイタによる水素処理について信頼性向上を求めた。申請者は、イグナイタが 2系統の電源系統から給電できる構成とし、2系統の電源

設備はそれぞれ異なる区画に設置することで互いに位置的分散を図り、独立した設計とすることを示した。また、電気ペネトレーション

は互いに位置的分散を図り、独立した設計とすることを示した。さらに、2系統からのケーブル接続を原子炉格納容器外とすることにより、

一層の信頼性の向上を図るとともに、万一の故障時のメンテナンス性に配慮する設計とすることを示した。規制委員会は、イグナイタの

電源設備の信頼性を一層向上させた設計としたことで、イグナイタによる水素処理がより確実に実施されると判断した。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、継続的に発生する水素の処理を行う。このため、上記③のイグナイタに加え、PAR を重大事

故等対処設備として新たに整備する。また、水素濃度、イグナイタ及び PAR の監視を行う。このため、可搬型格納容器内水素濃度計測装

置、イグナイタ温度監視装置、PAR 温度監視装置等を重大事故等対処設備として新たに整備することを確認した。具体的な確認結果は以

下のとおり。 

① 安定状態に向けた対策として、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞及び＜添付十：技術的能力 1.7 原

子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞で整備されている格納容器内自然対流冷却を挙げていること、＜添付十：第 7.2.4.1 表

「水素燃焼」における重大事故等対策について＞において、格納容器内自然対流冷却で用いる重大事故等対処設備として、Ａ、Ｄ格納容器

再循環ユニット等が挙げられていることを確認した。 

② 原子炉格納容器の冷却状態の長期維持については①に示すとおり、格納容器内自然対流冷却により最終ヒートシンクに熱を逃がせることか
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

ら長期的に閉じ込め機能を維持できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.11 安定状態について＞ 

 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定状態に向けた対策設備

を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（水素燃焼の場合） 

① 原子炉格納容器内の水素濃度の監視に係る計装設備を確認。 

② 水素の処理、濃度低減に係る計装設備を確認。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.2.4.1 表「水素燃焼」における重大事故等対策について＞より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認し

た。 

① 原子炉格納容器内の水素濃度を監視するための計装設備として、可搬型格納容器水素濃度計等が挙げられていることを確認した。 

② PAR、イグナイタの稼働状況を監視するための設備として、PAR 温度監視装置、イグナイタ温度監視装置、が挙げられていることを確認し

た。 

③ 格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱状態を監視する計装設備として、格納容器圧力（広域）、格納容器内温度等が挙げら

れていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に

示しているか確認する。 

(ⅴ) ＜添付十：第 7.2.4.7 図「水素燃焼」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事

故）＞より、以下の切り替え条件を確認した。格納容器スプレイ再循環への切り替えは、燃料取替用水ピット水位指示が再循環切替水位以

下になれば、非常用炉心冷却設備作動信号との一致で再循環自動切替信号が発信され、再循環サンプ水位（広域）計指示を確認し、水源を

燃料取替用水ピットから格納容器再循環サンプへと切り替えることを確認した。格納容器破損モード全体における対策としては、溶融炉心

冷却のために必要な水量を確保できれば、以降の原子炉格納容器内の冷却については、格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器内の

除熱を行うことを確認した。 

＜添付十：7.2.4.1 表「水素燃焼」における重大事故等対策について＞ 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を

実施することになっている場合には、回復操作も含めていること

を確認。 

 

 

(ⅵ) 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策について、＜添付十：第 7.2.4.7 図

「水素燃焼」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞より確認した。 

② イグナイタによる水素濃度低減については＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順

等＞に、アニュラスでの水素濃度監視及びアニュラス空気浄化ファンの起動については＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による

原子炉建屋の損傷を防止するための手順等＞に、事故対応に必要となる監視計測に係る手順については、＜添付十追補 1：技術的能力 1.15 

事故時の計装に関する手順等＞で整理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合しているこ

とを確認した。 

③ 上記①の＜添付十：第 7.2.4.7 図「水素燃焼」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失

する事故）＞に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機能の回復操作（高圧注入系、低圧注入系の回復操作）が

含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本格納容器破損モードにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内

容と整合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、

＜添付十：第 7.2.4.1 表 水素燃焼の重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていないため、確認不

要。 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの重大事故等対策に関する設備として静的触媒式水素再結合器やイグナイタ、格納容器スプレイポンプ、燃料取替

用水ピットが示されており、これらを接続する配管や弁が概略系統図に示されていることを確認した。また、安定状態に向けた対策に関

連する設備として格納容器スプレイポンプ、格納容器スプレイ冷却器が示されており、これらを接続する配管や弁が概略系統図に示され

ていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.4.1 図「水素燃焼」の重大事故等対策の概略系統図＞ 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.4.7 図「水素燃焼」の事象進展（対応手順の概要）（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事

故）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上

は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めてい

ることを確認。 

 

① 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、＜添付十：第 7.2.4.1 表「水素燃焼」にお

ける重大事故等対策について＞により、明確にされていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

5）本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要な要員につい

て整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整

理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合

していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない

作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを、以下により確認した。 

＜添付十：第 7.2.4.3 図「水素燃焼」の作業と所要時間 （大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞ 

② 個別の手順は、＜添付十追補 1：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 

原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防

止するための手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋の損傷を防止するための手順等＞、＜添付十追補 1：

技術的能力 1.13 重大事故等に収束に必要となる水の供給手順等＞、＜添付十追補 1：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞

と整合していることを確認した。 

③ 高圧及び低圧注水系回復操作、恒設代替低圧注水ポンプ起動操等、解析では期待しない操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上され

ていることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.4.3 図「水素燃焼」の作業と所要時間 （大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞ 

④ 本格納容器破損モードの対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間と

して整理されており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されてい

ることを確認した。 

＜添付十：第 7.2.4.3 図「水素燃焼」の作業と所要時間 （大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞ 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-8 

2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 評価事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において評価事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① PRA で選定されたシーケンスは｢大破断 LOCA＋低圧注入失敗｣であるが、余裕時間及び設備容量の観点からより厳しい、高圧注入機能喪失の重

畳も考慮した｢大破断 LOCA＋低圧注入失敗+高圧注入失敗｣を評価事故シーケンスとしていることを確認した。 

② 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは、「大破断 LOCA 時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故」を選定する。これは、事

象進展が早くなり、初期から水素放出が開始され、かつ水素放出速度が大きくなる観点では、破断口径の大きい大破断 LOCA であること。水

蒸気が凝縮され水素濃度が相対的に高くなる観点では、格納容器スプレイが作動する状態であることなど、より厳しいシーケンスであること

から選定する。PRA の手法により抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本格納容器破損モードにおける事

故シーケンスは「大破断 LOCA 時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故」であることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.3 水素燃焼における評価事故シーケンスの選定について＞において、選定にあたっての判断根拠の詳細が示

されている。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞に示されてい

ることを確認した。 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

（水素燃焼の場合） 

① 評価に当たり、解析コードを複数使用する場合は、解析コード

の役割及び解析コード間の連携が説明されていることを確認。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心損傷後の原子炉容器内の溶融炉心のリロケーション、原子炉容器破損、溶融等の現象を評価するこ

とが可能であり、原子炉系、原子炉格納容器系の熱水力モデルを備え、かつ、原子炉格納容器内の溶融炉心挙動に関するモデルを有する MAAP

を用いる。また、原子炉格納容器内水素濃度評価を行うため、区画内や区画間の流動、構造材との熱伝達等の事象を適切に評価することが

可能な GOTHIC を用いることを確認した。 

 

① ＜添付十：第 7.2.4.4 図 水素濃度評価の概要＞にあるとおり、本評価事故シーケンスの評価を実施するにあたっては、MAAP コードで 1 次系

内の各種事故事象（炉心溶融進展、水素発生、放射性物質放出等）や原子炉格納容器内の放射性物質分布、溶融炉心の挙動等を解析し水素の

生成量を求め、その結果を補正した上で GOTHIC に引き渡し、GOTHIC において格納容器内の水素混合気の挙動や PAR による水素処理挙動等を

解析し、格納容器内の圧力・温度や格納容器内の各区画内の各種気体成分の濃度等を評価するものであり、MAAP コード、GOTHIC コードの役割

及びコード間の連携が明確となっていることを確認した。 
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（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用

を否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(4) 水素燃焼 

a. 現象の概要 

原子炉格納容器内に酸素等の反応性のガスが混在していると、水－ジ

ルコニウム反応等によって発生した水素と反応することによって激し

い燃焼が生じ、原子炉格納容器が破損する場合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中か

ら水素燃焼の観点から厳しいシーケンスを選定する。また、炉心内

の金属一水反応による水素発生量は、原子炉圧力容器の下部が破損

するまでに、全炉心内のジルコニウム量の 75%が水と反応するものと

する。 

(b) 原子炉圧力容器の下部の破損後は、溶融炉心・コンクリート相互作

用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガス等の発生を考慮す

る。 

(c) 水の放射線分解によって発生する水素及び酸素を考慮する。 

(d) 原子炉格納容器内の水素濃度分布については、実験等によって検証

された解析コードを用いる。 

(e) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を考慮する。 

（注）原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol%以下

又は酸素濃度が 5vol%以下であれば爆轟は防止できると判断され

る。 

c. 対策例 

(a) グロープラグ式イグナイタ 

(b) 触媒式リコンバイナ（PAR） 

(c) 原子炉格納容器内の不活性化（窒素注入） 

 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条

件の設定は妥当か。 
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(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解

析結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確

認。 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源についてはあるものとする。外部電源がある場合、格納容器スプレイが早期に起動し、水蒸気が凝縮されることにより、水素濃度の

観点で厳しい設定となることを確認した。 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した評価事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事

象、安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているか

を確認。 

（水素燃焼の場合） 

 原子炉格納容器自由体積、ヒートシンクの設定の考え方を確

認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、高温側配管の大破断 LOCA が発生し、安全機能の喪失に対する仮定として、高圧、低圧注入機能が喪失するものとなってい

ることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.4.2 表「水素燃焼」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞において、初

期条件、事故条件について、炉心熱出力や原子炉格納容器自由体積、ヒートシンク、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定した条件とその考

え方が全体的に整理されていることを確認した。原子炉格納容器自由体積については自由体積が小さい方が水素濃度の観点から厳しく、ヒー

トシンクについては、大きいほうが水蒸気の凝縮の観点から水素濃度が厳しくなることを確認した。 

 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下

の条件を含めていることを確認する。 

（水素燃焼の場合） 

① 炉心内の金属一水反応による水素発生量は、原子炉圧力容器の

下部が破損するまでに、全炉心内のジルコニウム量の 75%が水

と反応するものとしていることを確認。 

② 原子炉圧力容器の下部の破損後は、溶融炉心・コンクリート相

互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガス等の発生

を考慮していることを確認。 

③ 水の放射線分解によって発生する水素及び酸素を考慮してい

ることを確認。 

④ 金属腐食による水素生成の条件を確認。 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、以下の条件を明確にしていることを確認した。 

① 水素は、原子炉容器内の全ジルコニウム量の 75%が水と反応し発生するとすることを確認した。具体的には、水と反応する炉心内のジルコニ

ウム量の割合は、MAAP による評価結果に基づき 75%に補正する。補正する期間は、ジルコニウム－水反応が顕著となる時点から、すべての溶

融炉心が原子炉容器外に落下して炉外に流出した溶融炉心によるジルコニウム－水反応が収束するまでの期間とする。さらに、水と反応する

ジルコニウム量の割合として、全炉心内ジルコニウム量の 75%と MAAP による解析結果との差分は、補正期間中一定速度で増加させることを確

認した。 

＜添付十：7.2.4.2 (2) a. (d) 水素の発生＞ 

② 溶融炉心・コンクリート相互作用による水素発生の不確かさを考慮して評価結果が基準を満足するかを確認することを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.12 溶融炉心・コンクリート相互作用による水素の発生を考慮した場合の原子炉格納容器内水素濃度について

＞ 

③ 水の放射線分解を評価する際の水素生成に係る G値として、炉心水については 0.4 分子/100eV、サンプ水については 0.3 分子/100eV とするこ

とを確認した。 

＜添付十：7.2.4.2 (2) a. (d) 水素の発生＞ 

④ 金属腐食では、アルミニウム及び亜鉛を考慮し、それぞれアルカリ性及び酸性の水溶液との反応により生成される水素を評価することを確認

した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.6 放射線水分解等による水素生成について＞において、有効性評価で考慮する水素発生要因及び生成量評価に

用いる G値の設定根拠が示されている。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解

析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条
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件の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合に

は、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の

利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様に

基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機

冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮

する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさが

ある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な

設定値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、

保守的な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されている

ことを確認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使

(ⅰ) 機器条件として、PAR1 基当たりの水素処理量は、設備設計値を基に 1.2kg/h とし、5基の設置とする。イグナイタは、13基(予備 1基)設置

するが、水素濃度の観点で厳しくなるように機能することを期待しない。ただし、MCCI による水素発生の不確かさを考慮する感度解析におい

ては、イグナイタの効果に期待することを確認した。その他の機器条件も含め、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.4.2 表「水素燃焼」の主要解析条件（大破断ＬＯＣＡ時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故）＞より、本評

価事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由について確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.7 ＰＡＲの性能評価式のＧＯＴＨＩＣコードへの適用について＞において、PAR の性能確認に使用した試験
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用している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び

解析結果に対する観点から確認していること。 

（水素燃焼の場合） 

 格納容器スプレイに用いるポンプの流量を確認。 

 PAR、イグナイタの水素処理性能、条件や設置位置等を確認。 

（機器条件としてイグナイタの効果に期待する場合は、電源系

統等の故障により機能喪失に至らないよう、イグナイタと同様

に機能を代替する設計基準事故対処設備が存在しない原子炉

格納容器下部注水設備に対する要求事項を踏まえた信頼性向

上対策が図られていることを確認）  

条件と実機条件との比較等から、評価式の適用性についての根拠が示されている。 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想

定した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 本評価事故シーケンスにおいて喪失を仮定している低圧注入系、高圧注入系については、機器条件として設定されていないことから、復旧

を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失

の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の

開始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近

時間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による

時間内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資

料」により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作余裕時間を確

認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異な

る場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理

由が妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイム

チャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添付資

料を参照した。 

本評価事故シーケンスにおける重大事故等対策のうち、2 次系強制冷却、充てんポンプによる炉心注水、水素濃度低減操作、格納容器スプレ

イ再循環切替については中央制御室での対応であり、現場操作はない。 

現場操作については、原子炉格納容器内水素濃度監視については、＜添付十追補 1：技術的能力 1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損

を防止するための手順等＞において、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

② PAR は、運転員等操作を介することなく原子炉格納容器内の水素を処理するため、運転員等操作に関する条件はないとしていることを確認し

た。 

③ 該当する操作条件はない。 
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（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評 

(e) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失

しないこと。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から炉心損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（水素燃焼の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 1 次系圧力 

対策の効果： 

 原子炉格納容器内の平均水素濃度 

 水素濃度（ウエット）・水蒸気濃度 

 原子炉格納容器内の各区画水素濃度（ドライ）の推移 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷及び格納容器破損の恐れに至るプロセス、初期の格納容器損傷防止対策とその効果について時系列

的に整理されていることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.4.13 図 原子炉格納容器圧力の推移（ＭＡＡＰ）＞、＜添付十：第 7.2.4.14 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移（ＭＡ

ＡＰ）＞及び＜添付十：第 7.2.4.15 図 １次冷却材圧力の推移（ＭＡＡＰ）＞より、1次系圧力が急低下するとともに原子炉格納容器圧力・

温度が上昇していることから、原子炉格納容器内で大破断 LOCA が発生していることを確認した。事象発生後、炉内の水が急激に減少し燃料

の露出が始まると、燃料被覆管温度が上昇することにより、ジルコニウム－水反応による水素が発生するとともに、約 27 分後には炉心溶融

が開始することを確認した。 

③ PAR に関連する計装設備（PAR 動作監視装置）のトレンド図は無いものの、＜添付十：第 7.2.4.11 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度の推

移（ＧＯＴＨＩＣ）＞の原子炉格納容器内の平均水素濃度（ドライ）は約 1.7 時間後より低下傾向を示すことから、PAR が作動していること

を確認した。 

④ ＜添付十：第 7.2.4.11 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度の推移（ＧＯＴＨＩＣ）＞、＜添付十：第 7.2.4.12 図 原子炉格納容器内の各

区画水素濃度（ドライ）の推移（ＧＯＴＨＩＣ）＞より、PAR の作動により約 1.7 時間以降は原子炉格納容器内水素濃度が低下傾向となるこ

とから、本評価事故シーケンスにおける重大事故等対策の効果を確認した。なお、本評価事故シーケンス（基本ケース）においては、イグナ

イタの作動には期待していないが、＜添付十：第 7.2.4.16 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度（ウェット）の推移（溶融炉心・コンクリ

ート相互作用による水素発生の不確かさ影響）＞、＜添付十：第 7.2.4.17 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度（ドライ）の推移（溶融炉

心・コンクリート相互作用による水素発生の不確かさ影響）＞にあるとおり、イグナイタの効果を期待した場合には、炉心損傷直後の水素濃

度を低減できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.9 原子炉格納容器内の水素混合について＞において、水素混合挙動に関する試験結果等から原子炉格納容器ド

ーム部の上層部等で水素濃度や温度の成層化が生じる可能性が低いとする根拠が示されている。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認す

る。 

（水素燃焼の場合） 

① 格納容器内水素濃度割合（ドライ換算） 

 原子炉格納容器内の各区画において局所的に水素濃度（ドラ

イ）が 13vol%を超える場合は、三元図（水素－空気－水蒸気）

により爆轟領域に入らないことを確認 

 上記の結果、爆轟領域に入る場合は、国内外の知見を踏まえ

実機の形状等から爆轟の発生の可能性がないことを確認 

② 原子炉格納容器圧力 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラント過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、事故発生から約 1.4 時間後に原子炉容器が破損

するに至り、溶融炉心が原子炉容器外に流出するが、約 1.5 時間後に原子炉下部キャビティに溜まった水が原子炉容器の破損口を通じて原子

炉容器内に逆流すると、溶融炉心の流出は停止する。その後、事故発生の約 1.6 時間後に原子炉容器外に流出した溶融炉心のジルコニウム－

水反応による水素の生成はほぼ停止する。ドライ条件に換算した原子炉格納容器内水素濃度は最大約 12.8vol%で減少に転じ、13vol%を下回る

ことを確認した。また、1次冷却材配管の破断区画において、ジルコニウム－水反応により発生した水素が破断口から放出されることにより、

一時的に水素濃度が高くなるが、その期間は短時間であり、水蒸気を含む雰囲気下において水素濃度は爆轟領域に達しない。原子炉下部キャ

ビティ区画において、原子炉容器破損時の溶融炉心の落下に伴うジルコニウム－水反応により発生した水素により水素濃度が上昇することで、

一時的に爆轟領域に入る。しかしながら、実機では気相部に直接起爆を生ずるようなエネルギー源はないこと、仮に燃焼が生じたとしても原

子炉下部キャビティ区画の形状等から爆轟に遷移する可能性はないことから、爆轟発生の可能性はないことを確認した。具体的な確認結果は

以下のとおり。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

③ 原子炉格納容器温度 

 

① ＜添付十：第 7.2.4.11 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度の推移（ＧＯＴＨＩＣ）＞にあるとおり、原子炉格納容器内水素濃度（ドライ）

の最高値は 12.8vol%であり、評価期間を通じて 13vol%を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.4 解析コード GOTHIC における水素濃度分布について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.10 AICC 評価について＞ 

② ＜添付十：第 7.2.4.13 図 原子炉格納容器圧力の推移（ＭＡＡＰ）＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力は大破断 LOCA により約 0.5MPa［gage］

まで上昇するが、格納容器スプレイの作動により抑制され、評価期間を通じて、原子炉格納容器の最高使用圧力の 2倍（0.784MPa[gage]）を

下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.2.4.14 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移（ＭＡＡＰ）＞にあるとおり、原子炉格納容器温度は大破断 LOCA により約 132℃

まで上昇（MAAP は大破断 LOCA 時の事象初期への適用性が低いため、既往の DBA 評価結果を参照）するが、格納容器スプレイの作動により抑

制され、評価期間を通じて、200℃を下回っていることから、評価結果は基準を満足していることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止で

きていることを確認する。 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（f）を満足していることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.4 GOTHIC における水素濃度分布について＞において、破断口区画の三元図が示されており、破断口区画にお

いては、一時的に水素濃度が高くなるものの、水蒸気雰囲気においては爆轟領域に達していないことを確認できる。また、原子炉下部キャ

ビティ区画においては、一時的に爆轟領域に入るものの実機では気相部に直接起爆を生ずるようなエネルギー源はないこと、仮に燃焼が生

じたとしても原子炉下部キャビティ区画の形状等から爆轟に遷移する可能性はないことが確認できる。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7

日間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持で

きることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価している

ことを確認する。 

① 格納容器スプレイの再循環運転による原子炉格納容器の除熱

が確立し、原子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示している

ことをトレンド図で確認。 

（水素燃焼の場合） 

 水素濃度の低下傾向が継続していることを確認 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、水の放射線分解等によって発生する水素を考慮しても、原子炉格納容器内に設置した PAR の効果

により原子炉格納容器内の水素濃度は徐々に低下し、事象発生から 25 時間時点においても低下傾向が続いている。なお、事象初期より格納容

器スプレイが起動しているため、原子炉下部キャビティに落下した溶融炉心は、安定して冷却されており、その後も安定状態を維持できること

を確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.4.11 図 原子炉格納容器内の平均水素濃度の推移（ＧＯＴＨＩＣ）＞にあるとおり、原子炉格納容器内水素濃度（ドライ）

は 12.8vol%をピークに低下傾向を示すこと、＜添付十：第 7.2.4.13 図 原子炉格納容器圧力の推移（ＭＡＡＰ）＞、＜添付十：第 7.2.4.14

図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移（ＭＡＡＰ）＞にあるとおり、原子炉格納容器圧力・温度は格納容器スプレイの再循環運転によって原

子炉格納容器の除熱が確立されていることから低下傾向を維持しており、安定状態まで評価が行われていることを確認した。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であ

るかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 
参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

① 本評価事故シーケンス（基本ケース）は、PAR により、運転員等操作を介することなく原子炉格納容器内の水素を処理し、原子炉格納容器の

健全性を確保することが特徴である。このため、運転員等操作が受ける影響はないことを確認した。 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

※ 格納容器破損モード｢水素燃焼｣における格納容器破損防止対策である静的触媒式水素燃焼装置による水素処理は、運転員等操作を介さない（本

操作に係る運転員等操作はない）ため、運転員等操作に与える影響はない。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさ（溶融炉心・コンクリ

ート相互作用による水素発生の不確かさを含む）が、評価項目

となるパラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくな

る）を確認。 

・重要現象の不確かさを考慮した場合の影響評価における水素

対策を確認 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、本格納容器破損モードの有効性評価では、MAAP で得られた水素発生量を原子炉容

器内の全ジルコニウム量の 75%が反応するように補正して評価する。感度解析のパラメータを組み合わせた場合、MCCI に伴い発生する水素

は、炉心内の全ジルコニウム量の約 6%である。このことを考慮し、炉心内の全ジルコニウム量の 75%が水と反応することに加えて、MCCI に

よる水素発生を考慮しても、PAR 及びイグナイタにより水素処理することで、ドライ条件に換算した原子炉格納容器内水素濃度は最大約

8.9vol%である。したがって、MCCI に伴い発生する水素の不確かさを考慮して評価しても、格納容器破損防止対策の評価項目（f）を満足し

ていることを確認した。解析コードが有する不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに対する影響の具体的な内容は、以下に示さ

れていることを確認した。 

＜添付十：7.2.4.3（1）b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料:添付資料 3.4.12 溶融炉心・コンクリート相互作用による水素の発生を考慮した場合の原子炉格納容器内水素濃度について

＞ 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

※ 格納容器破損モード｢水素燃焼｣における格納容器破損防止対策である静的触媒式水素燃焼装置による水素処理は、運転員等操作を介さない（本

操作に係る運転員等操作はない）ため、運転員等操作に与える影響はない。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-18 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作

開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件

の違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いて

いる条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与え

る影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（水素燃焼の場合） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② PAR の性能の影響を確認。 

③ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、解析条件の中で影響を与えると考えられる炉心崩壊熱、PAR の性能の変動等を対象に不確か

さの影響を確認したが、いずれも水素濃度への影響は小さい又は濃度を低くすることとなることを確認した。具体的な内容は、以下に示されて

いることを確認した。 

＜添付十：7.2.4.3（2）a.（b） 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.13 事象初期に全炉心ジルコニウム量の 75%が水と反応した場合のドライ水素濃度について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.16 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（水素燃焼）＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-19 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢水素燃焼｣における格納容器破損防止対策である静的触媒式水素燃焼装置による水素処理は、運転員等操作を介さない（本

操作に係る運転員等操作はない）ため、運転員等操作に与える影響はない。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

※ 格納容器破損モード｢水素燃焼｣における格納容器破損防止対策である静的触媒式水素燃焼装置による水素処理は、運転員等操作を介さない（本

操作に係る運転員等操作はない）ため、運転員等操作に与える影響はない。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-20 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

 

 

※ 格納容器破損モード｢水素燃焼｣における格納容器破損防止対策である静的触媒式水素燃焼装置による水素処理は、運転員等操作を介さない（本

操作に係る運転員等操作はない）ため、運転員等操作に与える影響はない。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-21 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスの対応及び復旧作業に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 48 名である。これに対して、重大事故等対策要員は

74 名であり対応が可能であることを確認した。 

 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員と同数の要員を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本評価事故シーケンスにおいては、外部電源喪失を想定していないが、重大事故等対策時に必要な負荷は設計基準事故時に想定している非常

用炉心冷却設備作動信号により作動する負荷に含まれることから、ディーゼル発電機による電源供給が可能であることを確認した。 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な水源と保有

水量から、安定状態まで移行できることを確認する。 

（水素燃焼の場合） 

 格納容器スプレイの再循環切替により原子炉格納容器内への

注水を継続（燃料取替用水タンクへの水補給は行わない） 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 燃料取替用水ピット（1,860m3）を水源とする格納容器スプレイによる格納容器注水は、燃料取替用水ピット水位が再循環切替水位（3 号炉：

12.5%、4 号炉：16.0%）に到達後、格納容器スプレイ再循環運転に切り替える。以降は、格納容器再循環サンプを水源とし、格納容器スプレ

イ再循環運転を継続する。したがって、燃料取替用水ピットへの補給は不要であることを確認した。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間の資源、水源の充足性について、仮に外部電源が喪失して、ディーゼル発電機からの給電を想定した場合には、7 日間ディ

ーゼル発電機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL

となり、合計で約 597.8kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で

対応が可能であることを確認した。水源については上記(ⅲ)にあるとおり、燃料取替用水ピット水位が再循環切替水位に到達した以降は、格

納容器再循環サンプを水源として原子炉格納容器内への注水を継続するため、外部支援は必要としないことを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.4-22 

 
5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「水素燃焼」に対して、申請者が格納容器破損防止対策として計画している水素濃度の低減が、事象進展の特徴を捉えた対

策であると判断した。 

評価事故シーケンス「大破断 LOCA 時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故」において、PAR の設置などを行った場合に対する申請

者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（f）を満足している。さらに、MCCI に伴い発生する水素の不確かさを考慮して評価しても、

格納容器破損防止対策の評価項目（f）を満足している。これにより、解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目（f）を概ね満足しているとい

う判断は変わらないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（高圧注入系、

低圧注入系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

また、イグナイタにより、可燃状態になった時点で水素を燃焼させることによって、MCCI による更なる水素生成がある場合なども含めて、水

素濃度をより確実に低く抑えることができることを確認した。イグナイタは、水素が頂部に成層化する可能性にも考慮して、原子炉格納容器ドー

ム部頂部付近にも設置することを確認した。これらの水素処理装置には熱電対を設置して、作動状況を把握することができることを確認した。 

水の放射線分解等によって発生する水素を考慮しても、PAR の効果により原子炉格納容器内の水素濃度は徐々に減少し、低下傾向が続くことな

どから、原子炉格納容器を安定状態に導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」で示したように、評価事故シーケンス「大破断 LOCA 時に高圧注入機能及び低圧注入機能が喪失する事故」における

その有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「水素燃焼」に対して申請者が計画している格納容器破損防止

対策は、有効なものであると判断した。 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（格納容器破損防止対策の有効性評価：溶融炉心・コンクリート相互作用） 

 

1．格納容器破損モードの特徴、格納容器破損防止対策 

（1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．格納容器破損モード内の事故シーケンス選定の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のプラント損傷状態は、｢Ⅰ 事故シーケンスグル

ープ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において示されている

各プラント損傷状態と一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1) 格納容器破損モード｢溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI）｣におけるプラント損傷状態(PDS)は、以下の 11つであり、PRA 側の評価と一致

していることを確認した。 

 TEI 

 TED 

 SED 

 TEW 

 AEI 

 SEI 

 AED 

 SLI 

 SLW 

 AEW 

 SEW 

 

＜添付十 追補 2.Ⅰ：第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について＞ 

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-3 

（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モードの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性につい

て 

1）事象進展の概要は、以下のとおり対策の必要性としての論点を明確にす

るものとなっているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、格納容器破損モード全体の特徴を代表していること

を確認するとともに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展

を確認する。 

 

格納容器破損モード｢MCCI｣は、格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣の一連の重大事故等の有効性評価の中で確認したことから、格納容器破

損モード｢格納容器過圧破損｣と共通する事項を省略し、本格納容器破損モード特有の事項を中心に記載した。このため、格納容器破損モード｢格

納容器過圧破損｣で確認した項目については、確認結果の欄に、｢格納容器過圧破損において確認した。｣と記載した。 

(ⅰ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴は、原子炉容器から溶融炉心が原子炉格納容器内の床上に流出し、溶融炉心と接触した床コ

ンクリートが溶融炉心からの崩壊熱や化学反応により侵食され、原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失し、原子炉格納容器の破損に至

ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.5.1（2）格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、格納容器破損モードの特徴を踏まえて必

要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の対策（安定停止

状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、溶融炉心を冷却し、溶融炉心によるコンクリート侵食を抑制するために、原子炉下部キャビテ

ィへ注水する必要があることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-4 

（3）格納容器破損防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．格納容器破損モード全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象

進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）格納容器破損モード内のその他のシーケンスでの対策も含めて、手順につ

いては技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準規則への適

合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する

計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを考

慮しても事象を判別できることを確認。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 初期の格納容器破損防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードの事象進展の概要・特徴を踏まえ、代替格納容器スプレイにより原子炉下部キャビティへ注水する。このため、恒

設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、燃料取替用水ピット、復水ピッ

ト、燃料油貯蔵タンク等を重大事故等対処設備として位置付ける。なお、原子炉下部キャビティへの注水状態は、原子炉下部キャビティ水

位の作動及び格納容器再循環サンプ水位（広域）の上昇により確認することを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認し

た。 

＜添付十：第 7.2.1.1.1 表「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」における重大事故等対策について＞ 

＜添付十追補 1：技術的能力 1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 格納容器の破損を回避した後、原子炉及び原子炉格納容器が安定

状態に導かれることを確認。 

② 原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持されるものである

ことを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

(ⅳ) 初期の格納容器破損防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策

設備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

（MCCI の場合（CV過圧破損と同一）） 

① 代替格納容器スプレイ及びこれによる原子炉下部キャビティ注水

に係る計装設備を確認。 

② PAR、イグナイタに係る計装設備を確認。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確に

示しているか確認する。 

（MCCI の場合（CV過圧破損と同一）） 

① 代替格納容器スプレイによる原子炉格納容器内の冷却から格納容器

内自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱への移行条件を確認。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を実

施することになっている場合には、回復操作も含めていることを

確認。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本格納容器破損モードにおける手順及びその

着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

※ ｢格納容器破損防止対策の有効性評価｣では要求されていないため、確認不

要。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。なお、

技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点線囲み

されていなくてもよい。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

4）対応手順の概要は整理されているか。 ※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断基

準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の設

定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等について

も記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は考慮

しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていること及びそ

の根拠や妥当性を確認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様性

拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めている

ことを確認。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

5）本格納容器破損モード内の事故シーケンスの対応に必要な要員について整

理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系列

も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整理

されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合し

ていることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない作

業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）を

確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含ん

でいること。 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-7 

2．格納容器防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、PRA の結果等を踏まえ、評価事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 格納容器破損モード内のシーケンスから、評価事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 評価事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：7.2.1.1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞及び＜添付十追補 2：6.2.2.1 格納容器破損モードの選

定と評価事故シーケンスの選定 f. 溶融炉心・コンクリート相互作用＞に選定理由が示されている。 

② 本格納容破損モードの評価事故シーケンスは、「大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ機能が喪失する事故」を

選定する。これは、大破断 LOCA 時にはより早期に原子炉容器の破損に至るため流出する溶融炉心の崩壊熱が大きくなること、また、炉心注

水及び格納容器スプレイ機能の喪失により原子炉下部キャビティへの水の流入が遅れることから、コンクリート侵食の観点でより厳しくなる

ためである。PRA の手法により抽出され、格納容器破損防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本格納容器破損モードにおける事故

シーケンスは「大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ機能が喪失する事故」であるが、代替格納容器スプレイ

の開始時間を遅らせて、より厳しい条件とする観点から、代替電源の準備が必要となる全交流動力電源の喪失も考慮する。さらに、恒設代替

低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ及び大容量ポンプを用いた格納容器再循環ユニットへの海水通水による格納容器内自然対流冷

却の有効性を確認する観点から、原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

2）有効性評価ガイド 3.2.1(2)の要求事項を踏まえ、使用する解析コード

は適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本評価事故シーケンスにおける重要現象は＜添付十：7.2.1.1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 (1) 有効性評価の方法＞に示されて

いることを確認した 

具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、評価事故シーケンスの重要な現象を解

析する能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心損傷後の原子炉容器内の溶融炉心のリロケーション、原子炉容器破損、溶融等の現象を評価するこ

とが可能であり、原子炉系、原子炉格納容器系の熱水力モデルを備え、かつ、原子炉格納容器内の溶融炉心挙動に関するモデルを有する

MAAP を用いることを確認した。MAAP の適用性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

（1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件

等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を

否定するものではない。 

 (3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

3）有効性評価ガイド 3.2.1(1)及び(3)の要求事項を踏まえ、解析コード及

び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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（2）有効性評価（事象進展解析）の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(6) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

a. 現象の概要 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床上へ流れ出し、

溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって、原子炉格納容器床のコンク

リートが浸食され、原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失する場

合がある。 

b. 主要解析条件（「3.2.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケンスの中か

ら溶融炉心・コンクリート相互作用（MCCI）の観点から厳しいシーケ

ンスを選定する。 

(b) 落下する溶融炉心の量は、部分的に原子炉圧力容器内にとどまるこ

とが示されない限りは全炉心に相当する量とする。溶融炉心の落下量

の時間変化は事象進展を考慮して適切に設定する。 

(c) 溶融炉心が原子炉圧力容器直下の床面上に流れ出す前の床面上の水

及び原子炉格納容器下部への注水による冷却を適切に考慮する。 

(d) その他、評価項目に重大な影響を与える事象を適切に考慮する。 

（注）原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が流れ出す時点で溶融炉心の

冷却に寄与する十分な原子炉格納容器床の水量及び水位が確保さ

れており、かつ、崩壊熱等を十分に上回る原子炉格納容器下部注水

が行われれば、評価項目を概ね満たすものと考えられる。 

c. 対策例 

(a) 原子炉格納容器下部注水設備 

(b) 原子炉格納容器バウンダリの防護 

1．主要解析条件の設定値の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 全交流動力電源喪失を考慮することを確認した。その理由として、(1) 1. 1) (ⅰ) ①にあるとおり、本評価事故シーケンスを評価するに

あたっては、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ及び格納容器内自然対流冷却の有効性を確認する観点から、全交流動
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

力電源喪失及び原子炉補機冷却機能喪失の重畳を考慮することを確認した。 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定等、事故条件については「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

(ⅲ) 3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等にしたがい、以下の

条件を含めていることを確認する。 

（MCCI の場合） 

①  落下する溶融炉心の量は、部分的に原子炉容器内にとどまるこ

とが示されない限りは全炉心に相当する量とする。溶融炉心の落

下量の時間変化は事象進展を考慮して適切に設定していること

を確認。 

② 溶融炉心が原子炉圧力容器直下の床面上に流れ出す前の床面上

の水及び原子炉格納容器下部への注水による冷却を適切に考慮

していることを確認。 

 

(ⅲ) 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 3.2.3 にしたがい、以下の条件を明確にしていることを確認した。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.11 図原子炉格納容器圧力の推移（～4 時間）＞にあるとおり、溶融炉心の原子炉下部キャビティへの落下は、事象

発生後 1.4 時間の原子炉容器破損から溶融燃料の流出が停止する事象発生約 2.5 時間後までの間で断続的に生じており、溶融炉心の落下量

の時間変化は事象進展を考慮して適切に設定していることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.2.5.1 図 原子炉下部キャビティ水量の推移＞にあるとおり、炉心損傷を検知してから 30分後より、恒設代替低圧注水ポン

プによる代替格納容器スプレイを開始することとしており、溶融炉心が原子炉圧力容器直下の床面上に流れ出す前の床面上の水及び原子炉

格納容器下部への注水による冷却を適切に考慮していることを確認した。 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (1) 有効性評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.2.3 格納容器破損モードの主要解析

条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。 

 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当

性（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合

には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

 (5) 重大事故等対処設備の作動条件 

a. 格納容器破損防止対策の実施時間 

(a) 格納容器破損防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の
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利用可否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、

温度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき

設定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計仕様

に基づき設定する。 

c. 格納容器破損防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補

機冷却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考

慮する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その影響を、運転員等操作開始時間及び解析

結果に対する観点から確認していること。 

（MCCI の場合（CV過圧破損と同一）） 

 代替格納容器スプレイ流量を確認。 

 補助給水ポンプの使用台数、流量等の設定を確認。 

 蓄圧タンクの初期保持保有圧力、保有水量の設定とその考え方を

確認。 

 PAR、イグナイタの解析上の取り扱いを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

本評価事故シーケンスの機器条件は｢格納容器過圧破損｣と同一であるが、本評価事故シーケンスに特に関連する条件は以下のとおりである

ことを確認した。 

① 具体的には、以下に示されていることを確認した。＜添付十：第 7.2.5.1 表「溶融炉心・コンクリート相互作用」の主要解析条件（大破断

ＬＯＣＡ時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故）＞に主要解析条件と設定の考え方が示されてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2.2(3)c.にしたがって、解析上、故障を想定

した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) ＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しな

いことが宣言されている。 
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3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は、「格納容器過圧破損」と同一であることを確認した。 

① 「格納容器過圧破損」と同一である。 

② 「格納容器過圧破損」と同一である。 

③ 「格納容器過圧破損」と同一である。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

2－3 上記2－2の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価

項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(i) 溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支

持機能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈

における評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から格納容器破損防止対策とその効

果等が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答

が適切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（MCCI の場合） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 1 次系圧力 

対策の効果： 

 原子炉下部キャビティ室水量 

 ベースマット侵食深さの推移 

 原子炉下部キャビティ床面からの水位 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答は適切であるかについて、以下のとおり確認した。なお、本評価事故シーケンスの事象進展やプラント過渡

応答は｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、炉心損傷及び格納容器破損の恐れに至るプロセス、初期の格納容器損傷防止対策とその効果について時系列

的に整理されていることを確認した。 

② ｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

③ ｢格納容器過圧破損｣と同一である。 

④ ＜添付十：第 7.2.5.1 図 原子炉下部キャビティ水量の推移＞、＜添付十：第 7.2.5.2 図 ベースマット侵食深さの推移＞、＜添付十：第

7.2.5.9 図 原子炉下部キャビティ床面からの水位の推移＞のパラメータにより、重大事故等対策の効果を確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 3.5.1 格納容器破損防止対策の有効性評価における原子炉下部キャビティ水量及び水位について＞において、「大破

断 LOCA＋低圧注入失敗＋高圧注入失敗＋CVスプレイ失敗」及び「SBO+補助給水機能喪失」の場合について、原子炉格納容器内水量及び原子炉

キャビティ床面からの水位の推移が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが評価項目を満足しているか確認す

る。 

（MCCI の場合） 

① ベースマット侵食深さの推移 

※ CV 過圧破損、 FCI に関する評価項目は、CV過圧破損、 FCI で

確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、炉心溶融開始 30 分後（事象発生の約 51分後）

に恒設代替低圧注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイにより原子炉下部キャビティへの注水を開始する。これにより、溶融炉心が原子炉

下部キャビティに落下する時点（事象発生の約 1.4 時間後）において約 1.1m の原子炉下部キャビティ水位が確保され、溶融炉心の崩壊熱は除

去される。コンクリートの侵食は約 5mm であり、原子炉格納容器の構造部材の支持機能に及ぼす影響はないことを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-13 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅲ) 初期の格納容器破損対策により、原子炉格納容器の破損を防止で

きていることを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は格納容器破損防止対策の評価項目（i）を満足していることを確認した。 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原

子炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少な

くとも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7日

間より短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持でき

ることを示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.2.1(4)を踏まえたものとなってい

るか。 

(ⅰ)原子炉及び原子炉格納容器が安定状態になるまで評価している

ことを確認する。 

① 格納容器自然対流冷却による原子炉格納容器の除熱が確立し、

原子炉格納容器圧力・温度が低下傾向を示していることをトレ

ンド図で確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 安定停止状態になるまでの評価について、その他の事象進展解析結果は、「格納容器過圧破損」と同じであることを確認した。 

具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.2.1.1.9 図 原子炉格納容器圧力の推移＞、＜添付十：第 7.2.1.1.10 図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移＞にあるとおり、

原子炉格納容器圧力、温度は低下傾向にあることを確認した。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-14 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適

切に考慮する。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解

析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針で

あるかを確認。 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針について、以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は、以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下のとおりであることを確認した。 

  解析コードの不確かさとその傾向について、以下により影響評価の内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.2.5.3（1）a. 運転員等操作時間に与える影響＞ 

 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの

適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に

考慮する。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認。 

(プレストレストコンクリート製格納容器(PCCV)の場合) 

・ 炉心損傷後の原子炉下部キャビティ床面での溶融炉心の拡

がり等の不確かさから、溶融炉心が原子炉下部キャビティ室

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響について、溶融炉心とコンクリート間の伝熱及びコンクリート侵食挙動については、ACE

実験及び SURC 実験、また、より新しい DEFOR 実験及び OECD-MCCI 実験の結果との比較により MAAP 解析の妥当性が確認されている。しかし、こ

れらの現象は不確かさが大きく、また、知見も限られることから、コンクリート侵食量に影響を与えるパラメータについて検討し、原子炉下部

キャビティ床面での溶融炉心の拡がり及び溶融炉心と原子炉下部キャビティ水との伝熱の不確かさについて感度解析を実施した。その結果、保

守的にライナプレートがないと仮定し、厳しい条件を重畳させた場合でも、床面及び側面のコンクリート侵食量は約 17cm であり、原子炉格納

容器の構造部材の支持機能に与える影響はない。なお、溶融炉心が拡がる過程で先端から冷却が進むと考えられ、また、実験等の知見によれば、

側面コンクリートが侵食されて形成されたギャップに水が浸入するため、溶融物の冷却が促進されコンクリート侵食は抑制される。これらによ

り、評価項目（i）に関する判断に影響を及ぼす量には至らなかった。また、これらの挙動に関連する運転員等操作はないため、運転員等操作開

始時間に与える影響はないことを確認した。 

解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに与える影響の具体的な内容は、以下に示されていること

を確認した。 

① ＜添付十：7.2.5.3（1）b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.5.3（1）b. 評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.4.12 溶融炉心・コンクリート相互作用による水素の発生を考慮した場合の原子炉格納容器内水素濃度について

＞ 

大飯 3 号炉及び 4 号炉の原子炉格納容器は PCCV であり、構造強度を確保する鉄筋コンクリート部と気密性を確保する鋼製ライナプレート

から構成されている。PCCV の原子炉下部キャビティ室では、底面ライナプレートはコンクリートで覆われているが、側面ライナプレートは露

出している。炉心損傷後の原子炉下部キャビティ床面での溶融炉心の拡がりの不確かさを踏まえると、溶融炉心が側面ライナプレートに接触

する可能性がある。側面ライナプレートに接触して破損した場合でも、基礎コンクリート及び基礎コンクリートと鋼材との付着力を考慮すれ
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

側面のライナプレートと接触する可能性を考慮し、原子炉格

納容器の閉じ込め機能への影響を確認 

 

ば連続した隙間が生じることは考え難く、また、外部環境まで到達するような長大な割れが生じることは考え難いこと、仮にリークパスを想

定した場合でも、原子炉格納容器からの漏えいは、格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」における Cs-

137 放出量評価で設定した原子炉格納容器漏えい率（0.16%/日）に対して十分小さいことを確認した。このことから、原子炉下部キャビティ

室内に落下した溶融炉心が側面ライナプレートに接触したとしても、原子炉格納容器外に通じる貫通リークパスが生じる可能性は小さく、仮

に貫通リークパスを想定したとしても、外部への漏えいは有効性評価で設定している漏えい率に対して十分小さいことから、原子炉格納容器

の閉じ込め機能は確保されることを確認した。なお、さらなる安全性向上対策として、自主的に原子炉下部キャビティ室内に防護壁を設置し、

原子炉下部キャビティ側面ライナプレートと溶融炉心の接触を防止するとしていることを確認した。 

＜補足説明資料:添付資料 3.5.2 大飯３，４号炉 原子炉下部キャビティ室への溶融炉心落下後における格納容器の閉じ込め機能について＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉格納容器内の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、

その機能を期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作に与える影響（操作開

始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（MCCI の場合（CV過圧破損の場合と同一）） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

を確認。 

④ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

⑤ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑥ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.5.3(2)a.（a）運転員等操作時間に与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.5.3(2)a.（a）運転員等操作時間に与える影響＞ 

③ 該当なし。 

④ 該当なし。 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

⑦ 該当なし。 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響評価の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価項目となるパラメータに与える

影響（余裕が大きくなる/小さくなる）を確認する。 

（MCCI の場合（CV過圧破損の場合と同一）） 

① 炉心崩壊熱の影響を確認。 

② 原子炉格納容器自由体積及びヒートシンクの影響を確認。 

③ 標準値として設定している蒸気発生器 2 次側保有水量の影響

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、炉心崩壊熱の変動を考慮して最確条件とした場合、保守的に設定した場合より崩壊熱が小さ

くなるため炉心溶融の開始が遅くなり、原子炉下部キャビティ注水の準備時間の余裕が大きくなる。また、原子炉容器破損時間が遅くなるため、

溶融炉心が原子炉下部キャビティに落下する時点での原子炉下部キャビティ水量が多くなり、溶融炉心の熱量も小さくなるため、コンクリート

侵食量は減少することを確認した。 

 

 具体的には、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.5.3(2)a.（b）評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

② ＜添付十：7.2.5.3(2)a.（b）評価項目となるパラメータに与える影響＞ 

③ 該当なし。 

④ 該当なし。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

を確認。 

④ 1 次冷却材の流出流量の影響を確認。 

⑤ 燃料取替用水ピット水量の影響を確認。 

⑥ 格納容器再循環ユニットの除熱特性の影響を確認。 

⑦ 代替格納容器スプレイ流量の影響を確認。 

 

 

⑤ 該当なし。 

⑥ 該当なし。 

⑦ 該当なし。 

 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.19 大破断ＬＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡに対する格納容器破損防止対策の有効性について＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-19 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、本事故シーケンスの要員の配置による他の操

作への影響については「格納容器過圧破損」と同じであり、対策実施に与える影響はないことを確認した。具体的には以下に示されていること

を確認した。 

＜添付十：7.2.5.3(2)b.（a）要員の配置による他の操作に与える影響＞ 

1．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響評価の内容は妥当か。 

 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価について、＜添付十： 7.2.5.3(2)b.（b）評価項目と

なるパラメータに与える影響＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-20 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 格納容器破損防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

（MCCI の場合） 

① 代替格納容器スプレイの開始時間余裕を確認。 

※ 格納容器内自然対流冷却及びアニュラス排気ファンの起動に係

る操作時間余裕については、｢格納容器過圧破損｣で確認する。 

 

 

(ⅰ) 代替格納容器スプレイの操作が遅れた場合の影響について、原子炉下部キャビティへの注水操作開始遅れが原子炉下部キャビティ水量に及

ぼす影響を把握するため、注水操作開始時間を遅らせた感度解析を実施し、操作の開始が 9 分遅れても、原子炉容器破損時において約 0.9m の

原子炉下部キャビティ水位を確保できることを確認した。この結果より、評価項目（i）を満足することに変わりはない。これ以外の本事故シー

ケンスの要員の配置による他の操作への影響については「格納容器過圧破損」と同じであり、対策実施に与える影響はないことを確認した。 

 

 具体的には、以下に示されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.2.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (3) 操作時間余裕の把握＞ 

＜補足説明資料：添付資料 3.1.1.21 代替低圧注水ポンプによる格納容器スプレイ時間の感度解析について＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-21 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (4) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉及び原子

炉格納容器が安定状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも

外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短

い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示

すこと。） 

1．要員及び燃料等の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な要員数と重大事

故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の充足性について、本評価事故シーケンスへの格納容器破損防止対策に必要な要員及び燃料

等については、「格納容器過圧破損」と同一としていることを確認した。 

 

(ⅱ) 本格納容器破損モードにおける対策に必要な電力供給量は、外

部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上

回っているか確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本格納容器破損モードにおける対策に必要な水源と保有水量

から、安定停止状態まで移行できることを確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

※ 格納容器破損モード｢格納容器過圧破損｣において確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  3.5-22 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、本格納容器破損モードの特徴、特徴を踏まえた格納容器破

損防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏まえ

ても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から格納容

器破損防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対して申請者が格納容器破損防止対策として計画している代替格納容器スプレイ

による原子炉下部キャビティへの注水が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

評価事故シーケンス「大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ機能が喪失する事故」において、原子炉下部キャ

ビティへの注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、格納容器破損防止対策の評価項目（i）を満足している。さらに、申請者が使用した

解析コード、解析条件及び現象の不確かさを考慮し、コンクリート侵食量の感度解析を実施した結果、厳しい条件を重畳させた場合でもコンク

リート侵食量が支持機能に影響を及ぼす量には至らなかったことから、評価項目（i）を概ね満足しているという判断は変わらないことを確認

した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（高圧注入系、低圧注入系、格納容器スプレ

イ系等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な格納容器破損防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」で示したように、評価事故シーケンス「大破断 LOCA 時に高圧注入機能、低圧注入機能及び格納容器スプレイ機能

が喪失する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本格納容器破損モードに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対して申請者が計画

している格納容器破損防止対策は、有効なものであると判断した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-1 

想定事故１ 

1．想定事故 1の特徴、燃料損傷防止対策 ......................................................................................................................................................... 4.1-2 

（1）想定する事故 ........................................................................................................................................................................... 4.1-2 

（2）想定事故 1の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 ..................................................................................................................................... 4.1-3 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価：想定事故１） 

 

1．想定事故 1の特徴、燃料損傷防止対策 

（1）想定する事故 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

1．評価対象の妥当性について 

1）想定する事故は、設置許可基準規則第 37条 解釈を踏まえた想定となっ

ているか確認する。 

 

 

（使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止） 

3－1 第 3項に規定する「重大事故に至るおそれがある事故が発生した」

とは、使用済燃料貯蔵槽内に貯蔵されている燃料の著しい損傷に至る可能

性があると想定する以下の(a)及び(b)の想定事故とする。 

(a)想定事故 1： 

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失することにより、使

用済燃料貯蔵槽内の水の温度が上昇し、蒸発により水位が低下する事

故。 

 

1）想定する事故は、使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失により使用済燃料ピットの水位が蒸発によって低下するものであり、設

置許可基準規則第 37 条 解釈を踏まえた想定となっていることを確認した。 

＜添付十：7.3.1.1(1) 想定する事故＞ 

＜補足説明資料：4.1 想定事故１＞ 

 

 

  

                                                   
1  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-3 

（2）想定事故 1の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事象進展の妥当性について 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、想定事故 1の特徴を捉えていることを確認するとと

もに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失により、使用済燃料ピット内の水

温が徐々に上昇し、沸騰して蒸発することによって使用済燃料ピット水位が低下し、燃料が露出して損傷に至ることを確認した。具体的に

は、｢想定事故 1 では、使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失により、使用済燃料ピット内の水の温度が徐々に上昇し、やがて沸

騰して蒸発することによって使用済燃料ピット水位が緩慢に低下する。このため、緩和措置がとられない場合には、やがて燃料は露出し、損

傷に至る｣ものであり、設置許可基準規則第 37 条 解釈を踏まえたものとなっていることを確認した。 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、想定事故の特徴を踏まえて必要な機能を

明確に示しているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、必要な水位を維持し、燃料の損傷を防止するために、使用済燃料ピットへの注水を行うことを

確認した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-4 

（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．想定事故 1 における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象進展を踏ま

えた手順の前後関係等の妥当性について 

1）想定事故 1 における対策に係る手順については、技術的能力基準への

適合、設備については設置許可基準への適合との関係を踏まえ対策を網

羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 想定事故 1では、使用済燃料ピット冷却機能喪失を判断するする必要があるが、これを判別するための計装設備として、＜添付十：第 7.3.1.1

表 「想定事故 1」における重大事故等対策について＞において、使用済燃料ピット温度(AM 用)、使用済燃料ピット水位(AM 用)、使用済燃料

ピット監視カメラ等が挙げられていることを確認した。 

(ⅱ) 想定事故 1の燃料損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 想定事故 1の事象進展の概要・特徴を踏まえ、燃料損傷防止対策として、使用済燃料ピットへの代替注水を行う。このため、送水車及び経

由用ドラム缶を重大事故等対処設備として新たに整備する。また、使用済燃料ピットの状態を監視する。このため、可搬式使用済燃料ピット

区域周辺エリアモニタ、使用済燃料ピット温度計（AM 用）、使用済燃料ピット水位計（AM 用）等を重大事故等対処設備として新たに整備す

ることを確認した。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、初期の対策、安定状態に向けた対策の区別はない。 

 

(ⅳ) 燃料損傷防止対策に係る設備を稼働するための状態監視ができ

ることを確認する。 

（想定事故 1の場合） 

① 中型ポンプ車による使用済燃料ピット水位への注水に係る計装

設備を確認。 

 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.3.1.1 表 「想定事故 1」の重大事故等対

策について＞より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 燃料損傷防止対策に係る設備の稼働状況や対策の効果を監視するための計装設備として、使用済燃料ピット温度(AM 用)、使用済燃料ピット

水位(AM 用)、使用済燃料ピット監視カメラ等が挙げられていることを確認した。 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を明

確に示しているか確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、初期の対策、安定状態に向けた対策の区別はない。 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。 

 使用済燃料ピット冷却機能の回復操作 
 燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作 

② ＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞において、可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ等設置操

作、可搬式使用済燃料ピット水位及び使用済燃料ピット監視カメラ冷却装置等設置操作等が整備されていることを確認した。また、＜添付十：

技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞において、燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作等が整

理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

③ 上記①、②に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅶ) 上記の対策も含めて想定事故 1 における手順及びその着手の判

断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施する

ために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

 

(ⅶ)本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整合が図られていることを確認

した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれ

らに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.3.1.1 表 「想定事故 1」における重大事故等対策について＞で明確にされていること

を確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

(ⅰ) 使用済燃料ピットへの代替注水に関連する設備として、送水車及びこれと接続する配管が概略系統図に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.3.1.2 図 「想定事故 1」の対応手順の概要(「使用済燃料ピット冷却系及び補給水系の故障」の事象進展)＞において、想定さ

れる事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対

応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① ｢想定事故 1｣に係る判断基準・確認項目等 

使用済燃料ピット冷却機能喪失の判断：使用済燃料ピットポンプトリップによる運転不能等により、使用済燃料ピット冷却機能の故障を確認

した場合。 

使用済燃料ピット水温及び水位の確認：使用済燃料ピット冷却機能の故障により、使用済燃料ピット水温が上昇し、使用済燃料ピット水位が

低下していることを確認する。 

使用済燃料ピット補給水系の故障の判断: ２次系純水系統及び燃料取替用水ピットからの注水操作を行い、使用済燃料ピット水位の上昇が

確認できなければ、使用済燃料ピット補給水系の故障と判断する。 

 

＜補足説明資料：添付資料 4.1.3 安定状態について＞において、想定事故 1の安定状態は、「送水車等を使った注水により使用済燃料ビット

水位が回復、維持され、温度が安定した時点」であることが示されている。 

 

5）想定事故の対応に必要な要員について整理されているか。 

 (ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞等を踏まえ、以下のとおり整理されているこ

とを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等、技術

的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等、技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 有効性評価においては、燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作等には期待しないが実際には行う操作である。このため、こ

れらの操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 想定事故 1の対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間として整理され

ており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されていることを確認し

た。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-7 

 

 

2．燃料損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性の評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.3 想定事故の主要解析条件等」の解

析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否定す

るものではない。 

 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 解析対象とした事故シーケンスから、解析対象のシーケンスを選

定した理由を確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解釈により想定事故が定められている（PRA による評価は実施してい

ない。） 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コードの審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

※ ｢想定事故 1｣の重要現象はない。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析する

能力があることを確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

3）評価条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか、評価の

考え方が示されているか。 

（想定事故 1、想定事故 2の場合） 

 想定事故の評価においては、解析コードを用いた評価は行わな

い。このため、評価項目を満足するための評価の考え方につい

て確認。（使用済燃料ピット水位の低下時間と注水開始までの

時間の関係や放射線の遮蔽が維持できる水位の考え方） 

 

 

 

3) 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として、想定事故 1における運転員等操作時間に与える影響、要員の配置による他の操作に与える影響、

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。また、想定事故の評価においては、

解析コードを用いた評価は行わない。このため、評価項目を満足する評価の考え方として、使用済燃料ピットの水位が、放射線の遮蔽を維持

できる最低水位（放射線の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を維持できる水位。通常水位－約 3m）に低下するまでの時間を評価し、それよりも早期

に注水を開始できることの確認をもって、使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項目（b）を満たすものとする。評価項目（b）

が満たされる場合は評価項目（a）も同時に満たされることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-8 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 使用済燃料貯蔵槽内の状態等 

a. 使用済燃料貯蔵槽には貯蔵燃料の他に、原子炉停止後に最短時間で

取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることとする。 

b. 使用済燃料の崩壊熱については、燃料組成及び燃焼度等を考慮して

設計に基づき適正に評価する。 

(3) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 想定事故の主要解析条件等 

 (1) 想定事故1 

a. 事故の概要 

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能の喪失によってプール水

の温度が上昇し、沸騰を開始する。プール水の補給に失敗すると、

蒸発によりプール水が減少しプールの水位が緩慢に低下する。冷却

系の回復やプール水の補給が行われないと、やがて燃料が損傷す

る。 

b. 主要解析条件（「3.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 通常の冷却機能又は注水機能の喪失を想定する。 

(b) 申請書に記載された代替冷却設備、代替注水設備等の性能を考慮

し、これらによる使用済燃料貯蔵槽内の燃料の冷却を考慮する。 

c. 対策例 

(a)可搬型代替注水設備によるプール水の補給機能の確保 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源の有無は事象進展及び運転員等操作時間に影響を及ぼさないが、必要な燃料等を厳しく評価する観点から、外部電源はないもの

とすることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 安全機能の喪失に対する仮定として、使用済燃料ピットポンプ等の運転不能等により使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が喪失する

ものとすることから、設置許可基準規則第 37 条 解釈を踏まえた想定であることを確認した。 

② 初期条件として、事故発生時の使用済燃料ピット水温は 40℃、水位は燃料頂部より＋7.38m とすることを確認した。その他の条件につい
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確認。 

（想定事故 1の場合） 

 使用済燃料ピットに隣接するピットやキャナルの扱いを確認。 

 

ては、＜補足説明資料：表 4.1.2 「想定事故１」の主要解析条件（使用済燃料ピット冷却系及び補給水系の故障）＞において、使用済燃料

ピット崩壊熱は 11,674MW とし、使用済燃料ピットに隣接するピットの状態として、燃料取出直後の状態に基づき設定するが、水温 100 ℃ 

まで上昇する時間の評価は、Ａエリアのみを考慮して設定し、また、水量は使用済燃料、ラック等の体積を除いて算出しており、評価で設

定した条件とその考え方が全体的に整理されていることを確認した。 

 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性の評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.3 想定事故の主要解析条件等」の

解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否

定するものではない。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(2)安全施設の適用条件 

a. 設備の容量等は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（設備の待機状態及び使用済燃料貯蔵槽の温度、水位の変化の影

響等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

(4)重大事故等対処設備の作動条件 

a. 燃料損傷防止対策の実施時間 

(a) 燃料損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可

否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計値に

基づき設定する。 

c. 燃料損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷

却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮

する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ
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がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 燃料損傷防止対策に関連する手順の妥当性を示す。(c) 現場での

操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温度、湿

度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（想定事故 1の場合） 

 SFP への注水流量は崩壊熱による蒸散量に対して妥当であるか

を確認。 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、送水車の流量は 25 m3/h とすることを確認した。その他の機器条件も含め、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.3.1.2 表 「想定事故１」の主要解析条件（使用済燃料ピット冷却系及び補給水系の故障）＞より、想定事故 1 の評価で用

いる機器条件と設定理由については、以下に示すとおりであることを確認した。 

送水車から使用済燃料ピットへの注水流量：使用済燃料ピット崩壊熱による使用済燃料ピット水の蒸散率に対し、燃料損傷防止が可能な

流量として 25m3/h とする。 

放射線の遮蔽が維持できる使用済燃料ピット最低水位：使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の燃料取扱建屋の遮蔽設計基準

値（0.15mSv/h）となる水位として、燃料頂部から 4.38m とする。 

 

 (ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(2)c.にしたがって、解析上、故障を想定し

た設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 想定事故 1において、安全機能の喪失を仮定している使用済燃料ピット冷却機能及び注水機能について、機器条件として設定されていな

いことから、復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜補足説明資料：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮

定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（燃料損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 想定事故 1における操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイムチャート

と有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添付資料を参

照した。 

使用済燃料ピット冷却系回復操作（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順

等の操作の成立性＞において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、運転員（当直員）2名であり、中央制御室での使用済燃料ピット

冷却機能回復操作、現場での使用済燃料ピットポンプ起動操作に 30 分等を想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の

作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

使用済燃料ピット注水操作（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等の操

作の成立性＞において、本操作に係る 1 ユニット当たりの要員は、運転員（当直員）1 名であり、現場での燃料取替用水タンク等からの注

水操作に 20 分等を想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

使用済燃料ピットの監視（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等の操作

の成立性＞において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、重大事故等対策要員 4名であり、現場での可搬式使用済燃料ピット区域周

辺エリアモニタ、可搬式使用済燃料ピット水位及び使用済燃料ピット監視カメラ冷却装置の設置に 120 分を想定しており、有効性評価のタ

イムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、送水車による注水は、事象発生の確認、注水準備に必要な移動、操作等に必要な時間を考慮して、
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事象発生から 5.2 時間後に開始するものとすることを確認した。 

③ 送水車による使用済燃料ピットへの注水操作は、注水準備に必要な移動、操作等の時間を考慮して解析上の操作開始時間を設定している。 

 
（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

（使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止） 

3－2 第3項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止するた

めに必要な措置を講じたもの」とは、想定事故1及び想定事故2に対

して、以下の評価項目を満足することを確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界が維持されていること。 

1．評価結果の妥当性について 

1）評価結果の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈における評価項目

に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等が

整理されていることを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動を

確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（想定事故 1の場合） 

遮へいが維持できる最低水位となるまでの時間と注水開始時間： 

 沸とう開始までの時間 

 遮へいが維持できる最低水位となるまでの時間 

 SFP への注水が可能となる時間 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること。 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されていることを

確認した。 

② ＜添付十：第 7.3.1.4 図＞にあるとおり、使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が喪失し、使用済燃料ピットが沸騰するまで約 12 時

間であり、蒸発により使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を維持できる水位である通常水位－約 3.19m となるまで

は約 2.6 日であることを確認した。 

③ 該当なし。（想定事故 1 では、燃料の崩壊熱と使用済燃料ピットの保有水量の関係から評価した水位低下時間と、注水可能となる時間とを

比較することで評価を実施している。） 

④ 事故を検知し、送水車による使用済燃料ピットへの注水を開始する時間は、事象発生から 2 時間 30 分後である。これに対し、②にあると

おり、事象発生から使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位（通常水位-3.19m）まで低下する時間は、約 2.6 日である

ため十分な時間余裕があることを確認した。また、使用済燃料ピット崩壊熱による使用済燃料ピット水の蒸発率(約 19.44m3/h)を上回る容

量の送水車(25m3/h)を整備していることから、送水車による注水により使用済燃料ピットの水位を回復させ維持できることを確認した。 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料有効長頂部の冠水は維持できていることを確認。 

② 遮へいが維持できる水位は確保されているかを確認。 

③ 未臨界が維持されていることを確認。 

 

(ⅱ) 上記（ⅰ）の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、使用済燃料ピット冷却機能及び注水機能

の喪失により、使用済燃料ピット内の水温が約 12 時間後に 100℃に到達し、水位が緩慢に低下し始める。事故発生後、使用済燃料ピット水

位が放射線の遮蔽を維持できる最低水位まで低下する時間は約 2.6 日である。一方、事故発生後、送水車による注水の準備に要する時間は

5.2 時間である。よって、放射線の遮蔽が失われる前に注水を開始できる。 送水車の流量は 25m3/h であり、使用済燃料ピット水温が 100℃

に到達した後の崩壊熱による蒸発量を上回っていることから、燃料有効長 
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 頂部が冠水し、放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.3.1.4 図＞にあるとおり、燃料上端までの水位は、通常水位-約 7.57m である。これに対し、使用済み燃料ピット水位は放射

線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-3.19m)となるまでに送水車による代替注水を行えることから、燃料有効長頂部の冠水は維持でき

ることを確認した。(送水車の注水容量は、燃料の崩壊熱による蒸発率よりも大きいことから、水位の回復は可能である) 

② ①にあるとおり、使用済み燃料ピット水位は放射線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-3.19m)となるまでに送水車による代替注水を行

えることから、遮蔽が維持できる水位は確保されていることを確認した。 

③ 使用済燃料ピットは純水冠水状態においても未臨界（実効増倍率約 0.970）であり、使用済燃料ピット内の水が沸騰状態となり密度が低下

する場合には実効増倍率が低下するため未臨界は維持されることを確認した。 

＜補足説明資料（添付資料 4.1.2 使用済燃料ピットの水位低下及び遮蔽に関する評価について）＞において、SFP 水位低下時間等評価の

条件設定について根拠が示されている。 

 

(ⅲ) 燃料損傷防止対策により、燃料損傷を防止できていることを確認す

る。 

 

(ⅲ) 上記（ⅱ）にあるとおり、評価結果は使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項目（a）及び（b）を満足している。評価結果は

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項目（c）を満足していることを確認した。 

 

 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位

及び温度が安定した状態に導かれる時点までを評価する。（少なく

とも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間よ

り短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できること

を示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位及び温度が安定した状態に

導かれる時点までを評価していることを確認する。 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、上記(3)(ⅱ)にあるとおり、放射線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-3.19m)となるまでに送水

車による代替注水を行えること、送水車の注水容量(25m3/h)は、燃料の崩壊熱による蒸発率(約 19.44m3/h)よりも大きいことから水位の回復及

び水温の上昇を抑制できること、使用済燃料ピットの実効増倍率は臨界に対して十分低く未臨界は維持されることから、使用済燃料ピットは

安定状態に導かれていることを確認した。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-13 

3．評価条件の不確かさの影響評価 

 
確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

なお、｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いていないため解析コードの不確かさは確認しない。 

 

 
 
 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．評価条件の不確かさの影響評価方針 

1）評価条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 評価条件の不確かさの影響評価範囲が明確に示されていることを

確認する。 

 

(ⅰ) 評価条件の不確かさの影響方針について、以下のとおり確認した。 

評価条件の不確かさの影響評価方針は、＜添付十：1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞を踏まえ、不確かさの影響評価

の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響、要員の配置による他の操作に与える影響及び操作時

間余裕を評価することを確認した。 

 

参考：＜補足説明資料：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、不確かさ等の影響確認は、評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなる場合に感度解析等を行うとしている。以下参照。 

 

 

(ⅱ) 評価条件の不確かさにより、影響を受ける運転員等操作が特定さ

れているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 評価条件の不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

① 想定事故 1の特徴を踏まえ、不確かさの影響を確認する運転員等操作は、解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の差異があ

る送水車による注水であることを確認した。本操作は使用済燃料ピット水温の不確かさによって、操作が必要となるタイミングが影響を受け

る（遅くなる/早くなる）。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-14 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較により、その傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較によりその傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-15 

（2）評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における評価条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（想定事故 1 の場合） 

① 崩壊熱の影響を確認。 

② SFP 初期水温の影響を確認。 

③ SFP 初期水位の影響を確認。 

④ 使用済燃料ピットに隣接するピットの状態の変動の影響を確

認。 

(ⅰ) 評価条件が運転員等操作に与える影響については以下のとおりであることを確認した。 

① 使用済燃料ピット崩壊熱の変動を考慮し、最確条件の崩壊熱を用いた場合、評価条件として設定している使用済燃料ピット崩壊熱より小さく

なるため、使用済燃料ピットの水温上昇及び水位低下は遅くなる。しかしながら、使用済燃料ピットの水温及び水位を起点としている運転員

等操作はないことから、運転員等操作時間に与える影響はないことを確認した。 

② 崩壊熱、初期水位及び初期水温の最確値を用いた場合、使用済燃料ピット内の水温が変動するが、送水車による使用済燃料ピットへの注水操

作は、使用済燃料ピットの水温及び水位を起点に開始する操作ではないことから、運転員等操作時間に与える影響はないことを確認した。 

③ 使用済燃料ピットに隣接するピットの状態の変動を考慮した場合、評価条件として設定しているピットの状態より水量が多くなり、使用済燃

料ピットの水温上昇及び水位低下は遅くなる。しかしながら、使用済燃料ピット水温及び水位を起点としている運転員操作はないことから、

運転員等操作時間に与える影響はないことを確認した。 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（想定事故 1の場合） 

① 崩壊熱の影響を確認。 

② SFP 初期水温の影響を確認。 

③ SFP 初期水位の影響を確認。 

④ SFP の自然蒸発(100℃以下での蒸発)の影響を確認。 

 

 

(ⅰ) 評価条件が評価結果に与える影響については、崩壊熱の最確値を用いた場合、解析条件として設定している崩壊熱より小さい側への変動と

なり、また、初期水位の最確値を用いた場合、解析条件として設定している初期水位より高い側への変動となるため、放射線の遮蔽が維持され

る最低水位に到達するまでの時間は約 2.6 日より長くなる。初期水温の変動を考慮し、解析条件である 40℃より厳しい 65℃（使用済燃料ピッ

トポンプ 1 台故障時の平均水温の制限値）として評価した結果、遮蔽が維持できる最低水位に到達するまでの時間は約 2.4 日となるが、使用済

燃料ピットへの注水は事故発生の 5.2 時間後から可能であるため、評価結果に与える影響は小さいことを確認した。具体的な確認結果は以下の

とおり。 

① 使用済燃料ピット崩壊熱の変動を考慮し、最確条件の崩壊熱を用いた場合、評価条件として設定している使用済燃料ピット崩壊熱より小さく

なり、使用済燃料ピットの水温上昇及び水位低下は遅くなることから、評価項目に対する余裕が大きくなることを確認した。 

② 初期水温の変動を考慮した場合、評価条件として設定している初期水温より、高く又は低くなる。初期水温が低くなる場合には、使用済燃料

ピットの水温上昇が遅くなることから、評価項目に対する余裕は大きくなる。一方、初期水温が高くなる場合には、使用済燃料ピットの水温

上昇が速くなることから、評価項目に対する余裕は小さくなることが考えられるが、使用済燃料ピットの水位が放射線の遮蔽が維持できる最

低水位に到達するまでの時間は注水開始に必要な時間に対して十分な余裕もっていることを確認していることから、初期水温の変動が評価項

目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認した。 

③ 初期水位の変動を考慮した場合、評価条件として設定している初期水位より高くなり、使用済燃料ピットの水温上昇及び水位低下は遅くなる

ことから、評価項目に対する余裕が大きくなることを確認した。 

④ その他の解析条件の不確かさ（水温 100℃未満での水面からの蒸発による水位低下等）による影響や、操作開始時間の遅れによる影響を考慮

しても、使用済燃料ピットの水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位に到達するまでの時間は注水開始に必要な時間に対して十分な余裕を

維持することから、評価結果に与える影響は小さいことを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 4.1.4 評価条件の不確かさの影響評価について＞において、評価条件の一覧が示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-16 

（2）評価条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）評価条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並びに解析上の操作

開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違により、操作タイミン

グが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置は前後の操作を考

慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 評価条件の不確かさによって、操作のタイミングが変動しても

対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、送水車による使用済燃料ピットへの注水操作

を現場にて実施する要員は、同一の運転員等による事象進展上重複する操作がないことから、対策の実施に与える影響はないことを確認した。

具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 想定事故 1においては、使用済燃料ピットポンプが全台停止した場合又は使用済燃料ピット水温が 65℃を超える場合は送水車による使用済燃

料ピットへの代替注水操作に着手するが、この操作は、3号炉及び 4号炉合わせて 34名による操作を想定しており、他の操作との重複もない

ことから、要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。 

② 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作を行う要員は専任であり、前後の作業や作業の重複は無いことから、操作タイミングが変動

しても対処可能であることを確認した。 

③ 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評

価の内容は妥当か。 

 

1) 送水車による使用済燃料ピットへの注水については、評価上の操作開始時間に対し、運用として実際に見込まれる捜査開始時間は早くなる。

この場合、使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位に到達する時間に対する余裕は大きくなることから、評価項目に対する

余裕は大きくなることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.1-17 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 燃料損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 操作時間が遅れた場合の影響や操作までの時間余裕を確認する。 

（想定事故 1の場合） 

① 放射線の遮へいが維持できる最低水位までに到達する時間と

SFPへの注水操作が開始できるまでの時間から余裕時間を確認。 

 

 

(ⅰ) 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① 2.(3)(ⅰ)にあるとおり、事象を検知し、送水車による使用済燃料ピットへの注水を開始する時間は、事象発生から 2時間 30分後である。こ

れに対し、事象発生から使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位（通常水位-3.19m）まで低下する時間は、約 2.6 日であ

るため十分な時間余裕があることを確認した。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位及

び温度が安定した状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも外部

支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で

安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示す 

こと。） 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本想定事故が発生した場合の対応及び復旧作業に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 34 名である。これに対して、重大事故等対策要

員は 74 名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る緊急時対応要員等を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処

可能であることから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認

した。 

 

(ⅱ) 想定する事故に係る対策に必要な電力供給量は、外部電源の喪

失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 送水車による注水は、電源を必要としない。なお、ディーゼル発電機の電源負荷については、設計基準事故時に想定している工学的安全施設

作動信号により作動する負荷を上回る設計としており、重大事故等対策時に必要な負荷は、設計基準事故時に想定している計測制御用電源設

備等の負荷に含まれることから、ディーゼル発電機により電源供給が可能であるとしていることを確認した。 

 

(ⅲ) 使用済燃料貯蔵槽を安定した状態まで導くために必要な水源が

確保されているか確認する。 

① 想定事故 1における対策に必要な水源と保有水量から、安定停

止状態まで移行できることを確認する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本想定事故への対応では、25m3/h の流量で間欠的に使用済燃料ピットへの注水を行うが、海水を取水源として 25m3/h の流量で供給が可能で

あることを確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本想定事故への対応に必要な燃料としては、7日間ディーゼル発電機等を全出力で運転した

場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL となり、合計で約 597.8kL であ

る。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可能である。使用済燃料ピットへ海水

を補給するための送水車の運転に必要な軽油量は、事象発生の 5時間後から 7日間の運転を想定して 3号炉、4号炉それぞれについて約 4,809L

（合計約 9,618L）必要となる。これに対して、本発電所内に備蓄されている軽油量は 21,000L で対応が可能であることを確認した。なお、水

源の充足性については上記（ⅲ）で確認している。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、想定事故 1の特徴、特徴を踏まえた燃料損傷防止対策、評

価結果、不確かさを踏まえても評価結果が基準を満足すること及び要員

と資源の観点から燃料損傷防止対策は有効であることの概要が示され

ていること。 

 

規制委員会は、使用済燃料貯蔵槽の「想定事故１」に対して申請者が計画している燃料損傷防止対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると

判断した。「想定事故１」において、使用済燃料貯蔵槽への代替注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、燃料損傷防止対策の評価項目をい

ずれも満足している。さらに、申請者が使用した解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目をいずれも満足することに変わりがないことを確認

した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、喪失した安全機能（使用済燃料ピット冷却機能等）の回復を期待し

ていないが、実際の事故対策に当たってはこれらの安全機能の回復も重要な燃料損傷防止対策となり得る。さらに、規制委員会は、対策及び復旧

作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、使用済燃料貯蔵槽の「想定事故１」に対して申請者が計画している燃料損傷防止対

策は、有効なものであると判断した。 
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大飯 3・4 号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価：想定事故２） 

 

1．想定事故 2の特徴、燃料損傷防止対策 

（1）想定する事故 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

1．評価対象の妥当性について 

1）想定する事故は、設置許可基準規則第 37条 解釈を踏まえた想定となっ

ているか確認する。 

 

（使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止） 

3－1 第 3項に規定する「重大事故に至るおそれがある事故が発生した」

とは、使用済燃料貯蔵槽内に貯蔵されている燃料の著しい損傷に至る可能

性があると想定する以下の(a)及び(b)の想定事故とする。 

(b)想定事故 2： 

サイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪失が発

生し、使用済燃料貯蔵槽の水位が低下する事故。 

 

1）想定する事故は、サイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪失が発生し、使用済燃料貯蔵槽の水位が低下するものであり、

設置許可基準規則第 37条 解釈を踏まえた想定となっていることを確認した。 

＜添付十：7.3.2.1(1) 想定する事故＞ 

＜補足説明資料：4.2 想定事故２＞ 

 

（2）想定事故 2の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事象進展の妥当性について 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、想定事故 2の特徴を捉えていることを確認するとと

もに、対策を講じない場合の炉心損傷に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、サイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪失が発生し、使用済

燃料貯蔵槽の水位が低下する場合において、燃料損傷防止対策に有効性があるかを確認したことを確認した。具体的には、｢想定事故 2では、

使用済燃料ピット冷却系の配管破断によるサイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規模な漏えいが発生するとともに、使用済

燃料ピット注水機能の喪失が重畳する。このため、緩和措置がとられない場合には、やがて燃料は露出し、損傷に至る｣ものであり、設置許

可基準規則第 37 条 解釈を踏まえたものとなっていることを確認した。 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、想定事故の特徴を踏まえて必要な機能を

明確に示しているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、必要な水位を維持し、燃料の損傷を防止するために、使用済燃料ピットへの注水を行うことを

確認した。 

 

                                                   
1 ※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 
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（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．想定事故 2 における対策（設備及び手順）の網羅性及び事象進展を踏ま

えた手順の前後関係等の妥当性について 

1）想定事故 2における対策に係る手順については、技術的能力基準への適

合、設備については設置許可基準への適合との関係を踏まえ対策を網羅

的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 想定事故 2 では、使用済燃料ピット水位の低下を確認する必要があるが、これを判別するための計装設備として、対策に必要な常設設備、

可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.3.2.1 表  「想定事故 2」における重大事故等対策について＞にお

いて、使用済燃料ピット温度(AM 用)、使用済燃料ピット水位(AM 用)、使用済燃料ピット監視カメラ等が挙げられていることを確認した。 

(ⅱ) 想定事故 2の燃料損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 想定事故 2の事象進展の概要・特徴を踏まえ、燃料損傷防止対策は、「想定事故 1」と同一であることを確認した。燃料損傷防止対策である

使用済燃料ピットへの代替注水に係る手順については、＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞において

整備されていること、送水車への燃料補給については、＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手段等＞におい

て整備されていることを確認した。また、当該対策で用いる重大事故等対処設備として、送水車、軽油ドラム缶が挙げられていることを確認

した。これらの設備以外の常設設備、可搬設備及び関連する計装設備は＜添付十：第 7.3.2.1 表 「想定事故 2」における重大事故等対策につ

いて＞において、整理されていることを確認した。なお、計装設備については(ⅳ)で確認する。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、初期の対策、安定状態に向けた対策の区別はない。 

 

(ⅳ) 燃料損傷防止対策に係る設備を稼働するための状態監視ができ

ることを確認する。 

（想定事故 2の場合） 

① 中型ポンプ車による使用済燃料ピット水位への注水に係る計装

設備を確認。 

 

(ⅳ) 対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれらに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.3.2.1 表 「想定事故 2」における重大事

故等対策について＞より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 燃料損傷防止対策に係る設備の稼働状況や対策の効果を監視するための計装設備として、使用済燃料ピット温度(AM)、使用済燃料ピット水位

(AM)、使用済燃料ピット監視カメラ等が挙げられていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、初期の対策、安定状態に向けた対策の区別はない。 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。 

 使用済燃料ピット冷却機能の回復操作 

 燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作 

② ＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞において、可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ等設置操

作、可搬式使用済燃料ピット水位及び使用済燃料ピット監視カメラ冷却装置等設置操作等が整備されていることを確認した。また、＜添付十：

技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞において、燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作等が

整理されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

③ 上記①、②に示すとおり、有効性評価上は期待しない操作や、実際に行う安全機能の回復操作が含まれていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて想定事故 2 における手順及びその着手の判

断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施する

ために必要な技術的能力」と整合していることを確認する。 

 

(ⅶ)本事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整合が図られていることを確認

した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれ

らに関連する計装設備が記載されている＜添付十：第 7.3.2.1 表 「想定事故 2」における重大事故等対策について＞で明確にされていること

を確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣では要求されていない。 

 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

(ⅰ) 使用済燃料ピットへの代替注水に関連する設備として、送水車及びこれと接続する配管が概略系統図に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.3.2.2 図 「想定事故 2」の対応手順の概要（「サイフォン現象等による使用済燃料ピット内の水の小規模な喪失」の事象進展）

＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待し

ない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① ｢想定事故 2｣に係る判断基準・確認項目等 

使用済燃料ピット冷却機能喪失の判断：「使用済燃料ピット水位注意」警報の発信で、使用済燃料ピット水位等のパラメータにより使用済燃

料ピット水位低下を確認した場合。 

使用済燃料ピット補給水系の故障の判断：２次系純水系統及び燃料取替用水ピットからの注水操作を行い、使用済燃料ピット水位の上昇が確

認できない場合。 

使用済燃料ピット水温上昇の確認: 使用済燃料ピット冷却機能喪失により、水温が上昇していることを確認する。 

 

＜補足説明資料：添付資料 4.2.2 安定状態について＞において、想定事故 2の安定状態は、「送水車等を使った注水により使用済燃料ピット

水位が回復、維持され、温度が安定した時点」であることが示されている。 

 

5）想定事故の対応に必要な要員について整理されているか。 

 (ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞等を踏まえ、以下のとおり整理されているこ

とを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.11  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等、技術

的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等、技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 有効性評価においては、燃料取替用水タンク等からの使用済燃料ピット注水操作等には期待しないが実際には行う操作である。このため、こ

れらの操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 想定事故 2の対応に係る各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間として整理され

ており、実現可能な要員の配置がなされていることを確認した。また、異なる作業を連続して行う要員の移動先が示されていることを確認し

た。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において考え方が整理されていることを確認した。 
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2．燃料損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性の評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.3 想定事故の主要解析条件等」の解

析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否定す

るものではない。 

 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 解析対象とした事故シーケンスから、解析対象のシーケンスを選

定した理由を確認する。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解釈により想定事故が定められている（PRA による評価は実施して

いない。） 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コードの審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

 

※ ｢想定事故 2｣の重要現象はない。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析する

能力があることを確認する。 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

3）評価条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか、評価の

考え方が示されているか。 

（想定事故 1、想定事故 2の場合） 

 想定事故の評価においては、解析コードを用いた評価は行わな

い。このため、評価項目を満足するための評価の考え方につい

て確認。（使用済燃料ピット水位の低下時間と注水開始までの

時間の関係や放射線の遮蔽が維持できる水位の考え方） 

 

 

 

3) 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として、想定事故 2 における運転員等操作時間に与える影響、要員の配置による他の操作に与える影

響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。また、想定事故の評価におい

ては、解析コードを用いた評価は行わない。このため、評価項目を満足する評価の考え方として、使用済燃料ピット水の小規模な喪失により

水位が低下した後、放射線の遮蔽を維持できる最低水位（放射線の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を維持できる水位。通常水位－約 32m。）に低

下するまでの時間を評価し、それよりも早期に注水を開始できることの確認をもって、使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項

目（b）を満たすものとする。評価項目（b）が満たされる場合は評価項目（a）も同時に満たされることを確認した。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 使用済燃料貯蔵槽内の状態等 

a. 使用済燃料貯蔵槽には貯蔵燃料の他に、原子炉停止後に最短時間で

取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることとする。 

b. 使用済燃料の崩壊熱については、燃料組成及び燃焼度等を考慮して

設計に基づき適正に評価する。 

(3) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 想定事故の主要解析条件等 

 (1) 想定事故2 

a. 事故の概要 

サイフォン現象等によりプール水の小規模な喪失が発生し、プール

水の補給に失敗すると、使用済燃料貯蔵槽の水位は低下する。その

後もプール水の補給が行われないと、やがて燃料が損傷する。 

b. 主要解析条件（「3.2 有効性評価の共通解析条件」に記載の項目を

除く。） 

(a) 使用済燃料貯蔵槽の水位が最も低下する可能性のあるサイフォン現

象等を想定する。 

(b) 解析にあたってはサイフォンブレイカーの効果は考慮しない。ただ

し、地震等の影響を考慮しても、現場操作時の接近性等が確保さ

れ，プール水流出の停止操作を確実に行えることが示されれば、そ

の効果を考慮することができる。さらに、耐震性も含めて機器、弁

類等の故障及び人的過誤の余地のないサイフォンブレイカーであれ

ば、その効果を考慮できる。（サイフォン防止用の逆止弁の場合に

は、開固着等のリスクを考慮する。） 

 (c) 申請書に記載された代替注水設備等の性能を考慮し、これらによ

る使用済燃料貯蔵槽内の燃料の冷却を考慮する。 

(d) 地震や建屋の爆発、火災、使用済燃料貯蔵槽からの溢水等の影響を

考慮しても、現場操作時の接近性が確保され、プール水流出の停止

操作を確実に行えることが示されれば、その効果を考慮することが

できる。 

c. 対策例 

(a)可搬型代替注水設備によるプール水の補給機能の確保 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-8 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認。 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源の有無は事象進展及び運転員等操作時間に影響を及ぼさないが、必要な燃料等を厳しく評価する観点から、外部電源はないもの

とすることを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（想定事故 2の場合） 

 使用済燃料ピットに隣接するピットやキャナルの扱いを確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、使用済燃料ピット冷却系の配管破断によるサイフォン現象等によりピット水の小規模な漏えいが発生し、使用済燃料ピッ

ト出口配管下端（燃料頂部＋6.30m）まで水位が低下すると想定することを確認した。安全機能の喪失に対する仮定は、この破断により冷

却機能が喪失するが、重畳して、注水機能も喪失するものとする。漏えいはこの水位で止まるが、水温が上昇して蒸発が起こる場合は更な

る水位低下が生じるものであり、設置許可基準規則第 37 条 解釈を踏まえた想定であることを確認した。 

 本事故シーケンスにおいてはサイフォンブレイカーの効果に期待している。このため、重大事故等時のサイフォンブレイカーの健全性を

確認したところ、地震、落下物による影響がないこと及び配管等の閉塞の可能性がないことが示されるとともに、維持管理方法として日常

点検、資材仮置管理等の方法に問題がないことが示された。このことから、重大事故等時においてもサイフォンブレイカーの機能効果に期

待できることを確認した。 

＜SA基準適合性補足説明資料：54-9 想定事故 2において想定したサイフォン現象等について＞において、SFP の水位が最も低下する可能

性のあるサイフォン現象の選定根拠等が示されている。54-10 使用済燃料ピットサイフォンブレイカーの健全性について、機能効果が期待

できる根拠等が示されている。 

② 初期条件として、事故発生時の使用済燃料ピット水温は 40℃とすることを確認した。その他の条件については、＜添付十：第 7.3.2.2 表 

「想定事故２」の主要解析条件＞において、使用済燃料ピット崩壊熱は 10.496MW とすること、使用済燃料ピットに隣接するピットの状態

として、原子炉から使用済燃料ピットに燃料を取り出した直後の状態を想定し、蒸発に寄与する水量は補給までの余裕時間の観点から短く

なる A、B ピットのみの水量を考慮するとともに、水量は使用済燃料やラックの体積を除いて算出したものを設定しており、評価で設定し

た条件とその考え方が全体的に整理されていることを確認した。 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性の評価にあたっては最適評価手法を適用し、「3.2 有効性

評価の共通解析条件」及び「3.3 想定事故の主要解析条件等」の

解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件の適用を否

定するものではない。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(2)安全施設の適用条件 

a. 設備の容量等は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する

場合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等に

ついて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性
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（設備の待機状態及び使用済燃料貯蔵槽の温度、水位の変化の影

響等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障を想定した設備の復旧には期待しない。 

(4)重大事故等対処設備の作動条件 

a. 燃料損傷防止対策の実施時間 

(a) 燃料損傷防止対策の実施に係る事象の診断時間は、計装の利用可

否を考慮し、訓練実績等に基づき設定する。 

(b) 操作現場への接近時間は、接近経路の状況（経路の状態、温度、

湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

(c) 現場での操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温

度、湿度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設

定する。 

b. 重大事故等対処設備の作動条件、容量及び時間遅れを、設計値に

基づき設定する。 

c. 燃料損傷防止対策の実施に必要なサポート機能（電源及び補機冷

却水等）の確保に必要な時間は、現場での操作時間に含めて考慮

する。 

d. 重大事故等対処設備の作動条件において、作動環境等の不確かさ

がある場合は、その影響を考慮する。 

e. 重大事故等対処設備について、単一故障は仮定しない。 

f. 燃料損傷防止対策に関連する手順の妥当性を示す。(c) 現場での

操作時間については、操作現場の状況（現場の状態、温度、湿

度、照度及び放射線量）を踏まえ、訓練実績等に基づき設定す

る。 

 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（想定事故 2の場合） 

 SFP への注水流量は崩壊熱による蒸散量に対して妥当であるか

を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、「想定事故 1」と同一であることを確認した。その他の機器条件も含め、具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.3.2.2 表 「想定事故２」の主要解析条件＞より、想定事故 2 の評価で用いる機器条件と設定理由については、以下に示す

とおりであることを確認した。 

送水車から使用済燃料ピットへの注水流量：使用済燃料ピット崩壊熱による使用済燃料ピット水の蒸散率に対し、燃料損傷防止が可能な

流量として 25m3/h とする。 

放射線の遮蔽が維持できる使用済燃料ピット最低水位：使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の燃料取扱建屋の遮蔽設計基準

値（0.15mSv/h）となる水位として、燃料頂部から 4.38m とする。 
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 (ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(2)c.にしたがって、解析上、故障を想定し

た設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

(ⅱ) 想定事故 2において、安全機能の喪失を仮定している使用済燃料ピット冷却機能及び注水機能について、機器条件として設定されていな

いことから、復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜補足説明資料：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮

定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（燃料損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 想定事故 2における操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイムチャート

と有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添付資料を参

照した。 

使用済燃料ピット注水操作（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等の操

作の成立性＞において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、運転員（当直腸）等 1名であり、現場での燃料取替用水タンク等からの

注水操作に 20分を想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

使用済燃料ピット給水確保：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等の操作の成立性＞において、本操作に

係る 1ユニット当たりの要員は、緊急安全対策要員 6名であり、現場での資材運搬・機材設置に 2.5 時間、送水車の起動に 0.2 時間等を想

定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

使用済燃料ピットの監視（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等の操作

の成立性＞において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、緊急安全対策要 4名であり、現場での可搬式使用済燃料ピット区域周辺エ

リアモニタ、可搬式使用済燃料ピット水位及び使用済燃料ピット監視カメラ冷却装置の設置に 120 分を想定しており、有効性評価のタイム

チャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

送水車への燃料補給：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等及び技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必

要となる水の供給手順等の操作の成立性＞において、本操作に係る 1ユニット当たりの要員は、重大事故等対策要員 1名であり、現場での

燃料補給に 100 分を想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、送水車による注水は、事象発生後、使用済燃料ピット水位が使用済燃料ピット冷却系出口配管下端

に達した時点から準備を開始するものとし、要員の移動及び注水準備等に必要な時間等を考慮して、事象発生から 5.2 時間後に開始する

ものとする。なお、本評価では事象発生から使用済燃料ピット水位が使用済燃料ピット出口配管下端に達するまでの時間は考慮しないこと

を確認した。 

③ 該当なし。 
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（3）有効性評価の結果 
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（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

（使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止） 

3－2 第3項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止するた

めに必要な措置を講じたもの」とは、想定事故2及び想定事故2に対

して、以下の評価項目を満足することを確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界が維持されていること。 

1．評価結果の妥当性について 

1）評価結果の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈における評価項目

に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等が

整理されていることを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動を

確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

（想定事故 2の場合） 

遮へいが維持できる最低水位となるまでの時間と注水開始時間： 

 沸とう開始までの時間 

 遮へいが維持できる最低水位となるまでの時間 

 SFP への注水が可能となる時間 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること。 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されていることを

確認した。 

② ＜添付十：第 7.3.2.4 図＞にあるとおり、使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が喪失し、使用済燃料ピットが沸騰するまで約 11 時

間であり、蒸発により使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を維持できる水位である通常水位－約 1.92m となるまで

は約 1.8 日であることを確認した。 

③ 該当なし。（想定事故 2 では、燃料の崩壊熱と使用済燃料ピットの保有水量の関係から評価した水位低下時間と、注水可能となる時間とを

比較することで評価を実施している。） 

④ 事故を検知し、送水車による使用済燃料ピットへの注水を開始する時間は、事象発生から 5.2 時間後である。これに対し、②にあるとおり、

事象発生から使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位（通常水位-1.92m）まで低下する時間は、約 1.8 日であるため十

分な時間余裕があることを確認した。また、使用済燃料ピット崩壊熱による使用済燃料ピット水の蒸発率(約 19.44m3/h)を上回る容量の送

水車(25m3/h)を整備していることから、送水車による注水により使用済燃料ピットの水位を回復させ維持できることを確認した。 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 燃料有効長頂部の冠水は維持できていることを確認。 

② 遮へいが維持できる水位は確保されているかを確認。 

③ 未臨界が維持されていることを確認。 

 

 

(ⅱ) 上記（ⅰ）の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、使用済燃料ピット冷却系の配管破断によ

り使用済燃料ピット水位が使用済燃料ピット出口配管下端まで低下した後、使用済燃料ピット内の水温が約 11 時間後に 100℃に到達し、水

位が緩慢に低下し始める。事故発生後、使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽を維持できる最低水位まで低下する時間は約 1.8 日である。

一方、事故発生後、送水車による注水の準備に要する時間は 5.2 時間である。よって、放射線の遮蔽が失われる前に注水を開始できる。送

水車の流量は 25 m3/h であり、使用済燃料ピット水温が 100℃に到達した後の崩壊熱による蒸発量を上回っていることから、燃料有効長頂部

が冠水し、放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.3.2.4 図＞にあるとおり、燃料上端までの水位は、通常水位-約 6.3m である。これに対し、使用済み燃料ピット水位は放射

線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-1.92m)となるまでに送水車による代替注水を行えることから、燃料有効長頂部の冠水は維持でき

ることを確認した。(送水車の注水容量は、燃料の崩壊熱による蒸発率よりも大きいことから、水位の回復は可能である) 
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② ①にあるとおり、使用済み燃料ピット水位は放射線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-1.92m)となるまでに送水車による代替注水を行

えることから、遮蔽が維持できる水位は確保されていることを確認した。 

③ 使用済燃料ピットは純水冠水状態においても未臨界（実効増倍率約約 0.970）であり、使用済燃料ピット内の水が沸騰状態となり密度が低

下する場合には実効増倍率が低下するため未臨界は維持される。使用済燃料ピット水のほう素濃度が高い場合、沸騰前と沸騰状態における

実効増倍率は 1.0（臨界）に対して十分低く、未臨界は維持されることを確認した。 

 

(ⅲ) 燃料損傷防止対策により、燃料損傷を防止できていることを確認す

る。 

 

(ⅲ) 上記（ⅱ）にあるとおり、評価結果は使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項目（a）及び（b）を満足している。評価結果は

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の評価項目（c）を満足していることを確認した。 

 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位

及び温度が安定した状態に導かれる時点までを評価する。（少なく

とも外部支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間よ

り短い期間で安定状態に至った場合は、その状態を維持できること

を示すこと。） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ)使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位及び温度が安定した状態に

導かれる時点までを評価していることを確認する。 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、上記(3)(ⅱ)にあるとおり、放射線の遮蔽が維持できる最低水位(通常水位-1.92m)となるまでに送水

車による代替注水を行えること、送水車の注水容量(25m3/h)は、燃料の崩壊熱による蒸発率(約 19.44m3/h)よりも大きいことから水位の回復及

び水温の上昇を抑制できること、使用済燃料ピットの実効増倍率は臨界に対して十分低く未臨界は維持されることから、使用済燃料ピットは

安定状態に導かれていることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-13 

3．評価条件の不確かさの影響評価 

 
確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

なお、｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いていないため解析コードの不確かさは確認しない。 

 

 
 
 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．評価条件の不確かさの影響評価方針 

1）評価条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 評価条件の不確かさの影響評価範囲が明確に示されていることを

確認する。 

 

(ⅰ) 評価条件の不確かさの影響方針について、以下のとおり確認した。 

評価条件の不確かさの影響評価方針は、＜添付十：1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞を踏まえ、不確かさの影響評価

の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響、要員の配置による他の操作に与える影響及び操作時

間余裕を評価することを確認した。 

 

参考：＜補足説明資料：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、不確かさ等の影響確認は、評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなる場合に感度解析等を行うとしている。以下参照。 

 

 

(ⅱ) 評価条件の不確かさにより、影響を受ける運転員等操作が特定さ

れているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 評価条件の不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

① 想定事故 2の特徴を踏まえ、不確かさの影響を確認する運転員等操作は、解析上の捜査開始時間と実際に見込まれる捜査開始時間の差異があ

る送水車による注水であることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-14 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較により、その傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較によりその傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

※ ｢使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、解析コードを用いた評価は行わない。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-15 

（2）評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における評価条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（想定事故 2 の場合） 

① 崩壊熱、SFP 初期水温、使用済燃料ピットに隣接するピットの状

態の変動の影響を確認。 

 

(ⅰ) 評価条件が運転員等操作に与える影響については以下のとおりであることを確認した。 

① 崩壊熱及び初期水温の最確値を用いた場合、使用済燃料ピット内の水の温度が変動するが、送水車による使用済燃料ピットへの注水操作は、

使用済燃料ピットの水温及び水位を起点に開始する操作ではないことから、運転員等操作時間に与える影響はないことを確認した。 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（想定事故 2の場合） 

① 崩壊熱の影響を確認。 

② SFP 初期水温の影響を確認。 

③ 使用済燃料ピットに隣接するピットの状態の変動の影響を確

認。 

④ SFP の自然蒸発(100℃以下での蒸発)の影響を確認。 

 

 

(ⅰ) 評価条件が評価結果に与える影響については、崩壊熱の最確値を用いた場合、解析条件として設定している崩壊熱より小さい側への変動と

なるため、放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は約 1.8 日より長くなる。また、初期水温の変動を考慮し、解析条件であ

る 40℃より厳しい 65℃（使用済燃料ピットポンプ 1 台故障時の平均水温の制限値）として評価した結果、遮蔽が維持できる最低水位に到達す

るまでの時間は約 1.6 日となるが、使用済燃料ピットへの注水は事故発生の 5.2 時間後から可能であるため、評価結果に与える影響は小さいこ

とを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 使用済燃料ピット崩壊熱の変動を考慮し、最確条件の崩壊熱を用いた場合、評価条件として設定している使用済燃料ピット崩壊熱より小さく

なり、使用済燃料ピットの水温上昇及び水位低下は遅くなることから、評価項目に対する余裕が大きくなることを確認した。 

② 初期水温の変動を考慮した場合、評価条件として設定している初期水温より、高く又は低くなる。初期水温が低くなる場合には、使用済燃料

ピットの水温上昇が遅くなることから、評価項目に対する余裕は大きくなる。一方、初期水温が高くなる場合には、使用済燃料ピットの水温

上昇が速くなることから、評価項目に対する余裕は小さくなることが考えられるが、使用済燃料ピットの水位が放射線の遮蔽が維持できる最

低水位に到達するまでの時間は注水開始に必要な時間に対して十分な余裕もっていることを確認していることから、初期水温の変動が評価項

目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認した。 

③ 使用済燃料ピットに隣接するピットの状態の変動を考慮した場合、評価条件として設定しているピットの状態より水量が多くなり、使用済燃

料ピットの水位上昇及び水位低下は遅くなることから、評価項目に対する余裕が大きくなる。を確認した。 

④ その他の解析条件の不確かさ（水温 100℃未満での水面からの蒸発による水位低下等）による影響や、操作開始時間の遅れによる影響を考慮

しても、使用済燃料ピットの水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位に到達するまでの時間は注水開始に必要な時間に対して十分な余裕を

維持することから、評価結果に与える影響は小さいことを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価について＞において、評価条件の一覧が示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-16 

（2）評価条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）評価条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並びに解析上の操作

開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違により、操作タイミン

グが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置は前後の操作を考

慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 評価条件の不確かさによって、操作のタイミングが変動しても

対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置については、送水車による使用済燃料ピットへの注水操作

を現場にて実施する要員は、同一の運転員等による事象進展上重複する操作がないことから、対策の実施に与える影響はないことを確認した。

具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 想定事故 2 においては、「使用済燃料ピット水位注意」警報の発信で、使用済燃料ピット水位等のパラメータにより使用済燃料ピット水位低

下を確認した場合準備を開始するが、この操作は 34 名による操作を想定しており、他の操作との重複もないことから、要員の配置による他

の操作に与える影響はないことを確認した。 

② 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作を行う要員は専任であり、前後の作業や作業の重複は無いことから、操作タイミングが変動

しても対処可能であることを確認した。 

③ 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作及び中型ポンプ車への燃料補給操作の所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間

等を考慮した想定時間であることを確認した。 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響評価 

1）解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評

価の内容は妥当か。 

 

1) 送水車による使用済燃料ピットへの注水については、評価上の操作開始時間に対し、運用として実際に見込まれる操作開始時間は早くなる。

この場合、使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位に到達する時間に対する余裕は大きくなることから、評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-17 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 燃料損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 操作時間が遅れた場合の影響や操作までの時間余裕を確認する。 

（想定事故 2の場合） 

① 放射線の遮へいが維持できる最低水位までに到達する時間と

SFPへの注水操作が開始できるまでの時間から余裕時間を確認。 

 

 

(ⅰ) 送水車による使用済燃料ピットへの代替注水操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① 2.(3)(ⅰ)にあるとおり、事象を検知し、送水車による使用済燃料ピットへの注水を開始する時間は、事象発生から 5.2 時間後である。これに

対し、事象発生から使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持できる最低水位（通常水位-1.92m）まで低下する時間は、約 1.8 日であるた

め十分な時間余裕があることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-18 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、使用済燃料貯蔵槽の水位が回復し、水位及

び温度が安定した状態に導かれる時点までを評価する。（少なくとも外部

支援がないものとして 7 日間評価する。ただし、7 日間より短い期間で

安定状態に至った場合は、その状態を維持できることを示す 

こと。） 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本事故シーケンスグループにおける対策に必要な要員数と重

大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であることを確認す

る。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本想定事故が発生した場合の対応及び復旧作業に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 34 名である。これに対して、重大事故等対策要

員は 74 名であり対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

(ⅱ) 想定する事故に係る対策に必要な電力供給量は、外部電源の喪

失を仮定しても供給量は十分大きいことを確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、燃料等については、｢想定事故 1｣と同一であることを確認した。 

① ｢想定事故 1｣と同一である。 

(ⅲ) 使用済燃料貯蔵槽を安定した状態まで導くために必要な水源が

確保されているか確認する。 

① 想定事故 2における対策に必要な水源と保有水量から、安定停

止状態まで移行できることを確認する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、燃料等については、｢想定事故 1｣と同一であることを確認した。 

① ｢想定事故 1｣と同一である。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、水源の充足性について、燃料等については、｢想定事故 1｣と同一であることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  4.2-19 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、想定事故 2の特徴、特徴を踏まえた燃料損傷防止対策、評

価結果、不確かさを踏まえても評価結果が基準を満足すること及び要員

と資源の観点から燃料損傷防止対策は有効であることの概要が示され

ていること。 

 

使用済燃料貯蔵槽の「想定事故２」に対して申請者が計画している燃料損傷防止対策が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

「想定事故２」において、使用済燃料貯蔵槽への代替注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、燃料損傷防止対策の評価項目をいずれも

満足している。 

さらに、申請者が使用した解析条件の不確かさを考慮しても、評価項目をいずれも満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者

が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した設備（冷却系配管等）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当

たってはこれらの設備の機能回復も重要な燃料損傷防止対策となり得る。 

さらに、規制委員会は、対策及び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、使用済燃料貯蔵槽の「想定事故２」に対して申請者が計画している燃料損傷防止対

策は、有効なものであると判断した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-1 

崩壊熱除去機能喪失 

1．事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策 ............................................................................................................................................. 5.1-2 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス ............................................................................................................................................... 5.1-2 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 ......................................................................................................................... 5.1-3 

（3）燃料損傷防止対策 ....................................................................................................................................................................... 5.1-4 

2．燃料損傷防止対策の有効性評価 ............................................................................................................................................................... 5.1-8 

（1）有効性評価の方法 ....................................................................................................................................................................... 5.1-8 

（2）有効性評価の条件 ...................................................................................................................................................................... 5.1-10 

（3）有効性評価の結果 ...................................................................................................................................................................... 5.1-13 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 ................................................................................................................................................ 5.1-16 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 ........................................................................................................................................ 5.1-17 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 .......................................................................................................................................................... 5.1-18 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 ............................................................................................................................... 5.1-18 

ｂ．操作条件 ............................................................................................................................................................................. 5.1-19 

（3）操作時間余裕の把握 .................................................................................................................................................................... 5.1-20 

4．必要な要員及び資源の評価 .................................................................................................................................................................. 5.1-21 

5．結論 ...................................................................................................................................................................................... 5.1-22 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-2 

玄海 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：崩壊熱除去機能喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの妥当性について 

1）運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シ

ーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において

に示されている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  運転停止中事故シーケンスグループ｢崩壊熱除去機能喪失｣における事故シーケンスは、以下の 3つであり、PRA 側の評価結果と一致している

ことを確認した。 

 余熱除去機能が喪失する事故 

 外部電源喪失時に余熱除去系による冷却に失敗する事故 

 原子炉補機冷却機能が喪失する事故 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 第 3-2 表 重要事故シーケンス（運転停止中）の選定について＞ 

 

 

 

  

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-3 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、運転停止中事故シーケンスグループ全体の特徴を代

表していることを確認するとともに、対策を講じない場合の燃料損傷

に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、余熱除去系の故障に伴う崩壊熱除去機能の喪失に起因して、1次冷却

系の保有水が炉心崩壊熱により継続的に蒸発して減少し、運転停止中原子炉内燃料体が損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に

示されていることを確認した。 

＜添付十：7.4.1.1 事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策＞  

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、運転停止中事故シーケンスグループの特

徴を踏まえて必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の

対策（安定停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、運転停止中原子炉内燃料体の露出及び損傷を防止するためには、炉心への注水手段を確保し、

1 次冷却系の保有水量を確保する必要がある。さらに、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を確保し、原子炉内燃料体の崩壊熱の除熱を継続

的に実施する必要があることを確認した。本運転停止中事故シーケンスの特徴を踏まえた必要な機能として、炉心へ注水する機能を挙げて

おり、具体的には、初期の対策として、蓄圧タンク水を炉心に注水後、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水ピット水を炉心に注水

し、1 次冷却系の保有水量を維持するとともに、加圧器開口部（加圧器安全弁 3 弁を取り外し中）からの蒸気の放出により崩壊熱を除去す

ることにより燃料の損傷を防止する必要があることを確認した。長期的な対策として、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことによっ

て炉心の除熱、原子炉格納容器の除熱を行う必要があることを確認した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-4 

（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準へ

の適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループでは、余熱除去機能の喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、＜添付

十：第 7.4.1.1 表 崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）＞における重大事故等対策について｣において、余熱

除去流量、1次冷却材高温側温度（広域）、1次冷却材低温側温度（広域）が挙げられていることを確認した。 

 

 (ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の燃料損傷防止対策として、恒設代替低圧注水ポンプにより

燃料取替用水ピット水を炉心に注水し、1 次冷却系の保有水量を維持するとともに、加圧器開口部（加圧器安全弁 3 弁を取り外し中）から

の蒸気の放出により崩壊熱を除去する。このため、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整

備するとともに、蓄圧タンク、燃料取替用水ピット、燃料油貯蔵タンク等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 燃料の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 燃料の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、格納容器スプレイ系による代替再循環運転に切り替え、炉心冷却を継続する。このため、Ａ格

納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）、Ａ格納容器スプレイ冷却器等を重大事故等対処設備として位置付ける。また、必要に応

じて、格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却及び格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイを行い、原子炉格納容器

内の除熱を継続する。このため、窒素ボンベ（原子炉補機冷却水サージタンク加圧用）を重大事故等対処設備として新たに整備するととも

に、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット、Ｂ格納容器スプレイポンプ、Ｂ格納容器スプレイ冷却器、格納容器再循環サンプ等を重大事故等対処設

備として位置付けるとしていることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞ 

① 炉心の冷却状態の長期維持については①に示すとおり、代替再循環を実施することで最終ヒートシンクに熱を逃がせることから、炉心の冷却

を長期的に維持できることを確認した。また、原子炉格納容器の冷却・除熱については、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却

等のための手順等＞で整備されているＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、原子炉補機冷却水ポンプ等を用いた格納容器内自然対流冷却により最

終ヒートシンクに熱を逃がせることから長期的に閉じ込め機能を維持できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.9 安定状態について＞には、本重要事故シーケンスにおける安定状態は、「1次系保有水量が維持されており、

1次系温度が安定した状態」であることが示されている。 

 

(ⅳ) 初期の燃料損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

(崩壊熱除去機能喪失の場合） 

① 充てんポンプによる炉心注水に係る計装設備を確認 

② 代替再循環に係る計装設備を確認。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.4.1.1 表 「崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）＞における重大事故等対策について｣よ

り、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認した。 

① 充てんポンプによる炉心注水に係る計装設備として、加圧器水位、1 次冷却材高温側温度(広域)、1 次冷却材低温側温度(広域)等が挙げられ

ていることを確認した。 

② Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）による代替再循環に係る計装設備として、余熱除去流量、高圧注入流量、1次冷却材

高温側温度(広域)、1次冷却材低温側温度(広域)等が挙げられていることを確認した。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備として、格納容器内温度、格納容器再循環ユニット入口温度、格納容器再循環ユニット出口温度等が



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

挙げられていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を明

確に示しているか確認する。 

(崩壊熱除去機能喪失の場合） 

① 格納容器スプレイポンプによる代替再循環への切り替え条件を

確認。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 

① 燃料取替用水ピット水位計指示が 3号炉 12.5%、4号炉 16%になれば格納容器再循環サンプ水位（広域）指示 56%以上を確認し、再循環切替操

作を実施することが示されており、初期対策から安定停止状態に向けた対策への切り替える条件が明確となっていることを確認した。また、

高圧再循環と併せて実施する格納容器内自然対流冷却については、早期の電源回復不能を判断した段階で格納容器内自然対流冷却の準備に着

手し、準備が完了されば通水を開始することとしている。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.8 格納容器再循環サンプ水位が再循環切替水位に達するまでの時間について＞において、再循環切替水位到達

時点での燃料取替用水ピット水位の評価結果が示されている。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。 

 余熱除去機能回復操作 

 

② 有効性評価上は期待しないが、事故対応に必要となる監視計測に係る手順については、＜添付十：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手

順等＞において整備されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

③ 上記①に示すとおり、有効性評価上は期待しないが、実際には行う操作として余熱除去機能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本運転停止中事故シーケンスグループにお

ける手順及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」と整合してい

ることを確認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本運転停止中事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電

用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣

の内容と整合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜

添付十：第 7.4.1.1 表 崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）における重大事故等対策について＞で明確にさ

れていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、要求されていない。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

(ⅰ) 充てんポンプによる炉心への注水に関連する設備として、充てんポンプ、燃料取替用水ピット及びこれらを接続する配管や弁が概略系統図

に示されていることを確認した。また、安定状態に向けた対策のうち、代替再循環に関連する設備としてＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS-
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が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

CSS タイライン使用）、Ａ格納容器スプレイ冷却器等が、格納容器自然対流冷却に関連する設備としてＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、原子炉

補機冷却水ポンプ等が概略系統図に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.1.2 図 崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）＞の対応手順の概要（「燃料取出前のミッドル

ープ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」の事象進展）において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項

目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① 運転停止中事故シーケンスグループ｢崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）｣に係る判断基準・確認項目等 

余熱除去機能喪失の判断：余熱除去ポンプトリップ等による運転不能又は余熱除去冷却器による冷却機能喪失を確認した場合は余熱除去機

能喪失と判断。 

再循環への切替判断：燃料取替用水ピット水位の指示が 3号炉 12.5%、4号炉 16%になれば、格納容器再循環サンプ水位（広域）計指示 56%以

上を確認し、再循環切替操作を実施。 

5）本運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必

要な要員について整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等、技術的能力

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等、技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等、及び技術的

能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞を踏まえ、以下の通り整理されていることを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉

を冷却するための手順等、技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等、技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止するための手順等及び技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 余熱除去機能回復操作等（実際には行うが）、解析では期待しない操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 
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③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

④ 本運転停止中事故シーケンスグループの対応各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定

時間であり、実現性があることを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において、考え方が整理されていることを確認した。 
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2．燃料損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

運転停止中事故シーケンスグループごとに、燃料損傷に至る重要

な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定

し、評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とす

る。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表

している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 運転停止中事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① PRA で選定された事故シーケンスは「余熱除去機能喪失」であるが、余熱除去系による冷却を行っているプラント状態においては、炉心崩壊

熱及び 1次系保有水量の観点から、燃料取出前のミッドループ運転中の状態が評価項目である燃料有効長頂部の冠水、放射線の遮蔽が維持さ

れる水位の確保及び未臨界の確保に対して最も厳しい想定である。このことから、本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケン

スは「燃料取出前のミッドループ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」とすることを確認した。 

② 本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「燃料取出前のミッドループ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」を選定

する。PRA の手法により抽出され、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本事故シーケンスグル

ープにおける事故シーケンスは、「余熱除去機能喪失」である。対策実施の余裕時間及び燃料損傷回避に必要な設備容量を厳しく評価する観

点から、崩壊熱が高く、原子炉冷却材の保有水量が少ない燃料取出前のミッドループ運転中に「余熱除去機能喪失」が起こるとすることを確

認した。重要事故シーケンスの選定にあたっては、有効性評価ガイド 3.3 の着眼点を踏まえ、炉心崩壊熱が大きく、1 次系保有水量が少ない

ことから、充てんポンプによる炉心注水開始までの運転員等操作の余裕時間が短く、かつ、要求される設備容量の観点で厳しくなる「燃料取

出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事故」を重要事故シーケンスとすることを確認した。なお、原子炉

運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動の過程における主発電機の併列までの期間のうち、ミッドループ運転中とした理由

は①のとおり。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.13 燃料取出前のミッドループ運転中以外のプラント状態での評価項目に対する影響について（崩壊熱除去

機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）＞において、運転停止中のプラント状態での水位の影響について、燃料の冠水、放

射線の遮へい、未臨界の確保の観点から検討した結果が示されている。 

 

 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流並び

に 1次系における ECCS 強制注入が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰及びボイド率変化、気液分離及び対向流、1次冷却系に

おける ECCS 強制注入等を取り扱うことのできる M-RELAP5 を用いることを確認した。M-RELAP5 の適用性についての具体的な確認内容は、解

析コード審査確認事項へ。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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(1) 有効性評価にあたっては、最適評価手法を適用し、「3.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.3運転停止中事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。  

 

3）有効性評価ガイド 3.1(1)の要求事項を踏まえ、解析コード及び解析条

件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-10 

（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

a．崩壊熱除去機能喪失（RHR の故障による停止時冷却機能喪失） 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 運転中のRHR 又は原子炉補機冷却水系（原子炉補機冷却海水系を含

む。）の故障によって、崩壊熱除去機能が喪失し、燃料損傷に至

る。 

(b) 主要解析条件（3.2 有効性の評価の共通解析条件に記載の項目を除

く。） 

i. 運転中のRHR 又は原子炉補機冷却水系（原子炉補機冷却海水系を含

む。）の機能喪失を想定する。 

ii. 原子炉の状態及び緩和設備の待機状態を考慮し、代替の崩壊熱除去

機能又は原子炉冷却材の補給機能を有する設備の作動を仮定する。 

(c) 対策例 

i. 待機中のRHR による崩壊熱除去機能の確保 

ii. 代替UHSS による崩壊熱除去機能の確保（原子炉補機冷却機能が喪

失している場合） 

iii. 待機中のECCS 等又は代替注水設備による原子炉冷却材の補給機能

の確保 

iv. 補助給水系と主蒸気逃がし弁による蒸気発生器からの崩壊熱除去機

能の確保（蒸気発生器にノズル蓋が設置されていない場合） 

v. 燃料取替用水ピットからの重力注入による原子炉冷却材の補給機能

の確保（蒸気発生器にノズル蓋が設置されず、大口径の開口部が1次

冷却系に設けられている場合） 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はないものとして評価を行うことを確認した。その理由として、外部電源がない場合においても、ディーゼル発電機にて充てんポ

ンプによる炉心注水が可能であり、外部電源がある場合と事象進展は同等となるが、資源の確保の観点で厳しくなる外部電源がない場合を

想定することを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、余熱除去ポンプの故障等による余熱除去系の機能喪失が、2系統で同時に発生することを想定することを確認した。安全

機能の喪失の仮定として、起因事象の想定により、両系列の余熱除去機能が喪失することを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.1.2 表 主要評価条件（崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失））＞において、初期条件、事

故条件、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定した条件とその考え方が全体的に整理されており、初期条件として、事象発生の時期につい

ては、定期検査工程上、原子炉停止から 1次冷却材水抜き完了までの時間として考えられる最短時間に余裕をみた（崩壊熱を高くする厳し

めの設定にするために短くしている）時間として、原子炉停止後 72 時間とする。また、外部電源はないものとする。これは、燃料の確保

の観点では、厳しい設定となることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 原子炉の運転停止中の期間 

原子炉運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動

の過程における主発電機の併列までを、原子炉の運転停止中の期間

とする。ただし、全燃料が使用済燃料貯蔵槽に取り出され、原子炉

に燃料がない場合は除く。なお、原子炉の運転停止中の期間を、原

子炉の圧力、温度、水位及び作業状況等に応じて適切に区分するこ

と。 

(2) 原子炉内の状態等 

原子炉内の炉心流量及び崩壊熱等については、設計値等に基づく

現実的な値を用いる。 

(3) 安全施設の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.1.2 表 主要評価条件（崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失））＞より、本重要事故シーケ

ンスの評価で用いる機器条件と設定理由については、以下に示すとおりであることを確認した。 

恒設代替低圧注入ポンプ：恒設代替低圧注入ポンプによる炉心注水流量は、28m3/h とする。これは、炉心注水開始を事象発生後 141 分とし

た場合の崩壊熱による蒸発量（27.5m3/h）を上回る流量であることを確認した。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（崩壊熱除去機能喪失の場合） 

 充てん/高圧注入ポンプの使用台数、設定する流量とその理由を

確認。 

  

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(3)c.にしたがって、解析上、故障又は待機

除外を仮定した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 安全施設の適用条件 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象及び安全機能の喪失を仮定している余熱除去系について、機器条件として設定されていないことから、

復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能

喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① ＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能

力説明資料」の時間内であることを確認した。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水操作の開始は、事象発生の検知、判断、空冷式非常用

発電装置の準備及び恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水操作に要する時間を考慮し、かつ、3 基目の蓄圧タンクの注水後として事

象発生から 141 分後とすることを確認した。操作余裕時間の評価については、｢ (3) 操作時間余裕の把握｣で確認する。 

③ 恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水操作は、有効性評価上は事象発生から 141 分後に操作開始するとしているが、実際には準備が完了

次第、注水することを確認した。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

4－2 第4項に規定する「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運転停止中

事故シーケンスグループに対して、以下の評価項目を満足すること

を確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨界、

又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴

う臨界は除く。）。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈に

おける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

(崩壊熱除去機能喪失） 

起因事象に関連するパラメータ： 

 炉心上端ボイド率 

 1 次系温度 

動的機器の作動状況： 

 注入流量 

対策の効果： 

 注入流量/流出流量 

 原子炉容器内水位 

 1 次系保有水量 

 燃料被覆管温度 

 1 次系温度 

 1 次系圧力 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、初期の燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.1.5 図、第 7.4.5.11 図＞より、余熱除去機能の喪失により 1 次系温度が上昇していること、炉心にボイドが発生している

（炉心上端ボイド率がゼロ以上）ことから、余熱除去系が機能喪失していることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.4.1.6 図＞より、機器条件で設定したとおりの充てんポンプによる炉心への注水流量が確保されていることを確認した。 

④ ＜添付十：第 7.4.1.6 図、第 7.4.1.8 図、第 7.4.1.9 図、第 7.4.1.11 図、第 7.4.1.12 図＞より、恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水流

量と加圧器頂部からの冷却材放出流量がバランスすることで、1 次系保有水量が安定しているとともに原子炉容器水位は TAF 以上を確保でき

ており、1 次系温度や燃料被覆管の温度は有意に上昇していないことから、燃料損傷防止対策が有効に機能していることを確認した。また、

加圧器頂部からの流出流量の変動と加圧器頂部クオリティとの関係や加圧器頂部からの流出形態と 1次系圧力の挙動の関連等、物理的に妥当

な説明が加えられていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.5 「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の１次冷却材圧力の挙動説明について＞の挙動説

明)には、1次系圧力と加圧器開口部からの流出流量の推移についての説明が示されている。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.6 ミッドループ運転中の線量率について＞には、当該事象での作業員被ばくが線量当量限度 100mSv より

十分小さいことが示されている。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.7 運転停止中における「崩壊熱除去機能喪失」、「全交流動力電源喪失」及び「原子炉冷却材の流出」におけ

る未臨界性について＞には、事象に伴う反応度変化（冷却材密度低下、ほう素密度低下）を考慮しても未臨界性が十分に確保できることが示

されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 原子炉容器水位（有効燃料長頂部の冠水、遮へいが維持される

水位） 

② 未臨界の確保（充てんポンプによるホウ酸水の注水、減速材密

度反応度） 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、事象発生の約 2 分後から、1 次冷却材が温度

上昇により沸騰し始め、蒸気が加圧器開口部から流出することで 1 次冷却系の保有水量が減少し、炉心水位は低下する。事象発生の 60 分

後に１基目の蓄圧タンク、100 分後に 2 基目の蓄圧タンク、140 分後に 3 基目の蓄圧タンクにより炉心注水を開始し、さらに 141 分後に恒

設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水を開始することにより、事象発生後約 220 分で、加圧器開口部からの流出流量と炉心への注水流

量が釣り合い、1 次冷却系の保有水量及び 1 次冷却材温度は安定する。事象発生後、燃料有効長頂部のボイド率は最大でも 0.7 程度であり、

充てんポンプによる炉心注水により、炉心は露出することはなく、燃料有効長頂部は冠水している。燃料有効長上端まで水位が低下しても、

原子炉容器ふたは閉止されている状態であり、炉心上部の遮蔽物により空間線量率が抑えられ、作業員の被ばく低減が図られるため、原子炉

格納容器内の空間線量率は燃料取替え時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回ることはない。ほう素濃度が高い条件下で

は、炉心崩壊熱による 1次冷却材におけるボイド発生により 1次冷却材の密度が低下すると、1次冷却材中のほう素密度の低下に伴う中性子

吸収効果の減少により、一時的に反応度が上昇する場合がある。しかし、その場合であっても実効増倍率が 1.0（臨界）より十分に低いこと

から未臨界は維持されることを確認した。具体的な確認結果は以下に示すとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.1.8 図＞にあるとおり、原子炉容器水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保していることを確認した。 

② 原子炉容器水位は TAF 以上を確保できていることに加え、原子炉容器ふたは閉止されている状態であり、炉心上部の遮蔽物により被ばく低減

を図ることができていることを確認した。なお、原子炉容器水位が仮に TAF まで低下した場合においても、原子炉容器ふたは閉止されている

こと、炉心上部の遮蔽物により被ばく低減を図ることができるため、燃料取替時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回るこ

とはなく、放射線の遮蔽を維持できることを確認した。 

③ 炉心崩壊熱による 1 次冷却材のボイド発生により、1 次冷却材の密度が低下すると、冷却材密度の低下に伴う中性子減速効果の減少による負

の反応度帰還効果及び 1次冷却材中のほう素密度の低下に伴う中性子吸収効果の減少による正の反応度帰還効果が生じる。ミッドループ運転

中のように、炉心が燃料取替作業時の未臨界確保の観点から高濃度のほう酸水で満たされている状況下においては、ほう素密度の低下による

正の反応度帰還効果が大きくなることにより、一時的に炉心反応度は正側に移行する場合がある｡この効果は、ほう素価値が大きいほど顕著

になることから、MOX 燃料装荷炉心に比べてほう素価値が大きいウラン炉心を評価対象に、事象発生後の 1 次冷却材密度の低下に伴う炉心反

応度の変化を評価した。その結果、事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心であるウラン平衡炉心において約－6.2%Δk/k で

あり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の燃料防止対策により、燃料の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

 

(3) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、充て

んポンプによる炉心注水により、原子炉容器内水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保できていること、原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値

0.15mSv/h を上回ることはなく、放射線の遮蔽を維持できていること及び事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心において約-

6.2%Δk/k であり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

状態に導かれる時点までを評価する。 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-15 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定状態になるまで評価していることを確認する。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆

管温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果

を示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整

備されていることを確認。 

 

 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、燃料取替用水ピット水位及び格納容器再循環サンプ水位が再循環切替値に到達後、Ａ格納容器スプレ

イポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転に切替えるとともに、格納容器内自然対流冷却による除熱を継続すること、また、

必要に応じてＢ格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイにより除熱を継続することで原子炉を安定状態へ移行可能であることを確認

した。具体的な確認結果は以下に示すとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.1.9 図及び第 7.3.1.11 図＞にあるとおり、事象発生から約 150 分以降、1次系保有水量及び 1次系温度は安定しており、原

子炉は安定状態を維持できていることを確認した。以降はＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）による代替再循環で炉心の

冷却・除熱を行うとともに、必要に応じて格納容器内自然対流冷却により、原子炉格納容器の長期的な冷却・除熱を維持することを確認した。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-16 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

 
 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 不確かさを考慮すると、解析結果が非保守的となる場合は感度解

析等により考察する方針としているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下のとおり確認した。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、＜添付十：「6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」＞を踏まえ、

不確かさの影響評価の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響、要員の配置による他の操作に

与える影響及び操作時間余裕を評価するものとしていることを確認した。また、＜添付十：｢1.1(4) 有効性評価における解析条件の設定｣＞に

おいて、「解析コードや解析条件の不確かさが大きい場合には、影響評価において感度解析等を行うことを前提に設定する」としていることを

確認した。 

 

 

 

 

参考：＜添付十：「6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」＞において、不確かさ等の影響確認は、評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなる場合に感度解析等を行うとしている。以下参照。 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下おいて特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.4.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-17 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較により、その傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさについて、以下により影響評価の内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.4.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較によりその傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下の通りであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさとして、M-RELAP5 では、大気圧程度の低圧時における炉心水位の不確かさは±10%（±0.4m）程度である。ただし、実

際の炉心水位が評価値より 0.4m 程度低くなると仮定しても、燃料有効長頂部から更に約 1.0m 高い位置まで水位が確保されるので、燃料有

効長頂部が冠水していることに変わりはないことを確認した。 

解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに与える影響の具体的な内容は、以下に示されているこ

とを確認した。 

＜添付十：7.4.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失）＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.16 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による

停止時冷却機能喪失））＞において、不確かさ評価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.14 運転停止中における「崩壊熱除去機能喪失」、「全交流動力電源喪失」及び「原子炉冷却材の流出」のＭ－

ＲＥＬＡＰ５の不確かさについて＞において、1次系圧力が低圧の場合の炉心水位の不確かさ評価結果が示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-18 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（崩壊熱除去機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、運転員等操作への感度を

確認。 

② 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、運転

員等操作への感度を確認。（玄海 3・4号炉は最確値で評価をし

ているため、確認不要） 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（崩壊熱除去機能喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価結果への感度を確認。 

② 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、評価

結果への感度を確認。 

 

① 解析条件が評価結果に与える影響については、解析条件では、炉心崩壊熱は保守的（大きい）な値に設定されているため実際には、1 次冷却

系の保有水量の低下は解析結果に比べて抑制され、炉心露出に対する時間的余裕は大きくなることを確認した。 

② 該当なし。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-19 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置について、＜添付十：7.4.1.3 解析コード及び解析条件の

不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

① 恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水は、中央制御室で行う操作であり、他の操作との重複もなく、その他現場で行う操作はないことから、

要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。 

② 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水操作については、中央制御室及び現場での作業であるが、それぞれ別の運転員による操作であり、

同一の運転員による重複する操作はないことから、要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。具体的には、恒設代替低

圧注水ポンプによる炉心への注水操作を行う要員は、本操作の前に原子炉格納容器隔離弁閉止操作を行うものの、恒設代替低圧注水ポンプに

よる炉心への注水操作と原子炉格納容器隔離弁閉止操作と恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水操作は中央制御室からの操作であり操作

の重複はないこと、以降は恒設代替低圧注水ポンプの流量調整、停止操作を専任で行うため、操作タイミングが変動しても対処可能であるこ

とを確認した。 

③ 各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価について、＜添付十：7.4.1.3 解析コード及び解析条

件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-20 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

(崩壊熱除去機能喪失の場合） 

① 充てんポンプによる炉心注水の開始時間余裕を確認。 

 

 

(ⅰ) 恒設代替低圧注水ポンプによる炉心への注水操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① ＜添付十：第 7.4.1.14 図＞にあるとおり、1次系保有水量が炉心露出に至る可能性のある水量まで低下する時間を 1次系保有水量の減少率

で外挿して評価した結果、恒設代替低圧注水ポンプによる炉心への注水開始の時間余裕として、32分程度は確保できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.1.15 崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）時における炉心注水操作の時間余

裕について＞において、充てんポンプによる炉心注水開始の時間余裕について評価結果が示されている。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-21 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（玄海 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定状態

に導かれる時点までを評価する。 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

要員数と重大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であるこ

とを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 40 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74 名であり対

応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処可能であるこ

とから、3号炉及び 4号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な電

力供給量は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいこと

を確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対してディーゼル発電機からの電力供給量が十分に大きいた

め、供給が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ディーゼル発電機の電源負荷について、重大事故等対策時に必要な負荷は設計基準事故時に想定している非常用炉心冷却設備作動信号により

作動する負荷に含まれることから、ディーゼル発電機による電源供給が可能であることを確認した。 

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

水源と保有水量から、安定停止状態まで移行できることを確認

する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 燃料取替用水ピット（1,860m3：有効水量）を水源とする恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水については、事象発生の約 68.7 時間後まで

の注水継続が可能であり、この間に格納容器再循環サンプを水源とした代替再循環運転が可能であるため、水源の補給は必要とせずに安定状

態まで移行できることを確認した。 

 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、7 日間ディーゼル発電機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊

急時対策所用）の 7日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL、空冷式非常用発電装置の 69 時間までの運転継続に必要な重油量は約 6.9kL と

なり、合計で約 604.7kL の 220 重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL 

で対応が可能である。ことを確認した。水源の充足性については上記(ⅲ)のとおり。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.1-22 

5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（玄海 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、運転停止中事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえ

た燃料損傷防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさ

を踏まえても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点か

ら燃料損傷防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

 

運転停止中事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対して、申請者が運転停止中

原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水並びにＡ格納容器スプレイポンプ

（RHRS-CSS 連絡ライン使用）を用いた代替再循環運転による炉心冷却が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」において、蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプ

による炉心注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さ

らに申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を満足することに変わりがないことを確認した。な

お、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（余熱除去系）の復旧を期待していないが、実際の事

故対策に当たってはこれらの系統の機能回復も重要な運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策となり得る。 

また、蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水により原子炉内燃料体の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態へ導くため

に、格納容器スプレイ系による代替再循環等により、炉心冷却へ移行する対策が整備されていることを確認した。さらに規制委員会は、対策及

び復旧作業に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」におけ

るその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時

冷却機能喪失）」に対して申請者が計画している原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-2 

玄海 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：全交流動力電源喪失） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの妥当性について 

1）運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シ

ーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において

に示されている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣における事故シーケンスは、「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失する事故」の

みであり、PRA 側の評価結果と一致していることを確認した。 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 第 3－2表 重要事故シーケンス（運転停止中）の選定について」＞ 

 

 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、運転停止中事故シーケンスグループ全体の特徴を代

表していることを確認するとともに、対策を講じない場合の燃料損傷

に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、全交流動力電源喪失に起因する余熱除去系の炉心注水機能喪失及び全交流動力電源

喪失に従属して発生する原子炉補機冷却機能喪失に起因する余熱除去系の崩壊熱除去機能喪失により、1 次冷却系の保有水が炉心崩壊熱に

より継続的に蒸発して減少することで、運転停止中原子炉内燃料体の損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを

確認した。 

＜添付十：7.4.2.1 事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策＞ 

 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、運転停止中事故シーケンスグループの特

徴を踏まえて必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の

対策（安定停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、運転停止中原子炉内燃料体の露出及び損傷を防止するためには、炉心への注水手段を確保し、1

次冷却系の保有水量を確保する必要がある。さらに、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を確保し、原子炉内燃料体の崩壊熱の除熱を継続的に

実施する必要があることを確認した。本運転停止中事故シーケンスの特徴を踏まえた必要な機能として、炉心へ注水する機能を挙げており、

具体的には、初期の対策として、代替格納容器スプレイポンプによる代替炉心注水等を行うことにより燃料の損傷を防止する必要があること

を確認した。長期的な対策として、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことによって炉心の除熱、原子炉格納容器の除熱を行う必要があ

ることを確認した。 

 

 

（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループでは、全交流動力電源喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備はない。しかし

ながら、＜添付十：第 7.4.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞において、「外部電源が喪失し、ディーゼル発

電機等からの受電失敗することにより、すべての非常用母線への給電に失敗した場合に全交流動力電源喪失と判断する」と整理されているこ

                                                   
1 ※4号炉においては「復水タンク」を「復水ピット」、「燃料取替用水タンク」を「燃料取替用水ピット」と読み替える。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-3 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準へ

の適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

とを確認した。 

 

(ⅱ) 初期の燃料損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の燃料損傷防止対策として、蓄圧タンク水を炉心に注水後、

恒設代替低圧注入ポンプにより燃料取替用水ピット水を炉心に注水し、1 次冷却系の保有水量を維持するとともに、加圧器開口部（加圧器安

全弁 3弁取り外し中）からの蒸気の放出により崩壊熱を除去する。このため、恒設代替低圧注入ポンプ、空冷式非常用発電装置等を重大事故

等対処設備として新たに整備するとともに、蓄圧タンク、燃料取替用水ピット、燃料油貯蔵タンク等を重大事故等対処設備として位置付ける

ことを確認した。初期の燃料損傷防止対策である恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水による炉心への注水は＜添付十：技術的能力 1.4  原

子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞で、恒設代替低圧注水ポンプ駆動用の電源の確保については＜添

付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞で整備されていることを確認した。また、対策に必要な常設設備、可搬設備及びこれら

に関連する計装設備以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：第 7.4.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について｣＞において、恒設代替低圧注入ポンプによる炉心への注

水で用いる重大事故等対処設備として、恒設代替低圧注入ポンプ及び燃料取替用水ピットが挙げられていることを確認した。なお、計装設備

については(ⅳ)で確認する。 

 

(ⅲ) 安定停止状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 燃料の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状

態※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 燃料の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、格納容器再循環サンプと高圧注入ポンプを用いた高圧再循環運転により炉心への注水を継続す

る。このため、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、格納容器再循環サンプ、Ｂ高圧注入ポンプ

（海水冷却）、燃料油貯蔵タンク等を重大事故等対処設備として位置付ける。また、格納容器再循環ユニットに海水を通水させることで格納

容器内自然対流冷却を実施し、原子炉格納容器内の除熱を行う。このため大容量ポンプ、タンクローリ等を重大事故等対処設備として新たに

整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットを重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的な確認結果は以下のとお

り。 

① 安定状態に向けた対策として、＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜

添付十：技術的能力 1.6  原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞及び＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の

供給手順等＞で整備されているＢ高圧注入ポンプ（海水冷却）による高圧再循環及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対

流冷却を挙げていること、＜添付十：第 7.4.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞において、Ｂ高圧注入ポンプ

（海水冷却）による高圧再循環及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却で用いる重大事故等対処設備として、Ｂ高

圧注入ポンプ（海水冷却）、格納容器再循環サンプ、格納容器再循環サンプスクリーン、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット、燃料油貯蔵タンク等

が挙げられていることを確認した。なお、計装設備については(ⅳ)で確認する。 

② 炉心の冷却状態及び原子炉格納容器の閉じ込め機能の長期維持については①に示すとおり、高圧再循環及び格納容器再循環ユニットによる格

納容器内自然対流冷却を実施することで最終ヒートシンクに熱を逃がせることから、炉心の冷却及び原子炉格納容器の閉じ込め機能を長期的

に維持できることを確認した。 

 

(ⅳ) 初期の燃料損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.4.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを

確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(全交流動力電源喪失の場合） 

① 代替格納容器スプレイポンプによる代替炉心注水に係る計装設

備を確認 

② 高圧再循環及び格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確

認。 

 

① 恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水に係る計装設備として、1次冷却材高温側温度（広域）、1次冷却材低温側温度（広域）、1次冷却

材圧力、加圧器水位等が挙げられていることを確認した。 

② 高圧再循環及び格納容器内自然対流冷却に係る計装設備として、1次冷却材高温側温度（広域）、1次冷却材低温側温度（広域）、1次冷却材圧

力、格納容器内温度、格納容器内圧力、格納容器再循環サンプ水位（広域）等が挙げられていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定停止状態に向けた対策に切り換える条件を

明確に示しているか確認する。 

(全交流動力電源喪失の場合） 

① 高圧再循環への切り替え条件を確認。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り替える条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 燃料取替用水ピット水位計指示が 3号炉 12.5%、4号炉 16%になれば格納容器再循環サンプ水位（広域）指示 56%以上を確認し、再循環切替操

作を実施することが示されており、初期対策から安定停止状態に向けた対策への切り替える条件が明確となっていることを確認した。また、

高圧再循環と併せて実施する格納容器内自然対流冷却については、早期の電源回復不能を判断した段階で格納容器内自然対流冷却の準備に

着手し、準備が完了されば通水を開始することとしている。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。 

・燃料取替用水ピットによる代替炉心注水 

・Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水 

② 有効性評価上は期待しないが、燃料取替用水ピットによる代替炉心注水、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水については、＜添

付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞において整備されており、有効性評価

で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

 

③ 上記①に示すとおり、有効性評価上は期待しないが、実際に行う操作として、燃料取替用水ピットによる代替炉心注水やＢ充てんポンプ（自

己冷却）による代替炉心注水が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本運転停止中事故シーケンスグループにお

ける手順及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」と整合してい

ることを確認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本運転停止中事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電

用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の

内容と整合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜添

付十：第 7.4.2.1 表 「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、要求されていない。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

(ⅰ) 恒設代替低圧注入ポンプによる炉心への注水に関連する設備として、恒設代替低圧注入ポンプ、燃料取替用水ピット及びこれらを接続する

配管や弁が概略系統図に示されていることを確認した。また、安定状態に向けた対策のうち、高圧再循環及び格納容器内自然対流冷却に関連す

る設備としてＢ高圧注入ポンプ(海水冷却)、Ｂ格納容器再循環サンプ、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット、大容量ポンプ等が概略系統図に示され

ていることを確認した。 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.2.2 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要（「燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常

用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故の事象進展）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事

象進展に沿った判断項目、操作確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① 運転停止中事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣に係る判断基準・確認項目等 

全交流動力電源喪失の判断：外部電源が喪失し、ディーゼル発電機等からの受電に失敗することにより、すべての非常用母線への給電に失敗

した場合に、全交流動力電源喪失と判断。 

早期の電源回復不能：中央制御室からの操作による非常用母線への電源回復に失敗すれば、早期の電源回復に失敗と判断。 

高圧再循環への切替判断：燃料取替用水ピット水位計指示が 3 号炉 12.5%、4 号炉 16%になれば、格納容器再循環サンプ水位（広域）計指示

56%以上を確認し、再循環切替操作を実施。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-6 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

5）本運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必

要な要員について整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：

技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順書等＞、＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順

等＞、＜添付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞及び＜添付十：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞を踏まえ、

以下の通り整理されていることを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉

を冷却するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順書等＞、＜添付十：技術的能力 1.13 重大

事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞及び＜添付十：技術的能力 1.15 事

故時の計装に関する手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 燃料取替用水ピットによる代替炉心注水、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水等、解析では期待しない操作も含めてタイムチャ

ートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 本運転停止中事故シーケンスグループの対応各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定

時間であり、実現性があることを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において、考え方が整理されていることを確認した。 
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2．燃料損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

運転停止中事故シーケンスグループごとに、燃料損傷に至る重要

な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定

し、評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とす

る。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表

している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが適

切に選定されているか。 

(ⅰ) 運転停止中事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを選

定した理由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要事

故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳しい事

故シーケンスと一致していることを確認。一致していない場合

は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定さ

れていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シーケン

ス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと同一であることを確認した。 

② 本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常

用所内交流動力電源が機能喪失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故」を選定する。PRA の手法により抽出され、運転停止中原子炉内

燃料体の損傷防止対策の有効性を確認する必要があるとされた本事故シーケンスグループにおける事故シーケンスは「外部電源喪失時に

非常用所内交流動力電源が喪失する事故」である。対策実施の余裕時間及び燃料損傷回避に必要な設備容量を厳しく評価する観点から、

崩壊熱が高く、原子炉冷却材の保有水量が少ない燃料取出前のミッドループ運転中に「外部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失

する事故」が起こるとする。さらに、従属的に発生する原子炉補機冷却機能の喪失の重畳も考慮することを確認した。重要事故シーケン

スの選定にあたっては、有効性評価ガイド 3.3 の着眼点を踏まえ、炉心崩壊熱が大きく、1 次系保有水量が少ないことから、代替格納容

器スプレイポンプによる代替炉心注水開始までの運転員等操作の余裕時間が短く、かつ、要求される設備容量の観点で厳しくなる「燃料

取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故」を

重要事故シーケンスとすることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.2.5 燃料取出前のミッドループ運転中以外のプラント状態での評価項目に対する影響について（全交流

動力電源喪失）＞において、運転停止中のプラント状態での水位の影響について、燃料の冠水、放射線の遮へい、未臨界の確保の観点か

ら検討した結果が示されている。 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コードの確認ポイント資料へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流

並びに 1次系における ECCS 強制注入が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析する

能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰及びボイド率変化、気液分離及び対向流、1次冷却

系における ECCS 強制注入等を取り扱うことのできる M-RELAP5 を用いることを確認した。M-RELAP5 の適用性についての具体的な確認内

容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては、最適評価手法を適用し、「3.2 有効性評

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配

置による他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認し

た。 
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価の共通解析条件」及び「3.3運転停止中事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。  

3）有効性評価ガイド 3.1(1)の要求事項を踏まえ、解析コード及び解析条件

の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

b．全交流動力電源喪失 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 外部電源が喪失するとともに、非常用所内電源系統も機能喪失す

る。このことによって、RHR 等による崩壊熱除去機能が喪失し、燃

料損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（3.2 有効性の評価の共通解析条件に記載の項目を除

く。） 

i. 送電系統の故障等によって、外部電源が喪失するとともに、非常用

所内電源系統の機能喪失を想定する。 

ii. 直流電源は、負荷切り離し（原子炉制御室又は隣接する電気室等に

おいて簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）を行

わずに8 時間、その後、必要な負荷以外を切り離して残り16 時間

の合計24 時間にわたり、事故の対応に必要な設備に電気の供給を

行えるものとする。（ただし、3.2 (3) b を適切に考慮するこ

と。） 

(c) 対策例 

i. 代替電源設備による崩壊熱除去機能又は原子炉冷却材補給機能の確

保 

ii. 補助給水系と主蒸気逃がし弁による蒸気発生器からの崩壊熱除去機

能の確保（蒸気発生器にノズル蓋が設置されていない場合） 

iii. 燃料取替用水ピットからの重力注入による崩壊熱除去機能を確保

（蒸気発生器にノズル蓋が設置されず、大口径の開口部が1次冷却

系に設けられている場合） 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 以下(ⅱ)に示すとおり、本重要事故シーケンスでは、起因事象として外部電源喪失を想定していることを確認した。 
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(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、全交流動力電源喪失により余熱除去系の炉心注水機能が喪失し、さらに、全交流動力電源喪失に従属して発生する原子炉

補機冷却機能喪失により余熱除去系の崩壊熱除去機能が喪失することを確認した。具体的には、起因事象として外部電源喪失を、安全機能

の喪失に対する仮定として非常用所内交流動力電源及びこれにより従属的に発生する原子炉補機冷却機能の喪失を想定していることを確

認した。 

② ＜添付十：第 7.4.2.2 表 主要評価条件（全交流動力電源喪失）＞において、初期条件、事故条件、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定し

た条件とその考え方が全体的に整理されており、初期条件として、事象発生の時期については、燃料取出前のミッドループ運転中の事故を想

定し、そのうち炉心露出の観点か炉心崩壊熱と１次系保有水量の最も厳しい組合せとなる１次冷却材水抜き完了後に事故が発生するものとす

る。従って、事象発生の時期については、定期検査工程上、原子炉停止から 1次冷却材水抜き完了までの時間として考えられる最短時間に余

裕をみた（崩壊熱を高くする厳しい設定にするために短くしている）時間として、原子炉停止後 72時間とすることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 原子炉の運転停止中の期間 

原子炉運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動

の過程における主発電機の併列までを、原子炉の運転停止中の期間

とする。ただし、全燃料が使用済燃料貯蔵槽に取り出され、原子炉

に燃料がない場合は除く。なお、原子炉の運転停止中の期間を、原

子炉の圧力、温度、水位及び作業状況等に応じて適切に区分するこ

と。 

(2) 原子炉内の状態等 

原子炉内の炉心流量及び崩壊熱等については、設計値等に基づく

現実的な値を用いる。 

(3) 安全施設の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.2.2 表 全交流動力電源喪失の主要評価条件＞より、本重要事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由について

は、以下に示すとおりであることを確認した。 

恒設代替低圧注入ポンプ：恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水流量は、28m3/h とする。これは、炉心注水開始を事象発生後 141 分

とした場合の崩壊熱による蒸発量（27.5m3/h）を上回る流量であることを確認した。 
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している場合には、その考え方を確認。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

 代替格納容器スプレイポンプの流量とその理由を確認。 

 

 

 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(3)c.にしたがって、解析上、故障又は待機

除外を仮定した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 安全施設の適用条件 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象及び安全機能の喪失を仮定している外部電源、非常用所内交流動力電源及び原子炉補機冷却機能につい

て、機器条件として設定されていないことから、復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2

安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言してい

る。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイ

ムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添

付資料を参照した。 

原子炉格納容器エアロック閉止：＜添付十：技術的能力 1.4   原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順

等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であることを確認した。 

電源確保作業：＜添付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的

能力説明資料」の時間内であることを確認した。 

Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウン

ダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時

間内であることを確認した。 

恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水：＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であることを確認した。 

燃料取替用水ピットによる代替炉心注水（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であ

ることを確認した。なお、燃料取替用水ピットによる代替炉心注水は有効性評価上、考慮していない。 

燃料補給：＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞、＜添付十：技術的

能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等＞、

＜添付十：技術的能力 1.14 電源の確保に関する手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の

時間内であること、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。 

大容量ポンプ準備：＜添付十：技術的能力 1.5 最終ヒートシンクへの熱を輸送するための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格

納容器内の冷却等のための手順等＞、＜添付十：技術的能力 1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞において操作の成

立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であること、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内
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容と作業時間が整理されていることを確認した。 

使用済燃料ピットへの注水確保：＜添付十：技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞において操作の成立性が示され

ており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であること、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間

が整理されていることを確認した。 

アニュラス空気浄化ファン起動準備（有効性評価上、期待しない操作）：＜添付十：技術的能力 1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を

防止するための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能力説明資料」の時間内であること、有効性評価

のタイムチャートにおいても上記の作業内容と作業時間が整理されていることを確認した。なお、アニュラス排気ファンの起動は有効性評

価上、考慮していない。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、空冷式非常用発電装置が利用できるのは、事象発生から 35 分後以降とする。恒設代替低圧注入ポ

ンプによる代替炉心注水操作の開始は、事象発生の検知、判断、空冷式非常用発電装置の準備及び恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心

注水操作に要する時間を考慮し、かつ、3 基目の蓄圧タンクの注水後として、事象発生から 141 分後とすることを確認した。操作余裕時間

の評価については、｢ (3) 操作時間余裕の把握｣で確認する。 

③ 代替格納容器スプレイによる代替炉心注水操作は、有効性評価上は事象発生から 141 分後に操作開始するとしているが、実際には準備が完

了次第、注水することを確認した。 

（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

4－2 第4項に規定する「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運転停止中

事故シーケンスグループに対して、以下の評価項目を満足すること

を確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨界、

又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴

う臨界は除く。）。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈に

おける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、初期の燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.2.4 図、第 7.4.2.5 図、第 7.4.2.11 図＞より、過渡開始後より 1次系圧力、温度が上昇傾向を示していることから、全交流

動力電源喪失により余熱除去機能が喪失していることを確認した。 

③ ＜添付十：第 7.4.2.6 図＞より、機器条件で設定したとおりの代替格納容器スプレイポンプによる炉心への注水流量が確保されていることを

確認した。 

④ ＜添付十：第 7.4.2.4 図、第 7.4.2.8 図、第 7.4.2.9 図、第 7.4.2.11 図、第 7.4.2.12 図＞より、加圧器頂部からの 1次冷却材の流出流量と

代替格納容器スプレイポンプによる炉心への注水流量がバランスすることにより 1次系保有水量が安定しているとともに、原子炉容器水位は

TAF 以上を確保できており、1 次系温度や燃料被覆管の温度は有意に上昇していないことから、燃料損傷防止対策が有効に機能していること

を確認した。また、加圧器頂部からの流出流量の変動と加圧器頂部クオリティとの関係や加圧器頂部からの流出形態と 1次系圧力の挙動の関

連等、物理的に妥当な説明が加えられていることを確認した。 
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動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

(崩壊熱除去機能喪失） 

動的機器の作動状況： 

 注入流量/流出流量 

対策の効果： 

 原子炉容器内水位 

 1 次系保有水量 

 燃料被覆管温度 

 1 次系温度 

 1 次系圧力 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 原子炉容器水位（有効燃料長頂部の冠水、遮へいが維持される

水位） 

② 未臨界の確保（充てんポンプによるホウ酸水の注水、減速材密

度反応度） 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、事象発生の約 2分後から、1次冷却材が温度上

昇により沸騰し始め、蒸気が加圧器開口部から流出することで 1 次冷却系の保有水量が減少し、炉心水位は低下する。事象発生の 60 分後に

１基目の蓄圧タンク、100 分後に 2 基目の蓄圧タンク、140 分後に 3 基目の蓄圧タンクにより炉心注水を開始し、さらに事象発生後 35 分

で、空冷式非常用発電装置が利用可能になり、141 分後に空冷式非常用発電装置を電源とする恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水を

開始する。これにより、事象発生後約 220 分で、加圧器開口部からの流出流量と炉心への注水流量が釣り合い、1 次冷却系の保有水量及び 1 

次冷却材温度は安定する。事象発生後、燃料有効長頂部のボイド率は最大でも 0.7 程度であり、恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水

により、炉心は露出することはなく、燃料有効長頂部は冠水している。燃料有効長上端まで水位が低下しても、原子炉容器ふたは閉止されて

いる状態であり、炉心上部の遮蔽物により空間線量率が抑えられ、作業員の被ばく低減が図られるため、原子炉格納容器内の空間線量率は燃

料取替え時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回ることはない。ほう素濃度が高い条件下では、炉心崩壊熱による 1 次冷却

材におけるボイド発生により 1 次冷却材の密度が低下すると、1 次冷却材中のほう素密度の低下に伴う中性子吸収効果の減少により、一時的

に反応度が上昇する場合もある。しかし、そのような場合であっても実効増倍率が 1.0（臨界）より十分に低いことから、未臨界は維持される

としていることを確認した。具体的な確認結果は以下に示すとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.2.8 図＞にあるとおり、原子炉容器水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保していることを確認した。原子炉容器水位は評

価期間を通じて TAF 以上を確保していることに加え、原子炉容器ふたは閉止されている状態であり、炉心上部の遮蔽物により被ばく低減を図

ることができていることを確認した。なお、原子炉容器水位が仮に TAF まで低下した場合においても、原子炉容器ふたは閉止されていること、

炉心上部の遮蔽物により被ばく低減を図ることができるため、燃料取替時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回ることは

なく、放射線の遮蔽を維持できることを確認した。 

② 炉心崩壊熱による 1 次冷却材のボイド発生により、1 次冷却材の密度が低下すると、冷却材密度の低下に伴う中性子減速効果の減少による負

の反応度帰還効果及び 1次冷却材中のほう素密度の低下に伴う中性子吸収効果の減少による正の反応度帰還効果が生じる。ミッドループ運転

中のように、炉心が燃料取替作業時の未臨界確保の観点から高濃度のほう酸水で満たされている状況下においては、ほう素密度の低下による

正の反応度帰還効果が大きくなることにより、一時的に炉心反応度は正側に移行する場合がある。この効果は、ほう素価値が大きいほど顕著

になることから、MOX 燃料装荷炉心に比べてほう素価値が大きいウラン炉心を評価対象に、事象発生後の 1 次冷却材密度の低下に伴う炉心反

応度の変化を評価した。その結果、事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心であるウラン平衡炉心において約－6.6%Δk/k で
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あり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の燃料防止対策により、燃料の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、代

替格納容器スプレイポンプによる炉心注水により、原子炉容器水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保できていること、原子炉格納容器内の遮

蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回ることはなく、放射線の遮蔽を維持できていること及び事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心

であるウラン平衡炉心において約-6.2%Δk/k であり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

状態に導かれる時点までを評価する。 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定状態になるまで評価していることを確認する。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆

管温度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果

を示した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整

備されていることを確認。 

 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、燃料取替用水ピット水位及び格納容器再循環サンプ水位が再循環切替値に到達後、大容量ポンプを用

いて高圧注入ポンプ及び格納容器再循環ユニットへ冷却水として海水を通水することで、Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）を用いた高圧再循環運

転に切替えるとともに、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットを用いた格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器内の除熱を継続することで、燃

料及び原子炉格納容器の健全性を維持できることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.2.9 図及び第 7.4.2.11 図＞にあるとおり、事象発生から約 150 分以降、1 次系保有水量及び 1 次系温度は安定しており、

原子炉は安定状態を維持できていることを確認した。以降は、燃料取替用水ピット水位及び格納容器再循環サンプ水位が再循環切替水位に到

達後、高圧再循環に切替えることにより燃料の冠水状態を維持し、格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却により原子炉格納

容器雰囲気の安定した除熱を継続することから、長期的に原子炉及び原子炉格納容器の安定状態を維持できるとしていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.2.4 安定停止状態について（燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常用所内交流動

力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故)＞には、本重要事故シーケンスにおける安定状態は、「1 次系保有水量が維持されてお

り、1次系温度が安定した状態」であることが示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-15 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 不確かさを考慮すると、解析結果が非保守的となる場合は感度解

析等により考察する方針としているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

① ＜添付十：7.4.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-16 

（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較により、その傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

(ⅰ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下のとおりであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさ以下により影響評価の内容が妥当であることを確認した。＜添付十：7.4.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影

響評価＞ 

② 本重要事故シーケンスの重大事故等対策である恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水操作は、事象の発生を起点に行うため、運転員等

操作時間に与える影響はないことを確認した。 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較によりその傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響は以下の通りであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさとして、Winfrith/THETIS 実験との比較から、炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流の不確かさとし

て、M-RELAP5 は大気圧程度の低圧時における炉心水位を最大で 0.4ｍ高く若しくは低く評価する可能性があることを確認した。具体的な確認

内容は、解析コード審査確認事項へ。 

② 解析コードの不確かさを考慮した場合、M-RELAP5 では、大気圧程度の低圧時における炉心水位の不確かさは±10%（±0.4m）程度である。た

だし、実際の炉心水位が評価値より 0.4m 程度低くなると仮定しても、燃料有効長頂部から更に約 1.0m 高い地点まで水位が確保されるので、

燃料有効長頂部が冠水していることには変わりはないことを確認した。具体的には、＜添付十：第 7.4.2.8 図＞にあるとおり、原子炉容器水

位が最も低くなる場合においても、原子炉容器水位は炉心上端から約 1.0ｍの高さにあるため、解析コードにおける炉心水位の不確かさを考

慮しても炉心の冠水は維持されることから、評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.2.6 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失）＞において、不確かさ評

価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-17 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、運転員等操作への感度を

確認。 

② 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、運転

員等操作への感度を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.4.2.3.解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.2.6 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失）＞ 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（全交流動力電源喪失の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価結果への感度を確認。 

② 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、評価

結果への感度を確認。 

 

(ⅰ) 解析条件が評価結果に与える影響については、解析条件では、炉心崩壊熱は保守的な（大きい）値に設定されているため、実際には、1次冷

却系の保有水量の低下は解析結果に比べて抑制され、炉心露出に対する時間的余裕は大きくなることを確認した。 

② 該当なし。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-18 

（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置について、＜添付十：7.4.2.3 解析コード及び解析条件の

不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおいては、事象の発生から 141 分後に恒設代替低圧注入ポンプによる炉心への注水操作を実施するが、この操作は、

1 ユニット当たり中央制御室の運転員 1 名及び現場の運転員等 4 名、保修対応要員 2 名による操作を想定しており、他の操作との重複もない

ことから、要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。 

② 蓄圧タンクによる炉心注水操作については、中央制御室及び現場での作業であるが、それぞれ別の運転員による操作であり、同一の運転員に

よる重複する操作はないことから、要員の配置による他の操作に与える影響はない。また、恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水操作

については、中央制御室及び現場での作業であるが、それぞれ別の運転員等による操作であり、同一の運転員による重複する操作はないこと

から、要員の配置による他の操作に与える影響はない。ことを確認した。具体的には、代替格納容器スプレイポンプによる炉心への注水操作

を行う現場操作を行う要員は、作業終了後に移動して他の操作に着手するが、操作完了から次の操作に着手するまでの時間的な重複が無いこ

と、中央制御室で操作を行う運転員についても、操作に関する時間的な重複は無いことから要員の配置は適切であることを確認した。 

③ 各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。 

 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

1) 恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水については、解析上の操作開始時間に対して実際に見込まれる操作開始時間は早くなる（解析上

は事象発生 141 分後より開始するが、実際には準備完了した段階で実施）。このように操作開始が早くなる場合には、炉心へ注水するタイミン

グが早くなるため、1次系保有水量の減少が抑制されることから、評価項目に対する余裕は大きくなることを確認した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.2-19 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

(全交流動力電源喪失の場合） 

① 代替炉心注水の開始時間余裕を確認。 

 

 

 

(ⅰ) 恒設代替低圧注入ポンプによる炉心への注水操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① ＜添付十：第 7.4.2.13 図 ＞にあるとおり、1 次系保有水量が炉心露出に至る可能性のある水量まで減少する時間を 1 次系保有水量の減少率

で外挿して評価した結果、恒設代替低圧注入ポンプによる代替炉心注水の開始時間余裕として、23分程度は確保できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.2.9 全交流動力電源喪失における炉心注水操作の時間余裕について＞において、操作遅れ等を考慮した当該操

作の操作時間余裕について検討した結果が示されている。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定状態

に導かれる時点までを評価する。 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

要員数と重大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であるこ

とを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応に必要な要員は、3号炉及び 4号炉合わせて 40 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 52 名であり対

応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る緊急時対応要員等を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処

可能であることから、3･4 号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な電

力供給量は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいこと

を確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、空冷式非常用発電装置からの電力供給量が十分に大

きいため、供給が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 空冷式非常用発電装置の電源負荷については、重大事故等対策時に必要な負荷及びその他負荷として約 1,759kW 必要となるが、空冷式非常用

発電装置の給電容量 2,920kW(3,650kVA)にて供給可能であることを確認した。また、蓄電池の容量については、交流電源が復旧しない場合を

想定しても、不要直流負荷の切り離し等を行うことにより、24 時間の直流電源供給が可能であるとしていることを確認した。    

 

(ⅲ) 安定停止状態まで導くために必要な水源が確保されているか確

認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

水源と保有水量から、安定停止状態まで移行できることを確認

する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 燃料取替用水ピット（1,860m3：有効水量）を水源とする恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水については、事象発生の約 68.7 時間後

までの注水継続が可能であり、この間に、格納容器再循環サンプを水源とした高圧代替再循環運転が可能であるため、燃料取替用水ピットへ

の補給は不要であることを確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、電源としては、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、7 日間空冷式非常

用発電装置による電源供給を継続する場合に必要な重油量は約 133.4kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約

3.1kL、大容量ポンプの 7日間の運転継続に必要な重油量は約 47.9kL となり、合計で約 184.4kL の重油が必要となる。これに対して、本発電

所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された使用可能な重油量 548kL で対応が可能であるとしていることを確認した。水源の充足性

については上記(ⅲ)のとおり。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、運転停止中事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえ

た燃料損傷防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさ

を踏まえても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点か

ら燃料損傷防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

 

運転停止中事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して、申請者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している、

空冷式非常用発電装置による代替交流電源の確保、蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプを用いた炉心注水、Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）を

用いた高圧代替再循環運転及びＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。

重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機冷却機能が

喪失する事故」において、蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、運転停止中原子炉

内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに、申請者が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、解析結

果が評価項目を満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失

した系統（外部電源、非常用所内交流動力電源系統及び原子炉補機冷却系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たってはこれらの系

統の機能回復も重要な運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策となり得る。また、蓄圧タンク及び恒設代替低圧注水ポンプによる炉心注水によ

り原子炉内燃料体の損傷を回避した後、Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）を用いた高圧代替再循環運転に切替え、さらにＡ、Ｄ格納容器再循環ユニ

ットを用いた格納容器内自然対流冷却による原子炉格納容器内の除熱を継続することにより、原子炉を安定状態へ導くことができることを確認し

た。さらに規制委員会は、当該対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。「Ⅳ－１．１ 事故の

想定」に示したように、重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常用所内交流動力電源が機能喪

失し、原子炉補機冷却機能が喪失する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると

判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して申請者が計画している運

転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：原子炉冷却材の流出） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの妥当性について 

1）運転停止中事故シーケンス内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンス

グループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣においてに示され

ている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  運転停止中事故シーケンスグループ｢原子炉冷却材の流出｣における事故シーケンスは、以下の 3つであり、PRA 側の評価結果と一致している

ことを確認した。 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事故 

 水位維持に失敗する事故 

 オーバードレンとなる事故 

 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 第 3-2 表 重要事故シーケンス（運転停止中）の選定について＞  
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（2）事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、運転停止中事故シーケンスグループ全体の特徴を代

表していることを確認するとともに、対策を講じない場合の燃料損傷

に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から系外への誤操作等に

よる漏えいに起因して 1 次冷却材が流出することで、余熱除去機能が喪失する。これにより、1 次冷却系の保有水が炉心崩壊熱により継続

的に蒸発して減少し、運転停止中原子炉内燃料体の損傷に至ることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 

 ＜添付十：7.4.3.1 事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策＞  

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、運転停止中事故シーケンスグループの特

徴を踏まえて必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の

対策（安定状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、運転停止中原子炉内燃料体の露出及び損傷を防止するためには、炉心への注水手段を確保し、1

次冷却系の保有水量を確保する必要がある。さらに、最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を確保し、原子炉内燃料体の崩壊熱の除熱を継続的に

実施する必要があることを確認した。 
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（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及

び事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準へ

の適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関す

る計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れ

を考慮しても事象を判別できることを確認。 

 

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループでは、余熱除去機能の喪失を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、＜添付

十：第 7.4.3.1 表  「原子炉冷却材の流出」における重大事故等対策について＞において、余熱除去流量が挙げられていることを確認した。 

 

 

 

(ⅱ) 初期の燃料損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の燃料損傷防止対策として、：充てんポンプにより燃料取替用

水ピット水を炉心に注水し、1 次冷却系の保有水量を維持するとともに、加圧器開口部（加圧器安全弁 3 弁取り外し中）からの蒸気の放出

により崩壊熱を除去する。このため、ディーゼル発電機、充てんポンプ、燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付けること

を確認した。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 燃料の損傷を回避した後、原子炉を安定状態（低温停止状態※）

へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定状態（高温停止状態又は低温停止

状態）と定義されている。 

② 燃料の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維

持されるものであることを確認。 

 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、格納容器スプレイ系による代替再循環運転に切り替え、炉心冷却を継続する。このため、Ａ格

納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）、Ａ格納容器スプレイ冷却器等を重大事故等対処設備として位置付ける。また、格納容器

再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却及び格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイを行い、原子炉格納容器内の除熱を継続

する。このため、窒素ボンベ（原子炉補機冷却水サージタンク加圧用）を重大事故等対処設備として新たに整備するとともに、Ａ、Ｄ格納容

器再循環ユニット、Ｂ格納容器スプレイポンプ、Ｂ格納容器スプレイ冷却器、格納容器再循環サンプ等を重大事故等対処設備として位置付け

るとしていることを確認した。具体的には、以下に示されていることを確認した。 
＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」＞ 

＜添付十：技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」＞ 

① 炉心の冷却状態の長期維持については①に示すとおり、代替再循環を実施することで最終ヒートシンクに熱を逃がせることから、炉心の冷却

を長期的に維持できることを確認した。また、原子炉格納容器の冷却・除熱については、＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器の冷却等

のための手順等＞で整備されているＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、原子炉補機冷却水ポンプ等を用いた格納容器内自然対流冷却により最終

ヒートシンクに熱を逃がせることから長期的に閉じ込め機能を維持できることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.6 安定停止状態について＞には、本重要事故シーケンスにおける安定状態は、「1次系保有水量が維持されて

おり、1次系温度が安定した状態」であることが示されている。 

 

(ⅳ) 初期の燃料損傷防止対策設備及び安定状態に向けた対策設備を

稼働するための状態監視ができることを確認する。 

(原子炉冷却材の流出の場合） 

① 充てんポンプによる炉心注水に係る計装設備を確認 

② 格納容器スプレイポンプによる代替再循環に係る計装設備を確

認。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備を確認。 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.4.3.1 表  「原子炉冷却材の流出」における重大事故等対策について｣より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを

確認した。 

① 充てんポンプによる炉心注水に係る計装設備として、加圧器水位、1 次冷却材高温側温度(広域)、1 次冷却材低温側温度(広域)等が挙げられ

ていることを確認した。 

② Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）による代替再循環に係る計装設備として、余熱除去流量、高圧注入流量、1次冷却材

高温側温度(広域)、1次冷却材低温側温度(広域)等が挙げられていることを確認した。 

③ 格納容器内自然対流冷却に係る計装設備として、格納容器内温度、格納容器再循環ユニット入口温度、格納容器再循環ユニット出口温度等が
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 挙げられていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確

に示しているか確認する。 

(原子炉冷却材の流出の場合） 

① 格納容器スプレイポンプによる代替再循環への切り替え条件を

確認。 

 

（ⅴ） 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り替える条件は以下に示されていることを確認した。 
＜補足説明資料：添付資料 5.3.2 格納容器再循環サンプ水位が再循環切替水位に達するまでの時間について＞において、再循環切替水位到

達時点での燃料取替用水ピット水位の評価結果が示されている。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策

が網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作

を実施することになっている場合には、回復操作も含めている

ことを確認。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している以下の対策を確認した。 

① 有効性評価上は期待しないが実手順としては、以下を整備していることを確認した。 

 余熱除去機能回復操作 

 

② 有効性評価上は期待しないが、事故対応に必要となる監視計測に係る手順については、＜添付十：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手

順等＞において整備されており、有効性評価で挙げられている手順は技術的能力で整備されている手順と整合していることを確認した。 

③ 上記①に示すとおり、有効性評価上は期待しないが、実際には行う操作として余熱除去機能の回復操作が含まれていることを確認した。 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本運転停止中事故シーケンスグループにお

ける手順及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」と整合してい

ることを確認する。 

 

(ⅶ) 上記(ⅵ)で確認したとおり、本運転停止中事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電

用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣

の内容と整合が図られていることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜

添付十：第 7.4.3.1 表  「原子炉冷却材の流出」における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 

 

 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、要求されていない。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁

(ⅰ) 充てんポンプによる炉心への注水に関連する設備として、充てんポンプ、燃料取替用水ピット及びこれらを接続する配管や弁が概略系統図

に示されていることを確認した。また、安定状態に向けた対策のうち、代替再循環に関連する設備としてＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS-
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が明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

 

CSS タイライン使用）、Ａ格納容器スプレイ冷却器等が、格納容器自然対流冷却に関連する設備としてＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット、原子炉

補機冷却水ポンプ等が概略系統図に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わない

ように、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確

認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.3.2 図「原子炉冷却材の流出」の対応手順の概要（重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材

圧力バウンダリ機能が喪失する事故」の事象進展＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作

確認項目等が示されていること、解析上は期待しない操作も含めて対応手順の概要が整理されていることを確認した。 

 

 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、

「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、

多様性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含

めていることを確認。 

 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等（手順着手の判断基準、有効性評価上期待しないもの含む）について、以下のとおり明確にされていることを確認し

た。 

① 運転停止中事故シーケンスグループ｢原子炉冷却材の流出｣に係る判断基準・確認項目等 

余熱除去機能喪失の判断：余熱除去流量の低下等により、余熱除去ポンプ運転不能と判断し、余熱除去ポンプを停止する。余熱除去系 2系統

の運転不能により、余熱除去機能喪失と判断。 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.1 ミッドループ運転中における原子炉冷却材流出の想定と対応について＞において、想定される流出先毎に、

流出検知のプロセス・判定及び対応操作の一覧が示されている。 

再循環への切替判断：燃料取替用水ピット水位の指示が 3号炉 12.5%、4号炉 16%になれば、格納容器再循環サンプ水位（広域）計指示 56%以

上を確認し、再循環切替操作を実施。 

 

5）本運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必

要な要員について整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等、技術的能力

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等、技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等及び技術的能力 1.15 事

故時の計装に関する手順等＞を踏まえ、以下の通り整理されていることを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)及び(ⅵ)②で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉
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整理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整

合していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していな

い作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

を冷却するための手順等、技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等、技術的能力 1.13 重大事故等の収束に必要となる水

の供給手順等及び技術的能力 1.15 事故時の計装に関する手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 余熱除去機能回復操作等（実際には行うが）、解析では期待しない操作も含めてタイムチャートに必要人員が計上されていることを確認した。 

④ 本運転停止中事故シーケンスグループの対応各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定

時間であり、実現性があることを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において、考え方が整理されていることを確認した。 
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（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

運転停止中事故シーケンスグループごとに、燃料損傷に至る重要

な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定

し、評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とす

る。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表

している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 運転停止中事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① 選定された重要事故シーケンスは PRA で選定されたシーケンスと同一であることを確認した。 

② 本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が

喪失する事故」を選定している。PRA の手法により抽出され、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の有効性を確認する必要があると

された本事故シーケンスグループにおける事故シーケンスは「原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事故」である。対策実施の余裕

時間及び燃料損傷回避に必要な設備容量を厳しく評価する観点から、崩壊熱が高く、1 次冷却系の保有水量が少ない燃料取出前のミッドル

ープ運転中に「原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事故」が起こるとすることを確認した。重要事故シーケンスの選定にあたって

は、有効性評価ガイド 3.3 の着眼点を踏まえ、炉心崩壊熱が大きく、1次系保有水量が少ないことから、充てんポンプによる炉心注水開始ま

での運転員等操作の余裕時間が短く、かつ、要求される設備容量の観点で厳しくなる「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧

力バウンダリ機能が喪失する事故」を重要事故シーケンスとすることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.6 燃料取出前のミッドループ運転中以外のプラント状態での評価項目に対する影響について（原子炉冷却

材の流出）＞において、運転停止中のプラント状態と主要パラメータ（1次系冷却材水位・温度・圧力）の推移が示されている。＞ 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コード審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 本重要事故シーケンスにおける重要現象として、炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰・ボイド率変化及び気液分離・対向流並

びに 1次系における冷却材放出及び ECCS 強制注入が挙げられていることを確認した。具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 上記(ⅰ)で確認した重要現象である炉心における崩壊熱、燃料棒表面熱伝達、沸騰及びボイド率変化、気液分離及び対向流、1次冷却系

における ECCS 強制注入、1次冷却系における冷却材放出等を取り扱うことのできる M-RELAP5 を用いることを確認した。M-RELAP5 の適用

性についての具体的な確認内容は、解析コード審査確認事項へ。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては、最適評価手法を適用し、「3.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.3運転停止中事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

の適用を否定するものではない。  

3) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置に

よる他の操作に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する方針が示されていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

3）解析コード及び解析条件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針

であるか。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

c．原子炉冷却材の流出 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. 原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統の操作の誤り等によ

って原子炉冷却材が系外に流出し、燃料損傷に至る。 

(b) 主要解析条件（3.2 有効性の評価の共通解析条件に記載の項目を除

く。） 

i. RHR 及び化学体積制御系の弁操作の過誤等による原子炉冷却材の流

出を想定する。 

ii. 原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統の構成に基づき、人

的過誤等によって仮定し得る原子炉冷却材の流出口及び流出量を設

定する。 

(c) 対策例 

i. 待機中のECCS 等又は代替注水設備による崩壊熱除去機能の確保 

ii. 原子炉冷却材流出口の隔離 

iii. 燃料取替用水タンクからの重力注入による崩壊熱除去機能を確保

（蒸気発生器にノズル蓋が設置されず、大口径の開口部が1次系に

設けられている場合。） 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 外部電源はないものとして評価を行うことを確認した。その理由として、外部電源がない場合においても、ディーゼル発電機にて充てんポ

ンプによる炉心注水が可能であり、外部電源がある場合と事象進展は同等となるが、資源の確保の観点で厳しくなる外部電源がない場合を

想定することを確認した。 

 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、1 次冷却材の流出は、流量の多い余熱除去系からの流出とし、余熱除去ポンプ 1 台による浄化運転時の最大流量である

450m3/h とする。流出する口径は余熱除去系統の最大口径で約 20cm（8 インチ）相当とすることを確認した。なお、ミッドループ運転中は

1 次系に余熱除去系、化学体積制御系等が接続されているが、1 次系保有水の早期流出の観点で流量の多い余熱除去系からの流出（最大口
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確認。 

（原子炉冷却材の流出の場合） 

 余熱除去系からの漏えい量の考え方について確認。 

径である 8インチ相当、漏えい継続）を想定している。）安全機能の喪失に対する仮定として、１次冷却系の水位が 1 次系冷却材管の下端

に到達することにより浄化運転中の余熱除去系が機能喪失し、さらに運転中の余熱除去系機能喪失後に待機中の余熱除去系も機能喪失する

こと、余熱除去機能喪失後も系外への漏えいの停止を見込まないことを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.3.2 表 主要評価条件（原子炉冷却材の流出）＞において、初期条件、事故条件、安全機能の喪失の仮定等、解析で設定し

た条件とその考え方が全体的に整理されており、初期条件として、事象発生の時期については、定期検査工程上、原子炉停止から 1次冷却

材水抜き完了までの時間として考えられる最短時間に余裕をみた（崩壊熱を高くする厳しめの設定にするために短くしている）時間とし

て、原子炉停止後 72時間とする。また、外部電源はないものとする。これは、燃料の確保の観点では、厳しい設定となることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 原子炉の運転停止中の期間 

原子炉運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動

の過程における主発電機の併列までを、原子炉の運転停止中の期間

とする。ただし、全燃料が使用済燃料貯蔵槽に取り出され、原子炉

に燃料がない場合は除く。なお、原子炉の運転停止中の期間を、原

子炉の圧力、温度、水位及び作業状況等に応じて適切に区分するこ

と。 

(2) 原子炉内の状態等 

原子炉内の炉心流量及び崩壊熱等については、設計値等に基づく

現実的な値を用いる。 

(3) 安全施設の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（原子炉冷却材の流出の場合） 

 充てんポンプの使用台数、設定する流量とその理由を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.3.2 表原子炉冷却材の流出の主要評価条件＞より、本重要事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由について

は、以下に示される通りであることを確認した。 

充てんポンプ：充てんポンプによる炉心注水流量は、原子炉停止 72 時間後を事象開始として、余熱除去系の機能喪失（事象発生から 3分

後）から 20 分後（事象発生から 23 分後）における崩壊熱による蒸発量（27.8m3/h）に加えて、流出により低下した水位を回復させるた

めの水量を見込み、45m3/h とすることを確認した。 
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（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(3)c.にしたがって、解析上、故障又は待機

除外を仮定した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 安全施設の適用条件 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

(ⅱ) 本重要事故シーケンスの起因事象及び安全機能の喪失を仮定している余熱除去系について、機器条件として設定されていないことから、

復旧を考慮せずに解析が実施されていることを確認した。（なお、申請者は＜添付十：6.3.2 安全機能の喪失に対する仮定＞において、機能

喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待しないことを宣言している。） 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策の操作条件を確認するとともに、操作余裕時間を確

認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① ＜添付十：技術的能力 1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞において操作の成立性が示されており、「重大事故等防止技術的能

力説明資料」の時間内であることを確認した。 

② 重大事故等対処設備の操作条件として、余熱除去系の機能喪失を  起点（事象発生から 3分後）として、充てんポンプによる炉心注水操

作の準備を開始する。注水準備に必要な時間を 20分とし、充てんポンプによる炉心注水が、事象発生から 23分後に開始されるとすることを

確認した。操作余裕時間の評価については、｢ (3) 操作時間余裕の把握｣で確認する。 

① 充てんポンプによる炉心注水操作は、有効性評価上は事象発生から約 23 分後に操作開始するとしているが、実際には準備が完了次第、注

水することを確認した。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

（運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止） 

4－2 第4項に規定する「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運転停止中

事故シーケンスグループに対して、以下の評価項目を満足すること

を確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨界、

又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴

う臨界は除く。）。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈に

おける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等

が整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適

切であるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙

動を確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

(原子炉冷却材の流出の場合） 

動的機器の作動状況： 

 注入流量/流出流量 

対策の効果： 

 原子炉容器内水位 

 1 次系保有水量 

 燃料被覆管温度 

 1 次系温度 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、初期の燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されているこ

とを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.3.6 図及び第 7.4.3.10 図＞より、余熱除去系からの 1次冷却材の流出により、1次系保有水量が低下していることを確認し

た。 

③ ＜添付十：第 7.4.3.10 図＞より、機器条件で設定したとおりの充てんポンプによる炉心への注水流量が確保されていることを確認した。 

④ ＜添付十：第 7.4.3.6 図、第 7.4.3.10 図、第 7.4.3.9 図、第 7.4.3.13 図及び第 7.4.3.12 図＞より、余熱除去系からの 1 次冷却材の流出流

量と充てんポンプによる炉心への注水流量がバランスすることにより 1次系保有水量が安定しているとともに、原子炉容器水位は TAF 以上を

確保できており、1次系温度や燃料被覆管の温度は有意に上昇していないことから、燃料損傷防止対策が有効に機能していることを確認した。

また、加圧器への蓄水と 1次系圧力の関係等を考察し、物理的に妥当な説明が加えられていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 原子炉容器水位（有効燃料長頂部の冠水） 

② 遮へいが維持される水位 

③ 未臨界の確保（充てんポンプによるホウ酸水の注水、減速材密

度反応度） 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展やプラントの過渡応答を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、事象発生後、1次冷却材の流出に伴い、1次系

水位が低下し約 3分で余熱除去系が機能喪失することで流出流量が減少する。事象発生後約 23 分で、充てんポンプによる炉心注水を開始し、

加圧器等からの流出流量と炉心への注入流量が釣り合い、1次冷却系の保有水量を確保することができる。事象発生後、燃料有効長頂部のボ

イド率は最大でも 0.7 程度であり、充てんポンプによる炉心注水により、炉心は露出することはなく、燃料有効長頂部は冠水している。燃料

有効長上端まで水位が低下しても、原子炉容器ふたは閉止されている状態であり、炉心上部の遮蔽物により空間線量率が抑えられ、作業員の

被ばく低減が図られるため、原子炉格納容器内の空間線量率は燃料取替え時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回ること

はない。ほう素濃度が高い条件下では、炉心崩壊熱による 1次冷却材におけるボイド発生により 1次冷却材の密度が低下すると、1次冷却材

中のほう素密度の低下に伴う中性子吸収効果の減少により、一時的に反応度が上昇する場合もある。しかし、その場合であっても実効増倍率

が 1.0（臨界）より十分に低いことから、未臨界は維持されることを確認した。具体的な確認結果は以下に示すとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.3.9 図＞にあるとおり、原子炉容器水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保していることを確認した。 

② 原子炉容器水位は約 TAF+2m を確保できていることに加え、原子炉容器ふたは閉止されている状態であり、炉心上部の遮蔽物により被ばく低

減を図ることができていることを確認した。なお、原子炉容器水位が仮に TAF まで低下した場合においても、原子炉容器ふたは閉止されてい

ること、炉心上部の遮蔽物により被ばく低減を図ることができるため、燃料取替時の原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値 0.15mSv/h を上回る

ことはなく、放射線の遮蔽を維持できることを確認した。 

③ 炉心崩壊熱による 1 次冷却材のボイド発生により、1 次冷却材の密度が低下すると、冷却材密度の低下に伴う中性子減速効果の減少による負

の反応度帰還効果及び 1次冷却材中のほう素密度の低下に伴う中性子吸収効果の減少による正の反応度帰還効果が生じる。ミッドループ運転

中のように、炉心が燃料取替作業時の未臨界確保の観点から高濃度のほう酸水で満たされている状況下においては、ほう素密度の低下による

正の反応度帰還効果が大きくなることにより、一時的に炉心反応度は正側に移行する場合がある。この効果は、ほう素価値が大きいほど顕著

になることから、MOX 燃料装荷炉心に比べてほう素価値が大きいウラン炉心を評価対象に、事象発生後の 1 次冷却材密度の低下に伴う炉心反

応度の変化を評価した。その結果、事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心であるウラン平衡炉心において約－6.2%Δk/k で

あり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

(ⅲ) 初期の燃料防止対策により、燃料の著しい損傷を防止できている

ことを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、充

てんポンプによる炉心注水により、原子炉容器水位は評価期間を通じて TAF 以上を確保できていること、原子炉格納容器内の遮蔽設計基準値

0.15mSv/h を上回ることはなく、放射線の遮蔽を維持できていること及び事象発生後の炉心反応度の最大値は、代表的な取替炉心であるウラン

平衡炉心において約-6.2%Δk/k であり、未臨界を確保できていることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

状態に導かれる時点までを評価する。 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定状態になるまで評価していることを確認する。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆

管温度及び 1 次系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を示

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、原子炉冷却材流出系統の隔離を行った上で、燃料取替用水ピット水位及び格納容器再循環サンプ水位

が再循環切替値に到達後、格納容器スプレイ系による代替再循環運転に切替え、格納容器スプレイ冷却器による除熱を継続することで燃料の健

全性を維持できることを確認した。具体的な確認結果は以下に示すとおり。 

① ＜添付十：第 7.4.3.10 図及び第 7.4.3.12 図＞にあるとおり、事象発生から約 30 分以降、1 次系保有水量及び 1 次系温度は安定しており、

原子炉は安定状態を維持できていることを確認した。以降は 1次系の漏えい箇所を隔離した上でＡ格納容器スプレイポンプによる代替再循環

で炉心の冷却・除熱を行うとともに、必要に応じて格納容器内自然対流冷却により、原子炉格納容器の長期的な冷却・除熱を維持することを

確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.5 安定停止状態について（燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事

故＞において、本重要事故シーケンスにおける安定状態は、「1次系保有水量が維持されており、1次系温度が安定した状態」としていること

が示されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

した上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備さ

れていることを確認。 
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3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価に係る標準評価手法 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの適用

範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に考慮す

る。 

1．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1）解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、｢1.7 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価方針｣を踏まえた方針であるかを確

認。 

(ⅰ) 解析コード及び解析条件の不確かさの影響方針について、以下により妥当であることを確認した。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針は、＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞を踏まえ、不確

かさの影響評価の範囲として、運転員等操作時間に与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響、要員の配置による他の操作に与え

る影響及び操作時間余裕を評価するものとしていることを確認した。また、＜添付十：6.1(4) 有効性評価における解析条件の設定＞において、

「解析コードや解析条件の不確かさが大きい場合には、影響評価において感度解析等を行うことを前提に設定する」としていることを確認し

た。 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

 
 

(ⅱ) 解析コード及び解析条件の不確かさにより、影響を受ける運転員

等操作が特定されているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下のとおりであることを確認した。 

① 解析コードの不確かさについて、以下により影響評価の内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較、感度解析によりその傾向が把握されている

か確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが評価結果に与える影響について、M-RELAP5 では、大気圧程度の低圧時における炉心水位の不確かさは±10%（±0.4m）

程度である。したがって、実際の炉心水位が評価値より 0.4m 程度低くなる可能性があるが、燃料有効長頂部から更に約 1.3m 高い位置まで水

位が確保され、燃料有効長頂部が冠水していることには変わりはない。また、1 次系冷却材管の下端の水位に到達するまでの時間が早まるので、

余熱除去機能喪失を起点とする充てんポンプによる炉心注水の操作開始は早くなるが、操作開始が早まる時間は数十秒程度であり、燃料の冷却

への影響は小さい。1 次冷却系における冷却材放出の不確かさとして、解析コードの臨界流モデルの試験解析では漏えい流量は実験データに対

して二相臨界流領域では大きく評価する傾向を示している。したがって、実際の漏えい流量は解析結果よりも小さくなり、余熱除去機能が喪失

する 1 次系冷却材管の下端の水位に到達するまでの時間が遅くなる。よって、充てんポンプによる炉心注水の開始は、余熱除去機能喪失を起点

としているため遅くなるが、操作開始時点の炉心水位が同じ条件であることと実際の漏えい量が解析結果より小さいことを考慮すると、炉心露

出に対する時間的余裕は大きくなることを確認した。 

解析コードが有する重要現象の不確かさとその傾向、評価項目となるパラメータに与える影響の具体的な内容は、以下に示されていること

を確認した。 

＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.8 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉冷却材の流出）＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（原子炉冷却材の流出の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、運転員等操作への感度を

確認。 

② 1 次冷却材の流出流量が変動した場合について、運転員等操作

への感度を確認。 

③ 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、運転

員等操作への感度を確認。 

(ⅰ) 解析条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における解析条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（原子炉冷却材の流出の場合） 

① 炉心崩壊熱が変動した場合について、評価結果への感度を確認。 

② 1 次冷却材の流出流量が変動した場合について、評価結果への

感度を確認。 

③ 燃料取替用水ピットの保有水量が変動した場合について、評価

結果への感度を確認。 

① 解析条件が評価結果に与える影響については、解析条件では、炉心崩壊熱及び 1 次冷却材流出流量は保守的な（大きい）値で設定されている

ため、実際には、1 次冷却系の保有水量の低下は解析結果に比べて遅くなり、余熱除去機能が喪失する 1 次系冷却材管の下端の水位に到達す

るまでの時間が遅くなる。よって、充てんポンプによる炉心注水開始は、余熱除去機能喪失を起点としているため遅くなる。操作開始が遅く

なる場合には、操作開始時点における崩壊熱が小さくなるため、1 次冷却材の蒸散率が小さくなり、1 次冷却系の保有水量の減少が抑制され

るため、炉心露出に対する時間的余裕は大きくなることを確認した。 

具体的には、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.3.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉冷却材の流出）＞において、不確かさ評

価を検討した解析コードのモデル及び解析条件の一覧が示されている。 

② 該当なし。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並び

に解析上の操作開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違によ

り、操作タイミングが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置

は前後の操作を考慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置について、＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条件の

不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおいては、余熱除去機能喪失+20 分で充てんポンプによる炉心への注水操作を実施するが、この操作は、中央制御室

の運転員（当直員）1 名による操作を想定しており、他の操作との重複もないことから、要員の配置による他の操作に与える影響はないこと

を確認した。 

② 充てんポンプによる炉心注水の一連の操作が中央制御室で実施されるため要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。具

体的には、充てんポンプによる炉心への注水操作を行う要員は、本操作の前に原子炉格納容器隔離弁閉止操作を行うものの、充てんポンプに

よる炉心への注水操作と原子炉格納容器隔離弁閉止操作は中央制御室からの操作であること、以降は充てんポンプの流量調整、停止操作を専

任で行うため、操作タイミングが変動しても対処可能であることを確認した。 

③ 各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

1) 解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果に与える影響評価について、＜添付十：7.4.3.3 解析コード及び解析条

件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

(原子炉冷却材の流出の場合） 

充てんポンプによる炉心注水の開始時間余裕を確認。 

(ⅰ) 充てんポンプによる炉心への注水操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① ＜添付十：第 7.4.3.14 図＞にあるとおり、1次系保有水量が炉心露出に至る可能性のある水量まで低下する時間を 1次系保有水量の減少率で

外挿して評価した結果、充てんポンプによる炉心への注水開始の時間余裕として、約 46分程度は確保できることを確認した。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.3-20 

4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定状態

に導かれる時点までを評価する。 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

要員数と重大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であるこ

とを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 12 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74 名であり

対応可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る緊急時対応要員等を確保できていることに加え、1・2号炉の運転員等も対処

可能であることから、3･4 号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な電

力供給量は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいこと

を確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、ディーゼル発電機からの電力供給量が十分に大きい

ため、供給が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① ディーゼル発電機の電源負荷については、設計基準事故時に想定している工学的安全施設作動信号により作動する負荷を上回る設計としてお

り、重大事故等対策時に必要な負荷は工学的安全施設作動信号により作動する負荷に対して包絡されることから、ディーゼル発電機による電

源供給が可能であることを確認した。 

 

(ⅲ) 安定状態まで導くために必要な水源が確保されているか確認す

る。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

水源と保有水量から、安定状態まで移行できることを確認す

る。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 初期対策である充てんポンプによる炉心注水の水源は燃料取替用水ピットであり、燃料取替用水ピット水位が再循環切替水位に到達した以降

は格納容器再循環サンプを水源として炉心注水を維持するため、水源の補給は必要とせずに安定状態まで移行できることを確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、7 日間ディーゼル発電機を全出力で運転した場合に必要

となる重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL となり、合計で約 597.8kL の重油が必

要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対応が可能であることを確認した。水

源の充足性については上記(ⅲ)にあるとおり、燃料取替用水ピット水位が再循環切替水位に到達以降は格納容器再循環サンプを水源として炉

心注水を維持するため、外部支援は必要としないことを確認した。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、運転停止中事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえ

た燃料損傷防止対策、安定状態に向けた対策、評価結果、不確かさを踏

まえても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点から燃

料損傷防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

 

運転停止中事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に対して、申請者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している

充てんポンプによる炉心注水及びＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転が、事象進展の特徴を捉えた対

策であると判断した。 

重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失する事故」において、充てんポンプによる炉

心注水を行った場合に対する申請者の解析結果は、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者

が使用した解析コード、解析条件の不確かさを考慮しても、解析結果が評価項目を満足することに変わりがないことを確認した。なお、申請者が

行った解析では、より厳しい条件を設定する観点から、機能を喪失した系統（余熱除去系）の復旧を期待していないが、実際の事故対策に当たっ

てはこれらの系統の機能回復も重要な原子炉内燃料体の損傷防止対策となり得る。 

また、充てんポンプによる炉心注水により運転停止中原子炉内燃料体の損傷を回避した後、格納容器スプレイ冷却器による炉心冷却への移行に

より、原子炉を安定状態へ導くことができることを確認した。 

さらに、規制委員会は、当該対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ機能が喪失

する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

以上のとおり、規制委員会は、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「燃料取出前のミッドループ運転中に原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ機能が喪失する事故」に対して申請者が計画している運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-2 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価：反応度の誤投入） 

 

1．事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策 

（1）事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉）1 

1．事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの妥当性について 

1）運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シ

ーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について｣において

に示されている各事故シーケンスと一致していることを確認する。 

（注：本項は、｢事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選

定について｣と対策の有効性評価をリンクさせるためのもの。） 

 

1)  運転停止中事故シーケンスグループ｢反応度の誤投入｣における事故シーケンスは、「反応度の誤投入事故」のみであり、PRA 側の評価結果と一

致していることを確認した。 

＜添付十：追補 2.Ⅰ 「Ⅰ事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 第 3－2表 重要事故シーケンス（運転停止

中）の選定について」＞ 
 

 

（2）事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループの事象進展及び対策の基本的考え方の妥当性に

ついて 

1）事象進展の概要は、対策の必要性としての論点を明確にするものとなっ

ているか。 

(ⅰ) 想定する起因事象、喪失する機能が、事象の進展及び必要となる

対策の観点から、運転停止中事故シーケンスグループ全体の特徴を代

表していることを確認するとともに、対策を講じない場合の燃料損傷

に至る事象進展を確認する。 

 

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴は、原子炉の運転停止中に、化学体積制御系の弁の誤動作等に起因する 1次

冷却材中への純水注入により、1次冷却材中のほう素濃度が低下することで正の反応度が添加され、臨界に至ることを確認した。具体的に

は、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.4.4 反応度の誤投入＞ 

＜添付十：7.4.4.1 事故シーケンスグループの特徴、燃料損傷防止対策＞ 

(ⅱ) 対策の基本的な考えが、運転停止中事故シーケンスグループの特

徴を踏まえて必要な機能を明確に示しているか、初期の対策と長期の

対策（安定停止状態に向けた対策）を分けているか確認する。 

 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展の概要・特徴を踏まえ、運転停止中原子炉内燃料体の臨界を防止するためには、早期に反応度の誤投入を判断し、速や

かに希釈停止操作を行うとともに、未臨界状態が維持されていることを確認し、必要に応じてほう酸濃縮操作を実施する必要があることを確

認した。 

 

 

（3）燃料損傷防止対策 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．事故シーケンスグループ全体における対策（設備及び手順）の網羅性及び

事象進展を踏まえた手順の前後関係等の妥当性について 

1）重要事故シーケンス及びその他の事故シーケンスでの対策も含めて、手

順については技術的能力基準への適合、設備については設置許可基準へ

の適合との関係を踏まえ対策を網羅的に明示しているか。 

(ⅰ) 事象判別プロセスにおいて、事象を判別するパラメータに関する

(ⅰ) 本運転停止中事故シーケンスグループでは、反応度の誤投入を判別する必要があるが、これを判別するための計装設備として、＜添付十：

第 7.4.4.1 表 ｢反応度の誤投入｣における重大事故等対策について｣＞において、中間領域中性子束及び中性子源領域中性子束が挙げられて

いることを確認した。また、事象判別の手段として、中性子領域中性子束及び中性子領域起動率の指示上昇、原子炉補給水補給流量積算制御

器の動作音及び炉外核計装装置の可聴計数率計の計数音間隔が短くなることにより、反応度の誤投入を判別できることを確認した。 

 

 

                                                   
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-3 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

計装設備が準備され、計装設備が事象を検知するまでの時間遅れを

考慮しても事象を判別できることを確認。 

(反応度の誤投入） 

① 1 次冷却材中のほう素濃度が低下し、停止余裕が減少しているこ

とを判別できるかを確認。 

 

 

(ⅱ) 初期の燃料損傷防止対策とその設備を確認する。 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループの事象進展の概要・特徴を踏まえ、初期の燃料損傷防止対策として、化学体積制御系弁の「閉」操作

及び 1 次系補給水ポンプの停止操作により、1 次冷却系への純水の注入を停止することを確認した。なお、希釈停止に係る計装設備はない。 

 

(ⅲ) 安定状態に向けた対策とその設備を確認する。 

① 燃料の損傷を回避した後、原子炉を安定停止状態（低温停止状態

※）へ導くための対策が整備されていることを確認。 

※有効性評価ガイドでは、安定停止状態（高温停止状態又は低温

停止状態）と定義されている。 

② 燃料の冷却状態、原子炉格納容器の閉じ込め機能が長期的に維持

されるものであることを確認。 

 

（ⅲ）安定状態に向けた対策とその設備について、充てんポンプによりほう酸タンクのほう酸水を炉心に注水し、未臨界を維持する。このため、

ほう酸タンク、ほう酸ポンプ、充てんポンプ等を重大事故等対処設備として位置付けることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 安定状態に向けた対策として、＜添付十：技術的能力 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞で整備されている

ほう酸注入を挙げていること、＜添付十：第 7.4.4.1 表 ｢反応度の誤投入｣における重大事故等対策について＞において、ほう酸濃縮で用い

る重大事故等対処設備として、ほう酸ポンプ、ほう酸タンク、充てんポンプが挙げられていることを確認した。なお、計装設備については(ⅳ)

で確認する。 

② 希釈停止操作により 1次冷却系への純水注入を停止するとともに、ほう酸濃縮により事象発生前の停止ほう素濃度を維持できることから、長

期的に原子炉安定状態を維持できることを確認した。 

 

(ⅳ) 初期の燃料損傷防止対策設備及び安定停止状態に向けた対策設

備を稼働するための状態監視ができることを確認する。 

(反応度の誤投入） 

① ほう酸濃縮に係る計装設備を確認。 

 

(ⅳ) ＜添付十：第 7.4.4.1 表 ｢反応度の誤投入｣における重大事故等対策について＞より、以下の状態監視に係る設備を挙げていることを確認

した。 

① ほう酸濃縮に係る計装設備として、中性子源領域中性子束、ほう酸タンク水位が挙げられていることを確認した。 

 

(ⅴ) 初期の対策から安定状態に向けた対策に切り換える条件を明確

に示しているか確認する。 

（ⅴ） 運転停止中事故シーケンスグループ｢反応度の誤投入｣では、希釈停止操作とほう酸濃縮を平行して行うため、初期の対策から安定状態に

向けた対策に切り換える条件はないことを確認した。 

 

(ⅵ) 有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備してい

る項目を確認する。 

① 有効性評価においては期待していないもの、実際には行う対策が

網羅的に記載されていることを確認。 

② 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めて

いることを確認。 

③ 手順上、安全機能等の機能喪失の判断後、その機能の回復操作を

実施することになっている場合には、回復操作も含めていること

を確認。 

(ⅵ) 運転停止中事故シーケンスグループ｢反応度の誤投入｣では、有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している対策はない

ことを確認した。 

① 該当なし。 

② 該当なし。 

③ 該当なし。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

 

(ⅶ) 上記の対策も含めて本運転停止中事故シーケンスグループにお

ける手順及びその着手の判断基準が「重大事故の発生及び拡大の防止

に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」と整合しているこ

とを確認する。 

 

(ⅶ) 本運転停止中事故シーケンスグループにおける手順及びその着手の判断基準は、｢実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故

の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準に係る適合状況説明資料｣の内容と整合が図られてい

ることを確認した。また、その手順を踏まえて、使用する重大事故等対処設備（常設、可搬、計装）については、＜添付十：第 7.4.4.1 表 ｢反

応度の誤投入｣における重大事故等対策について＞で明確にされていることを確認した。 

 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

1－4 上記1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外の

先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

2）対策について、国内外の先進的な対策と同等なものであるか。 

 

※ ｢運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価｣においては、要求されていない。 

3）対策の概略系統図は整理されているか。 

(ⅰ) 対策の概略系統図において、対策に関係する主要機器・配管・弁が

明示されているか確認する。 

 

記載要領（例） 

 有効性評価で期待する系統や設備等は太字で記載。 

 設計基準事故対処設備から追加した設備や機器は点線囲みで記載。な

お、技術的能力や設備側で確認できれば、有効性評価の概略系統図で点

線囲みされていなくてもよい。 

  

(ⅰ) 希釈停止及びほう酸濃縮に関連する設備として、充てんポンプ、ほう酸タンク、1次系補給水ポンプ等及びこれらを接続する配管や弁が概

略系統図に示されていることを確認した。 

 

4）対応手順の概要は整理されているか。 

(ⅰ) 対応手順の概要のフローチャートで、想定される事象進展や判断

基準等との関係も含め、明確にされていることを確認する。 

① 対応手順の概要フロー等において、運転員等が判断に迷わないよ

うに、その手順着手の判断基準が明確にされていることを確認。 

 

記載要領（例） 

 事故シーケンスの対応手順の概要（フロー）について、実際の手順上の

設定と解析上の設定がわかるように記載。 

 評価上、期待するもののみならず、回復操作や期待しない操作等につい

ても記載。この際、回復操作や期待しない操作等については、評価上は

考慮しないことが明確であるように記載。 

 

(ⅰ)  対応手順の概要フローについて、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.4.2 図 「反応度の誤投入」における対応手順の概要（「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤作動等により原子炉へ

純水が流入する事故」の事象進展）＞において、想定される事象進展が明確にされるとともに事象進展に沿った判断項目、操作確認項目等

が示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.1ＲＣＳほう酸希釈時の交流電源喪失における反応度誤投入の懸念について）＞において、当該事象によ

り 1次冷却材ポンプの再起動によりほう素濃度の低い水塊が炉心に注入される懸念がない根拠が示されている。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(ⅱ) 事象進展の判断基準・確認項目等が明確に示されていることを確

認する。 

① 対策については、有効性評価上期待している対策だけでなく、「重

大事故等防止技術的能力基準説明資料」との整合を踏まえ、多様

性拡張設備による手順も含めて実施する対策を網羅的に含めて

いることを確認。 

 

(ⅱ) 事象進展の判断基準等について、以下のとおり明確にされていることを確認した。 

① 運転停止中事故シーケンスグループ｢反応度の誤投入｣に係る判断基準・確認項目等 

反応度の誤投入の判断：「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報発信、中性子源領域中性子束及び中性子源領域起動率の指示上昇、原子炉

補給水補給流量積算制御器の動作音発生により反応度の誤投入を判断。 

未臨界状態の確認：中性子源領域中性子束及び中性子源領域起動率の指示、炉外核計装装置可聴計数率計の計数音間隔が事象発生前の状態

に復帰していること、サンプリングによりほう素濃度が事象発生前の停止ほう素濃度以上であることを確認。 

 

5）本運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの対応に必要

な要員について整理されているか。 

(ⅰ) 個別の手順を踏まえたタイムチャートにおいて、作業項目、時系

列も含めて全体的に整理されていることを確認する。 

① タイムチャートにおいて、作業項目、時系列も含めて全体的に整

理されていることを確認。 

② 個別の手順は「重大事故等防止技術的能力基準説明資料」と整合

していることを確認。 

③ その際、有効性評価で期待している作業に加え、期待していない

作業に対しても必要な要員数を含めていることを確認。 

④ 異なる作業を連続して行う場合には、その実現性（時間余裕等）

を確認。 

⑤ 運転員の操作時間に関する考え方を確認。 

 

記載要領（例） 

 要員が異なる作業を連続して行う場合には、要員の移動先を記載。 

タイムチャートに示されている時間は放射線防護具等の着用時間を含

んでいること。 

 

(ⅰ) タイムチャートは、＜添付十：技術的能力 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞等を踏まえ、以下の通り整理

されていることを確認した。 

① タイムチャートは具体的な作業項目、事象進展と経過時間、要員の配置について全体的に整理されていることを確認した。 

② (3)1)(ⅱ)、(ⅲ)で確認したとおり、個別の手順は＜添付十：技術的能力 1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞

と整合していることを確認した。また、事故収束に必要な事故時計装に関する手順は、＜添付十：技術的能力 1.15 事故時の計装に関する

手順等＞と、原子炉格納容器エアロック閉止に関する手順は、＜添付十：技術的能力 1.4   原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原

子炉を冷却するための手順等＞と整合していることを確認した。 

③ 該当なし。（運転停止中事故シーケンスグループ｢反応度の誤投入｣では、有効性評価上は期待していないが、実際の対策として整備している

対策はない。） 

④ 本運転停止中事故シーケンスグループの対応各操作及び作業における所要時間は、現場への移動時間、作業環境、作業時間等を考慮した想定

時間であり、実現性があることを確認した。 

⑤ 要員の操作時間については、＜添付十：6.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定＞において、考え方が整理されていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-6 

2．燃料損傷防止対策の有効性評価 

（1）有効性評価の方法 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

運転停止中事故シーケンスグループごとに、燃料損傷に至る重要

な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定

し、評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とす

る。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表

している。 

1．解析を実施するにあたっての方針の明確化について 

1）解析を実施する上で、ＰＲＡの結果等を踏まえ、重要事故シーケンスが

適切に選定されているか。 

(ⅰ) 運転停止中事故シーケンスグループから、重要事故シーケンスを

選定した理由を確認する。 

① 重要事故シーケンスは、｢Ⅰ 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について｣により選定された最も厳し

い事故シーケンスと一致していることを確認。一致していない

場合は、保守的な理由が明確にされていることを確認。 

② 重要事故シーケンスはガイドに示された着眼点に沿って選定

されていることを確認。 ← PRA の評価において重要事故シー

ケンス選定の妥当性を確認している。 

 

(ⅰ) 重要事故シーケンスの選定プロセスについて、以下のとおり確認した。 

① PRA で選定された事故シーケンスは「反応度の誤投入事故」であるが、原子炉停止中は、原子炉起動前までは純水注水による希釈が生じない

措置を講じることを考慮して、本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは「原子炉起動時に化学体積制御系の弁の誤作

動等により原子炉へ純水が流入する事故」とすることを確認した。 

② 本運転停止中事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは、「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により原子炉へ純水が流

入する事故」を選定する。PRA の手法により抽出され、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の有効性を確認する必要があるとされた

本事故シーケンスグループにおける事故シーケンスは「反応度の誤投入」である。定期検査中においては、原子炉起動前までは純水注入に

よる希釈が生じない措置を講じていることを考慮し、化学体積制御系の弁の誤動作等による純水注入は、原子炉起動時に起こり得ると想定

する。また、臨界到達までの時間余裕を厳しく評価する観点からも原子炉起動時を想定することを確認した。重要事故シーケンスの選定に

あたっては、有効性評価ガイド 3.3 の着眼点を踏まえ、臨界到達までの余裕時間の観点で厳しくなる「原子炉起動時に化学体積制御系の弁

の誤作動等により原子炉へ純水が流入する事故」を重要事故シーケンスとすることを確認した。 

また、希釈操作中に外部電源が喪失した場合、希釈信号は直流電源より受電しているため希釈信号は保持されるものの希釈水弁が自動閉

止し、１次系補給水ポンプが停止するため、１次冷却系に希釈水が流入することはない。１次系補給水ポンプは、非常用母線から受電して

いるが、外部電源喪失により停止し、起動信号保持回路はリセットされる。したがって、ディーゼル発電機からの受電後も再起動はしない。

また、原子炉停止中において、１次冷却系の水抜き開始から燃料取出しまでの期間及び燃料装荷開始から１次冷却系の水張り完了までの期

間については、１次冷却系へ純水を補給する系統の手動弁を閉止運用する等、機器の誤動作による１次冷却材の希釈を防止する措置を講じ

設備及び手順の両面から反応度事故の発生防止を図っている、ことを確認した。 

 

2）使用する解析コードは適切か。（→解析コードの審査確認事項へ） 

(ⅰ) 評価対象の事故シーケンスの重要な現象を確認する。 

(ⅰ) 該当なし。本重要事故シーケンスでは、事象発生から臨界に至るまでの時間が重要である。中性子束とほう素濃度の関係から導かれた評

価式により、希釈開始から「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報の発信及び臨界に至るまでの時間を求める。これにより、運転員が

警報により異常な状態を検知し、臨界に至る前に希釈停止操作を実施するための時間余裕を評価することを確認した。 

 

(ⅱ) 使用する解析コードが、事故シーケンスの重要な現象を解析す

る能力があることを確認する。 

(ⅱ) 該当なし。上記(ⅰ)にあるとおり、本重要事故シーケンスでは、「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報の発信及び臨界に至るまでの時

間を求め、運転員が警報により異常な状態を検知し、臨界に至る前に希釈停止を行うための余裕時間を評価することを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(1) 有効性評価にあたっては、最適評価手法を適用し、「3.2 有効性評

価の共通解析条件」及び「3.3運転停止中事故シーケンスグループの主

要解析条件等」の解析条件を適用する。ただし、保守的な仮定及び条件

3) 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として、本重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響、要員の配置による他の操作に

与える影響、評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価することを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-7 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

の適用を否定するものではない。  

3）有効性評価ガイド 3.1(1)の要求事項を踏まえ、解析コード及び解析条

件の持つ不確かさが与える影響を評価する方針であるか。 
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（2）有効性評価の条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(4) 外部電源 

外部電源の有無の影響を考慮する。 

 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

(2) PWR 

d．反応度の誤投入 

(a) 重要事故シーケンスの例 

i. ほう素希釈運転中の化学体積制御系の弁の誤作動等によって原子炉

へ純水が流入し、ほう酸水が希釈されることによって反応度が投入

される。 

(b) 主要解析条件（3.2 有効性の評価の共通解析条件に記載の項目を除

く。） 

i. ほう酸の希釈量は、化学体積制御系の設備容量、純水流入停止まで

の所要時間及び初期ほう素濃度を踏まえて、設定する。 

(c) 対策例 

i. 化学体積制御系等から原子炉への純水流入ラインの隔離によるほう

酸の希釈の停止（必要に応じてほう酸水の注入。） 

1．主要解析条件の設定の根拠の妥当性について 

1）起因事象、安全機能の喪失の仮定、外部電源の有無等を含めて事故条件の

設定は妥当か。 

(ⅰ) 外部電源の有無を確認する。 

① 解析条件として外部電源の有無について、評価項目に関する解析

結果が厳しくなるなどその理由を明確にしていることを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)  外部電源の有無とその理由について、以下のとおり確認した。 

① 1 次系補給水ポンプにより原子炉へ純水が流入して反応度が投入される事象を想定するため、外部電源はあるものとする。ことを確認し

た。 

(ⅱ) 初期条件や起因事象、安全機能喪失の仮定を確認する。 

① 選定した重要事故シーケンスを踏まえて、初期条件や起因事象、

安全機能の喪失の想定を明確にしていることを確認。 

② 解析結果に影響を与える初期条件、事故条件が示されているかを

確認。 

（反応度の誤投入） 

 1 次系補給水ポンプによる純水注水流量を確認。 

(ⅱ) 起因事象及び安全機能の喪失の仮定について、以下のとおり確認した。 

① 起因事象として、原子炉停止時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により、1 次冷却材中に純水が注入されることを想定する。1 次冷却系

への純水補給最大流量は、1次系補給水ポンプ 2台運転時の全容量（79m3/h）に余裕を持たせた値 82m3/h とすることを確認した。 

② ＜添付十：第 7.4.4.2 表 反応度の誤投入の主要評価条件＞において、初期条件、事故条件等、評価で設定した条件とその考え方が全体的

に整理されており、初期条件として、制御棒は全挿入とする。水による希釈率を大きくするため、1次冷却系の有効体積は小さめにし、1次

冷却系の有効体積は加圧器、原子炉容器上部ドーム部、炉心内バイパス等を除いた 261m3 とする。1 次冷却系のほう素濃度については、初

期は、燃料取替用水タンクの保安規定制限値である 2,800ppm とし、臨界時は 2,000ppm とすることを確認した。 

 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.4 臨界ほう素濃度の設定について＞において、解析条件で使用している臨界ほう素濃度 2,000ppm の根拠

が示されている。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(1) 原子炉の運転停止中の期間 

原子炉運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動

の過程における主発電機の併列までを、原子炉の運転停止中の期間

とする。ただし、全燃料が使用済燃料貯蔵槽に取り出され、原子炉

に燃料がない場合は除く。なお、原子炉の運転停止中の期間を、原

子炉の圧力、温度、水位及び作業状況等に応じて適切に区分するこ

と。 

(2) 原子炉内の状態等 

原子炉内の炉心流量及び崩壊熱等については、設計値等に基づく

現実的な値を用いる。 

(3) 安全施設の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場

合は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等につ

いて計装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

2）重大事故等対策に関連する機器条件は妥当か。 

(ⅰ) 使用する機器に関する解析条件（容量等）について、具体的な設定

値又は設定の考え方が整理されていることを確認する。その際、保守的

な仮定及び条件を適用する場合はその理由が記載されていることを確

認する。 

① 機器に関する解析条件として設計値（添付八）と異なる値を使用

している場合には、その考え方を確認。 

（反応度の誤投入） 

 線源領域炉停止時中性子束高の設定値とその考え方を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 機器条件として、以下のとおり確認した。 

① ＜添付十：第 7.4.4.2 表 反応度の誤投入の主要評価条件＞より、本重要事故シーケンスの評価で用いる機器条件と設定理由については、

以下に示すとおりであることを確認した。 

線源領域炉停止時中性子束高：評価上の「中性子源領域炉停止時中性子束高」設定値は、警報発信から臨界までの時間的余裕を少なめに評

価するため、実際の設定値（0.5 デカード上）に余裕を見込んだ値として、停止時中性子束レベルの 0.8 デカード上とすることを確認した。

具体的には、「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報は、原子炉停止時に中性子束レベルが上昇した場合の運転員への注意喚起のため、

信号の揺れ等を考慮して、停止時中性子束レベルから 0.5 デカード（100.5＝約 3.2 倍）上で発信するよう設定されている。有効性評価で

は、警報発信から臨界までの時間余裕を保守的に評価するため、設定値に計器誤差を考慮した 0.8 デカード（100.8＝約 6.3 倍）上として

設定することを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.5 反応度の誤投入における警報設定値の影響について＞において、解析条件で使用している設定値 0.8 デ

カードの保守性の根拠が示されている。 

 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(3) 安全施設の適用条件 

b. 故障又は待機除外を仮定した設備を除き、設備の機能を期待する

ことの妥当性（設備の待機状態、原子炉の圧力、温度及び水位

(ⅱ) 該当なし。本重要事故シーケンスにおいては、安全機能の喪失を仮定していない。 
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（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

(ⅱ) 有効性評価ガイド 3.2(3)c.にしたがって、解析上、故障又は待機

除外を仮定した設備の復旧には期待していないことを確認する。 

 

等）が示された場合には、その機能を期待できる。 

c. 故障又は待機除外を仮定した設備の復旧には期待しない。 

3）重大事故等対策に関連する操作条件の設定は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件（格納容器内自然対流冷却の開

始時間等）を確認する。 

① 現場操作を伴う対策について、その操作条件は、現場への接近時

間や操作に係る所用時間等を含めて、操作の成立性※による時間

内であることを確認。 

※ 操作の成立性については、「重大事故等防止技術的能力説明資料」

により確認する。 

② 主要な対策（炉心損傷防止を図る上で必要な対策。特に現場操作

を必要とするもの等）については、その操作余裕時間を確認。 

③ 操作条件として、手順上の設定時間と解析上の設定時間が異なる

場合には、操作余裕を見込んでいるための相違など、その理由が

妥当なものであることを確認。 

 

(ⅰ) 重大事故等対策に関連する操作条件は以下のとおりであることを確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおける操作の成立性について、以下のとおり確認した。なお、技術的能力における｢作業の成立性｣で示されたタイ

ムチャートと有効性評価におけるタイムチャートは、要員の並行作業等で異なる場合があるため、操作時間が異なる場合は技術的能力の添

付資料を参照した。 

本重要事故シーケンスにおける重大事故等対策のうち、状況判断、希釈停止、ほう酸濃縮及び未臨界状態の確認については中央制御室によ

る操作であり、現場操作はない。 

原子炉格納容器エアロック閉止：＜添付十：技術的能力 1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等

＞を参照した内容となっており、本操作に係る要員は 12 名（3，4号炉）であり、現場での原子炉格納容器エアロック閉止完了まで 35分を

想定しており、有効性評価のタイムチャートにおいても上記の作業内容が整理されていることを確認した。 

② 希釈停止操作の開始は「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報発信から 10 分後とすることを確認した。操作余裕時間の評価については、

｢ (3) 操作時間余裕の把握｣で確認する。 

③ 該当なし。 
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（3）有効性評価の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈） 

第37条（運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

4－2 第4項に規定する「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運転停止中

事故シーケンスグループに対して、以下の評価項目を満足すること

を確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨界、

又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴

う臨界は除く。）。 

1．解析結果の妥当性について 

1）解析結果における挙動の説明は妥当か。また、設置許可基準規則解釈にお

ける評価項目に対する基準を満足しているか。 

(ⅰ) 事象進展の説明は事象の発生から燃料損傷防止対策とその効果等が

整理されていることを確認するとともに、プラントの過渡応答が適切で

あるかを確認する。 

① 事象進展の説明は時系列的に整理されているかを確認。 

② 起因事象に関連するパラメータの挙動を確認。 

③ 重大事故等に対処する機器・設備に関連するパラメータの挙動を

確認。 

④ 重大事故等対策の効果を確認できるパラメータを確認。 

(反応度の誤投入の場合） 

 臨界到達までの時間と運転員が異常状態を検知し、希釈停止操作

を講じるまでの時間とを比較し、未臨界が確保できるかを確認。 

 

記載要領（例） 

・ トレンド図の変曲点については、説明を加えること 

 

(ⅰ) 事象進展やプラントの過渡応答が適切であるかについて、以下のとおり確認した。 

① 事象進展の説明は、事象の発生、燃料損傷の恐れに至るプロセス、初期の燃料損傷防止対策とその効果について時系列的に整理されている

ことを確認した。 

② 該当なし。 

③ 該当なし。 

④ ＜添付十：第 7.4.4.4 図＞より、事象発生の約 52 分後に「中性子源領域炉停止時中性子高警報」が発信し、臨界に至るほう素濃度に至る

のは、事象発生の約 64 分後であるが、警報発信から 10 分後の事象発生の約 62 分後に、弁の閉止及び 1次系補給水ポンプの停止による希

釈停止を行い、1 次冷却材のほう素の希釈を停止することから希釈停止までの間、炉心は臨界に至ることなく未臨界は確保されることを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ⅱ) 評価項目となるパラメータが基準を満足しているか確認する。 

① 原子炉容器水位（有効燃料長頂部の冠水、遮へいが維持される水

位） 

② 未臨界の確保（充てんポンプによるホウ酸水の注水、減速材密度

反応度） 

(ⅱ) 上記(ⅰ)の事象進展を踏まえ、評価項目となるパラメータについては、1次冷却材中のほう素濃度が低下するが、事象発生から約 52分後

に「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報が発信する。警報発信から 10 分後の約 62 分後に 1 次系補給水ポンプの停止や弁の閉止等の

純水注入停止操作（所要時間は 1分）を実施し、1次冷却材の希釈を停止する。希釈開始から「中性子源領域炉停止時中性子束高」の警報

が発信されるまで約 52分を要し、臨界（ほう素濃度：1,800ppm）に至るまでにはさらに約 12分を要する。警報発信から 10 分後に純水注

入停止操作を開始することから、臨界到達まで時間余裕は約 2 分であるが、純水注入停止操作の所要時間が約 1 分であることを考慮する

と、運転員が異常状態を検知してから純水注入停止操作の終了までには十分な時間があり、未臨界を維持することができる。 炉心は満



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

水が維持されており、燃料有効長頂部が冠水している状態である。原子炉容器ふたが閉止されている状態であることから、放射線の遮蔽

は維持されていることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

 

① 当該期間においては純水が注水され、炉心は満水が維持されており、燃料有効長頂部が冠水している状態であるとともに、原子炉容器ふた

が閉止されている状態であることから、放射線の遮蔽を維持できることを確認した。 

② 希釈停止以降、ほう酸注入による濃縮操作により長期にわたる未臨界の維持が可能であることを確認した。なお、事象によって臨界ほう素

濃度である 2,000ppm まで希釈された際に、初期ほう素濃度 2,800ppm まで濃縮するのに要する時間は約 2 時間であることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.7 安定状態について（原子炉起動時に化学体積制御系の弁の誤作動により原子炉へ純水が流入する事故）

＞において、安定状態の確立に要する時間の根拠が示されている。 

 

(ⅲ) 初期の燃料防止対策により、燃料の著しい損傷を防止できているこ

とを確認する。 

 

(ⅲ) 上記(ⅱ)にあるとおり、解析結果は運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目を満足していることを確認した。具体的には、

炉心が臨界に至るまでに反応度の誤投入を検知し、希釈停止操作を行えること、炉心は満水が維持されており、燃料有効長頂部が冠水してい

る状態であるとともに、原子炉容器ふたが閉止されている状態であることから、放射線の遮蔽を維持できることを確認した。 

 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定

状態に導かれる時点までを評価する。 

2．評価期間の妥当性について   

1） 評価期間は、有効性評価ガイド 3.1(2)を踏まえたものとなっている

か。 

(ⅰ) 原子炉が安定状態になるまで評価していることを確認する。 

① 低温停止状態まで解析を実施していない場合には、燃料被覆管温

度及び 1 次冷却系圧力が低下傾向となるまでは解析結果を示し

た上で、その後低温停止状態まで導くための対策が整備されてい

ることを確認。 

(反応度の誤投入の場合） 

 純水注水の停止及びほう酸の濃縮操作及び継続的なほう素濃度

のサンプリングにより、長期にわたって未臨界の維持ができるこ

とを確認。 

 

(ⅰ) 安定状態になるまでの評価について、ほう酸注入による濃縮操作により長期にわたる未臨界の維持が可能である。なお、事故によって、1

次冷却系が臨界ほう素濃度である 2,000ppm まで希釈された際に、初期ほう素濃度 2,850ppm まで濃縮するのに要する時間は約 2時間であるこ

とを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 上記(ⅱ)②にあるとおり、希釈停止以降、ほう酸水の注入による濃縮操作により長期にわたる未臨界の維持が可能であることを確認した。

なお、事故によって、1 次冷却系が臨界ほう素濃度である 2,000ppm まで希釈された際に、初期ほう素濃度 2,800ppm まで濃縮するのに要

する時間は約 2 時間であるを確認した。 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  5.4-13 

3．解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 

確認内容の概要： 

重大事故等対策の有効性評価においては、｢不確かさ｣を考慮しても解析結果が評価項目を概ね満足することに変わりが無いことを確認する必要がある。 

｢不確かさ｣の要因には、解析コードのモデルに起因するもの（以下｢解析コードの不確かさ｣という。）と初期条件や機器条件、事故条件に設計や実手順と異なる条件（保守性や標準値）を用いたことに起因するもの（以下｢解析条

件の不確かさ｣という。）がある。これらの｢不確かさ｣によって、運転員等の要員による操作（以下｢運転員等操作｣という。）のトリガとなるタイミングの変動や評価結果が影響を受ける可能性がある。 

このため、｢3.解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価｣においては、3.(1)解析コードの不確かさ、3.(2)a.解析条件の不確かさについて、それぞれ、運転員等操作に与える影響、評価結果に与える影響を確認するとともに、

解析コードの不確かさ、解析条件の不確かさを重ね合わせた場合の運転員等操作時間に与える影響、評価結果に与える影響を 3.(2)b.操作条件にて確認する。 

加えて、操作が遅れた場合の影響を把握する観点から、対策の有効性が確認できる範囲内で 3.(3)操作時間余裕を確認する。 

 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．評価条件の不確かさの影響評価方針 

1）評価条件の不確かさの影響評価方針は妥当か。 

(ⅰ) 不確かさを考慮すると、評価結果が非保守的となる場合は感度解

析等により考察する方針としているか確認する。 

(反応度の誤投入の場合） 

 重要事故シーケンス「反応度の誤投入」では、解析コードを用

いた評価は実施していないため、解析コードの不確かさの影響

評価は実施しない。 

 

(ⅰ) 解析コードの不確かさが運転員等操作に与える影響は以下により妥当であることを確認した。 

＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞ 

＜添付十：6.1.4 有効性評価における解析の条件設定＞ 

 

参考：＜添付十：6.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針＞において、感度解析等の方針が示されている。 

 
 

(ⅱ) 評価条件の不確かさにより、影響を受ける運転員等操作が特定さ

れているか確認する。 

① 運転員等操作の起点となる事象によって運転員等操作が受け

る影響を確認。 

※ 事故シーケンス「反応度の誤投入」では、解析コードを用いた

評価は実施していないため、解析コードの不確かさの影響評価

は実施しない。 

 

(ⅱ) 不確かさにより影響を受ける運転員等操作は以下において特定されていることを確認した。 

 ＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価＞ 
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（1）解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）解析コードの不確かさが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当

か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象※の不確かさとその傾向が挙げられ

ているか確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較により、その傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさにより、影響を受ける

運転員操作とその影響（操作開始が遅くなる/早くなる）を確認。 

※ 解析コードで考慮すべき物理現象は、｢Ⅲ 重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣にお

いてランク付けされており、ランク H、ランク M に該当する物

理現象が重要現象として抽出されている。また、解析コードの

重要現象に対する不確かさについても、｢Ⅲ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて｣に

おいて整理されている。 

 

※ 運転停止中事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では、解析コードを用いた評価は実施していない。 

2．解析コードの不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コードの不確かさが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 解析コードが有する重要現象の不確かさが評価結果に与える影響

を確認する。 

① 解析コードが有する重要現象の不確かさが抽出され、実験や他

コード等との比較によりその傾向が把握されているか確認。 

② 解析コードが有する重要現象の不確かさが、評価項目となるパ

ラメータに与える影響（余裕が大きくなる/小さくなる）につい

て確認。 

 

※ 運転停止中事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では、解析コードを用いた評価は実施していない。 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件、事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2.2 有効性評価の共通解析条件 

 (3) 設計基準事故対処設備の適用条件 

a. 設備の容量は設計値を使用する。設計値と異なる値を使用する場合

は、その根拠と妥当性が示されていること。作動設定点等について計

装上の誤差は考慮しない。 

b. 故障を想定した設備を除き、設備の機能を期待することの妥当性

（原子炉の圧力、温度及び水位等）が示された場合には、その機能を

期待できる。 

1．解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における評価条件の設定と最確条件の

違いが運転員等操作時間に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが運転員等操作時間に与える影響（操

作開始が遅くなる/早くなる）を確認する。 

（反応度の誤投入） 

① 臨界ほう素濃度が変動した場合の運転員操作への感度を確認。 

② 1 次系純粋注水流量が変動した場合の運転員操作への感度を確

認。 

③ 線源領域炉停止時中性子束高警報設定値が変動した場合の運転

員等操作への感度を確認。 

 

(ⅰ) 評価条件が運転員等操作に与える影響について、初期条件、事故条件及び機器条件における評価条件の設定と最確条件の違いが運転員等操

作に与える影響評価は以下に示されており、その内容が妥当であることを確認した。 

＜添付十：7.4.4.3 評価条件の不確かさの影響評価 (1) 解析条件の不確かさの影響評価＞ 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.3 評価条件の不確かさの影響評価について（反応度の誤投入）＞ 

  

2．解析条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）初期条件、事故条件及び機器条件における評価条件の設定と最確条件の

違いが評価結果に与える影響の内容は妥当か。 

(ⅰ) 設計値と異なる値（標準値（代表プラントの値）等）を用いてい

る条件が抽出され、その違いが評価結果に与える影響（余裕が大き

くなる/小さくなる）を確認する。 

（反応度の誤投入） 

① 臨界ほう素濃度、1 次系純粋注水流量が変動した場合の評価結

果への感度を確認。 

② 線源領域炉停止時中性子束高警報設定値が変動した場合の評価

結果への感度を確認。 

 

(ⅰ) 評価条件が評価結果に与える影響は以下のとおりであることを確認した。 

① 1 次冷却系への純水補給水量及び臨界ほう素濃度は、評価項目のパラメータである事象発生から臨界到達までの時間に対して、余裕が少な

くなるような設定をしている。よって、1 次冷却系への純水補給水量及び臨界ほう素濃度を変動させた場合、事象進展は遅くなるため臨界

到達までの時間が長くなり、運転員等の事象検知や操作に要する時間に対する余裕が増す。さらに、臨界到達時期が遅くなることにより、

炉心露出に対する余裕が大きくなることを確認した。具体的には以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：7.2.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 (2) 解析条件の不確かさの影響評価＞ 

 

＜補足説明資料：添付資料 5.4.8 解析条件の不確かさの影響評価について（反応度の誤投入）＞ 
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（2）解析条件の不確かさの影響評価 

ｂ．操作条件 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

1．操作条件の不確かさが対策の実施に与える影響 

1）評価条件の不確かさが運転員等操作に与える影響並びに解析上の操作

開始時間と実際に見込まれる操作開始時間の相違により、操作タイミン

グが変動しても要員は対応可能か。また、要員の配置は前後の操作を考

慮しても適切か。 

(ⅰ) 運転員操作の場所、対策の実施内容と対策の実施に対する影響を

確認する。 

① 解析コード及び解析条件の不確かさによって、操作のタイミン

グが変動しても対策を講じることができるかを確認。 

② 作業と所要時間（タイムチャート）を踏まえ、要員の配置は前

後の作業を考慮しても適切かを確認。 

③ 要員の現場までの移動時間や解析上の操作開始時間は、操作現

場の環境を踏まえた訓練実績等に基づいて設定されているか

確認。 

 

(ⅰ) 不確かさにより操作タイミングが変動した場合の要員の対処可能性、要員の配置について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスにおいては、「線源領域炉停止時中性子束高」警報発信+10 分で希釈停止操作を実施するが、運転員等操作は中央制御室

における希釈停止操作のみを想定していることから、要員の配置による他の操作に与える影響はないことを確認した。 

② 希釈停止は中央制御室で行う操作であり、他の操作との重複もなく、その他現場で行う操作はないことから、要員の配置による他の操作への

影響はないことから、操作タイミングが変動しても対処可能であることを確認した。 

③ 本重要事故シーケンスにおける現場操作は、原子炉格納容器エアロックの閉止であるが、操作及び作業における所要時間は、現場への移動時

間、作業環境、作業時間等を考慮した想定時間であることを確認した。 

2．操作条件の不確かさが評価結果に与える影響 

1）解析コード及び解析条件の不確かさによる操作条件の変動が評価結果

に与える影響の内容は妥当か。 

 

1) 希釈停止については、「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報設定値等の不確かさにより警報設定値が低くなると、警報発信時間が早くなり、

これに伴い操作開始が早くなる。このように操作開始が早くなる場合には、純水注水量の減少により反応度の添加が抑制されるため、警報発信

から臨界に至るまでの時間余裕が大きくなることから、評価項目に対する余裕は大きくなる。１次系への純水注水流量等の不確かさにより希釈

率が小さくなり、反応度添加率が小さくなること等から、警報発信が遅くなり、これに伴い操作開始が遅くなる。このように操作開始が遅くな

る場合には、同時に警報発信から臨界に至るまでの時間余裕が大きくなるため、希釈停止を行うまでに十分な時間余裕があることから、評価項

目となるパラメータに与える影響はないことを確認した。 
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（3）操作時間余裕の把握 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価ガイド） 

3.2 有効性評価の共通解析条件 

(5) 重大事故等対処設備の作動条件 

f. 炉心損傷防止対策に関連する操作手順の妥当性を示す 

1．操作時間余裕の評価の妥当性について 

1）操作の時間余裕は把握されているか。 

(ⅰ) 感度解析等により、操作時間が遅れた場合の影響を確認する。 

(反応度の誤投入） 

① 希釈停止操作の開始時間余裕を確認。 

 

 

(ⅰ) 希釈停止操作が遅れた場合の影響について、以下のとおり確認した。  

① 希釈停止の操作時間余裕としては、「中性子源領域炉停止時中性子束高」の警報が発信されるまで約 52 分を要し、臨界（ほう素濃度：2,000ppm）

に至るまでにはさらに約 12 分を要する。警報発信から 10 分後に純水注入停止操作を開始することから、臨界到達までの時間余裕は約 2 分

であるが、純水注入停止操作の所要時間が 1 分であることから、臨界に至るまでに 1分程度は確保できることを確認した。なお、実際には運

転員は、原子炉補給水補給流量積算制御器の動作音や可聴計数率計の計数音間隔変化により１次冷却材のほう素の希釈を早期に検知すること

ができ、臨界に至るまでの希釈停止の時間余裕は十分あることを確認した。 
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4．必要な要員及び資源の評価 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（設置許可基準規則第 37条 解釈、有効性評価ガイド） 

3.1 有効性評価の手法及び範囲 

(2) 有効性評価においては、原則として事故が収束し、原子炉が安定状態

に導かれる時点までを評価する。 

1．要員及び資源の評価の妥当性について 

1）要員数、水源の保有水量、保有燃料量及び電源の評価内容は妥当か。 

(ⅰ) 重大事故等に対処する要員数が必要以上確保されていることを

確認する。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

要員数と重大事故等対策要員数を確認し、対応が可能であるこ

とを確認する。 

② 複数号機同時発災の場合や未申請号炉の SFP への対応を考慮

しても作業が成立するか確認。 

(ⅰ) 重大事故に対処するための要員数の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本重要事故シーケンスの対応に必要な要員は、3 号炉及び 4 号炉合わせて 12 名である。これに対して、重大事故等対策要員は 74 名であ

り対応が可能であることを確認した。 

② 上記①で確認したとおり、重大事故等対策に必要な要員を上回る要員を確保できていることに加え、1・2 号炉の運転員等も対処可能である

ことから、3･4 号炉の重大事故等への対処と 1・2号炉の SFP への対処が同時に必要となっても対応可能であることを確認した。 

 

 

(ⅱ) 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な電

力供給量は、外部電源の喪失を仮定しても供給量は十分大きいこと

を確認する。 

① 外部電源あるいは非常用ディーゼル発電機以外からの給電装

置等による給電量は、負荷の合計値及び負荷のピーク値を上回

っているか確認する。 

 

(ⅱ) 電源供給量の充足性について、電源としては、重大事故等対処設備全体に必要な電力供給量に対して、ディーゼル発電機からの電力供給

量が十分に大きいため、供給が可能であることを確認した。具体的な確認結果は以下のとおり。 

① 本重要事故シーケンスでは外部電源喪失を想定していない。なお、仮に外部電源が喪失してディーゼル発電機からの給電を想定した場合に

おいても、重大事故等対策時に必要な負荷は設計基準事故時に想定している非常用炉心冷却設備作動信号により作動する負荷に含まれるこ

とからディーゼル発電機による電源供給が可能であることを確認した。 

 

(ⅲ) 安定状態まで導くために必要な水源が確保されているか確認す

る。 

① 本運転停止中事故シーケンスグループにおける対策に必要な

水源と保有水量から、安定停止状態まで移行できることを確認

する。 

 

(ⅲ) 水源の充足性について、以下のとおり確認した。 

① 本事故シーケンスグループにおいては、原子炉停止中の 1 次冷却系は、燃料取替用水タンクのほう酸水で満たされており、1 次冷却系から

の漏えいもないため、重大事故等対策時に必要な水源はないことを確認した。 

(ⅳ) 発災から 7 日間は外部からの支援に期待せず、水源、燃料が確

保されているか確認する。 

 

(ⅳ) 発災から 7日間の資源、水源の充足性について、本重要事故シーケンスが発生し、仮に外部電源の喪失を仮定しても、7日間ディーゼル発

電機を全出力で運転した場合に必要な重油量は約 594.7kL、電源車（緊急時対策所用）の 7 日間の運転継続に必要な重油量は約 3.1kL とな

り、合計で約 597.8kL の重油が必要となる。これに対して、本発電所内の燃料油貯蔵タンク及び重油タンクに備蓄された重油量 620kL で対

応が可能である。ことを確認した。なお、本重要事故シーケンスの重大事故等対策に必要な水源の充足性については上記（ⅲ）のとおり。 
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5．結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

記載要領（例） 

 1.～4.の記載内容のサマリを記載。 

 具体的には、運転停止中事故シーケンスグループの特徴、特徴を踏まえ

た燃料損傷防止対策、安定停止状態に向けた対策、評価結果、不確かさ

を踏まえても評価結果が基準を満足すること及び要員と資源の観点か

ら燃料損傷防止対策は有効であることの概要が示されていること。 

 

運転停止中事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して、申請者が運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策として計画している希

釈停止操作及びほう酸濃縮操作が、事象進展の特徴を捉えた対策であると判断した。 

重要事故シーケンス「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により原子炉へ純水が流入する事故」において、希釈停止操作を行っ

た場合に対する申請者の評価結果は、運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策の評価項目をいずれも満足しており、さらに申請者が評価条件

の不確かさを考慮しても、評価結果が評価項目を満足することに変わりがないことを確認した。 

また、希釈停止操作により運転停止中原子炉内燃料体の損傷を回避した後、ほう酸注入による濃縮操作により長期にわたる未臨界の維持が可

能であることを確認した。 

さらに、当該対策に必要な要員及び燃料等についても、申請者の計画が十分なものであることを確認した。 

「Ⅳ－１．１ 事故の想定」に示したように、重要事故シーケンス「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により原子炉へ純水が

流入する事故」におけるその有効性を確認したことにより、対策が本事故シーケンスグループに対して有効であると判断できる。 

 

以上のとおり、上記の確認及び判断により、事故シーケンスグループ「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により原子炉へ純水

が流入する事故」に対して申請者が計画している運転停止中原子炉内燃料体の損傷防止対策は、有効なものであると判断した。 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（有効性評価付録 1 確率論的リスク評価（PRA）） 

 

1．要求事項 

第 37 条の設置許可基準規則解釈は、評価対象とする原子炉施設において「想定する事故シーケンスグループ（※1）」若しくは「想定する格納容器破損モード（※2）」は、以下に示す事故シーケンスグループ等を必ず含

めた上で、当該プラントに対する確率論的リスク評価（以下「PRA」という。）などを実施し、有意な頻度又は影響がある事故シーケンスグループ等が見いだされた場合には、これを追加することを求めている。 

有効性評価ガイドは、想定する事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、有効性評価の対象とするとしている。格納容器破損モ

ードごとに、格納容器の損傷に至る重要な事故シーケンス（以下「評価事故シーケンス」という。）を選定するとしている。SFP 評価ガイドは、使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷防止については、想定事故 1及び想定事故 2

を想定するとしている。停止中評価ガイドは、燃料の損傷に至る重要事故シーケンスを選定し、有効性評価の対象とするとしている。 

（事故シーケンスグループ等（設置許可基準規則解釈が、必ず想定することを要求しているもの）） 

① 運転中事故シーケンスグループ 

a. 2 次冷却系からの除熱機能喪失 

b. 全交流動力電源喪失 

c. 原子炉補機冷却機能喪失 

d. 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

e. 原子炉停止機能喪失 

f. ECCS 注水機能喪失 

g. ECCS 再循環機能喪失 

h. 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発生器伝熱管破損） 

② 格納容器破損モード 

a. 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

b. 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱 

c. 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

d. 水素燃焼 

e. 格納容器直接接触（シェルアタック） 

f. 溶融炉心・コンクリート相互作用 

③ 想定事故 1及び想定事故 2 

a. 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能の喪失 

b. 使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪失 

④ 運転停止中事故シーケンスグループ 

a. 崩壊熱除去機能喪失（RHR の故障による停止時冷却機能喪失） 

b. 全交流動力電源喪失 

c. 原子炉冷却材の流出 

d. 反応度の誤投入 

  

                                                   
（※1）起因事象、安全機能の喪失状況に着目して事故シーケンスを類型化したもの。単数若しくは複数の事故シーケンスを含む。 

（※2）格納容器破損に至る格納容器への負荷の種類に着目して類型化したもの。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 1-4 

はじめに 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (i) PRA の方法、評価対象、適用範囲が適切であるかどうかを確認する。 

① PRA の方法については、規制庁が作成したガイダンス「PRA の説明

における参照事項」に沿っていることを確認。 

 

② PRA 評価対象がどの時点の設備であるかを確認。（平成 4年に計画・

整備される以前の設備、いわゆる、「裸の PRA」に相当するか。） 

 

③ 内部事象（出力運転時、停止時）、地震、津波 PRA が扱われている

ことを確認。PRA の整備状況について現状を整理し、これを踏まえ

て適用範囲を定めていることを確認。 

 

①  事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に際して適用可能とした PRA の実施に際しては、 一般社団法人日本原子力

学会において標準化された実施基準を参考に評価を実施し、 各実施項目について「PRA の説明における参照事項」（平成 25 年 9 月原

子力規制庁）の記載事項への対応状況を確認したとしていることを確認した。 

②  追補 2.I の「はじめに」に、今回の PRA 評価対象として、原則としてこれまで整備してきたアクシデントマネジメント策や福島第一原

子力発電所事故以降に実施した各種対策などを含めず、原子炉設置許可取得済の設備の機能にのみ期待する仮想的なプラント状態を評

価対象として PRA モデルを構築したとしていることを確認した。 

③  申請者は、日本原子力学会の PRA に関する実施基準の策定状況、国内での使用実績に基づいて、現時点で適用可能なものとして、下記

の PRA を実施している。 

出力運転時レベル 1PRA 

運転停止時レベル 1PRA 

出力運転時レベル 1.5PRA 

出力運転時地震レベル 1PRA 

出力運転時津波レベル 1PRA 

PRA を用いて評価するに当たり、内部事象は定期安全レビュー（PSR）においての実績、地震及び津波は試評価等の実施経験を有する

ものの、その他の PRA は、日本原子力学会の PRA に関する実施基準が未整備であること、又は、評価実績が乏しいことを考慮すれば、

PRA の評価対象が上記の範囲に留まるとすることは、最新の技術に基づいた適用範囲であると判断した。 
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1． 炉心損傷防止対策の有効性評価の事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの選定について  

1．1 事故シーケンスグループの分析について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

1－1 

(a) 必ず想定する事故シーケンスグループ 

②PWR 

・2 次冷却系からの除熱機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・原子炉補機冷却機能喪失 

・原子炉格納容器の除熱機能喪失 

・原子炉停止機能喪失 

・ＥＣＣＳ注水機能喪失 

・ＥＣＣＳ再循環機能喪失 

・格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発生

器伝熱管破損） 

(b) 個別プラント評価による抽出した事故シーケンスグループ 

①個別プラントの内部事象に関する確率論的リスク評価（PRA）及

び外部事象に関する PRA（適用可能なもの）又はそれに代わる方

法で評価を実施すること。 

 

②その結果、上記 1－1(a)の事故シーケンスグループに含まれない

有意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグループが抽出

された場合には、想定する事故シーケンスグループとして追加す

ること。なお、「有意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグ

ループ」については、上記 1－1(a)の事故シーケンスグループと

炉心損傷頻度又は影響度の観点から同程度であるか等から総合

的に判断するものとする。 

 

(ⅰ) 事故シーケンスグループの抽出方法や対象を確認する。 

①  事故シーケンスグループの各事象（内部事象、地震及び津波、その

他）に対する抽出方法が、日本原子力学会標準に照らして妥当であ

ることを確認。具体的には、有効性評価のグループ化の過程につい

て、以下に示す基準を見たしていることを確認。 

 

①-a 起因事象の選定については、考慮すべき事象として、以下の a)～

e)が含まれていることを確認。 

  

①  内部事象レベル 1PRA の手法を活用し、各起因事象と炉心損傷を防止するための手段等との組合せをイベントツリーで分析し、炉心損

傷に至る事故シーケンスを抽出していることを確認した。また、地震 PRA 及び津波 PRA の手法を活用し、複数機能の同時喪失を伴う事

象の発生を想定し、起因事象をプラントに与える影響度の高いものから順に並べた起因事象階層イベントツリーと、炉心損傷を防止す

る手段等の状況を示すイベントツリーによって分析し、炉心損傷に至る事故シーケンスを抽出していることを確認した。 

上記の、炉心損傷に至る事故シーケンスの抽出を、内部事象については炉心損傷イベントツリー、地震及び津波については階層イベン

トツリーと炉心損傷イベントツリーを構築して行うという手法は、日本原子力学会の PRA に関する実施基準に則った標準的な手法に沿

ったものであること及び、内部事象、地震及び津波以外の事象について、当該事象を対象とする PRA に代わる方法として、内部事象レ

ベル 1PRA の手法と工学的判断により事故シーケンスを検討していることは妥当と判断した。 

 

① -a  抽出した起因事象は＜添付十：追補 2. I 第 1-1 表 「イベントツリーにより抽出される事故シーケンス」＞にまとめられており、

その中に過渡事象、LOCA、SGTR（蒸気発生器伝熱管破損）、インターフェイスシステム LOCA が含まれていることを確認した。また、LOCA

については破断口面積の違いによる事故時挙動への影響を考慮して、大破断、中破断、小破断に細分化していることを確認した。なお、

地震 PRA の中で建屋損傷や原子炉容器等の大型静的機器の損傷、機器損傷の相関性考慮により生じる複数ループの同時破損（大破断 LOCA

を上回る規模の LOCA（以下「Excess LOCA」という。））、電気盤の損傷に伴う複数機能の同時喪失といった緩和系に期待できない事象

（複数の電気盤損傷）も抽出しており、直接炉心損傷に至る事象として取り扱っていることを確認した。 

 

①-b  大飯 3・4号炉では、PWR プラントで用いられる起因事象のうち、適用除外とするものとその理由として、 

 極小 LOCA：充てん/高圧注入ポンプ兼用のプラントに適用。大飯 3・4号炉はこれらが独立している。 

 DC 母線 1系列喪失：1系列喪失時に原子炉がトリップするプラントに適用。大飯 3・4号炉では対象外としている。 

としており、起因発生頻度の観点から条件 a)を満足することを確認した。（第 1.1.1.b-4 表 「選定した起因事象」） 

 

①-c 事故シーケンスのグループ化の結果は＜添付十：追補 2. I 第 1-2 表「ＰＲＡ結果に基づく新たな事故シーケンスグループの検討」＞

にまとめられており、「事象の類似性による起因事象のグループ化」の方針に従って、炉心損傷に至る主要因ごとにグループ化されて

いることを確認した。また、「起因事象のグループ化の禁止」に該当する事故シーケンスとして、原子炉建屋損傷、原子炉格納容器損

傷、制御建屋損傷、複数の信号系故障、蒸気発生器伝熱管破損（複数本破損）、大破断 LOCA を上回る規模の LOCA（Excess LOCA）、イ

ンターフェイスシステム LOCA、蒸気発生器伝熱管破損及び破損側蒸気発生器の隔離失敗については、各々単独のグループとして扱って

いることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

日本原子力学会標準 原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率

論的リスク評価に関する実施基準（レベル 1PRA 編）： 2013 附属書 E

（規定）からの抜粋 

E.1 起因事象の同定において考慮すべき事象 

a) 過渡事象 

原子炉冷却材圧力バウンダリは健全な状態に保たれるが、プラ

ントの健全性を脅かす機器故障起因の事象及び人的過誤起因の

事象の両方を含める。 

 b) LOCA 

原子炉冷却材圧力バウンダリに破損が生じ、原子炉冷却材が喪

失することでプラントの健全性を脅かす機器故障起因の事象及

び人的過誤起因の事象の両方を含める。LOCA 事象を細分化する場

合にはその考え方を示す。 

 c) SGTR（PWR） 

 d)インターフェイスシステム LOCA 

原子炉冷却系とのインターフェイスで起こると想定される故

障、又は格納容器外での制御されない冷却材喪失をもたらすよう

な運用を含める。 

 e) 従属性を有する起因事象 

緩和設備のアンアベイラビリティに影響を及ぼす起因事象を考

慮する。サポート系の故障によって発生する起因事象を同定する

際には、ランダム故障又は共通原因による同一系統の機器の複数

故障、さらに定例試験等による機器構成に伴う起因事象を含め

る。 

 

①-b 起因事象の選定において、除外する事象がある場合には、以下の

a)～c)のいずれかの基準を満たしていることを確認。 

 

同、附属書 H（参考）からの抜粋 

H.2 除外判定基準の例 

 ASME/ANS PRA 標準では、同定した起因事象のうち、これ以上評価

を行わなくてよいように起因事象を評価対象から除外する基準とし

て次のような判断基準を記載している。 

a) 起因事象発生頻度が 10-7/炉年未満の事象。ただし、インターフ

ェイスシステム LOCA、格納容器バイパス及び原子炉圧力容器破損

は除く。 

b) 起因事象発生頻度が 10-6/炉年未満で、少なくとも独立した 2 系
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

統以上の緩和設備が機能喪失しない限り炉心損傷に至らない事

象 

c) 事象が発生してもプラント停止までには十分に時間があり、その

間に当該事象が確認され事象の収束を図ることができる可能性

の高い事象 

 

①-c 起因事象のグループ化において、以下の基準を満たしていること

を確認。 

 

同、本文 

6.2 起因事象のグループ化 

 6.2.1 事象の類似性による起因事象のグループ化 

同定した起因事象については、事故シーケンスの定義と定量化を

容易にするために、体系的なプロセスを用いて起因事象のグループ

化を行う。グループ化は、以下の項目のいずれかが確認できる事象

に対してのみ行う。 

 - 事故の進展及び時間余裕、プラントの応答、レベル 2PRA との関

係、成功基準、事故の進展に影響する緩和設備、並びに緩和操作

の観点から類似している事象 

 - グループ内の全ての事象が、事故の進展に与える影響の最も大き

な事象に包絡される事象。事故シーケンスの定量化に関する詳細

な評価を行う場合は、事故の進展に与える影響が同程度の事象の

みとする。 

6.2.2 起因事象のグループ化の禁止 

同定した起因事象のうち、以下の項目に示すものについては、他の

起因事象とは事象シナリオの展開及び/又は必要とされる緩和機能

が異なることから、他の起因事象とは同一のグループとはしない。 

 - 起因事象従属性を有する事象 

 - プラント応答が異なる（成功基準が異なる）起因事象、又は格納

容器内での放射性物質の閉じ込め機能が期待できない格納容器

バイパス事象及び格納容器隔離失敗事象。このような起因事象に

は、極度の LOCA（工学的安全施設のいかなる組合せでも緩和でき

ない極めて大規模の LOCA）、インターフェイスシステム LOCA、蒸

気発生器伝熱管破損及び隔離されない格納容器外破断を含む。 

 - 隣接プラントの状態が評価対象プラントに影響を及ぼす起因事

象 
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(ⅱ) 現状の PRA の整備状況では、外部事象すべてに PRA を適用できな

いため、外部事象で評価する対象を確認する。 

① 外部事象で地震・津波以外が評価対象外である理由が記載されてい

ることを確認。 (全般④) 

 

 

第 6 条解釈（外部からの衝撃による損傷の防止） 

1 第 6 条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を

除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安

全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措

置を含む。 

2 第 1 項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境

を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、

火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをい

う。 

7 第 3 項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安全性

を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわ

ないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処

設備を含む。）への措置を含む。 

8 第 3 項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを

除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるもので

あり、飛来物（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火

災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。なお、上記の

航空機落下については、「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率

の評価基準について」（平成 14・07・29 原院第 4 号（平成 14 年 7

月 30 日原子力安全・保安院制定））等に基づき、防護設計の要否に

ついて確認する。 
 

①  地震及び津波以外の自然現象として、洪水、風（台風）、竜巻等の 12 事象を評価対象として選定しており、検討する事象の範囲及び

その抽出方法、評価する事象の選定方法は次のとおり。 

 

 検討する事象には、想定される自然現象及び人為事象（故意によるものを除く）があり、これらについて、国内外の 12 つの基準を参

考に、網羅的に 53 の自然現象と 21 の人為事象を抽出した。抽出した自然現象と人為事象について、評価上考慮すべき事象を選定する

ため、米国機械学会の基準を参考に除外基準を設定してスクリーニングを行い、12の自然現象と 7の人為事象を選定した。このうち、

人為事象については、航空機落下等の大規模損壊として取り扱うべきものが含まれており、本評価では自然現象に着目して整理した（追

補 2. I 別紙 1「有効性評価の事故シーケンスグループ等の選定に際しての外部事象の考慮について」）。 

 

これにより、検討する事象は複数の基準に基づき抽出していることから網羅性があると考えられること、評価する事象のスクリーニン

グ基準に合理性があると考えられること、航空機落下は大規模損壊で対応することが適当であること及び船舶の衝突等は安全上の重要

度の高い建屋内部の設備に直接的な影響を及ぼす可能性は低いことから、評価する事象は妥当なものと判断した。 
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（1）炉心損傷に至る事故シーケンスの抽出、整理 

（1）－1．PRA に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

PRA に基づく整理 

（ⅰ）起因事象の選定及び評価 （機器の故障率や地震・津波の発生確率

が適切に設定されていることを確認する） 

①  起因事象の発生頻度評価のバックデータである機器故障率、地震・

津波ハザード曲線について、設計情報や運転情報に裏付けられてい

るか、またその妥当性確認のためプラントウォークダウンを実施し

ているかを確認。 

 

 

② 各事象（内部事象、地震、津波）の評価に用いた起因事象と発生頻

度の評価結果が記載されており、発生頻度が先行炉と比較して概ね

同じオーダーであることを確認。 

 

 

① 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に際して適用可能としたPRA の実施に際しては、 一般社団法人日本原子

力学会において標準化された実施基準を参考に評価を実施し、 各実施項目について「PRAの説明における参照事項」（平成2 5年9月 

原子力規制庁）の記載事項を踏まえ、以下のとおり実施していることを確認した。 

 機器故障率については、原子力安全推進協会が管理する原子力施設情報公開ライブラリーNUCIA で公開されている国内プラントの故

障実績を元にしており、実機の運転情報に裏付けられている。 

 地震ハザード曲線については、日本原子力学会の標準「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全性評価実施基準：2007」の方

法に基づき、サイト周辺の活断層データ及び過去の地震データ等を参考に設定していることを確認した。また、地震 PRA で重要とな

る機器を対象としたプラントウォークダウンにより地震影響等の確認を行っている。 

 津波ハザード曲線については、日本原子力学会の標準「原子力発電所に対する津波を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基

準：2011」を参考に設定している。また、津波 PRA で重要となる機器を対象としたプラントウォークダウンにより津波影響等の確認

を行っている。 

 

② 起因事象発生頻度については、以下のとおり追補2. Iに整理されていることを確認した。 

・ 内部事象 第 1.1.1.b-7 表「起因事象発生頻度」 

・ 地震   第 1.2.1.d-3 表「加速度区分別炉心損傷頻度評価結果」 

・ 津波      第 1.2.2.d-1 表「津波シナリオ区分ごとの津波発生頻度及び炉心損傷頻度」 

また、プラント構成（高圧注入系のブースティングの有無等）や立地条件の違いを勘案した上で、先行炉（川内1・2号炉高浜3・4

号炉等）の評価値から著しく乖離していないことを確認した。 

 

（ⅱ）事故シーケンスの分析（地震及び津波 PRA 固有の評価方針に基づ

くことを確認する） 

① 地震及び津波 PRA では、内部事象 PRA では扱わない複数ループの同

時破損、複数の電気盤損傷等、緩和系に期待できない事象を網羅的

に抽出していることを確認。また、網羅的に抽出したことを示すエ

ビデンスを確認。 

 

 

①   地震及び津波レベル1PRAでは、これらの発生する可能性のある起因事象をプラントへ与える影響度の高いものから起因事象階層イ

ベントツリーの形で整理することにより、複合的な事象発生の組合せを含めた事故シーケンスの抽出を行っていることを確認した。

また、事故シーケンスの定量化の結果を＜添付十：追補2. I第1-5 図「プラント全体の定量化結果」～第1-6 図「レベル１ＰＲＡの

定量化結果」、第1-2 表「ＰＲＡ結果に基づく新たな事故シーケンスグループの検討」＞に整理していることを確認した。 

（ⅲ）事故シーケンスの定量化（内部事象に加えて地震・津波の影響が

発生確率の増加の形で考慮されていることを確認） 

① 各事象（内部事象、地震、津波）における事故シーケンスグループ

及び発生確率が表の形で整理されており、選択された事故シーケン

スが網羅的に記載されていることを確認。 

 

 

①   事故シーケンス毎に内部事象、地震、津波に分けてCDFを整理していることを確認した＜添付十：追補2. I第1-2 表「ＰＲＡ結果に

基づく新たな事故シーケンスグループの検討」＞。 

なお、申請者は、基準地震動等の策定の過程で、断層の連動等をを考慮することにより、、地震及び津波ハザードを変更してお

り、これを踏まえ地震及び津波PRAを実施し、地震及び津波ハザードの変更が事故シーケンスグループ等の選定に及ぼす影響を評価し

た。その結果、損傷モードや損傷設備の追加がないこと、また、炉心損傷防止対策及び炉心損傷後の原子炉格納容器の閉じ込め機能

に期待できない建屋損傷等の地震及び津波特有の事故シーケンスの寄与が著しく増大することはないことから、新たな事故シーケン

スグループの追加はないとした。地震及び津波特有の5つの事故シーケンスについて、その頻度及び影響度はハザード変更前後で有意

な差異はないことから、申請者が新たな事故シーケンスグループとして追加しないとしていることについて、妥当であると判断し
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

た。 
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（1）－2．PRA に代わる検討に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (i) 地震、津波以外の PRA が使えない外部事象の影響が PRA 分析の中

で考慮されていることを確認する。 

① 地震、津波以外の外部事象の PRA 評価への影響を考慮していること

を確認 。 

 

② 地震、津波以外の外部事象を考慮して PRA 評価に影響がない理由を

述べていることを確認。 

 

①  地震、津波以外の外部事象として、溢水、火災の発生の際には同一区画内に近接設置されている機器や制御回路が共通要因で機能喪失

する可能性があり、小破断 LOCA、主給水流量喪失等の事象が想定されている。また、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落

雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災等の影響について検討していることを確認した。なお、これらの要因による建屋外部

に設置された設備への影響として海水ポンプの機能喪失による原子炉補機冷却機喪失、変圧器・送電線等の機能喪失による全交流電源

喪失が想定されるが、いずれも今回 PRA 実施により得られた事故シーケンスに含まれると推定していることを確認した＜添付十：追補

2. I 別紙 1「有効性評価の事故シーケンスグループ等の選定に際しての外部事象の考慮について」＞。 

②  内部事象、地震及び津波以外の事象について、現時点では、内部事象レベル 1PRA の手法と工学的判断により事故シーケンスを検討し

た結果、以下に示す理由により、新たな炉心損傷に至る事故シーケンスは抽出されなかったとしていることを確認した。 

・ 内部溢水及び内部火災の事故シーケンスについては、溢水、火災により様々な同時故障が発生しても、炉心損傷を防止するための手

段等との組合せは内部事象レベル 1PRA と同じであるため、内部事象レベル 1PRA により抽出された事故シーケンスと同じ事故シー

ケンスになると推定される。 

・ 洪水、風（台風）、竜巻等の事故シーケンスは、安全上の重要度の高い建屋内部の設備に直接的な影響を及ぼす可能性は低く、建屋

外部に設置された設備への影響として海水ポンプ及び変圧器・送電線等の機能喪失による全交流電源喪失があるが、これは内部事

象レベル 1PRA の手法を活用したイベントツリーにより抽出済みの事故シーケンスである。 

この判断については、設置許可基準規則解釈に則って、申請者が頻度の観点から全炉心損傷頻度に対する寄与が極めて小さいことを確

認していること、加えて、大規模損壊対策などにより緩和措置を図ることができるとしていることから、妥当であると判断した。 

津波、火災、溢水及びその他の自然現象については、内部事象レベル 1PRA で抽出された事故シーケンス以外の事故シーケンスはなく、

炉心損傷後の格納容器内物理現象についても a.の 12 の破損モードで想定するものと同じと考えられることから、新たに追加すべき格

納容器破損モードはないとしていることを確認した。 
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（2）抽出した事故シーケンスの整理 

（2）－1．必ず想定する事故シーケンスグループについて 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

1－2 第 1 項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必要な

措置を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすもので

あること。 

(a) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後

の原子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の

著しい損傷を防止するための十分な対策が計画されており、か

つ、その対策が想定する範囲内で 有効性があることを確認す

る。 

(b) 想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後

の原子炉格納容器の機能に期待することが困難なもの（格納容

器先行破損シーケンス、格納容器バイパス等）にあっては、炉

心の著しい損傷を防止する対策に有効性があることを確認す

る。 

 

1－4 上記 1－2(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国内外

の先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

 

(i) 事故シーケンスグループが漏れなく選定され、炉心損傷対策の有無

により分類がなされていることを確認。 

① 事故シーケンスグループが審査ガイドの有効性評価で指定している

もの（PWR では 8 個）が完備していることを確認。 

 

②  PRA 以外の評価で事故シーケンスグループを設定した場合には、そ

の根拠を説明していることを確認。 

 

③ 内部事象、地震及び津波に分けて PRA 評価結果が整理されているこ

とを確認。 

 

④ 事故シーケンスグループを、炉心損傷を防止できるか否か、格納容

器機能に期待できるか（下記参照）等で、確認すること。 

 炉心損傷後の格納容器破損防止機能に期待でき、炉心損傷対策が

あるもの（規則解釈 1-2(a)を適用）。 

 炉心損傷後に格納容器破損防止機能に期待できないもの（規則解

①  ＜添付十：追補 2. I 第 1-2 表「PRA 結果に基づく新たな事故シーケンスグループの検討」＞に示された事故シーケンスは、審査ガイド

が PWR に対して必ず想定するよう求めている以下の事故シーケンスが含まれていることを確認した。 

・ 2 次冷却系からの除熱機能喪失 

・ 全交流動力電源喪失 

・ 原子炉補機冷却機能喪失 

・ 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

・ 原子炉停止機能喪失 

・ ECCS 注水機能喪失 

・ ECCS 再循環機能喪失 

・ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発生器伝熱管破損） 

また、上記以外の事故シーケンスについては、以下のとおりとしていることを確認した。 

・ イベントツリーにより網羅的に抽出した炉心損傷に至る事故シーケンスを起因事象及び安全機能の喪失状況に着目して類型化し事

故シーケンスグループを特定するため、まず、抽出された炉心損傷に至る事故シーケンスと、必ず想定する 8 つの事故シーケンス

グループとの対応関係を整理した。その結果、抽出した炉心損傷に至る事故シーケンスのうち、地震・津波特有の 5つの事故シーケ

ンス（原子炉建屋損傷、原子炉格納容器損傷、制御建屋損傷、複数の信号系損傷、蒸気発生器伝熱管破損（複数本破損））が、必ず

想定する事故シーケンスグループに含まれなかった。 

②  大飯 3・4号炉の場合、新たな事故シーケンスの追加はない。 

③  ＜添付十：追補2. I第1-3表「事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度（内部事象，地震及び津波PRA）」＞に事故シーケンスごとに内

部事象、地震、津波に分けてシーケンス別CDFが整理されていることを確認した。 

④ 事故シーケンスグループを以下のように分類していることを確認した。＜添付十：第 1-1 図「事故シーケンスグループ及び重要事故シ

ーケンス選定の全体プロセス」＞ 

ａ．1－2(a)に分類される事故シーケンスグループ 

(ａ)2 次冷却系からの除熱機能喪失 

(ｂ)全交流動力電源喪失 

(ｃ)原子炉補機冷却機能喪失 

(ｄ)原子炉停止機能喪失 

(ｅ)ECCS 注水機能喪失 

(ｆ)ECCS 再循環機能喪失 

ｂ．1－2(b)に分類される事故シーケンスグループ 

(ｇ)原子炉格納容器の除熱機能喪失 

(ｈ)格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発生器伝熱管破損） 

ｃ．1－2(a)及び（b）以外の事故シーケンスグループ 

なし 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

釈 1-2(b)を適用）。 

 炉心損傷を防止できないもの（規則解釈 1-2(a)、1-2(b)を適用で

きないもの） 

（⑧事故シーケンスグループを、炉心損傷防止できるか否か等で

分類） 
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（2）－2．新たな事故シーケンスグループの追加について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) プラント固有の事情により特殊な事故シーケンスグループを新

たに考慮する必要がないかを確認する。 

① 審査ガイドの解釈に指定されている事故シーケンス以外で、追加す

べき事故シーケンスがある場合もない場合も、その理由が記載され

ていることを確認。 

 

 

①  審査ガイドの解釈で指定されている事故シーケンス以外で、追加すべき事故シーケンスとしては、外部事象に特有な事故シーケンス 5

つについて確認している。 

・ 蒸気発生器伝熱管破損（複数本破損） 

・ 原子炉建屋損傷 

・ 原子炉格納容器損傷 

・ 制御建屋損傷 

・ 複数の信号系損傷 

この中で、大飯 3・4 号炉に固有な特殊な事故シーケンスは含まれていないことを確認した。これらの事故シーケンスの有効性評価へ

の影響については、以下のとおりとしていることを確認した。 

・ 5 つの事故シーケンスを新たな事故シーケンスグループとして追加するか否かの検討を、PRA の結果も考慮し、頻度及び影響度の

観点から必ず想定する事故シーケンスグループと比較することにより行った。 

・ 頻度の観点からは、5つの事故シーケンスは、全炉心損傷頻度に対する寄与が極めて小さいことを確認した。 

・ 影響度の観点からは、建屋損傷等により機能喪失する炉心損傷を防止するための設備の組合せの特定は困難であり、影響度に大き

な幅があるが、発生する事象の程度に応じて炉心損傷防止対策や格納容器破損防止対策を柔軟に活用するとともに、必要に応じて

大規模損壊対策による影響緩和を図ることができることを確認した。 

・ 以上より、頻度及び影響度の観点から必ず想定する事故シーケンスグループと比較し、総合的に判断して、5 つの事故シーケンス

は新たに追加する必要はないとした。 

・ よって、想定する事故シーケンスグループは、設置許可基準規則解釈が必ず想定することを要求しているものと同一である。 
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1．2 有効性評価の対象となる事故シーケンスについて 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 炉心損傷が免れないために有効性評価の対象外とするシーケンス

の影響を考慮していることを確認する。 

① 国内外の先進的な対策によっても、炉心損傷対策を講じるのが困難

なシーケンスを洗い出し、有効性評価で対象外としても影響がない

理由を述べていることを確認。 

 

 

①  国内外の先進的な対策と同等のものが講じられた上で、炉心損傷防止が困難であって、原子炉格納容器の機能に期待できる事故シーケ

ンスは、事故シーケンスグループに含めないが、格納容器破損防止対策における評価事故シーケンスに包絡させるものとするとしてい

ることを確認した。具体的には、該当する事故シーケンスとして、以下の 6 つを選定し、評価事故シーケンスに含める必要がないこと

を確認している。 

・ １次系流路閉塞による２次系除熱機能喪失 

・ 原子炉補機冷却機能の喪失＋補助給水失敗 

・ 大破断 LOCA を上回る規模の LOCA（Excess LOCA） 

・ 大破断 LOCA＋低圧注入失敗 

・ 大破断 LOCA＋蓄圧注入失敗 

・ 中破断 LOCA＋蓄圧注入失敗 

また、国内外の先進的な対策との比較を追補 2. I 別紙 3「国内外の重大事故等対策に関係する設備例について」に整理していることを

確認した。 
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1．3 重要事故シーケンスの選定について 

（1）重要事故シーケンス選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対

策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.3 事故シーケンスグループの主要解析条件等 

 事故シーケンスグループごとに、炉心の著しい損傷に至る重要な事

故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、評

価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備

が機能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量）が大

きい。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表してい

る。 

 

(i) 重要事故シーケンスの選定方法が審査ガイドに適合していること

を確認する。 

① 各事故シーケンスグループにおいて、下記の審査ガイドに記載され

ている着眼点に従って重要事故シーケンスが選定されていることを

確認。 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が

機能喪失し、炉心の著しい損傷に至る。 

b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

c. 炉心損傷防止に必要な設備容量（流量又は逃がし弁容量）が大き

い。 

d. 事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表している。 

 

①  有効性評価ガイドの指定する 4つの着眼点（系統間機能依存性、余裕時間、設備容量、代表性）に沿って事故シーケンスグループごと

に重要事故シーケンスを選定した。4つの着眼点の各々について、影響度を「高」、「中」、「低」で整理し、選定に用いていることを

確認した。また、選定の際に複数の事故シーケンスが重要事故シーケンスの候補となる場合には、事象進展が早いものなど、より厳し

いシーケンスを選定していることを確認した（追補 2. I 第 1-4 表「重要事故シーケンスの選定について）。 
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（2）重要事故シーケンスの選定結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 審査ガイドの方針に従って事故シーケンスを選定する過程を確認

する。 

① 各事故シーケンスグループにおいて、上記の審査ガイドに記載され

ている着眼点に従って重要事故シーケンスが選定されていることを

確認。 

 

 

① 整理した事故シーケンスの重要度に基づいて、最も「高」が多いシーケンスが重要事故シーケンスとして選定されていることを確認

した＜添付十：追補2. I第1-4表「重要事故シーケンスの選定について」＞。 

 

（3）事故シーケンスの分析 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 選定された事故シーケンスについて、プラントの特徴を踏まえた分

析を行っていることを確認。 

 

①  カットセット分析（事故シーケンスの構成要素の分析）による大飯発電所3・4号炉の特徴として、以下が抽出されていることを確認

した。＜添付十：追補2. I別紙6「出力運転時内部事象レベル1PRAにおける主要なカットセットについて」＞ 

2 次冷却系からの除熱機能喪失： 

補助給水機能が喪失する要因としては、ポンプ故障、注入配管閉塞、水源喪失等が考えられ、ここでは、復水ピット閉塞による水源

喪失が支配的となっているが、その場合においても給水源の切替えを実施することや、炉心損傷防止対策として補助給水系とは異なる

系統を使用したフィードアンドブリードを実施することで炉心損傷防止が可能である。 

また、「２次冷却系の破断+補助給水失敗」及び「２次冷却系の破断＋主蒸気隔離失敗」の事故シーケンスでは、破断ループ隔離に伴

う診断過誤や操作失敗（ＨＥ）が上位のカットセットとして抽出されたが、これらについても同様にフィードアンドブリードを実施す

ることで炉心損傷防止が可能である。 

全交流動力電源喪失、原子炉補機冷却機能喪失： 

「外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失」はディーゼル発電機１台が試験による待機除外中に別の１台が継続運転に失敗する等し

て非常用所内交流電源が喪失し、全交流動力電源喪失となり炉心損傷に至る事故シーケンスであるが、代替電源である空冷式非常用発

電装置により電源を確保し２次冷却系強制冷却及び恒設代替低圧注水ポンプを用いた炉心注水を実施することにより炉心損傷防止が

可能である。 

原子炉補機冷却機能喪失が発生した場合、ＲＣＰシールＬＯＣＡや加圧器逃がし弁／安全弁ＬＯＣＡが発生することにより炉心損傷

に至ることが考えられるが、この場合も２次冷却系強制冷却及び恒設代替低圧注水ポンプを用いた炉心注水を実施することで炉心損傷

防止が可能である。 

原子炉格納容器の除熱機能喪失： 

格納容器スプレイ機能が喪失する要因としては、ポンプ故障、注入配管閉塞、水源喪失等が考えられるが、ここでは、格納容器スプ

レイクーラに原子炉補機冷却水を通水する弁の開操作失敗や格納容器スプレイ信号の発信失敗が支配的となっている。その場合でも、

格納容器スプレイ系統を使用しない格納容器内自然対流冷却を実施することで炉心損傷防止が可能である。 

原子炉停止機能喪失： 

原子炉トリップに失敗するカットセットとして、共通要因故障による回路の作動失敗としゃ断器の開失敗が要因となっている。この

場合においてもＡＴＷＳ緩和設備により炉心損傷防止が可能である。 

ECCS 注水機能喪失： 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

高圧注入系が喪失する要因として、ポンプ故障、注入配管閉塞、水源喪失等が考えられるが、ここでは、注入ラインの手動弁やオリ

フィスが閉塞することによる注入ライン閉塞が支配的である。その場合でも、炉心損傷防止対策として２次冷却系強制冷却による１次

冷却系の減圧後、閉塞した高圧注入系と別の系統から低圧注入等を実施することで炉心損傷を防止することが可能である。 

「大破断ＬＯＣＡ+低圧注入失敗」、「大破断ＬＯＣＡ＋蓄圧注入失敗」、「中破断ＬＯＣＡ+蓄圧注入失敗」の事故シーケンスは国内外

の先進的な対策を考慮しても対策が困難なものであるが、全炉心損傷頻度への寄与は小さい。また、炉心損傷防止は困難であるが、例

えば、「大、中破断ＬＯＣＡ＋蓄圧注入失敗」の事故シーケンスの場合、高圧注入や代替低圧注入ポンプ等を活用して何らかの形で注

水することで炉心損傷の拡大を抑制する等の影響緩和に期待できる可能性がある。 

ECCS 再循環機能喪失： 

再循環機能が喪失する要因としてはポンプ故障、注入配管閉塞、再循環切替失敗、水源喪失等が考えられるが、ここでは切替信号の

発信に失敗する再循環切替失敗が支配的となっているが、その場合でも手動での再循環切替や２次冷却系強制冷却による低圧再循環等

を実施することにより炉心損傷を防止できる可能性がある。 

格納容器バイパス：ＥＣＣＳ等を用いたクールダウンアンドリサーキュレーションを実施することで炉心損傷防止が可能である。 
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1．4 まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 以上の確認結果から、出力運転時事故について特定した事故シーケ

ンスグループ及び選定した重要事故シーケンスが妥当と判断できる

ことを確認。 

 

①  申請者が炉心損傷に至る事故シーケンスの抽出を、内部事象については炉心損傷イベントツリー、地震及び津波については階層イベ

ントツリーと炉心損傷イベントツリーを構築して行うという日本原子力学会のPRAに関する実施基準に則った標準的な手法で行ってい

ることを確認した。また、内部事象、地震及び津波以外の事象について、当該事象を対象とするPRAに代わる方法として、内部事象レ

ベル1PRAの手法と工学的判断により事故シーケンスを検討していることは妥当と判断した。 

申請者が必ず想定する事故シーケンスグループに対応しない地震及び津波特有の 5 つの事故シーケンスを新たな事故シーケンスグル

ープとして追加しないとしていることについて、設置許可基準規則解釈に則って、頻度は全炉心損傷頻度に対する寄与が極めて小さい

ことを確認し、加えて、大規模損壊対策などにより緩和措置を図ることができるとしていることから、妥当であると判断した。 

また、事故シーケンスには、国内外の先進的な対策と同等のものを講じても、炉心損傷の防止が困難なものがあり、申請者がこれらの

事故シーケンスを炉心損傷防止対策における事故シーケンスグループに含めず、格納容器破損防止対策において考慮するとしたことは、

設置許可基準規則解釈に則った考え方であることから、妥当であると判断した。 

事故シーケンスグループごとの重要事故シーケンスの選定は、有効性評価ガイドの考え方を踏まえ 4つの着眼点に沿って行われている

ことを確認した。 

以上のとおり、規制委員会は、申請者が特定した事故シーケンスグループ及び選定した重要事故シーケンスは、上記の確認と判断から、

妥当なものであると判断した。 
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2． 格納容器破損防止対策の有効性評価の格納容器破損モード及び評価事故シーケンスの選定について 

2．1 格納容器破損モードの分析について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

2－1 

(b) 個別プラント評価により抽出した格納容器破損モード 

①個別プラントの内部事象に関する PRA 及び外部事象に関する

PRA（適用可能なもの）又はそれに代わる方法で評価を実施する

こと。 

②その結果、上記 2－1(a)の格納容器破損モードに含まれない有意

な頻度又は影響をもたらす格納容器破損モードが抽出された場

合には、想定する事故シーケンスグループとして追加すること。 

 

(i) 地震、津波以外の PRA が使えない外部事象の影響が PRA 分析の中

で考慮されていることを確認する。 

① 外部事象で地震・津波以外が評価対象外である理由が記載されてい

ることを確認。  

 

①  外部事象の影響のうち、地震と津波以外のその他の自然現象については、内部事象レベル1PRAの手法と工学的判断により事故シーケン

スを検討した結果、以下に示す理由により、新たに格納容器破損モードを追加する必要はないとしていることを確認した。 

・ 内部溢水又は内部火災の発生の際には、レベル１ＰＲＡにおける発生可能性のある起因事象の検討からも、炉心損傷に至る事故シーケ

ンスグループとしては内部事象レベル１ＰＲＡに追加すべきものは発生しないものと推定しており、また、原子炉格納容器及び内部構

造物が直接破損することも想定し難いことから、炉心損傷後の原子炉格納容器内の物理現象についても内部事象レベル１．５ＰＲＡで

想定するものと同等と考えられ、格納容器破損モードとして追加すべきものは発生しないものと考えられる。 

・ 自然現象等の外部事象の発生の際には、レベル１ＰＲＡにおける検討からも、屋外施設の損傷によるサポート系の機能喪失が想定され

るものの、炉心損傷に至る事故シーケンスグループとしては内部事象レベル１ＰＲＡに追加すべきものは発生しないものと推定してお

り、炉心損傷後の原子炉格納容器内の物理現象についても内部事象レベル１．５ＰＲＡで想定するものと同等と考えられ、格納容器破

損モードとして追加すべきものは発生しないと考えられる。 
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（1）格納容器破損モードの抽出、整理 

（1）－1．PRA に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（ⅰ）プラント損傷状態の設定 

① プラント損傷状態が定義されていることを確認。 

 

 

①  プラント損傷状態の設定については、以下のとおりとしていることを確認した。 

・ 炉心損傷後のプラント損傷状態（以下「PDS」という。）は、起因事象と 1次系圧力、炉心損傷時期、格納容器内事象進展（格納容

器破損時期、溶融炉心の冷却手段）の 3種類の属性を用いて定義した。 

・ レベル 1PRA で抽出された炉心損傷に至る事故シーケンスから、さらに高圧注入・再循環、格納容器スプレイ注入・再循環の分岐・

ヘディングを考慮し、内部事象レベル 1.5 評価用のイベントツリーを作成した。これを用いて各事故シーケンスの PDS を特定した

後、PDS ごとに事故シーケンスを整理した。 

・ さらに、PDS ごとに、設備の動作状態及び各種現象の発生状態を検討して、格納容器イベントツリーを作成し、格納容器破損に至

る事故シーケンスが、①c．の 6 つの格納容器破損モードのいずれかに対応することを確認した。この結果を用いて、格納容器破

損モードごとに PDS を整理した。 

 

（ⅱ）格納容器破損モードの評価 

① 格納容器破損モード毎に格納容器イベントツリーで抽出された事象

が記載されていることを確認。 

 

①  内部事象については、プラント状態を分類し、事象の進展に伴い生じる原子炉格納容器の健全性に影響を与える負荷を分析して、格納

容器バイパス、格納容器隔離失敗及び格納容器物理的破損に係る以下の 12 の格納容器破損モードを日本原子力学会の PRA に関する実施

基準に則って検討対象としていることを確認した。 

1) 蒸気発生器伝熱管破損（ｇモード） 

2) インターフェイスシステム LOCA（νモード） 

3) 格納容器隔離失敗（βモード） 

4) 原子炉容器内での水蒸気爆発（αモード） 

5) 格納容器内の水蒸気爆発又は圧力スパイク（ηモード） 

6) 溶融物直接接触（μモード） 

7) 格納容器雰囲気直接加熱（σモード） 

8) 水素燃焼又は水素爆轟（γモード） 

9) ベースマット溶融貫通（εモード） 

10) 格納容器貫通部過温破損（τモード） 

11) 水蒸気・非凝縮性ガス蓄積による過圧破損（δモード） 

12) 水蒸気蓄積による格納容器先行破損（θモード） 
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（1）－2．PRA に代わる検討に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 外部事象（地震、津波、内部火災、内部溢水等）の影響により新た

に格納容器破損モードの評価に影響が出ないことを説明しているこ

とを確認。 

① 内部事象以外の事象については、現時点では、内部事象レベル 1.5PRA の手法と工学的な判断により検討を実施した。 

検討の結果、地震特有の格納容器破損モードとして、βモード、ｇモード及び地震による格納容器破損（χモード）が考えられるが、

βモード及びｇモードについては a.の 12 の破損モードで抽出されていること、χモードについては直接的な格納容器の閉じ込め機能

喪失であることから、格納容器破損防止対策の有効性評価の対象とせず、大規模損壊対策で対応することとし、新たに追加すべき格納

容器破損モードはないとしていることを確認した。 
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（2）PRA の結果を踏まえた格納容器破損モードの検討 

（2）－1．必ず想定する格納容器破損モードの検討 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

2－1 

(a) 必ず想定する格納容器破損モード 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

・高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱 

・原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用 

・水素燃焼 

・格納容器直接接触（シェルアタック） 

・溶融炉心・コンクリート相互作用 

 

(i) 審査ガイドで指定されている格納容器破損モードのうち、除外す

るものがないか、またその理由が明記されているか確認する。 

① 必ず想定する格納容器破損モードに含まれるもののうち、プラント

固有の条件により発生の可能性がないと思われるもの（格納容器直

接接触等）について、その除外の理由を説明していることを確認。 

 

① 内部事象レベル 1.5PRA の手法と工学的な判断において検討対象とした 12 の格納容器破損モードには、必ず想定する 5 つの格納容器

破損モードが含まれていることを確認した。 

なお、必ず想定する格納容器破損モードのうち、格納容器直接接触（シェルアタック）については、BWR の一部の格納容器に特有の事

象とみなされているため、PWR である当該評価の対象から除外するとしていることを確認した。これは、当該モードがＢＷＲマークⅠ

型の原子炉格納容器（原子炉格納容器が小さく、原子炉下部のペデスタルに開口部がある）に特有の事象とみなされており、原子炉格

納容器が大きく、溶融炉心が壁面へ流れる構造がない PWR では発生の可能性がないと考えられるためである。 

また、第 2-3 図「格納容器イベントツリー（ＣＥＴ）」においては、格納容器容器破損モード「高圧溶融物直接接触/格納容器直接加

熱」のうち、高圧溶融物直接接触を μモード、格納容器直接加熱を σモードに分類しているが、μモードについては、原子炉容器が

高圧状態で破損した場合に溶融炉心が急激に噴出し、原子炉格納容器壁に付着して原子炉格納容器の破損に至る事象であることから、

原子炉格納容器の破損を防止する対策は、本申請では原子炉容器の破損までに 1次系を減圧することである。1 次系の減圧により高圧

溶融物放出を防止できれば σ モードによる原子炉格納容器の破損を防止できることから、μ モード及び σ モードへの対策は同一と

なることとしていることを確認した。 

 

 

 
 
 

（2）－2．新たな格納容器破損モードの追加検討 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) プラント固有の事情により特殊な格納容器破損モードを新たに

考慮する必要がないかを確認する。 

① 審査ガイドの解釈に指定されている格納容器破損モード以外で、追

加すべき格納容器破損モードがある場合もない場合も、その理由が

記載されていることを確認。 

 

 

①  必ず想定する格納容器破損モードに分類されない 2つの破損モード（α及びβモード）及び 3つの破損モード（θ、ν及びｇモー

ド）については、以下の理由から新たな格納容器破損モードとして考慮する必要はない。 

αモードについては、国内外における実験的研究と専門家による物理現象に関する分析により、発生確率は極めて低いと評価されて

いること。 

βモードについては、定期検査及び原子炉起動前の格納容器隔離機能の確認や手順書に基づく確実な操作を実施すること、原子炉運

転時には原子炉格納容器圧力を 12 時間に 1 回確認する運用であること及びエアロック開放時には警報発信により速やかに検知可能で

あること、事故時において格納容器隔離信号発信時には隔離弁の閉止状態を運転員が確認する手順となっていることなどにより、人的

過誤による発生確率は極めて低いと評価したこと。 

3 つの破損モード（θ、ν及びｇモード）については、事故シーケンスグループに含め炉心損傷防止対策として評価すること。 

なお、ｇモードのうち高温誘因蒸気発生器伝熱管破損については、発生頻度が非常に小さいことに加え、発生を防止するための 1 次

系強制減圧を確実に行うための対策が整備されていること、1次系が高温状態でも 1次系強制減圧（加圧器逃がし弁の開状態）を維持

できることを解析により確認していること、蒸気発生器への給水により炉心損傷を回避できる場合があることなどから、発生を防止で

きること。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

よって、想定する格納容器破損モードは、以下の 6つとすることを確認した。 

 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧)（δモード） 

 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過温)（τモード） 

 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（μ、σモード） 

 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ηモード） 

 水素燃焼（γモード） 

 溶融炉心・コンクリート相互作用（εモード） 
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2．2 評価事故シーケンスの選定について 

（1）評価対象とするＰＤＳの選定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 破損モード毎の PDS の中から評価対象を選定する方針について

確認。 

① 各破損モード別に該当する PDS の一覧と、その中で最も厳しい PDS

（本文に説明）が選定されていることを確認。 

 

 

①  炉心損傷後の PDS は、事故のタイプと 1次系圧力、炉心損傷時期、格納容器内事象進展（格納容器破損時期、溶融デブリの冷却手段）

の 3種類の属性を用いて定義していることを確認した（追補 2. I 第 2-1 表「格納容器破損モード別格納容器破損頻度」、第 2-2 表「評

価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について」）。 

また、以下のように選定結果とその理由を示していることを確認した。 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）： 

 破断規模の大きい大中破断ＬＯＣＡ（Ａ**）が、原子炉格納容器内への冷却材放出量が大きく原子炉格納容器内の圧力上昇及び事

故進展について厳しい。 

 原子炉格納容器内に水の持ち込みのない（**Ｄ）が、原子炉格納容器内の圧力上昇について厳しい。 

 以上より、ＡＥＤが最も厳しいＰＤＳとなる。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過温破損)： 

 原子炉格納容器内に水の持ち込みのない（**Ｄ）が、原子炉格納容器内の温度上昇について厳しい。 

 原子炉容器破損時に高圧で溶融炉心が原子炉格納容器内に分散し、表面積が大きくなり、溶融炉心から格納容器内雰囲気への伝熱

が大きくなる小破断ＬＯＣＡ（Ｓ**）、過渡事象（Ｔ**）が原子炉格納容器内の温度上昇について厳しい。 

 補助給水による冷却がない過渡事象（Ｔ**）が原子炉格納容器内の温度上昇について厳しい。 

 以上より、ＴＥＤが最も厳しいＰＤＳとなる。 

高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱： 

 １次冷却材の圧力が高く維持される過渡事象（Ｔ**）が、減圧の観点から厳しい。 

 原子炉格納容器内に水の持ち込みのない（**Ｄ）が、高圧溶融物放出時の格納容器雰囲気直接加熱の観点で最も厳しい。 

 以上より、ＴＥＤが最も厳しいＰＤＳとなる。 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用： 

 事故進展が早く原子炉容器破損時の崩壊熱が高い大中破断ＬＯＣＡ（Ａ**）が、溶融炉心がより高温となる観点から厳しい。 

 原子炉格納容器内の冷却がない（**Ｗ）が、冷却水から蒸気が急激に生成する観点で厳しい。 

 以上より、ＡＥＷが最も厳しいＰＤＳとなる。 

水素燃焼： 

 水蒸気が凝縮され水素濃度が高くなる、格納容器が除熱される状態（**Ｉ）のＰＤＳが厳しい。 

 炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量を、全炉心内のジルコニウム量の 75%が水と反応することを前提とすると、各ＰＤ

Ｓで炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量の差はなくなるため、事故進展が早く水素放出速度が大きい大中破断ＬＯＣ

Ａ（Ａ**）が厳しい。 

 以上より、ＡＥＩが最も厳しいＰＤＳとなる。 

格納容器直接接触（シェルアタック）： 

 シェルアタックは、追補 2.I 別紙 7「格納容器直接接触（シェルアタック）の除外理由について」に示すとおり、原子炉格納容器が

小さく、原子炉下部のペデスタルに開口部があるＢＷＲマークⅠ型の原子炉格納容器の事象とみなされている。PWR では原子炉格納

容器が大きく、溶融炉心が壁面へ流れる構造ではないため、発生の可能性がないと考えられることから、解析による評価対象として

想定する格納容器破損モードとしていない。 
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溶融炉心・コンクリート相互作用： 

 事故進展が早い大中破断ＬＯＣＡ（Ａ**）が、原子炉容器破損時の崩壊熱が高く厳しい。 

 原子炉圧力が低く、溶融炉心の分散の可能性がない大中破断ＬＯＣＡ（Ａ**）が、原子炉下部キャビティの溶融炉心の量を多くする

ことから厳しい。 

 原子炉格納容器内に水の持ち込みのない（**Ｄ）が、溶融炉心を冷却せずＭＣＣＩを抑制しない観点で厳しい。 

 以上より、ＡＥＤが最も厳しいＰＤＳとなる。 
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（2）評価事故シーケンスの選定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対

策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から、過圧及び過温の観点から厳しいシーケンス

を選定する。（炉心損傷防止対策における「想定する事故シ

ーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の原子炉格

納容器の機能に期待できるもの」を包絡すること。） 

(2) 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から、原子炉圧力が高く維持され、減圧の観点か

ら厳しいシーケンスを選定する。 

(3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から、原子炉圧力容器外の溶融燃料ー冷却材相互

作用の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

(4) 水素燃焼 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から水素燃焼の観点から厳しいシーケンスを選

定する。また、炉心内の金属―水反応による水素発生量は、

原子炉圧力容器の下部が破損するまでに、全炉心内のジル

コニウム量の 75%が水と反応するものとする。 

(5) 格納容器直接接触（シェルアタック） 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から格納容器直接接触の観点から厳しいシーケ

ンスを選定する。 

(6) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

b. (a) 評価事故シーケンスは PRA に基づく格納容器破損シーケ

ンスの中から溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）

の観点から厳しいシーケンスを選定する。 

 

(i) 審査ガイドの方針に従って評価対象とするシーケンスを選定す

①  格納容器破損モードごとの PDS から、影響の観点で最も厳しくなる PDS を選定し、この PDS を構成する事故シーケンスから、事象進展

が最も厳しくなる事故シーケンスを抽出し、PRA の過程で選定した評価事故シーケンスとしていることを確認した。 

なお、有効性評価においては、事象進展をより厳しくする観点などから、PRA の過程で選定された評価事故シーケンスに加え、複数の

機能の喪失の重畳を考慮している場合もある。（追補 2.I 第 2-2 表「評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定について」、

第 2-3 表「格納容器破損防止対策の評価事故シーケンスの選定について」）。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

る過程を確認する。 

① 格納容器破損防止対策の評価事故シーケンスの選定では、前段で最

も厳しい PDS を選定したことを踏まえた選定になっているか確認。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 1-29 

 

（3）外部事象の考慮 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)外部事象によって評価事故シーケンスが変わらないかどうかを確

認する。 

① 外部事象（地震、津波、内部火災、内部溢水等）の影響により新た

に評価事故シーケンスの選定に影響が出ないことを説明しているこ

とを確認。 

 

 

①  津波、火災、溢水及びその他の自然現象については、内部事象レベル1PRA で抽出された事故シーケンス以外の事故シーケンスはな

く、炉心損傷後の格納容器内物理現象についても12の破損モードで想定するものと同じと考えられることから、新たに追加すべき格納

容器破損モードはないとしていることを確認した。 
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（4）炉心損傷防止が困難な事故シーケンスにおける格納容器破損防止対策の有効性 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 炉心損傷防止が困難な事故シーケンスとして整理したものがあれ

ば、それをすべて列挙すると共に、評価事故シーケンスでの取扱い

方について説明していることを確認。 

 

①  国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講じることが困難なシーケンスとして整理した事故シーケンスは以下のとおり

であることを確認した。 

 原子炉補機冷却機能喪失＋ 補助給水失敗 

 １次系流路閉塞による２次系除熱機能喪失 

 大破断 LOCA を上回る規模の LOCA（Excess LOCA） 

 大破断 LOCA＋ 低圧注入失敗 

 大破断 LOCA＋ 蓄圧注入失敗 

 中破断 LOCA＋ 蓄圧注入失敗 

これらのうち、「大破断LOCAを上回る規模のLOCA（Excess LOCA）」以外のの事故シーケンスについては、格納容器破損防止対策によ

り原子炉格納容器の閉じ込め機能に期待することができるとしていることを確認した。 

「大破断LOCAを上回る規模のLOCA（Excess LOCA）」は、地震により複数の1次冷却材配管や原子炉容器等が損傷することを想定して

いる。原子炉容器破損時間の観点では、ブローダウン過程で原子炉容器内の水が短時間に流出する点で大LOCAと変わりがなく、炉心注

入がなければ原子炉容器破損までの時間に大きな差は生じないとしていることを確認した。＜添付十：別紙13「炉心損傷防止が困難な

事故シーケンスにおける格納容器破損防止対策の有効性について」＞ 

また、国内外の先進的な対策との比較を＜添付十：追補2. I別紙3「国内外の重大事故等対策に関係する設備例について」＞に整理

していることを確認した。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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2．3 事故シーケンスの分析 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 選定された事故シーケンスについて、プラントの特徴を踏まえた分

析を行っていることを確認。 

 

①  格納容器破損防止対策の有効性評価を行う各格納容器破損モードについて、格納容器破損頻度が支配的となるＰＤＳと主要なカット

セットの展開を行い、これらの格納容器破損頻度の観点で支配的なカットセットに対して今回整備した格納容器破損防止対策が有効

であることを確認した。＜添付十：追補2. I別紙5「ＰＲＡにおける主要なカットセットについて」＞。 
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2．4 まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

①  以上の確認結果から、出力運転時事故について特定した格納容器破

損モード及び選定した評価事故シーケンスが妥当と判断できること

を確認。 

 

①  申請者が、内部事象による格納容器破損モードを日本原子力学会のPRAに関する実施基準に則って検討対象としていることを確認し

た。また、申請者が自然現象について、新たに追加すべき格納容器破損モードはないとしていることは、最新の技術に基づく内部事

象レベル1.5PRAの手法と工学的な判断により検討していることから、妥当と判断した。検討対象とした12の格納容器破損モードにつ

いては、炉心損傷防止対策において評価するもの、発生する可能性が極めて低いものを除き、すべて評価対象としていることから、

妥当であると判断した。評価対象とした6の格納容器破損モードは、設置許可基準規則解釈における必ず想定する格納容器破損モード

（BWR固有のものを除く。）と一致することを確認した。 

規制委員会は、申請者が格納容器破損モードごとに最も厳しいプラント損傷状態を選定し、さらにそのプラント損傷状態に至る最も

厳しい事故シーケンスを評価事故シーケンスとしていることは、有効性評価ガイドを踏まえ厳しいものを選定していることを確認し

た。 

以上のとおり、規制委員会は、申請者が特定した格納容器破損モード及び選定した評価事故シーケンスは、上記の確認と判断から、

妥当なものであると判断した。 
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3． 使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷防止対策の有効性評価の事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの選定について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

3－1 

(a) 想定事故 1： 

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失することによ

り、使用済燃料貯蔵槽内の水の温度が上昇し、蒸発により水位が

低下する事故。 

(b) 想定事故 2： 

サイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪

失が発生し、使用済燃料貯蔵槽の水位が低下する事故。 

(i)重要事故シーケンスの抽出方法や対象を確認する。 

① 有効性評価の重要事故シーケンスとして、想定事故 1 及び 2が選定

されていることを確認。 

 

 

①  使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷に至るおそれがある事故として、想定事故 1及び想定事故 2を想定することを確認した。 
 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 1-34 

4． 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価の事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの選定について 

4．1 運転停止中事故シーケンスグループの分析について 

（1）停止中の燃料損傷に至る事故シーケンスの分析について 

（1）－1．PRA に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

第 37 条解釈（炉心の著しい損傷の防止） 

4－1 

(a) 必ず想定する運転停止中事故シーケンスグループ 

・崩壊熱除去機能喪失（ＲＨＲの故障による停止時冷却機能喪失） 

・全交流動力電源喪失 

・原子炉冷却材の流出 

・反応度の誤投入 

 

(b) 個別プラント評価により抽出した運転停止中事故シーケンスグ

ループ 

①個別プラントの停止時に関する PRA（適用可能なもの）又はそれ

に代わる方法で評価を実施すること。 

②その結果、上記 4－1(a)の運転停止中事故シーケンスグループに

含まれない有意な頻度又は影響をもたらす運転停止中事故シー

ケンスグループが抽出された場合には、想定する運転停止中事故

シーケンスグループとして追加すること。 

 

（ⅰ）プラント損傷状態の設定 

① 評価対象とする定検工程の選定について、プラント状態（POS）がす

べて網羅されていることを確認。 

 

② 主要パラメータの推移等から POS 分類が選定されていることを確

認。（第 3.1 表、第 3.2 図） 

 

③ 特定の POS（ミッドループ運転等）を対象として燃料損傷頻度の評

価を行う場合には、リスク等の観点から選定の理由を説明している

ことを確認。（3.1 内部事象④） 

 

④ 停止時の機器の待機除外状態が示されていることを確認。 

 

①  プラント停止時のプラント状態（POS）について、解列から並列までのプラント状態を分類していることを確認した。＜添付十：追補

2.I 第 3-1 図「定期検査時のプラント状態と主要パラメータの推移」及び第 1.1.2.a-3 表「各プラント状態の分類」＞ 

②  各 POS の推移を、主要パラメータ（水位、1次冷却材圧力・温度）と共に示していることを確認した（上記第 3-1 図）。また、各 POS

の継続時間を示していることを確認した（上記第 1.1.2.a-3 表）。 

③  安全系機器の待機状態、原子炉容器内の燃料の装荷状態、キャビティ水位等を勘案して、評価対象とする POS を POS4、5、9、10、12 に

絞り込んでいることを確認した。 
⑤   各 POS について、停止時の系統/システムの待機状態を示していることを確認した＜添付十：追補 2.I 第 1.1.2.a-4 表「緩和設備の使

用可能性」＞。 

 

（ⅱ）起因事象の選定及び評価 

① 国内外のトラブル事例や評価事例等を参考に起因事象が選定されて

いることを確認。 

①  マスターロジックダイヤグラム、過去の国内プラントのトラブル事例等から起因事象を選定していることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（ⅲ）事故シーケンスの分析 

① 選定された起因事象毎にイベントツリーが図示されていることを確

認。 

 

②  審査ガイドの解釈に指定されている事故シーケンス以外で、追加す

べき事故シーケンスが抽出されないかを検討していることを確認。 

 

 

①  運転停止中について、各起因事象と燃料損傷を防止するための手段等との組合せをイベントツリーで網羅的に分析し、炉心損傷に至る

事故シーケンスを抽出していることを確認した（追補 2. I 第 3-2 図「停止時ＰＲＡにおけるイベントツリー」）。 

②  抽出した燃料損傷に至る事故シーケンスについて、喪失した機能及び炉心損傷に至った主要因の観点から、必ず想定する 4つの事故シ

ーケンスグループとの関係を整理した。その結果、必ず想定すべき事故シーケンスグループに含まれない燃料損傷に至る事故シーケン

スは新たに抽出されなかったとしていることを確認した。 

 

（ⅳ）事故シーケンスの定量化 

① 事故シーケンスの発生頻度が先行炉と比較して概ね同じオーダーで

あることを確認。 

 

 

① 事故シーケンスの発生頻度については、追補2.I第3-1表「運転停止中事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度」に整理されていること

を確認した。また、先行炉（川内1・2号炉、高浜3・4号炉等）と著しく頻度の値が異なっていないことを確認した。 

 

 

（1）－2．PRA に代わる検討に基づく整理 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

② 運転停止中の外部事象について、PRA に代わる手法により事故シー

ケンスグループ選定への影響を検討していることを確認。 

 

①  運転停止中の事故シーケンスグループの選定に係る外部事象については、運転中と同様の手法により考慮していることを確認した＜添

付十：追補2. I別紙1「有効性評価の事故シーケンスグループ等の選定に際しての外部事象の考慮について」＞ 
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4．2 重要事故シーケンスの選定について 

（1）重要事故シーケンス選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.3 運転停止中事故シーケンスグループの主要解析条件等 

 運転停止中事故シーケンスグループごとに、燃料損傷に至る重要な

事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス」という。）を選定し、

評価対象とする。重要事故シーケンス選定の着眼点は以下とする。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴

を代表している。 

 

(i) 重要事故シーケンスの選定方法が審査ガイドに適合していること

を確認する。 

① 各事故シーケンスグループにおいて、下記の審査ガイドに記載され

ている着眼点に従って重要事故シーケンスが選定する方針であるこ

とを確認。 

a. 燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

b. 燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

c. 運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を代表し

ている。 

 

①   停止中評価ガイドの指定する 3 つの着眼点（余裕時間、設備容量、代表性）に沿って事故シーケンスグループの中から有効性評

価の代表シーケンスとする重要事故シーケンスの選定を実施した。3つの着眼点の各々について、影響度を「高」、「中」、「低」

で整理して、選定に用いていることを確認した＜添付十：追補 2. I 第 3-2 表「重要事故シーケンス（運転停止中）の選定につい

て」＞。 

各起因事象と燃料損傷に至ることを防止するための手段等との組合せをイベントツリーで分析し、運転停止中に燃料損傷に至る事故

シーケンスを抽出しており、これは日本原子力学会の PRA に関する実施基準に則った標準的な手法であることを確認した。 

 

 

（2）重要事故シーケンスの選定結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 各事故シーケンスグループにおいて、前記の方針に従って重要事故

シーケンスを選定した過程がその理由と共に記載されていることを

確認。 

 

 

① 整理した事故シーケンスの重要度に基づいて、＜添付十：追補2. I第3-2表「重要事故シーケンス（運転停止中）の選定について」＞

において最も「高」が多いシーケンスが重要事故シーケンスとして選定されていることを確認した。 
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4．3 事故シーケンスの分析 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 選定された事故シーケンスについて、プラントの特徴を踏まえた分

析を行っていることを確認。 

 

①事故シーケンスに対して、主要なカットセットレベルまで展開した場合においても、整備された燃料損傷防止対策が可能であるとしてい

ることを確認した＜添付十：追補2. I別紙5「ＰＲＡにおける主要なカットセットについて」＞。 
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4．4 まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

②  以上の確認結果から、運転停止中事故について特定した事故シー

ケンスグループ及び選定した重要事故シーケンスが妥当と判断でき

ることを確認。 

 

①  申請者が、各起因事象と燃料損傷に至ることを防止するための手段等との組合せをイベントツリーで分析し、運転停止中に燃料損傷

に至る事故シーケンスを抽出しており、これは日本原子力学会のPRAに関する実施基準に則った標準的な手法であることを確認した。 

事故シーケンスグループごとの重要事故シーケンスの選定は、停止中評価ガイドの考え方を踏まえ3つの着眼点に沿って行われている

ことを確認した。 

以上のとおり、申請者が特定した事故シーケンスグループ及び選定した重要事故シーケンスは、上記の確認から、妥当なものである

と判断した。 
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5．事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に活用した PRA の実施プロセスについて 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) PRA の方法が適切であるかどうかを確認する。 

① PRA の方法については、規制庁が作成したガイダンス「PRA の説明に

おける参照事項」に沿っていることを確認。 

 

 

② PRA プロセスの確認のため、専門家によるピアレビューの実施結果

が記載されていることを確認。 

 

 

①  事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に際して適用可能とした PRA の実施に際しては、一般社団法人日本原子力学

会において標準化された実施基準を参考に評価を実施し、各実施項目について「PRA の説明における参照事項」（平成 25年 9 月原子力

規制庁）の記載事項への対応状況を確認したとしていることを確認した。 

②  申請者が実施した上記の PRA のプロセスが最新の知見を踏まえているかについて説明を求めた。その結果、申請者の評価手法及びその

技術的根拠は日本原子力学会の実施基準に基づいていること、専門家によるピアレビューを実施していることから、標準的な手法に則

って実施されていると判断した。 
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反応度の誤投入 反応度の誤投入 反応度の誤投入に係る事故シーケンスは当該シーケンスのみである。 

※ 有効性評価における評価事故シーケンスでは、事象進展をより厳しくする観点などから、PRA で選定された評価事故シーケンスに複数の機能の喪失の重畳を考慮している。 
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原子炉格納容器の温度及び圧力に関する評価 

1.はじめに .................................................................................................................................................................... 付録 2-2 

2.評価温度及び圧力の設定 ...................................................................................................................................................... 付録 2-3 

3.健全性確認 .................................................................................................................................................................. 付録 2-4 

4.結論 ....................................................................................................................................................................... 付録 2-10 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（有効性評価付録２ 原子炉格納容器の温度及び圧力に関する評価） 

 

1.はじめに 

有効性評価ガイドは、以下に示すとおり、1-3 及び 2-3 の評価項目において、限界温度又は限界圧力を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すことを求めている。大飯発電所 3号炉及び 4号炉

においては、原子炉格納容器の評価温度及び評価圧力（以下「限界温度、限界圧力」という）をそれぞれ 200℃、2Pd（0.784MPa[gage]、Pd：最高使用圧力（0.392MPa[gage]）としていることから、当該環境にお

いても原子炉格納容器は閉じ込め機能を満足することの根拠と妥当性を確認する。 

 

（有効性評価ガイド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（炉心の著しい損傷の防止） 

１－６ 上記１－３及び２－３の評価項目において、限界圧力又は限界温度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこと。 

 

１－３ 上記１－２の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a) 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること。 

(b) 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2 倍又は限界圧力を下回ること。 

(c) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

(d) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

２－３ 上記２－２の「有効性があることを確認する」とは、以下の評価項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

(b)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 
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2.評価温度及び圧力の設定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

有効性評価の結果を踏まえ、評価温度及び圧力は原子炉格納容器の

閉じ込め機能を確保できるものであるか。 

(ⅰ) 限界温度・圧力は重大事故等対策の有効性評価における原子炉格

納容器圧力・温度の最高値を包絡するものであるかを確認する。 

① 重大事故等対策の有効性評価における原子炉格納容器圧力・

温度の最高値を確認。 

② 原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能を確認する限界

温度及び限界圧力の設定値を確認。 

 

(ⅰ) 限界圧力及び限界温度は原子炉格納容器の閉じ込め機能を確保できるものかについて、以下のとおり確認した。 

① 大飯 3・4 号炉の重大事故等対策の有効性評価における原子炉格納容器雰囲気温度の最高値は約 144℃、原子炉格納容器圧力の最高値は約

0.43MPa[gage]であり、その後、圧力、温度は緩やかに低下することを確認した。 

② 上記①の結果を踏まえ、原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能を確認する評価温度及び圧力を 200℃、2Pd （0.784MPa[gage]）として設定す

ることを確認した。 
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3.健全性確認 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

限界温度・圧力の根拠と妥当性を確認するに当たり、評価対象、機能

喪失要因及び評価方法は適切か。 

(1) 放射性物質の閉じ込め機能の確保の観点から、限界圧力・温度の

環境下において健全性を確認する対象が明らかになっているかを

確認。 

(ⅰ) 原子炉格納容器の構成部材や構造を踏まえ、原子炉格納容器の閉

じ込め機能の確保に関する部位を評価対象として網羅的に抽出し

ているかを確認する。 

① 過去の事故事例も踏まえ、原子炉格納容器の健全性確認にお

ける評価対象の抽出に係る考え方を確認。 

② 評価対象とした原子炉格納容器バウンダリの構成部を確認。 

③ 原子炉格納容器バウンダリ構成部の構造が図示されているこ

とを確認。 

(ⅰ) 原子炉格納容器の構成部材や構造を踏まえ、原子炉格納容器の閉じ込め機能の確保に関する部位を評価対象について、以下のとおり確認した。 

① 放射性物質の閉じ込め機能を確保するためには、200℃、2Pd の環境下で原子炉格納容器本体及び開口部等の構造健全性を確認する必要があること、

さらに、福島第一原子力発電所事故において、原子炉格納容器からの漏洩要因の一つとして指摘されている原子炉格納容器に設置されるフランジ

部等のシール部についても、200℃、2Pd の環境下での機能維持を確認する必要があるとしていることを確認した。以上より、原子炉格納容器本体

の他に、200℃、2Pd の環境下で原子炉格納容器の変位荷重等の影響により、構造上、リークパスとなる可能性がある開口部及び貫通部の構成品並

びにガスケットの劣化及びシート部の変形に伴いリークパスになる可能性があるシール部を評価対象としていることを確認した。 

② 上記①の考え方を踏まえ、以下を評価対象部位として挙げていることを確認した。 

a. 原子炉格納容器本体 

b. 機器搬入口 

c. エアロック 

d. 配管貫通部 

 貫通配管 

 スリーブ 

 端板 

 閉止フランジ 

 閉止板 

e. 電気配線貫通部 

f. 原子炉格納容器隔離弁 

③ ＜添付十：第 2図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図＞において、上記②で挙げた原子炉格納容器本体やエアロック、原子炉格納容器隔離弁

等が図示されていることを確認した。 

 

(2) 評価対象部位の想定される機能喪失要因は明らかにされている

か。機能喪失要因のスクリーニング結果は妥当か。 

(i) (1)(ⅰ)②で挙げられた評価対象部位の機能喪失要因を確認する。 

① 機器喪失要因として、材質や構造、使用条件、設置状況等を

踏まえた破壊モードが示されていることを確認。 

② 上記①から、各評価対象部位に選定した機能喪失要因と、そ

の選定理由が示されていることを確認。また、選定された以

外の要因については考慮が不要である根拠が示されているこ

とを確認。 

 

(ⅰ) 評価対象部位における機能喪失要因は以下のとおりであることを確認した。 

① 機器喪失要因となる破壊モードについて、以下が挙げられていることを確認した。 

 延性破壊 

 座屈（構造部） 

 変形 

 高温劣化（シール部） 

 脆性破壊 

 疲労破壊 

 付着力低下（エポキシ樹脂） 

 変形（Oリング） 

 変形（弁箱、弁体、ゴム系シール材） 

② 上記①で挙げられた機能喪失要因について、各評価部位における機能喪失要因の採否結果とその理由については表 1 のとおりであり、以下に各評

価部位で選定された機能喪失要因が示されている。 

a. 原子炉格納容器本体 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

延性破壊 

b. 機器搬入口 

延性破壊、座屈（構造部）、変形、高温劣化（シール部） 

c. エアロック 

延性破壊（構造部）、変形、高温劣化（シール部） 

d. 配管貫通部 

・貫通配管 

延性破壊 

・スリーブ 

延性破壊 

・端板 

延性破壊 

・閉止フランジ 

延性破壊（フランジ）、シール能力不足（ガスケット） 

・閉止板 

延性破壊 

e. 電気配線貫通部 

付着力低下（エポキシ樹脂）、変形（Oリング） 

延性破壊 

f. 原子炉格納容器隔離弁 

変形（弁箱、弁体、ゴム系シール材） 

 

 

(3) 構造健全性及びシール部の機能維持についての評価方法及び判定

基準は妥当か。 

(ⅰ) 構造健全性で用いる評価手法と評価対象部位の分類方法を確認

する。 

① 評価で参照する実験結果や規格を確認。 

② 評価方法による評価対象機器の分類を確認。 

③ 上記①の実験結果や規格に基づき、評価内容及び判定基準が

示されているかを確認。 

 

(ⅰ) 構造健全性及びシール部の機能維持についての評価方法及び判定基準について、以下のとおり確認した。 

① 評価で参照する実験結果や規格は以下の 3つであることを確認した。 

実験結果： 

 電力会社等による共同研究等での試験結果による評価 

規格： 

 設計・建設規格又は既工事計画認可申請書等に準拠した評価 

 設計・建設規格の準用等による評価 

② 評価方法による評価対象機器の分類は、以下に示す｢第図 1 評価方法による評価対象機器の分類｣に示されており、選定された評価対象機器は、図

1のフローにしたがって分類されていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

 

 

③ 上記①の実験結果や規格に基づき、評価内容及び判定基準が示されているかについて、以下のとおり確認した。 

電共研等での試験結果による評価： 

 プレストレストコンクリート製格納容器（PCCV）は複雑な構造であるため、有限要素法を用いた弾塑性解析を用いる。また、実験による検証を行っ

たうえで、解析評価を行っていることを確認した。評価における PCCV を構成するテンドン、鉄筋コンクリート及びライナの許容値については、実

験により構造特性を評価していることを確認した。 

 機器搬入口（シール部）及びエアロック（シール部）の機能劣化要因である変形、高温劣化については、シール部の隙間評価結果及びガスケットの

試験結果に基づき、判定基準｢漏えい無し｣にて評価を実施するとしていることを確認した。 

 電線貫通部（シール部）の機能劣化要因であるエポキシ樹脂付着力低下、Oリング変形については、実機を摸擬した検証試験結果に基づき、判定基

準｢漏えい無し｣にて評価を実施するとしていることを確認した。 

 ゴムダイヤフラム弁（シール部）の機能劣化要因である変形については、EP ゴムの材料加速試験結果、空調用バタフライ弁の蒸気漏洩試験に基づ

き、判定基準｢漏えい無し｣にて評価を実施するとしていることを確認した。 

設計・建設規格又は既工事計画認可申請書等に準拠した評価： 

 貫通配管の機能喪失要因である延性破壊については、代表配管について、原子炉格納容器変位に伴う曲げ荷重の作用による強度評価を、設計・建設

規格 PPC-3530 に準拠し、既工事計画認可申請書で実績のある手法に基づき、判定基準｢PPC-3530 の許容値を満足する｣ことにより評価を実施する

としていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

 端板の機能喪失要因である延性破壊については、代表配管からの荷重及び原子炉格納容器内圧が作用した際の応力評価について、既工事計画認可

申請書で実績のある評価式に基づき、判定基準｢PVB-3112 の許容値(3S)を満足する｣ことにより評価を実施するとしていることを確認した。 

 閉止板の機能喪失要因である延性破壊については、既工事計画認可申請書で実績のある設計・建設規格の PVE-3410 に準拠し、200℃、2Pd に対す

る必要板厚の算定に基づき、判定基準｢設計上の厚さが必要板厚を上回る｣ことにより評価を実施するとしていることを確認した。 

 電線貫通部（構造部）の機能喪失要因である延性破壊については、①本体、端板について、設計・建設規格 PVE-3230,3410 に準拠し、判定基準｢設

計上の厚さが必要板厚を上回ること｣により評価を実施するとしていること、②端板のリガメント部に発生する応力について、既工事計画認可申請

書評価結果を用いて 200℃、2Pd に対する発生応力・許容応力の換算評価を実施し、判定基準｢発生応力が許容値を満足する｣ことにより評価を実施

するとしていることを確認した。 

 ゴムダイヤフラム弁の機能喪失要因である変形については、ゴムダイヤフラム弁の強度評価を、設計・建設規格に規定されている許容圧力をもと

に、判定基準｢2Pd が 200℃における許容応力以下｣であることにより、評価を実施するとしていることを確認した。 

設計・建設規格の準用等による評価： 

 機器搬入口の機能喪失要因である①座屈（蓋）、②延性破壊（取付部、ボルト）については、①蓋板の座屈について機械工学便覧評価式に基づき許

容圧力を算定し、判定基準｢①蓋板において許容圧力が 2Pd を上回る｣こと、②原子炉格納容器の歪みによる強制変位が顕著に作用する取付部につ

いて、既工事計画認可申請書等と同様のモデルにより発生する応力強さ（一次＋二次応力）が、判定基準｢発生する応力が 200℃における Su 以下｣

あることを評価するとしていることを確認した。 

 エアロックの機能喪失要因である延性破壊については、既工事計画認可申請書の評価結果のうち最も厳しい隔壁の耐圧性能について、応力は圧力

に比例することから、当該評価結果を使用して許容応力値が発生する時の圧力を算定し、判定基準｢隔壁の 2/3Su×α (形状係数)相当の応力が発生

する時の圧力が 2Pd を上回る｣ことを評価するとしていることを確認した。また、原子炉格納容器の歪みによる強制変位が顕著に作用する取付部に

ついて、既工事計画認可申請書等と同様のモデルにより発生する応力強さ（一次＋二次応力）が、判定基準｢発生する応力が 200℃における Su 以下｣

あることを評価するとしていることを確認した。 

 スリーブの機能喪失要因である延性破壊については、代表スリーブについて、原子炉格納容器内圧及び配管からの荷重による応力を既工事計画認

可申請書で評価実績のある方法で応力を算定し、許容値は設計・建設規格及びコンクリート製原子炉格納容器規格を準用し、200℃における許容値

を満足することを評価するとしていることを確認した。 

 閉止フランジの機能喪失要因である①延性破壊（フランジ）、②シール能力不足（ガスケット）による漏えいについて、①レーティング設計の耐圧

能力を確認し、判定基準｢①レーティング設計の耐圧能力が 2Pd を上回る｣こと、②シールするために必要な締付圧力により必要圧縮量を評価する

とともにガスケットに対する放射線の影響及び熱劣化を評価し、判定基準「②管理圧縮量が必要圧縮量を上回る、材質の放射線劣化及び耐温度」を

評価するとしていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯） 

(4) 各評価対象の評価結果は判定基準を満足しているか。 

(ⅰ) 上記(3)で示した評価方法に基づき、各評価対象は判定基準を満

足していることを確認する。 

 

(ⅰ) 各評価対象は判定基準を満足していることを以下のとおり確認した。 

大飯 3・4号炉原子炉格納容器本体並びに原子炉格納容器に設置されている開口部（機器搬入口、エアロック）、原子炉格納容器貫通部（配管貫通

部、電気配線貫通部）及び原子炉格納容器隔離弁について、200℃、2Pd の環境下での構造健全性を確認した。また、開口部、原子炉格納容器貫通

部及び原子炉格納容器隔離弁に使用されているシール部についても、200℃、2Pd の環境下での機能維持を確認した。（以下、｢表 2 評価結果まとめ｣

を参照。） 

 

 

 





新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 2-10 

4.結論 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

原子炉格納容器本体及び原子炉格納容器内部に設置されている貫通部等

は限界圧力・温度の環境下においても閉じ込め機能を維持できる結果となっ

ているか。 

(ⅰ) 1.～3.の内容を踏まえ、原子炉格納容器は限界温度・圧力の環境下に

おいても機能を維持できることを確認。 

 

発電用原子炉施設は、重大事故が発生した場合において、原子炉格納容器の破損及び発電所外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならないと要求している。 

設置許可基準規則解釈は、想定する格納容器破損モードに対して、原子炉格納容器の破損を防止し、かつ、放射性物質が異常な水準で敷地外へ

放出されることを防止する対策に有効性があることを確認するとしている。「有効性があることを確認する」とは、以下の（a）から（i）の項目

（以下｢格納容器破損防止対策の評価項目｣という。）を概ね満足することを確認するとしている。 

（a）原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

（b）原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

（c）放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境への汚染の視点も含め、環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること（※ ）。 

（d）原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は 2.0MPa 以下に低減されていること。 

（e）急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこ

と。 

（f）原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること。（水素濃度がドライ条件に換算して 13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%

以下であること） 

（g）可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、（a）の要件を満足すること。 

（h）原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子炉格納容器バウンダリと直接接触しないこと及び溶融炉心が適切に冷却さ

れること。 

（i）溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

上記の評価項目（a）及び（b）において、限界圧力又は限界温度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を示すこととしている。 

申請者は、上記の評価項目（a）及び（b）について、重大事故時に作用する荷重として、自重、圧力、機械的荷重を考慮し、格納容器破損防止

対策における原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能を確認する評価圧力（以下「限界圧力」という。）及び評価温度（以下「限界温度」とい

う。）を定めている。具体的には、プレストレストコンクリート製格納容器(以下「PCCV」という。)を構成するライナプレート、鉄筋及びテンドン

（鋼線）並びに実機条件下でリークパスとなる可能性があると考えられる機器搬入口、エアロック、配管貫通部等を対象とした健全性評価等によ

り設定の根拠と妥当性が確認された値である最高使用圧力の 2倍（2Pd）、200℃としている。 

 

以上のことから、規制委員会は、申請者が格納容器破損防止対策において、原子炉格納容器の閉じ込め機能に期待できる根拠と妥当性を示した

上で、評価項目として原子炉格納容器の限界圧力及び限界温度を設定していることを確認した。 

具体的には、大飯 3・4号炉原子炉格納容器(PCCV)本体並びに原子炉格納容器に設置されている開口部（機器搬入口、エアロック）、原子炉格納

容器貫通部（配管貫通部、電気配線貫通部）及び原子炉格納容器隔離弁について、200℃、2Pd の環境下において構造健全性を有していること、開

口部、原子炉格納容器貫通部及び原子炉格納容器隔離弁に使用されているシール部について、200℃、2Pd の環境下での機能を維持できることか

ら、原子炉格納容器は限界温度・限界圧力の環境下においても閉じ込め機能を維持できることを確認した。 
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表 1 各評価部位における機能喪失要因の採否結果とその理由(1/2) 

 

 

 

 

 

 

 構造体など シール部など 

延性破壊 座屈 変形 脆性破壊 疲労破壊 高温劣化 

（シール部） 

シール能力不足

（ガスケット） 

付着力低下 

（エポキシ樹脂） 

変形 

（Ｏリング） 

変形 

（弁箱、弁体他） 

原子炉格納容器 

本体 

○ 

高温状態で内圧を

受け、過度な塑性

変形を伴う延性破

壊が考えられる 

× 

圧縮力が CV 本体に

作用しない 

－ × 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － － － － 

機器搬入口 ○ 

CV 内圧により発生

する CV 円筒部の内

圧変形に伴う強制

変位及び CV 内圧に

よる過度な塑性変

形に伴う延性破壊

が考えられる 

○ 

球殻形状である蓋

は、蓋板厚に対し

蓋板内半径が大き

く、高温状態で CV

内圧を受けるため

座屈が考えられる 

○ 

フランジ部の変形

が考えられる 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

○ 

高温劣化によるシ

ール機能の低下が

考えられる 

－ － － － 

エアロック ○ 

高温状態で CV 内圧

を受け、過度な塑

性変形を伴う延性

破壊が考えられる 

× 

有意な圧縮力がエ

アロックに生じな

い 

○ 

扉の変形が考えら

れる 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

○ 

高温劣化によるシ

ール機能の低下が

考えられる 

－ － － － 

配

管

貫

通

部 

貫通配管 ○ 

200℃、2Pd の環境

下では CV は大きく

変形し貫通配管に

はこれに伴う過度

な曲げ荷重が発生

することによる延

性破壊が考えられ

る 

× 

圧縮力が貫通配管

に作用しない 

－ 

（延性破壊で評

価） 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － － － － 

スリーブ ○ 

高温状態で内圧を

受け、過度な塑性

変形を伴う延性破

壊が考えられる 

× 

圧縮力に対して十

分な剛性を有する 

－ 

（延性破壊で評

価） 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － － － － 

端板 ○ 

端板は配管と固定

されており配管荷

重が作用し曲げ変

形を生じさせるこ

と、CV 内圧が作用

－ － 

（延性破壊で評

価） 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － － － － 

凡例 

 ○：機能喪失要因として評価を実施 

 ×：機能喪失要因として考慮するが、除外可能な 

  理由がある 

 －：対象外 
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することから延性

破壊が考えられる 

 

表 1 各評価部位における機能喪失要因の採否結果とその理由(2/2) 

 

 構造体など シール部など 

延性破壊 座屈 変形 脆性破壊 疲労破壊 高温劣化 

（シール部） 

シール能力不足

（ガスケット） 

付着力低下 

（エポキシ樹脂） 

変形 

（Ｏリング） 

変形 

（弁箱、弁体他） 

配

管

貫

通

部 

閉止フランジ ○ 

レーティング設計

の耐圧能力を確認

する 

× 

圧縮力が作用しな

い 

× 

CV 内圧が作用する

がレーティング設

計がなされており

1.03MPa[gage]の耐

圧能力を有してい

る 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ ○ 

ガスケットへの圧

力負担増による漏

えいの懸念あり 

－ － － 

閉止板 ○ 

CV 内圧が作用する

ため、一次応力

（曲げ応力）が生

じ、延性破壊が想

定される。 

－ － × 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－  － － － 

電線貫通部 ○ 

本体及び端板は、

高温状態で内圧を

受け、過度な塑性

変形による延性破

壊が考えられる 

× 

圧縮力が生じない 

－ 

（延性破壊で評

価） 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － ○ 

エポキシ樹脂の接

着力の低下による

リーク発生が考え

られる 

○ 

Ｏリング変形によ

るリーク発生が考

えられる 

－ 

原子炉格納容器隔離

弁 

－ × 

圧縮力が生じない 

－ 

（変形（弁箱、弁

体他）で評価） 

× 

脆性破壊が生じる

温度域ではない 

× 

繰り返し荷重が作

用しない 

－ － － － ○ 

高温状態で内圧を

受けることによる

過度な変形（一次

応力）が想定され

る 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-3 

大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（有効性評価付録３ 有効性評価で使用した解析コード） 

 

１．要求事項 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」及び「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」

は、有効性評価の手法として、①実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデル（コード）を用いること、②不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデルの適用範囲を超える場合には、感度解析結果

等を基にその影響を適切に考慮することを求めている。 

審査にあたっては、まず有効性評価で扱う事故シーケンスの解析で重要となる物理現象を正確に取り扱える解析コードを選定する必要がある。この審査のために①有効性評価における物理現象の抽出、②抽出された物

理現象の確認（国内外の基準を用いて、抽出漏れが無いかどうかを確認）、③適用候補とするコードの選定、④有効性評価に適用するコードの選定（各コードの特性を比較し、対象となる物理現象に最適なものを選定）

という流れで審査を行う。次に、選定されたコード毎に、⑤解析対象とする物理現象に対する解析精度の検証が行われているかの確認、⑥検証範囲を超えて使用する場合には、感度解析や同種の他コードとの比較による

不確かさ評価が行われているかの確認、という観点で審査する。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-4 

１． はじめに 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (i) 有効性評価に使用するコードの検証方針を確認する。 

① 有効性評価での使用に特化して検証する方針であることを確認

（例：信頼性が高い汎用コードであっても、ベンチマークなどの

検証範囲に有効性評価の使用条件が含まれることを確認する必要

がある）。 

② 有効性評価に使用する主要コードのうち、炉心損傷防止対策で使

用する解析コードと原子炉格納容器破損防止対策で使用する解析

コードの各々について検証方針が示されていることを確認。 

 

 

 

①  ＜添付十：6.9参考文献(1)「MHI-NES-1064 改１「三菱PWR重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについ

て」三菱重工業、平成28年」＞（以下「参考文献」という。）の「１．はじめに」の部分に、事故シーケンスグループ等毎に、事象の推

移を踏まえて注目する評価指標を選定（第2章）、階層構造分析の手法を参考に、第2章で抽出された物理現象が必要十分なものであるこ

とを確認（第3章）、有効性評価において適用候補となるコードの検討（第4章）、事故シーケンスグループ等毎に解析する上で必要な物

理現象について必要なモデルを備えているかの検討、および有効性評価で用いるコードの選定（第5章）、選定されたコード毎に申請解

析で対象とする具体的な事故シーケンス等の有効性評価に対する適用性の確認（第6章）、という構成で検証を行う方針であり、有効性

評価での使用に特化して検証する方針であること確認した。 

② 解析コードのうち、炉心損傷防止対策で使用する解析コードについては、炉心損傷に至る前の原子炉を対象としていることから、原則

として従来の設計基準事故を対象とした安全解析コードとほぼ同等の検証方法が適用可能であると考えられる。よって、これらのコー

ドに対しては、有効性評価ガイドを踏まえ、実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いているかという観点を主とし、不

確かさ幅が大きいと思われる場合に感度解析による不確かさ評価が行われているかという観点を従として審査を行う。他方、原子炉格

納容器破損防止対策で使用する解析コードは、炉心が損傷した後の事象進展を解析対象としており、個々の解析モデルについては部分

的に実験による検証が行われているものの、実験と実機のスケールの差を含めた条件の違いや、実機の事故では複数の現象が同時進行

することから、不確かさの幅が大きいと考えられる。このため、有効性評価ガイドの「不確かさが大きいモデルを使用する場合」に該

当すると見なし、有効性評価への適用に際しては、感度解析による不確かさ評価結果から、解析結果の妥当性の確認が行われているか

という観点を主とした審査を行う。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-5 

２．有効性評価における物理現象の抽出  

２．１ 炉心損傷防止 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 炉心損傷防止の評価で重要となる物理現象が抽出されていること

を確認 

① 有効性の是非についての判定条件である被覆管最高温度や酸化量

を初め、これらに関連する主要な物理現象が網羅されていること

を確認。  

① 炉心損傷防止の評価で扱う事故シーケンス（2次冷却系からの除熱機能喪失、全交流動力電源喪失、原子炉補機冷却機能喪失、原子炉

格納容器の除熱機能喪失、原子炉停止機能喪失、ECCS注水機能喪失、ECCS再循環機能喪失、格納容器バイパス（インターフェースシス

テムLOCA）、格納容器バイパス（蒸気発生伝熱管破損））について、 

・炉心（核、燃料、熱流動） 

・1次冷却系 

・加圧器 

・蒸気発生器 

・格納容器 

のカテゴリー毎に、事象推移の分析結果を基に、評価指標に影響する物理現象を抽出していることを確認した。 

 

 

 

２．２ 格納容器破損防止 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 格納容器破損防止の評価で重要となる物理現象が抽出されている

ことを確認 

① 有効性の是非についての判定条件である格納容器バウンダリ圧

力・温度、放射性物質の総放出量、原子炉冷却材圧力、溶融炉心

の侵食量、格納容器内の水素濃度等を初め、これらに関連する主

要な物理現象が網羅されていることを確認。  

① 格納容器破損防止の評価で扱う格納容器破損モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）、高圧溶融物放出/

格納容器雰囲気直接加熱、原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用、水素燃焼、溶融炉心・コンクリート相互作用）について、 

・格納容器 

・原子炉容器（炉心損傷後） 

・格納容器（炉心損傷後） 

のカテゴリー毎に、事象推移の分析結果を基に、評価指標に影響する物理現象を抽出していることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-6 

２．３ 運転停止中原子炉における燃料損傷防止 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 運転停止中原子炉における燃料損傷防止の評価で重要となる物理

現象が抽出されていることを確認 

① 有効性の是非についての判定条件である被覆管最高温度や酸化量

を初め、これらに関連する主要な物理現象が網羅されていること

を確認。  

 

① 運転停止中原子炉における燃料損傷防止の評価で扱う事故シーケンスの中で、解析コードを用いた評価を行うもの（崩壊熱除去機能喪

失、全交流動力電源喪失、原子炉冷却材の流出）について、 

・炉心（核、燃料、熱流動） 

・1次冷却系 

・加圧器 

・蒸気発生器 

・格納容器 

のカテゴリー毎に、事象推移の分析結果を基に、評価指標に影響する物理現象を抽出していることを確認した。 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-7 

３． 抽出された物理現象の確認 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 2.で抽出された物理現象に抽出漏れがないかのチェックを行って

いることを確認 

① 国内外の基準（日本原子力学会の「統計安全評価の実施基準：2008」

等）で推奨されている分析手法を用いて、2.で選択された物理現象

以外に抽出すべきものがないかどうかを検討していることを確認。 

 

① 米国NRCや日本原子力学会標準委員会が推奨するEMDAP(Evaluation Model and Assessment Process)に示されるプラントシステムの階層

構造分析を参考に、抽出した物理現象と輸送プロセスの関係を整理し、対応する物理現象がないものについて検討した結果、新たに抽

出すべき物理現象がないことを判断していることを確認した。また、炉心損傷後の物理現象に関しては、EURSAFEプログラム（2001～2003）

で作成されたPIRTと、抽出された物理現象の対応関係を整理し、抽出されなかった物理現象について、有効性評価解析を実施する上で

新たに抽出する必要がない理由を説明していることを確認した。 

 

 

 

４． 適用候補とするコード 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 有効性評価に使用する候補となるコードの選定が妥当であること

を確認 

① 選定されたコードの各々について、機能の概要及び安全性評価へ

の使用実績を示していることを確認。 

② 代表的なコードであっても、機能上の制限で使用が適切でないと

の理由で候補から除外する場合には、その理由が具体的に説明さ

れていることを確認。 

 

① 適用候補とするコード 

・MARVEL 

・SATAN-M（関連コード含む） 

・SATAN-M（Small LOCA）(関連コード含む) 

・COCO 

・M-RELAP5 

・SPARKLE-2 

・MAAP 

・GOTHIC 

 （ただし、炉心動特性や燃料・炉心熱流動特性のみを評価対象とするコードは除く）の各々について、その機能の概要と安全評価への

使用実績について記載されていることを確認した。 

② LOFTRANコードについては、MARVELと取り扱う保存式や機能が同等であることから、RETRANについては基礎式、解法、モデルがRELAP5

（M-RELAP5の原型版）とほぼ同等であることから、候補から除外したことを確認した。また、MELCORについては、商用が認められてい

ないことから、THALES2、ASTEC、SCDAP/RELAP5については、開発段階あるいは研究目的の位置づけが強いという理由で、候補から除外

したことを確認した。 

 

 

 

５． 有効性評価に適用するコードの選定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 抽出された物理現象とコードの解析モデルの対応表から、事象毎

に最適なコード（及び組み合わせ）を選定していることを確認。 

① 候補としたコード毎に、有効性評価の解析で考慮すべき物理現象

を扱う解析モデルを備えているかについて、対応表を作成してい

ることを確認。 

②  ①の対応表を基に、候補としたコード間で総合的に比較評価を行

① 候補としたコード毎に、有効性評価の解析対象となるすべての事故シーケンスや格納容器破損モードにおいて必要となる解析モデルを

備えているかを、整備状況に応じて3段階で評価した結果を対応表の形でまとめていることを確認した（参考文献 ５．有効性評価に適

用するコードの選定 表5-1～17「抽出された物理現象とコードの解析モデルの対応」）。 

② 上記の対応表を基に、コードの中で最も整備状況が良好なものを選定していることを確認した。なお、M-RELAP5とMAAPについては、い

くつかの事故シーケンスや格納容器破損モードを対象とする評価で選択の余地が残るが、M-RELAP5は大破断LOCAを伴う事象に適さない

ことからMAAPを選択するなど、選択理由について記載されていることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-8 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

い、その中で最適と客観的に判断できるコードが有効性評価の対

象とする事故シーケンス毎に選定されていることを確認。 

 

 

  有効性評価で使用する解析コードの選択結果が以下の通りであることを確認した。 

 

 （１）炉心損傷防止対策の有効性評価 

・起因事象発生時に原子炉の停止に成功する事象で、炉心の冷却状態を解析するうえで原子炉格納容器の状態からは有意な影響がない

「2次冷却系からの除熱機能喪失」、「ECCS注水機能喪失」、「格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）」、「格納容器バイパ

ス（蒸気発生器伝熱管破損）」の評価については、2次冷却系も含めて炉心の冷却状態の解析が可能なM-RELAP5を使用している。また、

「全交流動力電源喪失」の評価においては原子炉格納容器内圧が有意に上昇するため、M-RELAP5に加えて、原子炉格納容器内雰囲気

の解析が可能なCOCOを併用している。 

・ 起因事象発生時に原子炉の停止に失敗し、炉心の冷却状態に応じて原子炉出力が変動する「原子炉停止機能喪失」の評価については、

炉心の冷却状態及び出力分布変化を同時に解析可能なSPARKLE-2を使用している。 

・ 炉心の冷却状態を解析するうえで原子炉格納容器の状態が有意な影響を及ぼす「原子炉格納容器の除熱機能喪失」、「ECCS再循環機能

喪失」の評価については、炉心の冷却状態と原子炉格納容器の状態の相互作用を解析可能なMAAPを使用している。 

 

（２）格納容器破損防止対策の有効性評価 

・ いずれの格納容器破損モードについても、炉心及び原子炉格納容器の状態の熱水力挙動を解析でき、炉心損傷後特有の溶融炉心挙動

及び核分裂生成物（以下「FP」という。）挙動に関するモデルを有するMAAPを使用している。また、「水素燃焼」の評価については、

MAAPは格納容器内空間を3次元で模擬できずドーム部内の空間分布評価には適さないこと、水素の発生量をガイドの条件に設定する

ことから、MAAPに加えて、水素の区画間の移行等を解析可能なGOTHICを使用している。 

 

（３）運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価 

・ いずれの事故シーケンスグループについても、余熱除去系停止時の炉心における沸騰現象とそれに伴う水位低下を解析可能な

M-RELAP5を使用している。 
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 ６．選定されたコードの有効性評価への適用性 

６．１ Ｍ―ＲＥＬＡＰ５ 

（１）重要現象の特定 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)コードが解析対象とする事象で扱われる重要現象の抽出とランク

付けがなされていることを確認。 

① 解析対象とする事象に対して重要現象のランキング（H,M,L）が整

理され、上記 5.の解析モデルの対応表と結果が矛盾しないことを

確認。 

 

 

① 参考文献―第1部の表2-2「炉心損傷防止対策の有効性評価の物理現象のランク」に有効性評価の対象とする事故シーケンスについて、

物理現象のランキングが整理されており、その理由について説明されていることを確認した。また、物理現象のランキングが、上記5.

の解析モデルの対応表と整合が取れていることを確認した。 

 

（２）解析モデル 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 解析モデルが有効性評価の解析に適用して概ね妥当であることを

確認。 

① 解析コードの主要な機能と解析モデルの説明がなされているこ

と、またその技術的レベルが有効性評価に適用しても問題が生じ

ない程度であることを確認。もし、類似した目的で使用した実績

がある場合には、それを列挙することが望ましい。 

 

 

① 解析コードの主要な機能としては、M-RELAP5は、制御系、熱水力、熱構造材、原子炉動特性（1点炉近似）等の計算機能を有し、原子

炉の異常な過渡・事故時の熱流動解析を行う汎用性の高い計算コードであるとしていることを確認した。また、解析モデルについては、

炉心損傷防止対策の重要事故シーケンスにおける炉心及び1次冷却系の熱流動に係る重要現象に対する解析モデルが説明されているこ

とを確認した。 

具体的には、原子炉熱流動モデルについては、 

・保存則 

・流動様式（垂直流、水平流） 

・炉心ボイドモデル 

・壁面熱伝達 

・蓄圧タンクモデル 

・破断流モデル/臨界流モデル（破断口からの臨界流、加圧器の弁からの臨界流、主蒸気の弁からの臨界流） 

について、炉心燃料については、 

・燃料棒表面熱伝達モデル 

・崩壊熱モデル 

・ジルコニウム-水反応モデル 

・被覆管の変形モデル 

・燃料ペレット-被覆管ギャップ熱伝達モデル 

について、解析モデルの説明がなされていることを確認した。また、現状で最新の知見に基づく代表的な同種の解析コードと比較して

も、同等以上のレベルであることを確認した。 

また、本コードの使用実績としては、以下の通り説明していることを確認した。 

 

・ 米国において、US-APWRの安全解析（小破断LOCA）に適用している。 

・ 本コードがベースとしているRELAP5は、欧米においてNon-LOCA、LOCA（大小の双方を含む。）の安全解析への適用例がある。 
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（３）妥当性確認（実験解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 (i)検証方針の確認 

① 「はじめに」で示した２つの検証方針のうち、いずれを採用するか

が明確であることを確認。 

 

 

① 本コードは、炉心損傷に至る前の原子炉を対象としており、原則として従来の設計基準事故を対象とした安全解析コードとほぼ同等の

検証方法が適用可能であるとしていることを確認。 

 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

 

(ii) 解析コードの妥当性が、実験解析等によって定量的に確認されて

いることを確認 

① 有効性評価で想定する条件を十分に包絡する条件範囲について、実

験解析等（計算ベンチマークでも可）を通じて重要現象に係る解析

モデルの解析精度が明確にされていることを確認。 

② 実機解析条件と検証解析条件（スケール等）の差異について考慮し、

検証結果に適切に反映していることを確認。 

③ 炉心水位の不確かさ評価においては、圧力条件の違いを考慮し、運

転時と炉停止時（大気圧条件）に分けて各々検証が行われているこ

とを確認。 

④ LOCA 事象での破断流量については、管の長さが相対的に短く、熱的

に非平衡な状態で流出する場合を想定して不確かさ評価を行ってい

ることを確認。 

⑤ 1 次冷却系のフィードアンドブリード時の解析については、加圧器

サージ管へ流入する流体の解析モデルが 1 次冷却系圧力に対して保

守側評価（流出蒸気量を少なく評価）となるように設定されている

ことを確認。 

 

 

① 重要現象の解析モデルについて、以下のように試験解析により妥当性評価を行い、有効性評価で想定する条件範囲について解析精度を

定量的に評価していることを確認した。 

・ 炉心における重要現象のモデル（燃料棒表面熱伝達モデル、ボイドモデル、流動様式）については、ORNL/THTF 試験、ROSA/LSTF SB-CL-18

及び 39 試験、PKL/F1.1 試験の解析結果により検証している。また、大気圧条件における炉心水位については、Winfrith/THETIS 試

験の解析結果により検証している。 

・ 1 次冷却系における重要現象のモデル（自然循環時の壁面熱伝達モデル、冷却材放出時の破断流モデル、気液分離・対向流の流動様

式、沸騰時の 2 流体モデル及び壁面熱伝達モデル、ECCS 強制注入時のポンプ特性モデル、ECCS 蓄圧タンクの非凝縮性ガス）につい

ては、PKL/F1.1 試験、Marviken 試験、美浜 2号機の蒸気発生器伝熱管損傷解析、ROSA/LSTF SB-CL-18 及び 39 試験の解析結果により

検証している。 

・ 加圧器における重要現象のモデル（気液熱非平衡及び水位変化の２流体モデル、冷却材放出時の臨界流モデル） については、LOFT L6-1

及び L9-3 試験、ROSA/LSTF SB-CL-18 及び 39 試験の解析結果により検証している。 

・ 蒸気発生器における重要現象のモデル（1次側・2次側の壁面熱伝達モデル 、2次側水位変化・ドライアウトの 2流体モデル）につ

いては、ROSA/LSTF SB-CL-39 試験、PKL/F1.1 試験、LOFT L6-1 及び L9-3 試験の解析結果により検証している。 

・不確かさ評価としては、LOCA 時における炉心水位について、事故時条件と大気圧条件のそれぞれについて評価している。また、LOCA

時の破断流量について、破断面積のスペクトル解析により解析結果の保守性を確保している。 

② 炉心水位（沸騰・ボイド率変化、気液分離・対向流）、燃料棒表面熱伝達、冷却材流量変化（自然循環時）、リフラックス冷却（1次系

の気液分離・対向流）、1次系からの冷却材放出、加圧器の気液熱非平衡・水位変化・加圧器からの冷却材放出、強制注入系特性・蓄圧

タンク注入特性、1次側・2次側の熱伝達、2次側水位変化・ドライアウトの各物理現象について、検証に使用した実験と実機条件の違い

について分析し、検証で得られた結論が実機条件にも適用が可能であることを説明していることを確認した。 

③ 申請者は、M-RELAP5 が ORNL/THTF 試験の二相水位の測定値を最大で 0.3m 低めに評価したことから、事故時の炉心水位及び炉心露出に

関しては保守側に評価するとした。さらに、膜沸騰熱伝達モデルの特性により、燃料棒表面の熱伝達率が最大で 40%程度低く予測する

傾向があり、被覆管温度を高めに予測するとした。また、事故時に加え、大気圧条件の余熱除去系停止時の水位については、ORNL/THTF

の試験条件が 4MPa 以上の高圧に限定されているため、余熱除去系停止時に想定される大気圧付近の条件下で沸騰状態にある炉心水位の

不確かさ評価として、EPRI モデルの同条件下での炉心ボイド率の不確かさから推定した結果、平均ボイド率が約 0.5 の時に、同条件下

での二相水位の不確かさが±10%程度あり、これを有効性評価において不確かさとして考慮していることを確認した。 

④ 申請者は、LOCA 事象における破断流量について、Marviken 試験解析により、計算値と測定値の差はサブクール臨界流で±10%程度、二

相臨界流で-10%～+50%程度の範囲に収まっているとしていた。これについて、特に L/D（長さ/内径比）の小さい条件で熱的に非平衡な

状態で配管から流出する場合には、M-RELAP5 の臨界流モデルで解析誤差が増大すると予想されることから、その影響について説明を求

めた。申請者は ECCS 注水機能喪失事象を対象とした破断面積のスペクトル解析を実施するとともに、破断面積・流量の不確かさの影響

を包絡した破断サイズを使用することにより、解析の保守性を確保していると説明した。申請者は、本コードを同事象の有効性評価に
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使用する際に、破断面積のスペクトル解析を実施することとした。 

⑤ 申請者は、1次冷却系の減圧及び注水（1次冷却系のフィードアンドブリード）における 1次冷却材温度及び加圧器圧力について、LOFT 

L6-1 試験解析により、計算値と測定値の差は 1 次冷却材温度で±2℃、加圧器圧力で±0.2MPa の範囲に収まっているとした。しかし、

この説明の中で、「2 次系からの除熱機能喪失」に対する 1 次冷却系のフィードアンドブリード実施時に、1 次系圧力挙動と高圧注入系

流量に影響を及ぼす高温側配管から加圧器サージ管へ流入する流体の解析モデルについて、加圧器サージ管へ流入する流体を、高温側

配管のボイド率（約 0.2）を持つ二相混合流（気泡流）で模擬することにより、蒸気相の流出を少なく評価する方法を選択したことを

説明した。このようなモデル化では、気相部と液滴が同伴して流入する実際の状況より流出蒸気量が少なく計算されるため、圧力が高

く評価される。よって、この選択は、炉心注水を保守側に見積もる方向であることから、申請者の選択を妥当と判断した。 

 

 

（４）不確かさ評価（感度解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

(i) モデルの検証範囲を超えて使用する場合に感度解析等による不確

かさ評価を行っていることを確認 

① 不確かさ幅が大きい物理現象を抽出し、感度解析等による不確かさ

評価を行っていることを確認。 

② 不確かさ要因のひとつとして、実機プラントと検証実験でのノーデ

ィングの差異を考慮し、評価結果に適切に反映していることを確認。 

 

① 不確かさ評価としては、LOCA 時における炉心水位について、事故時条件と大気圧条件のそれぞれについて評価していることを確認した。

また、LOCA 時の破断流量について、破断面積のスペクトル解析により解析結果の保守性を確保していることを確認した。 

② 検証に使用した各実験について、実機プラントと検証実験でのノーディングの差異について分析し、ノード分割による不確かさは、妥

当性評価により得られた不確かさに包含されており、評価結果には影響がないと説明していることを確認した。 

 

  

（５）まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

① 以上の確認結果から、有効性評価における M-RELAP5 の使用方法が妥

当と判断できることを確認。 

 

①   M-RELAP5についての申請者の説明内容について、以下のように確認した。 

 

・炉心損傷防止対策の重要事故シーケンスにおける炉心及び1次冷却系の熱流動に係る重要現象に対する解析モデルが説明されている。

（（１）重要現象の特定、（２）解析モデル） 

・ PWR実機を対象とした安全解析への適用実績がある。（（２）解析モデル） 

・本コードは、炉心損傷に至る前の原子炉を対象としており、原則として従来の設計基準事故を対象とした安全解析コードとほぼ同等
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

の検証方法が適用可能である。上記の重要現象に係る解析モデルについて、実験等を基に検証が行われ、適用範囲が示されている。

（（３）妥当性確認（実験解析等）） 

 

なお、 不確かさ評価に先立ち、 RELAP5/MOD3.3及びSKETCH-INS/TRACE5.0を用いて、モデルプラントを対象に重要事象の解析を実施

し、炉心損傷防止対策の有効性を評価する上で重要な現象及び考慮すべき主要な不確かさを確認した。そこで抽出されたものについて、

不確かさ評価を行っている。（（４）不確かさ評価（感度解析等）） 

以上のとおり、有効性評価における申請者のM-RELAP5の特性に応じた使用方法は、妥当と判断できる。 
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６．２ ＳＰＡＲＫＬＥ―２ 

（１）重要現象の特定 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)コードが解析対象とする事象で扱われる重要現象の抽出とランク

付けがなされていることを確認。 

① 解析対象とする事象に対して重要現象のランキング（H,M,L）が整理

され、上記 5.の解析モデルの対応表と結果が矛盾しないことを確

認。 

 

 

① 参考文献―第2部の表2-2「炉心損傷防止対策の有効性評価の物理現象のランク」に有効性評価の対象とする事故シーケンスについて、

物理現象のランキングが整理されており、その理由について説明されていることを確認した。また、物理現象のランキングが、上記5.

の解析モデルの対応表と整合が取れていることを確認した。 

 

 
（２）解析モデル 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 解析モデルが有効性評価の解析に適用して概ね妥当であることを

確認。 

① 解析コードの主要な機能と解析モデルの説明がなされていること、

またその技術的レベルが有効性評価に適用しても問題が生じない程

度であることを確認。もし、類似した目的で使用した実績がある場

合には、それを列挙することが望ましい。 

② SPARKLE-2 のように複数の要素コードを組み合わせて評価を行う場

合は、各要素コード間のインターフェイス（甲コードの計算結果を

乙コードの入力に使用する等）についても適切に設計されているこ

とを確認。 

 

 

①  解析コードの主要な機能としては、SPARKLE-2 は、M-RELAP5 の炉心動特性を 1点炉近似から 3次元動特性に変更したコードであり、1

次冷却系全体の熱流動と 3 次元炉心動特性との相互作用が評価可能なプラント過渡特性解析コードであることを確認した。また、解析

モデルについては、以下の通り確認した。 

 

・ 炉心動特性モデル（COSMO-K コード）については、3 次元動特性モデル、核定数フィードバックモデル、崩壊熱モデルの各項目につ

いて説明されており、同種の最新コードと同等以上のレベルである。 

・ 熱流動特性モデル（MIDAC コード）については、保存則（熱流動、燃料温度）、構成式（二相圧力損失モデル、サブクールボイドモ

デル、気液相対速度、被覆管表面熱伝達）の各項目について説明されており、同種の最新コードと同等以上の仕様である。 

 

本コードの使用実績としては、以下の通り説明していることを確認した。 

 

・ プラント過渡解析モデルに関しては、M-RELAP5 がベースとしている RELAP-3D は、欧米において実績がある。 

 

② SPARKL-2 では、熱流動コードと炉心動特性コードを組み合わせて評価を行っており、「原子炉停止機能喪失」時の 1次冷却系の熱流動

と炉心動特性との相互作用に係る重要現象に対する解析モデルが説明されていることを確認した。 

具体的には、SPARKLE-2 で使用されている 3つの要素コード（M-RELAP5、MIDAC、COSMO-K）で受け渡されるパラメータ（燃料実効温度、

減速材温度、ほう素濃度）の取扱いについて説明されており、体系の過渡状態変化を的確にフィードバックする構成になっていること

を確認した。 

 

 

（３）妥当性確認（実験解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)検証方針の確認 

① 「はじめに」で示した２つの検証方針のうち、いずれを採用するか

が明確であることを確認。 

① 本コードは、炉心損傷に至る前の原子炉を対象としており、原則として従来の設計基準事故を対象とした安全解析コードとほぼ同等の

検証方法が適用可能であるとしていることを確認。 
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実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

 

 (ii) 解析コードの妥当性が、実験解析等によって定量的に確認され

ていることを確認 

① 有効性評価で想定する条件を十分に包絡する条件範囲について、実

験解析等（計算ベンチマークでも可）を通じて重要現象に係る解析

モデルの解析精度が明確にされていることを確認。 

② SPARKLE-2 のように、複数のコードを組み合わせて評価を行うコー

ドの場合は、個々のコードに分離して段階的に検証を行っているこ

とを確認（すべてを一括して総合的に検証する場合には、個々のコ

ードの解析誤差が相殺されて、偶然に良好な結果が得られる可能性

を排除できない）。 

 

 

① 重要現象の解析モデルについて、以下のように計算ベンチマークや試験解析等により妥当性評価を行い、有効性評価で想定する条件範

囲について解析精度を定量的に評価していることを確認した。 

・ 炉心の核特性に係る重要現象（中性子動特性、ドップラフィードバック効果、減速材フィードバック効果）については、TWIGL ベン

チマーク、LMW ベンチマーク、SPERT-Ⅲ E-core 実験解析、モンテカルロコードとの比較、減速材温度係数測定検査の解析により検

証している。 

・炉心の燃料に係る重要現象（燃料棒内温度変化）については、FINE コードとの比較、SPERT-Ⅲ E-core 実験解析により検証している。 

・ 炉心の熱流動に係る重要現象のモデル（沸騰・ボイド率変化の二相流圧力損失モデル、サブクールボイドモデル、気液相対速度）に

ついては、NUPEC 管群ボイド試験の解析により検証している。 

・ 1 次冷却系における重要現象のモデル（ECCS 強制注入時のポンプ特性モデル）については、PKL/F1.1 試験の解析により検証してい

る。 

・ 加圧器における重要現象のモデル（気液熱非平衡及び水位変化の 2流体モデル 、冷却材放出時の二相/サブクール臨界流モデル）に

ついては、LOFT L6-1 及び L9-3 試験の解析により検証している。 

・ 蒸気発生器における重要現象のモデル（1 次側・2 次側の伝熱管熱伝達モデル、2 次側水位変化・ドライアウトの 2 流体モデル）に

ついては、LOFT L6-1 及び L9-3 試験の解析により検証している。 

② 申請者は、ドップラ係数と燃料温度変化の双方が関係するドップラフィードバック効果については、実機の制御棒引抜事象を模擬した

総合的な試験であるSPERT-Ⅲ E-core 実験解析において、「主給水流量喪失＋原子炉停止機能喪失」よりも広範な燃料温度変化範囲に対

して適用性を示したとしていたが、当実験が検証に足るだけの精度が見込めないことと、当実験のようにすべての現象を一括した形で

検証すると、個々の物理現象の誤差が相殺される懸念があることから、①に示すように、SPARKLE-2を構成する個々のコード毎に、その

機能の検証に適した実験を選定して検証を行い、誤差を積み上げることにより総合的な誤差評価が行われていることを確認した。 

 

 

（４）不確かさ評価（感度解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

(i) モデルの検証範囲を超えて使用する場合に感度解析等による不確

かさ評価を行っていることを確認 

① 不確かさ幅が大きい物理現象を抽出し、感度解析等による不確かさ

評価を行っていることを確認。 

② 不確かさ評価においては、炉心の燃料組成や燃焼度変化など運転状

① 不確かさ評価としては、「原子炉停止機能喪失」時の過渡変化に伴う原子炉圧力評価に対して影響が大きいと思われる減速材温度係数初

期値、ドップラ温度係数について、減速材温度係数測定検査の解析による妥当性確認や感度解析による不確かさ評価を行っている。ま

た、評価用炉心が実際の炉心の運転状態を包絡する根拠として、燃料の種類、燃料装荷パターン及び燃焼度が異なる炉心間の比較解析

により確認している。 

② 申請者は、減速材温度フィードバック効果（減速材温度係数）については、連続エネルギーモンテカルロコード解析結果との比較によ

る検証において、種々の燃料タイプ及び燃焼度に対して、「原子炉停止機能喪失」で発生する減速材温度及びほう素濃度の範囲で両者の

結果は概ね一致するとした。しかし、これらの結果を示すために実施した減速材温度係数初期値を所定の値に設定するために、ほう素

濃度を人為的に調整して解析を行っている。これに対し、従来手法（一点炉近似コード）との解析結果の比較や代表的な「原子炉停止

機能喪失」での感度解析を踏まえて、当該手法で減速材温度係数初期値をパラメータとした解析が行えるとしていることを確認した。

また、申請者がほう素濃度をパラメータとした感度解析や、燃料の種類、燃料装荷パターン及び燃焼度が異なる炉心間の比較解析の結

果を踏まえて、評価用炉心が実際の炉心の運転状態を包絡すると見なせるとしていることを確認した。 

③ SPARKLE-2の一部を構成するCOSMO-Kコードと機能が同一の設計コードであるCOSMO-Sコードの減速材温度係数測定検査結果を用いた妥

当性確認において、2～4 ループを含む、炉型が異なる 4 プラントの複数サイクルに対する等温温度係数の計算値と測定値の差が
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

態の違いによる影響まで考慮して評価を行っていることを確認。 

③ ATWS 事象に影響が大きい減速材温度係数については、実機の試験デ

ータに基づいて不確かさ評価を行っていることを確認。 

④ ATWS 事象において正の反応度要因となるドップラ係数については、

参考文献に基づいて不確かさ評価を行っていることを確認。 

 

 

±3.6pcm/℃以内に収まるとしていることを確認した。 

④ 申請者は、ドップラ係数について、LANLのDoppler-Defect Benchmarkの検証計算において、計算値の連続エネルギーモンテカルロコー

ドとの差異が、燃料種類、組成及び燃焼度の変化に対して有意に拡大することはないとした。また、ドップラ係数と燃料温度変化の双

方が関係するドップラフィードバック効果については、SPERT-Ⅲ E-core 実験解析において、「主給水流量喪失＋原子炉停止機能喪失」

よりも広範な燃料温度変化範囲に対して適用性を示したとした。さらに、ドップラ係数の不確かさについては、Doppler Defect Benchmark

の調査を通じて、ENDF/B-VII.0を含む代表的な核データライブラリを用いて国内外のコードで計算されたドップラ係数の標準偏差が10%

以内であるとしていることを確認した。また、ドップラフィードバック効果は「原子炉停止機能喪失」においては、出力低下により燃

料温度が低下する結果、正の反応度要因となり、その不確かさから非保守的評価となりうることから、調査で確認した誤差幅10%を上回

る範囲（20%）で変動させた感度解析を行うことにより、保守性を確保した不確かさ評価となっていることを確認した。 

 

(参考1) 

申請者は、「原子炉停止機能喪失」における 1次冷却材温度及び加圧器圧力について、M-RELAP5 を用いた LOFT L6-1 及び L9-3 試験解

析により、計算値と測定値の差は 1 次冷却材温度で±2℃、加圧器圧力で±0.2MPa の範囲に収まったことから、これを不確かさとして

いた。しかし、これ以外の不確かさ要因として、原子炉圧力がピーク値付近にある期間中の加圧器安全弁の容量に余裕がなくなること

により原子炉圧力の上昇が顕著になる可能性がある。これについては、申請者が減速材温度係数初期値とドップラ係数に対する感度解

析結果を踏まえて、有効性評価における解析条件では加圧器安全弁の容量には十分余裕があるとしていることを確認した。 

 

（参考 2） 

申請者が使用した「原子炉停止機能喪失」における重要事故シーケンスは、「主給水流量喪失＋原子炉停止機能喪失」のみであった。

このため、これに類似するシーケンスで、同様に原子炉圧力の上昇をもたらしうる「負荷の喪失＋原子炉停止機能喪失」についても評

価している。その結果、ベースケース解析での 1次冷却系圧力の最高値は「主給水流量喪失＋原子炉停止機能喪失」で 18.6MPa、「負荷

の喪失＋原子炉停止機能喪失」で 18.9MPa となる事を確認した。（結果は、有効性評価で記載） 

 

 

（５）まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

② 以上の確認結果から、有効性評価における SPARKLE-2 の使用方法が

妥当と判断できることを確認。 

 

①   SPARKLE-2についての申請者の説明内容について、以下のように確認した。 

 

・「原子炉停止機能喪失」時の1次冷却系の熱流動と炉心動特性との相互作用に係る重要現象に対する解析モデルが説明されている。（（１）

重要現象の特定、（２）解析モデル） 

・ PWR実機を対象とした安全解析への適用実績がある。（（２）解析モデル） 

・本コードは、炉心損傷に至る前の原子炉を対象としており、原則として従来の設計基準事故を対象とした安全解析コードとほぼ同等

の検証方法が適用可能である。上記の重要現象に係る解析モデルについて、計算ベンチマークや実験等を基に検証が行われ、適用範

囲が示されている。（（３）妥当性確認（実験解析等）） 

・不確かさ幅が大きいと思われる物理現象を適切に抽出し、感度解析による不確かさ評価を行っている。（（４）不確かさ評価（感度解

析等）） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

以上のとおり、有効性評価における申請者のSPARKLE-2の特性に応じた使用方法は、妥当と判断できる。 
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６．３ ＭＡＡＰ 

（１）重要現象の特定 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)コードが解析対象とする事象で扱われる重要現象の抽出とランク

付けがなされていることを確認。 

① 解析対象とする事象に対して重要現象のランキング（H,M,L）が整理

され、上記 5.の解析モデルの対応表と結果が矛盾しないことを確

認。 

 

 

① 参考文献―第3部の表2.3-1「有効性評価の物理現象のランク」に有効性評価の対象とする事故シーケンスについて、物理現象のランキ

ングが整理されており、その理由について説明されていることを確認した。また、物理現象のランキングが、上記5.の解析モデルの対

応表と整合が取れていることを確認した。 

 

（参考） 

シビアアクシデント現象に関する試験は限られていることから、運転時の異常な過渡変化及び事故解析に使用する最適評価コードが備

えるべき要件を整理することを目的として日米で導入が進められている階層構造分析手法を参考にした物理現象の抽出と、重要な物理

現象に対しては最新の知見の反映と感度解析による不確かさの確認を申請者に求めた。申請者はこれを了承し、有効性評価の事故シー

ケンスについて、主要な物理現象を対象に感度解析等に基づく不確かさ評価を示した。 

 

 

（２）解析モデル 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 解析モデルが有効性評価の解析に適用して概ね妥当であることを

確認。 

① 解析コードの主要な機能と、取り扱う物理現象毎に解析モデルの説

明がなされていること。もし、類似した目的で使用した実績がある

場合には、それを列挙することが望ましい。 

 

 

① 解析コードの主要な機能としては、以下の通り説明していることを確認した。 

・  MAAPは、シビアアクシデントの事象進展の各段階を網羅し、原子炉、1次冷却系、格納容器内で起こると考えられる重要な事故時の

物理現象をモデル化するとともに、工学的安全施設のモデル化や重要事故等対策として用いる各種機器の取扱いが可能である。また、

広範囲の物理現象を取り扱うことが可能な総合解析コードであり、シビアアクシデントで想定される種々の事故シーケンスについ

て、起因事象から安定した状態、あるいは過圧・過温により原子炉格納容器健全性が失われる状態まで計算が可能であることが特徴

である。 

 

また、炉心損傷後を含めたシビアアクシデントの事象進展に係る重要現象に対する解析モデルが説明されていることを確認した。 

具体的には、炉心モデルについては、 

・原子炉出力 

・崩壊熱 

・熱水力モデル（伝熱） 

・水位計算モデル 

1次系モデルについては、 

・熱水力モデル（流動、伝熱） 

・加圧器モデル 

・1次系破損モデル 

・破断流モデル 

蒸気発生器モデルについては、 

・熱水力モデル（流動、伝熱） 

格納容器モデルについては、 

・熱水力モデル（流動、伝熱） 
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・再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却モデル 

・水素発生 

・格納容器破損モデル 

安全系モデルについては、 

・ECCS 

・蓄圧タンク 

・格納容器スプレイ 

・加圧器逃がし弁、安全弁 

・主蒸気逃がし弁、安全弁 

・補助給水 

デブリ挙動モデルについては、 

・ヒートアップ 

・リロケーション 

・下部プレナムでのデブリ挙動 

・原子炉容器破損 

・原子炉容器破損後の高圧炉心デブリ放出 

・格納容器雰囲気直接加熱 

・原子炉キャビティでのデブリ挙動（落下及び溶融プール、溶融プールの伝熱、コンクリート浸食） 

FP挙動モデルについては、 

・FP放出 

・遷移・輸送 

・崩壊熱 

に関し、解析モデルの説明がなされていることを確認した。 

  また、本コードの使用実績については、以下の通り説明していることを確認した。 

 

・ 国内外でシビアアクシデント時の評価に広く利用されており、欧米では許認可にも適用された実績がある。 

 

（参考） 

MAAP コードの FP 挙動モデルに関し、燃料から 1次系へ放出される FP 挙動については、PHEBUS-FP（FPT1）実験解析結果を踏まえて、

被覆管酸化反応熱及び燃料棒被覆管温度を高めに評価し、FP 放出開始のタイミングを早めに評価するとしていること、また、格納容器

内に放出されたエアロゾルの挙動については、ABCOVE 実験解析を通じて、凝集及び重力沈降により減少するエアロゾル挙動評価が妥当

であるとしていること、さらに FP放出速度についての感度解析を通じて、炉心溶融時点で線量率から炉心損傷検知する手段への影響が

小さいとしていることを確認した。 

 

 

（３）妥当性確認（実験解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)検証方針の確認 

① 「はじめに」で示した２つの検証方針のうち、いずれを採用するか

が明確であることを確認。 

 

 

① シビアアクシデントの解析は一般的に不確かさが大きく、申請者の解析結果の解釈においては、不確かさを踏まえて判断を下す必要が

あるとして、実験による検証や他のシビアアクシデントコードとのベンチマーク計算を通じた検証を行うとしていることを確認。 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

 

3. 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

 

(i) 解析コードの妥当性が、実験解析や類似する解析コードとの比較

により定性的に確認されていることを確認 

 

① 有効性評価で想定する条件を十分に包絡する条件範囲について、実

験解析や類似する解析コードとの比較を通じて、解析結果の妥当性

が評価されていることを確認。 

 

 

 

① 重要現象の解析モデルについて、以下のように計算ベンチマークや試験解析等による妥当性確認を行い、有効性評価で想定する条件範

囲について解析精度を定量的に評価していることを確認した。 

・ 炉心における重要現象（燃料内温度変化、燃料棒表面熱伝達、被覆管酸化・変形）については、TMI 事故ベンチマーク解析により妥

当性確認を行っている。 

・ 加圧器における重要現象（冷却材放出）については、TMI 事故ベンチマーク解析により妥当性確認を行っている。 

・ 蒸気発生器における重要現象（1 次側・2次側の熱伝達、冷却材放出、2 次側水位変化・ドライアウト）については、MB-2 実験解析

により妥当性確認を行っている。 

・ 原子炉格納容器の重要現象（区画間の流動、構造材との熱伝達及び内部熱伝導、水素濃度）については、HDR 実験、CSTF 実験の解析

及び TMI 事故ベンチマーク解析により妥当性確認を行っている。 

・ 炉心損傷後の原子炉容器における重要現象（リロケーション、下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 、1次冷却系内 FP挙動）につい

ては、TMI 事故ベンチマーク解析及び PHEBUS-FP 実験解析により妥当性確認を行っている。 

・ 炉心損傷後の原子炉格納容器における重要現象（格納容器内 FP 挙動）については、PHEBUS-FP 実験、ABCOVE 実験の解析により妥当

性確認を行っている。 

・ 炉心損傷後の格納容器における重要現象（溶融炉心とコンクリートの伝熱、コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生）については、

ACE 試験、SURC 試験、DEFOR-A 試験、OECD-MCCI 試験等の解析により妥当性確認を行っている。 

 

 

（４）不確かさ評価（感度解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

3. 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

① MAAPは特に不確かさが大きいと考えられることから、MELCORによりモデルプラントを対象とした数多くの事故シーケンスについて解析

を行い、解析結果の解釈において考慮すべき主要な不確かさ要因について確認した。また、多くの事故シーケンスで、MAAPによる解析

と比較可能な結果を得た。これらで抽出された不確かさ要因について、申請者に対し感度解析による不確かさ評価を行っている。 

不確かさ評価としては、「ECCS再循環機能喪失」時の炉心露出開始時間について、M-RELAP5との比較により不確かさを評価しているこ

とを確認した。次に、溶融炉心のコンクリート侵食量について、最新の実験的知見を反映して感度解析による不確かさ評価を行ってい

ることを確認した。また、FCI、DCH、MCCIの各事象について、感度解析による不確かさ評価を行っていることを確認した（FCIについ

ては、参考2を参照）。 

② DCHの解析において、1次系圧力が2.0MPa付近に落ち着く理由は、蓄圧注入水の蒸発量と加圧器逃がし弁からの放出流量がバランスする

ことが原因と説明できること、原子炉容器は下部プレナムに冷却水があればデブリと容器間のギャップ水により冷却されるためドライ

アウト後に破損となることを説明した。これにより、原子炉容器は下部プレナムの冷却水がドライアウトした後に破損することから、
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

(i) モデルの検証範囲を超えて使用する場合に感度解析等による不確

かさ評価を行っていることを確認 

① 不確かさ幅が大きい物理現象を抽出し、感度解析等による不確かさ

評価を行っていることを確認。 

② DCH の解析では、蓄圧注入水の蒸発量と加圧器逃がし弁からの放出

流量がバランスすることから、一定圧（2.0MPa 付近）に落ち着く傾

向がある。この傾向を解析結果から確認すると共に、適切に根拠が

説明されていることを確認。 

③ MCCI の解析では、溶融燃料の落下条件により解析結果が大きく変動

する場合については、デブリジェット径、微粒子化割合、キャビテ

ィ床面上の水量及び水温、溶融燃料の落下の緩急、キャビティ床面

上の広がり方の違い等を考慮した感度解析を実施する必要がある。 

 

 

申請者の物理的解釈は概ね妥当と判断した。 

③ 申請者の説明では、落下した溶融炉心がキャビティ床面全体に均一に広がるケースの結果を示すのみであった。これに対し、DEFOR試験

やOECD MCCI試験などの最新のデータとの比較により解析結果の妥当性を確認した上で、感度解析による不確かさ評価を行うよう申請者

に求めた。申請者はこれを了承し、有効性評価で感度解析により不確かさ評価を行った。 

感度解析は、以下のパラメータについて実施した。 

・キャビティ水深 

・エントレインメント係数 

・炉心デブリの広がり面積 

・水-炉心デブリ間の熱伝達係数 

・上記パラメータの組み合わせの影響 

感度解析パラメータを組み合わせた場合、コンクリート侵食は最大約19cmとなり、実際のキャビテフィ床面のコンクリート厚さ（数メ

ートル）と比較して十分に小さいことを確認した。 

 

（参考 1） 

申請者は M-RELAP5 による解析から、MAAP が M-RELAP5 よりも炉心水位を高く、炉心露出開始時間を 15 分遅く評価するという解析結果

を示した。これは、M-RELAP5 では SG 伝熱管への液相流入量の違いにより、スチームバインディング効果を高く計算する結果、高温側

配管領域で保有水量を相対的に少なく評価するとしていることを確認した。なお、申請者が旧日本原子力研究所の CCTF や TPTF 実験解

析を通じて、M-RELAP5 が ECCS 再循環機能喪失での炉心露出、したがって燃料被覆管温度予測を保守的に評価することを踏まえて、有

効性評価においては MAAP と M-RELAP5 との差を不確かさとして考慮するという評価方針は妥当と判断した。 

 

（参考 2） 

FCI 現象の今までの知見を整理し、FARO 実験（欧州 JRC）、KROTOS 実験（欧州 JRC）、ALPHA 実験（旧日本原子力研究所）、COTELS 実験

（NUPEC）、TROI 実験（韓国原子力研究所）について調査を行い、試験結果から実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて

小さいことを示した。さらに、これらの FCI の知見を踏まえ、溶融炉心が水プールに落下した時の粒子化による圧力スパイクについて、

キャビティ水深、溶融炉心落下量等の不確かさ評価を申請者に求めた。申請者は、複数のパラメータの組み合わせを含む感度解析によ

り不確かさ評価を行った。 

 

 

（５）まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

③ 以上の確認結果から、有効性評価における MAAP の使用方法が妥当と

判断できることを確認。 

 

①   MAAPの申請者の説明内容について、以下のように確認した。なお、シビアアクシデントの解析は一般的に不確かさが大きく、申請者

の解析結果の解釈においては、不確かさを踏まえて判断を下す必要がある。 

 

・炉心損傷後を含めたシビアアクシデントの事象進展に係る重要現象に対する解析モデルが説明されている。（（１）重要現象の特定、

（２）解析モデル） 

・シビアアクシデントの分野においては、国際的に広く利用されている最も代表的なコードのひとつであり、PWR実機を対象とした安全

解析への豊富な適用実績がある。（（２）解析モデル） 
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・実験による検証や他のシビアアクシデントコードとのベンチマーク計算を通じて、一定の信頼性が確認されている。これを前提とし

て、炉心損傷後を含めたシビアアクシデントの事象進展に係る重要現象に係る解析モデルについて感度解析を行い、解析結果が概ね

妥当と見なせることを確認している。（（３）妥当性確認（実験解析等）） 

 

なお、 不確かさ評価に先立ち、規制委員会は、これまでにMELCORによりモデルプラントを対象とした数多くの事故シーケンスについ

て解析を行い、解析結果の解釈において考慮すべき主要な不確かさ要因について確認している。また、多くの事故シーケンスで、MAAP

による解析と比較可能な結果を得ている。これらで抽出された不確かさ要因について、申請者は感度解析による不確かさ評価を行って

いる。（（４）不確かさ評価（感度解析等）） 

以上のとおり、有効性評価における申請者のMAAPの解析結果の解釈は現在の技術レベルに照らして妥当であり、適切に不確かさを考

慮することで有効性評価に適用が可能と判断した。 
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６．４ ＧＯＴＨＩＣ 

（１）重要現象の特定 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)コードが解析対象とする事象で扱われる重要現象の抽出とランク

付けがなされていることを確認。 

① 解析対象とする事象に対して重要現象のランキング（H,M,L）が整理

され、上記 5.の解析モデルの対応表と結果が矛盾しないことを確

認。 

 

 

① 参考文献―第4部の表2-2「格納容器破損防止対策の有効性評価（水素燃焼）のランク」に有効性評価の対象とする事故シーケンスにつ

いて、物理現象のランキングが整理されており、その理由について説明されていることを確認した。また、物理現象のランキングが、

上記5.の解析モデルの対応表と整合が取れていることを確認した。 

 

（２）解析モデル 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 解析モデルが有効性評価の解析に適用して概ね妥当であることを

確認。 

① 解析コードの主要な機能と解析モデルの説明がなされていること、

またその技術的レベルが有効性評価に適用しても問題が生じない程

度であることを確認。もし、類似した目的で使用した実績がある場

合には、それを列挙することが望ましい。 

 

 

① 解析コードの主要な機能としては、以下の通り説明していることを確認した。 

・  GOTHICは質量、エネルギー及び運動量の3保存則を気相・液相・液滴相の各流体場に適用し、状態方程式、熱伝導方程式、各種構成

式及び相関式などを解くことにより流体、構造材の相互作用、機器の作動を考慮した過渡解析が可能である。また、ポンプ、バルブ、

スプレイ、ファン、空調機器、熱交換器、イグナイタ、水素結合器といった機器設備の作動及び制御に対しても模擬可能である。 

 

また、シビアアクシデント時の格納容器挙動に係る重要現象に対する解析モデルが説明されていることを確認した。具体的には、コ

ードの主要な解析モデルとして、 

・基本式 

・数値解法 

・区間間・区間内の流動 

・構造材との熱伝達及び内部熱伝導 

・スプレイ 

・水素処理 

についてモデルの説明がなされていることを確認した。 

また、本コードの使用実績としては、以下の通り説明していることを確認した。 

 

・ 米国においては、各種プラントの格納容器に対するDBA解析、SA解析及び建屋の設計解析など許認可申請において数多くの適用例が

ある。 

・ 原子力分野に限らず一般的な熱水力系にも適用可能であり、高い汎用性を有している。 

 

 
（３）妥当性確認（実験解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

3. 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なコードを用いる。 

 

(i) 解析コードの妥当性が、実験解析等によって定量的に確認されて

いることを確認 

① 有効性評価で想定する条件を十分に包絡する条件範囲について、実

験解析等（計算ベンチマークでも可）を通じて重要現象に係る解析

モデルの解析精度が明確にされていることを確認。 

② 格納容器内水素混合挙動については、検証実験と実機のスケールの

差やスプレイ条件の違いを考慮の上、実機適用性を説明しているこ

とを確認。 

③ PAR の水素処理モデルについては、PAR の性能試験等の知見を基に妥

当性が説明されていることを確認。 

 

 

① 重要現象の解析モデルについて、以下のように試験解析等による妥当性の確認を行い、有効性評価で想定する条件範囲について解析精

度を定量的に評価していることを確認した。 

・ 原子炉格納容器における重要現象（区画間・区画内の流動 、構造材との熱伝達及び内部熱伝導、スプレイ特性、PAR 特性、イグナ

イタによる水素燃焼）については、NUPEC 試験 Test M-7-1 及び Test M-4-3、THAI 試験 HR-3 の解析等により妥当性確認を行っている。 

・   PAR の性能評価式及び水素処理モデルについては、THAI 実験により妥当性確認を行っている。 

また、本コードについては PWR 実機を対象とした安全解析への適用実績があり、かつ原子力分野に限らず一般的な熱水力系にも適用可

能であり、高い汎用性を有していることを確認した。 

② 申請者は、格納容器内水素混合挙動について、ドライ型4ループPWRの1/4規模で、4ループ相当の区画を模擬し、ヘリウムを用いて非凝

縮性ガスの拡散・混合挙動を把握したNUPEC試験の中で、SG下部での配管破断を想定して格納容器スプレイを作動させたM7-1試験を良好

に再現する。また、NUPEC M7-1試験解析や数値流体力学（CFD）コードを用いた実機条件の解析結果を踏まえて、GOTHICは幅広いスプレ

イ条件を含めた実機条件にも適応可能であるとしていることを確認した。また、仮にスプレイがなく、水素の成層化が懸念される場合

においても、格納容器ドーム部のノード分割を細かくすることで当コードを用いて解析が可能であるとしていることを確認した。 

③ 申請者は、PARの性能評価式はメーカより提示されており、国際的な実証試験において試験結果との相関関係の確認を行っているとした。

しかし、PARの性能評価式及びGOTHICにおけるPARの水素処理モデルの妥当性については、PARの性能評価式がTHAI試験におけるPAR単体

の性能試験により、PARの水素処理モデルについては、THAIのHR-3試験の解析により妥当性のチェックを行っていることを確認した。 

 

 

（４）不確かさ評価（感度解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

3. 格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

3.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

(i) モデルの検証範囲を超えて使用する場合に感度解析等による不確

かさ評価を行っていることを確認 

① 不確かさ幅が大きい物理現象を抽出し、感度解析等による不確かさ

評価を行っていることを確認。 

②  

① 不確かさ評価については、以下の重要現象について評価し、有効性評価への適用性について検討していることを確認した。 

・区間間・区間内の流動 

・構造材との熱伝達及び内部熱伝導 

・スプレイ 

・水素処理 

特に、重大事故時の原子炉格納容器内水素混合挙動について、妥当性確認が行われた実験条件と実機条件との違いを踏まえて、有効

性評価への適用性について検討していることを確認した。具体的には、水素の成層化による一時的及び局所的な濃度の予測の不確かさ

は、有効性評価に影響を与えるものではないとしていることを確認した。 

 

（５）まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-24 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

④ 以上の確認結果から、有効性評価における GOTHIC の使用方法が妥当

と判断できることを確認。 

 

①   GOTHICについての申請者の説明内容について、以下のように確認した。 

 

・シビアアクシデント時の原子炉格納容器挙動に係る重要現象に対する解析モデルが説明されている。（（１）重要現象の特定、（２）解

析モデル） 

・ PWR実機を対象とした安全解析への適用実績がある。なお、原子力分野に限らず一般的な熱水力系にも適用可能であり、高い汎用性

を有している。（（２）解析モデル） 

・ 上記の重要現象に係る解析モデルについて、解析結果がおおむね妥当と見なせることを確認している。（（３）妥当性確認（実験解析

等）） 

・不確かさ幅が大きいと思われる物理現象を適切に抽出し、不確かさ評価を行っている。（（４）不確かさ評価（感度解析等）） 

 

以上のとおり、有効性評価における申請者のGOTHICの特性に応じた使用方法は、妥当と判断した。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-25 

６．５ ＣＯＣＯ 

（１）重要現象の特定 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i)コードが解析対象とする事象で扱われる重要現象の抽出とランク

付けがなされていることを確認。 

① 解析対象とする事象に対して重要現象のランキング（H,M,L）が整理

され、上記 5.の解析モデルの対応表と結果が矛盾しないことを確

認。 

 

 

① 参考文献―第5部の表2-2「各物理現象に対して重要度の分類」に有効性評価の対象とする事故シーケンスについて、物理現象のランキ

ングが整理されており、その理由について説明されていることを確認した。また、物理現象のランキングが、上記5.の解析モデルの対

応表と整合が取れていることを確認した。 

 

（２）解析モデル 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

(i) 解析モデルが有効性評価の解析に適用して概ね妥当であることを

確認。 

① 解析コードの主要な機能と解析モデルの説明がなされていること、

またその技術的レベルが有効性評価に適用しても問題が生じない程

度であることを確認。もし、類似した目的で使用した実績がある場

合には、それを列挙することが望ましい。 

 

 

 

① 解析コードの主要な機能としては、以下の通り説明していることを確認した。 

・  COCOは、原子炉冷却材喪失事故時の原子炉格納容器内の圧力、温度変化の評価を主目的に開発されたコードであり、原子炉格納容

器内を気相系と液相系に大別し、各系内では状態は一様とし、各々の系について質量及びエネルギー保存則を解く。また、原子炉格

納容器内構造物との間の熱の授受もモデルとして組み込まれている。 

 

また、コードの評価モデルを、 

・ノード 

・保存則（質量、エネルギ） 

・ヒートシンク 

・その他（格納容器スプレイによる除熱量等） 

について説明していることを確認した。 

  また、本コードの使用実績及び妥当性確認に関する知見として、以下の通り説明していることを確認した。 

 

・ 国内PWRの原子炉設置変更許可申請書の添付書類十の安全評価において使用実績がある。 

・ 本コードは、M-RELAP5で計算された放出質量、エネルギー流量を境界条件として、格納容器内圧評価を行うために補助的に使用され

ており、他コードと比較して解析モデルや数値解法が単純なため、妥当性確認は容易である。 

 

 

（３）妥当性確認（実験解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

 (2) 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

① 重要現象の解析モデルについて、以下のように試験解析等による妥当性確認を行い、有効性評価で想定する条件範囲について解析精度

を定量的に評価していることを確認した。 

・ 原子炉格納容器の重要現象（構造材との熱伝達及び内部熱伝導）については、CVTR Test-3実験の解析により妥当性確認を行ってい

る。 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-26 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

(i) 解析コードの妥当性が、実験解析等によって定量的に確認されて

いることを確認 

① 有効性評価で想定する条件を十分に包絡する条件範囲について、実

験解析等（計算ベンチマークでも可）を通じて重要現象に係る解析

モデルの解析精度が明確にされていることを確認。 

② 格納容器内温度分布については、実機において格納容器内自然循環

が不十分な条件において温度成層化が起きる可能性について検討し

ていることを確認。 

③ 格納容器再循環ユニットによる自然対流冷却時については、水素濃

度上昇による性能低下の影響を踏まえ、感度解析等により不確かさ

評価を行っていることを確認。 

 

 

(参考) 

申請者は、格納容器圧力について、CVTR 試験の解析による妥当性確認から、ピーク圧力の計算値が測定値を約 1.6 倍過大評価する傾

向があること、また、格納容器雰囲気温度については、計算値が CVTR 実験装置の平均雰囲気温度に対する測定値を約 20℃過大評価す

ることを確認している。これに対し、COCO コードが適用される「全交流動力電源喪失（RCP シール LOCA)」で、格納容器内のヒートシ

ンク量やヒートシンク表面の熱伝達係数を小さめに設定することで評価の保守性を確保していることを確認した。 

 

② 実機においてLOCAの漏えい量が少なく、格納容器内自然循環が不十分なためにドーム部に温度成層化が起きる可能性についての検討を

申請者に求めた。申請者からの追加説明により、申請者がNUPEC試験（M-3シリーズ）の知見を踏まえて、実機条件ではLOCAによる破断

流や格納容器スプレイによって格納容器ドーム部に当試験条件を上回る規模で混合が起きていると考えられることから、ドーム部には

温度成層化が起こらず、単一ノードを用いたCOCOで解析が可能であるとしていることを確認した。 

 

③ 格納容器再循環ユニットによる自然対流冷却時を含めた長期的挙動へのコードの適用性の根拠を示すよう申請者に求めた。申請者から

の追加説明により、CVTR 試験解析等で妥当性が確認されたヒートシンク量やヒートシンク表面の熱伝達係数は、長期解析においても一

定であるため、有効性評価への適用性が成立するとしていることを確認した。また、水素濃度上昇の効果については、最大濃度 13%の

時に除熱性能が 10%程度低下する影響を考慮して不確かさ評価を行っていることを確認した。 

 

 

（４）不確かさ評価（感度解析等） 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策

の有効性評価に関する審査ガイド 

2.炉心損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド 

2.2.1 有効性評価の手法及び範囲 

(3) 不確かさが大きいモデルを使用する場合又は検証されたモデル

の適用範囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切

に考慮する。 

 

(i) モデルの検証範囲を超えて使用する場合に感度解析等による不確

かさ評価を行っていることを確認 

① 不確かさ幅が大きい物理現象を抽出し、感度解析等による不確かさ

評価を行っていることを確認。 

 

①不確かさ評価としては、シビアアクシデント時の原子炉格納容器圧力及び格納容器雰囲気温度について、スプレイ条件の違いを踏まえて、

複数の実験による妥当性確認を行っていることを確認した。また、格納容器再循環ユニットによる自然対流冷却時を含めた長期的挙動

についての適用性評価を行っていることを確認した。 

 

（５）まとめ 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  付録 3-27 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

⑤ 以上の確認結果から、有効性評価における GOTHIC の使用方法が妥当

と判断できることを確認。 

 

①   COCOについての申請者の説明内容について、以下のように確認した。 

 

・「全交流動力電源喪失」時の原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器雰囲気温度に係る重要現象に対する解析モデルが説明されている。

（（１）重要現象の特定、（２）解析モデル） 

・ PWR実機を対象とした安全解析への適用実績がある。（（２）解析モデル） 

・本コードは、M-RELAP5で計算された放出質量、エネルギー流量を境界条件として、原子炉格納容器内圧評価を行うために補助的に使

用されており、他コードと比較して解析モデルや数値解法が単純なため、妥当性確認は容易である。上記の重要現象に係る解析モデ

ルについて、解析結果がおおむね妥当と見なせることを確認している。（（３）妥当性確認（実験解析等）） 

・不確かさ幅が大きいと思われる物理現象を適切に抽出し、不確かさ評価を行っている。（（４）不確かさ評価（感度解析等）） 

 

以上のとおり、有効性評価における申請者のCOCOの特性に応じた使用方法は、妥当と判断した。 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-1 

大飯3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．０） 

 

（１）重大事故等対処設備に係る事項 ................................................................................................................................................................. 1.0-2 

① 切り替えの容易性 .............................................................................................................................................................................. 1.0-2 

②アクセスルートの確保 ........................................................................................................................................................................... 1.0-2 

（２）復旧作業に係る要求事項 ....................................................................................................................................................................... 1.0-5 

①予備品等の確保 ................................................................................................................................................................................. 1.0-5 

②予備品等の保管場所 ............................................................................................................................................................................. 1.0-6 

③予備品等の保管場所からのアクセスルートの確保 .................................................................................................................................................... 1.0-6 

（３）支援に係る要求事項 ........................................................................................................................................................................... 1.0-7 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 ....................................................................................................................................................... 1.0-8 

①手順書の整備 ................................................................................................................................................................................... 1.0-8 

②教育及び訓練の実施 ............................................................................................................................................................................ 1.0-12 

③体制の整備 .................................................................................................................................................................................... 1.0-14 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-2 

１.０ 共通事項 

（１）重大事故等対処設備に係る事項 

① 切り替えの容易性 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．切り替えの容易性 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、本来の用途以外の用途として重大事故等

に対処するために使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から

速やかに切り替えるために必要な手順等が適切に整備されているか、又

は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 

① 「本来の用途以外の用途」を明確にしているか確認する。 

 

② 「本来の用途以外の用途」として重大事故等に対処するために使用する

設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切り替えるために

必要な手順が適切に整備されていること、手順に従って確実に行えるよ

う訓練を実施する方針であることを確認する。 

 

１．「切り替えの容易性」に係る方針等について、以下のとおりであることを確認した。 

  

① 「本来の用途以外の用途」とは、設置している設備の本来の機能とは異なる目的で使用する場合に、本来の系統構成とは異なる系

統構成を実施し設備を使用する場合をいう。ただし、本来の機能と同じ目的で使用するために設置している可搬型設備を使用する場

合は除く。 

 

② 切替えの容易性について、本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあっては、重大事故等防止技

術的能力基準１．０項（１）①に則って、重大事故等に対処するための系統構成を弁操作又は工具等の使用により速やかに整えられ

るよう必要な手順等を整備するとともに、確実に行えるよう訓練を実施する。 

 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.1 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に係る切替えの容易性につ

いて＞ 

 

 

②アクセスルートの確保 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．アクセスルートの確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合に

おいて、可搬型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況

を把握するため、工場又は事業所（以下「工場等」という。）内の道路及

び通路が確保できるよう、実効性のある運用管理を行う方針であること。 

 

 

（基本的な考え方） 

① 可搬型重大事故等対処設備を運搬するため、又は他の設備の被害状況を

把握するため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、迂回路も考

慮して複数のアクセスルートを確保する方針であることを確認する。な

お、可搬型重大事故等対処設備を保管のための施設内に保管する場合に

は、搬出する設備が当該設備以外のものから悪影響を受けることなく搬

出できるよう、施設内の設備の配置に配慮し、複数の扉を設ける等の方

針であることを確認する。確認にあたっては、敷地の特性を踏まえた検

討がなされていることに留意する。 

 

１．「アクセスルートの確保」について、以下の方針にしたがって実施するとしていることを確認した。 

 

アクセスルートの確保について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項（１）②に則って実施する。 

 なお、申請者は、アクセスルートの確保について、「屋内アクセスルートの確保」と「屋外アクセスルートの確保」とに分けて整理

していることから、「審査の視点」及び「確認結果」について、まず、双方に共通する事項として、アクセスルート確保に係る「基本

的な考え方」を示し、続いて、「屋外アクセスルートの確保」、「屋内アクセスルートの確保」の順に、それぞれの個別方針を示す。 

 

（基本的な考え方） 

① 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬型重大事故等対処設備を運搬するため、又は他の設備の被害状況を把握す

るため、発電所内の道路及び通路が確保できるよう、迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する。 

  なお、複数のアクセスルートの確保にあたり、少なくとも１ルートは、想定される自然現象、発電用原子炉施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）、溢水及び火災を想定しても、速やかに

運搬、移動が可能なルートとするとともに、他の復旧可能なルートも確保する。 

 

② 想定する自然現象として、１４事象※１を考慮し、発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）として、７事象※２を選定するとともに、重大事故時の高線量下環境を考慮する。 

 

※１ １４事象；地震、津波、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災及び高潮 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-3 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

② アクセスルートの確保にあたり、想定される自然現象等を考慮するとし

ていることを確認する。 

 

③ アクセスルート上の障害物を想定し、障害物を除去するための実効性の

ある運用管理を行う方針であることを確認する。 

 

④ 重大事故が発生した場合でも安全に経路を移動できるよう、アクセスル

ート上で想定される作業環境を踏まえ、ヘッドライト、懐中電灯、放射

線防護具等、必要な装備を整備する方針であることを確認する。 

 

⑤ アクセスルートの確保は、設計で対応することを基本とするが、運用が

整備されないと車両等の通行性が確保されない場合は、通行に支障が無

いよう考慮した運用の方針が示されていることを確認する。 

 

※２ ７事象；飛来物（航空機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突及び電磁的障害 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.2 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

 

③ 障害物を除去可能なブルドーザを保管し、それらを運転できる要員を確保する等、実効性のある運用管理を行う。 

 

④ アクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護具の配備及びアクセスルート近傍の化学物質を貯蔵しているタンクからの漏え

いを考慮した薬品保護具の配備を行い、移動時及び作業時の状況に応じて着用する。また、停電時及び夜間時においては、確実に

運搬、移動ができるように、可搬型照明を配備する。 

 

⑤ アクセスルートの確保にあたり、障害物除去等を除き、設計で対応する。 

 

２．屋外アクセスルートの確保 

 

① 屋外アクセスルートを確保し、可搬型重大事故対処設備の運搬、他の設

備の被害状況を把握するとしていることを確認する。 

 

② 屋外アクセスルートの確保にあたり、敷地の特性を踏まえ想定する自然

現象等による影響を想定し、早期に復旧可能なアクセスルートを確保す

るとしているか確認する。 

 

③ 屋外アクセスルートの確保にあたり、想定する自然現象等による影響を

想定し、複数のアクセスルートを確保するとしているか確認する。 

 

④ アクセスルート上における被害想定（斜面崩壊、不等沈下、陥没、倒壊、

段差、溢水、火災等）を明確にし、車両の通行を考慮した補強、機器の

撤去等の対策を行う方針が示されていることを確認する。 

２．「屋外アクセスルートの確保」について、以下の方針に従い実施することを確認した。 

 

① 重大事故等が発生した場合、事故収束に迅速に対応するため、屋外の可搬型重大事故等対処設備（送水車、その他の注水設備、電

源車、その他の電気設備、可搬型モニタリング設備等）の保管場所から使用場所まで運搬するアクセスルートの状況確認、海水等

の取水ポイントの状況確認、ホース敷設ルートの状況確認を行い、あわせて燃料油貯蔵タンク、重油タンク、空冷式非常用発電装

置、その他の屋外設備の被害状況の把握を行う。 

 

② 屋外アクセスルートに対する、地震による影響（周辺構造物の損壊、周辺機器の損壊、周辺斜面の崩壊、道路面のすべり）、津波

による影響、その他の自然現象による影響（台風及び竜巻による飛来物、積雪及び降灰）を想定し、複数のアクセスルートの中か

ら早期に復旧可能なアクセスルートを確保するため、障害物を除去可能なブルドーザを保管及び使用し、それを運転する要員を

確保する。 

また、地震による屋外タンクからの溢水及び降水に対して、道路上の自然流下も考慮した上で、溢水による通行への影響を受

けない箇所にアクセスルートを確保する。 

津波の影響については、基準津波に対して、十分余裕を見た高さにアクセスルートを確保する。津波の影響については、防潮堤

の中に早期に復旧可能なアクセスルートを確保する。想定を上回る万一のガレキ発生に対してはブルドーザにより速やかに撤去

することにより対処する。 

 

③ 屋外アクセスルートについては、考慮すべき自然現象のうち落雷、凍結及び森林火災、外部人為事象のうち近隣工場等の火災（発

電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落による火災、発電所港湾内に入港する船舶の火災及びばい煙等の二次的

影響）及び有毒ガスに対して、迂回路も考慮した複数のアクセスルートを確保する。 

 

④ 屋外アクセスルートの周辺構造物、周辺機器の倒壊による障害物については、ブルドーザによる撤去あるいは転倒による閉塞が

ないルートを通行する。 

屋外アクセスルートは、基準地震動に対して耐震裕度の低い周辺斜面の崩壊に対しては、崩壊土砂が広範囲に到達することを

想定した上で、ブルドーザによる崩壊箇所の復旧を行う。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

耐震裕度の低い地盤にアクセスルートを設定する場合は、道路面のすべりによる崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した

上で、ブルドーザによる崩壊箇所の復旧を行い、通行性を確保する。 

 不等沈下等による段差の発生が想定される箇所においては、段差緩和対策を講じる設計とするとともに、段差が発生した場合に

は、ブルドーザによる段差発生箇所の復旧を行う。さらに、地下構造物の損壊が想定される箇所については、陥没対策を講じる。

なお、想定を上回る段差が発生した場合は、複数のアクセスルートによる迂回又はブルドーザによる段差解消対策により対処す

る。 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.2 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

 

３．屋内アクセスルートの確保 

 

① 重大事故発生時における屋内アクセスルートの確保し、屋内の可搬型重

大事故対処設備の運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するとしてい

ることを確認する。 

 

② 地震による転倒、地震による内部溢水（溢水の汚染を含む）、地震による

内部火災等、想定する自然現象等による影響を踏まえて、内部アクセス

ルートを確保する方針であることを確認する。 

 

③ 屋内アクセスルートの確保にあたり、重大事故等時の操作に必要な活動

場所まで移動可能なアクセスルートが選定されているか、アクセスルー

ト上における被害想定（放射線、薬品の漏えい、資機材の転倒等）を明

確にし、保護具の着用、機器の撤去等の対策を行う方針が示されている

ことを確認する。 

 

 

３．「屋内アクセスルートの確保」のための方針について、以下のとおり確認した。 

 

① 重大事故等が発生した場合において、屋内の可搬型重大事故等対処設備（線量率計、その他の計測設備、可搬型バッテリ、その他

の電源設備等）の保管場所へ要員が移動するアクセスルートの状況確認を行い、あわせて恒設代替低圧注水ポンプ、その他の屋

内設備の被害状況の把握を行う。 

 

② 屋内のアクセスルートは、地震、津波、その他の自然現象による影響（台風及び竜巻による飛来物、凍結、降水、積雪、落雷、地

滑り、降灰及び森林火災）及び外部人為事象（近隣工場等の火災（発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落によ

る火災、発電所港湾内に入港する船舶の火災及びばい煙等の二次的影響）及び有毒ガス）に対して、外部からの衝撃による損傷の

防止が図られた建屋内に確保する。 

  

③ 屋内アクセスルートを確実に確保する観点から、重大事故時に必要となる現場操作を実施する活動場所まで移動可能なルートを

選定する。屋内のアクセスルート上には、転倒した場合に撤去できない資機材は設置しないこととするとともに、撤去可能な資

機材についても必要に応じて固縛、転倒防止措置により、支障をきたさない措置を講じる。 

 

 ＜補足説明資料：添付資料1.0.2 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-5 

（２）復旧作業に係る要求事項 

①予備品等の確保 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．予備品等の確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、重要安全施設（設置許可基準規則第２条

第９号に規定する重要安全施設をいう。）の取替え可能な機器及び部品等

について、適切な予備品及び予備品への取替のために必要な機材等を確

保する方針であること。 

 

【解釈】 

１ 「適切な予備品及び予備品への取替のために必要な機材等」とは、気

象条件等を考慮した機材、ガレキ撤去等のための重機及び夜間対応を想

定した照明機器等を含むこと。 

 

 

① 優先順位を考慮して重要安全施設の取替え可能な機器、部品等の復旧作

業を実施する方針であることを確認する。 

 

② 有効な復旧対策についての継続的な検討を行うとともに、必要な予備品

の確保に努めることを確認する。 

 

③ 予備品への取替のために必要な機材等（気象条件等を考慮した機材、ガ

レキ撤去等のための重機及び夜間対応を想定した照明機器等を含む。）を

確保する方針であることを確認する。 

 

１．「予備品等の確保」について、 

 

① 優先順位を考慮して重要安全施設の取替え可能な機器、部品等の復旧作業を実施することとし、そのために必要な予備品及び予備

品への取替えのために必要な資機材等を確保するとしていることを確認した。 

 具体的には以下の方針であることを確認した。 

○優先順位を考慮した復旧作業について、短期的には重大事故等対処設備で対応を行い、その後の事故収束対応の信頼性向上のため

長期的に使用する設備を復旧する。 

○単一の重要安全施設の機能を回復することによって、重要安全施設の多数の設備の機能を回復することができ、事故収束を実施す

る上で最も効果が大きいサポート系設備を復旧する。 

○復旧作業の実施に当たっては、復旧が困難な設備についても、復旧するための対策を検討し実施することとするが、放射線の影響、

その他の作業環境条件を踏まえ、復旧作業の成立性が高い設備を復旧する。 

 

② 多様な復旧手段の確保、復旧を想定する機器の拡大、その他の有効な復旧対策についての継続的な検討を行うとともに、必要な予

備品の確保に努めるとしていることを確認した。 

 

③ 予備品の確保について、予備品の取替え作業に必要な資機材等として、がれき撤去等のためのブルドーザの重機、夜間の対応を想

定した照明機器等及びその他作業環境を想定した資機材を確保するとしていることを確認した。 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.2 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-6 

②予備品等の保管場所 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．予備品等の保管場所 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、上記予備品等を、外部事象の影響を受け

にくい場所に、位置的分散などを考慮して保管する方針であること。 

 

① 予備品等を、地震による周辺斜面の崩落、津波による浸水等の外部事象

の影響を受けにくい場所に、位置的分散などを考慮して保管する方針で

あることを確認。 

１．「保管場所の確保」について、 

 

① 重大事故等防止技術的能力基準１．０項（２）②に則って、地震による周辺斜面の崩落、津波による浸水等の外部事象の影響を

受けにくい場所に位置的分散を考慮して予備品等を保管する方針であることを確認した。 

   

＜補足説明資料：添付資料1.0.3 予備品等の確保及び保管場所について＞ 

 

 

③予備品等の保管場所からのアクセスルートの確保 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．予備品等の保管場所からのアクセスルートの確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合に

おいて、設備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確保できる

よう、実効性のある運用管理を行う方針であること。 

 

 

① 設備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、ア

クセスルート（屋外、屋内）について、実効性のある運用管理を行う方

針であることを確認。 

 

 

１．「アクセスルートの確保」について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項（２）③に則って、設備の復旧作業を行うためのア

クセスルートの確保について、「（１）②アクセスルートの確保」と同じ運用管理を実施する方針であることを確認した。 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-7 

（３）支援に係る要求事項 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．支援に係る要求事項 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、工場等内であらかじめ用意された手段

（重大事故等対処設備、予備品及び燃料等）により、事故発生後７日間

は事故収束対応を維持できる方針であること。 

また、関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める方針で

あること。 

さらに、工場等外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備、

予備品及び燃料等）により、事象発生後６日間までに支援を受けられる

方針であること。 

 

 

① 発電所内であらかじめ用意された重大事故等対処設備、予備品、燃料等

により、事故発生後7日間は事故収束対応を維持できる方針であること

を確認する。 

 

② プラントメーカ、協力会社、建設会社、燃料供給会社、他の原子力事業

者等関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める方針であ

ることを確認する。 

 

③ 発電所外に保有している重大事故等対処設備と同種の設備、予備品、燃

料等により、事象発生後6日間までに支援を受けられる計画であること

を確認する。 

 

１．「支援に係る要求事項」について、以下の方針で実施するとしていることを確認した。 

 

① 重大事故等に対して事故収束対応を実施するため、発電所内であらかじめ用意された重大事故等対処設備、予備品、燃料等により、

重大事故等対策を実施し、事故発生後 7 日間は事故収束対応を維持できる方針であること。重大事故等の対応に必要な水源につい

ては、淡水源に加え最終的に海水に切替えることにより水源が枯渇することがないようにする。 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.4 外部からの支援について＞ 

 

② プラントメーカ、協力会社、建設会社、燃料供給会社、他の原子力事業者等関係機関と協議及び合意の上、外部支援計画を定め、要

員の支援及び燃料の供給の契約を締結する。 

  事故発生後、当社原子力防災組織が発足し協力体制が整い次第、プラントメーカ及び建設会社からは設備の設計根拠、機器の詳細

な情報、事故収束手段及び復旧対策等の提供、協力会社からは、事象進展予測及び放射線影響予測等の評価結果の情報提供、並びに

事故収束及び復旧対策活動に必要な要員の支援、燃料供給会社からは燃料の供給を受けられるように支援計画を定める。原子力災

害における原子力事業者間協力協定に基づき他の原子力事業者からは、要員の派遣、資機材の貸与、環境放射線モニタリングの支援

を受けられるほか、原子力緊急事態支援組織からは、被ばく低減のための遠隔操作可能なロボット等の資機材、資機材操作の支援及

び提供資機材を活用した事故収束活動に係る助言を受けることができるように支援計画を定める。 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.4 外部からの支援について＞ 

 

③ 本発電所は、発電所外に保有している重大事故等対処設備と同種の設備（電源車、ポンプ等）、予備品、燃料等の支援を受けること

によって、発電所内に配備する重大事故等対処設備に不具合があった場合の代替手段及び燃料の確保を行い、継続的な重大事故等

対策を実施できるよう事象発生後6日間までに支援を受けられる計画であること。 

  また、原子力事業所災害対策支援拠点から、災害対策支援に必要な資機材として、食料、その他の消耗品、汚染防護服及びその他

の放射線管理に使用する資機材を継続的に発電所へ供給できる体制を整備する。 

 

 ＜補足説明資料：添付資料1.0.4 外部からの支援について＞ 
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（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

①手順書の整備 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．情報の収集及び判断基準 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処でき

るよう、あらかじめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員を確保す

る等の必要な体制の適切な整備が行われているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、全ての交流動力電源及び常設直流電

源系統の喪失、安全系の機器若しくは計測器類の多重故障又は複数号機

の同時被災等を想定し、限られた時間の中において、発電用原子炉施設

の状態の把握及び実施すべき重大事故等対策について適切な判断を行う

ため、必要となる情報の種類、その入手の方法及び判断基準を整理し、ま

とめる方針であること。 

 

 

① 全ての交流動力電源及び常設直流電源の喪失、安全系の機器若しくは計

測器類の多重故障、複数号機の同時被災等の過酷な状態において、原子

炉施設の状態の把握及び重大事故等対策の適切な判断を行うため、必要

な情報が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法を整理すると

ともに、判断基準を明確にする方針であることを確認する。 

 

１．「情報の収集及び判断基準」について、以下の方針に従って手順等を整備することを確認した。 

 

① 全ての交流動力電源及び常設直流電源の喪失、安全系の機器若しくは計測器類の多重故障、3 号炉及び 4 号炉の同時被災等の過

酷な状態において、限られた時間のなかで 3号炉及び 4号炉の発電用原子炉施設の状態の把握及び重大事故等対策の適切な判断

を行うため、必要な情報が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法を整理するとともに、判断基準を明確にし、手順書

にまとめる。 

 なお、発電用原子炉施設の状態の把握が困難な場合にも対処できるよう、パラメータを計測する計器故障時に発電用原子炉施

設の状態を把握するための手順、パラメータの把握能力を超えた場合に発電用原子炉施設の状態を把握するための手順及び計測

に必要な計器電源が喪失した場合の手順を定める。 

 

２．判断に迷う操作等の判断基準の明確化 

【解釈】 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容

器の破損を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確

化する方針であること。（ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び格納容器圧力

逃がし装置の使用を含む。） 

 

 

① 海水の使用等、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防ぐため

に優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確にした手順書を整備す

る方針であることを確認する。その際、具体的な手順の内容について示

されていることを確認する。 

 

２．「判断に迷う操作等の判断基準の明確化」について、以下の方針に従って手順等を整備することを確認した。 

 

① 最優先すべき操作等を迷うことなく判断し実施できるよう、海水の使用等、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防ぐ

ために優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確にした手順書を整備する。  

具体的には、次のような手順を整備する。 

 

○ 炉心損傷が発生した場合において、原子炉格納容器の破損防止の対処に迷うことなく移行できるよう、原子炉格納容器への注水

を最優先する判断基準を明確にした手順を整備する。 

○ 炉心の著しい損傷又は原子炉格納容器の破損防止のために注水する淡水源が枯渇又は使用できない状況においては、迷わず海

水注入を行えるよう判断基準を明確にした手順を整備する。 

○ 全交流動力電源喪失時等において、準備に長時間を要する可搬型設備を必要な時期に使用可能とするため、準備に掛かる時間を

考慮の上、手順着手の判断基準を明確にした手順を整備する。 

○ 炉心の著しい損傷時において水素爆発を懸念し、水素濃度制御設備の必要な起動時期を見失うことがないよう、水素濃度制御設

備を速やかに起動する判断基準を明確にした手順を整備する。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-9 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

○ その他、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止に必要な各操作については、重大事故等対処設備を必要な時期に使用

可能とするため、手順着手の判断基準を明確にした手順を整備する。 

○ 重大事故等対策時においては、設計基準事故時に用いる操作の制限事項は適用しないことを明確にした手順を整備する。 

 

３．財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針 

【解釈】 

ｃ）発電用原子炉設置者において、財産（設備等）保護よりも安全を優先

する方針が適切に示されていること。 

 

 

① 財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できる

よう、社長があらかじめ方針を示していることを確認する。 

 

② 当直長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護よりも安全を優

先する方針に基づき定めた判断基準を運転手順書に整備する方針である

こと。 

 

③ 発電所の緊急時対策本部長が、財産（設備等）保護よりも安全を優先す

る方針に従った判断を実施すること、財産（設備等）保護よりも安全を

優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部用手順書に整備

する方針であること。 

 

３．「財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針」について、以下の方針に従って手順等を整備することを確認した。 

 

① 財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できるよう、社長があらかじめ方針を示す。 

 

② 当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を運転手順書に整

備する。 

 

③ 発電所の緊急時対策本部長が、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従った判断を実施すること、財産（設備等）保護

よりも発電所の緊急時対策本部長が、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従った判断を実施すること。 

 

 

 

４．手順書の構成及び手順書相互間の移行基準の明確化 

【解釈】 

ｄ）発電用原子炉設置者において、事故の進展状況に応じて具体的な重

大事故等対策を実施するための、運転員用及び支援組織用の手順書を適

切に定める方針であること。なお、手順書が、事故の進展状況に応じてい

くつかの種類に分けられる場合は、それらの構成が明確化され、かつ、各

手順書相互間の移行基準を明確化する方針であること。 

 

 

① 事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策を実施するための運転

員用及び支援組織用の手順書を整備する方針であることを確認する。 

 

② 運転手順書は、事故の進展状況に応じて構成を明確化し、手順書相互間

の移行基準を明確にする方針であることを確認する。 

 

４．「手順書の構成及び手順書相互間の移行基準の明確化」について、以下の方針に従って手順等を整備することを確認した。 

 

① 事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策を実施するための運転員用及び支援組織用の手順書を整備する。 

具体的には、次の様な手順等を整備するとしている。 

 

○ 重大事故等対策時に使用する手順書として、発電所内の実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応じて実効的に重大事

故等対策を実施するため、運転員用及び支援組織用の手順書を適切に定める。 

○ 運転手順書は、重大事故等対策を的確に実施するために、事故の進展状況に応じて構成し定める。 

○ 緊急時対策本部用手順書に、体制、通報及び緊急時対策本部内の連携等について明確にし、その中に支援組織用手順書を整備

し、支援の対応等、重大事故等対策を的確に実施するための必要事項を明確に示した手順を定める。 

 

② 運転手順書は、事故の進展状況に応じて構成を明確化し、手順書相互間の移行基準を明確にする。 

具体的な主な移行基準等は、以下のとおりとしている。 

 

○ 事故発生時は、故障及び設計基準事故に対処する運転手順書により事象判別及び初期対応を行う。 

○ 多重故障等により設計基準事故を超えた場合は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する事象ベースの運転手

順書に移行する。 
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○ 事象判別及び初期対用を行っている場合又は事象ベースの運転手順書にて事故対応操作中は、安全機能パラメータを常に監視

し、あらかじめ定めた適用条件が成立すれば、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器破損を防止する運転手順書の安全機能ベー

スの運転手順書に移行する。 

○ 多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障及び設計基準事故に対処する運転手順書に戻り処置を行う。 

○ 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器破損を防止する運転手順書による対応で事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心の

著しい損傷が発生した場合に対処する運転手順書に移行し対応処置を実施する。 

 

５．状態の監視及び事象進展の予測に係る手順書の整備 

【解釈】 

ｅ）発電用原子炉設置者において、具体的な重大事故等対策実施の判断

基準として確認される水位、圧力及び温度等の計測可能なパラメータを

手順書に明記する方針であること。また、重大事故等対策実施時のパラ

メータ挙動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を、手順書

に整理する方針であること。 

 

 

① 重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータをあらか

じめ選定し、運転手順書に明記する方針であること。 

 

② 重大事故等対策実施時におけるパラメータ挙動予測、影響評価すべき項

目、監視パラメータ等を手順書に整理する方針であること。 

 

③ 有効性評価等にて整理した有効な情報を、運転員及び緊急時対策本部要

員が使用する手順書に整理する方針であること。 

 

５．「状態の監視及び事象進展の予測に係る手順書の整備」について、以下の方針に従い手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

① 重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータをあらかじめ選定し、重要な監視パラメータと有効な監視パラメー

タに位置づけ、これらを運転手順書に明記する。 

 また、通常使用するパラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータにて当該パラメータを推定する方法を運転手

順書に明記する。 

 

② 重大事故等対策実施時におけるパラメータ挙動予測、影響評価すべき項目、監視パラメータ等を手順書に整理する。 

 

③ 有効性評価等にて整理した有効な情報を、運転員及び緊急時対策本部要員が使用する手順書に整理する方針であること。 

 具体的には、有効性評価等にて整理した有効な情報について、運転員が監視すべきパラメータの選定、状況の把握及び進展予測

並びに対応処置の参考情報とし、運転手順書に整理する。また、有効性評価等にて整理した有効な情報について、緊急時対策本部

要員が運転操作を支援するためのパラメータ挙動予測や影響評価のための判断情報とし、支援組織用手順書に整理する。 

 

６．前兆事象の確認を踏まえた事前の対応手順の整備 

【解釈】 

ｆ）発電用原子炉設置者において、前兆事象を確認した時点での事前の

対応(例えば大津波警報発令時の原子炉停止･冷却操作)等ができる手順

を整備する方針であること。 

 

（１）前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順書を整

備する方針とすることを確認する。 

 

① 重大事故を引き起こす可能性がある前兆事象を確認した場合の事前の対

応等について予め検討する方針であるか確認する。 

 

② 前兆事象を確認した場合の体制、手順等を整備する方針であることを確

認する。 

６．「前兆事象の確認を踏まえた事前の対応手順」について、以下の方針に従い手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

① 前兆事象として把握ができるか、重大事故を引き起こす可能性があるかを考慮して、設備の安全機能の維持及び事故の防止対策を

あらかじめ検討する方針であること。 

 

② 前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順書を整備する方針であること。 

具体的には、以下に示す手順等を整備するとしている。 

 

○ 台風進路に想定された場合、屋外設備の暴風雨対策の強化及び巡視点検の強化を実施し災害発生時に迅速な対応を行う手順を

整備する。 

○ 竜巻の発生が予測される場合、車両の退避又は固縛、屋外作業の中止、燃料取扱作業の中止、換気空調系のダンパ等の閉止、デ

ィーゼル発電機室の水密扉及びその他扉の閉止状態を確認する手順を整備する。 

○ その他の前兆事象を伴う事象については、気象情報の収集、巡視点検の強化及び事故の未然防止の対応を行う手順を整備する。 

 なお、大津波警報が発令された場合の対応については、次項に示す。 
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（２） （１）で選定した前兆事象のうち大津波警報が発令された場合、原

則として原子炉を停止し、冷却操作を開始する手順書を整備する方針

とすることを確認する。 

 

① 大津波時の対応操作について、プラント停止の判断基準が明確である手

順書を整備する方針であることを確認。 

 

① 大津波警報が発令された場合、原則として原子炉を停止し、冷却操作を開始する手順書を整備するとしており、プラント停止の判

断基準を明確にした手順書を整備する方針を確認した。 

具体的には、大津波警報が発令された場合、原則として原子炉を停止し、冷却操作を行う手順を整備する。また、所員の高台への

避難及び水密扉の閉止を行い、津波監視カメラ及び潮位計による津波の継続監視を行う手順を整備する。 

＜補足説明資料：添付資料1.0.8 大津波警報発令時の原子炉停止操作等について＞ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．教育及び訓練の実施方針 

【解釈】 

２ 訓練は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策は幅広い発電用原子

炉施設の状況に応じた対策が必要であることを踏まえ、その教育訓練等

は重大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図るこ

とのできるものとする方針であること。 

 

（１）重大事故等対策における手順について、重大事故等対策に必要な要員

が有する力量を明確にした上で網羅的に整備され、教育及び訓練を計

画的に実施する方針としているか。 

 

① 重大事故時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識向上を図ることが

出来る教育訓練等がなされる方針であることを確認する。 

 

② 重大事故等対策に係る教育及び訓練について、計画的に教育及び訓練を

実施する方針とすることを確認。 

 

③ 教育及び訓練について、対象者（協力会社を含む。）を明確にした上で、

対象者に対して要求する力量を確保する方針とすることを確認。 

 

１．「教育及び訓練の実施方針」について、以下の方針に従って実施することを確認した。 

 

重大事故等対策は、発電用原子炉施設の状況に応じた幅広い対策が必要 

であることを踏まえ、重大事故等発生時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図る教育及び訓練を実施する。 

 

具体的には、 

 

① 重大事故等が発生した場合にプラント状態を早期に安定な状態に導くための的確な状況把握、確実及び迅速な対応を実施するため

に必要な知識について、運転員（当直員）、緊急安全対策要員及び緊急時対策本部要員の役割に応じた教育及び訓練を定期的に実

施する。 

 

② 教育訓練を計画的に実施することについて、各要員に対し必要な教育及び訓練項目を年１回以上実施すること、教育訓練項目で手

順の類似がない項目については、年２回以上実施する。 

 

③ 教育訓練の対象者の明確化について、「表5.1.2 重大事故等対策における操作の成立性」に、重大事故時の対応手段毎に、対象者

（協力会社を含む）を明示する。あわせて、対応手段毎に想定時間を明示し、必要な要員数及び想定時間にて対応できるよう、教

育及び訓練により効率的かつ確実に実施できることを確認する。 

 

（２）（１）により整備された教育及び訓練を実施し、必要となる力量が維

持されていることを管理する方針としているか。 

 

① 力量が維持されていることを確認するため、力量評価方法を明確にした

上で力量管理を行う方針であることを確認する。 

 

 

① 必要な力量の確保について、原則、重大事故等発生時の発電所の緊急時対策本部（以下、発電所対策本部）の体制を通常時の組織

の業務と対応するように定め、通常時の実務経験を通じて得られる力量に加え、事故時対応の知識及び技能について要員の役割に

応じた教育及び訓練を定められた頻度、内容で計画的に実施することにより要員の力量の維持及び向上を図るとしていることを確

認した。 

 また、力量の評価及び管理については、各要員に対し必要な教育及び訓練項目を年1回以上実施し、評価することにより力量が

維持されていることを確認する。具体的には、「表5.1.2 重大事故等対策における操作の成立性」にある必要な要員数及び想定時

間にて対応できるよう、教育及び訓練により効率的かつ確実に実施出来ること確認する。 

 

２．知識ベースの理解向上に資する教育及び総合的な演習の実施 

【解釈】 

ｂ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する要員の役

割に応じて、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行うととも

に、下記３a）に規定する実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確

認するための演習等を計画する方針であること。 

 

 

（１）重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて、定期的に知識ベース

２．知識ベースの理解向上に資する教育及び総合的な演習の実施について、以下の方針に従って実施することを確認した。 

 

緊急時対策本部要員の役割に応じて重大事故等の内容、基本的な対処方法等、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行う。 

 具体的には、 

知識ベースの教育訓練について、運転員（当直員）に対しては、知識の向上と手順書の実効性を確認するため、シミュレータ訓練又

は模擬訓練を実施する。シミュレータ訓練は、重大事故等に対し適切に対応できるよう計画的に実施する。また、重大事故等が発生

した時の対応力を養成するため、手順にしたがった対応中において判断に用いる監視計器の故障や動作すべき機器の不動作等、多岐

にわたる機器の故障を模擬し、関連パラメータによる事象判断能力、代替手段による復旧対応能力等の運転操作の対応能力向上を図

る。 
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の理解向上に資する教育を行う方針としていることを確認する。 

  その際、以下の事項が明確になっていることを確認する。 

 教育対象者（協力会社を含む。）が明確になっていること。 

 教育の目的若しくは、教育により期待する効果が明確になっている

こと。 

 緊急安全対策要員に対しては、原子炉施設の冷却機能の回復のために必要な電源確保及び可搬型設備を使用した給水確保等の対応

操作を習得することを目的に、手順の内容理解を図るための机上教育、資機材の取り扱い方法の習得を図るための模擬訓練又は実働

訓練を実施する。 

 発電所対策本部の実施組織及び支援組織の要員の役割に応じて、重大事故等発生時のプラント状況の把握、的確な対応操作の選択、

確実な指揮命令の伝達等の一連の発電所対策本部機能、支援組織の位置づけ、実施組織との連携及び手順書の構成に関する机上教育

を実施する。 

 

（２）実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習等

を定期的に計画する方針としているか。 

 

① 個別手順を組み合わせた総合訓練等を実施し、力量評価を実施し、継続

的に実施し教育プログラムが改善される仕組みと方針とすることを確

認。 

 

① 実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習について、現場作業を行う緊急安全対策要員と運転員（中央制御

室及び現場）が連携して一連の活動を行うための訓練及び実施組織と支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習等を定期

的に計画する方針であることを確認した。 

 具体的には、重大事故等発生時のプラント状況の把握、的確な対応操作の選択等実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確

認するための演習を計画的に実施するとしていることを確認した。 

 なお、これらの教育及び訓練の実施にあたり、計画（P）、実施（D）、評価（C）、改善（A）のプロセスを適切に実施し、PDCA サ

イクルを回すことで、必要に応じて手順書の改善、体制の改善等の継続的な重大事故等対策の改善を図るとしていることを確認し

た。 

 

３．保守点検活動を通じた訓練の実施 

【解釈】 

ｃ）発電用原子炉設置者において、普段から保守点検活動を自らも行っ

て部品交換等の実務経験を積むことなどにより、発電用原子炉施設及び

予備品等について熟知する方針であること。 

 

① 発電用原子炉施設等を熟知するため、従来、協力会社に依存してきた部

品交換等の保守点検活動を自社社員自らも行う保守活動を行う方針と

することを確認。 

 

３．「保守点検活動を通じた訓練の実施」について、以下の方針に従って実施するとしていることを確認した。 

 

① 保守訓練の実施にあたり、普段から保守点検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより、発電用原子炉

施設、予備品等について熟知する。 

 具体的には、運転員は、通常時に実施する項目を定めた手順書に基づき、設備の巡視点検、定期点検及び運転に必要な操作を社

員自らが行う。 

 保修課員は、原子力研修センターにてポンプ、弁設備等の分解点検、調整、部品交換の実習を社員自らが実施することにより技

能及び知識の向上を図る。さらに、設備の点検においては、保守実施方法をまとめた作業手順書に基づき現場に立ち、巡視点検、

分解機器の状況確認、組立状況確認及び試運転の立会確認を行うとともに、作業手順書の内容確認及び作業工程検討等の保守点検

活動を社員自らも行う。 

  

４．高線量下等を想定した訓練の実施 

【解釈】 

ｄ）発電用原子炉設置者において、高線量下、夜間及び悪天候下等を想定

した事故時対応訓練を行う方針であること。 

 

① 重大事故等発生時の事象進展により想定される環境下（高線量下、夜

間、悪天候その他の厳しい環境）を踏まえた訓練を実施する方針とする

ことを確認。 

 

４．高線量下等を想定した訓練の実施について 

 

① 高線量下、夜間、悪天候等を想定した事故時対応訓練を実施する方針であるとしていることを確認した。 

 具体的には、想定する事故について、重大事故等発生時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、重大事故等発生時の事

象進展により高線量下になる場所を想定した事故時対応訓練、夜間及び降雨並びに強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練

等を実施するとしていることを確認した。 

 

５．マニュアル等を即時利用可能とするための準備 

【解釈】 

５．「マニュアル等を即時利用可能とするための準備」については、以下の方針にしたがい実施することを確認した。 
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ｅ）発電用原子炉設置者において、設備及び事故時用の資機材等に関す

る情報並びにマニュアルが即時に利用できるよう、普段から保守点検活

動等を通じて準備し、及びそれらを用いた事故時対応訓練を行う方針で

あること｡ 

 

① 設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルが即時に

利用できるよう、通常時から保守点検活動等を通じて準備する方針とす

ることを確認。 

 

② 通信設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルを用

いた事故時対応訓練を行う方針とすることを確認 

 

① 設備及び資機材等に関する情報並びにマニュアルが即時に利用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて準備する。 

 

② それらの情報及びマニュアルを用いた事故時対応訓練を行い、設備資機材の保管場所、保管状態を把握し、取扱いの習熟を図ると

ともに、資機材等に関する情報及びマニュアルの管理を実施する。 

 

 

 

③体制の整備 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

１．役割分担及び責任者の明確化 

【解釈】 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する実施組織

及びその支援組織の役割分担及び責任者などを定め、効果的な重大事故

等対策を実施し得る体制を整備する方針であること。 

 

 

 

① 重大事故等対策を実施する実施組織及び実施組織に対して支援を行う

支援組織の役割分担、責任者等を定める方針であることを確認。 

 

② 専門性及び経験を考慮した作業班の構成を行う方針であることを確認。 

 

③ 指揮命令系統を明確にし、効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を

整備する方針であることを確認。 

 

 

１．「役割分担及び責任者の明確化」について、以下の方針に従い、実施するとしていることを確認した。 

 

① 重大事故等対策を実施する実施組織及び実施組織に対して支援を行う支援組織の役割分担、責任者等を定める。 

 原子力防災管理者（所長）は、発電所対策本部長として、原子力防災組織の統括管理を行い、責任を持って原子力防災の活動方

針を決定するとともに、事象に応じて原子力防災体制（警戒体制、原子力防災体制）を発令し、発電所に自らを本部長とする発電

所対策本部を設置して対処する。 

 発電所対策本部に、重大事故等対策を実施する実施組織として、事故拡大防止のための措置を行う発電班（当直員を含む。）、事

故原因の究明、応急対策の立案、実施及び消火活動を実施する保修班、実施組織が事故対策に専念できる環境を整える運営支援組

織を編成する。 

 

② 専門性及び経験を考慮した作業班の構成を行う。 

  具体的には、作業班の構成について、通常時の発電所体制下での運転、日常保守点検活動の実務経験が発電所対策本部での事故

対応、復旧活動に活かせ、組織が効果的に重大事故等対策を実施できるよう、専門性及び経験を考慮した上で班の構成を行う。ま

た、各班の役割分担、責任者である班長（管理職）を定め、指揮命令系統を明確にし効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を

整備する。 

 

③ 指揮命令系統を明確にし、効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備する。 

 具体的には、所長（原子力防災管理者）は、全体指揮者となり原子力防災組織を統括管理し、３号炉及び４号炉の同時被災時は

号炉ごとの指揮者を指名する。号炉ごとの指揮者のもと重大事故等対策を実施する。 

 

２．実施組織の構成 

【解釈】 

ｂ）実施組織とは、運転員等により構成される重大事故等対策を実施す

る組織をいう。 

 

２．重大事故等対策を実施する実施組織の構成について、以下のとおり必要な役割分担を行い重大事故等対策が円滑に実施できる体制

を整備するとしていることを確認した。 

 

① 実施組織の構成等については以下のとおり。 
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① 実施組織として、運転員等により構成される重大事故等対策を実施する

組織を設置し、構成する組織の役割分担を明確にする方針であることを

確認する。 

 

② 実施組織における原子炉主任技術者の役割分担が明確になっているこ

とを確認する。 

 

※各組織を構成する班の具体的な役割分担及び業務の範囲については

「（６）各班の役割分担及び責任の明確化」にて確認する。 

 

a. 運転員等により事故拡大防止のための措置を実施する班 

b. 応急対策の立案を実施する班 

 

② 原子炉主任技術者は、発電所対策本部の構成要員として重大事故等が発生した場合に事故の拡大防止、影響緩和について保安の監

督及び指示を行う。 

 

３．複数号炉の同時被災への対応 

【解釈】 

ｃ）実施組織は、工場等内の全発電用原子炉施設で同時に重大事故が発

生した場合においても対応できる方針であること。 

 

 

 

① 複数号炉で同時に重大事故等が発生した場合においても、予め定められ

た指揮命令系統のもと、対応できる方針であることを確認する。 

 

② 複数号炉で同時に重大事故が発生した場合においても対応できるよう、

必要な要員を確保する方針であることを確認する。 

 

③ 複数号炉で同時に重大事故等が発生した場合においても、原則として号

炉ごとに独立した対応ができる体制を整備する方針であることを確認

する。 

 

④ 複数号炉で同時に重大事故等が発生した場合の被ばく評価が示されて

いることを確認する。被ばく評価にあたっては、各々の号炉間の相互影

響も考慮した被ばく評価を行うこと。 

 

※ 大規模損壊の同時被災に関する審査の視点及び確認事項は、「重大事

故防止技術的能力基準２．１」に反映している。 

 

３．「複数号炉の同時被災への対応」について、以下の方針に従い実施することを確認した。 

 

① 3号炉及び4号炉において同時に重大事故等が発生した場合において、発電所の本部長の指示により号炉ごとに指名した指揮者の

指示のもと、号炉ごとの情報収集や事故対策の検討を行い、3号炉及び4号炉に加えて、1号炉及び2号炉の使用済燃料ピットが被

災した場合においても、重大事故等対策を実施する。 

② 緊急安全対策要員及び緊急時対策本部要員を発電所内及び発電所近傍に常時確保し、3 号炉及び 4 号炉の同時被災等が発生した

場合においても対応できる体制とする。 

 具体的には、実施組織のうち必要な緊急安全対策要員及び緊急時対策本部要員を発電所内及び発電所近傍に常時確保し、３号炉

及び４号炉の同時被災等が発生した場合においても、確保した緊急安全対策要員により、重大事故等対処設備を使用して炉心損傷

防止及び原子炉格納容器破損防止の重大事故等対策に対応できる体制とするとともに、1号炉及び 2号炉の使用済燃料ピットの被

災対応ができる体制とする。 

 

③ 3号炉及び4号炉の同時被災が発生した場合においても、①のとおり対応を実施する。また、所長（原子力防災管理者）は、全体

指揮者となり原子力防災組織を統括管理し、1号炉及び2号炉の使用済燃料ピットが被災した場合も対応する。 

 

④ 3 号炉及び 4号炉において、同時に事故が発生した場合について、「１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」におい

て炉心損傷後の外部環境（線量等）を考慮した被ばく線量の確認をしている。 

  また、1号炉及び2号炉の使用済燃料ピットが被災した場合の放射線影響についても確認している。 

 

 

４．支援組織の構成 

【解釈】 

ｄ）支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織

及び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織

等を設ける方針であること。 

４．「支援組織の構成」について、以下の方針であることを確認した。 

 

① 発電所対策本部に支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織、実施組織が重大事故等対策に専念できる環

境を整える運営支援組織を設け。 
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① 支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織、実

施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織を設

ける方針であることを確認する。 

 

② 技術支援組織の構成が明確になっていることを確認する。 

 

③ 運営支援組織の構成が明確になっていることを確認する。 

 

※各組織を構成する班の役割分担及び支援の範囲については、「（６）各

班の役割分担及び責任者の明確化」にて確認する。 

 

② 技術支援組織は、事故状況の把握・評価、事故時影響緩和操作の検討等を行う班、放射線・放射能の測定、被ばく管理、拡大防止

措置等を行う班で構成する。 

  

③ 運営支援組織は、発電所対策本部の設営・運営、連絡・通信手段の確保等を行う班、報道機関等の対応を行う班、情報受理・伝達

等を行う班で構成する。 

５．対策本部の設置及び要員の招集 

【解釈】 

ｅ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施が必要な状況

においては、実施組織及び支援組織を設置する方針であること。また、あ

らかじめ定めた連絡体制に基づき、夜間及び休日を含めて必要な要員が

招集されるよう定期的に連絡訓練を実施することにより円滑な要員招集

を可能とする方針であること。 

 

 

① 重大事故等対策の実施が必要な状況において、発電所内に実施組織及び

支援組織を設置する方針であること、実施組織及び支援組織を統轄する

責任者を配置する方針であることを確認する。 

 

② 夜間及び休日を含めて重大事故等対策に必要な要員が確保する方針で

あることを確認する。その際、要員の種別毎に必要な人数が明確になっ

ていることを確認する。 

 

③ 夜間及び休日を含めて必要な要員を非常召集できるよう、あらかじめ定

めた連絡体制に基づき、定期的に連絡訓練を実施する方針であることを

確認する。 

 

④ 新型インフルエンザ等が発生し、必要な要員が確保できない場合の対応

が示されていることを確認する。 

 

⑤ 重大事故等対策の実施にあたり、協力会社社員を招集する場合、あらか

じめ必要な契約等を行う方針であることを確認する。 

５．「対策本部の設置及び要員の招集」について、以下の方針に従って実施することを確認した。 

 

① 所長（原子力防災管理者）を本部長とする発電所対策本部を設置し、その中に実施組織及び支援組織を設置する。 

 

②時間外、休日（夜間）において重大事故等が発生した場合に速やかに対応を行うため、3号炉及び4号炉の原子炉容器に燃料が装荷

されている場合においては、発電所内に、緊急時対策本部要員6名、運転員12名及び緊急安全対策要員36名、1号炉及び2号炉

の運転員10名、の合計64名を常時確保する。事象発生後6時間を目途に緊急時対策本部要員10名を召集し、合計74名を確保す

る。（３号炉及び４号炉のうち1つの原子炉容器に燃料が装荷されていない場合は67名、３号炉及び４号炉の原子炉容器に燃料が

装荷されていない場合は 60 名）を確保する。１号炉及び２号炉の原子炉容器に燃料が装荷されていないことを前提に、１号炉及

び２号炉の運転員10名のうち、4名（３号炉及び４号炉のうち1つの原子炉容器に燃料が装荷されていない場合は2名）が３号炉

及び４号炉現場作業応援を行う。 

 また、火災発生時の初期消火活動に対応するため、初期消火活動を行う体制についても発電所に常時整備する。 

 

③時間外、休日（夜間）を含めて必要な要員を非常召集できるよう、あらかじめ定めた連絡体制に基づき、定期的に連絡訓練を実施

する。 

非常召集する要員への連絡については、緊急時呼出システムを活用するとともに、バックアップとして社員寮その他必要な箇所に

衛星電話を配備することで要員との連絡及び非常召集を行う。 

 なお、地震の影響により緊急時呼出システムが正常に機能しない等の通信障害によって非常召集連絡ができない場合でも地震（発

電所周辺地域において、震度５弱以上の地震）の発生により発電所に自動参集する体制を整備する。 

 

④ 病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症等が発生し、所定の重大事故等対策要員に欠員が生じた場合は、

休日、時間外（夜間）を含め重大事故等対策要員の補充を行うとともに、そのような事態に備えた重大事故等対策要員の体制に係

る管理を行う。 

重大事故等対策要員の補充の見込みが立たない場合は、原子炉停止等の措置を実施し、確保できる要員で、安全が確保できる原子

炉の運転状態に移行する。 
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 ⑤ 重大事故等の対応については、高線量下の対応においても、社員及び協力会社員を含め要員を確保する。社員と協力会社員の現場

での対応については、請負契約のもと、それぞれがあらかじめ定められた業務内容をそれぞれの責任者の下で行うこととする。必

要に応じて作業の進捗について、事業者と協力会社の責任者間で相互連絡を取り合うようにする。 

 

６．各班の役割分担及び責任者の明確化 

【解釈】 

ｆ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施組織及び支援

組織の機能と支援組織内に設置される各班の機能が明確になっており、

それぞれ責任者を配置する方針であること。 

 

 

① 重大事故等対策の実施組織及び支援組織について、上記ｂ）及びｄ）項

に示す各班の機能を明確にするとともに、各班に責任者である班長及び

その代行者として副班長を配置する方針であること。 

 

６．「各班の役割分担及び責任者の明確化」について、以下の方針であることを確認した。 

 

① 重大事故等対策の実施組織及び支援組織について、上記４．（３）②項及び４．（３）④項に示す各班の機能を明確にするとともに、

各班に責任者である班長及び副班長を配置する。 

 実施組織は発電班及び保修班により構成し、次のとおり役割分担を明確にする。 

発電班は、事故状況の把握及び整理、事故拡大防止のための措置、原子炉施設の保安維持を行う。保修班は、事故原因の究明、

応急対策の立案、実施及び消火活動を行う。 

支援組織は、技術支援組織及び運営支援組織で構成される。 

技術支援組織は、事故状況の把握、被ばく管理を行うものとして安全管理班、及び放射線管理班で構成される。安全管理班は、

事故状況の把握及び評価、事故時影響緩和操作の検討、放射能影響範囲の推定を行う。放射線管理班は、放射線・放射能の測定、

状況把握、被ばく管理、汚染除去・拡大防止措置、災害対策活動に伴う放射線防護措置を行う。 

また、運営支援組織については、総務班、広報班、情報班で構成し、必要な役割の分担を行い実施組織が重大事故等対策に専念

できる環境を整える。 

総務班は、発電所対策本部の設営・運営、連絡・通信手段の確保、要員の動員、輸送手段の確保、緊急医療措置、資機材調達・

輸送及び退避・避難措置を行う。広報班は、報道機関の対応、見学者の避難誘導及び広報活動を行う。情報班は、社内対策本部と

の情報受理・伝達、国・自治体等関係者との連絡調整及び社外関係機関への情報連絡を行う。 

 

７．指揮命令系統及び代行者の明確化 

【解釈】 

ｇ）発電用原子炉設置者において、指揮命令系統を明確化する方針であ

ること。また、指揮者等が欠けた場合に備え、順位を定めて代理者を明確

化する方針であること。 

 

 

 

① 指揮命令系統を明確化する方針であることを確認する。 

 

② 指揮者等が欠けた場合に備え、予め順位を定めて代理者を指定する方

針であることを確認する。 

 

７．「指揮命令系統及び代行者の明確化」について、以下の方針に従って実施するとしていることを確認した。 

 

① 発電所内の事故収束活動については、社長の判断を仰ぐことなく発電所対策本部の権限において対応するなど、発電所対策本部に

おける指揮命令系統を明確にする。 

 

② 指揮者等が欠けた場合に備え、代行者と代行順位をあらかじめ定め明確にする。 

 具体的には、本部長の所長が欠けた場合は副本部長（副原子力防災管理者）の原子力安全統括を代行とし、さらに副本部長の原

子力安全統括が欠けた場合は、同副本部長（副原子力防災管理者）の副所長（技術）あるいは、他の副原子力防災管理者が代行と

する。 

 実施組織及び支援組織の各班には責任者である班長（課長）を配置し、班長が欠けた場合に備え、あらかじめ代行順位を定めた

副班長（課長又は副長）を配置する。 

 

８．実効的に活動するための設備等の整備 

【解釈】 

ｈ）発電用原子炉設置者において、上記の実施体制が実効的に活動する

ための施設及び設備等を整備する方針であること。 

 

８．「実効的に活動するための設備等の整備」について、発電用原子炉施設の状態を確認し、必要な所内外各所へ通報連絡を行い、また

重大事故等に対処するため、夜間においても速やかに現場へ移動するため、以下の方針に従い、必要な設備等を整備するとしている

ことを確認した。 
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実施組織が実効的に活動するため、発電所の状態を確認すること、必要な所

内各所への通報連絡ができること、重大事故対処のために夜間等において

も現場に移動できること等のために必要な施設及び設備等が適切に抽出さ

れ、整備される方針が示されているか。 

 

① 実施組織及び支援組織が定められた役割を遂行するため、発電所内外に

通信連絡を行い関係箇所と連携を図るための統合原子力防災ネットワ

ークに接続する通信連絡設備等（テレビ会議システムを含む）を備えた

緊急時対策所を整備する方針であることを確認する。 

 

② 中央制御室、緊急時対策所及び現場との連携を図るため、携帯型有線通

話装置等を整備する方針であることを確認する。 

 

③ 夜間においても速やかに現場へ移動するために必要な、実効的に活動す

るための設備等を整備する方針であることを確認する。 

 

① 実施組織及び支援組織が定められた役割を遂行するため、支援組織が、必要なプラントのパラメータを確認するための安全パラメ

ータ表示システム及び SPDS 表示端末、発電所内外に通信連絡を行い関係箇所と連携を図るための統合原子力防災ネットワークに

接続する通信連絡設備等（テレビ会議システムを含む。）を備えた緊急時対策所を整備する。 

 

② 中央制御室、緊急時対策所及び現場との連携を図るため、携行型通話設備等を整備する。 

 

③ 照明の電源が喪失し照明が消灯した場合でも、迅速な現場への移動、操作及び作業を実施し、作業内容及び現場状況の把握を実施

できるよう可搬型の照明装置を整備する。 

 

９．発電所内外への情報提供 

【解釈】 

ｉ）支援組織は、発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状

況について、適宜工場等の内外の組織へ通報及び連絡を行い、広く情報

提供を行う体制を整える方針であること。 

 

 

 

① 原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況について、発電所内外

の組織への通報及び連絡を実施できるよう、必要な設備・体制を整備す

る方針であることを確認する。 

 

② 支援組織として、発電所災害対策本部が事故対策に専念できるよう、発

電所内外への情報提供についての活動を行う方針であることを確認す

る。 

 

 

９．「発電所内外への情報提供」について、以下の方針で実施するとしていることを確認した。 

 

① 原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況について、発電所内外の組織への通報及び連絡を実施できるよう、衛星電話（携

帯）、統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備等を用いて、広く情報提供を行うことができる体制を整備する。 

 

② 原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況に係る情報は、発電所対策本部の情報班にて一元的に集約管理し、発電所内で共

有するとともに、本店対策本部と発電所対策本部間において衛星電話、統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備及び

緊急時対策支援システム（ERSS）等へ必要なデータを伝送できる設備を使用することにより、発電所の状況及び重大事故等対策の

実施状況の情報共有を行う。また、本店対策本部との連絡を密にすることで報道発表、外部からの問い合わせ対応及び関係機関へ

の連絡を本店対策本部で実施し、発電所対策本部が事故対応に専念でき、かつ、発電所内外へ広く情報提供を行うことができる体

制を整備する。 

 

１０．外部からの支援体制の整備 

【解釈】 

ｊ）発電用原子炉設置者において、工場等外部からの支援体制を構築す

る方針であること。 

 

１０．外部からの支援体制の整備にあたり、以下の方針に従って実施するとしていることを確認した。 

 

① 発電所外部からの支援を受けることができるよう、原子力防災体制を発令した場合に本店緊急時対策本部を設置する等の体制を整

備する。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.0-19 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯3・4号炉） 

① 発電所災害対策本部が重大事故対応に専念できるよう、発電所外部に支

援組織等を設置するとしていることを確認する。その際、発電所外部に

設置する支援組織を設置する判断基準が明確になっていることを確認

する 

 

② 発電所外部に設置する支援組織は、原子力部門だけでなく他部門も含め

た全社体制であることを確認する。 

 

③ 支援組織の構成及び役割分担が明確になっていることを確認する。その

際、発電所災害対策本部が重大事故対応に専念できるような役割分担等

となっているか確認する。 

 

④ 他の原子力事業者等からの支援を受けられるよう、発電所外部に支援拠

点を設置するとしていることを確認する。 

 

 

 なお、発電所における原子力防災体制は、警戒事象、又は原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に該当する事象が発生した

場合に発令する。 

 

② 本店緊急時対策本部は、発電所対策本部が事故対応に専念できるよう、情報収集、事故状況の把握、事故拡大防止策の支援等を行

う班、外部電源や通信設備に関する復旧等を行う班、報道対応を行う班及び資機材の調達運搬等を行う班で構成する。 

 

 

③ 本店緊急時対策本部は、原子力事業所災害対策支援拠点の設置を行うこと、他の原子力事業者及び原子力緊急事態支援組織からの

技術的な支援が受けられる体制を整備する。 

  

④ 事象進展を踏まえ、本店緊急時対策本部は、原子力部門による技術的支援を行う本店緊急時対策本部（若狭）及び原子力以外の部

門も含めた全社での支援を行う本店緊急時対策本部（中之島）で構成する。 

 支援拠点の設置については、あらかじめ選定している施設の候補の中から放射性物質が放出された場合の影響等を勘案した上で

原子力事業所災害対策支援拠点を指定し、必要な人員を派遣するとともに、災害対策支援に必要な資機材等の運搬を実施する。 

 また、本店対策本部原子力設備班長は、他の原子力事業者及び原子力緊急事態支援組織へ技術的な支援が受けられる体制を整備

する。 

 

 

１１．事故後の中長期的な対応に備えた体制の整備 

【解釈】 

ｋ）発電用原子炉設置者において、重大事故等の中長期的な対応が必要

となる場合に備えて、適切な対応を検討できる体制を整備する方針であ

ること。 

 

① 重大事故等発生後の中長期的な対応が必要となる場合に備えた検討体

制を構築する方針であることを確認する。 

 

② 中長期的な対応が必要となる具体的な状況を想定し、そのために必要な

手段等を整備する方針であることを確認する。 

１１．「事故後の中長期的な対応に備えた体制の整備」について、以下の方針にしたがって実施するとしていることを確認した。 

 

① 重大事故等発生後の中長期的な対応が必要となる場合に備えて、社内外の関係各所と連係し、適切かつ効果的な対応を検討できる

体制を整備する。 

 

② 重大事故等発生時に原子炉格納容器の圧力及び温度が通常運転時よりも高い状態が継続する場合等に備えて、機能喪失した設備の

部品取替による復旧手段を整備する。主要な設備の取替部品をあらかじめ確保するとともに、同種の設備に使用されている部品を

用いた復旧を考慮する。 

 また、重大事故等発生時に、機能喪失した設備の保守を実施するための放射線量低減活動、放射性物質を含んだ汚染水が発生し

た際の汚染水の処理活動等を円滑に実施するため、平時から必要な対応を検討できる体制を構築する。 

 

＜補足説明資料：添付資料1.0.15 原子炉格納容器の設計圧力、温度に近い状態が長期にわたる場合の体制の準備について＞ 
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大飯 3・4号炉審査審査事項の整理と適合性確認結果等（重大事故等防止技術的能力基準１．１及び設置許可基準規則第４４条）） 
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1.1-2 
 

 

Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等について以下のとおり要求している。 

あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．１緊急停止失敗時に発

電用原子炉を未臨界にするための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．１緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．１ 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨

界にするための手順等 

 

発電用原子炉設置者において、運転時の異常

な過渡変化時において発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発生するお

それがある場合又は当該事象が発生した場合に

おいても炉心の著しい損傷を防止するため、原

子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器

の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を

未臨界に移行するために必要な手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切 

に示されていること。 

 

 

 

 

１ 「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがある場合」とは、発電用原子炉を緊急停止していなければならない状況にもかかわらず、原子

炉出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していないことが推定される場合のことをいう。 

２ 「発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）沸騰水型原子炉(BWR)及び加圧水型原子炉(PWR)共通 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがある場合」に、手動による原子炉の緊急停止操作を実施すること。 

（２）BWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがある場合」に、原子炉出力を制御するため、原子炉冷却材再循環ポンプが自動停

止しない場合は、手動で停止操作を実施すること。 

ｂ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を起動する判断基準を明確に定めること。 

ｃ）発電用原子炉を緊急停止することができない事象の発生時に不安定な出力振動が検知された場合には、ほう酸水注入設備（SLCS）を作動させること。 

（３）PWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがある場合」に、原子炉出力を抑制するため、補助給水系ポンプが自動起動しない

場合又はタービンが自動停止しない場合は、手動操作により実施すること。 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれ 

がある場合」に、化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸水注入を実施すること。 
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1.1-3 
 

＜設置許可基準規則第 44 条＞（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす

るための設備） 

第四十四条 発電用原子炉施設には、運転時の

異常な過渡変化時において発電用原子炉の運

転を緊急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合又は当該事象が発生

した場合においても炉心の著しい損傷を防止

するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び

原子炉格納容器の健全性を維持するととも

に、発電用原子炉を未臨界に移行するために

必要な設備を設けなければならない。 

 

 

 

 

第４４条（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備） 

１ 第４４条に規定する「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合」とは、発電用原子炉が緊急停止していなければなら

ない状況にもかかわらず、原子炉出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していないことが推定される場合のことをいう。 

２ 第４４条に規定する「発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

（１）BWR 

 ａ）センサー出力から最終的な作動装置の入力までの原子炉スクラム系統から独立した代替反応度制御棒挿入回路（ARI）を整備すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を制御するため、原子炉冷却材再循環ポンプ

を自動で停止させる装置を整備すること。 

 ｃ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を整備すること。 

（２）PWR 

 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を抑制するため、補助給水系ポンプを自動的

に起動させる設備及び蒸気タービンを自動で停止させる設備を整備すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合」には、化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による十分

な量のほう酸水注入を実施する設備を整備すること。 

 

 

  

＜有効性評価（第３７条）（有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）） 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.5 原子炉停止機能喪失 ・原子炉出力抑制（自動） 

・ほう酸水注入 

5.4 反応度の誤投入 ・ほう酸水注入 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.1.1 対応手段と設備の選定 

緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするために申請者が計画する設備及び手順等が、①第４４条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１項（以下「第４４条等」という。）における要求事項に対応し、

かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な

対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

（1） 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（玄海 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第 44 条等」に示されてい

る要求事項と一致していることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

 

１）運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉を緊急に停止させるための設計基準事故対処設備は、炉外核計装、原子炉保護系のプロセ

ス計装等である。これらの設備が機能喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格

納容器の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を未臨界に移行する対処設備及び対処設備を活用した手順を整備するとしており、「第 44 条

等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

 

２) 「第 44 条等」に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設

備が有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事

故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者がフォールトツリー解析等

により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記１）以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事

故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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（2） 対応手段と設備の選定の結果  

 

審査の視点及び確認事項 確認結果（玄海 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第 44 条等における要求事項に対応した手順等が選定されているか

確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.1.1 (2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.1.1 図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）第４４条等及び有効性評価（第３７条）に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、「表１規制要求事項に対する手順」のとおり。 

第４４条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としている。 

①手動による原子炉の緊急停止操作を実施するための設備及び手順等。 

②原子炉出力を抑制するためにタービントリップと主蒸気隔離弁の閉止を自動作動させるとともに、1 次冷却系の過圧防止のために補助

給水ポンプを自動起動させるため、作動信号を自動発信する設備及び手順等。 

③主蒸気隔離弁が自動閉止しなかった場合は、手動により閉止するための設備及び手順等。また、補助給水ポンプが自動起動しない場合

は、手動により起動するための設備及び手順等。 

④化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸水を注入するための設備及び手順等。 

 また、有効性評価（第３７条）において、緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための重大事故等対処設備及び手順等として以下を

整備する方針としている。 

①原子炉出力を抑制するためにタービントリップと主蒸気隔離弁の閉止を自動作動させるとともに、1 次冷却系の過圧防止のために補助

給水ポンプを自動起動させるため、作動信号を自動発信する設備及び手順等。 

② 化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸水を注入するための設備及び手順等。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（玄海 3・4号炉） 

これらの確認結果から、緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にす 

るために申請者が計画する設備及び手順等が、第４４条等にお 

ける各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針で 

あることから、第４４条等に適合するものと判断した。また、有 

効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備 

及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認し 

た。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.2-1 
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新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.2-2 

Ⅰ 要求事項の整理 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等について以下のとおり要求してい

る。 

また、申請者の計画が、設置許可基準規則第３７条の評価（以下「有効性評価（第３７条）」という。）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故

等防止技術的能力基準１．２原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等に関連する有効性評価（第３７条）における事故シーケンスグループ及び有効性評価（第３７条）で解析上考慮して

いる対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．２原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．２原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発

電用原子炉を冷却するための手順等 

 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材

圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

を防止するため、発電用原子炉を冷却するため

に必要な手順等が適切に整備されているか、又

は整備される方針が適切に示されていること。 

１ 「発電用原子炉を冷却するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

①－１全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、タービン動補助給水ポンプにより発電用原子炉を冷却するため、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための手順等を整備すること。 

イ）可搬型重大事故防止設備 

 現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及び十分な期間※の運転継続を

行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。ただし、下記（ロ）の人力による措置が容易に行える場合を除く。 

ロ）現場操作 

現場での人力による弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及び十分な期間※の運転継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

ハ）監視及び制御 

ハ）－１ 原子炉水位及び蒸気発生器水位を推定する手順等（手順、計測機器及び装備等）を整備すること。 

ハ）－２ タービン動補助給水ポンプの安全上重要な設備の作動状況を確認する手順等（手順、計測機器及び装備等）を整備すること。 

ハ）－３ 原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

 

①－２ 復旧 

電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続することにより、起動及び十分な期間の運転継続ができること。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.2-3 

＜設置許可基準規則第４５条＞（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却

材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設

計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の

冷却機能が喪失した場合においても炉心の著

しい損傷を防止するため、発電用原子炉を冷

却するために必要な設備を設けなければなら

ない。 

第４５条（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

１ 第４５条に規定する「発電用原子炉を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、タービン動補助給水ポンプ等により発電用原子炉を冷却するため、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備を整備すること。 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の操作により、タービン動補助給水ポンプ等の起動及び十分な期間※の運転継

続を行う可搬型重大事故防止設備等を整備すること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力による措置が容易に行える場合を除く。 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及び十分な期間※の運転継続を行うために必要な設備を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

 

 

 

＜有効性評価（第３７条）＞（有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）） 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.1 ２次冷却系からの除熱機能喪失 ・1次冷却系のフィードアンドブリード 

・監視及び制御 

2.2 全交流電源喪失 ・主蒸気逃がし弁（現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.2-4 

Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果 

 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において原子炉を冷却するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第４５条及び重大事故等防止技術的能力基準１．２項（以下「第４５条等」という。）における要求事

項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応に

より重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 
1.2.1 対応手段と設備の選定 

（1） 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 45 条等に示されている要

求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

 

1)炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合には、２次冷却系からの除熱機能により、原子炉

を冷却する必要があるが、２次冷却系からの除熱機能を有する設計基準事故対処設備が喪失した場合においても、炉心の著しい損傷を防止す

るための対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第 45条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

2) 第 45 条等に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備が

有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事故

等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリー解析等

により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、重大

事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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（2） 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを

確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故

障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されて

いることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認す

る。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能によ

り１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段

は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第

１段目に記載される。 

  

２）第 45 条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事故

対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.2.1(2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.2.1 図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）第４５条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

 具体的な確認内容については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備整備及び手順等） 

第４５条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

②－１ 現場での人力による弁の操作により、タービン動補助給水ポンプを起動・運転継続するための設備及び手順等。 

②－２ 計測設備により監視及び制御するための手順等。 

a. 加圧器水位及び蒸気発生器水位を監視又は推定するための手順等。 

b. 補助給水ポンプの作動状況を確認するための手順等。 

c. 加圧器水位及び蒸気発生器水位の制御のための手順等。 

②－３ 代替交流電源設備（空冷式非常用発電装置）により電動補助給水ポンプを起動及び運転継続するための設備及び手順等。 

 また、第４５条の要求事項に対応するための手順に加え、有効性評価（第３７条）において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態に

おいて原子炉を冷却するための重大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針としていることを確認した。 

① 1 次冷却系のフィードアンドブリードのための設備及び手順等。 

② 現場で人力により主蒸気逃がし弁を操作するための設備及び手順等 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

 

 

○「第４５条等」で求められている手順 

規制要求事項 確認結果(大飯 3・4号炉) 

【設備（配備）】※１ ①－１ イ）可搬型重大事故防止設備等を整備すること。 

【設備（措置）】※２ 

 現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用

いた弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及び十分な期間※の運

転継続を行えること。ただし、現場での人力による弁の操作により、タービン

動補助給水ポンプ等の起動及び十分な期間の運転継続を行える場合を除く。 

※：冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

以下により、現場手動操作による主蒸気逃がし弁の機能回復が図られている

ことを確認した。 

＜添付十：1.2.1(2) a.フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.1(2) b.サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

・タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作）、タービン動補助給水ポンプ起

動弁（現場手動操作） 

・蒸気発生器補助給水流量計、復水ピット水位計、蒸気発生器水位計 
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【技術的能力】※３ ①－１  

全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、タービン動補助給水ポン

プにより発電用原子炉を冷却するため、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための手順等を整備すること。 

 

 

 

 

イ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を

用いた弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及び十分な期間の運

転継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。ただし、ロ）の人力

による措置が容易に行える場合を除く。 

 

ロ）現場での人力による弁の操作により、タービン動補助給水ポンプの起動及

び十分な期間の運転継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

 

ハ）－１ 原子炉水位及び蒸気発生器水位を推定する手順等（手順、計測機器

及び装備等）を整備すること。 

ハ）－２ タービン動補助給水ポンプの安全上重要な設備の作動状況を確認す

る手順等（手順、計測機器及び装備等）を整備すること。 

ハ）－３ 原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する手順等（手順及び装備等）

を整備すること。 

 

①－２ 

復旧として、電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続することにより、起動

及び十分な期間の運転継続ができること。 

 

 

①―１ 

以下により、全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、タービ

ン動補助給水ポンプにより発電用原子炉を冷却するために必要な手順等が、

整理されていることを確認した。 

 

＜添付十：1.2.1(2) a.フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.1(2)b.サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

イ） ロ）の人力による措置 

 

 

 

 

ロ） 現場での手動操作によりタービン動補助給水ポンプの機能を回復させ

る手順 

 

ハ） 補助給水ポンプの作動状況確認の手順 

 

 

 

 

 

 

①－２ 

・空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第４５条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．２ 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

  有効性評価で解析上考慮されている「1次冷却系のフィードアンドブリード」、「現場手順操作による主蒸気逃がし弁の機能回復」及び「監視及び制御」に係る手順を整備するとしていることを確認した。 
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b.第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な確認内容については、1.2.2.1 (1)、

1.2.2.2(2)a.、1.2.2.4(1)～(4)に示す。 

 

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において1次冷却系が高圧時に原子炉を冷却するために必要となる以下の対策とそのための重大事故等対処設備

を整備するとしていることを確認した。 

a. 1次冷却系を減圧するとともに原子炉への注水を行う1次冷却系のフィードアンドブリード。そのため、高圧注入ポンプ、加圧器逃が

し弁及び燃料取替用水ピット等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

b. 現場手動操作による主蒸気逃がし弁の機能回復。そのため、主蒸気逃がし弁（手動）を重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４

３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手

順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着

手の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人

員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

a. 「1次冷却系のフィードアンドブリード」のための手順 

補助給水ポンプの故障等により蒸気発生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位（蒸気発生器水位計（広域）指示

値10%未満）になった際に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水ピット水位が確保されている場合には、重大事故等対処設備を

用いた1次冷却系のフィードアンドブリードの手順に着手する。この手順では、高圧注入ポンプの起動、加圧器逃がし弁の開操作を1名に

より実施する。 

 

b.「現場手動操作による主蒸気逃がし弁の機能回復」のための手順 

中央制御室からの遠隔操作で主蒸気逃がし弁の開操作ができない際に、蒸気発生器への注水が確保されている場合には、人力で操作する

主蒸気逃がし弁の機能回復の手順に着手する。この手順では、現場での人力による主蒸気逃がし弁の開操作等を計5名により、約30分で

実施する。 

 

③作業環境等 

a)手順着手の判断基準が明確であること、b)1次冷却系のフィードアンドブリードの手順等について、高圧注入ポンプの起動、加圧器逃

がし弁開操作の手順等を定めていること、現場手動操作による主蒸気逃しが弁の機能回復の手順等については、蒸気発生器伝熱管破損の

有無の確認、主蒸気逃がし弁の開操作の手順等を定め、それぞれの手順において必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとして

いることなどを確認した。 

 

 
 (2)優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的   規制要求に対する手順等における優先順位についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な確認内容については、1.2.2.1(4)、
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な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

1.2.2.2(3)に示す。 

 

「１次冷却系のフィードアンドブリード」より「蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水）」を優先して実施するとしていることを確認

した。 

 また、蒸気発生器への注水について、燃料消費量の観点から、「電動補助給水ポンプの機能回復」より「タービン動補助給水ポンプの機

能回復」による注水を優先するとしていることを確認した。 

 

 
(3)自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方針

であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されていること、

多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを確認す

る。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認する。 

 

 

申請者は、重大事故等への対処をより確実に実施するため、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更な

る対策の抽出を行い、自主的な対応を含めて網羅的に提示した。自主的な対策として、2次冷却系からの除熱機能が喪失した場合に、

その機能を構成するフロントライン系及びサポート系の機能を回復するための多様性拡張設備及び手順等を整備していることを確認し

た。 

自主的対策として整備する重大事故等対処設備及び多様性拡張設備については、以下の表に示されていることを確認した。 

＜添付十：第1.2.1表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

多様性拡張設備として位置づける理由については、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)a.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

＜添付十：1.2.1(2)b.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

 

②自主的対策のための手順の確認結果については、以下のとおり。 

（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等と（２）サポート系の機能喪失時手順等に整理して示す。 

 

（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等 

a. 「 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水」のための手順 

補助給水ポンプが使用できない場合には、脱気器タンク水を用いた電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水に着手する。この手順

では、中央制御室での操作を1 名により実施する。 

b. 「可搬型ディーゼル注入ポンプによる蒸気発生器への注水」のための手順 

補助給水ポンプの故障等により補助給水流量等が確認できない場合には、復水ピットを水源とした蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ

（電動）による蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、系統構成、可搬型ホース、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）

等の運搬及び起動、蒸気発生器への注水を計6 名により約110 分で実施する。 

 

c. 「タービンバイパス弁による蒸気放出」のための手順 

主蒸気逃がし弁による蒸気放出が確認できない場合であって、外部電源が確保され、復水器の真空度が維持されている場合には、タ

ービンバイパス弁による蒸気放出に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1名により実施する 

 

（２）サポート系の機能喪失時手順等 

ａ．「窒素ボンベによる主蒸気逃がし弁の機能回復」のための手順 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

主蒸気逃がし弁の駆動用空気が喪失し、操作場所である主蒸気管室が高温又は空間線量である場合には、窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁

用）による主蒸気逃がし弁の機能回復手順に着手する。また、この手順では、系統構成、主蒸気逃がし弁の開操作等を計2名により、

約10分で実施するとしている。 

ｂ．「大容量ポンプを用いたＢ 制御用空気圧縮機（ 海水冷却） による主蒸気逃がし弁の機能回復」のための手段 

全交流動力電源が喪失した場合に、主蒸気逃がし弁の機能回復が必要となれば、大容量ポンプを用いてＢ制御用空気圧縮機へ補機冷却

水（海水）を通水して制御用空気系を回復し、主蒸気逃がし弁機能回復に着手する。 

また、この手順では、可搬型ホースの接続、ディスタンスピースの取替え、大容量ポンプの起動等を計20 名により、約9 時間で実施

する。としている。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

 ※ 1.2.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルート｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 

   

1.2.2.1 フロントライン系故障時の手順等 

(1) 1 次冷却系のフィードアンドブリード【技術的能力】【有効性評価（第３７条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.1(1) １次冷却系のフィードアンドブリード＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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(2)蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水） 

a.電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.1(2)a. 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

 

b. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.1(2)b. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動） による蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.4 図 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水 タイムチャート＞ 

 

(3)蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（蒸気放出） 

a.タービンバイパス弁による蒸気放出【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.1(3)a. タービンバイパス弁による蒸気放出＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（１／２）＞ 

 

(4)優先順位 

手順の優先順位を、補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水機能が喪失した場合について明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.2.2.2(4) 優先順位＞ 
 

1.2.2.2 サポート系故障時の手順等 

(1)輔助給水ポンプの機能回復 

a. タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作） 及びタービン動補助給水ポンプ起動弁（ 現場手動操作） によるタービン動補助給水ポンプの機能回復【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(1)a. タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作） 及びタービン動補助給水ポンプ起動弁（ 現場手動操作） によるタービン動補助給水ポンプの機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.7 図 タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作）及びタービン動補助給水ポンプ起動弁（現場手動操作）によるタービン動補助給水ポンプの機能回復 タイムチャート＞ 

 

b. 空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復【技術的能力】 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(1)b. 空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.2-14 

(2)主蒸気逃がし弁の機能回復 

a. 主蒸気逃がし弁（現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復【技術的能力】【有効性評価（第３７条）】 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(2)a. 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.7 図 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸気逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 

b. 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用） による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(2)b. 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.9 図 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用） による主蒸気逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 

c. 大容量ポンプを用いたＢ 制御用空気圧縮機（ 海水冷却） による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(2)c. 大容量ポンプを用いたＢ 制御用空気圧縮機（ 海水冷却） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（２／２）＞ 

 

(3)優先順位  

手順の優先順位を、補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水機能が喪失した場合について明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.2.2.1(5) 優先順位＞ 
 

1.2.2.3 復旧に係る手順等【技術的能力】 

＜添付十：1.2.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.2(1)b. 空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（２／２）＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.2.7 全交流動力電源喪失時に補助給水系の起動に失敗した場合の処置について＞ 

 

1.2.2.4 監視及び制御 

(1) 加圧器水位及び蒸気発生器水位の監視又は推定【技術的能力】【有効性評価(第 37 条)】 

＜添付十：1.2.1(2)c. 監視及び制御の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.4(1) 加圧器水位及び蒸気発生器水位の監視又は推定＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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(2) 補助給水ポンプの作動状況確認【技術的能力】【有効性評価(第 37 条)】 

＜添付十：1.2.1(2)c. 監視及び制御の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.4(2) 補助給水ポンプの動作状況確認＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

(3) 加圧器水位（原子炉水位）の制御【技術的能力】【有効性評価(第 37 条)】 

＜添付十：1.2.1(2)c. 監視及び制御の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.4(3) 加圧器水位（原子炉水位） の制御＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 
(4) 蒸気発生器水位の制御【技術的能力】【有効性評価(第 37 条)】 

＜添付十：1.2.1(2)c. 監視及び制御の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.2.2.4(4) 蒸気発生器水位の制御＞ 

＜添付十：第 1.2.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.2.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等について以下のとおり要求している。 

また、申請者の計画が、設置許可基準規則第３７条の評価（以下「有効性評価（第３７条）」という。）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故

等防止技術的能力基準１．３原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等に関連する有効性評価（第３７条）における事故シーケンスグループ及び有効性評価（第３７条）で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．３原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．３ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す

るための手順等 

 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材

圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧

機能が喪失した場合においても炉心の著しい

損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

め、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉

冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベを整 

備すること。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、代替電源による復旧手順等が整備されている 

こと。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離すること。隔離できない場合、加圧器逃がし弁を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダリの 

減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。（PWR の場合） 

（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷箇所を隔離すること。隔離できない場合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制する

ために、逃がし安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合）を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操

作が行えるよう、手順等が整備されていること。 
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＜設置許可基準規則第４６条＞（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電

用原子炉を冷却するための設備） 

（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するた

めの設備） 

第四十六条 発電用原子炉施設には、原子炉

冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発電用

原子炉の減圧機能が喪失した場合において

も炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の

破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリを減圧するために必要な設備を設

けなければならない。 

 

第４６条（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）ロジックの追加 

 ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で、逃がし安全弁を作動させる減圧自動化ロジックを設けること（BWR の場合）。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

 ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉

冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手動設備又は可搬型代替直流電源設備を配備すること。 

 ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベ

を配備すること。 

 ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等が発生した場合の環境条件において確実に作動すること。 

 

 

＜有効性評価（第３７条）＞（有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）） 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.1 ２次冷却系からの除熱機能喪失 ・１次冷却系のフィードアンドブリード 

2.2 全交流電源喪失 ・主蒸気逃がし弁（現場手順操作）による主蒸気逃し

弁の機能回復 

2.6 ＥＣＣＳ注水機能喪失 ・主蒸気逃がし弁による蒸気放出 

・電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプ

による蒸気発生器への注水 

2.8 格納容器バイパス ・蒸気発生器伝熱管破損発生時の手順 

・インターフェイスシステム LOCA 発生時の手順 

3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） ・窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器

逃がし弁の機能回復 

・炉心損傷時における高圧溶融物放出及び格納容器内

雰囲気直接加熱を防止する手順 

 

  



 新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.3-5 

Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果 

 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第４６条及び重大事故等防止技術的能力基準１．３項（以下「第４６条等」と

いう。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申

請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 
1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 46 条等に示されている

要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合には、２次冷却系からの除熱機能又は加圧器逃がし弁による減圧機能により 1次冷却

系統を減圧する必要があるが、２次冷却系からの除熱機能又は加圧器逃がし弁による減圧機能を有する設計基準事故対処設備が喪失した場

合においても、炉心の著しい損傷を防止するための対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第 46 条等」に示された要求

事項と一致していることを確認した。 

 

２）第 46 条等に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備が

有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事

故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリー

解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することによ

り、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラント

状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを

確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する

故障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定され

ていることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認

する。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能に

より１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応

手段は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリ

ーの第１段目に記載される。 

  

２）第 46 条等における要求事項に対応した手順等が選定されてい

るか確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事故

対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.3.1(2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.3.1～2図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

２）第４６条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

 具体的な確認内容については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備整備及び手順等） 

第４６条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 常設直流電源系統喪失時において、主蒸気逃がし弁、加圧器逃がし弁の機能を回復するための設備（主蒸気逃がし弁（現場手動操作）、

可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）及び窒素ボンベ（代替制御用空気供給用））及び手順等。 

② 上記①の設備については、減圧用の弁の作動可能な環境条件を明確にするとともに、想定される重大事故等が発生した場合の環境条件に

おいて確実に作動する設計とする。 

③ 常設直流電源喪失時においても減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作を行うため、代替電源による復旧を行う

ための手順等。 

④ 蒸気発生器伝熱管破損発生時又はインターフェイスシステム LOCA 発生時において、損傷箇所の隔離と 1 次冷却系の減圧を行うための

設備及び手順等。   

⑤ 炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリの高圧状態が継続する場合において、高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止

するため、1 次冷却系を減圧するための設備及び手順等。  

 

 また、第４６条の要求事項に対応するための手順に加え、有効性評価（第３７条）において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態に

おいて原子炉を減圧するための重大事故等対処設備及び手順等として整備するものは、上記①、④、⑤に加え、以下の設備及び手順等として

いることを確認した。 

① 1 次冷却系のフィードアンドブリードのための設備（高圧注入ポンプ、加圧器逃がし弁等）及び手順等。  

② 2 次冷却系への注水及び蒸気放出による蒸気発生器 2 次側を用いた炉心冷却のための設備（電動補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁等）

及び手順等。  

 

これらの確認結果から、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において原子炉を減圧するために申請者が計画する設備及び手順等が、

第４６条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第４６条等に適合するものと判断した。また、

有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であること 

を確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

 

○「第４６条等」で求められている手順 

規制要求事項 確認結果(大飯 3・4号炉) 

【設備（配備）】※１ １ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材

圧力バウンダリを減圧するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 

（１）ロジックの追加 

  ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で、逃がし安全弁を作動

させる減圧自動化ロジックを設けること（BWR の場合）。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

 ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の

場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手動設備又は可搬

型代替直流電源設備を配備すること。 

  

 

 

 

 

 

 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬型コンプレッサー又は窒素

ボンベを配備すること。 

 

以下により、可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）を

可搬型重大事故防止設備として新たに整備することを確認した。 

＜添付十：1.3.1(2) b.サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

（１）当該申請号機は PWR なので該当なし。 

 

 

（２） 

a) 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）、可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用） 

b) 窒素ボンベ（代替制御用空気供給用） 
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【技術的能力】※３ １ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧

するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うための手順等をいう。 

 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（主蒸気逃がし弁及び加圧

器逃がし弁）を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよ

う、手順等が整備されていること。 

 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒素ボ

ンベを整備すること。 

 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力

バウンダリの減圧操作が行えるよう、代替電源による復旧手順等が整備され

ていること。 

 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離すること。隔離できない

場合、加圧器逃がし弁を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダ

リの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 

 

（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷箇所を隔離

すること。隔離できない場合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑

制するために、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁を作動させること等によ

り原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備され

ていること。 

 

以下により、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等が、整理されていること

を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2) a.フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.1(2) b.サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

（１） 

a) 可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）による加圧器逃がし弁の機能回復を行うための手順 

 

 

b) 窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復を行うための手順 

 

 

 

 

（２）空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復 

 

 

 

（３）蒸気発生器伝熱管破損発生時及びインターフェイスシステム LOCA 発生時の 1 次冷却

系の減圧 

 

 

 

（４）蒸気発生器伝熱管破損発生時及びインターフェイスシステム LOCA 発生時の 1 次冷却

系の減圧 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第４６条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．３ 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

    有効性評価で解析上考慮されている「１次冷却系のフィードアンドブリード」、「主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復」、「主蒸気逃がし弁による蒸気放出」、「蒸気発生器伝熱管

破損発生時減圧継続の手順」、「インターフェイスシステム LOCA 発生時の手順」、「窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復」、「炉心損傷時における高圧溶融物放出及び格納容器内雰

囲気直接加熱を防止する手順」等を整備するとしていることを確認した。 
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1.3.2 重大事故等時の手順等 

(1)規制要求に対する設備及び手順等について 

a.第４６条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 １）第４６条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのた

めに必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

   

 

 

 

 

 

第４６条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.3.2.1(1)、(2)a.、(3)a.、1.3.2.2(1)a.、b.、(2)a.、(3)a.、(3)c.、1.3.4、1.3.5、1.3.6に示す。 

 

１）対策と設備 

第４６条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 
a. 可搬型重大事故防止設備等を用いた1 次冷却系の減圧。このために、現場で人力により操作する主蒸気逃がし弁（現場手動操作）

を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）を

可搬型重大事故防止設備として新たに整備する。  

b. 蒸気発生器伝熱管破損発生時及びインターフェイスシステムLOCA発生時の1 次冷却系の減圧。このために、加圧器逃がし弁、主蒸

気逃がし弁等を重大事故等対処設備として位置付ける。  

c. 炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリの高圧状態が継続する場合、高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止する

ための1 次冷却系の減圧。このために、加圧器逃がし弁を重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 
 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしている 

ことを確認した。 

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：「第1.3.5表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されている。 

 

a.「可搬型バッテリによる加圧器逃がし弁の機能回復」のための手順 

直流電源喪失時であって、1 次冷却材圧力を減圧するため加圧器逃がし弁の開操作が必要な場合には、可搬型バッテリ（加圧器逃が

し弁用）による加圧器逃がし弁の機能回復を行うための手順に着手する。この手順では、バッテリ接続及び加圧器逃がし弁の開操作

を計4 名により、約65 分で実施する。  

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：第1.3.5表 重大事故等対処に係る監視計器＞に示されている。 

b.「窒素ボンベによる加圧器逃がし弁の機能回復」のための手順 

全交流動力電源喪失時に制御用空気圧縮機停止により、制御用空気が喪失した際に、1 次冷却材圧力を減圧するため加圧器逃がし弁

の開操作が必要な場合には、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復を行うための手順に着手する。

この手順では、窒素ボンベ接続及び加圧器逃がし弁の開操作を計2 名により、約45 分で実施する。 

 なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：第1.3.5表 重大事故等対処に係る監視計器＞に整理されている。 

c.「SGTR発生時の一次冷却系の漏えい抑制」のための手順 

1 次冷却材圧力の低下及び破損蒸気発生器水位、圧力の上昇等により蒸気発生器伝熱管破損発生と判断し、破損側蒸気発生器の隔離

操作完了後に破損側蒸気発生器の隔離に失敗したと判断した場合には、1次冷却系の漏えい抑制の手順に着手する。この手順では、加



 新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.3-10 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

圧器逃がし弁及び主蒸気逃がし弁の開操作、蒸気発生器の隔離等を計4 名により実施する。 

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：第1.3.5表 重大事故等対処に係る監視計器＞に整理されている。 

d.「インターフェースシステムLOCA発生時の一次冷却系の漏えい抑制」のための手順 

1 次冷却材圧力及び加圧器水位の低下、余熱除去ポンプ出口圧力上昇等により余熱除去系への漏えいと判断した場合には、インター

フェイスシステムLOCA 発生時の1 次冷却系の漏えい抑制の手順に着手する。この手順では、加圧器逃がし弁及び主蒸気逃がし弁の開

操作、余熱除去系の隔離等を計5 名により実施する。 

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：第1.3.5表 重大事故等対処に係る監視計器＞に整理されている。 

 

③作業環境等 

  a)手順を明確化していること、b)窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復の手順等について、系統構

成、設定圧力等を定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、c)ヘッドライト等により夜間等でのアクセ

ス性を確保していること、d)携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していること、e)窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）の接続

等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことなどを確認した。 

 
b.第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 １）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な確認内容については、1.3.2.1(1)、(2)a.、

(3)a.、(2)a.、(3)a.、1.3.4、1.3.5、1.3.6に示す。 

  

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要となる以下の対策とそのための重大事故等対処設

備を整備するとしていることを確認した。 

a. 可搬型重大事故防止設備等を用いた1 次冷却系の減圧。そのため、現場で人力により操作する主蒸気逃がし弁を重大事故等対処設

備として位置付け、可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）を可搬型重大事故防止設備として

新たに整備する。  

b. 蒸気発生器伝熱管破損発生時及びインターフェイスシステムLOCA発生時の1 次冷却系の減圧。このために、加圧器逃がし弁及び主

蒸気逃がし弁を重大事故等対処設備として位置付ける。  

c. 炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリの高圧状態が継続する場合、高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止する

ための1 次冷却系の減圧。このために、加圧器逃がし弁を重大事故等対処設備として位置付ける。  

d. 1 次冷却系のフィードアンドブリード。このために、高圧注入ポンプ、加圧器逃がし弁等を重大事故等対処設備として位置付け

る。  

e. 蒸気発生器2 次側による炉心冷却。このために、電動補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁、復水ピット等を重大事故等対処設備とし

て位置付ける。 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

２）手順の方針 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

a. 「手動による主蒸気逃がし弁を用いた2次系強制冷却による1次冷却系減圧」のための手順 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

蒸気発生器への注水が確保され、中央制御室からの遠隔操作で主蒸気逃がし弁の開操作ができない場合には、手動による主蒸気逃が

し弁を用いた蒸気発生器2 次側による炉心冷却による1 次冷却系減圧の手順に着手する。この手順では、現場での人力による主蒸気

逃がし弁の開操作等を計5 名により、約30 分で実施する。 

 

b.「加圧器逃がし弁等を用いた1次冷却系のフィードアンドブリード」のための手順 

補助給水ポンプの故障等により蒸気発生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位（蒸気発生器広域水位計指示

10%未満）になった際に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水ピット水位が確保されている場合には、高圧注入ポンプ、加圧

器逃がし弁等を用いた1 次冷却系のフィードアンドブリードの手順に着手する。この手順では、高圧注入ポンプの起動、加圧器逃が

し弁の開操作を1 名により実施する。 

 

③作業環境等 

a)手順着手の判断基準が明確であること、b)1 次冷却系のフィードアンドブリードの手順等について、高圧注入ポンプの起動、加圧器

逃がし弁開操作等を定めていること、手動による主蒸気逃がし弁を用いた2次系強制冷却による1次冷却系減圧の手順等については、蒸

気発生器伝熱管破損の有無の確認、主蒸気逃がし弁の開操作の手順等を定め、それぞれの手順において必要な人員を確保するとともに

必要な訓練を行うとしていることなどを確認した。 

 

 
(2)優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になって

いることを確認する。 

 

  フロントライン系故障時に原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する手順及びサポート系故障時に原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す

る手順のそれぞれについて、優先すべき手順・操作等を明確化していることを確認した。 

  個別手順の優先順位に関する確認内容については、1.3.2.1(6)及び1.3.2.2(5)のとおり。 
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(3)自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方針

であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを確

認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

申請者は、重大事故等への対処をより確実に実施するため、フォー 

ルトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的な対応を含めて網羅的に提示した。自主的

な対策として、1 次冷却系の減圧機能が喪失した場合に、その機能を構 

成するフロントライン系及びサポート系の機能を回復するための多様 

性拡張設備及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

自主的対策として整備する重大事故等対処設備及び多様性拡張設備については、以下の表に示されていることを確認した。 

＜添付十：第1.3.1～2表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

多様性拡張設備として位置づける理由については、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

＜添付十：1.3.1(2)b.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

 

② 自主的対策のための手順の確認結果については、以下のとおり。 

（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等と（２）サポート系の機能喪失時手順等に整理して示す。 

 

（１）フロントライン系の機能喪失時手順等 

 a.「電動主給水ポンプ又は蒸気発生器水張りポンプによる蒸気発生器への注水」のための手順 

補助給水ポンプの故障等により、補助給水流量等が確認できない場合において、外部電源により所内常用電源が受電され、2 次冷

却系の設備が運転中の場合、脱気器タンク水を用いた電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、中央

制御室での操作を1 名により実施する。 

b. 「タービンバイパス弁による蒸気放出」のための手順 

主蒸気逃がし弁による蒸気放出が蒸気発生器蒸気圧力等で確認できない場合であって、外部電源が確保され、復水器の真空度が維

持されている場合、タービンバイパス弁による蒸気放出に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1 名により実施する。 

c. 「加圧器補助スプレイ弁を用いた1次冷却系減圧」のための手順 

加圧器逃がし弁の故障等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧機能が喪失した場合であって、充てんポンプの運転及び体積制

御タンク等の水位が確保され充てんラインが使用可能な場合、加圧器補助スプレイ弁を用いた1 次冷却系減圧に着手する。この手順

では、計2 名により約15 分で実施する。 

d. 「可搬型ディーゼル注入ポンプによる蒸気発生器への注水」のための手順 

補助給水ポンプの故障等により、補助給水流量等が確認できない場合には、復水ピットを水源とした蒸気発生器補給用仮設中圧ポ

ンプ（電動）による蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、系統構成、可搬型ホース、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ

（電動）等の運搬及び起動、蒸気発生器への注水を計6 名により約110 分で実施する。 

 （２）サポート系の機能喪失時手順等 

 

a.「窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）」のための手順 

全交流動力電源喪失の発生により主蒸気逃がし弁の駆動用空気が喪失し、操作場所である主蒸気管室が高温又は高線量である場

合、窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復手順に着手する。この手順では、系統構成、主蒸気逃が

し弁の開操作を計2 名により、約60 分で実施するとしている。  
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

※ 1.2.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルート｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 

 

  

 

 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の手順等 

(1) 1 次冷却系統のフィードアンドブリード【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
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＜添付十：1.3.2.1(1) １次冷却系のフィードアンドブリード＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時＞ 

 
(2) 蒸気発生器２ 次側による炉心冷却（注水） 

a.電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプ補助による蒸気発生器への注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(2)a.電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプ補助による蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

b.電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(2)b. 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

c. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(2)c. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動）による蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 
 (3) 蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

a.主蒸気逃がし弁による蒸気放出【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(3)a. 主蒸気逃がし弁による蒸気放出＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 
b.タービンバイパス弁による蒸気放出【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(3)b. タービンバイパス弁による蒸気放出＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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 (4)加圧器補助スプレイ弁による減圧【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.1(4)a. 加圧器補助スプレイ弁による減圧＞ 

＜添付十：第 1.3.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

 (5)優先順位 

フロントライン系機能喪失時に、１ 次冷却系の減圧機能が喪失している場合の減圧手段である蒸気発生器２次側による炉心冷却を用いた減圧時の蒸気発生器への注水の優先順位を明確化していることを以下により確認し

た。 

＜添付十：1.3.2.1 (6) 優先順位＞ 
 

1.3.2.2 サポート系故障時の手順等 

(1) 補助給水ポンプの機能回復 

a. タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作）及びタービン動補助給水ポンプ起動弁（現場手動操作）によるタービン動補助給水ポンプの機能回復【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(1)a. タービン動補助給水ポンプ（現場手動操作）及びタービン動補助給水ポンプ起動弁（現場手動操作）によるタービン動補助給水ポンプの機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 
b.空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(1)b. 空冷式非常用発電装置による電動補助給水ポンプの機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 
 (2)主蒸気逃がし弁の機能回復 

a. 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸気逃がし弁の機能回復【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(2)a. 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.7 図 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸気逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 

b. 窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(2)b. 窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 
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＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 
ｃ. 大容量ポンプを用いた B制御用空気圧縮機（海水冷却）による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(2)c. 大容量ポンプを用いた B制御用空気圧縮機（海水冷却）による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 
(3)加圧器逃がし弁の機能回復 

a. 窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(3)a. 窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.11 図 窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 
b. 可搬式空気圧縮機（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(3)b. 可搬式空気圧縮機（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.13 図 可搬式空気圧縮機（代替制御用空気供給用）による加圧器逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 
c. 可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）による加圧器逃がし弁の機能回復【技術的能力】 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(3)c. 可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）による加圧器逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.15 図 可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）による加圧器逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 
d. 空冷式非常用発電装置及び可搬式整流器による加圧器逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(3)d. 空冷式非常用発電装置及び可搬式整流器による加圧器逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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e. 大容量ポンプを用いた B制御用空気圧縮機（海水冷却）によるによる加圧器逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.3.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.3.2.2(3)e. 大容量ポンプを用いた B制御用空気圧縮機（海水冷却）によるによる加圧器逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.3.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 
 (3)優先順位  

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、サポート系機能喪失時に、原子炉の冷却機能が喪失した場合の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.3.2.2 (5) 優先順位＞ 
 
 

1.3.3 復旧に係る手順等【技術的能力】 

＜添付十：1.3.3 復旧に係る手順＞ 

 

1.3.4 炉心損傷時における高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止する手順【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.3.1(1)c. 炉心損傷時における高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止する手順及び設備＞ 

＜添付十：1.3.4 炉心損傷時における高圧溶融物放出及び格納容器内雰囲気直接加熱を防止する手順及び設備＞ 

＜添付十：第 1.3.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 
1.3.5 蒸気発生器伝熱管破損時減圧継続の手順【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.3.1(1)d. 蒸気発生器伝熱管破損時減圧継続の手順及び設備＞ 

＜添付十：1.3.5 蒸気発生器伝熱管破損時減圧継続の手順＞ 

＜添付十：第 1.3.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.18 図 蒸気発生器伝熱管破損発生時の手順 タイムチャート＞ 

 
1.3.6 インターフェイスシステム LOCA 発生時の手順【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.3.1(1)e. インターフェイスシステム LOCA 発生時の手順＞ 

＜添付十：1.3.6 インターフェイスシステム LOCA 発生時の手順＞ 

＜添付十：第 1.3.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.3.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.3.18 図 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の手順 タイムチャート＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

１．要求事項の整理 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、以下のとおり要求している。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための手順等 

 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材

圧力バウンダリが低圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発

電用原子炉を冷却するために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が

適切に示されていること。 

 

 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた 

めの手順等をいう。 

（１）原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却 

ａ）可搬型重大事故防止設備の運搬、接続及び操作に関する手順等を整備すること。 

（２）復旧 

ａ）設計基準事故対処設備に代替電源を接続することにより起動及び十分な期間の運転継続ができること。 

 

＜設置許可基準規則第４７条＞（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備） 

 

第四十七条 発電用原子炉施設には、原子炉冷

却材圧力バウンダリが低圧の状態であって、

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の冷却機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止

するため、発電用原子炉を冷却するために必

要な設備を設けなければならない。 

 

 

第４７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故防止設備 

 ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため、常設重大事故防止設備を設置すること。 

 ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 
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＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.2 全交流電源喪失 ・恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

・タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注

水 

・主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による蒸気放出 

・Ｂ 高圧注入ポンプ（ 海水冷却） による高圧代替再循環運転 

・原子炉格納容器隔離弁の閉止 

2.7 ＥＣＣＳ再循環機能喪失 ・Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） 

による代替再循環運転 

3.11 格納容器過温破損 

3.12 格納容器過圧破損 

・原子炉格納容器隔離弁の閉止 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 ・蓄圧タンクによる炉心注水 

・恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

・Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） 

による代替再循環運転 

・原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等 

・原子炉格納容器隔離弁の閉止 

5.2 全交流電源喪失（停止中） ・蓄圧タンクによる代替炉心注水 

・恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

・Ｂ 高圧注入ポンプ（ 海水冷却） による高圧代替再循環運転 

・原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等 

・原子炉格納容器隔離弁の閉止 

5.3 原子炉冷却材の流出 ・Ａ 、Ｂ 充てんポンプによる炉心注水 

・Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） 

による代替再循環運転 

・高圧注入ポンプによる高圧再循環運転 

・原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等 

・原子炉格納容器隔離弁の閉止 

5.4 反応度の誤投入 ・原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等 

 

 

Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するために申請者が計画する設備及び手順等について、①第４７条及び重大事故等防止技術的能力基準１．４項（以下「第４７条等」という。）における要求事項に対

応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が自主的な対応により重大

事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
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1.4.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 47 条等に示されている要

求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１） 原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合において

も炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却する設備を整備するとしており、「第 47 条等」に示さ

れた要求事項と一致していることを確認した。 

 

２） 第 47 条等に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備

が有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大

事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者がフォールトツリー

解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することによ

り、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラ

ント状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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 (2) 対応手段と設備の選定の結果 

 

 

 

                                                   
（※1）代替電源に関する設備及び手順等については、「１．１４ 電源設備及び電源の確保に関する手順等」において整理。 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であること

を確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する

故障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定され

ていることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認

する。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能に

より１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応

手段は 2次冷却系からの除熱（注入）となる。FT 図では、通常の場合、ツリ

ーの第１段目に記載される。 

 

２）第 47 条等における要求事項に対応した手順等が選定されてい

るか確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事故

対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.4.1(2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.4.1～4図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

２）第 47条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての主な確認結果を以下に示す。 具体的な確認内

容については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備整備及び手順等） 

第４７条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としているとしていることを確認した。 

①代替炉心注入のための可搬式代替低圧注水ポンプ等及び手順等。 

②代替炉心注入のためのＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用。以下同じ。）、恒設代替低圧注水ポンプ等及び手順等。 

③全交流動力電源喪失を想定した代替電源設備（空冷式非常用発電装置）及び手順等（※1）。 

④上記①及び②の設備については、設計基準事故対処設備に対して多様性及び独立性を有し、位置的分散を図る設計とする。 

⑤原子炉圧力容器に残存する溶融炉心を冷却するための設備及び手順等。 

 また、第４７条の要求事項に対応するための手順に加え、有効性評価（第３７条）において、1次冷却系低圧時に原子炉を冷却するための重

大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針としていることを確認した。 

①2 次冷却系の注水及び減圧のための設備及び手順。 

②代替交流電源の確保及び代替炉心注水のための設備及び手順等。 

③代替設備を用いた代替再循環運転のための設備及び手順等。 

 

これらの確認結果から、1 次冷却系低圧時に原子炉を冷却するために申請者が計画する設備及び手順等が、第４７条等における各々の要求事

項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第４７条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位

置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.4-8 

表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

 

 

○「第４７条等」で求められている手順 

規制要求事項 確認結果(大飯 3・4号炉) 

【設備（配備）】※１ 第４７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための

設備） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉

を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故防止設備 

 ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため、常

設重大事故防止設備を設置すること。 

 

 

以下により、可搬型重大事故防止設備が配されていることを確認した。 

＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

以下により、炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため、常設重

大事故防止設備が配されていることを確認した。 

＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
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【技術的能力】※2 【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要

な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置

を行うための手順等をいう。 

（１）原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却 

ａ）可搬型重大事故防止設備の運搬、接続及び操作に関する手順等を整備する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）復旧 

ａ）設計基準事故対処設備に代替電源を接続することにより起動及び十分な期

間の運転継続ができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）以下により、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において発電用原子炉を冷却

するために必要な設備及び手順等が、以下のとおり整理されていることを確認した。 

＜添付十：1.4.1(1) 対応手段と設備選定の考え方＞ 

＜添付十：1.4.1(2) 対応手段と設備選定の結果＞ 

 

 

 

 

 

 

（２）以下により、設計基準事故対処設備に代替電源を接続することにより起動及び十分な

期間の運転継続するために必要な設備及び手順等が、以下のとおり整理されているこ

とを確認した。 

＜添付十：1.14.2.1 代替電源（ 交流） による給電手順等＞ 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 47 条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.4 

 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

    有効性評価で解析上考慮されている「恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水」、「電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水」、「主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作）によ

る蒸気放出」、「Ｂ 高圧注入ポンプ（ 海水冷却） による高圧代替再循環運転」、「格納容器隔離弁の閉止」、「Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替再循環運転」、

「蓄圧タンクによる炉心注水」、「原子炉格納容器内の作業員の退避」、「蓄圧タンクによる代替炉心注水」、「Ａ 、Ｂ 充てんポンプによる炉心注水」、「高圧注入ポンプによる高圧再循環運転」等に係る手順を整備す

るとしていることを確認した。 
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1.4.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a.第４７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第 47条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

   

 

 

 

 

 

第47条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.4.2.1(1)b.(a)、(b)、(d)等に示す。 

 

１）対策と設備 

申請者は、第４７条等に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

a. 可搬型重大事故防止設備を用いた代替炉心注水。そのため、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車等を可搬型重大事故防止設備として新

たに整備する。 

b. 炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するための常設重大事故防止設備を用いた代替炉心注水。そのため、Ａ格

納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）等を常設重大事故防止設備として位置付けるとともに、恒設代替低圧注水ポンプ、

空冷式非常用発電装置を常設重大事故防止設備として新たに整備する。 

c. 原子炉圧力容器に残存する溶融炉心を冷却するための炉心冷却。そのため、格納容器スプレイポンプ、燃料取替用水ピット及び復水ピ

ットを重大事故等対処設備として位置付けるとともに、恒設代替低圧注水ポンプを常設重大事故防止設備として新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第 47 条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第

47 条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、

手順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手

順着手の判断に必要な計器等が示されていることを確認

する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人

員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確

保、通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしてい

ること、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないこと

を確認する。 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

  なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添付十：「第1.4.7表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されている。 

 

a.「Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS‐CSS 連絡ライン使用）による代替炉心注水」 

1 次冷却材喪失事象発生後、1 系列以上の非常用炉心冷却設備による原子炉への注水を余熱除去流量等により確認できない場合であ

って、かつ、燃料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS‐CSS 連絡ライン使用）による

代替炉心注水の手順に着手する。この手順では、中央制御室及び現場での操作等を計2 名により、約20 分で実施する。 

b.「恒設代替低圧注水ポンプ等による代替炉心注水」 

Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による原子炉への注水が余熱除去流量等により確認できない場合であっ

て、かつ、燃料取替用水ピット等の水位が確保されている場合には、恒設代替低圧注水ポンプ等による代替炉心注水の手順に着手す

る。この手順では、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉への注水を計4 名により、約30 分で実施する。 

c.「可搬式代替低圧注水ポンプ等による代替炉心注水」 

恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉への注水が余熱除去流量等により確認できない場合には、可搬式代替低圧注水ポンプ等による

代替炉心注水の手順に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、可搬式代替

低圧注水ポンプの起動及び原子炉への注水を計13 名により、約4 時間で実施する。 

d.「溶融デブリが原子炉容器に残存する場合の冷却」 

炉心の著しい損傷、溶融が発生し、原子炉格納容器圧力と温度の上昇又は可搬型温度計測装置（格納容器再循環ユニット入口温度/出

口温度（SA）用）の温度差の変化により原子炉格納容器内が過熱状態であると判断した場合には、溶融炉心が原子炉圧力容器に残存す
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

る場合の冷却の手順に着手する。この手順では、原子炉格納容器への注水、原子炉格納容器の圧力及び温度の監視、注水の停止等を1 

名により実施する。 

 

③作業環境等 

  ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等による必要な連絡手段を確保していること、可搬式

代替低圧注水ポンプ等の運搬、接続等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことなどを確認した。 

 

 

b.第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な確認内容については、1.4.2.1(1)c.(a)、(b)、

1.4.2.2(2)a.(a)、b.(a)等 

に示す。 

 

１） 対策と設備 

申請者は、有効性評価（第３７条）において、1次冷却系が低圧時に原子炉を冷却するために必要となる以下の対策とそのための重大事

故等対処設備を整備するとしている。 

a.  蒸気発生器2 次側への注水と主蒸気逃がし弁の開操作等による蒸気発生器2 次側を用いた炉心冷却。このために、電動補助給水ポン

プ、タービン動補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁（現場手動操作）等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

b.  代替交流電源の確保及び代替炉心注水。そのため、空冷式非常用発電装置、恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ、

電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

c. 代替設備を用いた代替再循環運転。このために、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）、格納容器再循環サンプ、

格納容器再循環サンプスクリーン、Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、空冷式非常用発

電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第

４３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、

手順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手

順着手の判断に必要な計器等が示されていることを確認

する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な

人員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

申請者は、1)に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

a.「電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器2 次側を用いた炉心冷却（注水）」 

全交流動力電源が喪失し、余熱除去設備による崩壊熱除去機能を余熱除去流量等により確認できない際、2 次冷却系の除熱に必要な復

水ピットの水位が確保されている場合には、電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器2 次側を用いた炉心冷

却（注水）の手順に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1名で実施する。 

b.「主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による蒸気発生器2 次側を用いた炉心冷却（蒸気放出）」 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失し、余熱除去設備による崩壊熱除去機能を余熱除去流量等により確認できない際、補助

給水流量等により蒸気発生器への注水が確保されている場合には、主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による蒸気発生器2 次側を用いた炉

心冷却（蒸気放出）の手順に着手する。この手順では、現場での人力による主蒸気逃がし弁の開操作を計5 名により約30 分で実施す
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

保、通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしてい

ること、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないこと

を確認する。 

 

る。 

c.「Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転」 

余熱除去ポンプの故障等により再循環運転による原子炉への注水が余熱除去流量等にて確認できない場合には、Ａ格納容器スプレイポ

ンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転の手順に着手する。この手順では、系統構成、ポンプの起動及び原子炉への注

水を計2 名により、約15 分で実施する。 

d.「原子炉格納容器内の作業員の退避」 

運転停止中に、全交流動力電源喪失等により余熱除去系の機能が喪失した場合又は原子炉冷却材が流出した場合、若しくは停止時SR 

中性子束高退避警報作動警報が発信した場合には、原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順に着手する。この手順では、退避指示、

作業員の退域確認、エアロック閉止作業を計2 名により、約30 分で実施する。  

 

③作業環境等 

ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等による必要な連絡手段を確保していること、現場で系

統構成等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していることなどを確認した。 

 

 

(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通

的な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確にな

っていることを確認する。 

 

  1.4．1(2)で示した想定事象を踏まえ、「１次冷却材喪失事象が発生している場合の手順」、「１次冷却材喪失事象が発生していない場合の

手順」、「運転停止中の場合の手順」のそれぞれについて、優先すべき手順・操作等を明確化していることを確認した。 

  個別手順の優先順位に関する確認内容については、1.4.2.1(1)e.、(2)c.、1.4.2.2(3)、1.4.2.3(1)h.、(2)f. のとおり。 

 

 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される

方針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備等が示されてい

ること、多様性拡張設備として位置づける理由が示されている

ことを確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な

操作内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを

確認する。 

 

 

１） 

① 申請者は、重大事故等への対処をより確実に実施するため、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる

対策の抽出を行い、自主的な対応を含めて網羅的に提示した。自主的な対策として、1 次冷却系が低圧時に原子炉を冷却する機能が喪失

した場合に、その機能を構成するフロントライン系及びサポート系の機能を回復するための多様性拡張設備及び手順等を整備するとして

いることを確認した。 

自主的対策として整備する重大事故等対処設備及び多様性拡張設備については、以下の表に示されていることを確認した。 

＜添付十：第1.4.1～2表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順＞ 

多様性拡張設備として位置づける理由については、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：1.4.1(2)(a)ii. 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

 

② 自主的対策のための手順の確認結果については、以下のとおり（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等と（２）サポート系の機

能喪失時手順等に整理して示す。 

（１）フロントライン系の機能喪失時手順等 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

a.「電動消火ポンプ等による代替炉心注水」 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉への注水を余熱除去流量等にて確認できない場合であって、Ｎｏ．２淡水タンクの

水位が確保されており、かつ消火用として電動消火ポンプ等の必要のない場合、電動消火ポンプ等による代替炉心注水に着手する。こ

の手順では、系統構成、電動消火ポンプ等の起動、原子炉への注水を計3 名により、約40 分で実施する。 

 

b.「電動主給水ポンプ等による蒸気発生器への注水」 

電動補助給水ポンプ及びタービン動補助給水ポンプの故障等により、補助給水流量等が確認できない場合には、脱気器タンク水を用

いた電動主給水ポンプ等による蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1 名により実施する。 

 

c.「蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水」 

電動補助給水ポンプ及びタービン動補助給水ポンプが使用できない場合には、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発

生器への注水に着手する。この手順では、系統構成、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）の起動及び蒸気発生器への注水を計6 名

により、約110 分で実施する。 

 

d.「タービンバイパス弁による蒸気放出」 

主蒸気逃がし弁による蒸気放出が確認できない場合であって、外部電源が確保され、復水器の真空度が維持されている場合には、タ

ービンバイパス弁による蒸気放出に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1名により実施する。 

 

e.「蒸気発生器2 次側のフィードアンドブリード」 

主蒸気逃がし弁（手動）による2 次冷却系からの冷却効果がなくなり、低温停止に移行する場合で、かつ、ポンプ車等により蒸気発

生器への注水が確保されている場合には、主蒸気管ドレンライン使用による蒸気発生器2 次側のフィードアンドブリードの手順に着手

する。この手順は計43 名により約48 時間で実施する。 

 

（２）サポート系の機能喪失時手順等 

 

a.「Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替炉心注水」 

Ｂ充てんポンプ（自己冷却）の機能喪失により、原子炉への注水を確認できない場合において、燃料取替用水ピットの水位が確保さ

れている場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替炉心注水に着手する。この手順で

は、系統構成、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS－CSS 連絡ライン使用）の起動及び運転、原子炉への注水を計6 名により

約85 分で実施する。 

 

b.「燃料取替用水ピット（重力注水）による代替炉心注水」 

全交流動力電源喪失時又は原子炉補機冷却機能喪失時に、余熱除去設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去流量

等にて確認できない場合において、燃料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、燃料取替用水ピット（重力注水）による代

替炉心注水に着手する。この手順では系統構成、余熱除去ポンプRWS ピット及び再循環サンプ側入口弁の開操作、燃料取替用水ピット

からの重力注入による原子炉への注水を2 名により約25 分で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

※ 1.4.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルート｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 

 

 

 

1.4.2.1 １次冷却材喪失事象が発生している場合 

(1) フロントライン系故障時の手順等 

 a. 炉心注水 

 (a) Ａ、Ｂ充てんポンプによる炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
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＜添付十：1.4.2.1(1)a(a) Ａ 、Ｂ 充てんポンプによる炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

 

b. 代替炉心注水 

(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)b(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)b(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(c) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)b(c) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)b(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

c. 代替再循環運転 

(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)d(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) 格納容器再循環サンプスクリーン閉塞の兆候が見られた場合の手順【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)d(b) 格納容器再循環サンプスクリーン閉塞の兆候が見られた場合の手順＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

d. 再循環運転 

(a) 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(1)c(a) 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

e.優先順位 

１ 次冷却材喪失事象が発生しフロントライン系機能喪失時の、非常用炉心冷却設備による原子炉への注水機能が喪失した場合の原子炉の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.4.2.1(1)f. 優先順位＞ 
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 (2) サポート系故障時の手順等 

a. 代替炉心注水 

(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(b) Ａ 余熱除去ポンプ（ 空調用冷水） による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(b) Ａ 余熱除去ポンプ（ 空調用冷水） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(c) Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(c) Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注入＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(d) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(d) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(e) ディーゼル消火ポンプ又は電動消火ポンプによる代替炉心【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(e) ディーゼル消火ポンプ又は電動消火ポンプによる代替炉心＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(f) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)a(f) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
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b. 代替再循環運転 

(a) Ｂ 高圧注入ポンプ（ 海水冷却） による高圧代替再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)b(a)i. Ｂ 高圧注入ポンプ（ 海水冷却） による高圧代替再循環運＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

(b) Ａ 余熱除去ポンプ（ 空調用冷水） による低圧代替再循環運転【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(2)b(b)i Ａ 余熱除去ポンプ（ 空調用冷水） による低圧代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生している場合におけるサポート系機能喪失時）＞ 
 

c.優先順位 

１ 次冷却材喪失事象が発生しサポート系機能喪失時の、非常用炉心冷却設備による原子炉への注水機能が喪失した場合の原子炉の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.4.2.1(2)e. 優先順位＞ 
 
(3) 溶融デブリが原子炉容器に残存する場合の冷却手順等【技術的能力、自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)a.(c) 溶融デブリが原子炉容器に残存する場合の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.1(3) 溶融デブリが原子炉容器に残存する場合の冷却手順等＞ 
＜添付十：第 1.4.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（溶融デブリが原子炉容器に残存する場合）＞ 
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1.4.2.2 １次冷却材喪失事象が発生していない場合 

(1) フロントライン系故障時の手順等 

a. ２次冷却系からの除熱（注水） 

(a) 電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)a(a) 電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

(b) 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)a(b) 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

(c) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動）による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)a(c) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動）による蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

b. 蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(a) 主蒸気逃がし弁による蒸気放出【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)b(a) 主蒸気逃がし弁による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

(b) タービンバイパス弁による蒸気放出【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)b(b) タービンバイパス弁による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

c. 蒸気発生器２次側のフィードアンドブリード【技術的能力、自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(1)c 蒸気発生器２次側のフィードアンドブリード＞ 
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＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 
(2) サポート系故障時の手順等 

a. 蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水） 

(a) タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(2)a.(a) タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

(b) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(2)a.(b)蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

b. 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(a) 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による蒸気放出【技術的能力、有効性評価（第３７条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(2)b.(a) 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転中の１次冷却材喪失事象が発生していない場合）＞ 
 

c. 蒸気発生器 2次側のフィードアンドブリード【技術的能力、自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.2(2)c 蒸気発生器２次側のフィードアンドブリード＞ 
 
(3) 優先順位 

１ 次冷却材喪失事象でない場合に、フロントライン系又はサポート系機能喪失により原子炉の冷却機能が喪失した場合の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.4.2.2(4). 優先順位＞ 
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1.4.2.3 運転停止中の場合 

(1) フロントライン系故障時の手順等 

a. 炉心注水 

(a) Ａ 、Ｂ充てんポンプによる炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)a(a) Ａ 、Ｂ充てんポンプによる炉心注入＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) 高圧注入ポンプによる炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)a(b) 高圧注入ポンプによる炉心注入＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(c) 蓄圧タンクによる炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)a(c) 蓄圧タンクによる炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

b. 代替炉心注水 

(a) 燃料取替用水ピットからの重力注水による代替炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)b(a) 燃料取替用水ピットからの重力注水による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)b(b) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(c) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)b(c) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
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＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(d) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)b(d) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(e) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)b(e) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

c. 代替再循環運転 

(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替再循環運転【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)d(a) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

d. 再循環運転 

(a) 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)c(a) 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

e. 蒸気発生器２ 次側による炉心冷却（ 注水） 

(a) 電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)e(a) 電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
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＜添付十：1.4.2.3(1)e(b) 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(c) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動）による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)e(c) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動）による蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

f. 蒸気発生器２次側による炉心冷却(蒸気放出) 

(a) 主蒸気逃がし弁による蒸気放出【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)f(a) 主蒸気逃がし弁による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

(b) タービンバイパス弁による蒸気放出【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)f(b) タービンバイパス弁による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
 

g. 蒸気発生器 2次側のフィードアンドブリード【技術的能力、自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(1)g 蒸気発生器 2 次側のフィードアンドブリード＞ 
＜添付十：第 1.4.5 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のフロントライン系機能喪失時）＞ 
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h. 優先順位 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により崩壊熱除去機能が喪失した場合の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.4.2.3(1)i. 優先順位＞ 
 
(2) サポート系故障時の手順等 

a. 代替炉心注水 

(a) 燃料取替用水ピットからの重力注水による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(a) 燃料取替用水ピットからの重力注水による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(b) 蓄圧タンクによる代替炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(b) 蓄圧タンクによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(c) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(c) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(d) A 余熱除去ポンプ（空調用冷水）による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(d) A 余熱除去ポンプ（空調用冷水）による代替炉心注入＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(e) Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(e) Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(f) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(f) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(g) ディーゼル消火ポンプ又は電動消火ポンプによる代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(g) ディーゼル消火ポンプ又は電動消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(h) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)a.(h) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 

 

b. 代替再循環運転 

(a) B 高圧注入ポンプ（海水冷却）による高圧代替再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)b.(a)i. B 高圧注入ポンプ（海水冷却）による高圧代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(b) A 余熱除去ポンプ（空調用冷水）による低圧代替再循環運転【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)b.(b)i. A 余熱除去ポンプ（空調用冷水）による低圧代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

c. 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（注水） 

(a) タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)c.(a) タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 
 

(b) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器への注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)c.(b) 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器への注水＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 

 

d. 蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(a) 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による蒸気放出【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)d.(a) 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による蒸気放出＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 

 

e. 蒸気発生器 2次側のフィードアンドブリード【技術的能力、自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.1(2)c.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.4.2.3(2)e. 蒸気発生器 2 次側のフィードアンドブリード＞ 
＜添付十：第 1.4.6 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（運転停止中のサポート系機能喪失時）＞ 

 

f. 優先順位 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により崩壊熱除去機能が喪失した場合の冷却手段の優先順位を明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.4.2.3(2)g. 優先順位＞ 
 

(3) 原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.2.3(3) 原子炉格納容器内の作業員を退避させる手順等＞ 
 

1.4.2.4 格納容器隔離弁の閉止【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.2.1(2)c. 格納容器隔離弁の閉止＞ 
 
1.4.2.5 燃料の補給手順等 

(1) 電源車（ 可搬式代替低圧注水ポンプ用）、大容量ポンプ、送水車への燃料補給【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

当該手順は、電源車（ 可搬式代替低圧注水ポンプ用）、大容量ポンプ、送水車を運転する場合の燃料補給を行う手段であり、有効性評価（第 37条）における格納容器過圧破損事象等で解析上考慮している手段であること、

重大事故等対処設備として燃料油貯蔵タンク又は重油タンクからタンクローリー等を用いること確認した。 

 

1.4.2.6 復旧に係る手順 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.4.2.4 復旧に係る手順＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等について以下のとおり要求している。 

また、申請者の計画が、設置許可基準規則第３７条の評価（以下「有効性評価（第３７条）」という。）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故

等防止技術的能力基準１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等に関連する有効性評価（第３７条）における事故シーケンスグループ及び有効性評価（第３７条）で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の手順等 

発電用原子炉設置者において、設計基準事故

対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸

送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著

しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）

を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送

するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

 

１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）炉心損傷防止 

ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉冷却機能が確保

できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代替の最終ヒートシンク（UHS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。加えて、

残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な場合について考慮すること。また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系から

の除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。 

 

＜設置許可基準規則第４８条＞（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設

備） 

第四十八条 発電用原子炉施設には、設計基準

事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合において

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずる

ものに限る。）を防止するため、最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送するために必要な設備を設

けなければならない。 

第４８条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

１ 第４８条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

設備をいう。 

 ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備すること。 

 ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性又は多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 

 ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉冷却機能が

確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代替の最終ヒートシンクシステム（UHSS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への熱の輸送が

できること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な場合について考慮すること。 

   また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができる

こと。 

 ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第５０条１ｂ)に準ずること。また、その使用に際しては、敷地境界での線量評価を行うこと。 
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＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.2 全交流動力電源喪失 

 

 

 

  

（フロントライン系故障、サポート系故障） 

・主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復 

・大容量ポンプによる補機冷却水（ 海水） 通水 

・大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 

（サポート系故障） 

・タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水 

2.3 原子炉補機冷却機能喪失 

 

（フロントライン系故障、サポート系故障） 

・主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復 

・大容量ポンプによる補機冷却水（ 海水） 通水 

・大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 

（サポート系故障） 

・タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水 

3.11 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

3.12 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） 

（サポート系故障） 

・移動式大容量ポンプ車を用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 

5.2 全交流動力電源喪失（停止中） （サポート系故障時） 

・移動式大容量ポンプ車による補機冷却海水通水 

・移動式大容量ポンプ車を用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 
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Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果 

 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第４８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．５項（以下「第４８条等」

という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、

申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

1.5.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 48 条等に示されている

要求事項と一致していることを確認する。 

 

 

 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１） 設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能は、原子炉補機冷却海水設備及び原子炉補機冷却水設備による冷

却機能である。 

 これらの機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに

限る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するため対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第 48 条等」に

示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２）第 48 条等に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備

が有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大

事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリ

ー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記１）以外の設備及び手順等を整備することによ

り、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラント

状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であること

を確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する

故障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定され

ていることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認

する。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能に

より１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応

手段は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリ

ーの第１段目に記載される。 

  

２）第 48 条等における要求事項に対応した手順等が選定されてい

るか確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事

故対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.5.1(2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.5.1 図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

２）第４８条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。具体的な確認内容に

ついては、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備及び手順等の整備） 

第４８条等の要求事項に対応するため、タービン動補助給水ポン 

プ等により蒸気発生器 2 次側へ給水するとともに、主蒸気逃がし弁から蒸気を放出する蒸気発生器 2 次側による炉心冷却を実施するための

設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

 

また、有効性評価（第３７条）において、最終ヒートシンクへ熱を輸送するための重大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針

としていることを確認した。 

 

① 主蒸気逃がし弁から蒸気を放出するとともに蒸気発生器 2 次側へ給水する 2 次冷却系のフィードアンドブリードを実施するための設

備及び手順等。  

② 大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却を実施するための設備及び手順。  

③ 大容量ポンプを用いて代替補機冷却を実施するための設備及び手順等。  

 

  これらの確認結果から、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために申請者が計画する設備及び手順等が、第４８条等における各々の要求事項

に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第４８条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位

置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 

 

 

表１ 規制要求事項に対応する手順 
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○「第４８条等」で求められている手順 

規制要求事項 確認結果(大飯 3・4号炉) 

【設備（配備）】※１ 第４８条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

１ 第４８条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 

イ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備すること。 

ハ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性又は多様性

及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 

ロ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上で、

タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系からの除

熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。 

二）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第５０条１ｂ)に準ずる

こと。また、その使用に際しては、敷地境界での線量評価を行うこと。 

 

イ）以下より、炉心の著しい損傷等を防止するために重大事故防止設備を

整備することを確認した。 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設

備＞ 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

ロ）多様性及び独立性を有し、位置的分散が図られていることについての

具体的な確認は、設備審査確認事項へ 

 

ハ）以下により、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁（現場手

動操作）を最終的な熱の逃がし場への熱の輸送手段として用いること

を確認した。 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設

備＞ 

 

二）格納容器圧力逃がし装置は BWR のみで、PWR は該当しない。 

 

【技術的能力】※３ １ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等」とは、以下に掲げる

措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）炉心損傷防止 

ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上でタ

ービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系からの除熱

により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。 

 

（１）以下により、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等

が、整理されていることを確認した。 

 ＜添付十：1.5.1(1) 対応手段と設備選定の考え方＞ 

＜添付十：1.5.1(2) 対応手段と設備選定の結果＞ 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第４８条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．５ 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

 有効性評価で解析上考慮されている「タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水」、「主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復」、「移動式大

容量ポンプ車を用いた A、B格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」、「移動式大容量ポンプ車による補機冷却海水通水」等に係る手順を整備するとしていることを確認した。 
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1.5.2 重大事故等時の手順等 

(1)規制要求に対する設備及び手順等について 

a.第４８条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第４８条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

第４８条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.5.2.1(1)a.、(2)c.、(4)a.、(5)a.、1.5.2.2(1)a.、(2)a.、(4)a.、(5)a.に示す。 

 

１）対策と設備 

第４８条等に基づく要求事項に対応するため、その対策として 

2 次冷却系のフィードアンドブリードを実施するとし、そのため、電動補助給水ポンプ、タービン動補助給水ポンプ、復水ピット、主

蒸気逃がし弁等を重大事故防止設備として位置付けるとしていることを確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４

３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手

順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着

手の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人

員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

  １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

  なお、具体的な計測可能なパラメータ等については、＜添十：「第1.5.3表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されている。 

 

 

a.「電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる蒸 

気発生器への注水」のための手順 

海水ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプの故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した際に、復水ピットの水位が

確保されている場合には、電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプを用いた蒸気発生器2 次側による炉心冷却（注水）

の手順に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1 名により実施するとしていることを確認した。 

b.「主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復」のための手順 

海水ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプ等の故障により、最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した際に、補助給水流量等によ

り蒸気発生器への注水が確認された場合には、主蒸気逃がし弁(現場手動操作)による蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（蒸気放出）

の手順に着手する。この手順では、現場での人力による主蒸気逃がし弁の開操作等を計 5 名により約 30 分で実施するとしているこ

とを確認した。 

 

③作業環境等 

a)現場での手動操作等の手順等について定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、b)ヘッドライト等に

より夜間等でのアクセス性を確保していること、c)携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していること、d)現場での手動操作等を

行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していることなどを確認した。 
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b.第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な確認内容については、1.5.2.1(1)a.、

(2)c.、(4)a.、(5)a.、1.5.2.2(1)a.、(2)a.、(4)a.、(5)a.に示す。 

 

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要となる以下の対策とそのための重大事故等対処設備

を整備するとしていることを確認した。 

 

a. 2次冷却系のフィードアンドブリードを実施。そのため、電動補助給水ポンプ、タービン動補助給水ポンプ、復水ピット、主蒸気逃

がし弁等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

b. 格納容器内自然対流冷却を実施。そのため、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

c. 代替補機冷却を実施。そのため、大容量ポンプを重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４

３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手

順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着

手の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人

員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

 

 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

a.「大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ格納容器再循環ユニットによ  

 る格納容器内自然対流冷却」のための手順 

海水ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプの故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合には、大容量ポンプを用

いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却の手順に着手する。この手順では、大容量ポンプの配置、可搬型

ホースの接続、系統構成、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの通水作業等を計21名により約8 時間で実施する。 

 

b.「大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水」のための手順 

海水ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプの故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合には、大容量ポンプによ

る補機冷却水（海水）の通水による代替補機冷却の手順に着手する。この手順では、大容量ポンプの配置、可搬型ホースの接続、系

統構成等を計20 名により約9 時間で実施する。 

 

③作業環境等 

a)大容量ポンプの配置、可搬型ホースの接続等、系統構成、通水作業の手順等について定め、必要な人員を確保するとともに必要な

訓練を行うとしていること、b)ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、c)携行型通話装置等の必要な連絡

手段を確保していること、d)大容量ポンプの配置、可搬型ホースの接続等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを

確認していることなどを確認した。 
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(2)優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

 フロントライン系故障時及びサポート系故障時の手順について、最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合の対応手段毎に

優先すべき手順・操作等を明確化していることを確認した。 

 

 具体的な確認内容については1.5.2.1(8)、1.5.2.2（7）のとおり。 

 

 

(3)自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操

作内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 

① 申請者は、重大事故等への対処をより確実に実施するため、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更

なる対策の抽出を行い、自主的な対応を含めて網羅的に提示した。自主的な対策として、フロントライン系及びサポート系の機能

が喪失し、最終ヒートシンクへ熱を輸送するための機能が喪失した場合に、その機能を代替するための多様性拡張設備及び手順等

を整備するとしているを確認した。 

自主的対策として整備する重大事故等対処設備及び多様性拡張設備については、以下の表に示されていることを確認した。 

＜添付十：第1.5.1表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第1.5.2表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

多様性拡張設備として位置づける理由については、以下に示されていることを確認した。 

＜添付十：1.5.1(2)a.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

＜添付十：1.5.1(2)b.(b) 重大事故等対処設備と多様性拡張設備＞ 

 

② 自主的対策のための手順の確認結果については、以下のと 

（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等と（２）サポート系の機能喪失時手順等に整理して示す。 

 

（１）フロントライン系の機能喪失時の手順等 

a.「電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水」のための手順 

補助給水ポンプが使用できない場合には、脱気器タンク水を用いた電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水に着手する。この

手順では、中央制御室での操作を 1 名により実施する。 

b.「蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器 

への注水」のための手順 

補助給水ポンプ及び電動主給水ポンプが使用できない場合には、復水ピットを水源とした蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）

による蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、系統構成、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）の起動を計 6 名によ

り、約 110 分で実施する。 

c. 「所内用空気圧縮機による主蒸気逃がし弁の機能回復」のための手順 

海水ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプ等の故障により、制御用圧縮空気が供給されない場合には、所内用空気圧縮機による代替空

気供給に着手する。この手順は、計 2 名により約 20 分で実施する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

d.「タービンバイパス弁による蒸気放出」のための手順 

主蒸気逃がし弁による蒸気放出が確認できない場合であって、外部電源が受電され、復水器の真空度が維持されている場合には、

タービンバイパス弁による蒸気放出に着手する。この手順では、中央制御室での操作を 1名により実施する。 

e.「空調用冷水ポンプによるＡ 余熱除去ポンプ代替補機冷却」のための手順 

原子炉補機冷却水ポンプの故障等により、最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失し、原子炉補機冷却水の通水が原子炉補機

冷却供給母管流量等にて確認できない場合であって、非常用炉心冷却設備作動信号が発信している場合には、空調用冷水ポンプに

よるＡ余熱除去ポンプ代替補機冷却に着手する。この手順では、系統構成、通水作業等を計 2 名により、約 35 分で実施する。 

 

（２）サポート系の機能喪失時手順等 

a.「蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（ 電動） による蒸気発生器への注水」 

補助給水ポンプの故障等により蒸気発生器への注水ができない場合には、復水ピットを水源とした、蒸気発生器補給用仮設中圧

ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水に着手する。この手順では、系統構成、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）の起

動を計6 名により、約110 分で実施する。 

b.「窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁 

の機能回復」 

主蒸気逃がし弁の駆動用空気が喪失し、現場の環境が悪化し、中央制御室からの遠隔操作を実施する場合、窒素ボンベ（主蒸気逃

がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復に着手する。この手順では、系統構成、主蒸気逃がし弁の開操作等を計2 名によ

り、約60 分で実施する。 

c.「大容量ポンプを用いたＢ制御用空気圧縮機（海水冷却）による主蒸気逃がし弁の機能回復」 

全交流動力電源が喪失し、制御用空気圧縮機への補機冷却水が喪失することにより、制御用空気圧縮機が停止し駆動用空気が喪

失した場合には、大容量ポンプを用いてＢ制御用空気圧縮機へ補機冷却水（海水）を通水して制御用空気系を回復し、 

主蒸気逃がし弁機能回復に着手する。また、この手順では、可搬型ホースの接続、ディスタンスピースの取替え、大容量ポンプの

起動等を計20 名により、約9 時間で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

※ 1.2.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルート｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 
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1.5.2.1 フロントライン系故障時の手順等 

(1) 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（注水） 

a. 電動補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(1)a. 電動補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

b. 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(1)b. 電動主給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

c. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(1)c. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

(2) 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（蒸気放出） 

a. 所内用空気圧縮機による主蒸気逃がし弁の機能回復【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(2)a. 所内用空気圧縮機による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.3 図 所内用空気圧縮機による主蒸気逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 

b. タービンバイパス弁による蒸気放出【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(2)b. タービンバイパス弁による蒸気放出＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

c. 主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(2)c. 所主蒸気逃がし弁（ 現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

d. 窒素ボンベ（主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復【技術的能力、有効性評価（第 37 条） 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(2)d. 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用）による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 
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＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

(3) 蒸気発生器２次側のフィードアンドブリード 

a. ポンプ車を使用した蒸気発生器２ 次側のフィードアンドブリード【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(3)a. ポンプ車を使用した蒸気発生器２次側のフィードアンドブリード＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.3 図 所内用空気圧縮機による主蒸気逃がし弁の機能回復 タイムチャート＞ 

 

(4) 格納容器内自然対流冷却 

a. 大容量ポンプ車を用いた A、D格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(4)a. 大容量ポンプ車を用いた A、D格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

 

(5) 代替補機冷却 

a. 大容量ポンプ車による補機冷却水（海水）通水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(5)a. 大容量ポンプ車による補機冷却水（海水）通水＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.5.7 図 大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水 タイムチャート＞ 

 

b. 空調用冷水ポンプによる A余熱除去ポンプ代替補機冷却【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(5)b. 大容量ポンプ車による補機冷却水（海水）通水＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.9 図 空調用冷水ポンプによるＡ余熱除去ポンプ代替補機冷却 タイムチャート＞ 

 

(6) 大容量ポンプによる代替補機冷却 

a. 補機冷却水（ 大容量ポンプ冷却） による余熱除去ポンプを用いた代替炉心冷却【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)a. フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.1(6)a. 補機冷却水（ 大容量ポンプ冷却） による余熱除去ポンプを用いた代替炉心冷却＞ 

＜添付十：第 1.5.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（フロントライン系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.11 図 補機冷却水（大容量ポンプ冷却）による余熱除去ポンプを用いた代替炉心冷却 タイムチャート＞ 

 

(7) 優先順位 

フロントライン系機能喪失時に、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能が喪失した場合の対応手段である蒸気発生器２次側による原子炉の冷却のために蒸気発生器へ注水する優先順位を明確化していることを以下により
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確認した。 

＜添付十：1.5.2.1 (8) 優先順位＞ 

 

 

1.5.2.2 サポート系故障時の手順等 

(1) 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（注水） 

a. タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(1)a. タービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

b. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動） による蒸気発生器への注水【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(1)b. 蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動） による蒸気発生器への注水＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

(2) 蒸気発生器 2次側による炉心冷却（蒸気放出） 

a. 主蒸気逃がし弁（現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(2)a. 主蒸気逃がし弁（現場手動操作） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

b. 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用） による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(2)b. 窒素ボンベ（ 主蒸気逃がし弁作動用） による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

c. 大容量ポンプ車を用いたＢ制御用空気圧縮機(海水冷却)による主蒸気逃がし弁の機能回復【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(2)c. 大容量ポンプ車を用いたＢ制御用空気圧縮機(海水冷却)による主蒸気逃がし弁の機能回復＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

(3) 蒸気発生器２ 次側のフィードアンドブリード 

a. ポンプ車を使用した蒸気発生器２ 次側のフィードアンドブリード【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(3)a. ポンプ車を使用した蒸気発生器２ 次側のフィードアンドブリード＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 
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(4) 格納容器内自然対流冷却 

a. 大容量ポンプ車を用いた A、B格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(4)a. 大容量ポンプ車を用いた A、B格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

(5) 大容量ポンプによる代替補機冷却 

a. 大容量ポンプ車による補機冷却海水通水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(5)a. 大容量ポンプ車による補機冷却海水通水＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

＜添付十：第 1.5.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

b. 補機冷却水（ 大容量ポンプ冷却） による余熱除去ポンプを用いた代替炉心冷却【自主対策】 

＜添付十：1.5.1(2)b. サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.5.2.2(5)b. 補機冷却水（ 大容量ポンプ冷却） による余熱除去ポンプを用いた代替炉心冷却＞ 

＜添付十：第 1.5.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（サポート系機能喪失時）＞ 

 

(6) 優先順位 

全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能が喪失している場合の冷却手段として、蒸気発生器２次側による炉心冷却のための蒸気発生器へ注水する優先順位を明確化していることを以下により確認

した。 

＜添付十：1.5.2.2 (7) 優先順位＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 
 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉格納容器内の冷却等のための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．６原子炉格納容器内の

冷却等のための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手

順等 
 
１ 発電用原子炉設置者において、設計基準事

故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却

機能が喪失した場合において炉心の著しい損

傷を防止するため、原子炉格納容器内の圧力

及び温度を低下させるために必要な手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 
２ 発電用原子炉設置者は、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉格納容器の破

損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力

及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させ

るために必要な手順等が適切に整備されてい

るか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

 
１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物

質の濃度を低下させるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
（１）炉心の著しい損傷を防止するための原子炉格納容器の冷却等 

ａ）設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため、格納容器スプレイ代替注水設備により、

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等を整備すること。 
（２）原子炉格納容器の破損を防止するための原子炉格納容器の冷却等 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、格納容器スプレイ代替注水設備により、原子炉格納容器内の圧力及び温度並び

に放射性物質の濃度を低下させるために必要な手順等を整備すること 
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＜設置許可基準規則第４９条＞（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 
設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 
第四十九条 発電用原子炉施設には、設計基準

事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷

却機能が喪失した場合において炉心の著しい

損傷を防止するため、原子炉格納容器内の圧

力及び温度を低下させるために必要な設備を

設けなければならない。 
２ 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉格納容器の破

損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力

及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させ

るために必要な設備を設けなければならな

い。 

第４９条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 
１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質

の濃度を低下させるために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 
（１）重大事故等対処設備 
 ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ又は水源）が機能喪失しているものとして、格納容器スプレイ代替注水設備を配備すること。 
 ｂ）上記ａ）の格納容器スプレイ代替注水設備は、設計基準事故対処設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 
（２）兼用 
 ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防止目的の設備は、同一設備であってもよい。 

  
＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
2.2 全交流動力電源喪失 ・（炉心損傷防止・サポート系故障時における）大容量ポンプ用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット

による格納容器内自然対流冷却 
2.3 原子炉補機冷却機能喪失 ・（炉心損傷防止・サポート系故障時における）大容量ポンプ用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニット

による格納容器内自然対流冷却 
2.4 原子炉格納容器の除熱機能喪失 
 

・（炉心損傷防止・フロントライン系故障時における）Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 
3.1.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 
3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） 
3.4 水素燃焼 

・（格納容器破損防止・フロントライン系故障時における）恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納

容器スプレイ 
・（格納容器破損防止・サポート系故障時における）大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユ

ニットによる格納容器内自然対流冷却 
5.2 全交流動力電源喪失 ・（格納容器破損防止・サポート系故障時における）大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユ

ニットによる格納容器内自然対流冷却 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.6.1 対応手段と設備の選定 

 

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために申請者が計画する設備及び手順等が、①第４９条及び重大事故等防止技術的能力基準１．６項（以下「第４９条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適

切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対

処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第４９条等」に示されてい

る要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）原子炉格納容器スプレイ設備による冷却機能を有する設計基準事故対処設備が喪失した場合においても、炉心の著しい損傷を防止し、ま

た、炉心の著しい損傷が発生した場合においても原子炉格納容器の破損を防止するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定する

としており、「第４９条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２）「第４９条等」に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設

備が有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事

故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリー解析

等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に自主的に上記１）以外の設備及び手順等を整備することによ

り、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが，プラン

ト状況によっては，事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを

確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故

障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されて

いることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認す

る。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能によ

り１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段

は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第

１段目に記載される。 

 

２）第４９条等における要求事項に対応した手順等が選定されてい

るか確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事

故対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

以下により、対応手段が網羅的に選定されていることを確認した。 

＜添付十：1.6.1(2) 対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：第 1.6.1 図 機能喪失原因対策分析＞ 

 

２）第４９条等及び有効性評価（第３７条）に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。  

具体的な確認内容については、｢表１ 規制要求事項に対応する手順｣のとおり。 

 

第４９条等の要求事項に対応するために、炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容器内の冷

却等のため以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

①Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等による格納容器内自然対流冷却を実施するための設備及び手順等。 

② 恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ等による代替格納容器スプレイを実施するための設備及び手順等。 

 

 また、第４９条の要求事項に対応するための手順に加え、有効性評価（第３７条）において、炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損

傷が発生した場合における原子炉格納容器内の冷却等のための重大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針としていることを

確認した。 

①Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等による格納容器内自然対流冷却を実施するための設備及び手順等。 

② 恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ等による代替格納容器スプレイを実施するための設備及び手順等。 

 

これらの確認結果から、原子炉格納容器内の冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等が、第４９条等における各々の要求事項に対

応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第４９条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）において位置付

けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第４９条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１  ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ又は水源）が

機能喪失しているものとして、格納容器スプレイ代替注水設備を配備すること。 

 ｂ）上記ａ）の格納容器スプレイ代替注水設備は、設計基準事故対処設備に対

して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 
（２）兼用 
 ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防止目的の設備

は、同一設備であってもよい。 
（【設備（措置）】※２ は要求事項になし） 

以下により、格納容器スプレイ代替注水設備が配備されていることを確認した。

＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

→ 多様性及び独立性を有し、位置的分散が図られていることについての具体

的な確認は、設備審査確認事項へ 

【技術的能力】※３ １ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必

要な手順等」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放

射性物質の濃度を低下させるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
（１）炉心の著しい損傷を防止するための原子炉格納容器の冷却等 

ａ）設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した

場合において炉心の著しい損傷を防止するため、格納容器スプレイ代替

注水設備により、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために

必要な手順等を整備すること。 
 

（２）原子炉格納容器の破損を防止するための原子炉格納容器の冷却等 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止

するため、格納容器スプレイ代替注水設備により、原子炉格納容器内の圧

力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な手順等を

整備すること 

炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉

格納容器内の冷却等のため以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備

するとしていることを確認した。 

ａ．格納容器内自然対流冷却 

ｂ．代替格納容器スプレイ 

 

具体的には、上記の対応手段について、フロントライン系及びフロントライン

系を使用するために必要なサポート系の故障時に区分し、重大事故等対処設備

を用いた以下の手段を整備する方針であることを以下により確認した。 

＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第４９条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．６ 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       有効性評価で解析上考慮されている手順は以下のとおりであることを確認した。 

「Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等による格納容器内自然対流冷却」 

「恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ等による代替格納容器スプレイ」 
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1.6.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第４９条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 第４９条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４９条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.6.2.1(1)a.、(2)a.、1.6.2.2(1)a.、(2)a.に示す。 

 

１）対策と設備 

第４９条等に基づく要求事項に対応するために、炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容

器内の冷却等のため以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 格納容器内自然対流冷却。そのため、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

b. 代替格納容器スプレイ。そのため、恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備

する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可能な

パラメータ等については、「第1.6.5表 重大事故等対処に係る監視計器」に示されていることを確認した。 

 

a.「Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」のための手順 

原子炉格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（196kPa[gage]）以上であり、格納容器スプレイポンプの故障等により原子炉格納

容器に注水できない場合には、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットを用いる格納容器内自然対流冷却の手順に着手する。この手順では、系統

構成、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの通水作業等を計3名により約60分で実施する。 

 

b.「恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

原子炉格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（196kPa[gage]）以上であり、格納容器スプレイポンプの故障等により原子炉格納

容器へ注水されない場合及び格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器圧力が低下しない場合には、恒設代替低圧注水ポンプによる

代替格納容器スプレイの手順に着手する。この手順では、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプの起動及び運転、原子炉格納容器への注水

を計3名により、約30 分で実施する。 

 

c.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器への注水が必要となった場合には、併せて可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容

器スプレイの準備に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、可搬式代替低圧

注水ポンプの起動及び原子炉格納容器への注水を計12 名により、約4時間で実施する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

  

③作業環境等 

  上記で選定した手順について、a)手順の優先順位をa.、b.、c.の順に設定して明確化していること、b)格納容器内自然対流冷却、代

替格納容器スプレイ等について、系統構成、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの通水作業、恒設代替低圧注水ポンプ及び可搬式代替低

圧注水ポンプの起動等の手順等を定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、c)接続等を行う作業環境

（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していること、d)ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、e)

携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していることなどを確認した。 

 

  以上の確認などから、１）に掲げる設備を用いた手順等について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項（手順等に関する共通的

な要求事項）等に適合する手順等を整備する方針であることを確認した。 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な確認内容については、1.6.2.1(1)a.、

1.6.2.2(1)a.、(2)a.のとおり。 

 

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において、炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容器内の冷却等

のために必要となる以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

a. 代替格納容器スプレイ。そのため、恒設代替低圧注水ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備

する。 

b. 格納容器内自然対流冷却。そのため、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、大容量ポ

ンプ等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

 
 
 

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

申請者は、１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしている。 

 

a.「代替格納容器スプレイ」のための手順 

全交流動力電源喪失時又は原子炉補機冷却機能喪失時に、1 次冷却材喪失事象が発生し、原子炉格納容器圧力が格納容器スプレイ作動

設定値（196kPa[gage]）以上であって、さらに原子炉格納容器へ注水されない場合には、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器ス

プレイの手順に着手する。この手順では、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプの起動及び運転、原子炉格納容器への注水を計3 名によ

り、約30分で実施する。 恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器への注水が必要となった場合には、併せて可搬式代替低圧注水

ポンプによる代替格納容器スプレイの準備に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接

続作業、可搬式代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉格納容器への注水を計12 名により、約4時間で実施する。 

 

b.「大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」のための手順 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却水系の機能が喪失した場合には、大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納

容器内自然対流冷却の手順に着手する。この手順では、系統構成、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの通水作業等を計21 名により、約8 

時間で実施する。 

 

③作業環境等 

上記で選定した手順について、a)手順着手の判断基準を明確化していること、b)格納容器内自然対流冷却、代替格納容器スプレイ等に

ついて、可搬型ホースの運搬、接続作業等の手順等を定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、c)ヘッド

ライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、d)携行型通話設備等の必要な連絡手段を確保していること、e)接続等を行う
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していることなどを確認した。 

 

以上の確認などから、規制委員会は、申請者が１）に掲げる設備を用いた手順等について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項

（手順等に関する共通的な要求事項）等に適合する手順等を整備する方針であることを確認した。 

 

 

(2) 優先順位について 
審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

  手順等における優先順位については、継続的な原子炉格納容器内の冷却並びに重要機器及び重要計器の水没防止を図るため、格納容器

内自然対流冷却を優先することを確認した。 

ただし、格納容器内自然対流冷却の手段が使用できるまでの間に、格納容器内圧力が最高使用圧力（392kPa[gage]）以上となれば、代

替格納容器スプレイを行うこととしていることを確認した。 

具体的な確認内容については、1.6.2.1(3)、1.6.2.2(3)のとおり。 

 

 
 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

フロントライン系及びサポート系の機能が喪失し、原子炉格納容器内の冷却等のための機能が喪失した場合に、その機能を代替するため

の多様性拡張設備及び手順等を整備するとしていることから、確認結果についても、（１）フロントライン系の機能喪失時に原子炉格納容

器内の冷却等のための機能を代替するための設備及び手順等、（２）サポート系の機能喪失時に原子炉格納容器内の冷却等のための機能を

代替するための設備及び手順等とに整理して示す。 

 

（１）フロントライン系の機能喪失時に原子炉格納容器内の冷却等のための機能を代替するための設備及び手順等 

フロントライン系の機能を回復させるための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確

認結果については、1.6.2.1(1)b.、(2)b.、(2)c.に示す。 

 

①対策と設備 

  炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容器内の冷却等のための機能を回復させるための

設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしている。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイ」のための手順 

原子炉格納容器圧力が最高使用圧力（392kPa[gage]）以上であり、恒設代替低圧注水ポンプの故障等により原子炉格納容器に注水でき

ない場合には、電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイに着手する。この手順では、系統構成、電動消火ポンプ等の起動等を計3 

名により、約40 分で実施する。 
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（２）サポート系の機能喪失時に原子炉格納容器内の冷却等のための機能を代替するための設備及び手順等 

サポート系の機能を回復させるための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確認結果

については、1.6.2.2(2)b.～d.に示す。 

 

① 対策と設備 

炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容器内の冷却等のための機能を回復させるための

設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

ａ．「Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉格納容器への注水が確認できない場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷

却）による代替格納容器スプレイに着手する。この手順では、系統構成、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の起動等を計4 名に

より、約75 分で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※ 1.6.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

1.6.2.1 フロントライン系故障時の手順等 

(1) 格納容器内自然対流冷却 

a. Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第４９条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(1)a(a) Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
＜添付十：第 1.6.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(1)a(a) Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
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＜添付十：第 1.6.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.7.4 Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
 
(2) 代替格納容器スプレイ 

a. 恒設代替低圧ポンプによる代替格納容器スプレイ【技術的能力（第４９条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(1)b(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(1)b(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.4 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
 

b. 電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(1)b(b) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(1)b(b) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.5 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
 

c. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(1)b(c) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(a) フロントライン系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(1)b(c) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.3 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のフロントライン系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.6 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
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(3) 優先順位 

手順の優先順位を、炉心の著しい損傷防止のための格納容器内冷却の手順として、フロントライン系機能喪失時及びサポート系機能喪失時について明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.6.2.1(1)d. 優先順位＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)d. 優先順位＞ 
 
1.6.2.2 サポート系故障時の手順等 

(1) 格納容器内自然対流冷却 

a. 大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第４９条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(2)b.(a) 大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
＜添付十：第 1.6.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(2)b.(a) 大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
＜添付十：第 1.6.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.7.4 Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
 
(2) 代替格納容器スプレイ 

a. 恒設代替低圧ポンプによる代替格納容器スプレイ【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第４９条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(2)a(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(2)a(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.4 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
 

b. Ａ格納容器スプレイポンプ(自己冷却)による代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(2)a(c) Ａ格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
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＜添付十：1.6.2.2(2)a(c) Ａ格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.7 Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイ＞ 
 

c. ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(2)a(b) ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(2)a(b) ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.5 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
 

 d. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.6.1(2)a.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.1(2)a(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.2 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷前のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：1.6.1(2)b.(b) サポート系機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.6.2.2(2)a(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.6.4 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（炉心損傷後のサポート系機能喪失時）＞ 
＜添付十：第 1.6.5 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.6.6 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
 
(3) 優先順位 

手順の優先順位を、格納容器破損を防止するための格納容器内冷却の手順として、フロントライン系機能喪失時及びサポート系機能喪失時について明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.6.2.2(1)d. 優先順位＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)d. 優先順位＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 
 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉格納容器内の冷却等のための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．７原子炉格納容器の過

圧破損を防止するための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止する

ための手順等 
 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器の

破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力

及び温度を低下させるために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が

適切に示されていること。 

１ 「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
（１）原子炉格納容器の過圧破損の防止 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットにより、原子炉格納容器

内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等を整備すること。 
（２）悪影響防止 

ａ）格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子炉格納容器の負圧破損を防止する手順等を整備すること。 
（３）現場操作等 

ａ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操作ができること。 
ｂ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策がなされている

こと。 
ｃ）隔離弁の駆動源が喪失した場合においても、格納容器圧力逃がし装置の隔離弁を操作できるよう、必要な資機材を近傍に配備する等の措置を講じること。 

（４）放射線防護 
ａ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽等の放射線防護対策がなされていること。 
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＜設置許可基準規則第５０条＞（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 
設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための

設備） 
第五十条  発電用原子炉施設には、炉心の著し

い損傷が発生した場合において原子炉格納容

器の破損を防止するため、原子炉格納容器内

の圧力及び温度を低下させるために必要な設

備を設けなければならない。 
 

第５０条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 
１ 第５０条に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 
ａ）格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットを設置すること。 
ｂ）上記ａ）の格納容器圧力逃がし装置とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 
ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は、排気中に含まれる放射性物質を低減するものであること。 
ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は、可燃性ガスの爆発防止等の対策が講じられていること。 
ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は、他の系統・機器（例えば SGTS）や他号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用しないこと。ただし、他への悪影響がない場

合を除く。 
ⅳ）また、格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子炉格納容器の負圧破損を防止する設備を整備すること。 
ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操作ができること。 
ⅵ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策がなされている

こと。 
ⅶ）ラプチャーディスクを使用する場合は、バイパス弁を併置すること。ただし、格納容器圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう、十分に低い圧力に設定され

たラプチャーディスク（原子炉格納容器の隔離機能を目的としたものではなく、例えば、配管の窒素充填を目的としたもの）を使用する場合又はラプチャーディ

スクを強制的に手動で破壊する装置を設置する場合を除く。 
ⅷ）格納容器圧力逃がし装置は、長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない場所に接続されていること。 
ⅸ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽等の放射線防護対策がなされていること。 
 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
3.1.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 
3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）  
 

・（全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失時における） 
大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.7.1 対応手段と設備の選定 

 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５０条及び重大事故等防止技術的能力基準１．７項（以下「第５０条等」という。）における要求事項に対応し、

かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な

対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１） 対応手段と設備の選定の考え方が、「第５０条等」に示されて

いる要求事項と一致していることを確認する。 

 

２） 自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施す

る方針であることを確認する。 

 

 

 

１）炉心の著しい損傷が発生した場合においても、原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため

に必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第５０条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２）「第５０条等」に示された要求事項を踏まえ、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるための対応手段と重大事故等対処設備を選定

するとしていること、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしていること、

申請者が、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をより確実に

実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが，プラン

ト状況によっては，事故対応に有効な設備。 

 

 
  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
  

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.7-5 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１） 対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪

失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に

対応手段が選定されているか確認する。 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていること

を確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２） 第５０条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５０条等による要求事項に基づき、格納容器再循環ユニットによる原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順

を選定している。 

対応手段については、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な手段を選定していることを確

認した。 

 

２）第５０条等及び有効性評価（第３７条）に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。  

具体的な確認内容については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

第５０条等の要求事項に対応するため、格納容器内自然対流冷却を実施するための設備及び手順等を整備する方針としていることを確

認した。 

 

 また、有効性評価（第３７条）において、原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるための重大事故等対処設備及び手順等として、

全交流動力電源喪失時における格納容器内自然対流冷却を実施するための設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

 

これらの確認結果から原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるために申請者が計画する設備及び手順等が、第５０条等における

各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第５０条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第

３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第５０条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ １ 第５０条に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために

必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

ａ）格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットを設置すること。 

ｂ）上記ａ）の格納容器圧力逃がし装置とは、以下に掲げる措置又はこれらと

同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は、排気中に含まれる放射性物質を低減するも

のであること。 

ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は、可燃性ガスの爆発防止等の対策が講じられ

ていること。 

ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は、他の系統・機器（例えば SGTS）や

他号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用しないこと。ただし、他への悪

影響がない場合を除く。 

ⅳ）また、格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子

炉格納容器の負圧破損を防止する設備を整備すること。 

ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操

作ができること。 

ⅵ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃

がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策

がなされていること。 

ⅶ）ラプチャーディスクを使用する場合は、バイパス弁を併置すること。た

だし、格納容器圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう、十分に低い

圧力に設定されたラプチャーディスク（原子炉格納容器の隔離機能を目的

としたものではなく、例えば、配管の窒素充填を目的としたもの）を使用

する場合又はラプチャーディスクを強制的に手動で破壊する装置を設置

する場合を除く。 

ⅷ）格納容器圧力逃がし装置は、長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受

けない場所に接続されていること。 

ⅸ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽

等の放射線防護対策がなされていること。 

（【設備（措置）】※２ は要求事項になし） 

 

 

 

炉心の著しい損傷の防止及び炉心の著しい損傷が発生した場合におけ

る原子炉格納容器内の冷却等のため格納容器内自然対流冷却を実施する

ものとし、そのため、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットを設置することとし

ていることを確認した。 

 

※ｂ）以降は、格納容器圧力逃がし装置等を設置する場合の要求事項であ

るため、対象外 
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【技術的能力】※３ （１）原子炉格納容器の過圧破損の防止 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止

するため、格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットにより、

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等を整

備すること。 
（２）悪影響防止 

ａ）格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子炉格納容

器の負圧破損を防止する手順等を整備すること。 
（３）現場操作等 

ａ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操作

ができること。 
ｂ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃が

し装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策

がなされていること。 
ｃ）隔離弁の駆動源が喪失した場合においても、格納容器圧力逃がし装置の隔

離弁を操作できるよう、必要な資機材を近傍に配備する等の措置を講じ

ること。 
（４）放射線防護 

ａ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽

等の放射線防護対策がなされていること。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器の破損を防

止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため格納容器

内自然対流冷却を実施するための設備及び手順等を整備する方針として

いることを確認した。 

 

※（２）以降は、格納容器圧力逃がし装置を設置する場合の要求事項であ

るため、対象外 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５０条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．７ 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       有効性評価で解析上考慮されている手順は以下のとおりであることを確認した。 

「Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」 
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1.7.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５０条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 第５０条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

  

 

 

 

第５０条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.7.2.1(1)a.、(2)a.、(3)a.、1.7.2.2(1)a.、(2)a.に示す。 

 

１）対策と設備 

第５０条等に基づく要求事項に対応するために、格納容器内自然対流冷却を実施するとし、そのために、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニッ

ト、Ａ、Ｂ原子炉補機冷却水ポンプ、Ａ原子炉補機冷却水冷却器、原子炉補機冷却水サージタンク、海水ポンプ等を重大事故等対処設備

として位置付けるとともに、窒素ボンベ（原子炉補機冷却水サージタンク加圧用）を新たに整備するとしていることを確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可能なパ

ラメータ等については＜添付十：「第1.7.2表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていることを確認した。 

 

a.「Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」のための手順 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等として、原子炉格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（196kPa［gage］）以上であり、格

納容器スプレイ流量が確認できない場合には、格納容器内自然対流冷却の手順に着手するとしている。この手順では、系統構成、Ａ、Ｄ

格納容器再循環ユニットへの通水作業を計3名により約60分で実施するとしている。 

 

③作業環境等 

  上記で選定した手順について、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却について、a)系統構成、Ａ、Ｄ格納容

器再循環ユニットへの通水等の手順等を定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、b)系統構成、Ａ、Ｄ

格納容器再循環ユニットへの通水作業等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していること、c)ヘッドライト

等により夜間等でのアクセス性を確保していること、d)携帯型通話設備等の必要な連絡手段を確保していることなどを確認した。 

 

  以上の確認などから、１）に掲げる設備を用いた手順等について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項（手順等に関する共通的

な要求事項）等に適合する手順等を整備する方針であることを確認した。 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な個別手順の確認内容については、

1.7.2.2(1)a.、(2)a.に示す。 

 

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において、原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるために必要となる対策として、全交流動力電源喪失時

に格納容器内自然対流冷却を実施するとし、そのために、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニット等を重大事故等対処設備として位置付けるとと

もに、大容量ポンプを重大事故等対処設備として新たに整備するとしていることを確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

申請者は、１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

a.「大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却」のための手順 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失している場合に、原子炉補機冷却水の通水を原子炉補機冷却水供給母管流量計等にて確

認できない場合には、大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却の手順に着手する。この手順では、大容量ポンプの配置及び可搬型ホ

ースの接続、Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットへの通水作業等を計21 名により、約8 時間で実施する。 

 

③作業環境等 

上記で選定した手順について、格納容器内自然対流冷却について、a)大容量ポンプの配置、可搬型ホースの接続等、通水作業の手順等

を定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、b)大容量ポンプの配置、可搬型ホースの接続等を行う作業環

境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していること、c)ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、d)

携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していることなどを確認した。 

 

以上の確認などから、１）に掲げる設備を用いた手順等について、重大事故等防止技術的能力基準１．０項（手順等に関する共通的な

要求事項）等に適合する手順等を整備する方針であることを確認した。 
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c. その他重大事故等対処設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） フォールトツリー解析等により対策の抽出を行い、位置づけた

対策とそのために必要な重大事故等対処設備を整備するとしてい

ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記（１）（２）以外の重大事故等対処設備及びそれを用いた手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な個別手順の確

認内容については、1.7.2.1以降に示す。 

 

１） 対策と設備 

機能喪失の原因分析を行った上で、格納容器再循環ユニットを用いた対応手段の他に、同等以上の効果を有する対応手段並びに重大事

故等対処設備の抽出を行い、原子炉格納容器の過圧破損を防止するために必要となる重大事故等対処設備及び手順等を整備するとしてい

ることを確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

２）手順の方針 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

申請者は、（１）（２）以外の設備として、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要となる以下の対策と重大事故等対

処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 格納容器スプレイ。そのため、格納容器スプレイポンプ、燃料取替用水ピットを重大事故等対処設備に位置付ける。 

b. 代替設備を用いた代替格納容器スプレイ。そのため、燃料取替用水ピット及び復水ピットを重大事故等対処設備として位置付け、

恒設代替低圧注水ポンプ及び可搬式代替低圧注入ポンプを重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

a.「格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ」のための手順 

原子炉格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（196kPa[gage]）以上で格納容器スプレイポンプが起動していないことを格納容器

スプレイ流量等により確認した場合、かつ、燃料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、格納容器スプレイの手順に着手す

る。この手順では、中央制御室での操作を1名により実施する。 

 

b.「恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

原子炉格納容器圧力が最高使用圧力（392kPa[gage]）以上で格納容器スプレイポンプの故障等により原子炉格納容器への注水が確認で

きない場合及び格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器圧力が低下しない場合には、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器

スプレイの手順に着手する。この手順では、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプの起動及び運転、原子炉格納容器への注水を計3名によ

り約30分で実施する。 

 

c.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器への注水が必要となった場合には、併せて可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容

器スプレイの準備に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、可搬式代替低圧

注水ポンプの起動及び原子炉格納容器への注水を計12 名により、約4時間で実施する。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
  

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.7-11 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

③作業環境等 

上記で選定した手順について、格納容器スプレイ、代替格納容器 

スプレイ等について格納容器スプレイの実施、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプ及び可搬式代替低圧注水ポンプの起動の手順等を定

め、必要な人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、接続等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを

確認していること、ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保してい

ることなどを確認した。 

 

 

(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

  手順等における優先順位については、継続的な原子炉格納容器内の冷却並びに重要機器及び重要計器の水没防止を図るため、格納容器

自然対流冷却を優先することを確認した。 

ただし、格納容器内自然対流冷却の手段では大容量ポンプの準備に時間がかかることから、この間に格納容器圧力が最高使用圧力

（392kPa[gage]）以上となれば、代替格納容器スプレイを行うこととしていることを確認した。 

具体的な確認内容については、1.7.2.1(4)、1.7.2.2(3)のとおり。 
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(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な対応手段と設備を選定するとしていることから、確認

結果についても、（１）交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等、（２）全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機

能喪失時の設備及び手順等とに整理して示す。 

 

（１）交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等 

交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等、についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認結

果については、1.7.2.1(3)b.～c.に示す。 

 

①対策と設備 

  交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全である場合において、原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるための機能を回復さ

せる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注入ポンプの故障等により原子炉格納容器への注水が確認されない場合であって、Ｎｏ.２淡水タンクの水位が確保さ

れている場合には、電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイに着手する。この手順では、系統構成、電動消火ポンプ等の起

動、原子炉格納容器への注水を計3名により約40分で実施する。 

 

（２）全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合の設備及び手順等 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合の設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順

の確認結果については、1.7.2.2(2)b.～d.に示す。 

 

① 対策と設備 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合において、原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるための機能を回復さ

せる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により原子炉格納容器への注水ができない場合であって、Ｎｏ．２淡水タンクの水位が確保され

ている場合には、ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイに着手する。この手順では、系統構成、ディーゼル消火ポンプ

の起動及び運転、原子炉格納容器への注水を計3 名により、約40 分で実施する。 

 

b.「Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイ」のための手順 

ディーゼル消火ポンプの故障等により原子炉格納容器への注水が確認できない場合であって、燃料取替用水ピットの水位が確保さ

れている場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイに着手する。この手順では、系統構成、Ａ

格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の起動等を計4 名により、約75 分で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※1.7.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

 
 
1.7.2.1 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等 

(1) 格納容器スプレイ 

a. 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)a. 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.1(1)a. 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ＞ 
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＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(2) 格納容器内自然対流冷却 

a.Ａ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【技術的能力（第５０条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)a. 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.1(2)a. Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.7.4 Ａ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
 
(3) 代替格納容器スプレイ 

a. 恒設代替低圧注入ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)a. 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.1(3)a. 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. 電動消火ポンプ等による代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)a. 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.1(3)b. 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

c. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)a. 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.1(3)c. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
 (4) 優先順位 

手順の優先順位を、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合及び全交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が喪失した場合について明確化していることを以下により確認した。 

＜添付十：1.7.2.1(5) 優先順位＞ 
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1.7.2.2 全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失時の設備及び手順等 

(1) 格納容器内自然対流冷却 

a. 大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第５０条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)b. 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.2(1)a. 大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.7.6 大容量ポンプを用いたＡ 、Ｄ 格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却＞ 
 
(2) 代替格納容器スプレイ 

a. 恒設代替低圧注入ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)b. 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.2(2)a. 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)b. 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.2(2)b. ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

c. Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)b. 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.2(2)c. Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

d. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.7.1(2)b. 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.7.2.2(2)d. 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.7.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.7.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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(3) 優先順位 

上記で確認したそれぞれの手順の中で事象進展や設備の容量等を踏まえた優先順位が示されていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.7.2.2(4) 優先順位＞ 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 ............................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.8-5 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 ................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-11 
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1.8.2.1 原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却手順等 ....................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-17 
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(a) 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）】 ............................................................................................................................................................................................................................. 1.8-17 
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(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）】 ..................................................................................................................................................................................................................... 1.8-17 
(b) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 .................................................................................................................................................................................................................... 1.8-17 
(c) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 ............................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-17 

(2) 全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失時の手順等 .............................................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-17 
a. 代替格納容器スプレイ ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.8-17 
(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）、有効性評価（第３７条）※】 炉心注水から格納容器スプレイへの切替手順を含む .............................................................................. 1.8-17 
(b) ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 .................................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-18 
(c) Ａ格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ【自主対策】 ..................................................................................................................................................................................................................... 1.8-18 
(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 ............................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-18 

(3) 優先順位 .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-18 
1.8.2.2 溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止の手順等 ............................................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-18 

(1) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の手順等 ......................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-18 
a. 炉心注水 ................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.8-18 
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(a) Ａ格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 ................................................................................................................................................ 1.8-19 
(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 .................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-19 
(c) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる炉心注水【自主対策】 ......................................................................................................................................................................................................................................... 1.8-19 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉格納容器下部の溶融炉心の冷却等のための手順等について以下のとおり要求している。 

あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．８原子炉格納容器下部

の溶融炉心を冷却するための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却

するための手順等 

 

 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器の

破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の

下部に落下した炉心を冷却するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備され

る方針が適切に示されていること。 

１ 「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手

順等をいう。なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バ

ウンダリに接触することを防止するために行われるものである。 

（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注水設備により、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 

（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止 

ａ）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、原子炉圧力容器へ注水する手順等を整備すること。 

 

＜設置許可基準規則第５１条＞（原子炉格納容器内下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するた

めの設備）  

第五十一条  発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格

納容器の下部に落下した炉心を冷却するため

に必要な設備を設けなければならない。 

第５１条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

１ 第５１条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原

子炉格納容器バウンダリに接触することを防止するために行われるものである。 

ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器下部注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 

ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）を整備すること。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場合は、接続する建屋内の流路をあらか

じめ敷設すること。） 

ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上の流路及び配管を除く。） 

ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とすること。 
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＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

3.1.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）  

 

・（格納容器破損防止・フロントライン系故障時における）恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納

容器スプレイ 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.8.1 対応手段と設備の選定 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５１条及び重大事故等防

止技術的能力基準１．８項（以下「第５１条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切

に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１） 対応手段と設備の選定の考え方が、「第５１条等」に示されて

いる要求事項と一致していることを確認する。 

 

２） 自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却及び溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するための対応手段及び重大

事故等対処設備を選定するとしており、「第５１条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２) 「第５１条等」に示された要求事項を踏まえ、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却及び溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下

を遅延又は防止するための対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行

うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及

び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.8-6 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１） 対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪

失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除

熱機能により１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポ

ンプ等であり、対応手段は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。

FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目に記載される。 

 

２） 第５１条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５１条等による要求事項に基づき、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却及び溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延

又は防止するための対応手段を選定している。 

選定にあたっては、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な手段を選定していることを確認し

た。 

 

２）第５１条等及び有効性評価（第３７条）に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

  

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第５１条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 格納容器スプレイポンプによる原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却を行う格納容器スプレイを実施するための設備及び

手順等。 

② 恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却を行う代替格納容器スプレイを実施するための設備

及び手順等。 

③ 高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプによる溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止を行う炉心注水を実施するため

の手順等。 

④ Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）又は恒設代替低圧注水ポンプによる溶融炉心の原子炉格納容器下部への落

下の遅延又は防止を行う代替炉心注水を実施するための手順等。 

 

 また、有効性評価（第３７条）において、原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための重大事故等対処設備及び手順等として、恒設

代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイを実施するための設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

 

これらの確認結果から原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するために申請者が計画する設備及び手順等が、第５１条等における各々の

要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第５１条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第３７条）

において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第５１条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ １ 「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な手順

等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの手順等をいう。なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶

融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子

炉格納容器バウンダリに接触することを防止するために行われるものである。 

（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注水設備に

より、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 

（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止 

ａ）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、原子炉圧

力容器へ注水する手順等を整備すること 

（【設備（措置）】※２ は要求事項になし） 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却及び溶融炉心の原子炉格

納容器下部への落下遅延・防止について、必要な設備及び手順等が以下の

とおり整理されていることを確認した。 

 

（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注水

設備により、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整

備するとしている。 

○ 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却のための格納容器

スプレイ。そのために、格納容器スプレイポンプ等を重大事故等対処

設備として位置付ける。 

○ 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却のための代替格納

容器スプレイ。そのために、恒設代替低圧注水ポンプ等を重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

 

（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止 

溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、原

子炉圧力容器へ注水する手順等を整備するとしている。 

 ○ 炉心注水 

溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止のための

炉心注水。そのために、高圧注入ポンプ、余熱除去ポンプ等を重大事

故等対処設備として位置付ける。 

(a) 高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプによる炉心注水 

(b) 充てんポンプによる炉心注水 

 

○ 代替炉心注水 

溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止のための

代替炉心注水。そのために、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連

絡ライン使用）、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）等を重大事故等対処設備

として位置付けるとともに、恒設代替低圧注水ポンプ等を重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

(c) Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS連絡ライン使用）による

【技術的能力】※３ １ 「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な手順

等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための手順等をいう。なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、

溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり

原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止するために行われるもので

ある。 

（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注水設備

により、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備す

ること。 

（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止 

ａ）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、原子炉

圧力容器へ注水する手順等を整備すること 
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代替炉心注水 

(d) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５１条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．８ 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       有効性評価で解析上考慮されている手順は以下のとおりであることを確認した。 

「常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイ」 
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1.8.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５１条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第５１条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

また、具体的な手順等について、以下の内容を確認する。 

 

①原子炉下部キャビティへの水張り完了後に注水を停止する

場合に、注水停止後の水位確認及び水位低下に伴う注水再開

の手順等が整備されていることを確認する。[注水停止後の

水位維持] 

→ 確認結果は「個別手順の確認」に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５１条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、1.8.2.1

以降に示す。 

 

１）対策と設備 

第５１条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却のための格納容器スプレイ。そのために、格納容器スプレイポンプ等を重大事故等対

処設備として位置付ける。 

b. 原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却のための代替格納容器スプレイ。そのために、恒設代替低圧注水ポンプ等を重大事故

等対処設備として新たに整備する。 

c. 溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止のための炉心注水。そのために、高圧注入ポンプ、余熱除去ポンプ等を重大

事故等対処設備として位置付ける。 

d. 溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止のための代替炉心注水。そのために、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 

連絡ライン使用）、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、恒設代替低圧注水ポンプ等を重

大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

a.原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

(a) 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ 

炉心が損傷し、格納容器再循環サンプ広域水位が61%未満の場合において、原子炉格納容器へ注水するために必要な燃料取替用水ピッ

トの水位が確保されている場合には、格納容器スプレイの手順に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1 名により実施す

る。 

 

(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

格納容器再循環サンプ広域水位が61%未満であり、格納容器スプレイポンプの故障等（全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪

失を含む。）により原子炉格納容器への注水が確認できない場合において、原子炉格納容器へ注水するために必要な燃料取替用水ピット

等の水位が確保されている場合には、恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイの手順に着手する。この手順では、系統構

成、恒設代替低圧注水ポンプの起動操作等を計3 名により、約30 分で実施する。 

 

b.溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止 

(a) 高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプによる炉心注水 

炉心が損傷し、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、高圧注入ポンプ又は余熱除去

ポンプによる炉心注水の手順に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1 名により実施する。 

 

(b) Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）による代替炉心注水 

高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプの故障等により原子炉への注水が確認できない場合において、原子炉へ注水するために必要な燃

料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）による代替炉心注水の手

順に着手する。この手順では、系統構成、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS連絡ライン使用）の起動操作等を計2 名により、約20 

分で実施する。 

 

(c) 充てんポンプによる炉心注水 

Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）の故障等により原子炉への注水が確認できない場合において、原子炉へ注水

するために必要な燃料取替用水ピットの水位が確保されている場合には、充てんポンプによる炉心注水の手順に着手する。この手順

は、中央制御室での通常の運転操作を1 名により実施する。 

 

(d) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

充てんポンプの故障等により原子炉への注水が確認できない場合において、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水ピット等の

水位が確保され、代替格納容器スプレイに使用されていない場合には、恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水の手順に着手す

る。この手順では、系統構成、恒設代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉への注水を計4 名により、約30 分で実施する。 

 

(e) Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水 

全交流動力電源喪失時又は原子炉補機冷却機能喪失時において、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水ピットの水位が確保さ

れている場合には、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）による代替炉心注水の手順に着手する。この手順では、系統構成、Ｂ充てんポンプ

（自己冷却）の起動等を計6 名により、約84 分で実施する。 

 

③作業環境等 

  代替格納容器スプレイ、代替炉心注水等について現場での手動操作等の手順等について定め、必要な人員を確保するとともに必要な訓

練を行うとしていること、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していること、ヘッドライト等により夜間等でのアク

セス性を確保していること、携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していることなどを確認した。 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な個別手順の確認内容については、

1.8.2.1(2)a.(a)に示す。 

 

１） 対策と設備 

申請者は、有効性評価（第３７条）において、原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するために、恒設代替低圧注水ポンプを用いた代

替格納容器スプレイによる格納容器下部への注水を必要な対策としている。 

この対策は、上記a.1)b.と同じであるため必要な重大事故等対処設備も同じである。また、これらに関する重大事故等対処設備の設計

方針及び手順等の方針も同じである。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４

３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手

順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着

手の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人

員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等、②必要な人員等及び③作業環境等 

選定された対策は「恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」であり、確認結果については、a.2)に記載のとおりである。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通

的な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確に

なっていることを確認する。 

 

第５１条等に基づき、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却手順、溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止の手順のそ

れぞれについて、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に分類し、優先すべき手順・操作等を明確化してい

ることを確認した。 

 

個別手順の優先順位に関する確認内容については、1.8.2.1(3)及び1.8.2.2(3)のとおり。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.8-13 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操

作内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認

する。 

 

 

全交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な対応手段と設備を選定するとしていることから、確認

結果についても、（１）交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等、（２）全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪

失時の設備及び手順等とに整理して示す。 

 

（１）交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等 

交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。 

具体的な個別手順の確認結果については、1.8.2.1及び1.8.2.2に示す。 

 

１）対策と設備 

  交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全である場合において、①原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却、②溶融炉心の原子

炉格納容器下部への落下遅延又は防止、それぞれについて機能を回復させる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしている。 

 

２）主な手順等及び手順着手の判断基準等 

 

①原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

 

a.「電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉格納容器への注水が確認できない場合であって、原子炉格納容器へ注水するために必

要なＮｏ．２淡水タンクの水位が確保されている場合には、電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイに着

手する。この手順では、系統構成、電動消火ポンプ等の起動等を計3 名により、約40 分で実施する。 

 

b.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器へのスプレイが必要となった場合には、併せて可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格

納容器スプレイの準備に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、可搬式代替

低圧注水ポンプの起動及び原子炉格納容器への注水を計12 名により、約4 時間で実施する。 

 

②溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止 

 

a.「電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉への注水が確認できない場合であって、原子炉へ注水するために必要なＮｏ．２淡水

タンクの水位が確保されている場合には、電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水に着手する。この手順では、系

統構成、電動消火ポンプ等の起動等を計3 名により、約40 分で実施する。 

 

b.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉への注水が確認できない場合であって、代替格納容器スプレイに使用されていない場

合には、可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

等の配置、接続作業、可搬式代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉への注水を計13 名により、約4 時間で実施する。 

 

（２）全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合の設備及び手順等 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合の設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。 

具体的な個別手順の確認結果については、1.8.2.1及び1.8.2.2に示す。 

 

１）対策と設備 

全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能が喪失した場合において、①原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却、②溶融炉心の原

子炉格納容器下部への落下遅延又は防止、それぞれについて機能を回復させる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしている。 

 

２）主な手順等及び手順着手の判断基準等 

 

①原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

 

 

a.「ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

  恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉格納容器への注水が確認できない場合であって、原子炉格納容器へ注水するために必

要なＮｏ．２淡水タンクの水位が確保されている場合には、ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイに着手する。この手順で

は、系統構成、ディーゼル消火ポンプの起動等を計3 名により、約40 分で実施する。 

 

b．「Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイ」のための手順 

  恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉格納容器への注水が確認できない場合であって、原子炉格納容器へ注水するために必

要な燃料取替用水ピット等の水位が確保されている場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）による代替格納容器スプレイに着

手する。この手順では、系統構成、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の起動等を計4 名により、約75 分で実施する。 

 

c.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ」のための手順 

恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉格納容器へのスプレイが必 

要となった場合には、併せて可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイの準備に着手する。この手順では、可搬式代替低

圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、可搬式代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉格納容器への注水を計12 名によ

り、約4 時間で実施する。 

 

②溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下の遅延又は防止 

 

 a.「Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS-CSS連絡ライン使用）による代替炉心注水」のための手順 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

Ｂ充てんポンプ（自己冷却）の故障等により、原子炉への注水が確認できない場合であって、原子炉格納容器へ注水するために必要な

燃料取替用水ピットの水位が確保され、代替格納容器スプレイに使用されていない場合には、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）

（RHRS-CSS連絡ライン使用）による代替炉心注水に着手する。この手順では、系統構成、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS-

CSS 連絡ライン使用）の起動等を計6 名により、約85 分で実施する。 

 

 b.「ディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水」のための手順 

Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS-CSS 連絡ライン使用）の故障等により、原子炉への注水が確認できない場合であって、

原子炉格納容器へ注水するために必要なＮｏ．２淡水タンクの水位が確保され、代替格納容器スプレイに使用されていない場合には、デ

ィーゼル消火ポンプによる代替炉心注水に着手する。この手順では、系統構成、ディーゼル消火ポンプの起動等を計3 名により、約40 分

で実施する。 

 

c.「可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水」のための手順 

Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）（RHRS-CSS 連絡ライン使用）の故障等により、原子炉への注水が確認できない場合には、可搬

式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水に着手する。この手順では、可搬式代替低圧注水ポンプ、送水車、可搬型ホース等の配置、接

続作業、可搬式代替低圧注水ポンプの起動及び原子炉への注水を計13 名により、約4 時間で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※ 1.8.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 
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1.8.2.1 原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却手順等 

(1) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の手順 

a. 格納容器スプレイ 

(a) 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(1)a.(a) 格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. 代替格納容器スプレイ 

(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(1)b.(a). 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

 (b) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(1)b.(b). 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプ代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(c) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(1)b.(c). 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(2) 全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失時の手順等 

a. 代替格納容器スプレイ 

(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【技術的能力（第５１条等）、有効性評価（第３７条）※】 炉心注水から格納容器スプレイへの切替手順を含む 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)a.(a). 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
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＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
  ※対策と設備については、(1)b.(a)と同様であるため、有効性評価に対する確認結果について、(1)b.(a)にて記載 

 

(b) ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)a.(b). ディーゼル消火ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(c) Ａ格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)a.(c). Ａ格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）による代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)a.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)a.(d). 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ＞ 
＜添付十：第 1.8.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

 

 

(3) 優先順位 

手順の優先順位を、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却のための手順として、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合及び全交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が喪失した場合について明確化し

ていることを以下により確認した。 

＜添付十：1.8.2.1(1)d. 優先順位＞ 
＜添付十：1.8.2.1(2)c. 優先順位＞ 
 

1.8.2.2 溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止の手順等 

(1) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の手順等 

a. 炉心注水 

(a) 高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプによる炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)a.(a). 高圧注入ポンプ又は余熱除去ポンプによる炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(b) 充てんポンプによる炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)a.(b). 充てんポンプによる炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. 代替炉心注水 

(a) Ａ格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)b.(a). Ａ格納容器スプレイポンプ（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ 連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(b) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)b.(b). 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(c) 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)b.(c). 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(d) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(a) 交流動力電源及び原子炉補機冷却機能健全時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(1)b.(d). 可搬式代替低圧注水ポンプによるに代替炉心注水＞ 
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＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(2) 全交流動力電源喪失時又は原子炉補機冷却機能喪失時の手順等 

a. 代替炉心注水 

(a) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)a.(a). 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(b) Ｂ 充てんポンプ（ 自己冷却） による代替炉心注水【技術的能力（第５１条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)a.(b). Ｂ 充てんポンプ（ 自己冷却） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(c) Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)a.(c). Ａ 格納容器スプレイポンプ（ 自己冷却）（ Ｒ Ｈ Ｒ Ｓ － Ｃ Ｓ Ｓ連絡ライン使用） による代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(d) ディーゼル消火ポンプによる炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)a.(d). ディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

 

(e) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.8.1(2)b.(b) 全交流動力電源又は原子炉補機冷却機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)a.(e). 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
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＜添付十：第 1.8.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.8.3 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

 

(3) 優先順位 

手順の優先順位を、溶融炉心の格納容器下部への落下遅延・防止の手順として、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合及び全交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が喪失した場合について明確化しているこ

とを以下により確認した。 

＜添付十：1.8.2.2(1)d. 優先順位＞ 
＜添付十：1.8.2.2(2)c. 優先順位＞ 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．９及び設置許可基準規則第５２条） 

 

Ⅰ 要求事項の整理 .............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.9-2 
Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 ............................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.9-4 
1.9.1 対応手段と設備の選定 ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-4 
(1) 対応手段と設備の選定の考え方................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.9-4 
(2) 対応手段と設備の選定の結果 .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-5 

1.9.2 重大事故等時の手順等 ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-8 
(1) 規制要求に対する設備及び手順等について .............................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.9-8 
a. 第５２条等の規制要求に対する設備及び手順等 ..................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-8 
b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 ..................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-9 

(2) 優先順位について .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-11 
(3) 自主的対策のための設備及び手順等について ......................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-11 

1.9.2.1 水素濃度低減のための手順等 .............................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.9-12 
(1) 水素濃度低減 ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.9-12 
a. 静的触媒式水素再結合装置（PAR）【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第５２条等）】.............................................................................................................................................................................................................. 1.9-12 
b. 原子炉格納容器水素燃焼装置（イグナイタ）【技術的能力（第５２条等）】 ....................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-13 

(2) 水素濃度監視 ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.9-13 
a. 可搬型格納容器水素濃度計測装置【技術的能力（第５２条等）】 ........................................................................................................................................................................................................................................................ 1.9-13 
b. ガスクロマトグラフ【自主対策】 ......................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-13 

(3) 優先順位 ................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.9-13 
1.9.2.2 水素濃度を低減させる設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等 ............................................................................................................................................................................................................... 1.9-13 
 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 
 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.9-2 

Ⅰ 要求事項の整理 
 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．９水素爆発による原子

炉格納容器の破損を防止するための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損

を防止するための手順等 
 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器内

における水素による爆発（以下「水素爆発」とい

う。）による損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防

止するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

【解釈】 

１ 「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をい 

う。 

（１）BWR 

ａ）原子炉格納容器内の不活性化により、原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 

（２）PWR のうち必要な原子炉 

ａ）水素濃度制御設備により、原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 

（３）BWR 及び PWR 共通 

ａ）原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可

能とすること。 

ｂ）炉心の著しい損傷後、水－ジルコニウム反応及び水の放射線分解による水素及び酸素の水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する手順等を整備すること。 

 

 
＜設置許可基準規則第５２条＞（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 
（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止

するための設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の著し

い損傷が発生した場合において原子炉格納容

器内における水素による爆発（以下「水素爆

発」という。）による破損を防止する必要があ

る場合には、水素爆発による原子炉格納容器

の破損を防止するために必要な設備を設けな

ければならない。 

第５２条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

１ 第５２条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備をいう。 

＜BWR＞ 

ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること。 

＜PWR のうち必要な原子炉＞ 

ｂ）水素濃度制御設備を設置すること。 

＜BWR 及び PWR 共通＞ 

ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外に排出する場合には、排出経路での水素爆発を防止すること、放射性物質の低減設備、水素及び放射性物質濃度測定装置を設けるこ

と。 

ｄ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定できる監視設備を設置すること。 

ｅ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とすること。 
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＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
3.4 水素燃焼 

 

静的触媒式水素再結合装置の作動 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.9.1 対応手段と設備の選定 

 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．９項（以下「第５２条等」という。）における要求事項に対

応し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自

主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第５２条等」に示されてい

る要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）炉心の著しい損傷が発生した場合において、ジルコニウム－水反応により短期的に発生する水素、水の放射線分解により長期的に緩やかに

発生する水素と酸素の反応による水素爆発により原子炉格納容器が破損することを防止するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を

選定するとしており、「第５２条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２） 「第５２条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １

を選定するとしており、申請者が更なる対策の抽出を行い、自主的に上記以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処

をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが，プラン

ト状況によっては，事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第５２条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５２条等による要求事項に基づき、水素濃度制御設備である静的触媒式水素再結合装置（以下「PAR」という。）及び原子炉格納容器水

素燃焼装置（以下「イグナイタ」という。）を設置して短期的及び長期的に発生する水素を低減し、水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するために必要な手順等を整備すること、また、水素濃度監視設備にて水素を監視するために必要な手順を選定していることを確認し

た。 

対応手段については、交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な手段を選定していることを確認

した。 

 

２）第５２条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

  

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第５２条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 原子炉格納容器内の水素濃度を低減するための PAR 等及び手順等。 

② 原子炉格納容器内の水素濃度を低減するためのイグナイタ等及び手順等。 

③ 原子炉格納容器内の水素濃度を監視するための可搬型格納容器水素ガス濃度計等及び手順等。 

④ 上記設備のための代替電源設備（空冷式非常用発電装置等）及び手順等（※ ）。 

 

※代替電源に関する設備及び手順等については、＜添付十：「１．１４ 電源の確保に関する手順等」＞において整理 

 

 また、有効性評価（第３７条）において、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための重大事故等対処設備及び手順等として

以下を整備する方針としていることを確認した。 

① 原子炉格納容器内の水素濃度を低減するための設備及び手順等。 

② 原子炉格納容器内の水素濃度を監視するための設備及び手順等。 

③ 上記設備のための代替電源設備及び手順等。 

 

これらの確認結果から、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために申請者が計画する設備及び手順等が、第５２条等におけ

る各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第５２条等に適合するものと判断した。また、有効性評価（第

３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であることを確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第５２条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ １ 第５２条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため

に必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。 

＜BWR＞ 

ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること。 

＜PWR のうち必要な原子炉＞ 

ｂ）水素濃度制御設備を設置すること。 

 

 

＜BWR 及び PWR 共通＞ 

ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外に排出する場合には、排出経路での水素爆

発を防止すること、放射性物質の低減設備、水素及び放射性物質濃度測

定装置を設けること。 

ｄ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定でき

る監視設備を設置すること。 

 

 

ｅ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの

給電を可能とすること。 

（【設備（措置）】※２ は要求事項になし） 

 

第５２条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのため

の重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

 

 

ａ）対象外 

 

ｂ）原子炉格納容器内の水素濃度の低減。そのために、PAR（電源を必要と

しない）及び PAR 温度監視装置を新たに整備する。（5基） 

また、イグナイタ及びイグナイタ温度監視装置を新たに整備する。（13

個及び予備 1個） 

ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外に排出する方針ではないため、対応する

対策はない。  

 

ｄ）原子炉格納容器内の水素濃度の監視。そのために、可搬型格納容器水

素ガス濃度計、格納容器水素ガス試料冷却器用可搬型冷却水ポンプ、可

搬型格納容器水素ガス試料圧縮装置等を新たに整備する。 

 

ｅ）水素濃度制御及び水素濃度監視のための設備は、交流又は直流電源が

必要な場合は代替電源設備からの給電に対応した設計とする。 

【技術的能力】※３ （１）BWR 

ａ）原子炉格納容器内の不活性化により、原子炉格納容器内における水素爆

発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備す

ること。 

（２）PWR のうち必要な原子炉 

ａ）水素濃度制御設備により、原子炉格納容器内における水素爆発による原

子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 

（３）BWR 及び PWR 共通 

ａ）原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止

するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備

からの給電を可能とすること。 

ｂ）炉心の著しい損傷後、水－ジルコニウム反応及び水の放射線分解による

水素及び酸素の水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する手順等

（１）ａ）対象外 

 

 

 

（２）ａ）、（３）ｂ） 

水素濃度制御設備である PAR 及びイグナイタを設置し、短期的及び長期

的に発生する水素を低減し、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止

するために必要な手順等を整備することを確認した。 

（３）ａ）水素濃度低減で使用する設備及び水素濃度監視で使用する設備

については、全交流動力電源喪失又は直流電源喪失時に代替電源設備から

給電する手段について整備する方針としていることを確認した。 
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を整備すること。 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５２条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.9 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       有効性評価で解析上考慮されている手順は以下のとおりであることを確認した。 

「静的触媒式水素再結合装置の作動」 
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1.9.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５２条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第５２条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５２条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.9.2.1に示す。 

 

１）対策と設備 

第５２条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

a. 原子炉格納容器内の水素濃度の低減。そのために、PAR（電源を必要としない）及びPAR温度監視装置を新たに整備する。（5基） 

b. 原子炉格納容器内の水素濃度の低減。そのために、イグナイタ及びイグナイタ温度監視装置を新たに整備する。（13個及び予備1

個） 

c. 原子炉格納容器内の水素濃度の監視。そのために、可搬型格納容器水素ガス濃度計、格納容器水素ガス試料冷却器用可搬型冷却水

ポンプ、可搬型格納容器水素ガス試料圧縮装置等を新たに整備する。 

 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可能な

パラメータ等については＜添付十：「第1.9.2表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていることを確認した。 

 

a.「静的触媒式水素再結合装置（PAR）による水素濃度低減」のための手順 

PAR は、原子炉格納容器内の水素濃度上昇に伴って触媒反応を開始するため、運転員等による準備や起動操作は不要である。炉心出口

温度等により炉心損傷発生と判断した場合には、作動状況確認の手順に着手する。電源が喪失している場合には、代替電源設備からの給

電（※）を確認した後に手順に着手する。この手順は、中央制御室において1 名により行う。 

※代替電源に関する設備及び手順等については、＜添付十：「１．１４ 電源の確保に関する手順等」＞において整理しているが、代替電源であ

る、空冷式非常用発電装置からの給電の準備に要する時間は約20分であることを確認している。 

 

b.「原子炉格納容器水素燃焼装置（イグナイタ）による水素濃度低減」のための手順 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合には、イグナイタによる水素濃度低減の手順に着手する。全交流動力電源が喪失した場合
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 には、代替電源設備からの給電後に手順に着手する。この手順では、イグナイタの起動及び作動状況の確認を中央制御室において1 名に

より行う。 

 

c.「可搬型格納容器水素ガス濃度計による水素濃度監視」のための手順 

炉心出口温度350℃以上又は格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の指示が1×105mSv/h 以上に到達した場合には、可搬型格

納容器水素ガス濃度計による原子炉格納容器内水素濃度の監視の手順に着手する。この手順では、計測装置の接続、系統構成等を計2 名

により、約50 分で実施する。全交流動力電源及び原子炉補機冷却機能が喪失した場合についても、計2 名により約50 分で実施する。 

 

③作業環境等 

  上記で選定した手順について、水素濃度測定の手順等について、機器の運搬、接続作業等を定め、必要な人員を確保するとともに必

要な訓練を行うこと、ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、事故環境下でも使用可能な携行型通話装置等

の連絡手段を確保していること、操作エリアにおいて通常運転状態と同等の室温が確保されることなどを確認した。 

   

 

b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な個別手順の確認内容については、1.9.2.1

に示す。 

 

１） 対策と設備 

有効性評価（第３７条）において、評価項目「原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること」を満足するために

必要な対策を、原子炉格納容器内の水素濃度の低減、水素濃度の監視、及びそれらの設備の代替給電としている。これらの対策は（１）

１）と同じであるため、必要な重大事故等対処設備も同じである。また、これらに関する重大事故等対処設備の設計方針及び手順等の方

針も同じである。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

２）手順の方針 

選定された対策は（１）１）の各手順と同じであり、確認結果については、当該記載のとおりである。 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等について、水素濃度低減に関しては、静的触媒式水素再結合装置

は、電源等の動力源を必要としない静的な装置であり、格納容器内の水素濃度上昇にしたがい自動的に触媒反応するものであり、原子炉

格納容器水素燃焼装置は、さらなる水素濃度低減を図るため非常用炉心冷却設備作動信号発信により自動起動するものであるため特段の

優先順位等は設定されていないことを確認した。水素濃度監視に関しては、格納容器水素濃度を中央制御室で連続的に監視できる可搬型

格納容器水素ガス濃度計による水素濃度監視を優先する。また、可搬型格納容器水素ガス濃度計による水素濃度測定ができない 

場合にガスクロマトグラフによる水素濃度監視を行うことを確認した。 

 

 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、格納容器内の水素濃度監視について以下の多様性拡張設備

及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

a.「ガスクロマトグラフによる水素濃度の監視」のための手順 

炉心損傷が発生し可搬型格納容器水素ガス濃度計による監視ができない場合であって、現場の放射線量が低下し、現場操作が可能と

なった場合には、ガスクロマトグラフ等による原子炉格納容器内水素濃度の監視に着手する。この手順は、格納容器雰囲気ガスを試料

採取管に採取し、化学室における手分析で間欠的に水素濃度を計測するものであり、現場対応の計4 名により、約70 分で実施する。制

御用空気及び原子炉補機冷却水の供給機能が喪失している場合についても、計4 名により約70 分で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※1.9.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

1.9.2.1 水素濃度低減のための手順等 

(1) 水素濃度低減 

a. 静的触媒式水素再結合装置（PAR）【有効性評価（第３７条）、技術的能力（第５２条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.9.1(2)a. 炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素爆発による格納容器の破損を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.9.2.1(1)a. 静的触媒式水素再結合装置＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.9.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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b. 原子炉格納容器水素燃焼装置（イグナイタ）【技術的能力（第５２条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.9.1(2)a. 炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素爆発による格納容器の破損を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.9.2.1(1)b. 原子炉格納容器水素燃焼装置＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.9.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(2) 水素濃度監視 

a. 可搬型格納容器水素ガス濃度計【技術的能力（第５２条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.9.1(2)a. 炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素爆発による格納容器の破損を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.9.2.1(2)a. 可搬型格納容器水素ガス濃度計＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.9.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. ガスクロマトグラフ【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.9.1(2)a. 炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素爆発による格納容器の破損を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.9.2.1(2)b. ガスクロマトグラフ＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.9.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(3) 優先順位 

水素濃度を低減させる手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.9.2.1(4) 優先順位＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
 

 

1.9.2.2 水素濃度を低減させる設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.9.1(2)a. 炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素爆発による格納容器の破損を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.9.2.2 水素濃度を低減させる設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等＞ 
＜添付十：第 1.9.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.9.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．１０及び設置許可基準規則第５３条） 

 

Ⅰ 要求事項の整理 ............................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.10-2 
Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 .......................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-3 
1.10.1 対応手段と設備の選定 ........................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-3 
(1) 対応手段と設備の選定の考え方............................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-3 
(2) 対応手段と設備の選定の結果 .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.10-4 

1.10.2 重大事故等時の手順等 ........................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-6 
(1) 規制要求に対する設備及び手順等について ............................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.10-6 
a. 第５３条等の規制要求に対する設備及び手順等 ................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-6 
b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 ................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-8 

(2) 優先順位について .................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-9 
(3) 自主的対策のための設備及び手順等について ......................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-9 

1.10.2.1 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する手順 ...................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-10 
(1) 水素排出（アニュラス空気浄化設備）.................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.10-10 
a. 交流動力電源及び常設直流電源が健全である場合【技術的能力（第５３条等）、有効性評価（第３７条）】 .................................................................................................................................................................................. 1.10-10 
b. 全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した場合【技術的能力（第５３条等）】 ............................................................................................................................................................................................................................ 1.10-11 

(2) 水素濃度監視 .......................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-11 
a. アニュラス水素濃度計測装置による水素濃度測定【技術的能力（第５３条等）】 ............................................................................................................................................................................................................................ 1.10-11 
b. 可搬型格納容器水素ガス濃度計による水素濃度推定【自主対策】 .................................................................................................................................................................................................................................................... 1.10-11 

(3) 優先順位 ................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................................. 1.10-11 
1.10.2.2 水素濃度を低減させる設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等 ............................................................................................................................................................................................................ 1.10-11 
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Ⅰ 要求事項の整理 
 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．１０水素爆発による原

子炉建屋等の破損を防止するための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
  
＜重大事故等防止技術的能力基準１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
1.10 水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するた

めの手順等 

 

 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生

した場合において原子炉建屋その他の原子炉格納容器か

ら漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施設

（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を

防止する必要がある場合には、水素爆発による当該原子炉

建屋等の損傷を防止するために必要な手順等が適切に整

備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 

【解釈】 
１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うため

の手順等をいう。 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損傷を防止するため、水素濃度制御設備又は水素排出設備により、水素爆発に

よる当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等を整備すること。 
ｂ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 

 
＜設置許可基準規則第５３条＞（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 
（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための

設備） 
第五十三条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が

発生した場合において原子炉建屋その他の原子炉格納

容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するた

めの施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発に

よる損傷を防止する必要がある場合には、水素爆発によ

る当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設

備を設けなければならない。 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 
１  第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を行うための設備をいう。 
ａ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないことを示すこと。）又は水素排出設備（動的機器等に水素爆発を防止する機能を付

けること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置すること。 
ｂ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視設備を設置すること。 
ｃ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電を可能とすること。 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
該当なし 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.10.1 対応手段と設備の選定 

 

水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５３条及び重大事故等防止技術的能力基準 1.10 項（以下「第５３条等」という。）における要求事項に対応

し、かつ、適切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主

的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１） 対応手段と設備の選定の考え方が、「第５３条等」に示されて

いる要求事項と一致していることを確認する。 

 

２） 自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施す

る方針であることを確認する。 

 

 

 

１）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器内で発生した水素が原子炉格納容器周囲のアニュラス部に漏えいした場合に、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第５３条等」に示され

た要求事項と一致していることを確認した。 

 

２） 「第５３条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １

を選定するとしており、申請者が更なる対策の抽出を行い、自主的に上記以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処

をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１） 対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪

失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能により１

次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2 次

冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目に

記載される。 

 

２） 第５３条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５３条等による要求事項に基づき炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉建屋等の水素爆発による損傷を防止するため、アニュラ

ス空気浄化設備により水素を排出するために必要な手順を整備すること、また、アニュラス部の水素濃度を測定し、監視するために必要な

手順を選定していることを確認した。 

対応手段については、交流動力電源及び常設直流電源が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な手段を選定していることを確認した。 

 

２）第５３条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

  

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第５３条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 水素排出及び放射性物質低減のためのアニュラス空気浄化ファン、アニュラス空気浄化フィルタユニット等及び手順等。 

② 水素濃度を測定し監視するためのアニュラス水素濃度計等及び手順等。 

③ 上記設備のための代替電源設備（空冷式非常用発電装置等）及び手順等（※ ）。 

 

※代替電源に関する設備及び手順等については、「１．１４ 電源の確保に関する手順等」において整理 

 

 また、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等については、有効性評価（第３７条）において、位置づけられた重大

事故対処設備及び手順等は含まれていないことを確認した。 

 

これらの確認結果から、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するために申請者が計画する設備及び手順等が、第５３条等における

各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることから、第５３条等に適合するものと判断した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

      ○「第５３条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ １ 第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。 

 

ａ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないこと

を示すこと。）又は水素排出設備（動的機器等に水素爆発を防止する機能を付け

ること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置すること。 

 

 

 

 

ｂ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監視

設備を設置すること。 

 

 

ｃ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。 

（【設備（措置）】※２ は要求事項になし） 

第５３条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのため

の重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

 

ａ）アニュラス空気浄化設備を用いたアニュラスからの水素排出（アニュ

ラス内に水素が滞留しない設計とすることにより水素爆発を防止する

こと及びフィルタを介して水素を含む空気を排出する設計とすること

により放射性物質を低減することを含む）。そのために、アニュラス空

気浄化ファン、アニュラス空気浄化フィルタユニット等を重大事故等対

処設備として位置付けるとともに、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）

を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

ｂ）アニュラス内の水素濃度監視設備を用いたアニュラス水素濃度測定及

び監視。そのために、アニュラス水素濃度計、空冷式非常用発電装置等

を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

ｃ）アニュラス空気浄化ファン、アニュラス水素濃度計等は、交流又は直

流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電に対応した設計とする。 

【技術的能力】※３ 【解釈】 
１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手

順等をいう。 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損

傷を防止するため、水素濃度制御設備又は水素排出設備により、水素爆発によ

る当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等を整備すること。 
ｂ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必

要な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 

 

 

 

ａ）水素排出設備であるアニュラス空気浄化設備により屋外へ水素を排出

する手順を整備することを確認した。 

 

ｂ）水素排出で使用する設備及びアニュラス部の水素濃度監視で使用する

設備については、全交流動力電源喪失又は常設直流電源喪失時に代替電

源設備から給電する手段について整備する方針としていることを確認

した。 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５３条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.10 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順：なし 
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1.10.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５３条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 第５３条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５３条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.10.2.1に示す。 

 

１）第５３条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

a. アニュラス空気浄化設備を用いたアニュラスからの水素排出（アニュラス内に水素が滞留しない設計とすることにより水素爆発を

防止すること及びフィルタを介して水素を含む空気を排出する設計とすることにより放射性物質を低減することを含む）。そのため

に、アニュラス空気浄化ファン、アニュラス空気浄化フィルタユニット等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、窒素ボ

ンベ（代替制御用空気供給用）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

b.  アニュラス内の水素濃度監視設備を用いたアニュラス水素濃度測定及び監視。そのために、アニュラス水素濃度計、空冷式非常

用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可

能なパラメータ等については＜添付十：「第1.10.2表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていることを確認した。 

 

(1)「水素排出（アニュラス空気浄化設備）」のための手順 

a.交流動力電源及び常設直流電源が健全である場合 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合には、交流動力電源及び直流電源が健全な場合のアニュラス空気浄化ファン等による

水素排出の手順に着手する。この手順では、アニュラス空気浄化ファン自動起動の中央制御室での確認等を1 名により実施する。 

代替電源に関する設備及び手順等については、＜添付十：「１．１４ 電源の確保に関する手順等」＞において整理しているが、代替電

源である大容量空冷式発電機等からの給電の準備に要する時間は約15分であることを確認している。 

 

b. 全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した場合 

全交流動力電源又は直流電源の喪失と判断した場合には、全交流動力電源又は直流電源が喪失した場合のアニュラス空気浄化ファ
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 ン等による水素排出の手順に着手する。この手順では、現場での代替空気（窒素）供給ホースの接続作業、水素排出のための系統構

成、アニュラス空気浄化ファンの起動等を計2 名により、約45 分で実施する。 

 

(2) 「アニュラス水素濃度計による水素濃度測定」のための手順 

炉心出口温度等により炉心の著しい損傷が発生したと判断した場合には、アニュラス水素濃度計による水素濃度測定の手順に着手

する。この手順は、中央制御室において1 名により実施する。 

 

③作業環境等 

  上記で選定した手順について、空気供給操作等を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認していること、ヘッド

ライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話設備等の必要な連絡手段を確保していることなどを確認し

た。 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等については、有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策はないことを

確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 
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(2) 優先順位について 

 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための各々の手順等については、それぞれ異なる要求事項を満足するために整備されたも

のであり、優先順位等は設定されていないことを確認した。 

 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、アニュラス内の水素濃度監視について以下の多様性拡張設備

及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

「原子炉格納容器内水素濃度測定値による水素濃度推定」のための手順 

アニュラス水素濃度計による水素濃度の監視ができない場合には、可搬型格納容器水素ガス濃度計、格納容器内高レンジエリアモニタ

（高レンジ）、排気筒高レンジガスモニタ等によるアニュラス水素濃度推定に着手するとしている。この手順では、中央制御室での推定及

び監視を1 名により実施するとしている。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※1.10.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

1.10.2.1 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する手順 

(1) 水素排出（アニュラス空気浄化設備） 

a. 交流動力電源及び常設直流電源が健全である場合【技術的能力（第５３条等）、有効性評価（第３７条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.10.1(2)a. 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.10.2.1(1)a. 交流動力電源及び常設直流電源が健全である場合の操作手順＞ 
＜添付十：第 1.10.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.10.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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b. 全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した場合【技術的能力（第５３条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.10.1(2)a. 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.10.2.1(1)b. 全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した場合の操作手順＞ 
＜添付十：第 1.10.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.10.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(2) 水素濃度監視 

a. アニュラス水素濃度計測装置による水素濃度測定【技術的能力（第５３条等）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.10.1(2)a. 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.10.2.1(2)a. アニュラス水素濃度計による水素濃度測定＞ 
＜添付十：第 1.10.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.10.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

b. 可搬型格納容器水素ガス濃度計による水素濃度推定【自主対策】 
   確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.10.1(2)a. 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.10.2.1(2)b. 可搬型格納容器水素ガス濃度計による水素濃度推定＞ 
＜添付十：第 1.10.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.10.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(3) 優先順位 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.10.2.1(4) 優先順位＞ 
 
1.10.2.2 水素濃度を低減させる設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等 

   確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.10.1(2)a. 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.10.2.2 アニュラス空気浄化設備の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等＞ 
＜添付十：第 1.10.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.10.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等について以下のとおり要求している。 

あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．11 使用済燃料貯蔵槽

の冷却等のための手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

 

１ 発電用原子炉設置者において、使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽か

らの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯

蔵槽の水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽

内の燃料体又は使用済燃料（以下「貯蔵槽内燃料体等」

という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止す

るために必要な手順等が適切に整備されているか、又は

整備される方針が適切に示されていること。 

 

２ 発電用原子炉設置者は、使用済燃料貯蔵槽からの大量

の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽内燃料

体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止する

ために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

槽の水位が低下した場合」とは、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規技発第 1306193 号（平成二十五

年 6月 19 日原子力規制委員会決定））第３７条３－１(a)及び(b)で定義する想定事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下をい

う。 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の

効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）想定事故１及び想定事故２が発生した場合において、代替注水設備により、使用済燃料貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止す

るために必要な手順等を整備すること。 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合において、スプレイ設備により、燃料損傷を緩和し、臨界を防止するために必要な手順等を整備すること。 

ｂ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための手順等を整備すること。 

４ 第１項及び第２項の手順等として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によること。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定できるこ

と。 

ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が、交流又は直流電源が必要な場合には、代替電源設備からの給電を可能とすること。 

 

＜設置許可基準規則第 54 条＞（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の

冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽

からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料

貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体

等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するため

に必要な設備を設けなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量

の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

第５４条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

槽の水位が低下した場合」とは、本規程第３７条３－１(a)及び(b)で定義する想定事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下を

いう。 

 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）代替注水設備として、可搬型代替注水設備（注水ライン及びポンプ車等）を配備すること。 

 ｂ）代替注水設備は、設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備が機能喪失し、又は小規模な漏えいがあった場合でも、使用済燃料貯蔵槽の水位を維持でき
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設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽内燃料

体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止する

ために必要な設備を設けなければならない。 

るものであること。 

 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）スプレイ設備として、可搬型スプレイ設備（スプレイヘッダ、スプレイライン及びポンプ車等）を配備すること。 

 ｂ）スプレイ設備は、代替注水設備によって使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合でも、燃料損傷を緩和できるものであること。 

 ｃ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための設備を整備すること。 

 

４ 第１項及び第２項の設備として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によること。 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定可能であ

ること。 

 ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流電源が必要な場合には、代替電源設備からの給電を可能とすること。 

 ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 

 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順

等） 

2.2 全交流電源喪失 

3.11 格納容器過圧破損 

3.12 格納容器過温破損 

4.1 想定事故１（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失することにより使用済燃料ピット内の水の温度が

上昇し蒸発により水位が低下する事象） 

4.2 想定事故２（サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規模な喪失が発生し、使用済燃料ピットの水位

が低下する事象） 

5.2 全交流電源喪失（停止中） 

使用済燃料ピットへの代替注水 

4.1 想定事故１（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失することにより使用済燃料ピット内の水の温度が

上昇し蒸発により水位が低下する事象） 

4.2 想定事故２（サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規模な喪失が発生し、使用済燃料ピットの水位

が低下する事象） 

使用済燃料ピットの状態監視 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.11.1 対応手段と設備の選定 

 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５４条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１１項（以下「第５４条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される

方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に

実施する方針であるかを確認した。 

 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第 54 条等」に示され

ている要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実

施する方針であることを確認する。 

 

 

 

１）使用済燃料貯蔵槽（以下「使用済燃料ピット」という。）の冷却機能は、使用済燃料ピット水浄化冷却設備による冷却機能である。注水機能は、

燃料取替用水ピット、燃料取替用水ポンプ及びＮｏ．３ 淡水タンクによる注水機能である。これらの機能が喪失し、又は使用済燃料ピットからの

水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピットの水位が低下した場合において使用済燃料ピット内の燃料体又は使用済燃料（以下「使用済

燃料ピット内の燃料体等」という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定すると

ともに、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピットの水位が異常に低下した場合において使用済燃料ピ

ット内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、臨界を防止し、放射性物質の放出を低減するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選

定するとしており、「第54条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２） 「第 54 条等」に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備が有

する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事故等対処設

備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪

失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をよ

り確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラント状況に

よっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果  

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第 54 条等における要求事項に対応した手順等が選定されているか

確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

 

①機能喪失対策分析結果（＜添付十：第 1.11.1 図 機能喪失原因対策分析（使用済燃料ピット冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃

料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞及び＜添付十：第 1.11.2 図 機能喪失原因対策分析（使用済燃料ピットからの大量の水の漏え

い発生時）＞参照）を踏まえ、「使用済燃料ピットからの大量の水が漏えいし使用済燃料ピットの水位が維持できない場合」、「使用済燃

料ピットの冷却機能又注水機能の喪失、又は使用済燃料ピットの小規模な漏えいが発生し、使用済燃料ピットの水位が低下した場合」

を想定することを確認した。 

 

②機能喪失対策分析結果を踏まえ、静的機器である主配管の故障を除き網羅的に対応する代替手段が選定されていることを確認した。想

定する故障と対応策との関係について、＜添付十：第 1.11.1 図 機能喪失原因対策分析（使用済燃料ピット冷却機能又は注水機能の喪

失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞及び＜添付十：第 1.11.2 図 機能喪失原因対策分析（使用済燃料ピットからの

大量の水の漏えい発生時）＞に示されていることを確認した。 

 

２）第 54条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第５４条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 使用済燃料ピットへの代替注水のための送水車等及び手順等。 

② 使用済燃料ピットへのスプレイのための送水車及びスプレイヘッダ等並びに手順等。 

③ 原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水のための大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲等並びに手順等。 

④ 状態監視設備（使用済燃料ピット温度、水位等を監視するための計測設備）及び手順等。 

⑤ 状態監視設備に給電するための代替電源設備（空冷式非常用発電装置等）及び手順等 

 

また、第５４条の要求事項に対応するための手順に加え、有効性評価（第３７条）において、「想定事故１」及び「想定事故２」における

燃料損傷を防止するための重大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針としていることを確認した。 

① 使用済燃料ピットへの代替注水を行うための設備及び手順等。 

② 使用済燃料ピットを監視するための設備及び手順。 

③ 上記設備のための代替電源設備及び手順等。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第 54条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ 第５４条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必

要な設備」として、 

ａ）代替注水設備として、可搬型代替注水設備（注水ライン及びポンプ車等）

を配備すること。 

【設備（措置）】※２ 

 

 

 

２「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために

必要な設備」として、 

ａ）スプレイ設備として、可搬型スプレイ設備（スプレイヘッダ、スプレイラ

イン及びポンプ車等）を配備すること。 

 

 

 

３ 使用済燃料貯蔵槽の監視として、 

ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流電源が必要な場合には、代替電源設備

からの給電を可能とすること。【設備（措置）】※２ 

 

 

 

ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 

【設備（措置）】※２ 

 

第 54 条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのため

の重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

１ 

ａ）「可搬型代替注水設備（使用済燃料ピットへの注水）」のための手順等 

当該手順により、使用済燃料ピットへの代替注水ための送水車等を

新たに整備する。 

 

２ 

ａ）「可搬型スプレイ設備（使用済燃料ピットへのスプレイ）」及び「放水

設備（原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水）」のための手順等 

当該手順により、使用済燃料ピットへのスプレイ注水及び原子炉周

辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水砲等による放水。そのために、

送水車、大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等を新たに整備する。 

 

３  

ｂ）「計測設備（使用済燃料ピットの監視）」の電源（交流又は直流）を代

替電源設備から給電する手順等 

当該手順により、全交流動力電源又は直流電源が喪失した場合に、

使用済燃料ピットの状態を監視するため、代替電源設備により使用済

燃料ピット監視計器へ給電する。 

ｃ）「計測設備（使用済燃料ピットの監視）」のための手順等 

当該手順により、使用済燃料ピット水位計（AM 用）、可搬式使用済

燃料ピット水位計、使用済燃料ピット温度計（AM 用）、可搬式使用済

燃料ピット区域周辺エリアモニタ、使用済燃料ピット監視カメラ等を

新たに整備する。 
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【技術的能力】※３ １ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を

防止するために必要な手順等」として、 

ａ）想定事故１及び想定事故２が発生した場合において、代替注水設備により、

使用済燃料貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止す

るために必要な手順等を整備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために

必要な手順等」として、 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合において、スプレイ設備によ

り、燃料損傷を緩和し、臨界を防止するために必要な手順等を整備すること。 

 

 

 

ｂ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための手

順等を整備すること。 

 

 

 

３ 使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によること。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃料貯蔵

設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定でき

ること。 

 

 

 

 

 

ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が、交流又は直流電源が必要な場合には、代

替電源設備からの給電を可能とすること。 

 

 

 

１ 

ａ）「使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピ

ット水の小規模な漏えい発生時の手順等」 

当該手順により、原子炉停止後に取り出された全炉心分の燃料、以

前から貯蔵している使用済燃料が、使用済燃料ピットの熱負荷が最大

となるような組合せで貯蔵される場合の崩壊熱を条件として評価した

想定事故１ 及び想定事故２ のうち、いずれかが発生した場合であっ

ても、重大事故等への対応操作により、放射線の遮蔽を維持できない

水位に達する前に注水を開始でき、かつ蒸発水量以上の流量で注水す

るため使用済燃料ピットの水位を維持し、貯蔵槽内燃料体等を冷却、

放射線を遮蔽する。 

 

２ 「使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の手順等」 

ａ）「送水車による使用済燃料ピットへのスプレイの手順」 

当該手順により、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいが発生

し、可搬型代替注水設備においても使用済燃料ピット水位が使用済燃

料ピット出口配管下端以下かつ水位低下が継続する場合に、燃料損傷

の進行を緩和し、臨界にならないよう配慮したラック形状及び燃料配

置において、スプレイや蒸気条件においても未臨界を維持できること

により臨界を防止し、燃料損傷時に使用済燃料ピット全面にスプレイ

することによりできる限り環境への放射性物質の放出を低減する。 

 

ｂ）「大容量ポンプ（ 放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（ 貯蔵

槽内燃料体等） への放水の手順」 

当該手順により、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいが発生

し、可搬型代替注水設備においても使用済燃料ピット水位が使用済燃

料ピット出口配管下端以下かつ水位低下が継続し、燃料損傷に至った

場合には原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に大量の水を放水する

ことによりできる限り燃料損傷の進行緩和及び環境への放射性物質の

放出を低減する。 

 

３ 

ａ）「重大事故等時における使用済燃料ピットの監視時の手順等」 

当該手順における使用済燃料ピットの監視は、常設設備により行う

が、計器の計測範囲を超えた場合は、可搬型設備により監視を行う。

重大事故等時においては、これらの可搬型設備の計器を用いることで

変動する可能性のある範囲を、各計器がオーバーラップして監視す
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る。また、各計器の計測範囲を把握した上で、使用済燃料ピットの水

位、水温、空間線量率、状態監視を行う。 

 

ｂ）「使用済燃料ピット監視計器の電源（ 交流又は直流）を代替電源設備

から給電する手順等」 

使用済燃料ピットの水温、水位及び上部の空間線量率の監視設備並

びに監視カメラは、非常用所内電源から給電され、交流又は直流電源

が必要な場合には、代替電源設備から電源が給電される。これらの監

視設備を用いた使用済燃料ピットの監視は運転員等が行う。 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 54 条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.11 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順：使用済燃料ピット補給用水中ポンプによる使用済燃料ピットへの注水、常設設備による使用済燃料ピットの状態監視  

1.11.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５４条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 第５４条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５４条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.11.2.(1)a、1.11.2.2(1)b、(2)a、 1、11.2.3(2)、1.11.2.4に示す。 

 

１）対策と設備 

第５４条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 使用済燃料ピットへの代替注水。そのために、送水車等を新たに整備する。 

b.  使用済燃料ピットへのスプレイ注水及び原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水砲等による放水。そのために、送水車、大

容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等を新たに整備する。 

c.  使用済燃料ピットの状態監視。そのために、使用済燃料ピット水位計（AM 用）、可搬式使用済燃料ピット水位計、使用済燃料ピッ

ト温度計（AM 用）、可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ、使用済燃料ピット監視カメラ等を新たに整備する。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可能

なパラメータ等については＜添付十：「第1.11.4表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていることを確認した。 

 

a. 「使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時」の手順等 

使用済燃料ピットポンプの計画外全台停止等により冷却機能が喪失した場合、若しくは使用済燃料ピットの水温が50℃を超える場

合、又は使用済燃料ピット水位が計画外にE.L.＋33.06m 以下まで低下した場合であって、かつ燃料取替用水ピット及びＮｏ．３淡水タ

ンクの機能が喪失した場合又は燃料取替用水ピット及びＮｏ．３淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水を実施しても水位低下が継

続する場合には、送水車等による使用済燃料ピットへの注水の手順に着手する。この手順では、送水車、可搬型ホース等の配置、系統

構成等を計5 名により約2.7 時間で実施する。 

 

b. 「使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時」の手順等 

使用済燃料ピット水位が E.L.＋31.79m（使用済燃料ピット出口配管下端）以下に低下し、かつ、水位低下が継続する場合には、送水車

等による使用済燃料ピットへのスプレイのための手順に着手する。この手順では、送水車、可搬型ホース等の配置、接続作業、送水車の

起動、使用済燃料ピットへのスプレイ等を計 7 名により約 2 時間で実施する。 

 

c. 「重大事故等時における使用済燃料ピットの監視時」の手順等及び「使用済燃料ピット監視計器の電源（ 交流又は直流）を代替電源

設備から給電」する手順等 

重大事故等対処設備のうち、常設設備である使用済燃料ピット水位計（AM 用）、使用済燃料ピット温度計（AM 用）及び使用済燃料ピ

ット監視カメラは設置作業等を必要としないため、通常時から継続的に状態の監視が可能である。使用済燃料ピットポンプの計画外全

台停止等により冷却機能が喪失した場合、若しくは使用済燃料ピットの水温が50℃を超える場合、又は使用済燃料ピット水位が計画外

にE.L.＋33.06m 以下まで低下した場合には、可搬式使用済燃料ピット水位計及び可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ等を用

いた使用済燃料ピットの状態監視のための手順に着手する。この手順では、可搬型設備の運搬、設置、接続等を計4 名により約2 時間

で実施する。また、交流又は直流電源が喪失している場合には、代替電源設備からの給電後に可搬型設備の指示を確認する。 

 

③作業環境等 

上記で選定した手順について、可搬型重大事故等対処設備の保管場所、運搬ルート、設置エリア周辺には作業を行う上で支障となる

設備がないこと、ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保してい

ることなどを確認した。   
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な確認内容については、1.11.2(1)a. 

1.11.2.3(1)、1.11.2.4に示す。 

 

１）対策と設備 及び ２）手順等の方針 

有効性評価（第３７条）において、「想定事故１」及び「想定事故２」に対する対策を、使用済燃料ピットへの注水、使用済燃料ピッ

トの監視、及びそれらの設備への代替給電としている。これらの対策は 1.11．2.1（1）a.、1.11.2.3(2)、1.11.2.4 と同じであるため、

必要な重大事故等対処設備も同じである。また、これらに関する重大事故等対処設備の設計方針及び手順等の方針も同じであるとしてい

ることを確認した。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１） 重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

「使用済燃ピットへの注水」及び「燃料取扱棟への放水」について優先順位等が示されていることを確認した。 

詳細については、1.11.2.1(3)及び1.11.2.2(4)に示す。 

 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、使用済燃料貯蔵槽の冷却について以下の多様性拡張設備及び

手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

（１）使用済燃料ピットへの代替注水のための設備及び手順等 

使用済燃料ピットへの代替注水ための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確認結果に

ついては、1.11.2.1(1)a.～h.に示す。 

 

①対策と設備 

使用済燃料ピットへの代替注水、状態監視及び漏えい抑制のための多様性拡張設備及び手順等として、以下のとおり整備するとしている

ことを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a) 燃料取替用水ピット等による使用済燃料ピットへの注水 

使用済燃料ピットポンプの計画外全台停止等により冷却機能が喪失した場合、若しくは使用済燃料ピットの水温が50℃を超える場

合、又は使用済燃料ピット水位が計画外にE.L.＋33.06m 以下まで低下した場合には、燃料取替用水ピット等による使用済燃料ピットへ

の注水に着手する。この手順では、系統構成、注水操作を1 名により約20 分で実施する。 

 

b) Ｎｏ．３淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水 

使用済燃料ピットポンプの計画外全台停止等により冷却機能が喪失した場合、若しくは使用済燃料ピットの水温が 50℃を超える場合、

又は使用済燃料ピット水位が計画外に E.L.＋33.06m 以下まで低下した場合には、Ｎｏ．３淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水に

着手する。この手順では、系統構成、使用済燃料ピットへの注水を 1 名により約 25 分で実施する。 

 

c) Ｎｏ．２淡水タンク（屋内消火栓）から使用済燃料ピットへの注水 

 使用済燃料ピットポンプの計画外全台停止等により冷却機能が喪失した場合、若しくは使用済燃料ピットの水温が 50℃を超える場合、

又は使用済燃料ピット水位が計画外に E.L.＋33.06m 以下まで低下した場合であって、かつ重大事故等対処に悪影響を与える火災が発生

していないことを確認した場合には、Ｎｏ．２淡水タンク（屋内消火栓）から使用済燃料ピットへの注水に着手する。この手順では、可

搬型ホースの準備、敷設、使用済燃料ピットへの注水を計 2 名により約 60 分で実施する。 

 

d) 1 次系補給水ポンプによる 1次系純水タンクから使用済燃料ピットへの注水 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

使用済燃料ピットポンプの計画外全台停止等により冷却機能が喪失した場合若しくは使用済燃料ピットの水温が 50℃を超える場合、

又は使用済燃料ピット水位が E.L.＋33.06m 以下まで低下した場合には、1 次系補給水ポンプによる 1 次系純水タンクから使用済燃料

ピットへの注水に着手する。この手順では、系統構成、使用済燃料ピットへの注水を計 3 名により約 60 分で実施する。 

 

（２）使用済燃料ピットからの水の漏えいを抑制するための設備及び手順等 

使用済燃料ピットからの水の漏えいを抑制するための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個

別手順の確認結果については、1.11.2.2(1)～(3)に示す。 

 

①対策と設備 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいを抑制するための設備を用いた主な手順等を以下のとおりとしている。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a) 使用済燃料ピットからの漏えい抑制 

使用済燃料ピット水位が E.L.＋31.79m（使用済燃料ピット出口配管下端）以下となり、かつ水位低下が継続する場合には、使用済燃料

ピットにおいて、鋼板、ゴムシート、ロープ（吊り降ろし用）等を用いた水の漏えい抑制に着手するとしている。この手順では、漏えい部

への鋼板の設置等を計 4 名により約 2 時間で実施するとしている。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.11.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

 

1.11.2.1 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の手順等 

(1) 使用済燃料ピットへの注水 

a. 燃料取替用水ピットから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(1) 燃料取替用水ピットから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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b. Ｎｏ．３ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(2) Ｎｏ． ３ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

c. Ｎｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水（ 屋内消火栓）【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(3) Ｎｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水（ 屋内消火栓）＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

d. Ｎｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水（ 屋外消火栓）【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(4) Ｎｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水（ 屋外消火栓）＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

e. ポンプ車によるＮｏ．３ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(5) ポンプ車によるＮｏ．３ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

f. ポンプ車によるＮｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(6) ポンプ車によるＮｏ．２ 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

g. １次系純水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(7) １ 次系純水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

h. 海水から使用済燃料ピットへの注水【技術的能力、有効性評価】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)a. 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.1(8) 海水から使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.11.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(2) 優先順位 

抽出された手順について、事象進展や設備の容量を踏まえた優先順位が示されていることを確認した。 
＜添付十：1.11.2.1(10) 優先順位＞ 
＜添付十：第 1.11.24 図 使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能の喪失時、使用済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時の対応手順＞ 
 

1.11.2.2 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の手順等 

(1) 送水車による使用済燃料ピットへのスプレイ【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)b. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.2(1) 送水車による使用済燃料ピットへのスプレイ＞ 
＜添付十：第 1.11.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(2) 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)b. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.2(2) 大容量ポンプ（ 放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（ 貯蔵槽内燃料体等） への放水＞ 
＜添付十：第 1.11.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
(3) 使用済燃料ピットからの漏えい緩和【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)b. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.2(3) 使用済燃料ピットからの漏えい緩和＞ 
＜添付十：第 1.11.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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(4) 優先順位 

抽出された手順について、事象進展や設備の容量を踏まえた優先順位が示されていることを確認した。 
＜添付十：1.11.2.2(5) 優先順位＞ 
＜添付十：第 1.11.29 図 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手順＞ 
 

 

1.11.2.3 重大事故等時における使用済燃料ピットの監視時の手順等 

(1) 常設設備による使用済燃料ピットの状態監視【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)c. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.3(1) 常設設備による使用済燃料ピットの状態監視＞ 
＜添付十：第 1.11.3 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（ 重大事故等時における使用済燃料ピットの監視）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(2) 可搬型設備による使用済燃料ピットの状態監視【技術的能力、有効性評価】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.1(2)c. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の対応手段と設備＞ 
＜添付十：1.11.2.3(2) 可搬型設備による使用済燃料ピットの状態監視＞ 
＜添付十：第 1.11.3 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（ 重大事故等時における使用済燃料ピットの監視）＞ 
＜添付十：第 1.11.4 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 
1.11.2.4 使用済燃料ピット監視計器の電源（交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.11.2.4 使用済燃料ピット監視計器の電源（ 交流又は直流）を代替電源設備から給電する手順等＞ 
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1.12.2.1 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損時の手順 ................................................................................................................................... 1.12-13 
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(3) 優先順位 .............................................................................................................................................................................. 1.12-14 

1.12.2.2 使用済燃料ピット内燃料体等の著しい損傷時の手順 ..................................................................................................................................... 1.12-14 
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Ⅰ 要求事項の整理 
 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等について以下のとおり要求している。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．１２ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．１２工場等外への放射性物質の拡散を抑制

するための手順等 

 

発電用原子炉設置者において、炉心の著しい

損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃

料体等の著しい損傷に至った場合において工場

等外への放射性物質の拡散を抑制するために必

要な手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

 

１ 「工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な手順等」とは、以下に規定する措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において、放水設備により、工場等外への放射性物質の拡散を 

抑制するために必要な手順等を整備すること。  

ｂ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する手順等を整備すること。 

 
＜設置許可基準規則第５５条＞（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 
（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するた

めの設備） 

第五十五条 発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵

槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合にお

いて工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るために必要な設備を設けなければならない 

第五十五条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第五十五条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

 ａ）原子炉建屋に放水できる設備を配備すること。 

 ｂ）放水設備は、原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応できること。 

 ｃ）放水設備は、移動等により、複数の方向から原子炉建屋に向けて放水することが可能なこと。 

 ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工場等内発電用原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

 ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。 

 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

該当なし 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 
1.12.1 対応手段と設備の選定 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において発電所外への放射性物質の拡散を抑制するために申請者が計画する設備及び手順等が、第５５条

及び重大事故等防止技術的能力基準１．１２項（以下「第５５条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重

大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第５５条等」に示されて

いる要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施す

る方針であることを確認する。 

 

 

 

１）炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器等の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において発電所外への放射性物質の拡散を

抑制するために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしており、「第５５条等」に示された要求事項と一致していることを確

認した。 

 

２) 「第５５条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を

選定するとしており、申請者が、自主的に上記以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をより確実に実施する方針

であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 

 

＜添付十：追補１． 1.12.1 対応手段と設備の選定＞ 

 

 
  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.12-4 

(2) 対応手段と設備の選定の結果  

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第５５条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５５条等による要求事項に基づき、対応手段として、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順、貯蔵槽

内燃料体等の著しい損傷時の手順並びに原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順を選定しており、機能喪

失原因対策分析は実施していない。 

選定にあたっては、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合、原

子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合使用可能な手段を選定していることを確認した。 

 

２）第５５条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、「表１ 規制要求事項に対する手順」のとおり。 

第５５条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 原子炉格納容器及びアニュラス部（以下「原子炉格納容器等」という。）又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ放水するた

めの大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等の設備及び手順等。 

② 海洋への流出箇所にシルトフェンスを設置して、汚染水の海洋への拡散を抑制するための設備及び手順等。 

③ 航空機燃料火災に対して泡消火するための大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等の設備及び手順等。 

 

また、工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等については、有効性評価（第３７条）において、位置づけられた重大事

故対処設備及び手順等が含まれていないことを確認した。 

 

これらの確認結果から、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において発電所

外への放射性物質の拡散を抑制するために申請者が計画する設備及び手順等が、第５５条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適

切に整備される方針であることを確認した。  
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第５５条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ 第５５条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第５５条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必

要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

 

 ａ）原子炉建屋に放水できる設備を配備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 ｂ）放水設備は、原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災

に対応できること。 

 

 

 

 

 

 

 

 ｃ）放水設備は、移動等により、複数の方向から原子炉建屋に向けて放水す

ることが可能なこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工場等内発

 

 

 

 

 

ａ）原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃

料体等）へ放水するための大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等の設備

及び手順等として、大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等は、放射性物

質の拡散を抑制するために原子炉格納容器の最高点である頂部まで放

水できるとしていることを確認した。 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

＞ 

 

ｂ）航空機燃料火災に対して泡消火するための、大容量ポンプ（放水砲

用）、放水砲、泡混合器等の設備及び手順等として、航空機衝突による

航空機燃料火災に対しては、大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲、泡混

合器等により、泡消火剤を混合し、放水砲による泡消火ができること

から、航空機衝突による航空機燃料火災に対応できるとしていること

を確認した。 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

＞ 

 

ｃ）、原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃

料体等）等へ放水するための大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等の設

備及び手順等として、大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等は、設置場

所を任意に設定でき、複数の方向から原子炉格納容器及びアニュラス

部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に向けて放水できるとし

ていることを確認した。 

＜五、原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 リ．原子炉格納施設

の構造及び設備 (3) 非常用格納容器保護設備の構造 (ⅱ) 重大事故等

対処設備＞ 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

＞ 
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電用原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。 

 

 

ｄ）複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、2台接続することで3

号炉及び4号炉の両方に同時に放水できる容量を有するものを3号炉及

び4号炉で1セット2台、バックアップ用として1台の合計3台、放水砲

は、3号炉及び4号炉の同時使用を想定し、3号炉及び4号炉で1セット2

台、バックアップ用として1台の合計3台を保管している。 

＜五、原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 リ．原子炉格納施設

の構造及び設備 (3) 非常用格納容器保護設備の構造 (ⅱ) 重大事故等

対処設備＞ 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

＞ 

 

ｅ）海洋への流出箇所にシルトフェンスを設置して、汚染水の海洋への

拡散を抑制するための手順として、放水砲等による放水後の放射性物

質の海洋への流出に対しては、発電所から海洋への流出箇所の３号炉

及び４号炉取水路、３号炉及び４号炉放水路にシルトフェンスを設置

し、放射性物質の拡散の抑制を図るとしていることを確認した。 

＜五、原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 リ．原子炉格納施設

の構造及び設備 (3) 非常用格納容器保護設備の構造 (ⅱ) 重大事故等

対処設備＞ 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

＞ 

 

【技術的能力】※３ １ 「工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な手順等」とは、以下

に規定する措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等

をいう。  

 

ａ）炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著し

い損傷に至った場合において、放水設備により、工場等外への放射性物質の

拡散を抑制するために必要な手順等を整備すること。  

 

 

 

ｂ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する手順等を整備すること。 
 
 

 

 

 

 

ａ）原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料

体等）へ放水するための大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等による放

射性物質の拡散を抑制するための手順等を整備する方針としているこ

とを確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2 重大事故等時の手順等＞ 

 

ｂ）海洋への流出箇所にシルトフェンスを設置して、汚染水の海洋への拡

散を抑制するための手順等を整備する方針としていることを確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2 重大事故等時の手順等＞ 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５５条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 
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※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．１２ 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

なし 
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1.12.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５５条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）第５５条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５５条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。 

なお、具体的な個別手順の確認内容については、1.12.2.1、1.12.2.2及び1.12.2.3に示す。 

 

１）対策と設備 

第５５条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 放水設備を用いた屋外から原子炉格納容器等又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水。そのために、大容量ポンプ（放水

砲用）、放水砲、送水車、スプレイヘッダ等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

b. 原子炉格納容器等又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水による海洋への放射性物質の拡散の抑制。そのために、シルト

フェンスを重大事故等対処設備として新たに整備する。 

＜五、原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 リ．原子炉格納施設の構造及び設備 (3) 非常用格納容器保護設備の構造 (ⅱ) 重大

事故等対処設備＞ 

＜添付八：4.4 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備＞ 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

a.炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等 

（a）大気への拡散抑制 

炉心出口温度が350℃以上かつ格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）が1×105mSv/h以上になり、原子炉格納容器へのスプレ

イが格納容器スプレイ流量等で確認できない場合には、原子炉格納容器等への放水の手順に着手する。この手順では、大容量ポンプ

（放水砲用）を取水箇所周辺に配置し、水中ポンプと大容量ポンプ（放水砲用）吸込口を可搬型ホースで接続し、大容量ポンプ（放水

砲用）から放水砲まで可搬型ホースを敷設後、大容量ポンプ（放水砲用）を起動し、放水砲により放水開始するまでの作業を計12名に

より約3.5時間で実施する。 

（b）海洋への拡散抑制 

送水車及びスプレイヘッダ又は大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による放射性物質の大気への拡散抑制を行うと判断した場合

には、併せて汚染水の海洋への拡散抑制の手順に着手する。この手順では、シルトフェンスを海上に降ろし、シルトフェンスの両端

をアンカーに固定し、1層目シルトフェンスを計12名により約2時間で展張する（取水路側2箇所、放水路側2箇所）。1層目シルトフェ

ンスの設置が完了した後、同様の方法で2層目シルトフェンスを展張する作業（取水路側2箇所、放水路側2箇所）を計12名により約2
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

時間で実施する。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.1 炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等＞ 

 

b.貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷時の手順等 

（a）大気への拡散抑制 

使用済燃料ピット水位が使用済燃料ピット出口配管下端（E.L.＋31.79m）以下まで低下し、かつ水位低下が継続しており、さらに

原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）の損壊又は使用済燃料ピット区域エリアモニタの指示値上昇により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内

燃料体等）に近づけないと判断される場合には、原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水の手順に着手する。この手順では、

放水砲の放水先が原子炉格納容器等から原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に変わるだけでその他の手順は上記a.の場合と同様で

ある。 

なお、使用済燃料ピットへのスプレイの本操作手順は、「１．１１ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備及び手順等」におい

て確認する。 

（b）海洋への拡散抑制 

上記a.(b)と同じ。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.2 貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷時の手順等＞ 

 

c.原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等 

航空機燃料火災が発生した場合には、原子炉格納容器周辺への泡消火を行うための手順に着手する。この手順では、大容量ポンプ

（放水砲用）を取水箇所周辺に配置し、水中ポンプと大容量ポンプ（放水砲用）の吸込口を可搬型ホースで接続し、大容量ポンプ

（放水砲用）及び泡混合器を起動し、放水砲による泡消火を開始する。以上の作業を計12名により約3.5時間で実施する。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.3 原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等＞ 

 

③作業環境等 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲等により、原子炉格納容器等へ放水するための手順等について、重大事故等時に原子炉格納容器等

への放水を的確かつ柔軟に対処できるよう人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、ヘッドライト等により夜間等での

アクセス性を確保していること、トランシーバー等の必要な連絡手段を確保していること、大容量ポンプ（放水砲用）等の移動、接続等

を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.1 炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等、1.12.2.2 貯蔵槽内燃料体等の

著しい損傷時の手順等、1.12.2.3 原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等＞ 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等については、有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策はないことを確

認した。 

 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 
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(2) 優先順位について 

 審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

 規制要求に対する手順等における優先順位についての主な確認 

結果を以下のとおりとしていることを確認した。 

具体的な確認内容については、1.12.2.1(3)、1.12.2.2(3)、1.12.2.3(3)、以降に示す。 

 

a.炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の損傷に至った場合の手順等の優先は示されていないことから、順位はないことを確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.1 炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等＞ 

 

b.貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷時の手順等 

貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合には、発電所敷地外への放射性物質の拡散の抑制を図ることを優先するとしていること

を確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.2 貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷時の手順等＞ 

 

c.原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等 

原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合において、各消火手段に対して異なる緊急安全 

対策要員で対応するとしていることから、優先順位はないことを確認した。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.3 原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等＞ 
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(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、自主的な対応を含めて網羅的に提示した。 

自主的な対策として、海洋への拡散放射性物質の拡散抑制、航空機衝突による航空機燃料火災等時に泡消火を実施するための多様性拡

張設備及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

①及び② 

主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

１）海洋への放射性物質の拡散を抑制するための設備及び手順等 

送水車及びスプレイヘッダ又は大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による放射性物質の大気への拡散抑制を行うと判断した場合

において、海洋への放射性物質の拡散を抑制するために排水路への吸着剤の設置に着手する。この手順では、吸着剤を現場に運搬

し、放水路側、取水路側、側溝の順に配置する作業を計22名により約12時間で実施する。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.1 炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順等、1.12.2.2 貯蔵槽内燃料体等の

著しい損傷時の手順等＞ 

 

２）航空機燃料火災に対する初期対応における延焼を防止するための設備及び手順等 

a. 航空機燃料火災が発生した場合において、大容量ポンプ（放水砲用）等による消火が開始される前の初動対応の場合には、化学消防自

動車及び小型動力ポンプ付水槽車又は化学消防自動車、小型動力ポンプ付水槽車及び中型放水銃による泡消火に着手する。この手順

では、水源となる消火栓（Ｎｏ．２淡水タンク）近傍に小型動力ポンプ付水槽車を設置し、可搬型ホースにより水源と小型動力ポンプ

付水槽車を接続し、さらに消火活動場所に配置された化学消防自動車等と可搬型ホースで接続し、中型放水銃等による泡消火を開始

する。以上の作業を計7名により約20分で実施する。水源として他の防火水槽等を用いた場合も同様な手順である。 

b. 航空機燃料火災が発生した場合には、送水車（消火用）及び中型放水銃による泡消火に着手する。この手順では、水源となる消火栓

近傍に送水車（消火用）を設置し、可搬型ホースを中型放水銃と接続し、中型放水銃による泡消火を開始する。以上の作業を計7名

により約30分で実施する。 

＜添付十：追補１． 1.12.2.3 原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順等＞ 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.12.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

 
1.12.2.1 炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損時の手順 

(1) 大気への拡散抑制 

a. 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による大気への拡散抑制【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.1(1)a.大容量ポンプ(放水砲用)及び放水砲による大気への拡散抑制＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.12.3 図 発電所外への放射性物質の拡散抑制操作手順タイムチャート＞ 
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(2) 海洋への拡散抑制 

a. シルトフェンスによる海洋への拡散抑制【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.1(2)a.シルトフェンスによる海洋への拡散抑制＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.12.2 図 シルトフェンスの設置概略図＞ 

＜添付十：第 1.12.3 図 発電所外への放射性物質の拡散抑制操作手順タイムチャート＞ 

 

b. 放射性物質吸着剤による海洋への拡散抑制【自主対策】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.1(2)b.放射性物質吸着剤による放射性物質の吸着＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

(3) 優先順位 

＜添付十：1.12.2.1(4)優先順位＞ 
 

 

1.12.2.2 貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷時の手順 

(1) 大気への拡散抑制 

a. 送水車及びスプレイヘッダによる原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.2(1)a.送水車及びスプレイヘッダによる大気への拡散抑制＞ 
＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

b. 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による大気への拡散抑制【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.2(1)a.大容量ポンプ(放水砲用)及び放水砲による大気への拡散抑制＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 
(2) 海洋への拡散抑制 

a. シルトフェンスによる海洋への拡散抑制【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.2(2)b.シルトフェンスによる海洋への拡散抑制＞ 
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＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

b. 放射性物質吸着剤による海洋への拡散抑制【自主対策】 

＜添付十：1.12.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.12.2.2(2)b.放射性物質吸着剤による放射性物質の吸着＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
 

(3) 優先順位 

＜添付十：1.12.2.2(4)優先順位＞ 
 

 

1.12.2.3 原子炉格納容器周辺における航空機衝突による航空機燃料火災時の手順 

(1) 初期対応における延焼防止処置 

a. 化学消防自動車及び小型動力ポンプ付水槽車又は化学消防自動車、小型動力ポンプ付水槽車及び中型放水銃による泡消火【自主対策】 

＜添付十：1.12.2.3(1)a.化学消防自動車及び小型動力ポンプ付水槽車又は化学消防自動車、小型動力ポンプ付水槽車及び中型放水銃による泡消火＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.7 図 航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合の消火活動タイムチャート＞ 

 

b. 送水車（消火用）及び中型放水銃による泡消火【自主対策】 

＜添付十：1.12.2.3(1)b.送水車（消火用）及び中型放水銃による泡消火＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.7 図 航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合の消火活動タイムチャート＞ 

 

(2) 航空機燃料火災の泡消火 

a. 大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲及び泡混合器による泡消火【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.2.3(2)a.大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲及び泡混合器による泡消火＞ 

＜添付十：第 1.12.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.12.7 図 航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合の消火活動タイムチャート＞ 

 

(3) 優先順位 

＜添付十：1.12.2.3(4)優先順位 ＞ 

 

 

1.12.2.4 燃料の補給手順等 

(1) 大容量ポンプ（放水砲用）、送水車及び送水車（消火用）への燃料補給【技術的能力（第５５条等）】 

＜添付十：1.12.2.1(3)その他の手順項目にて考慮する手順＞ 
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＜添付十：1.12.2.2(3)その他の手順項目にて考慮する手順＞ 

＜添付十：1.12.2.3(3)その他の手順項目にて考慮する手順＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、重大事故等の収束に必要となる水の供給設備及び手順等について以下のとおり要求している。 

また、申請者の計画が、設置許可基準規則第３７条の評価（以下「有効性評価（第３７条）」という。）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故

等防止技術的能力基準１．１３重大事故等の収束に必要となる水の供給設備及び手順等に関連する有効性評価（第３７条）における事故シーケンスグループ及び有効性評価（第３７条）で解析上考慮している対策を整理す

る。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．１３重大事故等の収束に必要となる水の供給設備及び手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．１３重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備及び手順等 

 

発電用原子炉設置者において、設計基準事故

の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収

束に必要となる十分な量の水を有する水源を確

保することに加えて、設計基準事故対処設備及

び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収

束に必要となる十分な量の水を供給するために

必要な手順等が適切に整備されているか、又は

整備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基準事故対処設備及び重大

事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための手順等をいう。 

ａ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できる手順等を整備すること。 

ｂ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 

ｃ）海を水源として利用できること。 

ｄ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

ｅ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。 

ｆ）水の供給が中断することがないよう、水源の切替え手順等を定めること。 

 

 

＜設置許可基準規則第５６条＞（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

第五十六条 設計基準事故の収束に必要な水源

とは別に、重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を有する水源を確保することに加

えて、発電用原子炉施設には、設計基準事故

対処設備及び重大事故等対処設備に対して重

大事故等の収束に必要となる十分な量の水を

供給するために必要な設備を設けなければな

らない。 

第５６条（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

１ 第５６条に規定する「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、発電用原

子炉施設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できること。 

ｂ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 

ｃ）海を水源として利用できること。 

ｄ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

ｅ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。 

ｆ）原子炉格納容器を水源とする再循環設備は、代替再循環設備等により、多重性又は多様性を確保すること。 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.13-4 

＜有効性評価（第３７条）＞（有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）） 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.1 ２次冷却系からの除熱機能喪失 ・1次冷却系のフィードアンドブリード 

2.2 全交流電源喪失 

2.3 原子炉補機冷却機能喪失 

・Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環運転 

 

2.4 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

 

・高圧注入ポンプによる高圧再循環運転 

2.7ＥＣＣＳ再循環機能喪失 

 

・Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循

環 

3.11 格納容器加圧破損 

3.12 格納容器加温破損 

・海水を用いた復水ピットへの補給 

・燃料取替用水ピットから海水への水源切替 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.3 原子炉冷却材の流出 

・Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循

環 

4.1 想定事故１ 

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失することにより、使用済燃料ピッ

ト内の水の 温度が上昇し、 蒸発により水位が低下する事故 

4.2 想定事故２ 

サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規模な喪失が発生し、使用済

燃料ピット の水位が低下する事故 

 

・海水から使用済み燃料ピットへの注水 
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Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果  

 重大事故等の収束に必要となる水を供給するために申請者が計画する設備及び手順等が、①第５６条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１３項（以下「第５６条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適

切に整備される方針であるか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が自主的な対応により重大事故等への対処

をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

1.13.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 45 条等に示されている要

求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）設計基準事故の収束に必要な水源は、復水ピット、燃料取替用水ピットであるが、これらの水源とは別に、重大事故等の収束に必要となる

十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要とな

る十分な量の水を供給する対処設備及び対応手順を整備するとしており、「第 56 条等」に示された要求事項と一致していることを確認し

た。 

 

２）第 56 条等に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備が

有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する機能喪失に対する対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事

故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者がフォールトツリー解

析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、

重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを

確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故

障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されて

いることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認す

る。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能によ

り１次冷却材を冷却するための設備である電動補助給水ポンプ及びタービン

動補助給水ポンプ等であり、対応手段は蒸気発生器２次側による炉心冷却（注

水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目に記載される。 

  

２）第 56 条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事故

対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

 

①機能喪失対策分析結果（＜添付十：「第 1.13.1 図 機能喪失原因対策分析」＞参照））を踏まえ、設計基準事故の収束に必要な水源とは別

に、重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に

対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するため、蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水）、炉心注水、格納容器スプレ

イ及び使用済燃料ピットへの注水に使用する設備の故障を想定することを確認した。 

 

②機能喪失対策分析結果を踏まえ、網羅的に対応する代替手段が選定されていることを確認した。想定する故障と対応策との関係について、

＜添付十：「第 1.13.1 図 機能喪失原因対策分析」＞に示されていることを確認した。 

 

２）第５６条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 具体的な確認内容

については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備整備及び手順等） 

第５６条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

①蒸気発生器 2次側へ注水するための代替水源の確保と水を供給するための設備及び手順等。 

②炉心注水するための代替水源の確保と水を供給するための設備及び手順等。 

③格納容器スプレイをするための代替水源の確保と水を供給するための設備及び手順等。 

④ 格納容器再循環サンプを水源とする代替再循環運転をするための設備及び手順等。 

⑤使用済燃料ピットへ水を供給するための設備及び手順等 

⑥使用済燃料ピットへ又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水をするための設備及び手順等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.13-7 

表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

 

 

○「第５６条等」で求められている手順 

規制要求事項 確認結果(大飯 3・4号炉) 

【設備（配備）】※１ 第５６条（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

１ 第５６条に規定する「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事

故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、

発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対し

て重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うため

の設備をいう。 

イ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できること。 

ロ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 

ハ）海を水源として利用できること。 

 

【設備（措置）】※２ 

ホ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

へ）代替水源からの移送可搬型ホース及びポンプを準備しておくこと。 

 

 

 

 

 

機能喪失原因対策分析の結果、①蒸気発生器２次側による炉心冷却（注

水）、②炉心注水、格納容器スプレイ及び使用済燃料ピットへの注水、③

再循環による炉心注水に使用する設備の故障を想定する。それぞれにお

ける規制要求事項に対する主な手順を以下のとおり示す。（具体的な適

合状況については、個別の手順にて確認する。） 

 

①重大事故等により、蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水）手段の水

源となる復水ピットが枯渇又は破損した場合の代替手段。 

a.「１次冷却系のフィードアンドブリード」のための手順 

b.「海水を用いた復水ピットへの補給」のための手順 

 

②重大事故等により、炉心注水及び格納容器スプレイの水源となる燃料取

替用水ピットが枯渇又は破損した場合の主な代替手段。 

a.「燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替」のための手順 

b.「燃料取替用水ピットから海水への水源切替」のための手順 

c.「復水ピットから燃料取替用水ピットへの供給」のための手順 

 

③重大事故等により、炉心注水を行うための再循環設備である余熱除去

ポンプ、余熱除去冷却器の機能が喪失した場合、全交流動力電源又は原

子炉補機冷却機能が喪失した場合の主な代替手段。 

a.「高圧注入ポンプによる高圧再循環運転」のための手順 

b.「Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用による代替

再循環運転）」のための手順 

c.「Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環

運転）」のための手順 
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【技術的能力】※３  

１ 「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必要とな

る十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基準事故対処設備

及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の

水を供給するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

イ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できる手順等

を整備すること。 

ロ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 

ハ）海を水源として利用できること。 

二）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

ホ）代替水源からの移送可搬型ホース及びポンプを準備しておくこと。 

ヘ）水の供給が中断することがないよう、水源の切替え手順等を定めること。 

 

 

同上 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５６条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．１３ 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

  有効性評価で解析上考慮されている「1次冷却系のフィードアンドブリード」、「海水を用いた復水ピットへの補給」、「燃料取替用水ピットから海水への水源切替」、「高圧注入ポンプによる高圧再循環運転」、

「Ｂ高圧注水ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環運転」、「Ａ格納容器スプレイポンプ（ＲＨＲＳ―ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替再循環運転」及び「海水から使用済み燃料ピットへの注

水」に係る手順を整備するとしていることを確認した。 
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1.13.2 重大事故等時の手順等 

(1)規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５６条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第５６条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

   

 

 

 

 

 

第５６条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.13.2.1(4)、(7)、1.13.2.2(3)、(4)、(9)、1.13.2.3(2)、(3)、(8)、1.13.2.4(1)a.、(2)a.、b.、1.13.2.5(6)、1.13.2.6(1)、(2)、

1.13.2.7(1)に示す。 

 

１）対策と設備 

第５６条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

 

a.  1次冷却系のフィードアンドブリード。そのために、燃料取替用水ピット、高圧注入ポンプ及び加圧器逃がし弁を重大事故等対処設備

として位置付ける。 

b.  復水ピットへの海水の補給。そのために、送水車及び軽油ドラム缶を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

c.  燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替及び復水ピットからの代替炉心注水又は代替格納容器スプレイ。そのために、復水

ピット等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、恒設代替低圧注水ポンプ、空冷式非常用発電装置、重油タンク及びタンク

ローリーを重大事故等対処設備として新たに整備する。 

d. 燃料取替用水ピットから海水への水源切替。そのために、可搬式代替低圧注水ポンプ、電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）、仮設

組立式水槽等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

e. 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給。そのために、復水ピットを重大事故等対処設備として位置づける。 

f. 格納容器再循環サンプを水源とする代替再循環運転。そのために、格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS連絡ライン使用）、Ａ格納容

器スプレイ冷却器等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

g. 使用済燃料ピットへ海水を注水。そのために、送水車及び軽油ドラム缶を重大事故等防止設備として新たに整備する。 

h.  使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ放水。そのために、送水車、スプレイヘッダ及び軽油ドラム缶を重大事

故等防止設備として新たに整備する。 

i.  原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水。そのために、大容量ポンプ（放水砲用）、放水

砲、燃料油貯蔵タンク、重油タンク及びタンクローリーを重大事故等防止設備として新たに整備する。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

a.「1次冷却系のフィードアンドブリード」のための手順 

重大事故等の発生時において復水ピットの枯渇、破損等による蒸気発生器2次側への注水機能が喪失した場合に、燃料取替用水ピットを

水源とする1次冷却系のフィードアンドブリードにより原子炉を冷却するための手順の整備については「Ⅳ-4.2 原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備及び手順等」における手順等と同じである。 

 なお、具体的な計測可能なパラメータ等については＜添付十：「第1.13.7表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていること
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

 

 

 

を確認した。 

b.「海水を用いた復水ピットへの補給」のための手順 

重大事故等の発生時に蒸気発生器2次側による炉心冷却中に復水ピットの水位が低下し続け、補給が必要であることを確認し、かつNo.3

淡水タンクから復水ピットへの補給ができない場合には、海水を用いて復水ピットに補給する手順に着手する。この手順では、送水

車、可搬型ホース等を準備し、現場である復水ピットまで敷設し、送水車を起動し、海水を復水ピットへ補給する作業を計5名により約

3.4時間で実施する。 

 なお、具体的な計測可能なパラメータ等については＜添付十：「第1.13.7表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていること

を確認した。 

c.「代替炉心注水又は代替格納容器スプレイ（燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替）」のための手順 

重大事故等発生時において炉心注水中又は格納容器スプレイ中に燃料取替用水ピットが枯渇又は破損等により供給が必要な場合には、

燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替の手順に着手する。この手順では、現場で燃料取替用水ピットのディスタンスピース

の取替、燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替を行い、恒設代替低圧注水ポンプを起動し、代替炉心注水又は代替格納容器

スプレイを行う作業を計6名により約110分で実施する。 

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については＜添付十：「第1.13.7表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていること

を確認した。 

d.「代替炉心注水又は代替格納容器スプレイ（燃料取替用水ピットから海水への水源切替）」のための手順 

 重大事故等発生時において炉心注水又は格納容器スプレイ中に燃料取替用水ピットが枯渇又は破損等により供給が必要な場合には、燃料

取替用水ピットから海水への水源切替の手順に着手する。 

 炉心注水中に燃料取替用水ピットが枯渇又は破損等により供給が必要な場合における燃料取替用水ピットから海水への水源切替操作は＜

添付十：「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」＞のうち、1.4.2.1(1).b.(d)「可搬式代替低

圧注水ポンプによる代替炉心注水」における手順等と同じであることを確認した。 

 また、格納容器スプレイ中に燃料取替用水ピットが枯渇又は破損等により供給が必要な場合における燃料取替用水ピットから海水への水

源切替操作は＜添付十：「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」＞のうち、1.6.2.1(1)b.(c)「可搬式代替低圧注水ポンプによ

る代替格納容器スプレイ」における手順等と同じであることを確認した。 

  なお、具体的な計測可能なパラメータ等については＜添付十：「第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていること

を確認した。 

e.「代替炉心注水又は代替格納容器スプレイ（復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給）」のための手順 

 重大事故等発生時において炉心注水又は格納容器スプレイ中に燃料取替用水ピットの水位が低下し、補給が必要な場合には、復水ピット

から燃料取替用水ピットへの補給する手順に着手する。 

 この手順では、現場で燃料取替用水ピットの通水用ディスタンスピースの取替、復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給準備を行い、

復水ピットから燃料取替用水ピットへ補給する作業を計 5名により約 100 分で実施する。 

なお、具体的な計測可能なパラメータ等については＜添付十：「第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器」＞に示されていること

を確認した。 

f.「高圧注入ポンプによる高圧再循環」のための手順 

重大事故等の発生により、再循環運転中に非常用炉心冷却設備である余熱除去ポンプの故障等により格納容器再循環サンプ水を原子炉へ

注水する機能が喪失した場合に、高圧注入ポンプにより格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注水する手順は＜添付十：「1.4 原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」＞のうち 1.4.2.1(1)c.(a)「高圧注入ポンプによる高圧再循環運転」
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における手順等と同じである。 

g.「Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転」のための手順 

重大事故等の発生により再循環運転中に非常用炉心冷却設備である余熱除去ポンプ又は余熱除去冷却器の故障等により、格納容器再循環

サンプ水を原子炉へ注水する機能が喪失した場合に、格納容器再循環サンプを水源としたＡ格納容器スプレイポンプ（RHRS‐CSS 連絡ラ

イン使用）及びＡ格納容器スプレイ冷却器を用いた代替再循環運転を行うための手順の整備については、「Ⅳ-4.4 原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備及び手順等」における手順等と同じである。 

h.「Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環」のための手順 

全交流動力電源喪失と１次冷却材喪失事象が同時に発生し、原子炉冷却機能が喪失した場合において、大容量ポンプによる代替補機冷却

により補機冷却水が確保され、高圧代替再循環運転をするために必要な格納容器再循環サンプ水が確保された場合に、Ｂ高圧注入ポンプ

（海水冷却）による高圧代替再循環運転を行い、あわせて大容量ポンプを用いた格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却

により格納容器を冷却するための手順については、＜添付十：「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するため

の手順等」＞のうち「1.4.2.1(2)b.(a)i.Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）による高圧代替再循環運転」における手順等と同じである。 

i.「使用済燃料ピットへの水の供給」のための手順 

重大事故等の発生により、使用済燃料ピットへの水の補給が必要な場合に海水から使用済燃料ピットへの注水のための手順の整備につ

いては、「Ⅳ-4.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備及び手順等」における手順等と同じである。 

j.「送水車による使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽燃料体等）へのスプレイ」のための手順 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいが発生した場合に、送水車及びスプレイヘッダにより海水を使用済燃料ピットへスプレイする

手順については、＜添付十：「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」＞のうち、1.11.2.2(1)「送水車による使用済燃料ピッ

トへのスプレイ」における手順等と同じである。 

また、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷のおそれがある場合に、送水車及びスプレイヘッダにより海水を原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体

等）に放水する手順は＜添付十：「1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」＞のうち、1.12.2.2(1)a.「送水車及

びスプレイヘッダによる大気への拡散抑制」における手順等と同じである。 

k.「大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水」のための手順 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい等が発生した場合において、大容量ポンプ（放水砲）及び放水砲により海水を原子炉周辺建屋

（貯蔵槽内燃料体等）へ放水を行う手順は＜添付十：「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」＞のうち、1.11.2.2(2)「大容

量ポンプ（放水砲）及び放水砲による原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水」における手順等と同じである。 

また、貯蔵槽内燃料体等が著しい損傷に至るおそれがある場合に、大容量ポンプ（放水砲）及び放水砲により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内

燃料体等）へ海水を放水する手順については、＜添付十：「1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」＞のうち、

1.12.2.2(1)b.「大容量ポンプ（放水砲）及び放水砲による大気への拡散抑制」における手順等と同じである。 

l.「大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による格納容器及びアニュラス部への放水」のための手順 

重大事故等の発生により、大容量ポンプ（放水砲）及び放水砲により海水を格納容器及びアニュラス部へ放水する手順については、＜添

付十：「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」＞のうち、1.12.2.1.(1)a.「大容量ポンプ（放水砲用）及び放水

砲による大気への拡散抑制」における手順等と同じである。 

 

③作業環境等 

復水ピット、燃料取替用水ピットが水源として使用できない場合又は使用済燃料ピットへの水の補給が必要な場合、No.3淡水タンクか

ら海水までの代替水源の選択を明確化して水の供給が中断することがないように水源切替えの優先順位を設定し、重大事故等の収束ま
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での間、十分な量の水を供給できること、代替水源から水を供給するための設備及び手順等について、可搬型ホース及び移送ルートの

確保、接続作業等を定め、重大事故等時に的確かつ柔軟に対処できるよう人員を確保するとともに必要な訓練を行うとしていること、

ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保すること、送水車等の配

置を行う作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことなどを確認した。 
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１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

１）対策と設備等 

有効性評価（第３７条）において、炉心を十分に冷却するため、原子炉格納容器の破損を防止するため及び使用済燃料ピットの冷却

をするために蒸気発生器 2次側による炉心冷却、代替炉心注水、代替格納容器スプレイ及び使用済燃料貯蔵槽への注水に必要な対策と

そのための重大事故等対処設備及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

２）手順の方針等 

これらの対策と設備、重大事故等対処設備の設計方針及び手順等は、第５６条等の規制要求に対する設備及び手順等と同じであるこ

とを確認した。 

 

 

 

(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

「蒸気発生器2次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給に係る手順等」、「炉心注水のための代替手段及

び燃料取替用水ピットへの供給に係る手順等」及び「格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給に係る手順

等」について、優先順位が示されていることを確認した。 

詳細については、1.13.2.1(9)、1.13.2.2(11)、1.13.2.3(10)に示す。 
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１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

１）申請者は、重大事故等の収束に必要となる水を供給するために必要な重大事故等対処設備を整備するとともに、機能喪失原因分析結果

を踏まえて、自主対策として多様性拡張設備及びその手順等を整備するとしていることから、自主対策の確認結果についても、その分

析結果を踏まえ、（１）蒸気発生器2次側による炉心冷却のための代替水源の確保と水を供給する設備及び手順等、（２）炉心注水及び格

納容器冷却のための代替水源の確保と水を供給する設備及び手順等、（３）代替再循環による炉心注水のための設備及び手順等、（４）

使用済燃料ピットへ水を供給する設備及び手順等とに整理して示す。具体的な個別手順の確認結果については、1.13.2.1、1.13.2.2、

1.13.2.3、1.13.2.4、1.13.2.5に示す。 

 

（１）蒸気発生器2次側による炉心冷却のための代替水源の確保と水を供給するための設備及び手順等 

 

「①対策と設備」及び「主な手順及び手順着手の判断基準等」 

蒸気発生器2次側による炉心冷却をするための代替水源の確保と水の供給をするための設備を用いた主な手順等は以下のとおりとして

いることを確認した。 

 

a. 重大事故等の発生時に、復水ピット水位計指示値が5.9%に低下するまでに、又は復水ピットが枯渇又は破損等により機能喪失した

場合において、No.3淡水タンクの水位が確保され、使用できることを確認できた場合には、復水ピットからNo.3淡水タンクへの水源

切替えを行うための手順に着手する。この手順では、No.3淡水タンク供給弁の開弁、復水ピット供給弁の閉止操作を1名により約3分

で実施する。復水ピットから No.3淡水タンクへの水源切替えについては電動補助給水ポンプ及びタービン動補助給水ポンプを停止す

ることなく切替えができる。また、No.3淡水タンクの水位が低下し、補給が必要であることを確認した場合には、Ａ、Ｂ2次系純水タ

ンクからNo.3淡水タンクへ自動補給できる。 

b. 重大事故等の発生時に、復水ピットが枯渇、破損等により機能喪失し、No.3淡水タンクが破損等により機能喪失した場合には、復

水ピットから脱気器タンクへの水源切替えを行うための手順に着手する。この手順では、中央制御室での操作を1名により実施する。 

c. 水源となるタンクの切替え完了後、引き続き次の水源からの送水準備を開始することで、水源が枯渇しないようにし、切り替える

手順とする。 

 

（２）炉心注水及び格納容器冷却のための代替水源の確保と水を供給する設備及び手順等 

 

「①対策と設備」及び「主な手順及び手順着手の判断基準等」 

炉心注水及び格納容器冷却をするための代替水源の確保と水を供給するための設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしているこ

とを確認した。 

 

a. 炉心注水中に燃料取替用水ピットの水位が低下し、インターフェイスシステムLOCA等により再循環運転ができず、1次系純水タンク

及びほう酸タンクの水位が確保され、使用できることを確認できた場合には、1次系純水タンク水及びほう酸タンク水の混合による燃

料取替用水ピットへの供給に着手する。この手順では、1次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの供給ラインの

系統構成を行い、1次系補給水ポンプ及びほう酸ポンプの起動操作を計2名により、約30分で実施する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

b. インターフェイスシステムLOCA等により再循環運転ができず、1次系純水タンクから燃料取替用水ピットへの補給機能喪失を判断し

た際などに、No.3淡水タンク等の水位が確保され、使用できることを確認できた場合には、No.3淡水タンクから使用済燃料ピット経

由によるほう酸水の燃料取替用水ピットへの補給のための系統構成を行う操作を計2名により、約50分で実施する。 

c.  インターフェイスシステムLOCA等により再循環運転ができず、No.3淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給機能喪失を判断し

た際などに、火災の発生がなく、No.2淡水タンクの水位が確保され、使用できることを確認できた場合に、No.2淡水タンクから燃料

取替用水ピットへ供給する手順に着手する。この手順では、可搬型ホースをNo.2淡水タンクを水源とする消火栓から燃料取替用水ピ

ットまで敷設し、No.2淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給操作を計4名により、約45分で実施する。 [N1] 

d. 電動消火ポンプ、ディーゼル消火ポンプにより原子炉格納容器へスプレイする手順については、「Ⅳ-4.6 原子炉格納容器内の冷却

等のための設備及び手順等」における手順等と同じである。 

 

（４）代替再循環による炉心注入のための設備及び手順等 

再循環又は代替再循環による炉心冷却のための設備を用いた主な手順等は以下のとおり。 

a. １次冷却材喪失事における再循環運転時に原子炉補機冷却機能が喪失した場合に、Ａ余熱除去ポンプ（空調用冷水）による低圧代替

再循環運転により原子炉を冷却する手順については、＜添付十：「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等」＞における手順等と同じである。 

 

（５）使用済燃料ピットへ水を供給する設備及び手順等 

使用済燃料ピットへ水を供給するための設備を活用した手順等の方針については、「Ⅳ-4.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設

備及び手順等」における使用済燃料ピットへ注水する手順と同じであるとしていることを確認した。 

＜添付十：第1.13.1～4表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.13-16 

○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

 ※ 1.13.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルート｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 

 

 
1.13.2.1 蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給に係る手順等 
(1) 復水ピットから No.3 淡水タンクへの水源切替え【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(1) 復水ピットから No.3 淡水タンクへの水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/14）＞ 
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(2) Ａ、Ｂ2次系純水タンクから No.3 淡水タンクへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(2) Ａ、Ｂ2 次系純水タンクから No.3 淡水タンクへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/14）＞ 

 
(3) 復水ピットから脱気器タンクへの水源切替【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(3) 復水ピットから脱気器タンクへの水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/14）＞ 
＜添付十：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

 
(4) 1 次冷却系のフィードアンドブリード【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(4) 1 次冷却系のフィードアンドブリード＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/14）＞ 
＜添付十：1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

 
(5) No.3 淡水タンクから復水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(5) No.3 淡水タンクから復水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/14）＞ 
＜添付十：1.13.5 図 No.3 淡水タンクから復水ピットへの補給 タイムチャート＞ 

 
(6) No.2 淡水タンクから復水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(6) No.2 淡水タンクから復水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/14）＞ 
＜添付十：1.13.7 図 No.2 淡水タンクから復水ピットへの補給 タイムチャート＞ 
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＜添付十：1.13.8 図 No.2 淡水タンクから復水ピットへの補給 可搬型ホース敷設ルート図＞ 
 
(7) 海水を用いた復水ピットへの補給【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)a. 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.1(7) 海水を用いた復水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給）＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/14）＞ 
＜添付十：1.13.10 図 海水を用いた復水ピットへの補給 タイムチャート＞ 
＜添付十：1.13.11 図 海水を用いた復水ピットへの補給 可搬型ホース敷設ルート図＞ 

 
(8) 優先順位 

蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.13.2.1(9) 優先順位＞ 
＜添付十：1.13.12 図 蒸気発生器 2 次側による炉心冷却（注水）のための代替手段及び復水ピットへの供給手順＞ 

 

 

1.13.2.2 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給手順等  

(1) 燃料取替用水ピットから 1次系純水タンク及びほう酸タンクへの水源切替【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(1) 燃料取替用水ピットから 1 次系純水タンク及びほう酸タンクへの水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/14）＞ 
 

(2) 燃料取替用水ピットから No.2 淡水タンクへの水源切替【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(2) 燃料取替用水ピットから No.2 淡水タンクへの水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/14）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.4.6 電動消火ポンプ又はディーゼル消火ポンプによる代替炉心注水＞ 
 

(3) 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(3) 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替＞ 
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＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/14）＞ 
＜添付十：1.13.15 図 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替 タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.13.6 燃料取替用水ピットから代替水源への水源切替＞ 

 
(4) 燃料取替用水ピットから海水への水源切替【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(4) 燃料取替用水ピットか海水への水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/14）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.4.7 可搬型代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水＞ 
 
(5) 1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(5) 1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/14）＞ 
＜添付十：1.13.17 図 1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給 タイムチャート＞ 

 
(6) 1 次系純水タンクから燃料取替用水ピットへの補給 

a. 1 次系純水タンクから加圧器逃がしタンク経由の補給【自主対策】 
確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(6)a. 1 次系純水タンクから加圧器逃がしタンク経由の補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（5/14）＞ 
＜添付十：1.13.19 図 1 次系純水タンクから燃料取替用水ピットへの補給（加圧器逃がしタンク経由） タイムチャート＞ 

 

b. 1 次系純水タンクから使用済燃料ピット脱塩塔経由の補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(6)b. 1 次系純水タンクから使用済燃料ピット脱塩塔経由の補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（1/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（5/14）＞ 
＜添付十：1.13.21 図 1 次系純水タンクから燃料取替用水ピットへの補給（使用済燃料ピット脱塩塔経由） タイムチャート＞ 
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(7) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(7) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（6/14）＞ 
＜添付十：1.13.23 図 No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給 タイムチャート＞ 

 

(8) No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 
確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(8) No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（7/14）＞ 
＜添付十：1.13.25 図 No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給 タイムチャート＞ 
＜添付十：1.13.26 図 No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給 可搬型ホース敷設ルート図＞ 
 

(9) 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 
確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)b. 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.2(9) 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（8,9/14）＞ 
＜添付十：1.13.28 図 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：1.13.8-(6) 代替水源を用いた燃料取替用水ピットへの補給（復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給）＞ 
 

(10) 優先順位 
炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。。 
＜添付十：1.13.2.2(11) 優先順位 ＞ 
＜添付十：1.13.29 図 炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給手順＞ 
 
 

1.13.2.3 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給手順等 
(1) 燃料取替用水ピットから No.2 淡水タンクへの水源切替【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(1) 燃料取替用水ピットから No.2 淡水タンクへの水源切替＞ 
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＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（9/14）＞ 
＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 

 
(2) 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(2) 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（9/14）＞ 
＜添付十：1.13.31 図 燃料取替用水ピットから復水ピットへの水源切替 タイムチャート＞ 

 ＜補足説明資料：添付資料 1.13.6 燃料取替用水ピットから代替水源への水源切替＞ 
 
(3) 燃料取替用水ピットから海水への水源切替【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(3) 燃料取替用水ピットから海水への水源切替＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（9/14）＞ 
＜添付十：1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等＞ 
 

(4) 1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、操作手順については、1.13.2.2(5)1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給の手順と同じであることを確

認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(4) 1 次系純水タンク及びほう酸タンクから燃料取替用水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（10/14）＞ 
 

(5) 1 次系純水タンクから燃料取替用水ピットへの補給 
a. 1 次系純水タンクから加圧器逃がしタンク経由の補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、操作手順については、1.13.2.2(6)a. 1 次系純水タンクから加圧器逃がしタンク経由の補給の手順と同じであることを確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(5)a. 1 次系純水タンクから加圧器逃がしタンク経由の補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（11/14）＞ 
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b. 1 次系純水タンクから使用済燃料ピット脱塩塔経由の補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、操作手順については、1.13.2.2(6)b. 1 次系純水タンクから使用済燃料ピット脱塩塔経由の補給の手順と同じであることを確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(5)b. 1 次系純水タンクから使用済燃料ピット脱塩塔経由の補給 ＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（11/14）＞ 
 

(6) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、操作手順については、1.13.2.2(7)No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給の手順と同じである

ことを確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(6) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットを経由した燃料取替用水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（12/14）＞ 
 

(7) No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、操作手順については、1.13.2.2(8)No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給の手順と同じであることを確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(7) No.2 淡水タンクから燃料取替用水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（13/14）＞ 
 

(8) 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)c. 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.3(8) 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給＞ 
＜添付十：第 1.13.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（炉心注水のための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給、格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給（2/2））＞ 
＜添付十：第 1.13.7 表 重大事故等対処に係る監視計器（14/14）＞ 
＜添付十：1.13.28 図 復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：1.13.8-(6) 代替水源を用いた燃料取替用水ピットへの補給（復水ピットから燃料取替用水ピットへの補給）＞ 
 

(9) 優先順位 
格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。。 
＜添付十：1.13.2.3(10) 優先順位 ＞ 
＜添付十：1.13.32 図 格納容器スプレイのための代替手段及び燃料取替用水ピットへの供給手順＞ 
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1.13.2.4 格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転時の手順等  

(1) 再循環運転  

a. 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)d. 格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.4(1)a. 高圧注入ポンプによる高圧再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.13.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

 

(2) 代替再循環運転 

a. Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS－CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)d. 格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.4(2)a. A 格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS 連絡ライン使用）による代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.13.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 
 

b. Ｂ高圧注入ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環運転【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 
確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)d. 格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.4(2)b. B 高圧注入ポンプ（海水冷却）、大容量ポンプによる高圧代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.13.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

 

c. Ａ余熱除去ポンプ（空調用冷水）による低圧代替再循環運転【自主対応】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)d. 格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.4(2)c. A 余熱除去ポンプ（空調用冷水）による低圧代替再循環運転＞ 
＜添付十：第 1.13.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（格納容器再循環サンプを水源とした再循環運転）＞ 
＜添付十：1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等＞ 

 

1.13.2.5 使用済燃料ピットへの水の供給時に係る手順等  

(1) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(1) No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.13-24 

 
(2) No.2 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(2) No.2 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 
 

(3) ポンプ車による No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(3) ポンプ車による No.3 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

 
(4) ポンプ車による No.2 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(4) ポンプ車による No.2 淡水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

 
(5) 1 次系純水タンクから使用済燃料ピットへの注水【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(5) 1 次系純水タンクから使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

 

(6) 海水から使用済燃料ピットへの注水【技術的能力、有効性評価（第 37 条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)e. 使用済燃料ピットへの水の供給時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.5(6) 海水から使用済燃料ピットへの注水＞ 
＜添付十：第 1.13.4 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットへの水の供給）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 
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1.13.2.6 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水に係る手順等  

(1) 送水車による使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)f. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.6(1) 送水車による使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ＞ 
＜添付十：第 1.13.5 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットから大量の水の漏えい発生時の使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等＞ 

 

(2) 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)f. 使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時の使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.6(2) 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水＞ 
＜添付十：第 1.13.5 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順（使用済燃料ピットから大量の水の漏えい発生時の使用済燃料ピット又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へのスプレイ及び放水）＞ 
＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等＞ 

 

1.13.2.7 炉心の著しい損傷及び格納容器の破損時の格納容器及びアニュラス部への放水に係る手順等  

(1)大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による格納容器及びアニュラス部への放水【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.13.1(2)g. 炉心の著しい損傷及び格納容器の破損時の格納容器及びアニュラス部への放水の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.13.2.7(1) 大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による格納容器及びアニュラス部への放水＞ 
＜添付十：第 1.13.6 表 格納容器及びアニュラス部への放水）＞ 

＜添付十：1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等＞ 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、電源の確保に関する手順等について以下のとおり要求している。 

あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準 1.14 電源の確保に関する

手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準 1.14 電源の確保に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

1.14 電源の確保に関する手順等 

発電用原子炉設置者において、電源が喪失しこと

により重大事故等が発生した場合において炉心

の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内

燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における

発電用原子炉内の燃料体（以下「運転停止中原子

炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止する

ために必要な電力を確保するために必要な手順

等が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること 

  

 

【解釈】 

１ 「電力を確保するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）炉心の著しい損傷等を防止するために必要な電力の確保 

ａ）電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において、代替電源により、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及

び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するために必要な手順等を整備すること。 

ｂ）所内直流電源設備から給電されている２４時間内に、十分な余裕を持って可搬型代替交流電源設備を繋ぎ込み、給電が開始できること。 

ｃ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行えるようにしておくこと。また、敷設したケーブル等が利用できない状況に備え、予備のケーブル等

を用意すること。 

ｄ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセンター(P/C)及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、共通要因で機能を失うことなく、少なく

とも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図ること。 

 

＜設置許可基準規則第 57 条＞（原子炉格納容器内下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（電源設備） 

第五十七条 発電用原子炉施設には、設計基準事

故対処設備の電源が喪失したことにより重大

事故等が発生した場合において炉心の著しい

損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体

等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料

体の著しい損傷を防止するために必要な電力

を確保するために必要な設備を設けなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

第５７条（電源設備） 

１ 第１項に規定する「必要な電力を確保するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）代替電源設備を設けること。 

 ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備すること。 

 ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること。 

 ⅲ）設計基準事故対処設備に対して、独立性を有し、位置的分散を図ること。 

 ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は、負荷切り離しを行わずに 8時間、電気の供給が可能であること。ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、原子炉制御室又は

隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。その後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり、電気

の供給を行うことが可能であること。 

 ｃ）24時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気（直流）の供給を行うことが可能である可搬型直流電源設備を整備すること。 

 ｄ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行えるようにあらかじめケーブル等を敷設し、手動で接続できること。 

 ｅ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセンター(P/C)及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、代替所内電気設備を設けることなどに

より共通要因で機能を失うことなく、少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図ること。 
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設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の

規定により設置される非常用電源設備及び前

項の規定により設置される電源設備のほか、設

計基準事故対処設備の電源が喪失したことに

より重大事故等が発生した場合において炉心

の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽

内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子

炉内燃料体の著しい損傷を防止するための常

設の直流電源設備を設けなければならない。 

 

２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための設備とする。 

 ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）を行わずに 8

時間、その後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可能であるもう１系

統の特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3系統目）を整備すること。 

 

 

 

 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

2.2 全交流電源喪失 

3.1.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） 

5.2  全交流電源喪失（停止時） 

空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

 

空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.14.1 対応手段と設備の選定 

 

電源の確保に関して申請者が計画する設備及び手順等が、①第５７条第１項及び重大事故等防止技術的能力基準１．１４項（以下「第５７条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であ

るか、②有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であるかを確認した。 

 

（1） 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第 57 条等」に示されてい

る要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、使用済燃料ピット内燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するための対応手段及び重大事故等対

処設備を選定するとしており、「第57条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２) 「第 57 条等」に示された要求事項を踏まえ、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その機能を代替するために各設計基準事故対処設備

が有する機能、相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事

故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が、フォールトツリー解析

等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、重

大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラント状況によっ

ては、事故対応に有効な設備。 
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（2） 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除

熱機能により１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポ

ンプ等であり、対応手段は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。

FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目に記載される。 

 

２）第 57 条等における要求事項に対応した手順等が選定されているか

確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

 

①機能喪失対策分析結果（＜添付十：「第 1.14.1 図 機能喪失原因対策分析（全交流電源喪失）、第 1.14.2 図 機能喪失原因対策分析（全

直流電源喪失）」＞参照）を踏まえ、設計基準事故対処設備の故障として、「非常用高圧母線への交流電源による給電に使用する設備の故

障」、「非常用直流母線への直流電源による給電に使用する設備の故障」、並びに「所内電気設備の故障」を想定することを確認した。 

 

②機能喪失対策分析結果を踏まえ、直流母線機能喪失を除き網羅的に対応する代替手段が選定されていることを確認した。想定する故障と

対応策との関係について、＜添付十：「第 1.14.1 図及び第 1.14.2 図 機能喪失原因対策分析」＞に示されていることを確認した。 

 なお、直流母線の機能喪失が発生した場合には、当該母線からから電源が供給されていた個別機器について、可搬型電源による電源供給

を行うとしていることを確認した。 

 

２）第 57条等及び有効性評価（第３７条）に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第 57 条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① 常設代替電源（交流）として空冷式非常用発電装置により給電を実施するための設備及び手順等。 

② 号機間の電力融通による代替電源（交流）として号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）又は号機間電力融通予備ケーブル（３号

～４号）を使用した号機間融通により給電を実施するための設備及び手順等。 

③ 可搬型代替電源（交流）※ ２として電源車により給電を実施するための設備及び手順等。 

④ 常設代替電源（直流）として蓄電池（安全防護系用）により給電を実施するための設備及び手順等。 

⑤ 可搬型代替電源（直流）として電源車及び可搬式整流器により給電するための設備及び手順等。 

⑥ 代替所内電気設備により代替電源から給電を実施するための設備及び手順等。 

 また、有効性評価（第３７条）において、電源の確保に関する重大事故等対処設備及び手順等として以下を整備する方針としていること

を確認した。 

① 空冷式非常用発電装置を代替電源（交流）として給電を実施するための設備及び手順等。 

② 蓄電池（安全防護系用）を代替電源（直流）として給電を実施するための設備及び手順等。 

 

※２ 可搬型代替電源（交流）；可搬型代替電源（交流）のうち、電源車（緊急時対策所用）に関する設備及び手順等については、「Ⅳ-4.18 緊急時対策

所及びその居住性等に関する手順等」において整理。 

 

 

 

 

 

表１ 規制要求事項に対応する手順 
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      ○「第 57条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ 第５７条（電源設備） 

１ 第１項に規定する「必要な電力を確保するために必要な設備」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）代替電源設備を設けること。 

 ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備すること。 

 ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設備（措置）】※２ 

ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は、負荷切り離しを行わずに 8時間、電気の

供給が可能であること。ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、原子炉制

御室又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場

合を含まない。その後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24

時間にわたり、電気の供給を行うことが可能であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）24 時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気（直流）の供給を

行うことが可能である可搬型直流電源設備を整備すること。 

 

 

 

 

「電源の確保」について、必要な設備及び手順等が以下のとおり整理され

ていることを確認した。 

 

ａ）-ⅰ） 

○電源車による代替電源（交流）からの給電 

可搬型代替電源（交流）として電源車により給電を実施するための設備

及び手順等。。 

○電源車及び可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 

可搬型代替電源（直流）として電源車及び可搬式整流器により給電する

ための設備及び手順等。。 

ａ）-ⅱ） 

○空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

常設代替電源（交流）として空冷式非常用発電装置により給電を実施す

るための設備及び手順等。 

 

 

ｂ） 

○蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

常設代替電源（直流）として蓄電池（安全防護系用）により給電を実施

するための設備及び手順等。 

 

 要求事項に係る対応として、蓄電池（安全防護系用）を用いた手順に

より、全交流動力電源喪失発生後、1 時間までに中央制御室からの不要

直流負荷の切離しをする。その後、8 時間以降は現場での不要直流負荷

の切離しにより蓄電池（安全防護系用）にて 24時間にわたり直流電源の

給電を確保することを確認した。 

 

 

 

ｃ） 

○電源車及び可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 

可搬型代替電源（直流）として電源車及び可搬式整流器により給電する

ための設備及び手順等。また、直流母線と接続することにより 24 時間

にわたり給電可能であることを確認した。 
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ｄ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行えるようにあ

らかじめケーブル等を敷設し、手動で接続できること。 

 

 

 

 

 

 

ｅ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセンター(P/C)

及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、代替所内電気設備を設けること

などにより共通要因で機能を失うことなく、少なくとも一系統は機能の維持

及び人の接近性の確保を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行うための設備とする。 

 ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室又は隣接す

る電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）

を行わずに 8 時間、その後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合

計 24 時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気の供給を行うこ

とが可能であるもう１系統の特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設

備（3系統目）を整備すること。 

 

 

ｄ）号機間電力融通恒設ケーブル（３号及び４号）又は号機間電力融通予

備ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）

からの給電 

 号機間の電力融通による代替電源（交流）として号機間電力融通恒設ケ

ーブル（３号～４号）又は号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）

を使用した号機間融通により給電を実施するための設備及び手順等。 

  

 

ｅ）代替所内電気設備による給電 

代替所内電気設備により代替電源から給電を実施するための設備及び

手順等。 

また、所内電気設備は、２系統の非常用母線等により構成し、共通要因

で機能を失うことなく、少なくとも１系統は電力供給機能の維持及び人

の接近性の確保を図る設計とする。これとは別に上記２系統の非常用母

線等の機能が喪失したことにより発生する重大事故等の対応に必要な

設備に電力を供給する代替所内電気設備として、空冷式非常用発電装

置、代替所内電気設備変圧器、代替所内電気設備分電盤及び可搬式整流

器を使用することを確認した。 

＜添付八：10.2.2 設計方針＞ 

 

第２項の要求に対する機器については、今回は未申請であり、対象外で

あることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

a) 

○空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

常設代替電源（交流）として空冷式非常用発電装置により給電を実施す

るための設備及び手順等。 

【技術的能力】※３ 【解釈】 

１ 「電力を確保するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）炉心の著しい損傷等を防止するために必要な電力の確保 

ａ）電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において、代替電源

により、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

に必要な電力を確保するために必要な手順等を整備すること。 
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ｂ）所内直流電源設備から給電されている２４時間内に、十分な余裕を持って

可搬型代替交流電源設備を繋ぎ込み、給電が開始できること。 

 

 

 

 

ｃ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行えるようにし

ておくこと。また、敷設したケーブル等が利用できない状況に備え、予備

のケーブル等を用意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセンター(P/C)

及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、共通要因で機能を失うことなく、

少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図ること。 

 

 

○蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

常設代替電源（直流）として蓄電池（安全防護系用）により給電を実施

するための設備及び手順等。 

 

 

 

 

b) 

○電源車による代替電源（交流）からの給電 

可搬型代替電源（交流）として電源車により給電を実施するための設備

及び手順等。 

 

ｃ） 

○号機間電力融通恒設ケーブル（３号及び４号）又は号機間電力融通予備

ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）

からの給電 

号機間の電力融通による代替電源（交流）として号機間電力融通恒設ケ

ーブル（３号～４号）又は号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）

を使用した号機間融通により給電を実施するための設備及び手順等。 

 

 

 

 

 

ｄ）代替所内電気設備による給電 

代替所内電気設備により代替電源から給電を実施するための設備及び

手順等。 

 また、所内電気設備の２系統が同時に機能喪失した場合は、共通要因

で機能を失うことないように、少なくとも１系統は機能の維持及び人の

接近性を確保し、常設重大事故等対処設備である空冷式非常用発電装

置、代替所内電気設備変圧器及び代替所内電気設備分電盤と可搬型重大

事故等対処設備である可搬式整流器を用いた代替所内電気設備による

給電を行うとしていることを確認した。 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 57 条のうち、設備等の設置に関する要求事項、※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項、※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.14 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       有効性評価で解析上考慮されている手順は以下のとおりであることを確認した。 
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「空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電」、「蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電」、、「空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給」 

1.14.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第５７条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５７条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.14.2.1以降に示す。 

 

１）対策と設備 

第57条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

a. 常設代替電源（交流）からの給電。そのために、空冷式非常用発電装置等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

b. 他号炉からの給電。そのために、他号炉のディーゼル発電機等を重大事故等対処設備として位置付けるとともに、号機間電力融通恒

設ケーブル（３号～４号）及び号機間電力融通予備ケーブル（３号及び４号）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

c. 可搬型代替電源（交流）からの給電。そのために、電源車等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

d. 常設代替電源（直流）からの給電。そのために、蓄電池（安全防護系用）を重大事故等対処設備として位置付ける。 

e. 可搬型代替電源（直流）からの給電。そのために、電源車及び可搬式整流器等を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

f. 代替所内電気設備による給電。そのために、代替所内電気設備分電盤、代替所内電気設備変圧器、可搬式整流器等を重大事故等対処

設備として新たに整備する。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

５７条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第５７

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

a.代替電源（交流）による給電手順等 

(a) 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

外部電源及びディーゼル発電機からの給電ができない場合には、空冷式非常用発電装置を代替電源（交流）とした給電の手順に着

手する。この手順では、電路の構成、起動操作、受電の確認等を計4名により約20分で実施する。 

(b) 号機間電力融通恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電 

予備変圧器２次側恒設ケーブル（多様性拡張設備）による号機間融通ができない場合には、号機間電力融通ケーブル（３号～４

号）による他号炉からの電力融通による代替電源（交流）からの給電の手順に着手する。この手順では、ケーブルの接続、給電操

作、受電の確認等を計4名により約75分で実施する。 

(c) 電源車による代替電源（交流）からの給電 

号機間電力融通恒設ケーブル（１,２号～３,４号）（多様性拡張設備）による電力融通ができない場合には、電源車を代替電源（交
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

流）とした給電の手順に着手する。この手順では、電源車の配置、ケーブルの敷設、給電操作、受電の確認等を計7名 により約60分

で実施する。 

(d) 号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電 

電源車の故障等により代替電源（交流）から給電ができない場合には、号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）による他号炉

からの電力融通による代替電源（交流）からの給電の手順に着手する。この手順では、ケーブルの敷設、給電操作等を計8名により約

2.4時間で実施する。 

 

b.常設代替電源（直流）による給電手順 

(a) 蓄電池（安全防護系用）による常設代替電源（直流）からの給電 

全交流動力電源が喪失し、交流電源からの非常用直流母線への直流電源の給電が喪失した場合には、蓄電池（安全防護系用）を代

替電源（直流）とした給電の手順に着手する。この手順は自動動作となるため、動作状況を中央制御室で警報表示により確認する。

給電開始から1時間までに中央制御室で中央制御室から不要な負荷の切り離しを1名により約5分で実施する。その後、8時間以降に現

場で不要な負荷の切り離しを1名により約15分で実施する。 

  

 c.可搬型代替電源（直流）による給電手順等 

(a)可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 

代替電源（交流）から非常用直流母線へ給電できない場合には、可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電の手順に着手す

る。この手順では、ケーブル敷設、電源からの給電操作、受電の確認等を計3名により約110分で実施する。なお、代替電源（直流）

からの給電に必要な電源は、代替電源（交流）からの給電手順a(a)、(b)、(c)、(d)により給電する。 

 

 d.代替所内電気設備による給電手順等 

(a) 代替所内電気設備による給電 

所内電気設備の2系統が同時に機能喪失して電源からの給電ができない場合には、代替所内電気設備分電盤、代替所内電気設備変圧

器及び可搬式整流器を用いた空冷式非常用発電装置を代替電源とした給電の手順に着手する。この手順では、電路の構成、電源から

の給電操作、受電の確認等を計4名により約3.8時間で実施する。 

 

 e.燃料の補給手順等 

(a) 空冷式非常用発電装置への燃料補給及び(b)電源車への燃料補給 

各発電機の燃料が規定油量以上であることを確認した上で運転開始後、燃料補給作業着手時間に達した場合には、空冷式非常用発

電装置、電源車への燃料補給の手順に着手する。この手順では、タンクローリーの準備、ホースの敷設、給油等を計2名により約2.1

時間で実施する。 

 

③作業環境等 

ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話設備等の必要な連絡手段を確保していること、作業環

境（作業空間、温度等）に支障がないことなどを確認した。 
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b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３７条の規制要求に対する設備手順等についての主な確認結果を以下のとおり示す。具体的な個別手順の確認内容については、

1.14.2.1(2)a.(a)に示す。 

 

１） 対策と設備 

申請者は、有効性評価（第３７条）において、必要な電力を確保するために、空冷式非常用発電装置を代替電源（交流）とした給電及び

蓄電池（安全防護系用）を代替電源（直流）とした給電を必要な対策としている。これらの対策は、（１）a.１）a.及び d.と同じであるた

め、必要な重大事故等対処設備も同じである。また、これらに関する重要事故等対処設備の設計方針及び手順等の方針も同じである。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 

 

 

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等、②必要な人員等及び③作業環境等 

選定された対策は「空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電」等であり、確認結果については、1.14.2.1(1) 、

1.14.2.2(1)、1.14.2.4(1)に記載のとおりである。 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

個別手順の優先順位に関する確認内容については、1.14.2.1(9)及び1.14.2.2(3)のとおり。 
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(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操

作内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認

する。 

 

 

１） 

 

①対策と設備 

電源の確保に関する機能を回復させるための設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.77kV 送電線による代替電源（交流）からの給電 

空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電ができない場合において、77kV 送電線の健全が確認できた場合には、77kV

送電線による代替電源（交流）からの給電に着手する。この手順では、給電準備、給電操作等を計 1名により約 10 分で実施する。 

b.No.2 予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電 

77kV 送電線による代替電源（交流）からの給電ができない場合において、他号炉のディーゼル発電機が健全な場合には、予備変圧器

2 次側恒設ケーブルによる他号炉からの電力融通による代替電源（交流）からの給電に着手する。この手順では、給電準備、給電操作

等を No.2 予備変圧器 2次側恒設ケーブルを用いた場合は計 4名により約 65 分、No.1 予備変圧器 2次側恒設ケーブルを用いた場合は計

5名により約 65分で実施する。 

c.号機間電力融通恒設ケーブル（１,２号～３,４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電 

号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）による他号炉からの電力融通による代替電源（交流）からの給電ができない場合であっ

て、１号炉又は２号炉のディーゼル発電機が健全な場合には、号機間電力融通恒設ケーブル（１,２号～３,４号）による、１号炉又は

２号炉からの電力融通による代替電源（交流）からの給電に着手する。この手順では、給電準備、給電操作等を計 7名により約 3時間

で実施する。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.14.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.14-15 

1.14.2.1 代替電源（交流）による給電手順等 

(1) 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電【技術的能力、有効性評価（第３７条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(1) 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.4 図 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.3 空冷式非常用発電装置による交流電源からの給電＞ 
 

(2) 77kV 送電線による代替電源（交流）からの給電【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(2) 77kV 送電線による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.6 図 77kV 送電線による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 

 
(3) No.2 予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(3) No.2 予備変圧器 2 次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（1/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.8 図 No.2 予備変圧器 2 次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
 
(4) No.1 予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(4) No.1 予備変圧器 2 次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.10 図 No.1 予備変圧器 2 次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
 
(5) 号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(5) 号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電＞ 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.14-16 

＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（2/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.12 図 号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.9 号機間電力融通恒設ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による交流電源からの給電＞ 
 

(6) 号機間電力融通恒設ケーブル（１,２～３,４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(6) 号機間電力融通恒設ケーブル（１,２号～３,４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.15 図 号機間電力融通恒設ケーブル（１,２号～３,４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
 

(7) 電源車による代替電源（交流）からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(7) 電源車による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（3/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.19 図 電源車による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.11 電源車による交流電源からの給電＞ 
 

(8) 号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)a. 交流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.1(8) に号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.22 図 号機間電力融通予備ケーブル（３号及び４号）を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.12 号機間電力融通予備ケーブル（３号～４号）を使用した号機間融通による交流電源からの給電＞ 
 

(9) 優先順位 

代替電源（交流）による給電に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。。 
＜添付十：1.14.2.1(9) 優先順位 ＞ 
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1.14.2.2 代替電源（直流）による給電手順等 

(1) 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電【技術的能力、有効性評価（第３７条）】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)b. 直流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.2(1) 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.26 図 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.13 不要直流負荷①切離し作業＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.14 不要直流負荷①切離しリスト＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.15 不要直流負荷①切離し操作＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.16 不要直流負荷②切離しリスト＞ 

 
(2)可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(2)b. 直流電源喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.2(2) 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電＞ 
＜添付十：第 1.14.2 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.28 図 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.17 可搬式整流器による直流電源からの給電＞ 

 

(3) 優先順位 

代替電源（直流）による給電に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。。 
＜添付十：1.14.2.2(3) 優先順位 ＞ 

 

1.14.2.3 代替所内電気設備による給電手順等 

(1) 代替所内電気設備による交流及び直流の給電（空冷式非常用発電装置）【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.14.1(3)c. 所内電気設備機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.3(1) 代替所内電気設備による交流及び直流の給電（空冷式非常用発電装置）＞ 
＜添付十：第 1.14.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.32 図 代替所内電気設備による給電タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.18 代替所内電源設備による電源からの給電＞ 
 

(2) 代替所内電気設備による交流及び直流の給電（電源車）【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
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＜添付十：1.14.1(3)c. 所内電気設備機能喪失時の対応手段及び設備＞ 
＜添付十：1.14.2.3(2) 代替所内電気設備による交流及び直流の給電（電源車）＞ 
＜添付十：第 1.14.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.32 図 代替所内電気設備による給電タイムチャート＞ 
 

 (3) 優先順位 

代替所内電気設備による給電に係る手順として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。。 
＜添付十：1.14.2.3(3) 優先順位 ＞ 

 

1.14.2.4 燃料の補給手順等 

(1) 空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給【技術的能力、有効性評価（第３７条）】 

＜添付十：1.14.2.4(1) 空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給）＞ 
＜添付十：第 1.14.3 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.14.4 表 重大事故等対処に係る監視計器（4/4）＞ 
＜添付十：第 1.14.34 図 空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：添付資料 1.14.19 タンクローリーによる燃料補給操作＞ 
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大飯発電所３，４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．１５及び設置許可基準規則第５８条） 
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a. 可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）からの給電【自主対策】 ..................................................................................................................................................................................................................................... 1.15-15 

(4) 可搬型計測器による計測又は監視【技術的能力】 ............................................................................................................................................................................................................................................................................... 1.15-15 
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1.15.2.3 パラメータ記録の手順等【技術的能力】 ........................................................................................................................................................................................................................................................................................ 1.15-15 
 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.15-2 

 

Ⅰ 要求事項の整理 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、事故時の計装に関する手順等について以下のとおり要求している。 

また、申請者の計画が、設置許可基準規則第３７条の評価（以下「有効性評価（第３７条）」という。）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故

等防止技術的能力基準１．15 事故時の計装に関する手順等に関連する有効性評価（第３７条）における事故シーケンスグループ及び有効性評価（第３７条）で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準１．15事故時の計装に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．15 事故時の計装に関する手順等 

 

発電用原子炉設置者において、重大事故等が

発生し、計測機器（非常用のものを含む。）の

故障により当該重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータを計測すること

が困難となった場合において当該パラメータを

推定するために有効な情報を把握するために必

要な手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

【解釈】 

１ 「当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが困難となった場合においても当該パラメータを推定するために有効な情報を把

握するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。なお、「当該重大事故等に対処するために

監視することが必要なパラメータ」とは、事業者が検討すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策を成功させるために把握することが必要な発電用原子炉施

設の状態を意味する。 

ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確化すること。（最高計測可能温度等） 

ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合の発電用原子炉施設の状態を推定すること。 

 ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位を推定すること。 

 ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量を推定すること。 

 ⅲ）推定するために必要なパラメータについて、複数のパラメータの中から確からしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定される重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録ができること。 

ｄ）直流電源喪失時に、特に重要なパラメータを計測又は監視を行う手順等（テスター又は換算表等）を整備すること。 
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＜設置許可基準規則第 58 条＞（計装設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（計装設備） 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事故

等が発生し、計測機器（非常用のものを含む。）

の故障により当該重大事故等に対処するため

に監視することが必要なパラメータを計測す

ることが困難となった場合において当該パラ

メータを推定するために有効な情報を把握で

きる設備を設けなければならない。 

第５８条（計装設備） 

１ 第５８条に規定する「当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが困難となった場合において当該パラメータを推定するた

めに有効な情報を把握できる設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、「当該重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータ」とは、事業者が検討すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功させるために把握することが必要な発電

用原子炉施設の状態を意味する。 

 ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確にすること。（最高計測可能温度等） 

 ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合の発電用原子炉施設の状態の推定手段を整備すること。 

  ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位が推定できる手段を整備すること。 

  ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量が推定できる手段を整備すること。 

  ⅲ）推定するために必要なパラメータは、複数のパラメータの中から確からしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

 ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定される重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録ができること。 

 

 

＜有効性評価（第３７条）＞（有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）） 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
該当なし 
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Ⅱ 審査の視点・審査確認事項と確認結果  

 計測機器（非常用のものを含む。以下同じ。）の故障により、重大事故等に対処するために必要なパラメータを計測することが困難となった場合において、当該パラメータを推定するための有効な情報を把握するために

申請者が計画する必要な設備及び手順等について、第５８条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１５項（以下「第５８条等」という。）における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるかを確認した。

さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

1.15.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、第 58 条等に示されている

要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）重大事故等が発生し、計測機器の故障等により当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが困難

となった場合に、当該パラメータを推定するために有効な情報を把握するために必要な対処設備及び対応手順を整備するとしており、「第 58

条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２）第 58条等に示された要求事項を踏まえ、主要パラメータを計測することが困難となった場合において、主要パラメータを推定するために

必要なパラメータ（以下「代替パラメータ」という。）を用いて推定する対応手段及びその他想定する故障に対応する対応手段を整備し、重

大事故等対処設備を選定するとしていること、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を

選定するとしており、申請者が、フォールトツリー解析等により機能喪失の原因分析を行った上で、更なる対策の抽出を行い、自主的に上

記 １）以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラ

ント状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能

喪失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅

的に対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを

確認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定

されていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故

障に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されて

いることを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認す

る。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.2 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能によ

り１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段

は 2次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第

１段目に記載される。 

 

 

２）第 58 条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた重大事故

対処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

 

①機能喪失対策分析結果（＜添付十：「第 1.15.2 図 機能喪失原因対策分析」＞参照）を踏まえ、機能喪失原因対策分析の結果、監視機能の

喪失として計器故障及び計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合を想定する。また、全交流動力電源喪失及び直流電源喪失等による計

器電源の喪失を想定することを確認した。 

 

②機能喪失対策分析結果を踏まえ、網羅的に対応する代替手段が選定されていることを確認した。想定する故障と対応策との関係について、

＜添付十：「第 1.15.2 図 機能喪失原因対策分析」＞に示されていることを確認した。 

 

 

２）第 58 条等及び有効性評価（第３７条）に対応する重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 具体的な確認内容

については、「表１ 規制要求事項に対応する手順」のとおり。 

 

（選定された重大事故対処設備整備及び手順等） 

第５８条等に基づく要求事項に対応するために、以下の設備及び手順等を整備する方針としている。 

①パラメータの値が計器の計測範囲を超えた場合に原子炉施設の状態を把握するための設備及び手順等 

②計測に必要な計器電源が喪失した場合の設備及び手順等 

③重大事故等時のパラメータを記録するための設備及び手順等 

④パラメータを計測する計器の故障時に原子炉施設の状態を把握するための設備及び手順等 

⑤設計基準を超える状態における原子炉施設の状態の把握能力を明確化する（最高計測可能温度等） 

 

なお、有効性評価（第 37 条）において位置づけられた設備及び手順等がないことを確認した。 

 

 

 

表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

○「第５８条等」で求められている手順 
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規制要求事項 確認結果(大飯３，４号炉) 

【設備（配備）】※１ 第５８条（計装設備） 

１ 第５８条に規定する「当該重大事故等に対処するために監視することが必

要なパラメータを計測することが困難となった場合において当該パラメー

タを推定するために有効な情報を把握できる設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、

「当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ」と

は、事業者が検討すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成

功させるために把握することが必要な発電用原子炉施設の状態を意味する。 

 

ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確

にすること。（最高計測可能温度等） 

 

 

 

 

ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合の

発電用原子炉施設の状態の推定手段を整備すること。 

  ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位が推定できる手段を整備する

こと。 

  ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量が推定できる手段を整

備すること。 

  ⅲ）推定するために必要なパラメータは、複数のパラメータの中から確か

らしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

  

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定さ

れる重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録ができ

ること。 

 

 

 

機能喪失対策原因分析結果を踏まえ、監視機能の喪失として計器故障及

び計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合における規制要求事項に対

する主な手順等を以下のとおり示す。 

 

 

 

 

 

ａ）設計基準を超える状態における把握能力  

＜添付十：第 1.15.2 表 重要な監視パラメータ及び重要代替パラメー

タ（重大事故等対処設備）＞に、重要な監視パラメータ及び重要代替パ

ラメータ（計測範囲）が示されており、設計基準を超える状態における

原子炉施設の状態の把握能力が示されていることを確認した。 

 

ｂ）計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等（代替パラメータ

による推定及び可搬型計測機による計測） 

重大事故等時に監視している必要なパラメータの値が計器の計測範囲

を外れ確認できない場合には、重要代替計器によるパラメータの推定の

手順に着手するとしていることを確認した。 

重要代替計器によるパラメータには、ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧

力及び水位、ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量、が含

まれていること、ⅲ）優先順位については、推定するために必要な代替

パラメータについて、複数のパラメータの中から不確かさを考慮し、＜

添付十：第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメータの推定＞

に優先順位を定めるとしていることを確認した。 

また、代替パラメータによる推定が困難となった場合に、主要パラメ

ータ又は代替パラメータの可搬型計測器による計測を行う手順に着手

する。 

 

c）パラメータ記録の手順 

原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想

定される重大事故等の対応に必要となる重要な監視パラメータ及び重

要代替パラメータの計測結果について、安全パラメータ表示システム

（SPDS）（以下「SPDS」という。）、SPDS 表示装置による計測結果を記録

する手順及び可搬型温度計測装置（格納容器再循環ユニット入口温度／
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出口温度（SA）用）による計測結果を記録する手順を整備するとしてい

ることを確認した。 

 

 

 

【技術的能力】※３  

１ 「当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計

測することが困難となった場合においても当該パラメータを推定するため

に有効な情報を把握するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。なお、「当

該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ」とは、事

業者が検討すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策を成功させ

るために把握することが必要な発電用原子炉施設の状態を意味する。 

 

 

 

 

 

ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確

化すること。（最高計測可能温度等） 

 

 

ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合

の発電用原子炉施設の状態を推定すること。 

ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位を推定すること。 

ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量を推定すること。 

ⅲ）推定するために必要なパラメータについて、複数のパラメータの中から

確からしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定

 

重大事故等の炉心損傷防止対策及び原子炉格納容器破損防止対策を成

功させるために把握することが必要な原子炉施設の状態を直接監視する

パラメータを「主要パラメータ」と称し、うち、重大事故等対処設備の計

器で計測するパラメータを「重要な監視パラメータ及び有効な監視パラメ

ータ」と称している。 

また、重要な監視パラメータ及び有効な監視パラメータを計測すること

が困難となった場合において、主要パラメータの推定に必要なパラメータ

を「代替パラメータ」と称し、うち、重大事故等対処設備の計器（当該重

要な監視パラメータの他チャンネル及び他ループの重大事故等対処設備

としての要求事項を満たした計器含む。）で計測するパラメータを、「重要

代替パラメータ」と称している。 

 

ａ）重要な監視パラメータの把握能力が、＜添付十：第 1.15.2 表 重要な

監視パラメータ及び重要代替パラメータ（重大事故等対処設備）＞に整

理され、明確化されていることを確認した。 

 

ｂ) 計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等（代替パラメータ

による推定及び可搬型計測器による計測） 

重大事故等時に監視している必要なパラメータの値が計器の計測範

囲を外れ確認できない場合には、重要代替計器によるパラメータの推定

の手順に着手するとしていることを確認した。 

重要代替計器により計測するパラメータには、ⅰ）原子炉圧力容器内

の温度、圧力及び水位、ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注

水量、が含まれていること、ⅲ）優先順位については、推定するために

必要な代替パラメータについて、複数のパラメータの中から確からしさ

を考慮し、＜添付十：「第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメ

ータの推定」＞に優先順位を定めるとしていることを確認した。 

また、直流電源が喪失した場合に、特に重要なパラメータ及び有効な

監視パラメータについて、可搬型計測器で測定可能なものを計測し監視

する手順に着手するとしていることを確認した。 

 

ｃ）パラメータ記録の手順 
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される重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録

ができること。 

 

 

 

 

 

 

ｄ）直流電源喪失時に、特に重要なパラメータを計測又は監視を行う手順等（テ

スター又は換算表等）を整備すること。 

 

 

原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想

定される重大事故等の対応に必要となる重要な監視パラメータ及び重

要代替パラメータの計測結果について、SPDS、SPDS 表示装置による計測

結果を記録する手順及び可搬型温度計測装置（格納容器再循環ユニット

入口温度／出口温度（SA）用）による計測結果を記録する手順を整備す

るとしていることを確認した。 

 

 

ｄ）可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）による電源の、及び

可搬型計測器による計測又は監視 

全交流動力電源喪失等により直流電源が喪失した場合において、中央

制御室での監視ができない場合に、炉外核計装盤、放射線監視盤の可搬

型バッテリにより電源を供給する手順を整備するとしていることを確

認した。 

また、特に重要なパラメータ及び有効な監視パラメータについて、可

搬型計測器で測定可能なものを計測し監視すること、当該手順におい

て、運転員等は計測結果を記録用紙に記録するとしていることを確認し

た。 

 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 58 条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．15 

 

○有効性評価（第３７条）で求められている手順 

  該当なし。 
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1.15.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５８条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）第５８条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確

認する。 

   

 

 

 

 

 

第５８条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.15.2.1(2)、1.15.2.2(1) a.、b.、c.、1.15.2.3、1.15.2.1(1)に示す。 

 

１）対策と設備 

第５８条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認した。 

 

a. 原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合において、原子炉施設の状態を把握するためのパラメータの推定及び

優先順位の設定。そのために、重要な監視パラメータ（表3 重大事故等対処設備により計測する重要監視パラメータ参照。）を選定し、

代替パラメータを計測する計器（以下「重要代替計器」という。）を重大事故等対処設備として位置付け、可搬型計測器を重大事故等対処

設備として新たに整備する。 

b. 計器電源が喪失するおそれがある場合の給電。そのために、空冷式非常用発電装置等（※1）、可搬型計測器等を重大事故等対処設備とし

て新たに整備する。 

c. 重大事故等時のパラメータの記録。そのために、安全パラメータ表示システム（SPDS）（以下「SPDS」という。）、SPDS表示装置及び可搬型

温度計測装置（格納容器再循環ユニット入口温度／出口温度（SA）用）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

d. 重大事故等への対処に必要なパラメータを計測する計器の故障時において、原子炉施設の状態を把握するためのパラメータの他チャンネ

ル（※2）又は他ループによる計測及び代替パラメータによる推定。そのために、当該パラメータの他チャンネル又は他ループの重要計器

（以下「重要計器（他チャンネル又は他ループ）」（※3）という。）及び重要代替計器を重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第

４３条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえ

て、手順着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメー

タ、手順着手の判断に必要な計器等が示されていること

を確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な

人員、作業時間等が示されていることを確認する。 

 

 

２）手順等の方針 

 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 １）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。 

 

a.「主要パラメータの他チャンネル又は他ループの重要計器による計測」のための手順等 

重大事故等時に監視することが必要なパラメータを計測する多重化された重要計器のチャンネル故障が疑われる場合には、主要パラメー

タの他チャンネル又は他ループによる重要計器による計測の手順に着手する。 

b. 「代替パラメータの推定」のための手順等（重要代替計器による推定） 

重大事故等時に監視することが必要なパラメータを計測する計器の故障が疑われた場合、又は重大事故等時に監視している必要なパラメ

ータの値が計器の計測範囲を外れ確認できない場合には、重要代替計器によるパラメータの推定の手順に着手する。 

c.「可搬型計測器による計測」のための手順等 

                                                   
（※1）代替電源に関する設備及び手順等については、「Ⅳ-４．１４ 電源設備及び電源の確保に関する手順等」において整理。 

（※2）申請者は、「重要な監視計器については、単一故障を想定してもパラメータを監視できなくならないように 1つのパラメータを複数の計器で監視しており、複数の計器の 1つを指すときにチャンネル」と定義。 

（※3）申請者は、「当該パラメータの他チャンネル又は他ループの重要計器」と記載しているが、分かりやすく本節では「重要計器（他チャンネル又は他ループ）」と記載。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確

保、通信設備や防護具など必要な装備を整備するとして

いること、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないこ

とを確認する。 

 

重大事故等時に監視している必要なパラメータの値が計器の計測範囲を外れ確認できない場合、又は重大事故等時に直流電源が喪失した

場合において、中央制御室でのパラメータ監視が確認できない場合には、可搬型計測器によるパラメータの計測の手順に着手する。この手

順では、1計測点当たり可搬型計測器の接続、計測等を計2名により約35分で実施する。 

d. パラメータ記録の手順等 

重大事故等が発生した場合には、SPDS等によるパラメータの記録の手順に着手する。 

 

 

③作業環境等 

ヘッドライト等により夜間等でのアクセス性を確保していること、携行型通話装置等の必要な連絡手段を確保していることを確認した。 

 

＜添付十：1.15.2 重大事故等時の手順等＞ 

 

b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのた

めに必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確

認する。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針

が第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

有効性評価（第３７条）等において位置づけた手順等がないことを確認した。 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通

的な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確

になっていることを確認する。 

 

規制要求に対する手順等における優先順位について、以下の項目毎に優先順位が設定されていることを確認した。具体的な確認内容につい

ては、1.15.2.1(1)c.、(2)(b)、に示す。 

 

○監視機能喪失時の手順 

 ・計器故障時の手順等 

 ・計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等 

○計器に必要な電源の喪失時の手順等 
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(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される

方針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されている

こと、多様性拡張設備として位置づける理由が示されているこ

とを確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な

操作内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを

確認する。 

 

 

申請者は、重大事故等に対処するために必要な計装設備及び対応手順を整備するとともに、機能喪失原因分析結果を踏まえて、自主対策

として重大事故等時に監視することが必要なパラメータを計測する機能を構成するフロントライン系及びサポート系の機能を回復するため

の多様性拡張設備及び手順等を整備するとしていることから、自主対策の確認結果についても、その分析結果を踏まえ、（１）フロントライ

ン系の機能を回復させるための設備及び手順等、（２）サポート系の機能を回復させるための設備及び手順等とに整理して示す。 

 

計装設備及びその手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確認結果については、1.15.2.1(1)、 

(2)、1.15.2.2(1)d. に示す。 

 

(1)フロントライン系の機能を回復させるための設備及び手順等 

①対策と手順 

重要計器（他チャンネル又は他ループ）、重要代替計器の故障を想定し、重大事故等時に監視することが必要なパラメータを計測するフロ

ントライン系の機能を回復させるための設備（「表２ 自主対策における多様性拡張設備」参照。）を用いた主な手順等は以下のとおりと

していることを確認した。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「主要パラメータの他チャンネル又は他ループの常用計器による計測」のための手順等 

重大事故等時に監視している必要なパラメータの値を計測する多重化された重要計器のチャンネル故障が疑われた場合には、重大事故等

対処設備としての要求事項を満たさない当該パラメータの他チャンネル又は他ループの常用計器（以下「常用計器（他チャンネル又は他ル

ープ）」（※1）という。）によるパラメータの推定に着手する。 

 

b.「常用代替計器による推定」のための手順等 

重大事故等時に監視することが必要なパラメータの値が計器の計測範囲を外れた場合、若しくは主要パラメータを計測する計器の故障

が疑われた場合には、重大事故等対処設備としての要求事項を満たさない主要パラメータの代替パラメータを計測する常用代替計器（以

下「常用代替計器」という。）によるパラメータの推定に着手する。 

 

(2)サポート系の機能を回復させるための設備及び手順等 

①対策と手順 

直流電源の喪失を想定し、重大事故等時に監視することが必要なパラメータを計測するサポート系の機能を回復させるための設備（「表

２ 自主対策における多様性拡張設備」参照。）を用いた主な手順等は以下のとおりとしている。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）からの給電」のための手順等 

直流電源喪失により、炉外核計装盤、放射線監視盤のパラメータが監視できない場合には、可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監

視盤）による電源機能回復に着手するとしている。この手順では、炉外核計装盤の回復操作を計2名により約70分、放射線監視盤の回復操

作を計2名により約60分で実施するとしている。 

                                                   
（※1）申請者は、「当該パラメータの他チャンネル又は他ループの常用計器」と記載しているが、分かりやすく本節では「常用計器（他チャンネル又は他ループ）」と記載。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。｛対策と設備｝※ 

 ※ 1.15.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に｛ ｝内の事項で標記する。以降同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。｛判断基準｝ 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する。）｛着手タイミング｝ 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。｛判断計器｝ 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、有効性評価（第 37 条）で確認した内容等を用いて確認する。｛所要時間等｝ 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。｛操作計器｝ 

d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートの確保されることを確認する。｛アクセスルートの確保｝ 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。｛通信設備等｝ 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。｛作業環境｝ 

※ 現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨記載し、a.～c.についての記載は不要。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。｛判断基準｝ 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。｛操作手順｝ 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。｛所要時間等｝ 
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1.15.2.1 監視機能喪失時の手順等 

(1) 計器故障時の手順等 

a. 他チャンネル又は他ループによる計測 

(a) 主要パラメータの他チャンネル又は他ループの重要計器による計測【技術的能力】 
(b) 主要パラメータの他チャンネル又は他ループの常用計器による計測【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、③については、現場作業を伴わないことから記載がないことを確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)a. パラメータを計測する計器の故障時に原子炉施設の状態を把握するための手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.2.1(1)計器の故障＞ 
＜添付十：第 1.15.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.15.2 表 重要な監視パラメータ及び重要代替パラメータ（重大事故等対処設備）＞ 
＜添付十：第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメータの推定＞ 
 

b. 代替パラメータによる推定 

(a) 重要代替計器による推定【技術的能力】 

(b) 常用代替計器による推定【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、③については、現場作業を伴わないことから記載がないことを確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)a. パラメータを計測する計器の故障時に原子炉施設の状態を把握するための手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.2.1(1)計器の故障＞ 
＜添付十：第 1.15.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.15.2 表 重要な監視パラメータ及び重要代替パラメータ（重大事故等対処設備）＞ 
＜添付十：第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメータの推定＞ 

 

c. 優先順位 

計器故障時の手順等として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.15.2.1(1)計器の故障 c.代替パラメータでの推定方法＞ 
＜添付十：第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメータの推定＞ 

 

 

(2) 計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等 

a. 代替パラメータによる推定【技術的能力及び自主対策】 

b. 可搬型計測器による計測【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。また、代替パラメータによる推定の③については現場作業を伴わないことから記載がないことを確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)b. 原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位、並びに原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量を監視するパラメータの値が計器の計測範囲を超えた場合に原子炉施設の状態を把握するための手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.2.1(2)計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合＞ 
＜添付十：第 1.15.1 表 重大事故等時における対応手段と整備する手順＞ 
＜添付十：第 1.15.5 図 可搬型計器による監視パラメータ計測 タイムチャート＞ 
＜補足説明資料：1.15.5 可搬型計器によるパラメータの計測手順＞ 
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c. 優先順位 

計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.15.2.1(2)計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合(b)パラメータ監視の手順＞ 
＜添付十：第 1.15.3 表 代替パラメータによる主要パラメータの推定＞ 

 

 

1.15.2.2 計器電源喪失時の手順等 

(1) 代替電源（交流）からの給電 

a. 空冷式非常用発電装置からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.15.2.2(1)a. 全交流動力電源喪失時の代替電源の供給＞ 
＜添付十：1.14.2.1 代替電源（交流）による給電手順等＞ 
 

(2) 代替電源（直流）からの給電 

a. 蓄電池（安全防護系用）又は電源車及び可搬式整流器からの給電【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.15.2.2(1)b. 直流電源喪失時の代替電源の供給＞ 
＜添付十：1.14.2.2 代替電源（直流）による給電手順等＞ 
 

(3) 可搬型バッテリからの給電 

a. 可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）からの給電【自主対策】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)c. 計測に必要な計器電源が喪失した場合の手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.2.2(1)d. 可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）による電源の供給＞ 
 

(4) 可搬型計測器による計測又は監視【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)c. 計測に必要な計器電源が喪失した場合の手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.2.2(1)c. 可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視＞ 
 

(5) 優先順位 

計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の手順等として、優先順位を明確にしていることを以下により確認した。 
＜添付十：1.15.2.2(1) 全交流動力電源喪失及び直流電源喪失＞ 

 

1.15.2.3 パラメータ記録の手順等【技術的能力】 

確認項目１）、２）①～③については、以下により対策と設備、手順等の方針を確認した。 
＜添付十：1.15.1(2)d. 重大事故等時のパラメータを記録する手段及び設備＞ 
＜添付十：1.15.3 重大事故時等のパラメータを記録する手順＞ 
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表２ 自主対策における多様性拡張設備 

設備名 申請者が多様性拡張設備に位置付けた理由 

当該パラメータの常用計器（他チャン

ネル又は他ループ）及び常用代替計器 

重大事故等対処設備に要求される耐震性又は耐環境性がないか、若しくは電源が非常用電源から供

給されていないものの、使用可能な場合は事故対応時に有効な手段となり得る。 

例）炉心出口温度（0～650℃）は、1次系冷却材高温側温度（広域）の常用代替監視パラメータであ

り、可搬型計測器を接続することで、約 1,300℃まで計測可能となる。 

 

可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射

線監視盤） 

代替電源による給電ができない場合において、バッテリの容量に限度があるものの、炉外核計装盤又

は放射線監視盤の専用電源とすることで、格納容器内高レンジエリアモニタ、炉外中性子束の重要監

視パラメータの定期的な傾向監視を行う手段となり得る。 

プラント計算機（計算機運転日誌、警

報記録） 

重大事故等対処設備に要求される耐震性としては十分ではないものの、設備が健全である場合は重

大事故等の対処に必要となる監視パラメータの警報状態及びプラントトリップ状態を記録する手段

となり得る。 

 

表３ 重大事故等対処設備により計測する重要監視パラメータ 

重要監視パラメータ 

 

主要パラメータ（代表）（※1） 

（計測範囲） 

設計基準事故時

の値 

代替パラメータ（代表）（※2） 

主要パラメータを計測する計器に故障の

疑いがある場合 

主要パラメータを計測する計器の計測範囲を超えた場

合（※3） 

原子炉圧力容器内の

温度 

1 次冷却材高温側温度（広域） 

（0～400℃） 
342℃ 主要パラメータの他ループ 

炉心損傷の判断値（350℃）を監視可能。さらに可搬型

計測器にて 0～500℃まで計測可能。 

原子炉圧力容器内の

圧力 

1 次冷却材圧力 

（0～20.6MPa（※4）) 
17.8MPa 主要パラメータの他チャンネル 

重大事故等時において、1次系最高使用圧力（17.16MPa)

の 1.2 倍（20.59MPa)を監視可能。 

原子炉圧力容器内の

水位 

加圧器水位 

（0～100%） 
85%以下 

主要パラメータの他チャンネル 

原子炉水位 

重大事故等時において、加圧器の下部に位置する原子

炉容器水位計にて原子炉容器頂部から底部まで監視可

能。 

原子炉圧力容器への

注水量 

恒設代替低圧注水積算流量 

（0～160m3/h） 
－ 燃料取替用水ピット水位 

重大事故等時の恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉

圧力容器への注水流量（0～130m3/h）を監視可能。 

 

 

原子炉格納容器への

注水量 

恒設代替低圧注水積算流量 

（0～160m3/h） 
－ 燃料取替用水ピット水位 

重大事故等時の恒設代替低圧注水ポンプによる原子炉

圧力容器への注水流量（0～130m3/h）を監視可能。 

                                                   
（※1）複数ある主要パラメータの代表を記載。 

（※2）複数ある代替パラメータの代表を記載。 

（※3）計測範囲を超えない場合は、その理由を記載。 

（※4）圧力はゲージ圧。以下、この表において同じ。 



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.15-17 

重要監視パラメータ 

 

主要パラメータ（代表）（※1） 

（計測範囲） 

設計基準事故時

の値 

代替パラメータ（代表）（※2） 

主要パラメータを計測する計器に故障の

疑いがある場合 

主要パラメータを計測する計器の計測範囲を超えた場

合（※3） 

 

原子炉格納容器内の

温度 

格納容器内温度 

（0～220℃） 
132℃ 主要パラメータの他チャンネル 

重大事故等時の格納容器最高温度（144℃）を監視可能

（さらに可搬型計測器にて計測可能）。 

原子炉格納容器内の

圧力 

格納容器圧力 

（-50～450kPa） 
308kPa 

主要パラメータの他チャンネル 

（0～1.5MPa） 

重大事故等時において、格納容器最高使用圧力

（390kPa）の倍（0.780MPa）を AM 用格納容器圧力にて

監視可能。 

原子炉格納容器内の

水位 
原子炉下部キャビティ水位（※1） － 格納容器再循環サンプ水位（広域） 

重大事故等時において、必要な水量が原子炉下部キャ

ビティ室にあることを監視可能。 

原子炉格納容器内の

水素濃度 

格納容器水素濃度 

（0～20vol%） 
－ 

主要パラメータの予備 

PAR 温度監視装置 

イグナイタ温度監視装置 

重大事故等時において、ジルコニウム－水反応等によ

る水素濃度（13vol%）を監視可能。 

アニュラス部の水素

濃度 

アニュラス水素濃度 

（0～20vol%） 
－ 

主要パラメータの予備 

（0～20vol%） 

重大事故等時において、変動範囲（0～1vol%）を監視可

能。計測範囲は、可搬型格納容器水素ガス濃度と同様。 

 

原子炉格納容器内の

放射線量率 

格納容器内高レンジエリアモニタ（高

レンジ） 

（103～108mSv/h） 

(105mSv/h) 主要パラメータの他チャンネル 炉心損傷の判断値（105mSv/h）を監視可能。 

未臨界の維持又は監

視 

出力領域中性子束 

（0～120%） 

定格出力の約 35

倍 
主要パラメータの他チャンネル 

設計基準事故（制御棒飛び出し）初期は中性子束が急

激に上昇し、一時的に計測範囲を超えるが、負のドッ

プラフィードバック効果により抑制され急峻に低下す

るため、現状の計測範囲で事故対応が可能。重大事故

等時も同様。 

最終ヒートシンクの

確保 

格納容器再循環ユニット入口温度／出

口温度（SA）（0～200℃)  
－ 

主要パラメータの他チャンネル 

格納容器内温度 

格納容器圧力 

重大事故等時の格納容器最高温度（144℃）を監視可能。

さらに格納容器内温度及び格納容器圧力の低下により

除熱状態を監視可能。 

格納容器バイパスの

監視 

蒸気発生器狭域水位 

（0～100%） 
－ 蒸気発生器広域水位 

重大事故時の蒸気発生器水位の変動を蒸気発生器水位

（水位）にて監視可能。蒸気発生器水位（水位）の上昇

により蒸気発生器伝熱管破損を推定。 

水源の確保 
燃料取替用水タンク水位 

（0～100%） 
100% 格納容器再循環サンプ水位（広域） 重大事故等時において、水位（0～100%）を監視可能。 

 

 

                                                   
（※1）申請者は、商業機密のため、非公開としている。 
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Ⅰ 要求事項の整理 
 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、原子炉制御室の居住性等のための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．１６原子炉制御室の居

住性等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順

等 

発電用原子炉設置者において、原子炉制御室に

関し、重大事故が発生した場合においても運転

員がとどまるために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

１ 「運転員がとどまるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置（原子炉制御室の遮蔽設計及び換気設計に加えてマネジメント（マスク及びボンベ等）により対応

する場合）又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）重大事故が発生した場合においても、放射線防護措置等により、運転員がとどまるために必要な手順等を整備すること。 

ｂ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）が、代替交流電源設備からの給電を可能とする手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

 
＜設置許可基準規則第５９条＞（原子炉制御室） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 
 （原子炉制御室） 

第五十九条 第二十六条第一項の規定により設

置される原子炉制御室には、重大事故が発生

した場合においても運転員がとどまるために

必要な設備を設けなければならない。 

第５９条（原子炉制御室） 

１ 第５９条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性について、次の要件を満たすものであること。 

  ① 本規程第３７条の想定する格納容器破損モードのうち、原子炉制御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンス

（例えば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧力逃がし装置等の格納容器破損防止対策が有効に機能した場合）を想定すること。 

  ② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための体制を整備すること。 

  ③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための体制を整備すること。 

  ④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えないこと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下において、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリング及び作業服の着替え等を

行うための区画を設けること。 

 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

該当なし 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 
1.16.1 対応手段と設備の選定 

重大事故が発生した場合においても運転員が原子炉制御室にとどまるために申請者が計画する設備及び手順等が、第５９条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１６項（以下「第５９条等」という。）

における要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 
 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第５９条等」に示されてい

る要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する

方針であることを確認する。 

 

 

 

１）重大事故等が発生した場合においても運転員が中央制御室にとどまるために必要な対応手段及び重大事故等対処設備を選定するとしてお

り、「第５９条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２) 「第５９条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、多様性拡張設備※ １を選定するとしており、申請者が自主的に

上記以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をより確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第５９条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第５９条等による要求事項に基づき、対応手段として、原子炉制御室の居住性を確保するための手順及び汚染の持ち込みを防止するた

めの手順を選定しており、機能喪失原因対策分析は実施していない。 

選定にあたっては、交流動力電源が健全な場合又は喪失した場合に使用可能な手段を選定していることを確認した。 

 

２）第５９条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

  

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第５９条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としている。 

① 中央制御室遮蔽による適切な遮蔽、中央制御室非常用循環ファン、中央制御室空調ファン、中央制御室循環ファン、中央制御室非

常用循環フィルタユニットによる室内の適切な空調管理のための設備及び手順等。 

② 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計による中央制御室内の濃度を確認するための設備及び手順等。 

③ 運転員の全面マスク着用及び運転員の交代により、運転員の被ばく線量が実効線量において 7日間で 100mSv を超えないための体制

の整備。 

④ チェンジングエリア用資機材により、中央制御室の外側からの汚染の持ち込みを防止するためにチェンジングエリアを設ける設備

及び手順等。 

⑤ 空冷式非常用発電装置からの給電により、中央制御室用の空調及び照明を維持するための設備及び手順等（※ ）。 

 

※代替電源に関する設備及び手順等については、＜添付十：「１．１４ 電源の確保に関する手順等」＞において整理 

 

 また、原子炉制御室の居住性等に関する手順等については、有効性評価（第３７条）において、位置づけられた重大事故対処設備及び

手順等が含まれていないことを確認した。 

 

これらの確認結果から、重大事故が発生した場合においても、運転員が原子炉制御室にとどまるために申請者が計画する設備及び手順

等が、第５９条等における各々の要求事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であることを確認した。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

 

      ○「第５９条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ 第５９条（原子炉制御室） 

１ 第５９条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 

ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源設備からの給

電を可能とすること。 

 

 

 ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性について、次の

要件を満たすものであること。 

  ① 本規程第３７条の想定する格納容器破損モードのうち、原子炉制御室の

運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事

故シーケンス（例えば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧力逃がし装置

等の格納容器破損防止対策が有効に機能した場合）を想定すること。 

 

  ② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のた

めの体制を整備すること。 

  ③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための体制

を整備すること。 

  ④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えないこと。 

 

 

 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下において、原

子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリング及び作業服の着

替え等を行うための区画を設けること。 

 

 

 

 

 

 

ａ）中央制御室空調装置の運転手順として、全交流電源が喪失した場合

の手順を整備すること、また、代替交流電源により給電可能な中央制

御室可搬型照明により照明を確保する手順を整備することを確認し

た。 

 

ｂ） 

① 中央制御室内での運転員等の被ばくによる実効線量については、運

転員等の被ばくの観点から、最も結果が厳しくなる事故収束に成功し

たシーケンスとして、過圧破損（大破断LOCA＋ECCS注入失敗＋格納容

器スプレイ失敗）を想定していることを確認した。 

 

②③ 運転員のマスクの着用のための手順等及び運転員の交代のための

体制を整備する方針であることを確認した。 

 

 

④ ①の事故シーケンスを想定し、遮蔽、空調管理、全面マスクの着用

及び運転員の交代を考慮した上で、7日間で約12mSvと評価しているこ

とを確認した。 

 

ｃ）原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第１０条特定事

象が発生した場合には、中央制御室への汚染の持ち込みを防止するた

め、身体サーベイ、防護具の着替え等を行うためのチェンジングエリア

を設置する手順を整備する方針であることを確認した。 

 

【技術的能力】※３ １ 「運転員がとどまるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置（原子炉制

御室の遮蔽設計及び換気設計に加えてマネジメント（マスク及びボンベ等）によ

り対応する場合）又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等

をいう。 
 

以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 
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ａ）重大事故が発生した場合においても、放射線防護措置等により、運転員がと

どまるために必要な手順等を整備すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｂ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）が、代替交流電源設備からの給電

を可能とする手順等（手順及び装備等）を整備すること。 
 

ａ） 

① 中央制御室遮蔽による適切な遮蔽、中央制御室非常用循環ファン、中

央制御室空調ファン、中央制御室循環ファン、中央制御室非常用循環フ

ィルタユニットによる室内の適切な空調管理のための設備及び手順等。 

② 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計による中央制御室内の濃度を確認

するための設備及び手順等。 

③ 運転員の全面マスク着用及び運転員の交代により、運転員の被ばく線

量が実効線量において 7日間で 100mSv を超えないための体制の整備。 

④ チェンジングエリア用資機材により、中央制御室の外側からの汚染の

持ち込みを防止するためにチェンジングエリアを設ける設備及び手順

等。 

 

ｂ） 

⑤ 空冷式非常用発電装置からの給電により、中央制御室用の空調及び照

明を維持するための設備及び手順等（※ ）。 

 

※代替電源に関する設備及び手順等については、＜添付十：「１．１４ 

電源の確保に関する手順等」＞において整理 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第５９条のうち、設備等の設置に関する要求事項、※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項、※３；【技術的能力】：重大事故等防 

止技術的能力基準１．１８ 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順 

       なし 

      ※ただし、中央制御室内での運転員等の被ばくによる実効線量について、運転員等の被ばくの観点から、最も結果が厳しくなる事故収束に成功したシーケンスとして、過圧破損（大破断 LOCA＋ECCS

注入失敗＋格納容器スプレイ失敗）を想定している。 
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1.16.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第５９条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第５９条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５９条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。 

具体的な個別手順の確認内容については、1.16.2.1及び1.16.2.2に示す。 

 

１）対策と設備 

第５９条等に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

a. 中央制御室遮蔽、中央制御室非常用循環ファン等の中央制御室空調装置により、重大事故時に環境に放出された放射性物質による

放射線被ばくから運転員等を防護し居住性を確保。そのために、中央制御室遮蔽、中央制御室非常用循環ファン等を重大事故等対処

設備として位置付ける。また、運転員等の全面マスクの着用のための手順等及び運転員の交代のための体制を整備し、事故シーケン

スを想定した上で、運転員の被ばく線量が実効線量において7日間で100mSvを超えないようにする。 

b. 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計により中央制御室内の濃度を確認。そのために、酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

c. 可搬型照明（SA）により中央制御室の照明を確保。そのために、可搬型照明（SA）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

d. チェンジングエリアを設けることにより、中央制御室への汚染の持ち込みを防止する。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順着

手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手の判

断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていること、

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

a. 中央制御室空調装置の運転手順等 

(a) 交流動力電源が正常な場合 

非常用炉心冷却設備作動信号発信又は中央制御室エリアモニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信が確認された場合

には、中央制御室非常用循環ファン等で構成する中央制御室空調装置の起動の手順に着手する。この手順では、中央制御室非常用循

環ファンの起動、中央制御室外気取入れライン及び中央制御室排気ラインの全てのダンパの閉止、中央制御室換気系隔離モードの運

転を中央制御室において1名で確認する。 

(b) 全交流動力電源が喪失した場合 

全交流動力電源喪失により、中央制御室空調装置が中央制御室換気隔離モードにできない場合には、中央制御室非常用循環系の起

動操作の手順に着手する。この手順では、中央制御室非常用循環系を運転するため、現場でのダンパの開操作を計3名により約60分
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。 で実施する。 

 

b. 重大事故等時の全面マスク等の着用手順 

 重大事故が発生し、炉心出口温度等により炉心損傷が予想される事態となった場合、炉心損傷の兆候が見られた場合等には、運転員

等の内部被ばくを低減するために全面マスクの着用及び運転員事故時勤務体制へ移行する手順に着手する。この手順では、中央制御室

にとどまる運転員等が全面マスクを着用する。 

 

c. 中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順 

中央制御室空調装置が中央制御室換気系隔離モードとなった場合には、中央制御室内の酸素及び二酸化炭素濃度の測定を行う手順に

着手する。この手順では、中央制御室の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定を1名で実施する。 

 

d. 中央制御室の照明を確保する手順 

中央非常用照明が使用できない場合には、可搬型照明（ＳＡ）による中央制御室の照明を確保する手順に着手する。この手順は、中

央制御室において照明を確保するもので、1名により実施する。 

 

 e. チェンジングエリアの設置及び運用手順 

原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第１０条特定事象が発生した場合には、中央制御室への汚染の持ち込みを防止

するため、身体サーベイ、防護具の着替え等を行うためのチェンジングエリアを設置する手順に着手する。この手順では、チェンジン

グエリアを恒設化し、使用準備を1名により約27分で実施する。 

 

③作業環境等 

可搬型照明（ＳＡ）の保管、配備のための手順等を整備していること、中央制御室内の作業環境確保のため、中央制御室に汚染を持

ち込まないようにするための手順等を整備していること、現場作業となる中央制御室非常用循環系ダンパ開作業等について作業環境

（作業空間、温度等）に支障がないことを確認した。 

  

 

b. 第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認する。 

 

原子炉制御室の居住性等に関する手順等については、有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策はないことを確認した。 

なお、中央制御室内での運転員等の被ばくによる実効線量について、運転員等の被ばくの観点から、最も結果が厳しくなる事故収束に

成功したシーケンスとして、過圧破損（大破断LOCA＋ECCS注入失敗＋格納容器スプレイ失敗）を想定していることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順着

手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手の判

断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていること、

作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。 
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(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的な

要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になって

いることを確認する。 

 

 重大事故が発生した場合に運転員等が原子炉制御室にとどまるために計画する各々の手順等については、それそれ異なる要求事項を満足

するために整備されたものであり、優先順位等は設定されていないことを確認した。 

 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方針

であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されていること、

多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを確認す

る。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認する。 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、重大事故等が発生した場合においても運転員等が中央制御

室にとどまるため以下の多様性拡張設備及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

中央制御室内の照明確保のための設備を用いた主な手順等として、設備が健全である場合、中央非常用照明は通常時に使用する設備で

あり、継続して使用するとしていることを確認した。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.16.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 
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1.16.2.1 居住性を確保するための手順 

(1) 中央制御室空調装置の運転手順 

a. 交流動力電源が正常な場合【技術的能力（第５９条等）、有効性評価（第３７条）】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.1(1)a.交流動力電源が正常な場合＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

b. 全交流動力電源が喪失した場合【技術的能力（第５９条等）、有効性評価（第３７条）】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.1(1)b.全交流動力電源が喪失した場合＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

(2) 重大事故等時の全面マスク等の着用手順【技術的能力（第５９条等）、有効性評価（第３７条）】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.1(4)a.重大事故等時の全面マスクの着用手順＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
   
(3) 中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順【技術的能力（第５９条等）】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.1(3)中央制御室の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.16.5 中央制御室換気系各理事の酸素濃度及び二酸化炭素濃度について ＞ 
 
(4) 中央制御室の照明を確保する手順 

a. 可搬型照明（SA）による照明【技術的能力（第５９条等）】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.1(2)中央制御室の証明を確保する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.16.7 中央制御室の可搬型照明（ＳＡ）について＞ 

 
b. 中央非常用照明による照明【自主対策】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 
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(5)優先順位 

＜添付十：1.16.2.1(6) 優先順位＞ 

 
 
1.16.2.2 汚染の持ち込みを防止するための手順等 

(1) チェンジングエリアの設置及び運用手順【技術的能力（第５９条等）、自主設備】 

＜添付十：1.16.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.16.2.2(1)チェンジングエリアの設置手順＞ 

＜添付十：第 1.16.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.16.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 
(2)優先順位 

＜添付十：1.16.2.2(2)優先順位＞ 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．１７及び設置許可基準規則第６０条） 

 

Ⅰ 要求事項の整理 ........................................................................................................................................................................... 1.17-2 

Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 ....................................................................................................................................... 1.17-4 

1.17.1 対応手段と設備の選定 .................................................................................................................................................................. 1.17-4 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 ........................................................................................................................................................... 1.17-4 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 ............................................................................................................................................................. 1.17-5 

1.17.2 重大事故等時の手順等 ................................................................................................................................................................. 1.17-10 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について ................................................................................................................................................ 1.17-10 

a. 第６０条等の規制要求に対する設備及び手順等 ........................................................................................................................................... 1.17-10 

(2) 優先順位について ...................................................................................................................................................................... 1.17-12 

(3) 自主的対策のための設備及び手順等について .............................................................................................................................................. 1.17-13 

1.17.2.1 放射性物質の濃度及び放射線量の測定の手順等 ......................................................................................................................................... 1.17-15 

(1) モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定【技術的能力】 ...................................................................................................... 1.17-15 

(2) 可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定【技術的能力】 ........................................................................................................................ 1.17-16 

(3) 可搬型エリアモニタによる放射線量の測定【技術的能力】 .................................................................................................................................. 1.17-16 

(4) 放射性物質の濃度の代替測定【技術的能力】 .............................................................................................................................................. 1.17-16 

a. 可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の代替測定【技術的能力】 ........................................................................................................... 1.17-16 

b. 移動式放射能測定装置（モニタ車）による空気中の放射性物質の濃度の測定【自主対策】 ..................................................................................................... 1.17-16 

(5) 可搬型放射線計測器等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定 .......................................................................................................................... 1.17-16 

a. 可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 ................................................................................................... 1.17-16 

b. 可搬型放射線計測器による水中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 ....................................................................................................... 1.17-17 

c. 可搬型放射線計測器による土壌中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 ..................................................................................................... 1.17-17 

d. 海上モニタリング測定【技術的能力及び自主対策】 ....................................................................................................................................... 1.17-17 

(6) バックグラウンド低減対策等 ............................................................................................................................................................ 1.17-17 

a. モニタリングステーション及びモニタリングポストのバックグラウンド低減対策【技術的能力】 ............................................................................................... 1.17-17 

b. 放射性物質の濃度測定時のバックグラウンド低減対策【技術的能力】 ....................................................................................................................... 1.17-17 

c. 敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制【技術的能力】 ..................................................................................................................... 1.17-17 

(7） 優先順位 ............................................................................................................................................................................. 1.17-18 

1.17.2.2 風向、風速その他の気象条件の測定の手順等 ........................................................................................................................................... 1.17-18 

(1) 可搬型気象観測装置による気象観測項目の代替測定【技術的能力】 .......................................................................................................................... 1.17-18 

(2) 気象観測設備による気象観測項目の測定【自主対策】 ...................................................................................................................................... 1.17-18 

(3) 優先順位 .............................................................................................................................................................................. 1.17-18 

1.17.2.3 モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源（交流）から給電する手順等【技術的能力及び自主対策】 ................................................................. 1.17-18 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、監視測定等に関する手順等について以下のとおり要求している。 

あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準 1.17 監視測定等に関する

手順等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準 1.17 監視測定等に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

1.17 監視測定等に関する手順等 

１ 発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生した

場合に工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）

において発電用原子炉施設から放出される放射性物質

の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその

結果を記録するために必要な手順等が適切に整備され

ているか、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

２ 発電用原子炉設置者は、重大事故等が発生した場合に

工場等において風向、風速その他の気象条件を測定し、

及びその結果を記録するために必要な手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切に示され

ていること。 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な手順

等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）重大事故等が発生した場合でも、工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）において、モニタリング設備等により、発電用原子炉施設から放出さ

れる放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な手順等を整備すること。 

ｂ）常設モニタリング設備が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 

ｃ）敷地外でのモニタリングは、他の機関との適切な連携体制を構築すること。 

 

２ 事故後の周辺汚染により測定ができなくなることを避けるため、バックグラウンド低減対策手段を検討しておくこと。 

 

＜設置許可基準規則第 60 条＞（監視測定設備） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

（監視測定設備） 

第六十条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し

た場合に工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含

む。）において発電用原子炉施設から放出される放射

性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並

びにその結果を記録することができる設備を設けな

ければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に

工場等において風向、風速その他の気象条件を測定

し、及びその結果を記録することができる設備を設け

なければならない。 

第６０条（監視測定設備） 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録することができる設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）モニタリング設備は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損が発生した場合に放出されると想定される放射性物質の濃度及び放射線量を測定でき

るものであること。 

ｂ）常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪失しても代替し得る十分な台数のモニタリングカー又は可搬型代替モニタリング設備を配備す

ること。 

ｃ）常設モニタリング設備は、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 
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＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 

有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 
該当なし 
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Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.17.1 対応手段と設備の選定 

 

重大事故等が発生した場合に発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）において原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録すること、また、風向、風

速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録するために申請者が計画する設備及び手順等が、第６０条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１７項（以下「第６０条等」という。）における要求事項に対応し、か

つ、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第 60 条等」に示されて

いる要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施す

る方針であることを確認する。 

 

 

 

１）重大事故が発生した場合に、以下に掲げる事項のために必要な対応手段及び重大事故対処設備を選定するとしており、「第60条等」に示され

た要求事項と一致していることを確認した。 

 

a)重大事故等が発生した場合に、発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃

度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録する。 

 

b)重大事故等が発生した場合に、発電所において風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録する。 

 

２） 「第 60 条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※ １を選

定するとしており、申請者が、更なる対策の抽出を行い、自主的に上記以外の設備及び手順等を整備することにより、重大事故等への対処をよ

り確実に実施する方針であることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラント状

況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果  

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪失

の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に対

応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定され

ていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障に直

接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されていることを

確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認する。

（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2 次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第６０条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

  また、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対

処設備及び手順等が含まれているか確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第 60 条等による要求事項に基づき、重大事故等が発生した場合に、発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）において発電用

原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な手順を選定す

るとしていること、さらに、重大事故等が発生した場合に、発電所において風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録

するために必要な手順を選定するとしていることから、機能喪失原因対策分析は実施していないことを確認した。 

 

２）第 60条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第 60 条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としていることを確認した。 

① モニタリングステーション又はモニタリングポストが機能喪失した場合に、可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定及

びその結果を記録するための設備及び手順等。 

② 移動式放射能測定装置（モニタ車）が機能喪失した場合に、可搬型放射線計測装置による放射性物質の濃度の代替測定及びその結果

を記録するための設備及び手順等。 

③ 発電所及びその周辺（周辺海域含む。）において、可搬型放射線計測装置により、発電所から放出される放射性物質の濃度及び放射線

量の測定とその結果を記録するための設備及び手順等。 

④ 気象観測設備が機能喪失した場合に可搬型気象観測設備による風向、風速その他の気象条件の代替測定及びその結果を記録するため

の設備及び手順等。 

⑤ 代替交流電源設備である電源車（緊急時対策所用）から給電により、モニタリングステーション及びモニタリングポストでの放射線量

の監視、測定を継続するための設備及び手順等（※1） 

⑥ 敷地外でのモニタリングについては、国、地方公共団体と連携して策定されるモニタリング計画に従って実施する体制の構築。 

⑦ バックグラウンド低減対策により、事故後の周辺汚染による測定不能状態を回避するための手順等。 

 

なお、有効性評価（第３７条）において位置づけられた重大事故対処設備及び手順等がないことを確認した。 

 

 

  

                                                   
（※1）代替電源に関する設備及び手順等については、「１．１８ 緊急時対策所及びその居住性に関する手順等」において整理。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第 60条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ １ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及

び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録することができる

設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備をいう。 

 

 ａ）モニタリング設備は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損が発

生した場合に放出されると想定される放射性物質の濃度及び放射線量を測

定できるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 60 条等に基づく要求事項に対応するために、以下の設備及び手順等

を整備するとしていることを確認した。 

 

 

 

ａ）以下に示す手順等に用いるモニタリング設備により、炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損が発生した場合に放出されると想定され

る放射性物質の濃度及び放射線量を測定するとしていることを確認し

た。 

○可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定 

モニタリングステーション又はモニタリングポストが機能喪失した

場合、可搬式モニタリングポストにより、放射線量を代替測定し、その

結果を記録する。そのために、可搬式モニタリングポストを重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

○可搬型エリアモニタによる放射線量の測定 

原子力災害対策特別措置法第１０条特定事象が発生した場合、緊急時

対策所内可搬型エリアモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモニタ

による放射線量の測定を行う。そのために、緊急時対策所内可搬型エリ

アモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモニタを重大事故等対処設

備として整備する。 

○放射性物質の濃度の代替測定 

移動式放射能測定装置（モニタ車）が機能喪失した場合には、可搬型

放射線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、NaI シ

ンチレーションサーベイメータ）により、放射性物質の濃度を代替測定

し、その結果を記録する。そのために、可搬型放射線計測装置（可搬式

ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、NaI シンチレーションサーベイ

メータ）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

○可搬型放射線計測器等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定 

可搬型放射線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ、ＺｎＳシンチレーションサー

ベイメータ及びβ線サーベイメータ）及び電離箱サーベイメータによ

り、発電所及びその周辺（周辺海域測定時は小型船舶に積載）において、

原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を測定し、そ

の結果を記録する。そのために、可搬型放射線計測装置（可搬式ダスト
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ｂ）常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪失しても代替し

得る十分な台数のモニタリングカー又は可搬型代替モニタリング設備を配

備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 ｃ）常設モニタリング設備は、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 

 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工場等において風向、

風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録することができる設備を設

けなければならない。 

サンプラ、汚染サーベイメータ、ＮａＩシンチレーションサーベイメー

タ、ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ及びβ線サーベイメータ）、

電離箱サーベイメータ及び小型船舶を重大事故等対処設備として新た

に整備する。 

 

ｂ） 

○可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定 

重大事故等時にモニタリングステーション又はモニタリングポスト

本体が機能喪失した場合、可搬式モニタリングポストによる放射線量の

代替測定を行うとしていることを確認した。 

なお、常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪失し

ても代替し得る十分な台数の可搬型代替モニタリング設備を配備する

ことについて、設置許可基準規則第 60 条の適合性確認の際に以下のと

おり確認している。 

 

ｃ） 

○モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源

（交流）から給電する手順等 

当該手順により、全交流動力電源喪失時は、代替電源（交流）により

常設モニタリング設備であるモニタリングステーション及びモニタリ

ングポストへ給電できるとしていることを確認した。 

 

２ 

以下に示す手順等に用いるモニタリング設備により、重大事故等が発生

した場合に工場等において風向、風速その他の気象条件を測定し、及びそ

の結果を記録することができる設備を設けるとしていることを確認した。 

 

○ 可搬型気象観測設備による気象観測項目の代替測定 

気象観測設備が機能喪失した場合、可搬型気象観測設備により風向、

風速その他の気象条件を代替測定し、その結果を記録する。そのために、

可搬型気象観測装置を重大事故等対処設備として新たに整備する。 
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【技術的能力】※３ １ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び

放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な手順等」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

手順等をいう。 

 

ａ）重大事故等が発生した場合でも、工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を

含む。）において、モニタリング設備等により、発電用原子炉施設から放出される

放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録す

るために必要な手順等を整備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）常設モニタリング設備が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）以下に示す手順等により、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損が発生した場合に放出されると想定される放射性物質の濃度及び放

射線量を測定するとしていることを確認した。 

○可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定 

モニタリングステーション又はモニタリングポストが機能喪失した

場合、可搬式モニタリングポストにより、放射線量を代替測定し、その

結果を記録する。そのために、可搬式モニタリングポストを重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

○可搬型エリアモニタによる放射線量の測定 

原子力災害対策特別措置法第１０条特定事象が発生した場合、緊急時

対策所内可搬型エリアモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモニタ

による放射線量の測定を行う。そのために、緊急時対策所内可搬型エリ

アモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモニタを重大事故等対処設

備として整備する。 

○放射性物質の濃度の代替測定 

移動式放射能測定装置（モニタ車）が機能喪失した場合には、可搬型

放射線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、NaI シ

ンチレーションサーベイメータ）により、放射性物質の濃度を代替測定

し、その結果を記録する。そのために、可搬型放射線計測装置（可搬式

ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、NaI シンチレーションサーベイ

メータ）を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

○可搬型放射線計測器等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定 

可搬型放射線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ、ＺｎＳシンチレーションサー

ベイメータ及びβ線サーベイメータ）及び電離箱サーベイメータによ

り、発電所及びその周辺（周辺海域測定時は小型船舶に積載）において、

原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を測定し、そ

の結果を記録する。そのために、可搬型放射線計測装置（可搬式ダスト

サンプラ、汚染サーベイメータ、ＮａＩシンチレーションサーベイメー

タ、ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ及びβ線サーベイメータ）、

電離箱サーベイメータ及び小型船舶を重大事故等対処設備として新た

に整備する。 
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ｃ）敷地外でのモニタリングは、他の機関との適切な連携体制を構築すること。 

 

 

 

 

 

２ 事故後の周辺汚染により測定ができなくなることを避けるため、バックグラ

ウンド低減対策手段を検討しておくこと。 

 

 

 

b)モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源

（交流）から給電する手順等 

当該手順により、全交流動力電源喪失時は、代替電源（交流）により

常設モニタリング設備であるモニタリングステーション及びモニタリ

ングポストへ給電できるとしていることを確認した。 

 

ｃ）敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制 

当該手順により、敷地外でのモニタリングについては、国、地方公共団

体と連携して策定するモニタリング計画に従って実施する体制を構築

するとしていることを確認した。 

 

２  

以下に示す手順等により、バックグラウンド低減対策を講じるとしてい

ることを確認した。 

a. モニタリングステーション及びモニタリングポストのバックグラ

ウンド低減対策 

b. 放射性物質の濃度測定時のバックグラウンド低減対策 

 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 60 条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準 1.17 

 

○設置許可基準３７条（有効性評価）で求められている手順；該当なし。 
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1.17.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第６０条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第６０条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６０条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果は以下のとおり。具体的な個別手順の確認内容については、

1.17.2.1(1)～(6)、1.17.2.2(1)～(2)、 1、11.2.3に示す。 

申請者は、第６０条等に基づく要求事項に対応するために、以下の設備及び手順等を整備するとしている。 

 

１）対策と設備 

a. モニタリングステーション又はモニタリングポストが機能喪失した場合、可搬型モニタリングポストにより、放射線量を代替測定し、

その結果を記録する。そのために、可搬型モニタリングポストを重大事故等対処設備として新たに整備する。 

b. 移動式放射能測定装置（モニタ車）が機能喪失した場合には、可搬型放射線計測器（GM 汚染サーベイメータ及び NaI シンチレーショ

ンサーベイメータ）及び可搬型ダストサンプラにより、放射性物質の濃度を代替測定し、その結果を記録する。そのために、可搬型放

射線計測器（GM汚染サーベイメータ及び NaI シンチレーションサーベイメータ）及び可搬型ダストサンプラを重大事故等対処設備とし

て新たに整備する。 

c. 可搬型放射線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、ＮａＩシンチレーションサーベイメータ、ＺｎＳシンチレーシ

ョンサーベイメータ及びβ線サーベイメータ）及び電離箱サーベイメータにより、発電所及びその周辺（周辺海域測定時は小型船舶に

積載）において、原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を測定し、その結果を記録する。そのために、可搬型放射

線計測装置（可搬式ダストサンプラ、汚染サーベイメータ、ＮａＩシンチレーションサーベイメータ、ＺｎＳシンチレーションサーベ

イメータ及びβ線サーベイメータ）、電離箱サーベイメータ及び小型船舶を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

d. 気象観測設備が機能喪失した場合、可搬型気象観測設備により風向、風速その他の気象条件を代替測定し、その結果を記録する。そ

のために、可搬型気象観測設備を重大事故等対処設備として新たに整備する。 

e. 代替交流電源設備である電源車（緊急時対策所用）から給電により、モニタリングステーション及びモニタリングポストでの放射線

量の監視、測定を継続するための設備及び手順等（※2） 

f. 敷地外でのモニタリングについては、国、地方公共団体と連携して策定するモニタリング計画に従って実施する体制を構築する。 

g. 重大事故等による周辺汚染に対しては、検出器等の養生、周辺土壌の撤去、樹木の伐採等により、モニタリングステーション、モニ

タリングポスト、可搬式モニタリングポストのバックグラウンドの低減対策を実施する。 

 

                                                   
（※2）代替電源に関する設備及び手順等については、「１．１８ 緊急時対策所及びその居住性に関する手順等」において整理。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

２）手順等の方針 

１）に掲げる設備を用いた主な手順等は以下のとおりとしていることを確認した。また、それぞれの手順における具体的な計測可能

なパラメータ等については「第1.17.2表 重大事故等対処に係る監視計器」に示されていることを確認した。 

 

①手順着手の判断基準及び②必要な人員等 

a.「モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定」の手段等 

モニタリングステーション及びモニタリングポストは、通常時から放射線量を連続測定し、その結果を記録する。モニタリングステ

ーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定は、手順を要するものではなく自動的な連続測定である。 

 

b.「可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定」のための手順等 

重大事故等が発生した後、モニタステーション又はモニタポストの放射線量の測定機能が喪失したことを中央制御室の指示値及び警報

表示により確認した場合には、可搬式モニタリングポストによる放射線量の代替測定の手順に着手する。この手順は、計 4名で可搬式モ

ニタリングポストを順次 6台配置する場合には約 3.5 時間で実施する。測定データは、緊急時対策所に自動伝送され、記録される。 

 

c.「可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の代替測定」のための手段等 

重大事故等が発生した後、移動式放射能測定装置（モニタ車）に搭載しているダスト・よう素サンプラ等が測定機能を喪失したことを

確認した場合には、可搬型放射線計測装置による空気中の放射性物質の濃度の測定の手順に着手する。この手順では、計 2名で車両にて

移動後、測定及び記録を行い、最も時間を要する場合においても 1箇所当たり約 75分で実施する。 

 

d.「可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の測定」のための手段等  

排気筒ガスモニタの指示値等により放射線量を確認し、測定が必要と判断した場合、空気中の放射性物質の濃度を測定する手順に着手

する。この手順では、計 2名で測定及び記録を行い、最も時間を要する場合においても 1箇所当たり約 75分で実施する。 

 

e.「可搬型放射線計測器等による水中の放射性物質の濃度の測定」のための手段等 

廃棄物処理設備排水モニタの指示値等により放射線量を確認し、排水に放射性物質が放出された場合、又はそのおそれがある場合に、

水中の放射性物質の濃度を測定する手順に着手する。この手順では、計 2名で測定及び記録を行い、約 95 分で実施する。 

 

 

 

f.「可搬型放射線計測器等による土壌中の放射性物質の濃度の測定」のための手段等 

排気筒ガスモニタ等の指示値等により放射線量を確認し、測定が必要と判断した場合には、土壌中の放射性物質の濃度を測定する手順

に着手する。この手順では、計 2名で測定及び記録を行い、最も時間を要する場合においても 1箇所当たり約 60 分で実施する。 

 

g.「海上モニタリング」のための手段等 

排気筒ガスモニタの指示値等により放射線量を確認し、モニタリングが必要と判断された場合には、小型船舶を用いた海上モニタリン

グの手順に着手する。この手順では、船舶の着水までの作業を計 4名で約 2時間で実施し、測定場所への移動、試料採取、測定及び記録

を含め計 4名で 1箇所当たり約 100 分で実施する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

h.「可搬型エリアモニタによる放射線量の測定」のための手段等 

原子力災害対策特別措置法第１０条特定事象と判断した場合、緊急時対策所内可搬型エリアモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモ

ニタによる放射線量を測定する手順に着手する。この手順では、計 2 名で 3 台配置する場合には約 45 分で実施する。測定データは、緊

急時対策所に自動伝送され、記録される。 

 

i.「可搬型気象観測装置による気象観測項目の代替測定」のための手段等 

気象観測設備の測定機能が喪失したことを中央制御室の指示値及び警報表示により確認した場合、可搬式気象観測装置による風向、風

速その他の気象条件の測定の手順に着手する。この手順では、装置の配置を計 6名、約 2時間で実施する。測定データは、緊急時対策所

に自動伝送され、記録される。 

 

j.「敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制」のための手段等 

敷地外でのモニタリングについては、国が立ち上げる緊急時モニタリングセンターにおいて、国、地方公共団体と連携して策定するモ

ニタリング計画に従って実施する。 

 

k.「バックグラウンド低減対策」のための手順等 

放射性物質放出のおそれがあると判断した場合、バックグラウンド低減対策の手順に着手し、モニタリングステーション、モニタリン

グポスト、可搬式モニタリングポストの検出器等の養生を実施する。また、バックグラウンド値が通常より高い場合には、設備の除染、

土壌の撤去、周辺樹木の伐採等により、バックグラウンド低減対策を実施する。 

 

 
 
(2) 優先順位について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になっ

ていることを確認する。 

 

  「放射性物質の濃度及び放射線量の測定」及び「風向、風速その他の気象条件の測定」について。優先順位等が示されていることを確認

した。 

詳細については、1.17.2.1(7)及び1.17.2.2(3)に示す。 
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(3) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを確

認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、放射線量等を監視測定について以下の多様性拡張設備及び

手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

（１）放射線量等の測定ためのための自主的な対策としての設備及び手順 

放射線量等の測定ための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確認結果については、

1.17.2.1(4)b.、1.17.2.1(5)b．、1.17.2.2(2)に示す。 

 

①対策と設備 

放射線量等の測定を行うための設備（表２ 自主対策における多様性拡張設備参照。）を用いた主な手順等の方針を以下のとおりとして

いる。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定」のための手順 

モニタステーション及びモニタポストは、通常時より放射線量を連続測定しているものであり、重大事故等発生時においてもその機能

が健全であれば継続して使用する。 

 

b.「移動式放射能測定装置（モニタ車）による空気中の放射性物質の濃度の測定」のための手順 

移動式放射能測定装置（モニタ車）は、通常時より放射性物質の濃度を測定しているものであり、重大事故等発生時においてもその機

能が健全であれば継続して使用する。 

 

c.「可搬型放射線計測器等による放射性物質の濃度及び放射線の測定」のための手順 

移動式放射能測定装置（モニタ車）に搭載している測定機器及び可搬型放射線計測装置の故障等の場合、重大事故等発生時においても

その機能が健全であれば Geγ線多重波高分析装置、可搬型 Geγ線多重波高分析装置、β線自動計数装置及び ZnS シンチレーション計

数装置による測定に着手する。 

 

d.「気象観測設備による気象観測項目の測定」のための手順 

気象観測設備は、通常時より風向、風速等の気象データを連続的に測定しているものであり、重大事故等発生時においてもその機能が

健全であれば継続して使用する。 

 

（２）放射線量等の測定の機能を回復させるための設備及び手順等 

 

放射線量等の測定の機能を回復させるための設備及び手順等についての主な確認結果については以下のとおり。具体的な個別手順の確

認結果については、1.17.2.2.3 に示す。 

 

①対策と設備 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

放射線量等の測定を行うための設備（表２ 自主対策における多様性拡張設備参照。）を用いた主な手順等の方針を以下のとおりとして

いる。 

 

②主な手順等及び手順着手の判断基準等 

a.「モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源（交流）から給電する手順等」 

・モニタリングステーション又はモニタリングポストの交流電源が喪失した場合、専用の無停電電源装置から給電を開始する。給電状況

は中央制御室において確認する。 

・代替交流電源設備（電源車（緊急時対策所用））から緊急時対策所を経由してモニタリングステーション又はモニタリングポストへの給

電が開始された場合には、専用の無停電電源装置から代替交流電源（電源車（緊急時対策所用））に切り替える。 

 

 

 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.17-15 

○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.17.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 

 

 
1.17.2.1 放射性物質の濃度及び放射線量の測定の手順等 

(1) モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定【技術的能力】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(1)モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 
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(2) 可搬式モニタリングポストによる放射線量の代替測定【技術的能力】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(2)可搬式モニタリングポストによる放射線量の代替測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.3 図 可搬式モニタリングポスト配置・測定のタイムチャート＞ 

 
(3) 可搬式モニタリングポストによる放射線量の測定【技術的能力】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(3)可搬式モニタリングポストによる放射線量の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.4 図 可搬式モニタリングポスト配置位置＞ 

＜添付十：第 1.17.5 図 可搬式モニタリングポストの設置・測定のタイムチャート＞ 

 

(4) 放射性物質の濃度の代替測定【技術的能力】 

a. 可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の代替測定【技術的能力】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(4)a.可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の代替測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.6 図 空気中の放射性物質の濃度測定のタイムチャート＞ 

 
 

b. 移動式放射能測定装置（モニタ車）による空気中の放射性物質の濃度の測定【自主対策】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(4)b.移動式放射能測定装置（モニタ車）による空気中の放射性物質の濃度の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 
(5) 可搬型放射線計測器等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定 

a. 可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(5)a.可搬型放射線計測器等による空気中の放射性物質の濃度の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.6 図 空気中の放射性物質の濃度測定のタイムチャート＞ 
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b. 可搬型放射線計測器による水中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(5)b.可搬型放射線計測器による水中の放射性物質の濃度の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.8 図 海水、排水の資料採取場所＞ 

＜添付十：第 1.17.9 図 水中の放射性物質の測定のタイムチャート＞ 
 

c. 可搬型放射線計測器による土壌中の放射性物質の濃度の測定【技術的能力及び自主対策】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(5)c.可搬型放射線計測器による土壌中の放射性物質の濃度の測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

d. 海上モニタリング測定【技術的能力及び自主対策】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(5)d.海上モニタリング測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.10 図 海上モニタリング測定のタイムチャート＞ 
 

(6) バックグラウンド低減対策等 

a. モニタリングステーション及びモニタリングポストのバックグラウンド低減対策【技術的能力】 

＜添付十：1.17.1(2)対応手段と設備の選定の結果＞ 

＜添付十：1.17.2.1(6)a.モニタリングステーション及びモニタリングポストのバックグラウンド低減対策＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.13 図 モニタポスト及びモニタステーションのバックグラウンド低減対策のタイムチャート＞ 

 

b. 放射性物質の濃度測定時のバックグラウンド低減対策【技術的能力】 

＜添付十：1.17.2.1(6)b.放射線物質の濃度測定のバックグラウンド低減対策＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

 

c. 敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制【技術的能力】 

＜添付十：1.17.2.1(6)c.敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制＞ 
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 (7） 優先順位 

＜添付十：1.17.2.1(1)モニタリングステーション及びモニタリングポストによる放射線量の測定＞ 

＜添付十：1.17.2.1(2)可搬型モニタリングポストによる放射線量の代替測定＞ 

＜添付十：1.17.2.1(4)放射性物質の濃度の代替測定＞ 

 
 

1.17.2.2 風向、風速その他の気象条件の測定の手順等 

(1) 可搬型気象観測装置による気象観測項目の代替測定【技術的能力】 

＜添付十：1.17.2.2(1)可搬型気象観測装置による気象観測項目の代替測定＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.17.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.17.13 図 可搬型気象観測装置の配置のタイムチャート＞ 

 

(2) 気象観測設備による気象観測項目の測定【自主対策】 

＜添付十：1.17.2.2(2)気象観測設備による気象観測項目の測定＞ 
 

(3) 優先順位 

＜添付十：1.17.2.2(1)可搬式気象観測装置による気象観測項目の代替測定＞ 
 
 
1.17.2.3 モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源（交流）から給電する手順等【技術的能力及び自主対策】 

＜添付十：1.17.2.3 モニタリングステーション及びモニタリングポストの電源を代替電源（交流）から給電する手順等＞ 

＜添付十：第 1.17.1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対象設備と整備する手順＞ 

＜添付十：1.14 電源の確保に関する手順等＞ 
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審査事項の整理と適合性確認結果等（重大事故等防止技術的能力基準１．１８及び設置許可基準規則第６１条） 

 

Ⅰ 要求事項の整理 ........................................................................................................................................................................... 1.18-2 

Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 ....................................................................................................................................... 1.18-4 

1.18.1 対応手段と設備の選定 .................................................................................................................................................................. 1.18-4 

（1） 対応手段と設備の選定の考え方 ......................................................................................................................................................... 1.18-4 

（2） 対応手段と設備の選定の結果 ........................................................................................................................................................... 1.18-5 

1.18.2 重大事故等時の手順等 .................................................................................................................................................................. 1.18-8 

1.18.2.1 居住性を確保するための手順等 ....................................................................................................................................................... 1.18-13 

(1) 緊急時対策所立ち上げの手順【技術的能力（第６１条等）】 ................................................................................................................................. 1.18-13 

a. 緊急時対策所空気浄化設備運転手順 ..................................................................................................................................................... 1.18-13 

b. 緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順 ................................................................................................................................. 1.18-13 

(2) 原子力災害対策特別措置法第 10 条事象発生時の手順 ....................................................................................................................................... 1.18-13 

a. 緊急時対策所エリアモニタ設置手順 ..................................................................................................................................................... 1.18-13 

(3) 重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する手順等【技術的能力（第６１条等）】 ....................................................................................................... 1.18-13 

a. 緊急時対策所にとどまる要員 ........................................................................................................................................................... 1.18-13 

b. 緊急時対策所加圧装置による空気供給準備手順 ........................................................................................................................................... 1.18-13 

c. 緊急時対策所加圧装置への切替準備手順 ................................................................................................................................................. 1.18-13 

d. 緊急時対策所加圧装置への切替手順 ..................................................................................................................................................... 1.18-13 

e. 緊急時対策所空気浄化設備への切替手順 ................................................................................................................................................. 1.18-14 

1.18.2.2 重大事故時等に対処するために必要な指示及び通信連絡に関する手順 ..................................................................................................................... 1.18-14 

(1) 緊急時対策所情報収集設備によるプラントパラメータ等の監視手順【技術的能力（第６１条等）】 ............................................................................................... 1.18-14 

(2) 重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料の整備【技術的能力（第６１条等）】 ..................................................................................................... 1.18-14 

(3) 通信連絡に関する手順等【技術的能力（第６１条等）】 ..................................................................................................................................... 1.18-14 

1.18.2.3 必要な数の要員の収容に係る手順等 ................................................................................................................................................... 1.18-14 

(1) 放射線管理 ............................................................................................................................................................................ 1.18-14 

a. 放射線管理用資機材の維持管理等 ....................................................................................................................................................... 1.18-14 

b. チェンジングエリアの設置及び運用手順 ................................................................................................................................................. 1.18-14 

c. 緊急時対策所空気浄化設備の切替手順 ................................................................................................................................................... 1.18-14 

(2) 飲料水、食料等 ........................................................................................................................................................................ 1.18-15 

1.18.2.4 代替電源設備からの給電手順等 ....................................................................................................................................................... 1.18-15 

(1) 緊急時対策所用発電機による給電 ........................................................................................................................................................ 1.18-15 

a. 緊急時対策用発電機準備手順 ........................................................................................................................................................... 1.18-15 

b. 緊急時対策用発電機起動手順 ........................................................................................................................................................... 1.18-15 

c. 緊急時対策用発電機への燃料（軽油）給油手順 ........................................................................................................................................... 1.18-15 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 
実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、緊急時対策所の居住性等のための手順等について以下のとおり要求している。 
あわせて、申請者の計画が、有効性評価（第３７条）において位置付けた重大事故等対処設備及び手順等を含み、適切に整備する方針であるかを確認するため、重大事故等防止技術的能力基準１．１８緊急時対策所のの

居住性等に関連する有効性評価における事故シーケンスグループ及び有効性評価で解析上考慮している対策を整理する。 
 
＜重大事故等防止技術的能力基準１．１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 
１．１８ 緊急時対策所の居住性等に関する手順

等 

 

発電用原子炉設置者において、緊急時対策所に

関し、重大事故等が発生した場合においても、重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要

員が緊急時対策所にとどまり、重大事故等に対

処するために必要な指示を行うとともに、発電

用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のあ

る場所と通信連絡し、重大事故等に対処するた

めに必要な数の要員を収容する等の現地対策本

部としての機能を維持するために必要な手順等

が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 
 

 
 
 

１ 「現地対策本部としての機能を維持するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
ａ）重大事故が発生した場合においても、放射線防護措置等により、重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまるために必要な手順等を整備するこ

と。 
ｂ）緊急時対策所が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 
ｃ）対策要員の装備（線量計及びマスク等）が配備され、放射線管理が十分できること。 
ｄ）資機材及び対策の検討に必要な資料を整備すること。 
ｅ）少なくとも外部からの支援なしに 1 週間、活動するための飲料水及び食料等を備蓄すること。 
 

２ 「重大事故等に対処するために必要な数の要員」とは、「重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも原子炉格納容器の破損等による工場

等外への放射性物質の拡散を抑制するための対策に対処するために必要な数の要員を含むものとする。 
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＜設置許可基準規則第６１条＞（原子炉制御室） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 
（緊急時対策所） 

第六十一条 第三十四条の規定により設置され

る緊急時対策所は、重大事故等が発生した場

合においても当該重大事故等に対処するため

の適切な措置が講じられるよう、次に掲げる

ものでなければならない。 

一 重大事故等に対処するために必要な指示

を行う要員がとどまることができるよう、

適切な措置を講じたものであること。 

二 重大事故等に対処するために必要な指示

ができるよう、重大事故等に対処するため

に必要な情報を把握できる設備を設けたも

のであること。 

三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために

必要な設備を設けたものであること。 

２ 緊急時対策所は、重大事故等に対処するた

めに必要な数の要員を収容することができる

ものでなければならない。 

 

第６１条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を備えたものをいう。 

ａ）基準地震動による地震力に対し、免震機能等により、緊急時対策所の機能を喪失しないようにするとともに、基準津波の影響を受けないこと。 

ｂ）緊急時対策所と原子炉制御室は共通要因により同時に機能喪失しないこと。 

ｃ）緊急時対策所は、代替交流電源からの給電を可能とすること。また、当該代替電源設備を含めて緊急時対策所の電源設備は、多重性又は多様性を有すること。 

ｄ）緊急時対策所の居住性が確保されるように、適切な遮蔽設計及び換気設計を行うこと。 

ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであること。 

① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故と同等とすること。 

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講じる場合を除き、対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとして評価すること。 

③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮してもよい。ただし、その場合は、実施のための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、対策要員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないこと。 

ｆ）緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下において、緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリング及び作業服の着替え等

を行うための区画を設けること。 

２ 第２項に規定する「重大事故等に対処するために必要な数の要員」とは、第１項第１号に規定する「重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員」に加え、少

なくとも原子炉格納容器の破損等による工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための対策に対処するために必要な数の要員を含むものとする。 

 

  

＜有効性評価における事故シーケンス等で必要となる対策（手順等）＞ 
有効性評価における事故シーケンスグループ等 有効性評価で解析上考慮している対策（手順等） 

該当なし 
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審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯 3・4号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 
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審査の視点及び確認事項（案） 確認結果（大飯 3・4号炉） 

（２）第３７条等の規制要求に対する設備及び手順等 

   

１）有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策とそのために

必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

 

２） １）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が

第４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

する。 
 

（２）原子炉制御室の居住性等に関する手順等については、有効性評価（第３７条）等において位置づけた対策はないことを確認した。 

 

２．優先順位について 

１）重大事故等防止技術的能力基準第４３条（手順等に関する共通的

な要求事項）等を踏まえて、優先すべき手順・操作等が明確になって

いることを確認する。 

 

  

緊急時対策所に関し、重大事故等が発生した場合においても当該重大事故等に対処するための適切な措置が講じられるよう計画する各々

の手順等については、それそれ異なる要求事項を満足するために整備されたものであり、優先順位等は設定されていないことを確認した。 

３．自主的対策のための設備及び手順等について 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

１） 

① 重大事故等への対処をより確実に実施するため、更なる対策の抽出を行い、発電所外との通信連絡を行うため又は居住性を確保する

ため以下の多様性拡張設備及び手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

①及び② 

a. 発電所外との通信連絡を行うための設備及び手順等 

発電所外との通信連絡を行うための設備は、以下のとおりとしている。 

設備が健全である場合、電力保安通信用電話設備、無線通話装置、社内TV会議システム、加入電話等を使用するとしており、その手

順は、「１．１９ 通信連絡に関する手順等」において記載のとおりとしている。 
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○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項（案） 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

  ※1.18.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 

a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器] 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 
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1.18.2.1 居住性を確保するための手順等 

(1) 緊急時対策所立ち上げの手順【技術的能力（第６１条等）】 

a. 緊急時対策所可搬型空気浄化設備運転手順 

＜添付十：1.18.1.1(2)対応手段と設備の選定結果＞ 

＜添付十：1.18.2.1(1)a.緊急時対策所可搬型空気浄化装置運転手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.4 図 緊急時対策所可搬型空気浄化装置運転タイムチャート＞ 

 
b. 緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順 

＜添付十：1.18.1.1(2)対応手段と設備の選定結果＞ 

＜添付十：1.18.2.1(1)c.緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.18.4－(6)＞ 
 

(2) 原子力災害対策特別措置法第 10 条事象発生時の手順 

 a. 緊急時対策所エリアモニタ設置手順 

＜添付十：1.18.1.1(2)対応手段と設備の選定結果＞ 

＜添付十：1.18.2.1(2)a.緊急時対策所内可搬型エリアモニタ及び緊急時対策所外可搬型エリアモニタ設置手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

 
 (3) 重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する手順等【技術的能力（第６１条等）】 

 a. 緊急時対策所にとどまる要員 

＜添付十：1.18.2.1(3)a.緊急時対策所にとどまる要員について＞ 

 
 b.空気供給装置による空気供給準備手順 

＜添付十：1.18.2.1(2)b.空気供給装置による空気供給準備手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.18.5 図 空気供給装置による空気供給準備タイムチャート＞ 

 
 c. 空気供給装置への切替準備手順 

＜添付十：1.18.2.1(3)b.空気供給装置への切替準備手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.7 図 空気供給装置への切替準備タイムチャート＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.18．2-(3)＞ 
 

d. 空気供給装置への切替手順 

＜添付十：1.18.2.1(3)c.空気供給装置への切替手順＞ 
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＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.18.8 図 空気供給装置への切替の概略系統図＞ 

＜添付十：第 1.18.9 図 空気供給装置への切替タイムチャート＞ 

 
e. 緊急時対策所可搬型空気浄化装置への切替手順 

＜添付十：1.18.2.1(3)d.緊急時対策所可搬型空気浄化装置への切替手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.18.3 図 緊急時対策所可搬型空気浄化装置運転及び空気供給装置による空気供給準備時の概略系統図＞ 

＜添付十：第 1.18.10 図 緊急時対策所可搬型空気浄化装置への切替タイムチャート＞ 

 
 
1.18.2.2 重大事故時等に対処するために必要な指示及び通信連絡に関する手順 

(1) 緊急時対策所情報収集設備によるプラントパラメータ等の監視手順【技術的能力（第６１条等）】 

＜添付十：1.18.1.1(2)対応手段と設備の選定結果＞ 

＜添付十：1.18.2.2(1)緊急時対策所情報収集設備によるプラントパラメータ等の監視手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.18.3 必要な情報を把握するための手順に関する補足説明＞ 
 
(2) 重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料の整備【技術的能力（第６１条等）】 

＜添付十：1.18.2.2(2)重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料の準備＞ 

 

 (3) 通信連絡に関する手順等【技術的能力（第６１条等）】 

＜添付十：1.18.2.2(3)通信連絡に関する手順等＞ 

 
 
1.18.2.3 必要な数の要員の収容に係る手順等 

(1) 放射線管理【技術的能力（第６１条等）】 

 a. 放射線管理用資機材の維持管理等 

＜添付十：1.18.2.3(1)a.放射線管理用資機材の維持管理等＞ 

 
   b. チェンジングエリアの設置及び運用手順 

 ＜添付十：1.18.2.3(1)b.チェンジングエリアの設置及び運用手順＞ 

 

c. 緊急時対策所空気浄化設備の切替手順 

＜添付十：1.18.2.3(1)c.緊急時対策所空気浄化設備の切替手順＞ 

＜添付十：第 1.18.12 図 緊急時対策所可搬型空気浄化装置の切替タイムチャート＞ 
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(2) 飲料水、食料等【技術的能力（第６１条等）】 

＜添付十：1.18.2.3(1)a.放射線管理用資機材の維持管理等＞ 
 
 
1.18.2.4 代替電源設備からの給電手順等 

(1) 電源車（緊急時対策所用）による給電【技術的能力（第６１条等）】 

 a. 電源車（緊急時対策用）準備手順 

＜添付十：1.18.2.4(1)a.電源車(緊急時対策用)準備手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.18.13 図 緊急時対策所 給電系統概略図＞ 

＜添付十：第 1.18.14 図 電源車(緊急時対策所用)準備タイムチャート＞ 
 
 b. 電源車（緊急時対策用）起動手順 

＜添付十：1.18.2.4(1)b.電源車(緊急時対策用)起動手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.13 図 緊急時対策所 給電系統概略図＞ 

＜添付十：第 1.18.15 図 電源車（緊急時対策所用）起動タイムチャート＞ 
 

c. 緊急時対策用発電機への燃料（軽油）給油手順 

＜添付十：1.18.2.4(1)c.緊急時対策用発電機への燃料(軽油)給油手順＞ 

＜添付十：第 1.18.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順＞ 

＜添付十：第 1.18.2 表 重大事故等対処に係る監視計器＞ 

＜添付十：第 1.18.17 図 タンクローリーによるアクセスルート＞ 

＜添付十：第 1.18.18 図 電源車(緊急時対策所用)燃料補給タイムチャート＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.18.5-(3) 5. 電源車(緊急時対策所用)の燃料補給および立ち上げについて＞ 
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大飯 3・4号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準１．１９及び設置許可基準規則第６２条） 

 

Ⅰ 要求事項の整理 ........................................................................................................................................................................... 1.19-2 

Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 ....................................................................................................................................... 1.19-3 

1.19.1 対応手段と設備の選定 .................................................................................................................................................................. 1.19-3 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 ........................................................................................................................................................... 1.19-3 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 ............................................................................................................................................................. 1.19-4 

1.19.2 重大事故等時の手順等 .................................................................................................................................................................. 1.19-6 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について ................................................................................................................................................. 1.19-6 

a. 第６２条等の規制要求に対する設備及び手順等 ............................................................................................................................................ 1.19-6 

(2) 自主的対策のための設備及び手順等について ............................................................................................................................................... 1.19-7 

1.19.2.1 発電所内の通信連絡 .................................................................................................................................................................. 1.19-9 

(1) 発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手順等【技術的能力、自主対策】 ............................................................................................. 1.19-9 

(2) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有する手順等【技術的能力、自主対策】 ....................................................................................... 1.19-9 

1.19.2.2 発電所外（社内外）との通信連絡 ...................................................................................................................................................... 1.19-9 

(1) 発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手順等【技術的能力、自主対策】 ................................................................................... 1.19-9 

(2) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外（社内外）の必要な場所で共有する手順等【技術的能力、自主対策】 ............................................................................. 1.19-9 

1.19.2.3 代替電源設備から給電する手順等【技術的能力】 ........................................................................................................................................ 1.19-9 
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Ⅰ 要求事項の整理 

 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「重大事故等防止技術的能力基準」という。）及び実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）において、重大事故等発生時の通信連絡に関する手順等について以下のとおり要求している。 

 

＜重大事故等防止技術的能力基準 1.19 通信連絡に関する手順等＞ 

重大事故等防止技術的能力基準 【解釈】 

１．１９ 通信連絡に関する手順等 

発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生

した場合において発電用原子炉施設の内外の通

信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ために必要な手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

１ 「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための手順等をいう。 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給電を可能とすること。 

ｂ）計測等行った特に重要なパラメータを必要な場所で共有する手順等を整備すること。 

 

＜設置許可基準規則第 62 条＞（通信連絡に関する手順等） 

設置許可基準規則 設置許可基準規則の解釈 

第６２条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連

絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げ

る措置又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

 

第６２条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給電を可能とすること。 

 

  



新規制基準適合性審査 確認事項（大飯 3・4号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  1.19-3 

Ⅱ 要求事項に対する審査の視点・審査確認事項と確認結果 

1.19.1 対応手段と設備の選定 

 

原子炉施設の内外の通信連絡をする必要がある場所との通信連絡を行うために申請者が計画する設備及び手順等が、第６２条及び重大事故等防止技術的能力基準１．１９項（以下「第６２条等」という。）における要求

事項に対応し、かつ、適切に整備される方針であるかを確認した。さらに、申請者が、自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方針であるかを確認した。 

 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１.対応手段と設備を選定するための考え方について 

 

１）対応手段と設備の選定の考え方が、「第 62 条等」に示されている

要求事項と一致していることを確認する。 

 

２）自主的な対応により重大事故等への対処をより確実に実施する方

針であることを確認する。 

 

 

 

１）重大事故等が発生した場合において、発電所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な対応手段と重大事故

等対処設備を選定するとしており、「第 62 条等」に示された要求事項と一致していることを確認した。 

 

２)「第 62 条等」に示された要求事項を踏まえ、重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対応手段及び多様性拡張設備※１

を選定するとしていることを確認した。 

 

※１ 多様性拡張設備；技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべてのプラント状況において使用することは困難であるが、プラン

ト状況によっては、事故対応に有効な設備。 
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(2) 対応手段と設備の選定の結果 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１．対応手段と設備の選定結果について 

 

１）対応手段の選定にあたり、フォールトツリー解析等により機能喪

失の原因分析を行っている場合、その分析結果を踏まえて網羅的に

対応手段が選定されているか確認する。 

 

①機能喪失原因対策分析で想定する故障想定が適切であることを確

認する。 

 

②機能喪失原因対策分析結果を踏まえ、対応手段が網羅的に選定さ

れていることを確認する。その際、少なくとも①で想定する故障

に直接関連する機器の機能喪失時の対応手段※が選定されている

ことを確認する。 

  また、対応策を講じない故障がある場合、その理由等を確認す

る。（例；1.2 高圧時冷却における主配管故障） 

 

 ※1.6 高圧時冷却であれば、対象となる設備は 2次冷却系からの除熱機能により

１次冷却材を冷却するための設備である補助給水ポンプ等であり、対応手段は 2

次冷却系からの除熱（注水）となる。FT 図では、通常の場合、ツリーの第１段目

に記載される。 

 

２）第６２条等における要求事項に対応した手順等が選定されている

か確認する。 

 

 

１）機能喪失原因対策分析結果を踏まえた選定結果の確認 

第 62 条等による要求事項に基づき、通信連絡を行うために必要な手段を選定しているが、その際に、機能喪失原因対策分析は実施して

いない。 

 

２）第 62条等に対応する主な重大事故等対処設備及び手順等についての確認結果を以下に示す。 

具体的な確認内容については、表１のとおり。 

 

第６２条等の要求事項に対応するため、以下の設備及び手順等を整備する方針としている。 

① 電源車（緊急時対策所用）又は空冷式非常用発電装置及び手順等。 

② 計測等行った特に重要なパラメータを発電所内外の必要な場所で共有するための設備及び手順等。 
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表１ 規制要求事項に対応する手順 

 

      ○「第 62条等」で求められている手順 

要求概要 確認結果 

【設備（配備）】※１ 第６２条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれと同

等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 

（【設備（措置）】※２ ） 

 ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給

電を可能とすること。 

 

 

 

通信連絡を行うために必要な設備について、必要な設備及び手順等が以下

のとおり整理されていることを確認した。 

 

 

 

 

○代替電源設備から給電する手順等 

衛星電話（固定）、衛星電話（可搬）、統合原子力防災ネットワークに接

続する通信連絡設備（ＴＶ会議システム、ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ）、緊

急時衛星通報システム、安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）、安全パ

ラメータ伝送システム及びＳＰＤＳ表示装置へ代替電源から給電するた

めの手順。 

 

 

 

 

○代替電源設備から給電する手順等 

 同上 

 

○発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手

順等 

○計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有

する手順等 

○発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ための手順等 

○計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外（社内外）の必要な場

所で共有する手順等 

これら４つの手順により、計測等を行った特に重要なパラメータの必

要な場所での共有を行う。 

【技術的能力】※３ １ 「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給電

を可能とすること。 

 

ｂ）計測等行った特に重要なパラメータを必要な場所で共有する手順等を整備す

ること。 

※１；【設備（設置/配備）】：設置許可基準規則第 62 条のうち、設備等の設置に関する要求事項 

※２；【設備（措置）】：【設備（設置/配備）】以外の要求事項 

※３；【技術的能力】：重大事故等防止技術的能力基準１．１９ 
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1.19.2 重大事故等時の手順等 

(1) 規制要求に対する設備及び手順等について 

a. 第６２条等の規制要求に対する設備及び手順等 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

１）第６２条等に基づく要求事項に対応するための対策とそのため

に必要な重大事故等対処設備を整備するとしていることを確認す

る。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６２条等の規制要求に対する設備及び手順等についての主な確認結果を以下のとおり。 

具体的な個別手順の確認内容については、1.19.2.2、1.19.2.3に示す。 

 

１）対策と設備 

第６２条に基づく要求事項に対応するために、以下の対策とそのための重大事故等対処設備を整備するとしている。 

 

a. 衛星電話（固定）、衛星電話（可搬）、統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備（ＴＶ会議システム、ＩＰ電話及びＩＰ－

ＦＡＸ）、緊急時衛星通報システム、安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）、安全パラメータ伝送システム及びＳＰＤＳ表示装置へ

給電。そのため、空冷式非常用発電装置、電源車（緊急時対策所用）、燃料油貯蔵タンク、重油タンク及びタンクローリーを重大事故等

対処設備として新たに整備する。 

 

b.  計測等を行った特に重要なパラメータの必要な場所での共有。そのため、統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備（TV

会議システム、IP電話、IP-FAX）を重大事故等対処設備として整備し、衛星電話（固定）、衛星電話（携帯）、衛星電話（可搬）及び携

行型通話装置等を重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

２）１）にて選定した重大事故等対処設備を用いた手順等の方針が第

４３条等に基づく要求事項に適合しているか。 

 

   ①選定した手順等毎に、重大事故等防止技術的能力基準第４３

条（手順等に関する共通的な要求事項）等を踏まえて、手順

着手の判断基準、具体的な計測可能なパラメータ、手順着手

の判断に必要な計器等が示されていることを確認する。 

 

②選定した手順等毎に、具体的な操作内容、操作に必要な人員、

作業時間等が示されていることを確認する。 

 

③選定した手順毎に、作業場におけるアクセスルートの確保、

通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしているこ

と、作業環境（作業空間、温度等）に支障がないことを確認

２）手順等の方針 

 

①手順着手の判断基準等及び②必要な人員等 

 

a. 発電所内 

○計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有する手順等 

特に重要なパラメータを可搬型の計測器にて計測した場合、その結果を現場と中央制御室との間では携帯型通話装置、現場又は中央制

御室と緊急時対策所との間では衛星電話（固定）及び衛星電話（携帯）により共有する手順に着手する。これらのうち携帯型通話装置に

関する手順は、携行型通話装置の通話装置用ケーブル接続、乾電池残量の確認、連絡等を現場と中央制御室で実施することを確認した。 

 

b. 発電所外 

○計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外（社内外）の必要な場所で共有する手順等 

特に重要なパラメータを可搬型の計測器にて計測した場合、その結果を衛星電話（固定）、衛星電話（携帯）及び統合原子力防災ネット

ワークに接続する通信連絡設備等により、緊急時対策所と本店原子力事業本部（若狭）、本店（中之島）、国、地方公共団体等との間で共
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

する。 

 

有する手順に着手する。これらのうち統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備による通信連絡のための手順は、TV会議シス

テムの起動、通信状態の確認等を緊急時対策所で実施することを確認した。 

 

③作業環境等 

 特段の確認事項なし。 

 

 

(2) 自主的対策のための設備及び手順等について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯 3・4号炉） 

２．自主的対策のための設備及び手順等について 

 

１）自主的対策により重大事故等への対処がより確実に実施される方

針であるか。 

 

①自主的対策のための手順毎に、多様性拡張設備が示されているこ

と、多様性拡張設備として位置づける理由が示されていることを

確認する。 

 

②自主的対策のための手順毎に、手順着手の判断基準、具体的な操作

内容、必要な人員数及び作業時間等が示されていることを確認す

る。 

 

 

１） 

 

①及び② 

発電所内外の通信連絡を行うための設備（表２ 自主対策における多様性拡張設備参照。）を用いた主な手順等として、設備が健全である

場合、運転指令設備、電力保安通信用電話設備、無線通話装置、加入電話及び社内TV会議システムは、通常時使用されている設備であり、

重大事故等時においても発電所内外の通信連絡に用いるとしていることを確認した。 

 

 

○個別手順の確認 

審査の視点及び確認事項 

１）対策と設備 

 対応する対策とそのために必要な設備が整理され、明示されていることを確認する。[対策と設備] 

※ 1.19.2.1 以降の「審査の視点及び確認事項」には、便宜的に[ ]内の事項で表記する。以下同じ。 

 

２）手順等の方針 

○規制要求に対応する手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等  

a.判断基準が明確（具体的な数値若しくは状況を示している）であることを確認する。[判断基準] 

b.示された判断基準により手順が適切に着手できるか。（どのような場合に手順に着手するか確認する）[着手タイミング] 

c.手順着手の判断に必要な計器が特定され、整理されているか確認する。[判断計器] 

②必要な人員等 
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a.操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されているか。[操作手順] 

b.手順の所要時間及び人員数が適切であることを、設置許可基準 37 条（有効性評価）で確認した内容や訓練実績等を用いて確認する。[所要時間等] 

c.操作に必要な計器類が示されていることを確認する。[操作計器]  
d.設備を多用途に用いる場合に、当該用途への系統切替えの容易性を含め、手順が明確化されていることを確認する。[系統切替え]（該当する場合に記載する。） 

③アクセスルートの確保等 

a.作業場におけるアクセスルートが確保されていることを確認する。[アクセスルート] 

b.通信設備や防護具など必要な装備を整備するとしていることを確認する。[通信設備等] 

c.作業環境（放射線環境、作業空間、温度等）に支障がないことを確認する。[作業環境] 

 ※現場操作を伴わない中央制御室のみで作業を実施する手順については、その旨を記載し、a.～c.についての記載は不要とする。 

 

○自主的対策手順については、以下の事項について確認する。 

①手順着手の判断基準等 

a. 判断基準が示されていることを確認する。[判断基準] 

b. 操作の流れを示したフローチャート等を踏まえて、具体的な操作手順が示されていることを確認する。[操作手順] 

c. 手順の所要時間及び人員数が示されていることを確認する。[所要時間等] 
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1.19.2.1 発電所内の通信連絡 

(1) 発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手順等【技術的能力、自主対策】 

＜添付十：1.19.2.1(1) 発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手順等＞ 

＜添付十：第 1.19.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所内の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 
 

(2) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有する手順等【技術的能力、自主対策】 

＜添付十：1.19.2.1(2) 計算等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有する手順等＞ 

＜添付十：第 1.19.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所内の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 

＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

＜添付十：1.17 監視測定等に関する手順等＞ 
 

1.19.2.2 発電所外（社内外）との通信連絡 

(1) 発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うための手順等【技術的能力、自主対策】 

＜添付十：1.19.2.2ｃ＞ 

＜添付十：第 1.19.2 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 

 

(2) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外（社内外）の必要な場所で共有する手順等【技術的能力、自主対策】 

＜添付十：1.19.2.2(2) 計算等を行った特に重要なパラメータを発電所外(社内外)の必要な場所で共有する手順等＞ 

＜添付十：第 1.19.2 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 

＜添付十：1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等＞ 

＜添付十：1.15 事故時の計装に関する手順等＞ 

＜添付十：1.17 監視測定等に関する手順等＞ 
 

1.19.2.3 代替電源設備から給電する手順等【技術的能力】 

＜添付十：1.19.2.3 代替電源設備から給電する手順等＞ 

＜添付十：第 1.19.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所内の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 

＜添付十：第 1.19.2 表 重大事故等における対応手段と整備する手順（発電所外（社内外）の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）＞ 

＜添付十：1.14 電源の確保に関する手順等＞ 

＜添付十：1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等＞ 
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大飯発電所３，４号炉に係る新規制基準適合性審査の視点及び確認事項（重大事故等防止技術的能力基準２．１） 

 
重大事故等防止技術的能力基準２．１項は、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」という。）が発生した場合における体制の整

備に関し、申請者において、以下の項目についての手順書が適切に整備されていること又は整備される方針が示されていること、加えて、当該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適切に整備されているこ

と又は整備される方針が示されていることを要求している。 

 このため、規制委員会は、①手順書の整備、②体制の整備、③設備及び資機材の配備について以下の要求事項に基づき確認を行った。 

 

Ⅰ 要求事項 

発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」という。）が発生した場合における体制の整備に関

し、以下の項目についての手順書が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。また、当該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 

一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動に関すること。 

二 大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関すること。 

三 大規模損壊発生時における原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関すること。 

四 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関すること。 

五 大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための対策に関すること。 

 

Ⅱ 要求事項の解釈 

１ 発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合において、第１号から第５号までに掲げる活動を実施す

るために必要な手順書、体制及び資機材等を適切に整備する方針であること。 

２ 第１号に規定する「大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動」について、発電用原子炉設置者は、故意による大型航空機の衝突による外部火災を想定し、泡放水砲等を用いた消火活

動についての手順等を整備する方針であること。 

３ 発電用原子炉設置者は、本規程における「１．重大事故等対策における要求事項」の以下の項目について、大規模な自然災害を想定した手順等を整備する方針であること。 

１．２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

１．３ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

１．１１ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

１．１２ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

１．１３ 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

１．１４ 電源の確保に関する手順等 

４ 発電用原子炉設置者は、上記３の項目について、故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムも想定した手順等を整備する方針であること。 
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２．１．１ 手順書の整備 ...................................................................................................................................................................... 2.1-3 

（１） 設計基準を超えるような規模の自然災害への対応における考慮 .............................................................................................................................. 2.1-3 

（２） 故意による大型航空機の衝突その他テロリズムへの対応における考慮 ........................................................................................................................ 2.1-5 

（３） 手順書の整備及びその対応操作 .......................................................................................................................................................... 2.1-6 

ａ．手順書の適用条件と判断フロー .......................................................................................................................................................... 2.1-6 

ｂ．５つの活動を行うために必要な手順書 ................................................................................................................................................... 2.1-10 

ｃ．米国ガイド等における要求事項の手順書への反映について ................................................................................................................................. 2.1-23 

２．１．２ 体制の整備 ....................................................................................................................................................................... 2.1-24 

（１） 教育及び訓練の実施 ................................................................................................................................................................... 2.1-24 

（２） 体制の整備 ........................................................................................................................................................................... 2.1-26 

ａ．体制 ................................................................................................................................................................................. 2.1-26 

ｂ．対応拠点 ............................................................................................................................................................................. 2.1-31 

ｃ．外部支援 ............................................................................................................................................................................. 2.1-32 

２．１．３ 設備・資機材の整備 ............................................................................................................................................................... 2.1-33 

（１） 可搬型重大事故等対処設備の整備 ....................................................................................................................................................... 2.1-33 

（２） 資機材の配備 ......................................................................................................................................................................... 2.1-37 
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２．１．１ 手順書の整備 

（１） 設計基準を超えるような規模の自然災害への対応における考慮 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 
大規模損壊を発生させる可能性のある外部事象として、大規模な自

然災害の発生を想定することを確認する。 

 

① 大規模な自然災害による大規模損壊の想定に当たって、国内外の基

準等で示されている自然現象を参考に発電用原子炉施設の安全性

に影響を与える可能性のある自然現象を網羅的に抽出しているこ

とを確認。 

 

 

 

 

①大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害を選定するため、国内外の基準等で示されている外部事象を網羅的に収集し、外部事象74 

事象を抽出することを確認した。 

そのうちの自然災害53 事象の中で、原子炉施設の安全性に影響を与える可能性のある自然災害として、地震、津波、豪雪（降雪）、暴風

（台風）、竜巻、火山（火山活動、降灰）、凍結、森林火災、生物学的事象、落雷及び隕石の11 事象（以下「自然災害11 事象」という。）

を選定することを確認した。 

また、重畳することが考えられる自然災害の組み合わせについても考慮していることを確認した。 

 

 

 

 

 

② ①で網羅的に抽出した自然現象について、設計基準を超えるような

規模の想定し、大規模損壊へ至る可能性を検討した上で、その検討

結果を踏まえ大規模な自然災害を特定し、これを考慮した手順書を

整備する方針であることを確認。 

 

②手順書の策定に際しては、設計基準を超えるような規模の自然災害が原子炉施設の安全性に与える影響を考慮するとしていることを確認

した。 

①で選定した11 事象の考慮すべき自然災害に対して、万一の事態に備えるため、基準地震動、基準津波等の設計基準又はそれに準じた基

準を超えるような規模を想定し、当該事象が原子炉施設の安全性に与える影響を整理していることを以下のとおり確認した。 

【地震】基準地震動を一定程度超える規模を想定する。  

【津波】基準津波を一定程度超える規模を想定する。  

【豪雪（降雪）】積雪量100cmを超える規模を想定する。 

【暴風（台風）】敷地近傍で観測された最大瞬間風速（51.9m/s）を超える規模を想定する。  

【竜巻】風速100m/sを超える規模を想定する。  

【火山（火山活動、降灰）】10cmの降灰を超える規模を想定する。  

【凍結】敷地付近で観測された最低気温（－11℃）を下回る気温を想定する。 

【森林火災】防火帯を越えるような森林火災の規模を想定する。 

【生物学的事象】海水取水機能が喪失するような規模の海生生物の襲来を想定する。 

【落雷】設計想定以上の雷サージの規模を想定する。  

【隕石】原子炉施設の広範なエリアが損壊する規模を想定する。 

 

 
 原子炉施設において大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害又は安全性に大きな影響を与える可能性のある自然災害は、地震、津

波及び竜巻の3事象を代表として整理していることを確認した。なお、大規模損壊の発生させる可能性を検討するにあたっては、イベント

ツリーにより、事象の進展を考慮していることを確認した。具体的な整理結果は、＜添付十：第5.2.3表 大規模損壊へ至る可能性のある

大規模な自然災害＞及び＜添付十：「第5.2.2図 大規模な自然災害により生じうるプラントの状況」＞において確認した。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-4 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 
【地震】 

・大規模な地震の想定では、外部電源が喪失するとともに非常用所内電源、海水ポンプ及びタービン動補助給水ポンプが機能喪失するこ

とにより、全交流動力電源喪失及び最終ヒートシンク喪失に至る可能性があるが、その状態において、１次冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）

等の事故が発生した場合には、設計基準事故対処設備が機能喪失していることから重大事故に至る可能性がある。 

・さらに、原子炉格納容器等の機能の喪失又は安全保護系・原子炉制御系の機能喪失により大規模損壊へ至る可能性がある。 

【津波】 

・大規模な津波の想定では、地震同様に全交流動力電源喪失及び最終ヒートシンク喪失に至る可能性があり、その状態において、ＲＣＰ

シールＬＯＣＡ等の事故が発生した場合には、設計基準事故対処設備が機能喪失していることから重大事故に至る可能性がある。 

・また、タービン動補助給水ポンプの機能喪失による２次冷却系からの除熱機能の喪失及び安全保護系・原子炉制御系の機能喪失によ

り、重大事故から大規模損壊へと至る可能性がある。 

【竜巻】 

・大規模な竜巻の想定では、外部電源が喪失するとともに、竜巻によってもたらされる飛来物等による海水ポンプの機能喪失及びそれに

伴う非常用ディーゼル発電機の機能喪失によって、全交流動力電源喪失に至り、重大事故に至る可能性がある。 

・また、加えて屋外の空冷式非常用発電装置等が機能喪失した場合には、重大事故から大規模損壊へ至る可能性もある。 

 
 

 原子炉施設において大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害又は安全性に大きな影響を与える可能性のある３事象（地震、津波

及び竜巻）以外の自然災害については、発電所の安全性に影響を与える可能性はあるものの大規模損壊に至ることはなく、仮に大規模損

壊に至ったとしても、これら３事象に包含され被害の態様から同様の手順で対応できるとしていることが＜添付十：第5.2.3表 大規模損

壊へ至る可能性のある大規模な自然災害＞及び＜添付十：「第5.2.2図 大規模な自然災害により生じうるプラントの状況」＞に示されて

いることを確認した。事業者の整理は以下のとおり。 

【生物学的事象】 

・大量の海生生物の来襲により、海水ポンプの機能喪失による原子炉補機冷却機能の喪失の可能性がある。 

【落雷】 

・大規模な落雷によって、外部電源喪失が発生する可能性がある。また、雷サージによる誤信号の発信も想定される。 

【豪雪（降雪）、火山（火山活動、降灰）】 

・降雪、火山活動及び降灰によって、送電系統の異常等による外部電源喪失が発生する可能性がある。ただし、これらの自然災害2 事象

については、事前に予測し、要員を確保して除雪及び除灰等の必要な安全措置を講じることにより、プラントの安全性に影響を与える

可能性は低い。 

【森林火災】 

・送電系統へ影響を与える可能性があることから、外部電源喪失が発生する可能性がある。ただし、建屋周辺には可燃物となる木々は存

在しないこと、万一森林火災が拡大したとしても、プラントに影響を与えるような範囲まで火災が及ぶには相応の時間があると考えら

れることから、要員を確保して消火活動を行うことでプラントの安全性に影響を与える可能性は低い。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-5 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 
 

③ 個別プラントの確率論的リスク評価の結果に基づく事故シーケン

スグループの選定において抽出しなかった事故シーケンス等によ

り大規模損壊に至る可能性も考慮し、手順書を整備する方針である

ことを確認。 

 

③手順書の策定に際しては、有効性評価において想定する事故シーケンスグループに追加しなかった地震及び津波特有の事故シーケンスな

どを考慮するとしていることを確認した。 

確率論的リスク評価（以下「PRA」という。）の結果に基づく事故シーケンスグループの選定にて抽出しなかった地震及び津波特有の事象

として発生する事故シーケンスについて、当該事故により発生する可能性のある重大事故等、大規模損壊への対応を含む手順書として、

整備するとしていることを確認した。 

有効性評価において想定する事故シーケンスグループに追加しなかった地震及び津波特有の事故シーケンスは以下のとおり確認した。 

【地震】 

・大規模な地震による原子炉建屋・原子炉格納容器機能、安全保護系・原子炉制御機能、２次冷却系からの除熱機能及び炉心冷却機能の

喪失に伴い、ＰＲＡの結果に基づく事故シーケンスグループの選定にて抽出しなかった地震特有の事象として発生する事故シーケン

スである原子炉建屋損傷、原子炉格納容器破損、蒸気発生器伝熱管破損（複数本破損）、制御建屋損傷、複数の信号系損傷、大破断Ｌ

ＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡ等のＥＣＣＳ注水機能喪失及び過渡事象＋補助給水失敗（炉内構造物等の損傷）が発生し、大規模損壊

へ至る可能性が考えられる。 

・レベル１．５ＰＲＡの知見より、炉心損傷後に格納容器バイパスに至るものとして、温度誘因蒸気発生器伝熱管破損（ＴＩ－ＳＧＴＲ）

に至る可能性がある。 

【津波】 

・大規模な津波による安全保護系・原子炉制御機能及び２次冷却系からの除熱機能の喪失に伴い、ＰＲＡの結果に基づく事故シーケンス

グループの選定にて抽出しなかった津波特有の事象として発生する事故シーケンスである複数の信号系損傷及び原子炉補機冷却水の

喪失＋補助給水失敗が発生し、大規模損壊へ至る可能性がある。 

 

 
④ ②で整理して発電用原子炉施設の安全性に影響を与える可能性が低

い自然災害についても発生を想定し、手順書を整備する方針である

ことを確認。 

 

④選定した自然災害11事象に対して、万一の事態に備えるため、基準地震動、基準津波等の設計基準又はそれに準じた基準を超えるような

規模を想定し、手順書の策定に際しては、設計基準を超えるような規模の自然災害が原子炉施設の安全性に与える影響を考慮するとして

いることを確認した。 

原子炉施設において大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害又は安全性に大きな影響を与える可能性のある自然災害は、地震、津

波及び竜巻の３事象を代表として整理するとしている。また、当該の３事象以外の自然災害については、施設の安全性に影響を与える可

能性はあるものの大規模損壊に至ることはない、又は与える影響がこれら３事象に包含でき被害の態様から同様の手順で対応ができるこ

とを確認した。 

 

 
 
（２） 故意による大型航空機の衝突その他テロリズムへの対応における考慮 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

大規模損壊を発生させる可能性のある外部事象として、故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生を想定することを確認。 

 

① 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる施設の広範

 

 

 

①テロリズムには様々な状況が想定されるが、その中でも施設の広範囲にわたる損壊、不特定多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

囲にわたる損壊、不特定多数の機器の機能喪失及び大規模な火災等

の発生などを想定していることを確認。 

 

生して原子炉施設に大きな影響を与える故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを想定し、手順書の策定に際しては、故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる施設の広範囲にわたる損壊、不特定多数の機器の機能喪失、大規模な火災等の発生を考慮

するとしていることを確認した。 

 

 

 

 

（３） 手順書の整備及びその対応操作 

ａ．手順書の適用条件と判断フロー 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

重大事故等発生時で整備する設備を手順等に加えて、共通要因で同

時に機能喪失することのないよう可搬型設備による対応を中心とした

多様性及び柔軟性を有する手順等を整備する方針であることを確認す

る。 

 

１．情報の収集及び判断基準 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処

できるよう、あらかじめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員

を確保する等の必要な体制の適切な整備が行われているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、全ての交流動力電源及び常設直

流電源系統の喪失、安全系の機器若しくは計測器類の多重故障又は

複数号機の同時被災等を想定し、限られた時間の中において、発電

用原子炉施設の状態の把握及び実施すべき重大事故等対策について

適切な判断を行うため、必要となる情報の種類、その入手の方法及

び判断基準を整理し、まとめる方針であること。 

 

 

 

 

① 全ての交流動力電源及び常設直流電源の喪失、安全系の機器若しく

は計測器類の多重故障等の重大事故等の発生に加えて、大規模損壊

の発生時の複数号機の同時被災等の過酷な状態において、原子炉施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大規模損壊発生時の対応手順書については、「Ⅰ 要求事項」に示す５つの項目に関する緩和等の措置を講じるため、可搬型重大事故等対

処設備による対応を中心とした多様性及び柔軟性を有するものとして、また、重大事故等対策において整備する手順書等に対して更なる

多様性を持たせたものとして整備するとしていることを確認した。大規模損壊によって原子炉施設が受ける被害範囲は不確定性が大きく、
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

設の状態の把握及び大規模損壊対応の適切な判断を行うため、必要

な情報が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法を整理す

るとともに、判断基準を明確にする方針であることを確認する。 

 

重大事故等対策のようにあらかじめシナリオを設定した対応操作は困難であると考えられることなどから、環境への放射性物質の放出低

減を最優先に考えた対応として、炉心損傷の潜在的可能性を最小限にすること、炉心損傷を少しでも遅らせることに寄与できる初期活動

を行うこと、事故対応への影響を把握するため火災の状況を確認すること、対応要員及び残存する資源等を基に有効かつ効果的な対応の

選定をすることを行うこととし、重大事故等対策において整備する手順等に加えて、可搬型設備による対応を中心とした多様性及び柔軟

性を有する手順等を以下のa.及びb.のとおり整備するとしていることを確認した。 

 

a.原子炉格納容器の破損緩和又は放射性物質の放出低減等のために効果的な対応操作を速やかに、かつ臨機応変に選択及び実行するために、

発電用原子炉施設の被害状況を速やかに把握するための手順を整備する。 

 

  b.原子炉施設の被害状況を把握した結果、これに対する対応操作の実行判断を行うための手順を整備する。 

対応操作の実行判断である大規模損壊発生の判断基準は以下であることを確認した。 

なお、判断を行うのは、当直課長又は原子力防災管理者であることを確認した。 

○ 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突等により、原子炉施設が以下のいずれかの状態となった場合 

・プラント監視機能又は制御機能が喪失した場合（中央制御室の喪失を含む）  

・使用済燃料ピットが損傷し漏えいが発生した場合  

・炉心冷却機能及び放射性物質閉じ込め機能に影響を与える可能性があるような大規模な損壊が発生した場合  

・大規模航空機の衝突による大規模火災が発生した場合 

○ 当直課長が、重大事故発生時に期待する安全機能が喪失し、事故の進展防止及び影響緩和が必要と判断した場合 

○ 原子力防災管理者が、大規模損壊に対応する手順を活用した支援が必要と判断した場合 

 

  以下に示す項目を目的とした各対応操作の実行判断を行うための初動対応フロー等を大規模損壊時に対応する手順として定め整備するこ

とを確認した。 

・電源の確保  

・炉心損傷の緩和  

・原子炉格納容器の破損緩和  

・使用済燃料貯蔵槽の水位確保及び燃料体の損傷緩和  

・放射性物質の放出低減  

・水源の確保  

・大規模な火災への対応  

・その他（原子炉停止操作、アクセスルート確保、燃料補給） 

 

 

 

２．判断に迷う操作等の判断基準の明確化 

【解釈】 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあらか
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じめ明確化する方針であること。（ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び

格納容器圧力逃がし装置の使用を含む。） 

 

 

① 故意による大型航空機の衝突による外部火災を想定し、泡放水砲等

を用いた消火活動についての手順等を整備する方針であることを確

認する。 

 

② 大規模損壊の発生を想定し、海水の使用等、炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を緩和するために優先すべき操作等の判断基

準をあらかじめ明確にした手順書を整備する方針であることを確認

する。その際、具体的な手順の内容について示されていることを確

認する。 

 

 

 

 

 

 

①故意による大型航空機の衝突による大規模な航空機燃料火災を想定し、放水砲等を用いた泡消火についての手順を整備する。 

また、事故対応を行うためのアクセスルート、操作場所に支障となる火災並びに延焼することにより被害の拡大に繋がる可能性のある火

災等の消火活動も想定して手順を整備する。 

 

②大規模損壊発生時の対応手順は、中央制御室での監視及び操作が行えない場合も想定し、原子炉施設の状況把握が困難な場合及び状況把

握がある程度可能な場合を想定し、状況に応じた対応が可能となるようa.及びb.の対応を考慮して手順を整備する。 

 

a. 中央制御室の監視機能及び制御機能の喪失により原子炉停止状況などのプラント状況把握が困難な場合には、外からの目視による確

認又は可搬型計測器により、優先順位に従った内部の状況確認を順次行い、必要の都度緩和措置を行う 

 

b. 中央制御室又は緊急時対策所での監視機能の一部が健全であり、速やかな安全機能等の状況把握が可能な場合には、外からの目視に加

えて内部の状況から全体を速やかに把握し、優先順位を付けて喪失した機能を回復又は代替させる等により緩和措置を行う 

 

手順書については、大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のが発電用原子炉施設に及ぼす影響等、様々な状況を想定

した場合における以下の事象進展の抑制及び緩和対策の実効性を確認し整備することを確認した。 

・電源の確保  

・炉心損傷の緩和  

・原子炉格納容器の破損緩和  

・使用済燃料貯蔵槽の水位確保及び燃料体の損傷緩和  

・放射性物質の放出低減  

・水源の確保  

・大規模な火災への対応  

・その他（原子炉停止操作、アクセスルート確保、燃料補給） 

大規模損壊に対応する手順による対応を判断した後、原子炉施設の被害状況を把握するための手段を用いて施設の損壊状況及びプラント

の状態等を把握し、各対応操作の実行判断を行うための手段に基づいて、事象進展に応じた対応操作を選択することを確認した。 

 

（個別操作） 

適切な個別操作を速やかに選択できるように、当該フローに個別操作への移行基準を明確化することを確認した。個別操作実行のた

めに必要な重大事故等対処設備又は設計基準事故対処設備の使用可否については、大規模損壊時に対応する手順に基づく当該設備の状

況確認を実施することにより判断することを確認した。 

原子炉施設の状況把握が困難な場合の優先順位は、＜添付十：「第5.2.3図 大規模損壊発生時の対応全体フロー（状況把握が困難な場

合）」＞において示されていることを確認した。 

原子炉施設に対応する手段による対応を判断した後、発電用の状況把握がある程度可能な場合の優先順位は、プラント監視機能が健
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全である場合には、運転員（当直員）等により原子炉施設の状況を速やかに把握し、緩和操作を選択するための判断フローに基づいて

「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」機能の確保を基本とし、状況把握が困難な場合と同様に環境への放射性物質の放出低減を目的

に、優先的に実施すべき対応操作とその実効性を総合的に判断し、必要な緩和措置を実施することを確認した。 

 

 

 

３．財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針 

【解釈】 

ｃ）発電用原子炉設置者において、財産（設備等）保護よりも安全

を優先する方針が適切に示されていること。 

 

① 財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動でき

るよう、社長があらかじめ方針を示していることを確認する。 

 

② 当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護よりも安全

を優先する方針に基づき定めた判断基準を運転手順書に整備する方

針であることを確認する。 

 

③ 発電所の緊急時対策本部長が、財産（設備等）保護よりも安全を優先

する方針に従った判断を実施すること、財産（設備等）保護よりも安

全を優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部用手順

書に整備する方針であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

①重大事故等対策で整備する手順と同様に財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針であることを確認した。 

 

 

②重大事故等対策で整備する手順と同様に財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針であることを確認した。 

 

 

 

③重大事故等対策で整備する手順と同様に財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針であることを確認した。 

 

 

４．手順書の構成及び手順書相互間の移行基準の明確化 

【解釈】 

ｄ）発電用原子炉設置者において、事故の進展状況に応じて具体的

な重大事故等対策を実施するための、運転員用及び支援組織用の手

順書を適切に定める方針であること。なお、手順書が、事故の進展

状況に応じていくつかの種類に分けられる場合は、それらの構成が

明確化され、かつ、各手順書相互間の移行基準を明確化する方針で

あること。 

 

① 事故の進展状況に応じて具体的な大規模損壊対応を実施するための

運転員用及び支援組織用の手順書を整備する方針であることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大規模損壊発生時の対応手順書については、大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突が原子炉施設に及ぼす影響等、様々な状

況を想定した場合における事象進展の抑制及び緩和対策の実行性を確認し、運転員用及び支援組織用の手順書を整備するとしていること

を確認した。 

 

②適切な個別操作を速やかに選択できるよう重大事故等対策で整備する手順と同様に手順書の構成及び緩和操作を選択するための判断フロ



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-10 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 

② 運転手順書は、事故の進展状況に応じて構成を明確化し、手順書相

互間の移行基準を明確にする方針であることを確認する。 

 

ーに個別操作への移行するための手順書相互間の移行基準を明確にするとしていることを確認した。 

 

５．状態の監視及び事象進展の予測に係る手順書の整備 

【解釈】 

ｅ）発電用原子炉設置者において、具体的な重大事故等対策実施の

判断基準として確認される水位、圧力及び温度等の計測可能なパラ

メータを手順書に明記する方針であること。また、重大事故等対策

実施時のパラメータ挙動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメ

ータ等を、手順書に整理する方針であること。 

 

 

① 大規模損壊対処するために監視することが必要なパラメータをあら

かじめ選定し、運転手順書に明記する方針であることを確認する。 

 

① 

監視パラメータの計測が不能になった場合には，可搬型計測器によるパラメータ監視を実施する 

プラント監視機能が喪失し、原子炉施設の状況把握が困難な場合においては、外観から施設の状況を把握するとともに、対応可能な要員

の状況を可能な範囲で把握し、原子炉格納容器及びアニュラス部又は使用済燃料ピットから環境への放射性物質の放出低減を最優先に考え、

大規模な火災の発生に対しても迅速に対応する。また、監視機能を復旧させるため、代替電源による給電により、監視機能の復旧措置を試

みるとともに、可搬型計測器等を用いて可能な限り継続的に状態把握に努める。 

なお、具体的な内容については、手順に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。  

 

 

６．前兆事象の確認を踏まえた事前の対応手順の整備 

【解釈】 

ｆ）発電用原子炉設置者において、前兆事象を確認した時点での事

前の対応(例えば大津波警報発令時の原子炉停止･冷却操作)等ができ

る手順を整備する方針であること。 

 

（ⅰ）前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順書を

整備する方針とすることを確認する。 

 

① 重大事故を引き起こす可能性がある前兆事象を確認した場合の事前

の対応等について予め検討する方針であるか確認する。 

 

② 前兆事象を確認した場合の体制、手順等を整備する方針であること

を確認する。 

 

大規模損壊は事前に予兆を確認することができないため該当なし。 

なお、大津波警報が発令された場合、当直課長は原則として原子炉を手動停止し、所内関係へ避難指示を出すとともに原子力防災管理者

への状況連絡を行う。連絡を受けた原子力防災管理者は、要員を一旦高所へ避難させた後、第２、第３波の津波の情報を継続的に収集しな

がら、緊急時対策所へ要員の非常召集及び外部への通報連絡を行う。 

 

 

 

ｂ．５つの活動を行うために必要な手順書 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

① 重大事故等防止技術的能力基準２．１項の一から五までの活動に関

する緩和等の措置を講じるための手順書を整備する方針であること

を確認。 

①   

 大規模損壊が発生した場合に対応する手順については、重大事故等防止技術的能力基準２．１項の一から五までの活動を行うための手順

書として、重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加えて、事象進展の抑制及び緩和に資するための多様性を持たせた手順等を
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整備するとしていることを確認した。 

一から五までの５つの活動を行うための手順書は以下の手順等で構成されていることを確認した。 

 大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

 炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等 

 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等 

 使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等 

 放射性物質の放出を低減するための対策に関する手順等 

 

 また、５つの手順等の内容は以下のとおりであることを確認した。 

 

【大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等】 

 大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合、故意による大型航空機の衝突による大規模な航空機燃料火災を想定し、放水砲等

を用いた泡消火について速やかに準備する。 

 早期に準備可能な化学消防自動車、小型動力ポンプ付水槽車及び中型放水銃、あるいは送水車（消火用）及び中型放水銃による泡消

火並びに延焼防止のための消火を実施する。 

 

【炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等】 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び減圧を優先し、蒸気発生器 2 次側の除熱機能が喪失し

た場合は、１次冷却系統のフィードアンドブリードを行う。  

 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時において 1 次冷却材喪失事象が発生している場合は、多様な炉心注水手段から早期に準備可能な

常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により炉心を冷却する。また、１次冷却材喪失事象が発生し

ていない場合は、蒸気発生器 2次側による炉心冷却を行う。 

 最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び格納容器内自然対流冷却により最終

ヒートシンクへ熱を輸送する。  

 原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合は、格納容器内自然対流冷却に大容量ポンプを使用するための準備に時間がかかること

から、多様な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備に

より原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

 

【原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等】 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び減圧を優先し、蒸気発生器 2 次側の除熱機能が喪失し

た場合は、１次冷却系のフィードアンドブリードを行う。また、１次冷却系を減圧する手段により、高圧溶融物放出及び格納容器雰囲

気直接加熱による原子炉格納容器破損を防止する。  

 炉心が溶融し、溶融デブリが原子炉容器内に残存した場合は、原子炉格納容器の破損を緩和するため、多様な格納容器スプレイ手段か

ら早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は可搬型設備により原子炉格納容器内に注水し、原子

炉容器内の残存溶融デブリを冷却する。  

 最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び格納容器自然対流冷却により最終ヒ

ートシンクへ熱を輸送する。  
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  原子炉格納容器内の冷却又は破損を緩和するため、格納容器自然対流冷却、多様な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設

設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。  

 溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）の抑制及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリへの接触を防止するため、多様

な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は可搬型設備により、溶融

し原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却する。また、溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、多様な

炉心注水手段より早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により原子炉を冷却す

る。  

 さらに、原子炉格納容器内に水素が放出された場合においても水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な水素濃

度低減及び水素濃度監視を実施し、水素が原子炉格納容器から原子炉格納容器周囲のアニュラス部に漏えいした場合にも、水素爆発

による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出及び水素濃度監視を実施する。 

 

【使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等】 

 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策が必要な場合における対応手段の優先

順位は、外観から原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）が健全であることや周辺の線量率が正常であることが確認できた場合は建屋

内部にて可能な限り代替水位計の設置等の措置を行うとともに、早期に準備が可能な常設設備による注水を優先して実施し、常設設

備による注水ができない場合は、可搬型設備による注水を行う。水位の維持が不可能又は不明と判断した場合は建屋内部からのスプ

レイを実施する。 

 また、使用済燃料ピットの近傍に立ち入ることができない場合は、建屋外部からのスプレイを実施し、原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料

体等）の損壊又は現場線量率の上昇により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に近づけない場合は、放水砲により燃料体の著しい損

傷の進行を緩和する。 

 

【放射性物質の放出を低減するための対策に関する手順等】 

 原子炉格納容器の閉じ込め機能が喪失した場合、格納容器スプレイが実施可能であれば、早期に準備が可能な常設設備によるスプレ

イを優先して実施し、常設設備によるスプレイができない場合は可搬型設備による代替格納容器スプレイを実施する。 

 格納容器スプレイが使用不能な場合又は放水砲による放水が必要と判断した場合は、放水砲による放射性物質の放出低減を実施する。 

 貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合は、建屋外部からのスプレイにより放射性物質の放出低減を実施し、原子炉周辺建屋（貯

蔵槽内燃料体等）の損壊又は現場線量率の上昇により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に近づけない場合は、放水砲による放射性

物質の放出低減を実施する。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

② ①で整備する方針の手順書について、技術的能力基準の1.2～1.14

で整備する手順等を活用しているものが明確であることを確認。 

 

②  
重大事故等防止技術的能力基準の「１．重大事故等対策における要求事項」における１．２項から１．１４項の要求事項に基づき整備す

る手順等に加えて、大規模損壊の発生を想定し、中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラントパラ

メータを監視する手順、現場において直接機器を作動させるための手段等（共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対

処設備を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラントパラメータを監視

するための手順及び現場にて直接機器を作動させるための手順等）を追加して整備することを確認した。 

 

【大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等】 

「 1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」を含む手順書であることを確認した。 

 

【炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等】 

以下の手順等を含む手順書であることを確認した。 

1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

 

【原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等】 

以下の手順等を含む手順書であることを確認した。 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

 

【使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等】 

以下の手順等を含む手順書であることを確認した。 

 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-14 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

 

【放射性物質の放出を低減するための対策に関する手順等】 

以下の手順等を含む手順書であることを確認した。 

 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

 

 

技術的能力基準の１．２～１．１４で整備する手順を活用するものについて、具体的な内容は以下のとおりであることを確認した。 

 

【1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷を緩和するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等

を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラントパラメータを監視するた

めの手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 

重大事故等対策にて整備する1.2の手順に加えて、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、すべての蒸気発生器の除熱を期

待できない場合に、フロントライン系の機能喪失に加えてサポート系の機能喪失も想定し、燃料取替用水タンク水をＢ充てんポンプ（自己

冷却）により原子炉へ注水する操作と加圧器逃がし弁により原子炉格納容器内部へ1次冷却材を放出する操作を組み合わせた1次冷却系のフ

ィードアンドブリードにより原子炉を冷却する手順を整備するとしていることを確認した。 

・全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失により原子炉への注水機能が喪失した場合、空冷式非常用発電装置により受電したＢ

充てんポンプ（自己冷却）により充てんラインを使用して燃料取替用水ピット水を原子炉へ注水する操作。 

・制御用空気喪失時において、加圧器逃がし弁の機能を回復させるため、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）又は可搬式空気圧縮機

（代替制御用空気供給用）を空気配管に接続し、原子炉格納容器内部へ1次冷却材を放出する操作。 

・直流電源喪失時において、加圧器逃がし弁の開弁が必要である場合、加圧器逃がし弁の機能を回復させるため、可搬型バッテリ（加圧

器逃がし弁用）により直流電源を供給し、原子炉格納容器内部へ1次冷却材を放出する操作。 

これらの手順により、２次冷却系の除熱機能が喪失した場合の対応であるＢ充てんポンプ（自己冷却）、加圧器逃がし弁等を用いた１次

冷却系のフィードアンドブリード及び蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水を行う。また、タービン動補助

給水ポンプ、主蒸気逃がし弁等の機能回復を行う。 

また、＜添付十：「第5.2.5表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.2）」＞に対応に用いる対応設備が示されているこ

とを確認した。 

 

【1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を緩和するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可

搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラン

トパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 
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最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-15 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 重大事故等対策にて整備する1.3の手順に加えて、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、すべての蒸気発生器の除熱を期

待できない場合に、フロントライン系の機能喪失に加えてサポート系の機能喪失も想定し、燃料取替用水ピットをＢ充てんポンプ（自己冷

却）により原子炉へ注水する操作と加圧器逃がし弁により原子炉格納容器内部へ１次冷却材を放出する操作を組み合わせた1次冷却系のフ

ィードアンドブリードにより原子炉を減圧する手順を整備する。 

・制御用空気喪失時において、加圧器逃がし弁の機能を回復させるため、窒素ボンベ（代替制御用空気供給用）又は可搬式空気圧縮機（代

替制御用空気供給用）を空気配管に接続し、原子炉格納容器内部へ1次冷却材を放出する操作。 

・直流電源喪失時において、加圧器逃がし弁の開弁が必要である場合、加圧器逃がし弁の機能を回復させるため、可搬型バッテリ（加圧器

逃がし弁用）により直流電源を供給し、原子炉格納容器内部へ1次冷却材を放出する操作。 

・全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却機能喪失時において、原子炉への注水機能が喪失した場合、空冷式非常用発電装置により受電し

たＢ充てんポンプ（自己冷却）により燃料取替用水ピット水を原子炉へ注水する操作。 

これらの手順により、２次冷却系からの除熱による減圧機能が喪失した場合の対応であるＢ充てんポンプ（自己冷却）、加圧器逃がし弁

等を用いた1次冷却系のフィードアンドブリード、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水及び加圧器逃がし

弁等を用いた１次冷却系の減圧を行う。また、タービン動補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁の機能回復を行う。 

また、＜添付十：「第5.2.6表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.3）」＞に対応に用いる対応設備を示している。 

 

【1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等】」 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を緩和するため、共通要因で同時に機能喪失することのないよ

うに分散配置した可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できる

よう現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認

した。 

重大事故等対策にて整備する1.4の手順に加えて、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において、すべての炉心注水の手順が使用

できない場合に、可搬式代替低圧注水ポンプと同じ接続口等を使用し、化学消防自動車から原子炉に注水する手順を整備するとしているこ

とを確認した。 

これらの手順により、安全注入設備を用いて原子炉に注水することにより原子炉を冷却する機能が喪失した場合の対応である恒設代替低

圧注水ポンプ、消火ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ及び化学消防自動車による代替炉心注水を行う。また、Ａ格納容器スプレイポンプ

（RHRS-CSS連絡ライン使用）の機能回復を行う。 

さらに、余熱除去設備による除熱機能が喪失した場合の対応であるタービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系から

の除熱、蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水を行う。 

また、＜添付十：「第5.2.7表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.4）」＞に対応に用いる対応設備を示されているこ

とを確認した。 

 

【1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を緩和

するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制

御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順

等を整備するとしていることを確認した。 
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審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

これらの手順により原子炉補機冷却海水設備及び原子炉補機冷却水設備による冷却機能が喪失した場合の対応であるタービン動補助給水

ポンプ又は蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプ（電動）による蒸気発生器への注水及び移動式大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユ

ニットによる格納容器内自然対流冷却を行う。また、主蒸気逃がし弁の機能回を行う。 

また、＜添付十：「第 5.2.8 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.5）」＞に対応に用いる対応設備が示されていること

を確認した。 

 

【1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損の緩和、並びに放射性物質の濃度を低減させるため、共通要因で

同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合

も対応できるよう現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしてい

ることを確認した。 

重大事故等対策にて整備する 1.6 の手順に加えて、すべての格納容器スプレイの手順が使用できない場合に、可搬式代替低圧注水ポンプと

同じ接続口等を使用し、化学消防自動車から原子炉格納容器へスプレイする手順を整備するとしていることを確認した。 

これらの手順により格納容器スプレイ設備による冷却機能が喪失した場合の対応である恒設代替低圧注水ポンプ、消火ポンプ、可搬式代替

低圧注水ポンプ及び化学消防自動車による代替格納容器スプレイ、大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内

自然対流冷却を行う。また、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の機能回復を行う。 

また、＜添付十：「第 5.2.9 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.6）」＞に対応に用いる対応設備が示されていること

を確認した。 

 

【1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷が生じた場合において原子炉格納容器の破損を緩和するため、共通要因で同時に機能喪失

することのない可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよ

う、現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備する。 

重大事故等対策にて整備する 1.7 の手順に加えて、すべての格納容器スプレイの手順が使用できない場合に、可搬式代替低圧注水ポンプ

と同じ接続口等を使用し、化学消防自動車から原子炉格納容器へスプレイする手順を整備されていることを確認した。 

これらの手順により、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる機能が喪失した場合の対応である恒設代替低圧注水ポンプ、及び化

学消防自動車による代替格納容器スプレイ、大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対流冷却を行う。

また、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の機能回復を行う。 

また、＜添付十：「第 5.2.10 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.7）」＞に対応に用いる対応設備が示されているこ

とを確認した。 

 

【1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等】 

大規模損壊発生時においても溶融炉心による原子炉格納容器の破損を緩和するため及び溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延す

るため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は制御

機能が喪失した場合も対応できるように現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順

等を整備するとしていることを確認した。 

重大事故等対策にて整備する 1.8 の手順に加えて、すべての格納容器スプレイ及び炉心注水の手順が使用できない場合に、可搬式代替低
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圧注水ポンプと同じ接続口等を使用し、化学消防自動車から原子炉格納容器へ注水する手順を整備するとしていることを確認した。 

これらの手順により、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融が発生し、原子炉格納容器

の下部に落下した炉心を冷却する場合において、恒設代替低圧注水ポンプ、消火ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ及び化学消防自動車に

よる代替格納容器スプレイを行う。また、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）の機能回復を行う。 

さらに、溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、恒設代替低圧注水ポンプ、消火ポンプ、可搬式代替低圧注水

ポンプ及び化学消防自動車による代替炉心注水を行う。また、Ｂ充てんポンプ（自己冷却）の機能回復を行う。 

また、＜添付十：「第 5.2.11 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.8）」＞に対応に用いる対応設備が示されている

ことを確認した。 

 

【1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷が発生し、水素が原子炉格納容器内に放出された場合の水素爆発による原子炉格納容器の

破損を緩和するため、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう、現場にてプラントパラメータを監

視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 

これらの手順により、炉心の著しい損傷が発生し、大量の水素が発生した場合においても静的触媒式水素再結合装置及び原子炉格納容器

水素燃焼装置による水素濃度低減並びに可搬型格納容器水素ガス濃度計及びガスクロマトグラフによる水素濃度監視を行うとしていること

を確認した。 

また、大規模損壊時における原子炉格納容器水素燃焼装置の起動に関しては、事故発生から１時間以上経過した場合は水素爆轟による原

子炉格納容器破損の脅威が予想されるため実効性があり、かつ水素燃焼による原子炉格納容器の健全性に悪影響を与えないと発電所対策本

部にて判断できる場合に起動する手順とする。 

また、＜添付十：「第 5.2.12 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.9）」＞に対応に用いる対応設備が示されている

ことを確認した。 

 

【1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等】 

大規模損壊発生時においても原子炉格納容器から原子炉格納容器周囲のアニュラスに漏えいした水素による原子炉建屋の損傷を緩和する

ため、中央制御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう、現場にてプラントパラメータを監視するための手

順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 

 

これらの手順により、アニュラス内の水素濃度を低減するためのアニュラス空気浄化ファン、アニュラス空気浄化フィルタユニット等に

よる水素排出及びアニュラス水素濃度計、可搬型格納容器水素濃度計等による水素濃度監視を行う。 

また、＜添付十：「第 5.2.13 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.10）」＞に対応に用いる対応設備が示されている

ことを確認した。 

 

【1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等】 

大規模損壊発生時においても貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮へいし及び臨界を防止するため、また、貯蔵槽内燃料体等の著しい

損傷の進行を緩和し、臨界を防止するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等を用いた手順、中央制

御室でのプラント監視機能又は制御機能が喪失した場合も対応できるよう、現場にてプラントパラメータを監視するための手順及び現場に

て直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 
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重大事故等対策にて整備する 1.11 の手順に加えて、使用済燃料ピットから大量の水の漏えいが発生し、使用済燃料ピットへの注水による

水位維持が不可能又は不明と判断した場合で原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）の損壊又は現場線量率の上昇により原子炉周辺建屋（貯

蔵槽内燃料体等）に近づけない場合は、送水車及びスプレイヘッダの運搬、設置及び接続を行い、使用済燃料ピットへの建屋外部からスプ

レイを行う手順を整備するとしていることを確認した。 

また、送水車による使用済燃料ピットへのスプレイの手順が使用できない場合に、化学消防車をスプレイヘッダに接続し、使用済燃料ピ

ットへの建屋内部又は外部からのスプレイを行う手順を整備していることも確認した。 

これらの手順により、使用済燃料ピットの冷却機能喪失、注水機能喪失又は小規模な漏えいの発生時においても No.3 淡水タンク及び No.2

淡水タンクによる注水操作並びにポンプ車、1次系補給水ポンプによる注水操作に加え、送水車による注水を行う。。 

さらに、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えい発生時においても、送水車及び化学消防自動車より使用済燃料ピットへ接近せずにス

プレイする操作、補修材等を用いた漏えい緩和対策及び可搬式使用済燃料ピット水位等を用いた使用済燃料ピットの監視を行う。 

使用済燃料ピットに大規模な漏えいが発生した場合における使用済燃料ピットの優先順位に従った事故対応例について以下に示す。 

① 使用済燃料ピットの漏えい緩和のための操作を実行するに当たり最も重要な判断は、使用済燃料ピット（建屋）へのアクセス可否とな

る。これは被害状況（火災の発生状況、線量等）に依存する。 

② 使用済燃料ピットへアクセス可能な場合には、準備から注水するまでの時間が比較的短い常設設備（No.3 淡水タンク及び No.2 淡水タ

ンク）を用いた使用済燃料ピット注水操作を実施する。 

③ ②の操作により使用済燃料ピットの水位維持ができない場合、1 次系補給水ポンプ、ポンプ車、送水車又は化学消防自動車を用いて使

用済燃料ピットへ注水操作を試みる。 

④ ③による使用済燃料ピットへの注水を行っても水位が維持できない場合、原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）内部からのスプレイが

可能であれば、送水車又は化学消防自動車を用いた使用済燃料ピットスプレイ操作を実施する。 

⑤ ④と並行して、使用済燃料ピットの漏えいを抑制するため、あらかじめ準備している漏えい抑制のための資機材を用いた手段により、

使用済燃料ピット内側からの漏えい緩和を試みる。 

⑥ 使用済燃料ピットへアクセスできない場合や建屋内部での使用済燃料ピットスプレイが困難な場合、送水車又は化学消防自動車を用い

た外部からのスプレイを実施する。また、大容量ポンプ（放水砲用）を用いた使用済燃料ピットへの放水操作を実施する。 

また、＜添付十：「第 5.2.14 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.11）」＞に対応に用いる対応設備が示されている

ことを確認した。 

 

【1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等】 

大規模損壊発生時においても工場等外への放射性物質の拡散を抑制するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故

等対処設備等を用いた手順、中央制御室でのプラント監視機能又は及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう、現場にてプラントパラ

メータを監視するための手順及び現場にて直接機器を動作させるための手順等を整備するとしていることを確認した。 

重大事故等対策にて整備する 1.12 の手順に加えて、原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）が破損し

ている場合又は破損が不明な場合において、建屋周辺の線量率が上昇している場合は、代替格納容器スプレイにより原子炉格納容器へスプ

レイする手順を整備するとしていることを確認した。 

これらの手順により、大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲による原子炉格納容器及びアニュラス部への放水に加え、放水砲を準備する

までの間、スプレイラインが使用可能な場合は、恒設代替低圧注水ポンプ、Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）、消火ポンプ、可搬式代

替低圧注水ポンプ及び化学消防自動車を用いた格納容器スプレイ操作等を実施することにより、放射性物質の放出低減を行う。 

なお、放水砲の設置位置については、複数箇所をあらかじめ設定しているが、現場からの情報等を勘案し、原子力防災管理者又は副原子
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力防災管理者が総合的に判断する。また、放水砲の放射方法としては、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損範囲を覆うような噴霧放射

を基本とする。 

使用済燃料ピットからの放射性物質の放出低減対策については、「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」における注水手段及

びスプレイ手段により行うが、当該の手段が有効ではない場合に、本項における放水砲による放射性物質の放出低減対策を実施する。 

以下に、放水砲を使用した具体的な事故対応を示す。 

① 放水砲の使用判断 

大規模損壊の発生により、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器及びアニュラス部の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至るような

場合には、「大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動に関する所達」に基づく初動対応フローにしたがい、プラント状態を

把握するとともに、放射性物質の拡散抑制に対して迅速な対応ができるよう大容量ポンプ（放水砲用）の準備を行う。 

原子炉格納容器圧力の低下、エリアモニタ、モニタリングステーション及びモニタリングポストの指示値の上昇、目視による原子炉格納

容器の破損等を確認した場合には、初動対応フローの優先順位に従い「放射性物質拡散防止フロー」を選択する。当該フローにおいては、格

納容器スプレイラインが使用可能な場合は、準備時間が比較的短い格納容器スプレイ操作を実行する。なお、本操作が使用不能な場合、又

は放水砲による放水が必要と判断された場合には、放水砲による放射性物質の放出低減のための操作を選択する。 

② 放水砲の設置位置の判断 

放水砲の設置位置として、原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ放水する想定の場合には複数箇

所をあらかじめ設定しているが、現場からの情報（風向き、火災の状況、損傷位置（高さ、方位））等を勘案し、原子力防災管理者が総合的

に判断して、適切な位置からの放水を重大事故等対策要員へ指示する。 

③ 放水砲の設置位置と原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水可能性 

[原子炉格納容器及びアニュラス部へ放水する場合] 

前述のとおり、放水砲は状況に応じて適切な場所に設置する。原子炉格納容器から約 64m の範囲内に放水砲を設置すれば、原子炉格納容

器頂部までの放水が可能である。 

また、海水取水箇所については複数箇所を想定するとともに、ホースの布設ルートについても、その時の被害状況や火災の状況を勘案し

て柔軟な対応ができるよう複数のアクセスルートを想定した手順及び設備構成とする。 

[原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ放水する場合] 

使用済燃料ピットに大規模な漏えいが発生した場合における対応は、「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」に示すとおりで

あり、使用済燃料ピットにアクセスが困難な場合には、建屋外部からのスプレイを実施する。 

さらに、本操作を実施することが困難な状況（大規模な火災等により燃料取扱棟に接近できず、十分な射程が確保できない場合）におい

ては、放水砲により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）へスプレイする手段もある。この場合、原子炉格納容器及びアニュラス部へ放水す

る場合と同様、風向き、火災の状況、損傷位置（高さ、方位）等に応じて放水砲を設置する。 

放水砲による原子炉格納容器等への放水により、放射性物質を含む汚染水が発生し、海洋へ拡散することを想定して、放水砲により放水

前にシルトフェンスにより汚染水の海洋への拡散抑制を行う。 

放水砲による原子炉格納容器等への放水により、放射性物質を含む汚染水が雨水等の排水流路を通って海へ流れることを想定して、排水

路に放射性物質吸着剤を設置し、放射性物質を吸着する。 

放射性物質吸着剤は、汚染水が集水する排水路等やシルトフェンスの内側に設置する。 

＜添付十：「第 5.2.15 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.12）」＞に対応に用いる対応設備が示されていることを

確認した。 

 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-20 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

【1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等】 

大規模損壊発生時においても事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型

重大事故等対処設備等を用いた手順等を整備するとしていることを確認した。 

当該手順は、「1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」及び「1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧するための手順等」に示す２次冷却系からの除熱手段及び 1次冷却系フィードアンドブリード手段、「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」及び「1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等」に示す原子炉への

注水手段、「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」、｢1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」及び「1.8 原子炉

格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等」に示す原子炉格納容器へのスプレイの手段、「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための

手順等」に示す使用済燃料ピットへの注水手段並びに「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」に示す原子炉格納容

器等及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水手段を行うために必要となる水源の確保に関する手順である。 

重大事故等対策にて整備する 1.13 の手順に加えて、大規模な火災や長期間にわたり大津波警報が発令されている状況等を考慮し、被災状

況、場所により適切なルートで淡水（消火水バックアップタンク等）又は海水の水源を確保する手順を整備する。 

これらの手順により、復水ピットが枯渇又は破損した場合に２次冷却系から除熱するための水源、燃料取替用水ピットが枯渇又は破損し

た場合に炉心注水、格納容器スプレイを行うための水源を確保する。また、使用済燃料ピットに大規模漏えいが発生した場合に使用済燃料

ピットに注水又はスプレイを実施するための水源、及び放射性物質の拡散抑制のため原子炉格納容器及びアニュラス部又は原子炉周辺建屋

（貯蔵槽内燃料体等）に放水のための水源を確保する。 

＜添付十：「第 5.2.16 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.13）」＞に対応に用いる対応設備が示されていることを

確認した。 

 

【1.14 電源の確保に関する手順等】 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中において原子

炉内燃料体の著しい損傷を防止するための電源を供給するため、共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備等を

用いた手順等を整備するとしていることを確認した。 

これらの手順により、全交流動力電源が喪失した場合の対応である空冷式非常用発電装置、号機間電力融通恒設ケーブル（3号～4号）等

及び電源車による電源の確保を行う。 

＜添付十：「第 5.2.17 表 重大事故等及び大規模損壊対応設備と整備する手順（1.14）」＞に対応に用いる対応設備が示されていることを

確認した。  

③ ①について、技術的能力基準の1．2～1．14で整備する手順等に加

えて、「2.1可搬型設備等による対応手順等」として多様性を持たせ

た手順書を整備する方針であることを確認する。 

 

 

 

③ 

大規模損壊が発生した場合に対応する手順については、５つの活動又は緩和対策を行うための手順書として重大事故等対策で整備する設

備を活用した手順等に加えて、重大事故時等では有効に機能しない設備等が大規模損壊のような状況下では有効に機能する場合も考えられ

るため、事象進展の抑制及び緩和に資するための多様性を持たせた設備等を活用した手段を可搬型設備等による対応手順等として整備す

る。 

また、重大事故等防止技術的能力基準の「１．重大事故等対策における要求事項」における１．２項から１．１４項の要求事項に基づき

整備する手順等に加えて、大規模損壊の発生を想定し、中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう現場にてプラン

トパラメータを監視する手順、現場において直接機器を作動させるための手段等を追加することから、多様性を持たせた手順等を整備する

ことを確認した。 

 なお、１．２項から１．１４項で整備した手順のうち大規模損壊に 
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特化した手順を以下に示す。 

 

【１．２項から１．１４項で整備した手順のうち大規模損壊に 

特化した手順等】 

大規模損壊発生時に使用する設備と手順については、先に記載した１．２項から１．１４項で示した重大事故等対策で整備する手順等を

活用することで「炉心の著しい損傷を緩和するための対策」、「原子炉格納容器の破損緩和」、「使用済燃料貯蔵槽の水位確保及び燃料体等の

著しい損傷緩和」、「放射性物質の放出低減」の緩和措置を行う。 

さらに、柔軟な対応を行うための大規模損壊に特化した手順を以下に示す。 

a. Ｂ充てんポンプ（自己冷却）で注入し、加圧器逃がし弁を開とする手順 

b. 化学消防自動車による格納容器スプレイのための手順 

c. 化学消防自動車による使用済燃料ピットへのスプレイのための手順 

d. 化学消防自動車による原子炉容器への注水のための手順 

e. 燃料取替用水ピットから消火水バックアップタンクへの水源切替の手順 

f. 恒設代替低圧注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイの手順 

g. Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）を用いた代替格納容器スプレイの手順 

h. 消火ポンプを用いた代替格納容器スプレイの手順 

i. 可搬式代替低圧注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイの手順 

j. 送水車による使用済燃料ピットへのスプレイ（外部）の手順 

 

＜補足説明資料：大規模損壊に特化した設備と手順の整備について＞ 

④ ①で整備する方針の手順書について、対応手段の優先順位の考え方

が示されていることを確認する。 

④ 

大規模損壊によって原子炉施設が受ける被害範囲は不確定性が大きく、あらかじめシナリオを設定した対応操作は困難であると考えられ

ることなどから、環境への放射性物質の放出低減を最優先に考えた対応を行うこととし、重大事故等対策において整備する手順等に加え

て、可搬型設備による対応を中心とした多様性及び柔軟性を有する手順等を以下のとおり整備するとしていることを確認した。 

環境への放射性物質の放出低減を最優先に考え、炉心損傷の潜在的可能性を最小限にすること、炉心損傷を少しでも遅らせることに寄与

できる初期活動を行うとともに、事故対応への影響を把握するため、火災の状況を確認することが示されている。また、対応要員及び残存

する資源等を基に有効かつ効果的な対応を選定し、事故を収束させる対応を行うことが示されている。 

また、大規模損壊発生時においては、設計基準事故対処設備の安全機能の喪失、大規模な火災の発生並びに運転員（当直員）を含む重大

事故等対策要員等が被災した場合も対応できるようにするとともに、可搬型重大事故等対処設備等を活用することによって、（a-3-3-1）項

の原子力災害への対応について人命救助を行うとともに要因の安全を確保しつつ平行して行う。 

さらに、環境への放射性物質の放出低減を最優先とする観点から、事故対応を行うためのアクセスルートの確保、操作の支障となる火災

及び延焼することにより被害の拡大に繋がる可能性のある火災の消火活動を優先的に実施することを確認した。 

 対応の優先順位については、把握した対応可能な要員数、使用可能 

な設備及び施設の状態に応じて選定するとしていることを確認した。 

【大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等】 

大規模な火災が発生した場合における対応手段の優先順位は、放水砲等を用いた泡消火について速やかに準備するとともに、早期に準備

が可能な化学消防自動車及び小型動力ポンプ付水槽車、又は化学消防自動車、小型動力ポンプ付き水槽車及び中型放水銃、あるいは送水車
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（消火用）及び中型放水銃による泡消火並びに延焼防止のための消火を実施することを確認した。 

 

【炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等】 

炉心の著しい損傷を緩和するための対策が必要な場合における対応手段の優先順位は以下のとおりであることを確認した。 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び減圧を優先し、蒸気発生器 2 次側の除熱機能が喪失し

た場合は、１次冷却系統のフィードアンドブリードを行う。  

 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時において 1 次冷却材喪失事象が発生している場合は、多様な炉心注水手段から早期に準備可能な

常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により炉心を冷却する。また、１次冷却材喪失事象が発生し

ていない場合は、蒸気発生器 2次側による炉心冷却を行う。 

 最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び格納容器内自然対流冷却により最終

ヒートシンクへ熱を輸送する。  

 原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合は、格納容器内自然対流冷却に大容量ポンプを使用するための準備に時間がかかること

から、多様な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備に

より原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

 

【原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等】  

原子炉格納容器の破損を緩和するための対策が必要な場合における対応手段の優先順位は以下のとおりであることを確認した。 

 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び減圧を優先し、蒸気発生器 2 次側の除熱機能が喪失し

た場合は、１次冷却系のフィードアンドブリードを行う。また、１次冷却系を減圧する手段により、高圧溶融物放出及び格納容器雰囲

気直接加熱による原子炉格納容器破損を防止する。  

 炉心が溶融し、溶融デブリが原子炉容器内に残存した場合は、原子炉格納容器の破損を緩和するため、多様な格納容器スプレイ手段か

ら早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は可搬型設備により原子炉格納容器内に注水し、原子

炉容器内の残存溶融デブリを冷却する。  

 最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合は、蒸気発生器 2 次側による炉心冷却及び格納容器自然対流冷却により最終ヒ

ートシンクへ熱を輸送する。  

  原子炉格納容器内の冷却又は破損を緩和するため、格納容器自然対流冷却、多様な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設

設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。  

 溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）の抑制及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリへの接触を防止するため、多様

な格納容器スプレイ手段から早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は可搬型設備により、溶融

し原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却する。また、溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、多様な

炉心注水手段より早期に準備可能な常設設備を優先して使用し、常設設備が使用できない場合は、可搬型設備により原子炉を冷却す

る。  

 さらに、原子炉格納容器内に水素が放出された場合においても水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な水素濃

度低減及び水素濃度監視を実施し、水素が原子炉格納容器から原子炉格納容器周囲のアニュラス部に漏えいした場合にも、水素爆発

による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出及び水素濃度監視を実施する。 

 

【使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び燃料体等の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等 】  
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使用済燃料ピットの水位を確保するための対策及び燃料体等の著しい損傷を緩和するための対策が必要な場合における対応手段の優先順

位は、以下のとおりであることを確認した。 

 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策が必要な場合における対応手段の優先

順位は、外観から原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）が健全であることや周辺の線量率が正常であることが確認できた場合は建屋

内部にて可能な限り代替水位計の設置等の措置を行うとともに、早期に準備が可能な常設設備による注水を優先して実施し、常設設

備による注水ができない場合は、可搬型設備による注水を行う。水位の維持が不可能又は不明と判断した場合は建屋内部からのスプ

レイを実施する。 

 また、使用済燃料ピットの近傍に立ち入ることができない場合は、建屋外部からのスプレイを実施し、原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料

体等）の損壊又は現場線量率の上昇により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に近づけない場合は、放水砲により燃料体の著しい損

傷の進行を緩和する。 

 

【放射性物質の放出を低減するための対策に関する手順等】  

放射性物質の放出を低減するための対策が必要な場合における対応手順の優先順位は、以下のとおりであることを確認した。 

 原子炉格納容器の閉じ込め機能が喪失した場合、格納容器スプレイが実施可能であれば、早期に準備が可能な常設設備によるスプレ

イを優先して実施し、常設設備によるスプレイができない場合は可搬型設備による代替格納容器スプレイを実施する。 

 格納容器スプレイが使用不能な場合又は放水砲による放水が必要と判断した場合は、放水砲による放射性物質の放出低減を実施する。 

 貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合は、建屋外部からのスプレイにより放射性物質の放出低減を実施し、原子炉周辺建屋（貯

蔵槽内燃料体等）の損壊又は現場線量率の上昇により原子炉周辺建屋（貯蔵槽内燃料体等）に近づけない場合は、放水砲による放射性

物質の放出低減を実施する。 

 

  

 

 

 

ｃ．米国ガイド等における要求事項の手順書への反映について 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

① 米国ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）を踏まえた大規模損壊に対

する考慮事項及びそれに対する対応が参考として示されていること

を確認する。 

整備する手順について、米国における NEI ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）の考え方も参考としていることを確認した。 

なお、具体的な内容については、手順に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.8 米国ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）で参考とした事項＞ 

＜補足説明資料：別冊１.具体的対応の共通事項 添付資料３米国ガイド（NEI-06-12 及び NEI-12-06）等における要求事項の手順書への反

映について＞ 
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２．１．２ 体制の整備 

（１） 教育及び訓練の実施 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

重大事故等発生時の教育及び訓練（技術的能力１．０）に加えて、必

要となる大規模損壊時の教育及び訓練について、大規模損壊対応に必要

な要員が有する力量を明確にした上で教育及び訓練が網羅的に整備さ

れ、計画的に実施する方針としていることを確認する。 

 

１．教育及び訓練の実施方針 

【解釈】 

２ 訓練は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策は幅広い発電用

原子炉施設の状況に応じた対策が必要であることを踏まえ、その教

育訓練等は重大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識の

向上を図ることのできるものとする方針であること。 

 

 

（１）大規模損壊対応における手順について、大規模損壊対応に必要な

要員が有する力量を明確にした上で網羅的に整備され、教育及び訓

練を計画的に実施する方針としているか。 

 

① 重大事故時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識向上を図ること

が出来る教育訓練等がなされる方針であることを確認する。 

 

② 大規模損対応に係る教育及び訓練について、計画的に教育及び訓練

を実施する方針とすることを確認。 

 

③ 通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定し、個別訓練を実施す

る方針であることを確認。 

 

④ 教育及び訓練について、対象者（協力会社を含む。）を明確にした上

で、対象者に対して要求する力量を確保する方針とすることを確認。 

 

 

① 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 

 

②③ 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時を想定し、通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定した指揮者等への個別の教育訓練を実施するとし

ていることを確認した。 

補足説明資料において、個別の教育及び訓練を計画的に実施することについて、重大事故等対策要員（協力会社を含む）に対し必要な教育

及び訓練項目を列挙し、年１回以上実施することが示されている。 

＜補足説明資料：1.0.1(4) 手順書の整備、教育及び訓練の実施並びに体制の整備＞ 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.9 重大事故対策及び大規模損壊の対処に係る教育及び訓練について＞ 

④ 

大規模損壊への対応のための要員の役割に応じて付与される力量に加え、流動性をもって対応できるような力量を確保していくことによ

り、期待する要員以外の要員でも対応できるよう教育訓練の充実を図るとしていることを確認した。 

また、通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定した指揮者等への個別の教育及び訓練を実施するとしていることを確認した。 

補足説明資料において、手順毎の対象者（協力会社社員含み）及び要求する力量が示されている。 

また、最低限必要な要員以外の人員は原則、発電所外に退避するが、発電所内に勤務する人員を最大限に活用しなければならない事態を

想定して、重大事故等対策要員以外の人員に対して教育を実施するとしていることを確認した。 

 

 

（２）（１）により整備された教育及び訓練を実施し、必要となる力量が

維持されていることを管理する方針としているか。 

 

① 力量が維持されていることを確認するため、力量評価方法を明確に

した上で力量管理を行う方針であることを確認する。 

① 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-25 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

２．知識ベースの理解向上に資する教育及び総合的な演習の実施 

【解釈】 

ｂ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する要員

の役割に応じて、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行

うとともに、下記３a）に規定する実施組織及び支援組織の実効性等

を総合的に確認するための演習等を計画する方針であること。 

 

 

（１）重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて、定期的に知識

ベースの理解向上に資する教育を行う方針としていることを確認

する。その際、以下の事項が明確になっていることを確認する。 

 

① 教育対象者（協力会社を含む。）が明確になっていること。 

 

② 教育の目的若しくは、教育により期待する効果が明確になっている

こと。 

 

①② 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 

 

（２）実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習

等を定期的に計画する方針としているか。 

 

① 個別手順を組み合わせた総合訓練等を実施し、力量評価を実施し、

継続的に実施し教育プログラムが改善される仕組みと方針とするこ

とを確認。 

 

①  
大規模損壊発生時に対応する組織とそれを支援する組織の実効性等を確認するための定期的な総合訓練を継続的に実施するとしているこ

とを確認した。 

 

３．保守点検活動を通じた訓練の実施 

【解釈】 

ｃ）発電用原子炉設置者において、普段から保守点検活動を自らも

行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより、発電用原子炉

施設及び予備品等について熟知する方針であること。 

 

 

① 発電用原子炉施設等を熟知するため、従来、協力会社に依存してき

た部品交換等の保守点検活動を自社社員自らも行う保守活動を行う

方針とすることを確認。 

 

① 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 

重大事故等の事故状況下において復旧を迅速に実施するために、普段から保守点検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積む

ことなどにより、原子炉施設及び予備品等について熟知するとしていることを確認した。 

 

 

 

４．高線量下等を想定した訓練の実施 

【解釈】 

①  
大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む。）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-26 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

ｄ）発電用原子炉設置者において、高線量下、夜間及び悪天候下等

を想定した事故時対応訓練を行う方針であること。 

 

 

① 大規模損壊対応時の事象進展により想定される環境下（高線量下、

夜間、悪天候その他の厳しい環境）を踏まえた訓練を実施する方針

とすることを確認。 

 

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 

重大事故等発生時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、重大事故等発生時の事象進展により高線量下になる場所を想定し放射

線防護具を使用した訓練、夜間及び降雨並びに強風等の悪天候下等を想定した訓練を実施するとしていることを確認した。 

 

 

 

５．マニュアル等を即時利用可能とするための準備 

【解釈】 

ｅ）発電用原子炉設置者において、設備及び事故時用の資機材等に

関する情報並びにマニュアルが即時に利用できるよう、普段から保

守点検活動等を通じて準備し、及びそれらを用いた事故時対応訓練

を行う方針であること｡ 

 

 

① 設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルが即時

に利用できるよう、通常時から保守点検活動等を通じて準備する方

針とすることを確認。 

 

② 通信設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルを

用いた事故時対応訓練を行う方針とすることを確認 

①② 

大規模損壊への対応のための重大事故等対策要員（協力会社を含む）への教育及び訓練については、重大事故等対策にて実施する教育及

び訓練を基に、大規模損壊発生時における各要員の役割に応じた任務を遂行するに当たり必要となる力量を習得及び維持するため、教育及

び訓練を実施するとしていることを確認した。 

重大事故等発生時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルが即時に

利用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて準備し、それらの情報及びマニュアルを用いた事故時対応訓練を行うとしていることを

確認した。 

 

 

 

 

 

（２） 体制の整備 

ａ．体制 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

重大事故等発生時の体制（技術的能力１．０）を基本としつつ、中

央制御室や要員の損耗等によって体制が部分的に機能しない場合にお

いても、流動性をもって柔軟に対応できる体制を整備する方針である

ことを確認する。 

 

１．役割分担及び責任者の明確化 

【解釈】 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する実施

組織及びその支援組織の役割分担及び責任者などを定め、効果的な

①  
大規模損壊発生時の体制については、通常の原子力防災組織の体制にを基本としつつ、通常とは異なる対応が必要となる状況においても

流動性を持って対応できるようにするとともに、大規模損壊発生時の対応手順に従って活動を行うことを前提としていることを確認した。

重大事故等対策を実施する実施組織及び実施組織に対して支援を行う支援組織の役割分担及び責任者などを定め、効果的な重大事故等対策

を実施し得る体制を整備するとしていることを確認した。 

 

②  
専門性及び経験を考慮した班の構成を行うとされ、具体的には、班の構成について、通常時の発電所体制下での運転、日常保守点検活動

の実務経験が発電所対策本部での事故対応、復旧活動に活かせ、組織が効果的に重大事故等対策を実施できるよう、専門性及び経験を考慮

した上で班の構成を行うとしていることを確認した。 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-27 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

重大事故等対策を実施し得る体制を整備する方針であること。 

 

 

① 大規模損壊対応を実施する実施組織及び実施組織に対して支援を行

う支援組織の役割分担、責任者等を定める方針であることを確認。 

 

② 専門性及び経験を考慮した作業班の構成を行う方針であることを確

認。 

 

③ 通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定して大規模損壊対応を

実施し得る体制を整備する方針であることを確認。 

 

④ 中央制御室が機能しない場合を想定して対応できる体制を整備する

方針であることを確認。 

 

また、各班の役割分担、責任者である班長（管理職）を定め、指揮命令系統を明確にし、効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備

するとしていることを確認した。 

 

③ 

 地震、津波等の大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生により、通常の原子力防災体制での指揮命

令系統が機能しなくなる可能性を考慮することを確認した。 

 通常の原子力防災体制での指揮命令系統が機能しない可能性を考慮し、原子力防災管理者の代行者をあらかじめ複数定めることを確認し

た。 

時間外、休日（夜間）における、初動の指揮は、原子力防災管理者の代行者として副原子力防災管理者が常駐し指揮を執ることを確認し

た。また、大規模損壊と同時に大規模火災が発生している場合は、発電所対策本部の火災対応の指揮命令系統の下、消火活動要員は消火活

動を実施するとしていることを確認した。また、発電所対策本部長が、事故対応を実施及び継続するために、放水砲等を用いた泡消火の実

施が必要と判断した場合、重大事故等対策要員を火災対応の指揮命令系統の下で消火活動に従事させることを確認した。 

 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

④  

大規模損壊の発生により中央制御室（運転員を含む。）が機能しない場合においても、対応できるよう体制を整備することを確認した。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生により、中央制御室（運転員を含む）が機能しない場合においても、重大事故等

対策要員にて対応を実施するとしていることを確認した。 

 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

２．実施組織の構成 

【解釈】 

ｂ）実施組織とは、運転員等により構成される重大事故等対策を実

施する組織をいう。 

 

 

① 実施組織として、運転員等により構成される大規模損壊対応を実施

する組織を設置し、構成する組織の役割分担を明確にする方針であ

ることを確認する。 

 

② 実施組織における原子炉主任技術者の役割分担が明確になっている

ことを確認する。 

 

※ 各組織を構成する班の具体的な役割分担及び業務の範囲については

「６．各班の役割分担及び責任の明確化」にて確認する。 

① ② 

実施組織を、発電班（当直員含む。）及び保修班により構成し、必要な役割の分担を行い重大事故等対策が円滑に実施できる体制を整備す

ることを確認した。 

発電班は、事故状況の把握及び整理、事故拡大防止のための措置、原子炉施設の保安維持等を行うことを確認した。 

保修班は、事故原因の究明、応急対策の立案、実施及び消火活動等を行うことを確認した。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場合の原子力防災組織において、その職務に支障をきたすことがないよう、独立性が

確保できる組織に配置する。発電用原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場合、重大事故等対策における原子炉施設の運転に関し、

保安監督を誠実かつ、最優先に行うことを任務とする。 

また、発電用原子炉主任技術者は、重大事故等時において、原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は、運転に従事する者（所長を含む。）

へ指示を行い、発電所対策本部の本部長は、その指示を踏まえ方針を決定することを確認した。 

 

 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-28 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 

３．複数号炉の同時被災への対応 

【解釈】 

ｃ）実施組織は、工場等内の全発電用原子炉施設で同時に重大事故

が発生した場合においても対応できる方針であること。 

 

 

① 複数号炉で同時に大規模損壊対応が発生した場合においても、通常

の指揮命令系統が機能しない場合を想定して対応できる方針であ

ることを確認する。複数号炉で同時に大規模損壊が発生した場合に

は、指揮者 1人で調整できる号炉数を考慮して体制を整備すること。 

 

② 複数号炉で同時に大規模損壊対応が発生した場合においても対応

できるよう、必要な要員を確保する方針であることを確認する。特

に、消火担当区域を分ける場合には、それぞれの区域で独立して消

火活動ができる体制であることを確認する。 

 

① 

大規模損壊発生時の体制については、組織が最も有効に機能すると考えられる通常の原子力防災組織の体制により対応することを基本と

しつつ、通常とは異なる対応が必要となる状況においても流動性を持って対応できるように整備するとしていることを確認した。 

3 号炉及び 4 号炉同時被災時は、号炉ごとに情報収集や事故対策の検討等を行い、情報の混乱や指揮命令が遅れることのないよう原子力

防災体制を整備していることを確認した。 

 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

② 

3 号炉及び 4号炉同時被災時は、副本部長あるいは本部付の副原子力防災管理者の中から、本部長が号炉ごとの指揮者を指名し、当該号炉

に特化して情報収集や事故対策の検討等を行うことにより、情報の混乱や指揮命令が遅れることの内容にしていることを確認した。 

3 号炉及び 4 号炉同時被災時には、各班の班長と副班長を号炉ごとに配置し、任務の対応が遅れることがないようにしていることを確認

した。 

 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

 

４．支援組織の構成 

【解釈】 

ｄ）支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援

組織及び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営

支援組織等を設ける方針であること。 

 

 

① 支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織、

実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織

を設ける方針であることを確認する。 

 

② 技術支援組織の構成が明確になっていることを確認する。 

 

③ 運営支援組織の構成が明確になっていることを確認する。 

 

※ 各組織を構成する班の役割分担及び支援の範囲については、「（６）

各班の役割分担及び責任者の明確化」にて確認する。 

 

① ②③ 

技術支援組織は、安全管理班及び放射線管理班で構成し、必要な役割分担を行い実施組織に対して技術的助言を行う組織として構成が明

確であるこを確認した。 

運営支援組織は、総務班、広報班及び情報班で構成し、必要な役割分担を行い実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える組織

として構成が明確であるこを確認した。 

 

５．対策本部の設置及び要員の招集 ①  



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-29 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

【解釈】 

ｅ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施が必要な

状況においては、実施組織及び支援組織を設置する方針であるこ

と。また、あらかじめ定めた連絡体制に基づき、夜間及び休日を含

めて必要な要員が招集されるよう定期的に連絡訓練を実施すること

により円滑な要員招集を可能とする方針であること。 

 

 

① 大規模損壊対応の実施が必要な状況において、発電所内に実施組織

及び支援組織を設置する方針であること、実施組織及び支援組織を

統轄する責任者を配置する方針であることを確認する。 

 

② 夜間及び休日を含めて大規模損壊対応必要な要員を確保する方針で

あることを確認する。その際、要員の種別毎に必要な人数が明確に

なっていることを確認する。 

 

③ 必要な要員は、同時に被災しないよう分散して配置する方針である

ことを確認する。 

 

 

 

 

④ 必要な要員が、建物の崩壊により被災する場合、発電所構内に勤務

している要員を活用する等の対応をとる方針であることを確認す

る。 

 

 

⑤ 夜間及び休日を含めて必要な要員を非常召集できるよう、あらかじ

め定めた連絡体制に基づき、定期的に連絡訓練を実施する方針であ

ることを確認する。 

 

 

⑥ 必要な要員の召集に時間を要する場合も想定し、大規模損壊対応を

行える体制であることを確認する。 

 

 

 

所長（原子力防災管理者）は、重大事故等及び大規模損壊の対策を実施する実施組織、その支援組織の役割分担並びに責任者、指揮命令系

統及び通報連絡を行う組織等を手順書に定め、効果的な重大事故等及び大規模損壊の対策を実施し得る体制を整備していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

②  
勤務時間外、休日（夜間）においても発電所内に重大事故等対策要員 64 名（消火活動要員 7 名を含む。）を確保し、大規模損壊の発生時

ににより中央制御室（運転員を含む。）が機能しない場合においても、対応することを確認した。 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

③  
勤務時間外、休日（夜間）における常駐者は、地震、津波等の大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが

発生した場合にも対応できるよう、分散して待機することを確認した。 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

④  
建物の損壊等により対応要員が被災するような状況においても、構内に勤務している他の要員に、発電所対策本部での役務を割り当てる

等の柔軟な対応をとることを確認した。 

 

⑤ 

あらかじめ定めた連絡体制に基づき時間外、休日（夜間）を含めて必要な要員を非常招集できるよう、定期的に通報連絡訓練を実施する

としていることを確認した。 

 

⑥ 

大規模損壊発生時において、社員寮、社宅等からの召集に時間を要する場合も想定し、本発電所構内の最低要員数により当面の間は事故

対応を行えるよう体制を整えることを確認した。 

なお、大規模損壊発生時において、重大事故等対策要員として非常招集が期待される社員寮、社宅等の要員の非常召集ルートは複数ルー

トを確保し、その中から適応可能なルートを選択し、発電所へ非常召集するとしていることを確認した。 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

 

 

 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-30 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 新型インフルエンザ等が発生し、必要な要員が確保できない場合の

対応が示されていることを確認する。 

 

⑧ 大規模損壊対応の実施にあたり、協力会社社員を招集する場合、あら

かじめ必要な契約等を行う方針であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 

 大規模損壊では、新型インフルエンザ等は考慮しないため、該当なし。 

 

⑧ 

大規模損壊発生時の体制については、組織が最も有効に機能すると考えられる通常の原子力防災組織の体制により対応することを基本と

しつつ、通常とは異なる対応が必要となる状況においても流動性を持って対応できるように整備するとしていることを確認した。 

重大事故等の対応については、高線量下の対応においても、社員及び協力会社員を含め要員を確保するとしていることを確認した。社員

と協力会社員の現場での対応については、請負契約のもと、それぞれがあらかじめ定められた業務内容をそれぞれの責任者の下で行うこと

としていることを確認した。必要に応じて作業の進捗について、事業者と協力会社の責任者間で相互連絡を取り合うようにするとしている

ことを確認した。 

 

６．各班の役割分担及び責任者の明確化 

【解釈】 

ｆ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施組織及び

支援組織の機能と支援組織内に設置される各班の機能が明確になっ

ており、それぞれ責任者を配置する方針であること。 

 

① 大規模損壊対応実施組織及び支援組織について、上記ｂ）及びｄ）項

に示す各班の機能を明確にするとともに、各班に責任者である班長

及びその代行者として副班長を配置する方針であることを確認す

る。 

 

 

①  
発電所対策本部は、本店対策本部との連絡、情報の収集、状況把握等を行う情報班、事故状況評価、放射能影響範囲の推定を行う安全管理

班、放射線、放射能の状況把握等を行う放射線管理班、事故状況把握、拡大防止措置を行う発電班等、8つの班で構成し、各班にはそれぞれ

責任者である班長（管理職）を配置することを確認した。 

 また、発電本部における指揮命令系統を明確にするとともに、指揮者である本部長の所長（原子力防災管理者）及び班長が書けた場合に

備え、代行者と代行順位をあらかじめ定め明確にしていることを確認した。 

 なお、実施組織及び支援組織の各班には責任者である班長（室長又は課長）を配置し、班長が書けた場合に備え、あらかじめ代行順位を定

めた副班長（課長又は係長）を配置することを確認した。 

 

７．指揮命令系統及び代行者の明確化 

【解釈】 

ｇ）発電用原子炉設置者において、指揮命令系統を明確化する方針

であること。また、指揮者等が欠けた場合に備え、順位を定めて代

理者を明確化する方針であること。 

 

 

① 

発電本部における指揮命令系統を明確にするとともに、指揮者である本部長の所長（原子力防災管理者）及び班長が書けた場合に備え、

代行者と代行順位をあらかじめ定め明確にしていることを確認した。 

 

② 

地震、津波等の大規模な自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生により、通常の原子力防災体制での指揮命

令系統が機能しなくなる可能性を考慮し、原子力防災管理者の代行者をあらかじめ複数定めることで体制を維持することを確認した。 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-31 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

① 指揮命令系統を明確化する方針であることを確認する。 

 

② 指揮者等が欠けた場合に備え、予め順位を定めて代理者を指定す

る方針であることを確認する。 

 

 例えば、通常の原子力防災体制での指揮命令系統が機能しない可能性を考慮し、原子力防災管理者の代行者をあらかじめ複数定めること

を確認した。 

時間外、休日（夜間）においては、指揮を執る原子力防災管理者の代行者として副原子力防災管理者が初動の指揮を執ることを確認した。 

 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 2.大規模損壊発生時の体制について＞ 

８．発電所内外への情報提供 

【解釈】 

ｉ）支援組織は、発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実

施状況について、適宜工場等の内外の組織へ通報及び連絡を行い、

広く情報提供を行う体制を整える方針であること。 

 

 

① 原子炉施設の状態及び大規模損壊対応の実施状況について、発電所

内外の組織への通報及び連絡を実施できるよう、衛星携帯電話及び

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備を用いて、広

く情報提供を行うことができる体制を整備する方針であることを

確認。 

 

② 発電所の実施組織がプレス対応に追われることなく、事故対応に専

念できる体制となっていることを確認。 

 

① ② 

支援組織は、原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況について、原子力施設事態即応センターに設置する本店緊急時対策本部（以

下「本店対策本部」という。）等の発電所内外の組織への通報及び連絡を実施できるように衛生電話（携帯）、統合原子力防災ネットワークに

接続する通信連絡設備等を配備し、広く情報提供を行うことができる体制を整備することを確認した。 

また、本店対策本部との連絡を密にすることで報道発表、外部からの問い合わせ対応及び関係機関への連絡を本店原子力防災組織で構成

する本店対策本部で実施することにより、発電所対策本部が事故対応に専念でき、また、発電所内外へ広く情報提供を行うことができる体

制を整備することを確認した。 

 

 

９．プルーム放出時における対応について 

 

① プルーム放出時について、最低限必要な要員を確保し、プルーム通

過後に活動を再開する体制を整備する方針であることを確認する。 

 

 

① 

プルーム放出時には、最低限必要な要員は緊急時対策所にとどまり、プルーム通過後、活動を再開する。その他の要員は、本発電所外へ

一時避難し、その後、交代要員として本発電所へ再度非常召集することを確認した。 

なお、具体的な内容については、体制に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 5.プルーム放出時における屋内避難と屋外避難の判断基準について＞ 

 
ｂ．対応拠点 

審査の視点 確認結果（大飯３，４号炉） 

１０．実効的に活動するための設備等の整備 

 【解釈】 

ｈ）発電用原子炉設置者において、上記の実施体制が実効的に活動

するための施設及び設備等を整備する方針であること。 

 

 

① 

大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については、重大事故等対策で配備する資機材の基本的な考え方を基に、高線量の環境、大規模

な火災の発生及び外部支援が受けられない状況を想定し配備するとしていることを確認した。 

 

② 

大規模損壊が発生した場合において、本部長を含む緊急時対策本部要員等が活動を行うに当たっての拠点は、緊急時対策所を基本とする。



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-32 

① 実施組織及び支援組織が定められた役割を遂行するため、発電所内

外に通信連絡を行い関係箇所と連携を図るための統合原子力防災ネ

ットワークに接続する通信連絡設備等（テレビ会議システムを含む）

を備えた緊急時対策所を整備する方針であることを確認する。 

 

② 拠点が機能喪失する場合を想定し、代替可能なスペースも状況に応

じて活用する方針であることを確認する。 

 

③ 中央制御室、緊急時対策所及び現場との連携を図るため、携帯型有

線通話装置等を整備する方針であることを確認する。 

 

④ 夜間においても速やかに現場へ移動するために必要な、実効的に活

動するための設備等を整備する方針であることを確認する。 

 

また、運転員（当直員）の拠点については、中央制御室等が機能している場合は中央制御室とする。なお、緊急時対策所以外にも代替可能

なスペースも状況に応じて活用することを確認した。 

  

③ 

重大事故等対策で整備する設備等と同様の方針であることを確認した。 

 

④ 

重大事故等対策で整備する設備等と同様の方針であることを確認した。 

 

ｃ．外部支援 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１１．外部からの支援体制の整備 

【解釈】 

ｊ）発電用原子炉設置者において、工場等外部からの支援体制を構

築する方針であること。 

 

 

① 発電所災害対策本部が大規模損壊対応に専念できるよう、発電所外

部に支援組織等を設置するとしていることを確認する。その際、発

電所外部に設置する支援組織を設置する判断基準が明確になって

いることを確認する。 

 

② 発電所外部に設置する支援組織は、原子力部門だけでなく他部門も

含めた全社体制であることを確認する。 

 

③ 支援組織の構成及び役割分担が明確になっていることを確認する。

その際、発電所災害対策本部が大規模損壊対応に専念できるような

役割分担等となっているか確認する。 

 

④ 他の原子力事業者等からの支援を受けられるよう、発電所外部に支

援拠点を設置するとしていることを確認する。 

 

① 

大規模損壊発生時における本発電所外部からの支援体制として、本店からの支援を実施するため、社長を本店の本部長とする本店対策本

部が速やかに確立できるよう体制を整備することを確認した。 

上記の方針は、重大事故等対策で整備する外部からの支援体制の整備と同様の方針であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

② 

重大事故等対策で整備する外部からの支援体制の整備と同様の方針であることを確認した。 

 

③ 

重大事故等対策で整備する外部からの支援体制の整備と同様の方針であることを確認した。 

 

④ 

他の原子力事業者及び原子力緊急事態支援組織へ応援要請し、技術的な支援が受けられるよう体制を整備することを確認した。 

上記の方針は、重大事故等対策で整備する外部支援体制と同様の方針であることを確認した。 

＜添付十：5.1.4(3)体制の整備＞ 
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＜添付十：5.1.2.2(5)大規模損壊発生時の支援体制の確立＞ 

１２．外部支援の体制 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、工場等内であらかじめ用意された

手段（重大事故等対処設備、予備品及び燃料等）により、事故発生

後７日間は事故収束対応を維持できる方針であること。 

また、関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める

方針であること。 

さらに、工場等外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処

設備、予備品及び燃料等）により、事象発生後６日間までに支援を

受けられる方針であること。 

 

 

① 発電所内であらかじめ用意された重大事故等対処設備、予備品、燃

料等により、事故発生後 7日間は事故収束対応を維持できる方針で

あることを確認する。 

 

② プラントメーカ、協力会社、建設会社、燃料供給会社、他の原子力

事業者等関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める

方針であることを確認する。 

 

③ 発電所外に保有している重大事故等対処設備と同種の設備、予備

品、燃料等により、事象発生後 6日間までに支援を受けられる計画

であることを確認する。 

①  

重大事故等対策で整備する外部支援の体制と同様の方針であることを確認した。 

 

②  

協力会社より現場作業や資機材輸送等に係る要員の派遣を要請できる体制、プラントメーカ及び建設会社による技術的支援を受けられる

体制を構築することを確認した。 

上記の方針は、重大事故等対策で整備する外部支援の体制と同様の方針であることを確認した。 

 

③ 

重大事故等対策で整備する外部支援の体制と同様の方針であることを確認した。 

 

２．１．３ 設備・資機材の整備 

（１） 可搬型重大事故等対処設備の整備 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

１．可搬型重大事故等対処設備の配備の方針 

可搬型重大事故等対処設備について、重大事故等対策で配備する設

備の基本的な考え方を基に、設計基準事故対処設備及び常設重大事故

等対処設備と同時に機能喪失しないことがない場所に保管することを

確認。 

 

大規模損壊発生時の対応手順に従って活動を行うために必要な可搬型重大事故等対処設備は、a.及び b.の事項を考慮して整備することを

確認した。 

 

①②③ 

a.可搬型重大事故等対処設備は、同等の機能を有する設計基準事故対処設備及び常設重大事故等対処設備と同時に機能喪失することのな

いよう、外部事象の影響を受けにくい場所に保管することを確認した。 

 具体的な外部事象は以下のとおり。 

 

（地震） 

可搬型重大事故等対処設備は、地震により常設重大事故等対処設備及び設計基準事故対処設備と同時に機能喪失させないよう、基準地震
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可搬型 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるものの

ほか、次に掲げるものでなければならない。 

五 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故対処設備及び重

大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事

故等対処設備と異なる保管場所に保管すること。 

 

（第43条解釈） 

７ 第３項第５号について、可搬型重大事故等対処設備の保管場所

は、故意による大型航空機の衝突も考慮すること。例えば原子炉建

屋から 100m 以上離隔をとり、原子炉建屋と同時に影響を受けない

こと。又は、故意による大型航空機の衝突に対して頑健性を有する

こと。 

 

 

① 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異

なる保管場所に保管することを確認。 

 

② 可搬型重大事故等対処設備の保管場所は、故意による大型航空機の

衝突も考慮すること。例えば原子炉建屋から 100m 以上離隔をとり、

原子炉建屋と同時に影響を受けないこと。又は、故意による大型航

空機の衝突に対して頑健性を有することを確認。 

 

③ 「可搬型重大事故等対処設備の保管場所」に対する設計の妥当性を

確認するため、設計上想定する要因として、保管時の環境条件（保

管場所を踏まえた自然現象などによる影響）並びに故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズムによる影響を考慮した要因が抽

出され、各要因に対する設計方針が整理されていることを確認。 

 

④ 複数の可搬型重大事故等対処設備が大規模な自然災害（竜巻）及び

大型航空機の衝突その他テロリズムの共通要因によって同時に機

能喪失しないよう、可搬型重大事故等対処設備同士の距離を十分に

動を一定程度超える地震動に対して、地震により生ずる敷地下斜面のすべり、液状化及び揺すり込みによる不等沈下、地盤支持力の不足及

び地下構造物の損壊等の影響を受けない位置に保管することを確認した。 

 

（津波） 

可搬型重大事故等対処設備は、津波により常設重大事故等対処設備又は設計基準事故対処設備と同時に機能喪失させないよう基準津波を

一定程度超える津波に対して裕度を有する高台に保管することを確認した。 

  

（竜巻） 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は、竜巻により常設重大事故等対処設備及び設計基準事故対処設備と同時に機能喪失させないよう、位

置的分散を図り複数箇所い保管することを確認した。 

 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響） 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は、故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにより常設重大事故等対処設備及び設計基準事故

対処設備と同時に機能喪失させないよう原子炉周辺建屋及び制御建屋から 100ｍの離隔距離をとって当該建屋と同時に影響を受けない場所

に分散して保管することを確認した。 

 

④ 

b.同時に複数の可搬型重大事故等対処設備が機能喪失しないよう、可搬型重大事故等対処設備同士の距離を十分に離して、複数箇所に分散

して配置することを確認した。 

原子炉補助建屋外から電力又は水を供給する可搬型重大事故等対処設備は、竜巻及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを

考慮し、可搬型重大事故等対処設備同士の距離を十分に離して複数箇所に分散して保管するとともに、常設設備への接続口、アクセスルー

トを複数設けることを確認した。 
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確保することを確認。 

 

２．アクセスルートの確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場

合において、可搬型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の

被害状況を把握するため、工場又は事業所（以下「工場等」とい

う。）内の道路及び通路が確保できるよう、実効性のある運用管理

を行う方針であること。 

 

 

（基本的な考え方） 

① 可搬型重大事故等対処設備を運搬するため、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、迂

回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する方針であること

を確認する。 

※ 確認にあたっては、敷地の特性を踏まえた検討がなされていること

に留意する。 

 

② アクセスルートの確保にあたり、大規模な自然災害及び大型航空機

による衝突を考慮するとしていることを確認する。 

 

③ アクセスルート上の障害物を想定し、障害物を除去するための実効

性のある運用管理を行う方針であることを確認する。 

 

④ 大規模損壊が発生した場合でも安全に経路を移動できるよう、アク

セスルート上で想定される作業環境を踏まえ、ヘッドライト、懐中

電灯、放射線防護具等、必要な装備を整備する方針であることを確

認する。 

 

⑤ ④の資機材は、大規模損壊による影響を受けにくい場所に保管する

ことを確認する。 

 

 

（※）申請者は、アクセスルートの確保について、「屋内アクセスルートの確保」と「屋外アクセスルートの確保」とに分けて整理してい

ることから、「審査の視点」及び「確認結果」について、まず、双方に共通する事項として、アクセスルート確保に係る「基本的な考え

方」を示し、続いて、「屋外アクセスルートの確保」、「屋内アクセスルートの確保」の順に、それぞれの個別方針を示す。 

 

① 

原子炉補助建屋外から電力又は水を供給する可搬型重大事故等対処設備は、竜巻及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを

考慮し、可搬型重大事故等対処設備同士の距離を十分に離して複数箇所に分散して保管するとともに、常設設備への接続口、アクセスルー

トを複数設けることを確認した。 

 

 

 

 

 

② 

原子炉補助建屋外から電力又は水を供給する可搬型重大事故等対処設備は、竜巻及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを

考慮し、可搬型重大事故等対処設備同士の距離を十分に離して複数箇所に分散して保管するとともに、常設設備への接続口、アクセスルー

トを複数設けることを確認した。 

 

なお、具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊1.具体的対応の共通事項 4.大規模損壊に対処するための可搬型重大事故等対処設備等の屋外保管エリア及び可搬

型対処設備運搬ルートについて＞ 

 

③ 

重大事故等対策のアクセスルート確保と同様の方針であることを確認した。 

 

④ 

重大事故等対策のアクセスルート確保と同様の方針であることを確認した。 

 

⑤ 

地震、津波、大規模な火災等の発生に備え、アクセスルートを確保するために、速やかに消火及びがれき撤去できる資機材を当該事象に

よる影響を受けにくい場所に保管することを確認した。 

なお、具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 

 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-36 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

（１）屋外アクセスルートの確保 

 

① 屋外アクセスルートを確保し、可搬型重大事故対処設備の運搬、他

の設備の被害状況を把握するとしていることを確認する。 

 

② 屋外アクセスルートの確保にあたり、敷地の特性を踏まえ想定する

自然現象等による影響を想定し、早期に復旧可能なアクセスルート

を確保するとしているか確認する。 

 

③ 屋外アクセスルートの確保にあたり、大規模な自然災害及び大型航

空機の衝突による影響を想定し、複数のアクセスルートを確保する

としているか確認する。 

 

 

④ アクセスルート上における被害想定（斜面崩壊、不等沈下、陥没、

倒壊、段差、溢水、火災等）を明確にし、車両の通行を考慮した補

強、機器の撤去等の対策を行う方針が示されていることを確認す

る。 

① 

重大事故等対策の屋外アクセスルート確保と同様の方針であることを確認した。 

 

② 

具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：添付資料 1.0.2 大飯 3号炉及び 4号炉可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

③ 

具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.2 大飯 3号炉及び 4号炉可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

④ 

具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.2 大飯 3号炉及び 4号炉可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

（２）屋内アクセスルートの確保 

 

① 重大事故発生時における屋内アクセスルートの確保し、屋内の可搬

型重大事故対処設備の運搬し、又は他の設備の被害状況を把握する

としていることを確認する。 

 

② 地震による転倒、地震による内部溢水（溢水の汚染を含む）、地震に

よる内部火災等、大規模な自然災害及び大型航空機の衝突等による

影響を踏まえて、内部アクセスルートを確保する方針であることを

確認する。 

 

③ 屋内アクセスルートの確保にあたり、大規模損壊対応の操作に必要

な活動場所まで移動可能なアクセスルートが選定されているか、ア

クセスルート上における被害想定（火災、放射線、薬品の漏えい、

資機材の転倒等）を明確にし、保護具の着用、機器の撤去等の対策

を行う方針が示されていることを確認する。 

 

 

① 

重大事故等対策の屋内アクセスルート確保と同様の方針であることを確認した。 

 

② 

具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.2 大飯 3号炉及び 4号炉可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 

  

③ 

火災の被害想定に関する具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されてい

ることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 1.0.2 大飯 3号炉及び 4号炉可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて＞ 
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１．資機材の配備 

資機材について、重大事故等発生時に整備する資機材を基に、高線量

の環境、大規模な火災の発生を想定して必要となる追加的な資機材を配

備することを確認する。 

 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、重要安全施設（設置許可基準規則第

２条第９号に規定する重要安全施設をいう。）の取替え可能な機器

及び部品等について、適切な予備品及び予備品への取替のために必

要な機材等を確保する方針であること。 

 

【解釈】 

１ 「適切な予備品及び予備品への取替のために必要な機材等」と

は、気象条件等を考慮した機材、ガレキ撤去等のための重機及び夜

間対応を想定した照明機器等を含むこと。 

 

 

① 優先順位を考慮して重要安全施設の取替え可能な機器、部品等の復

旧作業を実施する方針であることを確認する。 

 

② 有効な復旧対策についての継続的な検討を行うとともに、必要な予

備品の確保に努めることを確認する。 

 

③ 予備品への取替のために必要な機材等（気象条件等を考慮した機材、

ガレキ撤去等のための重機及び夜間対応を想定した照明機器。）を確

保する方針であることを確認する。予備品への取替のために必要な

機材等（気象条件等を考慮した機材、ガレキ撤去等のための重機及

び夜間対応を想定した照明機器、高線量の環境下を想定した防護服

等を含む。）を確保する方針であることを確認する。 

 

④ 高線量の環境下において対応を行うために必要な資機材を配備す

る方針であることを確認する。 

 

⑤ 大規模な火災発生時に消火活動を実施するために必要な資機材を

配備する方針であることを確認する。 

 

① 

大規模損壊では、重要安全施設等の取替えは行わないため該当なし。 

 

② 

重大事故等対策の資機材の配備と同様の方針であることを確認した。 

 

③ 

重大事故等対策の資機材の配備と同様の方針であることを確認した。 

 

④ 

高線量の環境下において、事故対応を行うために高線量対応防護服等（事故対応するために着用するマスク、個人線量計含む）の必要な

資機材を配備することを確認した。 

補足説明資料において、夜間の対応を想定した照明機器等及びその他作業環境を想定した資機材を確保するとしていることが示されてい

る。 

補足説明資料において、着用するマスク、個人線量計の保管場所及び保管数量が示されている。 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.10 大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について＞ 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.12 大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応について＞ 

⑤ 

地震及び津波の大規模な自然災害による油タンク火災、又は故意による大型航空機の衝突による大規模な燃料火災の発生時において、必

要な消火活動を実施するために着用する防護具、消火剤等の資機材及び消防設備を配備することを確認した。 

補足説明資料において、消火薬剤等の資機材には、空気呼吸器を含めて示されている。 

着用する防護具、消火薬剤、空気呼吸器の保管場所及び保管数量が示されている。 

なお、具体的な内容については、設備の配置場所に関する詳細な情報であることから、非公開資料において示されていることを確認した。 

 ＜補足説明資料：別冊 1.具体的対応の共通事項 3.火災の想定と消火活動について＞ 

 

 

⑥ 

大規模損壊の発生時において、指揮者と現場間、本発電所外等との連絡に必要な通信手段を確保するため、多様な通信手段を複数配備す

ることを確認した。 

多様な通信手段とは、携帯型通話装置、トランシーバー、衛星電話（携帯）及び統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備であ

ることを確認した。 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.10 大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について＞ 

 

⑦ 

消火活動専用の通信連絡設備を配備することを確認した。 

消火活動専用の通信連絡設備として無線通話装置を配備することを確認した。 



  新規制基準適合性審査 確認事項（大飯発電所３，４号炉） 

最終的な審査結果については審査書を参照のこと。本資料については、随時、改訂があり得る。  2.1-38 

審査の視点及び確認事項 確認結果（大飯３，４号炉） 

⑥ 通常の通信手段が使用不可能な場合を想定し、指揮者と現場間、発

電所外との連絡に必要な通信連絡設備を複数配備する方針である

ことを確認する。 

 

⑦ 消火活動専用の通信連絡設備として無線通話装置を配備する方針

であることを確認する。 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.10 大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について＞ 

 
 

２．予備品等の保管場所 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、上記予備品等を、外部事象の影響を

受けにくい場所に、位置的分散などを考慮して保管する方針である

こと。 

 

 

① 予備品等を、地震による周辺斜面の崩落、津波による浸水等の外部

事象の影響を受けにくい場所に、位置的分散などを考慮して保管す

る方針であることを確認。 

 

② 予備品等を、大型航空機の衝突による影響を受けないよう、原子炉

建屋及び原子炉補助建屋から 100m 以上離隔した場所に位置的分散

を考慮して保管する方針であることを確認。 

 

① 

 大規模損壊発生時の対応に必要な資機材については、重大事故等対策で配備する資機材の基本的な考え方を基に、高線量の環境、大規模

な火災の発生及び外部支援が受けられない状況を想定し配備していることを確認した。また、そのような状況においても使用を期待できる

よう原子炉建屋及び原子炉補助建屋から 100m 以上離隔をとった場所に分散して配備することを確認した。 

 

② 

大規模損壊発生時の対応に必要な資機材は、大規模損壊発生時においても使用を期待できるよう、原子炉周辺建屋及び制御建屋から 100m

以上離隔をとった場所に配備することを確認した。 

 

＜補足説明資料：添付資料 2.1.10 大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について＞ 

 

 

 

 

３．予備品等の保管場所からのアクセスルートの確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場

合において、設備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確

保できるよう、実効性のある運用管理を行う方針であること。 

 

 

① 設備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確保できるよ

う、アクセスルート（屋外、屋内）について、実効性のある運用管

理を行う方針であることを確認。 

 

① 

 重大事故等対策の予備品等の保管場所からのアクセスルートの確保と同様の方針であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


